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ま え が き  
 

 

2012 年 8 月に改正労働契約法が成立し、有期契約労働者が安心して働き続けられるよう、

「雇止め法理」が法定化される（第 19 条）とともに、新たに反復更新で通算 5 年を超えた

場合の無期労働契約への転換（第 18 条）等が規定され、2013 年 4 月より全面的に施行さ

れた。 

その後、「高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者」や「定年後、継続して雇用される

有期契約の高齢者」については、その特性に応じた適切な雇用管理がなされる場合、無期

労働契約への転換申込権を一定期間、発生しないこととする特例が設けられ、2015 年 4 月

より施行された。 

本調査は、そうした労働法制の一連の見直しに対する、企業等の対応状況等を明らかに

するため、厚生労働省からの研究要請に基づき実施したものである。 

同様の企業等調査は、過去 3 度に渡り行ってきた経緯もあるが、今回の調査は改正労働

契約法の全面施行より丸 5 年を経過し、2018 年 4 月から無期転換申込権の本格的な発生・

行使が見込まれる中、企業等とそこで働く有期契約労働者及び無期労働契約への転換者を

対象に、喫緊の対応状況等を初めて尋ねたものである。 

同法の附則第 3 条では、「規定の施行後 8 年を経過した場合において、新労働契約法第

18 条の規定について、その施行の状況を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」とされている。 

本報告書が、今後の政策論議の活性化に資すれば幸いである。本調査にご協力いただい

た、多くの企業等と労働者の方々に、厚く御礼申し上げたい。 
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第 1 章 調査の概要 

第 1 節 調査の趣旨 

2012 年 8 月に改正労働契約法が成立し、有期契約労働者が安心して働き続けら

れるよう、「雇止め法理」が法定化される（第 19 条）とともに、新たに反復更新

で通算 5 年を超えた場合の無期労働契約への転換（第 18 条）等が規定され、2013

年 4 月より全面的に施行された。  

その後、「高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者」や「定年後、継続して雇

用される有期契約の高齢者」については、その特性に応じた適切な雇用管理がな

される場合、無期労働契約への転換申込権を一定期間、発生しないこととする「特

例」が設けられた（有期雇用特別措置法、2015 年 4 月施行） 1。  

そうした労働法制の一連の見直しに対する、喫緊の対応動向等を把握するため、

改正労働契約法の全面施行より 5 年半、特例の施行からは 3 年半を経過した時点

でアンケート調査を実施した。同様の調査を過去 3 度に渡り実施してきたが 2、今

回は、2018 年 4 月より本格的に有期契約労働者の無期転換申込権が発生している

ことが見込まれる中、初めて行った調査である。また、企業等だけでなく、そこ

で働く有期契約労働者等も対象に、無期転換申込権の状態や法定に基づく無期転

換の希望等について尋ねた点が特徴となっている。

第 2 節 調査の方法 

調査対象（標本）は、「鉱業、採石業、砂利採取業」「建設業」「製造業」「電気・

ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」「金

融業、保険業」「不動産業、物品賃貸業」「学術研究、専門・技術サ－ビス業」「宿

泊業、飲食サ－ビス業」「生活関連サ－ビス業、娯楽業」「教育、学習支援業」「医

療、福祉」「複合サ－ビス業（郵便局、協同組合等）」「サ－ビス業（他に分類され

ないもの）」の 16 産業分類で、常用労働者 10 人以上を雇用する全国の企業等 2 万

社と、そこで働く有期契約労働者等約 5.5 万人である 3,4。  

1 大学等及び研究開発法人の研究者や教員等については、無期転換申込権の発生までの期間を 10 年とする特例も、

設けられている（研究開発力強化法、2014 年 4 月施行）。 
2 調査シリーズ No.122｢改正労働契約法に企業はどう対応しようとしているのか―『高年齢社員や有期契約社員の法改

正後の活用状況に関する調査』結果｣（2014 年）、調査シリーズ No.151｢改正労働契約法とその特例に、企業はどう対応

しようとしているのか、多様な正社員の活用状況・見通しは、どうなっているのか―『改正労働契約法とその特例への対応

状況及び 多様な正社員の活用状況に関する調査』結果｣（2016 年）、調査シリーズ No.171「改正労働契約法とその特例

への対応状況 及び 多様な正社員の活用状況に関する調査」結果（2017 年）。
3 ①有期契約労働者（契約社員やパート・アルバイトなど呼称は問わない）だけでなく、②無期労働契約（正社員を含む）

への転換者や、①や②がいなければ派遣労働者や定年後の再雇用者も含めて調査票の配布を依頼したため、｢有期契
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企業等については、総務省統計局より｢平成 28 年経済センサス活動調査｣の企業

等情報（｢会社企業｣と｢それ以外の法人｣5。農林漁業と公務を除く。常用雇用者 10

人以上規模／約 49.8 万件）を借受け 6,7、産業・規模別に層化無作為抽出した。ま

た、有期契約労働者及び無期労働契約への転換者については、企業等の調査票に

同梱して配布を依頼し、返送は企業等と、個別の有期契約労働者等それぞれから、

直接、受けた。  

 

調査項目は、調査票（付属資料）の通り、企業等票が全 28 問、有期契約労働者

等票が全 22 問である。  

企業等票では、①無期転換ルールの認知度と情報の入手ルート、②有期契約労

働者の雇用状況、③定年後の再雇用者の雇用状況と特例の申請状況、④有期労働

契約で雇用している理由、⑤無期転換ルールの施行以降の有期契約労働者の新規

採用量、⑥有期労働契約の入口規制に対する見解、⑦有期契約労働者の契約状況

と上限設定の内容、上限の設定時期、⑧無期転換ルールへの対応状況、⑨無期転

換できる機会を設けている理由、⑩無期転換できる機会の規定・説明等状況、⑪

無期転換後の形態と具体的な働き方や賃金・労働条件の変化、⑫定年後の再雇用

者以外の高齢者（60 歳以上）に係る無期転換ルールへの対応状況等、⑬採用した

有期契約労働者のうち結果として無期転換に至る割合、⑭無期転換ルールの施行

以降、2017 年度中迄に無期転換した人の有無と無期転換後の形態別の人数、及び

2018 年度中に無期転換申込権を与えられる人の有無と総人数、⑮無期転換ルール

の施行以降の有期労働契約の終了（雇止め）状況、雇止めを行った理由、無期転

換申込権を持つ人が出ないようにするための雇止めの有無、⑯有期労働契約の終

了（雇止め）方法とクーリングの実施状況・内容、⑰有期契約労働者から「正社

員」に転換する制度の有無と無期転換ルールの施行に伴う影響、⑱無期転換ルー

                                                                                                                                                      
約労働者等｣と総称する。 
4 10～29 人規模には 1 部、30～99 人規模には 3 部、100～299 人規模には 6 部、300～999 人規模には 12 部、1,000
人以上規模には 18 部の調査票を同梱した（計 5 万 4,697 人）。 
5 会社企業（経営組織が、株式会社、有限会社、相互会社、合名会社、合資会社及び合同会社）と、それ以外の法人

（法人格を有する団体のうち、前述の会社を除く法人。例えば、学校法人や独立行政法人、財団法人、公益法人、社会福

祉法人、医療法人、協同組合、国民健康保険組合等）で構成しているため、｢企業等｣と総称する。無期転換ルールを巡

っては、緩やかな景気回復を背景に、少子高齢化等が進む中、深刻化する人手不足に直面してきた｢会社企業｣より、む

しろ予算や人員等に制約がある｢それ以外の法人｣の方が、難しい対応を迫られているのではないかとも推察されるなか、

今回は明確に、｢会社企業｣と｢それ以外の法人｣を調査対象とした。 
6 過去 3 度の調査はすべて、民間の信用調査機関が所有する「企業データベース」（主に与信管理用であり、会社企業

だけでなく、それ以外の法人も含まれているが、任意収集にとどまっている）を活用してきたが、規制改革会議の｢規制改

革に関する第 4 次答申｣（平成 28 年 5 月 19 日）で、｢無期転換ルールを含む有期雇用法制の在り方を検討するため、引

き続き、有期雇用法制の見直しに対する企業の対応につき実態把握を行うとともに、その際の調査手法については、より

正確な実態の把握が可能となるよう特に留意する｣などと指摘されたことを受け、今回、初めて経済センサスの企業等情報

の利用を申請した。 
7 上記の経緯から、今回の調査結果と過去の調査結果を、単純には比較できない点に留意されたい。 
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ルに対応する上での課題、⑲無期転換ルールへの対応方針の見直し予定とそのあ

り方に影響する要素、⑳働き方に何らかの限定がある区分（多様な正社員）の活

用状況と活用上の課題等について把握した。  

また、有期契約労働者等票では、①現在の会社での仕事や責任、勤務地、賃金・

労働条件等の状況、②有期労働契約で働くことをあえて選択したか否かと選択理

由、③有期労働契約から無期労働契約（正社員を含む）への移行状況、④有期労

働契約期間の長さと上限の設定状況、⑤無期転換ルールの認知度と情報の入手ル

ート、⑥無期転換ルールに基づく無期転換希望の有無とその理由、⑦無期転換申

込権の状態、⑧有期労働契約から無期労働契約へ移行できる機会（制度や実績）

の有無と、求められると移行が難しいと思う要件、⑨有期労働契約から無期労働

契約へ転換した時期と転換時点の勤続年数、⑩無期転換後の雇用形態と働き方や

賃金・労働条件の変化、⑪無期転換後の心境の変化、⑫無期転換ルールが施行さ

れて以降、新たな契約上限が設けられた等の経験有無、⑬有期労働契約の入口規

制や出口規制に対する見解、⑭無期転換ルールの雇用の安定化に於ける有効性と

有効でないと思う場合の理由等について尋ねた。  

 

調査期間は 2018 年 11 月 1 日～12 月末日で、11 月 1 日時点の状況についての記

入を依頼した。  

なお、実査のタイミングを上記に設定したのは、例えば 1 回当たりの契約期間

が 6 ヶ月や 3 ヶ月等の有期労働契約を締結し、（途中で 6 ヶ月超のクーリング期間

を挟むことなく）2013 年 4 月 1 日からの契約を通算して 5 年を超える有期契約労

働者が、2018 年 4 月 1 日以降、初めて無期転換申込権を獲得し、今まさに行使し

ようとしている様子や、権利を行使後、無期契約へ移行したばかりの無期契約労

働者の様子等を、把握できるのではないかと考えたためである。  

 

調査方法は、郵送による配布・回収方式（郵送法）であり、有効回答数は企業

等が 4,685 社（有効回答率は 23.4％）、有期契約労働者等が 4,215 人（同 7.7％ 8）

となった 9。  

 

 なお、本報告書では企業等票データ、有期契約労働者等票データ、及び有期契

約労働者等票に相対する企業等票を連結した労使のマッチングデータを単純集計

した結果を紹介するが、付属統計表には業種と規模の分布の偏りを、母集団分布

                                                
8 有期契約労働者等を雇用していない企業等も含めた、対配布数ベースの算出値である。 
9 本調査結果で示す％表示はすべてｎ数から算出し、表章単位未満（小数点以下第 2 位）を四捨五入している。そのため、

本文や図表の中の内訳構成比（％）の合算は、必ずしも 100％や総計に一致しないことがある。 
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29人以下 30～99人 100～299人 300～999人 1,000人以上

鉱業、採石業、砂利採取業 33.11111111 46.50000000 - - -

建設業 101.53810624 78.50400000 91.62500000 78.20000000 130.00000000

製造業 122.22707424 95.65505226 95.58695652 91.44827586 77.45454545

電気・ガス・熱供給・水道業 9.00000000 23.28571429 - 21.00000000 -

情報通信業 118.18965517 82.66000000 119.07692308 182.66666667 68.00000000

運輸業、郵便業 131.39370079 96.74038462 116.48148148 84.30000000 86.00000000

卸売業、小売業 159.66165414 136.70652174 125.03703704 113.19047619 79.00000000

金融業、保険業 84.19047619 68.66666667 45.90909091 58.80000000 40.60000000

不動産業、物品賃貸業 106.55172414 114.77272727 86.44444444 128.50000000 -

学術研究、専門・技術サービス業 99.36274510 108.96875000 154.16666667 116.66666667 -

宿泊業、飲食サービス業 185.22834646 169.12244898 215.36363636 77.90000000 172.50000000

生活関連サービス業、娯楽業 121.29787234 135.25000000 159.90000000 78.00000000 66.50000000

教育、学習支援業 110.95890411 74.78947368 61.60000000 34.71428571 46.00000000

医療、福祉 82.65869565 64.84687500 76.38095238 56.18181818 65.66666667

複合サービス事業 23.50000000 28.25000000 33.62500000 34.87500000 19.00000000

サービス業（他に分類されないもの） 120.73717949 92.32110092 128.25000000 64.09523810 62.14285714

通りに復元（補正）したウェートバック集計結果も参考として示す。その集計に

当たり、用いたウェート値は下表の通りである。  
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第 2 章 調査結果の概要 

第 1 節 企業等に対する調査結果 

１．有効回答企業等の属性  

 全有効回答企業等（n=4,685）の属性をみると、主たる業種については回答割合

の高い順に｢医療、福祉｣（20.0％）、｢製造業｣（18.7％）、｢サービス業計 10｣（18.2％）、

｢卸売業、小売業｣（14.3％）、｢建設業｣（12.4％）などとなった（図表 1-1）。  

 雇用者の規模については、｢29 人以下｣が半数を超え（ 55.9％）、｢30～ 49 人｣

（17.0％）と合わせて約 3／4 となった。また、｢50～99 人｣（13.2％）までの 99

人以下計では、約 86％となっている。  

 事業所数は、｢1 ヶ所（本社のみ）｣が約半数（48.9％）で、｢2 ヶ所以上｣（39.2％）

の場合も、その展開範囲は｢一定の地域内｣が大半となった。  

 

図表 1-1 有効回答企業等の属性  

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
10 「学術研究、専門・技術サ－ビス業」「宿泊業、飲食サ－ビス業」「生活関連サ－ビス業、娯楽業」「複合サ－ビス業（郵

便局、協同組合等）」「サ－ビス業（他に分類されないもの）」の合計。 

（％）

4,685 498,099 1,858 企業等数 877 321
鉱業、採石業、砂利採取業 0.2 0.1 0.1 輸送用機械 8.0 10.0
建設業 12.4 11.2 6.4 化学関連 4.4 6.9

製造業 18.7 19.2 17.3 電機・電子関連 10.9 14.3

電気・ガス・熱供給・水道業 0.7 0.1 0.5 素材関連 4.6 4.7
情報通信業 2.7 2.7 3.1 その他機械関連 9.7 10.9
運輸業、郵便業 5.8 6.2 4.6 食料品関連 16.3 16.5
卸売業、小売業 14.3 19.8 13.0 金属関連 16.9 14.3
金融業、保険業 1.2 0.7 1.9 その他 27.7 22.1
不動産業、物品賃貸業 1.9 2.0 2.3 無回答 1.5 0.3
学術研究、専門・技術サービス業 3.1 3.0 2.5 企業等数 669 242
宿泊業、飲食サービス業 4.2 7.1 2.5 総合卸売（総合商社） 3.7 3.3
生活関連サービス業、娯楽業 3.3 3.9 2.9 専門卸売（専門商社） 19.4 19.8
教育、学習支援業 3.6 2.9 6.4 その他卸売 17.9 15.3
医療、福祉 20.0 14.0 27.1 総合小売 9.1 12.4
複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 0.8 0.2 1.5 専門小売 24.5 24.0
サービス業（他に分類されないもの） 6.9 6.9 7.7 その他小売 19.0 21.1

その他 0.3 - 0.3 無回答 6.3 4.1

29人以下 55.9 61.4 35.8 企業等数 312 165
30～49人 17.0 18.1 学術・研究機関 1.0 1.2
50～99人 13.2 17.9 学校教育 29.5 44.2
100～299人 8.8 8.2 16.7 その他教育・学習支援 13.1 14.5
300～499人 2.3 5.0 専門・技術サービス 38.8 26.1
500～999人 1.5 3.4 その他 2.2 2.4
1,000人以上 1.2 0.9 3.0 無回答 15.4 11.5
北海道 5.2 4.3 6.4 企業等数 95 75
東北 9.3 7.3 8.9 はい 28.4 34.7
南関東 21.1 27.0 21.8 いいえ 69.5 62.7
北関東・甲信 7.7 7.6 7.2 無回答 2.1 2.7
北陸 6.0 4.9 5.8 企業等数 321 143
東海 13.2 12.3 12.4 はい 35.5 45.5
近畿 14.0 15.7 15.3 いいえ 57.0 48.3
中国 6.8 6.1 5.9 無回答 7.5 6.3
四国 3.7 3.2 3.0 企業等数 1,837 942
九州 12.8 11.6 13.2 一定の地域内で展開 88.6 87.2
１ヶ所（本社のみ） 48.9 - 40.0 全国的に展開 8.0 8.9
２ヶ所以上 39.2 - 50.7 海外を含めて展開 2.1 3.1
無回答 11.9 - 9.3 無回答 1.3 0.8
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囲
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計
有期契約労働者を
雇用している企業等

（定年後の再雇用者のみを除く）

企業等数
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た
る
業
種
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無期転換ルールの施行以降、 行った
有期契約労働者を 定年後の再雇用者 自社の都合で有期労働契約 19社（0.4％）
現在、雇用している のみを除く を終了（雇止め）する
2,496社（53.3％） 1,858社（39.7％） ことがあった 行っていない

154社（3.3％） 120社（2.6％）

全有効回答企業等
4,685社（100）

有期契約労働者を 無期転換ルールの施行
現在、雇用していない （2013年4月1日）以前
2,189社（46.7％） から雇用していない

1,863社（39.8％）

無期転換ルールの施行 雇用していたのは 全員の契約を終了した
以降、雇用していた 定年後の再雇用者 （労働者都合による

ことがある のみではない 離職を含む）
326社（7.0％） 164社（3.5％） 55社（1.2％）

半数以上の契約を終了し、
残りを無期労働契約へ
移行（無期転換）した

4社（0.1％）

半数以上を無期労働契約
へ移行（無期転換）し、
残りの契約を終了した

4社（0.1％）

全員、無期労働契約へ
移行（無期転換）した

97社（2.1％）
（無回答4社（0.1％））

無期転換を申込む権利を持つ人が

出ないようにするため、あるいはその人数

を減らすため、2018年3月末までに、

有期労働契約の終了（雇止め）を行ったか

雇用していた有期契約労働者をどうしたか

※（　）内は、すべて全有効回答企業等に占める割合（％）を示している。

（無回答15社（0.3％）)

２．有期契約労働者の雇用状況と、無期転換ルールの施行以降の雇止め等状況  

 全有効回答企業等（n= 4,685）を 100（以下同 11）とすると、有期契約労働者（「呼

称を問わず契約期間に定めがあり、直接雇用されている労働者」と定義）を現在、

「雇用している」割合は 53.3％で、そのうち、雇用しているのが「定年後の再雇

用者のみ｣の企業等を除くと 39.7％となった（図表 1-2）。  

有期契約労働者を雇用している企業等（定年後の再雇用者のみを除く）で、無

期転換ルールの施行以降、自社の都合で有期労働契約を終了（雇止め）すること

が「あった」割合は 3.3％で、更に無期転換を申込む権利を持つ人が出ないように

するため、あるいはその人数を減らすため、2018 年 3 月末迄に有期労働契約の終

了（雇止め）を行った割合は 0.4％となった。  

一方、全有効回答企業等（n= 4,685）のうち、有期契約労働者を現在、「雇用し

ていない」割合は 46.7％で、その内訳は「無期転換ルールの施行（2013 年 4 月 1

日）以前から雇用していない」割合が 39.8％、「無期転換ルールの施行以降、雇用

していたことがある」割合が 7.0％となった。  

 

図表 1-2 有期契約労働者の雇用状況と無期転換ルールの施行以降の雇止め状況  

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
11 社会全体の概況として把握する必要がある設問群のため、あえて全有効回答企業等＝100 とした割合で示す（以降も

必要に応じ、同様に対応する）。その結果、付属統計表の割合表示とは、異なる場合もある点に留意されたい。 
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（％）

右記の中で

知っている

ことがある計

契約社員やパート、

アルバイト、再雇用者、
嘱託、季節・臨時労働者

など呼称を問わず、

また、高齢者を含めて

すべての有期労働

契約に適用される

契約期間を通算して

５年を超える有期契約

労働者から申込みが

あった場合には、更新後の

契約から、無期転換

しなければならない
（使用者は承諾

したとみなされる）

同一の使用者との間で、

有期労働契約を

締結していない期間

が一定以上ある

場合、それ以前の

契約期間は通算対象
から除外される

（クーリングされる）

無期転換後の労働条件

は、別段の合意が無い

場合には、申込み時点

の有期労働契約の

内容と同じになる

（法が求めるのは無期
労働契約化であり、

正社員にする必要はない）

就業規則や労働契約

で「別段の定め」を
設ければ、申込み

時点の有期労働契約

の内容とは異なる

労働条件等を定める

こともできる

63.8 43.5 56.0 18.0 26.4 16.6 12.9 14.1 9.1
現在、有期契約労働者を

雇用している（n=2,496）
77.9 55.8 70.2 27.7 39.6 24.8 8.5 7.4 6.1

雇用していない（n=2,189） 47.7 29.5 39.9 6.9 11.2 7.3 17.9 21.8 12.6

29人以下（ｎ=1,030） 64.6 41.7 53.7 11.7 21.8 13.8 11.6 13.9 10.0
30～99人（ｎ=894） 82.8 58.1 76.2 27.1 41.4 23.5 8.5 4.0 4.7
100～299人（ｎ=344） 93.0 73.5 89.5 50.6 62.5 39.5 3.8 1.5 1.7
300～999人（ｎ=170） 95.9 80.6 90.0 62.9 73.5 50.0 2.9 0.6 0.6
1,000人以上（ｎ=58） 98.3 93.1 96.6 82.8 93.1 77.6 - - 1.7

有

期

の

雇

用

状

況

現
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を
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て

い

る

企

業

等

雇

用

者

の

規

模

（複数回答）

左記の

いずれも

知らないが、

無期転換
ルールという

名称は聞いた

ことがある

無期転換

ルール

については

何も知ら
ない・

聞いた

ことがない

無回答

全有効回答企業等計（n=4,685）

（％） （個）

新聞報道
やテレビ

社会保険労務士や
弁護士等

行政や業界団体等の
パンフレット・冊子

セミナーや
シンポジウム

人事労務関係
の雑誌や本

ホーム
ページ

ＳＮＳ

（ツイッターや
フェイスブック等）

労働組合や

労働者等
からの提案

その他 無回答

42.4 34.5 31.6 23.8 19.5 16.8 1.1 0.6 2.7 2.3 1.8
現在、有期契約労働者を
雇用している（n=1,945）

37.0 37.2 37.5 30.1 23.8 20.8 0.9 0.8 2.9 2.0 1.9

雇用していない（n=1,045） 52.5 29.6 20.6 12.2 11.5 9.4 1.4 0.2 2.3 2.8 1.4

29人以下（ｎ=665） 42.0 34.0 24.1 15.3 15.2 14.1 1.2 1.1 3.2 2.9 1.5
30～99人（ｎ=740） 35.3 38.0 37.2 30.0 21.8 18.4 0.4 0.4 3.5 1.9 1.9

100～299人（ｎ=320） 29.1 39.1 51.9 44.1 28.8 30.3 0.6 0.6 2.2 1.3 2.3
300～999人（ｎ=163） 39.9 44.2 57.7 50.3 43.6 31.3 1.8 1.2 1.2 1.2 2.7
1,000人以上（ｎ=57） 36.8 35.1 61.4 68.4 64.9 47.4 1.8 3.5 1.8 - 3.2

情報の入手ルート（複数回答）

複数回答
の選択数

全有効回答企業等計（n=2,990）

有

期

の

雇

用

状

況

現

在

、
有

期
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約

労

働
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を
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用

し

て
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る
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業

等

雇

用

者

の

規

模

なお、「無期転換ルールの施行以降、雇用していたことがある」企業等で、「定

年後の再雇用者のみではない」場合（3.5％）に、雇用していた有期契約労働者を

どうしたか尋ねると、「全員、無期労働契約へ移行（無期転換）した」割合が 2.1％

で、「全員の契約を終了した（労働者都合による離職を含む）」が 1.2％などとなっ

た。  

 

 

 

３． 無期転換ルールの認知度と情報の入手ルート  

全有効回答企業等（n=4,685）を対象に、無期転換ルールの具体的な内容を 5 つ

挙げて認知度を尋ねると、「契約期間を通算して 5 年を超える有期契約労働者から

申込みがあった場合には、更新後の契約から、無期転換しなければならない（使

用者は承諾したとみなされる）」ことを知っている割合（56.0％）がもっとも高く、

これに「契約社員やパート、アルバイト、再雇用者、嘱託、季節・臨時労働者な

ど呼称を問わず、また、高齢者を含めてすべての有期労働契約に適用される」こ

とを知っている割合（43.5％）などが続いた（図表 1-3）。  

 

図表 1-3 無期転換ルールの認知度と情報の入手ルート  
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総じて、無期転換ルールの具体的な内容（5 つのいずれか）を知っている企業等

の割合は約 2／3（63.8％）となり、他に「左記のいずれも知らないが、無期転換

ルールという名称は聞いたことがある」が 12.9％、｢無期転換ルールについては何

も知らない・聞いたことがない｣が 14.1％などとなった。  

こうした結果を有期契約労働者の雇用状況別にみると、具体的な内容を知って

いる割合は現在、有期契約労働者を「雇用している」企業等（n= 2,496）で 3／4

を超えた（77.9％）のに対し、有期契約労働者を「雇用していない」企業等（n= 2,189）

では半数を下回っている（47.7％）。  

 

また、有期契約労働者を「雇用している」企業等の中で規模別にみると、無期

転換ルールの具体的な内容を知っている割合は規模が大きくなるほど高く、 100

人以上で 9 割を超えている 12。一方、29 人以下では約 2／3（64.6％）に留まるな

ど小規模企業等ほど低下し、その分、｢いずれも知らないが、無期転換ルールとい

う名称は聞いたことがある｣とする割合や、｢無期転換ルールについては何も知ら

ない・聞いたことがない｣割合などが高まる傾向が見て取れる。  

 こうしたなか、無期転換ルールの具体的な内容を知っている企業等（n= 2,990）

を対象に、どのようなルートで情報を入手したか尋ねると（複数回答）、①「新聞

報道やテレビ」を挙げた割合（42.4％）がもっとも高く、次いで、②「社会保険労

務士や弁護士等」（34.5％）、③「行政や業界団体等のパンフレット・冊子」（31.6％）

などとなった。  

現在、有期契約労働者を「雇用している」企業等（n= 1,945）では、②「社会

保険労務士や弁護士等」（37.2％）や、③「行政や業界団体等のパンフレット・冊

子」（37.5％）の割合が、①「新聞報道やテレビ」（37.0％）と同程度であり、次い

で｢セミナーやシンポジウム｣（30.1％）、｢人事労務関係の雑誌や本｣（23.8％）、｢ホ

ームページ｣（20.8％）などの順となっている。これに対し、有期契約労働者を「雇

用していない」企業等（n= 1,045）では、①「新聞報道やテレビ」の割合が半数

を超え（52.5％）、これに②「社会保険労務士や弁護士等」（29.6％）、③「行政や

業界団体等のパンフレット・冊子」（20.6％）などが続くが、他のルートは 2 割を

下回っている。  

また、有期契約労働者を「雇用している」企業等の中でも、規模が小さいほど

「新聞報道やテレビ」などのルートに偏重しやすいのに対し、大規模になるほど

より多様なチャネルを通じ、情報を入手している様子がうかがえる（平均選択数

は「29 人以下」で 1.5～「1,000 人以上」で 3.2）。  

                                                
12 本稿の図表を通じ、降順や昇順の特徴が見られる場合に矢印を付した。 
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（％）

既に行った 今後、行う
行っていない・

今後も
行わない

無回答

54.1 21.4 17.0 7.6

既に計画を申請した（n＝438） 65.1 8.0 18.5 8.4
今後、申請する（n＝128） 16.4 67.2 11.7 4.7

29人以下（n=109） 46.8 27.5 14.7 11.0
30～99人（n=195） 52.8 26.7 15.4 5.1

100～299人（n=138） 54.3 17.4 15.9 12.3
300～999人（n=89） 57.3 12.4 27.0 3.4
1,000人以上（n=35） 74.3 11.4 11.4 2.9

関係する労働者（労働組合等）からの意見聴取

｢既に計画を申請した｣あるいは
｢今後、申請する｣企業等（n＝566）

雇
用
者
の
規
模

（％）

契約の更新
回数や通算の
勤続年数に
上限を設ける

無期転換
後の定年
を設ける

通算５年を
超える前に、

グループ会社等
で再雇用する

その他

何もしない
（対象者や
希望者は
出ないので
必要ない）

無回答

19.9 18.2 1.3 10.0 40.2 13.8

申請しない（n＝280） 17.1 19.6 1.1 6.8 47.9 11.8
現時点では方針未定

（n＝1,064） 20.7 17.9 1.3 10.8 38.2 14.3

29人以下（n=609） 19.2 13.1 1.5 9.9 45.5 13.1
30～99人（n=493） 19.1 19.9 1.4 10.3 39.1 14.0

100～299人（n=157） 21.7 26.8 0.6 10.8 30.6 13.4
300～999人（n=64） 28.1 25.0 - 6.3 28.1 20.3

1,000人以上計（n=21） 23.8 42.9 - 9.5 19.0 9.5

定年後の再雇用者の無期転換申込権への対応状況・方針（複数回答）

｢申請しない｣あるいは｢現時点では
方針未定｣の企業等（n＝1,344）

雇
用
者

の
規
模

４．定年後の再雇用者の無期転換申込権に係る特例の申請状況・意向  

全有効回答企業等（n= 4,685）のうち、現在、｢定年後の再雇用者｣（「貴社の正

社員を定年後の再雇用者」と注釈）を｢雇用している｣割合は約 4 割（42.1％）（更

に｢満 65 歳以上の人｣がいる割合は 30.0％）となった。  

定年後の再雇用者については適切な雇用管理計画を作成し、都道府県労働局長

の認定を受けた場合に、同一の事業主に継続雇用される期間は、無期労働契約へ

の移行を申込む権利（無期転換申込権）が発生しないこととする特例が設けられ

ている。  

そこで、定年後の再雇用者を雇用している企業等（n=1,971）を対象に、その申

請状況・意向を尋ねると、 ｢現時点では方針未定 ｣とする割合が半数を超えた

（54.0％）ものの、｢既に計画を申請した」との回答が 22.2％に対し、｢今後、申

請する｣が 6.5％となった（図表 1-4）。  

その上で、｢既に計画を申請した｣ないし｢今後、申請する｣企業等（n=566）を対

象に、関係する労働者（労働組合等）からの意見聴取の状況を尋ねると、半数超

（54.1％）が｢既に行った｣と回答し、｢今後、行う｣（21.4％）と合わせて 3／4 を

超えたが、｢行っていない・今後も行わない｣とする割合も 17.0％あった。  

 

図表 1-4 ｢定年後の再雇用者｣の無期転換申込権に係る特例の申請状況・意向  

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

既に計画を
申請した

今後、
申請する

申請しない
現時点では
方針未定

無回答

22.2 6.5 14.2 54.0 3.1

29人以下（n=746） 8.6 6.0 17.4 64.2 3.8
30～99人（n=704） 19.7 8.0 12.4 57.7 2.3

100～299人（n=305） 39.3 5.9 11.5 40.0 3.3
300～999人（n=160） 51.9 3.8 10.0 30.0 4.4
1,000人以上（n=56） 57.1 5.4 21.4 16.1 -

定年後の再雇用者を
雇用している企業等（n＝1,971）

雇
用
者

の
規
模
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また、特例を｢申請しない｣あるいは｢現時点では方針未定｣の企業等（n=1,344）

に対し、定年後の再雇用者の無期転換申込権にどう対応する（している）か尋ね

ると（複数回答）、①｢何もしない（対象者や希望者は出ないので必要ない）｣との

回答が約 4 割（40.2％）で、これに②｢契約の更新回数や通算の勤続年数に上限を

設ける｣（19.9％）、③「無期転換後の定年を設ける」（18.2％）などが続いた。  

こうした結果を規模別にみると、定年後の再雇用者の無期転換申込権に係る特

例について、｢既に計画を申請した｣割合は大規模企業等になるほど高く、300 人以

上で半数を超えている。一方、規模が小さい企業等ほど、｢現時点では方針未定｣

とする割合が高まる傾向が見て取れる。また、特例を｢申請しない｣ないし｢現時点

では方針未定｣の企業等に、定年後の再雇用者の無期転換申込権にどう対応する

（している）か尋ねた結果では、｢何もしない（対象者や希望者は出ないので必要

ない）｣割合が小規模ほど高く、29 人以下で 45.5％となった。一方、｢契約の更新

回数や通算の勤続年数に上限を設ける｣割合は、999 人以下の企業等で規模が大き

いほど概ね高まる傾向が見られ、更に 1,000 人以上の企業等では、｢無期転換後の

定年を設ける｣割合が 42.9％と特に高くなっている。  

 

 

 

５．有期労働契約（期間に定めのある契約）で雇用している理由  

有 期 契 約 労 働 者 を 雇 用 し て い る 企 業 等 （ 定 年 後 の 再 雇 用 者 の み を 除 く 13）

（n=1,858）を対象に、「有期労働契約（期間に定めのある契約）」で雇用している

理由を尋ねると（複数回答）、①｢労働者が正社員とは異なる働き方（パートタイ

ムや職務・勤務地限定等）を希望しているため｣とする割合（49.7％）がもっとも

高く、次いで②｢日常的な業務量の変動に応じて、柔軟に雇用者数を調整するため｣

（28.2％）、③｢正社員として正式に採用できるかどうか、人物や適性を見極めるた

め｣（28.0％）、④｢労働者が有期労働契約を希望しているため｣（26.5％）、⑤｢人件

費を抑制するため｣（22.8％）、⑥｢高齢者を（健康状態等を見極めながら）活用す

るため｣（22.2％）などが挙がった（図表 1-5）。  

規模別にみると、②｢日常的な業務量の変動に応じて、柔軟に雇用者数を調整す

るため｣については、30 人以上の企業等で規模が大きくなるほど高まる傾向が見て

取れる。また、⑤｢人件費を抑制するため｣についても、999 人以下の企業等で規模

が大きいほど高い。更に、｢仕事や働き方が軽易なため｣や｢育児・介護等による休

業者等の代替要員を確保するため｣｢障がい者を活用するため（障がい者の雇用義

                                                
13 以降 42 頁 21.の設問まで、｢定年後の再雇用者以外の有期契約労働者｣についての回答を依頼した（調査票参照）。 
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労働者が
正社員とは
異なる働き方
（パートタイム

や職務・
勤務地限定
等）を希望
しているため

日常的な
業務量の
変動に
応じて、
柔軟に

雇用者数
を調整
するため

正社員
として
正式に

採用できる
かどうか、
人物や
適性を
見極める
ため

労働者が
有期労働
契約を
希望して
いるため

人件費
を抑制
する
ため

高齢者を
（健康

状態等を
見極め
ながら）
活用する
ため

専門的な
知識や
技能、

資格・免許
等を持つ
人材を

必要な期間、
確保する
ため

仕事や
働き方が
軽易な
ため

正社員を
増やせ
ないため
（定員が
決まって
いる、

人件費に
上限が
ある等）

（育児や
介護、
家事

優先等の
事情が
ある）
女性を
活用

するため

急激な
景気変動
業績悪化
等が生じ
た場合に、
雇用調整
できる

ようにして
おくため

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858） 49.7 28.2 28.0 26.5 22.8 22.2 20.6 17.7 16.8 12.1 11.5

29人以下（n=665） 43.8 28.0 23.8 22.6 20.5 18.0 17.9 13.2 17.0 10.5 10.8
30～99人（n=669） 51.1 25.1 28.1 28.0 20.9 23.0 22.4 16.3 15.5 11.2 12.0

100～299人（n=311） 55.6 29.3 35.4 33.4 25.4 28.6 19.0 23.2 17.7 15.4 13.2
300～999人（n=157） 52.9 31.8 31.2 23.6 32.5 24.2 25.5 25.5 21.0 13.4 10.8
1,000人以上（n=56） 62.5 51.8 26.8 26.8 30.4 19.6 25.0 33.9 12.5 17.9 7.1

（複数回答）

（％）

季節循環的な
業務量の変動
に応じて、柔軟
に雇用者数を
調整するため

定期的に契約
内容（働き方
や賃金・労働
条件等）を

見直す必要が
あるため

育児・介護
等による

休業者等の
代替要員を
確保するため

障がい者を
活用するため
（障がい者の
雇用義務に

対応するため）

事業再編や入札等、
中長期的な業務
量の変動に応じて
雇用者数を調整
できるように
しておくため

学生を
活用
する
ため

外国人を
活用する
ため（技能
実習生等）

有期契約
労働者の

働きぶり（モチ
ベーション、
緊張感等）を
維持するため

採用
手続きが
簡単な
ため

定期的に人材を
入れ換えるため
（常に若年者を
確保、モチベー

ションの維持、
情報の機密保持、
不祥事故の防止等）

その他

有期契約労働者を雇用している企業等

（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858） 11.0 9.8 9.0 8.3 6.2 5.3 3.2 3.1 1.8 1.5 2.3 2.0

29人以下（n=665） 9.2 8.4 5.7 1.5 4.8 3.6 2.3 3.8 2.3 1.2 2.4 3.2
30～99人（n=669） 11.4 8.4 7.3 4.3 4.9 4.2 2.4 3.0 1.5 1.5 2.2 1.6

100～299人（n=311） 10.6 12.2 11.6 15.1 7.7 5.1 5.5 2.3 1.3 1.0 2.3 1.6
300～999人（n=157） 14.0 15.3 19.1 27.4 8.9 12.7 5.1 3.8 1.3 1.9 2.5 0.6
1,000人以上（n=56） 21.4 16.1 25.0 46.4 21.4 17.9 7.1 - 3.6 7.1 - -

（複数回答）

無回答

務に対応するため）｣｢事業再編や入札等、中長期的な業務量の変動に応じて雇用

者数を調整できるようにしておくため｣｢学生を活用するため｣については、大規模

企業等になるほど回答割合が高く、1,000 人以上で同順に 33.9％、25.0％、46.4％、

21.4％、17.9％となっている。  

 

図表 1-5 有期労働契約で雇用している理由（複数回答）  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．無期転換ルールの施行以降の有期契約労働者の新規の採用状況  

有 期 契 約 労 働 者 を 雇 用 し て い る 企 業 等 （ 定 年 後 の 再 雇 用 者 の み を 除 く ）

（n=1,858）を対象に、無期転換ルールの施行（2013 年 4 月 1 日）以降、有期契

約労働者の新規の採用量がどうなっているか尋ねると、｢ほぼ横ばい｣との回答が

約 2／3（66.4％）となる中で、｢大幅に・やや増加｣が計 10.3％に対し、｢大幅に・

やや減少｣が計 13.2％となった（図表 1-6）。  

有期契約労働者の新規の採用量が｢減少｣していると回答した企業等（n=246）に

その理由も尋ねると（複数回答）、①｢人手不足だから（応募がない・少ないから）｣

とする割合がもっとも高く（67.5％）、これに②｢できるだけ無期労働契約（正社員

を含む）で採用するようになったから｣（26.0％）、③「定年後再雇用者が増えたか

ら」（8.1％）などが続いた。  

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－12－ 

（％）

大幅に
増加

やや
増加

やや
減少

大幅に
減少

ほぼ
横ばい

施行前は雇用
していなかった／
施行後はまだ新規
採用していない

無回答 増加計 減少計

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858） 1.3 8.9 9.7 3.5 66.4 7.6 2.5 10.3 13.2

29人以下（n=665） 0.8 8.1 9.6 2.7 62.3 12.3 4.2 8.9 12.3
30～99人（n=669） 1.2 8.4 8.4 3.4 70.0 7.2 1.5 9.6 11.8

100～299人（n=311） 1.3 11.3 11.6 5.8 66.2 1.9 1.9 12.5 17.4
300～999人（n=157） 3.2 8.3 10.2 3.2 71.3 2.5 1.3 11.5 13.4
1,000人以上（n=56） 5.4 14.3 16.1 1.8 60.7 1.8 - 19.6 17.9

なお、規模別にみると、29 人以下の企業等では｢施行前は雇用していなかった／

施行後はまだ新規採用していない｣割合（12.3％）がやや高い。また、「増加」して

いるとの回答は、大規模企業等になるほど概ね高まる傾向が見られ、1,000 人以上

で「減少」を上回っている（「増加」計 19.6％＞「減少」計 17.9％）。他の規模で

はいずれも「減少」が優勢だが、「減少」している理由（複数回答）については規

模を問わず、①｢人手不足だから（応募がない・少ないから）｣の回答割合がもっ

とも高い。これに、999 人以下の企業等では、②｢できるだけ無期労働契約（正社

員を含む）で採用するようになったから｣が続く。なお、②については 99 人以上

の企業等で小規模ほど高い。一方、｢無期労働契約への移行者が増え、人材需要が

満たされているから｣については、割合が限られるものの、大規模企業等になるほ

ど高まる傾向が見て取れる。  

 

図表 1-6 有期契約労働者の新規採用状況と「減少」している場合の理由  

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有 期 契 約 労 働 者 を 雇 用 し て い る 企 業 等 （ 定 年 後 の 再 雇 用 者 の み を 除 く ）

（n=1,858）を対象に、雇用者全体に占める有期契約労働者の人数割合を尋ねると、

｢1 割以上 3 割未満｣の割合（30.1％）がもっとも高く、これに｢1 割未満｣（24.3％）、

｢3 割以上 5 割未満｣（18.7％）などが続いた。総じて、｢3 割未満｣計で半数を超え

（計 54.5％）、｢5 割未満｣計で約 3／4（73.2％）となっている（図表 1-7）。  

（％）

人手不足
だから

（応募がない・
少ないから）

できるだけ
無期労働
契約（正社
員を含む）で
採用するよう
になったから

定年後
再雇用者
が増え
たから

事業再編
等で、有期
契約労働者
の仕事自体
が縮小して
いるから

仕事や働き方の
あり方を見直して、
効率化が進んで
いるから（機械化・
自動化を含む）

無期労働
契約への

移行者が増え、
人材需要が
満たされて
いるから

派遣労働者
や委託・
請負契約
への切換え
を進めたから

無期転換
ルールの

施行に伴い、
採用人数を
絞り込んで
いるから

その他 無回答

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n=246） 67.5 26.0 8.1 6.1 5.3 4.9 3.3 1.2 2.0 -

29人以下（n=82） 74.4 19.5 7.3 8.5 6.1 3.7 1.2 - 3.7 -
30～99人（n=79） 58.2 34.2 6.3 7.6 3.8 3.8 2.5 1.3 1.3 -

100～299人（n=54） 77.8 27.8 14.8 - 1.9 5.6 5.6 1.9 1.9 -
300～999人（n=21） 52.4 23.8 4.8 - 9.5 9.5 9.5 4.8 - -
1,000人以上（n=10） 60.0 10.0 - 20.0 20.0 10.0 - - - -

「減少」している理由（複数回答）
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その上で、雇用者全体に占める有期契約労働者の人数割合に有効回答があった

（無回答を除く）企業等（n=1,782）で、そうした人数割合が無期転換ルールの施

行以降、どのように推移しているかもみると、｢ほぼ横ばい｣が約 2／3（64.3％）

で、｢増加傾向｣が計 8.5％に対し、｢減少傾向｣が計 11.5％となった。  

こうした結果を規模別にみると、999 人以下の企業等は｢5 割未満｣計が総じて 7

割台で、1,000 人以上のみ 6 割を下回っている（58.9％）。また、人数割合の推移

については、999 人以下の企業等で規模が大きいほど、｢減少傾向｣の割合が高まる

傾向が見て取れる（「29 人以下」で計 9.3％～「300～999 人」で計 17.0％）。  

 

図表 1-7 雇用者全体に占める有期契約労働者の人数割合と  

無期転換ルールの施行以降の推移  

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．有期契約労働者の契約更新に際した上限の設定状況  

有 期 契 約 労 働 者 を 雇 用 し て い る 企 業 等 （ 定 年 後 の 再 雇 用 者 の み を 除 く ）

（n=1,858）のうち、所定労働時間の長さが正社員とほぼ同じ、「フルタイムの有

期契約労働者」を雇用している割合は 82.3％で、「パートタイムの有期契約労働者」

を雇用している割合は 85.4％となった。  

なお、フルタイムの有期契約労働者の人数と、そのうち契約期間が更新を通算

して 5 年を超えている人数の両方に有効回答が得られた企業等（n=1,337）でみる

と、雇用している｢フルタイムの有期契約労働者｣数が計 4 万 2,979 人に対し、通

（％）

１割未満
１割以上
３割未満

３割以上
５割未満

５割以上
７割未満

７割以上
９割未満

９割以上 無回答
５割

未満計

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858） 24.3 30.1 18.7 11.7 6.9 4.1 4.1 73.2

29人以下（n=665） 23.6 28.0 19.5 12.6 6.0 6.0 4.2 71.1
30～99人（n=669） 26.0 31.4 17.5 12.0 6.0 3.4 3.7 74.9

100～299人（n=311） 23.8 33.8 20.3 10.3 6.8 1.6 3.5 77.8
300～999人（n=157） 21.7 28.7 20.4 10.8 9.6 2.5 6.4 70.7
1,000人以上（n=56） 23.2 25.0 10.7 7.1 23.2 7.1 3.6 58.9

（％）

大幅に
増加傾向

やや
増加傾向

やや
減少傾向

大幅に
減少傾向

ほぼ
横ばい

無回答
増加

傾向計
減少

傾向計

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,782） 1.0 7.5 8.9 2.6 64.3 15.8 8.5 11.5

29人以下（n=637） 0.9 8.2 7.8 1.4 60.9 20.7 9.1 9.3
30～99人（n=644） 0.6 6.7 6.8 3.4 68.8 13.7 7.3 10.2

100～299人（n=300） 1.7 7.7 13.0 2.3 63.3 12.0 9.3 15.3
300～999人（n=147） 2.0 7.5 12.9 4.1 57.8 15.6 9.5 17.0
1,000人以上（n=54） - 7.4 13.0 3.7 72.2 3.7 7.4 16.7

無期転換ルールの施行以降の推移
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（％） （回）

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回以上 無回答

フルタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=59） 20.3 11.9 6.8 33.9 23.7 3.4 - 3.5 4.0

｢契約の更新回数で｣設定している場合の具体的な内容

平均値 中央値

（％） （年）

６ヶ月
以内

６ヶ月超
～

１年以内

１年超～
３年以内

３年超～
４年６ヶ月

以内

４年６ヶ月
超～

５年以内

５年超～
10年以内

10年超 無回答

フルタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=106） 0.9 0.9 28.3 3.8 63.2 2.8 - - 4.4 5.0

｢通算の勤続年数で｣設定している場合の具体的な内容

平均値 中央値

（％）

設けて
いる

設けて
いない

無回答

無期転換
ルールの

施行に伴い、
新設した

無期転換
ルールに
関係なく、

以前からある

無回答
契約の
更新
回数で

通算の
勤続
年数で

無回答

フルタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=1,529） 11.9 86.4 1.7 3.4 8.2 0.3 3.9 6.9 1.1

29人以下（n=482） 10.0 86.7 3.3 2.9 6.6 0.4 3.5 5.0 1.5
30～99人（n=554） 11.4 87.2 1.4 2.9 8.5 - 4.7 5.8 0.9

100～299人（n=289） 10.4 89.3 0.3 2.4 7.3 0.7 2.8 6.6 1.0
300～999人（n=149） 20.1 79.2 0.7 6.7 12.8 0.7 4.7 15.4 -
1,000人以上（n=55） 20.0 80.0 - 9.1 10.9 - 1.8 14.5 3.6

上限を設けた時期
上限を｢設けている｣場合の

設定内容
契約の更新回数や

通算の勤続年数の上限

算 5 年を超えている人数は 1 万 7,421 人で、その割合は 40.5％と算出される。  

同様に、パートタイムの有期契約労働者について、両人数記入欄に有効回答が

得られた企業等（n=1,463）でみると、雇用している｢パートタイムの有期契約労

働者｣数が計 12 万 2,344 人のところ、通算 5 年を超えている人数は 3 万 4,134 人

で、その割合は 27.9％と算出された 14。  

「フルタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等（n=1,529）を対象に、

フルタイムの有期契約労働者の 1 回当たりの契約期間の長さを尋ねると、｢1 年｣

の割合（63.2％）がもっとも高く、これに｢6 ヶ月｣（9.5％）、｢6 ヶ月超 1 年未満｣

（6.1％）、｢3 ヶ月｣（4.9％）などが続いた。  

また、「フルタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等（n=1,529）を 100

とすると、契約の更新回数や通算の勤続年数に上限を「設けている」割合は 11.9％

で、そうした上限の設定時期の内訳は「無期転換ルールに関係なく、以前からあ

る」割合が 8.2％、「無期転換ルールの施行に伴い、新設した」割合が 3.4％となっ

た（図表 1-8）。  

 

図表 1-8 フルタイムの有期契約労働者の契約更新に際した上限の設定状況  

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
14 なお、フルタイムとパートタイムの有期契約労働者を合算すると、 通算 5 年超計 5 万 1,555 人÷人数計 16 万 5,323
人＝31.2％と算出される。 
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なお、「無期転換ルールの施行に伴い、新設した」場合（n=52）の具体的な時期

としては、無期転換ルールの施行直後となる｢2013 年 4／1 以降 2014 年 3／31 以

前｣の割合（21.2％）がもっとも高く、これに無期転換申込権が本格的に発生する

1 年前の｢2017 年 4／1 以降 2018 年 3／31 以前｣（19.2％）や、「2018 年 4 月 1 日

以降」（17.3％）などが続く（付属統計表）。  

また、「フルタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等（n=1,529）を 100

として、契約の更新回数や通算の勤続年数に上限を「設けている」場合（11.9％）

に、その設定方法としては「通算の勤続年数で」設定している割合が 6.9％に対し、

「契約の更新回数で」設定している割合が 3.9％となった。  

その上で、上限を「通算の勤続年数で」設定している場合（n=106）の具体的な

内容としては、「4 年 6 ヶ月超～5 年以内」の割合がもっとも高く（63.2％）、これ

に「1 年超～3 年以内」（28.3％）などが続いた（中央値 5.0 年、平均値 4.4 年）。

また、「契約の更新回数で」設定している場合（n=59）の具体的な内容については、

｢4 回｣の割合がもっとも高く（33.9％）、次いで｢5 回｣（23.7％）、｢1 回｣（20.3％）

などとなった（中央値 4.0 回、平均値 3.5 回）。  

 

同様に、「パートタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等（n= 1,586）

を対象に、パートタイムの有期契約労働者の 1 回当たりの契約期間の長さを尋ね

ると、｢1 年｣の割合（60.9％）がもっとも高く、これに｢6 ヶ月｣（11.8％）、｢6 ヶ

月超 1 年未満｣（6.2％）、｢3 ヶ月｣（5.6％）などが続いた。  

また、「パートタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等（n= 1,586）を

100 とすると、契約の更新回数や通算の勤続年数に上限を「設けている」割合は

8.5％で、そうした上限の設定時期の内訳は「無期転換ルールに関係なく、以前か

らある」が 5.4％、「無期転換ルールの施行に伴い、新設した」が 3.0％となった（図

表 1-9）。  

なお、「無期転換ルールの施行に伴い、新設した」場合（n=48）の具体的な時期

としては、無期転換ルールの施行直後となる｢2013 年 4／1 以降 2014 年 3／31 以

前｣の割合がもっとも高く（22.9％）、これに無期転換申込権が本格的に発生する 1

年前の｢2017 年 4／1 以降 2018 年 3／31 以前｣（20.8％）などが続いた。  

また、「パートタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等（n= 1,586）を

100 とすると、契約の更新回数や通算の勤続年数に上限を「設けている」場合

（8.5％）の設定方法としては、「通算の勤続年数で」設定している割合が 4.5％に

対し、「契約の更新回数で」設定が 2.7％となった。  

その上で、上限を「通算の勤続年数で」設定している場合（n= 72）の具体的な

内容としては、「4 年 6 ヶ月超～5 年以内」の割合がもっとも高く（66.7％）、これ
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に「1 年超～3 年以内」（26.4％）などが続いた（中央値 5.0 年、平均値 4.5 年）。

また、「契約の更新回数で」設定している場合（n=43）の具体的な内容については、

｢4 回｣の割合がもっとも高く（37.2％）、次いで｢5 回｣が 20.9％、｢2 回｣が 18.6％

などとなった（中央値 4.0 回、平均値 3.6 回）。  

 

図表 1-9 パートタイムの有期契約労働者の契約更新に際した上限の設定状況  

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．無期転換ルールへの対応状況・方針  

 有期契約労働者を雇用している企業等（定年後の再雇用者のみを除く）を対象

に、有期労働契約から無期労働契約（正社員を含む）へ移行（無期転換）できる

機会の設定状況・方針を尋ねると、「契約期間を通算して 5 年（あるいは、それよ

り短い期間）を超えることのみを要件として、有期労働契約時と同じ働き方のま

ま、無期転換できる機会を設けている（※）」割合がもっとも高く、「フルタイム

の有期契約労働者」を雇用している企業等（n=1,529）で 43.8％、「パートタイム

の有期契約労働者」を雇用している企業等（n=1,586）で 48.6％となった（図表

1-10）。  

次いで挙がったのは「左記 15（※）に加えて、他の内容でも無期転換できる機会

                                                
15 調査票では「上記」となっていても、図表上、不自然に見える場合は「左記」とし、その場合、説明文も図表の表記に合

わせている。 

（％） （回）

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回以上 無回答

パートタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=43） 14.0 18.6 4.7 37.2 20.9 4.7 - 3.6 4.0

｢契約の更新回数で｣設定している場合の具体的な内容

平均値 中央値

（％） （年）

６ヶ月
以内

６ヶ月超
～

１年以内

１年超～
３年以内

３年超～
４年６ヶ月

以内

４年６ヶ月
超～

５年以内

５年超～
10年以内

10年超 無回答

パートタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=72） 1.4 - 26.4 2.8 66.7 1.4 1.4 - 4.5 5.0

｢通算の勤続年数で｣設定している場合の具体的な内容

平均値 中央値

（％）

設けて
いる

設けて
いない

無回答

無期転換
ルールの

施行に伴い、
新設した

無期転換
ルールに
関係なく、

以前からある

無回答
契約の
更新
回数で

通算の
勤続
年数で

無回答

パートタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=1,586） 8.5 89.7 1.8 3.0 5.4 0.1 2.7 4.5 1.3

29人以下（n=528） 7.0 88.8 4.2 2.3 4.5 0.2 0.9 4.2 1.9
30～99人（n=567） 7.4 91.7 0.9 2.5 4.9 - 3.9 2.5 1.1

100～299人（n=296） 7.8 92.2 - 2.7 5.1 - 2.4 4.4 1.0
300～999人（n=143） 16.8 82.5 0.7 7.0 9.1 0.7 5.6 11.2 -
1,000人以上（n=52） 17.3 82.7 - 7.7 9.6 - 1.9 13.5 1.9

上限を設けた時期
上限を｢設けている｣場合の

設定内容
契約の更新回数や

通算の勤続年数の上限
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（％）

契約期間を通算して

５年（あるいはそれ

より短い期間）を

超えることのみを要件

として、有期労働契約

時と同じ働き方のまま、

無期転換できる機会を

設けている（※）

左記（※）に加えて、

他の内容でも無期

転換できる機会を

設けている（左記も

あるが、従前からの

正社員転換など

他の機会もある）

左記（※）は無いが、

他の内容で無期転換

できる機会を設けて

いる（左記は無いが、

従前からの正社員

転換など他の機会

ならある）

無期転換できる

機会は一切、

設けていないが、

今後、何らかの

形で設ける

予定がある

無期転換できる

機会は一切、

設けておらず、

今後、設ける

予定もない

無期転換できる

機会は一切、

設けておらず、

今後の対応

方針は未定

無回答

通算勤続年数

のみを要件に、

無期転換

できる機会を

設けている

企業等計

何らかの形で

無期転換

できる機会を

設けている

企業等計

43.8 20.1 13.1 6.7 2.7 11.1 2.6 63.9 77.0

29人以下（n=482） 42.1 15.8 11.8 7.5 2.5 16.8 3.5 57.9 69.7
30～99人（n=554） 40.1 20.0 15.7 7.8 2.2 11.9 2.3 60.1 75.8

100～299人（n=289） 49.1 20.4 13.1 6.6 4.2 5.2 1.4 69.6 82.7
300～999人（n=149） 49.7 31.5 8.7 2.7 2.0 4.0 1.3 81.2 89.9
1,000人以上計（n=55） 50.9 27.3 9.1 - 3.6 3.6 5.5 78.2 87.3

48.6 13.2 11.8 7.4 3.1 13.4 2.5 61.8 73.6

29人以下（n=528） 43.2 9.5 11.2 9.3 3.4 20.1 3.4 52.7 63.8
30～99人（n=567） 46.6 12.2 14.1 7.9 2.8 14.1 2.3 58.7 72.8

100～299人（n=296） 52.7 16.9 11.5 6.8 3.7 6.4 2.0 69.6 81.1
300～999人（n=143） 62.2 22.4 7.0 2.8 0.7 4.2 0.7 84.6 91.6
1,000人以上計（n=52） 65.4 15.4 7.7 - 5.8 3.8 1.9 80.8 88.5

フルタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等計（n=1,529）

雇

用

者

の

規

模

パートタイムの有期契約労働者を

雇用している企業等計（n=1,586）

雇

用

者

の

規

模

（％）

通算勤続年数
（や契約更新回
数）が一定以上
に達すること

本人が希望し、
上長等に申請書
を提出する（申込
みを行う）こと

無期転換後の
働き方や労働
条件に同意
できること

上長や職場
の推薦を
得ること

筆記試験や
適性検査、面接
試験等に合格

すること

人事評価が一定
以上であること

（勤怠等の働きぶり
に問題がないこと）

一定の
年齢以下
であること

一定の資格や
免許、経験等を
有していること

その他 無回答

フルタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=200） 11.0 50.5 40.0 41.5 19.0 54.5 1.5 19.0 2.0 1.0

パートタイムの有期契約労働者を
雇用している企業等（n=187） 9.1 58.8 45.5 39.0 15.5 49.2 2.1 17.1 1.1 1.6

無期転換に際しての要件（複数回答）

を設けている（左記もあるが、従前からの正社員転換など他の機会もある）」割合

であり、「フルタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等で 20.1％、「パー

トタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等で 13.2％となった。  

なお、これら 2 つの選択肢を合わせ、通算勤続年数を要件として無期転換でき

る機会を設けている企業等の割合は、それぞれ 63.9％、61.8％と算出された。  

 

図表 1-10 無期転換ルールへの対応状況・方針  

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このほか、「左記（※）は無いが、他の内容で無期転換できる機会を設けている

（左記は無いが、従前からの正社員転換など他の機会ならある）」割合が、「フル

タイムの有期契約労働者」を雇用している企業等で 13.1％、「パートタイムの有期

契約労働者」を雇用している企業等で 11.8％となった。総じて 16、何らかの形で無

期転換できる機会を設けている企業等の割合は、それぞれ 77.0％、73.6％と算出

された。  

 

                                                
16 無期転換ルールでは、無期労働契約の労働条件について「別段の定め」（労働協約や就業規則、個々の労働契約に

よる個別の労使合意）を行うこともできるとされている。 
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なお、「左記（※）は無いが、他の内容で無期転換できる機会を設けている（左

記は無いが、従前からの正社員転換など他の機会ならある）」企業等が、無期転換

に当たり設けている要件についても尋ねると（複数回答）、「フルタイムの有期契

約労働者」を雇用している企業等（n=200）では、①「人事評価が一定以上である

こと（勤怠等の働きぶりに問題がないこと）」を挙げた割合（54.5％）がもっとも

高く、これに②「本人が希望し、上長等に申請書を提出する（申込みを行う）こ

と」（50.5％）、③「上長や職場の推薦を得ること」（41.5％）、④｢無期転換後の働

き方や労働条件に同意できること｣（40.0％）などが続いた。同様に、「パートタイ

ムの有期契約労働者」を雇用している企業等（n=187）では、①「本人が希望し、

上長等に申請書を提出する（申込みを行う）こと」を挙げた割合（58.8％）がもっ

とも高く、次いで②「人事評価が一定以上であること（勤怠等の働きぶりに問題

がないこと）」（ 49.2％）、③「無期転換後の働き方や労働条件に同意できること」

（45.5％）などとなった。  

 

一方、調査時点で｢無期転換できる機会は一切、設けていない」割合は、「フル

タイムの有期契約労働者」を雇用している企業等で計 20.5％、「パートタイムの有

期契約労働者」を雇用している企業等で計 24.0％と算出された。このうち、それ

ぞれ約 1／3（同順に 6.7％、7.4％）は、無期転換できる機会を「今後、何らかの

形で設ける予定がある」としているが、いずれも半数超（「フルタイムの有期契約

労働者」を雇用している企業等で 11.1％、「パートタイムの有期契約労働者」を雇

用している企業等で 13.4％）は、｢今後の対応方針は未定｣と回答している。  

なお、こうした結果を規模別にみると、「フルタイムの有期契約労働者」あるい

は「パートタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等とも、「契約期間を通

算して 5 年（あるいは、それより短い期間）を超えることのみを要件として、有

期労働契約時と同じ働き方のまま、無期転換できる機会を設けている」割合は、

規模が大きくなるほど高まる傾向が見て取れる。これに対し、小規模企業等ほど

｢無期転換できる機会は一切、設けておらず、今後の対応方針は未定」の割合が高

くなっている。  

その上で、｢無期転換できる機会は一切、設けていない」企業等群について掘り

下げると 17、「無期転換できる機会は一切、設けておらず、今後の対応方針は未定」

とする企業等は、そもそも無期転換ルールの具体的な内容を知っている割合が低

いことが分かる（図表 1-11）。  

                                                
17 無期転換する環境等が整っていなくても、通算 5 年を超えた有期契約労働者が発生し、本人が申込みを行えば無期

転換させなければならないが、｢承諾みなし｣等を知らない企業等がこうした事態に直面すれば、労使トラブルに発展する

恐れや労働者の当然の権利行使が妨げられる恐れなどがある。 
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無期転換ルールについて

具体的に知っている割合

契約の更新回数や

通算の勤続年数に

上限を設けている割合

フルタイムの有期契約労働者を雇用している

企業等計（ｎ=1,529）

無期転換できる機会は一切、設けていないが、

今後、何らかの形で設ける予定がある企業等（ｎ=102）

無期転換できる機会は一切、設けておらず、

今後、設ける予定もない企業等（ｎ=41）

無期転換できる機会は一切、設けておらず、

今後の対応方針は未定の企業等（ｎ=170）

％

フルタイムの有期契約労働者について パートタイムの有期契約労働者について

83.0 

8.5

82.2 

5.1 

67.3 

20.4 

62.0 

5.6 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

無期転換ルールについて

具体的に知っている割合

契約の更新回数や

通算の勤続年数に

上限を設けている割合

パートタイムの有期契約労働者を雇用している

企業等計（ｎ=1,586）
無期転換できる機会は一切、設けていないが、

今後、何らかの形で設ける予定がある企業等（ｎ=118）
無期転換できる機会は一切、設けておらず、

今後、設ける予定もない企業等（ｎ=49）
無期転換できる機会は一切、設けておらず、

今後の対応方針は未定の企業等（ｎ=213）

％

上記の

うち

上記の

うち

図表 1-11 無期転換ルールへの対応状況・方針別にみた  

無期転換ルールの認知度や契約の更新回数上限の設定状況  

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

また、｢無期転換できる機会は一切、設けておらず、今後、設ける予定もない｣

企業等では 18、契約の更新回数や通算の勤続年数の上限を設けている割合が高くな

っている。  

更に、｢無期転換できる機会は一切、設けておらず、今後、設ける予定もない｣

企業等では、有期労働契約で雇用している理由（複数回答）として、とくに「フ

ルタイムの有期契約労働者」については「正社員として正式に採用できるかどう

か、人物や適性を見極めるため」などを挙げている割合が顕著に低い（図表 1-12）。

他方、「高齢者を（健康状態等を見極めながら）活用するため」とする割合が高い。

また、「フルタイムの有期契約労働者」及び「パートタイムの有期契約労働者」と

も、「専門的な知識や技術、資格・免許等を持つ人材を必要な期間、確保するため」

などとする割合が高くなっている。更に、「パートタイムの有期契約労働者」につ

いては「季節循環的な業務量の変動に応じて、柔軟に雇用者数を調整できるよう

にしておくため」などを挙げている割合が高いといった特徴も読み取れる。  

                                                
18 主な業種別にみると、｢無期転換できる機会は一切、設けておらず、今後、設ける予定もない｣とする割合は、「フルタイ

ムの有期契約労働者」を雇用している企業等では「電気・ガス・熱供給・水道業」（14.3％）のほか、「金融業、保険業」

（6.1％）等でやや高い。また、「パートタイムの有期契約労働者」を雇用している企業等では、「電気・ガス・熱供給・水道

業」（40.0％）をはじめ、「学術研究、専門・技術サービス業」ないし「教育、学習支援業」で「大学」が含まれている場合

（7.7％）や「建設業」（7.2％）、「サービス業（他に分類されないもの）」で「『人材派遣会社』や『業務請負会社』」に該当する

場合（6.9％）などでやや高くなっている。 
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（％）

季節循環的な
業務量の変動

に応じて、柔軟に
雇用者数を

調整するため

定期的に契約
内容（働き方や
賃金・労働条件

等）を見直す
必要があるため

育児・介護等
による休業者

等の代替
要員を確保
するため

障がい者を
活用するため
（障がい者
の雇用義務

に対応するため）

事業再編や入札
等、中長期的な
業務量の変動に
応じて雇用者数
を調整できるよう
にしておくため

学生を
活用
する
ため

外国人を
活用する

ため（技能
実習生等）

有期契約労働者
の働きぶり

（モチベーション、
緊張感等）

を維持するため

採用
手続きが
簡単な
ため

定期的に
人材を入れ
換えるため
（常に若年者を
確保、モチベー

ションの維持、
情報の機密保持、

不祥事故の防止等）

その他 無回答

11.0 9.8 9.0 8.3 6.2 5.3 3.2 3.1 1.8 1.5 2.3 2.0

無期転換できる機会は一切、
設けていないが、今後、何らかの形で

設ける予定がある（n=102）
12.7 7.8 4.9 2.9 4.9 4.9 6.9 4.9 1.0 2.0 2.0 1.0

無期転換できる機会は一切、設けて
おらず、今後、設ける予定もない（n=41） 14.6 9.8 7.3 2.4 12.2 2.4 2.4 7.3 - 4.9 - 2.4

無期転換できる機会は一切、設けて
おらず、今後の対応方針は未定（n=170） 12.4 8.2 5.9 5.9 5.3 4.1 4.1 2.9 2.9 1.8 1.2 0.6

無期転換できる機会は一切、
設けていないが、今後、何らかの形で

設ける予定がある（n=118）
11.0 9.3 6.8 3.4 3.4 8.5 4.2 4.2 0.8 1.7 1.7 1.7

無期転換できる機会は一切、設けて
おらず、今後、設ける予定もない（n=49） 26.5 6.1 4.1 4.1 12.2 4.1 2.0 2.0 4.1 4.1 2.0 2.0

無期転換できる機会は一切、設けて
おらず、今後の対応方針は未定（n=213） 10.8 10.8 6.6 5.6 6.6 5.6 2.3 3.3 2.8 1.9 0.5 2.8

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858）

フ

ル

タ

イ

ム

の

有

期

契

約

労

働

者

を

雇

用

し

て

い

る

企

業

等

パ

ー

ト

タ

イ

ム

の

有

期

契

約

労

働

者

を

雇

用

し

て

い

る

企

業

等

（複数回答）

労働者が
正社員とは
異なる働き方

（パートタイムや
職務・勤務地
限定等）を希望
しているため

日常的な
業務量の
変動に応じ
て、柔軟に
雇用者数を
調整するため

正社員として
正式に採用

できるかどうか、
人物や適性を
見極めるため

労働者が
有期労働契約
を希望して
いるため

人件費
を抑制
するため

高齢者を
（健康状態
等を見極め
ながら）活用
するため

専門的な
知識や技能、
資格・免許等
を持つ人材を
必要な期間、
確保するため

仕事や
働き方が
軽易なため

正社員を
増やせない
ため（定員が
決まっている、
人件費に上限
がある等）

（育児や
介護、家事
優先等の

事情がある）
女性を活用
するため

急激な景気変動
や業績悪化等
が生じた場合
に、雇用調整
できるように
しておくため

49.7 28.2 28.0 26.5 22.8 22.2 20.6 17.7 16.8 12.1 11.5

無期転換できる機会は一切、
設けていないが、今後、何らかの形で

設ける予定がある（n=102）
44.1 27.5 27.5 25.5 18.6 27.5 23.5 13.7 15.7 12.7 10.8

無期転換できる機会は一切、設けて
おらず、今後、設ける予定もない（n=41） 24.4 19.5 4.9 14.6 14.6 39.0 34.1 17.1 12.2 7.3 4.9
無期転換できる機会は一切、設けて

おらず、今後の対応方針は未定（n=170） 42.9 24.7 15.3 21.8 22.9 24.7 21.2 11.8 16.5 5.3 11.2
無期転換できる機会は一切、

設けていないが、今後、何らかの形で
設ける予定がある（n=118）

51.7 32.2 17.8 22.9 21.2 26.3 19.5 14.4 18.6 14.4 8.5

無期転換できる機会は一切、設けて
おらず、今後、設ける予定もない（n=49） 34.7 26.5 16.3 22.4 14.3 26.5 32.7 16.3 16.3 8.2 4.1
無期転換できる機会は一切、設けて

おらず、今後の対応方針は未定（n=213） 51.6 29.6 14.1 25.4 20.2 24.4 20.2 16.4 16.0 11.3 10.3

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858）

フ

ル

タ

イ

ム

の

有

期

契

約

労

働

者

を

雇

用

し

て

い

る

企

業

等

パ

ト

タ

イ

ム

の

有

期

契

約

労

働

者

を

雇

用

し

て

い

る

企

業

等

（複数回答）

図表 1-12 無期転換できる機会を設けていない企業等が  

     有期労働契約で雇用している理由  

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．採用されてから無期転換されるまでに要する期間と  

採用した有期契約労働者のうち、結果として無期転換に至る割合  

「フルタイムの有期契約労働者」について無期転換できる機会を設けている企

業等 19（n=1,177）を対象に、採用されてから何らかの形で無期転換されるまでに、

最短でどれくらいかかる見通しかを尋ねると、｢1 年以内｣とした割合（25.6％）が

もっとも高く、これに｢5 年超 6 年以内｣（21.7％）などが続いた（図表 1-13）。ま

た、平均でどれくらいかかる見通しかについては、｢5 年超 6 年以内｣とする割合

                                                
19 4．の設問で、「契約期間を通算して 5 年（あるいは、それより短い期間）を超えることのみを要件として、

有期労働契約時と同じ働き方のまま、無期転換できる機会を設けている（※）」あるいは「左記（※）に加えて、

他の内容でも無期転換できる機会を設けている（左記もあるが、従前からの正社員転換など他の機会もある）」

あるいは「左記（※）は無いが、他の内容で無期転換できる機会を設けている（左記は無いが、従前からの正社

員転換など他の機会ならある）」と回答した企業等の合計。 
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（％）

１年
以内

１年超
２年
以内

２年超
３年
以内

３年超
４年
以内

４年超
５年
以内

５年超
６年
以内

６年超
分から
ない

無回答

５年
以内
計

14.2 9.3 7.7 6.2 8.2 22.4 2.0 21.5 8.4 45.6

21.7 10.4 8.6 3.9 8.0 12.5 1.8 21.1 11.9 52.7

15.0 11.4 7.1 6.2 6.0 22.1 2.1 21.0 9.0 45.7
7.9 7.1 9.6 5.9 9.2 25.9 2.5 24.3 7.5 39.7
7.5 5.2 5.2 13.4 13.4 32.8 1.5 19.4 1.5 44.8
4.2 6.3 4.2 4.2 8.3 47.9 2.1 20.8 2.1 27.1

平均的な見通し

１年
以内

１年超
２年
以内

２年超
３年
以内

３年超
４年
以内

４年超
５年
以内

５年超
６年
以内

６年超
分から
ない

無回答

５年
以内
計

フルタイムの有期契約労働者について
何らかの形で無期転換できる

機会を設けている企業等（n=1,177）
25.6 12.5 6.7 4.3 6.5 21.7 1.3 17.2 4.2 55.6

29人以下（n=336） 33.9 11.0 8.0 2.1 6.8 13.1 0.9 19.0 5.1 61.9
30～99人（n=420） 25.7 15.7 6.4 3.6 4.3 19.3 1.4 19.0 4.5 55.7

100～299人（n=239） 19.7 9.6 7.1 5.0 6.7 28.0 1.3 17.6 5.0 48.1
300～999人（n=134） 19.4 14.2 5.2 9.0 10.4 29.9 1.5 9.7 0.7 58.2
1,000人以上（n=48） 12.5 4.2 2.1 10.4 10.4 47.9 2.1 8.3 2.1 39.6

（制度の設計上）最短の見通し

１年
以内

１年超
２年
以内

２年超
３年
以内

３年超
４年
以内

４年超
５年
以内

５年超
６年
以内

６年超
分から
ない

無回答

５年
以内
計

パートタイムの有期契約労働者について
何らかの形で無期転換できる

機会を設けている企業等（n=1,167）
17.2 7.6 4.2 3.9 8.2 27.2 1.2 22.5 7.9 41.2

29人以下（n=337） 22.8 7.1 5.9 3.3 7.1 12.8 0.3 27.0 13.6 46.3
30～99人（n=413） 19.9 9.7 2.2 3.1 7.7 25.7 1.5 22.5 7.7 42.6

100～299人（n=240） 10.8 6.3 5.8 4.6 7.9 35.8 2.1 22.5 4.2 35.4
300～999人（n=131） 9.9 7.6 3.8 6.9 11.5 41.2 1.5 15.3 2.3 39.7
1,000人以上（n=46） 6.5 - 2.2 4.3 13.0 63.0 - 8.7 2.2 26.1

（制度の設計上）最短の見通し

（％）

１年
以内

１年超
２年
以内

２年超
３年
以内

３年超
４年
以内

４年超
５年
以内

５年超
６年
以内

６年超
分から
ない

無回答

５年
以内
計

9.9 6.3 5.1 3.7 9.8 27.5 1.7 29.0 7.0 34.8

14.5 8.0 8.6 3.9 8.6 14.5 0.9 31.5 9.5 43.6

11.6 8.5 3.4 3.1 9.4 27.8 1.9 26.6 7.5 36.1
5.0 3.3 4.6 3.8 10.4 31.7 2.5 32.5 6.3 27.1
3.1 3.1 3.8 6.1 11.5 40.5 2.3 26.7 3.1 27.5
4.3 - 2.2 - 13.0 60.9 - 19.6 - 19.6

平均的な見通し

（22.4％）がもっとも高く、次いで｢分からない｣（21.5％）などが挙がった。  

同様に、「パートタイムの有期契約労働者」について無期転換できる機会を設け

ている企業等  （n=1,167）でみると、最短の期間見通しでもっとも割合が高いの

は｢5 年超 6 年以内｣（27.2％）であり、これに｢分からない｣（22.5％）が続く。ま

た、平均的な期間見通しでは、｢分からない｣とした割合（29.0％）がもっとも高く、

次いで｢5 年超 6 年以内｣（27.5％）などが挙がった。  

 こうした結果を規模別にみると、「フルタイムの有期契約労働者」か「パートタ

イムの有期契約労働者」であるかに依らず、最短・平均いずれの見通しも、｢1 年

以内｣などの割合は小規模企業等ほど高いのに対し、規模が大きくなるほど｢5 年超

6 年以内｣などを挙げる割合が高まる様子が見て取れる。  

 

図表 1-13 採用されてから何らかの形で無期転換されるまでの期間見通し  

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 他方、採用した有期契約労働者のうち、結果として無期転換に至る割合を尋ね

ると、「フルタイムの有期契約労働者」については（n=1,177）、｢分からない｣とす

る割合（ 28.7％）がもっとも高いものの、次いで挙がったのは｢0％超 10％未満｣

（11.9％）と｢80％以上 100％未満｣（11.5％）の両極であり、これに｢いない（0％）｣

（ 10.5％）や｢全員（ 100％）｣（ 9.5％）などが続いた（図表 1-14）。同様に、「パ

ートタイムの有期契約労働者」についてみると（n=1,167）、｢分からない｣割合が

約 1／3（33.7％）で、以下、｢いない（0％）｣（15.4％）、｢0％超 10％未満｣（12.3％）、

｢10％以上 30％未満｣（9.5％）などとなった。  
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（％）

いない
（０％）

０％超
10％
未満

10％
以上
30％
未満

30％
以上
50％
未満

50％
以上
80％
未満

80％
以上
100％
未満

全員
（100％）

分から
ない

無回答
50％
以上計

フルタイムの有期契約
労働者について

何らかの形で無期転換
できる機会を設けている

企業等（n=1,177）

10.5 11.9 7.4 8.2 9.1 11.5 9.5 28.7 3.2 30.1

29人以下（n=336） 10.1 9.2 4.2 6.8 9.2 9.2 11.9 33.6 5.7 30.4
30～99人（n=420） 13.1 11.0 7.4 7.4 10.0 11.2 11.4 26.4 2.1 32.6

100～299人（n=239） 10.5 14.6 9.2 8.8 8.8 11.3 6.3 27.6 2.9 26.4
300～999人（n=134） 5.2 14.9 11.9 10.4 7.5 16.4 5.2 26.9 1.5 29.1
1,000人以上（n=48） 4.2 16.7 8.3 16.7 6.3 16.7 4.2 25.0 2.1 27.1

（％）

いない
（０％）

０％超
10％
未満

10％
以上
30％
未満

30％
以上
50％
未満

50％
以上
80％
未満

80％
以上
100％
未満

全員
（100％）

分から
ない

無回答
50％
以上計

パートタイムの有期契約
労働者について

何らかの形で無期転換
できる機会を設けている

企業等（n=1,167）

15.4 12.3 9.5 5.8 6.9 8.1 5.7 33.7 2.5 20.7

29人以下（n=337） 15.7 8.6 7.4 5.3 7.1 6.5 5.6 39.2 4.5 19.3
30～99人（n=413） 17.4 11.1 9.0 4.8 6.5 8.0 8.0 32.9 2.2 22.5

100～299人（n=240） 18.3 15.8 10.8 5.4 5.4 8.8 3.3 30.8 1.3 17.5
300～999人（n=131） 6.9 18.3 13.0 8.4 9.9 10.7 3.1 29.0 0.8 23.7
1,000人以上（n=46） 4.3 15.2 13.0 13.0 8.7 8.7 6.5 28.3 2.2 23.9

総じて、「フルタイムの有期契約労働者」については、 50％以上計が約 3 割

（30.1％）となったのに対し、「パートタイムの有期契約労働者｣のそれは約 2 割

（20.7％）で、結果として「パートタイムの有期契約労働者｣の方が、無期転換に

至ると見込まれている割合は低いことが分かる。  

なお、規模別にみると、「フルタイムの有期契約労働者」では｢いない（0％）｣

や「全員（100％）」等、また、「パートタイムの有期契約労働者」の「分からない」

については、小規模企業等になるほど高くなっている。  

 

図表 1-14 採用した有期契約労働者のうち結果として無期転換に至る割合  

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 こうした結果を無期転換できる機会別にみると、「フルタイムの有期契約労働

者」について、結果として 50％以上が無期転換に至ると見込む割合は、①「契約

期間を通算して 5 年（あるいは、それより短い期間）を超えることのみを要件と

して、有期労働契約時と同じ働き方のまま、無期転換できる機会を設けている

（※）」企業等（26.0％）より、②「上記（※）に加えて、他の内容でも無期転換

できる機会を設けている（上記もあるが、従前からの正社員転換など他の機会も

ある）」企業等（36.7％）や、③「上記（※）は無いが、他の内容で無期転換でき

る機会を設けている（上記は無いが、従前からの正社員転換など他の機会ならあ

る）」企業等（33.5％）で高いことが分かる（図表 1-15）。  

一方、「パートタイムの有期契約労働者」について、結果として 50％以上が無期

転換に至ると見込む割合は、むしろ①「契約期間を通算して 5 年（あるいは、そ

れより短い期間）を超えることのみを要件として、有期労働契約時と同じ働き方

のまま、無期転換できる機会を設けている（※）」企業等（21.7％）や、②「上記

（※）に加えて、他の内容でも無期転換できる機会を設けている（上記もあるが、

従前からの正社員転換など他の機会もある）」企業等（21.5％）で高く、③「上記

（※）は無いが、他の内容で無期転換できる機会を設けている（上記は無いが、
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従前からの正社員転換など他の機会ならある）」企業等（16.0％）を上回っている。  

なお、｢いない（0％）｣とする割合は、「パートタイムの有期契約労働者」では

①や③の企業等で高くなっている。  

 

図表 1-15 無期転換できる機会別にみた結果として無期転換に至る割合  

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．無期転換できる機会を設けている理由  

 フルタイムあるいはパートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で無

期転換できる機会を設けている企業等（n=1,413）を対象に、無期転換できる機会

を設けている理由を尋ねると（複数回答）、①「無期転換ルールを遵守するため（コ

ンプライアンス）」とした割合（61.6％）がもっとも高く、次いで②「優秀な人材

がいれば、確保したいから」（47.3％）、③「試行的に雇用し、働きぶりを見極めた

上で正式に採用したいから」（24.0％）、④「以前よりそうした雇用管理を行ってき

たから」（23.3％）、⑤「人手不足だから（無期労働契約への移行で定着等が期待で

きるから）」（20.5％）、⑥｢処遇を改善したいから（雇用不安の払拭やモチベーショ

ンアップにつながると思うから）｣（18.7％）、⑦｢労働者自身が希望しているから

（労働組合の要求だから）｣（16.3％）、⑧｢より高度な仕事や責任のある仕事を、

任せられるようになるから｣（15.2％）などが挙がった（図表 1-16）。  

規模別にみると、①「無期転換ルールを遵守するため（コンプライアンス）」に

ついては、大規模企業等ほど高まる傾向が見て取れる。また、⑦｢労働者自身が希

望しているから（労働組合の要求だから）｣についても、999 人以下の企業等で規

（％） （％）

いない
（０％）

０％超
10％
未満

10％
以上
30％
未満

30％
以上
50％
未満

50％
以上
80％
未満

80％
以上
100％
未満

全員
（100
％）

分から
ない

無回答

５０％
以上
計

いない
（０％）

０％超
10％
未満

10％
以上
30％
未満

30％
以上
50％
未満

50％
以上
80％
未満

80％
以上
100％
未満

全員
（100
％）

分から
ない

無回答

５０％
以上
計

契約期間を通算して
５年（あるいは、それ

より短い期間）を超える
ことのみを要件として、
有期労働契約時と
同じ働き方のまま、
無期転換できる機会
を設けている企業等

（※）（n＝669）

11.4 10.8 8.1 7.0 7.0 9.7 9.3 33.2 3.6 26.0

契約期間を通算して
５年（あるいは、それ

より短い期間）を超える
ことのみを要件として、
有期労働契約時と
同じ働き方のまま、
無期転換できる機会
を設けている企業等

（※）（n＝771）

16.2 11.5 8.8 4.9 7.5 7.8 6.4 34.2 2.6 21.7

上記（※）に加えて、
他の内容でも無期転換
できる機会を設けて
いる（上記もあるが、
従前からの正社員
転換など他の機会も
ある）企業等（n＝308）

9.4 13.6 7.1 12.3 13.3 11.0 12.3 18.2 2.6 36.7

上記（※）に加えて、
他の内容でも無期転換
できる機会を設けて
いる（上記もあるが、
従前からの正社員
転換など他の機会も
ある）企業等（n＝209）

8.1 16.7 13.4 11.5 8.6 9.1 3.8 27.3 1.4 21.5

上記（※）は無いが、
他の内容で無期転換
できる機会を設けて
いる（上記は無いが、
従前からの正社員転換

など他の機会なら
ある）企業等（n＝200）

9.0 13.0 5.5 6.0 9.5 18.0 6.0 30.0 3.0 33.5

上記（※）は無いが、
他の内容で無期転換
できる機会を設けて
いる（上記は無いが、
従前からの正社員転換

など他の機会なら
ある）企業等（n＝187）

20.3 10.7 8.0 3.2 2.7 8.0 5.3 38.5 3.2 16.0

フルタイムの有期契約労働者について パートタイムの有期契約労働者について
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模が大きくなるほど高い。一方、③「試行的に雇用し、働きぶりを見極めた上で

正式に採用したいから」や、④「以前よりそうした雇用管理を行ってきたから」

などについては、999 人以下で小規模企業等ほど高くなっている。また、｢若年者

（新規学卒者を含む）の採用が難しくなっているから｣については、1,000 人以上

の企業等も含めて小規模になるほど回答割合が高い。こうしたなか、②「優秀な

人材がいれば、確保したいから」や、「人手不足だから（無期労働契約への移行で

定着等が期待できるから）」などについては、企業等の規模に依らず、共通して一

定程度、挙げられているのが特徴となっている。  

 

図表 1-16 無期転換できる機会を設けている理由  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．無期転換できる機会の規定・説明等状況  

フルタイムあるいはパートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で無

期転換できる機会を設けている企業等（n=1,413）を対象に、無期転換できる機会

の就業規則での規定状況を尋ねると、「規定している」割合が半数を超え（52.5％）、

「今後、規定する」が 24.3％に対し、「規定していない・今後の予定もない」が

19.6％となった（図表 1-17）。  

また、無期転換できる機会の内容について、有期契約労働者への説明状況を尋

ねると、「説明している」割合は約 6 割（60.8％）で、「今後、説明する」が 23.4％

に対し、「説明していない・今後の予定もない」が 13.7％となっている。  

更に、通算契約期間等の要件を満たした個別の対象者に、無期転換できること

を案内しているか尋ねると、「案内している」企業等が半数近く（48.3％）、「今後、

案内する」が 29.2％で、「案内していない・今後の予定もない」が 19.9％となった。  

（％）

無期転換

ルールを

遵守する

ため（コンプ

ライアンス）

優秀な

人材が

いれば、

確保

したいから

試行的に

雇用し、

働きぶりを

見極めた

上で正式に

採用したい

から

以前より

そうした

雇用管理

を行って

きたから

人手不足

だから

（無期労働

契約への

移行で定着

等が期待

できるから）

処遇を改善

したいから

（雇用不安の

払拭やモチ

ベーション

アップにつな

がると思うから）

労働者

自身が

希望して

いるから

（労働組合

の要求

だから）

より高度な

仕事や

責任のある

仕事を、

任せられる

ように

なるから

経験・技能

の蓄積や

ノウハウの

伝承が、

図られる

ように

なるから

若年者

（新規

学卒者を

含む）の

採用が

難しく

なって

いるから

職場の

一体感が

醸成される

（人間

関係が

良好に

なる）から

有期労働

契約を

反復更新

して、いつ

までも

雇用し続け

るのは

おかしい

と思うから

教育訓練

投資を

行い

やすく

なるから

その他 無回答

61.6 47.3 24.0 23.3 20.5 18.7 16.3 15.2 10.8 10.0 5.9 4.9 2.2 1.1 4.8

68.5 43.2 22.2 19.7 20.6 17.6 15.2 12.9 10.3 9.9 5.6 5.0 1.9 1.1 5.6

29人以下（n=452） 44.5 43.1 29.4 26.8 20.4 16.4 13.9 15.3 12.8 11.7 6.9 6.2 2.7 2.0 8.2
30～99人（n=505） 60.6 52.1 25.9 25.7 19.6 20.0 16.4 17.6 9.3 9.9 6.1 3.8 2.2 0.4 4.0
100～299人（n=261） 73.6 46.7 17.6 21.1 21.1 19.5 17.6 13.0 10.3 9.2 5.0 4.2 1.9 0.8 3.4
300～999人（n=143） 88.1 44.1 14.7 11.2 22.4 21.7 21.0 14.0 11.9 8.4 4.2 6.3 0.7 1.4 0.7
1,000人以上（n=52） 88.5 48.1 15.4 13.5 21.2 13.5 15.4 5.8 7.7 3.8 5.8 3.8 3.8 1.9 1.9

何

ら

か

の

形

で

無

期

転

換

で

き

る

機

会

を

設

け

て

い

る

企

業

等

フルタイムあるいはパートタイム

の有期契約労働者について

何らかの形で無期転換できる

機会を設けている企業等（n=1,413）

上記のうち、通算勤続年数

のみを要件として、無期転換できる

機会を設けている企業等（n=1,185）

（複数回答）
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こうした結果を規模別にみると、無期転換できる機会について就業規則に｢規定

している｣割合や、有期契約労働者に｢説明している｣割合、また、個別の対象者に

｢案内している｣割合のいずれも、大規模企業等ほど高まる傾向が見て取れる。一

方で小規模企業等になるほど、規定や説明を｢していない・今後の予定もない｣割

合が高い。  

 

図表 1-17 無期転換できる機会の規定や説明、案内の状況  

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２．無期転換を希望しない場合の措置  

フルタイムあるいはパートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で無

期転換できる機会を設けている企業等（n=1,413）に対し、無期転換を希望しない

場合には、契約期間を通算して 5 年を超えても有期契約労働者として働き続けら

れる仕組みになっているか尋ねると、｢なっている｣割合が約 9 割（89.8％）にの

ぼり、｢なっていない｣は 8.5％となった（図表 1-18）。  

無期転換ルールの施行前（2013 年 3 月以前）はどうなっていたかについても尋

ねると、有期契約労働者として働き続けられる仕組みに ｢なっていた ｣割合が

81.7％に対し、｢なっていなかった｣が 14.9％となっている。  

総じて、無期転換ルールの施行前後で、有期契約労働者にとっては（無期転換

できる機会が整備されるとともに）、仮に契約期間を通算して 5 年を超えても有期

契約労働者のまま働き続けられる仕組みの整備も、やや進展した（働き続けられ

ることが明確になった）様子がうかがえる 20。  

                                                
20 なお、現状と施行前の両方に有効回答が得られた企業等（n=1,365）でみても、施行前に｢なっていた｣かつ現状も｢な

っている｣割合が 81.9％、施行前に｢なっていなかった｣かつ現状も｢なっていない｣が 5.8％となる中で、施行前は｢なってい

なかった｣が現状は｢なっている｣が 9.6％に対し、施行前は｢なっていた｣が現状は｢なっていない｣が 2.7％となっている。 

（％）

規定して

いる

今後、

規定する

規定していない・

今後の予定もない

就業規則

がない
無回答

説明して

いる

今後、

説明する

説明していない・

今後の予定もない
無回答

案内して

いる

今後、

案内する

案内していない・

今後の予定もない
無回答

52.5 24.3 19.6 2.1 1.5 60.8 23.4 13.7 2.1 48.3 29.2 19.9 2.6

55.6 23.8 17.0 2.0 1.6 62.3 22.7 12.9 2.1 51.6 27.5 18.5 2.4

29人以下（n=452） 39.6 29.4 23.7 5.3 2.0 50.4 29.9 16.6 3.1 41.4 34.5 20.4 3.8
30～99人（n=505） 49.5 27.9 19.6 1.0 2.0 60.4 24.2 13.3 2.2 47.7 31.1 18.2 3.0
100～299人（n=261） 62.5 19.2 17.2 0.4 0.8 67.0 19.5 11.9 1.5 51.0 26.8 20.7 1.5
300～999人（n=143） 74.1 9.8 16.1 - - 76.2 12.6 10.5 0.7 63.6 16.1 19.6 0.7
1,000人以上（n=52） 84.6 9.6 5.8 - - 80.8 9.6 9.6 - 57.7 13.5 28.8 -

何

ら

か

の

形

で

無

期

転

換

で

き

る

機

会

を

設

け

て

い

る

企

業

等

無期転換できる機会の就業規則での規定状況
無期転換できる機会の内容の

有期契約労働者に対する説明状況

要件を満たした個別の対象者に対する

無期転換できることの案内状況

フルタイムあるいはパートタイム

の有期契約労働者について

何らかの形で無期転換できる

機会を設けている企業等（n=1,413）

上記のうち、通算勤続年数

のみを要件として、無期転換できる

機会を設けている企業等（n=1,185）
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規模別にみると、無期転換ルールの施行前に契約期間を通算して 5 年を超えて

も、有期契約労働者として働き続けられる仕組みに｢なっていた｣とする割合は大

規模企業等になるほど高く、｢なっていなかった｣割合は小規模企業等ほど概ね高

まる傾向が見て取れる。現状で｢なっている｣割合と施行前に｢なっていた｣割合の

差は、いずれの規模もプラスである。  

なお、無期転換を希望しない対象者がいた場合に、それを宣誓するような書類

の提出を求めるかについても尋ねると、｢求める｣との回答も 15.1％あったものの、

｢求めない｣企業等が 8 割を超えた（81.2％）。｢求めない｣とする割合は、大規模企

業等ほど高くなっている。  

 

図表 1-18 無期転換を希望しない場合の措置  

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３．無期転換後の形態  

フルタイムあるいはパートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で無

期転換できる機会を設けている企業等を対象に、有期労働契約時の働き方や賃

金・労働条件と比較して、無期転換後の形態は概ねどのようなものか尋ねると（複

数回答）、「フルタイムの有期契約労働者」については（n=1,177）、働き方も賃金・

労働条件も変化しない「無期契約社員 A」が約 2／3（65.7％）で、これに「正社

員」（27.4％）や、働き方は変化しないが賃金・労働条件については若干改善する｢無

期契約社員 C｣（14.0％）、働き方が変化し賃金・労働条件も改善する「限定正社員」

（10.5％）などが続いた（図表 1-19）。  

同様に、「パートタイムの有期契約労働者」についても（n=1,167）、「無期契約

社員 A」が 7 割を超え（72.1％）、次いで「正社員」（18.1％）、｢無期契約社員 C｣

（11.2％）、「限定正社員」（9.0％）などの順となっている。  

（％） （％） （㌽） （％）

なっている なっていない 無回答 なっていた なっていなかった 無回答 求める 求めない 無回答

89.8 8.5 1.7 81.7 14.9 3.3 8.1 15.1 81.2 3.7

90.4 7.9 1.7 81.6 15.1 3.3 8.8 15.6 80.8 3.6

29人以下（n=452） 83.8 12.8 3.3 76.8 18.4 4.9 7.1 15.3 79.9 4.9
30～99人（n=505） 92.1 6.5 1.4 82.8 13.9 3.4 9.3 16.0 80.2 3.8

100～299人（n=261） 94.6 4.6 0.8 83.1 14.9 1.9 11.5 14.2 82.8 3.1
300～999人（n=143） 90.9 9.1 - 88.1 9.8 2.1 2.8 13.3 84.6 2.1
1,000人以上（n=52） 92.3 7.7 - 90.4 9.6 - 1.9 13.5 86.5 -

無期転換ルールの施行前は
どうなっていたか

（現状なっている
－施行前に
なっていた）
割合差※

無期転換を希望しない
対象者がいた場合、その

宣誓書等の提出を求めるか

通算5年を超えても、有期契約
労働者として働き続けられる

仕組みになっているか

フルタイムあるいはパートタイム

の有期契約労働者について

何らかの形で無期転換できる
機会を設けている企業等（n=1,413）

上記のうち、通算勤続年数

のみを要件として、無期転換できる
機会を設けている企業等（n=1,185）
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上記のうち、転換人数がもっとも多いもの

転換人数がもっとも多い（だろう）形態はどれか尋ねたところ、「フルタイムの

有期契約労働者」では「無期契約社員 A」が半数を超え（57.4％）、「正社員」が約

1／ 5（20.5％）などとなった。同様に、「パートタイムの有期契約労働者」では、

「無期契約社員 A」が約 2／3（66.9％）で、「正社員」が 12.3％などとなっている。  

 

図表 1-19 無期転換後の形態  

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無期契約社員Ａ 無期契約社員Ｂ 無期契約社員Ｃ 限定正社員

変化しない 若干負荷増 変化しない 変化する
変化しない 変化しない 若干改善 改善する

65.7 5.6 14.0 10.5 27.4 4.1

71.2 5.1 12.9 9.6 24.7 3.6

29人以下（n=336） 56.3 6.8 14.3 9.8 29.5 6.3
30～99人（n=420） 63.6 5.7 15.7 11.2 27.4 3.1

100～299人（n=239） 72.8 5.0 13.8 10.9 26.4 3.3
300～999人（n=134） 75.4 4.5 11.9 8.2 24.6 3.7
1,000人以上（n=48） 87.5 2.1 4.2 12.5 27.1 2.1

72.1 5.7 11.2 9.0 18.1 4.4

78.9 5.7 10.8 6.9 14.9 2.6

29人以下（n=337） 66.5 7.1 12.8 11.3 17.5 5.9
30～99人（n=413） 67.8 5.8 13.1 9.9 18.2 4.6

100～299人（n=240） 79.6 5.4 7.9 7.1 19.2 3.8
300～999人（n=131） 77.9 3.8 10.7 5.3 18.3 1.5
1,000人以上（n=46） 95.7 2.2 2.2 4.3 15.2 2.2

フルタイムの有期契約労働者について、何らかの形で
無期転換できる機会を設けている企業等（n＝1,177）

上記のうち、フルタイムの有期契約労働者について、
通算勤続年数のみを要件として、

無期転換できる機会を設けている企業等（n＝977）

何

ら

か

の

形

で

無

期

転

換

で

き

る

企

業

等

パートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で
無期転換できる機会を設けている企業等（n＝1,167）

上記のうち、パートタイムの有期契約労働者について、
通算勤続年数のみを要件として、無期転換できる

機会を設けている企業等（n＝980）

何

ら

か

の

形

で

無

期

転

換

で

き

る

企

業

等

※｢正社員｣は｢直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規の職員として処遇されている者｣とし、その上で｢限定正社員｣とは仕事や責任、勤務地等の限定

　　がもっとも少なく、労働時間がもっとも長い｢正社員｣に比べて ｢働き方に何らかの限定がある正社員｣（一般にはその分、賃金や労働条件が低減される）と定義。

（％）

（複数回答）

無回答
正社員働き方

賃金・労働条件

無期契約社員Ａ 無期契約社員Ｂ 無期契約社員Ｃ 限定正社員 正社員 無回答

57.4 2.7 9.9 5.4 20.5 4.2 70.0 25.8

63.1 2.3 9.0 4.5 17.6 3.6 74.3 22.1

29人以下（n=336） 46.7 4.2 10.4 7.1 25.3 6.3 61.3 32.4
30～99人（n=420） 56.4 2.4 11.2 5.5 21.4 3.1 70.0 26.9

100～299人（n=239） 63.6 2.1 9.2 3.3 18.0 3.8 74.9 21.3
300～999人（n=134） 67.9 2.2 8.2 4.5 13.4 3.7 78.4 17.9
1,000人以上（n=48） 81.3 - 2.1 4.2 10.4 2.1 83.3 14.6

66.9 2.6 8.3 5.2 12.3 4.7 77.8 17.5

73.2 2.6 8.0 4.0 9.7 2.7 83.7 13.7

29人以下（n=337） 58.5 3.9 9.5 8.0 13.6 6.5 71.8 21.7
30～99人（n=413） 63.7 2.9 9.4 5.6 13.6 4.8 76.0 19.1

100～299人（n=240） 74.6 0.8 5.8 2.9 11.7 4.2 81.3 14.6
300～999人（n=131） 75.6 2.3 8.4 3.1 9.2 1.5 86.3 12.2
1,000人以上（n=46） 93.5 - 2.2 - 2.2 2.2 95.7 2.2

（単一回答）
無期契約社員計 正社員計

パートタイムの有期契約労働者について、
通算勤続年数のみを要件として、無期転換できる

機会を設けている企業等（n＝980）

何

ら

か

の

形

で

無

期

転

換

で

き

る

企

業

等

（％）

フルタイムの有期契約労働者について、何らかの形で
無期転換できる機会を設けている企業等（n＝1,177）

上記のうち、フルタイムの有期契約労働者について、
通算勤続年数のみを要件として、

無期転換できる機会を設けている企業等（n＝977）

何

ら

か

の

形

で

無

期

転

換

で

き

る

企

業

等

パートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で
無期転換できる機会を設けている企業等（n＝1,167）
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 規模別にみると、「フルタイムの有期契約労働者」であるか「パートタイムの有

期契約労働者」かに依らず、大規模企業等ほど「無期契約社員 A」を挙げる割合が

高いのに対し、小規模企業等になるほど｢正社員｣の割合が高まる傾向が見て取れ

る。  
なお、無期転換後の形態について無期転換できる機会別でもみると、①｢契約期

間を通算して 5 年（あるいは、それより短い期間）を超えることのみを要件とし

て、有期労働契約時と同じ働き方のまま、無期転換できる機会を設けている（※）」

企業等では｢無期契約社員 A｣を挙げた割合が高くなっている。一方、②「上記（※）

に加えて、他の内容でも無期転換できる機会を設けている（上記もあるが、従前

からの正社員転換など他の機会もある）」企業等や、③「上記（※）は無いが、他

の内容で無期転換できる機会を設けている（上記は無いが、従前からの正社員転

換など他の機会ならある）」企業等では、｢正社員｣などを挙げる割合が高い。  
具体的に、転換人数がもっとも多い（だろう）形態でみると、｢フルタイムの有

期契約労働者｣については、①の企業等の 71.0％が｢無期契約社員 A｣を挙げたのに

対し、②や③はそれぞれ 45.8％、30.0％に漸減してその分、｢正社員｣の割合がそ

れぞれ 29.5％、34.5％と高まっている（図表 1-20）。同様に、｢パートタイムの有

期契約労働者｣についても、①では｢無期契約社員 A～C｣が計 88.3％に対し、②や

③では｢正社員（限定正社員と合算）｣の割合が、それぞれ 24.9％、37.4％と高ま

る様子が見て取れる。  
 

図表 1-20 無期転換できる機会と無期転換後の形態の関係  
                    
 

（％）

無期契約社員Ａ 無期契約社員Ｂ 無期契約社員Ｃ 限定正社員

変化しない 若干負荷増 変化しない 変化する
変化しない 変化しない 若干改善 改善する

契約期間を通算して５年（あるいは

それより短い期間）を超えることのみ
を要件として、有期労働契約時と同じ
働き方のまま、無期転換できる機会
を設けている企業等（※）（n=669）

71.0 2.1 7.5 4.0 12.1 3.3 80.6 16.1

上記（※）に加えて、他の内容でも無期

転換できる機会を設けている（上記
もあるが、従前からの正社員転換など
他の機会もある）企業等（n=308）

45.8 2.6 12.3 5.5 29.5 4.2 60.7 35.1

上記（※）は無いが、他の内容で無期

転換できる機会を設けている（上記は
無いが、従前からの正社員転換など
他の機会ならある）企業等（n=200）

30.0 5.0 14.0 9.5 34.5 7.0 49.0 44.0

契約期間を通算して５年（あるいは
それより短い期間）を超えることのみ
を要件として、有期労働契約時と同じ

働き方のまま、無期転換できる機会
を設けている企業等（※）（n=771）

78.9 2.5 7.0 3.5 7.1 1.0 88.3 10.6

上記（※）に加えて、他の内容でも無期
転換できる機会を設けている（上記

もあるが、従前からの正社員転換など
他の機会もある）企業等（n=209）

52.2 2.9 11.5 5.7 19.1 8.6 66.5 24.9

上記（※）は無いが、他の内容で無期
転換できる機会を設けている（上記は

無いが、従前からの正社員転換など
他の機会ならある）企業等（n=187）

34.2 2.7 10.2 11.8 25.7 15.5 47.1 37.4

働き方
賃金・労働条件

フ

ル

タ

イ

ム

の

有
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を
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ム
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約
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者

を
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等

無期契約
社員計

正社員計
正社員 無回答

（単一回答）
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１４．無期転換後の働き方や賃金・労働条件の具体的な内容  

何らかの形で無期転換できる機会を設けている企業等を対象に、有期契約労働

者の人数がもっとも多い職種を尋ねると、「フルタイムの有期契約労働者」につい

ては（n=1,177）、回答割合の高い順に①「サービス職」（計 21.9％）、②「専門・

技術職」（計 21.3％）、③「製造・生産工程職」（15.8％）などとなった（図表 1-21）。

同様に、「パートタイムの有期契約労働者」でも（n=1,167）、回答割合がもっとも

高いのは①「サービス職」（計 26.6％）で、これに②「専門・技術職」（計 18.5％）、

③「事務職」（16.8％）などが続いた。  

 

図表 1-21 無期転換前後の仕事や働き方の具体的な内容  

                     

 
有期労働契約時 無期転換後 有期労働契約時 無期転換後

1,413
管理職 1.1 - 0.1 - -
専門・技術職（医療関係） 3.6 - 4.5 - -
専門・技術職（教育関係） 5.9 - 7.2 - -
専門・技術職（その他） 11.8 - 6.9 - -
事務職 13.5 - 16.8 - -
販売職（営業を含む） 6.0 - 5.7 - -
サービス職（介護関係） 13.6 - 15.6 - -
サービス職（飲食関係） 2.5 - 3.6 - -
サービス職（その他） 5.9 - 7.5 - -
警備・保安職 0.8 - 0.5 - -
製造・生産工程職 15.8 - 14.4 - -
輸送・運転職 3.5 - 2.7 - -
建設・採掘職 3.1 - 0.8 - -
清掃等労務職 1.4 - 4.3 - -
その他 3.5 - 3.9 - -
無回答 8.1 - 5.7 - -
専門・技術職計 21.3 - 18.5 - -
サービス職計 21.9 - 26.6 - -
週20時間未満 1.2 1.0 21.9 19.5 0.8
週20時間以上30時間未満 2.2 2.1 45.8 41.2 1.3
週30時間以上フルタイム未満 14.4 12.3 20.2 20.7 4.9
フルタイム 75.5 78.5 5.4 12.8 79.3
無回答 6.7 6.0 6.6 5.8 13.6
ある（あり得る） 77.3 81.7 49.0 55.5 81.5
ない 16.5 12.7 45.4 40.0 4.4
無回答 6.2 5.6 5.6 4.5 14.2
正社員と同じ 58.4 64.8 22.7 30.7 -
正社員より制限 41.0 34.5 75.5 67.3 -
無回答 0.7 0.7 1.7 2.0 -
事業所限定 68.8 63.1 79.1 75.9 37.9
事業所間異動あり転居転勤なし 22.1 25.6 15.0 17.8 27.7
転居転勤あり 2.8 5.5 0.7 1.9 18.9
無回答 6.3 5.8 5.2 4.4 15.6
配置転換あり 49.9 55.7 35.7 40.4 66.5
なし 43.9 38.5 59.0 55.5 17.9
無回答 6.2 5.8 5.3 4.1 15.6
仕事・責任とも限定 57.2 48.8 76.8 71.3 -
責任のみ限定 12.6 10.6 7.0 7.3 -
正社員と同じ 23.5 34.5 10.2 16.5 -
無回答 6.7 6.1 6.0 5.0 -
役職につける 23.8 39.8 9.8 15.9 78.7
つけない 69.4 53.9 84.1 78.8 6.1
無回答 6.8 6.4 6.1 5.2 15.2

※「フルタイムの有期契約労働者」については、「フルタイムの有期契約労働者」が何らかの形で、無期転換できる機会を設けている企業等（同様に、「パートタイムの有期契約労働者」）。

　 「正社員」については、「フルタイムの有期契約労働者」あるいは「パートタイムの有期契約労働者」が何らかの形で、無期転換できる機会を設けている企業等で集計。

事

業

所

内

で

の

異

動

正

社

員

と

比

較

し

た

仕

事

・

責

任

の

範

囲

役

職

登

用

人

数

が

も

と

も

多

い

職

種

週

当

た

り

の

所

定

労

働

時

間

の

長

さ

残

業

や

休

日

労

働

残

業

等

の

長

さ

や

頻

度

勤

務

地

の

範

囲

企業等数※ 1,177 1,167

（％）

フルタイムの
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その上で、こうした職種の有期契約労働者が、無期転換する場合の仕事や働き

方の変化について詳しく尋ねると、「フルタイムの有期契約労働者」であるか「パ

ートタイムの有期契約労働者」かに依らず、有期労働契約時と比較して無期転換

後は、週当たりの所定労働時間がやや長くなる傾向が見て取れる 21。  

また、残業や休日出勤が「ある（あり得る）」割合が高まり、残業時間の長さや

頻度が「正社員と同じ」になる割合も高くなる。  

勤務地の範囲についても、無期転換後は「転居転勤あり」や「事業所間異動あ

り転居転勤なし」の割合が高まるとともに、事業所内で「配置転換あり」の割合

も高くなっている。  

更に、正社員と比較した仕事・責任の範囲については、「仕事・責任とも限定」

の割合が低下し、「正社員と同じ」になる割合等が高まっている。例えば「正社員

と同じ」になる割合は、「フルタイムの有期契約労働者」では有期労働契約当時の

23.5％から無期転換後は 34.5％へ上昇し、「パートタイムの有期契約労働者」でも

同順に 10.2％、16.5％となっている。  

同様に、役職に「つける」機会も拡がり、「フルタイムの有期契約労働者」では

有期労働契約当時の 23.8％から無期転換後は 39.8％へ、また、「パートタイムの有

期契約労働者」でも同様に 9.8％から 15.9％に高まっている。  

 

こうしたなか、無期転換前後の賃金・労働条件の変化について尋ねると、「フル

タイムの有期契約労働者」であるか「パートタイムの有期契約労働者」かに依ら

ず、基本賃金の支払形態については「時給制」の割合が低くなり、その分、「月給

制」の割合が高まる傾向が読み取れる（図表 1-22）。  

また、正社員（100）と比較した平均的な基本賃金の水準についても、「90％程

度」以下の割合が低下し、その分、「全く同じ」になる割合が高まる。更に、勤続

年数や能力の向上に伴う昇給が「ある」割合が高まるとともに、個別の成果等の

評価制度が「あり」、評価の結果として昇給への反映も「あり」とする割合が高く

なる。例えば、勤続年数や能力の向上に伴う昇給が「ある」割合は、「フルタイム

の有期契約労働者」で有期労働契約当時の 70.0％から無期転換後は 76.2％へ上昇

し、「パートタイムの有期契約労働者」でも同様に 65.7％から 70.3％に高まってい

る。  

一方、基本賃金以外に支給・適用するもの（複数回答）については、「賞与・一

時金」や「退職金・退職手当」をはじめ、「住宅手当や社宅」や「家族手当」「通

勤手当（交通費）」、慶弔時や病気時の「有給休暇」、職場内外の「教育訓練」や「自

                                                
21 無期転換後の形態には様々ある中で、それらの仕事や働き方、賃金・労働条件の変化を総じて眺めた結果になる。 
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己啓発支援」、「法定外の健康診断項目」や「福利厚生（施設利用や共済等）」など、

無期転換後の支給・適用割合が軒並み上昇する結果となっている。例えば、「賞与・

一時金」の支給割合は、「フルタイムの有期契約労働者」で有期労働契約当時の

60.7％から無期転換後は 70.3％へ高まり、「パートタイムの有期契約労働者」でも

同様に 46.4％から 51.2％へ上昇している。「退職金・退職手当」の支給割合につい

ても、「フルタイムの有期契約労働者」では有期労働契約当時の 22.1％から無期転

換後は 36.8％まで高まり、「パートタイムの有期契約労働者」でも同順に 11.3％、

19.3％となっている。  

 

図表 1-22 無期転換前後の賃金・労働条件の具体的な内容  

                  

 

 

 

 

有期労働契約時 無期転換後 有期労働契約時 無期転換後

1,413
時給制 41.0 34.8 85.8 79.3 2.3
月給制 46.9 54.4 6.5 13.6 80.4
その他 5.8 5.0 1.8 2.2 2.5
無回答 6.4 5.8 5.9 4.9 14.9
全く同じ 26.0 35.6 13.2 18.9 -

90％程度 19.9 15.6 11.0 10.5 -
80％程度 22.7 20.5 18.5 17.0 -
70％程度 16.1 13.8 20.1 19.3 -

60％程度以下 5.9 5.9 26.0 24.2 -
無回答 9.3 8.7 11.2 10.2 -
ある 70.0 76.2 65.7 70.3 79.3
ない 23.5 17.8 27.8 24.5 2.3
無回答 6.5 5.9 6.4 5.2 18.4
評価制度なし 43.0 38.7 54.3 50.8 18.3
評価制度あり昇給反映なし 11.6 9.3 8.1 7.8 6.7
評価制度あり昇給反映あり 38.3 45.5 31.0 35.8 59.4
無回答 7.1 6.5 6.5 5.6 15.6
賞与・一時金 60.7 70.3 46.4 51.2 80.4
退職金・退職手当 22.1 36.8 11.3 19.3 69.8
通勤手当（交通費） 81.4 86.0 77.3 79.9 80.4
住宅手当や社宅 12.7 21.6 3.3 8.3 43.8
家族手当 14.7 25.2 4.7 10.5 54.2
厚生年金・健康保険 84.1 89.3 52.3 58.6 82.2
雇用保険 86.4 90.9 77.5 81.0 82.2
慶弔時の有給休暇 62.8 72.1 48.8 55.1 77.6

病気時の有給休暇 55.3 62.3 45.1 49.2 65.1

上記以外の法定を上回る有給休暇 29.1 32.5 20.7 23.5 34.6

法定外の健康診断項目 32.5 35.8 23.9 26.6 35.5

福利厚生（施設利用や共済等） 53.4 58.9 43.6 47.6 60.4

職場内教育訓練 55.6 60.2 48.7 52.0 61.3

職場外教育訓練 39.6 45.9 28.4 33.7 57.2

自己啓発支援 27.0 31.7 20.2 23.2 38.1

無回答 9.7 6.0 7.9 6.3 15.4

有 61.5 75.9 55.4 66.5 80.0

無 27.9 17.1 37.1 26.9 5.2

無回答 10.6 7.1 7.5 6.6 14.7

有 54.4 66.1 50.8 57.2 72.6

無 31.7 24.4 37.9 32.1 10.1

無回答 13.9 9.5 11.3 10.7 17.3
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フルタイムの
有期契約労働者について

パートタイムの
有期契約労働者について 正社員に

ついて

企業等数 1,177 1,167
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なお、「定年」や「再雇用」の定めについても、無期転換後は「あり」の割合が

高まる様子が見て取れる。  

 

 

 

１５．有期契約労働者からの無期転換の実績と見通し  

フルタイムあるいはパートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で無

期転換できる機会を設けている企業等（n=1,413）のうち、無期転換ルールの施行

（2013 年 4 月 1 日）以降、2018 年 3 月末（2017 年度中）までに、有期契約労働

者から無期転換した人が「いた」割合は約 1／4（26.8％）となった（図表 1-23）。  

なお、無期転換した人が「いた」場合で、人数記入欄にも有効回答があった企

業等（n=360）で集計すると、無期転換者数は「フルタイムの有期契約労働者」で

計 2,187 人、「パートタイムの有期契約労働者」で計 3,758 人となった。内訳をみ

ると、「フルタイムの有期契約労働者」については、働き方も賃金・労働条件も変

化しない「無期契約社員 A」が計 1,043 人と半数近い（47.7％）が、「正社員」も

計 594 人と 1／4 を超えている（27.2％）。このほか、働き方は変化しないが賃金・

労働条件が若干改善する｢無期契約社員 C｣が計 355 人（16.2％）、「限定正社員」

が計 178 人（8.1％）などとなった。一方、「パートタイムの有期契約労働者」に

ついては、働き方も賃金・労働条件も変化しない「無期契約社員 A」が計 3,593

人と大勢（95.6％）を占めた。このほか、｢無期契約社員 C｣が計 86 人（2.3％）、

「正社員」が計 59 人（1.6％）などとなっている。  

 

図表 1-23 有期契約労働者から無期労働契約への転換状況・見通し  

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

2017年度中までに
無期転換した人がいた

無期転換ルールの施行前
から雇用してきた有期契約
労働者に優遇措置を行った

2018年度中に
無期転換申込権が
与えられる人がいる

26.8 18.2 48.6

25.9 19.1 50.5

29人以下（n=452） 20.4 17.0 33.2
30～99人（n=505） 27.3 20.0 45.1
100～299人（n=261） 29.9 19.5 60.9
300～999人（n=143） 32.9 15.4 76.9
1,000人以上（n=52） 46.2 11.5 76.9

フルタイムあるいはパートタイム
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何らかの形で無期転換できる
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無期契約社員A 無期契約社員B 無期契約社員C 限定正社員 正社員 計

人数（人） 1,043 17 355 178 594 2,187
構成比（％） 47.7 0.8 16.2 8.1 27.2 100.0

人数（人） 3,593 9 86 11 59 3,758

構成比（％） 95.6 0.2 2.3 0.3 1.6 100.0

パートタイムの
有期契約労働者
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こうしたなか、無期転換ルールの施行前から雇用してきた有期契約労働者につ

いて、優先的に無期労働契約へ移行（無期転換）させる「優遇措置」を「行った」

割合は 18.2％となった。  

一方、フルタイムあるいはパートタイムの有期契約労働者について、何らかの

形で無期転換できる機会を設けている企業等（n=1,413）のうち、2019 年 3 月末

まで（2018 年度中）に、無期転換を申込む権利が与えられる有期契約労働者が「い

る」割合は約半数（48.6％）となった。  

なお、無期転換を申込む権利が与えられる有期契約労働者が「いる」場合に、

人数記入欄にも有効回答が得られた企業等（n=662）で集計すると、対象者数は計

2 万 7,369 人（「フルタイムの有期契約労働者」が 9,978 人＋「パートタイムの有

期契約労働者」が 1 万 7,391 人）と算出された。  

こうした一連の結果を規模別にみると、2017 年度中までに無期転換した人が「い

た」とする企業等の割合や、2018 年度中に無期転換を申込む権利が与えられる人

が「いる」企業等の割合は、規模が大きくなるほど高まる傾向が見て取れる。  

 

 

 

１６．高齢の有期契約労働者についての無期転換ルールへの対応状況・方針等  

フルタイムあるいはパートタイムの有期契約労働者について、何らかの形で無

期転換できる機会を設けている企業等（n=1,413）のうち、定年後の再雇用者以外

の高齢（60 歳以上）の有期契約労働者を｢雇用している｣割合は、約 6 割（60.1％）

となった（図表 1-24）。  

その上で、定年後の再雇用者以外の高齢（60 歳以上）の有期契約労働者を「雇

用している」企業等（n=849）を対象に、無期転換ルールにどう対応する意向か尋

ねると、｢方針は未定・分からない｣割合が約 1／3（34.3％）となったものの、こ

れに続くのは｢一般的な有期契約労働者と全く同様に、無期労働契約への移行者

（無期転換者）を出す｣（30.6％）であり、｢無期労働契約への移行者（無期転換者）

は一切、出さない（全員の契約を終了する）｣との回答（20.6％）を上回った。  

こうした結果を規模別にみると、定年後の再雇用者以外の高齢の有期契約労働

者を｢雇用している｣割合は大規模企業等になるほど高い。また、無期転換ルール

への対応は｢一般的な有期契約労働者と全く同様に、無期労働契約への移行者（無

期転換者）を出す｣と、｢無期労働契約への移行者（無期転換者）は一切、出さな

い（全員の契約を終了する）｣のいずれも、大規模企業等ほど回答割合が高まると

ともに、どの規模層でも前者が後者を上回る結果となっている。  
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一方、定年後の再雇用者以外の高齢の有期契約労働者を「雇用している」企業

等（n=849、以下同）を対象に、高齢（60 歳以上）の有期契約労働者から無期労

働契約への移行者（無期転換者）を出さないため、あるいは無期転換している期

間をできるだけ短くするために、無期転換後の定年を設けているか尋ねると、｢設

けていない｣割合が 56.2％に対し、｢設けている｣割合が 39.5％となった。  

そのうち、無期転換後の定年を複数、｢設けている｣との回答は 11.8％であり、

その設定数は約半数（6.0％）が｢2 つ｣で、中央値で 2.0 つ、平均値では 2.8 つと

算出された。  

なお、こうした結果についても規模別にみると、高齢の有期契約労働者に係る

無期転換後の定年を｢設けている｣割合は、大規模企業等になるほど高い。また、

その場合に定年を複数、｢設けている｣割合についても、大規模企業等ほど高くな

っている。  

 

図表 1-24 高齢の有期契約労働者についての無期転換ルールへの  

     対応状況・方針と無期転換後の定年の設定状況  

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） （％）

雇用して
いる

雇用して
いない

無回答

無期労働契約への
移行者（無期転換者）
は一切、出さない（全員
の契約を終了する）

一般的な有期契約
労働者よりは少ないが、
無期労働契約への移行
者（無期転換者）を出す

一般的な有期契約
労働者と全く同様に、

無期労働契約への移行
者（無期転換者）を出す

方針は未定・
分からない

無回答

フルタイムあるいはパートタイム

の有期契約労働者について

何らかの形で無期転換できる

機会を設けている企業等（n=1,413）

60.1 37.2 2.7

フルタイムあるいはパートタイム

の有期契約労働者について

何らかの形で無期転換できる

機会を設けている企業等（n=849）

20.6 11.4 30.6 34.3 3.1

29人以下（n=452） 43.4 51.5 5.1 29人以下（n=196） 15.8 12.8 26.5 41.8 3.1
30～99人（n=505） 60.6 37.8 1.6 30～99人（n=306） 19.3 10.1 27.8 38.9 3.9
100～299人（n=261） 71.6 26.1 2.3 100～299人（n=187） 23.5 10.7 31.6 31.6 2.7
300～999人（n=143） 81.1 18.2 0.7 300～999人（n=116） 24.1 13.8 39.7 20.7 1.7
1,000人以上（n=52） 84.6 15.4 - 1,000人以上（n=44） 29.5 11.4 40.9 15.9 2.3

定年後の再雇用者以外の、
高齢（60歳以上）の

有期契約労働者の雇用状況

高齢（60歳以上）の有期契約労働者に係る
無期転換ルールへの対応状況・方針

（％） （つ）

２つ ３つ
４つ
以上

無回答

6.0 2.0 2.0 1.8 2.8 2.0

3.6 1.0 1.0 2.0 2.9 2.0
4.2 2.0 1.6 1.3 2.8 2.0
8.6 2.7 2.1 2.1 2.7 2.0
7.8 1.7 4.3 1.7 3.1 2.0

13.6 4.5 2.3 2.3 2.6 2.0

定年の設定数

平均値 中央値

（％） （％）

設けて
いる

設けて
いない

無回答
設けて
いる

設けて
いない

無回答

フルタイムあるいはパートタイム

の有期契約労働者について
何らかの形で無期転換できる

機会を設けている企業等（n=849）

39.5 56.2 4.4 11.8 27.1 0.6

29人以下（n=196） 28.1 67.3 4.6 7.7 19.9 0.5
30～99人（n=306） 35.0 60.8 4.2 9.2 25.2 0.7

100～299人（n=187） 43.9 51.9 4.3 15.5 27.3 1.1
300～999人（n=116） 58.6 38.8 2.6 15.5 43.1 -
1,000人以上（n=44） 52.3 38.6 9.1 22.7 29.5 -

高齢（60歳以上）の有期契約
労働者に係る無期転換後の

定年を設けているか

無期転換後の定年を
複数、設けているか

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－35－ 

（％）

勤務態度や
能力等に問題
があったから、
職場に合わな
かったから

業務量の変動や
事業所の閉鎖等に
伴い、雇用者数を
調整する必要が

あったから

業務上、
臨時的・
一時的に
しか必要

なかったから

正社員として
採用できる

能力や資質が
なかったから

以前より
そうした契約・
雇用管理を
行ってきた

から

定期的に人材を
入れ換えたいから

（常に若年者を確保、
モチベーションの維持、
情報の機密保持、
不祥事故の防止等）

人件費を
固定化
させたく
ないから

万一に備えて、
雇用者数を
調整できる
余地を残して
おきたいから

無期転換ルール
に伴う転換

申込権の発生を
できるだけ回避
したかったから

その他 無回答

有期契約労働者を雇用している
企業等（定年後の再雇用者

のみを除く）（n＝154）
46.1 31.8 27.9 16.2 11.7 5.8 3.9 3.2 3.2 1.9 -

29人以下（n=44） 50.0 27.3 31.8 15.9 6.8 2.3 2.3 6.8 - 2.3 -
30～99人（n=42） 50.0 26.2 19.0 19.0 11.9 11.9 7.1 - 7.1 - -

100～299人（n=20） 40.0 35.0 15.0 20.0 5.0 - - - - 10.0 -
300～999人（n=25） 32.0 36.0 44.0 12.0 16.0 - 8.0 8.0 8.0 - -
1,000人以上（n=23） 52.2 43.5 30.4 13.0 21.7 13.0 - - - - -

有期労働契約を終了（雇止め）した理由（複数回答）

１７．有期労働契約を終了（雇止め）した理由や方法、クーリングの実施状況  

 有 期 契 約 労 働 者 を 雇 用 し て い る 企 業 等 （ 定 年 後 の 再 雇 用 者 の み を 除 く ）

（n=1,858）のうち、無期転換ルールの施行以降、自社の都合で有期労働契約を終

了（雇止め）することが「かなりあった」割合は 0.3％、「多少あった」は 8.0％で、

合わせて｢あった｣とする割合が計 8.3％（全有効回答企業等に占める割合では計

3.3％）となった（図表 1-25）。  

 

図表 1-25 有期労働契約を終了（雇止め）した理由  

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

かなり
あった

多少
あった

一切、
なかったが、
今後はある
（あり得る）

一切、
なかったし、
今後もない

一切、
なかったが、

今後は
分からない

無回答 あった計

｢あった｣＋
｢今後は
ある（あり
得る）｣
｢分から
ない｣計

有期契約労働者を雇用している
企業等（定年後の再雇用者
のみを除く）（n＝1,858）

0.3 8.0 5.8 46.1 33.4 6.4 8.3 47.5

29人以下（n=665） 0.5 6.2 5.6 43.3 35.8 8.7 6.6 48.0
30～99人（n=669） 0.1 6.1 6.1 47.7 34.1 5.8 6.3 46.5

100～299人（n=311） - 6.4 6.1 49.5 33.1 4.8 6.4 45.7
300～999人（n=157） 0.6 15.3 6.4 47.8 25.5 4.5 15.9 47.8
1,000人以上（n=56） 1.8 39.3 1.8 37.5 19.6 - 41.1 62.5

無期転換ルールの施行以降に、自社の都合で有期労働契約を終了（雇止め）したこと

（％）

（回数上限等は
設定せず）契約の
更新等に際して
「更新しない」
旨を伝える

契約の更新回数
や通算勤続年数
の上限を設定する

契約期間を一定
の業務終了まで
など一括で設定
し、更新は原則、

行わない

採用時に無期
転換を希望
しない人や

配偶者の転勤
がある人、学生
等を選別する

その他 無回答

64.3 15.4 6.9 2.7 2.2 13.6

有期労働契約を終了する

ことがあった（n=154） 68.8 28.6 7.1 0.6 0.6 6.5
一切、なかったが今後はある／
今後は分からない（n=728） 63.3 12.6 6.9 3.2 2.5 15.1

54.9 15.0 7.8 3.8 3.8 16.9
65.6 11.6 7.4 2.9 1.6 14.8
77.5 13.4 4.9 1.4 1.4 9.9

73.3 28.0 5.3 - - 5.3
65.7 34.3 5.7 2.9 - 5.7

100～299人（n=142）

300～999人（n=75）

1,000人以上（n=35）

有期労働契約の終了（雇止め）方法（複数回答）

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n＝882）

29人以下（n=319）

30～99人（n=311）
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有期労働契約を終了（雇止め）することが｢あった｣企業等（n=154）を対象に、

有期労働契約を終了（雇止め）した理由を尋ねると（複数回答）、①｢勤務態度や

能力等に問題があったから、職場に合わなかったから｣を挙げた割合（46.1％）が

もっとも高く、これに、②｢業務量の変動や事業所の閉鎖等に伴い、雇用者数を調

整する必要があったから｣（31.8％）、③｢業務上、臨時的・一時的にしか必要なか

ったから｣（ 27.9％）、④「正社員として採用できる能力や資質がなかったから」

（16.2％）、⑤｢以前よりそうした契約・雇用管理を行ってきたから｣（11.7％）な

どが続いた。  

また、無期転換ルールの施行以降、有期労働契約を終了（雇止め）することは｢一

切なかったし、今後もない｣との回答を除いた（則ち、有期労働契約を終了（雇止

め）することがあったか、なくても今後はあり得る・分からない）企業等（n=882）

を対象に、有期労働契約の終了（雇止め）に当たり、どのような方法をとった（と

る）か尋ねると（複数回答）、①｢（回数上限等は設定せず）契約の更新等に際し

て『更新しない』旨を伝える｣割合が 6 割を超えてもっとも高く（64.3％）、次い

で、②｢契約の更新回数や通算勤続年数の上限を設定する｣（15.4％）、③｢契約期間

を一定の業務終了までなど一括で設定し、更新は原則、行わない｣（6.9％）などが

挙がった。  

こうした結果を規模別にみると、無期転換ルールの施行以降、自社の都合で有

期労働契約を終了（雇止め）することが｢あった｣割合は、300～999 人の企業等で

15.9％とやや高く、1,000 人以上で 4 割を超えている（41.1％）。  

また、有期労働契約を終了（雇止め）した理由としては（複数回答）、300～999

人規模（｢業務上、臨時的・一時的にしか必要なかったから｣が最多）を除き、｢勤

務態度や能力等に問題があったか、職場に合わなかったから｣とする割合がもっと

も高い。更に、有期労働契約の終了（雇止め）方法については（複数回答）、規模

に依らず、①｢（回数上限等は設定せず）契約の更新等に際して『更新しない』旨

を伝える｣割合がもっとも高く、30 人以上では大規模企業等になるほど、②｢契約

の更新回数や通算勤続年数の上限を設定する｣との回答が高まる傾向も見て取れ

る。  

 

他方、有期契約労働者を雇用している企業等（定年後の再雇用者のみを除く）

（n=1,858）を対象に、同じ有期契約労働者を再び雇用する際、直前の契約終了か

ら次の契約開始までに一定の空白期間を設ける、いわゆる｢クーリング｣の実施状

況を尋ねると、｢行っていない（行わない）｣割合が大勢を占めた（89.9％）ものの、

｢行っている（行う）｣との回答も 6.2％あった（図表 1-26）。  

規模別にみると、クーリングを｢行っている（行う）｣割合は、30 人以上の企業
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等で大規模になるほど高まる傾向が見て取れる 22。  

｢クーリング｣を｢行っている（行う）｣企業等（n=55）を対象に、空白期間の長

さがどれくらいか尋ねると、｢6 ヶ月｣（38.2％）と｢6 ヶ月未満｣（32.7％）の割合

がともに 3 割を超え、｢6 ヶ月超 1 年以内｣が 18.2％などとなった。  

また、｢クーリング｣の仕組みの導入時期については、｢クーリング自体、以前か

ら行っており、何も変更していない｣とする割合が 50.9％となったものの、｢無期

転換ルールの施行に伴い、新たに導入した｣とする割合も 1／3 を超え（38.2％）

ている。  

更に、｢クーリング｣を｢行っている（行う）｣企業等（n=55）のうち、クーリン

グ後の再雇用を｢約束している｣割合は 14.5％で、｢約束していない｣が 43.6％、｢未

定・分からない｣が 40.0％となった。  

 

図表 1-26 ｢クーリング｣の実施状況  

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８．無期転換させないことに対する代償措置  

有期契約労働者を雇用している企業等（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858）

を対象に、無期労働契約への移行機会を付与しない（無期転換させない）代償とし

て実施しているものがあるか尋ねると、｢実施しているものはない｣との回答が 3／4

を超えた（77.0％）ものの、実施しているものとしては（複数回答）、｢世間相場を

                                                
22 なお、クーリングを「行っている（行う）」企業等は n 数が限られるが、「学術研究、専門・技術サービス業」や「教育、学習

支援業」で「大学」が含まれている場合（31.6％）のほか、「製造業」の｢輸送用機械｣（17.6％）などで顕著に高い。また、ク

ーリングの仕組みを「無期転換ルールの施行に伴い、新たに導入した」企業等の割合も、｢情報通信業｣や｢大学」が含まれ

ている場合（いずれも 66.7％）等で高くなっている。 

（％）

行っている
（行う）

行っていない
（行わない）

無回答

6.2 89.9 3.9

有期労働契約を終了することがあった（n=154） 9.1 89.0 1.9

一切、なかったが今後はある／今後は分からない（n=728） 5.6 90.1 4.3

5.6 89.3 5.0
5.1 91.0 3.9
7.0 90.1 2.8
9.3 88.0 2.7

11.4 88.6 -

有期労働契約を終了（雇止め）することがあったか、
なくても今後はあり得る・分からない企業等計（n＝882）

29人以下（n=319）

30～99人（n=311）

100～299人（n=142）

300～999人（n=75）

1,000人以上（n=35）

（％） ）％（）％（

６ヶ月
未満

６ヶ月
６ヶ月超
１年以内

１年超 無回答

無期転換ルールの
施行に伴い、
新たに導入した

クーリング自体は
以前から行っているが、
期間の長さ等を変更した

クーリング自体、
以前から行っており、
何も変更していない

無回答
約束

している
約束して
いない

未定・
分から
ない

無回答

クーリングを行って
いる（行う）企業等

（n＝55）
32.7 38.2 18.2 7.3 3.6 38.2 1.8 50.9 9.1 14.5 43.6 40.0 1.8

空白期間の長さ クーリングの仕組みの導入時期 クーリング後の再雇用
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上回る賃金水準や労働条件｣（3.1％）や｢契約終了手当（契約満了金）や退職手当（退

職金）の支給｣（2.6％）、｢再就職先の紹介や再就職先を探すための支援（有給休暇

の付与等）｣（2.4％）、｢教育訓練機会の充実｣（2.0％）などが挙がった（図表 1-27）。

総じて、何らか実施しているものがある企業等の割合は、8.7％と算出された。  

こうした結果を規模別にみると、無期労働契約への移行機会を付与しない代償

として実施しているものがあるとする割合は、小規模企業等ほど高くなっている。

これに対し、｢実施しているものはない｣割合は、大規模企業等ほど高い。  

 

図表 1-27 無期転換させないことに対する代償措置  

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９．無期転換ルールの施行が正社員転換制度に与えた影響  

有期契約労働者を雇用している企業等（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858）

を対象に、無期転換ルールの施行前（2013 年 3 月以前）に於ける、有期契約労働者

から「正社員」（限定正社員は含まない）に転換する制度の有無を尋ねると、｢あっ

た｣とする割合は約 1／3（33.6％）で、｢なかった｣が 59.2％となった（図表 1-28）。  

その上で、無期転換ルールの施行前から正社員への転換制度があった企業等（n

＝625）を対象に、無期転換ルールの施行に伴い同制度に何らかの影響があったか

尋ねると（複数回答）、｢正社員への転換要件の緩和｣（4.3％）や｢正社員への転換

者数の増加｣（3.4％）など、何らかの影響があったとする割合は 9.6％と算出され、

｢少なくとも上記のような影響は出ていない｣との回答が 88.6％となった。  

規模別にみると、無期転換ルールの施行前から正社員への転換制度があった割

合は、999 人以下では大規模企業等になるほど高くなっている。また、無期転換ル

ールの施行に伴い同制度に何らかの影響があったかについては規模に依らず、｢少

なくとも上記のような影響は出ていない｣との回答が大勢を占め、何らかの影響が

あった割合は高くても 1 割程度に留まっている。  

（％）

右記の中で
実施して
いるものが
ある計

世間相場を
上回る

賃金水準や
労働条件

契約終了手当
（契約満了金）や

退職手当
（退職金）の支給

再就職先の紹介や、
再就職先を探す
ための支援

（有給休暇の付与等）

教育訓練
機会の充実

その他

有期契約労働者を雇用して
いる企業等（定年後の再雇用者

のみを除く）（n＝1,858）
8.7 3.1 2.6 2.4 2.0 0.6 77.0 14.4

29人以下（n=665） 13.1 4.5 4.8 3.6 2.4 0.8 70.2 16.7
30～99人（n=669） 7.9 2.8 1.5 2.2 2.4 1.0 78.0 14.1

100～299人（n=311） 4.5 1.6 1.9 0.6 1.6 - 82.6 12.9
300～999人（n=157） 3.8 2.5 - 1.3 - - 83.4 12.7
1,000人以上（n=56） 1.8 - - 1.8 - - 94.6 3.6

（複数回答）

実施して
いるもの
はない

無回答
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図表 1-28 無期転換ルールの施行が正社員への転換制度に及ぼした影響  

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０．無期転換ルールに対応する上での課題と対応方針の見直し意向  

 有期契約労働者を雇用している企業等（定年後の再雇用者のみを除く）（n=1,858）

を対象に、無期転換ルールに対応する上で課題になっていることがあるか尋ねると

（複数回答）、①｢有期労働契約と無期転換後、正社員の間の仕事や働き方、賃金・

労働条件のバランスと納得感の醸成｣（26.3％）がもっとも高く、無期転換に続く課

題として、無期転換後の形態を含めた労働条件等のバランス等に直面しやすい様子

がうかがえる（図表 1-29）。  

次いで、回答割合の高い順に、②「業務量の変動等に伴う人員数や労働時間、労

働条件等の調整」（21.7％）、③「定年のあり方」（19.8％）、④「人件費の増加とそ

れに見合う生産性の向上」（18.6％）、⑤「契約管理や就業規則の複雑化と社内（当

事者や管理者等）への周知・浸透」（17.7％）、⑥｢（定年後再雇用者以外の）高齢者

の取扱い｣（14.9％）、⑦｢無期転換後のあり方（統合・整理を含む）｣（11.8％）、⑧

｢有期契約労働者の活用のあり方・考え方の見直し（人事制度改定を含む）｣（11.5％）、

⑨「無期転換後のモチベーションを維持するための方策」（10.3％）、⑩｢正社員の新

規採用に対する影響（無期転換者の増加に伴う新規採用枠の縮小等）｣（9.9％）、⑪

｢定年後再雇用者（特例活用）とそれ以外の高齢者の取扱いの違いに係る不公平感（無

期転換機会等）｣（9.1％）などが挙がった。何らかの課題があるとする企業等の割

合は 63.6％と算出され、｢特に課題はない｣が 27.1％となった。  

（％）

あった なかった 無回答

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n＝1,858） 33.6 59.2 7.2

29人以下（n=665） 19.8 69.3 10.8
30～99人（n=669） 35.4 58.6 6.0

100～299人（n=311） 48.2 46.3 5.5
300～999人（n=157） 51.0 47.1 1.9
1,000人以上（n=56） 46.4 51.8 1.8

（％）

右記の中で

何らかの
影響が
あった計

正社員への転換
制度の廃止

（限定正社員や

無期契約社員化
止まりを含む）

正社員への直接

転換ルートの廃止
（必ず限定正社員

等を経由）

正社員に転換

するまでに
必要な期間の

長期化

正社員に転換

するまでに
必要な期間の

短縮化

正社員への
転換要件の

厳格化

正社員への
転換要件の

緩和

正社員への
転換者数の

減少

正社員への
転換者数の

増加

有期契約労働者を雇用している企業等
（定年後の再雇用者のみを除く）（n＝625） 9.6 0.3 0.6 0.2 2.9 1.4 4.3 0.5 3.4 88.6 1.8

29人以下（n=132） 7.6 0.8 0.8 - - 0.8 3.0 0.8 2.3 91.7 0.8
30～99人（n=237） 11.4 0.4 0.4 0.4 4.2 1.7 4.6 0.8 4.2 86.9 1.7

100～299人（n=150） 8.0 - - - 4.0 1.3 6.0 - 2.0 88.7 3.3
300～999人（n=80） 12.5 - 2.5 - 2.5 2.5 2.5 - 5.0 86.3 1.3
1,000人以上（n=26） 3.8 - - - - - 3.8 - 3.8 96.2 -

少なくとも

左記のような
影響は

出ていない

無回答

無期転換ルールの施行に伴う影響（複数回答）
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規模別にみると、①「有期労働契約と無期転換後、正社員の間の仕事や働き方、

賃金・労働条件のバランスと納得感の醸成」や、⑤「契約管理や就業規則の複雑

化と社内（当事者や管理者等）への周知・浸透」については、特に大規模企業等

で回答割合が高く、｢1,000 人以上｣でともに 4 割を超えている（①48.2％、⑤42.9％）。

また、⑤「契約管理や就業規則の複雑化と社内（当事者や管理者等）への周知・

浸透」のほか、｢有期契約労働者の活用のあり方・考え方の見直し（人事制度改定

を含む）｣や｢事業の再編（事業所閉鎖）等に伴う雇用調整のあり方｣｢無期転換後

のモチベーションを維持するための方策｣などを挙げた割合は、大規模企業等にな

るほど高まる傾向が見て取れる。  

 こうしたなか、②「業務量の変動等に伴う人員数や労働時間、労働条件等の調

整」や、④「人件費の増加とそれに見合う生産性の向上」などについては、規模

に依らず一定の回答割合が見られ、大規模・小規模企業等ともに共通する課題と

なっていることが分かる。また、③「定年のあり方」や、⑥｢（定年後再雇用者以

外の）高齢者の取扱い｣、⑪｢定年後再雇用者（特例活用）とそれ以外の高齢者の

取扱いの違いに係る不公平感（無期転換機会等）｣は高齢者関連であり、いずれも

規模にかかわらず、一定の企業等が直面する課題となっている様子がうかがえる。 

 

図表 1-29 無期転換ルールに対応する上での課題  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

定年後再雇用
者（特例活用）

とそれ以外の
高齢者の

取扱いの違い
に係る不公平

感（無期転換
機会等）

事業の
再編

（事業所

閉鎖）等
に伴う

雇用調整
のあり方

派遣

労働者
の取扱い

訴訟リスク
の高まり

（有期契約
労働者との

コミュニ
ケーション

の強化を
含む）

障がい
をもつ

労働者
の取扱い

（無期転換
ルールの

回避等
による）

人手不足の
深刻化や

優秀な人材
の流出

外国人

労働者
の取扱い

（無期転換
ルールの

回避等

による）
企業

イメージ
の悪化

その他

有期契約労働者を

雇用している企業等
（定年後の再雇用者

のみを除く）（n=1,858）

9.1 7.7 3.7 3.1 3.1 2.7 2.4 0.8 1.0 27.1 9.3

29人以下（n=665） 7.4 5.7 2.3 2.7 1.1 2.9 1.2 1.1 1.5 31.7 14.6
30～99人（n=669） 9.4 7.6 3.9 3.0 2.2 3.3 2.8 0.9 0.7 25.3 7.8

100～299人（n=311） 13.8 8.4 6.4 2.3 5.5 1.9 3.2 - 0.3 25.1 6.4
300～999人（n=157） 7.0 10.8 2.5 1.9 7.6 1.9 2.5 0.6 1.3 21.7 1.9
1,000人以上（n=56） 5.4 19.6 5.4 17.9 12.5 1.8 7.1 1.8 1.8 21.4 1.8

特
に

課
題

は
な

い

無
回

答

（複数回答）

何らかの

課題が

ある計

有期労働契約

と無期転換後、

正社員の間の

仕事や働き方、

賃金・労働条件

のバランスと

納得感の醸成

業務量の

変動等

に伴う

人員数や

労働時間、

労働条件

等の調整

定年の

あり方

人件費の

増加と

それに

見合う

生産性

の向上

契約管理や

就業規則の

複雑化と

社内（当事者

や管理者等）

への周知・

浸透

（定年後

再雇用者

以外の）

高齢者の

取扱い

無期転換

後のあり方

（統合・

整理

を含む）

有期契約

労働者の

活用の

あり方・

考え方の

見直し

（人事制度

改定を含む）

無期転換

後のモチ

ベーション

を維持する

ための

方策

正社員の

新規採用に

対する影響

（無期転換

者の増加に

伴う新規

採用枠の

縮小等）

有期契約労働者を

雇用している企業等

（定年後の再雇用者

のみを除く）（n=1,858）

63.6 26.3 21.7 19.8 18.6 17.7 14.9 11.8 11.5 10.3 9.9

29人以下（n=665） 53.7 19.4 22.0 15.5 18.2 11.9 10.8 8.0 8.6 7.5 9.9
30～99人（n=669） 67.0 30.5 22.7 20.3 20.5 17.6 15.7 11.2 12.3 11.4 9.9

100～299人（n=311） 68.5 27.0 21.5 25.7 17.7 19.9 20.9 15.8 12.9 11.9 10.6
300～999人（n=157） 76.4 28.7 17.2 22.3 14.6 29.3 17.2 19.7 15.9 12.7 8.3
1,000人以上（n=56） 76.8 48.2 21.4 23.2 16.1 42.9 14.3 19.6 17.9 14.3 10.7

（複数回答）

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－41－ 

 また、有期契約労働者を雇用している企業等（定年後の再雇用者のみを除く）

（n=1,858）を対象に、無期労働契約と有期労働契約の間、フルタイムとパートタ

イムの間の待遇差やその理由について合理的に説明することができるか尋ねると、

｢ほとんど説明できると思う｣が 35.5％で｢説明できるものとできないものがある

と思う｣が 33.6％、｢分からない・考えたことがない｣が 13.1％などとなった（図表

1-30）。  

規模別にみると、｢ほとんど説明できると思う｣割合は、大規模企業等ほど高ま

る傾向が見て取れる。これに対し、｢分からない・考えたことがない｣割合は、小

規模企業等になるほど高い。  

 

図表 1-30 待遇差の理由についての合理的な説明  

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

有 期 契 約 労 働 者 を 雇 用 し て い る 企 業 等 （ 定 年 後 の 再 雇 用 者 の み を 除 く ）

（n=1,858）を対象に、無期転換ルールへの対応方針の見直しを行う予定があるか

尋ねると、「分からない」が 4 割を超えた（42.9％）ものの、「見直す予定がある」

割合は 5.8％で、「予定はないが、今後の検討余地はある」が 22.3％、「見直しの予

定・検討余地はない」が 21.0％となった（図表 1-31）。  

その上で、対応方針を「見直す予定がある」ないし「予定はないが、今後の検討

余地はある」と回答した企業等（n＝522）を対象に、見直しを行う場合に対応方

針のあり方に影響する要素は何だと思うか尋ねると（複数回答）、①「人件費の増

加状況」を挙げた割合が 1／3 を超えてもっとも高く（35.1％）、これに②「無期

転換の効果の検証（働きぶりやモチベーション等）」（31.4％）、③「企業業績や景

気の動向」（29.1％）、④「同一労働同一賃金への対応動向」（28.7％）、⑤「有期契

約労働者の希望状況（労働組合の要求等状況を含む）」（28.2％）、⑥「労働力需給

（人手不足の状況）」（ 28.0％）、⑦「定年の見直しや定年後再雇用者の増加状況」

（24.9％）、⑧「無期労働契約への移行状況（無期転換者の増加状況）」（20.9％）

などが続いた。  

（％）

ほとんど説明

できると思う

説明できるものと

出来ないものがあると思う

ほとんど説明

できないと思う

分からない・

考えたことがない
　無回答

有期契約労働者を雇用している
企業等（定年後の再雇用者

のみを除く）（n=1,858）
35.5 33.6 4.3 13.1 13.6

29人以下（n=665） 29.2 28.9 4.7 18.2 19.1
30～99人（n=669） 36.5 35.6 3.9 12.0 12.1

100～299人（n=311） 38.6 35.4 4.2 10.0 11.9
300～999人（n=157） 43.3 42.7 4.5 6.4 3.2
1,000人以上（n=56） 58.9 30.4 3.6 3.6 3.6
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こうした結果を規模別にみると、対応方針の「見直しの予定・検討余地はない」

とする割合は、大規模企業等になるほど高まる傾向が見て取れる。一方、「見直す

予定がある」割合は規模に依らず 1 割未満だが、「予定はないが、今後の検討余地

はある」割合は総じて 2 割前後となっている。  

その上で、見直しを行う場合に対応方針のあり方に影響する要素としてもっと

も回答割合が高いのは（複数回答）、99 人以下の企業等は①｢人件費の増加状況｣

であり、100～999 人の企業等では④｢同一労働同一賃金への対応動向｣、1,000 人

以上の企業等では②｢無期転換の効果の検証（働きぶりやモチベーション等）｣と

なっている。また、①「人件費の増加状況」や③「企業業績や景気の動向」、⑤「有

期契約労働者の希望状況（労働組合の要求等状況を含む）」、⑥「労働力需給（人

手不足）の状況」については、小規模企業等になるほど概ね高まる傾向が見て取

れる。これに対し、④｢同一労働同一賃金への対応動向｣や⑪｢他社の対応動向｣を

挙げた割合は、大規模企業等ほど高くなっている。  

 

図表 1-31 対応方針の見直し意向とそのあり方に影響する要素  

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１．有期労働契約の入口規制に対する見解  

有 期 契 約 労 働 者 を 雇 用 し て い る 企 業 等 （ 定 年 後 の 再 雇 用 者 の み を 除 く ）

（％）

見直す
予定がある

予定はないが、今後の
検討余地はある

見直しの予定・
検討余地はない

分からない 無回答

有期契約労働者を雇用している
企業等（定年後の再雇用者

のみを除く）（n=1,858）
5.8 22.3 21.0 42.9 8.0

29人以下（n=665） 5.4 20.3 15.8 46.8 11.7
30～99人（n=669） 7.2 23.3 19.3 43.2 7.0

100～299人（n=311） 4.2 24.1 27.0 37.6 7.1
300～999人（n=157） 4.5 23.6 30.6 40.8 0.6
1,000人以上（n=56） 7.1 19.6 44.6 28.6 -

（％）

人件費の
増加状況

無期転換の
効果の検証
（働きぶりや
モチベー
ション等）

企業
業績や
景気の
動向

同一労働
同一賃金
への

対応動向

有期契約
労働者の
希望状況

（労働組合の
要求等状況
を含む）

労働力
需給
（人手
不足）
の状況

定年の
見直しや
定年後
再雇用者

の増加状況

無期労働
契約への
移行状況

（無期転換者
の増加状況）

無期転換
に対する
職場の
評価

事業の
改廃・
見直し
状況

他社の
対応
動向

機械化・
自動化の
進展状況

その他
分から
ない

無回答

有期契約労働者を雇用している
企業等（定年後の再雇用者

のみを除く）（n=522）
35.1 31.4 29.1 28.7 28.2 28.0 24.9 20.9 10.9 8.4 8.2 5.4 0.8 2.5 4.8

29人以下（n=171） 39.8 31.6 36.3 16.4 27.5 33.3 21.1 16.4 8.2 10.5 7.6 5.3 0.6 4.1 4.1
30～99人（n=204） 35.3 27.9 26.5 24.5 31.4 27.9 22.5 21.1 11.8 7.4 4.4 5.4 1.0 1.5 5.9
100～299人（n=88） 30.7 37.5 25.0 45.5 28.4 22.7 35.2 23.9 14.8 5.7 11.4 4.5 1.1 2.3 6.8
300～999人（n=44） 25.0 25.0 20.5 56.8 20.5 20.5 34.1 20.5 11.4 6.8 15.9 6.8 - 2.3 -
1,000人以上（n=15） 33.3 60.0 33.3 46.7 13.3 20.0 13.3 53.3 6.7 20.0 26.7 6.7 - - -

対応方針のあり方に影響する要素（複数回答）
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（n=1,858）を対象に、｢有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、

諸外国では有期労働契約を締結できる場合を限定している（例えば「業務上の一

時的な必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を確保する場合」「労働者自

身が希望している場合」等）｣ことを明記して、そうした法制度のあり方について

どのように考えるか尋ねると、｢何とも言えない・分からない｣とする割合が約半

数（48.5％）となったものの、次いで挙がったのは｢趣旨に賛同し、自社への影響

も小さい｣（17.9％）であり、これに｢趣旨には賛同するが、自社への影響が大きい｣

（12.4％）、｢自社への影響が大きく、趣旨に賛同できない｣（7.2％）、｢自社への影

響は小さいが、趣旨に賛同できない｣（5.5％）が続いた（図表 1-32）。  

総じて、趣旨には「賛同する」割合が約 3 割（計 30.4％）で、「賛同できない」

割合の計 12.8％を上回った。  

規模別にみると、｢自社への影響が大きく、趣旨に賛同できない｣とする割合は、

大規模企業等になるほど高まる傾向が見て取れる。一方、｢趣旨に賛同し、自社へ

の影響も小さい｣や、｢何とも言えない・分からない｣とする割合は、小規模企業等

ほど高い。こうした中で、規模に依らず、総じて趣旨には「賛同する」割合が、「賛

同できない」割合を上回る結果となっている。  

 

図表 1-32 有期労働契約の入口規制に対する見解  

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２．多様な正社員の活用状況  

 正社員を「直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規の職員として処

遇されている者」と定義して、多様な正社員の活用状況を限定の種類ごとに尋ね

ると、全有効回答企業等（n=4,685）のうち、正社員の中に「職種や職務、職域が

限定されている区分」がある割合は 17.6％、「勤務地（配置転換や事業所間異動の

範囲）が限定されている区分」がある割合は 9.1％、「つける役職や役割の範囲が

限定されている区分」がある割合は 11.1％、「労働時間の長さが限定されている区

（％）

自社への影響が
大きく、趣旨に
賛同できない

自社への影響は
小さいが、趣旨に
賛同できない

趣旨には賛同
するが、自社への
影響が大きい

趣旨に賛同し、
自社への影響

も小さい

何とも言えな
い・分からない

無回答
趣旨に賛同
できない計

趣旨には
賛同する計

有期契約労働者を雇用している
企業等（定年後の再雇用者

のみを除く）（n=1,858）
7.2 5.5 12.4 17.9 48.5 8.3 12.8 30.4

29人以下（n=665） 5.4 5.0 8.0 20.3 51.3 10.1 10.4 28.3
30～99人（n=669） 6.4 6.7 14.1 17.6 48.6 6.6 13.2 31.7

100～299人（n=311） 8.0 6.1 13.8 16.1 46.0 10.0 14.1 29.9
300～999人（n=157） 12.1 3.2 19.7 15.3 43.9 5.7 15.3 35.0
1,000人以上（n=56） 19.6 1.8 17.9 10.7 42.9 7.1 21.4 28.6
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分」がある割合は 14.8％、「その他、何らかの働き方が限定されている区分」があ

る割合は 3.3％となった。何らかの多様な正社員区分がある企業等の割合は、28.6％

と算出された（図表 1-33）。  

規模別にみると、多様な正社員区分がある企業等の割合は、29 人以下の約 1／4

（24.8％）から、1,000 人以上の約 2／3（65.5％）まで、大規模企業等になるほ

ど高まる傾向が見て取れる。中でも、「職種や職務、職域が限定されている区分」

や「勤務地（配置転換や事業所間異動の範囲）が限定されている区分」がある割

合は、1,000 人以上の企業等で 4 割超（それぞれ 41.4％、46.6％）と高い。また、

「つける役職や役割の範囲が限定されている区分」がある割合についても、大規

模企業等になるほど高まる傾向が見られ、「労働時間の長さが限定されている区

分」とともに、1,000 人以上の企業等で 3 割を超えている（それぞれ 31.0％、32.8％）。 

 

図表 1-33 多様な正社員の活用状況  

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、多様な正社員区分がある企業等（n=1,342）を対象に、正社員全体のうち、

働き方にそうした限定がある人の人数割合を尋ねると、 ｢1 割未満 ｣が約半数

（50.4％）で、これに｢1 割以上 3 割未満｣（17.7％）が続いた（図表 1-34）。  

 その上で、働き方に限定がある人の割合が 10 割未満の（則ち、正社員全員に何

らかの働き方の限定がある場合を除いた）企業等（n=1,104）を対象に、同割合の

今後の増減方針を尋ねると、｢現状維持（横ばい）｣が約半数（48.7％）で、｢分か

らない｣が 37.6％となっているものの、｢減らす｣（計 3.4％）よりは｢増やす｣（計

7.2％）との回答割合がやや上回る結果となった。  

規模別にみても、総じて｢増やす｣が｢減らす｣を上回っており、特に 1,000 人以

上の企業等では｢増やす｣割合が計 17.1％とやや高くなっている。  

 

（％）

17.6 9.1 11.1 14.8 3.3 28.6

19.7 12.2 13.5 17.0 5.4 34.0

29人以下（ｎ=2,620） 16.7 6.9 10.2 11.5 2.7 24.8
30～99人（ｎ=1,415） 16.5 8.7 10.7 16.7 3.5 30.0
100～299人（ｎ=410） 21.7 14.6 13.4 23.2 5.6 37.3
300～999人（ｎ=182） 22.5 20.3 14.8 22.0 3.3 41.8
1,000人以上（ｎ=58） 41.4 46.6 31.0 32.8 6.9 65.5

多様な
正社員区分
がある計

全有効回答企業等（n=4,685）

有期契約労働者を雇用している
企業等（定年後の再雇用者

のみを除く）（n=1,858）

全

有

効

回

答

企

業

等

職種や職務、
職域が限定

されている区分

勤務地
（配置転換や事業所

間異動の範囲）
が限定されている区分

つける役職や
役割の範囲が

限定されている区分

労働時間の
長さが限定

されている区分

その他
何らかの

働き方が限定
されている区分
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（％）

大幅に
増やす

やや
増やす

現状維持
（横ばい）

やや
減らす

大幅に
減らす

分からない 無回答
増やす

計
減らす

計

多様な正社員区分がある

企業等（n=1,104） 0.5 6.6 48.7 2.3 1.2 37.6 3.1 7.2 3.4

29人以下（n=515） 0.6 6.8 48.9 2.3 1.7 35.5 4.1 7.4 4.1
30～99人（n=352） 0.3 6.0 48.6 1.4 0.9 40.1 2.8 6.3 2.3

100～299人（n=136） 1.5 3.7 47.1 2.9 0.7 43.4 0.7 5.1 3.7
300～999人（n=66） - 9.1 57.6 3.0 - 27.3 3.0 9.1 3.0
1,000人以上（n=35） - 17.1 37.1 5.7 - 40.0 - 17.1 5.7

今後の増減方針

図表 1-34 多様な正社員の人数割合と今後の増減方針  

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３．正社員と多様な正社員の間の移行制度・実績  

多様な正社員区分がある（正社員全員に何らかの働き方の限定がある場合を除

く）企業等（n=1,104）を対象に、働き方に限定がある区分から、そうした限定の

ない区分へ移行できる制度や慣行（実際の移行実績）があるか尋ねると、｢制度が

ある」は 17.8％、｢制度はないが、慣行がある｣は 20.8％で、制度や慣行が「ある」

割合が合わせて 1／3 を超えた（図表 1-35）。一方、｢制度も慣行もない｣も 1／3

程度（34.9％）となったが、｢分からない｣との回答も 21.0％あった。  

その上で、制度や慣行が「ある」とした企業等（n=427）に対し、移行できる方

向性について尋ねると、｢相互に移行可能｣が約 3／4（75.2％）で、｢限定あり区分

→限定なし区分のみ移行可能｣が 11.9％に対し、｢限定なし区分→限定あり区分の

み移行可能｣が 3.0％となった。  

規模別にみると、働き方に限定がある区分から、そうした限定のない区分へ移

行できる｢制度がある｣割合は、大規模企業等になるほど高まる傾向が見て取れる。

一方、｢制度も慣行もない｣や｢分からない｣とする割合は、小規模企業等になるほ

ど高い。また、移行できる方向性については規模を問わず、｢相互に移行可能｣の

割合がもっとも高いが、1,000 人以上の企業等については、｢限定あり区分→限定

なし区分のみ移行可能｣も約 1／4（24.1％）と高くなっている。  

 

（％）

１割未満
１割以上
３割未満

３割以上
５割未満

５割以上
７割未満

７割以上
９割未満

９割以上
（１０割未満）

全員 無回答
５割

未満計
５割

以上計

多様な正社員区分がある

企業等（n=1,342） 50.4 17.7 6.3 3.1 2.1 2.6 9.9 7.8 74.4 17.7

29人以下（n=651） 44.1 20.3 6.0 3.8 2.2 2.8 12.3 8.6 70.4 21.0
30～99人（n=424） 56.4 14.6 5.2 2.1 2.6 2.1 8.5 8.5 76.2 15.3

100～299人（n=153） 57.5 15.7 7.8 2.6 0.7 4.6 6.5 4.6 81.0 14.4
300～999人（n=76） 55.3 14.5 11.8 2.6 2.6 - 6.6 6.6 81.6 11.8
1,000人以上（n=38） 52.6 23.7 7.9 5.3 - 2.6 5.3 2.6 84.2 13.2
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図表 1-35 正社員と多様な正社員の間の移行制度・実績  

                      

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２４．事業所の閉鎖や事業の縮小等に直面した場合の雇用上の取扱い  

多様な正社員区分がある（正社員全員に何らかの働き方の限定がある場合を除

く）企業等（n=1,104）を対象に、事業所の閉鎖や事業の縮小等に直面した場合、

働き方に何らかの限定がある区分の雇用上の取扱いについて、就業規則や内規等

であらかじめ規定しているか尋ねると、｢規定しておらず、今後の予定もない｣と

する割合が約 2／3（66.8％）で、｢規定している｣が 13.1％に対し、｢今後の規定

を予定｣が 13.5％となった（図表 1-36）。  

規模別にみると、｢規定している｣割合は大規模企業等になるほど高まる傾向が

見られるが、100 人以上でも 2 割台となっている。また、｢今後の規定を予定｣して

いる割合は、小規模企業等ほど高いものの、総じて規模に依らず｢規定しておらず、

今後の予定もない｣とする割合が、6 割台でもっとも高くなっている。  

 

図表 1-36 事業所の閉鎖や事業の縮小等に直面した場合の雇用上の取扱い  

                         

 

 

 

 

 

（％）

制度がある
制度はないが、

慣行がある
制度も

慣行もない
分からない 無回答

制度または
慣行がある計

多様な正社員区分がある
企業等（全員を除く）n=1,104） 17.8 20.8 34.9 21.0 5.4 38.7

29人以下（n=515） 9.1 19.6 39.0 26.0 6.2 28.7
30～99人（n=352） 16.8 23.9 34.4 19.0 6.0 40.6

100～299人（n=136） 27.2 18.4 32.4 17.6 4.4 45.6
300～999人（n=66） 48.5 19.7 21.2 10.6 - 68.2
1,000人以上（n=35） 62.9 20.0 14.3 - 2.9 82.9

（％）

限定あり区分→
限定なし区分の

み移行可能

限定なし区分→
限定あり区分の

み移行可能

相互に
移行可能

分からない 無回答

多様な正社員区分がある
企業等（全員を除く）（n=427） 11.9 3.0 75.2 6.3 3.5

29人以下（n=148） 8.8 2.7 75.0 9.5 4.1
30～99人（n=143） 12.6 3.5 73.4 5.6 4.9
100～299人（n=62） 14.5 1.6 79.0 4.8 -
300～999人（n=45） 8.9 4.4 80.0 4.4 2.2
1,000人以上（n=29） 24.1 3.4 69.0 - 3.4

移行できる方向性

（％）

規定している
今後の

規定を予定
規定しておらず、

今後の予定もない
無回答

多様な正社員区分がある
企業等（全員を除く）（n=1,104） 13.1 13.5 66.8 6.5

29人以下（n=515） 9.5 14.8 68.2 7.6
30～99人（n=352） 12.8 13.1 67.9 6.3

100～299人（n=136） 20.6 12.5 60.3 6.6
300～999人（n=66） 22.7 10.6 65.2 1.5
1,000人以上（n=35） 22.9 8.6 65.7 2.9
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何らかの
課題が
ある計

労務管理が
煩雑・複雑

になる

区分間の仕事
や責任、賃金・
労働条件等
のバランスと

納得感の
醸成が難しい

正社員と
それ以外の

違いが分かり
にくくなる

働き方に限定がないはずの
区分のまま、育児や介護、

病気等の事情で、一定期間、
仕事や勤務地、労働時間等
が実質的に限定される人と、
そもそも働き方に限定がある
区分で働いている人の間で、

不公平感がある

昇進・昇格や
役職につく機会・
範囲が限定され、

モチベーション
の維持が難しい

働き方に限定
がない人と

ある人の間の
人間関係等、
職場の雰囲気

が悪化する

働き方に限定
がある区分の
利用が、女性
に偏重する

人材育成・
キャリア形成
のための異動

が硬直的になる
（制限される）

多様な正社員区分がある
企業等（全員を除く）（n=1,104） 58.2 27.4 27.2 14.7 13.9 13.4 12.9 11.2 11.1

29人以下（n=515） 49.3 21.0 21.9 12.2 9.7 8.2 11.5 8.5 6.6
30～99人（n=352） 64.2 31.5 29.5 16.8 18.2 15.3 15.6 12.8 11.6

100～299人（n=136） 65.4 35.3 33.1 19.9 18.4 22.1 14.0 11.8 18.4
300～999人（n=66） 72.7 36.4 34.8 10.6 18.2 24.2 9.1 15.2 16.7
1,000人以上（n=35） 74.3 31.4 42.9 17.1 8.6 17.1 8.6 25.7 31.4

（複数回答）

（％）

固定的な
要員層が
厚くなり、

人件費負担
が重くなる

事業所の閉鎖
や事業縮小に

当たっての
雇用維持・

調整が難しい

働き方に何らか
の限定がある
区分に対する、
労働者ニーズが

見極めにくい

店舗の新設等、
事業展開に

必要な異動が
硬直的になる
（制限される）

従来からの
正社員を

希望する人
がいなく

なってしまう

労働組合や
労働者代表等

との調整が
難しい

その他

多様な正社員区分がある
企業等（全員を除く）（n=1,104） 9.7 9.5 6.6 6.5 4.5 1.4 1.2 22.3 19.5

29人以下（n=515） 10.9 8.7 4.7 4.1 2.9 0.4 1.2 28.3 22.3
30～99人（n=352） 10.5 8.5 8.2 6.8 6.5 1.4 1.4 15.3 20.5

100～299人（n=136） 5.9 8.8 9.6 6.6 5.9 2.9 0.7 21.3 13.2
300～999人（n=66） 6.1 12.1 9.1 10.6 3.0 1.5 1.5 16.7 10.6
1,000人以上（n=35） 5.7 28.6 2.9 31.4 5.7 8.6 - 17.1 8.6

（複数回答）

特に
課題は
無い

無回答

２５．働き方に限定がある区分を活用する上での課題  

多様な正社員区分がある（正社員全員に何らかの働き方の限定がある場合を除

く）企業等（n=1,104）を対象に、働き方に何らかの限定がある区分を活用する上

での課題を尋ねると（複数回答）、①「労務管理が煩雑・複雑になる」（27.4％）や、

②｢区分間の仕事や責任、賃金・労働条件等のバランスと納得感の醸成が難しい｣

（27.2％）を挙げる割合が 1／4 を超え、これに③「正社員とそれ以外の違いが分

かりにくくなる」（14.7％）、④｢働き方に限定がないはずの区分のまま、育児や介

護、病気等の事情で、一定期間、仕事や勤務地、労働時間等が実質的に限定され

る人と、そもそも働き方に限定がある区分で働いている人の間で、不公平感があ

る｣（13.9％）、⑤｢昇進・昇格や役職につく機会・範囲が限定され、モチベーショ

ンの維持が難しい｣（13.4％）、⑥｢働き方に限定がない人とある人の間の人間関係

等、職場の雰囲気が悪化する｣（12.9％）、⑦｢働き方に限定がある区分の利用が、

女性に偏重する｣（11.2％）、⑧｢人材育成・キャリア形成のための異動が硬直的に

なる（制限される）｣（11.1％）などが続いた（図表 1-37）。総じて、何らかの課

題があるとする企業等の割合は約 6 割（58.2％）と算出され、｢特に課題はない｣

が 22.3％となった。  

 

図表 1-37 働き方に限定がある区分を活用する上での課題  
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 規模別にみると、何らかの課題があるとする割合は、大規模企業等ほど高まる

傾向が見て取れる。具体的には（複数回答）、①「労務管理が煩雑・複雑になる」

や②｢区分間の仕事や責任、賃金・労働条件等のバランスと納得感の醸成が難しい｣

が、トップないし次点であるのは規模に依らず共通している。その上で、②｢区分

間の仕事や責任、賃金・労働条件等のバランスと納得感の醸成が難しい｣について

は、規模が大きくなるほど高く、1,000 人以上で 42.9％となっている。また、⑦「働

き方に限定がある区分の利用が、女性に偏重する」や⑧「人材育成・キャリア形

成のための異動が硬直的になる（制限される）」、⑩｢事業所の閉鎖や事業縮小に当

たっての雇用維持・調整が難しい｣、⑫｢店舗の新設等、事業展開に必要な異動が

硬直的になる（制限される）｣についても大規模企業等で高く、1,000 人以上でそ

れぞれ 25.7％、31.4％、28.6％、31.4％となっている。  

なお、999 人以下の企業等では①「労務管理が煩雑・複雑になる」や、⑤｢昇進・

昇格や役職につく機会・範囲が限定され、モチベーションの維持が難しい｣につい

ても規模が大きくなるほど高い。また、⑩｢事業所の閉鎖や事業縮小に当たっての

雇用維持・調整が難しい｣については、30 人以上で大規模企業等ほど高くなってい

る。  

 

 

 

 

 

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－49－ 

第 2 節 有期契約労働者等に対する調査結果23 

１．有効回答労働者の属性  

全有効回答労働者（n=4,215）のうち、「有期契約労働者計」は 3,074 人で、「無

期転換者」は 1,076 人となった（不明 65 人）。なお、「有期契約労働者計」の中に

は、「定年後の再雇用者」が 550 人、「派遣労働者」が 54 人含まれており、これら

を除いた、定年後の再雇用者以外で直接雇用の「有期契約労働者」は、2,351 人と

算出された（不明 119 人）。  

全有効回答労働者の属性をみると、性別は｢女性｣が 6 割を超え（63.5％）、｢男

性｣が約 1／3 となった（図表 2-1）。なお、｢男性｣の割合は、｢有期契約労働者計｣

が 36.5％に対し、｢無期転換者｣では 29.7％となっている。  

年齢層は、回答割合の高い順に｢満 60 歳以上満 64 歳以下｣（13.6％）、｢満 45 歳

以上満 49 歳以下｣（13.4％）、｢満 40 歳以上満 44 歳以下｣（12.4％）などとなった。  

 

図表 2-1 有効回答労働者の属性  

                   

 

 

 

 

                                                
23 有期契約労働者等に対する調査結果を見る上では、そもそも調査票の同梱枚数に規模に応じた傾斜配分という制約

がある中で、企業等に配布を依頼している点に留意する必要がある。また、その前提上、調査時点で、調査対象の企業等

で就労している有期契約労働者等が、配布の対象となっている点にも留意されたい。 

（％）

4,215 3,074 2,351 1,076 北海道 5.5 5.4 5.7 6.2

男性 34.9 36.5 28.9 29.7 東北 9.1 9.3 9.1 8.6
女性 63.5 61.9 69.8 69.7 南関東 19.6 19.4 19.1 20.9
無回答 1.6 1.6 1.3 0.6 北関東・甲信 7.6 8.3 9.0 5.8
満19歳以下 0.1 0.2 0.3 - 北陸 6.8 7.3 6.8 5.4
満20歳以上満29歳以下 7.4 7.3 8.8 8.2 東海 12.4 11.8 12.4 13.8
満30歳以上満34歳以下 7.0 6.6 8.3 8.6 近畿 13.6 13.2 13.4 15.4
満35歳以上満39歳以下 9.7 9.0 11.3 11.9 中国 6.2 6.3 5.8 6.2
満40歳以上満44歳以下 12.4 11.7 14.7 14.5 四国 2.9 3.3 3.0 1.9
満45歳以上満49歳以下 13.4 11.7 14.5 18.8 九州 12.2 11.9 12.3 13.3
満50歳以上満54歳以下 11.9 10.3 12.9 16.4 無回答 3.9 3.9 3.5 2.4
満55歳以上満59歳以下 9.9 9.5 12.0 11.0 自身や家族の持ち家 73.5 74.6 72.9 71.4
満60歳以上満64歳以下 13.6 16.6 7.2 5.2 社宅・寮 1.5 1.5 1.7 1.6
満65歳以上 10.6 13.3 6.6 2.7 上記以外の借家等 21.3 20.4 22.3 24.6
無回答 4.1 3.9 3.4 2.9 無回答 3.6 3.5 3.1 2.4
現在、結婚している 66.8 68.3 66.1 63.1 中学校 2.8 2.8 2.2 2.8
離婚・死別後、独身 11.7 11.2 11.0 13.2 高校 42.8 42.3 41.0 44.1
未婚で独身 19.4 18.5 21.2 22.9 短大・高専、専門学校 29.0 28.2 31.3 32.5
無回答 2.0 2.0 1.7 0.8 大学・大学院 22.4 23.9 23.0 19.0
世帯主本人 40.9 42.1 33.7 37.6 その他 0.9 0.8 0.8 0.8
世帯主の配偶者 41.8 41.2 47.1 44.4 無回答 2.1 2.0 1.7 0.7
それ以外 14.8 14.2 16.9 16.7 有期労働契約だった 16.6 16.4 18.0 17.8
分からない 0.2 0.2 0.3 - 有期労働契約ではない 72.8 72.7 70.8 74.0
無回答 2.3 2.3 2.0 1.2 分からない 7.3 7.6 8.5 6.4
いる 45.2 44.8 48.6 47.7 無回答 3.3 3.3 2.7 1.9
いない 51.4 52.0 48.6 50.5 ある 78.2 77.2 79.8 82.8
無回答 3.4 3.3 2.8 1.9 ない 18.8 19.9 17.4 15.6
行っている 16.4 17.9 19.5 12.9 無回答 3.0 2.9 2.8 1.6
行っていない 79.4 78.4 76.8 83.7 している 5.5 6.2 6.5 3.4
無回答 4.2 3.7 3.7 3.3 していない 92.3 91.7 91.5 95.1
日々の生活が維持できなくなる 42.9 40.7 43.0 50.9 無回答 2.2 2.0 2.0 1.5

何とも言えない・分からない 7.9 8.4 7.0 6.8
無回答 9.5 9.0 8.2 8.2

就
業

調
整

最
終
学
歴

5.3 4.3 2.8
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柄

転
職
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子

等

※

1

婚

姻
状
況

初

職

※

2

※1：主に自身が面倒をみている子どもや介護者。※2：学校を卒業して初めてついた仕事 。 
13.4

仕

事

の
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持

ち

日々の生活に支障は無いが、自身の小遣いや

世帯の娯楽費、将来の貯蓄等ができなくなる
21.9 23.6 22.6 17.9

自身の収入が無くなっても、

日々の生活に何ら変わるところはない
4.7

働

く

の

を

辞

め

た

場

合

の

家

計

に

対

す

る

影

響

日々の生活は何とかなるが、ローンの返済や

学費・教育費、仕送り等の支払いが難しくなる
13.1 13.0 14.8

労働者数

居
住

地

性
別

年
齢

住

居
の

種

類

計
有期契約
労働者計

左記のうち、定年後

の再雇用者と派遣

労働者を除いた

有期契約労働者

無期
転換者

計
有期契約
労働者計

左記のうち、定年後

の再雇用者と派遣

労働者を除いた

有期契約労働者

無期
転換者
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｢有期契約労働者計｣では、｢満 60 歳以上満 64 歳以下｣（16.6％）や「満 65 歳以

上」（13.3％）の割合がやや高まるのに対し、｢無期転換者｣では｢満 45 歳以上満 49

歳以下｣（18.8％）や｢満 50 歳以上満 54 歳以下｣（16.4％）、「満 40 歳以上満 44 歳

以下」（14.5％）などの割合がやや高いといった特徴が見られる。  

婚姻状況は、｢現在、結婚している｣割合が約 2／3（66.8％）で、｢未婚で独身｣

が 19.4％、｢離婚・死別後、独身｣が 11.7％となった。｢現在、結婚している｣割合

は、｢有期契約労働者計｣（68.3％）でやや高い。これに対し、｢未婚で独身｣や｢離

婚・死別後、独身｣の割合は、｢無期転換者｣でやや高くなっている（それぞれ 22.9％、

13.2％）。  

 続柄については、「世帯主の配偶者」（41.8％）と｢世帯主本人｣（40.9％）が、そ

れぞれ約 4 割となった。「世帯主本人」である割合は、「有期契約労働者計」（42.1％）

が、｢無期転換者｣（37.6％）を上回っている。  

就業調整については、｢行っていない｣との回答が約 8 割（79.4％）で、｢行って

いる｣割合は 16.4％となった。就業調整を｢行っていない｣割合は、｢無期転換者｣

（83.7％）でやや高くなっている。  

 こうしたなか、自身が働くのを辞めた場合に家計がどうなるか尋ねると、全体

では｢日々の生活が維持できなくなる｣が 4 割を超え（42.9％）、これに｢日々の生

活に支障は無いが、自身の小遣いや世帯の娯楽費、将来の貯蓄等ができなくなる｣

（21.9％）、｢日々の生活は何とかなるが、ローンの返済や学費・教育費、仕送り等

の支払いが難しくなる｣（13.1％）などが続いた。｢日々の生活が維持できなくなる｣

との回答は、｢無期転換者｣で約半数（50.9％）となり、｢有期契約労働者計｣（40.7％）

を上回った。その分、｢有期契約労働者計｣では、｢日々の生活に支障は無いが、自

身の小遣いや世帯の娯楽費、将来の貯蓄等ができなくなる｣（23.6％）などの回答

割合が、｢無期転換者｣（17.9％）より高くなっている。  

居住地については、回答割合の高い順に「南関東」（19.6％）、「近畿」（13.6％）、

「東海」（12.4％）、「九州」（12.2％）などとなった。住居の種類は「自身や家族の

持ち家」が 73.5％で、「社宅や寮」（1.5％）以外の「借家等」が 21.3％などとなっ

ている。  

最終学歴は、回答割合の高い順に「高校」卒が 42.8％、「短大・高専、専門学校」

卒が 29.0％、「大学・大学院」卒が 22.4％などとなった。｢無期転換者｣では「高校」

卒（44.1％）や「短大・高専、専門学校」卒（32.5％）の割合がやや高いのに対し、

「有期契約労働者計」では「大学・大学院」卒（23.9％）がやや高い。  

学校を卒業して初めてついた仕事が「有期労働契約だった」割合は 16.6％とな

った。初職が「有期労働契約だった」割合は、「有期契約労働者計」（16.4％）と「無

期転換者」（17.8％）で同程度となっている。  
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 これまでに転職した経験が「ある」割合は 3／4 を超え（78.2％）、「ない」が 18.8％

となった。転職経験が「ある」割合は「無期転換者」（82.8％）でやや高く、「有期

契約労働者計」（77.2％）を上回っている。  

 仕事の掛け持ちについては、「していない」との回答が大勢（ 92.3％）を占め、

「している」割合は 5.5％に留まった。仕事を掛け持ち「している」割合は、「有

期契約労働者計」（6.2％）が、「無期転換者」（3.4％）を上回った。  

 

 

 

２．現在の勤務先での就労状況  

 全有効回答労働者に現在の勤務先での就労状況を尋ねると、職種については「事

務の仕事」が約 3 割（29.5％）で、これに「サービスの仕事」（｢介護関係｣｢接客、

飲食関係｣｢その他｣の合計で 16.8％。以下同じ）や、「専門的・技術的な仕事」（｢医

療関係｣｢教育関係｣｢その他｣の合計で 16.7％。以下同じ）等が続いた（図表 2-2）。

「有期契約労働者計」でも「無期転換者」でも、「事務の仕事」の割合（同順に 29.8％、

29.4％）がもっとも高く 24、次いで「サービスの仕事」（同順に 17.2％、16.8％）、

「専門的・技術的な仕事」（同順に 16.9％、16.0％）が挙がる。これに「製造・生

産工程の仕事」が続くが、「有期契約労働者計」では 8.1％に対し、「無期転換者」

は 14.7％となっている。なお、割合は限られるが、「有期契約労働者計」では「管

理的な仕事」（3.9％）が、「無期転換者」（1.8％）の倍以上となっている。  

 役職に「ついている」割合は全体では 12.3％で、「有期契約労働者計」が 13.0％

に対し、「無期転換者」は 9.3％となった。  

勤務場所として、事業所間の異動（転勤）の有無を尋ねると、全体では「事業

所は限定（異動なし）」の割合が約 6 割（58.7％）で、これに「事業所間の異動は

あるが、転居を伴う転勤はない」（21.8％）等が続いた。「事業所は限定（異動なし）」

の割合は「有期契約労働者計」（60.1％）が「無期転換者」（54.1％）を上回ったの

に対し、「事業所間の異動はあるが、転居を伴う転勤はない」割合（同順に 20.9％、

25.3％）や、「事業所間の異動があり、転居を伴う転勤がある」割合（同順に 5.6％、

8.0％）は後者が前者を上回っている。  

事業所内の異動（配置転換）については、全体では「ある」が 4 割を超え（42.1％）、

「ない」が 35.3％、「分からない」が 13.9％となった。事業所内の異動（配置転換）

が「ある」割合は、「有期契約労働者計」が 39.2％に対し、「無期転換者」では 51.6％

となっている。  

                                                
24 調査票を企業等の本社経由で配布してもらったことが影響していると見られる。 
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こうしたなか、勤務地の範囲（「事業所間の異動（転勤）」と「事業所内の異動

（配置転換）」の両方とも）が自身と同じ正社員の有無を尋ねると、全体では「い

る」との回答が 4 割を超え（42.7％）、「いない」が 34.7％、「分からない」が 20.2％

となった。「いる」割合は、「有期契約労働者計」が約 4 割（40.2％）に対し、「無

期転換者」では約半数（50.4％）となっている。  

一方、1 週間当たりの所定労働時間（休憩時間は除く）の長さを尋ねると、全体

では「週 30 時間以上 40 時間未満」の割合（38.3％）がもっとも高く、これに「週

40 時間（以上を含む）」（30.9％）などが続いた。「有期契約労働者計」と「無期転

換者」で比較すると、週 30 時間以上の割合は後者が上回っている。  

同様に、1 週間当たりで実際に勤務している労働時間（休憩時間は除く、残業時

間は含む）が平均的にどれくらいか尋ねると、全体では「週 30 時間以上 40 時間

未満」（35.6％）や「週 40 時間以上 50 時間未満」（32.2％）の割合が高く、これ

に「週 20 時間以上 30 時間未満」（15.8％）などが続いた。「有期契約労働者計」

と「無期転換者」で比較すると、週 40 時間以上の割合は後者が上回っている。  

 

図表 2-2 現在の勤務先での仕事や責任、労働時間等の状況  

                      

 

 

（％）

4,215 3,074 2,351 1,076 いる 42.7 40.2 37.7 50.4

管理的な仕事 3.4 3.9 3.1 1.8 いない 34.7 37.0 37.5 27.8

専門的・技術的な仕事（医療関係） 5.1 5.1 5.5 5.1 分からない 20.2 20.3 22.8 20.6
専門的・技術的な仕事（教育関係） 4.2 4.4 5.1 3.8 無回答 2.4 2.5 2.0 1.2

専門的・技術的な仕事（その他） 7.5 7.4 6.2 7.9 週10時間未満 1.9 2.2 2.1 0.9

事務の仕事 29.5 29.8 31.5 29.4 週10時間以上20時間未満 6.3 7.1 7.7 4.2

販売の仕事（営業を含む） 4.5 4.7 4.3 4.3 週20時間以上30時間未満 14.7 15.9 18.2 11.2

サービスの仕事（介護関係） 8.8 8.6 9.9 9.4 週30時間以上40時間未満 38.3 37.3 36.6 41.0
サービスの仕事（接客、飲食関係） 4.0 4.2 4.9 3.1 週40時間（以上を含む） 30.9 29.9 27.9 34.3

サービスの仕事（その他） 4.1 4.3 4.2 3.5 分からない 4.4 4.2 4.6 4.9

警備・保安の仕事 0.7 0.6 0.5 0.8 無回答 3.5 3.4 2.9 3.4
製造・生産工程の仕事 9.9 8.1 7.4 14.7 週10時間未満 1.8 2.1 2.1 0.7
輸送・運転の仕事 2.4 2.6 2.1 1.8 週10時間以上20時間未満 6.8 7.7 8.4 4.5
建設・採掘の仕事 1.8 1.8 1.6 1.8 週20時間以上30時間未満 15.8 17.2 19.3 12.3

清掃など労務の仕事 2.0 1.9 2.2 2.1 週30時間以上40時間未満 35.6 35.6 34.5 35.4

その他 0.5 0.6 0.6 0.3 週40時間以上50時間未満 32.2 30.5 29.3 37.6

無回答 11.7 11.9 10.9 10.3 週50時間以上60時間未満 4.8 4.2 3.9 6.7

ついている 12.3 13.0 10.7 9.3 週60時間以上 1.7 1.5 1.6 2.3

ついていない 84.3 83.5 86.2 88.0 無回答 1.2 1.2 0.9 0.5

無回答 3.4 3.5 3.1 2.7 シフト勤務／交代制 30.4 29.1 32.8 34.6

事業所は限定（異動なし） 58.7 60.1 60.4 54.1 変形労働時間制 10.4 10.8 9.4 8.9

事業場外みなし労働制 0.6 0.5 0.4 0.5
フレックスタイム制 3.1 2.8 2.4 4.1
裁量労働制 1.1 1.1 1.0 1.0
どれも適用されていない 52.0 53.5 52.3 48.4

分からない 9.2 9.1 10.4 9.9 無回答 2.4 2.1 1.7 2.5

無回答 4.1 4.4 3.1 2.7
ある 42.1 39.2 38.0 51.6
ない 35.3 37.9 37.5 27.4
分からない 13.9 14.4 16.1 13.2
無回答 8.7 8.5 8.5 7.8

分からない 7.1 7.5 8.0 5.9

無回答 2.6 2.6 2.3 1.8

同じ内容の業務を行っている
正社員はいない

34.0 35.7 37.0 29.3
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27.9 25.0 22.2 36.5

同じ内容の業務を行っているが、
責任の重さは異なる正社員がいる

28.4 29.2 30.5 26.6

1
週
間
に
実
際
に
勤
務

し
て
い
る
労
働
時
間

適
用
さ
れ
て
い
る

勤
務
制
度

勤

務

場

所

（
事

業

所

間

の

異

動

（
転

勤

）

）

計
有期契約
労働者計

左記のうち、
定年後の

再雇用者と
派遣労働者を
除いた有期
契約労働者

無期
転換者

計
有期契約
労働者計

左記のうち、
定年後の

再雇用者と
派遣労働者を
除いた有期
契約労働者

無期
転換者

勤

務

地

の

範

囲

が

同

じ

正

社

員

事業所間の異動はあるが、
転居を伴う転勤はない

事業所間の異動があり、
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こうしたなか、自身の仕事と業務の内容や責任の重さが同じ正社員の有無を尋

ねると、全体では「同じ内容の業務を行っている正社員はいない」とする割合が

もっとも高く（34.0％）、これに「同じ内容の業務を行っているが、責任の重さは

異なる正社員がいる」（28.4％）、「同じ内容の業務を行い、責任の重さも同じ正社

員がいる」（27.9％）などが続いた。「有期契約労働者計」では「同じ内容の業務を

行っている正社員はいない」との回答が 1／3 を超えた（35.7％）のに対し、「無

期転換者」では「同じ内容の業務を行い、責任の重さも同じ正社員がいる」との

回答が 1／3 超（36.5％）となっている。  

 

 一方、基本的な賃金がどのように決められているか尋ねると、全体では「時間

給」（45.5％）と「月給」（45.1％）の割合が同程度となった。「有期契約労働者計」

では｢時間給｣の割合（48.8％）が高まり、「月給」（41.6％）を上回ったのに対し、

｢無期転換者｣では｢月給｣が半数を超え（54.9％）、｢時間給｣（37.5％）を大きく上

回っている（図表 2-3）。  

基本的な賃金の水準（数値記入欄のため、それぞれ有効回答があったもののみ

で集計）については、「時間給」が中央値で 950 円、平均値で 1,037.7 円、「月給」

が中央値で 20 万円、平均値で 22 万 5,989.0 円となった。「有期契約労働者計」で

みると、「時間給」が中央値で 950 円、平均値で 1,037.6 円に対し、「月給」が中

央値で 20 万 5,000 円、平均値で 23 万 1,321.2 円となっている。また、｢無期転換

者｣では、「時間給」が中央値で 970 円、平均値で 1,041.5 円に対し、「月給」が中

央値で 20 万円、平均値で 21 万 4,338.9 円となった。  

昇給については、「勤続年数等に応じた定期的な昇給のみある」割合が 20.0％、

「評価等に応じた個別の昇給のみある」が 17.6％、「両方ともある」が 14.4％で、

何らかの昇給がある割合は半数を超え、「どちらもない」が 30.9％となった。何ら

かの昇給がある割合は、｢無期転換者｣で約 2／3 と「有期契約労働者計」（約半数）

を大きく上回っている。  

一方、その他の労働条件として支給・適用されているものがあるか尋ねると（複

数回答）、「通勤手当・交通費」を挙げた割合（77.5％）がもっとも高く、これに「雇

用保険」（72.0％）や「厚生年金・健康保険」（69.9％）、「賞与・一時金」（60.3％）、

「福利厚生（施設利用補助や共済加入等）」（28.9％）、「退職金・退職手当」（25.8％）

などが続いた。いずれも｢無期転換者｣に対する支給・適用割合が、「有期契約労働

者計」のそれを上回っている。例えば「賞与・一時金」の支給割合は「無期転換

者」が 69.8％に対し、「有期契約労働者計」は 57.0％で、「退職金・退職手当」の

支給割合は「無期転換者」が 40.0％に対し、「有期契約労働者計」は 20.7％となっ

ている。  
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現在の会社からの昨年（2017 年 1 月 1 日～12 月 31 日）の税込み年収がどれく

らいだったか尋ねると、全体では回答割合の高い順に、「195 万円以上 250 万円未

満」（16.3％）、「250 万円以上 330 万円未満」（16.0％）、「330 万円以上 500 万円未

満」（15.1％）などとなった。「有期契約労働者計」と「無期転換者」で比較すると、

いずれも「195 万円以上 250 万円未満｣の割合（同順に 15.2％、19.9％）がもっと

も高いものの、前者は「65 万円未満」（3.0％）～「103 万円以上 130 万円未満」

（9.2％）などにも幅広く分布し、年収の低い階級で後者を上回っているのに対し、

「無期転換者」では「250 万円以上 330 万円未満」（19.8％）や「330 万円以上 500

万円未満」（17.4％）などに収斂している様子が見て取れる。  

現在の賃金や労働条件に対する納得度合いを尋ねると、全体では「納得してい

る（｢どちらかといえば｣含む）」割合が約 6 割（59.2％）に対し、「納得していな

い（同）」との回答が 29.2％となった。「納得していない（同）」割合は、「無期転

換者」（33.4％）でやや高くなっている。  

 

図表 2-3 現在の勤務先での賃金・労働条件等の状況  

            

 

 

 

 

 

 

（％）

4,215 3,074 2,351 1,076 65万円未満 2.5 3.0 3.5 1.3
時間給 45.5 48.8 54.0 37.5 65万円以上100万円未満 7.0 7.9 9.1 4.7
日給 6.2 6.3 6.2 5.7 100万円以上103万円未満 4.3 4.5 5.1 3.8
月給 45.1 41.6 37.5 54.9 103万円以上130万円未満 8.7 9.2 10.7 7.5
その他 2.1 2.5 1.6 1.0 130万円以上150万円未満 5.2 5.3 6.0 5.1
無回答 1.0 0.9 0.7 0.8 150万円以上195万円未満 9.5 9.3 10.2 10.2

時間給（中央値）（円） 950 950 940 970 195万円以上250万円未満 16.3 15.2 15.1 19.9
時間給（平均値）（円） 1,037.7 1,037.6 1,025.4 1,041.5 250万円以上330万円未満 16.0 14.6 12.7 19.8

日給（中央値）（円） 8,000 8,100 8,000 8,000 330万円以上500万円未満 15.1 14.2 11.6 17.4
日給（平均値）（円） 9,178.4 9,146.1 9,008.3 9,156.8 500万円以上695万円未満 4.2 4.1 3.1 4.3
月給（中央値）（円） 200,000 205,000 200,000 200,000 695万円以上850万円未満 1.5 1.9 1.2 0.7
月給（平均値）（円） 225,989.0 231,321.2 229,202.0 214,338.9 850万円以上1,000万円未満 0.4 0.5 0.3 0.2

1,000万円以上 0.6 0.6 0.5 0.3
昨年は現在の会社で働いていない 6.1 7.4 8.8 2.8

評価等に応じた個別の昇給のみある 17.6 16.3 17.7 21.5 無回答 2.4 2.4 2.0 2.0
両方ともある 14.4 12.1 12.5 20.5 納得している 28.6 29.5 29.2 25.7
どちらもない 30.9 34.7 28.8 20.1 どちらかといえば納得している 30.7 30.8 30.2 30.9
分からない 16.4 17.2 18.8 14.5 どちらかといえば納得していない 17.8 16.9 17.3 20.2
無回答 0.7 0.6 0.4 0.6 納得していない 11.4 10.9 11.2 13.2
賞与・一時金 60.3 57.0 56.1 69.8 何とも言えない・分からない 10.0 10.3 10.6 9.1
退職金・退職手当 25.8 20.7 20.3 40.0 無回答 1.5 1.5 1.5 0.8
通勤手当・交通費 77.5 76.3 77.2 81.5
住宅手当 10.1 8.0 6.9 16.2
家族手当 12.0 10.1 8.5 16.8
その他手当 20.3 19.8 18.9 21.4
厚生年金・健康保険 69.9 67.6 65.3 77.3
雇用保険 72.0 70.1 71.8 78.1
法定を上回る有給休暇 14.5 14.1 12.8 16.1
法定を上回る健康診断 15.6 14.9 13.5 17.6
職場内での教育訓練 22.9 21.5 20.4 27.5
職場外での教育訓練 14.5 12.9 12.3 19.2
自己啓発支援 6.8 6.2 6.2 8.9
福利厚生（施設利用補助や共済加入等） 28.9 27.2 26.8 34.7
支給・適用されているものはない 2.3 2.6 2.1 1.3
無回答 1.9 2.0 1.8 0.8
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３．現在の会社で働いている理由  

全有効回答労働者（n=4,215）を対象に、現在の会社で働いている理由を尋ねる

と（複数回答）、回答割合の高い順に、①「自宅に近いから（通勤が楽だから）」

（44.6％）、②｢休みやすいから（自分の都合を言いやすいから）｣（36.0％）、③「職

場の人間関係や雰囲気が良好だから」（ 27.9％）、④｢残業が無い・少ないから｣

（25.8％）、⑤｢労働時間や出勤日数が短いから（家庭や育児・介護、学業等の優先、

健康・体力的な問題、就業調整しやすい等）｣（23.3％）、⑥｢資格や技能、経験を

活かして働きたいから｣（21.9％）、⑦｢仕事内容が魅力的だから（キャリアアップ

や経験につながる、やりがいがある等）｣（20.8％）などとなった（図表 2-4）。  

「有期契約労働者計」（n=3,074）でみると、「定年後の再雇用だから」（18.4％）

や｢労働時間や出勤日数が短いから（家庭や育児・介護、学業等の優先、健康・体

力的な問題、就業調整しやすい等）｣（ 25.2％）などの割合がやや高まる 25。これ

に対し、｢無期転換者｣（n=1,076）では「職場の人間関係や雰囲気が良好だから」

（32.2％）や、｢転職先が見つからないから（転職するのが面倒だから）｣（12.9％）、

｢仕事内容が魅力的だから（キャリアアップや経験につながる、やりがいがある

等）｣（23.5％）、「自宅に近いから（通勤が楽だから）」（47.2％）などを挙げる割

合が相対的にやや高くなっている。  

 

図表 2-4 現在の会社で働いている理由  

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
25 なお、｢定年後の再雇用者と派遣労働者を除いた有期契約労働者｣でも、｢定年後の再雇用だから｣との回答が見られ

るが、現在の勤務先ではない｢他社｣を定年した後の再就職などを指していると考量される。 

自宅に近い
から（通勤が
楽だから）

休みやすい
から（自分の
都合を言い
やすいから）

職場の人間
関係や雰囲気
が良好だから

残業が
無い・
少ない
から

労働時間や出勤日数
が短いから（家庭や
育児・介護、学業等
の優先、健康・体力

的な問題、就業
調整しやすい等）

資格や技能、
経験を活かして
働きたいから

仕事内容が
魅力的だから

（キャリアアップや
経験につながる、

やりがいが
ある等）

勤務地が限定
されているから
（事業所間の
異動や転居を

伴う転勤がない）

定年後の
再雇用
だから

知人や、
以前勤めて

いた会社等に
誘われたから

全有効回答労働者（ｎ=4,215） 44.6 36.0 27.9 25.8 23.3 21.9 20.8 19.5 14.0 10.1
有期契約労働者計（ｎ=3,074） 43.8 35.4 26.5 26.2 25.2 23.0 20.0 19.5 18.4 10.0

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた

有期契約労働者（ｎ=2,351）
46.7 37.3 27.6 27.6 28.2 21.7 21.7 19.6 4.3 12.0

無期転換者（ｎ=1,076） 47.2 37.7 32.2 24.4 18.2 19.3 23.5 19.9 2.2 10.3

（複数回答）

（％）

賃金が魅力的
だから（賃金
水準が高い、
昇給や賞与
がある等）

転職先が
見つからない
から（転職する

のが面倒
だから）

責任・ノルマの
少ない仕事や、
定型的な仕事
をしたいから

正社員として
の働き口が

見つから
なかったから

事業内容や
経営方針が

魅力的
だから

賃金以外の
労働条件が
魅力的だから
（福利厚生や

退職金制度等）

特に理由は
無い（たまたま

採用された
から等）

家業
だから

正社員に応募
できる機会が

あると言われた
から、試用

期間中だから

その他  無回答

全有効回答労働者（ｎ=4,215） 9.8 9.3 9.2 7.6 5.7 5.6 2.9 2.7 2.5 1.8 1.3
有期契約労働者計（ｎ=3,074） 9.1 8.2 9.3 7.0 5.3 4.9 2.8 3.1 2.4 1.9 1.3

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた

有期契約労働者（ｎ=2,351）
9.7 9.0 9.6 8.2 5.8 5.1 3.2 3.1 2.9 2.2 1.1

無期転換者（ｎ=1,076） 12.0 12.9 9.3 9.8 6.9 7.2 3.3 1.2 2.8 1.2 0.7

（複数回答）
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（％）

３ヶ月未満 ３ヶ月
３ヶ月超

６ヶ月未満
６ヶ月

６ヶ月超
１年未満

1年
１年超

３年未満
３年以上 分からない 無回答

有期契約労働者計（ｎ=3,074） 1.0 3.0 0.4 9.1 1.5 56.2 3.1 0.7 12.0 13.0
上記のうち、定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた
有期契約労働者（ｎ=2,351）

0.9 2.8 0.4 9.7 1.7 53.2 3.1 0.8 13.2 14.1

（％）

何らかの
上限が
ある計

契約の
更新回数に
上限がある

通算の
勤続年数に
上限がある

勤務できる
年齢に

上限（定年）
がある

左記の後、
再雇用された
場合の最終
定年がある

左記
以外の
上限が
ある

有期契約労働者計（ｎ=3,074） 27.8 4.3 4.0 20.1 8.7 0.7 30.7 29.1 12.5
上記のうち、定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた
有期契約労働者（ｎ=2,351）

23.8 3.2 3.9 17.4 6.6 0.6 30.7 32.1 13.4

（複数回答）

上限は
設けられ
ていない

分から
ない

無回答

（％） （回）

１回 ２回 ３回 ４回 ５回
６回
以上

無回答 平均値 中央値

有期契約労働者計（ｎ=133） 4.5 7.5 10.5 30.8 41.4 2.3 3.0 4.1 4.0
上記のうち、定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた
有期契約労働者（ｎ=76）

5.3 11.8 10.5 43.4 23.7 1.3 3.9 3.8 4.0

４． 有期労働契約の状況と、有期労働契約で働くことに対する志向性  

「有期契約労働者計」（n=3,074）を対象に、1 回当たりの契約期間の長さを尋ね

ると、｢1 年｣が半数を超え（56.2％）、これに｢分からない｣（12.0％）、｢6 ヶ月｣（9.1％）

などが続いた（図表 2-5）。  

その上で、契約の更新回数や通算の勤続年数等の上限の設定状況を尋ねると、

｢上限は設けられていない｣割合が約 3 割（30.7％）で、これに｢分からない｣（29.1％）、

｢勤務できる年齢に上限（定年）がある｣（20.1％）、｢左記の後、再雇用された場合

の最終定年がある｣（ 8.7％）などが続く。何らかの上限が設けられている割合は

27.8％と算出されたが、｢契約の更新回数に上限がある｣（4.3％）や｢通算の勤続年

数に上限がある｣（4.0％）、｢左記以外の上限がある｣（0.7％）のいずれかを選択し、

（最終）定年以外で何らかの上限があるとする割合は 1 割未満に留まっている。  

｢契約の更新回数に上限がある｣場合（n=133）の具体的な内容としては、｢5 回｣

の割合（41.4％）がもっとも高く、これに｢4 回｣（30.8％）などが続いた（中央値

で 4.0 回、平均値で 4.1 回）。また、｢通算の勤続年数に上限がある｣場合（n=123）

は、｢4 年 6 ヶ月超～5 年以内｣とする割合が 7 割を超えてもっとも高く（72.4％）、

次いで｢1 年超～3 年以内｣（22.8％）となっている（中央値で 5.0 年、平均値で 4.4

年）。  

 

図表 2-5 契約期間の長さと上限の設定状況  

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％） （年）

６ヶ月
以内

６ヶ月超～
１年以内

１年超～
３年以内

３年超～
４年６ヶ月以内

４年６ヶ月超
～５年以内

５年超 無回答 平均値 中央値

有期契約労働者計（ｎ=123） - 1.6 22.8 - 72.4 - 3.3 4.4 5.0
上記のうち、定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた
有期契約労働者（ｎ=92）

- 1.1 19.6 - 78.3 - 1.1 4.5 5.0
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（％）

はい
（あえて

選択した）

いいえ
（そういう求人
だった、会社の
制度だから等）

無回答

有期契約労働者計（ｎ=3,074） 19.6 75.9 4.5
上記のうち、定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた
有期契約労働者（ｎ=2,351）

19.3 77.2 3.5

 「有期契約労働者計」（n=3,074）を対象に、期間の定めのある｢有期労働契約｣

で働くことを、あえて選択したか尋ねると、｢いいえ（そういう求人だった、会社

の制度だから等）｣が 3／4 を超えた（75.9％）ものの、｢あえて選択した｣との回

答も約 2 割（19.6％）見られた（図表 2-6）。  

あえて｢有期労働契約｣で働くことを選択した場合（n=604）の理由としては（複

数回答）、①「自分の都合で辞めやすいから（家庭や育児、介護等の優先、健康・

体力的な問題等）」とする割合（58.9％）がもっとも高く、これに②｢正社員や無期

労働契約にはなりたくないから（残業や転勤、責任やノルマ等を避けたいから）｣

（27.5％）、③「期間限定で働きたいから（進学や就職、転居、独立等の予定があ

るから等）」（20.4％）などが続いた。  

 

図表 2-6 有期労働契約で働くことに対する志向性とその理由  

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５． 有期労働契約で働き始めてからの期間と雇用不安の有無  

「有期契約労働者計」（n=3,074）を対象に、現在の会社で有期契約労働者とし

て働き始めてからの勤続年数を尋ねると、「1 年以内」（15.3％）と「1 年超 3 年以

内」（22.2％）を合わせた 3 年以内の割合が 1／3 を超え、「5 年超 10 年以内」（16.1％）

と「10 年超 20 年以内（11.8％）、「20 年超」（3.6％）を合わせた 5 年超が約 3 割  

となった（図表 2-7）。  

 

（％）

自分の都合で辞め
やすいから（家庭や

育児、介護等の
優先、健康・体力

的な問題等）

正社員や無期労働
契約にはなりたくない
から（残業や転勤、
責任やノルマ等を

避けたいから）

期間限定で働きたい
から（進学や就職、

転居、独立等の
予定があるから等）

職場や組織に縛ら
れたくないから
（自身の能力を
活かしたい、
人間関係が

わずらわしい等）

賃金や労働
条件の改善交渉
がしやすいから
（会社と対等で
いられるから）

契約
終了時に
手当等が
もらえる

から

その他  無回答

有期契約労働者計（ｎ=604） 58.9 27.5 20.4 16.1 4.8 0.5 10.1 1.7
上記のうち、定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた
有期契約労働者（ｎ=453）

58.1 32.9 19.9 17.2 4.2 0.2 10.8 0.9

｢有期労働契約｣で働くことをあえて選択した理由（複数回答）
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図表 2-7 現在の会社で有期契約労働者として働き始めてからの勤続年数  

                    

 

 

 

 

「有期契約労働者計」（n=3,074）に現在、（有期労働）契約が終了（雇止め）さ

れるかも知れないという雇用不安を感じているか尋ねると、「感じていない」との

回答が約半数（50.6％）で、雇用不安を「感じている」割合（12.0％）を大きく上

回ったものの、「何とも言えない」も 3 割超（31.0％）となった（図表 2-8）。  

なお、有期契約労働者計のうち、リーマンショック（2008 年秋）当時も有期契

約労働者として「働いていた」割合は 1／4 超（27.3％）となったが、これと雇用

不安を掛け合わせると、リーマンショック時も有期契約労働者だった場合（n=840）

に雇用不安を「感じている」割合は 17.3％とやや高まることが分かる。  

一方、雇用不安を「感じている」割合は勤続年数が長くなるにつれて低下する

が、「5 年超」でも有期契約労働者計の 1 割程度（10.8％）は、雇用不安を「感じ

ている」と回答している。  

 

図表 2-8 雇用不安の有無  

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

６． 無期転換ルールの認知度  

 「有期契約労働者計」（n=3,074）を対象に、無期転換ルールの具体的な内容を 5

つ挙げて認知度を尋ねると（複数回答）、「契約社員やパート、アルバイト、再雇

用者、嘱託、季節・臨時労働者など呼称を問わず、また、高齢者を含めてすべて

の有期労働契約に適用される」ことを知っている割合（26.4％）がもっとも高く、

これに「契約期間を通算して 5 年を超えても、労働者から『申込み』を行わなけ

れば無期転換されない」ことを知っている割合（18.1％）や、「無期転換ルールが

（％）

感じている 感じていない 何とも言えない  無回答

12.0 50.6 31.0 6.4

12.3 50.7 31.0 6.0

17.3 49.0 32.7 1.0

1年以内(n=469) 17.1 51.4 28.1 3.4
1年超3年以内(n=682) 14.4 50.4 31.4 3.8
3年超5年以内(n=586) 12.5 52.9 30.4 4.3

5年超(n=969) 10.8 52.3 31.9 5.0

有

期

契

約

労

働

者

リーマンショック当時に有期契約
労働者として働いていた（ｎ=840）

勤

続

年

数

別

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=2,351)

有期契約労働者計(n=3,074)

（％）

１年以内
１年超

３年以内
３年超

５年以内
５年超

１０年以内
１０年超

２０年以内
２０年超 無回答 ５年超計

15.3 22.2 19.1 16.1 11.8 3.6 12.0 31.5

14.6 20.2 18.5 16.8 13.7 3.5 12.6 34.1

有期契約労働者計(n=3,074)

上記のうち、定年後の再雇用者と派遣
労働者を除いた有期契約労働者(n=2,351)
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適用されるのは、2013 年 4 月 1 日以降に開始（更新）された、有期労働契約であ

る」ことを知っている割合（15.4％）などが続いた（図表 2-9）。  

総じて、具体的な内容（5 つのいずれか）を知っている割合は約 1／3（35.5％）

で、「左記のいずれも知らないが、無期転換ルールという名称は聞いたことがある」

（16.9％）を合わせても半数を下回った。このほか、｢無期転換ルールについては

何も知らない・聞いたことがない｣が 32.0％となった。  

こうした結果を性別にみると、｢無期転換ルールについて何も知らない・聞いた

ことがない｣とする割合は｢女性｣でやや高い。また、年齢層別では｢満 29 歳以下｣

で、具体的な内容を知っている割合がやや低く、その分、｢無期転換ルールについ

ては何も知らない・聞いたことがない｣が約 4 割（40.4％）となっている。  

その上で、具体的な内容を知っている有期契約労働者（n=1,090）を対象に、ど

のようなルートで情報を入手したか尋ねると（複数回答）、①「勤務先（派遣会社

を含む）」（45.1％）と②「新聞報道やテレビ、雑誌や本」（41.6％）がともに 4 割

を超え、次いで③「職場の同僚や友人、家族等」（13.7％）、④「ホームページ」（11.2％）

などが挙がった。  

合が 2-9 無期転換ルールの認知度と情報の入手ルート  

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

右記の中で、
知っている

ことがある計

契約社員やパート、
アルバイト、再雇用

者、嘱託、季節・臨時
労働者など呼称を問わ

ず、また、高齢者を
含めてすべての有期

労働契約に適用される

無期転換ルールが
適用されるのは、

２０１３年４月１日
以降に開始（更新）
された、有期労働

契約である

職種や部署、

事業所が変わっても、
「同一の使用者」

との間なら契約期間
は通算される

同一の使用者との間で、
有期労働契約を締結して

いない期間が一定以上
ある場合、それ以前の
契約期間は通算対象

から除外される

（クーリングされる）

契約期間を通算して
５年を超えても、

労働者から
「申込み」を

行わなければ

無期転換されない

35.5 26.4 15.4 8.9 5.5 18.1 16.9 32.0 15.7

36.0 26.0 15.9 8.6 5.2 18.8 17.2 32.0 14.8

男性(n=1,123) 36.4 29.7 16.8 11.4 7.9 19.1 17.4 29.8 16.4
女性(n=1,902) 35.1 24.6 14.8 7.5 4.2 17.7 16.6 33.6 14.7

満29歳以下(n=230) 31.3 26.5 15.2 9.1 4.8 14.8 18.7 40.4 9.6
満30歳台(n=478) 35.1 25.7 16.5 10.7 6.5 18.2 15.1 36.0 13.8
満40歳台(n=719) 37.6 26.0 16.3 7.9 4.9 20.2 17.8 33.1 11.5
満50歳台(n=608) 37.0 26.3 14.8 7.1 4.1 19.1 17.3 27.6 18.1

満60歳以上（n=920） 34.7 27.7 14.8 10.2 7.2 16.6 16.0 31.4 17.9

有

期

契

約

労

働

者

計

性

別

年

齢

層

別

（複数回答）

左記の

いずれも
知らないが、

無期転換

ルールという
名称は聞いた

ことがある

無期転換

ルール
については
何も知ら

ない・
聞いた

ことがない

無回答

有期契約労働者計(n=3,074)

上記のうち、定年後の再雇用者

と派遣労働者を除いた
有期契約労働者(n=2,351)

（％） （個）

ホーム
ページ

ＳＮＳ

（ツイッターや
フェイスブック等）

勤務先

（派遣会社
を含む）

新聞報道や
テレビ、雑誌や本

ポスターや
パンフレット

セミナーや
シンポジウム

職場の同僚や
友人、家族等

労働組合 その他 無回答

11.2 2.2 45.1 41.6 4.1 4.8 13.7 1.9 2.7 2.8 1.3

10.5 2.6 46.3 40.8 3.7 3.3 14.4 2.1 2.1 2.4 1.3

男性(n=409) 15.2 1.0 38.6 47.2 7.1 8.8 12.0 2.2 4.2 3.7 1.4
女性(n=668) 8.7 2.8 49.6 38.5 2.4 2.2 15.0 1.6 1.5 1.8 1.2

満29歳以下(n=72) 15.3 5.6 51.4 31.9 2.8 - 18.1 4.2 1.4 1.4 1.3
満30歳台(n=168) 13.7 3.6 42.3 41.7 3.0 1.8 19.0 2.4 1.8 1.8 1.3
満40歳台(n=270) 9.6 2.6 47.8 43.3 3.0 3.0 13.3 0.7 1.5 2.6 1.3
満50歳台(n=225) 8.0 1.8 52.9 39.1 1.3 4.0 14.7 1.8 2.2 0.4 1.3

満60歳以上（n=319） 11.9 - 38.9 44.8 8.2 9.1 10.7 1.9 4.1 4.4 1.4

情報の入手ルート（複数回答）
複数回答

の平均

選択数

有期契約労働者計(n=1,090)

上記のうち、定年後の再雇用者

と派遣労働者を除いた
有期契約労働者(n=846)

有

期

契

約

労

働

者

計

性

別

年

齢

層

別
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性別にみると、｢男性｣では｢新聞報道やテレビ、雑誌や本｣（47.2％）、｢女性｣で

は｢勤務先（派遣会社を含む）｣（49.6％）を挙げた割合がもっとも高い。年齢層別

にみると、｢満 29 歳以下｣（51.4％）～「満 50 歳台」（52.9％）では、｢勤務先（派

遣会社を含む）｣の割合がもっとも高いのに対し、「満 60 歳以上」では｢新聞報道

やテレビ、雑誌や本｣を挙げる割合がもっとも高くなっている。  

 

 なお、勤務先の企業等からも有効回答が得られた有期契約労働者を対象に、企

業等のデータを連結して労使のマッチング集計を試みると、図表 2-10 の通りにな

った。  

無期転換ルールについて具体的な内容を知っている企業等で働く有期契約労働

者（n=2,343）は、自身も内容までの認知度が 4 割を超えている（41.1％）のに対

し、無期転換ルールについては「何も知らない・聞いたことがない」企業等で働

く有期契約労働者（n=203）は、同様に「何も知らない・聞いたことがない」とす

る割合が約 3／4（74.4％）にのぼっている。  

このことは、企業等が無期転換ルールの内容を具体的に知っているかどうかが、

その情報を「勤務先」から得ることも多い有期契約労働者の認知度をも、左右し

ている可能性があることなどを示唆していると思料される。  

 

図表 2-10 企業等とそこで働く労働者の無期転換ルールの認知度の関係  

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、無期転換できる機会が設けられており、就業規則で「規定している」企

業等で働く有期契約労働者（n=1,090）は、無期転換ルールの具体的な内容までの

認知度が約半数（47.1％）と、更に高まることも分かる（図表 2-11）。  

 

 

3.0 

18.9 

41.1 

5.4 

32.3 

17.3 

74.4 

36.0 

27.1 

17.2 

12.8 

14.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無期転換ルールについては何も

知らない・聞いたことがない

企業等で働いている（n=203）

具体的には知らないが、無期転換ルール

という名称は聞いたことがある

企業等で働いている（n=164）

無期転換ルールについて

具体的に知っている

企業等で働いている（n=2,343）

無期転換ルールについて

具体的に知っている

具体的には知らないが、無期転換ルール

という名称は聞いたことがある

無期転換ルールについては

何も知らない・聞いたことがない

無回答
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図表 2-11 無期転換できる機会の就業規則への規定状況と  

     そこで働く労働者の無期転換ルールの認知度の関係  

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

7．無期転換ルールに基づく転換希望とその理由  

 法定では原則、現行の働き方や賃金・労働条件のまま、契約期間の定めだけが

無くなることを明記した上で、「有期契約労働者計」（n=3,074）を対象に、「無期

転換ルール」（「更新等により有期労働契約が通算 5 年を超えた場合に、労働者自

身の申込みにより、無期労働契約へ移行（無期転換）されるもの」と説明）に基

づき、（現在の会社にかかわらず）「無期労働契約（期間の定めのない契約）」へ転

換することを希望するか尋ねると、「希望する」割合は約 1／4（26.6％）で、「希

望しない」割合（33.1％）や「分からない」との回答（34.6％）を下回った（図表

2-12）。  

 その上で、「無期労働契約（期間の定めのない契約）」への転換を「希望する」

場合（n=818）の理由としては（複数回答）、①「雇用不安が無くなるから」がも

っとも高く 8 割を超えた（83.7％）。これに、②「長期的なキャリア形成の見通し

や、将来的な生活設計が立てやすくなるから」（39.9％）や、③「その後の賃金・

労働条件の改善が期待できるから」（27.3％）、④｢法定された権利だから｣（16.1％）、

⑤｢社会的な信用が高まるから｣（13.2％）などが続いている。  

一方、「希望しない」場合（n=1,018）の理由としては（複数回答）、（1）「高齢

だから、定年後の再雇用者だから」の割合（31.7％）がもっとも高く、次いで、（2）

「現状でも雇用は比較的、安定しているから」（28.6％）、（3）「契約期間だけ無く

なっても意味がないから」（27.5％）、（4）「現状に不満はないから」（25.3％）、（5）

「辞めにくくなるから（長く働くつもりはないから）」（ 20.2％）、（ 6）「責任や残

業等、負荷が高まりそうだから」（20.0％）、（7）「制度や手続きがよく分からない

から」（6.9％）、（8）「無期労働契約ではなく、正社員になりたいから（無期労働契

約に移行してしまうと、正社員になりにくくなる恐れがあるから）」（6.6％）など

が挙がった。  

32.4 

47.1 

17.1 

17.2 

34.6 

23.5 

16.0 

12.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無期転換できる機会について

就業規則に規定している

企業等計で働いている（n=1,090）

就業規則には規定されていない

企業等で働いている（n=639）

（無期転換できる機会はあるが）

無期転換ルールについて

具体的に知っている

具体的には知らないが、無期転換ルールという

名称は聞いたことがある

無期転換ルールについては

何も知らない・聞いたことがない

無回答
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（％）

希望する 希望しない 分からない 無回答

26.6 33.1 34.6 5.7

29.2 29.8 35.1 6.0

男性(n=679) 25.5 27.5 39.0 8.0
女性(n=1,642) 30.9 30.8 33.7 4.6

満29歳以下(n=212) 35.8 24.1 36.3 3.8
満30歳台(n=462) 31.8 25.1 36.4 6.7
満40歳台(n=685) 31.5 27.0 36.2 5.3
満50歳台(n=587) 29.3 30.5 34.6 5.6

満60歳以上（n=324） 17.3 47.2 29.6 5.9
無期転換ルールの内容を、

具体的に知っている（ｎ=846） 37.5 32.6 26.1 3.8

無期転換ルールという名称は
聞いたことがある（ｎ=405） 30.6 32.3 35.6 1.5

無期転換ルールについては
何も知らない・聞いたことがない（ｎ=752） 25.1 31.0 43.0 0.9

性
別

年
齢

層

別

無

期

転

換

ル
ー

ル

の

認

知

度

別

有期契約労働者計(n=3,074)

上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者を
除いた有期契約労働者(n=2,351)

定

年

後

の

再

雇

用
者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た
有

期

契

約

労

働

者

（％）

高齢
だから、
定年後の
再雇用者

だから

現状でも
雇用は

比較的、
安定して
いるから

契約期間
だけ無く
なっても
意味が
ないから

現状に
不満は
ないから

辞めにくく
なるから
（長く働く
つもりは

ないから）

責任や
残業等、
負荷が
高まり
そう

だから

制度や
手続きが
よく分か
らない
から

無期労働

契約ではなく、

正社員に

なりたいから

（無期労働

契約に移行

してしまうと、

正社員になり

にくくなる恐れ

があるから）

会社側に
希望を
伝え
にくい
から

失業
保険の
受給等

で、不利
になると
聞いた
から

他に
本業や
副業が
ある
から

育児・
介護

休業等
の後、
正社員
に復帰
する
から

学生
だから
（他の
会社に
就職
する
から）

その他  無回答

31.7 28.6 27.5 25.3 20.2 20.0 6.9 6.6 4.0 2.3 1.6 0.9 0.8 3.2 1.6

15.6 30.4 33.6 29.4 22.0 23.0 8.0 8.7 5.3 2.4 1.9 1.3 1.1 4.0 1.6

男性(n=187） 33.2 24.1 27.8 30.5 15.0 13.4 4.3 8.0 3.2 1.6 4.3 - 3.2 4.3 2.1
女性(n=506) 8.9 32.6 35.6 29.2 24.1 26.5 9.5 9.1 6.1 2.8 1.0 1.8 0.4 4.0 1.4

満29歳以下(n=51) - 17.6 31.4 15.7 43.1 35.3 9.8 29.4 3.9 - - 2.0 13.7 3.9 -
満30歳台(n=116） - 34.5 37.1 17.2 31.9 27.6 6.0 15.5 6.0 2.6 3.4 4.3 - 4.3 2.6
満40歳台(n=185) 0.5 31.4 42.7 31.9 16.8 23.8 8.6 10.8 6.5 2.7 1.6 1.6 0.5 4.9 2.7
満50歳台(n=179) 8.4 30.2 35.2 34.1 16.8 24.0 10.6 3.9 5.0 5.0 1.7 - - 3.9 1.7

満60歳以上（n=153） 59.5 31.4 17.6 34.6 18.3 12.4 5.9 - 4.6 - 2.0 - - 3.3 -

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

有期契約労働者計(n=1,018)

上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者を
除いた有期契約労働者(n=700)

性

別

年

齢

層

別

希望しない理由（複数回答）

図表 2-12 無期転換ルールに基づく「無期労働契約」への転換希望とその理由  

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、一連の結果を「定年後の再雇用者と派遣労働者を除いた有期契約労働者」

でみると、「無期労働契約」へ転換することを「希望する」割合は 29.2％とやや高

まり、「希望しない」割合（29.8％）と拮抗するが、それでも「分からない」との

回答が 35.1％でもっとも高い。  

（％）

雇用不安が
無くなるから

長期的なキャリア形成
の見通しや、将来的な

生活設計が立てやすくなるから

その後の賃金・
労働条件の改善が

期待できるから

法定された
権利だから

社会的な
信用が

高まるから

会社の中核
メンバーに
なれるから

労働組合等、
他者にすすめ

られたから
その他  無回答

83.7 39.9 27.3 16.1 13.2 3.3 0.9 2.7 1.5

83.7 40.1 28.9 16.2 13.8 3.8 1.0 2.6 1.6

男性(n=173） 80.3 42.8 32.4 16.2 22.5 6.9 0.6 1.7 1.7
女性(n=507) 84.6 39.4 27.4 16.2 11.0 2.8 1.2 3.0 1.6

満29歳以下(n=76) 81.6 50.0 30.3 10.5 13.2 5.3 - 1.3 1.3
満30歳台(n=147） 80.3 51.0 32.0 12.9 17.7 5.4 1.4 3.4 2.0
満40歳台(n=216) 81.9 41.2 30.1 14.8 13.9 3.7 0.5 1.9 1.4
満50歳台(n=172) 87.8 26.2 24.4 20.9 11.6 2.9 1.7 2.9 2.3

満60歳以上（n=56） 83.9 37.5 25.0 21.4 12.5 - - 3.6 -

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

希望する理由（複数回答）

有期契約労働者計(n=818)

上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者を
除いた有期契約労働者(n=686)

性

別

年

齢

層

別
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また、無期転換ルールに基づく転換希望を無期転換ルールの認知度別にみると、

「無期労働契約（期間の定めのない契約）」へ転換することを｢希望する｣割合は、

無期転換ルールの具体的な内容を知っている場合で 37.5％と高まることが分かる。 

 その上で、「希望する」場合（n=686）の理由については（複数回答）、①「雇用

不安が無くなるから」（83.7％）のほか、②「長期的なキャリア形成の見通しや、

将来的な生活設計が立てやすくなるから」（40.1％）や、③「その後の賃金・労働

条件の改善が期待できるから」（28.9％）、④｢法定された権利だから｣（16.2％）、

⑤｢社会的な信用が高まるから｣（13.8％）などを挙げる割合がやや高まる。  

 一方、「希望しない」場合（n=700）の理由としては（複数回答）、定年後の再雇

用者等が抜けることで順序が入れ代わり、（3）「契約期間だけ無くなっても意味が

ないから」とする割合（ 33.6％）がもっとも高く、これに（ 2）「現状でも雇用は

比較的、安定しているから」（ 30.4％）、（ 4）「現状に不満はないから」（ 29.4％）、

（6）「責任や残業等、負荷が高まりそうだから」（23.0％）、（5）「辞めにくくなる

から（長く働くつもりはないから）」（22.0％）、（1）｢高齢だから、定年後の再雇

用者だから｣（15.6％）、（8）｢無期労働契約ではなく、正社員になりたいから（無

期労働契約に移行してしまうと、正社員になりにくくなる恐れがあるから）｣

（8.7％）、（7）｢制度や手続きがよく分からないから｣（8.0％）などが続く。  

 こうした結果を性別にみると、｢女性｣の方が希望する・しないの意向がより明

確であり、｢男性｣では｢分からない｣や無回答の割合がやや高いことが分かる。ま

た、年齢層別では、若年層ほど｢希望する｣割合が高まり、｢満 29 歳以下｣で 1／3

を超えている（35.8％）。一方、年齢層が上昇するほど｢希望しない｣割合が高まり、

｢満 60 歳以上｣で 47.2％となっている。  

また、「希望する」理由として（複数回答）、｢女性｣では①「雇用不安が無くな

るから」等を挙げる割合がやや高い。これに対し、｢男性｣では②「長期的なキャ

リア形成の見通しや、将来的な生活設計が立てやすくなるから」、③｢その後の賃

金・労働条件の改善が期待できるから｣などの回答割合がやや高まるほか、⑤「社

会的な信用が高まるから」が顕著に高い。また、①「雇用不安が無くなるから」

とする割合は、どの年齢層でも 8 割を超えてもっとも高い。更に、②「長期的な

キャリア形成の見通しや、将来的な生活設計が立てやすくなるから」などについ

ては、年齢層が低下するほど概ね高まる傾向が見られるのに対し、④｢法定された

権利だから｣を挙げる割合は、年齢層が上昇するほど高くなっている。  

他方、｢希望しない｣理由として（複数回答）、(3)「契約期間だけ無くなっても意

味がないから」や、 (2)「現状でも雇用は比較的、安定しているから」、 (6)「責任

や残業等、負荷が高まりそうだから」、(5)「辞めにくくなるから（長く働くつもり

はないから）」などについては、いずれも｢女性｣が｢男性｣を大きく上回っている。
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これに対し、｢男性｣では（1）｢高齢だから、定年後の再雇用者だから｣とした割合

が特に高い。こうしたなか、 (4)「現状に不満はないから」や（8）｢無期労働契約

ではなく、正社員になりたいから（無期労働契約に移行してしまうと、正社員に

なりにくくなる恐れがあるから）｣については、男女とも同程度となっている。  

また、年齢層別にみると、 (5)「辞めにくくなるから（長く働くつもりはないか

ら）」や (6)「責任や残業等、負荷が高まりそうだから」のほか、（8）｢無期労働契

約ではなく、正社員になりたいから（無期労働契約に移行してしまうと、正社員

になりにくくなる恐れがあるから）｣とする割合は、若年層ほど概ね高まる傾向が

見て取れる。これに対し、 (1)「高齢だから、定年後の再雇用者だから」とする割

合は、｢満 60 歳以上｣で特に高い。また、(2)「現状でも雇用は比較的、安定してい

るから」は「満 30 歳台」で 1／3 を超え、 (3)「契約期間だけ無くなっても意味が

ないから」は「満 40 歳台」でもっとも高くなっている。  

 

 

 

８．無期転換申込権の状態  

「有期契約労働者計」（n=3,074）を対象に、現在の会社で無期労働契約（正社

員を含む）への移行（無期転換）を申込む権利がどのような状態にあるか尋ねる

と 26、「無期労働契約に申込む権利が発生し、既に移行を申し込んだ」とする割合

が 3.1％に対し 27、「無期労働契約に申込む権利は発生したが、移行は申込んでいな

い」が 14.8％、「無期労働契約に申込む権利は発生していない 28」が 31.4％となっ

た（図表 2-13）。結果として、今まさに無期転換申込権を行使したばかりの有期契

約労働者の存在を確認することが出来た一方、「有期契約労働者計」の 4 割超

（44.1％）は、自身の権利の状態が「分からない」という状況も浮き彫りになった。  

「定年後の再雇用者と派遣労働者を除いた有期契約労働者」に絞ってみても同

様の傾向だが、性別にみると｢無期労働契約に申込む権利は発生したが、移行は申

込んでいない」などの割合は｢女性｣で高まることが分かる。これに対し、｢男性｣

では｢分からない｣や無回答の割合などがやや高い。「男性」は、自身の権利の状態

に対する認識がより曖昧である様子がうかがえる。  

また、年齢層別にみると、「無期労働契約に申込む権利は発生していない」割合

                                                
26 無期転換ルールでは｢2013 年 4 月 1 日以降に締結・更新された有期労働契約がカウント対象になること｣や｢同じ会社

でも、契約の終了から一定以上（契約期間が 1 年の場合は 6 ヶ月等）の期間が空いている場合、カウントはリセットされるこ

と｣｢無期転換申込権が発生しない特例適用の認定を受けた会社の定年後の再雇用者は、『無期労働契約に申込む権利

は発生していない』に含まれること｣を注釈している。 
27 調査時点で、既に無期労働契約へ移行している人については、｢無期転換者｣として回答している点に留意する必要

がある。 
28 ｢無期転換申込権が発生しない特例措置の認定を受けた会社の『定年後再雇用者』を含む｣と注釈した。 
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（％）

無期労働契約に
申込む権利が発生し、
既に移行を申し込んだ

無期労働契約に
申込む権利は発生したが、

移行は申込んでいない

無期労働契約に
申込む権利は
発生していない

分からない 無回答

3.1 14.8 31.4 44.1 6.6

3.2 16.1 31.5 42.2 6.9

男性(n=679) 2.2 9.4 33.9 44.5 10.0
女性(n=1,642) 3.7 19.0 30.8 41.3 5.2

満29歳以下(n=212) 1.9 2.4 49.1 42.0 4.7
満30歳台(n=462) 3.7 13.2 37.9 39.4 5.8
満40歳台(n=685) 1.9 19.4 28.8 43.1 6.9
満50歳台(n=587) 4.8 19.9 24.2 43.1 8.0

満60歳以上（n=324） 3.4 17.3 32.4 41.0 5.9

有期契約労働者計(n=3,074)

上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者を
除いた有期契約労働者(n=2,351)

性
別

年
齢

層

別

定

年
後

の

再
雇

用

者
と

派

遣
労

働

者
を

除

い
た

有
期

契

約
労

働

者

（％）

ある ない 分からない 無回答

14.1 42.6 34.5 8.8

14.2 38.5 38.3 9.0

男性(n=64) 15.6 51.6 31.3 1.6
女性(n=312) 14.1 35.9 39.4 10.6

満29歳以下(n=5) 20.0 20.0 60.0 -
満30歳台(n=61) 11.5 32.8 39.3 16.4
満40歳台(n=133) 18.0 25.6 48.9 7.5
満50歳台(n=117) 16.2 41.0 32.5 10.3

満60歳以上（n=56） 5.4 73.2 17.9 3.6

今後、移行の申込みを行う予定

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

有期契約労働者計(n=455)

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=379)

性

別

年

齢

層

別

（％）

希望する 希望しない 分からない 無回答

18.4 27.3 44.2 10.1

20.2 23.4 46.2 10.2

男性(n=596) 20.1 23.3 47.3 9.2
女性(n=1,496) 20.3 23.3 46.0 10.4

満29歳以下(n=198) 25.3 19.7 42.4 12.6
満30歳台(n=418) 23.9 18.4 46.2 11.5
満40歳台(n=625) 21.1 17.4 51.4 10.1
満50歳台(n=512) 19.5 24.4 46.5 9.6

満60歳以上（n=294） 12.2 45.2 35.4 7.1

現在の会社で、無期労働契約へ
移行（無期転換）すること

有期契約労働者計(n=2,776)

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=2,113)

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

性

別

年

齢

層

別

は若年層ほど高く、「無期労働契約に申込む権利は発生したが、移行は申込んでい

ない」割合は、「満 50 歳台」まで年齢層が上昇するほど高まる傾向が見て取れる。

こうしたなか、自身の権利の状態が「分からない」とする割合は、性別や年齢層

を問わず 4 割前後となっている。  

 

図表 2-13 無期転換申込権の状態  

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、「無期労働契約に申込む権利は発生したが、移行は申込んでいない」と回

答した場合（n=455）に｢今後、移行の申込みを行う予定があるか｣についても尋ね

ると、申込みを行う予定は｢ない｣との回答が 4 割を超え（42.6％）、｢ある｣（14.1％）

を大きく上回ったほか、｢分からない｣が 34.5％となった。  

「定年後の再雇用者と派遣労働者を除いた有期契約労働者」で性別にみると、

今後、移行の申込みを行う予定が｢ない｣とする割合は、｢男性｣で半数を超えた

（51.6％）のに対し、｢女性｣では｢分からない｣（39.4％）や無回答の割合が高くな

っている。また、年齢層別では今後、移行の申込みを行う予定が｢ない｣とする割

合が高齢層ほど概ね上昇し、「満 60 歳以上」で 73.2％となっている。反対に、若

年層になるほど｢分からない｣割合が、概ね高まる傾向が読み取れる。  
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また、「無期労働契約に申込む権利は発生したが、移行は申込んでいない」ある

いは「無期労働契約に申込む権利は発生していない」｢分からない｣と回答した場

合（n=2,776）にも、現在の会社で無期労働契約へ移行（無期転換）することを希

望するか尋ねると、｢分からない｣が 4 割を超える（44.2％）中、｢希望する｣（18.4％）

よりは｢希望しない｣（27.3％）割合が上回る結果となった。  

これを「定年後の再雇用者と派遣労働者を除いた有期契約労働者」で性別にみ

ると、現在の会社で無期労働契約へ移行（無期転換）することを｢希望する｣割合

は若年層になるほど高く、｢満 29 歳以下｣で約 1／4（25.3％）となっている。これ

に対し、｢希望しない｣割合は高齢層ほど概ね高まる傾向が見られ、｢満 60 歳以上｣

で 45.2％となっている。  

 その上で、無期転換申込権の状態に係る認識について、有期労働契約で働いた

通算の勤続年数（57～58 頁）と掛け合わせてみると、通算 5 年を超える有期契約

労働者であっても、やはり 4 割は自身の権利の状態が「分からない」と回答して

いることが分かる（図表 2-14） 29。  

 

図表 2-14 通算の勤続年数や無期転換ルールの認知度別にみた  

無期転換申込権の状態に係る認識  

                  

 

 

 

                                                
29 通算の勤続年数が 5 年以内であっても、「無期労働契約に申込む権利が発生し、既に移行を申し込んだ」との回答が

見受けられるが、企業等により（法定通りだけでなく）様々な無期転換要件が設けられている（16 頁）ためと考量される。同

様に、通算の勤続年数が 5 年超であっても、「無期労働契約に申込む権利は発生していない」とする回答が見られるが、

本人の認識不足等だけでなく、10 年特例に該当する有期契約労働者である可能性や、途中で 6 ヶ月を超える空白期間

を挟んでいる有期契約労働者の可能性などもあると見られる。 

1.7

2.0

6.4

5.9

1.8

3.2

11.8

13.6

25.1

42.6

1.5

16.1

24.7

40.7

41.1

6.9

52.8

31.5

58.4

39.8

24.1

40.0

40.5

42.2

3.3

4.0

3.3

4.7

3.4

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無期転換ルールについては

何も知らない・聞いた

ことがない（ｎ=752）

具体的には知らないが、

無期転換ルールという名称は

聞いたことがある（ｎ=405）

無期転換ルールについて

具体的に知っている（ｎ=846）

通算の勤続年数が

5年超(n=801）

通算の勤続年数が

5年以内(n=1,253）

定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた

有期契約労働者(n=2,351)

無期労働契約に申込む権利が

発生し、既に移行を申し込んだ

無期労働契約に申込む権利は

発生したが、移行は申込んでいない

無期労働契約に申込む権利は

発生していない

分からない 無回答

上記の

うち

上記の

うち
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また、無期転換ルールの認知度との関係もみると、具体的な内容まで知ってい

る有期契約労働者ほど自身の権利の状態も明確になっており、一方で「無期転換

ルールという名称は聞いたことがある」程度だったり、「何も知らない・聞いたこ

とがない」場合は、自身の権利の状態が「分からない」とする割合も高くなって

いることが分かる。  

なお、自身の権利の状態が「分からない」労働者の割合が高いことに関連して、

無期転換申込権の状態と 1 回当たりの契約期間の長さに係る認識との関係を調べ

ると、図表 2-15 の通りになる。則ち、自身の権利の状態が「分からない」として

いる者（n=993）の約 4 割（計 38.8％）は、そもそも契約期間の長さが分かって

いない（「分からない」と回答か無回答となっている）様子が浮かび上がる。  

また、そもそも契約期間の長さが分かっていない（同）割合は、「無期労働契約

に申し込む権利が発生し、既に移行を申し込んだ」場合（n=76）でも約 2 割（計

18.4％）見られ、無期転換ルールに伴う過渡的な立場ゆえの 30、雇用上の位置づけ

の曖昧さ等が影響している恐れもあるのではないかと思料される。  

 

図表 2-15 無期転換申込権の状態別にみた契約期間の長さに係る認識  

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、勤務先の企業等からも有効回答が得られた有期契約労働者を対象に労使

マッチングデータを形成して集計すると、無期転換できる機会の内容について、

就業規則に「規定している」企業等や有期契約労働者に「説明している」企業等、

                                                
30 正式に無期労働契約へ移行するのは、無期転換を申し込んだ時点の有期労働契約の満了後になるが、対象労働者

が「申込み」を行った時点で無期労働契約みなしが成立するのであり、（事業主が「解雇通知」を行わない限りは）自動的

に無期転換されることになる。 

1.0 

1.1 

0.8 

1.3 

0.9 

2.9 

3.4 

2.1 

2.6 

2.8 

0.4 

0.5 

0.5 

0.0 

0.4 

7.2 

13.5 

11.3 

13.2 

9.7 

44.1 

64.8 

69.7 

57.9 

53.2 

3.0 

3.9 

3.2 

2.6 

3.1 

0.9 

0.7 

0.8 

1.3 

0.8 

22.1 

6.2 

6.3 

9.2 

13.2 

16.7 

3.6 

4.2 

9.2 

14.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

分からない

（n=993）

無期労働契約に申込む

権利は発生していない

（n=741）

無期労働契約に申込む

権利は発生したが、移行は

申込んでいない（n=379）

無期労働契約に申込む

権利が発生し、既に移行

を申し込んだ（n=76）

定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた

有期契約労働者（n=2,351）

3ヶ月未満 3ヶ月 3ヶ月超6ヶ月未満 6ヶ月 6ヶ月超1年未満 1年 1年超3年未満 3年以上 分からない 無回答

上記の

うち
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また、個別の対象者に無期転換できることを「案内している」企業等で働く有期

契約労働者ほど、「無期労働契約に申込む権利が発生し、既に移行を申し込んだ」

割合が高く、一方で自身の権利の状態が「分からない」割合が低下する様子が見

て取れる（図表 2-16）。  

 

図表 2-16 企業等での無期転換できる機会の規定や説明、案内の状況にみた  

    有期契約労働者の無期転換申込権の状態  

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．無期転換できる機会の有無と求められている要件、求められると厳しい要件  

「有期契約労働者計」（n=3,074）を対象に、現在の会社に 5 年超（あるいはそ

れより短い期間）の勤続年数のみを満たせば、有期労働契約時の働き方のまま、

無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や実績）があるか尋ねる

と、半数超（55.1％）が｢分からない｣と回答し、｢ある｣は 22.3％で、｢ない｣が 16.6％

となった（図表 2-17）。  

また、現在の会社に上記とは異なる要件で、無期労働契約（正社員を含む）へ

移行できる機会（制度や実績）があるかについても尋ねると、｢分からない｣が半

数を超えた（57.6％）ものの、｢ある｣とする割合が 22.1％で、｢ない｣が 13.7％と

なった。その上で、同機会が｢ある｣と回答した場合（n=679）に、移行後の雇用形

態がどのようなものか尋ねると 31、｢正社員｣を挙げた割合が約 2／3（67.3％）で、

これに｢有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無

くなるだけの無期契約社員｣（18.0％）や、｢左記より働き方や賃金・労働条件が限

定された正社員｣（6.6％）などが続いた。  

                                                
31 複数ある場合には、移行実績のもっとも多い移行先について回答してもらえるよう注釈した。 

11.8

10.9

8.5

3.2

50.2

49.1

50.1

16.4

8.8

7.3

7.1

31.6

25.3

29.4

31.3

41.9

4.0

3.4

2.8

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通算契約期間等の要件を満たした

個別の対象者に、無期転換

できることを案内している

企業等で働いている（ｎ=297）

無期転換ルールの内容を

有期契約労働者に説明している

企業等で働いている（ｎ=385）

無期転換できる機会について、

就業規則に規定している

企業等で働いている（n=351）

定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた

有期契約労働者(n=2,152)

無期労働契約に申込む権利が

発生し、既に移行を申し込んだ

無期労働契約に申込む権利は

発生したが、移行は申込んでいない

無期労働契約に申込む権利は

発生していない

分からない 無回答

上記の

うち
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こうした結果を年齢層別にみると、現在の会社に 5 年超（あるいはそれより短

い期間）の勤続年数のみを満たせば、有期労働契約時の働き方のまま、無期労働

契約（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や実績）が｢ある｣と（認識）して

いる割合は、「満 50 歳台」まで年齢層が上昇するほど高まる傾向が見て取れる。

これに対し、上記とは異なる要件で無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる

機会（制度や実績）が｢ある｣とする割合は、若年層になるほど高い。また、移行

後の雇用形態として、｢正社員｣を挙げた割合も若年層ほど高くなっている。  

 

5 年超（あるいはそれより短い期間）の勤続年数のみを満たせば、有期労働契約

時の働き方のまま、無期労働契約へ移行できる機会とは異なる要件で、無期転換

できる機会が｢ある｣と回答した有期契約労働者（n=679）を対象に、どのような要

件が求められているか尋ねると（複数回答）、回答割合の高い順に①｢移行後の働

き方に応じられること｣（37.3％）、②｢遅刻や欠勤等、勤務態度に問題がないこと｣

（33.6％）、③「人事評価が一定以上であること」（31.7％）、④｢上長や職場の推薦

を得ること｣（ 29.3％）、⑤｢筆記試験や適性検査、面接試験等に合格すること｣

（25.0％）、⑥｢一定の資格や免許、経験があること｣（19.0％）などが挙がった。  

なお、①｢移行後の働き方に応じられること｣を挙げた場合（n=253）にその具体

的な内容についても尋ねると（複数回答）、（1）「フルタイムで働けること、残業

が発生すること」（70.4％）がもっとも高く、これに（2）｢仕事の内容が変わる可

能性があること｣（55.3％）、（3）｢配置転換や事業所間の転勤の可能性があること｣

（49.4％）、（4）｢役職（管理的な立場）につく可能性があること｣（40.3％）、（5）

｢シフト制等の勤務制度が適用されること｣（26.1％）などが続いた。  

その上で、こうした要件の難易度についてどのように感じているか尋ねると、

｢分からない｣が約 1／3（34.3％）となったものの、｢困難（どちらかといえば含む）｣

との回答が計 30.8％で、｢簡単（同）｣の計 22.4％を上回った。  

 こうしたなか、難易度の認識と要件の内容を掛け合わせると、｢困難（同）｣と

回答した有期契約労働者では、①｢移行後の働き方に応じられること｣と④｢上長や

職場の推薦を得ること｣が同率（48.9％）でもっとも高く、次いで③｢人事評価が一

定以上であること｣及び⑤｢筆記試験や適性検査、面接試験等に合格すること｣（と

もに 46.0％）、②｢遅刻や欠勤等、勤務態度に問題がないこと｣（37.9％）などが挙

がる。これに対し、｢簡単（同）｣とする有期契約労働者では、回答割合の高い順

に①｢移行後の働き方に応じられること｣（43.2％）、②｢遅刻や欠勤等、勤務態度に

問題がないこと｣（40.5％）、③｢人事評価が一定以上であること｣（31.5％）などと

なっている。  
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図表 2-17 無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会の有無とその具体的な内容

（％） （％）

ある ない 分からない 無回答 ある ない 分からない 無回答

22.3 16.6 55.1 6.0 22.1 13.7 57.6 6.6

23.3 14.5 56.1 6.1 23.3 11.7 58.5 6.4

男性(n=679) 22.5 14.4 54.5 8.5 23.7 13.1 54.3 8.8
女性(n=1,642) 23.6 14.7 56.9 4.8 23.3 11.2 60.5 5.0

満29歳以下(n=212) 19.3 13.2 61.8 5.7 28.8 8.5 58.0 4.7
満30歳台(n=462) 22.5 12.1 59.5 5.8 27.9 8.4 58.4 5.2
満40歳台(n=685) 24.2 14.5 56.1 5.3 24.1 9.8 60.7 5.4
満50歳台(n=587) 24.9 17.4 51.1 6.6 20.8 13.8 57.9 7.5

満60歳以上（n=324） 20.4 15.4 57.7 6.5 16.0 18.8 57.7 7.4

５年超（あるいはそれより短い期間）の勤続年数

のみを満たせば、有期労働契約時の働き方の
まま、無期労働契約（正社員を含む）へ

移行できる機会（制度や実績）

左記とは異なる要件で、無期労働契約
（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や実績）

性
別

年

齢
層

別

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=2,351)

有期契約労働者計（ｎ=3,074）

（％）

正社員
左記より働き方や賃金・労働

条件が限定された正社員
有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなるだけの無期契約社員
その他 分からない 無回答

67.3 6.6 18.0 1.2 4.9 2.1

67.5 6.0 18.1 1.3 5.5 1.6

男性(n=161) 68.9 6.8 19.3 1.2 3.1 0.6
女性(n=382) 67.0 5.5 17.5 1.3 6.5 2.1

満29歳以下(n=61) 77.0 1.6 16.4 - 3.3 1.6
満30歳台(n=129) 69.8 7.0 12.4 1.6 7.8 1.6
満40歳台(n=165) 68.5 5.5 14.5 3.0 6.1 2.4
満50歳台(n=122) 63.1 5.7 26.2 - 4.9 -

満60歳以上（n=52） 57.7 11.5 25.0 - 3.8 1.9

移行後の雇用形態

有期契約労働者計（ｎ=679）

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=548)

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

性

別

年

齢
層
別

（％）

遅刻や欠勤等、
勤務態度に

問題がないこと

人事評価が
一定以上
であること

上長や職場
の推薦を
得ること

筆記試験や適性
検査、面接試験等に

合格すること

一定の
年齢以下
であること

一定の資格や
免許、経験
があること

移行後の
働き方に

応じられること
その他

33.6 31.7 29.3 25.0 10.3 19.0 37.3 2.2 9.0 14.1

31.0 31.0 29.4 26.6 10.4 18.8 37.2 2.2 10.4 14.6

男性(n=161) 41.0 32.9 26.7 22.4 9.9 16.8 21.7 1.9 8.7 18.6
女性(n=382) 26.7 30.4 30.9 28.8 10.7 19.9 44.0 2.4 11.3 12.6

満29歳以下(n=61) 34.4 36.1 39.3 31.1 6.6 13.1 27.9 1.6 11.5 13.1
満30歳台(n=129) 33.3 34.9 34.1 32.6 6.2 14.7 35.7 2.3 8.5 15.5
満40歳台(n=165) 28.5 31.5 30.9 23.6 10.3 20.0 49.1 3.0 9.7 11.5
満50歳台(n=122) 27.0 27.9 23.0 29.5 10.7 22.1 37.7 2.5 13.9 19.7

満60歳以上（n=52） 36.5 26.9 19.2 17.3 25.0 26.9 19.2 - 9.6 5.8
簡単計(n=111) 40.5 31.5 27.9 17.1 8.1 23.4 43.2 1.8 9.0 13.5
困難計(n=174) 37.9 46.0 48.9 46.0 16.1 24.7 48.9 5.2 1.7 3.4

有期契約労働者計（ｎ=679）

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=548)

性
別

年

齢

層

別

移行に際して求められている要件（複数回答）

分から
ない

 無回答

難

易

度

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

（％）

かなり簡単 やや簡単 やや困難 かなり困難 分からない  無回答 簡単計 困難計

6.2 16.2 20.6 10.2 34.3 12.5 22.4 30.8

6.0 14.2 20.1 11.7 37.0 10.9 20.3 31.8

男性(n=161) 6.8 18.6 12.4 9.3 39.8 13.0 25.5 21.7
女性(n=382) 5.8 12.6 23.6 12.8 35.3 9.9 18.3 36.4

満29歳以下(n=61) 1.6 16.4 23.0 13.1 37.7 8.2 18.0 36.1
満30歳台(n=129) 4.7 14.0 21.7 14.0 35.7 10.1 18.6 35.7
満40歳台(n=165) 7.9 10.3 24.2 10.9 32.7 13.9 18.2 35.2
満50歳台(n=122) 6.6 17.2 17.2 13.1 35.2 10.7 23.8 30.3

満60歳以上（n=52） 7.7 17.3 11.5 7.7 48.1 7.7 25.0 19.2

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=548)

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

性

別

年
齢
層

別

要件の難易度評価

有期契約労働者計（ｎ=679）

（％）

フルタイムで
働けること、残業が

発生すること

シフト制等の
勤務制度が

適用されること

仕事の内容が
変わる可能性

があること

配置転換や
事業所間の転勤

の可能性があること

役職（管理的な
立場）につく

可能性があること
その他

70.4 26.1 55.3 49.4 40.3 3.2 0.8

71.1 28.4 54.9 49.0 38.7 3.4 1.0

男性(n=35) 57.1 31.4 48.6 40.0 40.0 - 2.9
女性(n=168) 73.8 28.0 56.5 51.2 38.7 4.2 0.6

満29歳以下(n=17) 76.5 29.4 64.7 52.9 58.8 - -
満30歳台(n=46) 71.7 28.3 65.2 54.3 45.7 2.2 -
満40歳台(n=81) 72.8 23.5 54.3 48.1 35.8 2.5 1.2
満50歳台(n=46) 69.6 34.8 47.8 50.0 32.6 6.5 2.2

満60歳以上（n=10） 70.0 50.0 40.0 40.0 20.0 10.0 -
簡単計(n=48) 68.8 35.4 50.0 37.5 47.9 4.2 -
困難計(n=85) 72.9 27.1 62.4 65.9 37.6 3.5 1.2

働き方の具体的な内容（複数回答）

無回答

有期契約労働者計（ｎ=253）

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=204）

性

別

難

易

度

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

年

齢
層

別
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 一方、現在の会社に 5 年超（あるいはそれより短い期間）の勤続年数のみを満

たせば、有期労働契約時の働き方のまま、無期労働契約へ移行できる機会とは異

なる要件で、無期転換できる機会は｢ない｣ないし｢分からない｣と回答した有期契

約労働者（n=2,192）に対しても、仮にそうした機会があるとして、どのような要

件が求められると移行は難しいと思うか尋ねると（複数回答）、｢分からない｣が

37.5％となったものの、具体的な回答があった中では、①｢移行後の働き方に応じ

られること｣及び⑦「一定の年齢以下であること」（ともに 21.5％）、⑥｢一定の資

格や免許、経験があること｣（13.6％）、⑤｢筆記試験や適性検査、面接試験等に合

格すること｣（13.0％）、②｢遅刻や欠勤等、勤務態度に問題がないこと｣（12.7％）、

③｢人事評価が一定以上であること｣（11.5％）などが挙がった（図表 2-18）  

また、｢移行後の働き方に応じられること｣を挙げた場合（n=472）の具体的な内

容としては（複数回答）、回答割合の高い順に（1）「フルタイムで働けること、残

業が発生すること」（ 59.5％）や（ 2）｢仕事の内容が変わる可能性があること｣

（51.5％）が半数を超え、次いで、（3）｢配置転換や事業所間の転勤の可能性があ

ること｣（41.3％）、（5）「シフト制等の勤務制度が適用されること」（26.1％）、（4）

｢役職（管理的な立場）につく可能性があること｣（19.7％）などとなった。  

 

図表 2-18 仮に無期労働契約へ移行できる機会があった場合に  

     求められると移行は難しいと思う要件  

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

フルタイムで
働けること、残業が

発生すること

シフト制等の
勤務制度が

適用されること

仕事の内容が
変わる可能性

があること

配置転換や
事業所間の転勤

の可能性があること

役職（管理的な
立場）につく

可能性があること
その他

59.5 26.1 51.5 41.3 19.7 1.7 1.1

60.1 27.6 52.4 43.5 21.0 0.8 0.8

男性(n=60) 31.7 23.3 56.7 38.3 21.7 1.7 -
女性(n=328) 65.5 28.4 52.1 44.5 20.7 0.6 0.9

満29歳以下(n=31） 58.1 16.1 67.7 48.4 32.3 - -
満30歳台(n=81) 66.7 32.1 46.9 44.4 22.2 - 1.2

満40歳台(n=127) 66.9 28.3 50.4 40.9 21.3 0.8 1.6
満50歳台(n=96） 57.3 24.0 57.3 52.1 20.8 1.0 -

満60歳以上（n=47） 42.6 31.9 51.1 27.7 10.6 2.1 -

働き方の具体的な内容（複数回答）

無回答

有期契約労働者計（ｎ=472）

上記のうち、定年後の再雇用者と
派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=391)

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

性

別

年

齢

層

別

（％）

遅刻や欠勤等、

勤務態度に
問題がないこと

人事評価が

一定以上
であること

上長や職場

の推薦を
得ること

筆記試験や適性

検査、面接試験等に
合格すること

一定の

年齢以下
であること

一定の資格や

免許、経験
があること

移行後の

働き方に
応じられること

その他

12.7 11.5 9.5 13.0 21.5 13.6 21.5 0.6 37.5 10.4

13.0 11.4 9.6 15.2 21.7 14.3 23.7 0.6 35.9 10.2

男性(n=458) 15.1 11.1 10.5 12.7 24.2 14.4 13.1 0.9 39.1 9.2
女性(n=1,178) 12.2 11.5 9.3 16.4 20.9 14.3 27.8 0.5 34.4 10.5

満29歳以下(n=141) 12.1 11.3 17.0 18.4 7.8 19.9 22.0 0.7 31.2 10.6
満30歳台(n=309) 12.6 12.9 13.9 21.7 15.5 17.8 26.2 0.3 35.3 10.0
満40歳台(n=483) 15.3 9.9 8.1 13.0 21.7 10.6 26.3 0.4 37.9 9.5
満50歳台(n=421) 10.9 10.2 7.6 15.4 22.8 15.7 22.8 0.7 36.1 11.6

満60歳以上（n=248） 13.3 13.7 6.9 10.9 37.5 12.9 19.0 1.2 32.7 7.7

求められると移行は難しいと思う要件（複数回答）

 無回答

有期契約労働者計（ｎ=2,192）

上記のうち、定年後の再雇用者と

派遣労働者を除いた有期契約労働者(n=1,652)

定

年

後

の

再

雇

用

者

と

派

遣

労

働

者

を

除

い

た

有

期

契

約

労

働

者

性
別

年
齢

層

別

分から
ない
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 この結果を性別にみると、求められると移行は難しい要件として（複数回答）、

「男性」では相対的に、⑦｢一定の年齢以下であること｣（24.2％）や②｢遅刻や欠

勤等、勤務態度に問題がないこと｣（15.1％）などを挙げる割合が高い。これに対

し、「女性」では①｢移行後の働き方に応じられること｣（27.8％）や、⑤｢筆記試験

や適性検査、面接試験等に合格すること｣（16.4％）などの回答割合が高くなって

いる。また、年齢層別にみると、④｢上長や職場の推薦を得ること｣などについて

は若年層になるほど高まる傾向が見られるのに対し、⑦｢一定の年齢以下であるこ

と｣は年齢層が上昇するほど高くなっている。  

なお、｢移行後の働き方に応じられること｣を挙げた場合の具体的な働き方とし

て（複数回答）、「男性」では（2）｢仕事の内容が変わる可能性があること｣（56.7％）

の割合がやや高いのに対し、「女性」では（1）｢フルタイムで働けること、残業が

発生すること｣（65.5％）のほか、（ 3）｢配置転換や事業所間の転勤の可能性があ

ること｣（44.5％）などを挙げる割合が顕著に高くなっている。また（ 1）、｢フル

タイムで働けること、残業が発生すること｣を挙げた割合は、「満 30 歳台」や「満

40 歳台」でともに約 2／3 と高い。また、「満 29 歳以下」等では、（2）｢仕事の内

容が変わる可能性があること｣も高くなっている。更に、｢役職（管理的な立場）

につく可能性があること｣については、若年層ほど高まる傾向が見て取れる。  

 

 

 

１０．無期転換の時期と現在の雇用形態  

「無期転換者計」（n=1,076）を対象に、有期労働契約から無期労働契約（正社

員を含む）へ転換した時期を尋ねると、「2018 年 4 月 1 日以降」の割合がもっと

も高く（47.1％）、これに「2017 年 4 月 1 日以降 2018 年 3 月 31 日以前」（15.9％）

などが続いた（図表 2-19）。  

なお、調査票は 2013 年 4 月以降の無期転換者（正社員を含む）を対象に配布し

てもらえるよう依頼したが、結果として 2013 年 3 月末以前に無期転換したとする

回答も 11.4％含まれていた。そこで以降は、無期転換ルールの施行（2013 年 4 月）

以降の無期転換者（計 86.5％）に絞った集計結果も併せて示す。  

 

図表 2-19 無期転換の時期  

      

 11.4 3.43.7 6.9 9.5 15.9 47.1 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無期転換者計

（n=1,076）

2013年3月31日以前
2013年4月1日以降2014年3月31日以前
2014年4月1日以降2015年3月31日以前
2015年4月1日以降2016年3月31日以前
2016年4月1日以降2017年3月31日以前
2017年4月1日以降2018年3月31日以前
2018年4月1日以降
無回答

無期転換ルールの施行（2013年4月）以降の無期転換者 86.5％
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 また、無期転換者の属性として、リーマンショック（2008 年秋）当時に、有

期契約労働者として「働いていた」割合を調べると、「2013 年 4 月以降の無期転換

者」（n=931）では 41.4％と、2013 年 3 月末以前の無期転換者のそれ（37.4％）よ

り高い割合で含まれていることが分かる（図表 2-20）。更に、現在の会社で働いて

いる理由（複数回答）として、「正社員としての働き口が見つからなかったから」

を挙げた割合についても、「2013 年 4 月以降の無期転換者」は約 1 割（10.4％）と、

2013 年 3 月末以前の無期転換者のそれ（5.7％）を大きく上回っている。  

 

図表 2-20 無期転換者の属性  

                     

 

 

 

 

 

 

 その上で、「無期転換者計」（n=1,076）を対象に、現在の雇用形態はどのような

ものか尋ねると、「正社員」（45.3％）と「有期労働契約時の働き方や賃金・労働条

件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだけの無期契約社員」（42.4％）がともに

4 割超となった（図表 2-21）。  

なお、「2013 年 4 月以降の無期転換者」（n=931）に絞ると、「有期労働契約時の

働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだけの無期契約社

員」の割合（46.4％）がやや高まり、「正社員」（42.3％）を上回っている。  

 

図表 2-21 無期転換後（現在）の雇用形態  

                  

 

 

 

 

 

 

 

（％）

正社員
上記より働き方や
賃金・労働条件が
限定された正社員

有期労働契約時の働き方や
賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなる
だけの無期契約社員

その他 分からない 無回答

45.3 4.2 42.4 2.3 4.8 1.0

42.3 4.4 46.4 2.5 4.0 0.4

男性(n=245) 62.9 5.7 25.7 1.2 3.7 0.8
女性(n=680) 34.7 3.8 54.1 2.9 4.1 0.3

満29歳以下(n=83 81.9 2.4 14.5 - 1.2 -
満30歳台(n=197) 66.0 5.1 25.4 2.0 1.5 -
満40歳台(n=323) 38.4 4.6 49.5 2.8 4.0 0.6
満50歳台(n=243) 18.9 2.1 70.8 2.5 5.3 0.4

満60歳以上（n=62） 19.4 12.9 51.6 6.5 8.1 1.6

無期転換者計(n=1,076)

上記のうち、2013年4月以降
の無期転換者（ｎ=931）

2

0

1

3

年

4

月

以

降

の

無

期

転

換

者

性

別

年

齢

層

別

（％）

リーマンショック当時に
有期契約労働者だった

現在の会社で働いている理由が｢正社員
としての働き口が見つからなかったから｣

2013年4月以降の無期転換者（n=931） 41.4 10.4

2013年3月末前の無期転換者（n=123） 37.4 5.7

（参考）有期契約労働者計（n=3,074） 27.3 7.0

）
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 性別にみると、「男性」では｢正社員｣が 6 割を超えたのに対し、「女性」では｢有

期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだ

けの無期契約社員｣の割合が半数を超えている。また、若年層ほど｢正社員｣の割合

が高まり、「満 29 歳以下」で 81.9％となったのに対し、年齢層が上昇するほど「有

期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだ

けの無期契約社員」を挙げる割合が高まり、「満 50 歳台」で 70.8％となっている。  

 なお、無期転換時点に於ける、現在の会社での有期労働契約としての勤続年数

がどれくらいだったか尋ねると、「無期転換者」（n=1,076）では、｢5 年超 10 年以

内｣の割合（26.3％）がもっとも高く、これに｢10 年超 20 年以内｣（17.9％）、｢1

年超 3 年以内｣（17.4％）などが続いた（図表 2-22）。「2013 年 4 月以降の無期転

換者」（n=931）でみても同様の傾向で、総じて通算｢5 年超｣の割合が約半数（47.3％）

となっている。  

この結果を性別にみると、｢男性｣では｢1 年超 3 年以内｣の割合（26.5％）がもっ

とも高いのに対し、｢女性｣では｢5 年超 10 年以内｣の割合（29.3％）がもっとも高

くなっている。また、勤続年数が 5 年以内までは、若年層ほど回答割合が概ね高

まる傾向が見られるのに対し、高齢層ほど通算 5 年超の割合が高く、「満 50 歳台」

で 68.3％となっている。  

 

図表 2-22 無期転換時点に於ける  

現在の会社での有期労働契約としての勤続年数  

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．無期転換後の働き方や賃金・労働条件の変化  

「無期転換者計」（n=1,076）を対象に、無期転換後の働き方（契約内容）にど

のような変化があったか尋ねると、「働き方に変化はない」との回答が約 2／ 3

（65.0％）となったものの、変化があった中では（複数回答）、①「難しい仕事を

（％）

６ヶ月以内
６ヶ月超
１年以内

１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
１０年以内

１０年超
２０年以内

２０年超 無回答
通算

５年超計

11.8 10.1 17.4 11.5 26.3 17.9 3.3 1.7 47.5

11.1 10.5 18.5 12.0 26.6 18.2 2.5 0.6 47.3

男性(n=245) 14.7 11.8 26.5 18.8 19.6 6.9 1.6 - 28.2
女性(n=680) 9.7 10.1 15.4 9.4 29.3 22.4 2.8 0.9 54.4

満29歳以下(n=83） 22.9 19.3 26.5 21.7 9.6 - - - 9.6
満30歳台(n=197) 16.2 14.7 30.5 15.2 16.8 6.6 - - 23.4
満40歳台(n=323) 10.2 9.0 15.2 12.4 33.7 18.3 0.6 0.6 52.6
満50歳台(n=243) 5.8 6.2 10.7 7.8 30.0 32.5 5.8 1.2 68.3
満60歳以上（n=62） 1.6 8.1 17.7 6.5 30.6 25.8 8.1 1.6 64.5

2

0

1

3

年

4

月

以

降

の

無

期

転

換

者

性
別

年

齢

層
別

無期転換者計(n=1,076)

上記のうち、2013年4月以降の
無期転換者（ｎ=931）
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任されたり、責任が重くなった」とする割合（17.7％）がもっとも高く、次いで②

「役職への登用があり得るようになった」（8.1％）、③「残業や休日出勤が増えた」

（7.1％）、④「所定労働時間が長くなった（フルタイムになった）」（6.8％）、⑤「事

業所内の異動（配置転換）があり得るようになった」（6.1％）等が挙がった（図表

2-23）。  

「2013 年 4 月以降の無期転換者」（n=931）でみると、｢働き方に変化はない」

とする割合（67.0％）がやや高まるが、変化があった中では（複数回答）、やはり

①「難しい仕事を任されたり、責任が重くなった」とする割合（17.0％）がもっと

も高く、これに③「残業や休日出勤が増えた」（7.6％）、②「役職への登用があり

得るようになった」（7.4％）、④「所定労働時間が長くなった（フルタイムになっ

た）」（6.8％）、⑤「事業所内の異動（配置転換）があり得るようになった」（6.4％）

などが続いている。  

無期転換後の雇用形態別にみると、「働き方に変化はない」との回答は「有期労

働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだけの

無期契約社員」で 9 割超と高い。一方、①～④については「正社員」や「働き方

や賃金・労働条件が限定された正社員」で回答割合が高くなっている。  

 

図表 2-23 無期転換後の働き方の変化  

                  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方、「無期転換者計」（n=1,076）を対象に、無期転換後の賃金や労働条件（契

約内容）にどのような変化があったかについても尋ねると、「賃金や労働条件に変

化はない」との回答（45.7％）が 4 割を超えたものの、変化があった中では（複

数回答）、（1）「基本的な賃金の水準がアップした」割合（25.0％）がもっとも高

く、これに（ 2）「賞与・一時金が新たに支給されたり、その水準がアップした」

（％）

働き方に

何らかの
変化が
あった計

職種が
変更に
なった

難しい
仕事を

任されたり、
責任が

重くなった

役職への
登用が
あり得る
ように
なった

つける
役職の
上限が
引き上げ
られた

事業所
内の異動

（配置転換）
があり得る
ように
なった

事業所間
の、転居を
伴わない
転勤が
あり得る
ように
なった

事業所間
の、転居を
伴う転勤が
あり得る
ように
なった

所定労働
時間が

長くなった
（フルタイム
になった）

残業や
休日出勤
が増えた

シフト勤務
／交代制や
変形労働
時間制等の
勤務制度が
適用される
ようになった

その他

33.3 5.8 17.7 8.1 1.3 6.1 3.6 2.0 6.8 7.1 3.4 0.3 65.0 1.8

32.0 4.7 17.0 7.4 1.3 6.4 3.9 2.3 6.8 7.6 3.0 0.2 67.0 1.0

正社員（n=394） 57.4 6.1 34.8 16.5 2.8 11.2 5.8 4.6 12.9 16.5 5.3 - 42.6 -
上記より働き方や
賃金・労働条件が

限定された正社員（n=41）
53.7 2.4 22.0 7.3 2.4 17.1 9.8 2.4 9.8 2.4 9.8 - 41.5 4.9

有期労働契約時の働き方や
賃金・労働条件を引き継ぎ、
主に契約期間が無くなる

だけの無期契約社員（n=432）

8.3 3.0 1.9 0.2 - 1.6 1.9 - 1.2 1.2 0.2 0.5 90.7 0.9

働き方に
変化は
ない

無回答

無期転換後の働き方の変化（複数回答）

無期転換者計（n=1,076）

上記のうち、2013年4月以降の
無期転換者（ｎ=931）
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（％）

住宅
手当

家族
（配偶者・
子ども等）

手当

通勤
手当・
出張
手当

精勤
（皆勤）
手当

食事
手当

地域
手当

資格・
役職
手当

時間外
労働
手当

休日・
深夜
労働
手当

危険度や作業
環境に応じた
特殊作業手当

交代制等の
適用に応じた
特殊勤務手当

その他 無回答

34.0 29.9 22.3 15.2 6.1 5.1 33.0 20.8 8.1 0.5 5.6 3.6 -

37.3 30.1 20.5 13.3 5.4 5.4 27.7 20.5 7.2 0.6 6.0 2.4 -

手当の具体的な内容（複数回答）

無期転換者計(n=197)

上記のうち、2013年4月以降

の無期転換者（ｎ=166）

（％）

賃金や
労働条件

に何らか
の変化が

あった計

賃金の
支払形態が
変わった（時
給制→月給

制等）

基本的な
賃金の
水準が

アップした

目標管理
制度や

人事評価
制度が、
新たに

適用される
ようになった

勤続年数
等に伴う
定期的な
昇給があり
得るように
なったり、
昇給水準が
アップした

評価等に
応じた個別の
昇給があり
得るように
なったり、
昇給水準が
アップした

新たな手当が
支給されたり、
これまで支給
されていた
手当の水準
がアップした

賞与・
一時金が
新たに
支給され
たり、その
水準が

アップした

退職金・
退職手当
制度が

新たに適用
されたり、
その内容が
充実した

50.5 17.8 25.0 9.9 14.3 12.0 18.3 23.0 16.6

49.8 18.4 24.5 10.3 14.1 12.1 17.8 23.4 16.9

正社員（n=394） 87.3 37.8 47.7 20.8 31.2 25.4 36.8 50.3 36.8
上記より働き方や
賃金・労働条件が

限定された正社員（n=41）
80.5 46.3 34.1 17.1 9.8 14.6 17.1 24.4 14.6

有期労働契約時の働き方や
賃金・労働条件を引き継ぎ、
主に契約期間が無くなる

だけの無期契約社員（n=432）

16.0 0.5 5.8 0.9 0.9 1.2 2.3 1.4 0.9

賃金・労働条件の変化（複数回答）

2

0

1

3

年

4

月

以

降

の

無

期

転

換

者

無期転換者計（n=1,076）

上記のうち、2013年4月以降の
無期転換者（ｎ=931）

（％）

厚生
年金・
健康
保険に
新たに
加入した

福利厚生
制度（施設・
サービスの
利用補助や
共済加入等）
が新たに

適用されたり、
その内容が
充実した

有給休暇
の日数が
増えた

（病気休暇や
慶弔休暇、
リフレッシュ
休暇など

法定外休暇の
付与等）

健康
診断の
内容が
充実した

職場内
での
教育
訓練が
充実した

職場外での
教育訓練
（自己啓発
支援を含む）
が新たに

行われたり、
その内容が
充実した

その他

11.3 5.5 10.4 7.0 4.4 4.6 2.0 45.7 3.8

10.0 5.8 10.2 6.2 4.1 4.3 1.9 47.3 2.9

正社員（n=394） 17.8 11.7 17.3 10.7 8.4 8.1 1.8 11.7 1.0
上記より働き方や
賃金・労働条件が

限定された正社員（n=41）
14.6 14.6 24.4 9.8 4.9 12.2 2.4 19.5 -

有期労働契約時の働き方や
賃金・労働条件を引き継ぎ、
主に契約期間が無くなる

だけの無期契約社員（n=432）

2.8 0.2 3.0 2.1 0.5 0.7 1.4 80.6 3.5

賃金や
労働条件
に変化は

ない

無回答

2

0

1

3

年

4

月

以

降

の

無

期

転

換

者

賃金・労働条件の変化（複数回答）

無期転換者計（n=1,076）

上記のうち、2013年4月以降の
無期転換者（ｎ=931）

（23.0％）、（3）「新たな手当が支給されたり、これまで支給されていた手当の水

準がアップした」（18.3％）、（4）「賃金の支払形態が変わった（時給制→月給制等）」

（17.8％）、（5）「退職金・退職手当制度が新たに適用されたり、その内容が充実

した」（16.6％）、（6）「勤続年数等に伴う定期的な昇給があり得るようになったり、

昇給水準がアップした」（14.3％）、（7）「評価等に応じた個別の昇給があり得るよ

うになったり、昇給水準がアップした」（12.0％）、（8）「厚生年金・健康保険に新

たに加入した」（11.3％）、（9）「有給休暇の日数が増えた（病気休暇や慶弔休暇、

リフレッシュ休暇など法定外休暇の付与等）」（10.4％）、（10）「目標管理制度や人

事評価制度が、新たに適用されるようになった」（9.9％）などが続いた（図表 2-24）。 

 

図表 2-24 無期転換後の賃金・労働条件の変化  
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 なお、「新たな手当が支給されたり、これまで支給されていた手当の水準がアッ

プした」場合（n=197）に、変化があったのはどのような手当かも尋ねると（複数

回答）、回答割合の高い順に（ⅰ）｢住宅手当｣（34.0％）、（ⅱ）｢資格・役職手当｣

（33.0％）、（ⅲ）｢家族（配偶者・子ども等）手当｣（29.9％）、（ⅳ）｢通勤手当・

出張手当｣（22.3％）、（ⅴ）｢時間外労働手当｣（20.8％）、（ⅵ）｢精勤（皆勤）手当｣

（15.2％）などが挙がった。  

 

同様に、無期転換後の賃金や労働条件（契約内容）にどのような変化があった

かについて、「2013 年 4 月以降の無期転換者」（n=931）でみても「賃金や労働条

件に変化はない」とする割合が半数近い（47.3％）ものの、変化があった中では（複

数回答）、（1）「基本的な賃金の水準がアップした」割合（24.5％）がもっとも高

く、これに（ 2）「賞与・一時金が新たに支給されたり、その水準がアップした」

（23.4％）、（4）「賃金の支払形態が変わった（時給制→月給制等）」（18.4％）、（3）

「新たな手当が支給されたり、これまで支給されていた手当の水準がアップした」

（17.8％）、（5）「退職金・退職手当制度が新たに適用されたり、その内容が充実

した」（16.9％）、（6）｢勤続年数等に伴う定期的な昇給があり得るようになったり、

昇給水準がアップした｣（14.1％）、（7）｢評価等に応じた個別の昇給があり得るよ

うになったり、昇給水準がアップした｣（12.1％）などが続いた。  

また、「新たな手当が支給されたり、これまで支給されていた手当の水準がアッ

プした」場合（n=166）に変化があった手当としては（複数回答）、回答割合の高

い順に、（ⅰ）｢住宅手当｣（37.3％）、（ⅲ）｢家族（配偶者・子ども等）手当｣（30.1％）、

（ⅱ）｢資格・役職手当｣（27.7％）などとなった。  

こうした結果を無期転換後の雇用形態別にみると、「有期労働契約時の働き方や

賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだけの無期契約社員」より、

「働き方や賃金・労働条件が限定された正社員」や「正社員」で軒並み回答割合

が高まる傾向が見て取れる。例えば、｢正社員｣で（ 2）「賞与・一時金が新たに支

給されたり、その水準がアップした」割合は半数を超え、「働き方や賃金・労働条

件が限定された正社員」でも約 1／4（24.4％）となっている。また、（1）｢基本的

な賃金の水準がアップした｣とする割合も｢正社員｣で半数近く（47.7％）、｢働き方

や賃金・労働条件が限定された正社員｣でも約 1／3（34.1％）となっている。なお、

「有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くな

るだけの無期契約社員」についても、「賃金や労働条件に変化はない」とする割合

は約 8 割（80.6％）で、（1）｢基本的な賃金の水準がアップした｣や（9）｢有給休

暇の日数が増えた（病気休暇や慶弔休暇、リフレッシュ休暇など法定外休暇の付

与等）｣等については若干の該当が見られた。  
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 【雇用不安が減り、定着を考えるようになった】 （％）

当て
はまる

どちらか
というと

当てはまる

どちらか
というと

当てはま
らない

当てはま
らない

何とも
言えない

無回答
当て

はまる計
当てはま
らない計

21.5 33.0 11.0 13.6 17.8 3.3 54.5 24.5
21.2 33.4 11.2 14.9 16.9 2.5 54.6 26.1

正社員（n=394） 33.2 37.8 10.4 5.6 10.7 2.3 71.1 16.0
上記より働き方や
賃金・労働条件が

限定された正社員（n=41）
24.4 39.0 12.2 7.3 12.2 4.9 63.4 19.5

有期労働契約時の働き方や
賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなる
だけの無期契約社員（n=432）

11.3 29.9 11.1 24.5 21.8 1.4 41.2 35.6

無期転換者計（n=1,076）

2013年4月以降の無期転換者（n=931）

2

0

1

3

年

4

月

以

降

の

無

期

転

換

者

 【賃金・労働条件に対する満足感が高まった】 （％）

当て
はまる

どちらか
というと

当てはまる

どちらか
というと

当てはま
らない

当てはま
らない

何とも
言えない

無回答
当て

はまる計
当てはま
らない計

12.7 27.0 13.9 23.5 19.7 3.2 39.7 37.5
11.4 26.7 14.3 25.9 19.1 2.6 38.1 40.2

21.3 43.1 12.2 9.9 10.7 2.8 64.5 22.1

14.6 41.5 14.6 9.8 17.1 2.4 56.1 24.4

2.8 11.1 15.3 43.3 25.9 1.6 13.9 58.6

 【働くモチベーション（やる気）が高まった】 （％）

当て
はまる

どちらか
というと

当てはまる

どちらか
というと

当てはま
らない

当てはま
らない

何とも
言えない

無回答
当て

はまる計
当てはま
らない計

18.8 31.6 9.6 17.2 20.0 2.9 50.4 26.8
18.0 31.0 9.7 19.2 19.8 2.3 49.1 28.9

正社員（n=394） 31.7 45.2 5.1 5.6 10.4 2.0 76.9 10.7
上記より働き方や
賃金・労働条件が

限定された正社員（n=41）
24.4 39.0 12.2 7.3 14.6 2.4 63.4 19.5

有期労働契約時の働き方や
賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなる
だけの無期契約社員（n=432）

5.8 18.5 12.7 33.6 27.8 1.6 24.3 46.3

無期転換者計（n=1,076）

2013年4月以降の無期転換者（n=931）

2

0

1

3

年

4

月

以

降

の

無

期

転

換

者

（％）

当て
はまる

どちらか
というと

当てはまる

どちらか
というと

当てはま
らない

当てはま
らない

何とも
言えない

無回答
当て

はまる計
当てはま
らない計

11.4 26.0 15.9 21.9 21.0 3.7 37.5 37.8
10.8 25.9 15.5 24.0 20.9 2.9 36.7 39.4

19.8 38.8 13.7 9.6 14.7 3.3 58.6 23.4

14.6 36.6 22.0 4.9 19.5 2.4 51.2 26.8

3.2 13.4 15.7 40.0 25.7 1.9 16.7 55.8

【長期的なキャリア形成の見通しや、
将来の生活設計が描けるようになった】

 【会社への帰属・貢献意識が高まった】 （％）

当て
はまる

どちらか
というと

当てはまる

どちらか
というと

当てはま
らない

当てはま
らない

何とも
言えない

無回答
当て

はまる計
当てはま
らない計

14.1 29.5 12.6 18.2 22.1 3.4 43.6 30.9
13.3 29.0 12.9 20.3 21.9 2.6 42.3 33.2

正社員（n=394） 23.6 41.4 10.7 7.6 14.2 2.5 65.0 18.3
上記より働き方や
賃金・労働条件が

限定された正社員（n=41）
17.1 41.5 12.2 7.3 19.5 2.4 58.5 19.5

有期労働契約時の働き方や
賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなる
だけの無期契約社員（n=432）

4.2 17.8 14.1 34.0 28.0 1.9 22.0 48.1

無期転換者計（n=1,076）

2013年4月以降の無期転換者（n=931）

2

0

1

3

年

4

月

以

降

の

無

期

転

換

者

 【有給休暇が取りやすくなった】 （％）

当て
はまる

どちらか
というと

当てはまる

どちらか
というと

当てはま
らない

当てはま
らない

何とも
言えない

無回答
当て

はまる計
当てはま
らない計

10.1 19.3 16.4 28.5 21.3 4.4 29.5 44.9
9.3 18.5 16.6 30.9 20.9 3.7 27.8 47.6

15.7 24.6 20.6 22.6 13.2 3.3 40.4 43.1

12.2 34.1 19.5 12.2 17.1 4.9 46.3 31.7

3.2 11.8 13.2 41.7 27.1 3.0 15.0 54.9

１２．無期転換後の心境の変化  

無期転換後の心境にどのような変化があったか尋ねると、【雇用不安が減り、定

着を考えるようになった】かについては、「無期転換者計」（n=1,076）で「当ては

まる（｢どちらかというと｣含む）」との回答が半数を超え（54.5％）、「当てはまら

ない（同）」割合（24.5％）を大きく上回った（図表 2-25）。同様に、【働くモチベ

ーション（やる気）が高まった】かについても、「当てはまる（同）」割合が 50.4％

に対し、「当てはまらない（同）」は 26.8％で、「当てはまる（同）」が優勢となっ

ている。【会社への帰属・貢献意識が高まった】かについても、「当てはまる（同）」

が 43.6％に対し、「当てはまらない（同）」は 30.9％で、「当てはまる（同）」が「当

てはまらない（同）」を 10 ㌽以上上回った。  

 一方、【有給休暇が取りやすくなった】かについては、「当てはまる（同）」と回

答した割合が 29.5％に対し、「当てはまらない（同）」が 44.9％となっている。  

 

図表 2-25 無期転換後の心境の変化  
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また、【不本意な雇用形態や賃金・労働条件で働かせられているという意識が緩

和された】かについても、「当てはまる（同）」割合が 28.2％に対し、「当てはまら

ない（同）」は 46.6％で、ともに「当てはまらない（同）」との回答が「当てはま

る（同）」を大きく上回っている。  

 こうしたなか、【賃金・労働条件に対する満足感が高まった】かについては、「当

てはまる（同）」割合が 39.7％に対し、「当てはまらない（同）」割合も 37.5％と拮

抗している。  

なお、「2013 年 4 月以降の無期転換者」（n=931）でみても同様の傾向となった

が、これを無期転換後の雇用形態別にみると、いずれの心境についても｢正社員｣

に近いほど｢当てはまる（同）｣割合が高く、一方で「有期労働契約時の働き方や

賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだけの無期契約社員」ほど｢当

てはまらない（同）｣割合が高くなっている。  

例えば【雇用不安が減り、定着を考えるようになった】かについて、「当てはま

る（同）」と回答した割合は、「正社員」の場合（n=394）で 71.1％、「働き方や賃

金・労働条件が限定された正社員」（n=41）で 63.4％に対し、「有期労働契約時の

働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主に契約期間が無くなるだけの無期契約社

員」（n=432）では 41.2％に留まり、その分、約 1／3（35.6％）が「当てはまらな

い（同）」と回答している。  

また、「正社員」と「有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、主

に契約期間が無くなるだけの無期契約社員」の間で、「当てはまる（同）」割合の

差がもっとも開いたのは【働くモチベーション（やる気）が高まった】（正社員で

76.9％、無期契約社員で 24.3％）であり、これに【賃金・労働条件に対する満足

感が高まった】（正社員で 64.5％、無期契約社員で 13.9％）、【会社への帰属・貢献

意識が高まった】（正社員で 65.0％、無期契約社員で 22.0％）などが続いている。 

 

 

 

１３．無期転換ルールの施行以降の就労環境の変化  

全有効回答労働者（n=4,215）を対象に、現在の会社に限らず 32、無期転換ルー

ルが施行された 2013 年 4 月 1 日以降これまでの間に、図表 2-26 に挙げたような

経験があるか尋ねると、該当する「経験は無い」との回答が 6 割を超えた（61.1％）

ものの、経験があった中では（複数回答）、①「働き方や賃金・労働条件が文書等

で交付（明示）されるようになった」を挙げた割合（9.6％）がもっとも高く、こ

                                                
32 「現在の会社に限らず、2013 年 4 月 1 日以降、働いたすべての会社」での経験について回答してもらえるよう、注釈し

た。 
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れに②「賃金や労働条件が改善された」（9.2％）、③「正社員に転換できる機会が

新設・拡大された」（4.8％）、④「人事評価制度が導入・改定された」（3.6％）、⑤

「正社員や他の雇用形態との、仕事や働き方の違いが明確化された」（2.4％）、⑥｢契

約の更新回数や通算の勤続年数に、新たに上限が設けられた｣（2.0％）、⑦｢会社側

から一方的に、契約終了（雇止め）を言い渡された｣及び｢契約の終了から次の開

始までに、一定の（クーリング）期間が設けられた｣（ともに 0.9％）、⑧｢契約更

新時の判断基準が、厳格化された（一定の評価要件や試験の導入等）｣及び｢正社

員に転換できる機会が廃止・縮小された｣（ともに 0.7％）などが続いた。  

なお、こうした経験の有無について、性別や年齢層別による特段の特徴は見ら

れない。  

 

図表 2-26 無期転換ルールの施行以降の就労環境の変化  

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４．無期労働契約と有期労働契約、フルタイムとパートタイムの間の処遇差を  

不合理だと感じた経験の有無  

 全有効回答労働者（n=4,215）を対象に、無期労働契約と有期労働契約の間、あ

るいはフルタイムとパートタイムの間の処遇差について、不合理だと感じたこと

があるか尋ねると、｢ある｣は 15.5％で、｢ない｣が 43.4％、｢分からない｣が 32.5％

となった（図表 2-27）。  

その上で、不合理だと感じたことが「ある」場合（n＝655）に、処遇差の理由

について会社に説明を求めたいと思うか尋ねると、｢求めたい｣とする割合が 4 割

（40.0％）で、｢必要ない｣が 27.0％、｢分からない｣が 31.9％となった。  

（％）

何らかの
経験が
ある計

働き方
や賃金・
労働条件
が文書等
で交付
（明示）

されるよう
になった

賃金や
労働

条件が
改善

された

正社員
に転換
できる
機会が
新設・
拡大

された

人事
評価

制度が
導入・
改定

された

正社員や
他の雇用
形態との、

仕事や
働き方の
違いが
明確化
された

契約の更新
回数や通算
の勤続年数
に、新たに
上限が設け

られた

会社側から
一方的に、
契約終了

（雇止め）を
言い渡され

た

契約の終了
から次の

開始までに、
一定の（クー
リング）期間

が設けられた

契約更新時の
判断基準が、
厳格化された
（一定の評価
要件や試験
の導入等）

正社員
に転換
できる
機会が
廃止・
縮小

された

契約の更新
回数や通算
の勤続年数

が短縮された
（最長雇用
期間が短縮

された）

25.6 9.6 9.2 4.8 3.6 2.4 2.0 0.9 0.9 0.7 0.7 0.6 61.1 13.4
24.5 10.2 9.2 3.9 3.1 2.1 2.2 0.9 0.9 0.7 0.7 0.4 63.4 12.1

24.8 9.1 9.7 4.5 3.5 2.2 2.0 1.0 1.1 0.8 0.7 0.4 64.5 10.7

男性(n=679) 21.2 7.7 8.2 4.9 2.2 1.6 1.9 1.2 0.4 0.6 0.6 0.7 68.0 10.8
女性(n=1,642) 26.7 9.8 10.5 4.4 4.1 2.4 2.1 1.0 1.3 0.9 0.8 0.3 63.6 9.7

満29歳以下(n=212) 22.6 9.0 8.0 3.3 2.8 1.9 2.4 0.9 1.9 0.5 0.9 0.9 71.7 5.7
満30歳台(n=462) 26.8 9.1 9.7 5.2 6.1 2.8 1.9 1.1 1.5 0.6 1.3 0.4 66.2 6.9
満40歳台(n=685) 24.5 8.5 10.9 4.8 3.6 1.9 2.0 1.0 0.7 0.9 0.9 0.1 66.9 8.6
満50歳台(n=587) 25.6 8.9 9.5 5.6 1.5 2.2 1.9 0.9 0.9 1.0 0.3 0.7 60.8 13.6

満60歳以上（n=324） 24.4 12.0 9.3 2.2 4.0 2.2 2.5 0.9 1.2 0.6 0.3 0.3 62.7 13.0

無回答

全有効回答労働者（ｎ=4,215）

有期契約労働者計(n=3,074)

上記のうち、定年後の再雇用者
と派遣労働者を除いた

有期契約労働者(n=2,351)

定
年
後
の

再
雇
用
者
と

派
遣
労
働

者
を
除
い
た

有
期
契

約
労
働
者

性
別

年
齢
層
別

（複数回答）

以上の
ような
経験は
無い
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 「有期契約労働者計」でみても同様の傾向となったが、働き方別に展開すると、

処遇差を不合理だと感じたことが｢ある｣割合、処遇差の理由について会社に説明

を｢求めたい｣割合とも、有期契約労働者の中でも｢業務の内容と責任の重さが（両

方とも）同じ正社員がいる｣場合（それぞれ 20.4％、47.1％）や、｢業務の内容と

責任の重さ、勤務地の範囲がいずれも同じ正社員がいる｣場合（それぞれ 20.9％、

48.0％）に高いことが分かる。また、処遇差を不合理だと感じたことが｢ある｣割合

は、｢現在の会社で働いている理由（複数回答）に｢正社員としての働き口が見つ

からなかったから｣を挙げている場合（29.8％）でも顕著に高くなっている。  

 

図表 2-27 処遇差を不合理だと感じた経験の有無と  

    処遇差の理由についての会社説明に対する希望  

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、全有効回答労働者（n=4,215）のうち、有期契約労働者として働く中で都

道府県労働局の｢総合労働相談コーナー｣等の行政窓口に、相談した経験が｢ある｣

割合は 1.0％となった。また、労働組合への加入状況について尋ねると、｢労働組

合に加入しておらず、相談経験もない｣割合が 8 割を超え（80.5％）、｢現在の職場

の労働組合に加入している｣が 8.4％、｢職場以外の、外部の労働組合に加入してい

る（コミュニティユニオン等）｣が 0.3％などとなった。  

処遇差を不合理だと感じた経験の有無等と労働組合への加入状況等と掛け合わ

せてみると、処遇差を不合理だと感じたことが｢ある｣割合は、｢現在の職場の労働

組合に加入している｣場合（18.3％）でも、｢労働組合に加入しておらず、相談経験

もない｣場合（16.2％）でも大きな差は見られない。ただ、処遇差の理由について

会社に説明を｢求めたい｣とする割合は、｢労働組合に加入しておらず、相談経験も

ない｣場合で 41.7％と、｢現在の職場の労働組合に加入している｣場合（30.8％）を

大きく上回っている。  

 
（％）

ある ない 分からない 無回答 求めたい 必要ない 分からない 無回答

15.5 43.4 32.5 8.5 40.0 27.0 31.9 1.1
15.5 44.4 33.3 6.9 40.5 26.7 31.9 0.8

　業務の内容と責任の重さ、勤務地の範囲が
   いずれも同じ正社員がいる（n=478） 20.9 41.8 32.4 4.8 48.0 23.0 29.0 -

　勤務地の範囲（事業所間の異動（転勤）と事業所内の

　異動　（配置転換）が同じ正社員がいる（n=1,235） 19.0 44.4 30.9 5.7 42.6 25.5 31.9 -

　業務の内容と責任の重さが同じ正社員がいる（n=769） 20.4 41.9 32.5 5.2 47.1 25.5 26.8 0.1
　業務の内容は同じだが、責任の重さは
  異なる正社員がいる（n=898） 16.7 45.1 31.7 6.5 40.0 26.7 33.3 -

　業務の内容が同じ正社員はいない（n=1,096） 12.1 48.4 32.1 7.4 32.3 28.6 38.3 0.1
就
労

理
由

　現在の会社で働いているのは「正社員としての
  働き口が見つからなかったから」（n=215） 29.8 31.2 34.9 4.2 39.1 25.0 32.8 3.1

　現在の職場の労働組合に加入している（n=213） 18.3 48.4 31.5 1.9 30.8 23.1 46.2 -
　労働組合に加入しておらず、相談経験もない（n=2,559） 16.2 47.2 34.7 1.8 41.7 27.2 30.4 0.7

正

社
員

と
の

仕
事

や

勤

務
場

所
の

異
同

労
働

組
合

処遇差が不合理だと感じたこと 処遇差の理由についての会社の説明

全有効回答労働者（n=4,215）

有期契約労働者計（n=3,074）

有
期

契
約

労
働

者
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（％）

大いに
有効

どちらかと
いえば有効

どちらかといえば
有効ではない

まったく
有効ではない

何とも言えない・
分からない

無回答 有効計
有効では
ない計

7.9 29.5 11.5 2.0 42.0 7.0 37.4 13.5
6.9 28.6 11.9 2.1 44.9 5.5 35.5 14.1

6.4 29.3 13.0 2.1 44.3 5.0 35.6 15.1

11.2 33.9 10.9 1.9 36.2 5.9 45.1 12.7

11.7 34.3 11.6 2.1 34.3 6.0 46.0 13.7

　現在の会社で働いているのは「正社員としての
  働き口が見つからなかったから」（n=320）

10.3 25.0 25.0 6.6 29.7 3.4 35.3 31.6

　リーマンショック当時に有期契約労働者として
  働いていた（n=1,276） 9.5 33.1 14.6 2.0 39.7 1.2 42.6 16.5

　無期労働契約と有期労働契約等の間の処遇差を
　不合理だと感じたことが「ある」　（n=655） 12.1 34.8 23.5 4.7 24.7 0.2 46.9 28.2

有期契約労働者計（n=3,074）

全有効回答労働者（n=4,215）

有
期

契

約

労

働
者

　上記のうち、2013年4月1日以降の無期転換者
　（n=931）

無期転換者計（n=1,076）

　上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者
　を除いた有期契約労働者（n=2,351）

（％）

無期労働契約へ
移行できても、
正社員になれる

わけではないから

かえって
雇止めが
増える
恐れが
あるから

会社側に
希望を言い出し

にくいから
（自動で無期
転換するわけ
ではないから）

更新等の上限
設定やクーリン
グ期間など、

ルール回避の
抜け道が
あるから

勤続年数以外
にも、無期転換
に必要な要件を
会社が自由に
追加できるから

有期労働契約
でも、雇用は
ある程度、
安定して
いるから

罰則
等の

拘束力
が無い
から

労働者の
多くは

希望しない
と思うから

その他 無回答

66.1 43.3 22.8 20.9 20.5 19.8 17.0 12.5 5.4 0.4
64.8 44.9 25.7 21.5 20.8 20.8 16.0 13.2 4.6 0.5

66.7 42.1 27.4 22.0 21.5 18.6 17.5 12.4 4.5 0.6

70.1 38.7 13.1 19.0 19.7 16.8 20.4 10.2 8.0 -

72.7 37.5 13.3 18.8 20.3 18.0 19.5 10.2 8.6 -

78.2 38.6 25.7 28.7 29.7 12.9 22.8 6.9 9.9 1.0

67.3 38.4 20.4 19.0 20.9 24.6 17.5 11.4 7.1 0.5

74.1 38.4 24.9 27.6 29.7 11.4 25.9 9.2 7.6 -

有

期

契

約

労

働

者

  上記のうち、2013年4月1日以降の無期転換者
  （n=128）

無期転換者計（n=137）

　上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者
   を除いた有期契約労働者（n=354）

有期契約労働者計（n=432）

全有効回答労働者（n=570）

　現在の会社で働いているのは「正社員としての
  働き口が見つからなかったから」（n=101）

　 リーマンショック当時に有期契約労働者として
   働いていた  （n=211）

　無期労働契約と有期労働契約等の間の処遇差を
　不合理だと感じたことが「ある」　（n=185）

無期転換ルールが有効ではないと思う理由（複数回答）

１５．雇用の安定化に対する無期転換ルールの有効性  

全有効回答労働者（n=4,215）を対象に、無期転換ルールは有期契約労働者の雇

用の安定化にどの程度、有効だと思うか尋ねると、｢何とも言えない・分からない｣

が 4 割を超えた（42.0％）ものの、｢有効（｢どちらかといえば｣含む）｣だと思う

割合（37.4％）が、｢有効ではない（同）｣（13.5％）を上回った（図表 2-28）。  

また、｢有効ではない｣と思う場合（n=570）にその理由を尋ねると（複数回答）、

①｢無期労働契約へ移行できても、正社員になれるわけではないから｣を挙げた割

合（66.1％）がもっとも高く、これに②｢かえって雇止めが増える恐れがあるから｣

（43.3％）、③｢会社側に希望を言い出しにくいから（自動で無期転換するわけでは

ないから）｣（22.8％）、④｢更新等の上限設定やクーリング期間など、ルール回避

の抜け道があるから｣（20.9％）、⑤｢勤続年数以外にも、無期転換に必要な要件を

会社が自由に追加できるから｣（20.5％）などが続いた。  

こうした結果を属性別にみると、無期転換ルールは有期契約労働者の雇用の安

定化に｢有効（同）｣だと思う割合は、「有期契約労働者計」（n=3,074）で 35.5％に

対し、「無期転換者計」（n=1,076）では 45.1％と、｢無期転換者計｣でより高いこと

が分かる。その分、｢有期契約労働者計｣では、｢何とも言えない・分からない｣割

合が 44.9％（「無期転換者計」では 36.2％）と高くなっている。  

 

図表 2-28 無期転換ルールの有効性に対する見解  
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また、｢有効ではない｣と思う理由（複数回答）について、「有期契約労働者計」

（n=432）と「無期転換者計」（n=137）で比較すると、前者では相対的に②｢かえ

って雇止めが増える恐れがあるから｣（44.9％）や、③｢会社側に希望を言い出しに

くいから（自動で無期転換するわけではないから）｣（25.7％）、⑥｢有期労働契約

でも、雇用はある程度、安定しているから｣（20.8％）などの回答割合が高くなっ

ている。対して後者（「無期転換者計」）は、①｢無期労働契約へ移行できても、正

社員になれるわけではないから｣（ 70.1％）や、⑦｢罰則等の拘束力が無いから｣

（20.4％）などを挙げている割合が高い。  

 

 

 

１６．有期労働契約の入口規制や出口規制に対する見解  

 ｢有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では会社が労働

者と有期労働契約を締結できる場合を限定している（例えば「業務上の一時的な

必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を確保する場合」「労働者自身が希

望している場合」等）｣ことを明記（なお、｢そうした法制度には『新規雇用の抑

制』や『企業の海外移転』『締結理由をめぐる紛争の発生』等の課題もあるとされ

ている｣旨も注釈）した上で、そうした法制度のあり方についてどう思うか尋ねる

と、全有効回答労働者（n=4,215）の半数超（54.4％）が｢何とも言えない・分か

らない｣と回答したものの、｢賛成（｢どちらかといえば｣含む）｣が約 1／3（34.2％）

で、｢反対（同）｣（3.7％）を大きく上回る結果となった（図表 2-29）。  

 

図表 2-29 有期労働契約の入口規制に対する見解  

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、｢諸外国では有期労働契約の終了（雇止め）に当たり、契約終了手当の支

払いを義務づけている｣ことを記載（なお、｢そうした法制度は『無期転換』を促

（％）

大いに賛成
（良いことだと思う）

どちらかと
いえば賛成

どちらかと
いえば反対

大いに反対
（良くないことだと思う）

何とも言えな
い・分からない

無回答 賛成計 反対計

10.2 24.0 3.0 0.7 54.4 7.7 34.2 3.7
9.9 23.9 2.9 0.8 56.3 6.2 33.7 3.7

9.5 23.8 3.1 0.6 57.4 5.6 33.3 3.7

11.8 25.7 3.3 0.4 52.0 6.8 37.5 3.7

12.9 25.8 3.0 0.4 51.0 6.9 38.7 3.4

　現在の会社で働いているのは「正社員としての
　働き口が見つからなかったから」（n=320）

12.2 30.0 3.4 0.3 49.7 4.4 42.2 3.8

　無期労働契約と有期労働契約等の間の処遇
　差を不合理だと感じたことが「ある」　（n=655）

22.1 35.0 3.2 0.5 37.9 1.4 57.1 3.7

全有効回答労働者（n=4,215）

有期契約労働者計（n=3,074）

　上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者
   を除いた有期契約労働者（n=2,351）

無期転換者計（n=1,076）

　上記のうち、2013年4月1日以降の無期転換者
　（n=931）

有

期
契

約

労

働
者
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進する可能性がある一方、企業が『雇止め』をしやすくなるとの見方もある｣旨も

注釈）した上で、そうした法制度のあり方についてどう思うか尋ねると、全有効

回答労働者（n=4,215）の 4 割超（44.1％）が｢何とも言えない・分からない｣と回

答したものの、｢賛成（｢どちらかといえば｣含む）｣が 44.6％に対し、｢反対（同）｣

は 3.7％に留まり、賛成が反対を大きく上回った（図表 2-30）。  

 

図表 2-30 有期労働契約の出口規制に対する見解  

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

大いに賛成
（良いことだと思う）

どちらかと
いえば賛成

どちらかと
いえば反対

大いに反対
（良くないことだと思う）

何とも言えな
い・分からない

無回答 賛成計 反対計

22.3 22.3 2.8 0.9 44.1 7.5 44.6 3.7
22.6 21.9 2.5 0.9 46.2 5.9 44.5 3.4

23.1 21.9 2.4 0.9 46.2 5.5 45.0 3.3

22.8 24.7 4.0 1.0 40.8 6.7 47.5 5.0

24.7 24.6 3.4 1.0 39.3 7.0 49.3 4.4

　現在の会社で働いているのは「正社員としての
　働き口が見つからなかったから」（n=320） 32.2 24.7 4.7 1.3 31.9 5.3 56.9 5.9

　無期労働契約と有期労働契約等の間の処遇
　差を不合理だと感じたことが「ある」　（n=655） 41.7 28.2 3.8 1.2 24.1 0.9 69.9 5.0

全有効回答労働者（n=4,215）

有期契約労働者計（n=3,074）

　上記のうち、定年後の再雇用者と派遣労働者
   を除いた有期契約労働者（n=2,351）

無期転換者計（n=1,076）

　上記のうち、2013年4月1日以降の無期転換者
　（n=931）

有

期

契
約

労

働

者
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調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 

 

1 

 

無期転換ルールへの対応状況等に関する調査 
   

＜ご協力のお願い＞ 
１．2012 年 8 月に労働契約法が改正され、無期転換ルール等が規定されました。無期転換ルールとは、契約社員や

パート、アルバイト、再雇用者など呼称を問わず、2013 年 4 月 1 日以降に締結された有期労働契約が、通算 
5 年を超えて更新された場合には、労働者自身の申込みにより、（申込み時点の有期労働契約が終了次第）期間

の定めのない労働契約（無期労働契約）へ移行（無期転換）されるというものです。この調査は、そうした法制

度への対応状況等を明らかにするため、厚生労働省労働基準局の研究要請を受けて、同省所管の調査研究機関

である（独）労働政策研究・研修機構（https://www.jil.go.jp）が実施するものです。今後の政策形成に反映 
する重要な調査となりますので、お忙しいなか誠に恐縮に存じますが、是非ともご回答にご協力を賜ります 
よう何卒お願い申し上げます。 

 
２．調査票は、「経済センサス活動調査」（国の基幹統計）のデータベースから、無作為に抽出された全国の企業を 

対象に配布しています。ご回答は統計的に処理され、貴社の企業名はもとより、個別の内容が特定されることは

一切、ございませんので、ありのままをご記入ください。 
 
３．設問へのご回答は、「１つに○」「該当すべてに○」「数値を記入」など、回答方法の指定に沿ってご記入くだ 

さい。また、「その他」を選択された場合は、具体的な内容を（ ）内にご記入ください。 
 
４．この調査は、企業を単位として行います。そのため、本社だけでなく支店、出張所、営業所、工場、研究所、

店舗など、すべての事業所を含めた全体の状況についてご回答ください。 
 
５．特に断りのない場合、2018 年 11 月 1 日現在の状況についてご記入ください。ご記入が終わりましたら、同封

の返信用封筒（緑色：切手不要）に入れ、2018 年 11 月 27 日（火曜）までに郵便ポストにご投函ください。 
 
６．なお、調査票の発送・回収・入力は、実査機関である（株）タイム・エージェントに委託しています。 

ご不明点等は、専用フリーダイヤル（無料）までお問合せください。 
 
 

【お問合せ窓口】

＜専用フリーダイヤル（無料）＞ （土日祝日を除く ～ ）

【調査の実施主体】 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 （担当）調査部／渡辺、新井、荻野

【調査票の発送･回収･入力 委託先】 株式会社 タイム・エージェント（担当）調査本部／荒木、大濱
 

 
Ⅰ 企業の概要についてお伺いします。

問１： 貴社について教えてください（いずれの項目も 1つに〇）。 

主 たる業 種  
（もっとも売上高が 
大きいもの 1つのみ） 

１．鉱業、採石業、砂利採取業 １０．学術研究、専門・技術サービス業 ⇒ 付問③へ 
２．建設業 １１．宿泊業、飲食サービス業 
３．製造業 ⇒ 付問①へ １２．生活関連サービス業、娯楽業 
４．電気・ガス・熱供給・水道業 １３．教育、学習支援業 ⇒ 付問③へ 
５．情報通信業 １４．医療、福祉 
６．運輸業、郵便業 １５．複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 
７．卸売業、小売業 ⇒ 付問②へ １６．サービス業（他に分類されないもの）⇒ 付問④へ 

８．金融業、保険業 １７．その他（ ） 

９．不動産業、物品賃貸業  

（付 問 がある場 合 は、下 記 へお進 みください。それ以 外 は次 ページの「雇 用 者 の規 模 」へお進 みください）  

付 問 ①： 
「製 造 業 」の  

主 な分 野  

１．輸送用機械 ３．電機・電子関連 ５．その他機械関連 ７．金属関連 

２．化学関連 ４．素材関連 ６．食料品関連 ８．その他 

     
付 問 ②： 

「卸 売 業 、小 売 業 」

の主 な分 野  

１．総合卸売（総合商社） ３．その他卸売 ５．専門小売 

２．専門卸売（専門商社） ４．総合小売 ６．その他小売 

（企業調査票） 厚生労働省 要請研究 ／（独）労働政策研究・研修機構 実施  
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無期転換ルールへの対応状況等に関する調査 
   

＜ご協力のお願い＞ 
１．2012 年 8 月に労働契約法が改正され、無期転換ルール等が規定されました。無期転換ルールとは、契約社員や

パート、アルバイト、再雇用者など呼称を問わず、2013 年 4 月 1 日以降に締結された有期労働契約が、通算 
5 年を超えて更新された場合には、労働者自身の申込みにより、（申込み時点の有期労働契約が終了次第）期間

の定めのない労働契約（無期労働契約）へ移行（無期転換）されるというものです。この調査は、そうした法制

度への対応状況等を明らかにするため、厚生労働省労働基準局の研究要請を受けて、同省所管の調査研究機関

である（独）労働政策研究・研修機構（https://www.jil.go.jp）が実施するものです。今後の政策形成に反映 
する重要な調査となりますので、お忙しいなか誠に恐縮に存じますが、是非ともご回答にご協力を賜ります 
よう何卒お願い申し上げます。 

 
２．調査票は、「経済センサス活動調査」（国の基幹統計）のデータベースから、無作為に抽出された全国の企業を 

対象に配布しています。ご回答は統計的に処理され、貴社の企業名はもとより、個別の内容が特定されることは

一切、ございませんので、ありのままをご記入ください。 
 
３．設問へのご回答は、「１つに○」「該当すべてに○」「数値を記入」など、回答方法の指定に沿ってご記入くだ 

さい。また、「その他」を選択された場合は、具体的な内容を（ ）内にご記入ください。 
 
４．この調査は、企業を単位として行います。そのため、本社だけでなく支店、出張所、営業所、工場、研究所、

店舗など、すべての事業所を含めた全体の状況についてご回答ください。 
 
５．特に断りのない場合、2018 年 11 月 1 日現在の状況についてご記入ください。ご記入が終わりましたら、同封

の返信用封筒（緑色：切手不要）に入れ、2018 年 11 月 27 日（火曜）までに郵便ポストにご投函ください。 
 
６．なお、調査票の発送・回収・入力は、実査機関である（株）タイム・エージェントに委託しています。 

ご不明点等は、専用フリーダイヤル（無料）までお問合せください。 
 
 

【お問合せ窓口】

＜専用フリーダイヤル（無料）＞ （土日祝日を除く ～ ）

【調査の実施主体】 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 （担当）調査部／渡辺、新井、荻野

【調査票の発送･回収･入力 委託先】 株式会社 タイム・エージェント（担当）調査本部／荒木、大濱
 

 
Ⅰ 企業の概要についてお伺いします。

問１： 貴社について教えてください（いずれの項目も 1つに〇）。 

主 たる業 種  
（もっとも売上高が 
大きいもの 1つのみ） 

１．鉱業、採石業、砂利採取業 １０．学術研究、専門・技術サービス業 ⇒ 付問③へ 
２．建設業 １１．宿泊業、飲食サービス業 
３．製造業 ⇒ 付問①へ １２．生活関連サービス業、娯楽業 
４．電気・ガス・熱供給・水道業 １３．教育、学習支援業 ⇒ 付問③へ 
５．情報通信業 １４．医療、福祉 
６．運輸業、郵便業 １５．複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 
７．卸売業、小売業 ⇒ 付問②へ １６．サービス業（他に分類されないもの）⇒ 付問④へ 

８．金融業、保険業 １７．その他（ ） 

９．不動産業、物品賃貸業  

（付 問 がある場 合 は、下 記 へお進 みください。それ以 外 は次 ページの「雇 用 者 の規 模 」へお進 みください）  

付 問 ①： 
「製 造 業 」の  

主 な分 野  

１．輸送用機械 ３．電機・電子関連 ５．その他機械関連 ７．金属関連 

２．化学関連 ４．素材関連 ６．食料品関連 ８．その他 

     
付 問 ②： 

「卸 売 業 、小 売 業 」

の主 な分 野  

１．総合卸売（総合商社） ３．その他卸売 ５．専門小売 

２．専門卸売（専門商社） ４．総合小売 ６．その他小売 
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Ⅱ 無期転換ルールの認知度についてお伺いします。

問２：無期転換ルールについて、下記の中でご存知のことはありますか（該当すべてに○）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
1 貴社に直接雇用されている労働者の総計とします。呼称や雇用形態は問いませんが、派遣・請負労働者は含まれません。 

付 問 ③： 
「学 術 研 究 」「教 育 」

等 の主 な分 野  

１．学術・研究機関  ３．その他教育・学習支援 ５．その他 
２．学校教育   ４．専門・技術サービス  

 
 付問： 大学が含まれていますか。  １．はい ２．いいえ 
    

付問④： 貴社は、「人材派遣会社」や「業務請負会社」ですか。  １．はい ２．いいえ 
    

雇用者の規模1 
１．29 人以下 ３．50～99 人 ５．300～499 人 ７．1,000 人以上 
２．30～49 人 ４．100～299 人 ６．500～999 人  

    

人手の過不足感 
１．大いに不足 ３．過不足なし ５．大いに過剰 
２．やや不足 ４．やや過剰  

    
事業所数 １．１ヶ所（本社のみ） ２．２ヶ所以上  

    
 付問： 事業所の展開範囲も、教えてください。 

  １．一定の地域内で展開 ２．全国的に展開 ３．海外を含めて展開 
    

本社の所在地 都道府県名を記入（ ） 
    

５年前と比べた 

経営状況 
１．良好 ３．横ばい ５．悪化 
２．どちらかと言えば良好 ４．どちらかと言えば悪化 ６．設立から 5 年未満 

１．契約社員やパート、アルバイト、再雇用者、嘱託、季節・臨時労働者など呼称を問わず、 
また、高齢者を含めてすべての有期労働契約に適用される 

２．契約期間を通算して 5 年を超える有期契約労働者から申込みがあった場合には、 
更新後の契約から、無期転換しなければならない（使用者は承諾したとみなされる） 

３．同一の使用者との間で、有期労働契約を締結していない期間が一定以上ある場合、 
それ以前の契約期間は通算対象から除外される（クーリングされる） 

４．無期転換後の労働条件は、別段の合意が無い場合には、申込み時点の有期労働契約の 
内容と同じになる（法が求めるのは無期労働契約化であり、正社員にする必要はない） 

５．就業規則や労働契約で「別段の定め」を設ければ、申込み時点の有期労働契約の内容とは 
異なる労働条件等を定めることもできる 

６．上記のいずれも知らないが、無期転換ルールという名称は聞いたことがある 

７．無期転換ルールについては何も知らない・聞いたことがない 

１．ホームページ ６．社会保険労務士や弁護士等

２．ＳＮＳ（ツイッターやフェイスブック等） ７．セミナーやシンポジウム

３．新聞報道やテレビ ８．労働組合や労働者等からの提案

４．人事労務関係の雑誌や本 ９．その他（ ）

５．行政や業界団体等のパンフレット・冊子

1つでも〇 
があれば 
付問も 

問３へ 

付問：どのようなルートで、情報を入手しましたか（該当すべてに○）。 

 

3 

Ⅲ 有期契約労働者の雇用状況等についてお伺いします。

 
問３： 現在、「有期契約労働者※」を雇用していますか（それぞれ 1つに〇）。 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問４： 現在、「定年後再雇用者」（貴社の正社員を定年後の再雇用者）を雇用していますか（それぞれ 1つに○）。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．雇用している ⇒問４へ

２．雇用していない

付問： 過去の雇用状況も教えてください。 

１．無期転換ルールの施行（2013 年 4 月 1 日）以前から雇用していない ⇒ 問２４（Ｐ１５）へ

２．無期転換ルールの施行以降、雇用していたことがある

付問： 貴社の正社員だった定年後の再雇用者のみですか。 

１．はい ⇒ 問２４（Ｐ１５）へ ２．いいえ

付問： 雇用していた有期契約労働者をどうしましたか。 

１．全員の契約を終了した（労働者都合による離職を含む）

２．半数以上の契約を終了し、残りを無期労働契約へ移行（無期転換）した

３．半数以上を無期労働契約へ移行（無期転換）し、残りの契約を終了した

４．全員、無期労働契約へ移行（無期転換）した

１．雇用している

２．雇用していない ⇒問５へ

付問①： 満 65歳以上の人はいますか。 
１．いる ２．いない

付問②： 定年後再雇用者について、適切な雇用管理計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた場合、 

       同一の事業主に継続雇用される期間は、無期労働契約への移行を申込む権利（無期転換申込権） 

       が発生しないこととする特例が設けられています。その申請状況・意向を教えてください。

１．既に計画を申請した ３．申請しない

２．今後、申請する ４．現時点では方針未定

付問： 関係する労働者（労働組合等）からの 

    意見聴取を行いましたか。

付問： 定年後再雇用者の無期転換申込権にどう対応 

 しますか（していますか）（該当すべてに〇）。

１．既に行った １．契約の更新回数や通算の勤続年数に

上限を設ける２．今後、行う

３．行っていない・今後も行わない ２．無期転換後の定年を設ける

３．通算 5 年を超える前に、

グループ会社等で再雇用する

４．その他（ ）

５．何もしない

（対象者や希望者は出ないので必要ない）

付問③： 貴社の有期契約労働者は、「定年後再雇用者」のみですか。 

 １．はい ⇒問２４（Ｐ１５）へ ２．いいえ ⇒問５へ

含まれません。ただし、貴社が人材派遣会社である場合は、他社に派遣している派遣労働者も含めてご回答ください。 

※本調査では、契約社員やパート、アルバイト、嘱託など呼称を問わず、6 ヶ月や 1年など契約期間に定めがあり、貴社に直接、雇用されて 
いる労働者と定義します。定年後の再雇用者も含まれますが、人材派遣会社から受け入れている派遣労働者や、請負会社の労働者は 

⇒ 回答後は問２４（Ｐ１５）へ 

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－91－

3 

Ⅲ 有期契約労働者の雇用状況等についてお伺いします。

 
問３： 現在、「有期契約労働者※」を雇用していますか（それぞれ 1つに〇）。 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問４： 現在、「定年後再雇用者」（貴社の正社員を定年後の再雇用者）を雇用していますか（それぞれ 1つに○）。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．雇用している ⇒問４へ

２．雇用していない

付問： 過去の雇用状況も教えてください。 

１．無期転換ルールの施行（2013 年 4 月 1 日）以前から雇用していない ⇒ 問２４（Ｐ１５）へ

２．無期転換ルールの施行以降、雇用していたことがある

付問： 貴社の正社員だった定年後の再雇用者のみですか。 

１．はい ⇒ 問２４（Ｐ１５）へ ２．いいえ

付問： 雇用していた有期契約労働者をどうしましたか。 

１．全員の契約を終了した（労働者都合による離職を含む）

２．半数以上の契約を終了し、残りを無期労働契約へ移行（無期転換）した

３．半数以上を無期労働契約へ移行（無期転換）し、残りの契約を終了した

４．全員、無期労働契約へ移行（無期転換）した

１．雇用している

２．雇用していない ⇒問５へ

付問①： 満 65歳以上の人はいますか。 
１．いる ２．いない

付問②： 定年後再雇用者について、適切な雇用管理計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた場合、 

       同一の事業主に継続雇用される期間は、無期労働契約への移行を申込む権利（無期転換申込権） 

       が発生しないこととする特例が設けられています。その申請状況・意向を教えてください。

１．既に計画を申請した ３．申請しない

２．今後、申請する ４．現時点では方針未定

付問： 関係する労働者（労働組合等）からの 

    意見聴取を行いましたか。

付問： 定年後再雇用者の無期転換申込権にどう対応 

 しますか（していますか）（該当すべてに〇）。

１．既に行った １．契約の更新回数や通算の勤続年数に

上限を設ける２．今後、行う

３．行っていない・今後も行わない ２．無期転換後の定年を設ける

３．通算 5 年を超える前に、

グループ会社等で再雇用する

４．その他（ ）

５．何もしない

（対象者や希望者は出ないので必要ない）

付問③： 貴社の有期契約労働者は、「定年後再雇用者」のみですか。 

 １．はい ⇒問２４（Ｐ１５）へ ２．いいえ ⇒問５へ

含まれません。ただし、貴社が人材派遣会社である場合は、他社に派遣している派遣労働者も含めてご回答ください。 

現在、「有期契約労働者 」を雇用していますか（それぞれ ）。
※本調査では、契約社員やパート、アルバイト、嘱託など呼称を問わず、6 ヶ月や 1年など契約期間に定めがあり、貴社に直接、雇用されて 

含まれません ただし、貴社が人材派遣会社である場合は、他社に派遣している派遣労働者も含めてご回答ください。

※本調査では、契約社員やパート、アルバイト、嘱託など呼称を問わず、6 ヶ月や 1年など契約期間に定めがあり、貴社に直接、雇用されて
いる労働者と定義します。定年後の再雇用者も含まれますが、人材派遣会社から受け入れている派遣労働者や、請負会社の労働者は 

⇒ 回答後は問２４（Ｐ１５）へ 
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問５： 「有期労働契約（期間に定めのある契約）」で雇用している理由は、何ですか（該当すべてに○）。 

 
 
付問①： 無期転換ルールの施行（2013年 4月 1日）以降、有期契約労働者の新規採用量はどうなっていますか 

（1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．日常的な業務量の変動に応じて、柔軟に雇用者数を調整するため

２．季節循環的な業務量の変動に応じて、柔軟に雇用者数を調整するため

３．事業再編や入札等、中長期的な業務量の変動に応じて雇用者数を調整できるようにしておくため

４．急激な景気変動や業績悪化等が生じた場合に、雇用調整できるようにしておくため

５．専門的な知識や技能、資格・免許等を持つ人材を必要な期間、確保するため

６．正社員として正式に採用できるかどうか、人物や適性を見極めるため

７．正社員を増やせないため（定員が決まっている、人件費に上限がある等）

８．労働者が有期労働契約を希望しているため

９．労働者が正社員とは異なる働き方（パートタイムや職務・勤務地限定等）を希望しているため

１０．採用手続きが簡単なため

１１．仕事や働き方が軽易なため

１２．定期的に契約内容（働き方や賃金・労働条件等）を見直す必要があるため

１３．人件費を抑制するため

１４．定期的に人材を入れ換えるため（常に若年者を確保、モチベーションの維持、情報の機密保持、不祥事故の防止等）

１５．有期契約労働者の働きぶり（モチベーション、緊張感等）を維持するため

１６．育児・介護等による休業者等の代替要員を確保するため

１７．高齢者を（健康状態等を見極めながら）活用するため

１８．（育児や介護、家事優先等の事情がある）女性を活用するため

１９．障がい者を活用するため（障がい者の雇用義務に対応するため）

２０．学生を活用するため

２１．外国人を活用するため（技能実習生等）

２２．その他（ ）

１．大幅に増加 ３．やや減少 ５．ほぼ横ばい

２．やや増加 ４．大幅に減少 ６．施行前は雇用していなかった

付問： 「減少」している理由は、何ですか（該当すべてに○）。 

１．人手不足だから（応募がない・少ないから）

２．事業再編等で、有期契約労働者の仕事自体が縮小しているから

３．仕事や働き方のあり方を見直して、効率化が進んでいるから（機械化・自動化を含む）

４．派遣労働者や委託・請負契約への切換えを進めたから

５．無期転換ルールの施行に伴い、採用人数を絞り込んでいるから

６．できるだけ無期労働契約（正社員を含む）で採用するようになったから

７．定年後再雇用者が増えたから

８．無期労働契約への移行者が増え、人材需要が満たされているから

９．その他（ ）

１．自社への影響が大きく、趣旨に賛同できない

２．自社への影響は小さいが、趣旨に賛同できない

３．趣旨には賛同するが、自社への影響が大きい

４．趣旨に賛同し、自社への影響も小さい

５．何とも言えない・分からない

（以 降 は 、定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「有 期 契 約 労 働 者 」についてご回 答 くだ さい） 

付問②：有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では有期労働契約を締結できる場合を 付問②：有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では有期労働契約を締結できる場合を
限定しています（例えば「業務上の一時的な必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を確保する 限定しています（例えば「業務上の一時的な必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を確保する
場合」「労働者自身が希望している場合」等）。そうした法制のあり方についてどう考えますか（1つに〇）。 

／施行後はまだ新規採用していない 

5 

問６：雇用している「有期契約労働者」の人数を教えてください。また、そのうち、契約期間が更新を通算して 5年を 

超えている人数も教えてください（数値を記入）。※いない場合は空欄にせず、必ず「０」とご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付問①：雇用者全体に占める、有期契約労働者の人数割合を教えてください（それぞれ 1つに〇）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問７：有期契約労働者の契約状況について教えてください（それぞれ 1つに〇）。 
 
 
 

付問①：1回当たりの契約期間の長さは、どうなっていますか。 

フルタイム パートタイム 
所定労働時間の長さが 
正社員とほぼ同じ者 

1 日の所定労働時間の長さが正社員より短いか、 
1 週間の所定労働日数が少ない者 

（ ）人 （ ）人 

  
そのうち、通算 5 年を超えている人数 

（ ）人 
そのうち、通算 5 年を超えている人数 

（ ）人 

１．1 割未満 ３．3 割以上 5 割未満 ５．7 割以上 9 割未満 
２．1 割以上 3 割未満 ４．5 割以上 7 割未満 ６．9 割以上 

１．大幅に増加傾向 ３．やや減少傾向 ５．ほぼ横ばい 
２．やや増加傾向 ４．大幅に減少傾向  

フルタイム  パートタイム 
１．3 ヶ月未満 ５．6 ヶ月超 1 年未満  １．3 ヶ月未満 ５．6 ヶ月超 1 年未満 
２．3 ヶ月 ６．1 年  ２．3 ヶ月 ６．1 年 
３．3 ヶ月超 6 ヶ月未満 ７．1 年超 3 年未満  ３．3 ヶ月超 6 ヶ月未満 ７．1 年超 3 年未満 
４．6 ヶ月 ８．3 年以上  ４．6 ヶ月 ８．3 年以上 

  付問②：契約の更新回数や通算の勤続年数に、上限を設けていますか。 

１．設けている ２．設けていない  １．設けている ２．設けていない 
 

フルタイム  パートタイム 
１．契約の更新回数で（ ）回まで  １．契約の更新回数で（ ）回まで 
２．通算の勤続年数で（ ）年（ ）ヶ月まで  ２．通算の勤続年数で（ ）年（ ）ヶ月まで 

付問④：上限はいつからありますか（数値も記入）。 

１．無期転換ルールの施行に伴い、新設した 
⇒（西暦 ）年（ ）月頃 

 １．無期転換ルールの施行に伴い、新設した 
⇒（西暦 ）年（ ）月頃 

２．無期転換ルールに関係なく、以前からある  ２．無期転換ルールに関係なく、以前からある 

付問⑤：無期転換ルールの施行に伴い、上限設定の内容を変更しましたか。 

１．変更していない ３．上限を引き下げた  １．変更していない ３．上限を引き下げた 
２．上限を引き上げた   ２．上限を引き上げた  

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 

※なお、複数のケースがある場合は、「人数が最も多いケース」についてご回答ください。 
フルタイム・パートタイムをともに雇用している場合は、お手数ですが、必ず両方の欄にご記入ください。 

付問②：人数割合は、無期転換ルールの施行以降、どのように推移していますか。 

付問③：上限設定の内容を、教えてください（数値も記入）。 
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問６：雇用している「有期契約労働者」の人数を教えてください。また、そのうち、契約期間が更新を通算して 5年を 

超えている人数も教えてください（数値を記入）。※いない場合は空欄にせず、必ず「０」とご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付問①：雇用者全体に占める、有期契約労働者の人数割合を教えてください（それぞれ 1つに〇）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問７：有期契約労働者の契約状況について教えてください（それぞれ 1つに〇）。 
 
 
 

付問①：1回当たりの契約期間の長さは、どうなっていますか。 

フルタイム パートタイム 
所定労働時間の長さが 
正社員とほぼ同じ者 

1 日の所定労働時間の長さが正社員より短いか、 
1 週間の所定労働日数が少ない者 

（ ）人 （ ）人 

  
そのうち、通算 5 年を超えている人数 

（ ）人 
そのうち、通算 5 年を超えている人数 

（ ）人 

１．1 割未満 ３．3 割以上 5 割未満 ５．7 割以上 9 割未満 
２．1 割以上 3 割未満 ４．5 割以上 7 割未満 ６．9 割以上 

１．大幅に増加傾向 ３．やや減少傾向 ５．ほぼ横ばい 
２．やや増加傾向 ４．大幅に減少傾向  

フルタイム  パートタイム 
１．3 ヶ月未満 ５．6 ヶ月超 1 年未満  １．3 ヶ月未満 ５．6 ヶ月超 1 年未満 
２．3 ヶ月 ６．1 年  ２．3 ヶ月 ６．1 年 
３．3 ヶ月超 6 ヶ月未満 ７．1 年超 3 年未満  ３．3 ヶ月超 6 ヶ月未満 ７．1 年超 3 年未満 
４．6 ヶ月 ８．3 年以上  ４．6 ヶ月 ８．3 年以上 

  付問②：契約の更新回数や通算の勤続年数に、上限を設けていますか。 

１．設けている ２．設けていない  １．設けている ２．設けていない 
 

フルタイム  パートタイム 
１．契約の更新回数で（ ）回まで  １．契約の更新回数で（ ）回まで 
２．通算の勤続年数で（ ）年（ ）ヶ月まで  ２．通算の勤続年数で（ ）年（ ）ヶ月まで 

付問④：上限はいつからありますか（数値も記入）。 

１．無期転換ルールの施行に伴い、新設した 
⇒（西暦 ）年（ ）月頃 

 １．無期転換ルールの施行に伴い、新設した 
⇒（西暦 ）年（ ）月頃 

２．無期転換ルールに関係なく、以前からある  ２．無期転換ルールに関係なく、以前からある 

付問⑤：無期転換ルールの施行に伴い、上限設定の内容を変更しましたか。 

１．変更していない ３．上限を引き下げた  １．変更していない ３．上限を引き下げた 
２．上限を引き上げた   ２．上限を引き上げた  

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 

※なお、複数のケースがある場合は、「人数が最も多いケース」についてご回答ください。 
フルタイム・パートタイムをともに雇用している場合は、お手数ですが、必ず両方の欄にご記入ください。 

付問②：人数割合は、無期転換ルールの施行以降、どのように推移していますか。 

付問③：上限設定の内容を、教えてください（数値も記入）。 
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Ⅳ 無期転換ルールへの対応状況等についてお伺いします。

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  
 

 
 
 

 フルタイム パートタイム 

契約期間を通算して 5 年（あるいは、それより短い期間）を超えることのみ

を要件として、有期労働契約時と同じ働き方のまま、無期転換できる

機会を設けている（※）

１ １ 

上記（※）に加えて、他の内容でも無期転換できる機会を設けている 
（上記もあるが、従前からの正社員転換など他の機会もある） ２ ２ 

上記（※）は無いが、他の内容で無期転換できる機会を設けている 
（上記は無いが、従前からの正社員転換など他の機会ならある） ３ ３ 

無期転換できる機会は一切、設けていないが、 
今後、何らかの形で設ける予定がある ４ ４ 

無期転換できる機会は一切、設けておらず、今後、設ける予定もない ５ ５ 
無期転換できる機会は一切、設けておらず、今後の対応方針は未定 ６ ６ 

 フルタイム パートタイム 

通算勤続年数（や契約更新回数）が一定以上に達すること 
⇒通算勤続年数で（ ）年（ ）ヶ月以上 １ １ 

本人が希望し、上長等に申請書を提出する（申込みを行う）こと ２ ２ 
無期転換後の働き方や労働条件に同意できること ⇒ 付問②も ３ ３ 
上長や職場の推薦を得ること ４ ４ 
筆記試験や適性検査、面接試験等に合格すること ５ ５ 
人事評価が一定以上であること（勤怠等の働きぶりに問題がないこと） ６ ６ 
一定の年齢以下であること ⇒ 満（ ）歳以下 ７ ７ 
一定の資格や免許、経験等を有していること ８ ８ 
その他（ ） ９ ９ 

 フルタイム パートタイム 

フルタイムで働くこと １ １ 
残業がある（あり得る）こと ２ ２ 
変形労働時間制やシフト勤務等、特殊な労働時間制度が適用になること ３ ３ 
職種や仕事内容の変更がある（あり得る）こと ４ ４ 
転居を伴わない勤務地の変更がある（あり得る）こと ５ ５ 
転居を伴う勤務地の変更がある（あり得る）こと ６ ６ 
役職への登用がある（あり得る）こと ７ ７ 
目標やノルマが管理・評価されること ８ ８ 
その他（ ） ９ ９ 

できる機会を設けていますか（1～6の中からそれぞれ 1つに〇）。 

※問６の回答に応じて、雇用しているフルタイムあるいはパートタイム欄にご記入ください。 
両方とも雇用している場合は、お手数ですが、必ず両欄にご記入をお願いします。 

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 

付問②： どういった働き方ですか（該当すべてに○）。 

付問①： 無期転換に当たっては、どのような要件を設けていますか 

フルタイム、 

問９（次頁）へ 

フルタイム、
パートタイムの パートタイムの
両方とも１は 

フルタイム、 

問１７（Ｐ１２）へ 

フルタイム、
パートタイムの パートタイムの
両方とも４～６は 

付問①へ 

問８：無期転換ルールに対応するため、貴社では、有期労働契約から無期労働契約（正社員を含む）へ移行（無期転換） 

（該当すべてに○・数値も記入）。 

7 

 
 
 

以降、何らかの形で「無期労働契約（正社員を含む）へ移行させる」ことを、 
「無期転換」と総称します。 

 
 
 
問９：採用されてから何らかの形で無期転換されるまでに、最短・平均でどれくらいかかる見通しですか 

（それぞれ 1つに〇）。 
 

フルタイムについて 
 
 
 
 
 
 

パートタイムについて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問１０：無期転換できる機会を設けている（設ける）理由は、何ですか（該当すべてに〇）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均的な見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

（制度の設計上）最短の見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

平均的な見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

（制度の設計上）最短の見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

１．無期転換ルールを遵守するため（コンプライアンス） 
２．以前よりそうした雇用管理を行ってきたから 
３．試行的に雇用し、働きぶりを見極めた上で正式に採用したいから 
４．人手不足だから（無期労働契約への移行で定着等が期待できるから） 
５．優秀な人材がいれば、確保したいから 
６．若年者（新規学卒者を含む）の採用が難しくなっているから 
７．より高度な仕事や責任のある仕事を、任せられるようになるから 
８．教育訓練投資を行いやすくなるから 
９．労働者自身が希望しているから（労働組合の要求だから） 

１０．処遇を改善したいから（雇用不安の払拭やモチベーションアップにつながると思うから） 
１１．経験・技能の蓄積やノウハウの伝承が、図られるようになるから 
１２．職場の一体感が醸成される（人間関係が良好になる）から 
１３．有期労働契約を反復更新して、いつまでも雇用し続けるのはおかしいと思うから 
１４．その他（ ） 

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 調査シリーズNo.202
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以降、何らかの形で「無期労働契約（正社員を含む）へ移行させる」ことを、 
「無期転換」と総称します。 

 
 
 
問９：採用されてから何らかの形で無期転換されるまでに、最短・平均でどれくらいかかる見通しですか 

（それぞれ 1つに〇）。 
 

フルタイムについて 
 
 
 
 
 
 

パートタイムについて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問１０：無期転換できる機会を設けている（設ける）理由は、何ですか（該当すべてに〇）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均的な見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

（制度の設計上）最短の見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

平均的な見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

（制度の設計上）最短の見通し 
１．1 年以内 ５．4 年超 5 年以内 
２．1 年超 2 年以内 ６．5 年超 6 年以内 
３．2 年超 3 年以内 ７．6 年超 
４．3 年超 4 年以内 ８．分からない 

１．無期転換ルールを遵守するため（コンプライアンス） 
２．以前よりそうした雇用管理を行ってきたから 
３．試行的に雇用し、働きぶりを見極めた上で正式に採用したいから 
４．人手不足だから（無期労働契約への移行で定着等が期待できるから） 
５．優秀な人材がいれば、確保したいから 
６．若年者（新規学卒者を含む）の採用が難しくなっているから 
７．より高度な仕事や責任のある仕事を、任せられるようになるから 
８．教育訓練投資を行いやすくなるから 
９．労働者自身が希望しているから（労働組合の要求だから） 

１０．処遇を改善したいから（雇用不安の払拭やモチベーションアップにつながると思うから） 
１１．経験・技能の蓄積やノウハウの伝承が、図られるようになるから 
１２．職場の一体感が醸成される（人間関係が良好になる）から 
１３．有期労働契約を反復更新して、いつまでも雇用し続けるのはおかしいと思うから 
１４．その他（ ） 

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 調査シリーズNo.202
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問１１：無期転換できる機会について、就業規則に規定していますか（1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問１２： 無期転換を希望しない場合、契約期間を通算して 5年を超えても、有期契約労働者として働き続けられる 

 仕組みになっていますか（1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問１３： 無期転換後の形態は、有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件と比較して、概ねどのようなものですか 

（該当すべてに〇）。 
 
 

 
 
 
 

１．規定している ３．規定していない・今後の予定もない 
２．今後、規定する ４．就業規則がない 

１．説明している ２．今後、説明する ３．説明していない・今後の予定もない 

１．案内している ２．今後、案内する ３．案内していない・今後の予定もない 

１．なっている ２．なっていない 

１．なっていた ２．なっていなかった 

１．求める ２．求めない 

 無期契約 
社員 A 

無期契約 
社員 B 

無期契約 
社員 C 

限定 
正社員 正社員 

働き方 変化しない 若干負荷増 変化しない 変化する 大幅に変化する 
賃金・労働条件 変化しない 変化しない 若干改善 改善する 大幅に改善する 
フルタイム １ ２ ３ ４ ５ 
パートタイム １ ２ ３ ４ ５ 

 無期契約 
社員 A 

無期契約 
社員 B 

無期契約 
社員 C 

限定 
正社員 正社員 

フルタイム １ ２ ３ ４ ５ 
パートタイム １ ２ ３ ４ ５ 

※本調査で「正社員」とは、「直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規の職員として処遇されている者」とします。 ※本調査で「正社員」とは、「直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規の職員として処遇されている者」とします。
なお、「限定正社員」とは、仕事や責任、勤務地等の限定がもっとも少なく、労働時間がもっとも長い「正社員」に比べて なお、「限定正社員」とはなお、「限定正社員」とは、、仕事仕事やや責任責任、勤務地、勤務地等の等の限定がもっと限定がもっとも少なく、も少なく、労働時間が労働時間がもっとももっとも長い長い「正社員」に「正社員」に比べ比べてて
「働き方に何らかの限定がある正社員」（一般にはその分、賃金や労働条件が低減されます）を指すものとします。 

付問①：無期転換できる機会の内容について、有期契約労働者に説明していますか（1つに〇）。 

付問①：無期転換ルールの施行前（2013年 3月以前）は、どうなっていましたか（1つに〇）。 

付問： 上記のうち、転換人数がもっとも多い（だろう）無期転換後の形態はどれですか（それぞれ 1つに〇）。 

※問６の回答に応じて、雇用しているフルタイムあるいはパートタイム欄にご記入ください。 
両方とも雇用している場合は、お手数ですが、必ず両欄にご記入をお願いします。 

契約期間を通算して 5 年を超えても、 

付問②：無期転換を希望しない対象者がいた場合、それを宣誓するような書類の提出を求めますか（1つに〇）。 

付問②：通算契約期間等の要件を満たした個別の対象者に、無期転換できることを案内していますか（1つに〇）。 

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 

有期契約労働者として働き続けられる仕組みに 

調査シリーズNo.202
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※「フルタイム」は、貴社における最長の所定労働時間を指すものとします。 

問１４： 有期契約労働者の人数がもっとも多い職種は、何ですか（それぞれ 1つに〇）。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

フルタイム パートタイム 
１．管理職 10．警備・保安職 １．管理職 10．警備・保安職 

２．専門・技術職（医療関係） 11．製造・生産工程職 ２．専門・技術職（医療関係） 11．製造・生産工程職 

３．専門・技術職（教育関係） 12．輸送・運転職 ３．専門・技術職（教育関係） 12．輸送・運転職 

４．専門・技術職（その他） 13．建設・採掘職 ４．専門・技術職（その他） 13．建設・採掘職 

５．事務職 14．清掃等労務職 ５．事務職 14．清掃等労務職 

６．販売職（営業を含む） 15．その他 ６．販売職（営業を含む） 15．その他 

７．サービス職（介護関係）  ７．サービス職（介護関係）  

８．サービス職（飲食関係）  ８．サービス職（飲食関係）  

９．サービス職（その他）  ９．サービス職（その他）  

 フルタイム  パートタイム  
正社員 

（人数最多のケース）  有期労働契約時 無期転換後  有期労働契約時 無期転換後  

 
週当たりの 

所定労働時間の長さ 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．週 20時間未満 １．週 20時間未満  １．週 20時間未満 １．週 20時間未満  １．週 20時間未満 

２．週 20時間以上 

  30時間未満 
２．週 20時間以上 

  30時間未満 
 ２．週 20時間以上 

  30時間未満 
２．週 20時間以上 

  30時間未満 
 ２．週 20時間以上 

  30時間未満 

３．週 30時間以上 

  フルタイム未満 
３．週 30時間以上 

  フルタイム未満 
 ３．週 30時間以上 

  フルタイム未満 
３．週 30時間以上 

  フルタイム未満 
 ３．週 30時間以上 

  フルタイム未満 

４．フルタイム ４．フルタイム  ４．フルタイム ４．フルタイム  ４．フルタイム 

        

残業や休日出勤 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．ある（あり得る） １．ある（あり得る）  １．ある（あり得る） １．ある（あり得る）  １．ある（あり得る） 

２．ない ２．ない  ２．ない ２．ない  ２．ない 

        

残業時間の長さや頻度 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．正社員と同じ １．正社員と同じ  １．正社員と同じ １．正社員と同じ  ― 

２．正社員より制限 ２．正社員より制限  ２．正社員より制限 ２．正社員より制限  ― 

        

勤務地の範囲 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．事業所限定 １．事業所限定  １．事業所限定 １．事業所限定  １．事業所限定 

２．事業所間異動あり 

  転居転勤なし 
２．事業所間異動あり 

  転居転勤なし 
 ２．事業所間異動あり 

  転居転勤なし 
２．事業所間異動あり 

  転居転勤なし 
 ２．事業所間異動あり 

  転居転勤なし 

３．転居転勤あり ３．転居転勤あり  ３．転居転勤あり ３．転居転勤あり  ３．転居転勤あり 

        

事業所内での異動 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．配置転換あり １．配置転換あり  １．配置転換あり １．配置転換あり  １．配置転換あり 

２．なし ２．なし  ２．なし ２．なし  ２．なし 

        

正社員と比較した 
仕事・責任の範囲 

（それぞれ 1 つに〇） 

１．仕事・責任とも限定 １．仕事・責任とも限定  １．仕事・責任とも限定 １．仕事・責任とも限定  ― 
２．責任のみ限定 ２．責任のみ限定  ２．責任のみ限定 ２．責任のみ限定  ― 
３．正社員と同じ ３．正社員と同じ  ３．正社員と同じ ３．正社員と同じ  ― 

※問６の回答に応じて、雇用しているフルタイムあるいはパートタイム欄にご記入ください。 
両方とも雇用している場合は、お手数ですが、必ず両欄にご記入をお願いします。 

付問： 上記で回答した職種の有期契約労働者が、無期転換する場合の働き方や賃金・労働条件の変化について 

詳しく教えてください。なお、比較のため、貴社の「正社員」についても同様に教えてください。 
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※「程度」は四捨五入でお考えください 

 

 フルタイム  パートタイム  
正社員 

（人数最多のケース）  有期労働契約時 無期転換後  有期労働契約時 無期転換後  

役職への登用 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．役職につける １．役職につける  １．役職につける １．役職につける  １．役職につける 

２．つけない ２．つけない  ２．つけない ２．つけない  ２．つけない 

        

基本賃金の支払形態 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．時給制 １．時給制  １．時給制 １．時給制  １．時給制 

２．月給制 ２．月給制  ２．月給制 ２．月給制  ２．月給制 

３．その他 ３．その他  ３．その他 ３．その他  ３．その他 

        

正社員（100）と 
比較した 
平均的な 

基本賃金の水準 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．全く同じ １．全く同じ  １．全く同じ １．全く同じ  ― 
２．90％程度 ２．90％程度  ２．90％程度 ２．90％程度  ― 
３．80％程度 ３．80％程度  ３．80％程度 ３．80％程度  ― 
４．70％程度 ４．70％程度  ４．70％程度 ４．70％程度  ― 
５．60％程度以下 ５．60％程度以下  ５．60％程度以下 ５．60％程度以下  ― 

        
勤続年数や能力の向上に 

伴う昇給（それぞれ 1つに〇） 
１．ある １．ある  １．ある １．ある  １．ある 
２．ない ２．ない  ２．ない ２．ない  ２．ない 

        

個別の成果等の 
評価制度と 

その結果の昇給への反映 
（それぞれ 1 つに〇） 

１．評価制度なし １．評価制度なし  １．評価制度なし １．評価制度なし  １．評価制度なし 
２．評価制度あり 

  昇給反映なし 

２．評価制度あり 

  昇給反映なし 
 
２．評価制度あり 

  昇給反映なし 

２．評価制度あり 

  昇給反映なし 
 
２．評価制度あり 

  昇給反映なし 

３．評価制度あり 

  昇給反映あり 

３．評価制度あり 

  昇給反映あり 
 
３．評価制度あり 

  昇給反映あり 

３．評価制度あり 

  昇給反映あり 
 
３．評価制度あり 

  昇給反映あり 

        

基本賃金以外に 
支給・適用されるもの 
（該当すべてに〇） 

１．賞与・一時金 １．賞与・一時金  １．賞与・一時金 １．賞与・一時金  １．賞与・一時金 

２．退職金・退職手当 ２．退職金・退職手当  ２．退職金・退職手当 ２．退職金・退職手当  ２．退職金・退職手当 

３．通勤手当（交通費） ３．通勤手当（交通費）  ３．通勤手当（交通費） ３．通勤手当（交通費）  ３．通勤手当（交通費） 

４．住宅手当や社宅 ４．住宅手当や社宅  ４．住宅手当や社宅 ４．住宅手当や社宅  ４．住宅手当や社宅 

５．家族手当 ５．家族手当  ５．家族手当 ５．家族手当  ５．家族手当 

６．厚生年金・健康保険 ６．厚生年金・健康保険  ６．厚生年金・健康保険 ６．厚生年金・健康保険  ６．厚生年金・健康保険 

７．雇用保険 ７．雇用保険  ７．雇用保険 ７．雇用保険  ７．雇用保険 

８.慶弔時の有給休暇 ８.慶弔時の有給休暇  ８.慶弔時の有給休暇 ８.慶弔時の有給休暇  ８.慶弔時の有給休暇 

９.病気時の有給休暇 ９.病気時の有給休暇  ９.病気時の有給休暇 ９.病気時の有給休暇  ９.病気時の有給休暇 

10．上記以外の法定 
を上回る有給休暇 

10．上記以外の法定 
を上回る有給休暇 

 
10．上記以外の法定 

を上回る有給休暇 
10．上記以外の法定 

を上回る有給休暇 
 

10．上記以外の法定 
を上回る有給休暇 

11．法定外の 

健康診断項目 
11．法定外の 

健康診断項目 
 

11．法定外の 

健康診断項目 
11．法定外の 

健康診断項目 
 

11．法定外の 

健康診断項目 

12．福利厚生 
  （施設利用や共済等） 

12．福利厚生 
  （施設利用や共済等） 

 12．福利厚生 
  （施設利用や共済等） 

12．福利厚生 
  （施設利用や共済等） 

 12．福利厚生 
  （施設利用や共済等） 

13．職場内教育訓練 13．職場内教育訓練  13．職場内教育訓練 13．職場内教育訓練  13．職場内教育訓練 

14. 職場外教育訓練 14. 職場外教育訓練  14. 職場外教育訓練 14. 職場外教育訓練  14. 職場外教育訓練 

15.自己啓発支援 15.自己啓発支援  15.自己啓発支援 15.自己啓発支援  15.自己啓発支援 

        

定年の定め（それぞれ 
1 つに〇・数値も記入） 

１．有（    ）歳 １．有（    ）歳  １．有（    ）歳 １．有（    ）歳  １．有（    ）歳 

２．無 ２．無  ２．無 ２．無  ２．無 

        

再雇用の有無（それぞれ 
1 つに〇・数値も記入） 

１．有（   ）歳まで １．有（   ）歳まで  １．有（   ）歳まで １．有（   ）歳まで  １．有（   ）歳まで 

２．無 ２．無  ２．無 ２．無  ２．無 
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問１５： 貴社で正社員として働いていた定年後再雇用者以外の、高齢（60歳以上）の有期契約労働者の雇用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

問１６：採用した有期契約労働者のうち、結果として無期転換に至る割合はどの程度と見込んでいますか 

（1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．雇用している ２．雇用していない ⇒問１６へ 

１．無期労働契約への移行者（無期転換者）は一切、出さない（全員の契約を終了する） 
２．一般的な有期契約労働者よりは少ないが、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出す 
３．一般的な有期契約労働者と全く同様に、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出す 
４．方針は未定・分からない 

１．設けている ２．設けていない 

１．設けている ⇒（ ）つ 
２．設けていない 

１．いない（0％） ４．30％以上 50％未満 ７．全員（100％） 
２．0％超 10％未満 ５．50％以上 80％未満 ８．分からない 
３．10％以上 30％未満 ６．80％以上 100％未満  

１．いない（0％） ４．30％以上 50％未満 ７．全員（100％） 
２．0％超 10％未満 ５．50％以上 80％未満 ８．分からない 
３．10％以上 30％未満 ６．80％以上 100％未満  

フルタイムについて 

パートタイムについて 

付問①： 定年後再雇用者以外の、高齢（60歳以上）の有期契約労働者を雇用していますか。 

付問②： 高齢（60歳以上）の有期契約労働者については、無期転換ルールにどう対応しますか。 

付問③： 高齢（60歳以上）の有期契約労働者から、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出さないため、 
あるいは無期転換している期間をできるだけ短くするために、無期転換後の定年を設けていますか。 

付問④：無期転換後の定年を複数、設けていますか。設けている場合、合計でいくつですか（数値も記入）。 

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 

や、無期転換ルールへの対応状況等についてお伺いします（それぞれ 1つに〇）。 

※例えば、無期転換（65歳）後に、68歳、 
70歳、73歳の定年が設けられている 
場合は、「3つ」になります。 
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問１５： 貴社で正社員として働いていた定年後再雇用者以外の、高齢（60歳以上）の有期契約労働者の雇用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

問１６：採用した有期契約労働者のうち、結果として無期転換に至る割合はどの程度と見込んでいますか 

（1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．雇用している ２．雇用していない ⇒問１６へ 

１．無期労働契約への移行者（無期転換者）は一切、出さない（全員の契約を終了する） 
２．一般的な有期契約労働者よりは少ないが、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出す 
３．一般的な有期契約労働者と全く同様に、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出す 
４．方針は未定・分からない 

１．設けている ２．設けていない 

１．設けている ⇒（ ）つ 
２．設けていない 

１．いない（0％） ４．30％以上 50％未満 ７．全員（100％） 
２．0％超 10％未満 ５．50％以上 80％未満 ８．分からない 
３．10％以上 30％未満 ６．80％以上 100％未満  

１．いない（0％） ４．30％以上 50％未満 ７．全員（100％） 
２．0％超 10％未満 ５．50％以上 80％未満 ８．分からない 
３．10％以上 30％未満 ６．80％以上 100％未満  

フルタイムについて 

パートタイムについて 

付問①： 定年後再雇用者以外の、高齢（60歳以上）の有期契約労働者を雇用していますか。 

付問②： 高齢（60歳以上）の有期契約労働者については、無期転換ルールにどう対応しますか。 

付問③： 高齢（60歳以上）の有期契約労働者から、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出さないため、 高齢（60歳以上）の有期契約労働者から、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出さないため、
あるいは無期転換している期間をできるだけ短くするために、無期転換後の定年を設けていますか。 

付問④：無期転換後の定年を複数、設けていますか。設けている場合、合計でいくつですか（数値も記入）。 

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 

や、無期転換ルールへの対応状況等についてお伺いします（それぞれ 1つに〇）。 

場合、合計でいくつですか（数値も記入）。
※例えば、無期転換（65歳）後に、68歳、 ※例えば、無期転換（65歳）後に、68歳、

70歳、73歳の定年が設けられている 70歳、73歳の定年が設けられている
場合は、「3つ」になります。 
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問１７： 無期転換ルールの施行以降、2017年度中（2018年 3月末）までに、有期契約労働者から無期転換した 

人はいましたか（1つに〇）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
問１８：無期転換ルールの施行以降、貴社の都合で有期労働契約を終了（雇止め）することはありましたか 

（1つに〇）。 
 
 
 
 

 
 
 

１．いた ２．いなかった 

付問：具体的にはどのような形態へ、何人が移行（無期転換）しましたか（数値を記入）。 

 無期契約 
社員 A 

無期契約 
社員 B 

無期契約 
社員 C 

限定 
正社員 正社員 

働き方 変化しない 若干負荷増 変化しない 変化する 大幅に変化する 
賃金・労働条件 変化しない 変化しない 若干改善 改善する 大幅に改善する 

フルタイム （      ）人 （      ）人 （      ）人 （      ）人 （      ）人 
パートタイム （      ）人 （      ）人 （      ）人 （      ）人 （      ）人 

１．いる 
２．いない 

フルタイム パートタイム 
（ ）人 （ ）人 

１．行った ２．行っていない 

１．かなりあった  ３．一切、なかったが、今後はある（あり得る） ⇒問１９へ 

２．多少あった  ４．一切、なかったし、今後もない ⇒問２０へ 
  ５．一切、なかったが、今後は分からない ⇒問１９へ 

１．業務上、臨時的・一時的にしか必要なかったから

２．業務量の変動や事業所の閉鎖等に伴い、雇用者数を調整する必要があったから

３．万一に備えて、雇用者数を調整できる余地を残しておきたいから

４．定期的に人材を入れ換えたいから（常に若年者を確保、モチベーションの維持、情報の機密保持、不祥事故の防止等）

５．勤務態度や能力等に問題があったから、職場に合わなかったから

６．正社員として採用できる能力や資質がなかったから

７．人件費を固定化させたくないから

８．以前よりそうした契約・雇用管理を行ってきたから

９．無期転換ルールに伴う転換申込権の発生をできるだけ回避したかったから

１０．その他（ ）

１．行った ２．行っていない 

付問①： 有期労働契約を終了（雇止め）した理由は、何でしたか（該当すべてに〇）。 

付問②： 無期転換を申込む権利を持つ人が出ないようにするため、あるいはその人数を減らすため、 無期転換を申込む権利を持つ人が出ないようにするため、あるいはその人数を減らすため、
2018年 3月末までに、有期労働契約の終了（雇止め）を行いましたか（1つに〇）。 

（定 年 後 再 雇 用 者 以 外 の 「 有 期 契 約 労 働 者 」 に つ い て ご 回 答 く だ さ い） 

優先的に無期労働契約へ移行（無期転換）させる「優遇措置」を行いましたか（1つに〇）。 
付問②： 無期転換ルールの施行前（2013年 3月以前）から雇用してきた有期契約労働者について、 

※無期転換後の形態の定義は、問１３と同じです。 

付問①： 2018年度中（2019年 3月末まで）に、無期転換を申込む権利が与えられる人はいますか。 
いる場合、（最大）人数も合わせて教えてください（1つに〇・数値も記入）。 

問１９へ 13 

 

 

 

問１９： 有期労働契約の終了（雇止め）に当たっては、どのような方法をとっていますか（該当すべてに○）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２０： 無期労働契約への移行機会を付与しない（無期転換させない）代償として、実施しているものはありますか 

（該当すべてに○）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．契約の更新回数や通算勤続年数の上限を設定する

２．（回数上限等は設定せず）契約の更新等に際して「更新しない」旨を伝える

３．契約期間を一定の業務終了までなど一括で設定し、更新は原則、行わない

４．採用時に無期転換を希望しない人や配偶者の転勤がある人、学生等を選別する

５．その他（ ）

１．行っている（行う） ２．行っていない（行わない） 

１．6 ヶ月未満 ２．6 ヶ月 ３．6 ヶ月超 1 年以内 ４．1 年超 

１．無期転換ルールの施行に伴い、新たに導入した 
２．クーリング自体は以前から行っているが、期間の長さ等を変更した 
３．クーリング自体、以前から行っており、何も変更していない 

１．約束している ２．約束していない ３．未定・分からない 

１．契約終了手当（契約満了金）や退職手当（退職金）の支給 ⇒付問も 
２．世間相場を上回る賃金水準や労働条件 
３．教育訓練機会の充実 
４．再就職先の紹介や、再就職先を探すための支援（有給休暇の付与等） 
５．その他（ ） 
６．実施しているものはない 

１．1／2 ヶ月分未満 ４．2 ヶ月分以上 3 ヶ月分未満 
２．1／2 ヶ月分以上 1 ヶ月分未満 ５．3 ヶ月分以上 
３．1 ヶ月分以上 2 ヶ月分未満  

付問①： 空白期間の長さはどれくらいですか（1つに〇）。 

付問③： クーリング後の再雇用を約束していますか（1つに〇）。 

付問： 平均的な支給水準は、月給に換算してどれくらいですか（1つに〇）。 

付問： 同じ有期契約労働者を再び雇用する際、前回の契約終了から今回の契約開始までに、一定の空白期間 
を設ける「クーリング」を行っていますか（1つに〇）。 

付問②： クーリングの仕組みは、無期転換ルールの施行に伴い導入したものですか（1つに〇）。 
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問１９： 有期労働契約の終了（雇止め）に当たっては、どのような方法をとっていますか（該当すべてに○）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２０： 無期労働契約への移行機会を付与しない（無期転換させない）代償として、実施しているものはありますか 

（該当すべてに○）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．契約の更新回数や通算勤続年数の上限を設定する

２．（回数上限等は設定せず）契約の更新等に際して「更新しない」旨を伝える

３．契約期間を一定の業務終了までなど一括で設定し、更新は原則、行わない

４．採用時に無期転換を希望しない人や配偶者の転勤がある人、学生等を選別する

５．その他（ ）

１．行っている（行う） ２．行っていない（行わない） 

１．6 ヶ月未満 ２．6 ヶ月 ３．6 ヶ月超 1 年以内 ４．1 年超 

１．無期転換ルールの施行に伴い、新たに導入した 
２．クーリング自体は以前から行っているが、期間の長さ等を変更した 
３．クーリング自体、以前から行っており、何も変更していない 

１．約束している ２．約束していない ３．未定・分からない 

１．契約終了手当（契約満了金）や退職手当（退職金）の支給 ⇒付問も 
２．世間相場を上回る賃金水準や労働条件 
３．教育訓練機会の充実 
４．再就職先の紹介や、再就職先を探すための支援（有給休暇の付与等） 
５．その他（ ） 
６．実施しているものはない 

１．1／2 ヶ月分未満 ４．2 ヶ月分以上 3 ヶ月分未満 
２．1／2 ヶ月分以上 1 ヶ月分未満 ５．3 ヶ月分以上 
３．1 ヶ月分以上 2 ヶ月分未満  

付問①： 空白期間の長さはどれくらいですか（1つに〇）。 

付問③： クーリング後の再雇用を約束していますか（1つに〇）。 

付問： 平均的な支給水準は、月給に換算してどれくらいですか（1つに〇）。 

付問： 同じ有期契約労働者を再び雇用する際、前回の契約終了から今回の契約開始までに、一定の空白期間 付問： 同じ有期契約労働者を再び雇用する際、前回の契約終了から今回の契約開始までに、一定 空白期間
を設ける「クーリング」を行っていますか（1つに〇）。 

付問②： クーリングの仕組みは、無期転換ルールの施行に伴い導入したものですか（1つに〇）。 
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問２１：無期転換ルールの施行前（2013 年 3 月以前）に、有期契約労働者から「正社員」（限定正社員は含め 

ません）に転換する制度はありましたか（1つに〇）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２２： 無期転換ルールに対応する上で、課題になっていることはありますか（該当すべてに〇）。 

 
 
 
 
 
 

１．あった 
２．なかった 

付問：無期転換ルールの施行に伴い、正社員への転換制度について 

     次のような影響はありましたか（該当すべてに〇）。

１．正社員への転換制度の廃止（限定正社員や無期契約社員化止まりを含む）

２．正社員への直接転換ルートの廃止（必ず限定正社員等を経由）

３．正社員に転換するまでに必要な期間の長期化

４．正社員に転換するまでに必要な期間の短縮化

５．正社員への転換要件の厳格化

６．正社員への転換要件の緩和

７．正社員への転換者数の減少

８．正社員への転換者数の増加

９．少なくとも上記のような影響は出ていない

１．業務量の変動等に伴う人員数や労働時間、労働条件等の調整 
２．事業の再編（事業所閉鎖）等に伴う雇用調整のあり方 
３．無期転換後のモチベーションを維持するための方策 
４．正社員の新規採用に対する影響（無期転換者の増加に伴う新規採用枠の縮小等） 
５．無期転換後のあり方（統合・整理を含む） 
６．有期労働契約と無期転換後、正社員の間の仕事や働き方、賃金・労働条件のバランスと納得感の醸成 
７．契約管理や就業規則の複雑化と社内（当事者や管理者等）への周知・浸透 
８．（定年後再雇用者以外の）高齢者の取扱い 
９．定年後再雇用者（特例活用）とそれ以外の高齢者の取扱いの違いに係る不公平感（無期転換機会等） 

１０．定年のあり方 
１１．（無期転換ルールの回避等による）人手不足の深刻化や優秀な人材の流出 
１２．（無期転換ルールの回避等による）企業イメージの悪化 
１３．人件費の増加とそれに見合う生産性の向上 
１４．有期契約労働者の活用のあり方・考え方の見直し（人事制度改定を含む） 
１５．訴訟リスクの高まり（有期契約労働者とのコミュニケーションの強化を含む） 
１６．派遣労働者の取扱い 
１７．障がいをもつ労働者の取扱い 
１８．外国人労働者の取扱い 
１９．その他（ ） 
２０．特に課題はない 

１．ほとんど説明できると思う ３．ほとんど説明できないと思う 
２．説明できるものと出来ないものがあると思う ４．分からない・考えたことがない 

※選択肢の矛盾回答にご注意ください（＜にまたがる選択肢を選ぶ際はいずれか 1つのみです。 

付問： 無期労働契約と有期労働契約の間、フルタイムとパートタイムの間の待遇差やその理由について、 
合理的に説明することは出来ますか（1つに〇）。 

また、９を選択できるのは、１～８に〇が無い場合です）。 

15 

 
問２３：無期転換ルールへの対応方針の見直しを行う予定は、ありますか（1つに〇）。 
 
 
 
 

 
 
 
Ⅴ 限定正社員の活用状況についてお伺いします。

 
問２４：正社員を「直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規の職員として処遇されている者」と定義する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２５：正社員全体のうち、働き方に何らかの限定がある人（問２４の「ある」に該当する人）の人数割合は、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．見直す予定がある  ３．見直しの予定・検討余地はない 
２．予定はないが、今後の検討余地はある  ４．分からない 

付問： 見直しを行う場合、対応方針のあり方に影響する要素は何だと思いますか（該当すべてに〇）。 

１．無期労働契約への移行状況

（無期転換者の増加状況）

７．企業業績や景気の動向

８．事業の改廃・見直し状況

２．有期契約労働者の希望状況

（労働組合の要求等状況を含む）

９．機械化・自動化の進展状況

１０．他社の対応動向

３．無期転換の効果の検証

（働きぶりやモチベーション等）

１１．同一労働同一賃金への対応動向

１２．定年の見直しや定年後再雇用者の増加状況

４．無期転換に対する職場の評価 １３．その他（ ）

５．人件費の増加状況 １４．分からない

６．労働力需給（人手不足）の状況

職種や職務、職域が限定されている区分 １．ある ２．ない 
勤務地（配置転換や事業所間異動の範囲）が限定されている区分 １．ある ２．ない 
つける役職や役割の範囲が限定されている区分 １．ある ２．ない 
労働時間の長さが限定されている区分 １．ある ２．ない 
 
（ ） １．ある ２．ない 

１．はい ２．いいえ 

１．1 割未満 ４．5 割以上 7 割未満 ７．全員 ⇒問２８へ 
２．1 割以上 3 割未満 ５．7 割以上 9 割未満  
３．3 割以上 5 割未満 ６．9 割以上（10 割未満）  

１．大幅に増やす ３．現状維持（横ばい） ５．大幅に減らす 
２．やや増やす ４．やや減らす ６．分からない 

付問： 育児・介護休業法への対応のみを理由として、設けている区分ですか（1つに〇）。 

すべて「ない」場合は問２８へ 

付問：働き方に何らかの限定がある人の人数割合について、今後の増減方針を教えてください（1つに〇）。 

時、正社員の中に次のような区分は、ありますか（それぞれ 1～2のいずれかに〇）。 

どれくらいですか（1つに〇）。 

その他、何らかの働き方が限定されている区分 
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問２３：無期転換ルールへの対応方針の見直しを行う予定は、ありますか（1つに〇）。 
 
 
 
 

 
 
 
Ⅴ 限定正社員の活用状況についてお伺いします。

 
問２４：正社員を「直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規の職員として処遇されている者」と定義する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２５：正社員全体のうち、働き方に何らかの限定がある人（問２４の「ある」に該当する人）の人数割合は、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．見直す予定がある  ３．見直しの予定・検討余地はない 
２．予定はないが、今後の検討余地はある  ４．分からない 

付問： 見直しを行う場合、対応方針のあり方に影響する要素は何だと思いますか（該当すべてに〇）。 

１．無期労働契約への移行状況

（無期転換者の増加状況）

７．企業業績や景気の動向

８．事業の改廃・見直し状況

２．有期契約労働者の希望状況

（労働組合の要求等状況を含む）

９．機械化・自動化の進展状況

１０．他社の対応動向

３．無期転換の効果の検証

（働きぶりやモチベーション等）

１１．同一労働同一賃金への対応動向

１２．定年の見直しや定年後再雇用者の増加状況

４．無期転換に対する職場の評価 １３．その他（ ）

５．人件費の増加状況 １４．分からない

６．労働力需給（人手不足）の状況

職種や職務、職域が限定されている区分 １．ある ２．ない 
勤務地（配置転換や事業所間異動の範囲）が限定されている区分 １．ある ２．ない 
つける役職や役割の範囲が限定されている区分 １．ある ２．ない 
労働時間の長さが限定されている区分 １．ある ２．ない 
 
（ ） １．ある ２．ない 

１．はい ２．いいえ 

１．1 割未満 ４．5 割以上 7 割未満 ７．全員 ⇒問２８へ 
２．1 割以上 3 割未満 ５．7 割以上 9 割未満  
３．3 割以上 5 割未満 ６．9 割以上（10 割未満）  

１．大幅に増やす ３．現状維持（横ばい） ５．大幅に減らす 
２．やや増やす ４．やや減らす ６．分からない 

付問： 育児・介護休業法への対応のみを理由として、設けている区分ですか（1つに〇）。 

すべて「ない」場合は問２８へ 

付問：働き方に何らかの限定がある人の人数割合について、今後の増減方針を教えてください（1つに〇）。 

時、正社員の中に次のような区分は、ありますか（それぞれ 1～2のいずれかに〇）。 

どれくらいですか（1つに〇）。 

その他、何らかの働き方が限定されている区分 
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問２６： 働き方に何らかの限定がある区分から、そうした限定のない区分へ移行できる制度や、 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２７：事業所の閉鎖や事業の縮小等に直面した場合（※）、働き方に何らかの限定がある区分の雇用上の取扱い 

 
 
 
 
     付問： 働き方に何らかの限定がある区分を、活用する上での課題はありますか（該当すべてに〇）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１．制度がある  ３．制度も慣行もない 
２．制度はないが、慣行がある  ４．分からない 

１．限定あり区分 ⇒ 限定なし区分のみ移行可能 
２．限定なし区分 ⇒ 限定あり区分のみ移行可能 
３．相互に移行可能 
４．分からない 

１．規定している ２．今後の規定を予定 ３．規定しておらず、今後の予定もない 

１．労務管理が煩雑・複雑になる 
２．店舗の新設等、事業展開に必要な異動が硬直的になる（制限される） 
３．人材育成・キャリア形成のための異動が硬直的になる（制限される） 
４．昇進・昇格や役職につく機会・範囲が限定され、モチベーションの維持が難しい 
５．区分間の仕事や責任、賃金・労働条件等のバランスと納得感の醸成が難しい 
６．固定的な要員層が厚くなり、人件費負担が重くなる 
７．事業所の閉鎖や事業縮小に当たっての雇用維持・調整が難しい 
８．正社員とそれ以外の違いが分かりにくくなる 
９．従来からの正社員を希望する人がいなくなってしまう 

１０．働き方に何らかの限定がある区分に対する、労働者ニーズが見極めにくい 
１１．働き方に限定がないはずの区分のまま、育児や介護、病気等の事情で、 

一定期間、仕事や勤務地、労働時間等が実質的に限定される人と、 
そもそも働き方に限定がある区分で働いている人の間で、不公平感がある 

１２．働き方に限定がある区分の利用が、女性に偏重する 
１３．働き方に限定がない人とある人の間の人間関係等、職場の雰囲気が悪化する 
１４．労働組合や労働者代表等との調整が難しい 
１５．その他（ ） 
１６．特に課題は無い 

１．希望する ２．希望しない 

貴社名  
部署名  お名前  
所在地 〒 

問２８：アンケート調査のご協力の御礼に、結果の概要（無料）を謹呈したいと思います。ご希望を教えてください。 

付問： 移行できる方向性についても、教えてください（1つに〇）。 

※例えば、勤務地限定の正社員で通勤圏内の事業所が閉鎖したり、職種・職務限定の正社員で事業縮小等に伴い仕事がなくなった場合等。 

― 調査はこれで終わりです。ご回答いただき、誠に有難うございました。 
返信用封筒（緑色：切手不要）に入れ、2018 年 11 月 27 日（火曜）までに郵便ポストへご投函ください。

慣行（実際の移行実績）はありますか（1つに〇）。 

について、就業規則や内規等であらかじめ規定していますか（1つに〇）。 

※１６を選択できるのは、１～１５に〇が無い場合です。 

1 

 
Ⅰ 現在の会社での仕事や責任、勤務地、賃金・労働条件等の状況についてお伺いします。

 
問１：職種は何ですか（主なもの 1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

無期転換ルールへの対応状況等に関する調査 
   

＜ご協力のお願い＞ 
１．2012 年 8 月に労働契約法が改正され、無期転換ルール等が規定されました。無期転換ルールとは、契約社員や

パート、アルバイト、再雇用者、派遣労働者など呼称を問わず、2013 年 4 月 1 日以降に締結された有期労働 
契約が、通算 5 年を超えて更新された場合には、労働者自身の申込みにより、（申込み時点の有期労働契約が 
終了次第）期間の定めのない労働契約（無期労働契約）へ移行（無期転換）されるというものです。この調査は、

そうした法制度への対応状況等を明らかにするため、厚生労働省労働基準局の研究要請を受けて、同省所管の

調査研究機関である（独）労働政策研究・研修機構（https://www.jil.go.jp）が実施するものです。今後の政策 
形成に反映する重要な調査となりますので、お忙しいなか誠に恐縮に存じますが、是非ともご回答にご協力を

賜りますよう何卒お願い申し上げます。 
 
２．調査票は、「平成 28 年経済センサス活動調査」（国の基幹統計）のデータベースから、無作為に抽出された全国

の企業を通じて配布しています。ご回答は統計的に処理され、個人が特定されたり、個別の内容が他に漏れる 
ことは一切、ございませんので、ありのままをご記入ください。 

 
３．調査票は、「契約社員やパート、アルバイト、再雇用者など呼称を問わず、期間の定めのある労働契約 

（有期労働契約）で雇用されている方（有期契約労働者）」、あるいは「2013 年 4 月以降に、期間の定めのある

労働契約（有期労働契約）から、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換された方（正社員を含む）」

がご回答ください。なお、人材派遣会社に有期労働契約で雇用され、派遣先の会社へ派遣されている方も含ま

れますが、無期転換ルールが適用されるのは（派遣先の会社ではなく）「人材派遣会社」である等、注意点が 
ありますので、設問に付されている注釈（※）を確認しながらご回答ください。 

 
４．設問へのご回答は、矢印や「問＊へ」といった接続に注意しながら、前から順を追ってご記入ください。また、

「主なもの 1 つに○」「該当すべてに○」「数値を記入」等、記入方法の指定に沿ってご回答ください。ご回答

は、選択肢の番号を○で囲んでください。「その他」を選択される場合は、具体的な内容を（ ）内にご記入

ください。 
 
５．特に断りのない限り、2018 年 11 月 1 日現在の状況についてご記入ください。ご記入が終わりましたら、別添

の返信用封筒（茶色：切手不要）に入れ、2018 年 11 月 27 日（火曜）までに郵便ポストへご投函ください。 
 
６．なお、調査票の発送・回収・入力は、実査機関である（株）タイム・エージェントに委託していますが、 

確かに当機構が主体となり、調査・分析を行うものに間違いございません（実査の期間中は、ホームページ上 
https://www.jil.go.jp/information/enquete/index.html にも明示します）。ご回答に当たり、ご不明な点等は 
下記の専用フリーダイヤル（無料）までお問合せください。 

 
 

【お問合せ窓口】

＜専用フリーダイヤル（無料）＞ （土日祝日を除く ～ ）

【調査の実施主体】 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 （担当）調査部／渡辺、新井、荻野

【調査票の発送･回収･入力 委託先】 株式会社 タイム・エージェント（担当）調査本部／荒木、大濱
 

１．管理的な仕事 １０．警備・保安の仕事

２．専門的・技術的な仕事（医療関係） １１．製造・生産工程の仕事

３．専門的・技術的な仕事（教育関係） １２．輸送・運転の仕事

４．専門的・技術的な仕事（その他） １３．建設・採掘の仕事

５．事務の仕事 １４．清掃など労務の仕事

６．販売の仕事（営業を含む） １５．その他（ ）

７．サービスの仕事（介護関係）

８．サービスの仕事（接客、飲食関係）

９．サービスの仕事（その他）

（労働者調査票） 厚生労働省 要請研究 ／（独）労働政策研究・研修機構 実施  
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Ⅰ 現在の会社での仕事や責任、勤務地、賃金・労働条件等の状況についてお伺いします。

 
問１：職種は何ですか（主なもの 1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

無期転換ルールへの対応状況等に関する調査 
   

＜ご協力のお願い＞ 
１．2012 年 8 月に労働契約法が改正され、無期転換ルール等が規定されました。無期転換ルールとは、契約社員や

パート、アルバイト、再雇用者、派遣労働者など呼称を問わず、2013 年 4 月 1 日以降に締結された有期労働 
契約が、通算 5 年を超えて更新された場合には、労働者自身の申込みにより、（申込み時点の有期労働契約が 
終了次第）期間の定めのない労働契約（無期労働契約）へ移行（無期転換）されるというものです。この調査は、

そうした法制度への対応状況等を明らかにするため、厚生労働省労働基準局の研究要請を受けて、同省所管の

調査研究機関である（独）労働政策研究・研修機構（https://www.jil.go.jp）が実施するものです。今後の政策 
形成に反映する重要な調査となりますので、お忙しいなか誠に恐縮に存じますが、是非ともご回答にご協力を

賜りますよう何卒お願い申し上げます。 
 
２．調査票は、「平成 28 年経済センサス活動調査」（国の基幹統計）のデータベースから、無作為に抽出された全国

の企業を通じて配布しています。ご回答は統計的に処理され、個人が特定されたり、個別の内容が他に漏れる 
ことは一切、ございませんので、ありのままをご記入ください。 

 
３．調査票は、「契約社員やパート、アルバイト、再雇用者など呼称を問わず、期間の定めのある労働契約 

（有期労働契約）で雇用されている方（有期契約労働者）」、あるいは「2013 年 4 月以降に、期間の定めのある

労働契約（有期労働契約）から、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換された方（正社員を含む）」

がご回答ください。なお、人材派遣会社に有期労働契約で雇用され、派遣先の会社へ派遣されている方も含ま

れますが、無期転換ルールが適用されるのは（派遣先の会社ではなく）「人材派遣会社」である等、注意点が 
ありますので、設問に付されている注釈（※）を確認しながらご回答ください。 

 
４．設問へのご回答は、矢印や「問＊へ」といった接続に注意しながら、前から順を追ってご記入ください。また、

「主なもの 1 つに○」「該当すべてに○」「数値を記入」等、記入方法の指定に沿ってご回答ください。ご回答

は、選択肢の番号を○で囲んでください。「その他」を選択される場合は、具体的な内容を（ ）内にご記入

ください。 
 
５．特に断りのない限り、2018 年 11 月 1 日現在の状況についてご記入ください。ご記入が終わりましたら、別添

の返信用封筒（茶色：切手不要）に入れ、2018 年 11 月 27 日（火曜）までに郵便ポストへご投函ください。 
 
６．なお、調査票の発送・回収・入力は、実査機関である（株）タイム・エージェントに委託していますが、 

確かに当機構が主体となり、調査・分析を行うものに間違いございません（実査の期間中は、ホームページ上 
https://www.jil.go.jp/information/enquete/index.html にも明示します）。ご回答に当たり、ご不明な点等は 
下記の専用フリーダイヤル（無料）までお問合せください。 

 
 

【お問合せ窓口】

＜専用フリーダイヤル（無料）＞ （土日祝日を除く ～ ）

【調査の実施主体】 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 （担当）調査部／渡辺、新井、荻野

【調査票の発送･回収･入力 委託先】 株式会社 タイム・エージェント（担当）調査本部／荒木、大濱
 

１．管理的な仕事 １０．警備・保安の仕事

２．専門的・技術的な仕事（医療関係） １１．製造・生産工程の仕事

３．専門的・技術的な仕事（教育関係） １２．輸送・運転の仕事

４．専門的・技術的な仕事（その他） １３．建設・採掘の仕事

５．事務の仕事 １４．清掃など労務の仕事

６．販売の仕事（営業を含む） １５．その他（ ）

７．サービスの仕事（介護関係）

８．サービスの仕事（接客、飲食関係）

９．サービスの仕事（その他）

（労働者調査票） 厚生労働省 要請研究 ／（独）労働政策研究・研修機構 実施  
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付問①：あなたの仕事と、業務の内容や責任の重さが同じ正社員はいますか（1つに〇）。 

付問②：役職についていますか（1つに〇）。 

問２：勤務先の業種は、何ですか（複数ある場合でも主なもの 1つに〇）。 

付問①：勤務先の（会社）全体の従業員規模はどれくらいですか（1つに〇）。 

付問②：本社を含めて、事業所はいくつありますか（1つに〇）。 

付問③：勤務場所について、「事業所間の異動（転勤）」や「事業所内の異動（配置転換）」の有無は、 
     どのように決められていますか（それぞれ 1つに〇）。 

１．同じ内容の業務を行い、責任の重さも同じ正社員がいる

２．同じ内容の業務を行っているが、責任の重さは異なる正社員がいる

３．同じ内容の業務を行っている正社員はいない

４．分からない

１．ついている

２．ついていない １．管理職（※） ２．それ以外の役職

１．鉱業、採石業、砂利採取業 １０．学術研究、専門・技術サービス業

２．建設業 １１．宿泊業、飲食サービス業

３．製造業 １２．生活関連サービス業、娯楽業

４．電気・ガス・熱供給・水道業 １３．教育、学習支援業

５．情報通信業 １４．医療、福祉

６．運輸業、郵便業 １５．複合サービス事業（郵便局、協同組合など）

７．卸売業、小売業 １６．サービス業（他に分類されないもの）

８．金融業、保険業 １７．その他（ ）

９．不動産業、物品賃貸業 １８ 分からない

１．はい ２．いいえ

１．29人以下 ３．50～99 人 ５．300～499 人 ７．1,000 人以上

２．30～49人 ４．100～299 人 ６．500～999 人 ８．分からない

１．事業所は 1つ（本社のみ） ２．事業所は 2つ以上 ３．分からない

事業所間の異動（転勤）

１．事業所は限定（異動なし）

２．事業所間の異動はあるが、転居を伴う転勤はない

３．事業所間の異動があり、転居を伴う転勤がある

４．分からない

事業所内の異動（配置転換）

１．ある

２．ない

３．分からない

※本調査を通じ、正社員とは「直接雇用かつ無期労働契約で、正社員・正規の職員として処遇されている者」とします。 ※本調査を通じ、正社員とは「直接雇用かつ無期労働契約で、正社員・正規の職員として処遇されている者」とします。
なお、あなたが「派遣労働者」である場合は、「派遣先の会社」の正社員についてご回答ください。 

付問：職位は何ですか（1つに〇）。 
管理職（※） ２．それ以外の役職

※肩書きではなく、管理職＝「残業や休日出勤に係る手当の代わりに、 ※肩書きではなく、管理職＝「残業や休日出勤に係る手当の代わりに、

管理職手当等が支払われている者」か否かで、ご回答ください。 

付問：勤務先は「大学」ですか（1つに〇）。 

※日本標準産業分類に基づく。 

3 

付問④：勤務地の範囲（「事業所間の異動（転勤）」と「事業所内の異動（配置転換）」の両方とも）が、 
あなたと同じ正社員はいますか（1つに〇）。 

問３：1週間当たりの、所定労働時間（休憩時間は除く）はどのように決められていますか（1つに〇）。 

  付問①：1週間当たりで、実際に勤務している労働時間（休憩時間は除く。残業時間を含む）は、 

平均的にどれくらいですか（1つに〇）。 

  付問②：あなたに、下記のような勤務制度は適用されていますか（1つに〇）。 

問４：賃金・労働条件について教えてください。 
付問①： 基本的な賃金は、どのように決められていますか（主なもの 1つに〇・数値も記入）。 

付問②： 勤続年数等に伴う定期的な昇給や、評価等に応じた個別の昇給はありますか（1つに〇）。 

１．いる ２．いない ３．分からない

１．週 10時間未満 ４．週 30時間以上 40時間未満 

２．週 10時間以上 20時間未満 ５．週 40時間（以上を含む） 
３．週 20時間以上 30時間未満 ６．分からない 

１．週 10時間未満 ４．週 30時間以上 40時間未満 

２．週 10時間以上 20時間未満 ５．週 40時間以上 50時間未満 

３．週 20時間以上 30時間未満 ６．週 50時間以上 60時間未満 

 ７．週 60時間以上 

１．シフト勤務／交代制 ４．フレックスタイム制 

２．変形労働時間制 ５．裁量労働制 

３．事業場外みなし労働制 ６．どれも適用されていない 

１．時間給 ⇒ 1 時間当たり （            ）円 

２．日給 ⇒ 1 日 当 たり （            ）円 

３．月給 ⇒ 1 ヶ月当たり （            ）円 

４．その他（                 ）※ ⇒ 1 ヶ月 平均 （            ）円 

１．勤続年数等に応じた定期的な昇給のみある

２．評価等に応じた個別の昇給のみある

３．両方ともある

４．どちらもない

５．分からない

※例えば、9～16時（休憩 1時間）で週 3日勤務の契約なら（7－1）時間×3日で、1週間当たりでみると 18時間になります。 

※例えば、上記の所定労働時間（1週間当たり 18時間）に加え、毎回 1時間くらい残業している場合は、 
18時間＋（残業 1時間×週 3日勤務）で 21時間になります。 

※その他を選択された場合は、「歩合給」や「年俸制」など、基本的な賃金の支払形態も（     ）にご記入ください。 
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付問④：勤務地の範囲（「事業所間の異動（転勤）」と「事業所内の異動（配置転換）」の両方とも）が、 
あなたと同じ正社員はいますか（1つに〇）。 

問３：1週間当たりの、所定労働時間（休憩時間は除く）はどのように決められていますか（1つに〇）。 

  付問①：1週間当たりで、実際に勤務している労働時間（休憩時間は除く。残業時間を含む）は、 

平均的にどれくらいですか（1つに〇）。 

  付問②：あなたに、下記のような勤務制度は適用されていますか（1つに〇）。 

問４：賃金・労働条件について教えてください。 
付問①： 基本的な賃金は、どのように決められていますか（主なもの 1つに〇・数値も記入）。 

付問②： 勤続年数等に伴う定期的な昇給や、評価等に応じた個別の昇給はありますか（1つに〇）。 

１．いる ２．いない ３．分からない

１．週 10時間未満 ４．週 30時間以上 40時間未満 

２．週 10時間以上 20時間未満 ５．週 40時間（以上を含む） 
３．週 20時間以上 30時間未満 ６．分からない 

１．週 10時間未満 ４．週 30時間以上 40時間未満 

２．週 10時間以上 20時間未満 ５．週 40時間以上 50時間未満 

３．週 20時間以上 30時間未満 ６．週 50時間以上 60時間未満 

 ７．週 60時間以上 

１．シフト勤務／交代制 ４．フレックスタイム制 

２．変形労働時間制 ５．裁量労働制 

３．事業場外みなし労働制 ６．どれも適用されていない 

１．時間給 ⇒ 1 時間当たり （            ）円 

２．日給 ⇒ 1 日 当 たり （            ）円 

３．月給 ⇒ 1 ヶ月当たり （            ）円 

４．その他（                 ）※ ⇒ 1 ヶ月 平均 （            ）円 

１．勤続年数等に応じた定期的な昇給のみある

２．評価等に応じた個別の昇給のみある

３．両方ともある

４．どちらもない

５．分からない

※例えば、9～16時（休憩 1時間）で週 3日勤務の契約なら（7－1）時間×3日で、1週間当たりでみると 18時間になります。 

平均的にどれくらいですか（ つに〇）。
※例えば、上記の所定労働時間（1週間当たり 18時間）に加え、毎回 1時間くらい残業している場合は、 ※例えば、上記の所定労働時間（1週間当たり 18時間）に加え、毎回 1時間くらい残業している場合は、

18時間＋（残業 1時間×週 3日勤務）で 21時間になります。 

※その他を選択された場合は、「歩合給」や「年俸制」など、基本的な賃金の支払形態も（     ）にご記入ください。 
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付問③： その他の労働条件として、下記の中に支給・適用されているものはありますか（該当すべてに○）。 

付問④： 現在の会社からの、昨年（2017年 1月 1日～12月 31日）の税込み年収はどれくらいでしたか 
（1つに〇）。 

 

問５： 現在の会社で、働いている理由は何ですか（該当すべてに〇）。 

 

１．賞与・一時金 ６．その他手当 １１．職場内での教育訓練

２．退職金・退職手当 ７．厚生年金・健康保険 １２．職場外での教育訓練

３．通勤手当・交通費 ８．雇用保険 １３．自己啓発支援

４．住宅手当 ９．法定を上回る有給休暇 １４．福利厚生（施設利用補助や共済加入等）

５．家族手当 １０．法定を上回る健康診断 １５．支給・適用されているものはない

１．65 万円未満 ８．250 万円以上 330 万円未満 
２．65 万円以上 100 万円未満 ９．330 万円以上 500 万円未満 
３．100 万円以上 103 万円未満 １０．500 万円以上 695 万円未満 
４．103 万円以上 130 万円未満 １１．695 万円以上 850 万円未満 
５．130 万円以上 150 万円未満 １２．850 万円以上 1,000 万円未満 
６．150 万円以上 195 万円未満 １３．1,000 万円以上 
７．195 万円以上 250 万円未満 １４．昨年は現在の会社で働いていない 

１．納得している ３．どちらかといえば納得していない

２．どちらかといえば納得している ４．納得していない

５．何とも言えない・分からない

１．労働時間や出勤日数が短いから
（家庭や育児・介護、学業等の優先、健康・体力的な問題、就業調整しやすい等）

２．残業が無い・少ないから

３．休みやすいから（自分の都合を言いやすいから）

４．賃金が魅力的だから（賃金水準が高い、昇給や賞与がある等）

５．賃金以外の労働条件が魅力的だから（福利厚生や退職金制度等）

６．自宅に近いから（通勤が楽だから）

７．勤務地が限定されているから（事業所間の異動や転居を伴う転勤がない）

８．仕事内容が魅力的だから（キャリアアップや経験につながる、やりがいがある等）

９．事業内容や経営方針が魅力的だから

１０．資格や技能、経験を活かして働きたいから

１１．責任・ノルマの少ない仕事や、定型的な仕事をしたいから

１２．職場の人間関係や雰囲気が良好だから

１３．正社員としての働き口が見つからなかったから

１４．正社員に応募できる機会があると言われたから、試用期間中だから

１５．定年後の再雇用だから

１６．知人や、以前勤めていた会社等に誘われたから

１７．家業だから

１８．転職先が見つからないから（転職するのが面倒だから）

１９．特に理由は無い（たまたま採用されたから等）

２０．その他（ ）

付問⑤： 現在の賃金や労働条件に、納得していますか（1つに〇）。 

5 

問６： 期間の定めのある「有期労働契約」で働くことを、あえて選択しましたか（1つに〇）。 

問７： 現在の会社で、有期労働契約で働き始めてから、どれくらいになりますか（1つに〇）。 

問８：あなたは有期労働契約から、期間の定めのない無期労働契約（正社員を含む）への移行者（無期転換者） 

ですか（1つに○）。 

問９： 1回当たりの契約期間の長さは、どれくらいですか（1つに〇）。 

   付問： 契約の更新回数や通算の勤続年数等に、上限は設けられていますか（該当すべてに○）。 

        上限がある場合は、その内容も教えてください（数値を記入）。 

１．はい（あえて選択した） ２．いいえ（そういう求人だった、会社の制度だから等） 

１．期間限定で働きたいから（進学や就職、転居、独立等の予定があるから等）

２．自分の都合で辞めやすいから（家庭や育児、介護等の優先、健康・体力的な問題等）

３．職場や組織に縛られたくないから（自身の能力を活かしたい、人間関係がわずらわしい等）

４．正社員や無期労働契約にはなりたくないから（残業や転勤、責任やノルマ等を避けたいから）

５．賃金や労働条件の改善交渉がしやすいから（会社と対等でいられるから）

６．契約終了時に手当等がもらえるから

７．その他（ ）

１．1 年以内 ３．3 年超 5 年以内 ５．10 年超 20 年以内 
２．1 年超 3 年以内 ４．5 年超 10 年以内 ６．20 年超 

１．はい（移行者である）⇒ 問１５（Ｐ８）へ ２．いいえ

１．はい（定年後再雇用者である）⇒ 問９へ ２．いいえ

１．はい（派遣労働者である） ２．いいえ

１．3 ヶ月未満 ４．6 ヶ月 ７．1 年超 3 年未満 
２．3 ヶ月 ５．6 ヶ月超 1 年未満 ８．3 年以上 
３．3 ヶ月超 6 ヶ月未満 ６．1 年 ９．分からない 

１．契約の更新回数に上限がある ⇒（ ）回まで

２．通算の勤続年数に上限がある ⇒（ ）年（ ）ヶ月まで

３．勤務できる年齢に上限（定年）がある ⇒ （ ）歳まで

４．３の後、再雇用された場合の最終定年がある ⇒ （ ）歳まで

５．上記以外の上限がある（具体的に ）

６．上限は設けられていない

７．分からない

現在の会社に有期労働契約で働き始めてから現在までの経過年数をご記入ください。 
有期労働契約になってからの期間をご記入ください。また、あなたが「無期労働契約への移行者」の場合は、 

※更新をすべて通算した勤続年数を教えてください。なお、現在の会社の正社員を定年後の再雇用者である場合は、 

※他の会社の正社員で、定年後に現在の会社で働き始めた場合は「いいえ」になります。 

※現在の会社の正社員だった定年後再雇用者である場合は、有期労働契約上の設定状況についてご記入ください。 

付問①： あなたは、現在の会社の正社員だった、定年後の再雇用者ですか（1つに〇）。 

付問②： あなたは、人材派遣会社に雇用されている「派遣労働者」ですか（1つに〇）。 

付問： あえて「有期労働契約」を選択した理由は、何ですか（該当すべてに〇）。 
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問６： 期間の定めのある「有期労働契約」で働くことを、あえて選択しましたか（1つに〇）。 

問７： 現在の会社で、有期労働契約で働き始めてから、どれくらいになりますか（1つに〇）。 

問８：あなたは有期労働契約から、期間の定めのない無期労働契約（正社員を含む）への移行者（無期転換者） 

ですか（1つに○）。 

問９： 1回当たりの契約期間の長さは、どれくらいですか（1つに〇）。 

   付問： 契約の更新回数や通算の勤続年数等に、上限は設けられていますか（該当すべてに○）。 

        上限がある場合は、その内容も教えてください（数値を記入）。 

１．はい（あえて選択した） ２．いいえ（そういう求人だった、会社の制度だから等） 

１．期間限定で働きたいから（進学や就職、転居、独立等の予定があるから等）

２．自分の都合で辞めやすいから（家庭や育児、介護等の優先、健康・体力的な問題等）

３．職場や組織に縛られたくないから（自身の能力を活かしたい、人間関係がわずらわしい等）

４．正社員や無期労働契約にはなりたくないから（残業や転勤、責任やノルマ等を避けたいから）

５．賃金や労働条件の改善交渉がしやすいから（会社と対等でいられるから）

６．契約終了時に手当等がもらえるから

７．その他（ ）

１．1 年以内 ３．3 年超 5 年以内 ５．10 年超 20 年以内 
２．1 年超 3 年以内 ４．5 年超 10 年以内 ６．20 年超 

１．はい（移行者である）⇒ 問１５（Ｐ８）へ ２．いいえ

１．はい（定年後再雇用者である）⇒ 問９へ ２．いいえ

１．はい（派遣労働者である） ２．いいえ

１．3 ヶ月未満 ４．6 ヶ月 ７．1 年超 3 年未満 
２．3 ヶ月 ５．6 ヶ月超 1 年未満 ８．3 年以上 
３．3 ヶ月超 6 ヶ月未満 ６．1 年 ９．分からない 

１．契約の更新回数に上限がある ⇒（ ）回まで

２．通算の勤続年数に上限がある ⇒（ ）年（ ）ヶ月まで

３．勤務できる年齢に上限（定年）がある ⇒ （ ）歳まで

４．３の後、再雇用された場合の最終定年がある ⇒ （ ）歳まで

５．上記以外の上限がある（具体的に ）

６．上限は設けられていない

７．分からない

現在の会社に有期労働契約で働き始めてから現在までの経過年数をご記入ください。 現在の会社に有期労働契約で働き始めてから現在までの経過年数をご記入ください。
有期労働契約になってからの期間をご記入ください。また、あなたが「無期労働契約への移行者」の場合は、 有期労働契約になってからの期間をご記入ください。また、あなたが「無期労働契約への移行者」の場合は、

※更新をすべて通算した勤続年数を教えてください。なお、現在の会社の正社員を定年後の再雇用者である場合は、 

※他の会社の正社員で、定年後に現在の会社で働き始めた場合は「いいえ」になります。 

※現在の会社の正社員だった定年後再雇用者である場合は、有期労働契約上の設定状況についてご記入ください。 

付問①： あなたは、現在の会社の正社員だった、定年後の再雇用者ですか（1つに〇）。 

付問②： あなたは、人材派遣会社に雇用されている「派遣労働者」ですか（1つに〇）。 

付問： あえて「有期労働契約」を選択した理由は、何ですか（該当すべてに〇）。 
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Ⅱ 無期転換ルールの認知度や対応状況・意向等についてお伺いします。

問１０：「無期転換ルール」について、下記の中で知っていることはありますか（該当すべてに○）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問１１： 「無期転換ルール」とは、更新等により有期労働契約が通算 5年を超えた場合には、労働者自身の申込み 

     により、無期労働契約へ移行（無期転換）されるというものです。そうした無期転換ルールに基づいて、 

（現在の会社にかかわらず）「無期労働契約（期間の定めのない契約）」へ転換することを希望しますか 

（ただし、法定では原則、現行の働き方や賃金・労働条件のまま、契約期間の定めだけが無くなります） 
（1つに〇）。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

１．契約社員やパート、アルバイト、再雇用者など呼称を問わず、すべての有期契約労働者に適用される

２．無期転換ルールが適用されるのは、2013年 4月 1日以降に開始（更新）された、有期労働契約である
３．職種や部署、事業所が変わっても、「同一の使用者」との間なら契約期間は通算される

４．同一の使用者との間で、有期労働契約を締結していない期間が一定以上ある場合、

それ以前の契約期間は通算対象から除外される（クーリングされる）

５．契約期間を通算して 5 年を超えても、労働者から「申込み」を行わなければ無期転換されない

６．上記はどれも知らないが、無期転換ルールという名称は聞いたことがある

７．無期転換ルールについては何も知らない・聞いたことがない

１．ホームページ ６．セミナーやシンポジウム

２．ＳＮＳ（ツイッターやフェイスブック等） ７．職場の同僚や友人、家族等

３．勤務先（派遣会社を含む） ８．労働組合

４．新聞報道やテレビ、雑誌や本 ９．その他（ ）

５．ポスターやパンフレット

１．希望する ２．希望しない ３．分からない 

１．雇用不安が無くなるから

２．長期的なキャリア形成の見通しや、

将来的な生活設計が立てやすくなるから

３．その後の賃金・労働条件の改善が期待できるから

４．法定された権利だから

５．労働組合等、他者にすすめられたから

６．社会的な信用が高まるから

７．会社の中核メンバーになれるから

８．その他（ ）

１．契約期間だけ無くなっても意味がないから

２．責任や残業等、負荷が高まりそうだから

３．辞めにくくなるから（長く働くつもりはないから）

４．現状でも雇用は比較的、安定しているから

５．失業保険の受給等で、不利になると聞いたから

６．制度や手続きがよく分からないから

７．会社側に希望を伝えにくいから

８．無期労働契約ではなく、正社員になりたいから

（無期労働契約に移行してしまうと、正社員に

なりにくくなる恐れがあるから）

９．学生だから（他の会社に就職するから）

１０．高齢だから、定年後の再雇用者だから

１１．育児・介護休業等の後、正社員に復帰するから

１２．他に本業や副業があるから

１３．現状に不満はないから

１４．その他（ ）

付問：どのようなルートで、情報を入手しましたか（該当すべてに○）。

付問： 「希望する」理由は何ですか（該当すべてに○）。 付問： 「希望しない」理由は何ですか（該当すべてに○）。 

※なお、「派遣労働者」の場合は「人材派遣会社」で、無期転換することになる点にご留意ください。 

問１１へ 
1つでも〇 
があれば 
付問も 
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問１２： 「無期転換ルール」では、2013年 4月 1日以降に締結・更新された有期労働契約がカウント対象（※）に 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
付問： 現在の会社で、無期労働契約へ移行（無期転換）することを希望しますか（1つに〇）。 

 
 
 
 
問１３：現在の会社に、5年超（あるいはそれより短い期間）の勤続年数のみを満たせば、有期労働契約時の 
 
 
 
 
問１４：現在の会社に、問１３とは異なる要件で、無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や実績）は 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

１．無期労働契約に申込む権利が発生し、既に移行を申し込んだ ⇒問１３へ 

２．無期労働契約に申込む権利は発生したが、移行は申込んでいない

３．無期労働契約に申込む権利は発生していない（※）

４．分からない

１．ある

２．ない

３．分からない

１．希望する ２．希望しない ３．分からない

１．ある ２．ない ３．分からない

１．正社員

２．上記より働き方や賃金・労働条件が限定された正社員

３．有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなるだけの無期契約社員

４．その他（ ）

５．分からない

１．ある

２．ない

３．分からない

１．かなり簡単 ３．やや困難 ５．分からない

２．やや簡単 ４．かなり困難

１．遅刻や欠勤等、勤務態度に問題がないこと

２．人事評価が一定以上であること

３．上長や職場の推薦を得ること

４．筆記試験や適性検査、面接試験等に合格すること

５．一定の年齢以下であること

６．一定の資格や免許、経験があること

７．移行後の働き方に応じられること

８．その他（ ）

９．分からない

１．フルタイムで働けること、残業が発生すること

２．シフト制等の勤務制度が適用されること

３．仕事の内容が変わる可能性があること

４．配置転換や事業所間の転勤の可能性があること

５．役職（管理的な立場）につく可能性があること

６．その他（ ）

※無期転換申込権が発生しない特例適用の認定を受けた会社の「定年後再雇用者」を含みます。 

付問：今後、移行の申込みを行う 
予定はありますか（1つに〇）。 

付問①： 移行後の雇用形態は、どのようなものですか（1つに〇）。 

付問②： 要件の難易度について、どのように感じていますか（1つに〇）。 

付問 b： 働き方の内容も教えてください（該当すべてに○）。 

※複数ある場合には、移行実績のもっとも多い移行先についてご回答ください。 

⇒ 回答後は問１８（Ｐ１０）へお進みください 

※同じ会社でも、契約の終了から一定以上（契約期間が 1年の場合は 6 ヶ月等）の期間が空いている場合、カウントはリセットされます。 

なります。現在の会社で、無期労働契約（正社員を含む）への移行（無期転換）を申込む権利について、 
あなたは現在、どのような状態にありますか（1つに〇）。 

働き方のまま、無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や実績）はありますか（1つに〇）。 

ありますか（1つに〇）。 

※あなたが「派遣労働者」の場合、現在の会社とは「人材派遣会社」を指します（問１３・問１４も同様）。 

付問 a： 仮にそうした機会があるとして、どのような要件が求められると、 
移行は難しいと思いますか（該当すべてに○）。 付問 a： どのような要件が求められていますか 

（該当すべてに○）。 

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－111－

7 

問１２： 「無期転換ルール」では、2013年 4月 1日以降に締結・更新された有期労働契約がカウント対象（※）に 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
付問： 現在の会社で、無期労働契約へ移行（無期転換）することを希望しますか（1つに〇）。 

 
 
 
 
問１３：現在の会社に、5年超（あるいはそれより短い期間）の勤続年数のみを満たせば、有期労働契約時の 
 
 
 
 
問１４：現在の会社に、問１３とは異なる要件で、無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や実績）は 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

１．無期労働契約に申込む権利が発生し、既に移行を申し込んだ ⇒問１３へ 

２．無期労働契約に申込む権利は発生したが、移行は申込んでいない

３．無期労働契約に申込む権利は発生していない（※）

４．分からない

１．ある

２．ない

３．分からない

１．希望する ２．希望しない ３．分からない

１．ある ２．ない ３．分からない

１．正社員

２．上記より働き方や賃金・労働条件が限定された正社員

３．有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなるだけの無期契約社員

４．その他（ ）

５．分からない

１．ある

２．ない

３．分からない

１．かなり簡単 ３．やや困難 ５．分からない

２．やや簡単 ４．かなり困難

１．遅刻や欠勤等、勤務態度に問題がないこと

２．人事評価が一定以上であること

３．上長や職場の推薦を得ること

４．筆記試験や適性検査、面接試験等に合格すること

５．一定の年齢以下であること

６．一定の資格や免許、経験があること

７．移行後の働き方に応じられること

８．その他（ ）

９．分からない

１．フルタイムで働けること、残業が発生すること

２．シフト制等の勤務制度が適用されること

３．仕事の内容が変わる可能性があること

４．配置転換や事業所間の転勤の可能性があること

５．役職（管理的な立場）につく可能性があること

６．その他（ ）

※無期転換申込権が発生しない特例適用の認定を受けた会社の「定年後再雇用者」を含みます。 

付問：今後、移行の申込みを行う 付問：今後、移行の申込みを行う
予定はありますか（1つに〇）。 

付問①： 移行後の雇用形態は、どのようなものですか（1つに〇）。 

付問②： 要件の難易度について、どのように感じていますか（1つに〇）。 

付問 b： 働き方の内容も教えてください（該当すべてに○）。 

※複数ある場合には、移行実績のもっとも多い移行先についてご回答ください。 

⇒ 回答後は問１８（Ｐ１０）へお進みください 

※同じ会社でも、契約の終了から一定以上（契約期間が 1年の場合は 6 ヶ月等）の期間が空いている場合、カウントはリセットされます。 

なります。現在の会社で、無期労働契約（正社員を含む）への移行（無期転換）を申込む権利について、 
あなたは現在、どのような状態にありますか（1つに〇）。 

働き方のまま、無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や実績）はありますか（1つに〇）。 

ありますか（1つに〇）。 

※あなたが「派遣労働者」の場合、現在の会社とは「人材派遣会社」を指します（問１３・問１４も同様）。 

付問 a： 仮にそうした機会があるとして、どのような要件が求められると、 仮にそうした機会があるとして、どのような要件が求め求められると、
移行は難しいと思いますか（該当すべてに○）。 付問 a： どのような要件が求められていますか どのような要件が求められていますか求められていますか

（該当すべてに○）。 
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Ⅲ 無期労働契約への移行状況等についてお伺いします。 
問１５：有期労働契約から、無期労働契約（正社員を含む）へ転換したのはいつですか（1つに〇）。 

 
  付問①：無期転換時点で、現在の会社での、有期労働契約としての勤続年数はどれくらいでしたか（1つに〇）。 

問１６：無期転換後、働き方や賃金・労働条件がどのように変化したか教えてください。 
 

付問①：無期転換後の働き方（契約内容）に、次のような変化はありましたか（該当すべてに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         付問 a：有期労働契約当時の職種は、何でしたか（主なもの 1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．2013 年 3 月 31 日以前 ５．2016 年 4 月 1 日以降 2017 年 3 月 31 日以前 
２．2013 年 4 月 1 日以降 2014 年 3 月 31 日以前 ６．2017 年 4 月 1 日以降 2018 年 3 月 31 日以前 
３．2014 年 4 月 1 日以降 2015 年 3 月 31 日以前 ７．2018 年 4 月 1 日以降 
４．2015 年 4 月 1 日以降 2016 年 3 月 31 日以前  

１．6 ヶ月以内 ３．1 年超 3 年以内 ５．5 年超 10 年以内 
２．6 ヶ月超 1 年以内 ４．3 年超 5 年以内 ６．10 年超 20 年以内 
  ７．20 年超 

１．正社員

２．上記より働き方や賃金・労働条件が限定された正社員

３．有期労働契約時の働き方や賃金・労働条件を引き継ぎ、

主に契約期間が無くなるだけの無期契約社員

４．その他（ ）

５．分からない

１．職種が変更になった ⇒ 付問 a も

２．難しい仕事を任されたり、責任が重くなった

３．役職への登用があり得るようになった

４．つける役職の上限が引き上げられた

５．事業所内の異動（配置転換）があり得るようになった

６．事業所間の、転居を伴わない転勤があり得るようになった

７．事業所間の、転居を伴う転勤があり得るようになった

８．所定労働時間が長くなった（フルタイムになった）

９．残業や休日出勤が増えた

１０．シフト勤務／交代制や変形労働時間制等の勤務制度が、適用されるようになった

１１．その他（ ）

１２．働き方に変化はない

１．管理的な仕事 １０．警備・保安の仕事

２．専門的・技術的な仕事（医療関係） １１．製造・生産工程の仕事

３．専門的・技術的な仕事（教育関係） １２．輸送・運転の仕事

４．専門的・技術的な仕事（その他） １３．建設・採掘の仕事

５．事務の仕事 １４．清掃など労務の仕事

６．販売の仕事（営業を含む） １５．その他（ ）

７．サービスの仕事（介護関係）

８．サービスの仕事（接客、飲食関係）

９．サービスの仕事（その他）

付問②：無期転換後の現在の雇用形態は、どのようなものですか（1つに〇）。 

※問１５～１７は、有期労働契約から無期労働契約（正社員を含む）へ移行（無期転換）された方に伺います。 

それ以外の方は、問１８（Ｐ１０）へお進みください 

※12 を選択できるのは、1～11 に〇が無い場合です。 

※問 1（P1）の、現在（無期転換後）の職種とは異なっていることをご確認ください。 
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付問②：有期労働契約当時、1 週間当たりで実際に勤務していた労働時間（休憩時間は除く。残業時間を含む） 

 

付問③：無期転換後の賃金や労働条件（契約内容）に、次のような変化はありましたか（該当すべてに〇）。

        付問 b：変化があったのは、どのような手当ですか（該当すべてに〇）。

付問④：有期労働契約当時、基本的な賃金はどのように決められていましたか（主なもの 1つに〇・数値も記入）。 

付問⑤：有期労働契約当時の税込み年収は、どれくらいでしたか（1つに〇）。 

１．週 10時間未満 ４．週 30時間以上 40時間未満 

２．週 10時間以上 20時間未満 ５．週 40時間以上 50時間未満 

３．週 20時間以上 30時間未満 ６．週 50時間以上 60時間未満 

 ７．週 60時間以上 

１．賃金の支払形態が変わった（時給制→月給制等）

２．基本的な賃金の水準がアップした

３．目標管理制度や人事評価制度が、新たに適用されるようになった

４．勤続年数等に伴う定期的な昇給があり得るようになったり、昇給水準がアップした

５．評価等に応じた個別の昇給があり得るようになったり、昇給水準がアップした

６．新たな手当が支給されたり、これまで支給されていた手当の水準がアップした ⇒ 付問 b も

７．賞与・一時金が新たに支給されたり、その水準がアップした

８．退職金・退職手当制度が新たに適用されたり、その内容が充実した

９．厚生年金・健康保険に新たに加入した

１０．福利厚生制度（施設・サービスの利用補助や共済加入等）が新たに適用されたり、その内容が充実した

１１．有給休暇の日数が増えた（病気休暇や慶弔休暇、リフレッシュ休暇など法定外休暇の付与等）

１２．健康診断の内容が充実した

１３．職場内での教育訓練が充実した

１４．職場外での教育訓練（自己啓発支援を含む）が新たに行われたり、その内容が充実した

１５．その他（ ）

１６．賃金や労働条件に変化はない

１．住宅手当 ７．資格・役職手当 
２．家族（配偶者・子ども等）手当 ８．時間外労働手当 
３．通勤手当・出張手当 ９．休日・深夜労働手当 
４．精勤（皆勤）手当 １０．危険度や作業環境に応じた特殊作業手当 
５．食事手当 １１．交代制等の適用に応じた特殊勤務手当 
６．地域手当 １２．その他（ ） 

１．時間給 ⇒ 1 時間当たり （            ）円 

２．日給 ⇒ 1 日 当 たり （            ）円 

３．月給 ⇒ 1 ヶ月当たり （            ）円 

４．その他（                 ）※ ⇒ 1 ヶ月 平均 （            ）円 

１．65 万円未満 ８．250 万円以上 330 万円未満 
２．65 万円以上 100 万円未満 ９．330 万円以上 500 万円未満 
３．100 万円以上 103 万円未満 １０．500 万円以上 695 万円未満 
４．103 万円以上 130 万円未満 １１．695 万円以上 850 万円未満 
５．130 万円以上 150 万円未満 １２．850 万円以上 1,000 万円未満 
６．150 万円以上 195 万円未満 １３．1,000 万円以上 
７．195 万円以上 250 万円未満  

は、平均的にどれくらいでしたか（1つに〇）。 

※16 を選択できるのは、1～15 に〇が無い場合です。 

※その他を選択された場合は、「歩合給」や「年俸制」など、基本的な賃金の支払形態も（     ）にご記入ください。 

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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付問②：有期労働契約当時、1 週間当たりで実際に勤務していた労働時間（休憩時間は除く。残業時間を含む） 

 

付問③：無期転換後の賃金や労働条件（契約内容）に、次のような変化はありましたか（該当すべてに〇）。

        付問 b：変化があったのは、どのような手当ですか（該当すべてに〇）。

付問④：有期労働契約当時、基本的な賃金はどのように決められていましたか（主なもの 1つに〇・数値も記入）。 

付問⑤：有期労働契約当時の税込み年収は、どれくらいでしたか（1つに〇）。 

１．週 10時間未満 ４．週 30時間以上 40時間未満 

２．週 10時間以上 20時間未満 ５．週 40時間以上 50時間未満 

３．週 20時間以上 30時間未満 ６．週 50時間以上 60時間未満 

 ７．週 60時間以上 

１．賃金の支払形態が変わった（時給制→月給制等）

２．基本的な賃金の水準がアップした

３．目標管理制度や人事評価制度が、新たに適用されるようになった

４．勤続年数等に伴う定期的な昇給があり得るようになったり、昇給水準がアップした

５．評価等に応じた個別の昇給があり得るようになったり、昇給水準がアップした

６．新たな手当が支給されたり、これまで支給されていた手当の水準がアップした ⇒ 付問 b も

７．賞与・一時金が新たに支給されたり、その水準がアップした

８．退職金・退職手当制度が新たに適用されたり、その内容が充実した

９．厚生年金・健康保険に新たに加入した

１０．福利厚生制度（施設・サービスの利用補助や共済加入等）が新たに適用されたり、その内容が充実した

１１．有給休暇の日数が増えた（病気休暇や慶弔休暇、リフレッシュ休暇など法定外休暇の付与等）

１２．健康診断の内容が充実した

１３．職場内での教育訓練が充実した

１４．職場外での教育訓練（自己啓発支援を含む）が新たに行われたり、その内容が充実した

１５．その他（ ）

１６．賃金や労働条件に変化はない

１．住宅手当 ７．資格・役職手当 
２．家族（配偶者・子ども等）手当 ８．時間外労働手当 
３．通勤手当・出張手当 ９．休日・深夜労働手当 
４．精勤（皆勤）手当 １０．危険度や作業環境に応じた特殊作業手当 
５．食事手当 １１．交代制等の適用に応じた特殊勤務手当 
６．地域手当 １２．その他（ ） 

１．時間給 ⇒ 1 時間当たり （            ）円 

２．日給 ⇒ 1 日 当 たり （            ）円 

３．月給 ⇒ 1 ヶ月当たり （            ）円 

４．その他（                 ）※ ⇒ 1 ヶ月 平均 （            ）円 

１．65 万円未満 ８．250 万円以上 330 万円未満 
２．65 万円以上 100 万円未満 ９．330 万円以上 500 万円未満 
３．100 万円以上 103 万円未満 １０．500 万円以上 695 万円未満 
４．103 万円以上 130 万円未満 １１．695 万円以上 850 万円未満 
５．130 万円以上 150 万円未満 １２．850 万円以上 1,000 万円未満 
６．150 万円以上 195 万円未満 １３．1,000 万円以上 
７．195 万円以上 250 万円未満  

は、平均的にどれくらいでしたか（1つに〇）。 

※16 を選択できるのは、1～15 に〇が無い場合です。 

※その他を選択された場合は、「歩合給」や「年俸制」など、基本的な賃金の支払形態も（     ）にご記入ください。 

調査シリーズNo.202
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付問⑥：有期労働契約当時の賃金や労働条件に、納得していましたか（1つに〇）。 

問１７：無期転換後、あなたの心境に次のような変化はありましたか（それぞれ 1つに〇）。 

 

Ⅳ 有期労働契約のあり方や無期転換ルール等に対する見解をお伺いします。

問１８：無期転換ルールが施行された 2013年 4月 1日以降、これまでに次のような経験はありますか 

問１９：現在、有期労働契約が終了（雇止め）されるかも知れないという、雇用不安を感じていますか（1つに〇）。 

付問①：リーマンショック（2008年秋）当時に、有期契約労働者として働いていましたか（1つに〇）。 
 
 
 
付問②：有期契約労働者として働く中で、都道府県労働局の「総合労働相談コーナー」等の行政窓口に、相談した 

 
 

１．納得していた ３．どちらかといえば納得していなかった

２．どちらかといえば納得していた ４．納得していなかった

５．何とも言えない

当て

はまる

どちらかというと

当てはまる

どちらかというと

当てはまらない

当て

はまらない

何とも

言えない

働くモチベーション（やる気）が高まった １ ２ ３ ４ ５

賃金・労働条件に対する満足感が高まった １ ２ ３ ４ ５

会社への帰属・貢献意識が高まった １ ２ ３ ４ ５

雇用不安が減り、定着を考えるようになった １ ２ ３ ４ ５

有給休暇が取りやすくなった １ ２ ３ ４ ５

不本意な雇用形態や賃金・労働条件で

働かされているという意識が緩和された
１ ２ ３ ４ ５

長期的なキャリア形成の見通しや、

将来の生活設計が描けるようになった
１ ２ ３ ４ ５

１．契約の更新回数や通算の勤続年数に、新たに上限が設けられた

２．契約の更新回数や通算の勤続年数が短縮された（最長雇用期間が短縮された）

３．契約の終了から次の開始までに、一定の（クーリング）期間が設けられた

４．契約更新時の判断基準が、厳格化された（一定の評価要件や試験の導入等）

５．会社側から一方的に、契約終了（雇止め）を言い渡された

６．賃金や労働条件が改善された

７．人事評価制度が導入・改定された

８．正社員に転換できる機会が新設・拡大された

９．正社員に転換できる機会が廃止・縮小された

１０．正社員や他の雇用形態との、仕事や働き方の違いが明確化された

１１．働き方や賃金・労働条件が文書等で交付（明示）されるようになった

１２．以上のような経験は無い

１．感じている ２．感じていない ３．何とも言えない

１．働いていた ２．働いていない

１．ある ２．ない

※現在の会社に限らず 2013年 4月 1日以降、働いたすべての会社でお考えください。 （経験があることすべてに○）。 

経験はありますか（1つに〇）。 
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問２０：有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では会社が労働者と有期労働契約を締結 

 
 
 
 
 

付問：諸外国では、有期労働契約の終了（雇止め）に当たり、契約終了手当の支払いを義務づけています。 

 

 

 
問２１：無期転換ルールは、有期契約労働者の雇用の安定化にどの程度、有効だと思いますか（1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．現在の職場の労働組合に加入している

２．職場以外の、外部の労働組合に加入している（コミュニティユニオン等）

３．労働組合には加入していないが、相談（電話等）したことはある

４．労働組合に加入しておらず、相談経験もない

１．ある ２．ない ３．分からない

１．求めたい ２．必要ない ３．分からない

１．大いに賛成（良いことだと思う） ３．どちらかといえば反対

２．どちらかといえば賛成 ４．大いに反対（良くないことだと思う）

５．何とも言えない・分からない

１．大いに賛成（良いことだと思う） ３．どちらかといえば反対

２．どちらかといえば賛成 ４．大いに反対（良くないことだと思う）

５．何とも言えない・分からない

１．大いに有効 ３．どちらかといえば有効ではない

２．どちらかといえば有効 ４．まったく有効ではない

５．何とも言えない・分からない

１．労働者の多くは希望しないと思うから

２．無期労働契約へ移行できても、正社員になれるわけではないから

３．有期労働契約でも、雇用はある程度、安定しているから

４．かえって雇止めが増える恐れがあるから

５．会社側に希望を言い出しにくいから（自動で無期転換するわけではないから）

６．更新等の上限設定やクーリング期間など、ルール回避の抜け道があるから

７．勤続年数以外にも、無期転換に必要な要件を会社が自由に追加できるから

８．罰則等の拘束力が無いから

９．その他（ ）

付問： 有効ではないと思う理由は、何ですか（該当すべてに○）。 

できる場合を限定しています（例えば「業務上の一時的な必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を 
確保する場合」「労働者自身が希望している場合」等）。そうした法制度のあり方について、あなたはどう思い 
ますか（1つに〇）。 

そうした法制度のあり方については、どう思いますか（1つに〇）。 

付問③：労働組合に加入していますか（1つに〇）。 

付問：処遇差の理由について、会社に説明を求めたいと思いますか（1つに〇）。 

付問④：無期労働契約と有期労働契約の間、あるいはフルタイムとパートタイムの間の処遇差について、 
不合理だと感じたことはありますか（1つに〇）。 

※なお、そうした法制度には「新規雇用の抑制」や「企業の海外移転」「締結理由をめぐる紛争の発生」等 
の課題もあるとされています。 

※なお、そうした法制度は「無期転換」を促進する可能性がある一方、企業が「雇止め」をしやすくなるとの見方もあります。 

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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問２０：有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では会社が労働者と有期労働契約を締結 

 
 
 
 
 

付問：諸外国では、有期労働契約の終了（雇止め）に当たり、契約終了手当の支払いを義務づけています。 

 

 

 
問２１：無期転換ルールは、有期契約労働者の雇用の安定化にどの程度、有効だと思いますか（1つに〇）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．現在の職場の労働組合に加入している

２．職場以外の、外部の労働組合に加入している（コミュニティユニオン等）

３．労働組合には加入していないが、相談（電話等）したことはある

４．労働組合に加入しておらず、相談経験もない

１．ある ２．ない ３．分からない

１．求めたい ２．必要ない ３．分からない

１．大いに賛成（良いことだと思う） ３．どちらかといえば反対

２．どちらかといえば賛成 ４．大いに反対（良くないことだと思う）

５．何とも言えない・分からない

１．大いに賛成（良いことだと思う） ３．どちらかといえば反対

２．どちらかといえば賛成 ４．大いに反対（良くないことだと思う）

５．何とも言えない・分からない

１．大いに有効 ３．どちらかといえば有効ではない

２．どちらかといえば有効 ４．まったく有効ではない

５．何とも言えない・分からない

１．労働者の多くは希望しないと思うから

２．無期労働契約へ移行できても、正社員になれるわけではないから

３．有期労働契約でも、雇用はある程度、安定しているから

４．かえって雇止めが増える恐れがあるから

５．会社側に希望を言い出しにくいから（自動で無期転換するわけではないから）

６．更新等の上限設定やクーリング期間など、ルール回避の抜け道があるから

７．勤続年数以外にも、無期転換に必要な要件を会社が自由に追加できるから

８．罰則等の拘束力が無いから

９．その他（ ）

付問： 有効ではないと思う理由は、何ですか（該当すべてに○）。 

問２０：有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では会社が労働者と有期労働契約を締結
できる場合を限定しています（例えば「業務上の一時的な必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を できる場合を限定しています（例えば「業務上の一時的な必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を
確保する場合」「労働者自身が希望している場合」等）。そうした法制度のあり方について、あなたはどう思い 確保する場合」「労働者自身が希望している場合」等）。そうした法制度のあり方に
ますか（1つに〇）。 

そうした法制度のあり方については、どう思いますか（1つに〇）。 

付問③：労働組合に加入していますか（1つに〇）。 

付問：処遇差の理由について、会社に説明を求めたいと思いますか（1つに〇）。 

付問④：無期労働契約と有期労働契約の間、あるいはフルタイムとパートタイムの間の処遇差について、 
不合理だと感じたことはありますか（1つに〇）。 

※なお、そうした法制度には「新規雇用の抑制」や「企業の海外移転」「締結理由をめぐる紛争の発生」等 
の課題もあるとされています。 

※なお、そうした法制度は「無期転換」を促進する可能性がある一方、企業が「雇止め」をしやすくなるとの見方もあります。 
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12 

問２２：あなたの属性について、教えてください（指定が無い限り、原則 1つに〇）。

付問①：学校を卒業して、初めてついた仕事は有期労働契約でしたか（1つに〇）。 

付問②：これまでに転職した経験はありますか（1つに〇・数値も記入）。 

付問④：現在の会社での仕事以外に、他の会社でも働いたり、本業・副業を持つなど仕事を掛け持ちしていますか 

付問⑤：掛け持ちしている仕事も含めて、あなたが働くのを辞めると、家計はどうなりますか（主なもの 1つに〇）。 

性 別  １．男性 ２．女性  
年 齢  数値を記入 ⇒ 満（ ）歳 

婚 姻 状 況  １．現在、結婚している ２．離婚・死別後、独身 ３．未婚で独身 

世 帯 主 と の 続 柄  
１．世帯主本人 ３．世帯主の父母 ５．その他 
２．世帯主の配偶者 ４．世帯主の子ども ６．分からない 

主 にあなたが面 倒 をみている  

子 どもや介 護 者  １．いる ２．いない  

最 終 学 歴
１．中学校 ３．短大・高専、専門学校 ５．その他 
２．高校 ４．大学・大学院  

居 住 地 都道府県名を記入 ⇒ （ ） 
住 居 の 種 類 １．自身や家族の持ち家 ２．社宅・寮 ３．２以外の借家等 

１．はい（有期労働契約だった） ２．いいえ ３．分からない

１．はい ２．いいえ

１．ある （転職回数 回）（最も長く働いた転職先での勤続年数 年 ヶ月）

２．ない

１．行っている ２．行っていない

１．している ２．していない

１．65 万円未満 ８．250 万円以上 330 万円未満 
２．65 万円以上 100 万円未満 ９．330 万円以上 500 万円未満 
３．100 万円以上 103 万円未満 １０．500 万円以上 695 万円未満 
４．103 万円以上 130 万円未満 １１．695 万円以上 850 万円未満 
５．130 万円以上 150 万円未満 １２．850 万円以上 1,000 万円未満 
６．150 万円以上 195 万円未満 １３．1,000 万円以上 
７．195 万円以上 250 万円未満 １４．昨年は働いていない（年収なし） 

１．日々の生活が維持できなくなる

２．日々の生活は何とかなるが、ローンの返済や学費・教育費、仕送り等の支払いが難しくなる

３．日々の生活に支障は無いが、自身の小遣いや世帯の娯楽費、将来の貯蓄等ができなくなる

４．自身の収入が無くなっても、日々の生活に何ら変わるところはない

５．何とも言えない・分からない

― 調査はこれで終わりです。ご回答いただき、誠に有難うございました。 
返信用封筒（茶色：切手不要）に入れ、2018 年 11 月 27 日（火曜）までに郵便ポストへご投函ください。

（1つに〇）。 

年収水準の調整）を行っていますか（1つに〇）。 

付問：掛け持ち分も含めた、昨年（2017年 1月 1日～12月 31日）の税込み年収はどれくらいでしたか。 

付問③：社会保険への加入回避や税金の抑制、また、手当や年金の受給等を目的とした「就業調整」（労働時間の長さや 

付問：「派遣労働者」でしたか（1つに〇）。 

※現在の会社からの、昨年の税込み年収（問 4の付問④（P4））以上になっていることをご確認ください。 

Ⅴ ご回答者の概要についてお伺いします。 
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付属統計表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜統計利用上の注意＞  
1．上段に n 数、下段に構成比（％）を掲載している。  
2．回答がないものを「－」と表示している。  
3．構成比は表章単位未満を四捨五入した関係で、総数と内訳の合計が  

一致しない場合等がある。  
4．ウェートバック集計の n 数は参考値である（小数点以下を四捨五入  

して整数値で表示しているため、本問－枝問間が整合的でない場合  
もある）。  

5．表側の「無回答」は示していない。  
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企業等に対する調査結果
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全
有
効
回
答
企
業
等
計

鉱
業
、

採
石
業
、

砂
利
採
取
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
、

郵
便
業

卸
売
業
、

小
売
業

金
融
業
、

保
険
業

不
動
産
業
、

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
、

専
門
・
技
術
サ
ー

ビ
ス
業

宿
泊
業
、

飲
食
サ
ー

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー

ビ
ス
業
、

娯
楽
業

教
育
、

学
習
支
援
業

医
療
、

福
祉

複
合
サ
ー

ビ
ス
事
業

（

郵
便
局
、

協
同
組
合
な
ど
）

サ
ー

ビ
ス
業

（

他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

そ
の
他

　
無
回
答

全体計 4,685 11 580 877 32 127 271 669 54 91 143 199 156 169 935 36 321 14 -
100.0 0.2 12.4 18.7 0.7 2.7 5.8 14.3 1.2 1.9 3.1 4.2 3.3 3.6 20.0 0.8 6.9 0.3 -

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 11 - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 580 - 580 - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -

製造業 877 - - 877 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 32 - - - 32 - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 127 - - - - 127 - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

運輸業、郵便業 271 - - - - - 271 - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -

卸売業、小売業 669 - - - - - - 669 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

金融業、保険業 54 - - - - - - - 54 - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 91 - - - - - - - - 91 - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 143 - - - - - - - - - 143 - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - -

宿泊業、飲食サービス業 199 - - - - - - - - - - 199 - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 156 - - - - - - - - - - - 156 - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - -

教育、学習支援業 169 - - - - - - - - - - - - 169 - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - -

医療、福祉 935 - - - - - - - - - - - - - 935 - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 - - - - - - - - - - - - - - 36 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 321 - - - - - - - - - - - - - - - 321 - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - -

その他 14 - - - - - - - - - - - - - - - - 14 -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

サービス業（計） 855 - - - - - - - - - 143 199 156 - - 36 321 - -
100.0 - - - - - - - - - 16.7 23.3 18.2 - - 4.2 37.5 - -

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 - - - - - - - - - 1 - - 26 - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - - - - - - - 3.7 - - 96.3 - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 114 - - - - - - - - - - - - - - - 114 - -
「業務請負会社」である 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - -
雇用者の規模

29人以下 2,620 9 433 458 24 58 127 399 21 58 102 127 94 73 460 10 156 11 -
100.0 0.3 16.5 17.5 0.9 2.2 4.8 15.2 0.8 2.2 3.9 4.8 3.6 2.8 17.6 0.4 6.0 0.4 -

30～49人 796 1 88 162 5 30 58 103 8 13 21 22 18 34 170 6 56 1 -
100.0 0.1 11.1 20.4 0.6 3.8 7.3 12.9 1.0 1.6 2.6 2.8 2.3 4.3 21.4 0.8 7.0 0.1 -

50～99人 619 1 37 125 2 20 46 81 4 9 11 27 26 23 150 2 53 2 -
100.0 0.2 6.0 20.2 0.3 3.2 7.4 13.1 0.6 1.5 1.8 4.4 4.2 3.7 24.2 0.3 8.6 0.3 -

100～299人 410 - 16 92 - 13 27 54 11 9 6 11 10 20 105 8 28 - -
100.0 - 3.9 22.4 - 3.2 6.6 13.2 2.7 2.2 1.5 2.7 2.4 4.9 25.6 2.0 6.8 - -

300～499人 110 - 4 22 - 1 5 10 4 1 3 7 4 7 23 5 14 - -
100.0 - 3.6 20.0 - 0.9 4.5 9.1 3.6 0.9 2.7 6.4 3.6 6.4 20.9 4.5 12.7 - -

500～999人 72 - 1 7 1 2 5 11 1 1 - 3 2 7 21 3 7 - -
100.0 - 1.4 9.7 1.4 2.8 6.9 15.3 1.4 1.4 - 4.2 2.8 9.7 29.2 4.2 9.7 - -

1,000人以上 58 - 1 11 - 3 3 11 5 - - 2 2 5 6 2 7 - -
100.0 - 1.7 19.0 - 5.2 5.2 19.0 8.6 - - 3.4 3.4 8.6 10.3 3.4 12.1 - -

300人以上（計） 240 - 6 40 1 6 13 32 10 2 3 12 8 19 50 10 28 - -
100.0 - 2.5 16.7 0.4 2.5 5.4 13.3 4.2 0.8 1.3 5.0 3.3 7.9 20.8 4.2 11.7 - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 - 41 29 - 7 12 38 4 3 8 9 9 7 53 9 15 1 -
100.0 - 16.7 11.8 - 2.9 4.9 15.5 1.6 1.2 3.3 3.7 3.7 2.9 21.6 3.7 6.1 0.4 -

東北 438 1 81 78 5 6 32 55 6 5 18 19 18 10 78 5 21 - -
100.0 0.2 18.5 17.8 1.1 1.4 7.3 12.6 1.4 1.1 4.1 4.3 4.1 2.3 17.8 1.1 4.8 - -

南関東 988 1 83 158 7 65 49 151 12 29 37 45 30 48 176 3 89 5 -
100.0 0.1 8.4 16.0 0.7 6.6 5.0 15.3 1.2 2.9 3.7 4.6 3.0 4.9 17.8 0.3 9.0 0.5 -

北関東・甲信 362 2 45 82 1 4 21 48 5 5 13 10 19 14 66 1 23 3 -
100.0 0.6 12.4 22.7 0.3 1.1 5.8 13.3 1.4 1.4 3.6 2.8 5.2 3.9 18.2 0.3 6.4 0.8 -

北陸 282 1 51 56 1 3 12 42 1 4 7 16 6 7 48 3 23 1 -
100.0 0.4 18.1 19.9 0.4 1.1 4.3 14.9 0.4 1.4 2.5 5.7 2.1 2.5 17.0 1.1 8.2 0.4 -

東海 620 1 67 173 5 11 33 88 7 10 12 30 19 23 95 4 41 1 -
100.0 0.2 10.8 27.9 0.8 1.8 5.3 14.2 1.1 1.6 1.9 4.8 3.1 3.7 15.3 0.6 6.6 0.2 -

近畿 658 1 58 146 3 14 43 98 9 17 19 21 20 18 147 3 41 - -
100.0 0.2 8.8 22.2 0.5 2.1 6.5 14.9 1.4 2.6 2.9 3.2 3.0 2.7 22.3 0.5 6.2 - -

中国 318 - 42 57 3 5 25 48 3 9 11 14 7 9 59 1 25 - -
100.0 - 13.2 17.9 0.9 1.6 7.9 15.1 0.9 2.8 3.5 4.4 2.2 2.8 18.6 0.3 7.9 - -

四国 175 - 22 30 - 1 17 25 2 2 5 6 7 4 38 1 14 1 -
100.0 - 12.6 17.1 - 0.6 9.7 14.3 1.1 1.1 2.9 3.4 4.0 2.3 21.7 0.6 8.0 0.6 -

九州 599 4 90 68 7 11 27 76 5 7 13 29 21 29 175 6 29 2 -
100.0 0.7 15.0 11.4 1.2 1.8 4.5 12.7 0.8 1.2 2.2 4.8 3.5 4.8 29.2 1.0 4.8 0.3 -

三大都市圏 2,040 2 183 417 14 87 111 306 26 51 64 90 64 79 379 8 153 6 -
100.0 0.1 9.0 20.4 0.7 4.3 5.4 15.0 1.3 2.5 3.1 4.4 3.1 3.9 18.6 0.4 7.5 0.3 -

それ以外 2,645 9 397 460 18 40 160 363 28 40 79 109 92 90 556 28 168 8 -
100.0 0.3 15.0 17.4 0.7 1.5 6.0 13.7 1.1 1.5 3.0 4.1 3.5 3.4 21.0 1.1 6.4 0.3 -

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 6 243 478 14 68 139 323 43 57 63 59 73 127 575 31 189 8 -
100.0 0.2 9.7 19.2 0.6 2.7 5.6 12.9 1.7 2.3 2.5 2.4 2.9 5.1 23.0 1.2 7.6 0.3 -

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 2 118 321 9 57 85 242 36 43 47 47 53 118 503 28 143 6 -
100.0 0.1 6.4 17.3 0.5 3.1 4.6 13.0 1.9 2.3 2.5 2.5 2.9 6.4 27.1 1.5 7.7 0.3 -

雇用していない 2,189 5 337 399 18 59 132 346 11 34 80 140 83 42 360 5 132 6 -
100.0 0.2 15.4 18.2 0.8 2.7 6.0 15.8 0.5 1.6 3.7 6.4 3.8 1.9 16.4 0.2 6.0 0.3 -

参考計（ウェートバック集計） 497,803 391 55,766 95,731 400 13,288 30,994 98,857 3,594 9,740 14,897 35,304 19,553 14,311 69,660 1,047 34,270 - -
100.0 0.1 11.2 19.2 0.1 2.7 6.2 19.9 0.7 2.0 3.0 7.1 3.9 2.9 14.0 0.2 6.9 - -

問１：貴社について教えてください（いずれの項目も１つに〇）。

主たる業種（もっとも売上高が大きいもの1つのみ）
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問
1
の
主
た
る
業
種
が

「

製
造
業
」

の
企
業
等

輸
送
用
機
械

化
学
関
連

電
機
・
電
子
関
連

素
材
関
連

そ
の
他
機
械
関
連

食
料
品
関
連

金
属
関
連

そ
の
他

　
無
回
答

問
1
の
主
た
る
業
種
が

「

卸
売
業
、

小
売
業
」

の
企
業
等

総
合
卸
売
（

総
合
商
社
）

専
門
卸
売
（

専
門
商
社
）

そ
の
他
卸
売

総
合
小
売

専
門
小
売

そ
の
他
小
売

　
無
回
答

全体計 877 70 39 96 40 85 143 148 243 13 669 25 130 120 61 164 127 42
100.0 8.0 4.4 10.9 4.6 9.7 16.3 16.9 27.7 1.5 100.0 3.7 19.4 17.9 9.1 24.5 19.0 6.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

製造業 877 70 39 96 40 85 143 148 243 13 - - - - - - - -
100.0 8.0 4.4 10.9 4.6 9.7 16.3 16.9 27.7 1.5 - - - - - - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

運輸業、郵便業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

卸売業、小売業 - - - - - - - - - - 669 25 130 120 61 164 127 42
- - - - - - - - - - 100.0 3.7 19.4 17.9 9.1 24.5 19.0 6.3

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

宿泊業、飲食サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

教育、学習支援業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

医療、福祉 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

付問③付問：「学術・研究機関」か - - - - - - - - - - - - - - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている - - - - - - - - - - - - - - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や - - - - - - - - - - - - - - - - - -
「業務請負会社」である - - - - - - - - - - - - - - - - - -
雇用者の規模

29人以下 458 22 18 46 22 48 67 87 138 10 399 13 74 77 32 99 71 33
100.0 4.8 3.9 10.0 4.8 10.5 14.6 19.0 30.1 2.2 100.0 3.3 18.5 19.3 8.0 24.8 17.8 8.3

30～49人 162 17 5 12 8 14 29 25 49 3 103 4 25 17 9 25 20 3
100.0 10.5 3.1 7.4 4.9 8.6 17.9 15.4 30.2 1.9 100.0 3.9 24.3 16.5 8.7 24.3 19.4 2.9

50～99人 125 14 5 16 7 9 15 23 36 - 81 3 19 16 5 17 16 5
100.0 11.2 4.0 12.8 5.6 7.2 12.0 18.4 28.8 - 100.0 3.7 23.5 19.8 6.2 21.0 19.8 6.2

100～299人 92 9 8 11 2 10 23 11 18 - 54 2 9 8 8 14 13 -
100.0 9.8 8.7 12.0 2.2 10.9 25.0 12.0 19.6 - 100.0 3.7 16.7 14.8 14.8 25.9 24.1 -

300～499人 22 5 - 4 1 4 5 2 1 - 10 2 2 2 1 2 1 -
100.0 22.7 - 18.2 4.5 18.2 22.7 9.1 4.5 - 100.0 20.0 20.0 20.0 10.0 20.0 10.0 -

500～999人 7 1 - 5 - - - - 1 - 11 - 1 - 3 6 - 1
100.0 14.3 - 71.4 - - - - 14.3 - 100.0 - 9.1 - 27.3 54.5 - 9.1

1,000人以上 11 2 3 2 - - 4 - - - 11 1 - - 3 1 6 -
100.0 18.2 27.3 18.2 - - 36.4 - - - 100.0 9.1 - - 27.3 9.1 54.5 -

300人以上（計） 40 8 3 11 1 4 9 2 2 - 32 3 3 2 7 9 7 1
100.0 20.0 7.5 27.5 2.5 10.0 22.5 5.0 5.0 - 100.0 9.4 9.4 6.3 21.9 28.1 21.9 3.1

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 29 1 - 1 1 1 13 2 10 - 38 3 5 8 5 6 8 3
100.0 3.4 - 3.4 3.4 3.4 44.8 6.9 34.5 - 100.0 7.9 13.2 21.1 13.2 15.8 21.1 7.9

東北 78 5 1 10 3 4 16 8 31 - 55 3 4 10 5 18 13 2
100.0 6.4 1.3 12.8 3.8 5.1 20.5 10.3 39.7 - 100.0 5.5 7.3 18.2 9.1 32.7 23.6 3.6

南関東 158 8 10 25 7 15 22 27 40 4 151 4 39 23 18 34 21 12
100.0 5.1 6.3 15.8 4.4 9.5 13.9 17.1 25.3 2.5 100.0 2.6 25.8 15.2 11.9 22.5 13.9 7.9

北関東・甲信 82 11 3 10 1 10 14 13 19 1 48 1 12 7 5 10 11 2
100.0 13.4 3.7 12.2 1.2 12.2 17.1 15.9 23.2 1.2 100.0 2.1 25.0 14.6 10.4 20.8 22.9 4.2

北陸 56 1 - 8 4 7 10 10 15 1 42 1 6 7 4 12 8 4
100.0 1.8 - 14.3 7.1 12.5 17.9 17.9 26.8 1.8 100.0 2.4 14.3 16.7 9.5 28.6 19.0 9.5

東海 173 31 8 13 10 13 21 28 44 5 88 3 20 11 7 26 15 6
100.0 17.9 4.6 7.5 5.8 7.5 12.1 16.2 25.4 2.9 100.0 3.4 22.7 12.5 8.0 29.5 17.0 6.8

近畿 146 6 11 15 5 20 10 36 41 2 98 2 29 21 6 19 18 3
100.0 4.1 7.5 10.3 3.4 13.7 6.8 24.7 28.1 1.4 100.0 2.0 29.6 21.4 6.1 19.4 18.4 3.1

中国 57 3 3 3 3 7 12 11 15 - 48 2 8 10 1 14 12 1
100.0 5.3 5.3 5.3 5.3 12.3 21.1 19.3 26.3 - 100.0 4.2 16.7 20.8 2.1 29.2 25.0 2.1

四国 30 1 - 2 1 4 7 3 12 - 25 1 2 5 2 7 7 1
100.0 3.3 - 6.7 3.3 13.3 23.3 10.0 40.0 - 100.0 4.0 8.0 20.0 8.0 28.0 28.0 4.0

九州 68 3 3 9 5 4 18 10 16 - 76 5 5 18 8 18 14 8
100.0 4.4 4.4 13.2 7.4 5.9 26.5 14.7 23.5 - 100.0 6.6 6.6 23.7 10.5 23.7 18.4 10.5

三大都市圏 417 33 28 45 19 43 47 83 110 9 306 8 85 53 26 69 46 19
100.0 7.9 6.7 10.8 4.6 10.3 11.3 19.9 26.4 2.2 100.0 2.6 27.8 17.3 8.5 22.5 15.0 6.2

それ以外 460 37 11 51 21 42 96 65 133 4 363 17 45 67 35 95 81 23
100.0 8.0 2.4 11.1 4.6 9.1 20.9 14.1 28.9 0.9 100.0 4.7 12.4 18.5 9.6 26.2 22.3 6.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 478 43 25 53 22 55 71 81 123 5 323 13 69 58 33 80 58 12
100.0 9.0 5.2 11.1 4.6 11.5 14.9 16.9 25.7 1.0 100.0 4.0 21.4 18.0 10.2 24.8 18.0 3.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 321 32 22 46 15 35 53 46 71 1 242 8 48 37 30 58 51 10
100.0 10.0 6.9 14.3 4.7 10.9 16.5 14.3 22.1 0.3 100.0 3.3 19.8 15.3 12.4 24.0 21.1 4.1

雇用していない 399 27 14 43 18 30 72 67 120 8 346 12 61 62 28 84 69 30
100.0 6.8 3.5 10.8 4.5 7.5 18.0 16.8 30.1 2.0 100.0 3.5 17.6 17.9 8.1 24.3 19.9 8.7

参考計（ウェートバック集計） 95,731 7,218 4,154 10,330 4,406 9,389 15,364 16,460 26,901 1,509 98,857 3,588 19,295 18,032 8,713 24,283 18,470 6,476
100.0 7.5 4.3 10.8 4.6 9.8 16.0 17.2 28.1 1.6 100.0 3.6 19.5 18.2 8.8 24.6 18.7 6.6

問１付問①：「製造業」の主な分野 問１付問②：「卸売業、小売業」の
主な分野
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全体計 312 3 92 41 121 7 48 95 27 66 2 321 114 183 24
100.0 1.0 29.5 13.1 38.8 2.2 15.4 100.0 28.4 69.5 2.1 100.0 35.5 57.0 7.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

建設業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

製造業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

運輸業、郵便業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

卸売業、小売業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 143 1 1 2 118 3 18 2 1 - 1 - - - -
100.0 0.7 0.7 1.4 82.5 2.1 12.6 100.0 50.0 - 50.0 - - - -

宿泊業、飲食サービス業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

教育、学習支援業 169 2 91 39 3 4 30 93 26 66 1 - - - -
100.0 1.2 53.8 23.1 1.8 2.4 17.8 100.0 28.0 71.0 1.1 - - - -

医療、福祉 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） - - - - - - - - - - - 321 114 183 24
- - - - - - - - - - - 100.0 35.5 57.0 7.5

その他 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 143 1 1 2 118 3 18 2 1 - 1 321 114 183 24
100.0 0.7 0.7 1.4 82.5 2.1 12.6 100.0 50.0 - 50.0 100.0 35.5 57.0 7.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 2 25 - - - - 27 27 - - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 7.4 92.6 - - - - 100.0 100.0 - - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や - - - - - - - - - - - 114 114 - -
「業務請負会社」である - - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - -
雇用者の規模

29人以下 175 - 34 22 84 3 32 34 - 34 - 156 40 105 11
100.0 - 19.4 12.6 48.0 1.7 18.3 100.0 - 100.0 - 100.0 25.6 67.3 7.1

30～49人 55 - 15 10 21 2 7 15 - 15 - 56 27 25 4
100.0 - 27.3 18.2 38.2 3.6 12.7 100.0 - 100.0 - 100.0 48.2 44.6 7.1

50～99人 34 - 9 7 10 2 6 9 1 8 - 53 15 35 3
100.0 - 26.5 20.6 29.4 5.9 17.6 100.0 11.1 88.9 - 100.0 28.3 66.0 5.7

100～299人 26 1 15 2 5 - 3 16 9 7 - 28 15 9 4
100.0 3.8 57.7 7.7 19.2 - 11.5 100.0 56.3 43.8 - 100.0 53.6 32.1 14.3

300～499人 10 1 8 - 1 - - 9 7 1 1 14 7 6 1
100.0 10.0 80.0 - 10.0 - - 100.0 77.8 11.1 11.1 100.0 50.0 42.9 7.1

500～999人 7 - 7 - - - - 7 5 1 1 7 5 2 -
100.0 - 100.0 - - - - 100.0 71.4 14.3 14.3 100.0 71.4 28.6 -

1,000人以上 5 1 4 - - - - 5 5 - - 7 5 1 1
100.0 20.0 80.0 - - - - 100.0 100.0 - - 100.0 71.4 14.3 14.3

300人以上（計） 22 2 19 - 1 - - 21 17 2 2 28 17 9 2
100.0 9.1 86.4 - 4.5 - - 100.0 81.0 9.5 9.5 100.0 60.7 32.1 7.1

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 15 - 6 - 7 - 2 6 1 5 - 15 6 9 -
100.0 - 40.0 - 46.7 - 13.3 100.0 16.7 83.3 - 100.0 40.0 60.0 -

東北 28 - 8 2 15 - 3 8 - 8 - 21 3 18 -
100.0 - 28.6 7.1 53.6 - 10.7 100.0 - 100.0 - 100.0 14.3 85.7 -

南関東 85 2 22 15 29 3 14 24 6 17 1 89 39 44 6
100.0 2.4 25.9 17.6 34.1 3.5 16.5 100.0 25.0 70.8 4.2 100.0 43.8 49.4 6.7

北関東・甲信 27 - 8 2 12 1 4 8 2 6 - 23 10 11 2
100.0 - 29.6 7.4 44.4 3.7 14.8 100.0 25.0 75.0 - 100.0 43.5 47.8 8.7

北陸 14 - 3 4 7 - - 3 3 - - 23 7 13 3
100.0 - 21.4 28.6 50.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 30.4 56.5 13.0

東海 35 - 13 6 13 1 2 13 3 10 - 41 16 23 2
100.0 - 37.1 17.1 37.1 2.9 5.7 100.0 23.1 76.9 - 100.0 39.0 56.1 4.9

近畿 37 - 10 4 16 - 7 10 4 6 - 41 11 24 6
100.0 - 27.0 10.8 43.2 - 18.9 100.0 40.0 60.0 - 100.0 26.8 58.5 14.6

中国 20 1 2 4 9 1 3 3 2 1 - 25 8 17 -
100.0 5.0 10.0 20.0 45.0 5.0 15.0 100.0 66.7 33.3 - 100.0 32.0 68.0 -

四国 9 - 2 1 4 - 2 2 1 1 - 14 5 6 3
100.0 - 22.2 11.1 44.4 - 22.2 100.0 50.0 50.0 - 100.0 35.7 42.9 21.4

九州 42 - 18 3 9 1 11 18 5 12 1 29 9 18 2
100.0 - 42.9 7.1 21.4 2.4 26.2 100.0 27.8 66.7 5.6 100.0 31.0 62.1 6.9

三大都市圏 143 2 39 23 54 3 22 41 12 28 1 153 58 81 14
100.0 1.4 27.3 16.1 37.8 2.1 15.4 100.0 29.3 68.3 2.4 100.0 37.9 52.9 9.2

それ以外 169 1 53 18 67 4 26 54 15 38 1 168 56 102 10
100.0 0.6 31.4 10.7 39.6 2.4 15.4 100.0 27.8 70.4 1.9 100.0 33.3 60.7 6.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 190 3 78 26 57 4 22 81 27 52 2 189 77 97 15
100.0 1.6 41.1 13.7 30.0 2.1 11.6 100.0 33.3 64.2 2.5 100.0 40.7 51.3 7.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 165 2 73 24 43 4 19 75 26 47 2 143 65 69 9
100.0 1.2 44.2 14.5 26.1 2.4 11.5 100.0 34.7 62.7 2.7 100.0 45.5 48.3 6.3

雇用していない 122 - 14 15 64 3 26 14 - 14 - 132 37 86 9
100.0 - 11.5 12.3 52.5 2.5 21.3 100.0 - 100.0 - 100.0 28.0 65.2 6.8

参考計（ウェートバック集計） 29,208 224 7,278 3,813 12,555 643 4,695 7,502 1,358 5,993 151 34,270 11,711 19,946 2,614
100.0 0.8 24.9 13.1 43.0 2.2 16.1 100.0 18.1 79.9 2.0 100.0 34.2 58.2 7.6

問１付問③：「学術研究」「教育」等の主な分野 問１付問④：貴社は、
「人材派遣会社」や
「業務請負会社」ですか。

問１付問：大学が
含まれていますか。
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全体計 4,685 2,620 796 619 410 110 72 58 - 4,685 656 2,209 1,005 83 2 730
100.0 55.9 17.0 13.2 8.8 2.3 1.5 1.2 - 100.0 14.0 47.2 21.5 1.8 0.0 15.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 9 1 1 - - - - - 11 - 5 4 - - 2
100.0 81.8 9.1 9.1 - - - - - 100.0 - 45.5 36.4 - - 18.2

建設業 580 433 88 37 16 4 1 1 - 580 131 290 69 4 - 86
100.0 74.7 15.2 6.4 2.8 0.7 0.2 0.2 - 100.0 22.6 50.0 11.9 0.7 - 14.8

製造業 877 458 162 125 92 22 7 11 - 877 86 434 226 26 2 103
100.0 52.2 18.5 14.3 10.5 2.5 0.8 1.3 - 100.0 9.8 49.5 25.8 3.0 0.2 11.7

電気・ガス・熱供給・水道業 32 24 5 2 - - 1 - - 32 3 10 14 - - 5
100.0 75.0 15.6 6.3 - - 3.1 - - 100.0 9.4 31.3 43.8 - - 15.6

情報通信業 127 58 30 20 13 1 2 3 - 127 28 57 17 1 - 24
100.0 45.7 23.6 15.7 10.2 0.8 1.6 2.4 - 100.0 22.0 44.9 13.4 0.8 - 18.9

運輸業、郵便業 271 127 58 46 27 5 5 3 - 271 69 120 38 2 - 42
100.0 46.9 21.4 17.0 10.0 1.8 1.8 1.1 - 100.0 25.5 44.3 14.0 0.7 - 15.5

卸売業、小売業 669 399 103 81 54 10 11 11 - 669 65 299 156 15 - 134
100.0 59.6 15.4 12.1 8.1 1.5 1.6 1.6 - 100.0 9.7 44.7 23.3 2.2 - 20.0

金融業、保険業 54 21 8 4 11 4 1 5 - 54 3 23 19 1 - 8
100.0 38.9 14.8 7.4 20.4 7.4 1.9 9.3 - 100.0 5.6 42.6 35.2 1.9 - 14.8

不動産業、物品賃貸業 91 58 13 9 9 1 1 - - 91 2 48 24 3 - 14
100.0 63.7 14.3 9.9 9.9 1.1 1.1 - - 100.0 2.2 52.7 26.4 3.3 - 15.4

学術研究、専門・技術サービス業 143 102 21 11 6 3 - - - 143 17 67 33 - - 26
100.0 71.3 14.7 7.7 4.2 2.1 - - - 100.0 11.9 46.9 23.1 - - 18.2

宿泊業、飲食サービス業 199 127 22 27 11 7 3 2 - 199 36 94 26 4 - 39
100.0 63.8 11.1 13.6 5.5 3.5 1.5 1.0 - 100.0 18.1 47.2 13.1 2.0 - 19.6

生活関連サービス業、娯楽業 156 94 18 26 10 4 2 2 - 156 22 71 40 - - 23
100.0 60.3 11.5 16.7 6.4 2.6 1.3 1.3 - 100.0 14.1 45.5 25.6 - - 14.7

教育、学習支援業 169 73 34 23 20 7 7 5 - 169 12 77 49 6 - 25
100.0 43.2 20.1 13.6 11.8 4.1 4.1 3.0 - 100.0 7.1 45.6 29.0 3.6 - 14.8

医療、福祉 935 460 170 150 105 23 21 6 - 935 105 444 201 20 - 165
100.0 49.2 18.2 16.0 11.2 2.5 2.2 0.6 - 100.0 11.2 47.5 21.5 2.1 - 17.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 10 6 2 8 5 3 2 - 36 3 17 9 - - 7
100.0 27.8 16.7 5.6 22.2 13.9 8.3 5.6 - 100.0 8.3 47.2 25.0 - - 19.4

サービス業（他に分類されないもの） 321 156 56 53 28 14 7 7 - 321 74 146 74 1 - 26
100.0 48.6 17.4 16.5 8.7 4.4 2.2 2.2 - 100.0 23.1 45.5 23.1 0.3 - 8.1

その他 14 11 1 2 - - - - - 14 - 7 6 - - 1
100.0 78.6 7.1 14.3 - - - - - 100.0 - 50.0 42.9 - - 7.1

サービス業（計） 855 489 123 119 63 33 15 13 - 855 152 395 182 5 - 121
100.0 57.2 14.4 13.9 7.4 3.9 1.8 1.5 - 100.0 17.8 46.2 21.3 0.6 - 14.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 - - 1 9 7 5 5 - 27 3 14 7 2 - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - 3.7 33.3 25.9 18.5 18.5 - 100.0 11.1 51.9 25.9 7.4 - 3.7
付問④：「人材派遣会社」や 114 40 27 15 15 7 5 5 - 114 44 47 21 1 - 1
「業務請負会社」である 100.0 35.1 23.7 13.2 13.2 6.1 4.4 4.4 - 100.0 38.6 41.2 18.4 0.9 - 0.9
雇用者の規模

29人以下 2,620 2,620 - - - - - - - 2,620 358 1,097 641 52 2 470
100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 13.7 41.9 24.5 2.0 0.1 17.9

30～49人 796 - 796 - - - - - - 796 99 421 155 11 - 110
100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 12.4 52.9 19.5 1.4 - 13.8

50～99人 619 - - 619 - - - - - 619 93 324 116 12 - 74
100.0 - - 100.0 - - - - - 100.0 15.0 52.3 18.7 1.9 - 12.0

100～299人 410 - - - 410 - - - - 410 61 239 51 4 - 55
100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 14.9 58.3 12.4 1.0 - 13.4

300～499人 110 - - - - 110 - - - 110 15 64 18 2 - 11
100.0 - - - - 100.0 - - - 100.0 13.6 58.2 16.4 1.8 - 10.0

500～999人 72 - - - - - 72 - - 72 14 37 14 2 - 5
100.0 - - - - - 100.0 - - 100.0 19.4 51.4 19.4 2.8 - 6.9

1,000人以上 58 - - - - - - 58 - 58 16 27 10 - - 5
100.0 - - - - - - 100.0 - 100.0 27.6 46.6 17.2 - - 8.6

300人以上（計） 240 - - - - 110 72 58 - 240 45 128 42 4 - 21
100.0 - - - - 45.8 30.0 24.2 - 100.0 18.8 53.3 17.5 1.7 - 8.8

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 130 42 42 19 8 3 1 - 245 28 110 61 1 - 45
100.0 53.1 17.1 17.1 7.8 3.3 1.2 0.4 - 100.0 11.4 44.9 24.9 0.4 - 18.4

東北 438 261 71 63 28 8 5 2 - 438 57 209 93 10 - 69
100.0 59.6 16.2 14.4 6.4 1.8 1.1 0.5 - 100.0 13.0 47.7 21.2 2.3 - 15.8

南関東 988 539 167 125 97 18 23 19 - 988 144 461 223 14 - 146
100.0 54.6 16.9 12.7 9.8 1.8 2.3 1.9 - 100.0 14.6 46.7 22.6 1.4 - 14.8

北関東・甲信 362 203 63 47 34 8 3 4 - 362 55 169 84 3 1 50
100.0 56.1 17.4 13.0 9.4 2.2 0.8 1.1 - 100.0 15.2 46.7 23.2 0.8 0.3 13.8

北陸 282 161 41 33 31 12 2 2 - 282 30 149 45 3 1 54
100.0 57.1 14.5 11.7 11.0 4.3 0.7 0.7 - 100.0 10.6 52.8 16.0 1.1 0.4 19.1

東海 620 338 107 92 43 19 10 11 - 620 99 277 141 16 - 87
100.0 54.5 17.3 14.8 6.9 3.1 1.6 1.8 - 100.0 16.0 44.7 22.7 2.6 - 14.0

近畿 658 340 115 93 72 15 12 11 - 658 85 316 142 14 - 101
100.0 51.7 17.5 14.1 10.9 2.3 1.8 1.7 - 100.0 12.9 48.0 21.6 2.1 - 15.3

中国 318 181 56 52 21 4 2 2 - 318 49 149 65 4 - 51
100.0 56.9 17.6 16.4 6.6 1.3 0.6 0.6 - 100.0 15.4 46.9 20.4 1.3 - 16.0

四国 175 110 29 18 13 2 3 - - 175 19 89 35 4 - 28
100.0 62.9 16.6 10.3 7.4 1.1 1.7 - - 100.0 10.9 50.9 20.0 2.3 - 16.0

九州 599 357 105 54 52 16 9 6 - 599 90 280 116 14 - 99
100.0 59.6 17.5 9.0 8.7 2.7 1.5 1.0 - 100.0 15.0 46.7 19.4 2.3 - 16.5

三大都市圏 2,040 1,092 345 290 191 43 40 39 - 2,040 297 951 452 39 - 301
100.0 53.5 16.9 14.2 9.4 2.1 2.0 1.9 - 100.0 14.6 46.6 22.2 1.9 - 14.8

それ以外 2,645 1,528 451 329 219 67 32 19 - 2,645 359 1,258 553 44 2 429
100.0 57.8 17.1 12.4 8.3 2.5 1.2 0.7 - 100.0 13.6 47.6 20.9 1.7 0.1 16.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 1,030 466 428 344 101 69 58 - 2,496 363 1,260 488 45 - 340
100.0 41.3 18.7 17.1 13.8 4.0 2.8 2.3 - 100.0 14.5 50.5 19.6 1.8 - 13.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 665 337 332 311 93 64 56 - 1,858 270 963 362 29 - 234
100.0 35.8 18.1 17.9 16.7 5.0 3.4 3.0 - 100.0 14.5 51.8 19.5 1.6 - 12.6

雇用していない 2,189 1,590 330 191 66 9 3 - - 2,189 293 949 517 38 2 390
100.0 72.6 15.1 8.7 3.0 0.4 0.1 - - 100.0 13.4 43.4 23.6 1.7 0.1 17.8

参考計（ウェートバック集計） 497,803 305,909 74,130 59,117 40,993 8,239 5,324 4,091 - 497,803 70,334 230,867 107,163 9,057 244 80,137
100.0 61.5 14.9 11.9 8.2 1.7 1.1 0.8 - 100.0 14.1 46.4 21.5 1.8 0.0 16.1

問１：雇用者の規模 問１：人手の過不足感 調査シリーズNo.202
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全体計 4,685 2,292 1,837 556 1,837 1,628 147 39 23
100.0 48.9 39.2 11.9 100.0 88.6 8.0 2.1 1.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 4 5 2 5 5 - - -
100.0 36.4 45.5 18.2 100.0 100.0 - - -

建設業 580 370 143 67 143 127 15 - 1
100.0 63.8 24.7 11.6 100.0 88.8 10.5 - 0.7

製造業 877 494 312 71 312 239 44 25 4
100.0 56.3 35.6 8.1 100.0 76.6 14.1 8.0 1.3

電気・ガス・熱供給・水道業 32 19 9 4 9 9 - - -
100.0 59.4 28.1 12.5 100.0 100.0 - - -

情報通信業 127 70 35 22 35 25 8 2 -
100.0 55.1 27.6 17.3 100.0 71.4 22.9 5.7 -

運輸業、郵便業 271 137 102 32 102 92 7 - 3
100.0 50.6 37.6 11.8 100.0 90.2 6.9 - 2.9

卸売業、小売業 669 212 352 105 352 309 31 7 5
100.0 31.7 52.6 15.7 100.0 87.8 8.8 2.0 1.4

金融業、保険業 54 17 30 7 30 26 2 1 1
100.0 31.5 55.6 13.0 100.0 86.7 6.7 3.3 3.3

不動産業、物品賃貸業 91 43 40 8 40 35 4 - 1
100.0 47.3 44.0 8.8 100.0 87.5 10.0 - 2.5

学術研究、専門・技術サービス業 143 78 48 17 48 40 5 2 1
100.0 54.5 33.6 11.9 100.0 83.3 10.4 4.2 2.1

宿泊業、飲食サービス業 199 97 67 35 67 64 2 1 -
100.0 48.7 33.7 17.6 100.0 95.5 3.0 1.5 -

生活関連サービス業、娯楽業 156 64 75 17 75 70 5 - -
100.0 41.0 48.1 10.9 100.0 93.3 6.7 - -

教育、学習支援業 169 90 60 19 60 56 3 1 -
100.0 53.3 35.5 11.2 100.0 93.3 5.0 1.7 -

医療、福祉 935 411 400 124 400 391 5 - 4
100.0 44.0 42.8 13.3 100.0 97.8 1.3 - 1.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 8 24 4 24 24 - - -
100.0 22.2 66.7 11.1 100.0 100.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 321 170 130 21 130 111 16 - 3
100.0 53.0 40.5 6.5 100.0 85.4 12.3 - 2.3

その他 14 8 5 1 5 5 - - -
100.0 57.1 35.7 7.1 100.0 100.0 - - -

サービス業（計） 855 417 344 94 344 309 28 3 4
100.0 48.8 40.2 11.0 100.0 89.8 8.1 0.9 1.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 7 18 2 18 16 2 - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 25.9 66.7 7.4 100.0 88.9 11.1 - -
付問④：「人材派遣会社」や 114 64 49 1 49 41 7 - 1
「業務請負会社」である 100.0 56.1 43.0 0.9 100.0 83.7 14.3 - 2.0
雇用者の規模

29人以下 2,620 1,647 606 367 606 563 29 5 9
100.0 62.9 23.1 14.0 100.0 92.9 4.8 0.8 1.5

30～49人 796 378 342 76 342 310 26 3 3
100.0 47.5 43.0 9.5 100.0 90.6 7.6 0.9 0.9

50～99人 619 169 395 55 395 358 28 6 3
100.0 27.3 63.8 8.9 100.0 90.6 7.1 1.5 0.8

100～299人 410 72 295 43 295 244 37 8 6
100.0 17.6 72.0 10.5 100.0 82.7 12.5 2.7 2.0

300～499人 110 14 88 8 88 72 11 4 1
100.0 12.7 80.0 7.3 100.0 81.8 12.5 4.5 1.1

500～999人 72 10 60 2 60 50 5 5 -
100.0 13.9 83.3 2.8 100.0 83.3 8.3 8.3 -

1,000人以上 58 2 51 5 51 31 11 8 1
100.0 3.4 87.9 8.6 100.0 60.8 21.6 15.7 2.0

300人以上（計） 240 26 199 15 199 153 27 17 2
100.0 10.8 82.9 6.3 100.0 76.9 13.6 8.5 1.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 114 97 34 97 90 7 - -
100.0 46.5 39.6 13.9 100.0 92.8 7.2 - -

東北 438 236 152 50 152 146 4 - 2
100.0 53.9 34.7 11.4 100.0 96.1 2.6 - 1.3

南関東 988 461 418 109 418 340 52 19 7
100.0 46.7 42.3 11.0 100.0 81.3 12.4 4.5 1.7

北関東・甲信 362 189 131 42 131 122 3 5 1
100.0 52.2 36.2 11.6 100.0 93.1 2.3 3.8 0.8

北陸 282 143 100 39 100 93 6 1 -
100.0 50.7 35.5 13.8 100.0 93.0 6.0 1.0 -

東海 620 306 246 68 246 214 22 5 5
100.0 49.4 39.7 11.0 100.0 87.0 8.9 2.0 2.0

近畿 658 291 293 74 293 242 41 6 4
100.0 44.2 44.5 11.2 100.0 82.6 14.0 2.0 1.4

中国 318 155 121 42 121 117 3 - 1
100.0 48.7 38.1 13.2 100.0 96.7 2.5 - 0.8

四国 175 97 61 17 61 57 2 1 1
100.0 55.4 34.9 9.7 100.0 93.4 3.3 1.6 1.6

九州 599 300 218 81 218 207 7 2 2
100.0 50.1 36.4 13.5 100.0 95.0 3.2 0.9 0.9

三大都市圏 2,040 936 876 228 876 722 111 30 13
100.0 45.9 42.9 11.2 100.0 82.4 12.7 3.4 1.5

それ以外 2,645 1,356 961 328 961 906 36 9 10
100.0 51.3 36.3 12.4 100.0 94.3 3.7 0.9 1.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 1,089 1,164 243 1,164 1,012 108 34 10
100.0 43.6 46.6 9.7 100.0 86.9 9.3 2.9 0.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 744 942 172 942 821 84 29 8
100.0 40.0 50.7 9.3 100.0 87.2 8.9 3.1 0.8

雇用していない 2,189 1,203 673 313 673 616 39 5 13
100.0 55.0 30.7 14.3 100.0 91.5 5.8 0.7 1.9

参考計（ウェートバック集計） 497,803 248,028 188,042 61,733 188,042 165,888 15,584 4,096 2,474
100.0 49.8 37.8 12.4 100.0 88.2 8.3 2.2 1.3

問１：事業所数 問１付問：事業所の展開範囲も、
教えてください。
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全体計 4,685 245 438 988 362 282 620 658 318 175 599 - 2,040 2,645
100.0 5.2 9.3 21.1 7.7 6.0 13.2 14.0 6.8 3.7 12.8 - 43.5 56.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 - 1 1 2 1 1 1 - - 4 - 2 9
100.0 - 9.1 9.1 18.2 9.1 9.1 9.1 - - 36.4 - 18.2 81.8

建設業 580 41 81 83 45 51 67 58 42 22 90 - 183 397
100.0 7.1 14.0 14.3 7.8 8.8 11.6 10.0 7.2 3.8 15.5 - 31.6 68.4

製造業 877 29 78 158 82 56 173 146 57 30 68 - 417 460
100.0 3.3 8.9 18.0 9.4 6.4 19.7 16.6 6.5 3.4 7.8 - 47.5 52.5

電気・ガス・熱供給・水道業 32 - 5 7 1 1 5 3 3 - 7 - 14 18
100.0 - 15.6 21.9 3.1 3.1 15.6 9.4 9.4 - 21.9 - 43.8 56.3

情報通信業 127 7 6 65 4 3 11 14 5 1 11 - 87 40
100.0 5.5 4.7 51.2 3.1 2.4 8.7 11.0 3.9 0.8 8.7 - 68.5 31.5

運輸業、郵便業 271 12 32 49 21 12 33 43 25 17 27 - 111 160
100.0 4.4 11.8 18.1 7.7 4.4 12.2 15.9 9.2 6.3 10.0 - 41.0 59.0

卸売業、小売業 669 38 55 151 48 42 88 98 48 25 76 - 306 363
100.0 5.7 8.2 22.6 7.2 6.3 13.2 14.6 7.2 3.7 11.4 - 45.7 54.3

金融業、保険業 54 4 6 12 5 1 7 9 3 2 5 - 26 28
100.0 7.4 11.1 22.2 9.3 1.9 13.0 16.7 5.6 3.7 9.3 - 48.1 51.9

不動産業、物品賃貸業 91 3 5 29 5 4 10 17 9 2 7 - 51 40
100.0 3.3 5.5 31.9 5.5 4.4 11.0 18.7 9.9 2.2 7.7 - 56.0 44.0

学術研究、専門・技術サービス業 143 8 18 37 13 7 12 19 11 5 13 - 64 79
100.0 5.6 12.6 25.9 9.1 4.9 8.4 13.3 7.7 3.5 9.1 - 44.8 55.2

宿泊業、飲食サービス業 199 9 19 45 10 16 30 21 14 6 29 - 90 109
100.0 4.5 9.5 22.6 5.0 8.0 15.1 10.6 7.0 3.0 14.6 - 45.2 54.8

生活関連サービス業、娯楽業 156 9 18 30 19 6 19 20 7 7 21 - 64 92
100.0 5.8 11.5 19.2 12.2 3.8 12.2 12.8 4.5 4.5 13.5 - 41.0 59.0

教育、学習支援業 169 7 10 48 14 7 23 18 9 4 29 - 79 90
100.0 4.1 5.9 28.4 8.3 4.1 13.6 10.7 5.3 2.4 17.2 - 46.7 53.3

医療、福祉 935 53 78 176 66 48 95 147 59 38 175 - 379 556
100.0 5.7 8.3 18.8 7.1 5.1 10.2 15.7 6.3 4.1 18.7 - 40.5 59.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 9 5 3 1 3 4 3 1 1 6 - 8 28
100.0 25.0 13.9 8.3 2.8 8.3 11.1 8.3 2.8 2.8 16.7 - 22.2 77.8

サービス業（他に分類されないもの） 321 15 21 89 23 23 41 41 25 14 29 - 153 168
100.0 4.7 6.5 27.7 7.2 7.2 12.8 12.8 7.8 4.4 9.0 - 47.7 52.3

その他 14 1 - 5 3 1 1 - - 1 2 - 6 8
100.0 7.1 - 35.7 21.4 7.1 7.1 - - 7.1 14.3 - 42.9 57.1

サービス業（計） 855 50 81 204 66 55 106 104 58 33 98 - 379 476
100.0 5.8 9.5 23.9 7.7 6.4 12.4 12.2 6.8 3.9 11.5 - 44.3 55.7

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 1 - 6 2 3 3 4 2 1 5 - 12 15
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 3.7 - 22.2 7.4 11.1 11.1 14.8 7.4 3.7 18.5 - 44.4 55.6
付問④：「人材派遣会社」や 114 6 3 39 10 7 16 11 8 5 9 - 58 56
「業務請負会社」である 100.0 5.3 2.6 34.2 8.8 6.1 14.0 9.6 7.0 4.4 7.9 - 50.9 49.1
雇用者の規模

29人以下 2,620 130 261 539 203 161 338 340 181 110 357 - 1,092 1,528
100.0 5.0 10.0 20.6 7.7 6.1 12.9 13.0 6.9 4.2 13.6 - 41.7 58.3

30～49人 796 42 71 167 63 41 107 115 56 29 105 - 345 451
100.0 5.3 8.9 21.0 7.9 5.2 13.4 14.4 7.0 3.6 13.2 - 43.3 56.7

50～99人 619 42 63 125 47 33 92 93 52 18 54 - 290 329
100.0 6.8 10.2 20.2 7.6 5.3 14.9 15.0 8.4 2.9 8.7 - 46.8 53.2

100～299人 410 19 28 97 34 31 43 72 21 13 52 - 191 219
100.0 4.6 6.8 23.7 8.3 7.6 10.5 17.6 5.1 3.2 12.7 - 46.6 53.4

300～499人 110 8 8 18 8 12 19 15 4 2 16 - 43 67
100.0 7.3 7.3 16.4 7.3 10.9 17.3 13.6 3.6 1.8 14.5 - 39.1 60.9

500～999人 72 3 5 23 3 2 10 12 2 3 9 - 40 32
100.0 4.2 6.9 31.9 4.2 2.8 13.9 16.7 2.8 4.2 12.5 - 55.6 44.4

1,000人以上 58 1 2 19 4 2 11 11 2 - 6 - 39 19
100.0 1.7 3.4 32.8 6.9 3.4 19.0 19.0 3.4 - 10.3 - 67.2 32.8

300人以上（計） 240 12 15 60 15 16 40 38 8 5 31 - 122 118
100.0 5.0 6.3 25.0 6.3 6.7 16.7 15.8 3.3 2.1 12.9 - 50.8 49.2

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 245 - - - - - - - - - - - 245
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0

東北 438 - 438 - - - - - - - - - - 438
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0

南関東 988 - - 988 - - - - - - - - 988 -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - 100.0 -

北関東・甲信 362 - - - 362 - - - - - - - - 362
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - 100.0

北陸 282 - - - - 282 - - - - - - - 282
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - 100.0

東海 620 - - - - - 620 - - - - - 478 142
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - 77.1 22.9

近畿 658 - - - - - - 658 - - - - 574 84
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - 87.2 12.8

中国 318 - - - - - - - 318 - - - - 318
100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0

四国 175 - - - - - - - - 175 - - - 175
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - 100.0

九州 599 - - - - - - - - - 599 - - 599
100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - 100.0

三大都市圏 2,040 - - 988 - - 478 574 - - - - 2,040 -
100.0 - - 48.4 - - 23.4 28.1 - - - - 100.0 -

それ以外 2,645 245 438 - 362 282 142 84 318 175 599 - - 2,645
100.0 9.3 16.6 - 13.7 10.7 5.4 3.2 12.0 6.6 22.6 - - 100.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 151 229 510 178 156 316 373 159 84 340 - 1,078 1,418
100.0 6.0 9.2 20.4 7.1 6.3 12.7 14.9 6.4 3.4 13.6 - 43.2 56.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 119 166 405 134 107 231 285 109 56 246 - 834 1,024
100.0 6.4 8.9 21.8 7.2 5.8 12.4 15.3 5.9 3.0 13.2 - 44.9 55.1

雇用していない 2,189 94 209 478 184 126 304 285 159 91 259 - 962 1,227
100.0 4.3 9.5 21.8 8.4 5.8 13.9 13.0 7.3 4.2 11.8 - 43.9 56.1

参考計（ウェートバック集計） 497,803 25,126 46,372 105,835 38,472 30,513 66,962 69,616 34,370 19,150 61,387 - 218,508 279,295
100.0 5.0 9.3 21.3 7.7 6.1 13.5 14.0 6.9 3.8 12.3 - 43.9 56.1

問１：本社の所在地（地域ブロック）

※三大都市圏＝東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、愛知県、岐阜県、三重県、大阪府、兵庫県、京都府、奈良県として集計。
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全体計 4,685 742 661 1,397 579 540 38 728
100.0 15.8 14.1 29.8 12.4 11.5 0.8 15.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 - 1 5 2 1 - 2
100.0 - 9.1 45.5 18.2 9.1 - 18.2

建設業 580 137 89 185 52 34 1 82
100.0 23.6 15.3 31.9 9.0 5.9 0.2 14.1

製造業 877 203 128 251 96 96 1 102
100.0 23.1 14.6 28.6 10.9 10.9 0.1 11.6

電気・ガス・熱供給・水道業 32 5 3 13 4 2 1 4
100.0 15.6 9.4 40.6 12.5 6.3 3.1 12.5

情報通信業 127 32 18 33 13 7 1 23
100.0 25.2 14.2 26.0 10.2 5.5 0.8 18.1

運輸業、郵便業 271 33 42 87 37 31 1 40
100.0 12.2 15.5 32.1 13.7 11.4 0.4 14.8

卸売業、小売業 669 76 95 171 93 105 2 127
100.0 11.4 14.2 25.6 13.9 15.7 0.3 19.0

金融業、保険業 54 6 9 21 7 2 - 9
100.0 11.1 16.7 38.9 13.0 3.7 - 16.7

不動産業、物品賃貸業 91 26 14 25 5 6 - 15
100.0 28.6 15.4 27.5 5.5 6.6 - 16.5

学術研究、専門・技術サービス業 143 21 26 49 10 10 - 27
100.0 14.7 18.2 34.3 7.0 7.0 - 18.9

宿泊業、飲食サービス業 199 26 17 49 25 36 4 42
100.0 13.1 8.5 24.6 12.6 18.1 2.0 21.1

生活関連サービス業、娯楽業 156 14 16 41 24 35 1 25
100.0 9.0 10.3 26.3 15.4 22.4 0.6 16.0

教育、学習支援業 169 18 19 59 24 21 3 25
100.0 10.7 11.2 34.9 14.2 12.4 1.8 14.8

医療、福祉 935 99 117 285 132 116 17 169
100.0 10.6 12.5 30.5 14.1 12.4 1.8 18.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 3 4 12 3 6 1 7
100.0 8.3 11.1 33.3 8.3 16.7 2.8 19.4

サービス業（他に分類されないもの） 321 42 61 105 50 31 5 27
100.0 13.1 19.0 32.7 15.6 9.7 1.6 8.4

その他 14 1 2 6 2 1 - 2
100.0 7.1 14.3 42.9 14.3 7.1 - 14.3

サービス業（計） 855 106 124 256 112 118 11 128
100.0 12.4 14.5 29.9 13.1 13.8 1.3 15.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 - 1 16 5 3 - 2
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - 3.7 59.3 18.5 11.1 - 7.4
付問④：「人材派遣会社」や 114 16 24 42 16 11 3 2
「業務請負会社」である 100.0 14.0 21.1 36.8 14.0 9.6 2.6 1.8
雇用者の規模

29人以下 2,620 373 311 774 326 356 24 456
100.0 14.2 11.9 29.5 12.4 13.6 0.9 17.4

30～49人 796 143 133 237 100 64 4 115
100.0 18.0 16.7 29.8 12.6 8.0 0.5 14.4

50～99人 619 123 90 187 76 61 6 76
100.0 19.9 14.5 30.2 12.3 9.9 1.0 12.3

100～299人 410 61 77 125 50 36 2 59
100.0 14.9 18.8 30.5 12.2 8.8 0.5 14.4

300～499人 110 17 25 35 13 8 - 12
100.0 15.5 22.7 31.8 11.8 7.3 - 10.9

500～999人 72 12 17 20 8 10 1 4
100.0 16.7 23.6 27.8 11.1 13.9 1.4 5.6

1,000人以上 58 13 8 19 6 5 1 6
100.0 22.4 13.8 32.8 10.3 8.6 1.7 10.3

300人以上（計） 240 42 50 74 27 23 2 22
100.0 17.5 20.8 30.8 11.3 9.6 0.8 9.2

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 41 31 69 35 19 2 48
100.0 16.7 12.7 28.2 14.3 7.8 0.8 19.6

東北 438 57 55 131 64 57 5 69
100.0 13.0 12.6 29.9 14.6 13.0 1.1 15.8

南関東 988 169 147 303 99 117 8 145
100.0 17.1 14.9 30.7 10.0 11.8 0.8 14.7

北関東・甲信 362 63 54 129 35 33 5 43
100.0 17.4 14.9 35.6 9.7 9.1 1.4 11.9

北陸 282 35 46 79 36 31 2 53
100.0 12.4 16.3 28.0 12.8 11.0 0.7 18.8

東海 620 115 86 169 92 65 2 91
100.0 18.5 13.9 27.3 14.8 10.5 0.3 14.7

近畿 658 106 97 191 76 83 4 101
100.0 16.1 14.7 29.0 11.6 12.6 0.6 15.3

中国 318 39 47 99 35 44 4 50
100.0 12.3 14.8 31.1 11.0 13.8 1.3 15.7

四国 175 19 20 58 28 24 - 26
100.0 10.9 11.4 33.1 16.0 13.7 - 14.9

九州 599 98 78 169 79 67 6 102
100.0 16.4 13.0 28.2 13.2 11.2 1.0 17.0

三大都市圏 2,040 360 293 600 232 240 13 302
100.0 17.6 14.4 29.4 11.4 11.8 0.6 14.8

それ以外 2,645 382 368 797 347 300 25 426
100.0 14.4 13.9 30.1 13.1 11.3 0.9 16.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 404 379 753 328 264 27 341
100.0 16.2 15.2 30.2 13.1 10.6 1.1 13.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 309 284 561 235 205 22 242
100.0 16.6 15.3 30.2 12.6 11.0 1.2 13.0

雇用していない 2,189 338 282 644 251 276 11 387
100.0 15.4 12.9 29.4 11.5 12.6 0.5 17.7

参考計（ウェートバック集計） 497,803 77,903 68,442 144,398 62,403 61,476 3,769 79,411
100.0 15.6 13.7 29.0 12.5 12.3 0.8 16.0

問１：５年前と比べた経営状況 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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全
有
効
回
答
企
業
等
計

契
約
社
員
や
パ
ー

ト
、

ア
ル
バ
イ
ト
、

再
雇
用
者
、

嘱
託
、

季
節
・

臨
時
労
働
者
な
ど
呼
称
を
問
わ
ず
、

ま
た
、

高
齢
者
を
含
め
て
す
べ
て

の
有
期
労
働
契
約
に
適
用
さ
れ
る

契
約
期
間
を
通
算
し
て
５
年
を

超
え
る
有
期
契
約
労
働
者
か
ら

申
込
み
が
あ
っ

た
場
合
に
は
、

更
新
後
の
契
約
か
ら
、

無
期
転
換

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（

使
用
者

は
承
諾
し
た
と
み
な
さ
れ
る
）

同
一
の
使
用
者
と
の
間
で
、

有
期

労
働
契
約
を
締
結
し
て
い
な
い
期
間

が
一
定
以
上
あ
る
場
合
、

そ
れ
以
前

の
契
約
期
間
は
通
算
対
象
か
ら
除
外

さ
れ
る
（

ク
ー

リ
ン
グ
さ
れ
る
）

無
期
転
換
後
の
労
働
条
件
は
、

別
段

の
合
意
が
無
い
場
合
に
は
、

申
込
み

時
点
の
有
期
労
働
契
約
の
内
容
と

同
じ
に
な
る
（

法
が
求
め
る
の
は

無
期
労
働
契
約
化
で
あ
り
、

正
社
員
に
す
る
必
要
は
な
い
）

就
業
規
則
や
労
働
契
約
で
「

別
段
の

定
め
」

を
設
け
れ
ば
、

申
込
み
時
点

の
有
期
労
働
契
約
の
内
容
と
は

異
な
る
労
働
条
件
等
を
定
め
る
こ
と

も
で
き
る

上
記
の
い
ず
れ
も
知
ら
な
い
が
、

無
期
転
換
ル
ー

ル
と
い
う
名
称
は

聞
い
た
こ
と
が
あ
る

無
期
転
換
ル
ー

ル
に
つ
い
て
は
何
も

知
ら
な
い
・
聞
い
た
こ
と
が
な
い

　
無
回
答

全体計 4,685 2,038 2,624 842 1,235 777 605 662 428
100.0 43.5 56.0 18.0 26.4 16.6 12.9 14.1 9.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 5 6 1 3 3 1 1 1
100.0 45.5 54.5 9.1 27.3 27.3 9.1 9.1 9.1

建設業 580 195 266 55 78 57 89 105 77
100.0 33.6 45.9 9.5 13.4 9.8 15.3 18.1 13.3

製造業 877 408 495 167 231 146 121 114 81
100.0 46.5 56.4 19.0 26.3 16.6 13.8 13.0 9.2

電気・ガス・熱供給・水道業 32 11 13 4 3 4 5 9 3
100.0 34.4 40.6 12.5 9.4 12.5 15.6 28.1 9.4

情報通信業 127 67 94 38 50 31 12 6 8
100.0 52.8 74.0 29.9 39.4 24.4 9.4 4.7 6.3

運輸業、郵便業 271 118 153 50 64 47 34 35 23
100.0 43.5 56.5 18.5 23.6 17.3 12.5 12.9 8.5

卸売業、小売業 669 281 359 101 160 104 108 101 44
100.0 42.0 53.7 15.1 23.9 15.5 16.1 15.1 6.6

金融業、保険業 54 35 44 27 32 22 2 2 6
100.0 64.8 81.5 50.0 59.3 40.7 3.7 3.7 11.1

不動産業、物品賃貸業 91 43 57 22 25 20 11 10 9
100.0 47.3 62.6 24.2 27.5 22.0 12.1 11.0 9.9

学術研究、専門・技術サービス業 143 63 86 33 30 26 20 15 13
100.0 44.1 60.1 23.1 21.0 18.2 14.0 10.5 9.1

宿泊業、飲食サービス業 199 62 70 17 27 23 27 57 27
100.0 31.2 35.2 8.5 13.6 11.6 13.6 28.6 13.6

生活関連サービス業、娯楽業 156 57 66 18 32 15 26 36 12
100.0 36.5 42.3 11.5 20.5 9.6 16.7 23.1 7.7

教育、学習支援業 169 87 114 54 71 48 16 15 12
100.0 51.5 67.5 32.0 42.0 28.4 9.5 8.9 7.1

医療、福祉 935 414 571 156 278 141 91 121 75
100.0 44.3 61.1 16.7 29.7 15.1 9.7 12.9 8.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 25 30 17 22 11 2 1 1
100.0 69.4 83.3 47.2 61.1 30.6 5.6 2.8 2.8

サービス業（他に分類されないもの） 321 162 193 79 124 76 39 32 33
100.0 50.5 60.1 24.6 38.6 23.7 12.1 10.0 10.3

その他 14 5 7 3 5 3 1 2 3
100.0 35.7 50.0 21.4 35.7 21.4 7.1 14.3 21.4

サービス業（計） 855 369 445 164 235 151 114 141 86
100.0 43.2 52.0 19.2 27.5 17.7 13.3 16.5 10.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 25 26 25 24 20 1 - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 92.6 96.3 92.6 88.9 74.1 3.7 - -
付問④：「人材派遣会社」や 114 66 83 41 56 41 12 7 5
「業務請負会社」である 100.0 57.9 72.8 36.0 49.1 36.0 10.5 6.1 4.4
雇用者の規模

29人以下 2,620 823 1,115 201 368 235 413 549 321
100.0 31.4 42.6 7.7 14.0 9.0 15.8 21.0 12.3

30～49人 796 380 499 147 212 125 102 71 61
100.0 47.7 62.7 18.5 26.6 15.7 12.8 8.9 7.7

50～99人 619 352 442 151 242 135 62 32 32
100.0 56.9 71.4 24.4 39.1 21.8 10.0 5.2 5.2

100～299人 410 283 350 183 229 147 22 8 11
100.0 69.0 85.4 44.6 55.9 35.9 5.4 2.0 2.7

300～499人 110 85 94 65 76 51 5 2 2
100.0 77.3 85.5 59.1 69.1 46.4 4.5 1.8 1.8

500～999人 72 61 68 47 54 39 1 - -
100.0 84.7 94.4 65.3 75.0 54.2 1.4 - -

1,000人以上 58 54 56 48 54 45 - - 1
100.0 93.1 96.6 82.8 93.1 77.6 - - 1.7

300人以上（計） 240 200 218 160 184 135 6 2 3
100.0 83.3 90.8 66.7 76.7 56.3 2.5 0.8 1.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 119 144 47 70 43 25 31 21
100.0 48.6 58.8 19.2 28.6 17.6 10.2 12.7 8.6

東北 438 201 238 68 96 51 67 56 37
100.0 45.9 54.3 15.5 21.9 11.6 15.3 12.8 8.4

南関東 988 452 564 201 283 199 130 139 67
100.0 45.7 57.1 20.3 28.6 20.1 13.2 14.1 6.8

北関東・甲信 362 144 199 58 81 58 51 51 31
100.0 39.8 55.0 16.0 22.4 16.0 14.1 14.1 8.6

北陸 282 116 160 44 64 42 36 40 31
100.0 41.1 56.7 15.6 22.7 14.9 12.8 14.2 11.0

東海 620 259 335 116 159 91 82 106 56
100.0 41.8 54.0 18.7 25.6 14.7 13.2 17.1 9.0

近畿 658 285 368 136 203 114 85 95 62
100.0 43.3 55.9 20.7 30.9 17.3 12.9 14.4 9.4

中国 318 137 184 47 65 51 29 46 38
100.0 43.1 57.9 14.8 20.4 16.0 9.1 14.5 11.9

四国 175 68 83 28 43 30 32 23 21
100.0 38.9 47.4 16.0 24.6 17.1 18.3 13.1 12.0

九州 599 257 349 97 171 98 68 75 64
100.0 42.9 58.3 16.2 28.5 16.4 11.4 12.5 10.7

三大都市圏 2,040 888 1,126 405 570 365 276 316 164
100.0 43.5 55.2 19.9 27.9 17.9 13.5 15.5 8.0

それ以外 2,645 1,150 1,498 437 665 412 329 346 264
100.0 43.5 56.6 16.5 25.1 15.6 12.4 13.1 10.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 1,392 1,751 692 989 618 213 185 153
100.0 55.8 70.2 27.7 39.6 24.8 8.5 7.4 6.1

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 1,100 1,401 602 857 516 142 106 83
100.0 59.2 75.4 32.4 46.1 27.8 7.6 5.7 4.5

雇用していない 2,189 646 873 150 246 159 392 477 275
100.0 29.5 39.9 6.9 11.2 7.3 17.9 21.8 12.6

参考計（ウェートバック集計） 497,803 205,971 265,063 79,243 118,536 75,282 68,349 76,797 47,460
100.0 41.4 53.2 15.9 23.8 15.1 13.7 15.4 9.5

問２：無期転換ルールについて、下記の中でご存知のことはありますか（該当すべてに○）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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問
2
で
無
期
転
換
ル
ー

ル
の

具
体
的
な
内
容
（

５
つ
の
い
ず
れ
か
）

を
知
っ

て
い
る
企
業
等
計

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

Ｓ
Ｎ
Ｓ
（

ツ
イ
ッ

タ
ー

や

フ
ェ

イ
ス
ブ
ッ

ク
等
）

新
聞
報
道
や
テ
レ
ビ

人
事
労
務
関
係
の
雑
誌
や
本

行
政
や
業
界
団
体
等
の

パ
ン
フ
レ
ッ

ト
・
冊
子

社
会
保
険
労
務
士
や
弁
護
士
等

セ
ミ
ナ
ー

や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

労
働
組
合
や
労
働
者
等
か
ら
の
提
案

そ
の
他
※

　
無
回
答

全体計 2,990 503 32 1,268 582 945 1,033 713 18 81 68
100.0 16.8 1.1 42.4 19.5 31.6 34.5 23.8 0.6 2.7 2.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 8 - - 5 1 4 - - - - -
100.0 - - 62.5 12.5 50.0 - - - - -

建設業 309 42 4 139 38 88 98 65 2 4 7
100.0 13.6 1.3 45.0 12.3 28.5 31.7 21.0 0.6 1.3 2.3

製造業 561 80 7 228 134 194 208 130 3 16 10
100.0 14.3 1.2 40.6 23.9 34.6 37.1 23.2 0.5 2.9 1.8

電気・ガス・熱供給・水道業 15 4 1 9 6 9 5 3 - - -
100.0 26.7 6.7 60.0 40.0 60.0 33.3 20.0 - - -

情報通信業 101 21 - 42 25 34 28 29 1 3 3
100.0 20.8 - 41.6 24.8 33.7 27.7 28.7 1.0 3.0 3.0

運輸業、郵便業 179 29 3 75 40 64 55 49 - 2 8
100.0 16.2 1.7 41.9 22.3 35.8 30.7 27.4 - 1.1 4.5

卸売業、小売業 416 62 5 211 85 99 139 85 3 12 7
100.0 14.9 1.2 50.7 20.4 23.8 33.4 20.4 0.7 2.9 1.7

金融業、保険業 44 11 1 22 14 22 9 13 - 5 -
100.0 25.0 2.3 50.0 31.8 50.0 20.5 29.5 - 11.4 -

不動産業、物品賃貸業 61 9 - 30 16 19 22 11 - 3 1
100.0 14.8 - 49.2 26.2 31.1 36.1 18.0 - 4.9 1.6

学術研究、専門・技術サービス業 95 23 1 40 21 26 37 22 2 1 -
100.0 24.2 1.1 42.1 22.1 27.4 38.9 23.2 2.1 1.1 -

宿泊業、飲食サービス業 88 13 2 35 10 18 28 15 - 3 5
100.0 14.8 2.3 39.8 11.4 20.5 31.8 17.0 - 3.4 5.7

生活関連サービス業、娯楽業 82 15 - 39 9 19 25 12 1 3 3
100.0 18.3 - 47.6 11.0 23.2 30.5 14.6 1.2 3.7 3.7

教育、学習支援業 126 32 - 55 25 50 50 40 - 2 3
100.0 25.4 - 43.7 19.8 39.7 39.7 31.7 - 1.6 2.4

医療、福祉 648 104 6 240 105 194 243 162 5 16 17
100.0 16.0 0.9 37.0 16.2 29.9 37.5 25.0 0.8 2.5 2.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 32 10 - 12 10 16 10 12 - 1 1
100.0 31.3 - 37.5 31.3 50.0 31.3 37.5 - 3.1 3.1

サービス業（他に分類されないもの） 217 48 2 82 41 87 75 65 1 10 2
100.0 22.1 0.9 37.8 18.9 40.1 34.6 30.0 0.5 4.6 0.9

その他 8 - - 4 2 2 1 - - - 1
100.0 - - 50.0 25.0 25.0 12.5 - - - 12.5

サービス業（計） 514 109 5 208 91 166 175 126 4 18 11
100.0 21.2 1.0 40.5 17.7 32.3 34.0 24.5 0.8 3.5 2.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 13 - 10 15 20 10 16 - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 50.0 - 38.5 57.7 76.9 38.5 61.5 - - -
付問④：「人材派遣会社」や 90 26 1 26 18 37 39 34 - 5 -
「業務請負会社」である 100.0 28.9 1.1 28.9 20.0 41.1 43.3 37.8 - 5.6 -
雇用者の規模

29人以下 1,337 156 20 661 160 279 408 158 9 36 39
100.0 11.7 1.5 49.4 12.0 20.9 30.5 11.8 0.7 2.7 2.9

30～49人 562 86 6 227 93 178 197 136 2 16 12
100.0 15.3 1.1 40.4 16.5 31.7 35.1 24.2 0.4 2.8 2.1

50～99人 493 78 - 178 113 177 192 143 1 17 9
100.0 15.8 - 36.1 22.9 35.9 38.9 29.0 0.2 3.4 1.8

100～299人 369 102 2 112 106 181 141 154 2 8 6
100.0 27.6 0.5 30.4 28.7 49.1 38.2 41.7 0.5 2.2 1.6

300～499人 101 30 1 41 43 62 42 44 1 2 2
100.0 29.7 1.0 40.6 42.6 61.4 41.6 43.6 1.0 2.0 2.0

500～999人 71 24 2 28 30 33 33 39 1 1 -
100.0 33.8 2.8 39.4 42.3 46.5 46.5 54.9 1.4 1.4 -

1,000人以上 57 27 1 21 37 35 20 39 2 1 -
100.0 47.4 1.8 36.8 64.9 61.4 35.1 68.4 3.5 1.8 -

300人以上（計） 229 81 4 90 110 130 95 122 4 4 2
100.0 35.4 1.7 39.3 48.0 56.8 41.5 53.3 1.7 1.7 0.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 168 36 1 73 37 55 52 36 - 4 5
100.0 21.4 0.6 43.5 22.0 32.7 31.0 21.4 - 2.4 3.0

東北 278 38 - 126 60 88 82 73 1 4 8
100.0 13.7 - 45.3 21.6 31.7 29.5 26.3 0.4 1.4 2.9

南関東 652 124 8 280 134 182 223 132 7 21 21
100.0 19.0 1.2 42.9 20.6 27.9 34.2 20.2 1.1 3.2 3.2

北関東・甲信 229 30 4 98 43 78 71 64 - 8 4
100.0 13.1 1.7 42.8 18.8 34.1 31.0 27.9 - 3.5 1.7

北陸 175 29 - 63 30 65 53 52 - 10 6
100.0 16.6 - 36.0 17.1 37.1 30.3 29.7 - 5.7 3.4

東海 376 65 1 165 67 103 145 91 3 11 6
100.0 17.3 0.3 43.9 17.8 27.4 38.6 24.2 0.8 2.9 1.6

近畿 416 75 9 167 89 129 172 101 3 7 7
100.0 18.0 2.2 40.1 21.4 31.0 41.3 24.3 0.7 1.7 1.7

中国 205 33 2 90 34 64 66 48 - 6 2
100.0 16.1 1.0 43.9 16.6 31.2 32.2 23.4 - 2.9 1.0

四国 99 13 1 39 11 34 36 19 3 3 1
100.0 13.1 1.0 39.4 11.1 34.3 36.4 19.2 3.0 3.0 1.0

九州 392 60 6 167 77 147 133 97 1 7 8
100.0 15.3 1.5 42.6 19.6 37.5 33.9 24.7 0.3 1.8 2.0

三大都市圏 1,284 244 16 537 255 374 475 286 13 38 29
100.0 19.0 1.2 41.8 19.9 29.1 37.0 22.3 1.0 3.0 2.3

それ以外 1,706 259 16 731 327 571 558 427 5 43 39
100.0 15.2 0.9 42.8 19.2 33.5 32.7 25.0 0.3 2.5 2.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,945 405 17 719 462 730 724 586 16 57 39
100.0 20.8 0.9 37.0 23.8 37.5 37.2 30.1 0.8 2.9 2.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,527 344 13 556 386 614 576 501 15 42 30
100.0 22.5 0.9 36.4 25.3 40.2 37.7 32.8 1.0 2.8 2.0

雇用していない 1,045 98 15 549 120 215 309 127 2 24 29
100.0 9.4 1.4 52.5 11.5 20.6 29.6 12.2 0.2 2.3 2.8

参考計（ウェートバック集計） 305,196 48,858 3,440 133,226 56,481 89,810 103,205 66,780 1,878 8,337 7,282
100.0 16.0 1.1 43.7 18.5 29.4 33.8 21.9 0.6 2.7 2.4

※｢その他｣については、｢親会社や関係会社からの通達・講習会」「ハローワーク」「労働局の指導」「派遣会社」「助成金の案内」「調査票で」等の自由記述
があった。

問２付問：どのようなルートで、情報を入手しましたか（該当すべてに○）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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全
有
効
回
答
企
業
等
計

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

　
無
回
答

問
3
で
有
期
契
約
労
働
者
を

雇
用
し
て
い
な
い
企
業
等

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行

（

2
0
1
3
年
4
月
1
日
）

以
前
か
ら
雇
用
し
て
い
な
い

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行
以
降
、

雇
用
し
て
い
た
こ
と
が
あ
る

　
無
回
答

問
3
付
問
で
「

無
期
転
換
ル
ー

ル
の

施
行
以
降
、

雇
用
し
て
い
た
こ
と
が

あ
る
」

企
業
等

は
い

い
い
え

　
無
回
答

問
3
付
問
の
付
問
で
「

自
社
の

正
社
員
だ
っ

た
定
年
後
の
再
雇
用
者

の
み
」

で
は
な
い
企
業
等

全
員
の
契
約
を
終
了
し
た

（

労
働
者
都
合
に
よ
る
離
職
を
含
む
）

半
数
以
上
の
契
約
を
終
了
し
、

残
り
を
無
期
労
働
契
約
へ
移
行

（

無
期
転
換
）

し
た

半
数
以
上
を
無
期
労
働
契
約
へ

移
行
（

無
期
転
換
）

し
、

残
り
の

契
約
を
終
了
し
た

全
員
、

無
期
労
働
契
約
へ
移
行

（

無
期
転
換
）

し
た

　
無
回
答

全体計 4,685 2,496 2,189 - 2,189 1,863 326 - 326 162 164 - 164 55 4 4 97 4
100.0 53.3 46.7 - 100.0 85.1 14.9 - 100.0 49.7 50.3 - 100.0 33.5 2.4 2.4 59.1 2.4

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 6 5 - 5 4 1 - 1 - 1 - 1 - - - 1 -
100.0 54.5 45.5 - 100.0 80.0 20.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - - - 100.0 -

建設業 580 243 337 - 337 278 59 - 59 40 19 - 19 6 1 1 11 -
100.0 41.9 58.1 - 100.0 82.5 17.5 - 100.0 67.8 32.2 - 100.0 31.6 5.3 5.3 57.9 -

製造業 877 478 399 - 399 332 67 - 67 40 27 - 27 9 1 - 16 1
100.0 54.5 45.5 - 100.0 83.2 16.8 - 100.0 59.7 40.3 - 100.0 33.3 3.7 - 59.3 3.7

電気・ガス・熱供給・水道業 32 14 18 - 18 15 3 - 3 2 1 - 1 1 - - - -
100.0 43.8 56.3 - 100.0 83.3 16.7 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 100.0 - - - -

情報通信業 127 68 59 - 59 52 7 - 7 1 6 - 6 5 - - 1 -
100.0 53.5 46.5 - 100.0 88.1 11.9 - 100.0 14.3 85.7 - 100.0 83.3 - - 16.7 -

運輸業、郵便業 271 139 132 - 132 115 17 - 17 11 6 - 6 3 - - 3 -
100.0 51.3 48.7 - 100.0 87.1 12.9 - 100.0 64.7 35.3 - 100.0 50.0 - - 50.0 -

卸売業、小売業 669 323 346 - 346 293 53 - 53 25 28 - 28 6 2 1 18 1
100.0 48.3 51.7 - 100.0 84.7 15.3 - 100.0 47.2 52.8 - 100.0 21.4 7.1 3.6 64.3 3.6

金融業、保険業 54 43 11 - 11 10 1 - 1 1 - - - - - - - -
100.0 79.6 20.4 - 100.0 90.9 9.1 - 100.0 100.0 - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 91 57 34 - 34 32 2 - 2 1 1 - 1 1 - - - -
100.0 62.6 37.4 - 100.0 94.1 5.9 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 143 63 80 - 80 69 11 - 11 2 9 - 9 3 - 1 5 -
100.0 44.1 55.9 - 100.0 86.3 13.8 - 100.0 18.2 81.8 - 100.0 33.3 - 11.1 55.6 -

宿泊業、飲食サービス業 199 59 140 - 140 126 14 - 14 4 10 - 10 3 - - 7 -
100.0 29.6 70.4 - 100.0 90.0 10.0 - 100.0 28.6 71.4 - 100.0 30.0 - - 70.0 -

生活関連サービス業、娯楽業 156 73 83 - 83 75 8 - 8 5 3 - 3 2 - - 1 -
100.0 46.8 53.2 - 100.0 90.4 9.6 - 100.0 62.5 37.5 - 100.0 66.7 - - 33.3 -

教育、学習支援業 169 127 42 - 42 35 7 - 7 2 5 - 5 2 - - 3 -
100.0 75.1 24.9 - 100.0 83.3 16.7 - 100.0 28.6 71.4 - 100.0 40.0 - - 60.0 -

医療、福祉 935 575 360 - 360 305 55 - 55 19 36 - 36 8 - 1 25 2
100.0 61.5 38.5 - 100.0 84.7 15.3 - 100.0 34.5 65.5 - 100.0 22.2 - 2.8 69.4 5.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 31 5 - 5 2 3 - 3 2 1 - 1 1 - - - -
100.0 86.1 13.9 - 100.0 40.0 60.0 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 100.0 - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 321 189 132 - 132 114 18 - 18 7 11 - 11 5 - - 6 -
100.0 58.9 41.1 - 100.0 86.4 13.6 - 100.0 38.9 61.1 - 100.0 45.5 - - 54.5 -

その他 14 8 6 - 6 6 - - - - - - - - - - - -
100.0 57.1 42.9 - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 855 415 440 - 440 386 54 - 54 20 34 - 34 14 - 1 19 -
100.0 48.5 51.5 - 100.0 87.7 12.3 - 100.0 37.0 63.0 - 100.0 41.2 - 2.9 55.9 -

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 27 - - - - - - - - - - - - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 114 77 37 - 37 32 5 - 5 1 4 - 4 2 - - 2 -
「業務請負会社」である 100.0 67.5 32.5 - 100.0 86.5 13.5 - 100.0 20.0 80.0 - 100.0 50.0 - - 50.0 -
雇用者の規模

29人以下 2,620 1,030 1,590 - 1,590 1,368 222 - 222 114 108 - 108 38 3 1 64 2
100.0 39.3 60.7 - 100.0 86.0 14.0 - 100.0 51.4 48.6 - 100.0 35.2 2.8 0.9 59.3 1.9

30～49人 796 466 330 - 330 266 64 - 64 33 31 - 31 11 1 1 18 -
100.0 58.5 41.5 - 100.0 80.6 19.4 - 100.0 51.6 48.4 - 100.0 35.5 3.2 3.2 58.1 -

50～99人 619 428 191 - 191 165 26 - 26 9 17 - 17 2 - 2 11 2
100.0 69.1 30.9 - 100.0 86.4 13.6 - 100.0 34.6 65.4 - 100.0 11.8 - 11.8 64.7 11.8

100～299人 410 344 66 - 66 53 13 - 13 6 7 - 7 3 - - 4 -
100.0 83.9 16.1 - 100.0 80.3 19.7 - 100.0 46.2 53.8 - 100.0 42.9 - - 57.1 -

300～499人 110 101 9 - 9 8 1 - 1 - 1 - 1 1 - - - -
100.0 91.8 8.2 - 100.0 88.9 11.1 - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - -

500～999人 72 69 3 - 3 3 - - - - - - - - - - - -
100.0 95.8 4.2 - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - -

1,000人以上 58 58 - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -

300人以上（計） 240 228 12 - 12 11 1 - 1 - 1 - 1 1 - - - -
100.0 95.0 5.0 - 100.0 91.7 8.3 - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 151 94 - 94 76 18 - 18 4 14 - 14 6 - - 8 -
100.0 61.6 38.4 - 100.0 80.9 19.1 - 100.0 22.2 77.8 - 100.0 42.9 - - 57.1 -

東北 438 229 209 - 209 177 32 - 32 18 14 - 14 7 - - 7 -
100.0 52.3 47.7 - 100.0 84.7 15.3 - 100.0 56.3 43.8 - 100.0 50.0 - - 50.0 -

南関東 988 510 478 - 478 415 63 - 63 29 34 - 34 13 - 2 19 -
100.0 51.6 48.4 - 100.0 86.8 13.2 - 100.0 46.0 54.0 - 100.0 38.2 - 5.9 55.9 -

北関東・甲信 362 178 184 - 184 151 33 - 33 19 14 - 14 7 - - 7 -
100.0 49.2 50.8 - 100.0 82.1 17.9 - 100.0 57.6 42.4 - 100.0 50.0 - - 50.0 -

北陸 282 156 126 - 126 103 23 - 23 14 9 - 9 2 1 - 6 -
100.0 55.3 44.7 - 100.0 81.7 18.3 - 100.0 60.9 39.1 - 100.0 22.2 11.1 - 66.7 -

東海 620 316 304 - 304 264 40 - 40 19 21 - 21 8 - - 12 1
100.0 51.0 49.0 - 100.0 86.8 13.2 - 100.0 47.5 52.5 - 100.0 38.1 - - 57.1 4.8

近畿 658 373 285 - 285 242 43 - 43 19 24 - 24 6 2 2 14 -
100.0 56.7 43.3 - 100.0 84.9 15.1 - 100.0 44.2 55.8 - 100.0 25.0 8.3 8.3 58.3 -

中国 318 159 159 - 159 133 26 - 26 14 12 - 12 2 - - 10 -
100.0 50.0 50.0 - 100.0 83.6 16.4 - 100.0 53.8 46.2 - 100.0 16.7 - - 83.3 -

四国 175 84 91 - 91 79 12 - 12 6 6 - 6 1 1 - 2 2
100.0 48.0 52.0 - 100.0 86.8 13.2 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 16.7 16.7 - 33.3 33.3

九州 599 340 259 - 259 223 36 - 36 20 16 - 16 3 - - 12 1
100.0 56.8 43.2 - 100.0 86.1 13.9 - 100.0 55.6 44.4 - 100.0 18.8 - - 75.0 6.3

三大都市圏 2,040 1,078 962 - 962 835 127 - 127 59 68 - 68 22 2 4 39 1
100.0 52.8 47.2 - 100.0 86.8 13.2 - 100.0 46.5 53.5 - 100.0 32.4 2.9 5.9 57.4 1.5

それ以外 2,645 1,418 1,227 - 1,227 1,028 199 - 199 103 96 - 96 33 2 - 58 3
100.0 53.6 46.4 - 100.0 83.8 16.2 - 100.0 51.8 48.2 - 100.0 34.4 2.1 - 60.4 3.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 2,496 - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 1,858 - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -

雇用していない 2,189 - 2,189 - 2,189 1,863 326 - 326 162 164 - 164 55 4 4 97 4
100.0 - 100.0 - 100.0 85.1 14.9 - 100.0 49.7 50.3 - 100.0 33.5 2.4 2.4 59.1 2.4

参考計（ウェートバック集計） 497,803 248,981 248,822 - 248,822 212,895 35,927 - 35,927 17,938 17,989 - 17,989 5,908 517 412 10,740 412
100.0 50.0 50.0 - 100.0 85.6 14.4 - 100.0 49.9 50.1 - 100.0 32.8 2.9 2.3 59.7 2.3

問３：現在、「有期契約労働者」
を雇用していますか（それぞれ
１つに〇）。

問３付問：過去の
雇用状況も教えて
ください。

問３付問：貴社の
正社員だった定年
後の再雇用者のみ
ですか。

問３付問：雇用していた
有期契約労働者を
どうしましたか。
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問
3
で
有
期
契
約
労
働
者
を

雇
用
し
て
い
る
企
業
等

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

　
無
回
答

問
4
で
現
在
、

定
年
後
の
再
雇
用
者

を
雇
用
し
て
い
る
企
業
等

い
る

い
な
い

　
無
回
答

問
4
で
現
在
、

定
年
後
の
再
雇
用
者

を
雇
用
し
て
い
る
企
業
等

既
に
計
画
を
申
請
し
た

今
後
、

申
請
す
る

申
請
し
な
い

現
時
点
で
は
方
針
未
定

　
無
回
答

全体計 2,496 1,971 517 8 1,971 1,405 548 18 1,971 438 128 280 1,064 61
100.0 79.0 20.7 0.3 100.0 71.3 27.8 0.9 100.0 22.2 6.5 14.2 54.0 3.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 6 6 - - 6 5 1 - 6 1 - 1 4 -
100.0 100.0 - - 100.0 83.3 16.7 - 100.0 16.7 - 16.7 66.7 -

建設業 243 212 30 1 212 181 30 1 212 47 20 30 105 10
100.0 87.2 12.3 0.4 100.0 85.4 14.2 0.5 100.0 22.2 9.4 14.2 49.5 4.7

製造業 478 435 41 2 435 305 125 5 435 96 27 62 236 14
100.0 91.0 8.6 0.4 100.0 70.1 28.7 1.1 100.0 22.1 6.2 14.3 54.3 3.2

電気・ガス・熱供給・水道業 14 12 2 - 12 9 3 - 12 - 2 2 7 1
100.0 85.7 14.3 - 100.0 75.0 25.0 - 100.0 - 16.7 16.7 58.3 8.3

情報通信業 68 39 29 - 39 17 22 - 39 9 2 3 23 2
100.0 57.4 42.6 - 100.0 43.6 56.4 - 100.0 23.1 5.1 7.7 59.0 5.1

運輸業、郵便業 139 125 14 - 125 103 22 - 125 29 9 20 63 4
100.0 89.9 10.1 - 100.0 82.4 17.6 - 100.0 23.2 7.2 16.0 50.4 3.2

卸売業、小売業 323 246 76 1 246 170 75 1 246 63 15 40 122 6
100.0 76.2 23.5 0.3 100.0 69.1 30.5 0.4 100.0 25.6 6.1 16.3 49.6 2.4

金融業、保険業 43 38 5 - 38 18 18 2 38 18 1 5 12 2
100.0 88.4 11.6 - 100.0 47.4 47.4 5.3 100.0 47.4 2.6 13.2 31.6 5.3

不動産業、物品賃貸業 57 41 16 - 41 29 12 - 41 10 - 7 22 2
100.0 71.9 28.1 - 100.0 70.7 29.3 - 100.0 24.4 - 17.1 53.7 4.9

学術研究、専門・技術サービス業 63 45 18 - 45 28 17 - 45 15 - 7 23 -
100.0 71.4 28.6 - 100.0 62.2 37.8 - 100.0 33.3 - 15.6 51.1 -

宿泊業、飲食サービス業 59 32 27 - 32 26 6 - 32 5 4 3 18 2
100.0 54.2 45.8 - 100.0 81.3 18.8 - 100.0 15.6 12.5 9.4 56.3 6.3

生活関連サービス業、娯楽業 73 52 20 1 52 36 16 - 52 6 2 9 33 2
100.0 71.2 27.4 1.4 100.0 69.2 30.8 - 100.0 11.5 3.8 17.3 63.5 3.8

教育、学習支援業 127 91 36 - 91 65 25 1 91 17 4 13 53 4
100.0 71.7 28.3 - 100.0 71.4 27.5 1.1 100.0 18.7 4.4 14.3 58.2 4.4

医療、福祉 575 423 149 3 423 310 110 3 423 80 27 51 255 10
100.0 73.6 25.9 0.5 100.0 73.3 26.0 0.7 100.0 18.9 6.4 12.1 60.3 2.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 31 26 5 - 26 11 14 1 26 10 1 1 14 -
100.0 83.9 16.1 - 100.0 42.3 53.8 3.8 100.0 38.5 3.8 3.8 53.8 -

サービス業（他に分類されないもの） 189 141 48 - 141 87 50 4 141 32 14 24 69 2
100.0 74.6 25.4 - 100.0 61.7 35.5 2.8 100.0 22.7 9.9 17.0 48.9 1.4

その他 8 7 1 - 7 5 2 - 7 - - 2 5 -
100.0 87.5 12.5 - 100.0 71.4 28.6 - 100.0 - - 28.6 71.4 -

サービス業（計） 415 296 118 1 296 188 103 5 296 68 21 44 157 6
100.0 71.3 28.4 0.2 100.0 63.5 34.8 1.7 100.0 23.0 7.1 14.9 53.0 2.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 21 6 - 21 16 5 - 21 6 - 7 8 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 77.8 22.2 - 100.0 76.2 23.8 - 100.0 28.6 - 33.3 38.1 -
付問④：「人材派遣会社」や 77 48 29 - 48 34 14 - 48 13 4 4 25 2
「業務請負会社」である 100.0 62.3 37.7 - 100.0 70.8 29.2 - 100.0 27.1 8.3 8.3 52.1 4.2
雇用者の規模

29人以下 1,030 746 280 4 746 519 220 7 746 64 45 130 479 28
100.0 72.4 27.2 0.4 100.0 69.6 29.5 0.9 100.0 8.6 6.0 17.4 64.2 3.8

30～49人 466 353 111 2 353 246 105 2 353 57 20 42 222 12
100.0 75.8 23.8 0.4 100.0 69.7 29.7 0.6 100.0 16.1 5.7 11.9 62.9 3.4

50～99人 428 351 75 2 351 260 91 - 351 82 36 45 184 4
100.0 82.0 17.5 0.5 100.0 74.1 25.9 - 100.0 23.4 10.3 12.8 52.4 1.1

100～299人 344 305 39 - 305 223 77 5 305 120 18 35 122 10
100.0 88.7 11.3 - 100.0 73.1 25.2 1.6 100.0 39.3 5.9 11.5 40.0 3.3

300～499人 101 97 4 - 97 71 24 2 97 50 2 11 29 5
100.0 96.0 4.0 - 100.0 73.2 24.7 2.1 100.0 51.5 2.1 11.3 29.9 5.2

500～999人 69 63 6 - 63 47 15 1 63 33 4 5 19 2
100.0 91.3 8.7 - 100.0 74.6 23.8 1.6 100.0 52.4 6.3 7.9 30.2 3.2

1,000人以上 58 56 2 - 56 39 16 1 56 32 3 12 9 -
100.0 96.6 3.4 - 100.0 69.6 28.6 1.8 100.0 57.1 5.4 21.4 16.1 -

300人以上（計） 228 216 12 - 216 157 55 4 216 115 9 28 57 7
100.0 94.7 5.3 - 100.0 72.7 25.5 1.9 100.0 53.2 4.2 13.0 26.4 3.2

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 151 120 31 - 120 83 37 - 120 24 6 25 64 1
100.0 79.5 20.5 - 100.0 69.2 30.8 - 100.0 20.0 5.0 20.8 53.3 0.8

東北 229 192 37 - 192 126 64 2 192 42 14 28 101 7
100.0 83.8 16.2 - 100.0 65.6 33.3 1.0 100.0 21.9 7.3 14.6 52.6 3.6

南関東 510 379 130 1 379 269 105 5 379 77 31 50 214 7
100.0 74.3 25.5 0.2 100.0 71.0 27.7 1.3 100.0 20.3 8.2 13.2 56.5 1.8

北関東・甲信 178 134 44 - 134 94 40 - 134 24 10 23 73 4
100.0 75.3 24.7 - 100.0 70.1 29.9 - 100.0 17.9 7.5 17.2 54.5 3.0

北陸 156 137 19 - 137 96 40 1 137 38 6 19 70 4
100.0 87.8 12.2 - 100.0 70.1 29.2 0.7 100.0 27.7 4.4 13.9 51.1 2.9

東海 316 260 56 - 260 191 67 2 260 61 13 36 140 10
100.0 82.3 17.7 - 100.0 73.5 25.8 0.8 100.0 23.5 5.0 13.8 53.8 3.8

近畿 373 287 82 4 287 207 76 4 287 73 25 26 154 9
100.0 76.9 22.0 1.1 100.0 72.1 26.5 1.4 100.0 25.4 8.7 9.1 53.7 3.1

中国 159 135 23 1 135 104 31 - 135 28 8 23 71 5
100.0 84.9 14.5 0.6 100.0 77.0 23.0 - 100.0 20.7 5.9 17.0 52.6 3.7

四国 84 62 21 1 62 47 12 3 62 18 4 8 30 2
100.0 73.8 25.0 1.2 100.0 75.8 19.4 4.8 100.0 29.0 6.5 12.9 48.4 3.2

九州 340 265 74 1 265 188 76 1 265 53 11 42 147 12
100.0 77.9 21.8 0.3 100.0 70.9 28.7 0.4 100.0 20.0 4.2 15.8 55.5 4.5

三大都市圏 1,078 828 245 5 828 605 212 11 828 185 62 98 459 24
100.0 76.8 22.7 0.5 100.0 73.1 25.6 1.3 100.0 22.3 7.5 11.8 55.4 2.9

それ以外 1,418 1,143 272 3 1,143 800 336 7 1,143 253 66 182 605 37
100.0 80.6 19.2 0.2 100.0 70.0 29.4 0.6 100.0 22.1 5.8 15.9 52.9 3.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 1,971 517 8 1,971 1,405 548 18 1,971 438 128 280 1,064 61
100.0 79.0 20.7 0.3 100.0 71.3 27.8 0.9 100.0 22.2 6.5 14.2 54.0 3.1

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 1,341 517 - 1,341 947 380 14 1,341 334 92 174 703 38
100.0 72.2 27.8 - 100.0 70.6 28.3 1.0 100.0 24.9 6.9 13.0 52.4 2.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 248,981 194,016 54,147 818 194,016 138,086 54,270 1,661 194,016 40,438 12,660 28,371 106,394 6,153
100.0 77.9 21.7 0.3 100.0 71.2 28.0 0.9 100.0 20.8 6.5 14.6 54.8 3.2

問４：現在、「定年後再雇用者」
（貴社の正社員を定年後の再雇用者）
を雇用していますか。

問４付問①：満65歳
以上の人はいますか。

付問②：定年後再雇用者について、適切な雇用管理
計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた
場合、同一の事業主に継続雇用される期間は、無期
労働契約への移行を申込む権利（無期転換申込権）
が発生しないこととする特例が設けられています。
その申請状況・意向を教えてください。
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問
4
付
問
②
で
定
年
後
の
再
雇
用
者
の

特
例
に
つ
い
て
「

既
に
計
画
を
申
請

し
た
」

か
「

今
後
、

申
請
す
る
」

企
業
等

既
に
行
っ

た

今
後
、

行
う

行
っ

て
い
な
い
・

今
後
も
行
わ
な
い

　
無
回
答

問
4
付
問
②
で
定
年
後
の
再
雇
用
者
の

特
例
に
つ
い
て
「

申
請
し
な
い
」

か

「

現
時
点
で
は
方
針
未
定
」

の
企
業
等

契
約
の
更
新
回
数
や
通
算
の

勤
続
年
数
に
上
限
を
設
け
る

無
期
転
換
後
の
定
年
を
設
け
る

通
算
５
年
を
超
え
る
前
に
、

グ
ル
ー

プ
会
社
等
で
再
雇
用
す
る

そ
の
他

何
も
し
な
い
（

対
象
者
や
希
望
者

は
出
な
い
の
で
必
要
な
い
）

　
無
回
答

問
4
で
現
在
、

定
年
後
の
再
雇
用
者

を
雇
用
し
て
い
る
企
業
等

は
い

い
い
え

　
無
回
答

全体計 566 306 121 96 43 1,344 268 245 17 134 540 185 1,971 616 1,341 14
100.0 54.1 21.4 17.0 7.6 100.0 19.9 18.2 1.3 10.0 40.2 13.8 100.0 31.3 68.0 0.7

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - 5 3 - - - 2 - 6 4 2 -
100.0 100.0 - - - 100.0 60.0 - - - 40.0 - 100.0 66.7 33.3 -

建設業 67 28 15 15 9 135 19 14 1 13 72 17 212 124 88 -
100.0 41.8 22.4 22.4 13.4 100.0 14.1 10.4 0.7 9.6 53.3 12.6 100.0 58.5 41.5 -

製造業 123 68 27 20 8 298 66 44 2 31 123 46 435 152 280 3
100.0 55.3 22.0 16.3 6.5 100.0 22.1 14.8 0.7 10.4 41.3 15.4 100.0 34.9 64.4 0.7

電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 2 - - 9 3 1 - 1 3 1 12 5 7 -
100.0 - 100.0 - - 100.0 33.3 11.1 - 11.1 33.3 11.1 100.0 41.7 58.3 -

情報通信業 11 8 2 1 - 26 7 5 1 3 10 2 39 11 28 -
100.0 72.7 18.2 9.1 - 100.0 26.9 19.2 3.8 11.5 38.5 7.7 100.0 28.2 71.8 -

運輸業、郵便業 38 23 8 5 2 83 18 16 - 8 30 13 125 51 71 3
100.0 60.5 21.1 13.2 5.3 100.0 21.7 19.3 - 9.6 36.1 15.7 100.0 40.8 56.8 2.4

卸売業、小売業 78 46 18 9 5 162 25 30 4 15 70 22 246 77 166 3
100.0 59.0 23.1 11.5 6.4 100.0 15.4 18.5 2.5 9.3 43.2 13.6 100.0 31.3 67.5 1.2

金融業、保険業 19 13 1 4 1 17 2 3 - 1 9 2 38 7 31 -
100.0 68.4 5.3 21.1 5.3 100.0 11.8 17.6 - 5.9 52.9 11.8 100.0 18.4 81.6 -

不動産業、物品賃貸業 10 7 1 2 - 29 7 5 2 2 7 7 41 14 27 -
100.0 70.0 10.0 20.0 - 100.0 24.1 17.2 6.9 6.9 24.1 24.1 100.0 34.1 65.9 -

学術研究、専門・技術サービス業 15 12 1 2 - 30 9 1 1 2 14 3 45 16 29 -
100.0 80.0 6.7 13.3 - 100.0 30.0 3.3 3.3 6.7 46.7 10.0 100.0 35.6 64.4 -

宿泊業、飲食サービス業 9 3 4 2 - 21 3 3 - 1 13 1 32 12 20 -
100.0 33.3 44.4 22.2 - 100.0 14.3 14.3 - 4.8 61.9 4.8 100.0 37.5 62.5 -

生活関連サービス業、娯楽業 8 6 - 2 - 42 7 9 - 3 17 6 52 18 33 1
100.0 75.0 - 25.0 - 100.0 16.7 21.4 - 7.1 40.5 14.3 100.0 34.6 63.5 1.9

教育、学習支援業 21 13 2 6 - 66 17 18 1 3 20 10 91 9 82 -
100.0 61.9 9.5 28.6 - 100.0 25.8 27.3 1.5 4.5 30.3 15.2 100.0 9.9 90.1 -

医療、福祉 107 47 26 18 16 306 53 66 5 41 109 44 423 66 354 3
100.0 43.9 24.3 16.8 15.0 100.0 17.3 21.6 1.6 13.4 35.6 14.4 100.0 15.6 83.7 0.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 11 8 1 1 1 15 4 6 - 2 4 1 26 3 23 -
100.0 72.7 9.1 9.1 9.1 100.0 26.7 40.0 - 13.3 26.7 6.7 100.0 11.5 88.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 46 23 13 9 1 93 24 22 - 8 35 8 141 45 95 1
100.0 50.0 28.3 19.6 2.2 100.0 25.8 23.7 - 8.6 37.6 8.6 100.0 31.9 67.4 0.7

その他 - - - - - 7 1 2 - - 2 2 7 2 5 -
- - - - - 100.0 14.3 28.6 - - 28.6 28.6 100.0 28.6 71.4 -

サービス業（計） 89 52 19 16 2 201 47 41 1 16 83 19 296 94 200 2
100.0 58.4 21.3 18.0 2.2 100.0 23.4 20.4 0.5 8.0 41.3 9.5 100.0 31.8 67.6 0.7

付問③付問：「学術・研究機関」か 6 4 - 2 - 15 8 6 - - 2 - 21 1 20 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 66.7 - 33.3 - 100.0 53.3 40.0 - - 13.3 - 100.0 4.8 95.2 -
付問④：「人材派遣会社」や 17 11 5 1 - 29 9 7 - 1 8 5 48 12 36 -
「業務請負会社」である 100.0 64.7 29.4 5.9 - 100.0 31.0 24.1 - 3.4 27.6 17.2 100.0 25.0 75.0 -
雇用者の規模

29人以下 109 51 30 16 12 609 117 80 9 60 277 80 746 351 385 10
100.0 46.8 27.5 14.7 11.0 100.0 19.2 13.1 1.5 9.9 45.5 13.1 100.0 47.1 51.6 1.3

30～49人 77 44 15 13 5 264 43 44 2 33 110 41 353 125 226 2
100.0 57.1 19.5 16.9 6.5 100.0 16.3 16.7 0.8 12.5 41.7 15.5 100.0 35.4 64.0 0.6

50～99人 118 59 37 17 5 229 51 54 5 18 83 28 351 93 257 1
100.0 50.0 31.4 14.4 4.2 100.0 22.3 23.6 2.2 7.9 36.2 12.2 100.0 26.5 73.2 0.3

100～299人 138 75 24 22 17 157 34 42 1 17 48 21 305 32 272 1
100.0 54.3 17.4 15.9 12.3 100.0 21.7 26.8 0.6 10.8 30.6 13.4 100.0 10.5 89.2 0.3

300～499人 52 28 3 18 3 40 10 10 - 3 12 9 97 8 89 -
100.0 53.8 5.8 34.6 5.8 100.0 25.0 25.0 - 7.5 30.0 22.5 100.0 8.2 91.8 -

500～999人 37 23 8 6 - 24 8 6 - 1 6 4 63 5 58 -
100.0 62.2 21.6 16.2 - 100.0 33.3 25.0 - 4.2 25.0 16.7 100.0 7.9 92.1 -

1,000人以上 35 26 4 4 1 21 5 9 - 2 4 2 56 2 54 -
100.0 74.3 11.4 11.4 2.9 100.0 23.8 42.9 - 9.5 19.0 9.5 100.0 3.6 96.4 -

300人以上（計） 124 77 15 28 4 85 23 25 - 6 22 15 216 15 201 -
100.0 62.1 12.1 22.6 3.2 100.0 27.1 29.4 - 7.1 25.9 17.6 100.0 6.9 93.1 -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 30 16 7 2 5 89 18 20 3 9 36 8 120 32 88 -
100.0 53.3 23.3 6.7 16.7 100.0 20.2 22.5 3.4 10.1 40.4 9.0 100.0 26.7 73.3 -

東北 56 26 15 13 2 129 27 17 1 10 51 25 192 62 129 1
100.0 46.4 26.8 23.2 3.6 100.0 20.9 13.2 0.8 7.8 39.5 19.4 100.0 32.3 67.2 0.5

南関東 108 58 30 17 3 264 59 45 3 23 118 25 379 102 275 2
100.0 53.7 27.8 15.7 2.8 100.0 22.3 17.0 1.1 8.7 44.7 9.5 100.0 26.9 72.6 0.5

北関東・甲信 34 19 7 4 4 96 15 15 1 16 36 17 134 41 90 3
100.0 55.9 20.6 11.8 11.8 100.0 15.6 15.6 1.0 16.7 37.5 17.7 100.0 30.6 67.2 2.2

北陸 44 26 7 7 4 89 18 18 2 4 37 15 137 48 88 1
100.0 59.1 15.9 15.9 9.1 100.0 20.2 20.2 2.2 4.5 41.6 16.9 100.0 35.0 64.2 0.7

東海 74 49 11 12 2 176 38 27 1 23 63 28 260 84 175 1
100.0 66.2 14.9 16.2 2.7 100.0 21.6 15.3 0.6 13.1 35.8 15.9 100.0 32.3 67.3 0.4

近畿 98 47 25 15 11 180 32 31 2 16 73 29 287 80 203 4
100.0 48.0 25.5 15.3 11.2 100.0 17.8 17.2 1.1 8.9 40.6 16.1 100.0 27.9 70.7 1.4

中国 36 18 5 11 2 94 19 20 1 13 36 11 135 49 86 -
100.0 50.0 13.9 30.6 5.6 100.0 20.2 21.3 1.1 13.8 38.3 11.7 100.0 36.3 63.7 -

四国 22 14 1 6 1 38 4 7 - 1 19 8 62 27 35 -
100.0 63.6 4.5 27.3 4.5 100.0 10.5 18.4 - 2.6 50.0 21.1 100.0 43.5 56.5 -

九州 64 33 13 9 9 189 38 45 3 19 71 19 265 91 172 2
100.0 51.6 20.3 14.1 14.1 100.0 20.1 23.8 1.6 10.1 37.6 10.1 100.0 34.3 64.9 0.8

三大都市圏 247 134 63 35 15 557 117 97 6 51 228 74 828 234 589 5
100.0 54.3 25.5 14.2 6.1 100.0 21.0 17.4 1.1 9.2 40.9 13.3 100.0 28.3 71.1 0.6

それ以外 319 172 58 61 28 787 151 148 11 83 312 111 1,143 382 752 9
100.0 53.9 18.2 19.1 8.8 100.0 19.2 18.8 1.4 10.5 39.6 14.1 100.0 33.4 65.8 0.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 566 306 121 96 43 1,344 268 245 17 134 540 185 1,971 616 1,341 14
100.0 54.1 21.4 17.0 7.6 100.0 19.9 18.2 1.3 10.0 40.2 13.8 100.0 31.3 68.0 0.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 426 230 94 71 31 877 177 188 11 86 322 126 1,341 - 1,341 -
100.0 54.0 22.1 16.7 7.3 100.0 20.2 21.4 1.3 9.8 36.7 14.4 100.0 - 100.0 -

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 53,098 28,834 11,816 8,556 3,892 134,765 26,257 23,436 1,730 13,234 55,892 18,368 194,016 65,993 126,400 1,623
100.0 54.3 22.3 16.1 7.3 100.0 19.5 17.4 1.3 9.8 41.5 13.6 100.0 34.0 65.1 0.8

問４付問：関係する労働者（労働組合等）か
らの意見聴取を行いましたか。

問４付問：定年後再雇用者の無期転換
申込権にどう対応しますか（して
いますか）（該当すべてに〇）。

問４付問③：貴社の有期
契約労働者は、「定年後
再雇用者」のみですか。
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問
4
で
定
年
後
の
再
雇
用
者
以
外
の
有
期
契
約

労
働
者
を
雇
用
し
て
い
る
企
業
等

日
常
的
な
業
務
量
の
変
動
に
応
じ
て
、

柔
軟
に
雇
用
者
数
を
調
整
す
る
た
め

季
節
循
環
的
な
業
務
量
の
変
動
に
応
じ
て
、

柔
軟
に
雇
用
者
数
を
調
整
す
る
た
め

事
業
再
編
や
入
札
等
、

中
長
期
的
な
業
務
量

の
変
動
に
応
じ
て
雇
用
者
数
を
調
整
で
き
る

よ
う
に
し
て
お
く
た
め

急
激
な
景
気
変
動
や
業
績
悪
化
等
が
生
じ
た
場
合
に
、

雇
用
調
整
で
き
る
よ
う
に
し
て
お
く
た
め

専
門
的
な
知
識
や
技
能
、

資
格
・
免
許
等
を

持
つ
人
材
を
必
要
な
期
間
、

確
保
す
る
た
め

正
社
員
と
し
て
正
式
に
採
用
で
き
る
か
ど
う
か
、

人
物
や
適
性
を
見
極
め
る
た
め

正
社
員
を
増
や
せ
な
い
た
め
（

定
員
が
決
ま
っ

て

い
る
、

人
件
費
に
上
限
が
あ
る
等
）

労
働
者
が
有
期
労
働
契
約
を
希
望
し
て
い
る
た
め

労
働
者
が
正
社
員
と
は
異
な
る
働
き
方
（

パ
ー

ト

タ
イ
ム
や
職
務
・
勤
務
地
限
定
等
）

を
希
望
し
て

い
る
た
め

採
用
手
続
き
が
簡
単
な
た
め

仕
事
や
働
き
方
が
軽
易
な
た
め

定
期
的
に
契
約
内
容
（

働
き
方
や
賃
金
・

労
働
条
件
等
）

を
見
直
す
必
要
が
あ
る
た
め

人
件
費
を
抑
制
す
る
た
め

定
期
的
に
人
材
を
入
れ
換
え
る
た
め
（

常
に

若
年
者
を
確
保
、

モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
の
維
持
、

情
報
の
機
密
保
持
、

不
祥
事
故
の
防
止
等
）

有
期
契
約
労
働
者
の
働
き
ぶ
り
（

モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
、

緊
張
感
等
）

を
維
持
す
る
た
め

育
児
・
介
護
等
に
よ
る
休
業
者
等
の
代
替
要
員

を
確
保
す
る
た
め

高
齢
者
を
（

健
康
状
態
等
を
見
極
め
な
が
ら
）

活
用
す
る
た
め

（

育
児
や
介
護
、

家
事
優
先
等
の
事
情
が
あ
る
）

女
性
を
活
用
す
る
た
め

障
が
い
者
を
活
用
す
る
た
め
（

障
が
い
者
の

雇
用
義
務
に
対
応
す
る
た
め
）

学
生
を
活
用
す
る
た
め

外
国
人
を
活
用
す
る
た
め
（

技
能
実
習
生
等
）

そ
の
他
※

　
無
回
答

全体計 1,858 524 204 115 214 382 520 312 493 924 33 328 183 423 28 58 167 412 224 155 98 60 42 38
100.0 28.2 11.0 6.2 11.5 20.6 28.0 16.8 26.5 49.7 1.8 17.7 9.8 22.8 1.5 3.1 9.0 22.2 12.1 8.3 5.3 3.2 2.3 2.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - - - 1 - - - 1 - - - - - - 1 2 - - - - - -
100.0 - - - - 50.0 - - - 50.0 - - - - - - 50.0 100.0 - - - - - -

建設業 118 25 26 8 10 33 28 4 30 39 1 15 5 10 1 2 - 30 7 3 - 13 2 4
100.0 21.2 22.0 6.8 8.5 28.0 23.7 3.4 25.4 33.1 0.8 12.7 4.2 8.5 0.8 1.7 - 25.4 5.9 2.5 - 11.0 1.7 3.4

製造業 321 80 51 20 65 56 98 35 71 146 5 69 21 72 6 12 8 75 30 28 6 32 7 5
100.0 24.9 15.9 6.2 20.2 17.4 30.5 10.9 22.1 45.5 1.6 21.5 6.5 22.4 1.9 3.7 2.5 23.4 9.3 8.7 1.9 10.0 2.2 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業 9 1 - 1 - 2 2 2 1 4 - 2 - 3 - - 1 2 - 1 - - - -
100.0 11.1 - 11.1 - 22.2 22.2 22.2 11.1 44.4 - 22.2 - 33.3 - - 11.1 22.2 - 11.1 - - - -

情報通信業 57 14 4 3 5 13 23 6 25 18 - 10 8 9 1 2 1 10 4 5 2 1 - -
100.0 24.6 7.0 5.3 8.8 22.8 40.4 10.5 43.9 31.6 - 17.5 14.0 15.8 1.8 3.5 1.8 17.5 7.0 8.8 3.5 1.8 - -

運輸業、郵便業 85 18 14 10 6 18 23 8 23 31 2 13 6 14 3 3 4 28 6 4 4 - 1 7
100.0 21.2 16.5 11.8 7.1 21.2 27.1 9.4 27.1 36.5 2.4 15.3 7.1 16.5 3.5 3.5 4.7 32.9 7.1 4.7 4.7 - 1.2 8.2

卸売業、小売業 242 68 24 3 27 29 52 29 53 129 8 56 26 59 - 8 11 40 23 19 32 4 6 7
100.0 28.1 9.9 1.2 11.2 12.0 21.5 12.0 21.9 53.3 3.3 23.1 10.7 24.4 - 3.3 4.5 16.5 9.5 7.9 13.2 1.7 2.5 2.9

金融業、保険業 36 11 1 2 4 6 8 3 5 17 - 8 4 8 - - 4 6 3 9 - - 1 -
100.0 30.6 2.8 5.6 11.1 16.7 22.2 8.3 13.9 47.2 - 22.2 11.1 22.2 - - 11.1 16.7 8.3 25.0 - - 2.8 -

不動産業、物品賃貸業 43 16 2 4 5 7 12 4 4 19 - 5 4 13 1 2 3 12 3 - 2 - 1 2
100.0 37.2 4.7 9.3 11.6 16.3 27.9 9.3 9.3 44.2 - 11.6 9.3 30.2 2.3 4.7 7.0 27.9 7.0 - 4.7 - 2.3 4.7

学術研究、専門・技術サービス業 47 8 8 3 5 13 17 4 11 21 - 6 4 7 - 5 1 13 7 3 2 - 1 -
100.0 17.0 17.0 6.4 10.6 27.7 36.2 8.5 23.4 44.7 - 12.8 8.5 14.9 - 10.6 2.1 27.7 14.9 6.4 4.3 - 2.1 -

宿泊業、飲食サービス業 47 15 11 2 4 3 14 10 8 26 3 9 4 14 1 2 1 5 4 2 12 1 1 1
100.0 31.9 23.4 4.3 8.5 6.4 29.8 21.3 17.0 55.3 6.4 19.1 8.5 29.8 2.1 4.3 2.1 10.6 8.5 4.3 25.5 2.1 2.1 2.1

生活関連サービス業、娯楽業 53 19 12 6 9 6 14 13 7 16 3 15 9 14 2 3 1 6 4 3 4 - - -
100.0 35.8 22.6 11.3 17.0 11.3 26.4 24.5 13.2 30.2 5.7 28.3 17.0 26.4 3.8 5.7 1.9 11.3 7.5 5.7 7.5 - - -

教育、学習支援業 118 50 13 10 12 54 30 27 37 63 1 30 7 41 7 2 32 21 23 13 9 1 2 1
100.0 42.4 11.0 8.5 10.2 45.8 25.4 22.9 31.4 53.4 0.8 25.4 5.9 34.7 5.9 1.7 27.1 17.8 19.5 11.0 7.6 0.8 1.7 0.8

医療、福祉 503 148 14 13 43 111 162 134 169 332 7 61 60 120 3 11 83 118 96 49 17 5 14 9
100.0 29.4 2.8 2.6 8.5 22.1 32.2 26.6 33.6 66.0 1.4 12.1 11.9 23.9 0.6 2.2 16.5 23.5 19.1 9.7 3.4 1.0 2.8 1.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 10 10 1 1 5 7 5 6 11 - 6 5 12 - 2 5 5 4 4 2 - 1 -
100.0 35.7 35.7 3.6 3.6 17.9 25.0 17.9 21.4 39.3 - 21.4 17.9 42.9 - 7.1 17.9 17.9 14.3 14.3 7.1 - 3.6 -

サービス業（他に分類されないもの） 143 37 14 27 17 23 30 25 42 50 3 21 19 27 3 3 10 39 10 12 6 3 5 2
100.0 25.9 9.8 18.9 11.9 16.1 21.0 17.5 29.4 35.0 2.1 14.7 13.3 18.9 2.1 2.1 7.0 27.3 7.0 8.4 4.2 2.1 3.5 1.4

その他 6 4 - 2 1 2 - 3 1 1 - 2 1 - - 1 1 - - - - - - -
100.0 66.7 - 33.3 16.7 33.3 - 50.0 16.7 16.7 - 33.3 16.7 - - 16.7 16.7 - - - - - - -

（計）サービス業 318 89 55 39 36 50 82 57 74 124 9 57 41 74 6 15 18 68 29 24 26 4 8 3
100.0 28.0 17.3 12.3 11.3 15.7 25.8 17.9 23.3 39.0 2.8 17.9 12.9 23.3 1.9 4.7 5.7 21.4 9.1 7.5 8.2 1.3 2.5 0.9

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 15 4 7 4 13 10 13 1 8 - 10 3 12 6 - 17 7 5 11 5 1 - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 57.7 15.4 26.9 15.4 50.0 38.5 50.0 3.8 30.8 - 38.5 11.5 46.2 23.1 - 65.4 26.9 19.2 42.3 19.2 3.8 - -
付問④：「人材派遣会社」や 65 18 8 14 10 8 18 9 21 31 2 7 13 12 2 1 2 17 7 8 4 3 2 -
「業務請負会社」である 100.0 27.7 12.3 21.5 15.4 12.3 27.7 13.8 32.3 47.7 3.1 10.8 20.0 18.5 3.1 1.5 3.1 26.2 10.8 12.3 6.2 4.6 3.1 -
雇用者の規模

29人以下 665 186 61 32 72 119 158 113 150 291 15 88 56 136 8 25 38 120 70 10 24 15 16 21
100.0 28.0 9.2 4.8 10.8 17.9 23.8 17.0 22.6 43.8 2.3 13.2 8.4 20.5 1.2 3.8 5.7 18.0 10.5 1.5 3.6 2.3 2.4 3.2

30～49人 337 87 33 19 46 79 86 45 85 185 2 46 30 72 5 8 21 70 34 8 11 5 7 6
100.0 25.8 9.8 5.6 13.6 23.4 25.5 13.4 25.2 54.9 0.6 13.6 8.9 21.4 1.5 2.4 6.2 20.8 10.1 2.4 3.3 1.5 2.1 1.8

50～99人 332 81 43 14 34 71 102 59 102 157 8 63 26 68 5 12 28 84 41 21 17 11 8 5
100.0 24.4 13.0 4.2 10.2 21.4 30.7 17.8 30.7 47.3 2.4 19.0 7.8 20.5 1.5 3.6 8.4 25.3 12.3 6.3 5.1 3.3 2.4 1.5

100～299人 311 91 33 24 41 59 110 55 104 173 4 72 38 79 3 7 36 89 48 47 16 17 7 5
100.0 29.3 10.6 7.7 13.2 19.0 35.4 17.7 33.4 55.6 1.3 23.2 12.2 25.4 1.0 2.3 11.6 28.6 15.4 15.1 5.1 5.5 2.3 1.6

300～499人 93 33 17 10 9 26 29 18 18 52 - 24 17 32 2 4 14 23 12 24 9 5 2 1
100.0 35.5 18.3 10.8 9.7 28.0 31.2 19.4 19.4 55.9 - 25.8 18.3 34.4 2.2 4.3 15.1 24.7 12.9 25.8 9.7 5.4 2.2 1.1

500～999人 64 17 5 4 8 14 20 15 19 31 2 16 7 19 1 2 16 15 9 19 11 3 2 -
100.0 26.6 7.8 6.3 12.5 21.9 31.3 23.4 29.7 48.4 3.1 25.0 10.9 29.7 1.6 3.1 25.0 23.4 14.1 29.7 17.2 4.7 3.1 -

1,000人以上 56 29 12 12 4 14 15 7 15 35 2 19 9 17 4 - 14 11 10 26 10 4 - -
100.0 51.8 21.4 21.4 7.1 25.0 26.8 12.5 26.8 62.5 3.6 33.9 16.1 30.4 7.1 - 25.0 19.6 17.9 46.4 17.9 7.1 - -

（計）300人以上 213 79 34 26 21 54 64 40 52 118 4 59 33 68 7 6 44 49 31 69 30 12 4 1
100.0 37.1 16.0 12.2 9.9 25.4 30.0 18.8 24.4 55.4 1.9 27.7 15.5 31.9 3.3 2.8 20.7 23.0 14.6 32.4 14.1 5.6 1.9 0.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 27 32 10 9 16 27 18 22 42 5 22 8 31 5 - 7 24 13 8 10 1 4 3
100.0 22.7 26.9 8.4 7.6 13.4 22.7 15.1 18.5 35.3 4.2 18.5 6.7 26.1 4.2 - 5.9 20.2 10.9 6.7 8.4 0.8 3.4 2.5

東北 166 47 17 11 15 32 43 34 38 85 1 24 10 43 1 6 16 32 10 17 5 5 3 1
100.0 28.3 10.2 6.6 9.0 19.3 25.9 20.5 22.9 51.2 0.6 14.5 6.0 25.9 0.6 3.6 9.6 19.3 6.0 10.2 3.0 3.0 1.8 0.6

南関東 405 135 44 26 47 84 114 63 124 193 8 89 52 96 9 20 29 86 57 38 20 15 8 3
100.0 33.3 10.9 6.4 11.6 20.7 28.1 15.6 30.6 47.7 2.0 22.0 12.8 23.7 2.2 4.9 7.2 21.2 14.1 9.4 4.9 3.7 2.0 0.7

北関東・甲信 134 30 13 7 15 21 30 24 39 77 3 28 15 32 - 2 9 34 21 7 7 2 5 6
100.0 22.4 9.7 5.2 11.2 15.7 22.4 17.9 29.1 57.5 2.2 20.9 11.2 23.9 - 1.5 6.7 25.4 15.7 5.2 5.2 1.5 3.7 4.5

北陸 107 35 14 4 13 22 34 16 26 56 3 16 5 27 1 4 18 27 11 9 4 4 2 5
100.0 32.7 13.1 3.7 12.1 20.6 31.8 15.0 24.3 52.3 2.8 15.0 4.7 25.2 0.9 3.7 16.8 25.2 10.3 8.4 3.7 3.7 1.9 4.7

東海 231 52 25 16 35 54 60 35 51 118 4 44 22 40 2 7 14 50 27 20 14 14 8 6
100.0 22.5 10.8 6.9 15.2 23.4 26.0 15.2 22.1 51.1 1.7 19.0 9.5 17.3 0.9 3.0 6.1 21.6 11.7 8.7 6.1 6.1 3.5 2.6

近畿 285 82 24 14 36 58 83 44 68 137 3 42 38 66 4 6 23 67 33 22 16 9 7 5
100.0 28.8 8.4 4.9 12.6 20.4 29.1 15.4 23.9 48.1 1.1 14.7 13.3 23.2 1.4 2.1 8.1 23.5 11.6 7.7 5.6 3.2 2.5 1.8

中国 109 23 8 7 11 27 24 17 30 56 - 16 6 13 2 4 9 25 16 7 5 1 2 2
100.0 21.1 7.3 6.4 10.1 24.8 22.0 15.6 27.5 51.4 - 14.7 5.5 11.9 1.8 3.7 8.3 22.9 14.7 6.4 4.6 0.9 1.8 1.8

四国 56 13 4 2 1 9 18 6 13 27 2 10 3 8 1 2 6 10 4 5 3 2 1 1
100.0 23.2 7.1 3.6 1.8 16.1 32.1 10.7 23.2 48.2 3.6 17.9 5.4 14.3 1.8 3.6 10.7 17.9 7.1 8.9 5.4 3.6 1.8 1.8

九州 246 80 23 18 32 59 87 55 82 133 4 37 24 67 3 7 36 57 32 22 14 7 2 6
100.0 32.5 9.3 7.3 13.0 24.0 35.4 22.4 33.3 54.1 1.6 15.0 9.8 27.2 1.2 2.8 14.6 23.2 13.0 8.9 5.7 2.8 0.8 2.4

三大都市圏 834 247 86 52 102 183 235 127 221 399 14 159 102 182 15 29 59 185 106 73 46 36 21 12
100.0 29.6 10.3 6.2 12.2 21.9 28.2 15.2 26.5 47.8 1.7 19.1 12.2 21.8 1.8 3.5 7.1 22.2 12.7 8.8 5.5 4.3 2.5 1.4

それ以外 1,024 277 118 63 112 199 285 185 272 525 19 169 81 241 13 29 108 227 118 82 52 24 21 26
100.0 27.1 11.5 6.2 10.9 19.4 27.8 18.1 26.6 51.3 1.9 16.5 7.9 23.5 1.3 2.8 10.5 22.2 11.5 8.0 5.1 2.3 2.1 2.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 524 204 115 214 382 520 312 493 924 33 328 183 423 28 58 167 412 224 155 98 60 42 38
100.0 28.2 11.0 6.2 11.5 20.6 28.0 16.8 26.5 49.7 1.8 17.7 9.8 22.8 1.5 3.1 9.0 22.2 12.1 8.3 5.3 3.2 2.3 2.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 524 204 115 214 382 520 312 493 924 33 328 183 423 28 58 167 412 224 155 98 60 42 38
100.0 28.2 11.0 6.2 11.5 20.6 28.0 16.8 26.5 49.7 1.8 17.7 9.8 22.8 1.5 3.1 9.0 22.2 12.1 8.3 5.3 3.2 2.3 2.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 49,547 20,772 10,554 21,276 34,185 49,002 28,335 46,517 86,973 3,713 31,646 17,188 40,115 2,571 5,905 12,594 38,781 20,121 12,236 10,482 5,672 4,106 4,182

100.0 27.4 11.5 5.8 11.8 18.9 27.1 15.7 25.8 48.2 2.1 17.5 9.5 22.2 1.4 3.3 7.0 21.5 11.1 6.8 5.8 3.1 2.3 2.3
※｢その他｣については、「無期転換する前に人物や能力、適性を見極めるため」「5年以上の有期労働契約者を70才まで、会社の都合で契約終了することが無いため。今のところ無期労働契約に申し出る職員がいないため」「５年経っていない人がいる
ため」「仕事の適性を見ながら活用するため」「資格（一定以上）者を正職としているため」「正社員とは勤務形態や仕事内容が違うため」「正社員の給与枠を超えるため」「長年、その契約でやってきたため（ずっと働いてもらってるので、無期にし
ても良いが、皆高齢で雇用形態にこだわりが無い）」等の自由記述があった。

問５：「有期労働契約（期間に定めのある契約）」で雇用している理由は、何ですか（該当すべてに○）。調査シリーズNo.202
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者
を
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用
し
て
い
る
企
業
等

大
幅
に
増
加

や
や
増
加

や
や
減
少

大
幅
に
減
少

ほ
ぼ
横
ば
い

施
行
前
は
雇
用
し
て
い
な
か
っ

た

／
施
行
後
は
ま
だ
新
規
採
用
し
て

い
な
い

　
無
回
答

問
5
付
問
①
で
有
期
契
約
労
働
者
の

新
規
採
用
量
が
「

や
や
減
少
」

か

「

大
幅
に
減
少
」

し
て
い
る
企
業
等

人
手
不
足
だ
か
ら

（

応
募
が
な
い
・
少
な
い
か
ら
）

事
業
再
編
等
で
、

有
期
契
約
労
働
者

の
仕
事
自
体
が
縮
小
し
て
い
る
か
ら

仕
事
や
働
き
方
の
あ
り
方
を
見
直
し
て
、

効
率
化
が
進
ん
で
い
る
か
ら

（

機
械
化
・
自
動
化
を
含
む
）

派
遣
労
働
者
や
委
託
・
請
負
契
約

へ
の
切
換
え
を
進
め
た
か
ら

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行
に
伴
い
、

採
用
人
数
を
絞
り
込
ん
で
い
る
か
ら

で
き
る
だ
け
無
期
労
働
契
約

（

正
社
員
を
含
む
）

で
採
用
す
る

よ
う
に
な
っ

た
か
ら

定
年
後
再
雇
用
者
が
増
え
た
か
ら

無
期
労
働
契
約
へ
の
移
行
者
が

増
え
、

人
材
需
要
が
満
た
さ
れ
て

い
る
か
ら

そ
の
他
※

　
無
回
答

全体計 1,858 25 166 181 65 1,234 141 46 246 166 15 13 8 3 64 20 12 5 -

100.0 1.3 8.9 9.7 3.5 66.4 7.6 2.5 100.0 67.5 6.1 5.3 3.3 1.2 26.0 8.1 4.9 2.0 -

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 1 - - 1 - - - - - - - - - - - - -

100.0 - 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - - - - - -

建設業 118 1 12 6 1 81 14 3 7 6 - - - - 1 - 1 - -

100.0 0.8 10.2 5.1 0.8 68.6 11.9 2.5 100.0 85.7 - - - - 14.3 - 14.3 - -

製造業 321 7 35 31 12 202 25 9 43 24 3 6 4 - 11 4 3 3 -

100.0 2.2 10.9 9.7 3.7 62.9 7.8 2.8 100.0 55.8 7.0 14.0 9.3 - 25.6 9.3 7.0 7.0 -

電気・ガス・熱供給・水道業 9 - - - 1 5 2 1 1 - 1 - - - - - - - -

100.0 - - - 11.1 55.6 22.2 11.1 100.0 - 100.0 - - - - - - - -

情報通信業 57 2 6 4 2 36 7 - 6 3 - - 1 1 4 1 - - -

100.0 3.5 10.5 7.0 3.5 63.2 12.3 - 100.0 50.0 - - 16.7 16.7 66.7 16.7 - - -

運輸業、郵便業 85 1 4 10 10 54 1 5 20 18 1 - 1 1 3 2 1 - -

100.0 1.2 4.7 11.8 11.8 63.5 1.2 5.9 100.0 90.0 5.0 - 5.0 5.0 15.0 10.0 5.0 - -

卸売業、小売業 242 3 19 31 13 143 27 6 44 31 2 3 - - 8 3 2 1 -

100.0 1.2 7.9 12.8 5.4 59.1 11.2 2.5 100.0 70.5 4.5 6.8 - - 18.2 6.8 4.5 2.3 -

金融業、保険業 36 2 5 2 2 23 2 - 4 1 - 1 - - 1 - 1 - -

100.0 5.6 13.9 5.6 5.6 63.9 5.6 - 100.0 25.0 - 25.0 - - 25.0 - 25.0 - -

不動産業、物品賃貸業 43 1 7 - - 31 2 2 - - - - - - - - - - -

100.0 2.3 16.3 - - 72.1 4.7 4.7 - - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 47 - 5 4 1 30 6 1 5 3 - 1 - 1 2 1 - - -

100.0 - 10.6 8.5 2.1 63.8 12.8 2.1 100.0 60.0 - 20.0 - 20.0 40.0 20.0 - - -

宿泊業、飲食サービス業 47 - 7 3 - 33 3 1 3 3 - - 1 - - - - - -

100.0 - 14.9 6.4 - 70.2 6.4 2.1 100.0 100.0 - - 33.3 - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 53 1 2 9 2 35 2 2 11 10 2 - - - 1 1 - - -

100.0 1.9 3.8 17.0 3.8 66.0 3.8 3.8 100.0 90.9 18.2 - - - 9.1 9.1 - - -

教育、学習支援業 118 - 11 9 4 87 5 2 13 7 1 1 - - 7 1 1 - -

100.0 - 9.3 7.6 3.4 73.7 4.2 1.7 100.0 53.8 7.7 7.7 - - 53.8 7.7 7.7 - -

医療、福祉 503 3 37 53 14 353 30 13 67 48 1 1 1 - 20 4 3 - -

100.0 0.6 7.4 10.5 2.8 70.2 6.0 2.6 100.0 71.6 1.5 1.5 1.5 - 29.9 6.0 4.5 - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 1 3 2 2 19 1 - 4 1 1 - - - 1 2 - 1 -

100.0 3.6 10.7 7.1 7.1 67.9 3.6 - 100.0 25.0 25.0 - - - 25.0 50.0 - 25.0 -

サービス業（他に分類されないもの） 143 3 12 17 1 95 14 1 18 11 3 - - - 5 1 - - -

100.0 2.1 8.4 11.9 0.7 66.4 9.8 0.7 100.0 61.1 16.7 - - - 27.8 5.6 - - -

その他 6 - - - - 6 - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 318 5 29 35 6 212 26 5 41 28 6 1 1 1 9 5 - 1 -

100.0 1.6 9.1 11.0 1.9 66.7 8.2 1.6 100.0 68.3 14.6 2.4 2.4 2.4 22.0 12.2 - 2.4 -

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 - 2 1 - 22 1 - 1 - 1 1 - - - - - - -

「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - 7.7 3.8 - 84.6 3.8 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

付問④：「人材派遣会社」や 65 2 4 8 1 43 6 1 9 6 1 - - - 3 1 - - -

「業務請負会社」である 100.0 3.1 6.2 12.3 1.5 66.2 9.2 1.5 100.0 66.7 11.1 - - - 33.3 11.1 - - -

雇用者の規模

29人以下 665 5 54 64 18 414 82 28 82 61 7 5 1 - 16 6 3 3 -

100.0 0.8 8.1 9.6 2.7 62.3 12.3 4.2 100.0 74.4 8.5 6.1 1.2 - 19.5 7.3 3.7 3.7 -

30～49人 337 2 33 31 11 230 25 5 42 24 4 - 2 1 15 2 2 1 -

100.0 0.6 9.8 9.2 3.3 68.2 7.4 1.5 100.0 57.1 9.5 - 4.8 2.4 35.7 4.8 4.8 2.4 -

50～99人 332 6 23 25 12 238 23 5 37 22 2 3 - - 12 3 1 - -

100.0 1.8 6.9 7.5 3.6 71.7 6.9 1.5 100.0 59.5 5.4 8.1 - - 32.4 8.1 2.7 - -

100～299人 311 4 35 36 18 206 6 6 54 42 - 1 3 1 15 8 3 1 -

100.0 1.3 11.3 11.6 5.8 66.2 1.9 1.9 100.0 77.8 - 1.9 5.6 1.9 27.8 14.8 5.6 1.9 -

300～499人 93 3 5 10 3 68 3 1 13 5 - 2 2 1 3 1 - - -

100.0 3.2 5.4 10.8 3.2 73.1 3.2 1.1 100.0 38.5 - 15.4 15.4 7.7 23.1 7.7 - - -

500～999人 64 2 8 6 2 44 1 1 8 6 - - - - 2 - 2 - -

100.0 3.1 12.5 9.4 3.1 68.8 1.6 1.6 100.0 75.0 - - - - 25.0 - 25.0 - -

1,000人以上 56 3 8 9 1 34 1 - 10 6 2 2 - - 1 - 1 - -

100.0 5.4 14.3 16.1 1.8 60.7 1.8 - 100.0 60.0 20.0 20.0 - - 10.0 - 10.0 - -

300人以上（計） 213 8 21 25 6 146 5 2 31 17 2 4 2 1 6 1 3 - -

100.0 3.8 9.9 11.7 2.8 68.5 2.3 0.9 100.0 54.8 6.5 12.9 6.5 3.2 19.4 3.2 9.7 - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 - 11 8 10 82 3 5 18 14 2 - 1 - 3 1 2 - -

100.0 - 9.2 6.7 8.4 68.9 2.5 4.2 100.0 77.8 11.1 - 5.6 - 16.7 5.6 11.1 - -

東北 166 1 17 26 10 90 17 5 36 22 4 1 2 - 6 2 3 - -

100.0 0.6 10.2 15.7 6.0 54.2 10.2 3.0 100.0 61.1 11.1 2.8 5.6 - 16.7 5.6 8.3 - -

南関東 405 6 34 40 8 279 36 2 48 28 6 2 1 1 9 2 4 2 -

100.0 1.5 8.4 9.9 2.0 68.9 8.9 0.5 100.0 58.3 12.5 4.2 2.1 2.1 18.8 4.2 8.3 4.2 -

北関東・甲信 134 4 11 12 7 83 12 5 19 12 - 1 - - 7 - - 1 -

100.0 3.0 8.2 9.0 5.2 61.9 9.0 3.7 100.0 63.2 - 5.3 - - 36.8 - - 5.3 -

北陸 107 - 11 11 5 72 5 3 16 10 2 1 - - 5 3 - 1 -

100.0 - 10.3 10.3 4.7 67.3 4.7 2.8 100.0 62.5 12.5 6.3 - - 31.3 18.8 - 6.3 -

東海 231 5 16 19 6 155 23 7 25 22 - 1 1 - 6 3 - - -

100.0 2.2 6.9 8.2 2.6 67.1 10.0 3.0 100.0 88.0 - 4.0 4.0 - 24.0 12.0 - - -

近畿 285 2 22 34 8 196 15 8 42 28 - 5 2 1 14 4 1 1 -

100.0 0.7 7.7 11.9 2.8 68.8 5.3 2.8 100.0 66.7 - 11.9 4.8 2.4 33.3 9.5 2.4 2.4 -

中国 109 2 9 9 3 74 12 - 12 11 - - - - 3 2 - - -

100.0 1.8 8.3 8.3 2.8 67.9 11.0 - 100.0 91.7 - - - - 25.0 16.7 - - -

四国 56 2 2 4 2 41 1 4 6 3 - - 1 - 2 - - - -

100.0 3.6 3.6 7.1 3.6 73.2 1.8 7.1 100.0 50.0 - - 16.7 - 33.3 - - - -

九州 246 3 33 18 6 162 17 7 24 16 1 2 - 1 9 3 2 - -

100.0 1.2 13.4 7.3 2.4 65.9 6.9 2.8 100.0 66.7 4.2 8.3 - 4.2 37.5 12.5 8.3 - -

三大都市圏 834 11 68 85 18 570 67 15 103 70 6 7 4 2 24 5 5 3 -

100.0 1.3 8.2 10.2 2.2 68.3 8.0 1.8 100.0 68.0 5.8 6.8 3.9 1.9 23.3 4.9 4.9 2.9 -

それ以外 1,024 14 98 96 47 664 74 31 143 96 9 6 4 1 40 15 7 2 -

100.0 1.4 9.6 9.4 4.6 64.8 7.2 3.0 100.0 67.1 6.3 4.2 2.8 0.7 28.0 10.5 4.9 1.4 -

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 25 166 181 65 1,234 141 46 246 166 15 13 8 3 64 20 12 5 -

100.0 1.3 8.9 9.7 3.5 66.4 7.6 2.5 100.0 67.5 6.1 5.3 3.3 1.2 26.0 8.1 4.9 2.0 -

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 25 166 181 65 1,234 141 46 246 166 15 13 8 3 64 20 12 5 -

100.0 1.3 8.9 9.7 3.5 66.4 7.6 2.5 100.0 67.5 6.1 5.3 3.3 1.2 26.0 8.1 4.9 2.0 -

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 2,436 16,320 18,157 6,456 117,646 14,746 4,786 24,613 17,144 1,420 1,354 838 332 6,097 1,984 1,066 497 -

100.0 1.3 9.0 10.1 3.6 65.2 8.2 2.7 100.0 69.7 5.8 5.5 3.4 1.4 24.8 8.1 4.3 2.0 -

※｢その他｣については、「人件費が高騰しているため」「無期労働契約への移行者が増え、人件費が増加した
ため」等の自由記述があった。

付問：「減少」している理由は、何ですか
（該当すべてに○）。

問５付問①：無期転換ルールの施行（2013年４月１日）
以降、有期契約労働者の新規採用量はどうなっていますか
（１つに〇）。

調査シリーズNo.202
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の
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、
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趣
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す
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・

分
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な
い

　
無
回
答

全体計 1,858 134 103 231 333 902 155
100.0 7.2 5.5 12.4 17.9 48.5 8.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 1 - - 1 -
100.0 - 50.0 - - 50.0 -

建設業 118 8 11 6 21 56 16
100.0 6.8 9.3 5.1 17.8 47.5 13.6

製造業 321 20 28 34 70 146 23
100.0 6.2 8.7 10.6 21.8 45.5 7.2

電気・ガス・熱供給・水道業 9 1 - 2 2 4 -
100.0 11.1 - 22.2 22.2 44.4 -

情報通信業 57 4 7 7 7 29 3
100.0 7.0 12.3 12.3 12.3 50.9 5.3

運輸業、郵便業 85 3 4 13 11 46 8
100.0 3.5 4.7 15.3 12.9 54.1 9.4

卸売業、小売業 242 20 21 22 42 120 17
100.0 8.3 8.7 9.1 17.4 49.6 7.0

金融業、保険業 36 2 2 4 7 21 -
100.0 5.6 5.6 11.1 19.4 58.3 -

不動産業、物品賃貸業 43 2 1 5 4 21 10
100.0 4.7 2.3 11.6 9.3 48.8 23.3

学術研究、専門・技術サービス業 47 1 - 6 18 17 5
100.0 2.1 - 12.8 38.3 36.2 10.6

宿泊業、飲食サービス業 47 6 - 7 4 25 5
100.0 12.8 - 14.9 8.5 53.2 10.6

生活関連サービス業、娯楽業 53 9 3 8 5 23 5
100.0 17.0 5.7 15.1 9.4 43.4 9.4

教育、学習支援業 118 17 3 14 22 55 7
100.0 14.4 2.5 11.9 18.6 46.6 5.9

医療、福祉 503 20 15 71 87 265 45
100.0 4.0 3.0 14.1 17.3 52.7 8.9

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 3 1 1 5 16 2
100.0 10.7 3.6 3.6 17.9 57.1 7.1

サービス業（他に分類されないもの） 143 18 6 30 27 53 9
100.0 12.6 4.2 21.0 18.9 37.1 6.3

その他 6 - - 1 1 4 -
100.0 - - 16.7 16.7 66.7 -

サービス業（計） 318 37 10 52 59 134 26
100.0 11.6 3.1 16.4 18.6 42.1 8.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 5 - 5 1 15 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 19.2 - 19.2 3.8 57.7 -
付問④：「人材派遣会社」や 65 13 5 16 7 18 6
「業務請負会社」である 100.0 20.0 7.7 24.6 10.8 27.7 9.2
雇用者の規模

29人以下 665 36 33 53 135 341 67
100.0 5.4 5.0 8.0 20.3 51.3 10.1

30～49人 337 21 20 46 65 164 21
100.0 6.2 5.9 13.6 19.3 48.7 6.2

50～99人 332 22 25 48 53 161 23
100.0 6.6 7.5 14.5 16.0 48.5 6.9

100～299人 311 25 19 43 50 143 31
100.0 8.0 6.1 13.8 16.1 46.0 10.0

300～499人 93 12 4 15 14 43 5
100.0 12.9 4.3 16.1 15.1 46.2 5.4

500～999人 64 7 1 16 10 26 4
100.0 10.9 1.6 25.0 15.6 40.6 6.3

1,000人以上 56 11 1 10 6 24 4
100.0 19.6 1.8 17.9 10.7 42.9 7.1

300人以上（計） 213 30 6 41 30 93 13
100.0 14.1 2.8 19.2 14.1 43.7 6.1

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 9 4 13 27 53 13
100.0 7.6 3.4 10.9 22.7 44.5 10.9

東北 166 5 12 15 31 88 15
100.0 3.0 7.2 9.0 18.7 53.0 9.0

南関東 405 34 33 58 67 181 32
100.0 8.4 8.1 14.3 16.5 44.7 7.9

北関東・甲信 134 12 7 11 26 62 16
100.0 9.0 5.2 8.2 19.4 46.3 11.9

北陸 107 6 5 12 17 58 9
100.0 5.6 4.7 11.2 15.9 54.2 8.4

東海 231 17 14 27 38 123 12
100.0 7.4 6.1 11.7 16.5 53.2 5.2

近畿 285 19 18 42 52 130 24
100.0 6.7 6.3 14.7 18.2 45.6 8.4

中国 109 6 3 13 20 62 5
100.0 5.5 2.8 11.9 18.3 56.9 4.6

四国 56 2 2 5 9 31 7
100.0 3.6 3.6 8.9 16.1 55.4 12.5

九州 246 24 5 35 46 114 22
100.0 9.8 2.0 14.2 18.7 46.3 8.9

三大都市圏 834 64 60 115 139 392 64
100.0 7.7 7.2 13.8 16.7 47.0 7.7

それ以外 1,024 70 43 116 194 510 91
100.0 6.8 4.2 11.3 18.9 49.8 8.9

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 134 103 231 333 902 155
100.0 7.2 5.5 12.4 17.9 48.5 8.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 134 103 231 333 902 155
100.0 7.2 5.5 12.4 17.9 48.5 8.3

雇用していない - - - - - - -
- - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 12,882 10,512 21,398 32,371 87,655 15,730
100.0 7.1 5.8 11.9 17.9 48.5 8.7

付問②：有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では有期労働契約を
締結できる場合を限定しています（例えば「業務上の一時的な必要性がある場合」「育児
休暇中等の代替要員を確保する場合」「労働者自身が希望している場合」等）。そうした
法制のあり方についてどう考えますか（１つに〇）。
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全体計 1,858 329 358 179 279 240 77 61 39 60 60 176 1,682 25.7 4.0
100.0 17.7 19.3 9.6 15.0 12.9 4.1 3.3 2.1 3.2 3.2 9.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 1 1 - - - - - - - - 2 2.0 2.0
100.0 - 50.0 50.0 - - - - - - - -

建設業 118 27 26 11 17 21 2 1 2 1 1 9 109 9.1 3.0
100.0 22.9 22.0 9.3 14.4 17.8 1.7 0.8 1.7 0.8 0.8 7.6

製造業 321 43 61 34 55 47 15 14 7 11 6 28 293 13.7 5.0
100.0 13.4 19.0 10.6 17.1 14.6 4.7 4.4 2.2 3.4 1.9 8.7

電気・ガス・熱供給・水道業 9 2 3 1 - 1 - - - - 1 1 8 16.4 1.5
100.0 22.2 33.3 11.1 - 11.1 - - - - 11.1 11.1

情報通信業 57 2 14 5 15 10 1 1 - 2 1 6 51 39.4 5.0
100.0 3.5 24.6 8.8 26.3 17.5 1.8 1.8 - 3.5 1.8 10.5

運輸業、郵便業 85 10 18 4 15 10 5 3 3 6 3 8 77 17.8 6.0
100.0 11.8 21.2 4.7 17.6 11.8 5.9 3.5 3.5 7.1 3.5 9.4

卸売業、小売業 242 65 42 27 26 19 10 5 2 8 7 31 211 27.6 2.0
100.0 26.9 17.4 11.2 10.7 7.9 4.1 2.1 0.8 3.3 2.9 12.8

金融業、保険業 36 3 8 2 6 7 - 5 1 1 3 - 36 122.0 6.5
100.0 8.3 22.2 5.6 16.7 19.4 - 13.9 2.8 2.8 8.3 -

不動産業、物品賃貸業 43 8 13 5 3 8 1 - 1 - 1 3 40 8.7 2.0
100.0 18.6 30.2 11.6 7.0 18.6 2.3 - 2.3 - 2.3 7.0

学術研究、専門・技術サービス業 47 9 14 4 6 4 1 1 1 2 1 4 43 11.1 2.0
100.0 19.1 29.8 8.5 12.8 8.5 2.1 2.1 2.1 4.3 2.1 8.5

宿泊業、飲食サービス業 47 11 11 2 7 7 - 2 1 - 2 4 43 66.7 2.0
100.0 23.4 23.4 4.3 14.9 14.9 - 4.3 2.1 - 4.3 8.5

生活関連サービス業、娯楽業 53 10 10 2 13 5 3 - - 1 2 7 46 12.4 5.0
100.0 18.9 18.9 3.8 24.5 9.4 5.7 - - 1.9 3.8 13.2

教育、学習支援業 118 27 12 16 12 9 7 7 4 6 5 13 105 28.8 4.0
100.0 22.9 10.2 13.6 10.2 7.6 5.9 5.9 3.4 5.1 4.2 11.0

医療、福祉 503 92 97 54 80 71 23 13 8 6 9 50 453 12.2 4.0
100.0 18.3 19.3 10.7 15.9 14.1 4.6 2.6 1.6 1.2 1.8 9.9

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 1 4 - 2 4 2 1 1 7 5 1 27 81.4 30.0
100.0 3.6 14.3 - 7.1 14.3 7.1 3.6 3.6 25.0 17.9 3.6

サービス業（他に分類されないもの） 143 18 24 10 20 15 7 8 8 9 13 11 132 71.4 8.0
100.0 12.6 16.8 7.0 14.0 10.5 4.9 5.6 5.6 6.3 9.1 7.7

その他 6 1 - 1 2 2 - - - - - - 6 8.0 5.5
100.0 16.7 - 16.7 33.3 33.3 - - - - - -

サービス業（計） 318 49 63 18 48 35 13 12 11 19 23 27 291 53.4 6.0
100.0 15.4 19.8 5.7 15.1 11.0 4.1 3.8 3.5 6.0 7.2 8.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 2 - 1 - - 2 6 3 6 5 1 25 101.0 44.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 7.7 - 3.8 - - 7.7 23.1 11.5 23.1 19.2 3.8
付問④：「人材派遣会社」や 65 7 9 2 9 5 3 3 5 5 10 7 58 134.8 10.0
「業務請負会社」である 100.0 10.8 13.8 3.1 13.8 7.7 4.6 4.6 7.7 7.7 15.4 10.8
雇用者の規模

29人以下 665 183 193 84 82 35 3 2 1 - - 82 583 2.9 1.0
100.0 27.5 29.0 12.6 12.3 5.3 0.5 0.3 0.2 - - 12.3

30～49人 337 75 77 38 68 35 10 4 - - - 30 307 5.0 3.0
100.0 22.3 22.8 11.3 20.2 10.4 3.0 1.2 - - - 8.9

50～99人 332 40 51 34 69 72 19 9 6 3 - 29 303 9.3 6.0
100.0 12.0 15.4 10.2 20.8 21.7 5.7 2.7 1.8 0.9 - 8.7

100～299人 311 22 31 20 52 66 31 28 15 24 4 18 293 20.2 12.0
100.0 7.1 10.0 6.4 16.7 21.2 10.0 9.0 4.8 7.7 1.3 5.8

300～499人 93 3 3 - 6 23 6 11 9 14 11 7 86 48.6 30.0
100.0 3.2 3.2 - 6.5 24.7 6.5 11.8 9.7 15.1 11.8 7.5

500～999人 64 5 2 2 1 7 7 3 5 10 18 4 60 90.4 43.5
100.0 7.8 3.1 3.1 1.6 10.9 10.9 4.7 7.8 15.6 28.1 6.3

1,000人以上 56 1 1 1 1 2 1 4 3 9 27 6 50 432.8 103.0
100.0 1.8 1.8 1.8 1.8 3.6 1.8 7.1 5.4 16.1 48.2 10.7

300人以上（計） 213 9 6 3 8 32 14 18 17 33 56 17 196 159.4 44.0
100.0 4.2 2.8 1.4 3.8 15.0 6.6 8.5 8.0 15.5 26.3 8.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 15 19 8 26 24 6 3 1 5 3 9 110 20.0 7.0
100.0 12.6 16.0 6.7 21.8 20.2 5.0 2.5 0.8 4.2 2.5 7.6

東北 166 26 34 16 29 22 9 5 2 3 3 17 149 13.1 4.0
100.0 15.7 20.5 9.6 17.5 13.3 5.4 3.0 1.2 1.8 1.8 10.2

南関東 405 85 80 30 61 45 12 9 9 19 12 43 362 36.3 3.5
100.0 21.0 19.8 7.4 15.1 11.1 3.0 2.2 2.2 4.7 3.0 10.6

北関東・甲信 134 27 26 15 20 13 5 9 3 4 4 8 126 14.7 4.0
100.0 20.1 19.4 11.2 14.9 9.7 3.7 6.7 2.2 3.0 3.0 6.0

北陸 107 23 18 9 24 10 4 3 - 6 4 6 101 16.9 5.0
100.0 21.5 16.8 8.4 22.4 9.3 3.7 2.8 - 5.6 3.7 5.6

東海 231 44 38 21 35 31 5 7 7 7 13 23 208 26.9 5.0
100.0 19.0 16.5 9.1 15.2 13.4 2.2 3.0 3.0 3.0 5.6 10.0

近畿 285 41 64 35 33 42 11 11 6 3 8 31 254 41.0 3.0
100.0 14.4 22.5 12.3 11.6 14.7 3.9 3.9 2.1 1.1 2.8 10.9

中国 109 21 17 11 14 14 7 5 3 3 1 13 96 14.1 4.0
100.0 19.3 15.6 10.1 12.8 12.8 6.4 4.6 2.8 2.8 0.9 11.9

四国 56 14 8 3 8 7 2 4 2 - 1 7 49 11.2 4.0
100.0 25.0 14.3 5.4 14.3 12.5 3.6 7.1 3.6 - 1.8 12.5

九州 246 33 54 31 29 32 16 5 6 10 11 19 227 19.7 4.0
100.0 13.4 22.0 12.6 11.8 13.0 6.5 2.0 2.4 4.1 4.5 7.7

三大都市圏 834 155 162 81 118 105 26 24 21 26 29 87 747 36.1 4.0
100.0 18.6 19.4 9.7 14.1 12.6 3.1 2.9 2.5 3.1 3.5 10.4

それ以外 1,024 174 196 98 161 135 51 37 18 34 31 89 935 17.4 4.0
100.0 17.0 19.1 9.6 15.7 13.2 5.0 3.6 1.8 3.3 3.0 8.7

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 329 358 179 279 240 77 61 39 60 60 176 1,682 25.7 4.0
100.0 17.7 19.3 9.6 15.0 12.9 4.1 3.3 2.1 3.2 3.2 9.5

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 329 358 179 279 240 77 61 39 60 60 176 1,682 25.7 4.0
100.0 17.7 19.3 9.6 15.0 12.9 4.1 3.3 2.1 3.2 3.2 9.5

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 34,858 36,589 17,874 27,208 21,803 6,690 5,156 3,207 4,915 4,438 17,809 162,738 20.9 3.0
100.0 19.3 20.3 9.9 15.1 12.1 3.7 2.9 1.8 2.7 2.5 9.9

問６：雇用している「有期契約労働者」の人数を教えてください。
※いない場合は空欄にせず、必ず「０」とご記入ください。
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全体計 1,858 272 295 228 260 252 129 77 34 89 112 110 1,748 70.2 6.0
100.0 14.6 15.9 12.3 14.0 13.6 6.9 4.1 1.8 4.8 6.0 5.9

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - 1 - - - - - - - 1 1 3.0 3.0
100.0 - - 50.0 - - - - - - - 50.0

建設業 118 49 30 16 8 1 3 1 - - 1 9 109 4.3 1.0
100.0 41.5 25.4 13.6 6.8 0.8 2.5 0.8 - - 0.8 7.6

製造業 321 59 78 48 50 32 12 8 3 5 9 17 304 46.6 3.0
100.0 18.4 24.3 15.0 15.6 10.0 3.7 2.5 0.9 1.6 2.8 5.3

電気・ガス・熱供給・水道業 9 4 2 3 - - - - - - - - 9 1.7 2.0
100.0 44.4 22.2 33.3 - - - - - - - -

情報通信業 57 19 14 3 9 3 3 1 1 - 1 3 54 39.5 1.0
100.0 33.3 24.6 5.3 15.8 5.3 5.3 1.8 1.8 - 1.8 5.3

運輸業、郵便業 85 14 16 8 6 13 4 6 - 4 5 9 76 47.3 4.5
100.0 16.5 18.8 9.4 7.1 15.3 4.7 7.1 - 4.7 5.9 10.6

卸売業、小売業 242 20 39 32 31 34 22 7 5 10 20 22 220 149.4 7.5
100.0 8.3 16.1 13.2 12.8 14.0 9.1 2.9 2.1 4.1 8.3 9.1

金融業、保険業 36 10 6 6 3 3 3 1 - - 4 - 36 28.2 3.0
100.0 27.8 16.7 16.7 8.3 8.3 8.3 2.8 - - 11.1 -

不動産業、物品賃貸業 43 8 7 3 10 7 3 - - 3 2 - 43 17.0 6.0
100.0 18.6 16.3 7.0 23.3 16.3 7.0 - - 7.0 4.7 -

学術研究、専門・技術サービス業 47 12 13 8 6 1 2 - - 1 - 4 43 5.1 2.0
100.0 25.5 27.7 17.0 12.8 2.1 4.3 - - 2.1 - 8.5

宿泊業、飲食サービス業 47 1 8 2 5 6 4 2 3 5 9 2 45 652.0 20.0
100.0 2.1 17.0 4.3 10.6 12.8 8.5 4.3 6.4 10.6 19.1 4.3

生活関連サービス業、娯楽業 53 7 4 4 6 7 6 1 - 5 6 7 46 73.0 13.0
100.0 13.2 7.5 7.5 11.3 13.2 11.3 1.9 - 9.4 11.3 13.2

教育、学習支援業 118 6 9 16 18 28 5 8 2 10 14 2 116 67.1 12.0
100.0 5.1 7.6 13.6 15.3 23.7 4.2 6.8 1.7 8.5 11.9 1.7

医療、福祉 503 32 36 60 92 96 53 33 16 39 21 25 478 27.9 11.0
100.0 6.4 7.2 11.9 18.3 19.1 10.5 6.6 3.2 7.8 4.2 5.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 6 5 - 1 1 2 4 - 3 4 2 26 47.9 17.0
100.0 21.4 17.9 - 3.6 3.6 7.1 14.3 - 10.7 14.3 7.1

サービス業（他に分類されないもの） 143 23 28 16 15 18 7 5 4 4 16 7 136 90.8 5.0
100.0 16.1 19.6 11.2 10.5 12.6 4.9 3.5 2.8 2.8 11.2 4.9

その他 6 2 - 2 - 2 - - - - - - 6 5.7 3.0
100.0 33.3 - 33.3 - 33.3 - - - - - -

サービス業（計） 318 49 58 30 33 33 21 12 7 18 35 22 296 157.1 6.0
100.0 15.4 18.2 9.4 10.4 10.4 6.6 3.8 2.2 5.7 11.0 6.9

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 - - - - 4 1 2 - 7 11 1 25 231.4 91.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - - 15.4 3.8 7.7 - 26.9 42.3 3.8
付問④：「人材派遣会社」や 65 7 9 10 6 8 4 2 2 2 11 4 61 167.9 7.0
「業務請負会社」である 100.0 10.8 13.8 15.4 9.2 12.3 6.2 3.1 3.1 3.1 16.9 6.2
雇用者の規模

29人以下 665 137 135 112 125 93 14 - - 1 - 48 617 4.9 3.0
100.0 20.6 20.3 16.8 18.8 14.0 2.1 - - 0.2 - 7.2

30～49人 337 59 72 40 51 58 29 9 1 2 1 15 322 8.2 4.0
100.0 17.5 21.4 11.9 15.1 17.2 8.6 2.7 0.3 0.6 0.3 4.5

50～99人 332 43 48 44 41 49 36 21 13 22 1 14 318 14.5 7.0
100.0 13.0 14.5 13.3 12.3 14.8 10.8 6.3 3.9 6.6 0.3 4.2

100～299人 311 15 35 25 31 44 27 35 12 48 22 17 294 33.7 18.0
100.0 4.8 11.3 8.0 10.0 14.1 8.7 11.3 3.9 15.4 7.1 5.5

300～499人 93 10 4 5 8 5 16 7 4 14 17 3 90 62.7 27.5
100.0 10.8 4.3 5.4 8.6 5.4 17.2 7.5 4.3 15.1 18.3 3.2

500～999人 64 4 1 1 1 3 5 4 3 2 32 8 56 185.0 141.5
100.0 6.3 1.6 1.6 1.6 4.7 7.8 6.3 4.7 3.1 50.0 12.5

1,000人以上 56 4 - 1 3 - 2 1 1 - 39 5 51 1,696.3 301.0
100.0 7.1 - 1.8 5.4 - 3.6 1.8 1.8 - 69.6 8.9

300人以上（計） 213 18 5 7 12 8 23 12 8 16 88 16 197 520.4 65.0
100.0 8.5 2.3 3.3 5.6 3.8 10.8 5.6 3.8 7.5 41.3 7.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 27 20 19 15 12 5 4 3 7 3 4 115 17.8 3.0
100.0 22.7 16.8 16.0 12.6 10.1 4.2 3.4 2.5 5.9 2.5 3.4

東北 166 34 38 25 22 16 7 4 4 2 5 9 157 30.5 3.0
100.0 20.5 22.9 15.1 13.3 9.6 4.2 2.4 2.4 1.2 3.0 5.4

南関東 405 54 59 46 54 54 35 14 7 23 35 24 381 119.8 7.0
100.0 13.3 14.6 11.4 13.3 13.3 8.6 3.5 1.7 5.7 8.6 5.9

北関東・甲信 134 18 20 9 24 22 10 7 2 7 7 8 126 27.2 7.0
100.0 13.4 14.9 6.7 17.9 16.4 7.5 5.2 1.5 5.2 5.2 6.0

北陸 107 14 19 10 15 13 11 8 1 5 7 4 103 28.3 7.0
100.0 13.1 17.8 9.3 14.0 12.1 10.3 7.5 0.9 4.7 6.5 3.7

東海 231 29 35 24 28 35 17 13 4 10 20 16 215 98.4 8.0
100.0 12.6 15.2 10.4 12.1 15.2 7.4 5.6 1.7 4.3 8.7 6.9

近畿 285 40 44 28 45 34 18 13 6 19 18 20 265 109.9 6.0
100.0 14.0 15.4 9.8 15.8 11.9 6.3 4.6 2.1 6.7 6.3 7.0

中国 109 11 21 19 12 21 10 2 2 2 3 6 103 38.5 5.0
100.0 10.1 19.3 17.4 11.0 19.3 9.2 1.8 1.8 1.8 2.8 5.5

四国 56 8 9 11 8 8 2 3 2 1 2 2 54 19.9 4.0
100.0 14.3 16.1 19.6 14.3 14.3 3.6 5.4 3.6 1.8 3.6 3.6

九州 246 37 30 37 37 37 14 9 3 13 12 17 229 37.3 6.0
100.0 15.0 12.2 15.0 15.0 15.0 5.7 3.7 1.2 5.3 4.9 6.9

三大都市圏 834 116 125 92 114 105 65 31 15 49 68 54 780 117.3 6.0
100.0 13.9 15.0 11.0 13.7 12.6 7.8 3.7 1.8 5.9 8.2 6.5

それ以外 1,024 156 170 136 146 147 64 46 19 40 44 56 968 32.2 5.0
100.0 15.2 16.6 13.3 14.3 14.4 6.3 4.5 1.9 3.9 4.3 5.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 272 295 228 260 252 129 77 34 89 112 110 1,748 70.2 6.0
100.0 14.6 15.9 12.3 14.0 13.6 6.9 4.1 1.8 4.8 6.0 5.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 272 295 228 260 252 129 77 34 89 112 110 1,748 70.2 6.0
100.0 14.6 15.9 12.3 14.0 13.6 6.9 4.1 1.8 4.8 6.0 5.9

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 26,598 31,319 22,991 25,785 24,257 11,952 6,394 3,060 7,996 8,811 11,383 169,164 70.9 5.0
100.0 14.7 17.3 12.7 14.3 13.4 6.6 3.5 1.7 4.4 4.9 6.3

問６：雇用している「有期契約労働者」の人数を教えてください。
※いない場合は空欄にせず、必ず「０」とご記入ください。
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【フルタイム】
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全体計 1,529 598 318 138 147 113 46 21 14 18 18 98 1,431 12.2 1.0
100.0 39.1 20.8 9.0 9.6 7.4 3.0 1.4 0.9 1.2 1.2 6.4

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 2 - - - - - - - - - - 2 0.0 0.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

建設業 91 46 17 5 8 8 1 - - 1 - 5 86 3.3 0.0
100.0 50.5 18.7 5.5 8.8 8.8 1.1 - - 1.1 - 5.5

製造業 278 116 62 21 24 14 13 3 4 1 3 17 261 6.0 1.0
100.0 41.7 22.3 7.6 8.6 5.0 4.7 1.1 1.4 0.4 1.1 6.1

電気・ガス・熱供給・水道業 7 5 1 - 1 - - - - - - - 7 1.1 0.0
100.0 71.4 14.3 - 14.3 - - - - - - -

情報通信業 55 29 13 6 4 2 - - - - - 1 54 1.6 0.0
100.0 52.7 23.6 10.9 7.3 3.6 - - - - - 1.8

運輸業、郵便業 75 26 12 7 4 11 3 5 - - - 7 68 6.2 1.5
100.0 34.7 16.0 9.3 5.3 14.7 4.0 6.7 - - - 9.3

卸売業、小売業 177 58 40 16 14 15 4 3 2 4 2 19 158 19.3 1.0
100.0 32.8 22.6 9.0 7.9 8.5 2.3 1.7 1.1 2.3 1.1 10.7

金融業、保険業 33 17 5 3 2 2 1 - 1 - 2 - 33 88.2 0.0
100.0 51.5 15.2 9.1 6.1 6.1 3.0 - 3.0 - 6.1 -

不動産業、物品賃貸業 35 21 7 2 1 3 - - - - - 1 34 1.7 0.0
100.0 60.0 20.0 5.7 2.9 8.6 - - - - - 2.9

学術研究、専門・技術サービス業 38 16 9 4 1 1 4 - - - - 3 35 4.1 1.0
100.0 42.1 23.7 10.5 2.6 2.6 10.5 - - - - 7.9

宿泊業、飲食サービス業 36 11 7 6 3 1 2 - - 1 1 4 32 62.0 1.5
100.0 30.6 19.4 16.7 8.3 2.8 5.6 - - 2.8 2.8 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 43 15 8 7 3 2 - - 1 2 - 5 38 6.7 2.0
100.0 34.9 18.6 16.3 7.0 4.7 - - 2.3 4.7 - 11.6

教育、学習支援業 91 32 23 5 9 8 4 1 - - 1 8 83 7.8 1.0
100.0 35.2 25.3 5.5 9.9 8.8 4.4 1.1 - - 1.1 8.8

医療、福祉 411 149 90 47 56 30 8 2 2 2 2 23 388 4.9 1.0
100.0 36.3 21.9 11.4 13.6 7.3 1.9 0.5 0.5 0.5 0.5 5.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 27 7 1 1 1 4 - 4 1 3 4 1 26 50.0 17.0
100.0 25.9 3.7 3.7 3.7 14.8 - 14.8 3.7 11.1 14.8 3.7

サービス業（他に分類されないもの） 125 47 21 8 14 12 6 3 3 4 3 4 121 23.5 1.0
100.0 37.6 16.8 6.4 11.2 9.6 4.8 2.4 2.4 3.2 2.4 3.2

その他 5 1 2 - 2 - - - - - - - 5 2.8 2.0
100.0 20.0 40.0 - 40.0 - - - - - - -

サービス業（計） 269 96 46 26 22 20 12 7 5 10 8 17 252 25.9 2.0
100.0 35.7 17.1 9.7 8.2 7.4 4.5 2.6 1.9 3.7 3.0 6.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 24 3 3 - 6 5 4 1 - - 1 1 23 23.1 8.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 12.5 12.5 - 25.0 20.8 16.7 4.2 - - 4.2 4.2
付問④：「人材派遣会社」や 58 20 8 6 4 6 2 3 1 4 1 3 55 41.3 2.0
「業務請負会社」である 100.0 34.5 13.8 10.3 6.9 10.3 3.4 5.2 1.7 6.9 1.7 5.2
雇用者の規模

29人以下 482 240 119 40 23 13 2 - - - - 45 437 1.5 0.0
100.0 49.8 24.7 8.3 4.8 2.7 0.4 - - - - 9.3

30～49人 262 115 56 36 28 8 3 - - - - 16 246 2.3 1.0
100.0 43.9 21.4 13.7 10.7 3.1 1.1 - - - - 6.1

50～99人 292 116 69 37 31 22 5 - - - - 12 280 2.9 1.0
100.0 39.7 23.6 12.7 10.6 7.5 1.7 - - - - 4.1

100～299人 289 83 62 19 37 41 19 10 2 4 - 12 277 7.4 2.0
100.0 28.7 21.5 6.6 12.8 14.2 6.6 3.5 0.7 1.4 - 4.2

300～499人 90 26 6 2 17 15 6 2 7 3 2 4 86 14.6 7.5
100.0 28.9 6.7 2.2 18.9 16.7 6.7 2.2 7.8 3.3 2.2 4.4

500～999人 59 9 3 4 8 6 7 5 2 7 4 4 55 30.5 14.0
100.0 15.3 5.1 6.8 13.6 10.2 11.9 8.5 3.4 11.9 6.8 6.8

1,000人以上 55 9 3 - 3 8 4 4 3 4 12 5 50 208.5 21.5
100.0 16.4 5.5 - 5.5 14.5 7.3 7.3 5.5 7.3 21.8 9.1

300人以上（計） 204 44 12 6 28 29 17 11 12 14 18 13 191 70.0 11.0
100.0 21.6 5.9 2.9 13.7 14.2 8.3 5.4 5.9 6.9 8.8 6.4

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 104 29 25 16 12 11 1 - 2 1 1 6 98 8.1 2.0
100.0 27.9 24.0 15.4 11.5 10.6 1.0 - 1.9 1.0 1.0 5.8

東北 140 63 30 14 11 9 4 2 - - 1 6 134 5.3 1.0
100.0 45.0 21.4 10.0 7.9 6.4 2.9 1.4 - - 0.7 4.3

南関東 320 123 73 23 26 25 7 6 3 5 4 25 295 21.1 1.0
100.0 38.4 22.8 7.2 8.1 7.8 2.2 1.9 0.9 1.6 1.3 7.8

北関東・甲信 107 34 24 8 19 9 3 2 - 1 - 7 100 5.2 2.0
100.0 31.8 22.4 7.5 17.8 8.4 2.8 1.9 - 0.9 - 6.5

北陸 84 34 11 14 6 3 6 2 - 2 2 4 80 8.9 1.0
100.0 40.5 13.1 16.7 7.1 3.6 7.1 2.4 - 2.4 2.4 4.8

東海 187 72 41 15 17 12 7 2 3 5 4 9 178 10.4 1.0
100.0 38.5 21.9 8.0 9.1 6.4 3.7 1.1 1.6 2.7 2.1 4.8

近畿 244 105 49 16 27 13 5 2 4 1 2 20 224 20.0 1.0
100.0 43.0 20.1 6.6 11.1 5.3 2.0 0.8 1.6 0.4 0.8 8.2

中国 88 28 21 6 10 10 3 2 - 1 - 7 81 5.3 1.0
100.0 31.8 23.9 6.8 11.4 11.4 3.4 2.3 - 1.1 - 8.0

四国 42 18 5 3 5 3 3 - - 1 - 4 38 5.8 1.5
100.0 42.9 11.9 7.1 11.9 7.1 7.1 - - 2.4 - 9.5

九州 213 92 39 23 14 18 7 3 2 1 4 10 203 7.4 1.0
100.0 43.2 18.3 10.8 6.6 8.5 3.3 1.4 0.9 0.5 1.9 4.7

三大都市圏 679 272 150 45 64 47 17 10 8 9 9 48 631 19.1 1.0
100.0 40.1 22.1 6.6 9.4 6.9 2.5 1.5 1.2 1.3 1.3 7.1

それ以外 850 326 168 93 83 66 29 11 6 9 9 50 800 6.8 1.0
100.0 38.4 19.8 10.9 9.8 7.8 3.4 1.3 0.7 1.1 1.1 5.9

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,529 598 318 138 147 113 46 21 14 18 18 98 1,431 12.2 1.0
100.0 39.1 20.8 9.0 9.6 7.4 3.0 1.4 0.9 1.2 1.2 6.4

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,529 598 318 138 147 113 46 21 14 18 18 98 1,431 12.2 1.0
100.0 39.1 20.8 9.0 9.6 7.4 3.0 1.4 0.9 1.2 1.2 6.4

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 145,689 58,237 31,512 13,683 12,403 10,042 4,298 1,661 1,018 1,592 1,113 10,132 135,558 10.3 1.0
100.0 40.0 21.6 9.4 8.5 6.9 2.9 1.1 0.7 1.1 0.8 7.0

問６：そのうち、契約期間が更新を通算して５年を超えている人数も教えてください（数値を記入）。 調査シリーズNo.202
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【パートタイム】
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全体計 1,586 508 316 161 208 139 49 29 22 39 38 77 1,509 22.6 2.0
100.0 32.0 19.9 10.2 13.1 8.8 3.1 1.8 1.4 2.5 2.4 4.9

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - - - - - - - - - 1 1 0.0 0.0
100.0 50.0 - - - - - - - - - 50.0

建設業 69 40 14 5 4 - - - - 1 - 5 64 2.3 0.0
100.0 58.0 20.3 7.2 5.8 - - - - 1.4 - 7.2

製造業 262 96 64 22 27 22 4 1 3 3 5 15 247 24.8 1.0
100.0 36.6 24.4 8.4 10.3 8.4 1.5 0.4 1.1 1.1 1.9 5.7

電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 - 1 - - - - - - - - 5 0.6 0.0
100.0 80.0 - 20.0 - - - - - - - -

情報通信業 38 23 7 4 1 1 - - - - - 2 36 1.2 0.0
100.0 60.5 18.4 10.5 2.6 2.6 - - - - - 5.3

運輸業、郵便業 71 25 7 6 10 9 6 1 - 2 1 4 67 35.2 3.0
100.0 35.2 9.9 8.5 14.1 12.7 8.5 1.4 - 2.8 1.4 5.6

卸売業、小売業 222 57 52 26 26 20 7 3 3 4 9 15 207 46.2 2.0
100.0 25.7 23.4 11.7 11.7 9.0 3.2 1.4 1.4 1.8 4.1 6.8

金融業、保険業 26 9 7 - 5 1 - - - 2 2 - 26 20.4 2.0
100.0 34.6 26.9 - 19.2 3.8 - - - 7.7 7.7 -

不動産業、物品賃貸業 35 14 7 4 5 2 1 1 - 1 - - 35 6.0 1.0
100.0 40.0 20.0 11.4 14.3 5.7 2.9 2.9 - 2.9 - -

学術研究、専門・技術サービス業 35 16 13 2 2 - - - - - - 2 33 1.2 1.0
100.0 45.7 37.1 5.7 5.7 - - - - - - 5.7

宿泊業、飲食サービス業 46 14 10 4 1 4 3 1 1 5 2 1 45 88.3 2.0
100.0 30.4 21.7 8.7 2.2 8.7 6.5 2.2 2.2 10.9 4.3 2.2

生活関連サービス業、娯楽業 46 12 10 3 8 1 1 2 - 4 2 3 43 17.0 2.0
100.0 26.1 21.7 6.5 17.4 2.2 2.2 4.3 - 8.7 4.3 6.5

教育、学習支援業 112 28 18 13 18 13 1 4 1 6 4 6 106 20.2 3.0
100.0 25.0 16.1 11.6 16.1 11.6 0.9 3.6 0.9 5.4 3.6 5.4

医療、福祉 471 114 82 58 91 52 24 12 9 7 4 18 453 9.4 4.0
100.0 24.2 17.4 12.3 19.3 11.0 5.1 2.5 1.9 1.5 0.8 3.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 6 3 1 1 3 1 1 3 1 1 1 21 24.8 9.0
100.0 27.3 13.6 4.5 4.5 13.6 4.5 4.5 13.6 4.5 4.5 4.5

サービス業（他に分類されないもの） 120 48 21 11 8 11 1 3 2 3 8 4 116 30.3 1.0
100.0 40.0 17.5 9.2 6.7 9.2 0.8 2.5 1.7 2.5 6.7 3.3

その他 4 1 1 1 1 - - - - - - - 4 3.0 2.0
100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - - -

サービス業（計） 269 96 57 21 20 19 6 7 6 13 13 11 258 34.0 1.0
100.0 35.7 21.2 7.8 7.4 7.1 2.2 2.6 2.2 4.8 4.8 4.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 2 3 1 1 4 1 4 1 3 4 2 24 67.7 26.5
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 7.7 11.5 3.8 3.8 15.4 3.8 15.4 3.8 11.5 15.4 7.7
付問④：「人材派遣会社」や 58 23 9 6 3 5 - 3 1 1 5 2 56 47.9 1.0
「業務請負会社」である 100.0 39.7 15.5 10.3 5.2 8.6 - 5.2 1.7 1.7 8.6 3.4
雇用者の規模

29人以下 528 210 140 65 63 17 - - 1 - - 32 496 2.1 1.0
100.0 39.8 26.5 12.3 11.9 3.2 - - 0.2 - - 6.1

30～49人 278 99 69 23 51 16 7 1 1 - - 11 267 3.6 1.0
100.0 35.6 24.8 8.3 18.3 5.8 2.5 0.4 0.4 - - 4.0

50～99人 289 98 54 34 47 33 8 5 - 1 - 9 280 4.9 2.0
100.0 33.9 18.7 11.8 16.3 11.4 2.8 1.7 - 0.3 - 3.1

100～299人 296 73 37 32 29 55 24 14 12 8 1 11 285 11.7 5.0
100.0 24.7 12.5 10.8 9.8 18.6 8.1 4.7 4.1 2.7 0.3 3.7

300～499人 83 15 11 5 11 12 4 1 5 11 5 3 80 24.0 8.0
100.0 18.1 13.3 6.0 13.3 14.5 4.8 1.2 6.0 13.3 6.0 3.6

500～999人 60 10 3 - 5 3 5 3 2 14 9 6 54 49.7 33.0
100.0 16.7 5.0 - 8.3 5.0 8.3 5.0 3.3 23.3 15.0 10.0

1,000人以上 52 3 2 2 2 3 1 5 1 5 23 5 47 486.2 93.0
100.0 5.8 3.8 3.8 3.8 5.8 1.9 9.6 1.9 9.6 44.2 9.6

300人以上（計） 195 28 16 7 18 18 10 9 8 30 37 14 181 151.7 22.0
100.0 14.4 8.2 3.6 9.2 9.2 5.1 4.6 4.1 15.4 19.0 7.2

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 92 28 21 17 8 9 2 3 - 1 - 3 89 5.4 2.0
100.0 30.4 22.8 18.5 8.7 9.8 2.2 3.3 - 1.1 - 3.3

東北 132 44 38 14 11 10 2 1 2 2 2 6 126 12.3 1.0
100.0 33.3 28.8 10.6 8.3 7.6 1.5 0.8 1.5 1.5 1.5 4.5

南関東 351 105 70 33 51 31 9 8 7 10 11 16 335 31.0 2.0
100.0 29.9 19.9 9.4 14.5 8.8 2.6 2.3 2.0 2.8 3.1 4.6

北関東・甲信 116 40 15 12 17 16 3 4 - 3 2 4 112 9.3 3.0
100.0 34.5 12.9 10.3 14.7 13.8 2.6 3.4 - 2.6 1.7 3.4

北陸 93 30 15 8 13 12 2 - 4 2 3 4 89 12.3 2.0
100.0 32.3 16.1 8.6 14.0 12.9 2.2 - 4.3 2.2 3.2 4.3

東海 202 55 45 16 27 19 9 3 3 7 9 9 193 38.5 2.0
100.0 27.2 22.3 7.9 13.4 9.4 4.5 1.5 1.5 3.5 4.5 4.5

近畿 245 81 41 18 31 23 11 6 3 10 4 17 228 36.7 2.0
100.0 33.1 16.7 7.3 12.7 9.4 4.5 2.4 1.2 4.1 1.6 6.9

中国 98 40 21 7 12 9 4 1 - - 2 2 96 7.9 1.0
100.0 40.8 21.4 7.1 12.2 9.2 4.1 1.0 - - 2.0 2.0

四国 48 18 12 6 8 1 1 - - 1 - 1 47 4.3 1.0
100.0 37.5 25.0 12.5 16.7 2.1 2.1 - - 2.1 - 2.1

九州 209 67 38 30 30 9 6 3 3 3 5 15 194 14.8 2.0
100.0 32.1 18.2 14.4 14.4 4.3 2.9 1.4 1.4 1.4 2.4 7.2

三大都市圏 718 221 141 60 92 65 29 15 11 24 23 37 681 35.9 2.0
100.0 30.8 19.6 8.4 12.8 9.1 4.0 2.1 1.5 3.3 3.2 5.2

それ以外 868 287 175 101 116 74 20 14 11 15 15 40 828 11.8 2.0
100.0 33.1 20.2 11.6 13.4 8.5 2.3 1.6 1.3 1.7 1.7 4.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,586 508 316 161 208 139 49 29 22 39 38 77 1,509 22.6 2.0
100.0 32.0 19.9 10.2 13.1 8.8 3.1 1.8 1.4 2.5 2.4 4.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,586 508 316 161 208 139 49 29 22 39 38 77 1,509 22.6 2.0
100.0 32.0 19.9 10.2 13.1 8.8 3.1 1.8 1.4 2.5 2.4 4.9

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 153,949 51,449 32,589 16,076 18,914 12,837 4,404 2,402 1,797 3,003 2,855 7,624 146,325 20.4 2.0
100.0 33.4 21.2 10.4 12.3 8.3 2.9 1.6 1.2 2.0 1.9 5.0

問６：そのうち、契約期間が更新を通算して５年を超えている人数も教えてください（数値を記入）。 調査シリーズNo.202
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全体計 1,858 452 560 348 217 129 76 76 1,782 18 133 159 46 1,145 281
100.0 24.3 30.1 18.7 11.7 6.9 4.1 4.1 100.0 1.0 7.5 8.9 2.6 64.3 15.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 - - - - - 2 - - 1 - 1 -
100.0 50.0 50.0 - - - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 -

建設業 118 46 41 16 2 3 3 7 111 - 14 7 1 68 21
100.0 39.0 34.7 13.6 1.7 2.5 2.5 5.9 100.0 - 12.6 6.3 0.9 61.3 18.9

製造業 321 100 130 45 24 7 6 9 312 6 30 34 12 182 48
100.0 31.2 40.5 14.0 7.5 2.2 1.9 2.8 100.0 1.9 9.6 10.9 3.8 58.3 15.4

電気・ガス・熱供給・水道業 9 4 4 - 1 - - - 9 - 1 - - 6 2
100.0 44.4 44.4 - 11.1 - - - 100.0 - 11.1 - - 66.7 22.2

情報通信業 57 27 20 6 3 - - 1 56 - 6 3 1 33 13
100.0 47.4 35.1 10.5 5.3 - - 1.8 100.0 - 10.7 5.4 1.8 58.9 23.2

運輸業、郵便業 85 18 23 17 9 7 4 7 78 1 7 8 3 42 17
100.0 21.2 27.1 20.0 10.6 8.2 4.7 8.2 100.0 1.3 9.0 10.3 3.8 53.8 21.8

卸売業、小売業 242 69 60 29 23 29 21 11 231 1 14 17 4 160 35
100.0 28.5 24.8 12.0 9.5 12.0 8.7 4.5 100.0 0.4 6.1 7.4 1.7 69.3 15.2

金融業、保険業 36 15 13 5 2 - 1 - 36 2 2 3 2 19 8
100.0 41.7 36.1 13.9 5.6 - 2.8 - 100.0 5.6 5.6 8.3 5.6 52.8 22.2

不動産業、物品賃貸業 43 11 8 6 6 6 3 3 40 - 3 4 1 27 5
100.0 25.6 18.6 14.0 14.0 14.0 7.0 7.0 100.0 - 7.5 10.0 2.5 67.5 12.5

学術研究、専門・技術サービス業 47 18 20 5 2 1 - 1 46 1 1 8 1 22 13
100.0 38.3 42.6 10.6 4.3 2.1 - 2.1 100.0 2.2 2.2 17.4 2.2 47.8 28.3

宿泊業、飲食サービス業 47 8 8 7 5 9 9 1 46 - 1 2 - 32 11
100.0 17.0 17.0 14.9 10.6 19.1 19.1 2.1 100.0 - 2.2 4.3 - 69.6 23.9

生活関連サービス業、娯楽業 53 11 7 10 11 9 2 3 50 1 2 1 1 38 7
100.0 20.8 13.2 18.9 20.8 17.0 3.8 5.7 100.0 2.0 4.0 2.0 2.0 76.0 14.0

教育、学習支援業 118 8 36 35 24 9 2 4 114 2 9 7 5 82 9
100.0 6.8 30.5 29.7 20.3 7.6 1.7 3.4 100.0 1.8 7.9 6.1 4.4 71.9 7.9

医療、福祉 503 79 140 135 87 27 10 25 478 2 34 43 10 319 70
100.0 15.7 27.8 26.8 17.3 5.4 2.0 5.0 100.0 0.4 7.1 9.0 2.1 66.7 14.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 4 11 9 1 1 2 - 28 1 1 3 - 19 4
100.0 14.3 39.3 32.1 3.6 3.6 7.1 - 100.0 3.6 3.6 10.7 - 67.9 14.3

サービス業（他に分類されないもの） 143 33 37 20 15 21 13 4 139 1 7 17 5 91 18
100.0 23.1 25.9 14.0 10.5 14.7 9.1 2.8 100.0 0.7 5.0 12.2 3.6 65.5 12.9

その他 6 - 1 3 2 - - - 6 - 1 1 - 4 -
100.0 - 16.7 50.0 33.3 - - - 100.0 - 16.7 16.7 - 66.7 -

サービス業（計） 318 74 83 51 34 41 26 9 309 4 12 31 7 202 53
100.0 23.3 26.1 16.0 10.7 12.9 8.2 2.8 100.0 1.3 3.9 10.0 2.3 65.4 17.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 - 8 6 10 2 - - 26 - 2 2 - 22 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - 30.8 23.1 38.5 7.7 - - 100.0 - 7.7 7.7 - 84.6 -
付問④：「人材派遣会社」や 65 13 10 8 4 18 9 3 62 1 1 7 - 45 8
「業務請負会社」である 100.0 20.0 15.4 12.3 6.2 27.7 13.8 4.6 100.0 1.6 1.6 11.3 - 72.6 12.9
雇用者の規模

29人以下 665 157 186 130 84 40 40 28 637 6 52 50 9 388 132
100.0 23.6 28.0 19.5 12.6 6.0 6.0 4.2 100.0 0.9 8.2 7.8 1.4 60.9 20.7

30～49人 337 92 104 61 42 14 15 9 328 3 19 25 9 216 56
100.0 27.3 30.9 18.1 12.5 4.2 4.5 2.7 100.0 0.9 5.8 7.6 2.7 65.9 17.1

50～99人 332 82 106 56 38 26 8 16 316 1 24 19 13 227 32
100.0 24.7 31.9 16.9 11.4 7.8 2.4 4.8 100.0 0.3 7.6 6.0 4.1 71.8 10.1

100～299人 311 74 105 63 32 21 5 11 300 5 23 39 7 190 36
100.0 23.8 33.8 20.3 10.3 6.8 1.6 3.5 100.0 1.7 7.7 13.0 2.3 63.3 12.0

300～499人 93 25 27 18 7 7 3 6 87 2 4 14 3 49 15
100.0 26.9 29.0 19.4 7.5 7.5 3.2 6.5 100.0 2.3 4.6 16.1 3.4 56.3 17.2

500～999人 64 9 18 14 10 8 1 4 60 1 7 5 3 36 8
100.0 14.1 28.1 21.9 15.6 12.5 1.6 6.3 100.0 1.7 11.7 8.3 5.0 60.0 13.3

1,000人以上 56 13 14 6 4 13 4 2 54 - 4 7 2 39 2
100.0 23.2 25.0 10.7 7.1 23.2 7.1 3.6 100.0 - 7.4 13.0 3.7 72.2 3.7

300人以上（計） 213 47 59 38 21 28 8 12 201 3 15 26 8 124 25
100.0 22.1 27.7 17.8 9.9 13.1 3.8 5.6 100.0 1.5 7.5 12.9 4.0 61.7 12.4

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 26 39 23 10 10 5 6 113 - 9 16 4 72 12
100.0 21.8 32.8 19.3 8.4 8.4 4.2 5.0 100.0 - 8.0 14.2 3.5 63.7 10.6

東北 166 52 52 25 14 12 2 9 157 2 18 16 5 82 34
100.0 31.3 31.3 15.1 8.4 7.2 1.2 5.4 100.0 1.3 11.5 10.2 3.2 52.2 21.7

南関東 405 97 127 66 54 31 16 14 391 5 27 29 11 257 62
100.0 24.0 31.4 16.3 13.3 7.7 4.0 3.5 100.0 1.3 6.9 7.4 2.8 65.7 15.9

北関東・甲信 134 26 47 19 19 7 10 6 128 2 12 9 2 83 20
100.0 19.4 35.1 14.2 14.2 5.2 7.5 4.5 100.0 1.6 9.4 7.0 1.6 64.8 15.6

北陸 107 28 29 23 16 6 3 2 105 - 8 9 5 69 14
100.0 26.2 27.1 21.5 15.0 5.6 2.8 1.9 100.0 - 7.6 8.6 4.8 65.7 13.3

東海 231 50 73 41 21 24 15 7 224 4 16 15 6 156 27
100.0 21.6 31.6 17.7 9.1 10.4 6.5 3.0 100.0 1.8 7.1 6.7 2.7 69.6 12.1

近畿 285 86 67 55 33 24 5 15 270 1 16 23 3 177 50
100.0 30.2 23.5 19.3 11.6 8.4 1.8 5.3 100.0 0.4 5.9 8.5 1.1 65.6 18.5

中国 109 28 32 29 9 2 8 1 108 - 5 11 2 74 16
100.0 25.7 29.4 26.6 8.3 1.8 7.3 0.9 100.0 - 4.6 10.2 1.9 68.5 14.8

四国 56 11 22 13 3 2 2 3 53 2 1 5 2 35 8
100.0 19.6 39.3 23.2 5.4 3.6 3.6 5.4 100.0 3.8 1.9 9.4 3.8 66.0 15.1

九州 246 48 72 54 38 11 10 13 233 2 21 26 6 140 38
100.0 19.5 29.3 22.0 15.4 4.5 4.1 5.3 100.0 0.9 9.0 11.2 2.6 60.1 16.3

三大都市圏 834 216 242 147 97 66 34 32 802 8 56 56 17 534 131
100.0 25.9 29.0 17.6 11.6 7.9 4.1 3.8 100.0 1.0 7.0 7.0 2.1 66.6 16.3

それ以外 1,024 236 318 201 120 63 42 44 980 10 77 103 29 611 150
100.0 23.0 31.1 19.6 11.7 6.2 4.1 4.3 100.0 1.0 7.9 10.5 3.0 62.3 15.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 452 560 348 217 129 76 76 1,782 18 133 159 46 1,145 281
100.0 24.3 30.1 18.7 11.7 6.9 4.1 4.1 100.0 1.0 7.5 8.9 2.6 64.3 15.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 452 560 348 217 129 76 76 1,782 18 133 159 46 1,145 281
100.0 24.3 30.1 18.7 11.7 6.9 4.1 4.1 100.0 1.0 7.5 8.9 2.6 64.3 15.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 45,603 53,366 31,955 20,041 13,406 8,750 7,426 173,121 1,668 12,853 15,006 4,272 110,763 28,559
100.0 25.3 29.6 17.7 11.1 7.4 4.8 4.1 100.0 1.0 7.4 8.7 2.5 64.0 16.5

問６付問①：雇用者全体に占める、有期契約労働者の
人数割合を教えてください（それぞれ１つに〇）。

問６付問②：人数割合は、無期転換ルールの
施行以降、どのように推移していますか。
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全体計 1,529 40 75 28 145 93 967 54 52 75 1,529 182 1,321 26
100.0 2.6 4.9 1.8 9.5 6.1 63.2 3.5 3.4 4.9 100.0 11.9 86.4 1.7

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - - - 1 1 - - - 2 - 2 -
100.0 - - - - 50.0 50.0 - - - 100.0 - 100.0 -

建設業 91 6 2 - 5 20 41 5 8 4 91 17 70 4
100.0 6.6 2.2 - 5.5 22.0 45.1 5.5 8.8 4.4 100.0 18.7 76.9 4.4

製造業 278 13 31 3 44 16 142 14 6 9 278 43 232 3
100.0 4.7 11.2 1.1 15.8 5.8 51.1 5.0 2.2 3.2 100.0 15.5 83.5 1.1

電気・ガス・熱供給・水道業 7 - - - - - 5 1 1 - 7 2 5 -
100.0 - - - - - 71.4 14.3 14.3 - 100.0 28.6 71.4 -

情報通信業 55 2 11 1 5 2 26 3 2 3 55 8 47 -
100.0 3.6 20.0 1.8 9.1 3.6 47.3 5.5 3.6 5.5 100.0 14.5 85.5 -

運輸業、郵便業 75 2 3 1 9 5 46 2 4 3 75 12 60 3
100.0 2.7 4.0 1.3 12.0 6.7 61.3 2.7 5.3 4.0 100.0 16.0 80.0 4.0

卸売業、小売業 177 5 4 3 24 13 100 4 13 11 177 13 162 2
100.0 2.8 2.3 1.7 13.6 7.3 56.5 2.3 7.3 6.2 100.0 7.3 91.5 1.1

金融業、保険業 33 - - - 2 1 29 - 1 - 33 5 27 1
100.0 - - - 6.1 3.0 87.9 - 3.0 - 100.0 15.2 81.8 3.0

不動産業、物品賃貸業 35 1 3 - 3 - 24 1 1 2 35 7 27 1
100.0 2.9 8.6 - 8.6 - 68.6 2.9 2.9 5.7 100.0 20.0 77.1 2.9

学術研究、専門・技術サービス業 38 2 1 - 3 2 26 2 2 - 38 5 33 -
100.0 5.3 2.6 - 7.9 5.3 68.4 5.3 5.3 - 100.0 13.2 86.8 -

宿泊業、飲食サービス業 36 - 1 1 5 5 16 1 3 4 36 1 33 2
100.0 - 2.8 2.8 13.9 13.9 44.4 2.8 8.3 11.1 100.0 2.8 91.7 5.6

生活関連サービス業、娯楽業 43 1 - - 4 5 28 1 2 2 43 7 35 1
100.0 2.3 - - 9.3 11.6 65.1 2.3 4.7 4.7 100.0 16.3 81.4 2.3

教育、学習支援業 91 - - 2 2 1 71 7 3 5 91 22 67 2
100.0 - - 2.2 2.2 1.1 78.0 7.7 3.3 5.5 100.0 24.2 73.6 2.2

医療、福祉 411 1 10 3 29 16 318 6 4 24 411 18 387 6
100.0 0.2 2.4 0.7 7.1 3.9 77.4 1.5 1.0 5.8 100.0 4.4 94.2 1.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 27 - - 3 1 - 21 - - 2 27 2 25 -
100.0 - - 11.1 3.7 - 77.8 - - 7.4 100.0 7.4 92.6 -

サービス業（他に分類されないもの） 125 7 9 11 9 6 68 7 2 6 125 19 105 1
100.0 5.6 7.2 8.8 7.2 4.8 54.4 5.6 1.6 4.8 100.0 15.2 84.0 0.8

その他 5 - - - - - 5 - - - 5 1 4 -
100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 20.0 80.0 -

サービス業（計） 269 10 11 15 22 18 159 11 9 14 269 34 231 4
100.0 3.7 4.1 5.6 8.2 6.7 59.1 4.1 3.3 5.2 100.0 12.6 85.9 1.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 24 - - - - - 20 4 - - 24 13 10 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - - - 83.3 16.7 - - 100.0 54.2 41.7 4.2
付問④：「人材派遣会社」や 58 5 8 10 4 2 19 5 2 3 58 5 53 -
「業務請負会社」である 100.0 8.6 13.8 17.2 6.9 3.4 32.8 8.6 3.4 5.2 100.0 8.6 91.4 -
雇用者の規模

29人以下 482 23 18 6 34 39 258 28 35 41 482 48 418 16
100.0 4.8 3.7 1.2 7.1 8.1 53.5 5.8 7.3 8.5 100.0 10.0 86.7 3.3

30～49人 262 3 11 5 19 11 187 8 6 12 262 30 228 4
100.0 1.1 4.2 1.9 7.3 4.2 71.4 3.1 2.3 4.6 100.0 11.5 87.0 1.5

50～99人 292 3 13 5 24 21 205 8 4 9 292 33 255 4
100.0 1.0 4.5 1.7 8.2 7.2 70.2 2.7 1.4 3.1 100.0 11.3 87.3 1.4

100～299人 289 8 22 8 40 17 177 6 5 6 289 30 258 1
100.0 2.8 7.6 2.8 13.8 5.9 61.2 2.1 1.7 2.1 100.0 10.4 89.3 0.3

300～499人 90 3 2 1 7 3 71 1 - 2 90 19 71 -
100.0 3.3 2.2 1.1 7.8 3.3 78.9 1.1 - 2.2 100.0 21.1 78.9 -

500～999人 59 - 6 1 13 1 33 2 1 2 59 11 47 1
100.0 - 10.2 1.7 22.0 1.7 55.9 3.4 1.7 3.4 100.0 18.6 79.7 1.7

1,000人以上 55 - 3 2 8 1 36 1 1 3 55 11 44 -
100.0 - 5.5 3.6 14.5 1.8 65.5 1.8 1.8 5.5 100.0 20.0 80.0 -

300人以上（計） 204 3 11 4 28 5 140 4 2 7 204 41 162 1
100.0 1.5 5.4 2.0 13.7 2.5 68.6 2.0 1.0 3.4 100.0 20.1 79.4 0.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 104 - 1 1 7 21 63 3 5 3 104 9 94 1
100.0 - 1.0 1.0 6.7 20.2 60.6 2.9 4.8 2.9 100.0 8.7 90.4 1.0

東北 140 4 6 2 9 2 96 6 7 8 140 10 129 1
100.0 2.9 4.3 1.4 6.4 1.4 68.6 4.3 5.0 5.7 100.0 7.1 92.1 0.7

南関東 320 4 21 8 29 17 202 11 10 18 320 44 274 2
100.0 1.3 6.6 2.5 9.1 5.3 63.1 3.4 3.1 5.6 100.0 13.8 85.6 0.6

北関東・甲信 107 4 5 3 11 7 65 5 3 4 107 9 93 5
100.0 3.7 4.7 2.8 10.3 6.5 60.7 4.7 2.8 3.7 100.0 8.4 86.9 4.7

北陸 84 2 4 1 5 4 57 5 - 6 84 8 71 5
100.0 2.4 4.8 1.2 6.0 4.8 67.9 6.0 - 7.1 100.0 9.5 84.5 6.0

東海 187 5 11 1 24 12 110 6 9 9 187 28 156 3
100.0 2.7 5.9 0.5 12.8 6.4 58.8 3.2 4.8 4.8 100.0 15.0 83.4 1.6

近畿 244 10 15 2 30 13 146 9 5 14 244 32 207 5
100.0 4.1 6.1 0.8 12.3 5.3 59.8 3.7 2.0 5.7 100.0 13.1 84.8 2.0

中国 88 5 3 5 9 4 57 - 3 2 88 6 81 1
100.0 5.7 3.4 5.7 10.2 4.5 64.8 - 3.4 2.3 100.0 6.8 92.0 1.1

四国 42 2 - - 2 1 27 3 2 5 42 4 38 -
100.0 4.8 - - 4.8 2.4 64.3 7.1 4.8 11.9 100.0 9.5 90.5 -

九州 213 4 9 5 19 12 144 6 8 6 213 32 178 3
100.0 1.9 4.2 2.3 8.9 5.6 67.6 2.8 3.8 2.8 100.0 15.0 83.6 1.4

三大都市圏 679 16 42 11 75 39 413 24 21 38 679 92 578 9
100.0 2.4 6.2 1.6 11.0 5.7 60.8 3.5 3.1 5.6 100.0 13.5 85.1 1.3

それ以外 850 24 33 17 70 54 554 30 31 37 850 90 743 17
100.0 2.8 3.9 2.0 8.2 6.4 65.2 3.5 3.6 4.4 100.0 10.6 87.4 2.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,529 40 75 28 145 93 967 54 52 75 1,529 182 1,321 26
100.0 2.6 4.9 1.8 9.5 6.1 63.2 3.5 3.4 4.9 100.0 11.9 86.4 1.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,529 40 75 28 145 93 967 54 52 75 1,529 182 1,321 26
100.0 2.6 4.9 1.8 9.5 6.1 63.2 3.5 3.4 4.9 100.0 11.9 86.4 1.7

雇用していない - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 145,689 4,502 7,521 2,563 14,438 10,045 87,447 5,462 6,062 7,650 145,689 17,102 125,938 2,649
100.0 3.1 5.2 1.8 9.9 6.9 60.0 3.7 4.2 5.3 100.0 11.7 86.4 1.8

問７付問①：１回当たりの契約期間の長さは、どうなっていますか。

問７：有期契約労働者の契約状況について教えてください
（それぞれ１つに〇）。

問７付問②：契約の更新回数や通算の
勤続年数に、上限を設けていますか。
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全体計 1,586 42 89 39 187 98 966 38 62 65 1,586 135 1,423 28
100.0 2.6 5.6 2.5 11.8 6.2 60.9 2.4 3.9 4.1 100.0 8.5 89.7 1.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - - - - 1 - - 1 2 - 2 -
100.0 - - - - - 50.0 - - 50.0 100.0 - 100.0 -

建設業 69 3 4 5 5 6 34 2 5 5 69 3 63 3
100.0 4.3 5.8 7.2 7.2 8.7 49.3 2.9 7.2 7.2 100.0 4.3 91.3 4.3

製造業 262 9 28 12 43 20 119 6 10 15 262 19 240 3
100.0 3.4 10.7 4.6 16.4 7.6 45.4 2.3 3.8 5.7 100.0 7.3 91.6 1.1

電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - - - - 3 2 - - 5 2 3 -
100.0 - - - - - 60.0 40.0 - - 100.0 40.0 60.0 -

情報通信業 38 - 8 1 5 3 19 1 - 1 38 8 30 -
100.0 - 21.1 2.6 13.2 7.9 50.0 2.6 - 2.6 100.0 21.1 78.9 -

運輸業、郵便業 71 4 5 1 12 5 36 - 3 5 71 10 58 3
100.0 5.6 7.0 1.4 16.9 7.0 50.7 - 4.2 7.0 100.0 14.1 81.7 4.2

卸売業、小売業 222 9 15 1 36 13 113 6 15 14 222 13 205 4
100.0 4.1 6.8 0.5 16.2 5.9 50.9 2.7 6.8 6.3 100.0 5.9 92.3 1.8

金融業、保険業 26 - 1 - 5 - 19 - 1 - 26 4 21 1
100.0 - 3.8 - 19.2 - 73.1 - 3.8 - 100.0 15.4 80.8 3.8

不動産業、物品賃貸業 35 - - - 5 2 25 1 1 1 35 5 29 1
100.0 - - - 14.3 5.7 71.4 2.9 2.9 2.9 100.0 14.3 82.9 2.9

学術研究、専門・技術サービス業 35 1 2 - 1 2 22 2 1 4 35 3 32 -
100.0 2.9 5.7 - 2.9 5.7 62.9 5.7 2.9 11.4 100.0 8.6 91.4 -

宿泊業、飲食サービス業 46 1 1 2 6 5 19 1 7 4 46 2 42 2
100.0 2.2 2.2 4.3 13.0 10.9 41.3 2.2 15.2 8.7 100.0 4.3 91.3 4.3

生活関連サービス業、娯楽業 46 - 1 1 5 7 25 2 4 1 46 6 39 1
100.0 - 2.2 2.2 10.9 15.2 54.3 4.3 8.7 2.2 100.0 13.0 84.8 2.2

教育、学習支援業 112 - - 4 4 3 94 2 4 1 112 22 89 1
100.0 - - 3.6 3.6 2.7 83.9 1.8 3.6 0.9 100.0 19.6 79.5 0.9

医療、福祉 471 8 13 3 40 19 364 7 9 8 471 20 444 7
100.0 1.7 2.8 0.6 8.5 4.0 77.3 1.5 1.9 1.7 100.0 4.2 94.3 1.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 2 - 1 2 1 15 - - 1 22 1 21 -
100.0 9.1 - 4.5 9.1 4.5 68.2 - - 4.5 100.0 4.5 95.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 120 5 11 8 18 11 55 6 2 4 120 16 102 2
100.0 4.2 9.2 6.7 15.0 9.2 45.8 5.0 1.7 3.3 100.0 13.3 85.0 1.7

その他 4 - - - - 1 3 - - - 4 1 3 -
100.0 - - - - 25.0 75.0 - - - 100.0 25.0 75.0 -

サービス業（計） 269 9 15 12 32 26 136 11 14 14 269 28 236 5
100.0 3.3 5.6 4.5 11.9 9.7 50.6 4.1 5.2 5.2 100.0 10.4 87.7 1.9

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 - - - - - 26 - - - 26 15 11 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 57.7 42.3 -
付問④：「人材派遣会社」や 58 5 10 6 4 5 22 3 1 2 58 5 52 1
「業務請負会社」である 100.0 8.6 17.2 10.3 6.9 8.6 37.9 5.2 1.7 3.4 100.0 8.6 89.7 1.7
雇用者の規模

29人以下 528 18 19 10 42 33 298 25 51 32 528 37 469 22
100.0 3.4 3.6 1.9 8.0 6.3 56.4 4.7 9.7 6.1 100.0 7.0 88.8 4.2

30～49人 278 6 19 6 24 16 189 6 3 9 278 17 258 3
100.0 2.2 6.8 2.2 8.6 5.8 68.0 2.2 1.1 3.2 100.0 6.1 92.8 1.1

50～99人 289 6 17 8 32 22 189 2 3 10 289 25 262 2
100.0 2.1 5.9 2.8 11.1 7.6 65.4 0.7 1.0 3.5 100.0 8.7 90.7 0.7

100～299人 296 8 18 11 45 23 172 5 3 11 296 23 273 -
100.0 2.7 6.1 3.7 15.2 7.8 58.1 1.7 1.0 3.7 100.0 7.8 92.2 -

300～499人 83 2 5 2 12 1 60 - - 1 83 13 70 -
100.0 2.4 6.0 2.4 14.5 1.2 72.3 - - 1.2 100.0 15.7 84.3 -

500～999人 60 2 7 1 13 1 33 - 1 2 60 11 48 1
100.0 3.3 11.7 1.7 21.7 1.7 55.0 - 1.7 3.3 100.0 18.3 80.0 1.7

1,000人以上 52 - 4 1 19 2 25 - 1 - 52 9 43 -
100.0 - 7.7 1.9 36.5 3.8 48.1 - 1.9 - 100.0 17.3 82.7 -

300人以上（計） 195 4 16 4 44 4 118 - 2 3 195 33 161 1
100.0 2.1 8.2 2.1 22.6 2.1 60.5 - 1.0 1.5 100.0 16.9 82.6 0.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 92 3 1 3 10 13 54 2 5 1 92 9 83 -
100.0 3.3 1.1 3.3 10.9 14.1 58.7 2.2 5.4 1.1 100.0 9.8 90.2 -

東北 132 3 9 3 13 7 84 1 7 5 132 8 124 -
100.0 2.3 6.8 2.3 9.8 5.3 63.6 0.8 5.3 3.8 100.0 6.1 93.9 -

南関東 351 7 29 9 40 22 217 9 9 9 351 39 310 2
100.0 2.0 8.3 2.6 11.4 6.3 61.8 2.6 2.6 2.6 100.0 11.1 88.3 0.6

北関東・甲信 116 4 4 5 12 7 75 1 4 4 116 7 108 1
100.0 3.4 3.4 4.3 10.3 6.0 64.7 0.9 3.4 3.4 100.0 6.0 93.1 0.9

北陸 93 1 5 3 8 1 61 4 5 5 93 6 82 5
100.0 1.1 5.4 3.2 8.6 1.1 65.6 4.3 5.4 5.4 100.0 6.5 88.2 5.4

東海 202 6 11 4 35 12 115 2 10 7 202 20 177 5
100.0 3.0 5.4 2.0 17.3 5.9 56.9 1.0 5.0 3.5 100.0 9.9 87.6 2.5

近畿 245 7 14 1 32 13 143 11 12 12 245 18 221 6
100.0 2.9 5.7 0.4 13.1 5.3 58.4 4.5 4.9 4.9 100.0 7.3 90.2 2.4

中国 98 2 5 7 12 3 57 2 3 7 98 6 89 3
100.0 2.0 5.1 7.1 12.2 3.1 58.2 2.0 3.1 7.1 100.0 6.1 90.8 3.1

四国 48 4 1 - 6 5 27 2 1 2 48 2 45 1
100.0 8.3 2.1 - 12.5 10.4 56.3 4.2 2.1 4.2 100.0 4.2 93.8 2.1

九州 209 5 10 4 19 15 133 4 6 13 209 20 184 5
100.0 2.4 4.8 1.9 9.1 7.2 63.6 1.9 2.9 6.2 100.0 9.6 88.0 2.4

三大都市圏 718 18 49 12 92 46 427 20 28 26 718 70 637 11
100.0 2.5 6.8 1.7 12.8 6.4 59.5 2.8 3.9 3.6 100.0 9.7 88.7 1.5

それ以外 868 24 40 27 95 52 539 18 34 39 868 65 786 17
100.0 2.8 4.6 3.1 10.9 6.0 62.1 2.1 3.9 4.5 100.0 7.5 90.6 2.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,586 42 89 39 187 98 966 38 62 65 1,586 135 1,423 28
100.0 2.6 5.6 2.5 11.8 6.2 60.9 2.4 3.9 4.1 100.0 8.5 89.7 1.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,586 42 89 39 187 98 966 38 62 65 1,586 135 1,423 28
100.0 2.6 5.6 2.5 11.8 6.2 60.9 2.4 3.9 4.1 100.0 8.5 89.7 1.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 153,949 4,439 9,023 3,791 18,375 10,375 88,609 4,145 7,735 7,456 153,949 12,676 138,186 3,087
100.0 2.9 5.9 2.5 11.9 6.7 57.6 2.7 5.0 4.8 100.0 8.2 89.8 2.0

問７付問①：１回当たりの契約期間の長さは、どうなっていますか。

問７：有期契約労働者の契約状況について教えてください
（それぞれ１つに〇）。

問７付問②：契約の更新回数や通算の
勤続年数に、上限を設けていますか。

契約の更新回数 通算の勤続年数

【フルタイム】
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全体計 182 59 106 17 59 12 7 4 20 14 2 - 59 3.5 4.0 106 1 1 30 4 67 3 - - 106 4.4 5.0
100.0 32.4 58.2 9.3 100.0 20.3 11.9 6.8 33.9 23.7 3.4 - 100.0 0.9 0.9 28.3 3.8 63.2 2.8 - -

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 17 4 11 2 4 1 1 1 - 1 - - 4 2.8 2.5 11 - - 2 - 7 2 - - 11 5.1 5.0
100.0 23.5 64.7 11.8 100.0 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - - 100.0 - - 18.2 - 63.6 18.2 - -

製造業 43 14 28 1 14 - - 1 7 6 - - 14 4.4 4.0 28 1 1 5 2 19 - - - 28 4.3 5.0
100.0 32.6 65.1 2.3 100.0 - - 7.1 50.0 42.9 - - 100.0 3.6 3.6 17.9 7.1 67.9 - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - 1 - - - 1 - - - 1 4.0 4.0 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

情報通信業 8 2 6 - 2 - 1 - 1 - - - 2 3.0 3.0 6 - - - 1 5 - - - 6 4.8 5.0
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - 100.0 - - - 16.7 83.3 - - -

運輸業、郵便業 12 5 6 1 5 3 - - - 1 1 - 5 3.6 1.0 6 - - 3 - 3 - - - 6 4.0 4.0
100.0 41.7 50.0 8.3 100.0 60.0 - - - 20.0 20.0 - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

卸売業、小売業 13 5 6 2 5 1 - - 1 2 1 - 5 5.0 5.0 6 - - 1 - 4 1 - - 6 5.5 5.0
100.0 38.5 46.2 15.4 100.0 20.0 - - 20.0 40.0 20.0 - 100.0 - - 16.7 - 66.7 16.7 - -

金融業、保険業 5 2 2 1 2 - - - 1 1 - - 2 4.5 4.5 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
100.0 40.0 40.0 20.0 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

不動産業、物品賃貸業 7 3 4 - 3 1 - - 2 - - - 3 3.0 4.0 4 - - - 1 3 - - - 4 4.8 5.0
100.0 42.9 57.1 - 100.0 33.3 - - 66.7 - - - 100.0 - - - 25.0 75.0 - - -

学術研究、専門・技術サービス業 5 2 3 - 2 - - 1 1 - - - 2 3.5 3.5 3 - - 1 - 2 - - - 3 4.3 5.0
100.0 40.0 60.0 - 100.0 - - 50.0 50.0 - - - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - - -

宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 7 5 2 - 5 1 1 1 2 - - - 5 2.8 3.0 2 - - - - 2 - - - 2 5.0 5.0
100.0 71.4 28.6 - 100.0 20.0 20.0 20.0 40.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

教育、学習支援業 22 2 18 2 2 1 1 - - - - - 2 1.5 1.5 18 - - 8 - 10 - - - 18 4.1 5.0
100.0 9.1 81.8 9.1 100.0 50.0 50.0 - - - - - 100.0 - - 44.4 - 55.6 - - -

医療、福祉 18 6 8 4 6 3 2 - - 1 - - 6 2.0 1.5 8 - - 4 - 4 - - - 8 3.7 4.0
100.0 33.3 44.4 22.2 100.0 50.0 33.3 - - 16.7 - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 2 - 2 - - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 19 8 8 3 8 1 1 - 4 2 - - 8 3.6 4.0 8 - - 4 - 4 - - - 8 3.9 4.0
100.0 42.1 42.1 15.8 100.0 12.5 12.5 - 50.0 25.0 - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

その他 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

サービス業（計） 34 15 15 4 15 2 2 2 7 2 - - 15 3.3 4.0 15 - - 6 - 9 - - - 15 4.1 5.0
100.0 44.1 44.1 11.8 100.0 13.3 13.3 13.3 46.7 13.3 - - 100.0 - - 40.0 - 60.0 - - -

付問③付問：「学術・研究機関」か 13 1 12 - 1 - - - 1 - - - 1 4.0 4.0 12 - - 4 - 8 - - - 12 4.3 5.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 7.7 92.3 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - - -
付問④：「人材派遣会社」や 5 3 2 - 3 - 1 - 2 - - - 3 3.3 4.0 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
「業務請負会社」である 100.0 60.0 40.0 - 100.0 - 33.3 - 66.7 - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -
雇用者の規模

29人以下 48 17 24 7 17 8 1 3 2 2 1 - 17 2.8 2.0 24 - 1 11 - 10 2 - - 24 4.0 4.0
100.0 35.4 50.0 14.6 100.0 47.1 5.9 17.6 11.8 11.8 5.9 - 100.0 - 4.2 45.8 - 41.7 8.3 - -

30～49人 30 15 12 3 15 2 - - 6 6 1 - 15 4.4 4.0 12 - - 3 - 9 - - - 12 4.5 5.0
100.0 50.0 40.0 10.0 100.0 13.3 - - 40.0 40.0 6.7 - 100.0 - - 25.0 - 75.0 - - -

50～99人 33 11 20 2 11 2 3 - 3 3 - - 11 3.2 4.0 20 - - 5 1 14 - - - 20 4.4 5.0
100.0 33.3 60.6 6.1 100.0 18.2 27.3 - 27.3 27.3 - - 100.0 - - 25.0 5.0 70.0 - - -

100～299人 30 8 19 3 8 - 1 - 6 1 - - 8 3.9 4.0 19 1 - 6 1 10 1 - - 19 4.3 5.0
100.0 26.7 63.3 10.0 100.0 - 12.5 - 75.0 12.5 - - 100.0 5.3 - 31.6 5.3 52.6 5.3 - -

300～499人 19 5 14 - 5 - 2 - 1 2 - - 5 3.6 4.0 14 - - 2 1 11 - - - 14 4.6 5.0
100.0 26.3 73.7 - 100.0 - 40.0 - 20.0 40.0 - - 100.0 - - 14.3 7.1 78.6 - - -

500～999人 11 2 9 - 2 - - - 2 - - - 2 4.0 4.0 9 - - 2 1 6 - - - 9 4.5 5.0
100.0 18.2 81.8 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - 22.2 11.1 66.7 - - -

1,000人以上 11 1 8 2 1 - - 1 - - - - 1 3.0 3.0 8 - - 1 - 7 - - - 8 4.7 5.0
100.0 9.1 72.7 18.2 100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - 12.5 - 87.5 - - -

300人以上（計） 41 8 31 2 8 - 2 1 3 2 - - 8 3.6 4.0 31 - - 5 2 24 - - - 31 4.6 5.0
100.0 19.5 75.6 4.9 100.0 - 25.0 12.5 37.5 25.0 - - 100.0 - - 16.1 6.5 77.4 - - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 9 2 6 1 2 1 - - 1 - - - 2 2.5 2.5 6 - - - - 6 - - - 6 5.0 5.0
100.0 22.2 66.7 11.1 100.0 50.0 - - 50.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

東北 10 1 9 - 1 - 1 - - - - - 1 2.0 2.0 9 - - 3 - 5 1 - - 9 4.9 5.0
100.0 10.0 90.0 - 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - 33.3 - 55.6 11.1 - -

南関東 44 13 27 4 13 1 1 1 6 3 1 - 13 4.2 4.0 27 - - 4 2 21 - - - 27 4.6 5.0
100.0 29.5 61.4 9.1 100.0 7.7 7.7 7.7 46.2 23.1 7.7 - 100.0 - - 14.8 7.4 77.8 - - -

北関東・甲信 9 4 2 3 4 - 1 - 1 2 - - 4 4.0 4.5 2 - - - - 2 - - - 2 5.0 5.0
100.0 44.4 22.2 33.3 100.0 - 25.0 - 25.0 50.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

北陸 8 5 3 - 5 2 - - 2 1 - - 5 3.0 4.0 3 - - - - 3 - - - 3 5.0 5.0
100.0 62.5 37.5 - 100.0 40.0 - - 40.0 20.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

東海 28 10 14 4 10 1 2 - 1 5 1 - 10 4.4 5.0 14 - 1 3 1 9 - - - 14 4.1 5.0
100.0 35.7 50.0 14.3 100.0 10.0 20.0 - 10.0 50.0 10.0 - 100.0 - 7.1 21.4 7.1 64.3 - - -

近畿 32 10 21 1 10 2 - 3 4 1 - - 10 3.2 3.5 21 1 - 11 - 7 2 - - 21 3.9 3.0
100.0 31.3 65.6 3.1 100.0 20.0 - 30.0 40.0 10.0 - - 100.0 4.8 - 52.4 - 33.3 9.5 - -

中国 6 2 3 1 2 1 - - - 1 - - 2 3.0 3.0 3 - - - - 3 - - - 3 5.0 5.0
100.0 33.3 50.0 16.7 100.0 50.0 - - - 50.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

四国 4 1 2 1 1 1 - - - - - - 1 1.0 1.0 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
100.0 25.0 50.0 25.0 100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

九州 32 11 19 2 11 3 2 - 5 1 - - 11 2.9 4.0 19 - - 8 1 10 - - - 19 4.1 4.9
100.0 34.4 59.4 6.3 100.0 27.3 18.2 - 45.5 9.1 - - 100.0 - - 42.1 5.3 52.6 - - -

三大都市圏 92 31 54 7 31 4 3 4 11 7 2 - 31 3.9 4.0 54 1 1 14 3 33 2 - - 54 4.3 5.0
100.0 33.7 58.7 7.6 100.0 12.9 9.7 12.9 35.5 22.6 6.5 - 100.0 1.9 1.9 25.9 5.6 61.1 3.7 - -

それ以外 90 28 52 10 28 8 4 - 9 7 - - 28 3.1 4.0 52 - - 16 1 34 1 - - 52 4.4 5.0
100.0 31.1 57.8 11.1 100.0 28.6 14.3 - 32.1 25.0 - - 100.0 - - 30.8 1.9 65.4 1.9 - -

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 182 59 106 17 59 12 7 4 20 14 2 - 59 3.5 4.0 106 1 1 30 4 67 3 - - 106 4.4 5.0
100.0 32.4 58.2 9.3 100.0 20.3 11.9 6.8 33.9 23.7 3.4 - 100.0 0.9 0.9 28.3 3.8 63.2 2.8 - -

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 182 59 106 17 59 12 7 4 20 14 2 - 59 3.5 4.0 106 1 1 30 4 67 3 - - 106 4.4 5.0
100.0 32.4 58.2 9.3 100.0 20.3 11.9 6.8 33.9 23.7 3.4 - 100.0 0.9 0.9 28.3 3.8 63.2 2.8 - -

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 17,102 6,024 9,373 1,705 6,024 1,270 616 400 2,098 1,373 268 - 6,024 3.6 4.0 9,373 96 122 2,572 398 5,832 353 - - 9,373 4.4 5.0
100.0 35.2 54.8 10.0 100.0 21.1 10.2 6.6 34.8 22.8 4.5 - 100.0 1.0 1.3 27.4 4.2 62.2 3.8 - -

問７付問③：上限設定の内容を、教えてください（数値も記入）。調査シリーズNo.202
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契約の更新回数 通算の勤続年数

【フルタイム】
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全体計 182 59 106 17 59 12 7 4 20 14 2 - 59 3.5 4.0 106 1 1 30 4 67 3 - - 106 4.4 5.0
100.0 32.4 58.2 9.3 100.0 20.3 11.9 6.8 33.9 23.7 3.4 - 100.0 0.9 0.9 28.3 3.8 63.2 2.8 - -

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 17 4 11 2 4 1 1 1 - 1 - - 4 2.8 2.5 11 - - 2 - 7 2 - - 11 5.1 5.0
100.0 23.5 64.7 11.8 100.0 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - - 100.0 - - 18.2 - 63.6 18.2 - -

製造業 43 14 28 1 14 - - 1 7 6 - - 14 4.4 4.0 28 1 1 5 2 19 - - - 28 4.3 5.0
100.0 32.6 65.1 2.3 100.0 - - 7.1 50.0 42.9 - - 100.0 3.6 3.6 17.9 7.1 67.9 - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - 1 - - - 1 - - - 1 4.0 4.0 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

情報通信業 8 2 6 - 2 - 1 - 1 - - - 2 3.0 3.0 6 - - - 1 5 - - - 6 4.8 5.0
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - 100.0 - - - 16.7 83.3 - - -

運輸業、郵便業 12 5 6 1 5 3 - - - 1 1 - 5 3.6 1.0 6 - - 3 - 3 - - - 6 4.0 4.0
100.0 41.7 50.0 8.3 100.0 60.0 - - - 20.0 20.0 - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

卸売業、小売業 13 5 6 2 5 1 - - 1 2 1 - 5 5.0 5.0 6 - - 1 - 4 1 - - 6 5.5 5.0
100.0 38.5 46.2 15.4 100.0 20.0 - - 20.0 40.0 20.0 - 100.0 - - 16.7 - 66.7 16.7 - -

金融業、保険業 5 2 2 1 2 - - - 1 1 - - 2 4.5 4.5 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
100.0 40.0 40.0 20.0 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

不動産業、物品賃貸業 7 3 4 - 3 1 - - 2 - - - 3 3.0 4.0 4 - - - 1 3 - - - 4 4.8 5.0
100.0 42.9 57.1 - 100.0 33.3 - - 66.7 - - - 100.0 - - - 25.0 75.0 - - -

学術研究、専門・技術サービス業 5 2 3 - 2 - - 1 1 - - - 2 3.5 3.5 3 - - 1 - 2 - - - 3 4.3 5.0
100.0 40.0 60.0 - 100.0 - - 50.0 50.0 - - - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - - -

宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 7 5 2 - 5 1 1 1 2 - - - 5 2.8 3.0 2 - - - - 2 - - - 2 5.0 5.0
100.0 71.4 28.6 - 100.0 20.0 20.0 20.0 40.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

教育、学習支援業 22 2 18 2 2 1 1 - - - - - 2 1.5 1.5 18 - - 8 - 10 - - - 18 4.1 5.0
100.0 9.1 81.8 9.1 100.0 50.0 50.0 - - - - - 100.0 - - 44.4 - 55.6 - - -

医療、福祉 18 6 8 4 6 3 2 - - 1 - - 6 2.0 1.5 8 - - 4 - 4 - - - 8 3.7 4.0
100.0 33.3 44.4 22.2 100.0 50.0 33.3 - - 16.7 - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 2 - 2 - - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 19 8 8 3 8 1 1 - 4 2 - - 8 3.6 4.0 8 - - 4 - 4 - - - 8 3.9 4.0
100.0 42.1 42.1 15.8 100.0 12.5 12.5 - 50.0 25.0 - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

その他 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

サービス業（計） 34 15 15 4 15 2 2 2 7 2 - - 15 3.3 4.0 15 - - 6 - 9 - - - 15 4.1 5.0
100.0 44.1 44.1 11.8 100.0 13.3 13.3 13.3 46.7 13.3 - - 100.0 - - 40.0 - 60.0 - - -

付問③付問：「学術・研究機関」か 13 1 12 - 1 - - - 1 - - - 1 4.0 4.0 12 - - 4 - 8 - - - 12 4.3 5.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 7.7 92.3 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - - -
付問④：「人材派遣会社」や 5 3 2 - 3 - 1 - 2 - - - 3 3.3 4.0 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
「業務請負会社」である 100.0 60.0 40.0 - 100.0 - 33.3 - 66.7 - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -
雇用者の規模

29人以下 48 17 24 7 17 8 1 3 2 2 1 - 17 2.8 2.0 24 - 1 11 - 10 2 - - 24 4.0 4.0
100.0 35.4 50.0 14.6 100.0 47.1 5.9 17.6 11.8 11.8 5.9 - 100.0 - 4.2 45.8 - 41.7 8.3 - -

30～49人 30 15 12 3 15 2 - - 6 6 1 - 15 4.4 4.0 12 - - 3 - 9 - - - 12 4.5 5.0
100.0 50.0 40.0 10.0 100.0 13.3 - - 40.0 40.0 6.7 - 100.0 - - 25.0 - 75.0 - - -

50～99人 33 11 20 2 11 2 3 - 3 3 - - 11 3.2 4.0 20 - - 5 1 14 - - - 20 4.4 5.0
100.0 33.3 60.6 6.1 100.0 18.2 27.3 - 27.3 27.3 - - 100.0 - - 25.0 5.0 70.0 - - -

100～299人 30 8 19 3 8 - 1 - 6 1 - - 8 3.9 4.0 19 1 - 6 1 10 1 - - 19 4.3 5.0
100.0 26.7 63.3 10.0 100.0 - 12.5 - 75.0 12.5 - - 100.0 5.3 - 31.6 5.3 52.6 5.3 - -

300～499人 19 5 14 - 5 - 2 - 1 2 - - 5 3.6 4.0 14 - - 2 1 11 - - - 14 4.6 5.0
100.0 26.3 73.7 - 100.0 - 40.0 - 20.0 40.0 - - 100.0 - - 14.3 7.1 78.6 - - -

500～999人 11 2 9 - 2 - - - 2 - - - 2 4.0 4.0 9 - - 2 1 6 - - - 9 4.5 5.0
100.0 18.2 81.8 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - 22.2 11.1 66.7 - - -

1,000人以上 11 1 8 2 1 - - 1 - - - - 1 3.0 3.0 8 - - 1 - 7 - - - 8 4.7 5.0
100.0 9.1 72.7 18.2 100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - 12.5 - 87.5 - - -

300人以上（計） 41 8 31 2 8 - 2 1 3 2 - - 8 3.6 4.0 31 - - 5 2 24 - - - 31 4.6 5.0
100.0 19.5 75.6 4.9 100.0 - 25.0 12.5 37.5 25.0 - - 100.0 - - 16.1 6.5 77.4 - - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 9 2 6 1 2 1 - - 1 - - - 2 2.5 2.5 6 - - - - 6 - - - 6 5.0 5.0
100.0 22.2 66.7 11.1 100.0 50.0 - - 50.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

東北 10 1 9 - 1 - 1 - - - - - 1 2.0 2.0 9 - - 3 - 5 1 - - 9 4.9 5.0
100.0 10.0 90.0 - 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - 33.3 - 55.6 11.1 - -

南関東 44 13 27 4 13 1 1 1 6 3 1 - 13 4.2 4.0 27 - - 4 2 21 - - - 27 4.6 5.0
100.0 29.5 61.4 9.1 100.0 7.7 7.7 7.7 46.2 23.1 7.7 - 100.0 - - 14.8 7.4 77.8 - - -

北関東・甲信 9 4 2 3 4 - 1 - 1 2 - - 4 4.0 4.5 2 - - - - 2 - - - 2 5.0 5.0
100.0 44.4 22.2 33.3 100.0 - 25.0 - 25.0 50.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

北陸 8 5 3 - 5 2 - - 2 1 - - 5 3.0 4.0 3 - - - - 3 - - - 3 5.0 5.0
100.0 62.5 37.5 - 100.0 40.0 - - 40.0 20.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

東海 28 10 14 4 10 1 2 - 1 5 1 - 10 4.4 5.0 14 - 1 3 1 9 - - - 14 4.1 5.0
100.0 35.7 50.0 14.3 100.0 10.0 20.0 - 10.0 50.0 10.0 - 100.0 - 7.1 21.4 7.1 64.3 - - -

近畿 32 10 21 1 10 2 - 3 4 1 - - 10 3.2 3.5 21 1 - 11 - 7 2 - - 21 3.9 3.0
100.0 31.3 65.6 3.1 100.0 20.0 - 30.0 40.0 10.0 - - 100.0 4.8 - 52.4 - 33.3 9.5 - -

中国 6 2 3 1 2 1 - - - 1 - - 2 3.0 3.0 3 - - - - 3 - - - 3 5.0 5.0
100.0 33.3 50.0 16.7 100.0 50.0 - - - 50.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

四国 4 1 2 1 1 1 - - - - - - 1 1.0 1.0 2 - - 1 - 1 - - - 2 4.0 4.0
100.0 25.0 50.0 25.0 100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

九州 32 11 19 2 11 3 2 - 5 1 - - 11 2.9 4.0 19 - - 8 1 10 - - - 19 4.1 4.9
100.0 34.4 59.4 6.3 100.0 27.3 18.2 - 45.5 9.1 - - 100.0 - - 42.1 5.3 52.6 - - -

三大都市圏 92 31 54 7 31 4 3 4 11 7 2 - 31 3.9 4.0 54 1 1 14 3 33 2 - - 54 4.3 5.0
100.0 33.7 58.7 7.6 100.0 12.9 9.7 12.9 35.5 22.6 6.5 - 100.0 1.9 1.9 25.9 5.6 61.1 3.7 - -

それ以外 90 28 52 10 28 8 4 - 9 7 - - 28 3.1 4.0 52 - - 16 1 34 1 - - 52 4.4 5.0
100.0 31.1 57.8 11.1 100.0 28.6 14.3 - 32.1 25.0 - - 100.0 - - 30.8 1.9 65.4 1.9 - -

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 182 59 106 17 59 12 7 4 20 14 2 - 59 3.5 4.0 106 1 1 30 4 67 3 - - 106 4.4 5.0
100.0 32.4 58.2 9.3 100.0 20.3 11.9 6.8 33.9 23.7 3.4 - 100.0 0.9 0.9 28.3 3.8 63.2 2.8 - -

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 182 59 106 17 59 12 7 4 20 14 2 - 59 3.5 4.0 106 1 1 30 4 67 3 - - 106 4.4 5.0
100.0 32.4 58.2 9.3 100.0 20.3 11.9 6.8 33.9 23.7 3.4 - 100.0 0.9 0.9 28.3 3.8 63.2 2.8 - -

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 17,102 6,024 9,373 1,705 6,024 1,270 616 400 2,098 1,373 268 - 6,024 3.6 4.0 9,373 96 122 2,572 398 5,832 353 - - 9,373 4.4 5.0
100.0 35.2 54.8 10.0 100.0 21.1 10.2 6.6 34.8 22.8 4.5 - 100.0 1.0 1.3 27.4 4.2 62.2 3.8 - -

問７付問③：上限設定の内容を、教えてください（数値も記入）。 調査シリーズNo.202
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契約の更新回数 通算の勤続年数

【パートタイム】
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全体計 135 43 72 20 43 6 8 2 16 9 2 - 43 3.6 4.0 72 1 - 19 2 48 1 1 - 72 4.5 5.0
100.0 31.9 53.3 14.8 100.0 14.0 18.6 4.7 37.2 20.9 4.7 - 100.0 1.4 - 26.4 2.8 66.7 1.4 1.4 -

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 3 - 3 - - - - - - - - - - - - 3 1 - 1 - 1 - - - 3 2.8 3.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 33.3 - 33.3 - 33.3 - - -

製造業 19 6 12 1 6 - - - 3 3 - - 6 4.5 4.5 12 - - 3 2 7 - - - 12 4.4 5.0
100.0 31.6 63.2 5.3 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - - 25.0 16.7 58.3 - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - 1 - - - 1 - - - 1 4.0 4.0 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

情報通信業 8 2 6 - 2 - 1 - 1 - - - 2 3.0 3.0 6 - - - - 6 - - - 6 5.0 5.0
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

運輸業、郵便業 10 3 4 3 3 1 - - - 1 1 - 3 5.3 5.0 4 - - 2 - 2 - - - 4 4.0 4.0
100.0 30.0 40.0 30.0 100.0 33.3 - - - 33.3 33.3 - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

卸売業、小売業 13 4 5 4 4 1 - 1 1 1 - - 4 3.3 3.5 5 - - 1 - 3 1 - - 5 5.6 5.0
100.0 30.8 38.5 30.8 100.0 25.0 - 25.0 25.0 25.0 - - 100.0 - - 20.0 - 60.0 20.0 - -

金融業、保険業 4 1 1 2 1 - 1 - - - - - 1 2.0 2.0 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 25.0 25.0 50.0 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

不動産業、物品賃貸業 5 2 3 - 2 - - 1 1 - - - 2 3.5 3.5 3 - - - - 3 - - - 3 5.0 5.0
100.0 40.0 60.0 - 100.0 - - 50.0 50.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

学術研究、専門・技術サービス業 3 1 2 - 1 - - - 1 - - - 1 4.0 4.0 2 - - 1 - 1 - - - 2 3.3 3.3
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - -

宿泊業、飲食サービス業 2 - 1 1 - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - - 1 3.0 3.0
100.0 - 50.0 50.0 - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 6 3 3 - 3 - 2 - 1 - - - 3 2.7 2.0 3 - - 1 - 1 - 1 - 3 6.0 4.9
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - 66.7 - 33.3 - - - 100.0 - - 33.3 - 33.3 - 33.3 -

教育、学習支援業 22 7 14 1 7 - 2 - 3 2 - - 7 3.7 4.0 14 - - 5 - 9 - - - 14 4.3 5.0
100.0 31.8 63.6 4.5 100.0 - 28.6 - 42.9 28.6 - - 100.0 - - 35.7 - 64.3 - - -

医療、福祉 20 7 8 5 7 4 1 - - 2 - - 7 2.3 1.0 8 - - 2 - 6 - - - 8 4.1 5.0
100.0 35.0 40.0 25.0 100.0 57.1 14.3 - - 28.6 - - 100.0 - - 25.0 - 75.0 - - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 16 6 7 3 6 - 1 - 4 - 1 - 6 4.5 4.0 7 - - 2 - 5 - - - 7 4.4 5.0
100.0 37.5 43.8 18.8 100.0 - 16.7 - 66.7 - 16.7 - 100.0 - - 28.6 - 71.4 - - -

その他 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

サービス業（計） 28 10 14 4 10 - 3 - 6 - 1 - 10 3.9 4.0 14 - - 5 - 8 - 1 - 14 4.5 5.0
100.0 35.7 50.0 14.3 100.0 - 30.0 - 60.0 - 10.0 - 100.0 - - 35.7 - 57.1 - 7.1 -

付問③付問：「学術・研究機関」か 15 3 12 - 3 - 1 - 2 - - - 3 3.3 4.0 12 - - 3 - 9 - - - 12 4.5 5.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 20.0 80.0 - 100.0 - 33.3 - 66.7 - - - 100.0 - - 25.0 - 75.0 - - -
付問④：「人材派遣会社」や 5 2 3 - 2 - 1 - 1 - - - 2 3.0 3.0 3 - - 1 - 2 - - - 3 4.3 5.0
「業務請負会社」である 100.0 40.0 60.0 - 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - - -
雇用者の規模

29人以下 37 5 22 10 5 1 - - 1 2 1 - 5 5.0 5.0 22 1 - 9 - 10 1 1 - 22 4.2 5.0
100.0 13.5 59.5 27.0 100.0 20.0 - - 20.0 40.0 20.0 - 100.0 4.5 - 40.9 - 45.5 4.5 4.5 -

30～49人 17 13 2 2 13 2 1 1 4 4 1 - 13 4.0 4.0 2 - - - - 2 - - - 2 5.0 5.0
100.0 76.5 11.8 11.8 100.0 15.4 7.7 7.7 30.8 30.8 7.7 - 100.0 - - - - 100.0 - - -

50～99人 25 9 12 4 9 3 3 - 3 - - - 9 2.3 2.0 12 - - 4 - 8 - - - 12 4.3 5.0
100.0 36.0 48.0 16.0 100.0 33.3 33.3 - 33.3 - - - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - - -

100～299人 23 7 13 3 7 - 2 - 4 1 - - 7 3.6 4.0 13 - - 4 1 8 - - - 13 4.3 5.0
100.0 30.4 56.5 13.0 100.0 - 28.6 - 57.1 14.3 - - 100.0 - - 30.8 7.7 61.5 - - -

300～499人 13 6 7 - 6 - 2 1 2 1 - - 6 3.3 3.5 7 - - - - 7 - - - 7 5.0 5.0
100.0 46.2 53.8 - 100.0 - 33.3 16.7 33.3 16.7 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

500～999人 11 2 9 - 2 - - - 1 1 - - 2 4.5 4.5 9 - - 2 1 6 - - - 9 4.5 5.0
100.0 18.2 81.8 - 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - - 22.2 11.1 66.7 - - -

1,000人以上 9 1 7 1 1 - - - 1 - - - 1 4.0 4.0 7 - - - - 7 - - - 7 5.0 5.0
100.0 11.1 77.8 11.1 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

300人以上（計） 33 9 23 1 9 - 2 1 4 2 - - 9 3.7 4.0 23 - - 2 1 20 - - - 23 4.8 5.0
100.0 27.3 69.7 3.0 100.0 - 22.2 11.1 44.4 22.2 - - 100.0 - - 8.7 4.3 87.0 - - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 9 2 6 1 2 1 - - 1 - - - 2 2.5 2.5 6 - - - - 5 - 1 - 6 6.0 5.0
100.0 22.2 66.7 11.1 100.0 50.0 - - 50.0 - - - 100.0 - - - - 83.3 - 16.7 -

東北 8 2 6 - 2 - 1 - 1 - - - 2 3.0 3.0 6 - - 2 - 3 1 - - 6 5.2 5.0
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - 100.0 - - 33.3 - 50.0 16.7 - -

南関東 39 13 22 4 13 2 2 1 4 4 - - 13 3.5 4.0 22 1 - 2 1 18 - - - 22 4.6 5.0
100.0 33.3 56.4 10.3 100.0 15.4 15.4 7.7 30.8 30.8 - - 100.0 4.5 - 9.1 4.5 81.8 - - -

北関東・甲信 7 3 2 2 3 - 2 - 1 - - - 3 2.7 2.0 2 - - - - 2 - - - 2 5.0 5.0
100.0 42.9 28.6 28.6 100.0 - 66.7 - 33.3 - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

北陸 6 2 4 - 2 1 - - 1 - - - 2 2.5 2.5 4 - - 1 - 3 - - - 4 4.5 5.0
100.0 33.3 66.7 - 100.0 50.0 - - 50.0 - - - 100.0 - - 25.0 - 75.0 - - -

東海 20 5 10 5 5 - 1 - 1 2 1 - 5 5.2 5.0 10 - - 3 1 6 - - - 10 4.2 5.0
100.0 25.0 50.0 25.0 100.0 - 20.0 - 20.0 40.0 20.0 - 100.0 - - 30.0 10.0 60.0 - - -

近畿 18 5 11 2 5 1 - - 3 1 - - 5 3.6 4.0 11 - - 6 - 5 - - - 11 3.6 3.0
100.0 27.8 61.1 11.1 100.0 20.0 - - 60.0 20.0 - - 100.0 - - 54.5 - 45.5 - - -

中国 6 1 3 2 1 - - - - 1 - - 1 5.0 5.0 3 - - - - 3 - - - 3 5.0 5.0
100.0 16.7 50.0 33.3 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

四国 2 - - 2 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

九州 20 10 8 2 10 1 2 1 4 1 1 - 10 3.8 4.0 8 - - 5 - 3 - - - 8 3.8 3.0
100.0 50.0 40.0 10.0 100.0 10.0 20.0 10.0 40.0 10.0 10.0 - 100.0 - - 62.5 - 37.5 - - -

三大都市圏 70 21 40 9 21 3 3 1 7 6 1 - 21 3.8 4.0 40 1 - 10 2 27 - - - 40 4.3 5.0
100.0 30.0 57.1 12.9 100.0 14.3 14.3 4.8 33.3 28.6 4.8 - 100.0 2.5 - 25.0 5.0 67.5 - - -

それ以外 65 22 32 11 22 3 5 1 9 3 1 - 22 3.5 4.0 32 - - 9 - 21 1 1 - 32 4.7 5.0
100.0 33.8 49.2 16.9 100.0 13.6 22.7 4.5 40.9 13.6 4.5 - 100.0 - - 28.1 - 65.6 3.1 3.1 -

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 135 43 72 20 43 6 8 2 16 9 2 - 43 3.6 4.0 72 1 - 19 2 48 1 1 - 72 4.5 5.0
100.0 31.9 53.3 14.8 100.0 14.0 18.6 4.7 37.2 20.9 4.7 - 100.0 1.4 - 26.4 2.8 66.7 1.4 1.4 -

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 135 43 72 20 43 6 8 2 16 9 2 - 43 3.6 4.0 72 1 - 19 2 48 1 1 - 72 4.5 5.0
100.0 31.9 53.3 14.8 100.0 14.0 18.6 4.7 37.2 20.9 4.7 - 100.0 1.4 - 26.4 2.8 66.7 1.4 1.4 -

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 17,102 6,024 9,373 1,705 6,024 1,270 616 400 2,098 1,373 268 - 6,024 3.6 4.0 9,373 96 122 2,572 398 5,832 353 - - 9,373 4.4 5.0
100.0 35.2 54.8 10.0 100.0 21.1 10.2 6.6 34.8 22.8 4.5 - 100.0 1.0 1.3 27.4 4.2 62.2 3.8 - -

問７付問③：上限設定の内容を、教えてください（数値も記入）。 調査シリーズNo.202
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新設時期

【フルタイム】
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上
限
を
引
き
下
げ
た

　
無
回
答

全体計 182 52 125 5 52 4 11 4 8 3 10 9 3 182 110 4 7 61
100.0 28.6 68.7 2.7 100.0 7.7 21.2 7.7 15.4 5.8 19.2 17.3 5.8 100.0 60.4 2.2 3.8 33.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 17 7 10 - 7 - - - 3 1 - 2 1 17 9 - 1 7
100.0 41.2 58.8 - 100.0 - - - 42.9 14.3 - 28.6 14.3 100.0 52.9 - 5.9 41.2

製造業 43 13 29 1 13 2 6 - 3 1 1 - - 43 24 2 2 15
100.0 30.2 67.4 2.3 100.0 15.4 46.2 - 23.1 7.7 7.7 - - 100.0 55.8 4.7 4.7 34.9

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - 1 - - - - - 1 - - 2 1 - - 1
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - 100.0 50.0 - - 50.0

情報通信業 8 2 5 1 2 - - 2 - - - - - 8 5 - - 3
100.0 25.0 62.5 12.5 100.0 - - 100.0 - - - - - 100.0 62.5 - - 37.5

運輸業、郵便業 12 1 11 - 1 - - - - - - - 1 12 9 - 2 1
100.0 8.3 91.7 - 100.0 - - - - - - - 100.0 100.0 75.0 - 16.7 8.3

卸売業、小売業 13 3 10 - 3 - 1 1 - - 1 - - 13 10 - - 3
100.0 23.1 76.9 - 100.0 - 33.3 33.3 - - 33.3 - - 100.0 76.9 - - 23.1

金融業、保険業 5 2 3 - 2 - - - 1 - 1 - - 5 3 - - 2
100.0 40.0 60.0 - 100.0 - - - 50.0 - 50.0 - - 100.0 60.0 - - 40.0

不動産業、物品賃貸業 7 1 5 1 1 1 - - - - - - - 7 4 - 1 2
100.0 14.3 71.4 14.3 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 57.1 - 14.3 28.6

学術研究、専門・技術サービス業 5 1 4 - 1 - 1 - - - - - - 5 4 - - 1
100.0 20.0 80.0 - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 80.0 - - 20.0

宿泊業、飲食サービス業 1 - 1 - - - - - - - - - - 1 1 - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - -

生活関連サービス業、娯楽業 7 2 4 1 2 - - - - - - 2 - 7 3 - - 4
100.0 28.6 57.1 14.3 100.0 - - - - - - 100.0 - 100.0 42.9 - - 57.1

教育、学習支援業 22 3 18 1 3 1 - - - - 1 1 - 22 16 - 1 5
100.0 13.6 81.8 4.5 100.0 33.3 - - - - 33.3 33.3 - 100.0 72.7 - 4.5 22.7

医療、福祉 18 5 13 - 5 - 2 - - - 1 2 - 18 11 1 - 6
100.0 27.8 72.2 - 100.0 - 40.0 - - - 20.0 40.0 - 100.0 61.1 5.6 - 33.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 2 - 2 - - - - - - - - - - 2 2 - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 19 10 9 - 10 - - 1 1 1 4 2 1 19 8 1 - 10
100.0 52.6 47.4 - 100.0 - - 10.0 10.0 10.0 40.0 20.0 10.0 100.0 42.1 5.3 - 52.6

その他 1 1 - - 1 - 1 - - - - - - 1 - - - 1
100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 - - - 100.0

サービス業（計） 34 13 20 1 13 - 1 1 1 1 4 4 1 34 18 1 - 15
100.0 38.2 58.8 2.9 100.0 - 7.7 7.7 7.7 7.7 30.8 30.8 7.7 100.0 52.9 2.9 - 44.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 13 1 12 - 1 1 - - - - - - - 13 11 - - 2
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 7.7 92.3 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 84.6 - - 15.4
付問④：「人材派遣会社」や 5 3 2 - 3 - - - - - 1 1 1 5 2 - - 3
「業務請負会社」である 100.0 60.0 40.0 - 100.0 - - - - - 33.3 33.3 33.3 100.0 40.0 - - 60.0
雇用者の規模

29人以下 48 14 32 2 14 1 3 1 3 2 2 2 - 48 28 2 1 17
100.0 29.2 66.7 4.2 100.0 7.1 21.4 7.1 21.4 14.3 14.3 14.3 - 100.0 58.3 4.2 2.1 35.4

30～49人 30 8 22 - 8 - 1 - - 1 4 2 - 30 21 - - 9
100.0 26.7 73.3 - 100.0 - 12.5 - - 12.5 50.0 25.0 - 100.0 70.0 - - 30.0

50～99人 33 8 25 - 8 1 2 - 1 - 2 1 1 33 22 - 2 9
100.0 24.2 75.8 - 100.0 12.5 25.0 - 12.5 - 25.0 12.5 12.5 100.0 66.7 - 6.1 27.3

100～299人 30 7 21 2 7 1 1 2 1 - - 1 1 30 17 2 1 10
100.0 23.3 70.0 6.7 100.0 14.3 14.3 28.6 14.3 - - 14.3 14.3 100.0 56.7 6.7 3.3 33.3

300～499人 19 7 12 - 7 1 1 1 1 - 1 1 1 19 10 - 2 7
100.0 36.8 63.2 - 100.0 14.3 14.3 14.3 14.3 - 14.3 14.3 14.3 100.0 52.6 - 10.5 36.8

500～999人 11 3 7 1 3 - 1 - - - 1 1 - 11 6 - 1 4
100.0 27.3 63.6 9.1 100.0 - 33.3 - - - 33.3 33.3 - 100.0 54.5 - 9.1 36.4

1,000人以上 11 5 6 - 5 - 2 - 2 - - 1 - 11 6 - - 5
100.0 45.5 54.5 - 100.0 - 40.0 - 40.0 - - 20.0 - 100.0 54.5 - - 45.5

300人以上（計） 41 15 25 1 15 1 4 1 3 - 2 3 1 41 22 - 3 16
100.0 36.6 61.0 2.4 100.0 6.7 26.7 6.7 20.0 - 13.3 20.0 6.7 100.0 53.7 - 7.3 39.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 9 3 6 - 3 - 3 - - - - - - 9 4 - 2 3
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 44.4 - 22.2 33.3

東北 10 3 7 - 3 - 1 1 - - 1 - - 10 7 - - 3
100.0 30.0 70.0 - 100.0 - 33.3 33.3 - - 33.3 - - 100.0 70.0 - - 30.0

南関東 44 19 24 1 19 2 4 1 2 2 4 3 1 44 24 - - 20
100.0 43.2 54.5 2.3 100.0 10.5 21.1 5.3 10.5 10.5 21.1 15.8 5.3 100.0 54.5 - - 45.5

北関東・甲信 9 1 8 - 1 - - - - - - 1 - 9 6 - - 3
100.0 11.1 88.9 - 100.0 - - - - - - 100.0 - 100.0 66.7 - - 33.3

北陸 8 2 6 - 2 - 1 - 1 - - - - 8 6 - - 2
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - - 100.0 75.0 - - 25.0

東海 28 3 24 1 3 - - - 1 1 1 - - 28 19 3 2 4
100.0 10.7 85.7 3.6 100.0 - - - 33.3 33.3 33.3 - - 100.0 67.9 10.7 7.1 14.3

近畿 32 7 24 1 7 - 1 - 2 - 1 2 1 32 21 1 1 9
100.0 21.9 75.0 3.1 100.0 - 14.3 - 28.6 - 14.3 28.6 14.3 100.0 65.6 3.1 3.1 28.1

中国 6 2 3 1 2 1 - 1 - - - - - 6 2 - 1 3
100.0 33.3 50.0 16.7 100.0 50.0 - 50.0 - - - - - 100.0 33.3 - 16.7 50.0

四国 4 - 4 - - - - - - - - - - 4 3 - - 1
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 75.0 - - 25.0

九州 32 12 19 1 12 1 1 1 2 - 3 3 1 32 18 - 1 13
100.0 37.5 59.4 3.1 100.0 8.3 8.3 8.3 16.7 - 25.0 25.0 8.3 100.0 56.3 - 3.1 40.6

三大都市圏 92 29 60 3 29 2 5 1 5 3 6 5 2 92 54 4 1 33
100.0 31.5 65.2 3.3 100.0 6.9 17.2 3.4 17.2 10.3 20.7 17.2 6.9 100.0 58.7 4.3 1.1 35.9

それ以外 90 23 65 2 23 2 6 3 3 - 4 4 1 90 56 - 6 28
100.0 25.6 72.2 2.2 100.0 8.7 26.1 13.0 13.0 - 17.4 17.4 4.3 100.0 62.2 - 6.7 31.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 182 52 125 5 52 4 11 4 8 3 10 9 3 182 110 4 7 61
100.0 28.6 68.7 2.7 100.0 7.7 21.2 7.7 15.4 5.8 19.2 17.3 5.8 100.0 60.4 2.2 3.8 33.5

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 182 52 125 5 52 4 11 4 8 3 10 9 3 182 110 4 7 61
100.0 28.6 68.7 2.7 100.0 7.7 21.2 7.7 15.4 5.8 19.2 17.3 5.8 100.0 60.4 2.2 3.8 33.5

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 17,102 4,818 11,717 568 4,818 367 980 462 725 318 849 813 303 17,102 10,264 429 649 5,761
100.0 28.2 68.5 3.3 100.0 7.6 20.3 9.6 15.0 6.6 17.6 16.9 6.3 100.0 60.0 2.5 3.8 33.7

問７付問④：上限はいつからありますか（数値も記入）。 問７付問⑤：無期転換
ルールの施行に伴い、
上限設定の内容を変更
しましたか。

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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新設時期

【パートタイム】

問
7
付
問
②
で
上
限
を

設
け
て
い
る
企
業
等

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行
に
伴
い
、

新
設
し
た

無
期
転
換
ル
ー

ル
に
関
係
な
く
、

以
前
か
ら
あ
る

　
無
回
答

問
7
付
問
④
で
上
限
を
「

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行
に
伴
い
、

新
設
し
た
」

企
業
等

2
0
1
3
／
3
／
3
1
以
前

2
0
1
3
／
4
／
1
以
降

2
0
1
4
／
3
／
3
1
以
前

2
0
1
4
／
4
／
1
以
降

2
0
1
5
／
3
／
3
1
以
前

2
0
1
5
／
4
／
1
以
降

2
0
1
6
／
3
／
3
1
以
前

2
0
1
6
／
4
／
5
以
降

2
0
1
7
／
3
／
3
1
以
前

2
0
1
7
／
4
／
1
以
降

2
0
1
8
／
3
／
3
1
以
前

2
0
1
8
／
4
／
1
以
降

　
無
回
答

問
7
付
問
②
で
上
限
を

設
け
て
い
る
企
業
等

変
更
し
て
い
な
い

上
限
を
引
き
上
げ
た

上
限
を
引
き
下
げ
た

　
無
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全体計 135 48 85 2 48 3 11 3 4 6 10 6 5 135 74 5 3 53
100.0 35.6 63.0 1.5 100.0 6.3 22.9 6.3 8.3 12.5 20.8 12.5 10.4 100.0 54.8 3.7 2.2 39.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 3 - 2 1 - - - - - - - - - 3 1 - 1 1
100.0 - 66.7 33.3 - - - - - - - - - 100.0 33.3 - 33.3 33.3

製造業 19 11 8 - 11 1 4 - 2 2 2 - - 19 6 2 - 11
100.0 57.9 42.1 - 100.0 9.1 36.4 - 18.2 18.2 18.2 - - 100.0 31.6 10.5 - 57.9

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - 1 - - - - 1 - - - 2 1 - - 1
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - - 100.0 50.0 - - 50.0

情報通信業 8 1 6 1 1 - - 1 - - - - - 8 6 - - 2
100.0 12.5 75.0 12.5 100.0 - - 100.0 - - - - - 100.0 75.0 - - 25.0

運輸業、郵便業 10 1 9 - 1 - - - - - - - 1 10 8 - 1 1
100.0 10.0 90.0 - 100.0 - - - - - - - 100.0 100.0 80.0 - 10.0 10.0

卸売業、小売業 13 5 8 - 5 - 1 1 - - 1 1 1 13 8 - - 5
100.0 38.5 61.5 - 100.0 - 20.0 20.0 - - 20.0 20.0 20.0 100.0 61.5 - - 38.5

金融業、保険業 4 3 1 - 3 - - - 1 1 1 - - 4 1 - - 3
100.0 75.0 25.0 - 100.0 - - - 33.3 33.3 33.3 - - 100.0 25.0 - - 75.0

不動産業、物品賃貸業 5 2 3 - 2 1 - - - - - - 1 5 2 - 1 2
100.0 40.0 60.0 - 100.0 50.0 - - - - - - 50.0 100.0 40.0 - 20.0 40.0

学術研究、専門・技術サービス業 3 1 2 - 1 - 1 - - - - - - 3 2 - - 1
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 66.7 - - 33.3

宿泊業、飲食サービス業 2 - 2 - - - - - - - - - - 2 2 - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - -

生活関連サービス業、娯楽業 6 - 6 - - - - - - - - - - 6 5 - - 1
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 83.3 - - 16.7

教育、学習支援業 22 6 16 - 6 1 2 1 - - - 2 - 22 14 1 - 7
100.0 27.3 72.7 - 100.0 16.7 33.3 16.7 - - - 33.3 - 100.0 63.6 4.5 - 31.8

医療、福祉 20 7 13 - 7 - 2 - - 1 2 1 1 20 11 1 - 8
100.0 35.0 65.0 - 100.0 - 28.6 - - 14.3 28.6 14.3 14.3 100.0 55.0 5.0 - 40.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 1 - 1 - - - - - - - - - - 1 1 - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 16 9 7 - 9 - - - 1 1 4 2 1 16 6 1 - 9
100.0 56.3 43.8 - 100.0 - - - 11.1 11.1 44.4 22.2 11.1 100.0 37.5 6.3 - 56.3

その他 1 1 - - 1 - 1 - - - - - - 1 - - - 1
100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 - - - 100.0

サービス業（計） 28 10 18 - 10 - 1 - 1 1 4 2 1 28 16 1 - 11
100.0 35.7 64.3 - 100.0 - 10.0 - 10.0 10.0 40.0 20.0 10.0 100.0 57.1 3.6 - 39.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 15 4 11 - 4 1 1 1 - - - 1 - 15 9 1 - 5
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 26.7 73.3 - 100.0 25.0 25.0 25.0 - - - 25.0 - 100.0 60.0 6.7 - 33.3
付問④：「人材派遣会社」や 5 3 2 - 3 - - - - - 1 1 1 5 2 - - 3
「業務請負会社」である 100.0 60.0 40.0 - 100.0 - - - - - 33.3 33.3 33.3 100.0 40.0 - - 60.0
雇用者の規模

29人以下 37 12 24 1 12 - 3 1 - 2 3 1 2 37 22 2 - 13
100.0 32.4 64.9 2.7 100.0 - 25.0 8.3 - 16.7 25.0 8.3 16.7 100.0 59.5 5.4 - 35.1

30～49人 17 5 12 - 5 - 1 - - 2 2 - - 17 11 - - 6
100.0 29.4 70.6 - 100.0 - 20.0 - - 40.0 40.0 - - 100.0 64.7 - - 35.3

50～99人 25 9 16 - 9 1 1 1 1 - 2 1 2 25 14 - 1 10
100.0 36.0 64.0 - 100.0 11.1 11.1 11.1 11.1 - 22.2 11.1 22.2 100.0 56.0 - 4.0 40.0

100～299人 23 8 15 - 8 1 3 1 - 1 - 1 1 23 12 2 - 9
100.0 34.8 65.2 - 100.0 12.5 37.5 12.5 - 12.5 - 12.5 12.5 100.0 52.2 8.7 - 39.1

300～499人 13 6 7 - 6 1 1 - 1 1 2 - - 13 5 1 1 6
100.0 46.2 53.8 - 100.0 16.7 16.7 - 16.7 16.7 33.3 - - 100.0 38.5 7.7 7.7 46.2

500～999人 11 4 6 1 4 - 1 - - - 1 2 - 11 5 - 1 5
100.0 36.4 54.5 9.1 100.0 - 25.0 - - - 25.0 50.0 - 100.0 45.5 - 9.1 45.5

1,000人以上 9 4 5 - 4 - 1 - 2 - - 1 - 9 5 - - 4
100.0 44.4 55.6 - 100.0 - 25.0 - 50.0 - - 25.0 - 100.0 55.6 - - 44.4

300人以上（計） 33 14 18 1 14 1 3 - 3 1 3 3 - 33 15 1 2 15
100.0 42.4 54.5 3.0 100.0 7.1 21.4 - 21.4 7.1 21.4 21.4 - 100.0 45.5 3.0 6.1 45.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 9 3 6 - 3 - 3 - - - - - - 9 4 - 2 3
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 44.4 - 22.2 33.3

東北 8 3 5 - 3 - - 1 - - 1 - 1 8 4 - - 4
100.0 37.5 62.5 - 100.0 - - 33.3 - - 33.3 - 33.3 100.0 50.0 - - 50.0

南関東 39 21 17 1 21 2 6 1 2 2 6 1 1 39 17 - - 22
100.0 53.8 43.6 2.6 100.0 9.5 28.6 4.8 9.5 9.5 28.6 4.8 4.8 100.0 43.6 - - 56.4

北関東・甲信 7 2 5 - 2 - - - - 1 - 1 - 7 3 - - 4
100.0 28.6 71.4 - 100.0 - - - - 50.0 - 50.0 - 100.0 42.9 - - 57.1

北陸 6 3 3 - 3 - 1 - - - - 2 - 6 3 - - 3
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - 33.3 - - - - 66.7 - 100.0 50.0 - - 50.0

東海 20 5 15 - 5 - - 1 1 1 1 - 1 20 12 3 - 5
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - - 20.0 20.0 20.0 20.0 - 20.0 100.0 60.0 15.0 - 25.0

近畿 18 6 12 - 6 - 1 - - 1 1 2 1 18 11 1 - 6
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - 16.7 - - 16.7 16.7 33.3 16.7 100.0 61.1 5.6 - 33.3

中国 6 1 5 - 1 1 - - - - - - - 6 5 - - 1
100.0 16.7 83.3 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 83.3 - - 16.7

四国 2 - 2 - - - - - - - - - - 2 2 - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - -

九州 20 4 15 1 4 - - - 1 1 1 - 1 20 13 1 1 5
100.0 20.0 75.0 5.0 100.0 - - - 25.0 25.0 25.0 - 25.0 100.0 65.0 5.0 5.0 25.0

三大都市圏 70 32 37 1 32 2 7 2 3 4 8 3 3 70 33 4 - 33
100.0 45.7 52.9 1.4 100.0 6.3 21.9 6.3 9.4 12.5 25.0 9.4 9.4 100.0 47.1 5.7 - 47.1

それ以外 65 16 48 1 16 1 4 1 1 2 2 3 2 65 41 1 3 20
100.0 24.6 73.8 1.5 100.0 6.3 25.0 6.3 6.3 12.5 12.5 18.8 12.5 100.0 63.1 1.5 4.6 30.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 135 48 85 2 48 3 11 3 4 6 10 6 5 135 74 5 3 53
100.0 35.6 63.0 1.5 100.0 6.3 22.9 6.3 8.3 12.5 20.8 12.5 10.4 100.0 54.8 3.7 2.2 39.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 135 48 85 2 48 3 11 3 4 6 10 6 5 135 74 5 3 53
100.0 35.6 63.0 1.5 100.0 6.3 22.9 6.3 8.3 12.5 20.8 12.5 10.4 100.0 54.8 3.7 2.2 39.3

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 12,676 4,271 8,121 284 4,271 245 930 354 306 477 925 478 556 12,676 7,104 463 291 4,817
100.0 33.7 64.1 2.2 100.0 5.7 21.8 8.3 7.2 11.2 21.7 11.2 13.0 100.0 56.0 3.7 2.3 38.0

問７付問④：上限はいつからありますか（数値も記入）。 問７付問⑤：無期転換
ルールの施行に伴い、
上限設定の内容を変更
しましたか。
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【フルタイム】

フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
を
雇
用
し
て
い
る
企
業
等

契
約
期
間
を
通
算
し
て
５
年
（

あ
る
い
は
、

そ
れ
よ
り
短
い
期
間
）

を
超
え
る
こ
と

の
み
を
要
件
と
し
て
、

有
期
労
働
契
約
時

と
同
じ
働
き
方
の
ま
ま
、

無
期
転
換

で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る
（

※
）

上
記
（

※
）

に
加
え
て
、

他
の
内
容
で
も

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る

（

上
記
も
あ
る
が
、

従
前
か
ら
の
正
社
員

転
換
な
ど
他
の
機
会
も
あ
る
）

上
記
（

※
）

は
無
い
が
、

他
の
内
容
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る

（

上
記
は
無
い
が
、

従
前
か
ら
の
正
社
員

転
換
な
ど
他
の
機
会
な
ら
あ
る
）

無
期
転
換
で
き
る
機
会
は
一
切
、

設
け
て
い
な
い
が
、

今
後
、

何
ら
か
の

形
で
設
け
る
予
定
が
あ
る

無
期
転
換
で
き
る
機
会
は
一
切
、

設
け
て

お
ら
ず
、

今
後
、

設
け
る
予
定
も
な
い

無
期
転
換
で
き
る
機
会
は
一
切
、

設
け
て
お
ら
ず
、

今
後
の
対
応
方
針
は
未
定

　
無
回
答

全体計 1,529 669 308 200 102 41 170 39
100.0 43.8 20.1 13.1 6.7 2.7 11.1 2.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - - - - 1 -
100.0 50.0 - - - - 50.0 -

建設業 91 38 11 13 9 4 13 3
100.0 41.8 12.1 14.3 9.9 4.4 14.3 3.3

製造業 278 107 63 35 25 6 32 10
100.0 38.5 22.7 12.6 9.0 2.2 11.5 3.6

電気・ガス・熱供給・水道業 7 1 2 - - 1 3 -
100.0 14.3 28.6 - - 14.3 42.9 -

情報通信業 55 26 9 10 6 1 2 1
100.0 47.3 16.4 18.2 10.9 1.8 3.6 1.8

運輸業、郵便業 75 38 11 4 4 3 10 5
100.0 50.7 14.7 5.3 5.3 4.0 13.3 6.7

卸売業、小売業 177 74 33 21 18 5 23 3
100.0 41.8 18.6 11.9 10.2 2.8 13.0 1.7

金融業、保険業 33 16 5 6 2 2 2 -
100.0 48.5 15.2 18.2 6.1 6.1 6.1 -

不動産業、物品賃貸業 35 12 7 6 1 1 7 1
100.0 34.3 20.0 17.1 2.9 2.9 20.0 2.9

学術研究、専門・技術サービス業 38 17 12 4 2 - 3 -
100.0 44.7 31.6 10.5 5.3 - 7.9 -

宿泊業、飲食サービス業 36 15 5 7 1 1 6 1
100.0 41.7 13.9 19.4 2.8 2.8 16.7 2.8

生活関連サービス業、娯楽業 43 17 5 7 4 2 7 1
100.0 39.5 11.6 16.3 9.3 4.7 16.3 2.3

教育、学習支援業 91 50 17 10 3 1 8 2
100.0 54.9 18.7 11.0 3.3 1.1 8.8 2.2

医療、福祉 411 186 91 57 19 8 39 11
100.0 45.3 22.1 13.9 4.6 1.9 9.5 2.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 27 14 7 1 1 1 3 -
100.0 51.9 25.9 3.7 3.7 3.7 11.1 -

サービス業（他に分類されないもの） 125 54 29 19 6 5 11 1
100.0 43.2 23.2 15.2 4.8 4.0 8.8 0.8

その他 5 3 1 - 1 - - -
100.0 60.0 20.0 - 20.0 - - -

サービス業（計） 269 117 58 38 14 9 30 3
100.0 43.5 21.6 14.1 5.2 3.3 11.2 1.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 24 16 4 1 - 1 2 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 66.7 16.7 4.2 - 4.2 8.3 -
付問④：「人材派遣会社」や 58 26 19 6 1 2 3 1
「業務請負会社」である 100.0 44.8 32.8 10.3 1.7 3.4 5.2 1.7
雇用者の規模

29人以下 482 203 76 57 36 12 81 17
100.0 42.1 15.8 11.8 7.5 2.5 16.8 3.5

30～49人 262 115 38 36 25 7 38 3
100.0 43.9 14.5 13.7 9.5 2.7 14.5 1.1

50～99人 292 107 73 51 18 5 28 10
100.0 36.6 25.0 17.5 6.2 1.7 9.6 3.4

100～299人 289 142 59 38 19 12 15 4
100.0 49.1 20.4 13.1 6.6 4.2 5.2 1.4

300～499人 90 45 27 8 2 3 3 2
100.0 50.0 30.0 8.9 2.2 3.3 3.3 2.2

500～999人 59 29 20 5 2 - 3 -
100.0 49.2 33.9 8.5 3.4 - 5.1 -

1,000人以上 55 28 15 5 - 2 2 3
100.0 50.9 27.3 9.1 - 3.6 3.6 5.5

300人以上（計） 204 102 62 18 4 5 8 5
100.0 50.0 30.4 8.8 2.0 2.5 3.9 2.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 104 51 11 20 6 1 12 3
100.0 49.0 10.6 19.2 5.8 1.0 11.5 2.9

東北 140 71 20 18 10 3 18 -
100.0 50.7 14.3 12.9 7.1 2.1 12.9 -

南関東 320 138 72 46 16 7 33 8
100.0 43.1 22.5 14.4 5.0 2.2 10.3 2.5

北関東・甲信 107 47 13 14 13 3 14 3
100.0 43.9 12.1 13.1 12.1 2.8 13.1 2.8

北陸 84 32 16 11 7 2 11 5
100.0 38.1 19.0 13.1 8.3 2.4 13.1 6.0

東海 187 76 44 24 14 5 21 3
100.0 40.6 23.5 12.8 7.5 2.7 11.2 1.6

近畿 244 97 63 28 15 6 28 7
100.0 39.8 25.8 11.5 6.1 2.5 11.5 2.9

中国 88 40 15 7 4 4 14 4
100.0 45.5 17.0 8.0 4.5 4.5 15.9 4.5

四国 42 18 11 4 3 1 3 2
100.0 42.9 26.2 9.5 7.1 2.4 7.1 4.8

九州 213 99 43 28 14 9 16 4
100.0 46.5 20.2 13.1 6.6 4.2 7.5 1.9

三大都市圏 679 278 159 94 40 17 74 17
100.0 40.9 23.4 13.8 5.9 2.5 10.9 2.5

それ以外 850 391 149 106 62 24 96 22
100.0 46.0 17.5 12.5 7.3 2.8 11.3 2.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,529 669 308 200 102 41 170 39
100.0 43.8 20.1 13.1 6.7 2.7 11.1 2.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,529 669 308 200 102 41 170 39
100.0 43.8 20.1 13.1 6.7 2.7 11.1 2.6

雇用していない - - - - - - - -
- - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 145,689 62,750 28,259 19,413 10,297 3,938 17,216 3,817
100.0 43.1 19.4 13.3 7.1 2.7 11.8 2.6

問８：無期転換ルールに対応するため、貴社では、有期労働契約から無期労働契約（正社員を含む）へ
移行（無期転換）できる機会を設けていますか（１～６の中からそれぞれ１つに〇）。

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－148－

【パートタイム】

パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
を
雇
用
し
て
い
る
企
業
等

契
約
期
間
を
通
算
し
て
５
年
（

あ
る
い
は
、

そ
れ
よ
り
短
い
期
間
）

を
超
え
る
こ
と

の
み
を
要
件
と
し
て
、

有
期
労
働
契
約
時

と
同
じ
働
き
方
の
ま
ま
、

無
期
転
換

で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る
（

※
）

上
記
（

※
）

に
加
え
て
、

他
の
内
容
で
も

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る

（

上
記
も
あ
る
が
、

従
前
か
ら
の
正
社
員

転
換
な
ど
他
の
機
会
も
あ
る
）

上
記
（

※
）

は
無
い
が
、

他
の
内
容
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る

（

上
記
は
無
い
が
、

従
前
か
ら
の
正
社
員

転
換
な
ど
他
の
機
会
な
ら
あ
る
）

無
期
転
換
で
き
る
機
会
は
一
切
、

設
け
て
い
な
い
が
、

今
後
、

何
ら
か
の

形
で
設
け
る
予
定
が
あ
る

無
期
転
換
で
き
る
機
会
は
一
切
、

設
け
て

お
ら
ず
、

今
後
、

設
け
る
予
定
も
な
い

無
期
転
換
で
き
る
機
会
は
一
切
、

設
け
て
お
ら
ず
、

今
後
の
対
応
方
針
は
未
定

　
無
回
答

全体計 1,586 771 209 187 118 49 213 39
100.0 48.6 13.2 11.8 7.4 3.1 13.4 2.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - - - - 1 -
100.0 50.0 - - - - 50.0 -

建設業 69 31 4 7 5 5 16 1
100.0 44.9 5.8 10.1 7.2 7.2 23.2 1.4

製造業 262 135 37 27 20 7 28 8
100.0 51.5 14.1 10.3 7.6 2.7 10.7 3.1

電気・ガス・熱供給・水道業 5 2 1 - - 2 - -
100.0 40.0 20.0 - - 40.0 - -

情報通信業 38 23 1 5 3 2 3 1
100.0 60.5 2.6 13.2 7.9 5.3 7.9 2.6

運輸業、郵便業 71 37 5 6 5 4 11 3
100.0 52.1 7.0 8.5 7.0 5.6 15.5 4.2

卸売業、小売業 222 95 30 22 25 6 38 6
100.0 42.8 13.5 9.9 11.3 2.7 17.1 2.7

金融業、保険業 26 15 4 3 2 - 2 -
100.0 57.7 15.4 11.5 7.7 - 7.7 -

不動産業、物品賃貸業 35 18 3 4 2 1 6 1
100.0 51.4 8.6 11.4 5.7 2.9 17.1 2.9

学術研究、専門・技術サービス業 35 17 5 3 3 1 4 2
100.0 48.6 14.3 8.6 8.6 2.9 11.4 5.7

宿泊業、飲食サービス業 46 19 4 8 1 2 11 1
100.0 41.3 8.7 17.4 2.2 4.3 23.9 2.2

生活関連サービス業、娯楽業 46 20 4 7 5 1 8 1
100.0 43.5 8.7 15.2 10.9 2.2 17.4 2.2

教育、学習支援業 112 64 8 13 6 1 16 4
100.0 57.1 7.1 11.6 5.4 0.9 14.3 3.6

医療、福祉 471 222 77 64 34 10 53 11
100.0 47.1 16.3 13.6 7.2 2.1 11.3 2.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 13 4 1 - 1 3 -
100.0 59.1 18.2 4.5 - 4.5 13.6 -

サービス業（他に分類されないもの） 120 55 22 17 7 6 13 -
100.0 45.8 18.3 14.2 5.8 5.0 10.8 -

その他 4 4 - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - -

サービス業（計） 269 124 39 36 16 11 39 4
100.0 46.1 14.5 13.4 5.9 4.1 14.5 1.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 18 4 - - 2 2 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 69.2 15.4 - - 7.7 7.7 -
付問④：「人材派遣会社」や 58 26 13 7 2 4 6 -
「業務請負会社」である 100.0 44.8 22.4 12.1 3.4 6.9 10.3 -
雇用者の規模

29人以下 528 228 50 59 49 18 106 18
100.0 43.2 9.5 11.2 9.3 3.4 20.1 3.4

30～49人 278 131 21 36 24 10 49 7
100.0 47.1 7.6 12.9 8.6 3.6 17.6 2.5

50～99人 289 133 48 44 21 6 31 6
100.0 46.0 16.6 15.2 7.3 2.1 10.7 2.1

100～299人 296 156 50 34 20 11 19 6
100.0 52.7 16.9 11.5 6.8 3.7 6.4 2.0

300～499人 83 52 17 7 2 1 4 -
100.0 62.7 20.5 8.4 2.4 1.2 4.8 -

500～999人 60 37 15 3 2 - 2 1
100.0 61.7 25.0 5.0 3.3 - 3.3 1.7

1,000人以上 52 34 8 4 - 3 2 1
100.0 65.4 15.4 7.7 - 5.8 3.8 1.9

300人以上（計） 195 123 40 14 4 4 8 2
100.0 63.1 20.5 7.2 2.1 2.1 4.1 1.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 92 47 6 12 8 2 14 3
100.0 51.1 6.5 13.0 8.7 2.2 15.2 3.3

東北 132 70 15 20 7 2 18 -
100.0 53.0 11.4 15.2 5.3 1.5 13.6 -

南関東 351 173 41 43 26 13 47 8
100.0 49.3 11.7 12.3 7.4 3.7 13.4 2.3

北関東・甲信 116 54 9 18 9 3 19 4
100.0 46.6 7.8 15.5 7.8 2.6 16.4 3.4

北陸 93 43 10 10 7 4 15 4
100.0 46.2 10.8 10.8 7.5 4.3 16.1 4.3

東海 202 94 29 27 17 5 27 3
100.0 46.5 14.4 13.4 8.4 2.5 13.4 1.5

近畿 245 112 46 21 20 6 32 8
100.0 45.7 18.8 8.6 8.2 2.4 13.1 3.3

中国 98 52 12 4 7 4 16 3
100.0 53.1 12.2 4.1 7.1 4.1 16.3 3.1

四国 48 25 10 4 3 1 3 2
100.0 52.1 20.8 8.3 6.3 2.1 6.3 4.2

九州 209 101 31 28 14 9 22 4
100.0 48.3 14.8 13.4 6.7 4.3 10.5 1.9

三大都市圏 718 341 99 86 56 23 94 19
100.0 47.5 13.8 12.0 7.8 3.2 13.1 2.6

それ以外 868 430 110 101 62 26 119 20
100.0 49.5 12.7 11.6 7.1 3.0 13.7 2.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,586 771 209 187 118 49 213 39
100.0 48.6 13.2 11.8 7.4 3.1 13.4 2.5

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,586 771 209 187 118 49 213 39
100.0 48.6 13.2 11.8 7.4 3.1 13.4 2.5

雇用していない - - - - - - - -
- - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 153,949 72,570 19,498 18,317 12,161 4,885 22,502 4,017
100.0 47.1 12.7 11.9 7.9 3.2 14.6 2.6

問８：無期転換ルールに対応するため、貴社では、有期労働契約から無期労働契約（正社員を含む）へ
移行（無期転換）できる機会を設けていますか（１～６の中からそれぞれ１つに〇）。
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通算勤続年数

【フルタイム】

問
8
で
「

上
記
（

※
）

に
加
え
て
、

他
の
内
容
で
も
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
」

か
「

上
記
（

※
）

は

無
い
が
、

他
の
内
容
で
無
期
転
換
で
き
る

機
会
を
設
け
て
い
る
」

企
業
等

通
算
勤
続
年
数
（

や
契
約
更
新
回
数
）

が
一
定
以
上
に
達
す
る
こ
と

本
人
が
希
望
し
、

上
長
等
に
申
請
書

を
提
出
す
る
（

申
込
み
を
行
う
）

こ
と

無
期
転
換
後
の
働
き
方
や
労
働
条
件

に
同
意
で
き
る
こ
と

上
長
や
職
場
の
推
薦
を
得
る
こ
と

筆
記
試
験
や
適
性
検
査
、

面
接
試
験

等
に
合
格
す
る
こ
と

人
事
評
価
が
一
定
以
上
で
あ
る
こ
と

（

勤
怠
等
の
働
き
ぶ
り
に
問
題
が

な
い
こ
と
）

一
定
の
年
齢
以
下
で
あ
る
こ
と

一
定
の
資
格
や
免
許
、

経
験
等
を

有
し
て
い
る
こ
と

そ
の
他
※

　
無
回
答

問
8
付
問
①
で
「

通
算
勤
続
年
数
が

一
定
以
上
に
達
す
る
こ
と
」

と
い
う

要
件
を
設
け
て
い
る
企
業
等

6
ヶ

月
以
内

6
ヶ

月
超
～

1
年
以
内

1
年
超
～

3
年
以
内

3
年
超
～

4
年
6
ヶ

月
以
内

4
年
6
ヶ

月
超
～

5
年
以
内

5
年
超
～

1
0
年
以
内

1
0
年
超

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

年
）

中
央
値
（

年
）

全体計 508 152 290 197 207 112 241 34 71 6 8 152 18 15 22 1 46 4 - 46 106 3.3 3.0
100.0 29.9 57.1 38.8 40.7 22.0 47.4 6.7 14.0 1.2 1.6 100.0 11.8 9.9 14.5 0.7 30.3 2.6 - 30.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 24 5 13 7 7 2 13 2 6 1 1 5 - - - - 1 1 - 3 2 5.0 5.0
100.0 20.8 54.2 29.2 29.2 8.3 54.2 8.3 25.0 4.2 4.2 100.0 - - - - 20.0 20.0 - 60.0

製造業 98 34 63 43 54 22 51 6 2 2 2 34 2 5 6 - 11 2 - 8 26 3.4 4.0
100.0 34.7 64.3 43.9 55.1 22.4 52.0 6.1 2.0 2.0 2.0 100.0 5.9 14.7 17.6 - 32.4 5.9 - 23.5

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 2 - - - 1 - 1 - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 50.0 100.0 - - - 50.0 - 50.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

情報通信業 19 2 11 8 8 7 10 1 2 - - 2 - - 1 1 - - - - 2 3.5 3.5
100.0 10.5 57.9 42.1 42.1 36.8 52.6 5.3 10.5 - - 100.0 - - 50.0 50.0 - - - -

運輸業、郵便業 15 3 9 4 5 3 9 1 1 - - 3 2 - - - - - - 1 2 0.5 0.5
100.0 20.0 60.0 26.7 33.3 20.0 60.0 6.7 6.7 - - 100.0 66.7 - - - - - - 33.3

卸売業、小売業 54 18 29 21 22 11 28 1 5 1 - 18 2 2 1 - 6 1 - 6 12 3.8 5.0
100.0 33.3 53.7 38.9 40.7 20.4 51.9 1.9 9.3 1.9 - 100.0 11.1 11.1 5.6 - 33.3 5.6 - 33.3

金融業、保険業 11 5 6 1 6 4 5 - - 1 - 5 1 - 3 - - - - 1 4 2.4 3.0
100.0 45.5 54.5 9.1 54.5 36.4 45.5 - - 9.1 - 100.0 20.0 - 60.0 - - - - 20.0

不動産業、物品賃貸業 13 3 5 3 4 2 7 - 1 - 2 3 - - - - 2 - - 1 2 5.0 5.0
100.0 23.1 38.5 23.1 30.8 15.4 53.8 - 7.7 - 15.4 100.0 - - - - 66.7 - - 33.3

学術研究、専門・技術サービス業 16 5 10 7 5 3 8 1 4 - 1 5 - - 1 - 1 - - 3 2 3.0 3.0
100.0 31.3 62.5 43.8 31.3 18.8 50.0 6.3 25.0 - 6.3 100.0 - - 20.0 - 20.0 - - 60.0

宿泊業、飲食サービス業 12 3 8 3 6 6 5 2 - - - 3 2 - - - - - - 1 2 0.5 0.5
100.0 25.0 66.7 25.0 50.0 50.0 41.7 16.7 - - - 100.0 66.7 - - - - - - 33.3

生活関連サービス業、娯楽業 12 5 7 3 6 3 5 2 - 1 - 5 - - 3 - 1 - - 1 4 3.0 2.5
100.0 41.7 58.3 25.0 50.0 25.0 41.7 16.7 - 8.3 - 100.0 - - 60.0 - 20.0 - - 20.0

教育、学習支援業 27 6 11 9 8 4 15 2 6 - - 6 - - - - 4 - - 2 4 5.0 5.0
100.0 22.2 40.7 33.3 29.6 14.8 55.6 7.4 22.2 - - 100.0 - - - - 66.7 - - 33.3

医療、福祉 148 36 88 65 54 33 61 10 38 - 2 36 7 6 3 - 9 - - 11 25 2.5 1.0
100.0 24.3 59.5 43.9 36.5 22.3 41.2 6.8 25.7 - 1.4 100.0 19.4 16.7 8.3 - 25.0 - - 30.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 8 5 6 2 3 4 3 - - - - 5 - - - - 4 - - 1 4 5.0 5.0
100.0 62.5 75.0 25.0 37.5 50.0 37.5 - - - - 100.0 - - - - 80.0 - - 20.0

サービス業（他に分類されないもの） 48 20 22 21 18 8 20 6 5 - - 20 2 2 4 - 5 - - 7 13 3.1 3.0
100.0 41.7 45.8 43.8 37.5 16.7 41.7 12.5 10.4 - - 100.0 10.0 10.0 20.0 - 25.0 - - 35.0

その他 1 1 - - 1 - - - - - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 100.0 - - 100.0 - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

サービス業（計） 96 38 53 36 38 24 41 11 9 1 1 38 4 2 8 - 11 - - 13 25 3.2 3.0
100.0 39.6 55.2 37.5 39.6 25.0 42.7 11.5 9.4 1.0 1.0 100.0 10.5 5.3 21.1 - 28.9 - - 34.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 5 1 2 - 1 2 5 1 - - - 1 - - - - - - - 1 - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 20.0 40.0 - 20.0 40.0 100.0 20.0 - - - 100.0 - - - - - - - 100.0
付問④：「人材派遣会社」や 25 12 12 13 7 5 10 5 3 - - 12 1 1 4 - 3 - - 3 9 3.2 3.0
「業務請負会社」である 100.0 48.0 48.0 52.0 28.0 20.0 40.0 20.0 12.0 - - 100.0 8.3 8.3 33.3 - 25.0 - - 25.0
雇用者の規模

29人以下 133 29 61 55 32 19 67 5 21 1 3 29 7 4 4 - 2 3 - 9 20 2.4 1.0
100.0 21.8 45.9 41.4 24.1 14.3 50.4 3.8 15.8 0.8 2.3 100.0 24.1 13.8 13.8 - 6.9 10.3 - 31.0

30～49人 74 25 37 26 32 18 35 3 15 1 2 25 3 2 3 - 9 - - 8 17 3.4 5.0
100.0 33.8 50.0 35.1 43.2 24.3 47.3 4.1 20.3 1.4 2.7 100.0 12.0 8.0 12.0 - 36.0 - - 32.0

50～99人 124 29 70 47 53 19 57 5 18 - 1 29 5 4 3 - 8 - - 9 20 2.7 2.5
100.0 23.4 56.5 37.9 42.7 15.3 46.0 4.0 14.5 - 0.8 100.0 17.2 13.8 10.3 - 27.6 - - 31.0

100～299人 97 32 63 36 55 23 43 10 13 3 1 32 2 3 5 1 15 - - 6 26 3.7 5.0
100.0 33.0 64.9 37.1 56.7 23.7 44.3 10.3 13.4 3.1 1.0 100.0 6.3 9.4 15.6 3.1 46.9 - - 18.8

300～499人 35 17 25 14 15 13 16 2 1 - - 17 1 - 3 - 5 1 - 7 10 3.9 5.0
100.0 48.6 71.4 40.0 42.9 37.1 45.7 5.7 2.9 - - 100.0 5.9 - 17.6 - 29.4 5.9 - 41.2

500～999人 25 9 18 9 10 7 11 6 1 1 1 9 - 1 2 - 3 - - 3 6 3.7 4.0
100.0 36.0 72.0 36.0 40.0 28.0 44.0 24.0 4.0 4.0 4.0 100.0 - 11.1 22.2 - 33.3 - - 33.3

1,000人以上 20 11 16 10 10 13 12 3 2 - - 11 - 1 2 - 4 - - 4 7 3.7 4.9
100.0 55.0 80.0 50.0 50.0 65.0 60.0 15.0 10.0 - - 100.0 - 9.1 18.2 - 36.4 - - 36.4

300人以上（計） 80 37 59 33 35 33 39 11 4 1 1 37 1 2 7 - 12 1 - 14 23 3.8 5.0
100.0 46.3 73.8 41.3 43.8 41.3 48.8 13.8 5.0 1.3 1.3 100.0 2.7 5.4 18.9 - 32.4 2.7 - 37.8

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 31 2 14 12 11 3 17 4 9 1 - 2 - - - - - - - 2 - - -
100.0 6.5 45.2 38.7 35.5 9.7 54.8 12.9 29.0 3.2 - 100.0 - - - - - - - 100.0

東北 38 8 24 15 14 10 18 2 5 1 - 8 2 1 2 - 2 - - 1 7 2.6 3.0
100.0 21.1 63.2 39.5 36.8 26.3 47.4 5.3 13.2 2.6 - 100.0 25.0 12.5 25.0 - 25.0 - - 12.5

南関東 118 45 71 48 51 27 59 9 14 1 2 45 4 5 5 1 12 1 - 17 28 3.3 3.5
100.0 38.1 60.2 40.7 43.2 22.9 50.0 7.6 11.9 0.8 1.7 100.0 8.9 11.1 11.1 2.2 26.7 2.2 - 37.8

北関東・甲信 27 7 15 13 9 5 13 1 3 - - 7 1 2 1 - 2 1 - - 7 3.6 3.0
100.0 25.9 55.6 48.1 33.3 18.5 48.1 3.7 11.1 - - 100.0 14.3 28.6 14.3 - 28.6 14.3 - -

北陸 27 7 17 14 13 8 12 5 6 1 - 7 - - 2 - 2 1 - 2 5 4.2 5.0
100.0 25.9 63.0 51.9 48.1 29.6 44.4 18.5 22.2 3.7 - 100.0 - - 28.6 - 28.6 14.3 - 28.6

東海 68 23 40 22 31 14 32 1 3 1 4 23 3 3 5 - 5 1 - 6 17 2.8 3.0
100.0 33.8 58.8 32.4 45.6 20.6 47.1 1.5 4.4 1.5 5.9 100.0 13.0 13.0 21.7 - 21.7 4.3 - 26.1

近畿 91 27 50 30 41 19 42 6 12 1 - 27 6 2 5 - 10 - - 4 23 2.9 3.0
100.0 29.7 54.9 33.0 45.1 20.9 46.2 6.6 13.2 1.1 - 100.0 22.2 7.4 18.5 - 37.0 - - 14.8

中国 22 4 11 7 11 5 9 1 2 - 1 4 - - - - - - - 4 - - -
100.0 18.2 50.0 31.8 50.0 22.7 40.9 4.5 9.1 - 4.5 100.0 - - - - - - - 100.0

四国 15 7 7 7 5 4 7 2 2 - - 7 - 1 - - 2 - - 4 3 3.7 5.0
100.0 46.7 46.7 46.7 33.3 26.7 46.7 13.3 13.3 - - 100.0 - 14.3 - - 28.6 - - 57.1

九州 71 22 41 29 21 17 32 3 15 - 1 22 2 1 2 - 11 - - 6 16 3.9 5.0
100.0 31.0 57.7 40.8 29.6 23.9 45.1 4.2 21.1 - 1.4 100.0 9.1 4.5 9.1 - 50.0 - - 27.3

三大都市圏 253 90 148 93 114 56 126 14 29 3 5 90 13 10 14 1 24 2 - 26 64 2.9 3.0
100.0 35.6 58.5 36.8 45.1 22.1 49.8 5.5 11.5 1.2 2.0 100.0 14.4 11.1 15.6 1.1 26.7 2.2 - 28.9

それ以外 255 62 142 104 93 56 115 20 42 3 3 62 5 5 8 - 22 2 - 20 42 3.7 5.0
100.0 24.3 55.7 40.8 36.5 22.0 45.1 7.8 16.5 1.2 1.2 100.0 8.1 8.1 12.9 - 35.5 3.2 - 32.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 508 152 290 197 207 112 241 34 71 6 8 152 18 15 22 1 46 4 - 46 106 3.3 3.0
100.0 29.9 57.1 38.8 40.7 22.0 47.4 6.7 14.0 1.2 1.6 100.0 11.8 9.9 14.5 0.7 30.3 2.6 - 30.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 508 152 290 197 207 112 241 34 71 6 8 152 18 15 22 1 46 4 - 46 106 3.3 3.0
100.0 29.9 57.1 38.8 40.7 22.0 47.4 6.7 14.0 1.2 1.6 100.0 11.8 9.9 14.5 0.7 30.3 2.6 - 30.3

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 47,671 14,034 26,718 18,572 19,285 10,131 22,717 3,182 6,039 619 787 14,034 1,848 1,369 1,988 119 3,966 475 - 4,270 9,765 3.2 3.0
100.0 29.4 56.0 39.0 40.5 21.3 47.7 6.7 12.7 1.3 1.7 100.0 13.2 9.8 14.2 0.8 28.3 3.4 - 30.4

※「その他」については、「仕事の内容が他の有期雇用労働者に比べ著しく優秀である」「一定水準の生産性があること」等の自由記述があった。

問８付問①：無期転換に当たっては、どのような要件を設けていますか（該当すべてに○・数値も記入）。調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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通算勤続年数

【パートタイム】

問
8
で
「

上
記
（

※
）

に
加
え
て
、

他
の
内
容
で
も
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
」

か
「

上
記
（

※
）

は

無
い
が
、

他
の
内
容
で
無
期
転
換
で
き
る

機
会
を
設
け
て
い
る
」

企
業
等

通
算
勤
続
年
数
（

や
契
約
更
新
回
数
）

が
一
定
以
上
に
達
す
る
こ
と

本
人
が
希
望
し
、

上
長
等
に
申
請
書

を
提
出
す
る
（

申
込
み
を
行
う
）

こ
と

無
期
転
換
後
の
働
き
方
や
労
働
条
件

に
同
意
で
き
る
こ
と

上
長
や
職
場
の
推
薦
を
得
る
こ
と

筆
記
試
験
や
適
性
検
査
、

面
接
試
験

等
に
合
格
す
る
こ
と

人
事
評
価
が
一
定
以
上
で
あ
る
こ
と

（

勤
怠
等
の
働
き
ぶ
り
に
問
題
が

な
い
こ
と
）

一
定
の
年
齢
以
下
で
あ
る
こ
と

一
定
の
資
格
や
免
許
、

経
験
等
を

有
し
て
い
る
こ
と

そ
の
他
※

　
無
回
答

問
8
付
問
①
で
「

通
算
勤
続
年
数
が

一
定
以
上
に
達
す
る
こ
と
」

と
い
う

要
件
を
設
け
て
い
る
企
業
等

6
ヶ

月
以
内

6
ヶ

月
超
～

1
年
以
内

1
年
超
～

3
年
以
内

3
年
超
～

4
年
6
ヶ

月
以
内

4
年
6
ヶ

月
超
～

5
年
以
内

5
年
超
～

1
0
年
以
内

1
0
年
超

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

年
）

中
央
値
（

年
）

全体計 396 88 252 166 169 75 176 25 52 4 10 88 13 10 9 - 37 2 - 17 71 3.4 5.0
100.0 22.2 63.6 41.9 42.7 18.9 44.4 6.3 13.1 1.0 2.5 100.0 14.8 11.4 10.2 - 42.0 2.3 - 19.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 11 3 5 4 3 2 7 1 1 1 - 3 - - - - 1 - - 2 1 5.0 5.0
100.0 27.3 45.5 36.4 27.3 18.2 63.6 9.1 9.1 9.1 - 100.0 - - - - 33.3 - - 66.7

製造業 64 16 39 30 40 13 31 2 2 1 2 16 3 5 2 - 5 - - 1 15 2.5 1.0
100.0 25.0 60.9 46.9 62.5 20.3 48.4 3.1 3.1 1.6 3.1 100.0 18.8 31.3 12.5 - 31.3 - - 6.3

電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 100.0 100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

情報通信業 6 1 4 4 3 2 2 - 1 - - 1 1 - - - - - - - 1 0.1 0.1
100.0 16.7 66.7 66.7 50.0 33.3 33.3 - 16.7 - - 100.0 100.0 - - - - - - -

運輸業、郵便業 11 - 8 2 4 3 7 2 1 - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 72.7 18.2 36.4 27.3 63.6 18.2 9.1 - - - - - - - - - - -

卸売業、小売業 52 15 32 25 24 9 26 2 4 1 1 15 1 1 2 - 8 1 - 2 13 4.3 5.0
100.0 28.8 61.5 48.1 46.2 17.3 50.0 3.8 7.7 1.9 1.9 100.0 6.7 6.7 13.3 - 53.3 6.7 - 13.3

金融業、保険業 7 3 6 - 4 2 3 - - - - 3 - - 2 - - - - 1 2 3.0 3.0
100.0 42.9 85.7 - 57.1 28.6 42.9 - - - - 100.0 - - 66.7 - - - - 33.3

不動産業、物品賃貸業 7 1 6 3 4 - 3 - - - - 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 14.3 85.7 42.9 57.1 - 42.9 - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

学術研究、専門・技術サービス業 8 1 5 3 2 - 4 - 1 - 1 1 - - - - 1 - - - 1 5.0 5.0
100.0 12.5 62.5 37.5 25.0 - 50.0 - 12.5 - 12.5 100.0 - - - - 100.0 - - -

宿泊業、飲食サービス業 12 1 8 1 4 4 4 - - - 1 1 1 - - - - - - - 1 0.5 0.5
100.0 8.3 66.7 8.3 33.3 33.3 33.3 - - - 8.3 100.0 100.0 - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 11 2 5 2 5 2 5 2 - 1 - 2 - - - - 1 - - 1 1 5.0 5.0
100.0 18.2 45.5 18.2 45.5 18.2 45.5 18.2 - 9.1 - 100.0 - - - - 50.0 - - 50.0

教育、学習支援業 21 3 15 10 3 3 8 1 3 - - 3 - - - - 1 1 - 1 2 5.0 5.0
100.0 14.3 71.4 47.6 14.3 14.3 38.1 4.8 14.3 - - 100.0 - - - - 33.3 33.3 - 33.3

医療、福祉 141 27 94 65 58 28 61 10 37 - 3 27 7 4 - - 11 - - 5 22 2.8 3.0
100.0 19.1 66.7 46.1 41.1 19.9 43.3 7.1 26.2 - 2.1 100.0 25.9 14.8 - - 40.7 - - 18.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 5 4 5 1 1 1 2 - - - - 4 - - - - 4 - - - 4 5.0 5.0
100.0 80.0 100.0 20.0 20.0 20.0 40.0 - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 39 10 19 16 14 6 13 5 2 - 2 10 - - 3 - 3 - - 4 6 4.0 4.0
100.0 25.6 48.7 41.0 35.9 15.4 33.3 12.8 5.1 - 5.1 100.0 - - 30.0 - 30.0 - - 40.0

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 75 18 42 23 26 13 28 7 3 1 4 18 1 - 3 - 9 - - 5 13 4.2 5.0
100.0 24.0 56.0 30.7 34.7 17.3 37.3 9.3 4.0 1.3 5.3 100.0 5.6 - 16.7 - 50.0 - - 27.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 4 2 3 1 - 2 3 1 - - - 2 - - - - - 1 - 1 1 5.1 5.1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 50.0 75.0 25.0 - 50.0 75.0 25.0 - - - 100.0 - - - - - 50.0 - 50.0
付問④：「人材派遣会社」や 20 7 10 11 7 5 7 3 1 - 1 7 - - 3 - 2 - - 2 5 3.8 3.0
「業務請負会社」である 100.0 35.0 50.0 55.0 35.0 25.0 35.0 15.0 5.0 - 5.0 100.0 - - 42.9 - 28.6 - - 28.6
雇用者の規模

29人以下 109 19 63 47 34 12 52 3 13 1 2 19 4 3 3 - 5 1 - 3 16 3.0 2.5
100.0 17.4 57.8 43.1 31.2 11.0 47.7 2.8 11.9 0.9 1.8 100.0 21.1 15.8 15.8 - 26.3 5.3 - 15.8

30～49人 57 11 30 27 24 14 22 - 13 1 1 11 3 - - - 6 - - 2 9 3.5 5.0
100.0 19.3 52.6 47.4 42.1 24.6 38.6 - 22.8 1.8 1.8 100.0 27.3 - - - 54.5 - - 18.2

50～99人 92 13 63 37 40 9 42 4 11 - 2 13 2 3 1 - 4 - - 3 10 2.7 2.0
100.0 14.1 68.5 40.2 43.5 9.8 45.7 4.3 12.0 - 2.2 100.0 15.4 23.1 7.7 - 30.8 - - 23.1

100～299人 84 25 56 32 45 19 36 9 11 2 4 25 3 3 2 - 15 1 - 1 24 3.8 5.0
100.0 29.8 66.7 38.1 53.6 22.6 42.9 10.7 13.1 2.4 4.8 100.0 12.0 12.0 8.0 - 60.0 4.0 - 4.0

300～499人 24 11 19 12 12 8 11 2 - - - 11 1 - 3 - 2 - - 5 6 3.2 3.0
100.0 45.8 79.2 50.0 50.0 33.3 45.8 8.3 - - - 100.0 9.1 - 27.3 - 18.2 - - 45.5

500～999人 18 4 13 6 9 6 7 5 2 - 1 4 - - - - 3 - - 1 3 5.0 5.0
100.0 22.2 72.2 33.3 50.0 33.3 38.9 27.8 11.1 - 5.6 100.0 - - - - 75.0 - - 25.0

1,000人以上 12 5 8 5 5 7 6 2 2 - - 5 - 1 - - 2 - - 2 3 3.7 5.0
100.0 41.7 66.7 41.7 41.7 58.3 50.0 16.7 16.7 - - 100.0 - 20.0 - - 40.0 - - 40.0

300人以上（計） 54 20 40 23 26 21 24 9 4 - 1 20 1 1 3 - 7 - - 8 12 3.8 5.0
100.0 37.0 74.1 42.6 48.1 38.9 44.4 16.7 7.4 - 1.9 100.0 5.0 5.0 15.0 - 35.0 - - 40.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 18 - 9 6 10 2 10 3 3 1 - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 50.0 33.3 55.6 11.1 55.6 16.7 16.7 5.6 - - - - - - - - - -

東北 35 7 20 16 13 8 14 2 5 - 1 7 3 - 2 - 2 - - - 7 2.5 3.0
100.0 20.0 57.1 45.7 37.1 22.9 40.0 5.7 14.3 - 2.9 100.0 42.9 - 28.6 - 28.6 - - -

南関東 84 23 64 36 34 13 34 7 8 1 2 23 3 2 2 - 11 - - 5 18 3.5 5.0
100.0 27.4 76.2 42.9 40.5 15.5 40.5 8.3 9.5 1.2 2.4 100.0 13.0 8.7 8.7 - 47.8 - - 21.7

北関東・甲信 27 8 12 12 12 6 15 1 5 - - 8 1 2 1 - 1 2 - 1 7 3.7 3.0
100.0 29.6 44.4 44.4 44.4 22.2 55.6 3.7 18.5 - - 100.0 12.5 25.0 12.5 - 12.5 25.0 - 12.5

北陸 20 4 14 12 7 6 6 3 4 1 - 4 - 1 - - 3 - - - 4 4.0 5.0
100.0 20.0 70.0 60.0 35.0 30.0 30.0 15.0 20.0 5.0 - 100.0 - 25.0 - - 75.0 - - -

東海 56 14 36 24 23 11 25 1 4 1 3 14 2 3 2 - 4 - - 3 11 2.7 3.0
100.0 25.0 64.3 42.9 41.1 19.6 44.6 1.8 7.1 1.8 5.4 100.0 14.3 21.4 14.3 - 28.6 - - 21.4

近畿 67 12 43 22 36 15 35 4 9 - 1 12 2 1 1 - 8 - - - 12 3.8 5.0
100.0 17.9 64.2 32.8 53.7 22.4 52.2 6.0 13.4 - 1.5 100.0 16.7 8.3 8.3 - 66.7 - - -

中国 16 4 10 7 10 5 5 - - - - 4 - - - - 1 - - 3 1 5.0 5.0
100.0 25.0 62.5 43.8 62.5 31.3 31.3 - - - - 100.0 - - - - 25.0 - - 75.0

四国 14 3 7 6 6 2 8 2 2 - 1 3 - - - - 2 - - 1 2 5.0 5.0
100.0 21.4 50.0 42.9 42.9 14.3 57.1 14.3 14.3 - 7.1 100.0 - - - - 66.7 - - 33.3

九州 59 13 37 25 18 7 24 2 12 - 2 13 2 1 1 - 5 - - 4 9 3.3 5.0
100.0 22.0 62.7 42.4 30.5 11.9 40.7 3.4 20.3 - 3.4 100.0 15.4 7.7 7.7 - 38.5 - - 30.8

三大都市圏 185 44 128 74 84 36 83 9 19 2 6 44 7 6 4 - 19 - - 8 36 3.2 5.0
100.0 23.8 69.2 40.0 45.4 19.5 44.9 4.9 10.3 1.1 3.2 100.0 15.9 13.6 9.1 - 43.2 - - 18.2

それ以外 211 44 124 92 85 39 93 16 33 2 4 44 6 4 5 - 18 2 - 9 35 3.6 5.0
100.0 20.9 58.8 43.6 40.3 18.5 44.1 7.6 15.6 0.9 1.9 100.0 13.6 9.1 11.4 - 40.9 4.5 - 20.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 396 88 252 166 169 75 176 25 52 4 10 88 13 10 9 - 37 2 - 17 71 3.4 5.0
100.0 22.2 63.6 41.9 42.7 18.9 44.4 6.3 13.1 1.0 2.5 100.0 14.8 11.4 10.2 - 42.0 2.3 - 19.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 396 88 252 166 169 75 176 25 52 4 10 88 13 10 9 - 37 2 - 17 71 3.4 5.0
100.0 22.2 63.6 41.9 42.7 18.9 44.4 6.3 13.1 1.0 2.5 100.0 14.8 11.4 10.2 - 42.0 2.3 - 19.3

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 37,815 7,929 23,509 15,528 16,034 6,736 16,774 2,209 4,248 482 1,072 7,929 1,187 918 864 - 3,365 221 - 1,373 6,556 3.4 5.0
100.0 21.0 62.2 41.1 42.4 17.8 44.4 5.8 11.2 1.3 2.8 100.0 15.0 11.6 10.9 - 42.4 2.8 - 17.3

問８付問①：無期転換に当たっては、どのような要件を設けていますか（該当すべてに○・数値も記入）。

【フルタイム】
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無
回
答

全体計 34 - 1 - - - 2 6 14 11 23 58.3 60.0 197 139 124 97 112 64 33 60 42 5 5
100.0 - 2.9 - - - 5.9 17.6 41.2 32.4 100.0 70.6 62.9 49.2 56.9 32.5 16.8 30.5 21.3 2.5 2.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 2 - - - - - - - 2 - 2 65.0 65.0 7 5 5 2 4 1 2 - 1 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 71.4 71.4 28.6 57.1 14.3 28.6 - 14.3 14.3 -

製造業 6 - 1 - - - - 1 2 2 4 52.3 59.5 43 30 27 15 27 11 8 9 16 3 1
100.0 - 16.7 - - - - 16.7 33.3 33.3 100.0 69.8 62.8 34.9 62.8 25.6 18.6 20.9 37.2 7.0 2.3

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 1 - - - - - - - - 1 - - - 8 4 4 1 5 1 4 2 5 1 -
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 50.0 50.0 12.5 62.5 12.5 50.0 25.0 62.5 12.5 -

運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - 1 - - - 4 3 1 1 2 1 - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 75.0 25.0 25.0 50.0 25.0 - 25.0 - - -

卸売業、小売業 1 - - - - - 1 - - - 1 50.0 50.0 21 13 15 13 13 12 4 11 6 - 1
100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 61.9 71.4 61.9 61.9 57.1 19.0 52.4 28.6 - 4.8

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - 1 1 1 - 1 1 - 1 - - -
- - - - - - - - - - 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - 3 2 2 1 1 - - - 1 - -
- - - - - - - - - - 100.0 66.7 66.7 33.3 33.3 - - - 33.3 - -

学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - 1 - - - 7 5 5 2 4 2 2 2 1 - 1
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 71.4 71.4 28.6 57.1 28.6 28.6 28.6 14.3 - 14.3

宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - - - 1 1 1 60.0 60.0 3 3 3 3 2 1 1 1 - - -
100.0 - - - - - - - 50.0 50.0 100.0 100.0 100.0 100.0 66.7 33.3 33.3 33.3 - - -

生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - - - - 2 - 2 62.0 62.0 3 1 2 2 3 2 1 2 1 - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 33.3 66.7 66.7 100.0 66.7 33.3 66.7 33.3 - -

教育、学習支援業 2 - - - - - - - 1 1 1 65.0 65.0 9 8 7 7 3 1 - 2 1 - -
100.0 - - - - - - - 50.0 50.0 100.0 88.9 77.8 77.8 33.3 11.1 - 22.2 11.1 - -

医療、福祉 10 - - - - - - 4 3 3 7 57.7 59.0 65 49 40 45 33 22 7 23 7 - 1
100.0 - - - - - - 40.0 30.0 30.0 100.0 75.4 61.5 69.2 50.8 33.8 10.8 35.4 10.8 - 1.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） - - - - - - - - - - - - - 2 2 2 - 2 2 - - 1 - -
- - - - - - - - - - 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - - 50.0 - -

サービス業（他に分類されないもの） 6 - - - - - 1 1 3 1 5 60.0 60.0 21 13 10 5 12 7 4 6 2 - 1
100.0 - - - - - 16.7 16.7 50.0 16.7 100.0 61.9 47.6 23.8 57.1 33.3 19.0 28.6 9.5 - 4.8

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 11 - - - - - 1 1 6 3 8 60.5 60.0 36 24 22 12 23 14 8 11 5 - 2
100.0 - - - - - 9.1 9.1 54.5 27.3 100.0 66.7 61.1 33.3 63.9 38.9 22.2 30.6 13.9 - 5.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 1 - - - - - - - - 1 - - - - - - - - - - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 5 - - - - - 1 1 3 - 5 60.0 60.0 13 8 6 2 8 5 4 3 1 - 1
「業務請負会社」である 100.0 - - - - - 20.0 20.0 60.0 - 100.0 61.5 46.2 15.4 61.5 38.5 30.8 23.1 7.7 - 7.7
雇用者の規模

29人以下 5 - - - - - - - 4 1 4 63.8 62.5 55 41 32 21 24 12 4 15 7 2 1
100.0 - - - - - - - 80.0 20.0 100.0 74.5 58.2 38.2 43.6 21.8 7.3 27.3 12.7 3.6 1.8

30～49人 3 - - - - - - 1 - 2 1 55.0 55.0 26 18 16 14 12 4 2 5 4 - 2
100.0 - - - - - - 33.3 - 66.7 100.0 69.2 61.5 53.8 46.2 15.4 7.7 19.2 15.4 - 7.7

50～99人 5 - - - - - - - 4 1 4 60.0 60.0 47 32 31 32 24 14 4 12 8 1 1
100.0 - - - - - - - 80.0 20.0 100.0 68.1 66.0 68.1 51.1 29.8 8.5 25.5 17.0 2.1 2.1

100～299人 10 - - - - - - 3 5 2 8 61.0 60.0 36 28 24 14 25 14 9 11 14 2 -
100.0 - - - - - - 30.0 50.0 20.0 100.0 77.8 66.7 38.9 69.4 38.9 25.0 30.6 38.9 5.6 -

300～499人 2 - - - - - 1 1 - - 2 52.5 52.5 14 11 11 9 11 8 5 8 3 - -
100.0 - - - - - 50.0 50.0 - - 100.0 78.6 78.6 64.3 78.6 57.1 35.7 57.1 21.4 - -

500～999人 6 - - - - - 1 1 1 3 3 56.3 55.0 9 2 2 1 7 7 3 3 - - 1
100.0 - - - - - 16.7 16.7 16.7 50.0 100.0 22.2 22.2 11.1 77.8 77.8 33.3 33.3 - - 11.1

1,000人以上 3 - 1 - - - - - - 2 1 30.0 30.0 10 7 8 6 9 5 6 6 6 - -
100.0 - 33.3 - - - - - - 66.7 100.0 70.0 80.0 60.0 90.0 50.0 60.0 60.0 60.0 - -

300人以上（計） 11 - 1 - - - 2 2 1 5 6 50.7 52.5 33 20 21 16 27 20 14 17 9 - 1
100.0 - 9.1 - - - 18.2 18.2 9.1 45.5 100.0 60.6 63.6 48.5 81.8 60.6 42.4 51.5 27.3 - 3.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 4 - - - - - - - 2 2 2 60.0 60.0 12 8 9 8 9 4 4 4 1 1 -
100.0 - - - - - - - 50.0 50.0 100.0 66.7 75.0 66.7 75.0 33.3 33.3 33.3 8.3 8.3 -

東北 2 - - - - - - 2 - - 2 57.0 57.0 15 10 7 11 8 7 3 1 2 - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - 100.0 66.7 46.7 73.3 53.3 46.7 20.0 6.7 13.3 - -

南関東 9 - - - - - 1 2 4 2 7 59.1 60.0 48 34 29 17 26 17 10 16 12 1 3
100.0 - - - - - 11.1 22.2 44.4 22.2 100.0 70.8 60.4 35.4 54.2 35.4 20.8 33.3 25.0 2.1 6.3

北関東・甲信 1 - - - - - 1 - - - 1 50.0 50.0 13 11 8 9 7 6 2 5 3 - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 84.6 61.5 69.2 53.8 46.2 15.4 38.5 23.1 - -

北陸 5 - - - - - - - 3 2 3 61.7 60.0 14 9 13 9 7 2 1 4 1 - 1
100.0 - - - - - - - 60.0 40.0 100.0 64.3 92.9 64.3 50.0 14.3 7.1 28.6 7.1 - 7.1

東海 1 - - - - - - - 1 - 1 60.0 60.0 22 18 17 9 15 5 2 6 9 - 1
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 81.8 77.3 40.9 68.2 22.7 9.1 27.3 40.9 - 4.5

近畿 6 - - - - - - 1 3 2 4 62.5 62.5 30 20 15 13 16 10 3 7 6 2 -
100.0 - - - - - - 16.7 50.0 33.3 100.0 66.7 50.0 43.3 53.3 33.3 10.0 23.3 20.0 6.7 -

中国 1 - - - - - - - - 1 - - - 7 6 4 3 4 2 - 2 - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 85.7 57.1 42.9 57.1 28.6 - 28.6 - - -

四国 2 - - - - - - 1 1 - 2 59.5 59.5 7 4 6 3 3 1 1 4 - - -
100.0 - - - - - - 50.0 50.0 - 100.0 57.1 85.7 42.9 42.9 14.3 14.3 57.1 - - -

九州 3 - 1 - - - - - - 2 1 30.0 30.0 29 19 16 15 17 10 7 11 8 1 -
100.0 - 33.3 - - - - - - 66.7 100.0 65.5 55.2 51.7 58.6 34.5 24.1 37.9 27.6 3.4 -

三大都市圏 14 - - - - - 1 2 7 4 10 60.9 60.0 93 68 56 38 52 29 15 29 25 2 4
100.0 - - - - - 7.1 14.3 50.0 28.6 100.0 73.1 60.2 40.9 55.9 31.2 16.1 31.2 26.9 2.2 4.3

それ以外 20 - 1 - - - 1 4 7 7 13 56.4 60.0 104 71 68 59 60 35 18 31 17 3 1
100.0 - 5.0 - - - 5.0 20.0 35.0 35.0 100.0 68.3 65.4 56.7 57.7 33.7 17.3 29.8 16.3 2.9 1.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 34 - 1 - - - 2 6 14 11 23 58.4 60.0 197 139 124 97 112 64 33 60 42 5 5
100.0 - 2.9 - - - 5.9 17.6 41.2 32.4 100.0 70.6 62.9 49.2 56.9 32.5 16.8 30.5 21.3 2.5 2.5

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 34 - 1 - - - 2 6 14 11 23 58.3 60.0 197 139 124 97 112 64 33 60 42 5 5
100.0 - 2.9 - - - 5.9 17.6 41.2 32.4 100.0 70.6 62.9 49.2 56.9 32.5 16.8 30.5 21.3 2.5 2.5

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 3,182 77 - - - - 177 453 1,477 997 2,185 59.1 60.0 18,572 12,933 11,633 8,692 10,404 5,909 3,267 5,687 4,001 507 497
100.0 2.4 - - - - 5.6 14.2 46.4 31.3 100.0 69.6 62.6 46.8 56.0 31.8 17.6 30.6 21.5 2.7 2.7

問８付問①：無期転換に当たっては、どのような要件を設けていますか（該当すべてに○・数値も記入）。
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【フルタイム】
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全体計 34 - 1 - - - 2 6 14 11 23 58.3 60.0 197 139 124 97 112 64 33 60 42 5 5
100.0 - 2.9 - - - 5.9 17.6 41.2 32.4 100.0 70.6 62.9 49.2 56.9 32.5 16.8 30.5 21.3 2.5 2.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 2 - - - - - - - 2 - 2 65.0 65.0 7 5 5 2 4 1 2 - 1 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 71.4 71.4 28.6 57.1 14.3 28.6 - 14.3 14.3 -

製造業 6 - 1 - - - - 1 2 2 4 52.3 59.5 43 30 27 15 27 11 8 9 16 3 1
100.0 - 16.7 - - - - 16.7 33.3 33.3 100.0 69.8 62.8 34.9 62.8 25.6 18.6 20.9 37.2 7.0 2.3

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 1 - - - - - - - - 1 - - - 8 4 4 1 5 1 4 2 5 1 -
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 50.0 50.0 12.5 62.5 12.5 50.0 25.0 62.5 12.5 -

運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - 1 - - - 4 3 1 1 2 1 - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 75.0 25.0 25.0 50.0 25.0 - 25.0 - - -

卸売業、小売業 1 - - - - - 1 - - - 1 50.0 50.0 21 13 15 13 13 12 4 11 6 - 1
100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 61.9 71.4 61.9 61.9 57.1 19.0 52.4 28.6 - 4.8

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - 1 1 1 - 1 1 - 1 - - -
- - - - - - - - - - 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - 3 2 2 1 1 - - - 1 - -
- - - - - - - - - - 100.0 66.7 66.7 33.3 33.3 - - - 33.3 - -

学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - 1 - - - 7 5 5 2 4 2 2 2 1 - 1
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 71.4 71.4 28.6 57.1 28.6 28.6 28.6 14.3 - 14.3

宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - - - 1 1 1 60.0 60.0 3 3 3 3 2 1 1 1 - - -
100.0 - - - - - - - 50.0 50.0 100.0 100.0 100.0 100.0 66.7 33.3 33.3 33.3 - - -

生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - - - - 2 - 2 62.0 62.0 3 1 2 2 3 2 1 2 1 - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 33.3 66.7 66.7 100.0 66.7 33.3 66.7 33.3 - -

教育、学習支援業 2 - - - - - - - 1 1 1 65.0 65.0 9 8 7 7 3 1 - 2 1 - -
100.0 - - - - - - - 50.0 50.0 100.0 88.9 77.8 77.8 33.3 11.1 - 22.2 11.1 - -

医療、福祉 10 - - - - - - 4 3 3 7 57.7 59.0 65 49 40 45 33 22 7 23 7 - 1
100.0 - - - - - - 40.0 30.0 30.0 100.0 75.4 61.5 69.2 50.8 33.8 10.8 35.4 10.8 - 1.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） - - - - - - - - - - - - - 2 2 2 - 2 2 - - 1 - -
- - - - - - - - - - 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - - 50.0 - -

サービス業（他に分類されないもの） 6 - - - - - 1 1 3 1 5 60.0 60.0 21 13 10 5 12 7 4 6 2 - 1
100.0 - - - - - 16.7 16.7 50.0 16.7 100.0 61.9 47.6 23.8 57.1 33.3 19.0 28.6 9.5 - 4.8

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 11 - - - - - 1 1 6 3 8 60.5 60.0 36 24 22 12 23 14 8 11 5 - 2
100.0 - - - - - 9.1 9.1 54.5 27.3 100.0 66.7 61.1 33.3 63.9 38.9 22.2 30.6 13.9 - 5.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 1 - - - - - - - - 1 - - - - - - - - - - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 5 - - - - - 1 1 3 - 5 60.0 60.0 13 8 6 2 8 5 4 3 1 - 1
「業務請負会社」である 100.0 - - - - - 20.0 20.0 60.0 - 100.0 61.5 46.2 15.4 61.5 38.5 30.8 23.1 7.7 - 7.7
雇用者の規模

29人以下 5 - - - - - - - 4 1 4 63.8 62.5 55 41 32 21 24 12 4 15 7 2 1
100.0 - - - - - - - 80.0 20.0 100.0 74.5 58.2 38.2 43.6 21.8 7.3 27.3 12.7 3.6 1.8

30～49人 3 - - - - - - 1 - 2 1 55.0 55.0 26 18 16 14 12 4 2 5 4 - 2
100.0 - - - - - - 33.3 - 66.7 100.0 69.2 61.5 53.8 46.2 15.4 7.7 19.2 15.4 - 7.7

50～99人 5 - - - - - - - 4 1 4 60.0 60.0 47 32 31 32 24 14 4 12 8 1 1
100.0 - - - - - - - 80.0 20.0 100.0 68.1 66.0 68.1 51.1 29.8 8.5 25.5 17.0 2.1 2.1

100～299人 10 - - - - - - 3 5 2 8 61.0 60.0 36 28 24 14 25 14 9 11 14 2 -
100.0 - - - - - - 30.0 50.0 20.0 100.0 77.8 66.7 38.9 69.4 38.9 25.0 30.6 38.9 5.6 -

300～499人 2 - - - - - 1 1 - - 2 52.5 52.5 14 11 11 9 11 8 5 8 3 - -
100.0 - - - - - 50.0 50.0 - - 100.0 78.6 78.6 64.3 78.6 57.1 35.7 57.1 21.4 - -

500～999人 6 - - - - - 1 1 1 3 3 56.3 55.0 9 2 2 1 7 7 3 3 - - 1
100.0 - - - - - 16.7 16.7 16.7 50.0 100.0 22.2 22.2 11.1 77.8 77.8 33.3 33.3 - - 11.1

1,000人以上 3 - 1 - - - - - - 2 1 30.0 30.0 10 7 8 6 9 5 6 6 6 - -
100.0 - 33.3 - - - - - - 66.7 100.0 70.0 80.0 60.0 90.0 50.0 60.0 60.0 60.0 - -

300人以上（計） 11 - 1 - - - 2 2 1 5 6 50.7 52.5 33 20 21 16 27 20 14 17 9 - 1
100.0 - 9.1 - - - 18.2 18.2 9.1 45.5 100.0 60.6 63.6 48.5 81.8 60.6 42.4 51.5 27.3 - 3.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 4 - - - - - - - 2 2 2 60.0 60.0 12 8 9 8 9 4 4 4 1 1 -
100.0 - - - - - - - 50.0 50.0 100.0 66.7 75.0 66.7 75.0 33.3 33.3 33.3 8.3 8.3 -

東北 2 - - - - - - 2 - - 2 57.0 57.0 15 10 7 11 8 7 3 1 2 - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - 100.0 66.7 46.7 73.3 53.3 46.7 20.0 6.7 13.3 - -

南関東 9 - - - - - 1 2 4 2 7 59.1 60.0 48 34 29 17 26 17 10 16 12 1 3
100.0 - - - - - 11.1 22.2 44.4 22.2 100.0 70.8 60.4 35.4 54.2 35.4 20.8 33.3 25.0 2.1 6.3

北関東・甲信 1 - - - - - 1 - - - 1 50.0 50.0 13 11 8 9 7 6 2 5 3 - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 84.6 61.5 69.2 53.8 46.2 15.4 38.5 23.1 - -

北陸 5 - - - - - - - 3 2 3 61.7 60.0 14 9 13 9 7 2 1 4 1 - 1
100.0 - - - - - - - 60.0 40.0 100.0 64.3 92.9 64.3 50.0 14.3 7.1 28.6 7.1 - 7.1

東海 1 - - - - - - - 1 - 1 60.0 60.0 22 18 17 9 15 5 2 6 9 - 1
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 81.8 77.3 40.9 68.2 22.7 9.1 27.3 40.9 - 4.5

近畿 6 - - - - - - 1 3 2 4 62.5 62.5 30 20 15 13 16 10 3 7 6 2 -
100.0 - - - - - - 16.7 50.0 33.3 100.0 66.7 50.0 43.3 53.3 33.3 10.0 23.3 20.0 6.7 -

中国 1 - - - - - - - - 1 - - - 7 6 4 3 4 2 - 2 - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 85.7 57.1 42.9 57.1 28.6 - 28.6 - - -

四国 2 - - - - - - 1 1 - 2 59.5 59.5 7 4 6 3 3 1 1 4 - - -
100.0 - - - - - - 50.0 50.0 - 100.0 57.1 85.7 42.9 42.9 14.3 14.3 57.1 - - -

九州 3 - 1 - - - - - - 2 1 30.0 30.0 29 19 16 15 17 10 7 11 8 1 -
100.0 - 33.3 - - - - - - 66.7 100.0 65.5 55.2 51.7 58.6 34.5 24.1 37.9 27.6 3.4 -

三大都市圏 14 - - - - - 1 2 7 4 10 60.9 60.0 93 68 56 38 52 29 15 29 25 2 4
100.0 - - - - - 7.1 14.3 50.0 28.6 100.0 73.1 60.2 40.9 55.9 31.2 16.1 31.2 26.9 2.2 4.3

それ以外 20 - 1 - - - 1 4 7 7 13 56.4 60.0 104 71 68 59 60 35 18 31 17 3 1
100.0 - 5.0 - - - 5.0 20.0 35.0 35.0 100.0 68.3 65.4 56.7 57.7 33.7 17.3 29.8 16.3 2.9 1.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 34 - 1 - - - 2 6 14 11 23 58.4 60.0 197 139 124 97 112 64 33 60 42 5 5
100.0 - 2.9 - - - 5.9 17.6 41.2 32.4 100.0 70.6 62.9 49.2 56.9 32.5 16.8 30.5 21.3 2.5 2.5

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 34 - 1 - - - 2 6 14 11 23 58.3 60.0 197 139 124 97 112 64 33 60 42 5 5
100.0 - 2.9 - - - 5.9 17.6 41.2 32.4 100.0 70.6 62.9 49.2 56.9 32.5 16.8 30.5 21.3 2.5 2.5

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 3,182 77 - - - - 177 453 1,477 997 2,185 59.1 60.0 18,572 12,933 11,633 8,692 10,404 5,909 3,267 5,687 4,001 507 497
100.0 2.4 - - - - 5.6 14.2 46.4 31.3 100.0 69.6 62.6 46.8 56.0 31.8 17.6 30.6 21.5 2.7 2.7

問８付問①：無期転換に当たっては、どのような要件を設けていますか（該当すべてに○・数値も記入）。

満年齢

調査シリーズNo.202
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－152－

満年齢

【パートタイム】

問
8
付
問
①
で
「

一
定
の
年
齢
以
下

で
あ
る
こ
と
」

と
い
う
要
件
を

設
け
て
い
る
企
業
等

満
2
9
歳
以
下

満
3
0
歳
以
上
～

満
3
4
歳
以
下

満
3
5
歳
以
上
～

満
3
9
歳
以
下

満
4
0
歳
以
上
～

満
4
4
歳
以
下

満
4
5
歳
以
上
～

満
4
9
歳
以
下

満
5
0
歳
以
上
～

満
5
4
歳
以
下

満
5
5
歳
以
上
～

満
5
9
歳
以
下

満
6
0
歳
以
上

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

歳
）

中
央
値
（

歳
）

問
８
付
問
①
で
「

無
期
転
換
後
の
働
き
方

や
労
働
条
件
に
同
意
で
き
る
こ
と
」

と

い
う
要
件
を
設
け
て
い
る
企
業
等

フ
ル
タ
イ
ム
で
働
く
こ
と

残
業
が
あ
る
（

あ
り
得
る
）

こ
と

変
形
労
働
時
間
制
や
シ
フ
ト
勤
務
等
、

特
殊
な
労
働
時
間
制
度
が
適
用
に

な
る
こ
と

職
種
や
仕
事
内
容
の
変
更
が
あ
る

（

あ
り
得
る
）

こ
と

転
居
を
伴
わ
な
い
勤
務
地
の
変
更

が
あ
る
（

あ
り
得
る
）

こ
と

転
居
を
伴
う
勤
務
地
の
変
更
が

あ
る
（

あ
り
得
る
）

こ
と

役
職
へ
の
登
用
が
あ
る

（

あ
り
得
る
）

こ
と

目
標
や
ノ
ル
マ
が
管
理
・
評
価

さ
れ
る
こ
と

そ
の
他

　
無
回
答

全体計 25 - - - - 1 3 4 14 3 22 59.5 60.0 166 110 97 82 83 46 17 35 25 3 3
100.0 - - - - 4.0 12.0 16.0 56.0 12.0 100.0 66.3 58.4 49.4 50.0 27.7 10.2 21.1 15.1 1.8 1.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 1 - - - - - - - 1 - 1 60.0 60.0 4 3 2 2 2 1 1 - - - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 75.0 50.0 50.0 50.0 25.0 25.0 - - - -

製造業 2 - - - - 1 - - 1 - 2 52.5 52.5 30 19 17 9 18 4 4 4 7 1 1
100.0 - - - - 50.0 - - 50.0 - 100.0 63.3 56.7 30.0 60.0 13.3 13.3 13.3 23.3 3.3 3.3

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 - - - - - - - - - - - - - 4 2 3 1 3 1 2 - 3 - -
- - - - - - - - - - 100.0 50.0 75.0 25.0 75.0 25.0 50.0 - 75.0 - -

運輸業、郵便業 2 - - - - - 1 - - 1 1 50.0 50.0 2 1 - - 1 - - - - - -
100.0 - - - - - 50.0 - - 50.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - - - -

卸売業、小売業 2 - - - - - 1 - 1 - 2 57.5 57.5 25 18 19 11 15 10 3 9 5 - -
100.0 - - - - - 50.0 - 50.0 - 100.0 72.0 76.0 44.0 60.0 40.0 12.0 36.0 20.0 - -

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - 3 2 3 1 1 - - - 1 - -
- - - - - - - - - - 100.0 66.7 100.0 33.3 33.3 - - - 33.3 - -

学術研究、専門・技術サービス業 - - - - - - - - - - - - - 3 2 2 1 1 1 - 1 - - -
- - - - - - - - - - 100.0 66.7 66.7 33.3 33.3 33.3 - 33.3 - - -

宿泊業、飲食サービス業 - - - - - - - - - - - - - 1 1 1 1 - - - - - - -
- - - - - - - - - - 100.0 100.0 100.0 100.0 - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - - - - 2 - 2 62.0 62.0 2 1 2 2 2 2 - 2 1 - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 50.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 50.0 - -

教育、学習支援業 1 - - - - - - - - 1 - - - 10 6 7 5 4 2 - - - - 1
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 60.0 70.0 50.0 40.0 20.0 - - - - 10.0

医療、福祉 10 - - - - - - 4 5 1 9 59.9 60.0 65 48 34 44 26 18 3 17 7 1 -
100.0 - - - - - - 40.0 50.0 10.0 100.0 73.8 52.3 67.7 40.0 27.7 4.6 26.2 10.8 1.5 -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） - - - - - - - - - - - - - 1 - - - 1 1 - - - - -
- - - - - - - - - - 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 5 - - - - - 1 - 4 - 5 63.2 65.0 16 7 7 5 9 6 4 2 1 1 1
100.0 - - - - - 20.0 - 80.0 - 100.0 43.8 43.8 31.3 56.3 37.5 25.0 12.5 6.3 6.3 6.3

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 7 - - - - - 1 - 6 - 7 62.9 64.0 23 11 12 9 13 10 4 5 2 1 1
100.0 - - - - - 14.3 - 85.7 - 100.0 47.8 52.2 39.1 56.5 43.5 17.4 21.7 8.7 4.3 4.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 1 - - - - - - - - 1 - - - 1 1 1 - 1 - - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 - - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 3 - - - - - 1 - 2 - 3 61.7 65.0 11 4 4 3 7 4 4 1 1 1 1
「業務請負会社」である 100.0 - - - - - 33.3 - 66.7 - 100.0 36.4 36.4 27.3 63.6 36.4 36.4 9.1 9.1 9.1 9.1
雇用者の規模

29人以下 3 - - - - - - - 3 - 3 65.0 65.0 47 32 28 24 19 9 2 9 5 - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 68.1 59.6 51.1 40.4 19.1 4.3 19.1 10.6 - -

30～49人 - - - - - - - - - - - - - 27 17 18 13 11 4 1 5 4 1 -
- - - - - - - - - - 100.0 63.0 66.7 48.1 40.7 14.8 3.7 18.5 14.8 3.7 -

50～99人 4 - - - - - - - 4 - 4 60.0 60.0 37 24 19 21 16 11 2 6 5 - 2
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 64.9 51.4 56.8 43.2 29.7 5.4 16.2 13.5 - 5.4

100～299人 9 - - - - 1 - 2 5 1 8 60.6 60.0 32 23 19 11 19 9 4 4 6 1 -
100.0 - - - - 11.1 - 22.2 55.6 11.1 100.0 71.9 59.4 34.4 59.4 28.1 12.5 12.5 18.8 3.1 -

300～499人 2 - - - - - 1 1 - - 2 52.5 52.5 12 8 8 9 9 5 4 6 2 - -
100.0 - - - - - 50.0 50.0 - - 100.0 66.7 66.7 75.0 75.0 41.7 33.3 50.0 16.7 - -

500～999人 5 - - - - - 1 1 2 1 4 58.5 59.5 6 2 2 1 5 5 2 2 - - 1
100.0 - - - - - 20.0 20.0 40.0 20.0 100.0 33.3 33.3 16.7 83.3 83.3 33.3 33.3 - - 16.7

1,000人以上 2 - - - - - 1 - - 1 1 50.0 50.0 5 4 3 3 4 3 2 3 3 1 -
100.0 - - - - - 50.0 - - 50.0 100.0 80.0 60.0 60.0 80.0 60.0 40.0 60.0 60.0 20.0 -

300人以上（計） 9 - - - - - 3 2 2 2 7 55.6 55.0 23 14 13 13 18 13 8 11 5 1 1
100.0 - - - - - 33.3 22.2 22.2 22.2 100.0 60.9 56.5 56.5 78.3 56.5 34.8 47.8 21.7 4.3 4.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 3 - - - - - - - 2 1 2 60.0 60.0 6 6 4 3 4 2 3 2 1 - -
100.0 - - - - - - - 66.7 33.3 100.0 100.0 66.7 50.0 66.7 33.3 50.0 33.3 16.7 - -

東北 2 - - - - - - 2 - - 2 57.0 57.0 16 13 8 11 8 6 2 1 2 - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - 100.0 81.3 50.0 68.8 50.0 37.5 12.5 6.3 12.5 - -

南関東 7 - - - - - 2 - 5 - 7 60.1 60.0 36 23 21 12 19 9 3 8 7 - 1
100.0 - - - - - 28.6 - 71.4 - 100.0 63.9 58.3 33.3 52.8 25.0 8.3 22.2 19.4 - 2.8

北関東・甲信 1 - - - - - 1 - - - 1 50.0 50.0 12 11 8 9 5 6 2 5 3 - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 91.7 66.7 75.0 41.7 50.0 16.7 41.7 25.0 - -

北陸 3 - - - - 1 - - 2 - 3 56.7 60.0 12 7 11 7 7 2 - 2 - - -
100.0 - - - - 33.3 - - 66.7 - 100.0 58.3 91.7 58.3 58.3 16.7 - 16.7 - - -

東海 1 - - - - - - - 1 - 1 60.0 60.0 24 15 12 11 13 5 3 5 5 2 1
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 62.5 50.0 45.8 54.2 20.8 12.5 20.8 20.8 8.3 4.2

近畿 4 - - - - - - 1 2 1 3 63.3 65.0 22 16 13 10 13 7 1 4 4 - -
100.0 - - - - - - 25.0 50.0 25.0 100.0 72.7 59.1 45.5 59.1 31.8 4.5 18.2 18.2 - -

中国 - - - - - - - - - - - - - 7 4 5 3 2 1 - 1 - - 1
- - - - - - - - - - 100.0 57.1 71.4 42.9 28.6 14.3 - 14.3 - - 14.3

四国 2 - - - - - - 1 1 - 2 59.5 59.5 6 4 4 4 2 1 - 2 - - -
100.0 - - - - - - 50.0 50.0 - 100.0 66.7 66.7 66.7 33.3 16.7 - 33.3 - - -

九州 2 - - - - - - - 1 1 1 65.0 65.0 25 11 11 12 10 7 3 5 3 1 -
100.0 - - - - - - - 50.0 50.0 100.0 44.0 44.0 48.0 40.0 28.0 12.0 20.0 12.0 4.0 -

三大都市圏 9 - - - - - 2 - 6 1 8 61.4 60.0 74 50 40 32 40 18 7 17 14 2 2
100.0 - - - - - 22.2 - 66.7 11.1 100.0 67.6 54.1 43.2 54.1 24.3 9.5 23.0 18.9 2.7 2.7

それ以外 16 - - - - 1 1 4 8 2 14 58.4 60.0 92 60 57 50 43 28 10 18 11 1 1
100.0 - - - - 6.3 6.3 25.0 50.0 12.5 100.0 65.2 62.0 54.3 46.7 30.4 10.9 19.6 12.0 1.1 1.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 25 - - - - 1 3 4 14 3 22 59.5 60.0 166 110 97 82 83 46 17 35 25 3 3
100.0 - - - - 4.0 12.0 16.0 56.0 12.0 100.0 66.3 58.4 49.4 50.0 27.7 10.2 21.1 15.1 1.8 1.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 25 - - - - 1 3 4 14 3 22 59.5 60.0 166 110 97 82 83 46 17 35 25 3 3
100.0 - - - - 4.0 12.0 16.0 56.0 12.0 100.0 66.3 58.4 49.4 50.0 27.7 10.2 21.1 15.1 1.8 1.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 2,209 - - - - 96 263 265 1,378 207 2,002 60.2 60.0 15,528 10,206 9,369 7,216 7,829 4,193 1,649 3,169 2,332 223 235
100.0 - - - - 4.3 11.9 12.0 62.4 9.4 100.0 65.7 60.3 46.5 50.4 27.0 10.6 20.4 15.0 1.4 1.5

問８付問①：無期転換に当たっては、どのような要件を設けていますか（該当すべてに○・数値も記入）。調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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（制度の設計上）最短の見通し 平均的な見通し

【フルタイム】

問
8
で
何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換

で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る
企
業
等
※

1
年
以
内

1
年
超
2
年
以
内

2
年
超
3
年
以
内

3
年
超
4
年
以
内

4
年
超
5
年
以
内

5
年
超
6
年
以
内

6
年
超

分
か
ら
な
い

　
無
回
答

問
8
で
何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換

で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る
企
業
等

1
年
以
内

1
年
超
2
年
以
内

2
年
超
3
年
以
内

3
年
超
4
年
以
内

4
年
超
5
年
以
内

5
年
超
6
年
以
内

6
年
超

分
か
ら
な
い

　
無
回
答

全体計 1,177 301 147 79 51 76 255 15 203 50 1,177 167 110 91 73 96 264 24 253 99
100.0 25.6 12.5 6.7 4.3 6.5 21.7 1.3 17.2 4.2 100.0 14.2 9.3 7.7 6.2 8.2 22.4 2.0 21.5 8.4

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - 1 1 - - - - - - - - 1
100.0 - - - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - - - - 100.0

建設業 62 22 4 5 - 6 11 1 9 4 62 13 3 7 - 4 10 3 13 9
100.0 35.5 6.5 8.1 - 9.7 17.7 1.6 14.5 6.5 100.0 21.0 4.8 11.3 - 6.5 16.1 4.8 21.0 14.5

製造業 205 48 25 18 10 16 34 3 39 12 205 26 20 20 12 23 37 3 46 18
100.0 23.4 12.2 8.8 4.9 7.8 16.6 1.5 19.0 5.9 100.0 12.7 9.8 9.8 5.9 11.2 18.0 1.5 22.4 8.8

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 2 - - 1 - - - - 3 - - - - 1 1 - 1 -
100.0 - 66.7 - - 33.3 - - - - 100.0 - - - - 33.3 33.3 - 33.3 -

情報通信業 45 17 1 1 2 5 8 - 10 1 45 7 4 1 3 6 8 - 14 2
100.0 37.8 2.2 2.2 4.4 11.1 17.8 - 22.2 2.2 100.0 15.6 8.9 2.2 6.7 13.3 17.8 - 31.1 4.4

運輸業、郵便業 53 14 10 1 1 4 10 2 8 3 53 10 7 3 1 5 7 2 9 9
100.0 26.4 18.9 1.9 1.9 7.5 18.9 3.8 15.1 5.7 100.0 18.9 13.2 5.7 1.9 9.4 13.2 3.8 17.0 17.0

卸売業、小売業 128 30 18 8 5 10 29 2 23 3 128 15 13 9 5 10 33 4 30 9
100.0 23.4 14.1 6.3 3.9 7.8 22.7 1.6 18.0 2.3 100.0 11.7 10.2 7.0 3.9 7.8 25.8 3.1 23.4 7.0

金融業、保険業 27 3 2 2 4 2 8 - 6 - 27 1 1 4 4 3 6 - 7 1
100.0 11.1 7.4 7.4 14.8 7.4 29.6 - 22.2 - 100.0 3.7 3.7 14.8 14.8 11.1 22.2 - 25.9 3.7

不動産業、物品賃貸業 25 6 4 2 1 1 7 - 3 1 25 5 - 4 - 2 8 - 4 2
100.0 24.0 16.0 8.0 4.0 4.0 28.0 - 12.0 4.0 100.0 20.0 - 16.0 - 8.0 32.0 - 16.0 8.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 8 6 - 1 3 7 - 7 1 33 5 4 4 1 2 7 - 7 3
100.0 24.2 18.2 - 3.0 9.1 21.2 - 21.2 3.0 100.0 15.2 12.1 12.1 3.0 6.1 21.2 - 21.2 9.1

宿泊業、飲食サービス業 27 9 4 2 1 - 4 - 6 1 27 6 5 1 - 2 6 - 5 2
100.0 33.3 14.8 7.4 3.7 - 14.8 - 22.2 3.7 100.0 22.2 18.5 3.7 - 7.4 22.2 - 18.5 7.4

生活関連サービス業、娯楽業 29 8 1 3 - 3 8 - 4 2 29 1 4 2 2 2 8 - 6 4
100.0 27.6 3.4 10.3 - 10.3 27.6 - 13.8 6.9 100.0 3.4 13.8 6.9 6.9 6.9 27.6 - 20.7 13.8

教育、学習支援業 77 8 10 8 2 5 22 2 13 7 77 3 5 7 6 5 23 2 17 9
100.0 10.4 13.0 10.4 2.6 6.5 28.6 2.6 16.9 9.1 100.0 3.9 6.5 9.1 7.8 6.5 29.9 2.6 22.1 11.7

医療、福祉 334 102 45 21 12 14 73 2 55 10 334 60 34 21 27 21 75 6 71 19
100.0 30.5 13.5 6.3 3.6 4.2 21.9 0.6 16.5 3.0 100.0 18.0 10.2 6.3 8.1 6.3 22.5 1.8 21.3 5.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 3 1 2 1 3 6 1 5 - 22 1 - 1 1 4 5 1 8 1
100.0 13.6 4.5 9.1 4.5 13.6 27.3 4.5 22.7 - 100.0 4.5 - 4.5 4.5 18.2 22.7 4.5 36.4 4.5

サービス業（他に分類されないもの） 102 23 13 6 11 3 25 2 15 4 102 14 10 7 11 6 28 3 15 8
100.0 22.5 12.7 5.9 10.8 2.9 24.5 2.0 14.7 3.9 100.0 13.7 9.8 6.9 10.8 5.9 27.5 2.9 14.7 7.8

その他 4 - 1 - - - 3 - - - 4 - - - - - 2 - - 2
100.0 - 25.0 - - - 75.0 - - - 100.0 - - - - - 50.0 - - 50.0

サービス業（計） 213 51 25 13 14 12 50 3 37 8 213 27 23 15 15 16 54 4 41 18
100.0 23.9 11.7 6.1 6.6 5.6 23.5 1.4 17.4 3.8 100.0 12.7 10.8 7.0 7.0 7.5 25.4 1.9 19.2 8.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 - 2 3 1 1 10 - 3 1 21 - - 2 3 1 9 - 5 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - 9.5 14.3 4.8 4.8 47.6 - 14.3 4.8 100.0 - - 9.5 14.3 4.8 42.9 - 23.8 4.8
付問④：「人材派遣会社」や 51 8 9 4 10 1 8 1 8 2 51 4 6 6 9 2 11 1 9 3
「業務請負会社」である 100.0 15.7 17.6 7.8 19.6 2.0 15.7 2.0 15.7 3.9 100.0 7.8 11.8 11.8 17.6 3.9 21.6 2.0 17.6 5.9
雇用者の規模

29人以下 336 114 37 27 7 23 44 3 64 17 336 73 35 29 13 27 42 6 71 40
100.0 33.9 11.0 8.0 2.1 6.8 13.1 0.9 19.0 5.1 100.0 21.7 10.4 8.6 3.9 8.0 12.5 1.8 21.1 11.9

30～49人 189 51 30 10 5 8 35 - 36 14 189 28 24 13 7 10 40 - 44 23
100.0 27.0 15.9 5.3 2.6 4.2 18.5 - 19.0 7.4 100.0 14.8 12.7 6.9 3.7 5.3 21.2 - 23.3 12.2

50～99人 231 57 36 17 10 10 46 6 44 5 231 35 24 17 19 15 53 9 44 15
100.0 24.7 15.6 7.4 4.3 4.3 19.9 2.6 19.0 2.2 100.0 15.2 10.4 7.4 8.2 6.5 22.9 3.9 19.0 6.5

100～299人 239 47 23 17 12 16 67 3 42 12 239 19 17 23 14 22 62 6 58 18
100.0 19.7 9.6 7.1 5.0 6.7 28.0 1.3 17.6 5.0 100.0 7.9 7.1 9.6 5.9 9.2 25.9 2.5 24.3 7.5

300～499人 80 14 11 3 5 11 23 1 11 1 80 5 2 2 11 15 24 1 19 1
100.0 17.5 13.8 3.8 6.3 13.8 28.8 1.3 13.8 1.3 100.0 6.3 2.5 2.5 13.8 18.8 30.0 1.3 23.8 1.3

500～999人 54 12 8 4 7 3 17 1 2 - 54 5 5 5 7 3 20 1 7 1
100.0 22.2 14.8 7.4 13.0 5.6 31.5 1.9 3.7 - 100.0 9.3 9.3 9.3 13.0 5.6 37.0 1.9 13.0 1.9

1,000人以上 48 6 2 1 5 5 23 1 4 1 48 2 3 2 2 4 23 1 10 1
100.0 12.5 4.2 2.1 10.4 10.4 47.9 2.1 8.3 2.1 100.0 4.2 6.3 4.2 4.2 8.3 47.9 2.1 20.8 2.1

300人以上（計） 182 32 21 8 17 19 63 3 17 2 182 12 10 9 20 22 67 3 36 3
100.0 17.6 11.5 4.4 9.3 10.4 34.6 1.6 9.3 1.1 100.0 6.6 5.5 4.9 11.0 12.1 36.8 1.6 19.8 1.6

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 20 11 7 1 8 17 1 14 3 82 10 5 6 7 12 16 2 18 6
100.0 24.4 13.4 8.5 1.2 9.8 20.7 1.2 17.1 3.7 100.0 12.2 6.1 7.3 8.5 14.6 19.5 2.4 22.0 7.3

東北 109 20 14 10 5 5 28 1 24 2 109 13 6 10 5 9 30 2 23 11
100.0 18.3 12.8 9.2 4.6 4.6 25.7 0.9 22.0 1.8 100.0 11.9 5.5 9.2 4.6 8.3 27.5 1.8 21.1 10.1

南関東 256 66 27 17 15 19 56 5 44 7 256 33 26 22 20 23 59 6 53 14
100.0 25.8 10.5 6.6 5.9 7.4 21.9 2.0 17.2 2.7 100.0 12.9 10.2 8.6 7.8 9.0 23.0 2.3 20.7 5.5

北関東・甲信 74 18 11 3 4 1 19 - 11 7 74 13 5 2 3 5 18 1 17 10
100.0 24.3 14.9 4.1 5.4 1.4 25.7 - 14.9 9.5 100.0 17.6 6.8 2.7 4.1 6.8 24.3 1.4 23.0 13.5

北陸 59 12 11 4 2 1 17 1 9 2 59 7 8 6 2 3 17 1 12 3
100.0 20.3 18.6 6.8 3.4 1.7 28.8 1.7 15.3 3.4 100.0 11.9 13.6 10.2 3.4 5.1 28.8 1.7 20.3 5.1

東海 144 35 18 6 8 16 25 3 26 7 144 18 15 6 7 16 30 5 34 13
100.0 24.3 12.5 4.2 5.6 11.1 17.4 2.1 18.1 4.9 100.0 12.5 10.4 4.2 4.9 11.1 20.8 3.5 23.6 9.0

近畿 188 54 22 15 9 13 32 1 30 12 188 30 17 21 9 14 40 3 37 17
100.0 28.7 11.7 8.0 4.8 6.9 17.0 0.5 16.0 6.4 100.0 16.0 9.0 11.2 4.8 7.4 21.3 1.6 19.7 9.0

中国 62 14 6 5 2 3 16 1 12 3 62 9 5 4 5 3 12 1 17 6
100.0 22.6 9.7 8.1 3.2 4.8 25.8 1.6 19.4 4.8 100.0 14.5 8.1 6.5 8.1 4.8 19.4 1.6 27.4 9.7

四国 33 12 4 2 - 2 8 1 4 - 33 7 4 3 2 2 6 1 8 -
100.0 36.4 12.1 6.1 - 6.1 24.2 3.0 12.1 - 100.0 21.2 12.1 9.1 6.1 6.1 18.2 3.0 24.2 -

九州 170 50 23 10 5 8 37 1 29 7 170 27 19 11 13 9 36 2 34 19
100.0 29.4 13.5 5.9 2.9 4.7 21.8 0.6 17.1 4.1 100.0 15.9 11.2 6.5 7.6 5.3 21.2 1.2 20.0 11.2

三大都市圏 531 145 57 32 30 43 105 9 87 23 531 75 53 42 33 49 121 11 108 39
100.0 27.3 10.7 6.0 5.6 8.1 19.8 1.7 16.4 4.3 100.0 14.1 10.0 7.9 6.2 9.2 22.8 2.1 20.3 7.3

それ以外 646 156 90 47 21 33 150 6 116 27 646 92 57 49 40 47 143 13 145 60
100.0 24.1 13.9 7.3 3.3 5.1 23.2 0.9 18.0 4.2 100.0 14.2 8.8 7.6 6.2 7.3 22.1 2.0 22.4 9.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 301 147 79 51 76 255 15 203 50 1,177 167 110 91 73 96 264 24 253 99
100.0 25.6 12.5 6.7 4.3 6.5 21.7 1.3 17.2 4.2 100.0 14.2 9.3 7.7 6.2 8.2 22.4 2.0 21.5 8.4

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 301 147 79 51 76 255 15 203 50 1,177 167 110 91 73 96 264 24 253 99
100.0 25.6 12.5 6.7 4.3 6.5 21.7 1.3 17.2 4.2 100.0 14.2 9.3 7.7 6.2 8.2 22.4 2.0 21.5 8.4

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 29,258 13,346 7,565 4,501 7,359 22,558 1,472 19,528 4,833 110,422 16,398 10,821 8,668 6,130 9,322 23,592 2,315 23,415 9,762
100.0 26.5 12.1 6.9 4.1 6.7 20.4 1.3 17.7 4.4 100.0 14.9 9.8 7.9 5.6 8.4 21.4 2.1 21.2 8.8

※問８で「契約期間を通算して５年を超えることのみを要件として、有期労働契約時と同じ働き方のまま、無期転換できる機会を
設けている（※）」か「上記（※）に加えて、他の内容でも無期転換できる機会を設けている」か「上記（※）は無いが、他の
内容で無期転換できる機会を設けている」企業等の合計。

問９：採用されてから何らかの形で無期転換されるまでに、最短・平均でどれくらいかかる見通しですか
（それぞれ１つに〇）。
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（制度の設計上）最短の見通し 平均的な見通し

【パートタイム】
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全体計 1,167 201 89 49 46 96 318 14 262 92 1,167 115 74 60 43 114 321 20 338 82
100.0 17.2 7.6 4.2 3.9 8.2 27.2 1.2 22.5 7.9 100.0 9.9 6.3 5.1 3.7 9.8 27.5 1.7 29.0 7.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - 1 - 1 - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 - - - - - - - 100.0 -

建設業 42 11 1 - - 3 7 - 10 10 42 8 3 2 - 2 8 1 14 4
100.0 26.2 2.4 - - 7.1 16.7 - 23.8 23.8 100.0 19.0 7.1 4.8 - 4.8 19.0 2.4 33.3 9.5

製造業 199 25 14 13 10 23 48 2 52 12 199 15 12 12 8 28 53 1 60 10
100.0 12.6 7.0 6.5 5.0 11.6 24.1 1.0 26.1 6.0 100.0 7.5 6.0 6.0 4.0 14.1 26.6 0.5 30.2 5.0

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 1 - 1 - - - - 1 3 - - - - - - - 3 -
100.0 - 33.3 - 33.3 - - - - 33.3 100.0 - - - - - - - 100.0 -

情報通信業 29 8 1 - 2 3 9 - 6 - 29 3 2 - 2 5 9 - 8 -
100.0 27.6 3.4 - 6.9 10.3 31.0 - 20.7 - 100.0 10.3 6.9 - 6.9 17.2 31.0 - 27.6 -

運輸業、郵便業 48 7 5 1 2 7 10 2 9 5 48 6 3 4 2 7 7 2 11 6
100.0 14.6 10.4 2.1 4.2 14.6 20.8 4.2 18.8 10.4 100.0 12.5 6.3 8.3 4.2 14.6 14.6 4.2 22.9 12.5

卸売業、小売業 147 29 12 7 2 10 42 3 28 14 147 15 8 10 3 13 42 3 41 12
100.0 19.7 8.2 4.8 1.4 6.8 28.6 2.0 19.0 9.5 100.0 10.2 5.4 6.8 2.0 8.8 28.6 2.0 27.9 8.2

金融業、保険業 22 - 2 - 3 2 11 - 4 - 22 - - 1 2 3 9 - 7 -
100.0 - 9.1 - 13.6 9.1 50.0 - 18.2 - 100.0 - - 4.5 9.1 13.6 40.9 - 31.8 -

不動産業、物品賃貸業 25 1 - 1 - 1 13 1 5 3 25 1 - 1 - 1 14 1 4 3
100.0 4.0 - 4.0 - 4.0 52.0 4.0 20.0 12.0 100.0 4.0 - 4.0 - 4.0 56.0 4.0 16.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 25 2 3 1 - 1 4 - 10 4 25 1 - 4 - 1 4 - 13 2
100.0 8.0 12.0 4.0 - 4.0 16.0 - 40.0 16.0 100.0 4.0 - 16.0 - 4.0 16.0 - 52.0 8.0

宿泊業、飲食サービス業 31 7 5 2 - 1 7 - 7 2 31 5 4 2 - 3 8 - 7 2
100.0 22.6 16.1 6.5 - 3.2 22.6 - 22.6 6.5 100.0 16.1 12.9 6.5 - 9.7 25.8 - 22.6 6.5

生活関連サービス業、娯楽業 31 8 2 1 - 2 11 - 5 2 31 2 5 1 1 1 11 - 6 4
100.0 25.8 6.5 3.2 - 6.5 35.5 - 16.1 6.5 100.0 6.5 16.1 3.2 3.2 3.2 35.5 - 19.4 12.9

教育、学習支援業 85 4 5 7 3 9 31 2 14 10 85 1 4 4 2 12 29 3 21 9
100.0 4.7 5.9 8.2 3.5 10.6 36.5 2.4 16.5 11.8 100.0 1.2 4.7 4.7 2.4 14.1 34.1 3.5 24.7 10.6

医療、福祉 363 87 30 6 15 27 87 2 87 22 363 50 25 11 18 29 91 7 111 21
100.0 24.0 8.3 1.7 4.1 7.4 24.0 0.6 24.0 6.1 100.0 13.8 6.9 3.0 5.0 8.0 25.1 1.9 30.6 5.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 1 1 2 - 2 7 1 4 - 18 1 - 1 - 3 6 1 5 1
100.0 5.6 5.6 11.1 - 11.1 38.9 5.6 22.2 - 100.0 5.6 - 5.6 - 16.7 33.3 5.6 27.8 5.6

サービス業（他に分類されないもの） 94 11 7 7 8 5 28 1 20 7 94 7 8 6 5 6 28 1 26 7
100.0 11.7 7.4 7.4 8.5 5.3 29.8 1.1 21.3 7.4 100.0 7.4 8.5 6.4 5.3 6.4 29.8 1.1 27.7 7.4

その他 4 - - 1 - - 3 - - - 4 - - 1 - - 2 - - 1
100.0 - - 25.0 - - 75.0 - - - 100.0 - - 25.0 - - 50.0 - - 25.0

サービス業（計） 199 29 18 13 8 11 57 2 46 15 199 16 17 14 6 14 57 2 57 16
100.0 14.6 9.0 6.5 4.0 5.5 28.6 1.0 23.1 7.5 100.0 8.0 8.5 7.0 3.0 7.0 28.6 1.0 28.6 8.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 - - 2 1 1 15 - 2 1 22 - - - - 1 13 1 6 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - 9.1 4.5 4.5 68.2 - 9.1 4.5 100.0 - - - - 4.5 59.1 4.5 27.3 4.5
付問④：「人材派遣会社」や 46 4 5 5 8 1 11 - 9 3 46 1 6 4 5 3 12 - 12 3
「業務請負会社」である 100.0 8.7 10.9 10.9 17.4 2.2 23.9 - 19.6 6.5 100.0 2.2 13.0 8.7 10.9 6.5 26.1 - 26.1 6.5
雇用者の規模

29人以下 337 77 24 20 11 24 43 1 91 46 337 49 27 29 13 29 49 3 106 32
100.0 22.8 7.1 5.9 3.3 7.1 12.8 0.3 27.0 13.6 100.0 14.5 8.0 8.6 3.9 8.6 14.5 0.9 31.5 9.5

30～49人 188 40 21 3 3 13 47 - 42 19 188 20 22 6 2 17 54 - 53 14
100.0 21.3 11.2 1.6 1.6 6.9 25.0 - 22.3 10.1 100.0 10.6 11.7 3.2 1.1 9.0 28.7 - 28.2 7.4

50～99人 225 42 19 6 10 19 59 6 51 13 225 28 13 8 11 22 61 8 57 17
100.0 18.7 8.4 2.7 4.4 8.4 26.2 2.7 22.7 5.8 100.0 12.4 5.8 3.6 4.9 9.8 27.1 3.6 25.3 7.6

100～299人 240 26 15 14 11 19 86 5 54 10 240 12 8 11 9 25 76 6 78 15
100.0 10.8 6.3 5.8 4.6 7.9 35.8 2.1 22.5 4.2 100.0 5.0 3.3 4.6 3.8 10.4 31.7 2.5 32.5 6.3

300～499人 76 7 3 3 3 12 31 1 15 1 76 2 1 2 5 12 28 2 22 2
100.0 9.2 3.9 3.9 3.9 15.8 40.8 1.3 19.7 1.3 100.0 2.6 1.3 2.6 6.6 15.8 36.8 2.6 28.9 2.6

500～999人 55 6 7 2 6 3 23 1 5 2 55 2 3 3 3 3 25 1 13 2
100.0 10.9 12.7 3.6 10.9 5.5 41.8 1.8 9.1 3.6 100.0 3.6 5.5 5.5 5.5 5.5 45.5 1.8 23.6 3.6

1,000人以上 46 3 - 1 2 6 29 - 4 1 46 2 - 1 - 6 28 - 9 -
100.0 6.5 - 2.2 4.3 13.0 63.0 - 8.7 2.2 100.0 4.3 - 2.2 - 13.0 60.9 - 19.6 -

300人以上（計） 177 16 10 6 11 21 83 2 24 4 177 6 4 6 8 21 81 3 44 4
100.0 9.0 5.6 3.4 6.2 11.9 46.9 1.1 13.6 2.3 100.0 3.4 2.3 3.4 4.5 11.9 45.8 1.7 24.9 2.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 12 6 3 1 5 16 - 16 6 65 5 5 3 4 8 15 - 19 6
100.0 18.5 9.2 4.6 1.5 7.7 24.6 - 24.6 9.2 100.0 7.7 7.7 4.6 6.2 12.3 23.1 - 29.2 9.2

東北 105 19 3 5 5 8 31 1 27 6 105 13 - 8 3 11 30 2 29 9
100.0 18.1 2.9 4.8 4.8 7.6 29.5 1.0 25.7 5.7 100.0 12.4 - 7.6 2.9 10.5 28.6 1.9 27.6 8.6

南関東 257 44 17 4 12 21 69 4 59 27 257 20 21 12 12 21 78 4 70 19
100.0 17.1 6.6 1.6 4.7 8.2 26.8 1.6 23.0 10.5 100.0 7.8 8.2 4.7 4.7 8.2 30.4 1.6 27.2 7.4

北関東・甲信 81 11 9 7 6 5 20 - 18 5 81 8 4 4 3 8 19 1 28 6
100.0 13.6 11.1 8.6 7.4 6.2 24.7 - 22.2 6.2 100.0 9.9 4.9 4.9 3.7 9.9 23.5 1.2 34.6 7.4

北陸 63 7 8 2 2 2 23 2 12 5 63 5 6 3 3 4 19 2 20 1
100.0 11.1 12.7 3.2 3.2 3.2 36.5 3.2 19.0 7.9 100.0 7.9 9.5 4.8 4.8 6.3 30.2 3.2 31.7 1.6

東海 150 19 9 8 8 15 43 5 30 13 150 15 8 5 5 17 41 5 45 9
100.0 12.7 6.0 5.3 5.3 10.0 28.7 3.3 20.0 8.7 100.0 10.0 5.3 3.3 3.3 11.3 27.3 3.3 30.0 6.0

近畿 179 38 10 9 4 20 44 1 39 14 179 20 8 11 3 19 52 3 50 13
100.0 21.2 5.6 5.0 2.2 11.2 24.6 0.6 21.8 7.8 100.0 11.2 4.5 6.1 1.7 10.6 29.1 1.7 27.9 7.3

中国 68 9 5 4 2 4 23 1 13 7 68 5 3 4 2 5 23 2 18 6
100.0 13.2 7.4 5.9 2.9 5.9 33.8 1.5 19.1 10.3 100.0 7.4 4.4 5.9 2.9 7.4 33.8 2.9 26.5 8.8

四国 39 6 4 - 1 5 9 - 10 4 39 4 3 1 3 5 8 - 13 2
100.0 15.4 10.3 - 2.6 12.8 23.1 - 25.6 10.3 100.0 10.3 7.7 2.6 7.7 12.8 20.5 - 33.3 5.1

九州 160 36 18 7 5 11 40 - 38 5 160 20 16 9 5 16 36 1 46 11
100.0 22.5 11.3 4.4 3.1 6.9 25.0 - 23.8 3.1 100.0 12.5 10.0 5.6 3.1 10.0 22.5 0.6 28.8 6.9

三大都市圏 526 92 33 14 22 48 143 8 116 50 526 50 33 23 20 49 159 9 146 37
100.0 17.5 6.3 2.7 4.2 9.1 27.2 1.5 22.1 9.5 100.0 9.5 6.3 4.4 3.8 9.3 30.2 1.7 27.8 7.0

それ以外 641 109 56 35 24 48 175 6 146 42 641 65 41 37 23 65 162 11 192 45
100.0 17.0 8.7 5.5 3.7 7.5 27.3 0.9 22.8 6.6 100.0 10.1 6.4 5.8 3.6 10.1 25.3 1.7 30.0 7.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 201 89 49 46 96 318 14 262 92 1,167 115 74 60 43 114 321 20 338 82
100.0 17.2 7.6 4.2 3.9 8.2 27.2 1.2 22.5 7.9 100.0 9.9 6.3 5.1 3.7 9.8 27.5 1.7 29.0 7.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 201 89 49 46 96 318 14 262 92 1,167 115 74 60 43 114 321 20 338 82
100.0 17.2 7.6 4.2 3.9 8.2 27.2 1.2 22.5 7.9 100.0 9.9 6.3 5.1 3.7 9.8 27.5 1.7 29.0 7.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 19,714 8,529 5,093 4,018 9,107 27,913 1,310 25,207 9,494 110,385 11,322 7,318 6,501 3,904 11,082 28,574 1,719 31,564 8,401
100.0 17.9 7.7 4.6 3.6 8.2 25.3 1.2 22.8 8.6 100.0 10.3 6.6 5.9 3.5 10.0 25.9 1.6 28.6 7.6

※問８で「契約期間を通算して５年を超えることのみを要件として、有期労働契約時と同じ働き方のまま、無期転換できる機会を
設けている（※）」か「上記（※）に加えて、他の内容でも無期転換できる機会を設けている」か「上記（※）は無いが、他の
内容で無期転換できる機会を設けている」企業等の合計。

問９：採用されてから何らかの形で無期転換されるまでに、最短・平均でどれくらいかかる見通しですか
（それぞれ１つに〇）。

調査シリーズNo.202
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問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換
で
き
る
機
会

を
設
け
て
い
る
企
業
等

無
期
転
換
ル
ー

ル
を
遵
守
す
る
た
め

（

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）

以
前
よ
り
そ
う
し
た
雇
用
管
理
を

行
っ

て
き
た
か
ら

試
行
的
に
雇
用
し
、

働
き
ぶ
り
を

見
極
め
た
上
で
正
式
に
採
用
し
た
い
か
ら

人
手
不
足
だ
か
ら
（

無
期
労
働
契
約
へ
の

移
行
で
定
着
等
が
期
待
で
き
る
か
ら
）

優
秀
な
人
材
が
い
れ
ば
、

確
保
し
た
い
か
ら

若
年
者
（

新
規
学
卒
者
を
含
む
）

の

採
用
が
難
し
く
な
っ

て
い
る
か
ら

よ
り
高
度
な
仕
事
や
責
任
の
あ
る

仕
事
を
、

任
せ
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
か
ら

教
育
訓
練
投
資
を
行
い
や
す
く
な
る
か
ら

労
働
者
自
身
が
希
望
し
て
い
る
か
ら

（

労
働
組
合
の
要
求
だ
か
ら
）

処
遇
を
改
善
し
た
い
か
ら
（

雇
用
不
安

の
払
拭
や
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
ア
ッ

プ
に

つ
な
が
る
と
思
う
か
ら
）

経
験
・
技
能
の
蓄
積
や
ノ
ウ
ハ
ウ

の
伝
承
が
、

図
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
か
ら

職
場
の
一
体
感
が
醸
成
さ
れ
る

（

人
間
関
係
が
良
好
に
な
る
）

か
ら

有
期
労
働
契
約
を
反
復
更
新
し
て
、

い
つ
ま
で
も
雇
用
し
続
け
る
の
は

お
か
し
い
と
思
う
か
ら

そ
の
他

　
無
回
答

全体計 1,413 871 329 339 289 668 141 215 31 230 264 153 84 69 16 68
100.0 61.6 23.3 24.0 20.5 47.3 10.0 15.2 2.2 16.3 18.7 10.8 5.9 4.9 1.1 4.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - 1 - - - 1 - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - 100.0 - - - -

建設業 78 37 21 20 15 35 8 8 2 6 6 5 2 5 - 4
100.0 47.4 26.9 25.6 19.2 44.9 10.3 10.3 2.6 7.7 7.7 6.4 2.6 6.4 - 5.1

製造業 243 140 52 67 40 123 27 38 5 45 45 21 11 15 1 11
100.0 57.6 21.4 27.6 16.5 50.6 11.1 15.6 2.1 18.5 18.5 8.6 4.5 6.2 0.4 4.5

電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 - 1 2 4 1 1 - 2 1 2 - - - -
100.0 60.0 - 20.0 40.0 80.0 20.0 20.0 - 40.0 20.0 40.0 - - - -

情報通信業 47 31 11 15 6 22 - 7 - 7 4 8 2 3 2 1
100.0 66.0 23.4 31.9 12.8 46.8 - 14.9 - 14.9 8.5 17.0 4.3 6.4 4.3 2.1

運輸業、郵便業 60 36 15 11 23 21 6 7 1 11 12 9 2 4 1 3
100.0 60.0 25.0 18.3 38.3 35.0 10.0 11.7 1.7 18.3 20.0 15.0 3.3 6.7 1.7 5.0

卸売業、小売業 167 103 34 39 40 76 16 22 2 31 29 15 9 9 4 8
100.0 61.7 20.4 23.4 24.0 45.5 9.6 13.2 1.2 18.6 17.4 9.0 5.4 5.4 2.4 4.8

金融業、保険業 31 23 9 4 2 13 1 5 - 3 6 4 1 1 - 2
100.0 74.2 29.0 12.9 6.5 41.9 3.2 16.1 - 9.7 19.4 12.9 3.2 3.2 - 6.5

不動産業、物品賃貸業 32 20 6 9 4 13 - 8 - 5 4 6 3 - - 1
100.0 62.5 18.8 28.1 12.5 40.6 - 25.0 - 15.6 12.5 18.8 9.4 - - 3.1

学術研究、専門・技術サービス業 40 24 7 10 5 18 4 6 2 9 9 1 3 1 1 3
100.0 60.0 17.5 25.0 12.5 45.0 10.0 15.0 5.0 22.5 22.5 2.5 7.5 2.5 2.5 7.5

宿泊業、飲食サービス業 33 18 5 6 9 20 6 6 1 5 7 3 1 1 1 -
100.0 54.5 15.2 18.2 27.3 60.6 18.2 18.2 3.0 15.2 21.2 9.1 3.0 3.0 3.0 -

生活関連サービス業、娯楽業 36 24 9 9 8 14 4 5 1 4 7 5 4 1 - 2
100.0 66.7 25.0 25.0 22.2 38.9 11.1 13.9 2.8 11.1 19.4 13.9 11.1 2.8 - 5.6

教育、学習支援業 94 66 23 20 13 42 9 15 3 12 15 12 8 4 - 9
100.0 70.2 24.5 21.3 13.8 44.7 9.6 16.0 3.2 12.8 16.0 12.8 8.5 4.3 - 9.6

医療、福祉 399 241 110 99 98 207 48 68 13 72 97 44 31 18 4 17
100.0 60.4 27.6 24.8 24.6 51.9 12.0 17.0 3.3 18.0 24.3 11.0 7.8 4.5 1.0 4.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 2 2 1 9 3 3 - 4 2 1 1 1 - -
100.0 87.0 8.7 8.7 4.3 39.1 13.0 13.0 - 17.4 8.7 4.3 4.3 4.3 - -

サービス業（他に分類されないもの） 119 81 24 27 22 49 8 14 1 14 19 16 6 6 2 6
100.0 68.1 20.2 22.7 18.5 41.2 6.7 11.8 0.8 11.8 16.0 13.4 5.0 5.0 1.7 5.0

その他 5 4 1 - 1 2 - 1 - - 1 - - - - 1
100.0 80.0 20.0 - 20.0 40.0 - 20.0 - - 20.0 - - - - 20.0

サービス業（計） 251 167 47 54 45 110 25 34 5 36 44 26 15 10 4 11
100.0 66.5 18.7 21.5 17.9 43.8 10.0 13.5 2.0 14.3 17.5 10.4 6.0 4.0 1.6 4.4

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 22 3 6 1 7 1 5 - 4 3 4 1 - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 95.7 13.0 26.1 4.3 30.4 4.3 21.7 - 17.4 13.0 17.4 4.3 - - -
付問④：「人材派遣会社」や 57 38 12 14 18 23 5 9 1 7 8 7 2 2 1 3
「業務請負会社」である 100.0 66.7 21.1 24.6 31.6 40.4 8.8 15.8 1.8 12.3 14.0 12.3 3.5 3.5 1.8 5.3
雇用者の規模

29人以下 452 201 121 133 92 195 53 69 12 63 74 58 31 28 9 37
100.0 44.5 26.8 29.4 20.4 43.1 11.7 15.3 2.7 13.9 16.4 12.8 6.9 6.2 2.0 8.2

30～49人 242 134 57 58 50 120 20 43 6 41 48 23 17 8 2 16
100.0 55.4 23.6 24.0 20.7 49.6 8.3 17.8 2.5 16.9 19.8 9.5 7.0 3.3 0.8 6.6

50～99人 263 172 73 73 49 143 30 46 5 42 53 24 14 11 - 4
100.0 65.4 27.8 27.8 18.6 54.4 11.4 17.5 1.9 16.0 20.2 9.1 5.3 4.2 - 1.5

100～299人 261 192 55 46 55 122 24 34 5 46 51 27 13 11 2 9
100.0 73.6 21.1 17.6 21.1 46.7 9.2 13.0 1.9 17.6 19.5 10.3 5.0 4.2 0.8 3.4

300～499人 85 77 9 15 18 38 9 14 1 18 20 9 5 6 1 1
100.0 90.6 10.6 17.6 21.2 44.7 10.6 16.5 1.2 21.2 23.5 10.6 5.9 7.1 1.2 1.2

500～999人 58 49 7 6 14 25 3 6 - 12 11 8 1 3 1 -
100.0 84.5 12.1 10.3 24.1 43.1 5.2 10.3 - 20.7 19.0 13.8 1.7 5.2 1.7 -

1,000人以上 52 46 7 8 11 25 2 3 2 8 7 4 3 2 1 1
100.0 88.5 13.5 15.4 21.2 48.1 3.8 5.8 3.8 15.4 13.5 7.7 5.8 3.8 1.9 1.9

300人以上（計） 195 172 23 29 43 88 14 23 3 38 38 21 9 11 3 2
100.0 88.2 11.8 14.9 22.1 45.1 7.2 11.8 1.5 19.5 19.5 10.8 4.6 5.6 1.5 1.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 47 23 22 21 40 15 12 - 14 12 13 5 5 1 9
100.0 50.5 24.7 23.7 22.6 43.0 16.1 12.9 - 15.1 12.9 14.0 5.4 5.4 1.1 9.7

東北 130 82 24 30 28 51 16 17 3 20 29 14 7 4 - 5
100.0 63.1 18.5 23.1 21.5 39.2 12.3 13.1 2.3 15.4 22.3 10.8 5.4 3.1 - 3.8

南関東 315 200 71 79 53 147 30 48 6 49 61 32 20 8 5 9
100.0 63.5 22.5 25.1 16.8 46.7 9.5 15.2 1.9 15.6 19.4 10.2 6.3 2.5 1.6 2.9

北関東・甲信 94 54 19 19 17 42 5 15 3 9 12 4 5 5 1 6
100.0 57.4 20.2 20.2 18.1 44.7 5.3 16.0 3.2 9.6 12.8 4.3 5.3 5.3 1.1 6.4

北陸 73 53 16 23 16 34 10 13 2 10 15 5 2 6 - -
100.0 72.6 21.9 31.5 21.9 46.6 13.7 17.8 2.7 13.7 20.5 6.8 2.7 8.2 - -

東海 173 113 44 36 42 89 13 26 4 32 26 25 13 7 - 10
100.0 65.3 25.4 20.8 24.3 51.4 7.5 15.0 2.3 18.5 15.0 14.5 7.5 4.0 - 5.8

近畿 217 124 52 46 43 103 14 34 3 32 33 20 11 11 2 15
100.0 57.1 24.0 21.2 19.8 47.5 6.5 15.7 1.4 14.7 15.2 9.2 5.1 5.1 0.9 6.9

中国 78 50 17 19 16 29 8 8 1 16 14 4 2 2 3 1
100.0 64.1 21.8 24.4 20.5 37.2 10.3 10.3 1.3 20.5 17.9 5.1 2.6 2.6 3.8 1.3

四国 44 28 11 13 12 23 6 7 2 2 13 7 2 9 1 2
100.0 63.6 25.0 29.5 27.3 52.3 13.6 15.9 4.5 4.5 29.5 15.9 4.5 20.5 2.3 4.5

九州 196 120 52 52 41 110 24 35 7 46 49 29 17 12 3 11
100.0 61.2 26.5 26.5 20.9 56.1 12.2 17.9 3.6 23.5 25.0 14.8 8.7 6.1 1.5 5.6

三大都市圏 639 392 148 149 124 312 53 98 12 104 113 70 40 21 6 32
100.0 61.3 23.2 23.3 19.4 48.8 8.3 15.3 1.9 16.3 17.7 11.0 6.3 3.3 0.9 5.0

それ以外 774 479 181 190 165 356 88 117 19 126 151 83 44 48 10 36
100.0 61.9 23.4 24.5 21.3 46.0 11.4 15.1 2.5 16.3 19.5 10.7 5.7 6.2 1.3 4.7

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 871 329 339 289 668 141 215 31 230 264 153 84 69 16 68
100.0 61.6 23.3 24.0 20.5 47.3 10.0 15.2 2.2 16.3 18.7 10.8 5.9 4.9 1.1 4.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 871 329 339 289 668 141 215 31 230 264 153 84 69 16 68
100.0 61.6 23.3 24.0 20.5 47.3 10.0 15.2 2.2 16.3 18.7 10.8 5.9 4.9 1.1 4.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 79,902 31,311 33,069 27,744 62,996 13,615 20,223 2,905 21,583 24,625 14,438 8,024 6,754 1,860 6,786
100.0 59.4 23.3 24.6 20.6 46.8 10.1 15.0 2.2 16.0 18.3 10.7 6.0 5.0 1.4 5.0

問１０：無期転換できる機会を設けている（設ける）理由は、何ですか（該当すべてに〇）。 調査シリーズNo.202
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問
8
で
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ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は

パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者

に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期

転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る

企
業
等

規
定
し
て
い
る

今
後
、

規
定
す
る

規
定
し
て
い
な
い
・

今
後
の
予
定
も
な
い

就
業
規
則
が
な
い

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は

パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者

に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期

転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る

企
業
等

説
明
し
て
い
る

今
後
、

説
明
す
る

説
明
し
て
い
な
い
・

今
後
の
予
定
も
な
い

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は

パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者

に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期

転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る

企
業
等

案
内
し
て
い
る

今
後
、

案
内
す
る

案
内
し
て
い
な
い
・

今
後
の
予
定
も
な
い

　
無
回
答

全体計 1,413 742 343 277 30 21 1,413 859 331 193 30 1,413 682 413 281 37
100.0 52.5 24.3 19.6 2.1 1.5 100.0 60.8 23.4 13.7 2.1 100.0 48.3 29.2 19.9 2.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 1 - - 1 - - 1 - 1 - - 1 -
100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 -

建設業 78 31 23 14 8 2 78 36 24 14 4 78 36 23 13 6
100.0 39.7 29.5 17.9 10.3 2.6 100.0 46.2 30.8 17.9 5.1 100.0 46.2 29.5 16.7 7.7

製造業 243 130 54 53 3 3 243 150 52 37 4 243 120 66 51 6
100.0 53.5 22.2 21.8 1.2 1.2 100.0 61.7 21.4 15.2 1.6 100.0 49.4 27.2 21.0 2.5

電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 - 2 - - 5 2 2 1 - 5 2 2 1 -
100.0 60.0 - 40.0 - - 100.0 40.0 40.0 20.0 - 100.0 40.0 40.0 20.0 -

情報通信業 47 26 7 13 - 1 47 38 4 5 - 47 31 12 4 -
100.0 55.3 14.9 27.7 - 2.1 100.0 80.9 8.5 10.6 - 100.0 66.0 25.5 8.5 -

運輸業、郵便業 60 27 17 15 - 1 60 31 18 9 2 60 28 19 11 2
100.0 45.0 28.3 25.0 - 1.7 100.0 51.7 30.0 15.0 3.3 100.0 46.7 31.7 18.3 3.3

卸売業、小売業 167 80 50 28 7 2 167 91 51 20 5 167 73 63 26 5
100.0 47.9 29.9 16.8 4.2 1.2 100.0 54.5 30.5 12.0 3.0 100.0 43.7 37.7 15.6 3.0

金融業、保険業 31 23 2 6 - - 31 23 3 5 - 31 15 7 9 -
100.0 74.2 6.5 19.4 - - 100.0 74.2 9.7 16.1 - 100.0 48.4 22.6 29.0 -

不動産業、物品賃貸業 32 20 7 4 1 - 32 23 6 3 - 32 18 7 7 -
100.0 62.5 21.9 12.5 3.1 - 100.0 71.9 18.8 9.4 - 100.0 56.3 21.9 21.9 -

学術研究、専門・技術サービス業 40 18 10 11 - 1 40 24 5 10 1 40 22 7 10 1
100.0 45.0 25.0 27.5 - 2.5 100.0 60.0 12.5 25.0 2.5 100.0 55.0 17.5 25.0 2.5

宿泊業、飲食サービス業 33 21 8 3 1 - 33 23 7 3 - 33 15 8 9 1
100.0 63.6 24.2 9.1 3.0 - 100.0 69.7 21.2 9.1 - 100.0 45.5 24.2 27.3 3.0

生活関連サービス業、娯楽業 36 16 6 13 1 - 36 25 3 7 1 36 18 7 11 -
100.0 44.4 16.7 36.1 2.8 - 100.0 69.4 8.3 19.4 2.8 100.0 50.0 19.4 30.6 -

教育、学習支援業 94 47 20 23 3 1 94 51 18 24 1 94 45 16 31 2
100.0 50.0 21.3 24.5 3.2 1.1 100.0 54.3 19.1 25.5 1.1 100.0 47.9 17.0 33.0 2.1

医療、福祉 399 210 109 70 3 7 399 252 106 33 8 399 183 144 63 9
100.0 52.6 27.3 17.5 0.8 1.8 100.0 63.2 26.6 8.3 2.0 100.0 45.9 36.1 15.8 2.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 18 1 4 - - 23 14 2 6 1 23 11 3 8 1
100.0 78.3 4.3 17.4 - - 100.0 60.9 8.7 26.1 4.3 100.0 47.8 13.0 34.8 4.3

サービス業（他に分類されないもの） 119 70 27 17 2 3 119 73 28 15 3 119 62 27 26 4
100.0 58.8 22.7 14.3 1.7 2.5 100.0 61.3 23.5 12.6 2.5 100.0 52.1 22.7 21.8 3.4

その他 5 2 2 - 1 - 5 3 2 - - 5 3 2 - -
100.0 40.0 40.0 - 20.0 - 100.0 60.0 40.0 - - 100.0 60.0 40.0 - -

サービス業（計） 251 143 52 48 4 4 251 159 45 41 6 251 128 52 64 7
100.0 57.0 20.7 19.1 1.6 1.6 100.0 63.3 17.9 16.3 2.4 100.0 51.0 20.7 25.5 2.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 18 1 4 - - 23 18 3 2 - 23 14 2 7 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 78.3 4.3 17.4 - - 100.0 78.3 13.0 8.7 - 100.0 60.9 8.7 30.4 -
付問④：「人材派遣会社」や 57 35 12 7 1 2 57 35 13 7 2 57 30 12 12 3
「業務請負会社」である 100.0 61.4 21.1 12.3 1.8 3.5 100.0 61.4 22.8 12.3 3.5 100.0 52.6 21.1 21.1 5.3
雇用者の規模

29人以下 452 179 133 107 24 9 452 228 135 75 14 452 187 156 92 17
100.0 39.6 29.4 23.7 5.3 2.0 100.0 50.4 29.9 16.6 3.1 100.0 41.4 34.5 20.4 3.8

30～49人 242 116 68 50 2 6 242 143 59 33 7 242 119 74 39 10
100.0 47.9 28.1 20.7 0.8 2.5 100.0 59.1 24.4 13.6 2.9 100.0 49.2 30.6 16.1 4.1

50～99人 263 134 73 49 3 4 263 162 63 34 4 263 122 83 53 5
100.0 51.0 27.8 18.6 1.1 1.5 100.0 61.6 24.0 12.9 1.5 100.0 46.4 31.6 20.2 1.9

100～299人 261 163 50 45 1 2 261 175 51 31 4 261 133 70 54 4
100.0 62.5 19.2 17.2 0.4 0.8 100.0 67.0 19.5 11.9 1.5 100.0 51.0 26.8 20.7 1.5

300～499人 85 61 10 14 - - 85 64 14 6 1 85 54 13 17 1
100.0 71.8 11.8 16.5 - - 100.0 75.3 16.5 7.1 1.2 100.0 63.5 15.3 20.0 1.2

500～999人 58 45 4 9 - - 58 45 4 9 - 58 37 10 11 -
100.0 77.6 6.9 15.5 - - 100.0 77.6 6.9 15.5 - 100.0 63.8 17.2 19.0 -

1,000人以上 52 44 5 3 - - 52 42 5 5 - 52 30 7 15 -
100.0 84.6 9.6 5.8 - - 100.0 80.8 9.6 9.6 - 100.0 57.7 13.5 28.8 -

300人以上（計） 195 150 19 26 - - 195 151 23 20 1 195 121 30 43 1
100.0 76.9 9.7 13.3 - - 100.0 77.4 11.8 10.3 0.5 100.0 62.1 15.4 22.1 0.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 41 19 29 1 3 93 54 24 13 2 93 41 28 21 3
100.0 44.1 20.4 31.2 1.1 3.2 100.0 58.1 25.8 14.0 2.2 100.0 44.1 30.1 22.6 3.2

東北 130 57 41 28 2 2 130 70 41 15 4 130 66 46 15 3
100.0 43.8 31.5 21.5 1.5 1.5 100.0 53.8 31.5 11.5 3.1 100.0 50.8 35.4 11.5 2.3

南関東 315 178 63 59 11 4 315 200 63 46 6 315 166 83 59 7
100.0 56.5 20.0 18.7 3.5 1.3 100.0 63.5 20.0 14.6 1.9 100.0 52.7 26.3 18.7 2.2

北関東・甲信 94 44 29 14 5 2 94 56 21 13 4 94 43 26 21 4
100.0 46.8 30.9 14.9 5.3 2.1 100.0 59.6 22.3 13.8 4.3 100.0 45.7 27.7 22.3 4.3

北陸 73 41 18 13 1 - 73 42 22 8 1 73 29 29 15 -
100.0 56.2 24.7 17.8 1.4 - 100.0 57.5 30.1 11.0 1.4 100.0 39.7 39.7 20.5 -

東海 173 92 37 41 2 1 173 104 34 30 5 173 78 41 48 6
100.0 53.2 21.4 23.7 1.2 0.6 100.0 60.1 19.7 17.3 2.9 100.0 45.1 23.7 27.7 3.5

近畿 217 111 61 39 4 2 217 127 52 36 2 217 98 64 52 3
100.0 51.2 28.1 18.0 1.8 0.9 100.0 58.5 24.0 16.6 0.9 100.0 45.2 29.5 24.0 1.4

中国 78 51 14 10 1 2 78 55 16 5 2 78 44 21 10 3
100.0 65.4 17.9 12.8 1.3 2.6 100.0 70.5 20.5 6.4 2.6 100.0 56.4 26.9 12.8 3.8

四国 44 31 5 8 - - 44 31 8 4 1 44 24 10 8 2
100.0 70.5 11.4 18.2 - - 100.0 70.5 18.2 9.1 2.3 100.0 54.5 22.7 18.2 4.5

九州 196 96 56 36 3 5 196 120 50 23 3 196 93 65 32 6
100.0 49.0 28.6 18.4 1.5 2.6 100.0 61.2 25.5 11.7 1.5 100.0 47.4 33.2 16.3 3.1

三大都市圏 639 345 151 121 16 6 639 392 137 99 11 639 316 174 137 12
100.0 54.0 23.6 18.9 2.5 0.9 100.0 61.3 21.4 15.5 1.7 100.0 49.5 27.2 21.4 1.9

それ以外 774 397 192 156 14 15 774 467 194 94 19 774 366 239 144 25
100.0 51.3 24.8 20.2 1.8 1.9 100.0 60.3 25.1 12.1 2.5 100.0 47.3 30.9 18.6 3.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 742 343 277 30 21 1,413 859 331 193 30 1,413 682 413 281 37
100.0 52.5 24.3 19.6 2.1 1.5 100.0 60.8 23.4 13.7 2.1 100.0 48.3 29.2 19.9 2.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 742 343 277 30 21 1,413 859 331 193 30 1,413 682 413 281 37
100.0 52.5 24.3 19.6 2.1 1.5 100.0 60.8 23.4 13.7 2.1 100.0 48.3 29.2 19.9 2.6

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 68,117 34,120 26,823 3,422 2,028 134,510 80,033 32,749 18,709 3,019 134,510 63,968 40,524 26,346 3,672
100.0 50.6 25.4 19.9 2.5 1.5 100.0 59.5 24.3 13.9 2.2 100.0 47.6 30.1 19.6 2.7

問１１：無期転換できる機会について、
就業規則に規定していますか（１つに〇）。

問１１付問①：無期転換
できる機会の内容について、
有期契約労働者に説明して
いますか（１つに〇）。

問１１付問②：通算契約期間等
の要件を満たした個別の対象者
に、無期転換できることを案内
していますか（１つに〇）。
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全体計 1,413 1,269 120 24 1,413 1,155 211 47 1,413 213 1,148 52
100.0 89.8 8.5 1.7 100.0 81.7 14.9 3.3 100.0 15.1 81.2 3.7

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - 1 1 - - 1 - 1 -
100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 -

建設業 78 64 11 3 78 57 14 7 78 17 53 8
100.0 82.1 14.1 3.8 100.0 73.1 17.9 9.0 100.0 21.8 67.9 10.3

製造業 243 221 20 2 243 200 42 1 243 32 207 4
100.0 90.9 8.2 0.8 100.0 82.3 17.3 0.4 100.0 13.2 85.2 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 2 - 5 3 1 1 5 - 5 -
100.0 60.0 40.0 - 100.0 60.0 20.0 20.0 100.0 - 100.0 -

情報通信業 47 42 5 - 47 40 6 1 47 9 38 -
100.0 89.4 10.6 - 100.0 85.1 12.8 2.1 100.0 19.1 80.9 -

運輸業、郵便業 60 53 6 1 60 43 12 5 60 13 42 5
100.0 88.3 10.0 1.7 100.0 71.7 20.0 8.3 100.0 21.7 70.0 8.3

卸売業、小売業 167 147 17 3 167 137 26 4 167 27 135 5
100.0 88.0 10.2 1.8 100.0 82.0 15.6 2.4 100.0 16.2 80.8 3.0

金融業、保険業 31 25 6 - 31 26 5 - 31 2 28 1
100.0 80.6 19.4 - 100.0 83.9 16.1 - 100.0 6.5 90.3 3.2

不動産業、物品賃貸業 32 26 6 - 32 25 7 - 32 5 27 -
100.0 81.3 18.8 - 100.0 78.1 21.9 - 100.0 15.6 84.4 -

学術研究、専門・技術サービス業 40 34 5 1 40 32 7 1 40 11 28 1
100.0 85.0 12.5 2.5 100.0 80.0 17.5 2.5 100.0 27.5 70.0 2.5

宿泊業、飲食サービス業 33 31 2 - 33 26 6 1 33 4 28 1
100.0 93.9 6.1 - 100.0 78.8 18.2 3.0 100.0 12.1 84.8 3.0

生活関連サービス業、娯楽業 36 33 3 - 36 32 2 2 36 3 30 3
100.0 91.7 8.3 - 100.0 88.9 5.6 5.6 100.0 8.3 83.3 8.3

教育、学習支援業 94 83 9 2 94 76 16 2 94 10 82 2
100.0 88.3 9.6 2.1 100.0 80.9 17.0 2.1 100.0 10.6 87.2 2.1

医療、福祉 399 376 16 7 399 336 46 17 399 61 326 12
100.0 94.2 4.0 1.8 100.0 84.2 11.5 4.3 100.0 15.3 81.7 3.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 2 1 23 18 4 1 23 4 18 1
100.0 87.0 8.7 4.3 100.0 78.3 17.4 4.3 100.0 17.4 78.3 4.3

サービス業（他に分類されないもの） 119 108 7 4 119 101 14 4 119 14 97 8
100.0 90.8 5.9 3.4 100.0 84.9 11.8 3.4 100.0 11.8 81.5 6.7

その他 5 2 3 - 5 2 3 - 5 1 3 1
100.0 40.0 60.0 - 100.0 40.0 60.0 - 100.0 20.0 60.0 20.0

サービス業（計） 251 226 19 6 251 209 33 9 251 36 201 14
100.0 90.0 7.6 2.4 100.0 83.3 13.1 3.6 100.0 14.3 80.1 5.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 18 5 - 23 18 5 - 23 1 22 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 78.3 21.7 - 100.0 78.3 21.7 - 100.0 4.3 95.7 -
付問④：「人材派遣会社」や 57 52 4 1 57 46 10 1 57 7 49 1
「業務請負会社」である 100.0 91.2 7.0 1.8 100.0 80.7 17.5 1.8 100.0 12.3 86.0 1.8
雇用者の規模

29人以下 452 379 58 15 452 347 83 22 452 69 361 22
100.0 83.8 12.8 3.3 100.0 76.8 18.4 4.9 100.0 15.3 79.9 4.9

30～49人 242 219 18 5 242 201 29 12 242 43 186 13
100.0 90.5 7.4 2.1 100.0 83.1 12.0 5.0 100.0 17.8 76.9 5.4

50～99人 263 246 15 2 263 217 41 5 263 38 219 6
100.0 93.5 5.7 0.8 100.0 82.5 15.6 1.9 100.0 14.4 83.3 2.3

100～299人 261 247 12 2 261 217 39 5 261 37 216 8
100.0 94.6 4.6 0.8 100.0 83.1 14.9 1.9 100.0 14.2 82.8 3.1

300～499人 85 77 8 - 85 73 10 2 85 12 70 3
100.0 90.6 9.4 - 100.0 85.9 11.8 2.4 100.0 14.1 82.4 3.5

500～999人 58 53 5 - 58 53 4 1 58 7 51 -
100.0 91.4 8.6 - 100.0 91.4 6.9 1.7 100.0 12.1 87.9 -

1,000人以上 52 48 4 - 52 47 5 - 52 7 45 -
100.0 92.3 7.7 - 100.0 90.4 9.6 - 100.0 13.5 86.5 -

300人以上（計） 195 178 17 - 195 173 19 3 195 26 166 3
100.0 91.3 8.7 - 100.0 88.7 9.7 1.5 100.0 13.3 85.1 1.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 84 8 1 93 79 12 2 93 13 77 3
100.0 90.3 8.6 1.1 100.0 84.9 12.9 2.2 100.0 14.0 82.8 3.2

東北 130 111 17 2 130 100 28 2 130 16 110 4
100.0 85.4 13.1 1.5 100.0 76.9 21.5 1.5 100.0 12.3 84.6 3.1

南関東 315 288 21 6 315 260 43 12 315 54 248 13
100.0 91.4 6.7 1.9 100.0 82.5 13.7 3.8 100.0 17.1 78.7 4.1

北関東・甲信 94 84 5 5 94 72 15 7 94 13 74 7
100.0 89.4 5.3 5.3 100.0 76.6 16.0 7.4 100.0 13.8 78.7 7.4

北陸 73 66 7 - 73 59 14 - 73 19 52 2
100.0 90.4 9.6 - 100.0 80.8 19.2 - 100.0 26.0 71.2 2.7

東海 173 153 20 - 173 148 24 1 173 18 153 2
100.0 88.4 11.6 - 100.0 85.5 13.9 0.6 100.0 10.4 88.4 1.2

近畿 217 197 20 - 217 184 27 6 217 28 185 4
100.0 90.8 9.2 - 100.0 84.8 12.4 2.8 100.0 12.9 85.3 1.8

中国 78 70 6 2 78 63 12 3 78 10 64 4
100.0 89.7 7.7 2.6 100.0 80.8 15.4 3.8 100.0 12.8 82.1 5.1

四国 44 40 1 3 44 37 4 3 44 7 33 4
100.0 90.9 2.3 6.8 100.0 84.1 9.1 6.8 100.0 15.9 75.0 9.1

九州 196 176 15 5 196 153 32 11 196 35 152 9
100.0 89.8 7.7 2.6 100.0 78.1 16.3 5.6 100.0 17.9 77.6 4.6

三大都市圏 639 579 54 6 639 533 88 18 639 92 529 18
100.0 90.6 8.5 0.9 100.0 83.4 13.8 2.8 100.0 14.4 82.8 2.8

それ以外 774 690 66 18 774 622 123 29 774 121 619 34
100.0 89.1 8.5 2.3 100.0 80.4 15.9 3.7 100.0 15.6 80.0 4.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 1,269 120 24 1,413 1,155 211 47 1,413 213 1,148 52
100.0 89.8 8.5 1.7 100.0 81.7 14.9 3.3 100.0 15.1 81.2 3.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 1,269 120 24 1,413 1,155 211 47 1,413 213 1,148 52
100.0 89.8 8.5 1.7 100.0 81.7 14.9 3.3 100.0 15.1 81.2 3.7

雇用していない - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 120,340 11,786 2,384 134,510 109,441 20,572 4,497 134,510 20,394 108,979 5,137
100.0 89.5 8.8 1.8 100.0 81.4 15.3 3.3 100.0 15.2 81.0 3.8

問１２付問②：無期転換を希望しない
対象者がいた場合、それを宣誓するよう
な書類の提出を求めますか（１つに〇）。

問１２：無期転換を希望しない場合、
契約期間を通算して5年を超えても、
有期契約労働者として働き続けられる
仕組みになっていますか（１つに〇）。

問１２付問①：無期転換
ルールの施行前（2013年
3月以前）は、どうなって
いましたか（１つに〇）。
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全体計 1,177 773 66 165 123 323 48 1,177 676 32 116 63 241 49
100.0 65.7 5.6 14.0 10.5 27.4 4.1 100.0 57.4 2.7 9.9 5.4 20.5 4.2

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - 1 - - - 1 - - 1 - - -
100.0 100.0 - 100.0 - - - 100.0 - - 100.0 - - -

建設業 62 41 6 11 5 12 4 62 38 3 6 3 8 4
100.0 66.1 9.7 17.7 8.1 19.4 6.5 100.0 61.3 4.8 9.7 4.8 12.9 6.5

製造業 205 134 13 31 24 64 9 205 111 6 21 12 46 9
100.0 65.4 6.3 15.1 11.7 31.2 4.4 100.0 54.1 2.9 10.2 5.9 22.4 4.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 - 1 - 3 - 3 1 - - - 2 -
100.0 33.3 - 33.3 - 100.0 - 100.0 33.3 - - - 66.7 -

情報通信業 45 21 2 5 6 20 1 45 17 2 5 4 16 1
100.0 46.7 4.4 11.1 13.3 44.4 2.2 100.0 37.8 4.4 11.1 8.9 35.6 2.2

運輸業、郵便業 53 38 2 10 5 12 2 53 35 - 6 2 8 2
100.0 71.7 3.8 18.9 9.4 22.6 3.8 100.0 66.0 - 11.3 3.8 15.1 3.8

卸売業、小売業 128 94 7 12 11 40 7 128 79 4 6 6 26 7
100.0 73.4 5.5 9.4 8.6 31.3 5.5 100.0 61.7 3.1 4.7 4.7 20.3 5.5

金融業、保険業 27 21 1 1 3 4 - 27 21 1 - 2 3 -
100.0 77.8 3.7 3.7 11.1 14.8 - 100.0 77.8 3.7 - 7.4 11.1 -

不動産業、物品賃貸業 25 14 - 4 2 5 3 25 13 - 4 - 5 3
100.0 56.0 - 16.0 8.0 20.0 12.0 100.0 52.0 - 16.0 - 20.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 21 1 6 4 10 - 33 18 1 6 2 6 -
100.0 63.6 3.0 18.2 12.1 30.3 - 100.0 54.5 3.0 18.2 6.1 18.2 -

宿泊業、飲食サービス業 27 16 1 5 2 7 3 27 15 - 3 1 5 3
100.0 59.3 3.7 18.5 7.4 25.9 11.1 100.0 55.6 - 11.1 3.7 18.5 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 23 - 2 2 6 1 29 20 - 2 2 4 1
100.0 79.3 - 6.9 6.9 20.7 3.4 100.0 69.0 - 6.9 6.9 13.8 3.4

教育、学習支援業 77 51 4 12 8 24 2 77 44 1 9 2 19 2
100.0 66.2 5.2 15.6 10.4 31.2 2.6 100.0 57.1 1.3 11.7 2.6 24.7 2.6

医療、福祉 334 203 22 46 40 95 14 334 180 10 32 21 76 15
100.0 60.8 6.6 13.8 12.0 28.4 4.2 100.0 53.9 3.0 9.6 6.3 22.8 4.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 17 1 1 2 3 1 22 17 - 1 1 2 1
100.0 77.3 4.5 4.5 9.1 13.6 4.5 100.0 77.3 - 4.5 4.5 9.1 4.5

サービス業（他に分類されないもの） 102 74 6 16 9 17 1 102 65 4 13 5 14 1
100.0 72.5 5.9 15.7 8.8 16.7 1.0 100.0 63.7 3.9 12.7 4.9 13.7 1.0

その他 4 3 - 1 - 1 - 4 2 - 1 - 1 -
100.0 75.0 - 25.0 - 25.0 - 100.0 50.0 - 25.0 - 25.0 -

サービス業（計） 213 151 9 30 19 43 6 213 135 5 25 11 31 6
100.0 70.9 4.2 14.1 8.9 20.2 2.8 100.0 63.4 2.3 11.7 5.2 14.6 2.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 18 - 2 1 4 - 21 17 - 2 - 2 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 85.7 - 9.5 4.8 19.0 - 100.0 81.0 - 9.5 - 9.5 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 38 3 9 3 9 - 51 34 2 7 1 7 -
「業務請負会社」である 100.0 74.5 5.9 17.6 5.9 17.6 - 100.0 66.7 3.9 13.7 2.0 13.7 -
雇用者の規模

29人以下 336 189 23 48 33 99 21 336 157 14 35 24 85 21
100.0 56.3 6.8 14.3 9.8 29.5 6.3 100.0 46.7 4.2 10.4 7.1 25.3 6.3

30～49人 189 120 8 35 21 47 7 189 100 6 26 12 38 7
100.0 63.5 4.2 18.5 11.1 24.9 3.7 100.0 52.9 3.2 13.8 6.3 20.1 3.7

50～99人 231 147 16 31 26 68 6 231 137 4 21 11 52 6
100.0 63.6 6.9 13.4 11.3 29.4 2.6 100.0 59.3 1.7 9.1 4.8 22.5 2.6

100～299人 239 174 12 33 26 63 8 239 152 5 22 8 43 9
100.0 72.8 5.0 13.8 10.9 26.4 3.3 100.0 63.6 2.1 9.2 3.3 18.0 3.8

300～499人 80 60 4 9 9 17 4 80 54 2 7 5 8 4
100.0 75.0 5.0 11.3 11.3 21.3 5.0 100.0 67.5 2.5 8.8 6.3 10.0 5.0

500～999人 54 41 2 7 2 16 1 54 37 1 4 1 10 1
100.0 75.9 3.7 13.0 3.7 29.6 1.9 100.0 68.5 1.9 7.4 1.9 18.5 1.9

1,000人以上 48 42 1 2 6 13 1 48 39 - 1 2 5 1
100.0 87.5 2.1 4.2 12.5 27.1 2.1 100.0 81.3 - 2.1 4.2 10.4 2.1

300人以上（計） 182 143 7 18 17 46 6 182 130 3 12 8 23 6
100.0 78.6 3.8 9.9 9.3 25.3 3.3 100.0 71.4 1.6 6.6 4.4 12.6 3.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 58 6 8 7 25 2 82 53 2 5 3 17 2
100.0 70.7 7.3 9.8 8.5 30.5 2.4 100.0 64.6 2.4 6.1 3.7 20.7 2.4

東北 109 74 9 20 11 36 1 109 62 3 12 7 24 1
100.0 67.9 8.3 18.3 10.1 33.0 0.9 100.0 56.9 2.8 11.0 6.4 22.0 0.9

南関東 256 165 13 32 33 75 9 256 143 6 23 17 58 9
100.0 64.5 5.1 12.5 12.9 29.3 3.5 100.0 55.9 2.3 9.0 6.6 22.7 3.5

北関東・甲信 74 52 4 6 3 12 5 74 47 3 4 3 12 5
100.0 70.3 5.4 8.1 4.1 16.2 6.8 100.0 63.5 4.1 5.4 4.1 16.2 6.8

北陸 59 39 3 8 4 13 3 59 36 2 8 1 9 3
100.0 66.1 5.1 13.6 6.8 22.0 5.1 100.0 61.0 3.4 13.6 1.7 15.3 5.1

東海 144 95 11 22 16 42 3 144 83 3 14 10 31 3
100.0 66.0 7.6 15.3 11.1 29.2 2.1 100.0 57.6 2.1 9.7 6.9 21.5 2.1

近畿 188 121 10 28 23 65 7 188 98 5 19 10 49 7
100.0 64.4 5.3 14.9 12.2 34.6 3.7 100.0 52.1 2.7 10.1 5.3 26.1 3.7

中国 62 41 2 9 5 13 5 62 38 1 7 4 7 5
100.0 66.1 3.2 14.5 8.1 21.0 8.1 100.0 61.3 1.6 11.3 6.5 11.3 8.1

四国 33 21 - 5 4 6 2 33 21 - 2 2 5 3
100.0 63.6 - 15.2 12.1 18.2 6.1 100.0 63.6 - 6.1 6.1 15.2 9.1

九州 170 107 8 27 17 36 11 170 95 7 22 6 29 11
100.0 62.9 4.7 15.9 10.0 21.2 6.5 100.0 55.9 4.1 12.9 3.5 17.1 6.5

三大都市圏 531 339 31 71 67 166 19 531 290 14 49 33 126 19
100.0 63.8 5.8 13.4 12.6 31.3 3.6 100.0 54.6 2.6 9.2 6.2 23.7 3.6

それ以外 646 434 35 94 56 157 29 646 386 18 67 30 115 30
100.0 67.2 5.4 14.6 8.7 24.3 4.5 100.0 59.8 2.8 10.4 4.6 17.8 4.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 773 66 165 123 323 48 1,177 676 32 116 63 241 49
100.0 65.7 5.6 14.0 10.5 27.4 4.1 100.0 57.4 2.7 9.9 5.4 20.5 4.2

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 773 66 165 123 323 48 1,177 676 32 116 63 241 49
100.0 65.7 5.6 14.0 10.5 27.4 4.1 100.0 57.4 2.7 9.9 5.4 20.5 4.2

雇用していない - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 72,055 6,027 15,576 11,221 30,552 4,817 110,422 62,649 2,990 10,964 6,037 22,889 4,893
100.0 65.3 5.5 14.1 10.2 27.7 4.4 100.0 56.7 2.7 9.9 5.5 20.7 4.4

問１３：無期転換後の形態は、有期労働契約時の
働き方や賃金・労働条件と比較して、
概ねどのようなものですか（該当すべてに〇）。

問１３付問：上記のうち、転換人数が
もっとも多い（だろう）無期転換後の
形態はどれですか（それぞれ１つに〇）。
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【パートタイム】
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無
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者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
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無
期
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会
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定
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社
員

正
社
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無
回
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全体計 1,167 841 67 131 105 211 51 1,167 781 30 97 61 143 55
100.0 72.1 5.7 11.2 9.0 18.1 4.4 100.0 66.9 2.6 8.3 5.2 12.3 4.7

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - 1 - - - 1 - - 1 - - -
100.0 100.0 - 100.0 - - - 100.0 - - 100.0 - - -

建設業 42 30 4 7 5 7 1 42 26 2 4 4 5 1
100.0 71.4 9.5 16.7 11.9 16.7 2.4 100.0 61.9 4.8 9.5 9.5 11.9 2.4

製造業 199 136 18 23 17 35 14 199 126 7 14 11 27 14
100.0 68.3 9.0 11.6 8.5 17.6 7.0 100.0 63.3 3.5 7.0 5.5 13.6 7.0

電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 - - - 1 - 3 3 - - - - -
100.0 100.0 - - - 33.3 - 100.0 100.0 - - - - -

情報通信業 29 18 1 4 4 5 - 29 18 - 3 4 4 -
100.0 62.1 3.4 13.8 13.8 17.2 - 100.0 62.1 - 10.3 13.8 13.8 -

運輸業、郵便業 48 39 1 6 6 7 - 48 35 - 4 5 4 -
100.0 81.3 2.1 12.5 12.5 14.6 - 100.0 72.9 - 8.3 10.4 8.3 -

卸売業、小売業 147 115 11 10 13 33 5 147 102 6 9 7 18 5
100.0 78.2 7.5 6.8 8.8 22.4 3.4 100.0 69.4 4.1 6.1 4.8 12.2 3.4

金融業、保険業 22 17 1 1 2 4 - 22 17 1 - 1 3 -
100.0 77.3 4.5 4.5 9.1 18.2 - 100.0 77.3 4.5 - 4.5 13.6 -

不動産業、物品賃貸業 25 21 - 2 1 1 1 25 21 - 2 - 1 1
100.0 84.0 - 8.0 4.0 4.0 4.0 100.0 84.0 - 8.0 - 4.0 4.0

学術研究、専門・技術サービス業 25 15 1 4 1 5 2 25 14 1 4 - 4 2
100.0 60.0 4.0 16.0 4.0 20.0 8.0 100.0 56.0 4.0 16.0 - 16.0 8.0

宿泊業、飲食サービス業 31 22 1 4 2 6 3 31 21 1 1 - 5 3
100.0 71.0 3.2 12.9 6.5 19.4 9.7 100.0 67.7 3.2 3.2 - 16.1 9.7

生活関連サービス業、娯楽業 31 24 3 - 3 7 3 31 22 1 - 1 4 3
100.0 77.4 9.7 - 9.7 22.6 9.7 100.0 71.0 3.2 - 3.2 12.9 9.7

教育、学習支援業 85 60 3 8 8 19 5 85 58 2 5 4 11 5
100.0 70.6 3.5 9.4 9.4 22.4 5.9 100.0 68.2 2.4 5.9 4.7 12.9 5.9

医療、福祉 363 251 15 47 35 68 16 363 233 5 36 21 48 20
100.0 69.1 4.1 12.9 9.6 18.7 4.4 100.0 64.2 1.4 9.9 5.8 13.2 5.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 16 1 2 - 1 - 18 16 - 2 - - -
100.0 88.9 5.6 11.1 - 5.6 - 100.0 88.9 - 11.1 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 94 69 6 12 8 12 1 94 65 4 12 3 9 1
100.0 73.4 6.4 12.8 8.5 12.8 1.1 100.0 69.1 4.3 12.8 3.2 9.6 1.1

その他 4 4 1 - - - - 4 4 - - - - -
100.0 100.0 25.0 - - - - 100.0 100.0 - - - - -

サービス業（計） 199 146 12 22 14 31 9 199 138 7 19 4 22 9
100.0 73.4 6.0 11.1 7.0 15.6 4.5 100.0 69.3 3.5 9.5 2.0 11.1 4.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 19 - 1 - 4 1 22 19 - 1 - 1 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 86.4 - 4.5 - 18.2 4.5 100.0 86.4 - 4.5 - 4.5 4.5
付問④：「人材派遣会社」や 46 35 3 6 3 4 - 46 33 2 6 2 3 -
「業務請負会社」である 100.0 76.1 6.5 13.0 6.5 8.7 - 100.0 71.7 4.3 13.0 4.3 6.5 -
雇用者の規模

29人以下 337 224 24 43 38 59 20 337 197 13 32 27 46 22
100.0 66.5 7.1 12.8 11.3 17.5 5.9 100.0 58.5 3.9 9.5 8.0 13.6 6.5

30～49人 188 132 11 27 15 34 6 188 119 6 21 10 26 6
100.0 70.2 5.9 14.4 8.0 18.1 3.2 100.0 63.3 3.2 11.2 5.3 13.8 3.2

50～99人 225 148 13 27 26 41 13 225 144 6 18 13 30 14
100.0 65.8 5.8 12.0 11.6 18.2 5.8 100.0 64.0 2.7 8.0 5.8 13.3 6.2

100～299人 240 191 13 19 17 46 9 240 179 2 14 7 28 10
100.0 79.6 5.4 7.9 7.1 19.2 3.8 100.0 74.6 0.8 5.8 2.9 11.7 4.2

300～499人 76 58 3 8 5 14 2 76 57 2 7 2 6 2
100.0 76.3 3.9 10.5 6.6 18.4 2.6 100.0 75.0 2.6 9.2 2.6 7.9 2.6

500～999人 55 44 2 6 2 10 - 55 42 1 4 2 6 -
100.0 80.0 3.6 10.9 3.6 18.2 - 100.0 76.4 1.8 7.3 3.6 10.9 -

1,000人以上 46 44 1 1 2 7 1 46 43 - 1 - 1 1
100.0 95.7 2.2 2.2 4.3 15.2 2.2 100.0 93.5 - 2.2 - 2.2 2.2

300人以上（計） 177 146 6 15 9 31 3 177 142 3 12 4 13 3
100.0 82.5 3.4 8.5 5.1 17.5 1.7 100.0 80.2 1.7 6.8 2.3 7.3 1.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 50 3 6 6 9 1 65 47 2 6 5 4 1
100.0 76.9 4.6 9.2 9.2 13.8 1.5 100.0 72.3 3.1 9.2 7.7 6.2 1.5

東北 105 73 9 9 11 25 3 105 69 2 7 7 17 3
100.0 69.5 8.6 8.6 10.5 23.8 2.9 100.0 65.7 1.9 6.7 6.7 16.2 2.9

南関東 257 187 19 26 24 42 12 257 176 8 18 12 29 14
100.0 72.8 7.4 10.1 9.3 16.3 4.7 100.0 68.5 3.1 7.0 4.7 11.3 5.4

北関東・甲信 81 57 4 5 8 14 3 81 52 3 4 7 12 3
100.0 70.4 4.9 6.2 9.9 17.3 3.7 100.0 64.2 3.7 4.9 8.6 14.8 3.7

北陸 63 45 2 6 6 10 2 63 43 2 5 3 8 2
100.0 71.4 3.2 9.5 9.5 15.9 3.2 100.0 68.3 3.2 7.9 4.8 12.7 3.2

東海 150 103 12 24 16 27 6 150 95 6 16 11 15 7
100.0 68.7 8.0 16.0 10.7 18.0 4.0 100.0 63.3 4.0 10.7 7.3 10.0 4.7

近畿 179 126 9 24 16 42 8 179 113 2 19 9 28 8
100.0 70.4 5.0 13.4 8.9 23.5 4.5 100.0 63.1 1.1 10.6 5.0 15.6 4.5

中国 68 50 3 8 5 12 5 68 46 2 5 3 7 5
100.0 73.5 4.4 11.8 7.4 17.6 7.4 100.0 67.6 2.9 7.4 4.4 10.3 7.4

四国 39 32 2 7 3 4 1 39 30 - 3 1 3 2
100.0 82.1 5.1 17.9 7.7 10.3 2.6 100.0 76.9 - 7.7 2.6 7.7 5.1

九州 160 118 4 16 10 26 10 160 110 3 14 3 20 10
100.0 73.8 2.5 10.0 6.3 16.3 6.3 100.0 68.8 1.9 8.8 1.9 12.5 6.3

三大都市圏 526 371 36 64 49 99 24 526 346 16 45 28 64 27
100.0 70.5 6.8 12.2 9.3 18.8 4.6 100.0 65.8 3.0 8.6 5.3 12.2 5.1

それ以外 641 470 31 67 56 112 27 641 435 14 52 33 79 28
100.0 73.3 4.8 10.5 8.7 17.5 4.2 100.0 67.9 2.2 8.1 5.1 12.3 4.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 841 67 131 105 211 51 1,167 781 30 97 61 143 55
100.0 72.1 5.7 11.2 9.0 18.1 4.4 100.0 66.9 2.6 8.3 5.2 12.3 4.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 841 67 131 105 211 51 1,167 781 30 97 61 143 55
100.0 72.1 5.7 11.2 9.0 18.1 4.4 100.0 66.9 2.6 8.3 5.2 12.3 4.7

雇用していない - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 78,903 6,486 12,182 10,287 20,335 5,137 110,385 72,793 3,068 8,954 6,061 14,065 5,443
100.0 71.5 5.9 11.0 9.3 18.4 4.7 100.0 65.9 2.8 8.1 5.5 12.7 4.9

問１３：無期転換後の形態は、有期労働契約時の
働き方や賃金・労働条件と比較して、
概ねどのようなものですか（該当すべてに〇）。

問１３付問：上記のうち、転換人数が
もっとも多い（だろう）無期転換後の
形態はどれですか（それぞれ１つに〇）。
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【フルタイム】
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全体計 1,177 13 42 70 139 159 71 160 29 69 9 186 41 36 17 41 95
100.0 1.1 3.6 5.9 11.8 13.5 6.0 13.6 2.5 5.9 0.8 15.8 3.5 3.1 1.4 3.5 8.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -

建設業 62 1 - - 15 5 1 - - 2 - 1 - 32 2 1 2
100.0 1.6 - - 24.2 8.1 1.6 - - 3.2 - 1.6 - 51.6 3.2 1.6 3.2

製造業 205 2 2 - 10 9 3 - 1 1 1 158 3 - 2 1 12
100.0 1.0 1.0 - 4.9 4.4 1.5 - 0.5 0.5 0.5 77.1 1.5 - 1.0 0.5 5.9

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 - - 2 - - - - - - - - - - - -
100.0 33.3 - - 66.7 - - - - - - - - - - - -

情報通信業 45 1 - - 26 11 1 - - - - - - - - 4 2
100.0 2.2 - - 57.8 24.4 2.2 - - - - - - - - 8.9 4.4

運輸業、郵便業 53 - - - 2 4 - - - 3 - - 30 1 3 6 4
100.0 - - - 3.8 7.5 - - - 5.7 - - 56.6 1.9 5.7 11.3 7.5

卸売業、小売業 128 2 1 - 4 20 51 - 5 9 - 8 5 1 - 9 13
100.0 1.6 0.8 - 3.1 15.6 39.8 - 3.9 7.0 - 6.3 3.9 0.8 - 7.0 10.2

金融業、保険業 27 - - - 1 19 4 - - - - - - - - 2 1
100.0 - - - 3.7 70.4 14.8 - - - - - - - - 7.4 3.7

不動産業、物品賃貸業 25 - - - 5 6 3 - - 4 - - - - 1 1 5
100.0 - - - 20.0 24.0 12.0 - - 16.0 - - - - 4.0 4.0 20.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 1 - 1 19 9 - - - 1 - - - - - 2 -
100.0 3.0 - 3.0 57.6 27.3 - - - 3.0 - - - - - 6.1 -

宿泊業、飲食サービス業 27 - - - 1 - - - 20 1 - - - 1 - - 4
100.0 - - - 3.7 - - - 74.1 3.7 - - - 3.7 - - 14.8

生活関連サービス業、娯楽業 29 1 - - 2 2 2 1 1 14 - 2 - - 1 - 3
100.0 3.4 - - 6.9 6.9 6.9 3.4 3.4 48.3 - 6.9 - - 3.4 - 10.3

教育、学習支援業 77 - 1 46 6 14 - - 1 - - - 1 - - 1 7
100.0 - 1.3 59.7 7.8 18.2 - - 1.3 - - - 1.3 - - 1.3 9.1

医療、福祉 334 1 37 23 33 17 1 159 - 19 - - - - 1 8 35
100.0 0.3 11.1 6.9 9.9 5.1 0.3 47.6 - 5.7 - - - - 0.3 2.4 10.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 - - - - 18 - - - 2 - 1 - - - 1 -
100.0 - - - - 81.8 - - - 9.1 - 4.5 - - - 4.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 3 1 - 13 22 5 - 1 13 7 16 2 - 7 5 7
100.0 2.9 1.0 - 12.7 21.6 4.9 - 1.0 12.7 6.9 15.7 2.0 - 6.9 4.9 6.9

その他 4 - - - - 3 - - - - 1 - - - - - -
100.0 - - - - 75.0 - - - - 25.0 - - - - - -

サービス業（計） 213 5 1 1 35 51 7 1 22 31 7 19 2 1 8 8 14
100.0 2.3 0.5 0.5 16.4 23.9 3.3 0.5 10.3 14.6 3.3 8.9 0.9 0.5 3.8 3.8 6.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 - 1 9 1 9 - - - - - - - - - - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - 4.8 42.9 4.8 42.9 - - - - - - - - - - 4.8
付問④：「人材派遣会社」や 51 1 - - 7 10 4 - - 3 2 12 2 - 5 1 4
「業務請負会社」である 100.0 2.0 - - 13.7 19.6 7.8 - - 5.9 3.9 23.5 3.9 - 9.8 2.0 7.8
雇用者の規模

29人以下 336 6 11 28 49 33 25 36 6 21 1 37 10 25 2 13 33
100.0 1.8 3.3 8.3 14.6 9.8 7.4 10.7 1.8 6.3 0.3 11.0 3.0 7.4 0.6 3.9 9.8

30～49人 189 4 3 12 30 20 7 25 4 10 2 33 9 6 - 5 19
100.0 2.1 1.6 6.3 15.9 10.6 3.7 13.2 2.1 5.3 1.1 17.5 4.8 3.2 - 2.6 10.1

50～99人 231 2 8 12 25 29 9 44 11 14 3 38 7 4 2 8 15
100.0 0.9 3.5 5.2 10.8 12.6 3.9 19.0 4.8 6.1 1.3 16.5 3.0 1.7 0.9 3.5 6.5

100～299人 239 - 5 10 24 32 16 40 1 14 2 50 10 - 6 10 19
100.0 - 2.1 4.2 10.0 13.4 6.7 16.7 0.4 5.9 0.8 20.9 4.2 - 2.5 4.2 7.9

300～499人 80 1 4 4 5 18 4 10 2 5 1 14 2 1 3 2 4
100.0 1.3 5.0 5.0 6.3 22.5 5.0 12.5 2.5 6.3 1.3 17.5 2.5 1.3 3.8 2.5 5.0

500～999人 54 - 8 2 4 13 4 4 3 2 - 6 2 - 1 2 3
100.0 - 14.8 3.7 7.4 24.1 7.4 7.4 5.6 3.7 - 11.1 3.7 - 1.9 3.7 5.6

1,000人以上 48 - 3 2 2 14 6 1 2 3 - 8 1 - 3 1 2
100.0 - 6.3 4.2 4.2 29.2 12.5 2.1 4.2 6.3 - 16.7 2.1 - 6.3 2.1 4.2

300人以上（計） 182 1 15 8 11 45 14 15 7 10 1 28 5 1 7 5 9
100.0 0.5 8.2 4.4 6.0 24.7 7.7 8.2 3.8 5.5 0.5 15.4 2.7 0.5 3.8 2.7 4.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 1 1 3 9 11 5 10 4 5 - 8 2 11 2 6 4
100.0 1.2 1.2 3.7 11.0 13.4 6.1 12.2 4.9 6.1 - 9.8 2.4 13.4 2.4 7.3 4.9

東北 109 3 2 7 9 21 8 22 2 3 - 15 4 1 3 4 5
100.0 2.8 1.8 6.4 8.3 19.3 7.3 20.2 1.8 2.8 - 13.8 3.7 0.9 2.8 3.7 4.6

南関東 256 2 11 8 48 37 19 28 5 15 3 32 11 6 3 6 22
100.0 0.8 4.3 3.1 18.8 14.5 7.4 10.9 2.0 5.9 1.2 12.5 4.3 2.3 1.2 2.3 8.6

北関東・甲信 74 1 5 4 5 8 2 12 2 5 1 17 3 2 - 1 6
100.0 1.4 6.8 5.4 6.8 10.8 2.7 16.2 2.7 6.8 1.4 23.0 4.1 2.7 - 1.4 8.1

北陸 59 - 1 3 8 4 3 12 1 2 - 13 - 2 4 - 6
100.0 - 1.7 5.1 13.6 6.8 5.1 20.3 1.7 3.4 - 22.0 - 3.4 6.8 - 10.2

東海 144 3 4 7 10 15 11 14 7 4 1 37 8 5 1 8 9
100.0 2.1 2.8 4.9 6.9 10.4 7.6 9.7 4.9 2.8 0.7 25.7 5.6 3.5 0.7 5.6 6.3

近畿 188 - 9 10 18 27 9 30 - 17 1 38 6 2 2 6 13
100.0 - 4.8 5.3 9.6 14.4 4.8 16.0 - 9.0 0.5 20.2 3.2 1.1 1.1 3.2 6.9

中国 62 1 - 6 5 9 4 6 5 3 - 5 3 1 - 4 10
100.0 1.6 - 9.7 8.1 14.5 6.5 9.7 8.1 4.8 - 8.1 4.8 1.6 - 6.5 16.1

四国 33 - 3 3 3 1 1 5 - 2 3 3 2 1 - - 6
100.0 - 9.1 9.1 9.1 3.0 3.0 15.2 - 6.1 9.1 9.1 6.1 3.0 - - 18.2

九州 170 2 6 19 24 26 9 21 3 13 - 18 2 5 2 6 14
100.0 1.2 3.5 11.2 14.1 15.3 5.3 12.4 1.8 7.6 - 10.6 1.2 2.9 1.2 3.5 8.2

三大都市圏 531 5 22 23 71 66 38 66 11 34 4 95 23 12 6 15 40
100.0 0.9 4.1 4.3 13.4 12.4 7.2 12.4 2.1 6.4 0.8 17.9 4.3 2.3 1.1 2.8 7.5

それ以外 646 8 20 47 68 93 33 94 18 35 5 91 18 24 11 26 55
100.0 1.2 3.1 7.3 10.5 14.4 5.1 14.6 2.8 5.4 0.8 14.1 2.8 3.7 1.7 4.0 8.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 13 42 70 139 159 71 160 29 69 9 186 41 36 17 41 95
100.0 1.1 3.6 5.9 11.8 13.5 6.0 13.6 2.5 5.9 0.8 15.8 3.5 3.1 1.4 3.5 8.1

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 13 42 70 139 159 71 160 29 69 9 186 41 36 17 41 95
100.0 1.1 3.6 5.9 11.8 13.5 6.0 13.6 2.5 5.9 0.8 15.8 3.5 3.1 1.4 3.5 8.1

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 1,320 3,017 5,425 13,574 13,032 8,634 11,396 4,146 7,113 814 18,798 4,549 3,512 1,552 4,072 9,467
100.0 1.2 2.7 4.9 12.3 11.8 7.8 10.3 3.8 6.4 0.7 17.0 4.1 3.2 1.4 3.7 8.6

問１４：有期契約労働者の人数がもっとも多い職種は、何ですか（それぞれ１つに〇）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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【パートタイム】

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

管
理
職

専
門
・
技
術
職
（

医
療
関
係
）

専
門
・
技
術
職
（

教
育
関
係
）

専
門
・
技
術
職
（

そ
の
他
）

事
務
職

販
売
職
（

営
業
を
含
む
）

サ
ー

ビ
ス
職
（

介
護
関
係
）

サ
ー

ビ
ス
職
（

飲
食
関
係
）

サ
ー

ビ
ス
職
（

そ
の
他
）

警
備
・
保
安
職

製
造
・
生
産
工
程
職

輸
送
・
運
転
職

建
設
・
採
掘
職

清
掃
等
労
務
職

そ
の
他

　
無
回
答

全体計 1,167 1 52 84 80 196 66 182 42 87 6 168 31 9 50 46 67
100.0 0.1 4.5 7.2 6.9 16.8 5.7 15.6 3.6 7.5 0.5 14.4 2.7 0.8 4.3 3.9 5.7

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - 1 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

建設業 42 - - - 2 20 1 - - 3 - 1 - 9 5 - 1
100.0 - - - 4.8 47.6 2.4 - - 7.1 - 2.4 - 21.4 11.9 - 2.4

製造業 199 - - - 5 21 3 - 1 1 1 142 1 - 8 4 12
100.0 - - - 2.5 10.6 1.5 - 0.5 0.5 0.5 71.4 0.5 - 4.0 2.0 6.0

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - - - 2 - - - - - - - - - 1 - -
100.0 - - - 66.7 - - - - - - - - - 33.3 - -

情報通信業 29 - - - 9 11 2 - 1 1 - 2 - - 1 1 1
100.0 - - - 31.0 37.9 6.9 - 3.4 3.4 - 6.9 - - 3.4 3.4 3.4

運輸業、郵便業 48 - - - 3 7 - - 2 1 - - 21 - 5 4 5
100.0 - - - 6.3 14.6 - - 4.2 2.1 - - 43.8 - 10.4 8.3 10.4

卸売業、小売業 147 1 2 2 3 27 45 - 8 14 - 11 3 - 7 13 11
100.0 0.7 1.4 1.4 2.0 18.4 30.6 - 5.4 9.5 - 7.5 2.0 - 4.8 8.8 7.5

金融業、保険業 22 - - - 1 16 4 - - - - - - - - 1 -
100.0 - - - 4.5 72.7 18.2 - - - - - - - - 4.5 -

不動産業、物品賃貸業 25 - - - 2 10 3 - 1 7 - - - - 1 1 -
100.0 - - - 8.0 40.0 12.0 - 4.0 28.0 - - - - 4.0 4.0 -

学術研究、専門・技術サービス業 25 - - - 11 9 - - 1 - - - 1 - - 2 1
100.0 - - - 44.0 36.0 - - 4.0 - - - 4.0 - - 8.0 4.0

宿泊業、飲食サービス業 31 - - - 1 - - - 24 3 - - - - - - 3
100.0 - - - 3.2 - - - 77.4 9.7 - - - - - - 9.7

生活関連サービス業、娯楽業 31 - - - - 2 1 - 1 19 - 2 - - 4 1 1
100.0 - - - - 6.5 3.2 - 3.2 61.3 - 6.5 - - 12.9 3.2 3.2

教育、学習支援業 85 - - 63 1 14 - - - - - - 1 - - 2 4
100.0 - - 74.1 1.2 16.5 - - - - - - 1.2 - - 2.4 4.7

医療、福祉 363 - 50 19 36 14 - 182 2 20 1 - - - 7 9 23
100.0 - 13.8 5.2 9.9 3.9 - 50.1 0.6 5.5 0.3 - - - 1.9 2.5 6.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 - - - 1 8 3 - - 2 - 1 - - - 2 1
100.0 - - - 5.6 44.4 16.7 - - 11.1 - 5.6 - - - 11.1 5.6

サービス業（他に分類されないもの） 94 - - - 3 33 3 - 1 16 4 9 4 - 11 6 4
100.0 - - - 3.2 35.1 3.2 - 1.1 17.0 4.3 9.6 4.3 - 11.7 6.4 4.3

その他 4 - - - - 3 1 - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 75.0 25.0 - - - - - - - - - -

サービス業（計） 199 - - - 16 52 7 - 27 40 4 12 5 - 15 11 10
100.0 - - - 8.0 26.1 3.5 - 13.6 20.1 2.0 6.0 2.5 - 7.5 5.5 5.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 - - 12 1 8 - - - - - - - - - - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - 54.5 4.5 36.4 - - - - - - - - - - 4.5
付問④：「人材派遣会社」や 46 - - - 3 11 2 - - 6 2 6 3 - 8 2 3
「業務請負会社」である 100.0 - - - 6.5 23.9 4.3 - - 13.0 4.3 13.0 6.5 - 17.4 4.3 6.5
雇用者の規模

29人以下 337 1 15 33 27 49 25 45 10 30 1 41 9 8 9 13 21
100.0 0.3 4.5 9.8 8.0 14.5 7.4 13.4 3.0 8.9 0.3 12.2 2.7 2.4 2.7 3.9 6.2

30～49人 188 - 5 18 20 35 8 30 5 11 - 24 5 - 4 5 18
100.0 - 2.7 9.6 10.6 18.6 4.3 16.0 2.7 5.9 - 12.8 2.7 - 2.1 2.7 9.6

50～99人 225 - 12 12 15 41 2 46 16 13 2 34 4 1 9 10 8
100.0 - 5.3 5.3 6.7 18.2 0.9 20.4 7.1 5.8 0.9 15.1 1.8 0.4 4.0 4.4 3.6

100～299人 240 - 5 9 14 35 11 47 4 21 2 49 9 - 11 9 14
100.0 - 2.1 3.8 5.8 14.6 4.6 19.6 1.7 8.8 0.8 20.4 3.8 - 4.6 3.8 5.8

300～499人 76 - 5 4 2 18 6 9 3 3 1 9 2 - 9 4 1
100.0 - 6.6 5.3 2.6 23.7 7.9 11.8 3.9 3.9 1.3 11.8 2.6 - 11.8 5.3 1.3

500～999人 55 - 8 5 2 7 6 5 3 4 - 5 1 - 3 2 4
100.0 - 14.5 9.1 3.6 12.7 10.9 9.1 5.5 7.3 - 9.1 1.8 - 5.5 3.6 7.3

1,000人以上 46 - 2 3 - 11 8 - 1 5 - 6 1 - 5 3 1
100.0 - 4.3 6.5 - 23.9 17.4 - 2.2 10.9 - 13.0 2.2 - 10.9 6.5 2.2

300人以上（計） 177 - 15 12 4 36 20 14 7 12 1 20 4 - 17 9 6
100.0 - 8.5 6.8 2.3 20.3 11.3 7.9 4.0 6.8 0.6 11.3 2.3 - 9.6 5.1 3.4

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 1 5 2 5 6 4 11 5 4 - 7 - 3 4 3 5
100.0 1.5 7.7 3.1 7.7 9.2 6.2 16.9 7.7 6.2 - 10.8 - 4.6 6.2 4.6 7.7

東北 105 - 3 9 6 16 5 19 6 8 1 11 1 1 8 5 6
100.0 - 2.9 8.6 5.7 15.2 4.8 18.1 5.7 7.6 1.0 10.5 1.0 1.0 7.6 4.8 5.7

南関東 257 - 13 11 26 45 24 30 6 25 1 36 8 - 12 8 12
100.0 - 5.1 4.3 10.1 17.5 9.3 11.7 2.3 9.7 0.4 14.0 3.1 - 4.7 3.1 4.7

北関東・甲信 81 - 3 7 2 13 2 15 4 5 - 14 1 - 6 3 6
100.0 - 3.7 8.6 2.5 16.0 2.5 18.5 4.9 6.2 - 17.3 1.2 - 7.4 3.7 7.4

北陸 63 - 4 1 6 5 2 14 4 2 - 15 1 1 6 - 2
100.0 - 6.3 1.6 9.5 7.9 3.2 22.2 6.3 3.2 - 23.8 1.6 1.6 9.5 - 3.2

東海 150 - 4 10 4 33 9 17 6 5 1 33 5 2 4 9 8
100.0 - 2.7 6.7 2.7 22.0 6.0 11.3 4.0 3.3 0.7 22.0 3.3 1.3 2.7 6.0 5.3

近畿 179 - 8 12 10 37 6 32 2 12 - 29 6 - 5 8 12
100.0 - 4.5 6.7 5.6 20.7 3.4 17.9 1.1 6.7 - 16.2 3.4 - 2.8 4.5 6.7

中国 68 - - 7 6 15 5 7 4 4 - 9 4 1 - 4 2
100.0 - - 10.3 8.8 22.1 7.4 10.3 5.9 5.9 - 13.2 5.9 1.5 - 5.9 2.9

四国 39 - 6 3 3 2 2 7 1 4 3 3 2 - - 2 1
100.0 - 15.4 7.7 7.7 5.1 5.1 17.9 2.6 10.3 7.7 7.7 5.1 - - 5.1 2.6

九州 160 - 6 22 12 24 7 30 4 18 - 11 3 1 5 4 13
100.0 - 3.8 13.8 7.5 15.0 4.4 18.8 2.5 11.3 - 6.9 1.9 0.6 3.1 2.5 8.1

三大都市圏 526 - 24 29 38 101 35 72 13 40 1 88 17 1 20 19 28
100.0 - 4.6 5.5 7.2 19.2 6.7 13.7 2.5 7.6 0.2 16.7 3.2 0.2 3.8 3.6 5.3

それ以外 641 1 28 55 42 95 31 110 29 47 5 80 14 8 30 27 39
100.0 0.2 4.4 8.6 6.6 14.8 4.8 17.2 4.5 7.3 0.8 12.5 2.2 1.2 4.7 4.2 6.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 1 52 84 80 196 66 182 42 87 6 168 31 9 50 46 67
100.0 0.1 4.5 7.2 6.9 16.8 5.7 15.6 3.6 7.5 0.5 14.4 2.7 0.8 4.3 3.9 5.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 1 52 84 80 196 66 182 42 87 6 168 31 9 50 46 67
100.0 0.1 4.5 7.2 6.9 16.8 5.7 15.6 3.6 7.5 0.5 14.4 2.7 0.8 4.3 3.9 5.7

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 160 3,735 6,606 7,070 18,459 7,610 13,024 5,823 9,361 566 17,368 3,476 891 4,890 4,515 6,830
100.0 0.1 3.4 6.0 6.4 16.7 6.9 11.8 5.3 8.5 0.5 15.7 3.1 0.8 4.4 4.1 6.2

問１４：有期契約労働者の人数がもっとも多い職種は、何ですか（それぞれ１つに〇）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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週当たりの所定労働時間の長さ（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
企
業
等

週
2
0
時
間
未
満

週
2
0
時
間
以
上
3
0
時
間
未
満

週
3
0
時
間
以
上
フ
ル
タ
イ
ム
未
満

フ
ル
タ
イ
ム

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
企
業
等

週
2
0
時
間
未
満

週
2
0
時
間
以
上
3
0
時
間
未
満

週
3
0
時
間
以
上
フ
ル
タ
イ
ム
未
満

フ
ル
タ
イ
ム

　
無
回
答

全体計 1,177 14 26 169 889 79 1,177 12 25 145 924 71
100.0 1.2 2.2 14.4 75.5 6.7 100.0 1.0 2.1 12.3 78.5 6.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 1 - 1 - - 1 - -
100.0 - - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - -

建設業 62 1 2 7 47 5 62 2 2 4 50 4
100.0 1.6 3.2 11.3 75.8 8.1 100.0 3.2 3.2 6.5 80.6 6.5

製造業 205 1 3 17 168 16 205 1 3 13 177 11
100.0 0.5 1.5 8.3 82.0 7.8 100.0 0.5 1.5 6.3 86.3 5.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - - - 3 - 3 - - - 3 -
100.0 - - - 100.0 - 100.0 - - - 100.0 -

情報通信業 45 - 2 6 35 2 45 - 2 4 37 2
100.0 - 4.4 13.3 77.8 4.4 100.0 - 4.4 8.9 82.2 4.4

運輸業、郵便業 53 - 1 11 38 3 53 - 1 8 41 3
100.0 - 1.9 20.8 71.7 5.7 100.0 - 1.9 15.1 77.4 5.7

卸売業、小売業 128 - 4 29 85 10 128 - 5 23 89 11
100.0 - 3.1 22.7 66.4 7.8 100.0 - 3.9 18.0 69.5 8.6

金融業、保険業 27 - 1 7 19 - 27 - 1 6 20 -
100.0 - 3.7 25.9 70.4 - 100.0 - 3.7 22.2 74.1 -

不動産業、物品賃貸業 25 1 - 2 19 3 25 1 - 2 19 3
100.0 4.0 - 8.0 76.0 12.0 100.0 4.0 - 8.0 76.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 3 - 3 25 2 33 2 - 2 27 2
100.0 9.1 - 9.1 75.8 6.1 100.0 6.1 - 6.1 81.8 6.1

宿泊業、飲食サービス業 27 - 2 8 13 4 27 - 1 8 14 4
100.0 - 7.4 29.6 48.1 14.8 100.0 - 3.7 29.6 51.9 14.8

生活関連サービス業、娯楽業 29 - 1 9 18 1 29 2 - 8 18 1
100.0 - 3.4 31.0 62.1 3.4 100.0 6.9 - 27.6 62.1 3.4

教育、学習支援業 77 1 1 11 60 4 77 1 1 10 62 3
100.0 1.3 1.3 14.3 77.9 5.2 100.0 1.3 1.3 13.0 80.5 3.9

医療、福祉 334 4 6 43 255 26 334 2 7 40 261 24
100.0 1.2 1.8 12.9 76.3 7.8 100.0 0.6 2.1 12.0 78.1 7.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 - - 2 20 - 22 - - 2 20 -
100.0 - - 9.1 90.9 - 100.0 - - 9.1 90.9 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 3 3 13 80 3 102 1 2 13 83 3
100.0 2.9 2.9 12.7 78.4 2.9 100.0 1.0 2.0 12.7 81.4 2.9

その他 4 - - 1 3 - 4 - - 1 3 -
100.0 - - 25.0 75.0 - 100.0 - - 25.0 75.0 -

サービス業（計） 213 6 6 35 156 10 213 5 3 33 162 10
100.0 2.8 2.8 16.4 73.2 4.7 100.0 2.3 1.4 15.5 76.1 4.7

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 - - 2 19 - 21 - - 2 19 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - 9.5 90.5 - 100.0 - - 9.5 90.5 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 2 1 6 40 2 51 1 1 5 42 2
「業務請負会社」である 100.0 3.9 2.0 11.8 78.4 3.9 100.0 2.0 2.0 9.8 82.4 3.9
雇用者の規模

29人以下 336 8 11 63 215 39 336 9 11 51 232 33
100.0 2.4 3.3 18.8 64.0 11.6 100.0 2.7 3.3 15.2 69.0 9.8

30～49人 189 2 8 26 142 11 189 1 8 21 149 10
100.0 1.1 4.2 13.8 75.1 5.8 100.0 0.5 4.2 11.1 78.8 5.3

50～99人 231 3 6 35 178 9 231 1 5 31 184 10
100.0 1.3 2.6 15.2 77.1 3.9 100.0 0.4 2.2 13.4 79.7 4.3

100～299人 239 1 - 22 202 14 239 1 - 22 204 12
100.0 0.4 - 9.2 84.5 5.9 100.0 0.4 - 9.2 85.4 5.0

300～499人 80 - - 10 67 3 80 - - 7 70 3
100.0 - - 12.5 83.8 3.8 100.0 - - 8.8 87.5 3.8

500～999人 54 - 1 10 42 1 54 - 1 10 42 1
100.0 - 1.9 18.5 77.8 1.9 100.0 - 1.9 18.5 77.8 1.9

1,000人以上 48 - - 3 43 2 48 - - 3 43 2
100.0 - - 6.3 89.6 4.2 100.0 - - 6.3 89.6 4.2

300人以上（計） 182 - 1 23 152 6 182 - 1 20 155 6
100.0 - 0.5 12.6 83.5 3.3 100.0 - 0.5 11.0 85.2 3.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 1 - 14 64 3 82 - - 12 67 3
100.0 1.2 - 17.1 78.0 3.7 100.0 - - 14.6 81.7 3.7

東北 109 - 4 13 85 7 109 1 5 13 85 5
100.0 - 3.7 11.9 78.0 6.4 100.0 0.9 4.6 11.9 78.0 4.6

南関東 256 3 3 29 205 16 256 1 4 30 206 15
100.0 1.2 1.2 11.3 80.1 6.3 100.0 0.4 1.6 11.7 80.5 5.9

北関東・甲信 74 1 3 13 52 5 74 1 2 10 56 5
100.0 1.4 4.1 17.6 70.3 6.8 100.0 1.4 2.7 13.5 75.7 6.8

北陸 59 - 2 8 44 5 59 - 2 8 45 4
100.0 - 3.4 13.6 74.6 8.5 100.0 - 3.4 13.6 76.3 6.8

東海 144 - 2 26 110 6 144 - 2 20 116 6
100.0 - 1.4 18.1 76.4 4.2 100.0 - 1.4 13.9 80.6 4.2

近畿 188 6 6 34 129 13 188 7 6 24 141 10
100.0 3.2 3.2 18.1 68.6 6.9 100.0 3.7 3.2 12.8 75.0 5.3

中国 62 1 1 9 45 6 62 1 - 9 46 6
100.0 1.6 1.6 14.5 72.6 9.7 100.0 1.6 - 14.5 74.2 9.7

四国 33 1 1 2 24 5 33 1 - 1 26 5
100.0 3.0 3.0 6.1 72.7 15.2 100.0 3.0 - 3.0 78.8 15.2

九州 170 1 4 21 131 13 170 - 4 18 136 12
100.0 0.6 2.4 12.4 77.1 7.6 100.0 - 2.4 10.6 80.0 7.1

三大都市圏 531 7 10 81 399 34 531 6 11 68 416 30
100.0 1.3 1.9 15.3 75.1 6.4 100.0 1.1 2.1 12.8 78.3 5.6

それ以外 646 7 16 88 490 45 646 6 14 77 508 41
100.0 1.1 2.5 13.6 75.9 7.0 100.0 0.9 2.2 11.9 78.6 6.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 14 26 169 889 79 1,177 12 25 145 924 71
100.0 1.2 2.2 14.4 75.5 6.7 100.0 1.0 2.1 12.3 78.5 6.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 14 26 169 889 79 1,177 12 25 145 924 71
100.0 1.2 2.2 14.4 75.5 6.7 100.0 1.0 2.1 12.3 78.5 6.0

雇用していない - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 1,369 2,840 17,054 81,035 8,123 110,422 1,271 2,685 14,399 84,716 7,351
100.0 1.2 2.6 15.4 73.4 7.4 100.0 1.2 2.4 13.0 76.7 6.7

問１４付問：上記で回答した職種の有期契約労働者が、無期転換する場合の働き方や賃金・労働条件の変化に
ついて詳しく教えてください。なお、比較のため、貴社の「正社員」についても同様に教えてください。

週当たりの所定労働時間の長さ（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

週
2
0
時
間
未
満

週
2
0
時
間
以
上
3
0
時
間
未
満

週
3
0
時
間
以
上
フ
ル
タ
イ
ム
未
満

フ
ル
タ
イ
ム

　
無
回
答

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

週
2
0
時
間
未
満

週
2
0
時
間
以
上
3
0
時
間
未
満

週
3
0
時
間
以
上
フ
ル
タ
イ
ム
未
満

フ
ル
タ
イ
ム

　
無
回
答

【正社員】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換
で
き
る
機
会

を
設
け
て
い
る
企
業
等

週
2
0
時
間
未
満

週
2
0
時
間
以
上
3
0
時
間
未
満

週
3
0
時
間
以
上
フ
ル
タ
イ
ム
未
満

フ
ル
タ
イ
ム

　
無
回
答

全体計 1,167 256 535 236 63 77 1,167 228 481 241 149 68 全体計 1,413 12 19 69 1,121 192
100.0 21.9 45.8 20.2 5.4 6.6 100.0 19.5 41.2 20.7 12.8 5.8 100.0 0.8 1.3 4.9 79.3 13.6

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - - 1 1 - - - - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 1 -
100.0 100.0 - - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 - - - 100.0 -

建設業 42 14 17 9 1 1 42 13 13 9 6 1 建設業 78 1 1 5 47 24
100.0 33.3 40.5 21.4 2.4 2.4 100.0 31.0 31.0 21.4 14.3 2.4 100.0 1.3 1.3 6.4 60.3 30.8

製造業 199 23 94 52 13 17 199 21 86 52 27 13 製造業 243 2 1 6 196 38
100.0 11.6 47.2 26.1 6.5 8.5 100.0 10.6 43.2 26.1 13.6 6.5 100.0 0.8 0.4 2.5 80.7 15.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 1 - 2 - 3 - 1 - 2 - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - - 4 1
100.0 - 33.3 - 66.7 - 100.0 - 33.3 - 66.7 - 100.0 - - - 80.0 20.0

情報通信業 29 6 11 8 3 1 29 4 10 7 7 1 情報通信業 47 - 2 1 39 5
100.0 20.7 37.9 27.6 10.3 3.4 100.0 13.8 34.5 24.1 24.1 3.4 100.0 - 4.3 2.1 83.0 10.6

運輸業、郵便業 48 10 25 6 6 1 48 9 23 6 9 1 運輸業、郵便業 60 - 1 2 46 11
100.0 20.8 52.1 12.5 12.5 2.1 100.0 18.8 47.9 12.5 18.8 2.1 100.0 - 1.7 3.3 76.7 18.3

卸売業、小売業 147 38 61 29 7 12 147 34 52 34 14 13 卸売業、小売業 167 - 3 16 121 27
100.0 25.9 41.5 19.7 4.8 8.2 100.0 23.1 35.4 23.1 9.5 8.8 100.0 - 1.8 9.6 72.5 16.2

金融業、保険業 22 2 13 5 1 1 22 3 10 6 3 - 金融業、保険業 31 1 1 - 28 1
100.0 9.1 59.1 22.7 4.5 4.5 100.0 13.6 45.5 27.3 13.6 - 100.0 3.2 3.2 - 90.3 3.2

不動産業、物品賃貸業 25 8 13 2 - 2 25 8 11 2 2 2 不動産業、物品賃貸業 32 - - 1 27 4
100.0 32.0 52.0 8.0 - 8.0 100.0 32.0 44.0 8.0 8.0 8.0 100.0 - - 3.1 84.4 12.5

学術研究、専門・技術サービス業 25 4 9 9 - 3 25 4 6 7 5 3 学術研究、専門・技術サービス業 40 3 - 2 31 4
100.0 16.0 36.0 36.0 - 12.0 100.0 16.0 24.0 28.0 20.0 12.0 100.0 7.5 - 5.0 77.5 10.0

宿泊業、飲食サービス業 31 11 14 3 - 3 31 9 14 4 2 2 宿泊業、飲食サービス業 33 1 - 5 22 5
100.0 35.5 45.2 9.7 - 9.7 100.0 29.0 45.2 12.9 6.5 6.5 100.0 3.0 - 15.2 66.7 15.2

生活関連サービス業、娯楽業 31 8 17 4 - 2 31 7 17 4 1 2 生活関連サービス業、娯楽業 36 1 1 2 27 5
100.0 25.8 54.8 12.9 - 6.5 100.0 22.6 54.8 12.9 3.2 6.5 100.0 2.8 2.8 5.6 75.0 13.9

教育、学習支援業 85 33 32 13 1 6 85 28 29 14 9 5 教育、学習支援業 94 - 1 7 75 11
100.0 38.8 37.6 15.3 1.2 7.1 100.0 32.9 34.1 16.5 10.6 5.9 100.0 - 1.1 7.4 79.8 11.7

医療、福祉 363 68 175 71 25 24 363 59 159 69 54 22 医療、福祉 399 3 7 13 334 42
100.0 18.7 48.2 19.6 6.9 6.6 100.0 16.3 43.8 19.0 14.9 6.1 100.0 0.8 1.8 3.3 83.7 10.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 6 8 2 2 - 18 6 8 2 2 - 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 - - - 20 3
100.0 33.3 44.4 11.1 11.1 - 100.0 33.3 44.4 11.1 11.1 - 100.0 - - - 87.0 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 23 44 21 2 4 94 21 41 23 6 3 サービス業（他に分類されないもの） 119 - 1 9 99 10
100.0 24.5 46.8 22.3 2.1 4.3 100.0 22.3 43.6 24.5 6.4 3.2 100.0 - 0.8 7.6 83.2 8.4

その他 4 1 1 2 - - 4 1 1 2 - - その他 5 - - - 4 1
100.0 25.0 25.0 50.0 - - 100.0 25.0 25.0 50.0 - - 100.0 - - - 80.0 20.0

サービス業（計） 199 52 92 39 4 12 199 47 86 40 16 10 サービス業（計） 251 5 2 18 199 27
100.0 26.1 46.2 19.6 2.0 6.0 100.0 23.6 43.2 20.1 8.0 5.0 100.0 2.0 0.8 7.2 79.3 10.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 10 7 4 - 1 22 10 7 4 1 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 - - 1 21 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 45.5 31.8 18.2 - 4.5 100.0 45.5 31.8 18.2 4.5 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - 4.3 91.3 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 46 14 21 6 2 3 46 13 20 8 3 2 付問④：「人材派遣会社」や 57 - 1 6 46 4
「業務請負会社」である 100.0 30.4 45.7 13.0 4.3 6.5 100.0 28.3 43.5 17.4 6.5 4.3 「業務請負会社」である 100.0 - 1.8 10.5 80.7 7.0
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 90 141 56 22 28 337 82 124 64 46 21 29人以下 452 8 7 41 301 95
100.0 26.7 41.8 16.6 6.5 8.3 100.0 24.3 36.8 19.0 13.6 6.2 100.0 1.8 1.5 9.1 66.6 21.0

30～49人 188 40 99 30 9 10 188 36 79 38 26 9 30～49人 242 - 6 8 197 31
100.0 21.3 52.7 16.0 4.8 5.3 100.0 19.1 42.0 20.2 13.8 4.8 100.0 - 2.5 3.3 81.4 12.8

50～99人 225 43 99 57 10 16 225 33 90 47 40 15 50～99人 263 - 3 11 224 25
100.0 19.1 44.0 25.3 4.4 7.1 100.0 14.7 40.0 20.9 17.8 6.7 100.0 - 1.1 4.2 85.2 9.5

100～299人 240 48 111 55 15 11 240 45 105 54 25 11 100～299人 261 2 2 6 222 29
100.0 20.0 46.3 22.9 6.3 4.6 100.0 18.8 43.8 22.5 10.4 4.6 100.0 0.8 0.8 2.3 85.1 11.1

300～499人 76 12 43 16 - 5 76 12 38 18 3 5 300～499人 85 - - - 77 8
100.0 15.8 56.6 21.1 - 6.6 100.0 15.8 50.0 23.7 3.9 6.6 100.0 - - - 90.6 9.4

500～999人 55 18 16 14 2 5 55 15 19 13 3 5 500～999人 58 2 1 2 52 1
100.0 32.7 29.1 25.5 3.6 9.1 100.0 27.3 34.5 23.6 5.5 9.1 100.0 3.4 1.7 3.4 89.7 1.7

1,000人以上 46 5 26 8 5 2 46 5 26 7 6 2 1,000人以上 52 - - 1 48 3
100.0 10.9 56.5 17.4 10.9 4.3 100.0 10.9 56.5 15.2 13.0 4.3 100.0 - - 1.9 92.3 5.8

300人以上（計） 177 35 85 38 7 12 177 32 83 38 12 12 300人以上（計） 195 2 1 3 177 12
100.0 19.8 48.0 21.5 4.0 6.8 100.0 18.1 46.9 21.5 6.8 6.8 100.0 1.0 0.5 1.5 90.8 6.2

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 17 21 15 6 6 65 14 21 17 7 6 北海道 93 - - 7 71 15
100.0 26.2 32.3 23.1 9.2 9.2 100.0 21.5 32.3 26.2 10.8 9.2 100.0 - - 7.5 76.3 16.1

東北 105 16 52 24 6 7 105 17 48 24 11 5 東北 130 - 3 10 103 14
100.0 15.2 49.5 22.9 5.7 6.7 100.0 16.2 45.7 22.9 10.5 4.8 100.0 - 2.3 7.7 79.2 10.8

南関東 257 62 92 66 20 17 257 56 86 62 37 16 南関東 315 2 4 10 247 52
100.0 24.1 35.8 25.7 7.8 6.6 100.0 21.8 33.5 24.1 14.4 6.2 100.0 0.6 1.3 3.2 78.4 16.5

北関東・甲信 81 19 31 25 3 3 81 14 28 20 16 3 北関東・甲信 94 - 1 6 68 19
100.0 23.5 38.3 30.9 3.7 3.7 100.0 17.3 34.6 24.7 19.8 3.7 100.0 - 1.1 6.4 72.3 20.2

北陸 63 11 32 15 1 4 63 11 29 12 8 3 北陸 73 - 1 4 61 7
100.0 17.5 50.8 23.8 1.6 6.3 100.0 17.5 46.0 19.0 12.7 4.8 100.0 - 1.4 5.5 83.6 9.6

東海 150 37 73 27 5 8 150 33 61 32 18 6 東海 173 2 4 3 144 20
100.0 24.7 48.7 18.0 3.3 5.3 100.0 22.0 40.7 21.3 12.0 4.0 100.0 1.2 2.3 1.7 83.2 11.6

近畿 179 44 91 22 9 13 179 39 77 28 24 11 近畿 217 4 3 12 169 29
100.0 24.6 50.8 12.3 5.0 7.3 100.0 21.8 43.0 15.6 13.4 6.1 100.0 1.8 1.4 5.5 77.9 13.4

中国 68 9 35 12 7 5 68 7 32 15 10 4 中国 78 1 - 6 61 10
100.0 13.2 51.5 17.6 10.3 7.4 100.0 10.3 47.1 22.1 14.7 5.9 100.0 1.3 - 7.7 78.2 12.8

四国 39 12 20 5 - 2 39 11 17 5 4 2 四国 44 2 - 3 38 1
100.0 30.8 51.3 12.8 - 5.1 100.0 28.2 43.6 12.8 10.3 5.1 100.0 4.5 - 6.8 86.4 2.3

九州 160 29 88 25 6 12 160 26 82 26 14 12 九州 196 1 3 8 159 25
100.0 18.1 55.0 15.6 3.8 7.5 100.0 16.3 51.3 16.3 8.8 7.5 100.0 0.5 1.5 4.1 81.1 12.8

三大都市圏 526 135 224 99 33 35 526 121 198 105 72 30 三大都市圏 639 6 11 22 504 96
100.0 25.7 42.6 18.8 6.3 6.7 100.0 23.0 37.6 20.0 13.7 5.7 100.0 0.9 1.7 3.4 78.9 15.0

それ以外 641 121 311 137 30 42 641 107 283 136 77 38 それ以外 774 6 8 47 617 96
100.0 18.9 48.5 21.4 4.7 6.6 100.0 16.7 44.1 21.2 12.0 5.9 100.0 0.8 1.0 6.1 79.7 12.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 256 535 236 63 77 1,167 228 481 241 149 68 雇用している 1,413 12 19 69 1,121 192
100.0 21.9 45.8 20.2 5.4 6.6 100.0 19.5 41.2 20.7 12.8 5.8 100.0 0.8 1.3 4.9 79.3 13.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 256 535 236 63 77 1,167 228 481 241 149 68 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 12 19 69 1,121 192
100.0 21.9 45.8 20.2 5.4 6.6 100.0 19.5 41.2 20.7 12.8 5.8 100.0 0.8 1.3 4.9 79.3 13.6

雇用していない - - - - - - - - - - - - 雇用していない - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 24,879 50,131 22,072 5,675 7,627 110,385 21,974 45,033 23,083 13,632 6,662 参考計（ウェートバック集計） 134,510 1,199 1,879 7,968 103,936 19,529
100.0 22.5 45.4 20.0 5.1 6.9 100.0 19.9 40.8 20.9 12.3 6.0 100.0 0.9 1.4 5.9 77.3 14.5
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週当たりの所定労働時間の長さ（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】
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【正社員】
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全体計 1,167 256 535 236 63 77 1,167 228 481 241 149 68 全体計 1,413 12 19 69 1,121 192
100.0 21.9 45.8 20.2 5.4 6.6 100.0 19.5 41.2 20.7 12.8 5.8 100.0 0.8 1.3 4.9 79.3 13.6

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - - 1 1 - - - - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 1 -
100.0 100.0 - - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 - - - 100.0 -

建設業 42 14 17 9 1 1 42 13 13 9 6 1 建設業 78 1 1 5 47 24
100.0 33.3 40.5 21.4 2.4 2.4 100.0 31.0 31.0 21.4 14.3 2.4 100.0 1.3 1.3 6.4 60.3 30.8

製造業 199 23 94 52 13 17 199 21 86 52 27 13 製造業 243 2 1 6 196 38
100.0 11.6 47.2 26.1 6.5 8.5 100.0 10.6 43.2 26.1 13.6 6.5 100.0 0.8 0.4 2.5 80.7 15.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 1 - 2 - 3 - 1 - 2 - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - - 4 1
100.0 - 33.3 - 66.7 - 100.0 - 33.3 - 66.7 - 100.0 - - - 80.0 20.0

情報通信業 29 6 11 8 3 1 29 4 10 7 7 1 情報通信業 47 - 2 1 39 5
100.0 20.7 37.9 27.6 10.3 3.4 100.0 13.8 34.5 24.1 24.1 3.4 100.0 - 4.3 2.1 83.0 10.6

運輸業、郵便業 48 10 25 6 6 1 48 9 23 6 9 1 運輸業、郵便業 60 - 1 2 46 11
100.0 20.8 52.1 12.5 12.5 2.1 100.0 18.8 47.9 12.5 18.8 2.1 100.0 - 1.7 3.3 76.7 18.3

卸売業、小売業 147 38 61 29 7 12 147 34 52 34 14 13 卸売業、小売業 167 - 3 16 121 27
100.0 25.9 41.5 19.7 4.8 8.2 100.0 23.1 35.4 23.1 9.5 8.8 100.0 - 1.8 9.6 72.5 16.2

金融業、保険業 22 2 13 5 1 1 22 3 10 6 3 - 金融業、保険業 31 1 1 - 28 1
100.0 9.1 59.1 22.7 4.5 4.5 100.0 13.6 45.5 27.3 13.6 - 100.0 3.2 3.2 - 90.3 3.2

不動産業、物品賃貸業 25 8 13 2 - 2 25 8 11 2 2 2 不動産業、物品賃貸業 32 - - 1 27 4
100.0 32.0 52.0 8.0 - 8.0 100.0 32.0 44.0 8.0 8.0 8.0 100.0 - - 3.1 84.4 12.5

学術研究、専門・技術サービス業 25 4 9 9 - 3 25 4 6 7 5 3 学術研究、専門・技術サービス業 40 3 - 2 31 4
100.0 16.0 36.0 36.0 - 12.0 100.0 16.0 24.0 28.0 20.0 12.0 100.0 7.5 - 5.0 77.5 10.0

宿泊業、飲食サービス業 31 11 14 3 - 3 31 9 14 4 2 2 宿泊業、飲食サービス業 33 1 - 5 22 5
100.0 35.5 45.2 9.7 - 9.7 100.0 29.0 45.2 12.9 6.5 6.5 100.0 3.0 - 15.2 66.7 15.2

生活関連サービス業、娯楽業 31 8 17 4 - 2 31 7 17 4 1 2 生活関連サービス業、娯楽業 36 1 1 2 27 5
100.0 25.8 54.8 12.9 - 6.5 100.0 22.6 54.8 12.9 3.2 6.5 100.0 2.8 2.8 5.6 75.0 13.9

教育、学習支援業 85 33 32 13 1 6 85 28 29 14 9 5 教育、学習支援業 94 - 1 7 75 11
100.0 38.8 37.6 15.3 1.2 7.1 100.0 32.9 34.1 16.5 10.6 5.9 100.0 - 1.1 7.4 79.8 11.7

医療、福祉 363 68 175 71 25 24 363 59 159 69 54 22 医療、福祉 399 3 7 13 334 42
100.0 18.7 48.2 19.6 6.9 6.6 100.0 16.3 43.8 19.0 14.9 6.1 100.0 0.8 1.8 3.3 83.7 10.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 6 8 2 2 - 18 6 8 2 2 - 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 - - - 20 3
100.0 33.3 44.4 11.1 11.1 - 100.0 33.3 44.4 11.1 11.1 - 100.0 - - - 87.0 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 23 44 21 2 4 94 21 41 23 6 3 サービス業（他に分類されないもの） 119 - 1 9 99 10
100.0 24.5 46.8 22.3 2.1 4.3 100.0 22.3 43.6 24.5 6.4 3.2 100.0 - 0.8 7.6 83.2 8.4

その他 4 1 1 2 - - 4 1 1 2 - - その他 5 - - - 4 1
100.0 25.0 25.0 50.0 - - 100.0 25.0 25.0 50.0 - - 100.0 - - - 80.0 20.0

サービス業（計） 199 52 92 39 4 12 199 47 86 40 16 10 サービス業（計） 251 5 2 18 199 27
100.0 26.1 46.2 19.6 2.0 6.0 100.0 23.6 43.2 20.1 8.0 5.0 100.0 2.0 0.8 7.2 79.3 10.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 10 7 4 - 1 22 10 7 4 1 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 - - 1 21 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 45.5 31.8 18.2 - 4.5 100.0 45.5 31.8 18.2 4.5 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - 4.3 91.3 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 46 14 21 6 2 3 46 13 20 8 3 2 付問④：「人材派遣会社」や 57 - 1 6 46 4
「業務請負会社」である 100.0 30.4 45.7 13.0 4.3 6.5 100.0 28.3 43.5 17.4 6.5 4.3 「業務請負会社」である 100.0 - 1.8 10.5 80.7 7.0
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 90 141 56 22 28 337 82 124 64 46 21 29人以下 452 8 7 41 301 95
100.0 26.7 41.8 16.6 6.5 8.3 100.0 24.3 36.8 19.0 13.6 6.2 100.0 1.8 1.5 9.1 66.6 21.0

30～49人 188 40 99 30 9 10 188 36 79 38 26 9 30～49人 242 - 6 8 197 31
100.0 21.3 52.7 16.0 4.8 5.3 100.0 19.1 42.0 20.2 13.8 4.8 100.0 - 2.5 3.3 81.4 12.8

50～99人 225 43 99 57 10 16 225 33 90 47 40 15 50～99人 263 - 3 11 224 25
100.0 19.1 44.0 25.3 4.4 7.1 100.0 14.7 40.0 20.9 17.8 6.7 100.0 - 1.1 4.2 85.2 9.5

100～299人 240 48 111 55 15 11 240 45 105 54 25 11 100～299人 261 2 2 6 222 29
100.0 20.0 46.3 22.9 6.3 4.6 100.0 18.8 43.8 22.5 10.4 4.6 100.0 0.8 0.8 2.3 85.1 11.1

300～499人 76 12 43 16 - 5 76 12 38 18 3 5 300～499人 85 - - - 77 8
100.0 15.8 56.6 21.1 - 6.6 100.0 15.8 50.0 23.7 3.9 6.6 100.0 - - - 90.6 9.4

500～999人 55 18 16 14 2 5 55 15 19 13 3 5 500～999人 58 2 1 2 52 1
100.0 32.7 29.1 25.5 3.6 9.1 100.0 27.3 34.5 23.6 5.5 9.1 100.0 3.4 1.7 3.4 89.7 1.7

1,000人以上 46 5 26 8 5 2 46 5 26 7 6 2 1,000人以上 52 - - 1 48 3
100.0 10.9 56.5 17.4 10.9 4.3 100.0 10.9 56.5 15.2 13.0 4.3 100.0 - - 1.9 92.3 5.8

300人以上（計） 177 35 85 38 7 12 177 32 83 38 12 12 300人以上（計） 195 2 1 3 177 12
100.0 19.8 48.0 21.5 4.0 6.8 100.0 18.1 46.9 21.5 6.8 6.8 100.0 1.0 0.5 1.5 90.8 6.2

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 17 21 15 6 6 65 14 21 17 7 6 北海道 93 - - 7 71 15
100.0 26.2 32.3 23.1 9.2 9.2 100.0 21.5 32.3 26.2 10.8 9.2 100.0 - - 7.5 76.3 16.1

東北 105 16 52 24 6 7 105 17 48 24 11 5 東北 130 - 3 10 103 14
100.0 15.2 49.5 22.9 5.7 6.7 100.0 16.2 45.7 22.9 10.5 4.8 100.0 - 2.3 7.7 79.2 10.8

南関東 257 62 92 66 20 17 257 56 86 62 37 16 南関東 315 2 4 10 247 52
100.0 24.1 35.8 25.7 7.8 6.6 100.0 21.8 33.5 24.1 14.4 6.2 100.0 0.6 1.3 3.2 78.4 16.5

北関東・甲信 81 19 31 25 3 3 81 14 28 20 16 3 北関東・甲信 94 - 1 6 68 19
100.0 23.5 38.3 30.9 3.7 3.7 100.0 17.3 34.6 24.7 19.8 3.7 100.0 - 1.1 6.4 72.3 20.2

北陸 63 11 32 15 1 4 63 11 29 12 8 3 北陸 73 - 1 4 61 7
100.0 17.5 50.8 23.8 1.6 6.3 100.0 17.5 46.0 19.0 12.7 4.8 100.0 - 1.4 5.5 83.6 9.6

東海 150 37 73 27 5 8 150 33 61 32 18 6 東海 173 2 4 3 144 20
100.0 24.7 48.7 18.0 3.3 5.3 100.0 22.0 40.7 21.3 12.0 4.0 100.0 1.2 2.3 1.7 83.2 11.6

近畿 179 44 91 22 9 13 179 39 77 28 24 11 近畿 217 4 3 12 169 29
100.0 24.6 50.8 12.3 5.0 7.3 100.0 21.8 43.0 15.6 13.4 6.1 100.0 1.8 1.4 5.5 77.9 13.4

中国 68 9 35 12 7 5 68 7 32 15 10 4 中国 78 1 - 6 61 10
100.0 13.2 51.5 17.6 10.3 7.4 100.0 10.3 47.1 22.1 14.7 5.9 100.0 1.3 - 7.7 78.2 12.8

四国 39 12 20 5 - 2 39 11 17 5 4 2 四国 44 2 - 3 38 1
100.0 30.8 51.3 12.8 - 5.1 100.0 28.2 43.6 12.8 10.3 5.1 100.0 4.5 - 6.8 86.4 2.3

九州 160 29 88 25 6 12 160 26 82 26 14 12 九州 196 1 3 8 159 25
100.0 18.1 55.0 15.6 3.8 7.5 100.0 16.3 51.3 16.3 8.8 7.5 100.0 0.5 1.5 4.1 81.1 12.8

三大都市圏 526 135 224 99 33 35 526 121 198 105 72 30 三大都市圏 639 6 11 22 504 96
100.0 25.7 42.6 18.8 6.3 6.7 100.0 23.0 37.6 20.0 13.7 5.7 100.0 0.9 1.7 3.4 78.9 15.0

それ以外 641 121 311 137 30 42 641 107 283 136 77 38 それ以外 774 6 8 47 617 96
100.0 18.9 48.5 21.4 4.7 6.6 100.0 16.7 44.1 21.2 12.0 5.9 100.0 0.8 1.0 6.1 79.7 12.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 256 535 236 63 77 1,167 228 481 241 149 68 雇用している 1,413 12 19 69 1,121 192
100.0 21.9 45.8 20.2 5.4 6.6 100.0 19.5 41.2 20.7 12.8 5.8 100.0 0.8 1.3 4.9 79.3 13.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 256 535 236 63 77 1,167 228 481 241 149 68 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 12 19 69 1,121 192
100.0 21.9 45.8 20.2 5.4 6.6 100.0 19.5 41.2 20.7 12.8 5.8 100.0 0.8 1.3 4.9 79.3 13.6

雇用していない - - - - - - - - - - - - 雇用していない - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 24,879 50,131 22,072 5,675 7,627 110,385 21,974 45,033 23,083 13,632 6,662 参考計（ウェートバック集計） 134,510 1,199 1,879 7,968 103,936 19,529
100.0 22.5 45.4 20.0 5.1 6.9 100.0 19.9 40.8 20.9 12.3 6.0 100.0 0.9 1.4 5.9 77.3 14.5

調査シリーズNo.202
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残業や休日出勤（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
企
業
等

あ
る
（

あ
り
得
る
）

な
い

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
企
業
等

あ
る
（

あ
り
得
る
）

な
い

　
無
回
答

全体計 1,177 910 194 73 1,177 962 149 66
100.0 77.3 16.5 6.2 100.0 81.7 12.7 5.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

建設業 62 49 8 5 62 51 7 4
100.0 79.0 12.9 8.1 100.0 82.3 11.3 6.5

製造業 205 162 29 14 205 175 21 9
100.0 79.0 14.1 6.8 100.0 85.4 10.2 4.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - 3 2 1 -
100.0 66.7 33.3 - 100.0 66.7 33.3 -

情報通信業 45 38 5 2 45 41 2 2
100.0 84.4 11.1 4.4 100.0 91.1 4.4 4.4

運輸業、郵便業 53 45 4 4 53 47 2 4
100.0 84.9 7.5 7.5 100.0 88.7 3.8 7.5

卸売業、小売業 128 97 22 9 128 100 18 10
100.0 75.8 17.2 7.0 100.0 78.1 14.1 7.8

金融業、保険業 27 26 1 - 27 26 1 -
100.0 96.3 3.7 - 100.0 96.3 3.7 -

不動産業、物品賃貸業 25 19 3 3 25 19 3 3
100.0 76.0 12.0 12.0 100.0 76.0 12.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 27 5 1 33 28 4 1
100.0 81.8 15.2 3.0 100.0 84.8 12.1 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 20 4 3 27 23 1 3
100.0 74.1 14.8 11.1 100.0 85.2 3.7 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 20 8 1 29 20 8 1
100.0 69.0 27.6 3.4 100.0 69.0 27.6 3.4

教育、学習支援業 77 58 15 4 77 59 14 4
100.0 75.3 19.5 5.2 100.0 76.6 18.2 5.2

医療、福祉 334 240 69 25 334 261 50 23
100.0 71.9 20.7 7.5 100.0 78.1 15.0 6.9

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 18 4 - 22 18 4 -
100.0 81.8 18.2 - 100.0 81.8 18.2 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 85 15 2 102 88 12 2
100.0 83.3 14.7 2.0 100.0 86.3 11.8 2.0

その他 4 4 - - 4 4 - -
100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - -

サービス業（計） 213 170 36 7 213 177 29 7
100.0 79.8 16.9 3.3 100.0 83.1 13.6 3.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 18 3 - 21 18 3 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 85.7 14.3 - 100.0 85.7 14.3 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 42 8 1 51 42 8 1
「業務請負会社」である 100.0 82.4 15.7 2.0 100.0 82.4 15.7 2.0
雇用者の規模

29人以下 336 223 78 35 336 243 63 30
100.0 66.4 23.2 10.4 100.0 72.3 18.8 8.9

30～49人 189 144 34 11 189 151 28 10
100.0 76.2 18.0 5.8 100.0 79.9 14.8 5.3

50～99人 231 185 38 8 231 197 25 9
100.0 80.1 16.5 3.5 100.0 85.3 10.8 3.9

100～299人 239 196 29 14 239 203 24 12
100.0 82.0 12.1 5.9 100.0 84.9 10.0 5.0

300～499人 80 68 9 3 80 74 3 3
100.0 85.0 11.3 3.8 100.0 92.5 3.8 3.8

500～999人 54 51 2 1 54 51 2 1
100.0 94.4 3.7 1.9 100.0 94.4 3.7 1.9

1,000人以上 48 43 4 1 48 43 4 1
100.0 89.6 8.3 2.1 100.0 89.6 8.3 2.1

300人以上（計） 182 162 15 5 182 168 9 5
100.0 89.0 8.2 2.7 100.0 92.3 4.9 2.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 66 12 4 82 68 10 4
100.0 80.5 14.6 4.9 100.0 82.9 12.2 4.9

東北 109 84 19 6 109 88 16 5
100.0 77.1 17.4 5.5 100.0 80.7 14.7 4.6

南関東 256 202 39 15 256 214 28 14
100.0 78.9 15.2 5.9 100.0 83.6 10.9 5.5

北関東・甲信 74 54 14 6 74 60 8 6
100.0 73.0 18.9 8.1 100.0 81.1 10.8 8.1

北陸 59 49 6 4 59 50 6 3
100.0 83.1 10.2 6.8 100.0 84.7 10.2 5.1

東海 144 114 25 5 144 119 20 5
100.0 79.2 17.4 3.5 100.0 82.6 13.9 3.5

近畿 188 141 35 12 188 154 25 9
100.0 75.0 18.6 6.4 100.0 81.9 13.3 4.8

中国 62 42 14 6 62 45 11 6
100.0 67.7 22.6 9.7 100.0 72.6 17.7 9.7

四国 33 23 7 3 33 24 6 3
100.0 69.7 21.2 9.1 100.0 72.7 18.2 9.1

九州 170 135 23 12 170 140 19 11
100.0 79.4 13.5 7.1 100.0 82.4 11.2 6.5

三大都市圏 531 416 84 31 531 443 61 27
100.0 78.3 15.8 5.8 100.0 83.4 11.5 5.1

それ以外 646 494 110 42 646 519 88 39
100.0 76.5 17.0 6.5 100.0 80.3 13.6 6.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 910 194 73 1,177 962 149 66
100.0 77.3 16.5 6.2 100.0 81.7 12.7 5.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 910 194 73 1,177 962 149 66
100.0 77.3 16.5 6.2 100.0 81.7 12.7 5.6

雇用していない - - - - - - - -
- - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 84,606 18,409 7,406 110,422 89,662 14,015 6,744
100.0 76.6 16.7 6.7 100.0 81.2 12.7 6.1
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残業や休日出勤（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

あ
る
（

あ
り
得
る
）

な
い

　
無
回
答

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

あ
る
（

あ
り
得
る
）

な
い

　
無
回
答

【正社員】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換
で
き
る
機
会

を
設
け
て
い
る
企
業
等

あ
る
（

あ
り
得
る
）

な
い

　
無
回
答

全体計 1,167 572 530 65 1,167 648 467 52 全体計 1,413 1,151 62 200
100.0 49.0 45.4 5.6 100.0 55.5 40.0 4.5 100.0 81.5 4.4 14.2

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - -

建設業 42 23 18 1 42 24 17 1 建設業 78 52 2 24
100.0 54.8 42.9 2.4 100.0 57.1 40.5 2.4 100.0 66.7 2.6 30.8

製造業 199 101 86 12 199 118 72 9 製造業 243 197 8 38
100.0 50.8 43.2 6.0 100.0 59.3 36.2 4.5 100.0 81.1 3.3 15.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - 3 2 1 - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 - 1
100.0 66.7 33.3 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 80.0 - 20.0

情報通信業 29 15 13 1 29 17 11 1 情報通信業 47 43 - 4
100.0 51.7 44.8 3.4 100.0 58.6 37.9 3.4 100.0 91.5 - 8.5

運輸業、郵便業 48 23 23 2 48 27 19 2 運輸業、郵便業 60 49 2 9
100.0 47.9 47.9 4.2 100.0 56.3 39.6 4.2 100.0 81.7 3.3 15.0

卸売業、小売業 147 58 78 11 147 67 70 10 卸売業、小売業 167 127 12 28
100.0 39.5 53.1 7.5 100.0 45.6 47.6 6.8 100.0 76.0 7.2 16.8

金融業、保険業 22 18 3 1 22 18 4 - 金融業、保険業 31 30 - 1
100.0 81.8 13.6 4.5 100.0 81.8 18.2 - 100.0 96.8 - 3.2

不動産業、物品賃貸業 25 12 12 1 25 13 11 1 不動産業、物品賃貸業 32 27 1 4
100.0 48.0 48.0 4.0 100.0 52.0 44.0 4.0 100.0 84.4 3.1 12.5

学術研究、専門・技術サービス業 25 11 11 3 25 16 8 1 学術研究、専門・技術サービス業 40 33 1 6
100.0 44.0 44.0 12.0 100.0 64.0 32.0 4.0 100.0 82.5 2.5 15.0

宿泊業、飲食サービス業 31 13 15 3 31 17 12 2 宿泊業、飲食サービス業 33 28 - 5
100.0 41.9 48.4 9.7 100.0 54.8 38.7 6.5 100.0 84.8 - 15.2

生活関連サービス業、娯楽業 31 13 17 1 31 14 16 1 生活関連サービス業、娯楽業 36 27 3 6
100.0 41.9 54.8 3.2 100.0 45.2 51.6 3.2 100.0 75.0 8.3 16.7

教育、学習支援業 85 28 49 8 85 32 47 6 教育、学習支援業 94 76 6 12
100.0 32.9 57.6 9.4 100.0 37.6 55.3 7.1 100.0 80.9 6.4 12.8

医療、福祉 363 193 151 19 363 217 129 17 医療、福祉 399 333 18 48
100.0 53.2 41.6 5.2 100.0 59.8 35.5 4.7 100.0 83.5 4.5 12.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 11 7 - 18 11 7 - 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 - 3
100.0 61.1 38.9 - 100.0 61.1 38.9 - 100.0 87.0 - 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 49 43 2 94 53 40 1 サービス業（他に分類されないもの） 119 100 9 10
100.0 52.1 45.7 2.1 100.0 56.4 42.6 1.1 100.0 84.0 7.6 8.4

その他 4 2 2 - 4 2 2 - その他 5 4 - 1
100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 80.0 - 20.0

サービス業（計） 199 97 93 9 199 111 83 5 サービス業（計） 251 208 13 30
100.0 48.7 46.7 4.5 100.0 55.8 41.7 2.5 100.0 82.9 5.2 12.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 8 13 1 22 9 13 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 22 - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 36.4 59.1 4.5 100.0 40.9 59.1 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 95.7 - 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 46 21 23 2 46 23 22 1 付問④：「人材派遣会社」や 57 47 6 4
「業務請負会社」である 100.0 45.7 50.0 4.3 100.0 50.0 47.8 2.2 「業務請負会社」である 100.0 82.5 10.5 7.0
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 130 177 30 337 158 159 20 29人以下 452 318 36 98
100.0 38.6 52.5 8.9 100.0 46.9 47.2 5.9 100.0 70.4 8.0 21.7

30～49人 188 72 104 12 188 87 90 11 30～49人 242 204 6 32
100.0 38.3 55.3 6.4 100.0 46.3 47.9 5.9 100.0 84.3 2.5 13.2

50～99人 225 125 90 10 225 144 73 8 50～99人 263 227 11 25
100.0 55.6 40.0 4.4 100.0 64.0 32.4 3.6 100.0 86.3 4.2 9.5

100～299人 240 135 98 7 240 145 88 7 100～299人 261 224 6 31
100.0 56.3 40.8 2.9 100.0 60.4 36.7 2.9 100.0 85.8 2.3 11.9

300～499人 76 47 27 2 76 49 25 2 300～499人 85 75 1 9
100.0 61.8 35.5 2.6 100.0 64.5 32.9 2.6 100.0 88.2 1.2 10.6

500～999人 55 30 22 3 55 32 20 3 500～999人 58 56 - 2
100.0 54.5 40.0 5.5 100.0 58.2 36.4 5.5 100.0 96.6 - 3.4

1,000人以上 46 33 12 1 46 33 12 1 1,000人以上 52 47 2 3
100.0 71.7 26.1 2.2 100.0 71.7 26.1 2.2 100.0 90.4 3.8 5.8

300人以上（計） 177 110 61 6 177 114 57 6 300人以上（計） 195 178 3 14
100.0 62.1 34.5 3.4 100.0 64.4 32.2 3.4 100.0 91.3 1.5 7.2

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 36 24 5 65 37 23 5 北海道 93 74 4 15
100.0 55.4 36.9 7.7 100.0 56.9 35.4 7.7 100.0 79.6 4.3 16.1

東北 105 46 50 9 105 55 47 3 東北 130 103 9 18
100.0 43.8 47.6 8.6 100.0 52.4 44.8 2.9 100.0 79.2 6.9 13.8

南関東 257 118 123 16 257 133 109 15 南関東 315 249 12 54
100.0 45.9 47.9 6.2 100.0 51.8 42.4 5.8 100.0 79.0 3.8 17.1

北関東・甲信 81 38 40 3 81 46 32 3 北関東・甲信 94 70 3 21
100.0 46.9 49.4 3.7 100.0 56.8 39.5 3.7 100.0 74.5 3.2 22.3

北陸 63 35 26 2 63 39 23 1 北陸 73 65 2 6
100.0 55.6 41.3 3.2 100.0 61.9 36.5 1.6 100.0 89.0 2.7 8.2

東海 150 73 71 6 150 81 65 4 東海 173 147 5 21
100.0 48.7 47.3 4.0 100.0 54.0 43.3 2.7 100.0 85.0 2.9 12.1

近畿 179 98 72 9 179 108 64 7 近畿 217 180 8 29
100.0 54.7 40.2 5.0 100.0 60.3 35.8 3.9 100.0 82.9 3.7 13.4

中国 68 36 26 6 68 41 22 5 中国 78 66 2 10
100.0 52.9 38.2 8.8 100.0 60.3 32.4 7.4 100.0 84.6 2.6 12.8

四国 39 16 23 - 39 21 18 - 四国 44 38 4 2
100.0 41.0 59.0 - 100.0 53.8 46.2 - 100.0 86.4 9.1 4.5

九州 160 76 75 9 160 87 64 9 九州 196 159 13 24
100.0 47.5 46.9 5.6 100.0 54.4 40.0 5.6 100.0 81.1 6.6 12.2

三大都市圏 526 261 236 29 526 291 211 24 三大都市圏 639 517 22 100
100.0 49.6 44.9 5.5 100.0 55.3 40.1 4.6 100.0 80.9 3.4 15.6

それ以外 641 311 294 36 641 357 256 28 それ以外 774 634 40 100
100.0 48.5 45.9 5.6 100.0 55.7 39.9 4.4 100.0 81.9 5.2 12.9

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 572 530 65 1,167 648 467 52 雇用している 1,413 1,151 62 200
100.0 49.0 45.4 5.6 100.0 55.5 40.0 4.5 100.0 81.5 4.4 14.2

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 572 530 65 1,167 648 467 52 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 1,151 62 200
100.0 49.0 45.4 5.6 100.0 55.5 40.0 4.5 100.0 81.5 4.4 14.2

雇用していない - - - - - - - - 雇用していない - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 51,829 51,892 6,664 110,385 59,654 45,520 5,211 参考計（ウェートバック集計） 134,510 107,815 6,467 20,228
100.0 47.0 47.0 6.0 100.0 54.0 41.2 4.7 100.0 80.2 4.8 15.0

調査シリーズNo.202
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残業時間の長さや頻度（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後 有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
1
4
付
問
で
残
業
や
休
日
出
勤

が
あ
る
企
業
等

正
社
員
と
同
じ

正
社
員
よ
り
制
限

　
無
回
答

問
1
4
付
問
で
残
業
や
休
日
出
勤

が
あ
る
企
業
等

正
社
員
と
同
じ

正
社
員
よ
り
制
限

　
無
回
答

【パートタイム】

問
1
4
付
問
で
残
業
や
休
日
出
勤

が
あ
る
企
業
等

正
社
員
と
同
じ

正
社
員
よ
り
制
限

　
無
回
答

問
1
4
付
問
で
残
業
や
休
日
出
勤

が
あ
る
企
業
等

正
社
員
と
同
じ

正
社
員
よ
り
制
限

　
無
回
答

全体計 910 531 373 6 962 623 332 7 全体計 572 130 432 10 648 199 436 13
100.0 58.4 41.0 0.7 100.0 64.8 34.5 0.7 100.0 22.7 75.5 1.7 100.0 30.7 67.3 2.0

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - 鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 49 34 14 1 51 38 12 1 建設業 23 6 17 - 24 8 16 -
100.0 69.4 28.6 2.0 100.0 74.5 23.5 2.0 100.0 26.1 73.9 - 100.0 33.3 66.7 -

製造業 162 102 60 - 175 118 57 - 製造業 101 31 67 3 118 44 71 3
100.0 63.0 37.0 - 100.0 67.4 32.6 - 100.0 30.7 66.3 3.0 100.0 37.3 60.2 2.5

電気・ガス・熱供給・水道業 2 2 - - 2 2 - - 電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - 2 1 1 -
100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 50.0 -

情報通信業 38 29 8 1 41 36 4 1 情報通信業 15 7 8 - 17 11 6 -
100.0 76.3 21.1 2.6 100.0 87.8 9.8 2.4 100.0 46.7 53.3 - 100.0 64.7 35.3 -

運輸業、郵便業 45 31 13 1 47 34 12 1 運輸業、郵便業 23 5 18 - 27 8 19 -
100.0 68.9 28.9 2.2 100.0 72.3 25.5 2.1 100.0 21.7 78.3 - 100.0 29.6 70.4 -

卸売業、小売業 97 40 57 - 100 50 50 - 卸売業、小売業 58 9 49 - 67 13 54 -
100.0 41.2 58.8 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 15.5 84.5 - 100.0 19.4 80.6 -

金融業、保険業 26 12 14 - 26 14 12 - 金融業、保険業 18 4 14 - 18 5 13 -
100.0 46.2 53.8 - 100.0 53.8 46.2 - 100.0 22.2 77.8 - 100.0 27.8 72.2 -

不動産業、物品賃貸業 19 12 6 1 19 13 5 1 不動産業、物品賃貸業 12 2 10 - 13 2 11 -
100.0 63.2 31.6 5.3 100.0 68.4 26.3 5.3 100.0 16.7 83.3 - 100.0 15.4 84.6 -

学術研究、専門・技術サービス業 27 19 8 - 28 20 8 - 学術研究、専門・技術サービス業 11 3 8 - 16 7 9 -
100.0 70.4 29.6 - 100.0 71.4 28.6 - 100.0 27.3 72.7 - 100.0 43.8 56.3 -

宿泊業、飲食サービス業 20 9 11 - 23 12 11 - 宿泊業、飲食サービス業 13 - 13 - 17 1 16 -
100.0 45.0 55.0 - 100.0 52.2 47.8 - 100.0 - 100.0 - 100.0 5.9 94.1 -

生活関連サービス業、娯楽業 20 10 10 - 20 10 10 - 生活関連サービス業、娯楽業 13 2 10 1 14 2 11 1
100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 15.4 76.9 7.7 100.0 14.3 78.6 7.1

教育、学習支援業 58 33 24 1 59 40 18 1 教育、学習支援業 28 2 25 1 32 9 21 2
100.0 56.9 41.4 1.7 100.0 67.8 30.5 1.7 100.0 7.1 89.3 3.6 100.0 28.1 65.6 6.3

医療、福祉 240 135 105 - 261 163 97 1 医療、福祉 193 41 148 4 217 67 144 6
100.0 56.3 43.8 - 100.0 62.5 37.2 0.4 100.0 21.2 76.7 2.1 100.0 30.9 66.4 2.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 7 11 - 18 8 10 - 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 11 4 7 - 11 4 7 -
100.0 38.9 61.1 - 100.0 44.4 55.6 - 100.0 36.4 63.6 - 100.0 36.4 63.6 -

サービス業（他に分類されないもの） 85 53 31 1 88 62 25 1 サービス業（他に分類されないもの） 49 13 35 1 53 17 35 1
100.0 62.4 36.5 1.2 100.0 70.5 28.4 1.1 100.0 26.5 71.4 2.0 100.0 32.1 66.0 1.9

その他 4 3 1 - 4 3 1 - その他 2 - 2 - 2 - 2 -
100.0 75.0 25.0 - 100.0 75.0 25.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

サービス業（計） 170 98 71 1 177 112 64 1 サービス業（計） 97 22 73 2 111 31 78 2
100.0 57.6 41.8 0.6 100.0 63.3 36.2 0.6 100.0 22.7 75.3 2.1 100.0 27.9 70.3 1.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 18 14 4 - 18 14 4 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 8 1 7 - 9 3 6 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 77.8 22.2 - 100.0 77.8 22.2 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 12.5 87.5 - 100.0 33.3 66.7 -
付問④：「人材派遣会社」や 42 27 14 1 42 30 11 1 付問④：「人材派遣会社」や 21 6 14 1 23 7 15 1
「業務請負会社」である 100.0 64.3 33.3 2.4 100.0 71.4 26.2 2.4 「業務請負会社」である 100.0 28.6 66.7 4.8 100.0 30.4 65.2 4.3
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 223 145 75 3 243 179 61 3 29人以下 130 39 88 3 158 59 94 5
100.0 65.0 33.6 1.3 100.0 73.7 25.1 1.2 100.0 30.0 67.7 2.3 100.0 37.3 59.5 3.2

30～49人 144 94 49 1 151 109 41 1 30～49人 72 14 56 2 87 29 56 2
100.0 65.3 34.0 0.7 100.0 72.2 27.2 0.7 100.0 19.4 77.8 2.8 100.0 33.3 64.4 2.3

50～99人 185 107 77 1 197 132 64 1 50～99人 125 26 98 1 144 48 95 1
100.0 57.8 41.6 0.5 100.0 67.0 32.5 0.5 100.0 20.8 78.4 0.8 100.0 33.3 66.0 0.7

100～299人 196 103 93 - 203 111 91 1 100～299人 135 33 100 2 145 38 104 3
100.0 52.6 47.4 - 100.0 54.7 44.8 0.5 100.0 24.4 74.1 1.5 100.0 26.2 71.7 2.1

300～499人 68 36 32 - 74 43 31 - 300～499人 47 9 37 1 49 13 35 1
100.0 52.9 47.1 - 100.0 58.1 41.9 - 100.0 19.1 78.7 2.1 100.0 26.5 71.4 2.0

500～999人 51 23 28 - 51 26 25 - 500～999人 30 1 29 - 32 4 28 -
100.0 45.1 54.9 - 100.0 51.0 49.0 - 100.0 3.3 96.7 - 100.0 12.5 87.5 -

1,000人以上 43 23 19 1 43 23 19 1 1,000人以上 33 8 24 1 33 8 24 1
100.0 53.5 44.2 2.3 100.0 53.5 44.2 2.3 100.0 24.2 72.7 3.0 100.0 24.2 72.7 3.0

300人以上（計） 162 82 79 1 168 92 75 1 300人以上（計） 110 18 90 2 114 25 87 2
100.0 50.6 48.8 0.6 100.0 54.8 44.6 0.6 100.0 16.4 81.8 1.8 100.0 21.9 76.3 1.8

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 66 42 24 - 68 46 22 - 北海道 36 9 27 - 37 13 24 -
100.0 63.6 36.4 - 100.0 67.6 32.4 - 100.0 25.0 75.0 - 100.0 35.1 64.9 -

東北 84 53 29 2 88 60 26 2 東北 46 10 33 3 55 14 38 3
100.0 63.1 34.5 2.4 100.0 68.2 29.5 2.3 100.0 21.7 71.7 6.5 100.0 25.5 69.1 5.5

南関東 202 112 88 2 214 130 81 3 南関東 118 25 92 1 133 36 95 2
100.0 55.4 43.6 1.0 100.0 60.7 37.9 1.4 100.0 21.2 78.0 0.8 100.0 27.1 71.4 1.5

北関東・甲信 54 28 25 1 60 39 20 1 北関東・甲信 38 8 28 2 46 17 27 2
100.0 51.9 46.3 1.9 100.0 65.0 33.3 1.7 100.0 21.1 73.7 5.3 100.0 37.0 58.7 4.3

北陸 49 30 19 - 50 33 17 - 北陸 35 8 27 - 39 14 25 -
100.0 61.2 38.8 - 100.0 66.0 34.0 - 100.0 22.9 77.1 - 100.0 35.9 64.1 -

東海 114 62 52 - 119 74 45 - 東海 73 18 54 1 81 30 50 1
100.0 54.4 45.6 - 100.0 62.2 37.8 - 100.0 24.7 74.0 1.4 100.0 37.0 61.7 1.2

近畿 141 82 58 1 154 98 55 1 近畿 98 19 77 2 108 31 75 2
100.0 58.2 41.1 0.7 100.0 63.6 35.7 0.6 100.0 19.4 78.6 2.0 100.0 28.7 69.4 1.9

中国 42 28 14 - 45 32 13 - 中国 36 10 25 1 41 11 29 1
100.0 66.7 33.3 - 100.0 71.1 28.9 - 100.0 27.8 69.4 2.8 100.0 26.8 70.7 2.4

四国 23 13 10 - 24 16 8 - 四国 16 6 10 - 21 7 12 2
100.0 56.5 43.5 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 37.5 62.5 - 100.0 33.3 57.1 9.5

九州 135 81 54 - 140 95 45 - 九州 76 17 59 - 87 26 61 -
100.0 60.0 40.0 - 100.0 67.9 32.1 - 100.0 22.4 77.6 - 100.0 29.9 70.1 -

三大都市圏 416 235 178 3 443 277 162 4 三大都市圏 261 56 201 4 291 87 199 5
100.0 56.5 42.8 0.7 100.0 62.5 36.6 0.9 100.0 21.5 77.0 1.5 100.0 29.9 68.4 1.7

それ以外 494 296 195 3 519 346 170 3 それ以外 311 74 231 6 357 112 237 8
100.0 59.9 39.5 0.6 100.0 66.7 32.8 0.6 100.0 23.8 74.3 1.9 100.0 31.4 66.4 2.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 910 531 373 6 962 623 332 7 雇用している 572 130 432 10 648 199 436 13
100.0 58.4 41.0 0.7 100.0 64.8 34.5 0.7 100.0 22.7 75.5 1.7 100.0 30.7 67.3 2.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 910 531 373 6 962 623 332 7 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 572 130 432 10 648 199 436 13
100.0 58.4 41.0 0.7 100.0 64.8 34.5 0.7 100.0 22.7 75.5 1.7 100.0 30.7 67.3 2.0

雇用していない - - - - - - - - 雇用していない - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 84,606 49,081 34,965 560 89,662 58,104 30,922 636 参考計（ウェートバック集計） 51,829 11,750 39,183 897 59,654 18,137 40,350 1,167
100.0 58.0 41.3 0.7 100.0 64.8 34.5 0.7 100.0 22.7 75.6 1.7 100.0 30.4 67.6 2.0

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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勤務地の範囲（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
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で
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ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
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期
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で
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る
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会
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る
企
業
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事
業
所
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事
業
所
間
異
動
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り

転
居
転
勤
な
し

転
居
転
勤
あ
り

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
企
業
等

事
業
所
限
定

事
業
所
間
異
動
あ
り

転
居
転
勤
な
し

転
居
転
勤
あ
り

　
無
回
答

全体計 1,177 810 260 33 74 1,177 743 301 65 68
100.0 68.8 22.1 2.8 6.3 100.0 63.1 25.6 5.5 5.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - 1 1 - - -
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - -

建設業 62 47 6 3 6 62 46 6 5 5
100.0 75.8 9.7 4.8 9.7 100.0 74.2 9.7 8.1 8.1

製造業 205 158 28 5 14 205 150 35 11 9
100.0 77.1 13.7 2.4 6.8 100.0 73.2 17.1 5.4 4.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - - 3 2 1 - -
100.0 66.7 33.3 - - 100.0 66.7 33.3 - -

情報通信業 45 32 9 3 1 45 28 9 7 1
100.0 71.1 20.0 6.7 2.2 100.0 62.2 20.0 15.6 2.2

運輸業、郵便業 53 44 6 - 3 53 43 7 - 3
100.0 83.0 11.3 - 5.7 100.0 81.1 13.2 - 5.7

卸売業、小売業 128 88 28 2 10 128 80 31 5 12
100.0 68.8 21.9 1.6 7.8 100.0 62.5 24.2 3.9 9.4

金融業、保険業 27 13 11 2 1 27 8 16 2 1
100.0 48.1 40.7 7.4 3.7 100.0 29.6 59.3 7.4 3.7

不動産業、物品賃貸業 25 15 6 1 3 25 13 7 2 3
100.0 60.0 24.0 4.0 12.0 100.0 52.0 28.0 8.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 29 2 1 1 33 24 4 4 1
100.0 87.9 6.1 3.0 3.0 100.0 72.7 12.1 12.1 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 19 5 - 3 27 19 5 - 3
100.0 70.4 18.5 - 11.1 100.0 70.4 18.5 - 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 21 5 2 1 29 19 5 4 1
100.0 72.4 17.2 6.9 3.4 100.0 65.5 17.2 13.8 3.4

教育、学習支援業 77 56 15 2 4 77 53 16 4 4
100.0 72.7 19.5 2.6 5.2 100.0 68.8 20.8 5.2 5.2

医療、福祉 334 206 96 8 24 334 188 112 12 22
100.0 61.7 28.7 2.4 7.2 100.0 56.3 33.5 3.6 6.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 7 15 - - 22 6 16 - -
100.0 31.8 68.2 - - 100.0 27.3 72.7 - -

サービス業（他に分類されないもの） 102 69 26 4 3 102 60 30 9 3
100.0 67.6 25.5 3.9 2.9 100.0 58.8 29.4 8.8 2.9

その他 4 3 1 - - 4 3 1 - -
100.0 75.0 25.0 - - 100.0 75.0 25.0 - -

サービス業（計） 213 145 53 7 8 213 128 60 17 8
100.0 68.1 24.9 3.3 3.8 100.0 60.1 28.2 8.0 3.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 15 4 2 - 21 14 5 2 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 71.4 19.0 9.5 - 100.0 66.7 23.8 9.5 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 35 13 1 2 51 27 16 6 2
「業務請負会社」である 100.0 68.6 25.5 2.0 3.9 100.0 52.9 31.4 11.8 3.9
雇用者の規模

29人以下 336 251 46 4 35 336 247 50 8 31
100.0 74.7 13.7 1.2 10.4 100.0 73.5 14.9 2.4 9.2

30～49人 189 148 27 3 11 189 142 32 5 10
100.0 78.3 14.3 1.6 5.8 100.0 75.1 16.9 2.6 5.3

50～99人 231 153 60 10 8 231 134 68 20 9
100.0 66.2 26.0 4.3 3.5 100.0 58.0 29.4 8.7 3.9

100～299人 239 150 66 10 13 239 135 75 18 11
100.0 62.8 27.6 4.2 5.4 100.0 56.5 31.4 7.5 4.6

300～499人 80 46 27 3 4 80 38 32 6 4
100.0 57.5 33.8 3.8 5.0 100.0 47.5 40.0 7.5 5.0

500～999人 54 35 16 1 2 54 27 22 3 2
100.0 64.8 29.6 1.9 3.7 100.0 50.0 40.7 5.6 3.7

1,000人以上 48 27 18 2 1 48 20 22 5 1
100.0 56.3 37.5 4.2 2.1 100.0 41.7 45.8 10.4 2.1

300人以上（計） 182 108 61 6 7 182 85 76 14 7
100.0 59.3 33.5 3.3 3.8 100.0 46.7 41.8 7.7 3.8

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 54 20 5 3 82 50 20 8 4
100.0 65.9 24.4 6.1 3.7 100.0 61.0 24.4 9.8 4.9

東北 109 75 24 4 6 109 66 31 7 5
100.0 68.8 22.0 3.7 5.5 100.0 60.6 28.4 6.4 4.6

南関東 256 177 53 9 17 256 165 60 15 16
100.0 69.1 20.7 3.5 6.6 100.0 64.5 23.4 5.9 6.3

北関東・甲信 74 53 14 1 6 74 48 17 3 6
100.0 71.6 18.9 1.4 8.1 100.0 64.9 23.0 4.1 8.1

北陸 59 39 16 - 4 59 38 16 2 3
100.0 66.1 27.1 - 6.8 100.0 64.4 27.1 3.4 5.1

東海 144 96 38 4 6 144 90 42 6 6
100.0 66.7 26.4 2.8 4.2 100.0 62.5 29.2 4.2 4.2

近畿 188 137 35 5 11 188 124 46 10 8
100.0 72.9 18.6 2.7 5.9 100.0 66.0 24.5 5.3 4.3

中国 62 46 10 1 5 62 43 11 3 5
100.0 74.2 16.1 1.6 8.1 100.0 69.4 17.7 4.8 8.1

四国 33 23 7 - 3 33 21 8 1 3
100.0 69.7 21.2 - 9.1 100.0 63.6 24.2 3.0 9.1

九州 170 110 43 4 13 170 98 50 10 12
100.0 64.7 25.3 2.4 7.6 100.0 57.6 29.4 5.9 7.1

三大都市圏 531 368 114 16 33 531 339 135 28 29
100.0 69.3 21.5 3.0 6.2 100.0 63.8 25.4 5.3 5.5

それ以外 646 442 146 17 41 646 404 166 37 39
100.0 68.4 22.6 2.6 6.3 100.0 62.5 25.7 5.7 6.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 810 260 33 74 1,177 743 301 65 68
100.0 68.8 22.1 2.8 6.3 100.0 63.1 25.6 5.5 5.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 810 260 33 74 1,177 743 301 65 68
100.0 68.8 22.1 2.8 6.3 100.0 63.1 25.6 5.5 5.8

雇用していない - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 77,827 22,252 2,874 7,468 110,422 71,850 25,486 6,119 6,967
100.0 70.5 20.2 2.6 6.8 100.0 65.1 23.1 5.5 6.3

調査シリーズNo.202
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勤務地の範囲（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】
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無
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、
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ら
か
の
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無
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【正社員】
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で
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ル
タ
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ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
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ム
の
有
期
契
約
労
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か
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で
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転
居
転
勤
あ
り

　
無
回
答

全体計 1,167 923 175 8 61 1,167 886 208 22 51 全体計 1,413 535 391 267 220
100.0 79.1 15.0 0.7 5.2 100.0 75.9 17.8 1.9 4.4 100.0 37.9 27.7 18.9 15.6

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - 1 1 - - - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - -

建設業 42 40 1 - 1 42 39 2 - 1 建設業 78 32 10 10 26
100.0 95.2 2.4 - 2.4 100.0 92.9 4.8 - 2.4 100.0 41.0 12.8 12.8 33.3

製造業 199 165 21 - 13 199 161 25 3 10 製造業 243 95 39 66 43
100.0 82.9 10.6 - 6.5 100.0 80.9 12.6 1.5 5.0 100.0 39.1 16.0 27.2 17.7

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - - 3 2 1 - - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 2 2 - 1
100.0 66.7 33.3 - - 100.0 66.7 33.3 - - 100.0 40.0 40.0 - 20.0

情報通信業 29 27 2 - - 29 25 2 2 - 情報通信業 47 18 9 15 5
100.0 93.1 6.9 - - 100.0 86.2 6.9 6.9 - 100.0 38.3 19.1 31.9 10.6

運輸業、郵便業 48 41 6 - 1 48 41 6 - 1 運輸業、郵便業 60 23 11 14 12
100.0 85.4 12.5 - 2.1 100.0 85.4 12.5 - 2.1 100.0 38.3 18.3 23.3 20.0

卸売業、小売業 147 122 15 - 10 147 116 19 1 11 卸売業、小売業 167 44 48 40 35
100.0 83.0 10.2 - 6.8 100.0 78.9 12.9 0.7 7.5 100.0 26.3 28.7 24.0 21.0

金融業、保険業 22 12 7 1 2 22 10 10 1 1 金融業、保険業 31 7 9 13 2
100.0 54.5 31.8 4.5 9.1 100.0 45.5 45.5 4.5 4.5 100.0 22.6 29.0 41.9 6.5

不動産業、物品賃貸業 25 20 4 - 1 25 20 4 - 1 不動産業、物品賃貸業 32 12 7 9 4
100.0 80.0 16.0 - 4.0 100.0 80.0 16.0 - 4.0 100.0 37.5 21.9 28.1 12.5

学術研究、専門・技術サービス業 25 21 1 - 3 25 20 3 1 1 学術研究、専門・技術サービス業 40 19 4 12 5
100.0 84.0 4.0 - 12.0 100.0 80.0 12.0 4.0 4.0 100.0 47.5 10.0 30.0 12.5

宿泊業、飲食サービス業 31 24 4 - 3 31 23 6 - 2 宿泊業、飲食サービス業 33 13 9 7 4
100.0 77.4 12.9 - 9.7 100.0 74.2 19.4 - 6.5 100.0 39.4 27.3 21.2 12.1

生活関連サービス業、娯楽業 31 25 3 1 2 31 24 3 2 2 生活関連サービス業、娯楽業 36 15 5 10 6
100.0 80.6 9.7 3.2 6.5 100.0 77.4 9.7 6.5 6.5 100.0 41.7 13.9 27.8 16.7

教育、学習支援業 85 68 10 - 7 85 68 11 - 6 教育、学習支援業 94 47 27 7 13
100.0 80.0 11.8 - 8.2 100.0 80.0 12.9 - 7.1 100.0 50.0 28.7 7.4 13.8

医療、福祉 363 261 82 5 15 363 249 95 6 13 医療、福祉 399 157 165 28 49
100.0 71.9 22.6 1.4 4.1 100.0 68.6 26.2 1.7 3.6 100.0 39.3 41.4 7.0 12.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 9 8 - 1 18 9 8 - 1 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 1 16 3 3
100.0 50.0 44.4 - 5.6 100.0 50.0 44.4 - 5.6 100.0 4.3 69.6 13.0 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 82 9 1 2 94 75 12 6 1 サービス業（他に分類されないもの） 119 48 27 33 11
100.0 87.2 9.6 1.1 2.1 100.0 79.8 12.8 6.4 1.1 100.0 40.3 22.7 27.7 9.2

その他 4 3 1 - - 4 3 1 - - その他 5 1 3 - 1
100.0 75.0 25.0 - - 100.0 75.0 25.0 - - 100.0 20.0 60.0 - 20.0

サービス業（計） 199 161 25 2 11 199 151 32 9 7 サービス業（計） 251 96 61 65 29
100.0 80.9 12.6 1.0 5.5 100.0 75.9 16.1 4.5 3.5 100.0 38.2 24.3 25.9 11.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 20 1 - 1 22 21 1 - - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 9 7 6 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 90.9 4.5 - 4.5 100.0 95.5 4.5 - - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 39.1 30.4 26.1 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 46 38 6 - 2 46 32 8 5 1 付問④：「人材派遣会社」や 57 24 11 18 4
「業務請負会社」である 100.0 82.6 13.0 - 4.3 100.0 69.6 17.4 10.9 2.2 「業務請負会社」である 100.0 42.1 19.3 31.6 7.0
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 280 26 1 30 337 280 33 3 21 29人以下 452 255 67 20 110
100.0 83.1 7.7 0.3 8.9 100.0 83.1 9.8 0.9 6.2 100.0 56.4 14.8 4.4 24.3

30～49人 188 154 25 1 8 188 149 29 3 7 30～49人 242 112 65 30 35
100.0 81.9 13.3 0.5 4.3 100.0 79.3 15.4 1.6 3.7 100.0 46.3 26.9 12.4 14.5

50～99人 225 166 46 4 9 225 157 50 9 9 50～99人 263 98 95 43 27
100.0 73.8 20.4 1.8 4.0 100.0 69.8 22.2 4.0 4.0 100.0 37.3 36.1 16.3 10.3

100～299人 240 194 37 2 7 240 184 47 2 7 100～299人 261 50 100 78 33
100.0 80.8 15.4 0.8 2.9 100.0 76.7 19.6 0.8 2.9 100.0 19.2 38.3 29.9 12.6

300～499人 76 55 18 - 3 76 51 21 1 3 300～499人 85 10 30 36 9
100.0 72.4 23.7 - 3.9 100.0 67.1 27.6 1.3 3.9 100.0 11.8 35.3 42.4 10.6

500～999人 55 43 9 - 3 55 38 12 2 3 500～999人 58 8 26 23 1
100.0 78.2 16.4 - 5.5 100.0 69.1 21.8 3.6 5.5 100.0 13.8 44.8 39.7 1.7

1,000人以上 46 31 14 - 1 46 27 16 2 1 1,000人以上 52 2 8 37 5
100.0 67.4 30.4 - 2.2 100.0 58.7 34.8 4.3 2.2 100.0 3.8 15.4 71.2 9.6

300人以上（計） 177 129 41 - 7 177 116 49 5 7 300人以上（計） 195 20 64 96 15
100.0 72.9 23.2 - 4.0 100.0 65.5 27.7 2.8 4.0 100.0 10.3 32.8 49.2 7.7

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 50 10 1 4 65 49 9 3 4 北海道 93 36 18 23 16
100.0 76.9 15.4 1.5 6.2 100.0 75.4 13.8 4.6 6.2 100.0 38.7 19.4 24.7 17.2

東北 105 78 17 1 9 105 76 22 1 6 東北 130 48 40 21 21
100.0 74.3 16.2 1.0 8.6 100.0 72.4 21.0 1.0 5.7 100.0 36.9 30.8 16.2 16.2

南関東 257 215 25 1 16 257 206 31 5 15 南関東 315 115 76 68 56
100.0 83.7 9.7 0.4 6.2 100.0 80.2 12.1 1.9 5.8 100.0 36.5 24.1 21.6 17.8

北関東・甲信 81 67 11 1 2 81 63 13 3 2 北関東・甲信 94 33 29 12 20
100.0 82.7 13.6 1.2 2.5 100.0 77.8 16.0 3.7 2.5 100.0 35.1 30.9 12.8 21.3

北陸 63 50 11 - 2 63 50 12 - 1 北陸 73 29 23 14 7
100.0 79.4 17.5 - 3.2 100.0 79.4 19.0 - 1.6 100.0 39.7 31.5 19.2 9.6

東海 150 111 31 1 7 150 107 34 4 5 東海 173 64 45 38 26
100.0 74.0 20.7 0.7 4.7 100.0 71.3 22.7 2.7 3.3 100.0 37.0 26.0 22.0 15.0

近畿 179 144 25 2 8 179 138 33 2 6 近畿 217 82 65 37 33
100.0 80.4 14.0 1.1 4.5 100.0 77.1 18.4 1.1 3.4 100.0 37.8 30.0 17.1 15.2

中国 68 55 9 - 4 68 54 11 - 3 中国 78 30 25 12 11
100.0 80.9 13.2 - 5.9 100.0 79.4 16.2 - 4.4 100.0 38.5 32.1 15.4 14.1

四国 39 32 7 - - 39 30 9 - - 四国 44 23 13 6 2
100.0 82.1 17.9 - - 100.0 76.9 23.1 - - 100.0 52.3 29.5 13.6 4.5

九州 160 121 29 1 9 160 113 34 4 9 九州 196 75 57 36 28
100.0 75.6 18.1 0.6 5.6 100.0 70.6 21.3 2.5 5.6 100.0 38.3 29.1 18.4 14.3

三大都市圏 526 420 73 4 29 526 401 91 10 24 三大都市圏 639 231 167 133 108
100.0 79.8 13.9 0.8 5.5 100.0 76.2 17.3 1.9 4.6 100.0 36.2 26.1 20.8 16.9

それ以外 641 503 102 4 32 641 485 117 12 27 それ以外 774 304 224 134 112
100.0 78.5 15.9 0.6 5.0 100.0 75.7 18.3 1.9 4.2 100.0 39.3 28.9 17.3 14.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 923 175 8 61 1,167 886 208 22 51 雇用している 1,413 535 391 267 220
100.0 79.1 15.0 0.7 5.2 100.0 75.9 17.8 1.9 4.4 100.0 37.9 27.7 18.9 15.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 923 175 8 61 1,167 886 208 22 51 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 535 391 267 220
100.0 79.1 15.0 0.7 5.2 100.0 75.9 17.8 1.9 4.4 100.0 37.9 27.7 18.9 15.6

雇用していない - - - - - - - - - - 雇用していない - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 89,207 14,265 620 6,292 110,385 85,720 17,300 2,140 5,224 参考計（ウェートバック集計） 134,510 52,825 33,397 25,750 22,538
100.0 80.8 12.9 0.6 5.7 100.0 77.7 15.7 1.9 4.7 100.0 39.3 24.8 19.1 16.8
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事業所内での異動（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】
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全体計 1,177 587 517 73 1,177 656 453 68
100.0 49.9 43.9 6.2 100.0 55.7 38.5 5.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

建設業 62 14 43 5 62 18 40 4
100.0 22.6 69.4 8.1 100.0 29.0 64.5 6.5

製造業 205 113 78 14 205 131 65 9
100.0 55.1 38.0 6.8 100.0 63.9 31.7 4.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - 3 2 1 -
100.0 66.7 33.3 - 100.0 66.7 33.3 -

情報通信業 45 28 16 1 45 31 13 1
100.0 62.2 35.6 2.2 100.0 68.9 28.9 2.2

運輸業、郵便業 53 21 29 3 53 24 26 3
100.0 39.6 54.7 5.7 100.0 45.3 49.1 5.7

卸売業、小売業 128 50 69 9 128 56 61 11
100.0 39.1 53.9 7.0 100.0 43.8 47.7 8.6

金融業、保険業 27 25 2 - 27 24 3 -
100.0 92.6 7.4 - 100.0 88.9 11.1 -

不動産業、物品賃貸業 25 13 9 3 25 15 7 3
100.0 52.0 36.0 12.0 100.0 60.0 28.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 15 17 1 33 18 14 1
100.0 45.5 51.5 3.0 100.0 54.5 42.4 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 9 15 3 27 10 14 3
100.0 33.3 55.6 11.1 100.0 37.0 51.9 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 16 12 1 29 19 9 1
100.0 55.2 41.4 3.4 100.0 65.5 31.0 3.4

教育、学習支援業 77 34 39 4 77 39 34 4
100.0 44.2 50.6 5.2 100.0 50.6 44.2 5.2

医療、福祉 334 168 140 26 334 184 126 24
100.0 50.3 41.9 7.8 100.0 55.1 37.7 7.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 17 5 - 22 18 4 -
100.0 77.3 22.7 - 100.0 81.8 18.2 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 60 39 3 102 65 33 4
100.0 58.8 38.2 2.9 100.0 63.7 32.4 3.9

その他 4 2 2 - 4 2 2 -
100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 50.0 -

サービス業（計） 213 117 88 8 213 130 74 9
100.0 54.9 41.3 3.8 100.0 61.0 34.7 4.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 11 10 - 21 12 9 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 52.4 47.6 - 100.0 57.1 42.9 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 30 19 2 51 33 16 2
「業務請負会社」である 100.0 58.8 37.3 3.9 100.0 64.7 31.4 3.9
雇用者の規模

29人以下 336 127 175 34 336 140 166 30
100.0 37.8 52.1 10.1 100.0 41.7 49.4 8.9

30～49人 189 91 87 11 189 101 78 10
100.0 48.1 46.0 5.8 100.0 53.4 41.3 5.3

50～99人 231 119 103 9 231 139 82 10
100.0 51.5 44.6 3.9 100.0 60.2 35.5 4.3

100～299人 239 136 90 13 239 150 78 11
100.0 56.9 37.7 5.4 100.0 62.8 32.6 4.6

300～499人 80 51 26 3 80 55 21 4
100.0 63.8 32.5 3.8 100.0 68.8 26.3 5.0

500～999人 54 31 21 2 54 37 15 2
100.0 57.4 38.9 3.7 100.0 68.5 27.8 3.7

1,000人以上 48 32 15 1 48 34 13 1
100.0 66.7 31.3 2.1 100.0 70.8 27.1 2.1

300人以上（計） 182 114 62 6 182 126 49 7
100.0 62.6 34.1 3.3 100.0 69.2 26.9 3.8

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 37 42 3 82 41 37 4
100.0 45.1 51.2 3.7 100.0 50.0 45.1 4.9

東北 109 55 48 6 109 60 44 5
100.0 50.5 44.0 5.5 100.0 55.0 40.4 4.6

南関東 256 120 118 18 256 141 98 17
100.0 46.9 46.1 7.0 100.0 55.1 38.3 6.6

北関東・甲信 74 35 33 6 74 42 26 6
100.0 47.3 44.6 8.1 100.0 56.8 35.1 8.1

北陸 59 34 21 4 59 35 21 3
100.0 57.6 35.6 6.8 100.0 59.3 35.6 5.1

東海 144 76 63 5 144 81 58 5
100.0 52.8 43.8 3.5 100.0 56.3 40.3 3.5

近畿 188 98 79 11 188 109 70 9
100.0 52.1 42.0 5.9 100.0 58.0 37.2 4.8

中国 62 31 26 5 62 35 22 5
100.0 50.0 41.9 8.1 100.0 56.5 35.5 8.1

四国 33 18 12 3 33 20 10 3
100.0 54.5 36.4 9.1 100.0 60.6 30.3 9.1

九州 170 83 75 12 170 92 67 11
100.0 48.8 44.1 7.1 100.0 54.1 39.4 6.5

三大都市圏 531 260 238 33 531 296 205 30
100.0 49.0 44.8 6.2 100.0 55.7 38.6 5.6

それ以外 646 327 279 40 646 360 248 38
100.0 50.6 43.2 6.2 100.0 55.7 38.4 5.9

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 587 517 73 1,177 656 453 68
100.0 49.9 43.9 6.2 100.0 55.7 38.5 5.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 587 517 73 1,177 656 453 68
100.0 49.9 43.9 6.2 100.0 55.7 38.5 5.8

雇用していない - - - - - - - -
- - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 52,687 50,433 7,301 110,422 59,394 44,164 6,864
100.0 47.7 45.7 6.6 100.0 53.8 40.0 6.2
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事業所内での異動（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】
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全体計 1,167 417 688 62 1,167 471 648 48 全体計 1,413 939 253 221
100.0 35.7 59.0 5.3 100.0 40.4 55.5 4.1 100.0 66.5 17.9 15.6

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

建設業 42 2 39 1 42 4 37 1 建設業 78 28 24 26
100.0 4.8 92.9 2.4 100.0 9.5 88.1 2.4 100.0 35.9 30.8 33.3

製造業 199 81 105 13 199 96 94 9 製造業 243 177 24 42
100.0 40.7 52.8 6.5 100.0 48.2 47.2 4.5 100.0 72.8 9.9 17.3

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - 3 2 1 - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 - 1
100.0 66.7 33.3 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 80.0 - 20.0

情報通信業 29 12 17 - 29 16 13 - 情報通信業 47 37 6 4
100.0 41.4 58.6 - 100.0 55.2 44.8 - 100.0 78.7 12.8 8.5

運輸業、郵便業 48 12 35 1 48 12 35 1 運輸業、郵便業 60 34 15 11
100.0 25.0 72.9 2.1 100.0 25.0 72.9 2.1 100.0 56.7 25.0 18.3

卸売業、小売業 147 30 107 10 147 34 104 9 卸売業、小売業 167 106 28 33
100.0 20.4 72.8 6.8 100.0 23.1 70.7 6.1 100.0 63.5 16.8 19.8

金融業、保険業 22 16 5 1 22 17 5 - 金融業、保険業 31 30 - 1
100.0 72.7 22.7 4.5 100.0 77.3 22.7 - 100.0 96.8 - 3.2

不動産業、物品賃貸業 25 9 15 1 25 9 15 1 不動産業、物品賃貸業 32 24 3 5
100.0 36.0 60.0 4.0 100.0 36.0 60.0 4.0 100.0 75.0 9.4 15.6

学術研究、専門・技術サービス業 25 8 14 3 25 10 14 1 学術研究、専門・技術サービス業 40 33 2 5
100.0 32.0 56.0 12.0 100.0 40.0 56.0 4.0 100.0 82.5 5.0 12.5

宿泊業、飲食サービス業 31 9 18 4 31 10 18 3 宿泊業、飲食サービス業 33 19 9 5
100.0 29.0 58.1 12.9 100.0 32.3 58.1 9.7 100.0 57.6 27.3 15.2

生活関連サービス業、娯楽業 31 10 20 1 31 11 19 1 生活関連サービス業、娯楽業 36 25 6 5
100.0 32.3 64.5 3.2 100.0 35.5 61.3 3.2 100.0 69.4 16.7 13.9

教育、学習支援業 85 20 57 8 85 26 53 6 教育、学習支援業 94 55 26 13
100.0 23.5 67.1 9.4 100.0 30.6 62.4 7.1 100.0 58.5 27.7 13.8

医療、福祉 363 153 194 16 363 167 182 14 医療、福祉 399 253 93 53
100.0 42.1 53.4 4.4 100.0 46.0 50.1 3.9 100.0 63.4 23.3 13.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 10 7 1 18 10 7 1 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 - 3
100.0 55.6 38.9 5.6 100.0 55.6 38.9 5.6 100.0 87.0 - 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 41 51 2 94 45 48 1 サービス業（他に分類されないもの） 119 91 16 12
100.0 43.6 54.3 2.1 100.0 47.9 51.1 1.1 100.0 76.5 13.4 10.1

その他 4 2 2 - 4 2 2 - その他 5 3 - 2
100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 60.0 - 40.0

サービス業（計） 199 78 110 11 199 86 106 7 サービス業（計） 251 188 33 30
100.0 39.2 55.3 5.5 100.0 43.2 53.3 3.5 100.0 74.9 13.1 12.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 5 16 1 22 6 16 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 20 1 2
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 22.7 72.7 4.5 100.0 27.3 72.7 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 87.0 4.3 8.7
付問④：「人材派遣会社」や 46 23 21 2 46 25 20 1 付問④：「人材派遣会社」や 57 40 13 4
「業務請負会社」である 100.0 50.0 45.7 4.3 100.0 54.3 43.5 2.2 「業務請負会社」である 100.0 70.2 22.8 7.0
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 80 228 29 337 92 226 19 29人以下 452 183 159 110
100.0 23.7 67.7 8.6 100.0 27.3 67.1 5.6 100.0 40.5 35.2 24.3

30～49人 188 70 110 8 188 81 100 7 30～49人 242 165 41 36
100.0 37.2 58.5 4.3 100.0 43.1 53.2 3.7 100.0 68.2 16.9 14.9

50～99人 225 83 130 12 225 99 117 9 50～99人 263 197 36 30
100.0 36.9 57.8 5.3 100.0 44.0 52.0 4.0 100.0 74.9 13.7 11.4

100～299人 240 100 133 7 240 108 125 7 100～299人 261 216 14 31
100.0 41.7 55.4 2.9 100.0 45.0 52.1 2.9 100.0 82.8 5.4 11.9

300～499人 76 40 34 2 76 41 33 2 300～499人 85 77 - 8
100.0 52.6 44.7 2.6 100.0 53.9 43.4 2.6 100.0 90.6 - 9.4

500～999人 55 23 29 3 55 29 23 3 500～999人 58 52 3 3
100.0 41.8 52.7 5.5 100.0 52.7 41.8 5.5 100.0 89.7 5.2 5.2

1,000人以上 46 21 24 1 46 21 24 1 1,000人以上 52 49 - 3
100.0 45.7 52.2 2.2 100.0 45.7 52.2 2.2 100.0 94.2 - 5.8

300人以上（計） 177 84 87 6 177 91 80 6 300人以上（計） 195 178 3 14
100.0 47.5 49.2 3.4 100.0 51.4 45.2 3.4 100.0 91.3 1.5 7.2

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 19 42 4 65 22 39 4 北海道 93 52 25 16
100.0 29.2 64.6 6.2 100.0 33.8 60.0 6.2 100.0 55.9 26.9 17.2

東北 105 30 65 10 105 40 61 4 東北 130 86 24 20
100.0 28.6 61.9 9.5 100.0 38.1 58.1 3.8 100.0 66.2 18.5 15.4

南関東 257 76 166 15 257 89 154 14 南関東 315 206 49 60
100.0 29.6 64.6 5.8 100.0 34.6 59.9 5.4 100.0 65.4 15.6 19.0

北関東・甲信 81 33 44 4 81 39 39 3 北関東・甲信 94 60 14 20
100.0 40.7 54.3 4.9 100.0 48.1 48.1 3.7 100.0 63.8 14.9 21.3

北陸 63 27 33 3 63 28 33 2 北陸 73 54 13 6
100.0 42.9 52.4 4.8 100.0 44.4 52.4 3.2 100.0 74.0 17.8 8.2

東海 150 62 82 6 150 67 79 4 東海 173 122 27 24
100.0 41.3 54.7 4.0 100.0 44.7 52.7 2.7 100.0 70.5 15.6 13.9

近畿 179 69 102 8 179 75 98 6 近畿 217 148 37 32
100.0 38.5 57.0 4.5 100.0 41.9 54.7 3.4 100.0 68.2 17.1 14.7

中国 68 23 41 4 68 24 41 3 中国 78 52 16 10
100.0 33.8 60.3 5.9 100.0 35.3 60.3 4.4 100.0 66.7 20.5 12.8

四国 39 15 24 - 39 18 21 - 四国 44 32 9 3
100.0 38.5 61.5 - 100.0 46.2 53.8 - 100.0 72.7 20.5 6.8

九州 160 63 89 8 160 69 83 8 九州 196 127 39 30
100.0 39.4 55.6 5.0 100.0 43.1 51.9 5.0 100.0 64.8 19.9 15.3

三大都市圏 526 181 318 27 526 202 302 22 三大都市圏 639 432 97 110
100.0 34.4 60.5 5.1 100.0 38.4 57.4 4.2 100.0 67.6 15.2 17.2

それ以外 641 236 370 35 641 269 346 26 それ以外 774 507 156 111
100.0 36.8 57.7 5.5 100.0 42.0 54.0 4.1 100.0 65.5 20.2 14.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 417 688 62 1,167 471 648 48 雇用している 1,413 939 253 221
100.0 35.7 59.0 5.3 100.0 40.4 55.5 4.1 100.0 66.5 17.9 15.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 417 688 62 1,167 471 648 48 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 939 253 221
100.0 35.7 59.0 5.3 100.0 40.4 55.5 4.1 100.0 66.5 17.9 15.6

雇用していない - - - - - - - - 雇用していない - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 36,231 67,738 6,415 110,385 41,589 63,929 4,867 参考計（ウェートバック集計） 134,510 86,474 25,747 22,290
100.0 32.8 61.4 5.8 100.0 37.7 57.9 4.4 100.0 64.3 19.1 16.6
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正社員と比較した仕事・責任の範囲（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
企
業
等

仕
事
・
責
任
と
も
限
定

責
任
の
み
限
定

正
社
員
と
同
じ

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を

設
け
て
い
る
企
業
等

仕
事
・
責
任
と
も
限
定

責
任
の
み
限
定

正
社
員
と
同
じ

　
無
回
答

全体計 1,177 673 148 277 79 1,177 574 125 406 72
100.0 57.2 12.6 23.5 6.7 100.0 48.8 10.6 34.5 6.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - 1 1 - - -
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - -

建設業 62 32 4 20 6 62 29 4 24 5
100.0 51.6 6.5 32.3 9.7 100.0 46.8 6.5 38.7 8.1

製造業 205 133 31 27 14 205 112 24 59 10
100.0 64.9 15.1 13.2 6.8 100.0 54.6 11.7 28.8 4.9

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - - 3 2 1 - -
100.0 66.7 33.3 - - 100.0 66.7 33.3 - -

情報通信業 45 25 4 15 1 45 18 2 24 1
100.0 55.6 8.9 33.3 2.2 100.0 40.0 4.4 53.3 2.2

運輸業、郵便業 53 23 6 20 4 53 21 5 23 4
100.0 43.4 11.3 37.7 7.5 100.0 39.6 9.4 43.4 7.5

卸売業、小売業 128 79 18 21 10 128 74 16 28 10
100.0 61.7 14.1 16.4 7.8 100.0 57.8 12.5 21.9 7.8

金融業、保険業 27 17 3 7 - 27 15 2 10 -
100.0 63.0 11.1 25.9 - 100.0 55.6 7.4 37.0 -

不動産業、物品賃貸業 25 14 2 6 3 25 14 1 7 3
100.0 56.0 8.0 24.0 12.0 100.0 56.0 4.0 28.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 15 3 14 1 33 14 3 15 1
100.0 45.5 9.1 42.4 3.0 100.0 42.4 9.1 45.5 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 17 4 3 3 27 16 3 5 3
100.0 63.0 14.8 11.1 11.1 100.0 59.3 11.1 18.5 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 19 5 3 2 29 17 4 6 2
100.0 65.5 17.2 10.3 6.9 100.0 58.6 13.8 20.7 6.9

教育、学習支援業 77 43 2 26 6 77 32 2 37 6
100.0 55.8 2.6 33.8 7.8 100.0 41.6 2.6 48.1 7.8

医療、福祉 334 173 47 88 26 334 137 40 133 24
100.0 51.8 14.1 26.3 7.8 100.0 41.0 12.0 39.8 7.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 17 4 1 - 22 15 5 2 -
100.0 77.3 18.2 4.5 - 100.0 68.2 22.7 9.1 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 61 14 24 3 102 55 13 31 3
100.0 59.8 13.7 23.5 2.9 100.0 53.9 12.7 30.4 2.9

その他 4 2 - 2 - 4 2 - 2 -
100.0 50.0 - 50.0 - 100.0 50.0 - 50.0 -

サービス業（計） 213 129 30 45 9 213 117 28 59 9
100.0 60.6 14.1 21.1 4.2 100.0 54.9 13.1 27.7 4.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 12 - 9 - 21 11 - 10 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 57.1 - 42.9 - 100.0 52.4 - 47.6 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 28 7 14 2 51 25 7 17 2
「業務請負会社」である 100.0 54.9 13.7 27.5 3.9 100.0 49.0 13.7 33.3 3.9
雇用者の規模

29人以下 336 151 29 119 37 336 118 21 164 33
100.0 44.9 8.6 35.4 11.0 100.0 35.1 6.3 48.8 9.8

30～49人 189 107 24 47 11 189 92 19 68 10
100.0 56.6 12.7 24.9 5.8 100.0 48.7 10.1 36.0 5.3

50～99人 231 135 37 50 9 231 106 32 84 9
100.0 58.4 16.0 21.6 3.9 100.0 45.9 13.9 36.4 3.9

100～299人 239 156 28 39 16 239 139 26 60 14
100.0 65.3 11.7 16.3 6.7 100.0 58.2 10.9 25.1 5.9

300～499人 80 56 10 11 3 80 56 9 12 3
100.0 70.0 12.5 13.8 3.8 100.0 70.0 11.3 15.0 3.8

500～999人 54 34 12 6 2 54 33 9 10 2
100.0 63.0 22.2 11.1 3.7 100.0 61.1 16.7 18.5 3.7

1,000人以上 48 34 8 5 1 48 30 9 8 1
100.0 70.8 16.7 10.4 2.1 100.0 62.5 18.8 16.7 2.1

300人以上（計） 182 124 30 22 6 182 119 27 30 6
100.0 68.1 16.5 12.1 3.3 100.0 65.4 14.8 16.5 3.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 49 8 20 5 82 44 4 29 5
100.0 59.8 9.8 24.4 6.1 100.0 53.7 4.9 35.4 6.1

東北 109 54 19 27 9 109 47 16 38 8
100.0 49.5 17.4 24.8 8.3 100.0 43.1 14.7 34.9 7.3

南関東 256 147 33 59 17 256 130 27 83 16
100.0 57.4 12.9 23.0 6.6 100.0 50.8 10.5 32.4 6.3

北関東・甲信 74 51 6 11 6 74 40 6 22 6
100.0 68.9 8.1 14.9 8.1 100.0 54.1 8.1 29.7 8.1

北陸 59 32 9 14 4 59 29 6 21 3
100.0 54.2 15.3 23.7 6.8 100.0 49.2 10.2 35.6 5.1

東海 144 87 23 27 7 144 78 21 38 7
100.0 60.4 16.0 18.8 4.9 100.0 54.2 14.6 26.4 4.9

近畿 188 115 20 42 11 188 97 19 64 8
100.0 61.2 10.6 22.3 5.9 100.0 51.6 10.1 34.0 4.3

中国 62 34 7 16 5 62 27 7 23 5
100.0 54.8 11.3 25.8 8.1 100.0 43.5 11.3 37.1 8.1

四国 33 14 6 10 3 33 10 5 15 3
100.0 42.4 18.2 30.3 9.1 100.0 30.3 15.2 45.5 9.1

九州 170 90 17 51 12 170 72 14 73 11
100.0 52.9 10.0 30.0 7.1 100.0 42.4 8.2 42.9 6.5

三大都市圏 531 310 71 118 32 531 269 62 172 28
100.0 58.4 13.4 22.2 6.0 100.0 50.7 11.7 32.4 5.3

それ以外 646 363 77 159 47 646 305 63 234 44
100.0 56.2 11.9 24.6 7.3 100.0 47.2 9.8 36.2 6.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 673 148 277 79 1,177 574 125 406 72
100.0 57.2 12.6 23.5 6.7 100.0 48.8 10.6 34.5 6.1

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 673 148 277 79 1,177 574 125 406 72
100.0 57.2 12.6 23.5 6.7 100.0 48.8 10.6 34.5 6.1

雇用していない - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 62,716 13,624 26,064 8,018 110,422 53,643 11,288 38,149 7,342
100.0 56.8 12.3 23.6 7.3 100.0 48.6 10.2 34.5 6.6
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正社員と比較した仕事・責任の範囲（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】
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責
任
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み
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定

正
社
員
と
同
じ

　
無
回
答

全体計 1,167 896 82 119 70 1,167 832 85 192 58
100.0 76.8 7.0 10.2 6.0 100.0 71.3 7.3 16.5 5.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - 1 1 - - -
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - -

建設業 42 33 - 8 1 42 31 - 10 1
100.0 78.6 - 19.0 2.4 100.0 73.8 - 23.8 2.4

製造業 199 155 11 20 13 199 140 13 35 11
100.0 77.9 5.5 10.1 6.5 100.0 70.4 6.5 17.6 5.5

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 - 3 1 1 1 -
100.0 33.3 33.3 33.3 - 100.0 33.3 33.3 33.3 -

情報通信業 29 22 1 6 - 29 18 - 11 -
100.0 75.9 3.4 20.7 - 100.0 62.1 - 37.9 -

運輸業、郵便業 48 36 2 9 1 48 33 1 13 1
100.0 75.0 4.2 18.8 2.1 100.0 68.8 2.1 27.1 2.1

卸売業、小売業 147 116 13 8 10 147 113 15 11 8
100.0 78.9 8.8 5.4 6.8 100.0 76.9 10.2 7.5 5.4

金融業、保険業 22 15 3 3 1 22 15 3 3 1
100.0 68.2 13.6 13.6 4.5 100.0 68.2 13.6 13.6 4.5

不動産業、物品賃貸業 25 24 - - 1 25 24 - - 1
100.0 96.0 - - 4.0 100.0 96.0 - - 4.0

学術研究、専門・技術サービス業 25 18 1 3 3 25 19 1 4 1
100.0 72.0 4.0 12.0 12.0 100.0 76.0 4.0 16.0 4.0

宿泊業、飲食サービス業 31 22 4 1 4 31 21 5 3 2
100.0 71.0 12.9 3.2 12.9 100.0 67.7 16.1 9.7 6.5

生活関連サービス業、娯楽業 31 24 3 1 3 31 23 4 1 3
100.0 77.4 9.7 3.2 9.7 100.0 74.2 12.9 3.2 9.7

教育、学習支援業 85 65 3 9 8 85 58 4 16 7
100.0 76.5 3.5 10.6 9.4 100.0 68.2 4.7 18.8 8.2

医療、福祉 363 265 30 46 22 363 239 28 76 20
100.0 73.0 8.3 12.7 6.1 100.0 65.8 7.7 20.9 5.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 16 1 - 1 18 16 1 - 1
100.0 88.9 5.6 - 5.6 100.0 88.9 5.6 - 5.6

サービス業（他に分類されないもの） 94 79 9 4 2 94 76 9 8 1
100.0 84.0 9.6 4.3 2.1 100.0 80.9 9.6 8.5 1.1

その他 4 4 - - - 4 4 - - -
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - -

サービス業（計） 199 159 18 9 13 199 155 20 16 8
100.0 79.9 9.0 4.5 6.5 100.0 77.9 10.1 8.0 4.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 19 - 1 2 22 20 - 1 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 86.4 - 4.5 9.1 100.0 90.9 - 4.5 4.5
付問④：「人材派遣会社」や 46 36 6 2 2 46 35 5 5 1
「業務請負会社」である 100.0 78.3 13.0 4.3 4.3 100.0 76.1 10.9 10.9 2.2
雇用者の規模

29人以下 337 217 28 60 32 337 204 28 81 24
100.0 64.4 8.3 17.8 9.5 100.0 60.5 8.3 24.0 7.1

30～49人 188 144 10 22 12 188 130 12 34 12
100.0 76.6 5.3 11.7 6.4 100.0 69.1 6.4 18.1 6.4

50～99人 225 186 14 14 11 225 162 14 42 7
100.0 82.7 6.2 6.2 4.9 100.0 72.0 6.2 18.7 3.1

100～299人 240 194 18 19 9 240 186 20 25 9
100.0 80.8 7.5 7.9 3.8 100.0 77.5 8.3 10.4 3.8

300～499人 76 68 3 3 2 76 65 4 5 2
100.0 89.5 3.9 3.9 2.6 100.0 85.5 5.3 6.6 2.6

500～999人 55 44 7 1 3 55 43 6 3 3
100.0 80.0 12.7 1.8 5.5 100.0 78.2 10.9 5.5 5.5

1,000人以上 46 43 2 - 1 46 42 1 2 1
100.0 93.5 4.3 - 2.2 100.0 91.3 2.2 4.3 2.2

300人以上（計） 177 155 12 4 6 177 150 11 10 6
100.0 87.6 6.8 2.3 3.4 100.0 84.7 6.2 5.6 3.4

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 52 3 5 5 65 49 2 9 5
100.0 80.0 4.6 7.7 7.7 100.0 75.4 3.1 13.8 7.7

東北 105 72 12 11 10 105 71 12 16 6
100.0 68.6 11.4 10.5 9.5 100.0 67.6 11.4 15.2 5.7

南関東 257 199 13 28 17 257 185 15 42 15
100.0 77.4 5.1 10.9 6.6 100.0 72.0 5.8 16.3 5.8

北関東・甲信 81 62 9 5 5 81 50 10 16 5
100.0 76.5 11.1 6.2 6.2 100.0 61.7 12.3 19.8 6.2

北陸 63 54 4 3 2 63 49 3 10 1
100.0 85.7 6.3 4.8 3.2 100.0 77.8 4.8 15.9 1.6

東海 150 119 13 10 8 150 112 15 16 7
100.0 79.3 8.7 6.7 5.3 100.0 74.7 10.0 10.7 4.7

近畿 179 141 11 19 8 179 132 10 31 6
100.0 78.8 6.1 10.6 4.5 100.0 73.7 5.6 17.3 3.4

中国 68 48 5 9 6 68 46 6 12 4
100.0 70.6 7.4 13.2 8.8 100.0 67.6 8.8 17.6 5.9

四国 39 28 1 10 - 39 26 1 12 -
100.0 71.8 2.6 25.6 - 100.0 66.7 2.6 30.8 -

九州 160 121 11 19 9 160 112 11 28 9
100.0 75.6 6.9 11.9 5.6 100.0 70.0 6.9 17.5 5.6

三大都市圏 526 412 32 53 29 526 384 36 82 24
100.0 78.3 6.1 10.1 5.5 100.0 73.0 6.8 15.6 4.6

それ以外 641 484 50 66 41 641 448 49 110 34
100.0 75.5 7.8 10.3 6.4 100.0 69.9 7.6 17.2 5.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 896 82 119 70 1,167 832 85 192 58
100.0 76.8 7.0 10.2 6.0 100.0 71.3 7.3 16.5 5.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 896 82 119 70 1,167 832 85 192 58
100.0 76.8 7.0 10.2 6.0 100.0 71.3 7.3 16.5 5.0

雇用していない - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 83,768 8,048 11,472 7,096 110,385 77,961 8,511 18,274 5,639
100.0 75.9 7.3 10.4 6.4 100.0 70.6 7.7 16.6 5.1
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役職への登用（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】
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無
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イ
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の
有
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け
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け
な
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無
回
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全体計 1,177 280 817 80 1,177 468 634 75
100.0 23.8 69.4 6.8 100.0 39.8 53.9 6.4

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

建設業 62 12 44 6 62 23 34 5
100.0 19.4 71.0 9.7 100.0 37.1 54.8 8.1

製造業 205 27 161 17 205 67 124 14
100.0 13.2 78.5 8.3 100.0 32.7 60.5 6.8

電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 - - 3 2 1 -
100.0 100.0 - - 100.0 66.7 33.3 -

情報通信業 45 7 36 2 45 21 22 2
100.0 15.6 80.0 4.4 100.0 46.7 48.9 4.4

運輸業、郵便業 53 20 30 3 53 26 24 3
100.0 37.7 56.6 5.7 100.0 49.1 45.3 5.7

卸売業、小売業 128 39 77 12 128 50 66 12
100.0 30.5 60.2 9.4 100.0 39.1 51.6 9.4

金融業、保険業 27 5 22 - 27 12 15 -
100.0 18.5 81.5 - 100.0 44.4 55.6 -

不動産業、物品賃貸業 25 8 14 3 25 14 8 3
100.0 32.0 56.0 12.0 100.0 56.0 32.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 12 20 1 33 19 13 1
100.0 36.4 60.6 3.0 100.0 57.6 39.4 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 5 20 2 27 8 17 2
100.0 18.5 74.1 7.4 100.0 29.6 63.0 7.4

生活関連サービス業、娯楽業 29 10 17 2 29 12 15 2
100.0 34.5 58.6 6.9 100.0 41.4 51.7 6.9

教育、学習支援業 77 16 58 3 77 34 40 3
100.0 20.8 75.3 3.9 100.0 44.2 51.9 3.9

医療、福祉 334 70 238 26 334 118 191 25
100.0 21.0 71.3 7.8 100.0 35.3 57.2 7.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 4 18 - 22 6 16 -
100.0 18.2 81.8 - 100.0 27.3 72.7 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 41 58 3 102 54 45 3
100.0 40.2 56.9 2.9 100.0 52.9 44.1 2.9

その他 4 1 3 - 4 2 2 -
100.0 25.0 75.0 - 100.0 50.0 50.0 -

サービス業（計） 213 72 133 8 213 99 106 8
100.0 33.8 62.4 3.8 100.0 46.5 49.8 3.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 6 15 - 21 7 14 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 28.6 71.4 - 100.0 33.3 66.7 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 20 30 1 51 28 22 1
「業務請負会社」である 100.0 39.2 58.8 2.0 100.0 54.9 43.1 2.0
雇用者の規模

29人以下 336 95 205 36 336 155 148 33
100.0 28.3 61.0 10.7 100.0 46.1 44.0 9.8

30～49人 189 43 135 11 189 77 102 10
100.0 22.8 71.4 5.8 100.0 40.7 54.0 5.3

50～99人 231 55 165 11 231 102 118 11
100.0 23.8 71.4 4.8 100.0 44.2 51.1 4.8

100～299人 239 47 176 16 239 77 147 15
100.0 19.7 73.6 6.7 100.0 32.2 61.5 6.3

300～499人 80 18 58 4 80 22 54 4
100.0 22.5 72.5 5.0 100.0 27.5 67.5 5.0

500～999人 54 13 40 1 54 20 33 1
100.0 24.1 74.1 1.9 100.0 37.0 61.1 1.9

1,000人以上 48 9 38 1 48 15 32 1
100.0 18.8 79.2 2.1 100.0 31.3 66.7 2.1

300人以上（計） 182 40 136 6 182 57 119 6
100.0 22.0 74.7 3.3 100.0 31.3 65.4 3.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 14 63 5 82 25 52 5
100.0 17.1 76.8 6.1 100.0 30.5 63.4 6.1

東北 109 31 72 6 109 47 57 5
100.0 28.4 66.1 5.5 100.0 43.1 52.3 4.6

南関東 256 69 168 19 256 112 126 18
100.0 27.0 65.6 7.4 100.0 43.8 49.2 7.0

北関東・甲信 74 13 55 6 74 27 40 7
100.0 17.6 74.3 8.1 100.0 36.5 54.1 9.5

北陸 59 11 41 7 59 21 32 6
100.0 18.6 69.5 11.9 100.0 35.6 54.2 10.2

東海 144 37 99 8 144 47 89 8
100.0 25.7 68.8 5.6 100.0 32.6 61.8 5.6

近畿 188 45 132 11 188 81 98 9
100.0 23.9 70.2 5.9 100.0 43.1 52.1 4.8

中国 62 9 50 3 62 23 36 3
100.0 14.5 80.6 4.8 100.0 37.1 58.1 4.8

四国 33 6 24 3 33 14 16 3
100.0 18.2 72.7 9.1 100.0 42.4 48.5 9.1

九州 170 45 113 12 170 71 88 11
100.0 26.5 66.5 7.1 100.0 41.8 51.8 6.5

三大都市圏 531 139 356 36 531 220 278 33
100.0 26.2 67.0 6.8 100.0 41.4 52.4 6.2

それ以外 646 141 461 44 646 248 356 42
100.0 21.8 71.4 6.8 100.0 38.4 55.1 6.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 280 817 80 1,177 468 634 75
100.0 23.8 69.4 6.8 100.0 39.8 53.9 6.4

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 280 817 80 1,177 468 634 75
100.0 23.8 69.4 6.8 100.0 39.8 53.9 6.4

雇用していない - - - - - - - -
- - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 26,972 75,295 8,155 110,422 44,529 58,236 7,657
100.0 24.4 68.2 7.4 100.0 40.3 52.7 6.9

調査シリーズNo.202
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役職への登用（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

役
職
に
つ
け
る

つ
け
な
い

　
無
回
答

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

役
職
に
つ
け
る

つ
け
な
い

　
無
回
答

【正社員】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換
で
き
る
機
会

を
設
け
て
い
る
企
業
等

役
職
に
つ
け
る

つ
け
な
い

　
無
回
答

全体計 1,167 114 982 71 1,167 186 920 61 全体計 1,413 1,112 86 215
100.0 9.8 84.1 6.1 100.0 15.9 78.8 5.2 100.0 78.7 6.1 15.2

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - -

建設業 42 2 39 1 42 6 34 2 建設業 78 51 4 23
100.0 4.8 92.9 2.4 100.0 14.3 81.0 4.8 100.0 65.4 5.1 29.5

製造業 199 15 169 15 199 25 162 12 製造業 243 187 19 37
100.0 7.5 84.9 7.5 100.0 12.6 81.4 6.0 100.0 77.0 7.8 15.2

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 3 1 2 - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 1 1
100.0 33.3 66.7 - 100.0 33.3 66.7 - 100.0 60.0 20.0 20.0

情報通信業 29 3 25 1 29 6 22 1 情報通信業 47 42 1 4
100.0 10.3 86.2 3.4 100.0 20.7 75.9 3.4 100.0 89.4 2.1 8.5

運輸業、郵便業 48 5 40 3 48 6 39 3 運輸業、郵便業 60 42 6 12
100.0 10.4 83.3 6.3 100.0 12.5 81.3 6.3 100.0 70.0 10.0 20.0

卸売業、小売業 147 19 115 13 147 26 109 12 卸売業、小売業 167 125 9 33
100.0 12.9 78.2 8.8 100.0 17.7 74.1 8.2 100.0 74.9 5.4 19.8

金融業、保険業 22 1 20 1 22 3 19 - 金融業、保険業 31 29 - 2
100.0 4.5 90.9 4.5 100.0 13.6 86.4 - 100.0 93.5 - 6.5

不動産業、物品賃貸業 25 3 21 1 25 4 20 1 不動産業、物品賃貸業 32 26 2 4
100.0 12.0 84.0 4.0 100.0 16.0 80.0 4.0 100.0 81.3 6.3 12.5

学術研究、専門・技術サービス業 25 2 20 3 25 6 18 1 学術研究、専門・技術サービス業 40 32 1 7
100.0 8.0 80.0 12.0 100.0 24.0 72.0 4.0 100.0 80.0 2.5 17.5

宿泊業、飲食サービス業 31 5 23 3 31 8 22 1 宿泊業、飲食サービス業 33 26 3 4
100.0 16.1 74.2 9.7 100.0 25.8 71.0 3.2 100.0 78.8 9.1 12.1

生活関連サービス業、娯楽業 31 5 24 2 31 6 23 2 生活関連サービス業、娯楽業 36 24 3 9
100.0 16.1 77.4 6.5 100.0 19.4 74.2 6.5 100.0 66.7 8.3 25.0

教育、学習支援業 85 2 78 5 85 6 74 5 教育、学習支援業 94 80 4 10
100.0 2.4 91.8 5.9 100.0 7.1 87.1 5.9 100.0 85.1 4.3 10.6

医療、福祉 363 38 308 17 363 66 281 16 医療、福祉 399 323 29 47
100.0 10.5 84.8 4.7 100.0 18.2 77.4 4.4 100.0 81.0 7.3 11.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 1 15 2 18 1 15 2 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 - 3
100.0 5.6 83.3 11.1 100.0 5.6 83.3 11.1 100.0 87.0 - 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 12 78 4 94 16 75 3 サービス業（他に分類されないもの） 119 98 4 17
100.0 12.8 83.0 4.3 100.0 17.0 79.8 3.2 100.0 82.4 3.4 14.3

その他 4 - 4 - 4 - 4 - その他 5 3 - 2
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 60.0 - 40.0

サービス業（計） 199 25 160 14 199 37 153 9 サービス業（計） 251 200 11 40
100.0 12.6 80.4 7.0 100.0 18.6 76.9 4.5 100.0 79.7 4.4 15.9

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 1 20 1 22 1 21 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 22 - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 4.5 90.9 4.5 100.0 4.5 95.5 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 95.7 - 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 46 5 37 4 46 8 35 3 付問④：「人材派遣会社」や 57 45 2 10
「業務請負会社」である 100.0 10.9 80.4 8.7 100.0 17.4 76.1 6.5 「業務請負会社」である 100.0 78.9 3.5 17.5
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 49 260 28 337 75 242 20 29人以下 452 303 46 103
100.0 14.5 77.2 8.3 100.0 22.3 71.8 5.9 100.0 67.0 10.2 22.8

30～49人 188 20 160 8 188 33 148 7 30～49人 242 197 12 33
100.0 10.6 85.1 4.3 100.0 17.6 78.7 3.7 100.0 81.4 5.0 13.6

50～99人 225 14 200 11 225 35 181 9 50～99人 263 226 10 27
100.0 6.2 88.9 4.9 100.0 15.6 80.4 4.0 100.0 85.9 3.8 10.3

100～299人 240 17 206 17 240 20 202 18 100～299人 261 212 13 36
100.0 7.1 85.8 7.1 100.0 8.3 84.2 7.5 100.0 81.2 5.0 13.8

300～499人 76 4 68 4 76 7 65 4 300～499人 85 73 3 9
100.0 5.3 89.5 5.3 100.0 9.2 85.5 5.3 100.0 85.9 3.5 10.6

500～999人 55 6 46 3 55 10 42 3 500～999人 58 55 - 3
100.0 10.9 83.6 5.5 100.0 18.2 76.4 5.5 100.0 94.8 - 5.2

1,000人以上 46 4 42 - 46 6 40 - 1,000人以上 52 46 2 4
100.0 8.7 91.3 - 100.0 13.0 87.0 - 100.0 88.5 3.8 7.7

300人以上（計） 177 14 156 7 177 23 147 7 300人以上（計） 195 174 5 16
100.0 7.9 88.1 4.0 100.0 13.0 83.1 4.0 100.0 89.2 2.6 8.2

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 7 53 5 65 8 52 5 北海道 93 71 7 15
100.0 10.8 81.5 7.7 100.0 12.3 80.0 7.7 100.0 76.3 7.5 16.1

東北 105 9 88 8 105 13 87 5 東北 130 104 10 16
100.0 8.6 83.8 7.6 100.0 12.4 82.9 4.8 100.0 80.0 7.7 12.3

南関東 257 24 216 17 257 42 199 16 南関東 315 248 19 48
100.0 9.3 84.0 6.6 100.0 16.3 77.4 6.2 100.0 78.7 6.0 15.2

北関東・甲信 81 8 71 2 81 19 60 2 北関東・甲信 94 70 4 20
100.0 9.9 87.7 2.5 100.0 23.5 74.1 2.5 100.0 74.5 4.3 21.3

北陸 63 2 56 5 63 8 51 4 北陸 73 62 2 9
100.0 3.2 88.9 7.9 100.0 12.7 81.0 6.3 100.0 84.9 2.7 12.3

東海 150 17 124 9 150 22 121 7 東海 173 136 10 27
100.0 11.3 82.7 6.0 100.0 14.7 80.7 4.7 100.0 78.6 5.8 15.6

近畿 179 19 150 10 179 30 141 8 近畿 217 168 15 34
100.0 10.6 83.8 5.6 100.0 16.8 78.8 4.5 100.0 77.4 6.9 15.7

中国 68 6 57 5 68 10 55 3 中国 78 60 5 13
100.0 8.8 83.8 7.4 100.0 14.7 80.9 4.4 100.0 76.9 6.4 16.7

四国 39 4 35 - 39 7 32 - 四国 44 39 3 2
100.0 10.3 89.7 - 100.0 17.9 82.1 - 100.0 88.6 6.8 4.5

九州 160 18 132 10 160 27 122 11 九州 196 154 11 31
100.0 11.3 82.5 6.3 100.0 16.9 76.3 6.9 100.0 78.6 5.6 15.8

三大都市圏 526 55 437 34 526 84 413 29 三大都市圏 639 499 40 100
100.0 10.5 83.1 6.5 100.0 16.0 78.5 5.5 100.0 78.1 6.3 15.6

それ以外 641 59 545 37 641 102 507 32 それ以外 774 613 46 115
100.0 9.2 85.0 5.8 100.0 15.9 79.1 5.0 100.0 79.2 5.9 14.9

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 114 982 71 1,167 186 920 61 雇用している 1,413 1,112 86 215
100.0 9.8 84.1 6.1 100.0 15.9 78.8 5.2 100.0 78.7 6.1 15.2

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 114 982 71 1,167 186 920 61 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 1,112 86 215
100.0 9.8 84.1 6.1 100.0 15.9 78.8 5.2 100.0 78.7 6.1 15.2

雇用していない - - - - - - - - 雇用していない - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 11,437 91,470 7,478 110,385 18,214 85,937 6,234 参考計（ウェートバック集計） 134,510 103,666 8,784 22,060
100.0 10.4 82.9 6.8 100.0 16.5 77.9 5.6 100.0 77.1 6.5 16.4

調査シリーズNo.202
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基本賃金の支払形態（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

時
給
制

月
給
制

そ
の
他

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

時
給
制

月
給
制

そ
の
他

　
無
回
答

全体計 1,177 482 552 68 75 1,177 410 640 59 68
100.0 41.0 46.9 5.8 6.4 100.0 34.8 54.4 5.0 5.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - 1 - 1 - -
100.0 - 100.0 - - 100.0 - 100.0 - -

建設業 62 14 28 14 6 62 11 34 12 5
100.0 22.6 45.2 22.6 9.7 100.0 17.7 54.8 19.4 8.1

製造業 205 107 72 11 15 205 93 89 12 11
100.0 52.2 35.1 5.4 7.3 100.0 45.4 43.4 5.9 5.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 3 - - 3 - 3 - -
100.0 - 100.0 - - 100.0 - 100.0 - -

情報通信業 45 8 31 5 1 45 5 34 5 1
100.0 17.8 68.9 11.1 2.2 100.0 11.1 75.6 11.1 2.2

運輸業、郵便業 53 16 23 11 3 53 12 28 10 3
100.0 30.2 43.4 20.8 5.7 100.0 22.6 52.8 18.9 5.7

卸売業、小売業 128 63 52 - 13 128 60 55 - 13
100.0 49.2 40.6 - 10.2 100.0 46.9 43.0 - 10.2

金融業、保険業 27 7 18 2 - 27 6 20 1 -
100.0 25.9 66.7 7.4 - 100.0 22.2 74.1 3.7 -

不動産業、物品賃貸業 25 5 17 - 3 25 5 17 - 3
100.0 20.0 68.0 - 12.0 100.0 20.0 68.0 - 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 12 19 1 1 33 8 24 - 1
100.0 36.4 57.6 3.0 3.0 100.0 24.2 72.7 - 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 19 5 1 2 27 19 5 1 2
100.0 70.4 18.5 3.7 7.4 100.0 70.4 18.5 3.7 7.4

生活関連サービス業、娯楽業 29 14 12 1 2 29 14 13 - 2
100.0 48.3 41.4 3.4 6.9 100.0 48.3 44.8 - 6.9

教育、学習支援業 77 26 44 4 3 77 18 52 4 3
100.0 33.8 57.1 5.2 3.9 100.0 23.4 67.5 5.2 3.9

医療、福祉 334 138 163 11 22 334 113 194 7 20
100.0 41.3 48.8 3.3 6.6 100.0 33.8 58.1 2.1 6.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 10 11 1 - 22 10 11 1 -
100.0 45.5 50.0 4.5 - 100.0 45.5 50.0 4.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 42 50 6 4 102 35 57 6 4
100.0 41.2 49.0 5.9 3.9 100.0 34.3 55.9 5.9 3.9

その他 4 1 3 - - 4 1 3 - -
100.0 25.0 75.0 - - 100.0 25.0 75.0 - -

サービス業（計） 213 97 97 10 9 213 86 110 8 9
100.0 45.5 45.5 4.7 4.2 100.0 40.4 51.6 3.8 4.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 3 16 2 - 21 3 16 2 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 14.3 76.2 9.5 - 100.0 14.3 76.2 9.5 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 26 22 1 2 51 25 23 1 2
「業務請負会社」である 100.0 51.0 43.1 2.0 3.9 100.0 49.0 45.1 2.0 3.9
雇用者の規模

29人以下 336 127 158 18 33 336 100 194 14 28
100.0 37.8 47.0 5.4 9.8 100.0 29.8 57.7 4.2 8.3

30～49人 189 70 96 13 10 189 59 108 13 9
100.0 37.0 50.8 6.9 5.3 100.0 31.2 57.1 6.9 4.8

50～99人 231 100 111 10 10 231 81 131 9 10
100.0 43.3 48.1 4.3 4.3 100.0 35.1 56.7 3.9 4.3

100～299人 239 100 110 14 15 239 94 118 13 14
100.0 41.8 46.0 5.9 6.3 100.0 39.3 49.4 5.4 5.9

300～499人 80 35 38 4 3 80 30 44 3 3
100.0 43.8 47.5 5.0 3.8 100.0 37.5 55.0 3.8 3.8

500～999人 54 30 17 5 2 54 27 21 4 2
100.0 55.6 31.5 9.3 3.7 100.0 50.0 38.9 7.4 3.7

1,000人以上 48 20 22 4 2 48 19 24 3 2
100.0 41.7 45.8 8.3 4.2 100.0 39.6 50.0 6.3 4.2

300人以上（計） 182 85 77 13 7 182 76 89 10 7
100.0 46.7 42.3 7.1 3.8 100.0 41.8 48.9 5.5 3.8

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 34 36 8 4 82 27 46 5 4
100.0 41.5 43.9 9.8 4.9 100.0 32.9 56.1 6.1 4.9

東北 109 35 63 5 6 109 34 69 2 4
100.0 32.1 57.8 4.6 5.5 100.0 31.2 63.3 1.8 3.7

南関東 256 101 127 11 17 256 90 139 11 16
100.0 39.5 49.6 4.3 6.6 100.0 35.2 54.3 4.3 6.3

北関東・甲信 74 34 30 4 6 74 31 32 5 6
100.0 45.9 40.5 5.4 8.1 100.0 41.9 43.2 6.8 8.1

北陸 59 26 17 11 5 59 21 25 9 4
100.0 44.1 28.8 18.6 8.5 100.0 35.6 42.4 15.3 6.8

東海 144 77 54 5 8 144 71 60 5 8
100.0 53.5 37.5 3.5 5.6 100.0 49.3 41.7 3.5 5.6

近畿 188 79 89 9 11 188 62 108 9 9
100.0 42.0 47.3 4.8 5.9 100.0 33.0 57.4 4.8 4.8

中国 62 25 32 2 3 62 21 36 2 3
100.0 40.3 51.6 3.2 4.8 100.0 33.9 58.1 3.2 4.8

四国 33 10 16 4 3 33 7 19 4 3
100.0 30.3 48.5 12.1 9.1 100.0 21.2 57.6 12.1 9.1

九州 170 61 88 9 12 170 46 106 7 11
100.0 35.9 51.8 5.3 7.1 100.0 27.1 62.4 4.1 6.5

三大都市圏 531 228 247 22 34 531 197 281 22 31
100.0 42.9 46.5 4.1 6.4 100.0 37.1 52.9 4.1 5.8

それ以外 646 254 305 46 41 646 213 359 37 37
100.0 39.3 47.2 7.1 6.3 100.0 33.0 55.6 5.7 5.7

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 482 552 68 75 1,177 410 640 59 68
100.0 41.0 46.9 5.8 6.4 100.0 34.8 54.4 5.0 5.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 482 552 68 75 1,177 410 640 59 68
100.0 41.0 46.9 5.8 6.4 100.0 34.8 54.4 5.0 5.8

雇用していない - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 46,124 50,406 6,218 7,673 110,422 39,585 58,363 5,503 6,971
100.0 41.8 45.6 5.6 6.9 100.0 35.8 52.9 5.0 6.3
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基本賃金の支払形態（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】
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8
で
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ー
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タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
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者
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、
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け
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い
る
企
業
等

時
給
制

月
給
制

そ
の
他

　
無
回
答
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8
で
パ
ー

ト
タ
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ム
の
有
期
契
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労
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者
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何
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無
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転
換
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会
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設
け
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い
る
企
業
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月
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制

そ
の
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無
回
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【正社員】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
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何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換
で
き
る
機
会

を
設
け
て
い
る
企
業
等

時
給
制

月
給
制

そ
の
他

　
無
回
答

全体計 1,167 1,001 76 21 69 1,167 925 159 26 57 全体計 1,413 32 1,136 35 210
100.0 85.8 6.5 1.8 5.9 100.0 79.3 13.6 2.2 4.9 100.0 2.3 80.4 2.5 14.9

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - 1 1 - - - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - 100.0 - -

建設業 42 35 4 1 2 42 29 8 2 3 建設業 78 3 48 3 24
100.0 83.3 9.5 2.4 4.8 100.0 69.0 19.0 4.8 7.1 100.0 3.8 61.5 3.8 30.8

製造業 199 171 12 1 15 199 160 24 4 11 製造業 243 7 189 13 34
100.0 85.9 6.0 0.5 7.5 100.0 80.4 12.1 2.0 5.5 100.0 2.9 77.8 5.3 14.0

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - - 3 1 2 - - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 - 4 - 1
100.0 33.3 66.7 - - 100.0 33.3 66.7 - - 100.0 - 80.0 - 20.0

情報通信業 29 26 2 1 - 29 21 7 1 - 情報通信業 47 1 40 2 4
100.0 89.7 6.9 3.4 - 100.0 72.4 24.1 3.4 - 100.0 2.1 85.1 4.3 8.5

運輸業、郵便業 48 36 3 6 3 48 33 6 6 3 運輸業、郵便業 60 2 40 6 12
100.0 75.0 6.3 12.5 6.3 100.0 68.8 12.5 12.5 6.3 100.0 3.3 66.7 10.0 20.0

卸売業、小売業 147 128 4 1 14 147 123 10 2 12 卸売業、小売業 167 6 128 4 29
100.0 87.1 2.7 0.7 9.5 100.0 83.7 6.8 1.4 8.2 100.0 3.6 76.6 2.4 17.4

金融業、保険業 22 19 2 - 1 22 16 6 - - 金融業、保険業 31 - 29 - 2
100.0 86.4 9.1 - 4.5 100.0 72.7 27.3 - - 100.0 - 93.5 - 6.5

不動産業、物品賃貸業 25 22 2 - 1 25 22 2 - 1 不動産業、物品賃貸業 32 - 28 - 4
100.0 88.0 8.0 - 4.0 100.0 88.0 8.0 - 4.0 100.0 - 87.5 - 12.5

学術研究、専門・技術サービス業 25 20 3 - 2 25 17 7 - 1 学術研究、専門・技術サービス業 40 1 32 - 7
100.0 80.0 12.0 - 8.0 100.0 68.0 28.0 - 4.0 100.0 2.5 80.0 - 17.5

宿泊業、飲食サービス業 31 28 - - 3 31 29 1 - 1 宿泊業、飲食サービス業 33 - 26 2 5
100.0 90.3 - - 9.7 100.0 93.5 3.2 - 3.2 100.0 - 78.8 6.1 15.2

生活関連サービス業、娯楽業 31 26 3 - 2 31 24 5 - 2 生活関連サービス業、娯楽業 36 3 25 - 8
100.0 83.9 9.7 - 6.5 100.0 77.4 16.1 - 6.5 100.0 8.3 69.4 - 22.2

教育、学習支援業 85 62 16 2 5 85 56 22 2 5 教育、学習支援業 94 1 82 - 11
100.0 72.9 18.8 2.4 5.9 100.0 65.9 25.9 2.4 5.9 100.0 1.1 87.2 - 11.7

医療、福祉 363 324 17 6 16 363 295 49 5 14 医療、福祉 399 7 340 2 50
100.0 89.3 4.7 1.7 4.4 100.0 81.3 13.5 1.4 3.9 100.0 1.8 85.2 0.5 12.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 16 - - 2 18 16 - - 2 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 - 20 - 3
100.0 88.9 - - 11.1 100.0 88.9 - - 11.1 100.0 - 87.0 - 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 83 6 2 3 94 79 10 3 2 サービス業（他に分類されないもの） 119 1 100 3 15
100.0 88.3 6.4 2.1 3.2 100.0 84.0 10.6 3.2 2.1 100.0 0.8 84.0 2.5 12.6

その他 4 3 - 1 - 4 3 - 1 - その他 5 - 4 - 1
100.0 75.0 - 25.0 - 100.0 75.0 - 25.0 - 100.0 - 80.0 - 20.0

サービス業（計） 199 173 12 2 12 199 165 23 3 8 サービス業（計） 251 5 203 5 38
100.0 86.9 6.0 1.0 6.0 100.0 82.9 11.6 1.5 4.0 100.0 2.0 80.9 2.0 15.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 13 7 1 1 22 13 8 1 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 - 22 - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 59.1 31.8 4.5 4.5 100.0 59.1 36.4 4.5 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - 95.7 - 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 46 41 - 2 3 46 39 2 3 2 付問④：「人材派遣会社」や 57 - 48 2 7
「業務請負会社」である 100.0 89.1 - 4.3 6.5 100.0 84.8 4.3 6.5 4.3 「業務請負会社」である 100.0 - 84.2 3.5 12.3
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 271 29 10 27 337 249 59 11 18 29人以下 452 22 316 12 102
100.0 80.4 8.6 3.0 8.0 100.0 73.9 17.5 3.3 5.3 100.0 4.9 69.9 2.7 22.6

30～49人 188 168 9 3 8 188 149 27 5 7 30～49人 242 3 200 5 34
100.0 89.4 4.8 1.6 4.3 100.0 79.3 14.4 2.7 3.7 100.0 1.2 82.6 2.1 14.0

50～99人 225 197 14 3 11 225 178 34 4 9 50～99人 263 4 225 6 28
100.0 87.6 6.2 1.3 4.9 100.0 79.1 15.1 1.8 4.0 100.0 1.5 85.6 2.3 10.6

100～299人 240 207 16 2 15 240 197 25 3 15 100～299人 261 2 223 5 31
100.0 86.3 6.7 0.8 6.3 100.0 82.1 10.4 1.3 6.3 100.0 0.8 85.4 1.9 11.9

300～499人 76 68 4 1 3 76 65 7 1 3 300～499人 85 - 73 3 9
100.0 89.5 5.3 1.3 3.9 100.0 85.5 9.2 1.3 3.9 100.0 - 85.9 3.5 10.6

500～999人 55 47 3 1 4 55 45 5 1 4 500～999人 58 - 53 2 3
100.0 85.5 5.5 1.8 7.3 100.0 81.8 9.1 1.8 7.3 100.0 - 91.4 3.4 5.2

1,000人以上 46 43 1 1 1 46 42 2 1 1 1,000人以上 52 1 46 2 3
100.0 93.5 2.2 2.2 2.2 100.0 91.3 4.3 2.2 2.2 100.0 1.9 88.5 3.8 5.8

300人以上（計） 177 158 8 3 8 177 152 14 3 8 300人以上（計） 195 1 172 7 15
100.0 89.3 4.5 1.7 4.5 100.0 85.9 7.9 1.7 4.5 100.0 0.5 88.2 3.6 7.7

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 55 3 2 5 65 51 6 3 5 北海道 93 1 76 2 14
100.0 84.6 4.6 3.1 7.7 100.0 78.5 9.2 4.6 7.7 100.0 1.1 81.7 2.2 15.1

東北 105 92 6 - 7 105 89 10 1 5 東北 130 6 104 1 19
100.0 87.6 5.7 - 6.7 100.0 84.8 9.5 1.0 4.8 100.0 4.6 80.0 0.8 14.6

南関東 257 212 20 7 18 257 198 37 7 15 南関東 315 6 250 9 50
100.0 82.5 7.8 2.7 7.0 100.0 77.0 14.4 2.7 5.8 100.0 1.9 79.4 2.9 15.9

北関東・甲信 81 70 9 - 2 81 60 19 - 2 北関東・甲信 94 2 72 1 19
100.0 86.4 11.1 - 2.5 100.0 74.1 23.5 - 2.5 100.0 2.1 76.6 1.1 20.2

北陸 63 57 1 2 3 63 51 7 3 2 北陸 73 1 59 5 8
100.0 90.5 1.6 3.2 4.8 100.0 81.0 11.1 4.8 3.2 100.0 1.4 80.8 6.8 11.0

東海 150 129 10 1 10 150 123 17 2 8 東海 173 6 135 5 27
100.0 86.0 6.7 0.7 6.7 100.0 82.0 11.3 1.3 5.3 100.0 3.5 78.0 2.9 15.6

近畿 179 157 7 4 11 179 144 24 4 7 近畿 217 5 176 6 30
100.0 87.7 3.9 2.2 6.1 100.0 80.4 13.4 2.2 3.9 100.0 2.3 81.1 2.8 13.8

中国 68 54 8 1 5 68 50 13 2 3 中国 78 1 62 4 11
100.0 79.4 11.8 1.5 7.4 100.0 73.5 19.1 2.9 4.4 100.0 1.3 79.5 5.1 14.1

四国 39 35 3 1 - 39 32 5 2 - 四国 44 2 39 2 1
100.0 89.7 7.7 2.6 - 100.0 82.1 12.8 5.1 - 100.0 4.5 88.6 4.5 2.3

九州 160 140 9 3 8 160 127 21 2 10 九州 196 2 163 - 31
100.0 87.5 5.6 1.9 5.0 100.0 79.4 13.1 1.3 6.3 100.0 1.0 83.2 - 15.8

三大都市圏 526 443 35 11 37 526 414 72 12 28 三大都市圏 639 15 506 17 101
100.0 84.2 6.7 2.1 7.0 100.0 78.7 13.7 2.3 5.3 100.0 2.3 79.2 2.7 15.8

それ以外 641 558 41 10 32 641 511 87 14 29 それ以外 774 17 630 18 109
100.0 87.1 6.4 1.6 5.0 100.0 79.7 13.6 2.2 4.5 100.0 2.2 81.4 2.3 14.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 1,001 76 21 69 1,167 925 159 26 57 雇用している 1,413 32 1,136 35 210
100.0 85.8 6.5 1.8 5.9 100.0 79.3 13.6 2.2 4.9 100.0 2.3 80.4 2.5 14.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 1,001 76 21 69 1,167 925 159 26 57 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 32 1,136 35 210
100.0 85.8 6.5 1.8 5.9 100.0 79.3 13.6 2.2 4.9 100.0 2.3 80.4 2.5 14.9

雇用していない - - - - - - - - - - 雇用していない - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 94,171 6,910 2,031 7,274 110,385 87,345 14,662 2,586 5,791 参考計（ウェートバック集計） 134,510 3,625 ###### 3,883 21,366
100.0 85.3 6.3 1.8 6.6 100.0 79.1 13.3 2.3 5.2 100.0 2.7 78.5 2.9 15.9
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正社員（100）と比較した平均的な基本賃金の水準（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】
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無
回
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全体計 1,177 306 234 267 190 70 110 1,177 419 184 241 162 69 102
100.0 26.0 19.9 22.7 16.1 5.9 9.3 100.0 35.6 15.6 20.5 13.8 5.9 8.7

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 1 - - - 1 - - 1 - - -
100.0 - - 100.0 - - - 100.0 - - 100.0 - - -

建設業 62 21 12 13 9 - 7 62 27 9 11 9 - 6
100.0 33.9 19.4 21.0 14.5 - 11.3 100.0 43.5 14.5 17.7 14.5 - 9.7

製造業 205 44 30 51 41 17 22 205 63 26 51 32 15 18
100.0 21.5 14.6 24.9 20.0 8.3 10.7 100.0 30.7 12.7 24.9 15.6 7.3 8.8

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - - 1 - 2 - 3 - - 1 - 2 -
100.0 - - 33.3 - 66.7 - 100.0 - - 33.3 - 66.7 -

情報通信業 45 23 5 6 6 1 4 45 28 3 4 5 1 4
100.0 51.1 11.1 13.3 13.3 2.2 8.9 100.0 62.2 6.7 8.9 11.1 2.2 8.9

運輸業、郵便業 53 19 9 7 11 2 5 53 24 6 5 11 2 5
100.0 35.8 17.0 13.2 20.8 3.8 9.4 100.0 45.3 11.3 9.4 20.8 3.8 9.4

卸売業、小売業 128 33 21 36 15 11 12 128 40 18 36 12 12 10
100.0 25.8 16.4 28.1 11.7 8.6 9.4 100.0 31.3 14.1 28.1 9.4 9.4 7.8

金融業、保険業 27 5 2 4 8 6 2 27 8 1 3 7 6 2
100.0 18.5 7.4 14.8 29.6 22.2 7.4 100.0 29.6 3.7 11.1 25.9 22.2 7.4

不動産業、物品賃貸業 25 5 6 3 4 2 5 25 10 3 2 3 2 5
100.0 20.0 24.0 12.0 16.0 8.0 20.0 100.0 40.0 12.0 8.0 12.0 8.0 20.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 14 6 9 2 2 - 33 18 3 9 1 2 -
100.0 42.4 18.2 27.3 6.1 6.1 - 100.0 54.5 9.1 27.3 3.0 6.1 -

宿泊業、飲食サービス業 27 4 6 7 4 2 4 27 4 7 7 3 2 4
100.0 14.8 22.2 25.9 14.8 7.4 14.8 100.0 14.8 25.9 25.9 11.1 7.4 14.8

生活関連サービス業、娯楽業 29 7 4 8 6 2 2 29 8 4 7 6 2 2
100.0 24.1 13.8 27.6 20.7 6.9 6.9 100.0 27.6 13.8 24.1 20.7 6.9 6.9

教育、学習支援業 77 21 15 19 11 4 7 77 34 10 11 11 4 7
100.0 27.3 19.5 24.7 14.3 5.2 9.1 100.0 44.2 13.0 14.3 14.3 5.2 9.1

医療、福祉 334 81 99 79 38 5 32 334 117 79 71 31 5 31
100.0 24.3 29.6 23.7 11.4 1.5 9.6 100.0 35.0 23.7 21.3 9.3 1.5 9.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 - 2 1 11 7 1 22 1 1 2 10 7 1
100.0 - 9.1 4.5 50.0 31.8 4.5 100.0 4.5 4.5 9.1 45.5 31.8 4.5

サービス業（他に分類されないもの） 102 27 17 22 22 7 7 102 35 14 20 19 7 7
100.0 26.5 16.7 21.6 21.6 6.9 6.9 100.0 34.3 13.7 19.6 18.6 6.9 6.9

その他 4 2 - - 2 - - 4 2 - - 2 - -
100.0 50.0 - - 50.0 - - 100.0 50.0 - - 50.0 - -

サービス業（計） 213 52 35 47 45 20 14 213 66 29 45 39 20 14
100.0 24.4 16.4 22.1 21.1 9.4 6.6 100.0 31.0 13.6 21.1 18.3 9.4 6.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 10 - 2 3 4 2 21 10 - 2 3 4 2
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 47.6 - 9.5 14.3 19.0 9.5 100.0 47.6 - 9.5 14.3 19.0 9.5
付問④：「人材派遣会社」や 51 18 8 12 8 3 2 51 22 7 11 5 4 2
「業務請負会社」である 100.0 35.3 15.7 23.5 15.7 5.9 3.9 100.0 43.1 13.7 21.6 9.8 7.8 3.9
雇用者の規模

29人以下 336 127 60 64 35 11 39 336 169 43 54 24 12 34
100.0 37.8 17.9 19.0 10.4 3.3 11.6 100.0 50.3 12.8 16.1 7.1 3.6 10.1

30～49人 189 54 44 42 24 8 17 189 71 39 33 21 9 16
100.0 28.6 23.3 22.2 12.7 4.2 9.0 100.0 37.6 20.6 17.5 11.1 4.8 8.5

50～99人 231 58 58 53 41 9 12 231 87 41 46 37 9 11
100.0 25.1 25.1 22.9 17.7 3.9 5.2 100.0 37.7 17.7 19.9 16.0 3.9 4.8

100～299人 239 40 42 68 49 16 24 239 57 33 66 45 15 23
100.0 16.7 17.6 28.5 20.5 6.7 10.0 100.0 23.8 13.8 27.6 18.8 6.3 9.6

300～499人 80 14 9 18 18 11 10 80 16 9 20 15 10 10
100.0 17.5 11.3 22.5 22.5 13.8 12.5 100.0 20.0 11.3 25.0 18.8 12.5 12.5

500～999人 54 9 9 18 11 4 3 54 12 8 17 10 4 3
100.0 16.7 16.7 33.3 20.4 7.4 5.6 100.0 22.2 14.8 31.5 18.5 7.4 5.6

1,000人以上 48 4 12 4 12 11 5 48 7 11 5 10 10 5
100.0 8.3 25.0 8.3 25.0 22.9 10.4 100.0 14.6 22.9 10.4 20.8 20.8 10.4

300人以上（計） 182 27 30 40 41 26 18 182 35 28 42 35 24 18
100.0 14.8 16.5 22.0 22.5 14.3 9.9 100.0 19.2 15.4 23.1 19.2 13.2 9.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 19 16 21 15 6 5 82 25 14 19 14 6 4
100.0 23.2 19.5 25.6 18.3 7.3 6.1 100.0 30.5 17.1 23.2 17.1 7.3 4.9

東北 109 34 23 20 21 5 6 109 44 19 18 20 5 3
100.0 31.2 21.1 18.3 19.3 4.6 5.5 100.0 40.4 17.4 16.5 18.3 4.6 2.8

南関東 256 70 47 61 33 14 31 256 92 39 51 29 15 30
100.0 27.3 18.4 23.8 12.9 5.5 12.1 100.0 35.9 15.2 19.9 11.3 5.9 11.7

北関東・甲信 74 14 18 19 12 3 8 74 23 15 15 11 2 8
100.0 18.9 24.3 25.7 16.2 4.1 10.8 100.0 31.1 20.3 20.3 14.9 2.7 10.8

北陸 59 14 9 16 9 2 9 59 21 3 17 8 2 8
100.0 23.7 15.3 27.1 15.3 3.4 15.3 100.0 35.6 5.1 28.8 13.6 3.4 13.6

東海 144 31 28 28 28 15 14 144 35 28 29 23 15 14
100.0 21.5 19.4 19.4 19.4 10.4 9.7 100.0 24.3 19.4 20.1 16.0 10.4 9.7

近畿 188 49 40 47 27 11 14 188 72 29 44 21 10 12
100.0 26.1 21.3 25.0 14.4 5.9 7.4 100.0 38.3 15.4 23.4 11.2 5.3 6.4

中国 62 18 13 12 10 4 5 62 23 11 9 10 4 5
100.0 29.0 21.0 19.4 16.1 6.5 8.1 100.0 37.1 17.7 14.5 16.1 6.5 8.1

四国 33 9 8 5 8 - 3 33 16 3 4 7 - 3
100.0 27.3 24.2 15.2 24.2 - 9.1 100.0 48.5 9.1 12.1 21.2 - 9.1

九州 170 48 32 38 27 10 15 170 68 23 35 19 10 15
100.0 28.2 18.8 22.4 15.9 5.9 8.8 100.0 40.0 13.5 20.6 11.2 5.9 8.8

三大都市圏 531 135 103 121 77 39 56 531 183 85 108 63 39 53
100.0 25.4 19.4 22.8 14.5 7.3 10.5 100.0 34.5 16.0 20.3 11.9 7.3 10.0

それ以外 646 171 131 146 113 31 54 646 236 99 133 99 30 49
100.0 26.5 20.3 22.6 17.5 4.8 8.4 100.0 36.5 15.3 20.6 15.3 4.6 7.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 306 234 267 190 70 110 1,177 419 184 241 162 69 102
100.0 26.0 19.9 22.7 16.1 5.9 9.3 100.0 35.6 15.6 20.5 13.8 5.9 8.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 306 234 267 190 70 110 1,177 419 184 241 162 69 102
100.0 26.0 19.9 22.7 16.1 5.9 9.3 100.0 35.6 15.6 20.5 13.8 5.9 8.7

雇用していない - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 30,080 21,035 25,455 16,968 6,306 10,578 110,422 40,590 16,620 22,980 14,303 6,266 9,662
100.0 27.2 19.0 23.1 15.4 5.7 9.6 100.0 36.8 15.1 20.8 13.0 5.7 8.7
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正社員（100）と比較した平均的な基本賃金の水準（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
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無
期
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換
で
き
る
機
会
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け
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る
企
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全
く
同
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9
0
％
程
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8
0
％
程
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7
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％
程
度

6
0
％
程
度
以
下

　
無
回
答

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

全
く
同
じ

9
0
％
程
度

8
0
％
程
度

7
0
％
程
度

6
0
％
程
度
以
下

　
無
回
答

全体計 1,167 154 128 216 234 304 131 1,167 221 122 198 225 282 119
100.0 13.2 11.0 18.5 20.1 26.0 11.2 100.0 18.9 10.5 17.0 19.3 24.2 10.2

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 1 - - - 1 - - 1 - - -
100.0 - - 100.0 - - - 100.0 - - 100.0 - - -

建設業 42 8 5 10 7 10 2 42 13 5 6 6 9 3
100.0 19.0 11.9 23.8 16.7 23.8 4.8 100.0 31.0 11.9 14.3 14.3 21.4 7.1

製造業 199 24 16 28 53 51 27 199 34 17 27 50 48 23
100.0 12.1 8.0 14.1 26.6 25.6 13.6 100.0 17.1 8.5 13.6 25.1 24.1 11.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 - - - 2 - 3 1 - - - 2 -
100.0 33.3 - - - 66.7 - 100.0 33.3 - - - 66.7 -

情報通信業 29 7 2 4 6 8 2 29 9 1 3 6 8 2
100.0 24.1 6.9 13.8 20.7 27.6 6.9 100.0 31.0 3.4 10.3 20.7 27.6 6.9

運輸業、郵便業 48 8 8 6 12 11 3 48 12 6 4 12 11 3
100.0 16.7 16.7 12.5 25.0 22.9 6.3 100.0 25.0 12.5 8.3 25.0 22.9 6.3

卸売業、小売業 147 16 14 32 28 39 18 147 24 12 31 29 35 16
100.0 10.9 9.5 21.8 19.0 26.5 12.2 100.0 16.3 8.2 21.1 19.7 23.8 10.9

金融業、保険業 22 1 1 - 2 15 3 22 2 1 - 2 14 3
100.0 4.5 4.5 - 9.1 68.2 13.6 100.0 9.1 4.5 - 9.1 63.6 13.6

不動産業、物品賃貸業 25 1 2 4 7 9 2 25 2 1 4 7 9 2
100.0 4.0 8.0 16.0 28.0 36.0 8.0 100.0 8.0 4.0 16.0 28.0 36.0 8.0

学術研究、専門・技術サービス業 25 6 1 6 2 8 2 25 9 1 5 2 7 1
100.0 24.0 4.0 24.0 8.0 32.0 8.0 100.0 36.0 4.0 20.0 8.0 28.0 4.0

宿泊業、飲食サービス業 31 6 4 4 6 7 4 31 7 4 3 7 7 3
100.0 19.4 12.9 12.9 19.4 22.6 12.9 100.0 22.6 12.9 9.7 22.6 22.6 9.7

生活関連サービス業、娯楽業 31 4 1 6 7 10 3 31 4 1 6 7 10 3
100.0 12.9 3.2 19.4 22.6 32.3 9.7 100.0 12.9 3.2 19.4 22.6 32.3 9.7

教育、学習支援業 85 9 7 14 16 24 15 85 14 9 12 13 23 14
100.0 10.6 8.2 16.5 18.8 28.2 17.6 100.0 16.5 10.6 14.1 15.3 27.1 16.5

医療、福祉 363 52 58 85 65 64 39 363 76 54 80 62 55 36
100.0 14.3 16.0 23.4 17.9 17.6 10.7 100.0 20.9 14.9 22.0 17.1 15.2 9.9

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 - - - 5 11 2 18 - - - 5 11 2
100.0 - - - 27.8 61.1 11.1 100.0 - - - 27.8 61.1 11.1

サービス業（他に分類されないもの） 94 11 8 16 16 34 9 94 14 9 16 15 32 8
100.0 11.7 8.5 17.0 17.0 36.2 9.6 100.0 14.9 9.6 17.0 16.0 34.0 8.5

その他 4 - 1 - 2 1 - 4 - 1 - 2 1 -
100.0 - 25.0 - 50.0 25.0 - 100.0 - 25.0 - 50.0 25.0 -

サービス業（計） 199 27 14 32 36 70 20 199 34 15 30 36 67 17
100.0 13.6 7.0 16.1 18.1 35.2 10.1 100.0 17.1 7.5 15.1 18.1 33.7 8.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 3 - 2 1 11 5 22 3 - 2 1 11 5
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 13.6 - 9.1 4.5 50.0 22.7 100.0 13.6 - 9.1 4.5 50.0 22.7
付問④：「人材派遣会社」や 46 6 6 8 5 15 6 46 7 7 8 5 14 5
「業務請負会社」である 100.0 13.0 13.0 17.4 10.9 32.6 13.0 100.0 15.2 15.2 17.4 10.9 30.4 10.9
雇用者の規模

29人以下 337 71 47 65 66 49 39 337 95 45 62 65 42 28
100.0 21.1 13.9 19.3 19.6 14.5 11.6 100.0 28.2 13.4 18.4 19.3 12.5 8.3

30～49人 188 24 17 40 36 51 20 188 39 17 34 34 44 20
100.0 12.8 9.0 21.3 19.1 27.1 10.6 100.0 20.7 9.0 18.1 18.1 23.4 10.6

50～99人 225 30 31 40 47 59 18 225 50 26 34 40 58 17
100.0 13.3 13.8 17.8 20.9 26.2 8.0 100.0 22.2 11.6 15.1 17.8 25.8 7.6

100～299人 240 20 20 41 53 77 29 240 24 20 40 53 74 29
100.0 8.3 8.3 17.1 22.1 32.1 12.1 100.0 10.0 8.3 16.7 22.1 30.8 12.1

300～499人 76 5 8 9 14 31 9 76 6 9 9 15 28 9
100.0 6.6 10.5 11.8 18.4 40.8 11.8 100.0 7.9 11.8 11.8 19.7 36.8 11.8

500～999人 55 3 3 13 11 15 10 55 6 3 11 11 14 10
100.0 5.5 5.5 23.6 20.0 27.3 18.2 100.0 10.9 5.5 20.0 20.0 25.5 18.2

1,000人以上 46 1 2 8 7 22 6 46 1 2 8 7 22 6
100.0 2.2 4.3 17.4 15.2 47.8 13.0 100.0 2.2 4.3 17.4 15.2 47.8 13.0

300人以上（計） 177 9 13 30 32 68 25 177 13 14 28 33 64 25
100.0 5.1 7.3 16.9 18.1 38.4 14.1 100.0 7.3 7.9 15.8 18.6 36.2 14.1

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 8 13 7 10 21 6 65 12 12 5 10 20 6
100.0 12.3 20.0 10.8 15.4 32.3 9.2 100.0 18.5 18.5 7.7 15.4 30.8 9.2

東北 105 12 13 15 24 26 15 105 17 14 13 25 24 12
100.0 11.4 12.4 14.3 22.9 24.8 14.3 100.0 16.2 13.3 12.4 23.8 22.9 11.4

南関東 257 35 26 46 54 61 35 257 46 27 43 53 57 31
100.0 13.6 10.1 17.9 21.0 23.7 13.6 100.0 17.9 10.5 16.7 20.6 22.2 12.1

北関東・甲信 81 12 9 20 14 21 5 81 20 8 18 14 16 5
100.0 14.8 11.1 24.7 17.3 25.9 6.2 100.0 24.7 9.9 22.2 17.3 19.8 6.2

北陸 63 6 9 17 9 16 6 63 13 5 14 9 16 6
100.0 9.5 14.3 27.0 14.3 25.4 9.5 100.0 20.6 7.9 22.2 14.3 25.4 9.5

東海 150 13 13 25 38 43 18 150 16 15 23 36 42 18
100.0 8.7 8.7 16.7 25.3 28.7 12.0 100.0 10.7 10.0 15.3 24.0 28.0 12.0

近畿 179 26 19 29 34 53 18 179 37 18 31 32 47 14
100.0 14.5 10.6 16.2 19.0 29.6 10.1 100.0 20.7 10.1 17.3 17.9 26.3 7.8

中国 68 7 4 18 15 16 8 68 11 4 16 14 17 6
100.0 10.3 5.9 26.5 22.1 23.5 11.8 100.0 16.2 5.9 23.5 20.6 25.0 8.8

四国 39 7 5 7 12 7 1 39 9 5 7 12 6 -
100.0 17.9 12.8 17.9 30.8 17.9 2.6 100.0 23.1 12.8 17.9 30.8 15.4 -

九州 160 28 17 32 24 40 19 160 40 14 28 20 37 21
100.0 17.5 10.6 20.0 15.0 25.0 11.9 100.0 25.0 8.8 17.5 12.5 23.1 13.1

三大都市圏 526 67 51 89 109 143 67 526 89 54 87 106 131 59
100.0 12.7 9.7 16.9 20.7 27.2 12.7 100.0 16.9 10.3 16.5 20.2 24.9 11.2

それ以外 641 87 77 127 125 161 64 641 132 68 111 119 151 60
100.0 13.6 12.0 19.8 19.5 25.1 10.0 100.0 20.6 10.6 17.3 18.6 23.6 9.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 154 128 216 234 304 131 1,167 221 122 198 225 282 119
100.0 13.2 11.0 18.5 20.1 26.0 11.2 100.0 18.9 10.5 17.0 19.3 24.2 10.2

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 154 128 216 234 304 131 1,167 221 122 198 225 282 119
100.0 13.2 11.0 18.5 20.1 26.0 11.2 100.0 18.9 10.5 17.0 19.3 24.2 10.2

雇用していない - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 15,354 12,150 20,643 22,286 27,509 12,443 110,385 22,006 11,467 18,813 21,505 25,607 10,987
100.0 13.9 11.0 18.7 20.2 24.9 11.3 100.0 19.9 10.4 17.0 19.5 23.2 10.0
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勤続年数や能力の向上に伴う昇給（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
8
で
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タ
イ
ム
の
有
期
契
約
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者
に
つ
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、

何
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の
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期
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会
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無
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答
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イ
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か
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業
等

あ
る

な
い

　
無
回
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全体計 1,177 824 277 76 1,177 897 210 70
100.0 70.0 23.5 6.5 100.0 76.2 17.8 5.9

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

建設業 62 40 16 6 62 46 11 5
100.0 64.5 25.8 9.7 100.0 74.2 17.7 8.1

製造業 205 125 65 15 205 147 47 11
100.0 61.0 31.7 7.3 100.0 71.7 22.9 5.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 3 1 2 -
100.0 33.3 66.7 - 100.0 33.3 66.7 -

情報通信業 45 32 12 1 45 38 6 1
100.0 71.1 26.7 2.2 100.0 84.4 13.3 2.2

運輸業、郵便業 53 30 20 3 53 33 17 3
100.0 56.6 37.7 5.7 100.0 62.3 32.1 5.7

卸売業、小売業 128 96 19 13 128 99 15 14
100.0 75.0 14.8 10.2 100.0 77.3 11.7 10.9

金融業、保険業 27 18 9 - 27 23 4 -
100.0 66.7 33.3 - 100.0 85.2 14.8 -

不動産業、物品賃貸業 25 15 7 3 25 19 3 3
100.0 60.0 28.0 12.0 100.0 76.0 12.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 22 10 1 33 22 10 1
100.0 66.7 30.3 3.0 100.0 66.7 30.3 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 21 4 2 27 22 3 2
100.0 77.8 14.8 7.4 100.0 81.5 11.1 7.4

生活関連サービス業、娯楽業 29 24 3 2 29 24 3 2
100.0 82.8 10.3 6.9 100.0 82.8 10.3 6.9

教育、学習支援業 77 56 18 3 77 57 17 3
100.0 72.7 23.4 3.9 100.0 74.0 22.1 3.9

医療、福祉 334 253 58 23 334 270 43 21
100.0 75.7 17.4 6.9 100.0 80.8 12.9 6.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 14 8 - 22 16 6 -
100.0 63.6 36.4 - 100.0 72.7 27.3 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 74 24 4 102 77 21 4
100.0 72.5 23.5 3.9 100.0 75.5 20.6 3.9

その他 4 3 1 - 4 3 1 -
100.0 75.0 25.0 - 100.0 75.0 25.0 -

サービス業（計） 213 155 49 9 213 161 43 9
100.0 72.8 23.0 4.2 100.0 75.6 20.2 4.2

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 14 7 - 21 12 9 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 66.7 33.3 - 100.0 57.1 42.9 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 40 10 1 51 40 10 1
「業務請負会社」である 100.0 78.4 19.6 2.0 100.0 78.4 19.6 2.0
雇用者の規模

29人以下 336 235 66 35 336 259 46 31
100.0 69.9 19.6 10.4 100.0 77.1 13.7 9.2

30～49人 189 135 44 10 189 145 35 9
100.0 71.4 23.3 5.3 100.0 76.7 18.5 4.8

50～99人 231 164 57 10 231 186 35 10
100.0 71.0 24.7 4.3 100.0 80.5 15.2 4.3

100～299人 239 158 66 15 239 172 53 14
100.0 66.1 27.6 6.3 100.0 72.0 22.2 5.9

300～499人 80 57 20 3 80 56 21 3
100.0 71.3 25.0 3.8 100.0 70.0 26.3 3.8

500～999人 54 38 14 2 54 39 13 2
100.0 70.4 25.9 3.7 100.0 72.2 24.1 3.7

1,000人以上 48 37 10 1 48 40 7 1
100.0 77.1 20.8 2.1 100.0 83.3 14.6 2.1

300人以上（計） 182 132 44 6 182 135 41 6
100.0 72.5 24.2 3.3 100.0 74.2 22.5 3.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 64 14 4 82 65 12 5
100.0 78.0 17.1 4.9 100.0 79.3 14.6 6.1

東北 109 78 26 5 109 87 19 3
100.0 71.6 23.9 4.6 100.0 79.8 17.4 2.8

南関東 256 183 55 18 256 196 43 17
100.0 71.5 21.5 7.0 100.0 76.6 16.8 6.6

北関東・甲信 74 47 21 6 74 55 13 6
100.0 63.5 28.4 8.1 100.0 74.3 17.6 8.1

北陸 59 41 13 5 59 44 11 4
100.0 69.5 22.0 8.5 100.0 74.6 18.6 6.8

東海 144 99 37 8 144 104 32 8
100.0 68.8 25.7 5.6 100.0 72.2 22.2 5.6

近畿 188 123 55 10 188 141 39 8
100.0 65.4 29.3 5.3 100.0 75.0 20.7 4.3

中国 62 46 12 4 62 51 7 4
100.0 74.2 19.4 6.5 100.0 82.3 11.3 6.5

四国 33 22 8 3 33 24 6 3
100.0 66.7 24.2 9.1 100.0 72.7 18.2 9.1

九州 170 121 36 13 170 130 28 12
100.0 71.2 21.2 7.6 100.0 76.5 16.5 7.1

三大都市圏 531 365 132 34 531 399 101 31
100.0 68.7 24.9 6.4 100.0 75.1 19.0 5.8

それ以外 646 459 145 42 646 498 109 39
100.0 71.1 22.4 6.5 100.0 77.1 16.9 6.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 824 277 76 1,177 897 210 70
100.0 70.0 23.5 6.5 100.0 76.2 17.8 5.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 824 277 76 1,177 897 210 70
100.0 70.0 23.5 6.5 100.0 76.2 17.8 5.9

雇用していない - - - - - - - -
- - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 77,066 25,512 7,843 110,422 83,893 19,229 7,300
100.0 69.8 23.1 7.1 100.0 76.0 17.4 6.6
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勤続年数や能力の向上に伴う昇給（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】
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8
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無
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【正社員】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換
で
き
る
機
会

を
設
け
て
い
る
企
業
等

あ
る

な
い

　
無
回
答

全体計 1,167 767 325 75 1,167 820 286 61 全体計 1,413 1,120 33 260
100.0 65.7 27.8 6.4 100.0 70.3 24.5 5.2 100.0 79.3 2.3 18.4

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - 1 1 - - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - -
100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - -

建設業 42 26 15 1 42 30 10 2 建設業 78 49 2 27
100.0 61.9 35.7 2.4 100.0 71.4 23.8 4.8 100.0 62.8 2.6 34.6

製造業 199 123 61 15 199 137 51 11 製造業 243 193 7 43
100.0 61.8 30.7 7.5 100.0 68.8 25.6 5.5 100.0 79.4 2.9 17.7

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 3 1 2 - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 - 1
100.0 33.3 66.7 - 100.0 33.3 66.7 - 100.0 80.0 - 20.0

情報通信業 29 22 7 - 29 23 6 - 情報通信業 47 38 1 8
100.0 75.9 24.1 - 100.0 79.3 20.7 - 100.0 80.9 2.1 17.0

運輸業、郵便業 48 19 26 3 48 22 23 3 運輸業、郵便業 60 39 8 13
100.0 39.6 54.2 6.3 100.0 45.8 47.9 6.3 100.0 65.0 13.3 21.7

卸売業、小売業 147 106 28 13 147 109 26 12 卸売業、小売業 167 127 1 39
100.0 72.1 19.0 8.8 100.0 74.1 17.7 8.2 100.0 76.0 0.6 23.4

金融業、保険業 22 14 7 1 22 16 6 - 金融業、保険業 31 29 - 2
100.0 63.6 31.8 4.5 100.0 72.7 27.3 - 100.0 93.5 - 6.5

不動産業、物品賃貸業 25 18 6 1 25 18 6 1 不動産業、物品賃貸業 32 26 1 5
100.0 72.0 24.0 4.0 100.0 72.0 24.0 4.0 100.0 81.3 3.1 15.6

学術研究、専門・技術サービス業 25 18 5 2 25 18 6 1 学術研究、専門・技術サービス業 40 32 - 8
100.0 72.0 20.0 8.0 100.0 72.0 24.0 4.0 100.0 80.0 - 20.0

宿泊業、飲食サービス業 31 24 4 3 31 27 3 1 宿泊業、飲食サービス業 33 25 1 7
100.0 77.4 12.9 9.7 100.0 87.1 9.7 3.2 100.0 75.8 3.0 21.2

生活関連サービス業、娯楽業 31 22 6 3 31 23 5 3 生活関連サービス業、娯楽業 36 24 2 10
100.0 71.0 19.4 9.7 100.0 74.2 16.1 9.7 100.0 66.7 5.6 27.8

教育、学習支援業 85 45 33 7 85 46 33 6 教育、学習支援業 94 81 - 13
100.0 52.9 38.8 8.2 100.0 54.1 38.8 7.1 100.0 86.2 - 13.8

医療、福祉 363 255 87 21 363 273 73 17 医療、福祉 399 333 6 60
100.0 70.2 24.0 5.8 100.0 75.2 20.1 4.7 100.0 83.5 1.5 15.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 10 7 1 18 10 7 1 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 - 3
100.0 55.6 38.9 5.6 100.0 55.6 38.9 5.6 100.0 87.0 - 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 61 29 4 94 64 27 3 サービス業（他に分類されないもの） 119 97 4 18
100.0 64.9 30.9 4.3 100.0 68.1 28.7 3.2 100.0 81.5 3.4 15.1

その他 4 2 2 - 4 2 2 - その他 5 2 - 3
100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 40.0 - 60.0

サービス業（計） 199 135 51 13 199 142 48 9 サービス業（計） 251 198 7 46
100.0 67.8 25.6 6.5 100.0 71.4 24.1 4.5 100.0 78.9 2.8 18.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 10 11 1 22 8 14 - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 21 - 2
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 45.5 50.0 4.5 100.0 36.4 63.6 - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 91.3 - 8.7
付問④：「人材派遣会社」や 46 29 13 4 46 29 14 3 付問④：「人材派遣会社」や 57 47 3 7
「業務請負会社」である 100.0 63.0 28.3 8.7 100.0 63.0 30.4 6.5 「業務請負会社」である 100.0 82.5 5.3 12.3
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 231 76 30 337 253 64 20 29人以下 452 314 18 120
100.0 68.5 22.6 8.9 100.0 75.1 19.0 5.9 100.0 69.5 4.0 26.5

30～49人 188 132 46 10 188 138 41 9 30～49人 242 193 6 43
100.0 70.2 24.5 5.3 100.0 73.4 21.8 4.8 100.0 79.8 2.5 17.8

50～99人 225 141 71 13 225 157 58 10 50～99人 263 213 6 44
100.0 62.7 31.6 5.8 100.0 69.8 25.8 4.4 100.0 81.0 2.3 16.7

100～299人 240 151 73 16 240 161 63 16 100～299人 261 225 1 35
100.0 62.9 30.4 6.7 100.0 67.1 26.3 6.7 100.0 86.2 0.4 13.4

300～499人 76 46 28 2 76 46 28 2 300～499人 85 76 1 8
100.0 60.5 36.8 2.6 100.0 60.5 36.8 2.6 100.0 89.4 1.2 9.4

500～999人 55 30 21 4 55 30 21 4 500～999人 58 52 1 5
100.0 54.5 38.2 7.3 100.0 54.5 38.2 7.3 100.0 89.7 1.7 8.6

1,000人以上 46 36 10 - 46 35 11 - 1,000人以上 52 47 - 5
100.0 78.3 21.7 - 100.0 76.1 23.9 - 100.0 90.4 - 9.6

300人以上（計） 177 112 59 6 177 111 60 6 300人以上（計） 195 175 2 18
100.0 63.3 33.3 3.4 100.0 62.7 33.9 3.4 100.0 89.7 1.0 9.2

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 43 17 5 65 45 15 5 北海道 93 73 2 18
100.0 66.2 26.2 7.7 100.0 69.2 23.1 7.7 100.0 78.5 2.2 19.4

東北 105 62 34 9 105 67 32 6 東北 130 107 2 21
100.0 59.0 32.4 8.6 100.0 63.8 30.5 5.7 100.0 82.3 1.5 16.2

南関東 257 169 68 20 257 179 63 15 南関東 315 247 9 59
100.0 65.8 26.5 7.8 100.0 69.6 24.5 5.8 100.0 78.4 2.9 18.7

北関東・甲信 81 59 20 2 81 64 15 2 北関東・甲信 94 73 - 21
100.0 72.8 24.7 2.5 100.0 79.0 18.5 2.5 100.0 77.7 - 22.3

北陸 63 42 18 3 63 48 13 2 北陸 73 61 - 12
100.0 66.7 28.6 4.8 100.0 76.2 20.6 3.2 100.0 83.6 - 16.4

東海 150 105 36 9 150 108 35 7 東海 173 134 5 34
100.0 70.0 24.0 6.0 100.0 72.0 23.3 4.7 100.0 77.5 2.9 19.7

近畿 179 115 54 10 179 125 47 7 近畿 217 175 3 39
100.0 64.2 30.2 5.6 100.0 69.8 26.3 3.9 100.0 80.6 1.4 18.0

中国 68 46 16 6 68 49 15 4 中国 78 62 2 14
100.0 67.6 23.5 8.8 100.0 72.1 22.1 5.9 100.0 79.5 2.6 17.9

四国 39 23 16 - 39 26 13 - 四国 44 37 3 4
100.0 59.0 41.0 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 84.1 6.8 9.1

九州 160 103 46 11 160 109 38 13 九州 196 151 7 38
100.0 64.4 28.8 6.9 100.0 68.1 23.8 8.1 100.0 77.0 3.6 19.4

三大都市圏 526 347 142 37 526 367 132 27 三大都市圏 639 505 16 118
100.0 66.0 27.0 7.0 100.0 69.8 25.1 5.1 100.0 79.0 2.5 18.5

それ以外 641 420 183 38 641 453 154 34 それ以外 774 615 17 142
100.0 65.5 28.5 5.9 100.0 70.7 24.0 5.3 100.0 79.5 2.2 18.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 767 325 75 1,167 820 286 61 雇用している 1,413 1,120 33 260
100.0 65.7 27.8 6.4 100.0 70.3 24.5 5.2 100.0 79.3 2.3 18.4

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 767 325 75 1,167 820 286 61 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 1,120 33 260
100.0 65.7 27.8 6.4 100.0 70.3 24.5 5.2 100.0 79.3 2.3 18.4

雇用していない - - - - - - - - 雇用していない - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 72,899 29,671 7,815 110,385 78,366 25,784 6,234 参考計（ウェートバック集計） 134,510 104,463 3,467 26,579
100.0 66.0 26.9 7.1 100.0 71.0 23.4 5.6 100.0 77.7 2.6 19.8
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個別の成果等の評価制度とその結果の昇給への反映（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【フルタイム】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

評
価
制
度
な
し

評
価
制
度
あ
り
昇
給
反
映
な
し

評
価
制
度
あ
り
昇
給
反
映
あ
り

　
無
回
答

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

評
価
制
度
な
し

評
価
制
度
あ
り
昇
給
反
映
な
し

評
価
制
度
あ
り
昇
給
反
映
あ
り

　
無
回
答

全体計 1,177 506 137 451 83 1,177 456 109 536 76
100.0 43.0 11.6 38.3 7.1 100.0 38.7 9.3 45.5 6.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - 1 - 1 - -
100.0 - 100.0 - - 100.0 - 100.0 - -

建設業 62 29 6 21 6 62 24 7 26 5
100.0 46.8 9.7 33.9 9.7 100.0 38.7 11.3 41.9 8.1

製造業 205 77 24 88 16 205 62 14 117 12
100.0 37.6 11.7 42.9 7.8 100.0 30.2 6.8 57.1 5.9

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 - 3 1 1 1 -
100.0 33.3 33.3 33.3 - 100.0 33.3 33.3 33.3 -

情報通信業 45 23 4 17 1 45 16 2 26 1
100.0 51.1 8.9 37.8 2.2 100.0 35.6 4.4 57.8 2.2

運輸業、郵便業 53 31 5 14 3 53 29 5 16 3
100.0 58.5 9.4 26.4 5.7 100.0 54.7 9.4 30.2 5.7

卸売業、小売業 128 42 18 55 13 128 39 15 61 13
100.0 32.8 14.1 43.0 10.2 100.0 30.5 11.7 47.7 10.2

金融業、保険業 27 8 4 15 - 27 7 1 19 -
100.0 29.6 14.8 55.6 - 100.0 25.9 3.7 70.4 -

不動産業、物品賃貸業 25 5 6 11 3 25 5 4 13 3
100.0 20.0 24.0 44.0 12.0 100.0 20.0 16.0 52.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 19 3 10 1 33 17 2 13 1
100.0 57.6 9.1 30.3 3.0 100.0 51.5 6.1 39.4 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 11 1 12 3 27 10 2 12 3
100.0 40.7 3.7 44.4 11.1 100.0 37.0 7.4 44.4 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 12 3 12 2 29 12 3 12 2
100.0 41.4 10.3 41.4 6.9 100.0 41.4 10.3 41.4 6.9

教育、学習支援業 77 41 10 22 4 77 39 9 25 4
100.0 53.2 13.0 28.6 5.2 100.0 50.6 11.7 32.5 5.2

医療、福祉 334 151 44 112 27 334 145 36 128 25
100.0 45.2 13.2 33.5 8.1 100.0 43.4 10.8 38.3 7.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 11 2 9 - 22 11 1 10 -
100.0 50.0 9.1 40.9 - 100.0 50.0 4.5 45.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 41 5 52 4 102 35 6 57 4
100.0 40.2 4.9 51.0 3.9 100.0 34.3 5.9 55.9 3.9

その他 4 4 - - - 4 4 - - -
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - -

サービス業（計） 213 94 14 95 10 213 85 14 104 10
100.0 44.1 6.6 44.6 4.7 100.0 39.9 6.6 48.8 4.7

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 15 4 2 - 21 15 4 2 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 71.4 19.0 9.5 - 100.0 71.4 19.0 9.5 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 18 3 28 2 51 17 4 28 2
「業務請負会社」である 100.0 35.3 5.9 54.9 3.9 100.0 33.3 7.8 54.9 3.9
雇用者の規模

29人以下 336 130 39 129 38 336 117 35 151 33
100.0 38.7 11.6 38.4 11.3 100.0 34.8 10.4 44.9 9.8

30～49人 189 77 21 79 12 189 70 13 95 11
100.0 40.7 11.1 41.8 6.3 100.0 37.0 6.9 50.3 5.8

50～99人 231 105 29 85 12 231 91 22 106 12
100.0 45.5 12.6 36.8 5.2 100.0 39.4 9.5 45.9 5.2

100～299人 239 117 23 85 14 239 108 17 101 13
100.0 49.0 9.6 35.6 5.9 100.0 45.2 7.1 42.3 5.4

300～499人 80 32 11 33 4 80 29 12 35 4
100.0 40.0 13.8 41.3 5.0 100.0 36.3 15.0 43.8 5.0

500～999人 54 22 7 23 2 54 20 6 26 2
100.0 40.7 13.0 42.6 3.7 100.0 37.0 11.1 48.1 3.7

1,000人以上 48 23 7 17 1 48 21 4 22 1
100.0 47.9 14.6 35.4 2.1 100.0 43.8 8.3 45.8 2.1

300人以上（計） 182 77 25 73 7 182 70 22 83 7
100.0 42.3 13.7 40.1 3.8 100.0 38.5 12.1 45.6 3.8

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 35 13 29 5 82 31 14 32 5
100.0 42.7 15.9 35.4 6.1 100.0 37.8 17.1 39.0 6.1

東北 109 51 10 43 5 109 47 7 52 3
100.0 46.8 9.2 39.4 4.6 100.0 43.1 6.4 47.7 2.8

南関東 256 112 23 103 18 256 100 22 117 17
100.0 43.8 9.0 40.2 7.0 100.0 39.1 8.6 45.7 6.6

北関東・甲信 74 27 8 32 7 74 25 4 38 7
100.0 36.5 10.8 43.2 9.5 100.0 33.8 5.4 51.4 9.5

北陸 59 25 7 20 7 59 25 4 24 6
100.0 42.4 11.9 33.9 11.9 100.0 42.4 6.8 40.7 10.2

東海 144 62 18 55 9 144 58 16 61 9
100.0 43.1 12.5 38.2 6.3 100.0 40.3 11.1 42.4 6.3

近畿 188 81 24 71 12 188 68 16 94 10
100.0 43.1 12.8 37.8 6.4 100.0 36.2 8.5 50.0 5.3

中国 62 33 6 19 4 62 29 4 25 4
100.0 53.2 9.7 30.6 6.5 100.0 46.8 6.5 40.3 6.5

四国 33 10 8 12 3 33 10 5 15 3
100.0 30.3 24.2 36.4 9.1 100.0 30.3 15.2 45.5 9.1

九州 170 70 20 67 13 170 63 17 78 12
100.0 41.2 11.8 39.4 7.6 100.0 37.1 10.0 45.9 7.1

三大都市圏 531 224 57 213 37 531 198 47 252 34
100.0 42.2 10.7 40.1 7.0 100.0 37.3 8.9 47.5 6.4

それ以外 646 282 80 238 46 646 258 62 284 42
100.0 43.7 12.4 36.8 7.1 100.0 39.9 9.6 44.0 6.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 506 137 451 83 1,177 456 109 536 76
100.0 43.0 11.6 38.3 7.1 100.0 38.7 9.3 45.5 6.5

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 506 137 451 83 1,177 456 109 536 76
100.0 43.0 11.6 38.3 7.1 100.0 38.7 9.3 45.5 6.5

雇用していない - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 46,071 12,507 43,346 8,497 110,422 41,101 10,120 51,406 7,794
100.0 41.7 11.3 39.3 7.7 100.0 37.2 9.2 46.6 7.1
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個別の成果等の評価制度とその結果の昇給への反映（それぞれ１つに〇）

有期労働契約時 無期転換後

【パートタイム】
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【正社員】
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全体計 1,167 634 95 362 76 1,167 593 91 418 65 全体計 1,413 258 95 839 221
100.0 54.3 8.1 31.0 6.5 100.0 50.8 7.8 35.8 5.6 100.0 18.3 6.7 59.4 15.6

問１：業種 問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 1 - 1 - - 1 - 鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 1 -
100.0 - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 -

建設業 42 24 3 14 1 42 19 3 18 2 建設業 78 9 7 37 25
100.0 57.1 7.1 33.3 2.4 100.0 45.2 7.1 42.9 4.8 100.0 11.5 9.0 47.4 32.1

製造業 199 94 13 75 17 199 87 10 89 13 製造業 243 23 8 174 38
100.0 47.2 6.5 37.7 8.5 100.0 43.7 5.0 44.7 6.5 100.0 9.5 3.3 71.6 15.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 - 3 1 1 1 - 電気・ガス・熱供給・水道業 5 - - 4 1
100.0 33.3 33.3 33.3 - 100.0 33.3 33.3 33.3 - 100.0 - - 80.0 20.0

情報通信業 29 21 1 6 1 29 19 1 8 1 情報通信業 47 2 - 42 3
100.0 72.4 3.4 20.7 3.4 100.0 65.5 3.4 27.6 3.4 100.0 4.3 - 89.4 6.4

運輸業、郵便業 48 31 5 9 3 48 28 5 12 3 運輸業、郵便業 60 16 5 28 11
100.0 64.6 10.4 18.8 6.3 100.0 58.3 10.4 25.0 6.3 100.0 26.7 8.3 46.7 18.3

卸売業、小売業 147 77 8 49 13 147 70 9 56 12 卸売業、小売業 167 18 7 111 31
100.0 52.4 5.4 33.3 8.8 100.0 47.6 6.1 38.1 8.2 100.0 10.8 4.2 66.5 18.6

金融業、保険業 22 9 2 10 1 22 10 2 10 - 金融業、保険業 31 2 1 26 2
100.0 40.9 9.1 45.5 4.5 100.0 45.5 9.1 45.5 - 100.0 6.5 3.2 83.9 6.5

不動産業、物品賃貸業 25 12 3 9 1 25 12 3 9 1 不動産業、物品賃貸業 32 5 4 20 3
100.0 48.0 12.0 36.0 4.0 100.0 48.0 12.0 36.0 4.0 100.0 15.6 12.5 62.5 9.4

学術研究、専門・技術サービス業 25 17 - 5 3 25 16 1 6 2 学術研究、専門・技術サービス業 40 9 1 22 8
100.0 68.0 - 20.0 12.0 100.0 64.0 4.0 24.0 8.0 100.0 22.5 2.5 55.0 20.0

宿泊業、飲食サービス業 31 14 - 14 3 31 14 1 14 2 宿泊業、飲食サービス業 33 8 - 19 6
100.0 45.2 - 45.2 9.7 100.0 45.2 3.2 45.2 6.5 100.0 24.2 - 57.6 18.2

生活関連サービス業、娯楽業 31 16 2 11 2 31 16 2 11 2 生活関連サービス業、娯楽業 36 7 1 19 9
100.0 51.6 6.5 35.5 6.5 100.0 51.6 6.5 35.5 6.5 100.0 19.4 2.8 52.8 25.0

教育、学習支援業 85 55 7 17 6 85 53 7 19 6 教育、学習支援業 94 25 12 46 11
100.0 64.7 8.2 20.0 7.1 100.0 62.4 8.2 22.4 7.1 100.0 26.6 12.8 48.9 11.7

医療、福祉 363 191 42 110 20 363 181 38 127 17 医療、福祉 399 116 41 190 52
100.0 52.6 11.6 30.3 5.5 100.0 49.9 10.5 35.0 4.7 100.0 29.1 10.3 47.6 13.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 13 - 4 1 18 13 - 4 1 複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 2 - 18 3
100.0 72.2 - 22.2 5.6 100.0 72.2 - 22.2 5.6 100.0 8.7 - 78.3 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 55 8 27 4 94 50 8 33 3 サービス業（他に分類されないもの） 119 14 8 82 15
100.0 58.5 8.5 28.7 4.3 100.0 53.2 8.5 35.1 3.2 100.0 11.8 6.7 68.9 12.6

その他 4 4 - - - 4 4 - - - その他 5 2 - - 3
100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 40.0 - - 60.0

サービス業（計） 199 115 10 61 13 199 109 12 68 10 サービス業（計） 251 40 10 160 41
100.0 57.8 5.0 30.7 6.5 100.0 54.8 6.0 34.2 5.0 100.0 15.9 4.0 63.7 16.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 18 3 - 1 22 18 4 - - 付問③付問：「学術・研究機関」か 23 7 6 9 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 81.8 13.6 - 4.5 100.0 81.8 18.2 - - 「学校教育」で大学が含まれている 100.0 30.4 26.1 39.1 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 46 23 4 15 4 46 21 5 17 3 付問④：「人材派遣会社」や 57 7 4 39 7
「業務請負会社」である 100.0 50.0 8.7 32.6 8.7 100.0 45.7 10.9 37.0 6.5 「業務請負会社」である 100.0 12.3 7.0 68.4 12.3
雇用者の規模 雇用者の規模

29人以下 337 168 28 110 31 337 159 29 126 23 29人以下 452 103 38 202 109
100.0 49.9 8.3 32.6 9.2 100.0 47.2 8.6 37.4 6.8 100.0 22.8 8.4 44.7 24.1

30～49人 188 103 13 62 10 188 95 12 72 9 30～49人 242 51 14 138 39
100.0 54.8 6.9 33.0 5.3 100.0 50.5 6.4 38.3 4.8 100.0 21.1 5.8 57.0 16.1

50～99人 225 123 20 69 13 225 111 18 85 11 50～99人 263 46 12 174 31
100.0 54.7 8.9 30.7 5.8 100.0 49.3 8.0 37.8 4.9 100.0 17.5 4.6 66.2 11.8

100～299人 240 136 17 72 15 240 129 15 81 15 100～299人 261 40 17 175 29
100.0 56.7 7.1 30.0 6.3 100.0 53.8 6.3 33.8 6.3 100.0 15.3 6.5 67.0 11.1

300～499人 76 44 8 21 3 76 42 8 23 3 300～499人 85 9 4 64 8
100.0 57.9 10.5 27.6 3.9 100.0 55.3 10.5 30.3 3.9 100.0 10.6 4.7 75.3 9.4

500～999人 55 29 8 14 4 55 27 7 17 4 500～999人 58 4 6 47 1
100.0 52.7 14.5 25.5 7.3 100.0 49.1 12.7 30.9 7.3 100.0 6.9 10.3 81.0 1.7

1,000人以上 46 31 1 14 - 46 30 2 14 - 1,000人以上 52 5 4 39 4
100.0 67.4 2.2 30.4 - 100.0 65.2 4.3 30.4 - 100.0 9.6 7.7 75.0 7.7

300人以上（計） 177 104 17 49 7 177 99 17 54 7 300人以上（計） 195 18 14 150 13
100.0 58.8 9.6 27.7 4.0 100.0 55.9 9.6 30.5 4.0 100.0 9.2 7.2 76.9 6.7

本社の所在地（地域ブロック） 本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 36 6 17 6 65 34 6 19 6 北海道 93 24 7 47 15
100.0 55.4 9.2 26.2 9.2 100.0 52.3 9.2 29.2 9.2 100.0 25.8 7.5 50.5 16.1

東北 105 57 8 33 7 105 54 9 37 5 東北 130 34 9 70 17
100.0 54.3 7.6 31.4 6.7 100.0 51.4 8.6 35.2 4.8 100.0 26.2 6.9 53.8 13.1

南関東 257 151 15 73 18 257 146 15 82 14 南関東 315 44 21 199 51
100.0 58.8 5.8 28.4 7.0 100.0 56.8 5.8 31.9 5.4 100.0 14.0 6.7 63.2 16.2

北関東・甲信 81 38 10 30 3 81 34 6 38 3 北関東・甲信 94 15 4 55 20
100.0 46.9 12.3 37.0 3.7 100.0 42.0 7.4 46.9 3.7 100.0 16.0 4.3 58.5 21.3

北陸 63 40 8 11 4 63 37 7 15 4 北陸 73 11 8 43 11
100.0 63.5 12.7 17.5 6.3 100.0 58.7 11.1 23.8 6.3 100.0 15.1 11.0 58.9 15.1

東海 150 71 14 55 10 150 71 14 57 8 東海 173 28 11 106 28
100.0 47.3 9.3 36.7 6.7 100.0 47.3 9.3 38.0 5.3 100.0 16.2 6.4 61.3 16.2

近畿 179 99 11 56 13 179 88 12 69 10 近畿 217 32 14 134 37
100.0 55.3 6.1 31.3 7.3 100.0 49.2 6.7 38.5 5.6 100.0 14.7 6.5 61.8 17.1

中国 68 40 5 17 6 68 39 4 21 4 中国 78 19 3 45 11
100.0 58.8 7.4 25.0 8.8 100.0 57.4 5.9 30.9 5.9 100.0 24.4 3.8 57.7 14.1

四国 39 21 4 14 - 39 20 3 16 - 四国 44 9 2 32 1
100.0 53.8 10.3 35.9 - 100.0 51.3 7.7 41.0 - 100.0 20.5 4.5 72.7 2.3

九州 160 81 14 56 9 160 70 15 64 11 九州 196 42 16 108 30
100.0 50.6 8.8 35.0 5.6 100.0 43.8 9.4 40.0 6.9 100.0 21.4 8.2 55.1 15.3

三大都市圏 526 284 35 168 39 526 272 36 188 30 三大都市圏 639 92 40 400 107
100.0 54.0 6.7 31.9 7.4 100.0 51.7 6.8 35.7 5.7 100.0 14.4 6.3 62.6 16.7

それ以外 641 350 60 194 37 641 321 55 230 35 それ以外 774 166 55 439 114
100.0 54.6 9.4 30.3 5.8 100.0 50.1 8.6 35.9 5.5 100.0 21.4 7.1 56.7 14.7

問３：「有期契約労働者」の雇用状況 問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 634 95 362 76 1,167 593 91 418 65 雇用している 1,413 258 95 839 221
100.0 54.3 8.1 31.0 6.5 100.0 50.8 7.8 35.8 5.6 100.0 18.3 6.7 59.4 15.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 634 95 362 76 1,167 593 91 418 65 　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 258 95 839 221
100.0 54.3 8.1 31.0 6.5 100.0 50.8 7.8 35.8 5.6 100.0 18.3 6.7 59.4 15.6

雇用していない - - - - - - - - - - 雇用していない - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 59,053 8,329 35,119 7,884 110,385 54,979 8,121 40,620 6,666 参考計（ウェートバック集計） 134,510 23,697 8,389 80,027 22,397
100.0 53.5 7.5 31.8 7.1 100.0 49.8 7.4 36.8 6.0 100.0 17.6 6.2 59.5 16.7
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全体計 1,177 714 260 958 150 173 990 1,017 739 651 342 383 629 655 466 318 114
100.0 60.7 22.1 81.4 12.7 14.7 84.1 86.4 62.8 55.3 29.1 32.5 53.4 55.6 39.6 27.0 9.7

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - 1 - 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - 1 -
100.0 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 -

建設業 62 33 24 32 10 5 44 48 33 30 10 19 28 23 27 16 7
100.0 53.2 38.7 51.6 16.1 8.1 71.0 77.4 53.2 48.4 16.1 30.6 45.2 37.1 43.5 25.8 11.3

製造業 205 133 26 172 19 28 171 174 138 115 67 76 122 112 57 44 22
100.0 64.9 12.7 83.9 9.3 13.7 83.4 84.9 67.3 56.1 32.7 37.1 59.5 54.6 27.8 21.5 10.7

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 3 1 1 3 3 3 2 3 3 2 3 3 1 -
100.0 66.7 33.3 100.0 33.3 33.3 100.0 100.0 100.0 66.7 100.0 100.0 66.7 100.0 100.0 33.3 -

情報通信業 45 15 5 41 8 5 41 41 35 33 19 15 33 21 15 8 3
100.0 33.3 11.1 91.1 17.8 11.1 91.1 91.1 77.8 73.3 42.2 33.3 73.3 46.7 33.3 17.8 6.7

運輸業、郵便業 53 32 8 36 3 5 46 46 31 28 11 19 26 30 21 7 3
100.0 60.4 15.1 67.9 5.7 9.4 86.8 86.8 58.5 52.8 20.8 35.8 49.1 56.6 39.6 13.2 5.7

卸売業、小売業 128 67 18 94 10 13 100 105 65 68 25 45 55 52 29 28 17
100.0 52.3 14.1 73.4 7.8 10.2 78.1 82.0 50.8 53.1 19.5 35.2 43.0 40.6 22.7 21.9 13.3

金融業、保険業 27 22 6 26 3 5 24 27 22 20 14 8 18 19 11 16 -
100.0 81.5 22.2 96.3 11.1 18.5 88.9 100.0 81.5 74.1 51.9 29.6 66.7 70.4 40.7 59.3 -

不動産業、物品賃貸業 25 15 4 21 2 7 22 22 14 13 7 9 14 15 10 6 3
100.0 60.0 16.0 84.0 8.0 28.0 88.0 88.0 56.0 52.0 28.0 36.0 56.0 60.0 40.0 24.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 14 3 28 5 5 28 31 19 11 10 13 16 17 16 15 2
100.0 42.4 9.1 84.8 15.2 15.2 84.8 93.9 57.6 33.3 30.3 39.4 48.5 51.5 48.5 45.5 6.1

宿泊業、飲食サービス業 27 9 2 21 - 2 22 20 8 9 4 5 8 8 4 4 3
100.0 33.3 7.4 77.8 - 7.4 81.5 74.1 29.6 33.3 14.8 18.5 29.6 29.6 14.8 14.8 11.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 13 2 26 2 2 23 25 20 18 8 7 16 15 10 6 2
100.0 44.8 6.9 89.7 6.9 6.9 79.3 86.2 69.0 62.1 27.6 24.1 55.2 51.7 34.5 20.7 6.9

教育、学習支援業 77 50 21 69 22 20 63 68 53 48 30 17 45 41 35 18 7
100.0 64.9 27.3 89.6 28.6 26.0 81.8 88.3 68.8 62.3 39.0 22.1 58.4 53.2 45.5 23.4 9.1

医療、福祉 334 246 129 279 49 57 286 290 216 185 99 102 179 218 175 115 36
100.0 73.7 38.6 83.5 14.7 17.1 85.6 86.8 64.7 55.4 29.6 30.5 53.6 65.3 52.4 34.4 10.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 16 1 21 3 4 22 22 18 16 8 10 14 17 10 9 -
100.0 72.7 4.5 95.5 13.6 18.2 100.0 100.0 81.8 72.7 36.4 45.5 63.6 77.3 45.5 40.9 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 43 10 84 12 12 90 90 59 52 26 34 50 63 43 24 9
100.0 42.2 9.8 82.4 11.8 11.8 88.2 88.2 57.8 51.0 25.5 33.3 49.0 61.8 42.2 23.5 8.8

その他 4 3 - 4 1 1 4 4 4 2 - - 2 - - - -
100.0 75.0 - 100.0 25.0 25.0 100.0 100.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - -

サービス業（計） 213 95 18 180 22 25 185 188 124 106 56 69 104 120 83 58 16
100.0 44.6 8.5 84.5 10.3 11.7 86.9 88.3 58.2 49.8 26.3 32.4 48.8 56.3 39.0 27.2 7.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 16 7 21 10 9 21 21 17 12 13 3 19 17 13 6 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 76.2 33.3 100.0 47.6 42.9 100.0 100.0 81.0 57.1 61.9 14.3 90.5 81.0 61.9 28.6 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 17 4 42 4 2 47 47 27 27 9 12 26 35 23 13 3
「業務請負会社」である 100.0 33.3 7.8 82.4 7.8 3.9 92.2 92.2 52.9 52.9 17.6 23.5 51.0 68.6 45.1 25.5 5.9
雇用者の規模

29人以下 336 199 90 226 36 55 241 259 188 172 72 85 136 129 105 55 54
100.0 59.2 26.8 67.3 10.7 16.4 71.7 77.1 56.0 51.2 21.4 25.3 40.5 38.4 31.3 16.4 16.1

30～49人 189 126 56 164 24 26 170 171 135 111 58 65 99 115 91 58 14
100.0 66.7 29.6 86.8 12.7 13.8 89.9 90.5 71.4 58.7 30.7 34.4 52.4 60.8 48.1 30.7 7.4

50～99人 231 136 42 197 31 37 199 205 151 141 77 80 129 133 100 72 18
100.0 58.9 18.2 85.3 13.4 16.0 86.1 88.7 65.4 61.0 33.3 34.6 55.8 57.6 43.3 31.2 7.8

100～299人 239 141 48 206 32 36 208 210 151 134 71 81 138 150 95 74 22
100.0 59.0 20.1 86.2 13.4 15.1 87.0 87.9 63.2 56.1 29.7 33.9 57.7 62.8 39.7 31.0 9.2

300～499人 80 51 8 73 12 8 73 73 53 45 32 31 51 60 40 28 4
100.0 63.8 10.0 91.3 15.0 10.0 91.3 91.3 66.3 56.3 40.0 38.8 63.8 75.0 50.0 35.0 5.0

500～999人 54 30 11 47 7 6 52 52 30 26 16 22 38 38 18 15 1
100.0 55.6 20.4 87.0 13.0 11.1 96.3 96.3 55.6 48.1 29.6 40.7 70.4 70.4 33.3 27.8 1.9

1,000人以上 48 31 5 45 8 5 47 47 31 22 16 19 38 30 17 16 1
100.0 64.6 10.4 93.8 16.7 10.4 97.9 97.9 64.6 45.8 33.3 39.6 79.2 62.5 35.4 33.3 2.1

300人以上（計） 182 112 24 165 27 19 172 172 114 93 64 72 127 128 75 59 6
100.0 61.5 13.2 90.7 14.8 10.4 94.5 94.5 62.6 51.1 35.2 39.6 69.8 70.3 41.2 32.4 3.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 39 20 63 11 7 66 72 48 43 21 27 36 31 31 17 8
100.0 47.6 24.4 76.8 13.4 8.5 80.5 87.8 58.5 52.4 25.6 32.9 43.9 37.8 37.8 20.7 9.8

東北 109 73 38 89 20 23 92 94 78 61 33 34 59 56 39 28 11
100.0 67.0 34.9 81.7 18.3 21.1 84.4 86.2 71.6 56.0 30.3 31.2 54.1 51.4 35.8 25.7 10.1

南関東 256 145 42 215 27 31 213 219 148 135 86 81 142 156 102 65 26
100.0 56.6 16.4 84.0 10.5 12.1 83.2 85.5 57.8 52.7 33.6 31.6 55.5 60.9 39.8 25.4 10.2

北関東・甲信 74 47 15 62 7 11 59 62 39 40 17 15 43 44 39 24 8
100.0 63.5 20.3 83.8 9.5 14.9 79.7 83.8 52.7 54.1 23.0 20.3 58.1 59.5 52.7 32.4 10.8

北陸 59 37 19 47 4 8 52 53 37 29 14 21 31 37 25 16 6
100.0 62.7 32.2 79.7 6.8 13.6 88.1 89.8 62.7 49.2 23.7 35.6 52.5 62.7 42.4 27.1 10.2

東海 144 86 29 109 20 22 120 121 89 76 37 48 78 67 40 36 15
100.0 59.7 20.1 75.7 13.9 15.3 83.3 84.0 61.8 52.8 25.7 33.3 54.2 46.5 27.8 25.0 10.4

近畿 188 113 25 155 21 25 162 165 113 98 56 63 99 111 71 50 17
100.0 60.1 13.3 82.4 11.2 13.3 86.2 87.8 60.1 52.1 29.8 33.5 52.7 59.0 37.8 26.6 9.0

中国 62 38 13 49 6 8 52 51 37 36 14 18 32 32 25 17 6
100.0 61.3 21.0 79.0 9.7 12.9 83.9 82.3 59.7 58.1 22.6 29.0 51.6 51.6 40.3 27.4 9.7

四国 33 20 8 27 1 1 26 26 21 21 6 8 14 16 12 8 3
100.0 60.6 24.2 81.8 3.0 3.0 78.8 78.8 63.6 63.6 18.2 24.2 42.4 48.5 36.4 24.2 9.1

九州 170 116 51 142 33 37 148 154 129 112 58 68 95 105 82 57 14
100.0 68.2 30.0 83.5 19.4 21.8 87.1 90.6 75.9 65.9 34.1 40.0 55.9 61.8 48.2 33.5 8.2

三大都市圏 531 310 85 433 61 70 445 455 310 279 163 168 293 306 195 136 54
100.0 58.4 16.0 81.5 11.5 13.2 83.8 85.7 58.4 52.5 30.7 31.6 55.2 57.6 36.7 25.6 10.2

それ以外 646 404 175 525 89 103 545 562 429 372 179 215 336 349 271 182 60
100.0 62.5 27.1 81.3 13.8 15.9 84.4 87.0 66.4 57.6 27.7 33.3 52.0 54.0 42.0 28.2 9.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 714 260 958 150 173 990 1,017 739 651 342 383 629 655 466 318 114
100.0 60.7 22.1 81.4 12.7 14.7 84.1 86.4 62.8 55.3 29.1 32.5 53.4 55.6 39.6 27.0 9.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 714 260 958 150 173 990 1,017 739 651 342 383 629 655 466 318 114
100.0 60.7 22.1 81.4 12.7 14.7 84.1 86.4 62.8 55.3 29.1 32.5 53.4 55.6 39.6 27.0 9.7

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 64,134 22,435 87,731 12,726 15,370 90,933 93,686 67,102 59,940 30,138 35,548 56,205 57,834 40,561 27,458 11,760
100.0 58.1 20.3 79.5 11.5 13.9 82.4 84.8 60.8 54.3 27.3 32.2 50.9 52.4 36.7 24.9 10.7
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全体計 1,177 827 433 1,012 254 297 1,051 1,070 849 733 383 421 693 708 540 373 71
100.0 70.3 36.8 86.0 21.6 25.2 89.3 90.9 72.1 62.3 32.5 35.8 58.9 60.2 45.9 31.7 6.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - 1 - 1 1 1 1 1 - 1 1 1 - 1 -
100.0 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 100.0 - 100.0 -

建設業 62 37 27 36 14 7 46 50 37 35 11 21 31 26 29 19 6
100.0 59.7 43.5 58.1 22.6 11.3 74.2 80.6 59.7 56.5 17.7 33.9 50.0 41.9 46.8 30.6 9.7

製造業 205 153 62 182 38 58 182 185 154 124 71 80 134 126 77 55 13
100.0 74.6 30.2 88.8 18.5 28.3 88.8 90.2 75.1 60.5 34.6 39.0 65.4 61.5 37.6 26.8 6.3

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 3 1 1 3 3 3 2 3 3 2 3 3 1 -
100.0 66.7 33.3 100.0 33.3 33.3 100.0 100.0 100.0 66.7 100.0 100.0 66.7 100.0 100.0 33.3 -

情報通信業 45 29 19 43 13 11 44 44 42 37 23 16 34 23 19 10 1
100.0 64.4 42.2 95.6 28.9 24.4 97.8 97.8 93.3 82.2 51.1 35.6 75.6 51.1 42.2 22.2 2.2

運輸業、郵便業 53 37 14 36 4 7 47 47 35 30 14 20 26 31 22 8 3
100.0 69.8 26.4 67.9 7.5 13.2 88.7 88.7 66.0 56.6 26.4 37.7 49.1 58.5 41.5 15.1 5.7

卸売業、小売業 128 79 31 97 20 30 104 109 76 75 30 48 62 57 36 31 13
100.0 61.7 24.2 75.8 15.6 23.4 81.3 85.2 59.4 58.6 23.4 37.5 48.4 44.5 28.1 24.2 10.2

金融業、保険業 27 22 10 27 6 8 25 27 24 22 16 10 19 20 12 17 -
100.0 81.5 37.0 100.0 22.2 29.6 92.6 100.0 88.9 81.5 59.3 37.0 70.4 74.1 44.4 63.0 -

不動産業、物品賃貸業 25 16 9 21 5 9 22 22 17 16 7 11 16 16 11 7 3
100.0 64.0 36.0 84.0 20.0 36.0 88.0 88.0 68.0 64.0 28.0 44.0 64.0 64.0 44.0 28.0 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 19 9 29 7 9 30 32 24 15 13 15 21 19 19 18 1
100.0 57.6 27.3 87.9 21.2 27.3 90.9 97.0 72.7 45.5 39.4 45.5 63.6 57.6 57.6 54.5 3.0

宿泊業、飲食サービス業 27 10 4 22 1 3 24 21 10 10 4 5 9 9 5 4 2
100.0 37.0 14.8 81.5 3.7 11.1 88.9 77.8 37.0 37.0 14.8 18.5 33.3 33.3 18.5 14.8 7.4

生活関連サービス業、娯楽業 29 14 5 26 3 3 24 25 20 18 8 7 16 15 11 7 2
100.0 48.3 17.2 89.7 10.3 10.3 82.8 86.2 69.0 62.1 27.6 24.1 55.2 51.7 37.9 24.1 6.9

教育、学習支援業 77 59 38 74 29 29 71 73 60 54 33 22 51 44 42 22 3
100.0 76.6 49.4 96.1 37.7 37.7 92.2 94.8 77.9 70.1 42.9 28.6 66.2 57.1 54.5 28.6 3.9

医療、福祉 334 274 179 298 89 95 305 308 255 216 113 113 200 236 195 133 21
100.0 82.0 53.6 89.2 26.6 28.4 91.3 92.2 76.3 64.7 33.8 33.8 59.9 70.7 58.4 39.8 6.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 17 3 21 4 5 22 22 18 16 8 10 15 17 11 10 -
100.0 77.3 13.6 95.5 18.2 22.7 100.0 100.0 81.8 72.7 36.4 45.5 68.2 77.3 50.0 45.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 102 55 21 92 19 20 97 97 69 60 29 39 54 65 48 30 3
100.0 53.9 20.6 90.2 18.6 19.6 95.1 95.1 67.6 58.8 28.4 38.2 52.9 63.7 47.1 29.4 2.9

その他 4 3 1 4 1 1 4 4 4 2 - - 2 - - - -
100.0 75.0 25.0 100.0 25.0 25.0 100.0 100.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - -

サービス業（計） 213 115 42 190 34 40 197 197 141 119 62 76 115 125 94 69 8
100.0 54.0 19.7 89.2 16.0 18.8 92.5 92.5 66.2 55.9 29.1 35.7 54.0 58.7 44.1 32.4 3.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 16 9 21 10 9 21 21 17 13 14 3 19 17 13 6 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 76.2 42.9 100.0 47.6 42.9 100.0 100.0 81.0 61.9 66.7 14.3 90.5 81.0 61.9 28.6 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 22 9 46 6 5 50 50 31 30 10 14 28 36 24 15 -
「業務請負会社」である 100.0 43.1 17.6 90.2 11.8 9.8 98.0 98.0 60.8 58.8 19.6 27.5 54.9 70.6 47.1 29.4 -
雇用者の規模

29人以下 336 237 134 252 60 86 273 286 227 207 83 99 160 144 126 69 32
100.0 70.5 39.9 75.0 17.9 25.6 81.3 85.1 67.6 61.6 24.7 29.5 47.6 42.9 37.5 20.5 9.5

30～49人 189 146 81 171 43 49 177 177 152 124 65 72 110 122 98 70 9
100.0 77.2 42.9 90.5 22.8 25.9 93.7 93.7 80.4 65.6 34.4 38.1 58.2 64.6 51.9 37.0 4.8

50～99人 231 163 85 208 52 62 210 215 175 155 86 88 140 148 119 89 10
100.0 70.6 36.8 90.0 22.5 26.8 90.9 93.1 75.8 67.1 37.2 38.1 60.6 64.1 51.5 38.5 4.3

100～299人 239 159 83 213 55 62 217 218 170 147 78 87 150 161 114 83 15
100.0 66.5 34.7 89.1 23.0 25.9 90.8 91.2 71.1 61.5 32.6 36.4 62.8 67.4 47.7 34.7 6.3

300～499人 80 55 18 75 20 16 75 75 59 48 36 34 55 63 44 29 3
100.0 68.8 22.5 93.8 25.0 20.0 93.8 93.8 73.8 60.0 45.0 42.5 68.8 78.8 55.0 36.3 3.8

500～999人 54 35 20 48 12 12 52 52 32 29 18 22 39 39 19 15 1
100.0 64.8 37.0 88.9 22.2 22.2 96.3 96.3 59.3 53.7 33.3 40.7 72.2 72.2 35.2 27.8 1.9

1,000人以上 48 32 12 45 12 10 47 47 34 23 17 19 39 31 20 18 1
100.0 66.7 25.0 93.8 25.0 20.8 97.9 97.9 70.8 47.9 35.4 39.6 81.3 64.6 41.7 37.5 2.1

300人以上（計） 182 122 50 168 44 38 174 174 125 100 71 75 133 133 83 62 5
100.0 67.0 27.5 92.3 24.2 20.9 95.6 95.6 68.7 54.9 39.0 41.2 73.1 73.1 45.6 34.1 2.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 49 30 69 22 18 71 76 57 50 29 29 42 37 35 22 4
100.0 59.8 36.6 84.1 26.8 22.0 86.6 92.7 69.5 61.0 35.4 35.4 51.2 45.1 42.7 26.8 4.9

東北 109 85 56 96 30 37 99 101 89 70 36 37 65 62 46 33 4
100.0 78.0 51.4 88.1 27.5 33.9 90.8 92.7 81.7 64.2 33.0 33.9 59.6 56.9 42.2 30.3 3.7

南関東 256 176 78 228 50 56 226 229 174 151 95 91 156 163 113 76 17
100.0 68.8 30.5 89.1 19.5 21.9 88.3 89.5 68.0 59.0 37.1 35.5 60.9 63.7 44.1 29.7 6.6

北関東・甲信 74 50 27 63 12 21 62 64 49 46 19 19 48 46 43 26 7
100.0 67.6 36.5 85.1 16.2 28.4 83.8 86.5 66.2 62.2 25.7 25.7 64.9 62.2 58.1 35.1 9.5

北陸 59 42 28 50 9 15 54 55 42 35 18 23 33 40 31 18 4
100.0 71.2 47.5 84.7 15.3 25.4 91.5 93.2 71.2 59.3 30.5 39.0 55.9 67.8 52.5 30.5 6.8

東海 144 98 53 118 34 42 131 132 102 86 40 52 88 78 53 42 9
100.0 68.1 36.8 81.9 23.6 29.2 91.0 91.7 70.8 59.7 27.8 36.1 61.1 54.2 36.8 29.2 6.3

近畿 188 137 54 163 40 42 173 175 133 110 66 72 112 117 85 61 8
100.0 72.9 28.7 86.7 21.3 22.3 92.0 93.1 70.7 58.5 35.1 38.3 59.6 62.2 45.2 32.4 4.3

中国 62 44 21 51 9 11 54 53 42 40 14 20 36 36 30 23 4
100.0 71.0 33.9 82.3 14.5 17.7 87.1 85.5 67.7 64.5 22.6 32.3 58.1 58.1 48.4 37.1 6.5

四国 33 21 9 28 5 5 28 28 23 24 6 8 14 19 16 10 3
100.0 63.6 27.3 84.8 15.2 15.2 84.8 84.8 69.7 72.7 18.2 24.2 42.4 57.6 48.5 30.3 9.1

九州 170 125 77 146 43 50 153 157 138 121 60 70 99 110 88 62 11
100.0 73.5 45.3 85.9 25.3 29.4 90.0 92.4 81.2 71.2 35.3 41.2 58.2 64.7 51.8 36.5 6.5

三大都市圏 531 370 168 461 113 127 479 484 365 314 183 191 327 329 231 162 32
100.0 69.7 31.6 86.8 21.3 23.9 90.2 91.1 68.7 59.1 34.5 36.0 61.6 62.0 43.5 30.5 6.0

それ以外 646 457 265 551 141 170 572 586 484 419 200 230 366 379 309 211 39
100.0 70.7 41.0 85.3 21.8 26.3 88.5 90.7 74.9 64.9 31.0 35.6 56.7 58.7 47.8 32.7 6.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 827 433 1,012 254 297 1,051 1,070 849 733 383 421 693 708 540 373 71
100.0 70.3 36.8 86.0 21.6 25.2 89.3 90.9 72.1 62.3 32.5 35.8 58.9 60.2 45.9 31.7 6.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 827 433 1,012 254 297 1,051 1,070 849 733 383 421 693 708 540 373 71
100.0 70.3 36.8 86.0 21.6 25.2 89.3 90.9 72.1 62.3 32.5 35.8 58.9 60.2 45.9 31.7 6.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 75,147 38,154 92,916 21,898 26,948 97,043 98,984 77,522 67,752 34,086 39,146 62,297 62,850 47,581 32,441 7,392
100.0 68.1 34.6 84.1 19.8 24.4 87.9 89.6 70.2 61.4 30.9 35.5 56.4 56.9 43.1 29.4 6.7
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基本賃金以外に支給・適用されるもの（該当すべてに〇）
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全体計 1,167 542 132 902 39 55 610 904 570 526 242 279 509 568 331 236 92
100.0 46.4 11.3 77.3 3.3 4.7 52.3 77.5 48.8 45.1 20.7 23.9 43.6 48.7 28.4 20.2 7.9

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - 1 - - - - 1 1 - - 1 1 - 1 -
100.0 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - 100.0 -

建設業 42 19 9 30 3 3 21 32 25 24 9 11 25 14 13 11 3
100.0 45.2 21.4 71.4 7.1 7.1 50.0 76.2 59.5 57.1 21.4 26.2 59.5 33.3 31.0 26.2 7.1

製造業 199 110 24 151 7 15 105 153 110 85 46 55 109 97 38 29 22
100.0 55.3 12.1 75.9 3.5 7.5 52.8 76.9 55.3 42.7 23.1 27.6 54.8 48.7 19.1 14.6 11.1

電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 1 3 - 1 2 3 2 1 2 2 2 3 2 1 -
100.0 100.0 33.3 100.0 - 33.3 66.7 100.0 66.7 33.3 66.7 66.7 66.7 100.0 66.7 33.3 -

情報通信業 29 9 3 21 1 1 21 24 19 19 8 7 18 7 5 5 2
100.0 31.0 10.3 72.4 3.4 3.4 72.4 82.8 65.5 65.5 27.6 24.1 62.1 24.1 17.2 17.2 6.9

運輸業、郵便業 48 18 - 29 - 1 19 36 19 19 7 14 16 23 11 5 4
100.0 37.5 - 60.4 - 2.1 39.6 75.0 39.6 39.6 14.6 29.2 33.3 47.9 22.9 10.4 8.3

卸売業、小売業 147 54 9 99 3 4 72 109 59 61 21 37 45 50 20 24 17
100.0 36.7 6.1 67.3 2.0 2.7 49.0 74.1 40.1 41.5 14.3 25.2 30.6 34.0 13.6 16.3 11.6

金融業、保険業 22 11 1 19 1 - 15 19 13 13 6 4 12 11 7 9 1
100.0 50.0 4.5 86.4 4.5 - 68.2 86.4 59.1 59.1 27.3 18.2 54.5 50.0 31.8 40.9 4.5

不動産業、物品賃貸業 25 11 1 22 2 1 11 18 12 13 8 5 13 15 7 5 1
100.0 44.0 4.0 88.0 8.0 4.0 44.0 72.0 48.0 52.0 32.0 20.0 52.0 60.0 28.0 20.0 4.0

学術研究、専門・技術サービス業 25 8 1 19 1 3 12 19 9 6 5 8 11 11 8 4 2
100.0 32.0 4.0 76.0 4.0 12.0 48.0 76.0 36.0 24.0 20.0 32.0 44.0 44.0 32.0 16.0 8.0

宿泊業、飲食サービス業 31 7 3 22 - 1 12 19 10 13 2 2 9 9 4 3 5
100.0 22.6 9.7 71.0 - 3.2 38.7 61.3 32.3 41.9 6.5 6.5 29.0 29.0 12.9 9.7 16.1

生活関連サービス業、娯楽業 31 7 1 27 1 2 15 22 18 16 7 4 14 14 7 8 1
100.0 22.6 3.2 87.1 3.2 6.5 48.4 71.0 58.1 51.6 22.6 12.9 45.2 45.2 22.6 25.8 3.2

教育、学習支援業 85 23 4 68 2 2 27 52 32 30 18 6 22 25 14 10 8
100.0 27.1 4.7 80.0 2.4 2.4 31.8 61.2 37.6 35.3 21.2 7.1 25.9 29.4 16.5 11.8 9.4

医療、福祉 363 224 66 299 9 14 210 304 182 175 81 94 163 232 164 104 21
100.0 61.7 18.2 82.4 2.5 3.9 57.9 83.7 50.1 48.2 22.3 25.9 44.9 63.9 45.2 28.7 5.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 5 1 11 2 2 10 14 9 9 2 6 4 8 5 3 1
100.0 27.8 5.6 61.1 11.1 11.1 55.6 77.8 50.0 50.0 11.1 33.3 22.2 44.4 27.8 16.7 5.6

サービス業（他に分類されないもの） 94 31 8 77 7 5 55 78 46 38 20 24 44 48 26 14 4
100.0 33.0 8.5 81.9 7.4 5.3 58.5 83.0 48.9 40.4 21.3 25.5 46.8 51.1 27.7 14.9 4.3

その他 4 1 - 4 - - 3 2 4 3 - - 1 - - - -
100.0 25.0 - 100.0 - - 75.0 50.0 100.0 75.0 - - 25.0 - - - -

サービス業（計） 199 58 14 156 11 13 104 152 92 82 36 44 82 90 50 32 13
100.0 29.1 7.0 78.4 5.5 6.5 52.3 76.4 46.2 41.2 18.1 22.1 41.2 45.2 25.1 16.1 6.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 3 1 21 - - 9 14 8 4 7 - 11 8 3 - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 13.6 4.5 95.5 - - 40.9 63.6 36.4 18.2 31.8 - 50.0 36.4 13.6 - 4.5
付問④：「人材派遣会社」や 46 12 3 37 3 1 23 36 19 19 7 8 21 27 12 7 3
「業務請負会社」である 100.0 26.1 6.5 80.4 6.5 2.2 50.0 78.3 41.3 41.3 15.2 17.4 45.7 58.7 26.1 15.2 6.5
雇用者の規模

29人以下 337 174 49 226 14 22 138 236 148 138 51 53 110 114 75 48 39
100.0 51.6 14.5 67.1 4.2 6.5 40.9 70.0 43.9 40.9 15.1 15.7 32.6 33.8 22.3 14.2 11.6

30～49人 188 90 19 147 3 10 92 145 98 87 46 53 76 96 58 43 12
100.0 47.9 10.1 78.2 1.6 5.3 48.9 77.1 52.1 46.3 24.5 28.2 40.4 51.1 30.9 22.9 6.4

50～99人 225 100 27 183 6 11 116 173 118 114 56 58 97 116 76 52 19
100.0 44.4 12.0 81.3 2.7 4.9 51.6 76.9 52.4 50.7 24.9 25.8 43.1 51.6 33.8 23.1 8.4

100～299人 240 112 26 191 10 9 146 199 122 114 49 65 122 140 78 56 18
100.0 46.7 10.8 79.6 4.2 3.8 60.8 82.9 50.8 47.5 20.4 27.1 50.8 58.3 32.5 23.3 7.5

300～499人 76 27 4 68 4 2 45 64 41 36 20 24 44 46 24 17 2
100.0 35.5 5.3 89.5 5.3 2.6 59.2 84.2 53.9 47.4 26.3 31.6 57.9 60.5 31.6 22.4 2.6

500～999人 55 20 3 43 - - 35 45 19 18 10 12 29 31 10 10 2
100.0 36.4 5.5 78.2 - - 63.6 81.8 34.5 32.7 18.2 21.8 52.7 56.4 18.2 18.2 3.6

1,000人以上 46 19 4 44 2 1 38 42 24 19 10 14 31 25 10 10 -
100.0 41.3 8.7 95.7 4.3 2.2 82.6 91.3 52.2 41.3 21.7 30.4 67.4 54.3 21.7 21.7 -

300人以上（計） 177 66 11 155 6 3 118 151 84 73 40 50 104 102 44 37 4
100.0 37.3 6.2 87.6 3.4 1.7 66.7 85.3 47.5 41.2 22.6 28.2 58.8 57.6 24.9 20.9 2.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 19 8 46 3 2 26 45 30 32 14 19 26 22 13 8 7
100.0 29.2 12.3 70.8 4.6 3.1 40.0 69.2 46.2 49.2 21.5 29.2 40.0 33.8 20.0 12.3 10.8

東北 105 53 16 78 7 8 60 85 61 49 23 28 47 52 29 21 11
100.0 50.5 15.2 74.3 6.7 7.6 57.1 81.0 58.1 46.7 21.9 26.7 44.8 49.5 27.6 20.0 10.5

南関東 257 118 26 210 5 7 147 189 104 101 54 53 116 130 67 44 22
100.0 45.9 10.1 81.7 1.9 2.7 57.2 73.5 40.5 39.3 21.0 20.6 45.1 50.6 26.1 17.1 8.6

北関東・甲信 81 38 9 72 3 5 44 66 41 39 18 14 44 48 32 26 5
100.0 46.9 11.1 88.9 3.7 6.2 54.3 81.5 50.6 48.1 22.2 17.3 54.3 59.3 39.5 32.1 6.2

北陸 63 31 14 49 - 4 34 54 34 23 8 14 28 31 17 11 3
100.0 49.2 22.2 77.8 - 6.3 54.0 85.7 54.0 36.5 12.7 22.2 44.4 49.2 27.0 17.5 4.8

東海 150 70 15 110 8 11 80 117 78 69 28 36 60 59 36 28 13
100.0 46.7 10.0 73.3 5.3 7.3 53.3 78.0 52.0 46.0 18.7 24.0 40.0 39.3 24.0 18.7 8.7

近畿 179 81 13 136 2 7 92 136 74 66 35 42 72 84 45 30 16
100.0 45.3 7.3 76.0 1.1 3.9 51.4 76.0 41.3 36.9 19.6 23.5 40.2 46.9 25.1 16.8 8.9

中国 68 35 7 56 4 5 39 52 39 36 13 20 33 32 25 19 5
100.0 51.5 10.3 82.4 5.9 7.4 57.4 76.5 57.4 52.9 19.1 29.4 48.5 47.1 36.8 27.9 7.4

四国 39 15 3 26 - - 16 30 20 20 7 8 15 20 11 9 1
100.0 38.5 7.7 66.7 - - 41.0 76.9 51.3 51.3 17.9 20.5 38.5 51.3 28.2 23.1 2.6

九州 160 82 21 119 7 6 72 130 89 91 42 45 68 90 56 40 9
100.0 51.3 13.1 74.4 4.4 3.8 45.0 81.3 55.6 56.9 26.3 28.1 42.5 56.3 35.0 25.0 5.6

三大都市圏 526 242 47 410 13 19 284 394 226 212 107 114 225 251 136 90 48
100.0 46.0 8.9 77.9 2.5 3.6 54.0 74.9 43.0 40.3 20.3 21.7 42.8 47.7 25.9 17.1 9.1

それ以外 641 300 85 492 26 36 326 510 344 314 135 165 284 317 195 146 44
100.0 46.8 13.3 76.8 4.1 5.6 50.9 79.6 53.7 49.0 21.1 25.7 44.3 49.5 30.4 22.8 6.9

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 542 132 902 39 55 610 904 570 526 242 279 509 568 331 236 92
100.0 46.4 11.3 77.3 3.3 4.7 52.3 77.5 48.8 45.1 20.7 23.9 43.6 48.7 28.4 20.2 7.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 542 132 902 39 55 610 904 570 526 242 279 509 568 331 236 92
100.0 46.4 11.3 77.3 3.3 4.7 52.3 77.5 48.8 45.1 20.7 23.9 43.6 48.7 28.4 20.2 7.9

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 49,287 11,802 82,904 3,616 5,263 55,330 83,803 52,533 48,974 21,710 25,862 46,126 50,345 28,586 20,598 9,932
100.0 44.7 10.7 75.1 3.3 4.8 50.1 75.9 47.6 44.4 19.7 23.4 41.8 45.6 25.9 18.7 9.0
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全体計 1,167 597 225 932 97 123 684 945 643 574 274 311 556 607 393 271 73
100.0 51.2 19.3 79.9 8.3 10.5 58.6 81.0 55.1 49.2 23.5 26.6 47.6 52.0 33.7 23.2 6.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - 1 - - - - 1 1 - - 1 1 - 1 -
100.0 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - 100.0 -

建設業 42 22 14 30 4 5 23 32 28 28 11 14 27 17 16 14 3
100.0 52.4 33.3 71.4 9.5 11.9 54.8 76.2 66.7 66.7 26.2 33.3 64.3 40.5 38.1 33.3 7.1

製造業 199 114 35 157 14 26 111 157 118 90 49 58 114 101 48 35 17
100.0 57.3 17.6 78.9 7.0 13.1 55.8 78.9 59.3 45.2 24.6 29.1 57.3 50.8 24.1 17.6 8.5

電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 1 3 - 1 2 3 2 1 2 2 2 3 2 1 -
100.0 100.0 33.3 100.0 - 33.3 66.7 100.0 66.7 33.3 66.7 66.7 66.7 100.0 66.7 33.3 -

情報通信業 29 14 5 21 2 2 22 25 21 20 11 8 19 8 6 6 2
100.0 48.3 17.2 72.4 6.9 6.9 75.9 86.2 72.4 69.0 37.9 27.6 65.5 27.6 20.7 20.7 6.9

運輸業、郵便業 48 21 4 29 - 2 22 37 21 21 10 15 17 26 14 6 4
100.0 43.8 8.3 60.4 - 4.2 45.8 77.1 43.8 43.8 20.8 31.3 35.4 54.2 29.2 12.5 8.3

卸売業、小売業 147 61 18 102 9 13 78 112 67 65 25 40 50 55 27 27 14
100.0 41.5 12.2 69.4 6.1 8.8 53.1 76.2 45.6 44.2 17.0 27.2 34.0 37.4 18.4 18.4 9.5

金融業、保険業 22 13 4 21 4 4 18 20 14 14 9 7 14 13 9 11 -
100.0 59.1 18.2 95.5 18.2 18.2 81.8 90.9 63.6 63.6 40.9 31.8 63.6 59.1 40.9 50.0 -

不動産業、物品賃貸業 25 11 2 22 3 1 12 19 12 13 8 5 13 15 7 5 1
100.0 44.0 8.0 88.0 12.0 4.0 48.0 76.0 48.0 52.0 32.0 20.0 52.0 60.0 28.0 20.0 4.0

学術研究、専門・技術サービス業 25 8 5 20 3 5 15 22 11 7 6 10 13 13 10 5 1
100.0 32.0 20.0 80.0 12.0 20.0 60.0 88.0 44.0 28.0 24.0 40.0 52.0 52.0 40.0 20.0 4.0

宿泊業、飲食サービス業 31 11 4 25 1 3 14 21 11 14 2 3 10 10 6 5 3
100.0 35.5 12.9 80.6 3.2 9.7 45.2 67.7 35.5 45.2 6.5 9.7 32.3 32.3 19.4 16.1 9.7

生活関連サービス業、娯楽業 31 8 3 28 1 2 17 23 19 17 8 5 14 16 9 9 1
100.0 25.8 9.7 90.3 3.2 6.5 54.8 74.2 61.3 54.8 25.8 16.1 45.2 51.6 29.0 29.0 3.2

教育、学習支援業 85 30 13 71 7 7 36 58 40 35 20 9 28 28 23 11 8
100.0 35.3 15.3 83.5 8.2 8.2 42.4 68.2 47.1 41.2 23.5 10.6 32.9 32.9 27.1 12.9 9.4

医療、福祉 363 240 105 306 37 42 241 318 215 195 90 103 183 242 179 114 17
100.0 66.1 28.9 84.3 10.2 11.6 66.4 87.6 59.2 53.7 24.8 28.4 50.4 66.7 49.3 31.4 4.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 5 1 11 2 2 10 14 9 9 2 6 4 8 5 3 1
100.0 27.8 5.6 61.1 11.1 11.1 55.6 77.8 50.0 50.0 11.1 33.3 22.2 44.4 27.8 16.7 5.6

サービス業（他に分類されないもの） 94 34 11 81 10 8 60 82 50 41 21 26 46 51 32 18 1
100.0 36.2 11.7 86.2 10.6 8.5 63.8 87.2 53.2 43.6 22.3 27.7 48.9 54.3 34.0 19.1 1.1

その他 4 1 - 4 - - 3 2 4 3 - - 1 - - - -
100.0 25.0 - 100.0 - - 75.0 50.0 100.0 75.0 - - 25.0 - - - -

サービス業（計） 199 66 24 165 17 20 116 162 100 88 39 50 87 98 62 40 7
100.0 33.2 12.1 82.9 8.5 10.1 58.3 81.4 50.3 44.2 19.6 25.1 43.7 49.2 31.2 20.1 3.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 4 2 22 1 1 10 15 9 5 7 - 12 8 4 - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 18.2 9.1 100.0 4.5 4.5 45.5 68.2 40.9 22.7 31.8 - 54.5 36.4 18.2 - -
付問④：「人材派遣会社」や 46 13 3 40 4 2 25 38 21 21 7 9 22 28 13 8 1
「業務請負会社」である 100.0 28.3 6.5 87.0 8.7 4.3 54.3 82.6 45.7 45.7 15.2 19.6 47.8 60.9 28.3 17.4 2.2
雇用者の規模

29人以下 337 188 74 240 25 33 159 252 172 152 60 64 127 125 92 58 28
100.0 55.8 22.0 71.2 7.4 9.8 47.2 74.8 51.0 45.1 17.8 19.0 37.7 37.1 27.3 17.2 8.3

30～49人 188 107 42 151 19 24 111 156 115 101 52 60 85 103 69 51 11
100.0 56.9 22.3 80.3 10.1 12.8 59.0 83.0 61.2 53.7 27.7 31.9 45.2 54.8 36.7 27.1 5.9

50～99人 225 112 46 189 17 28 135 182 135 125 65 66 108 129 94 62 15
100.0 49.8 20.4 84.0 7.6 12.4 60.0 80.9 60.0 55.6 28.9 29.3 48.0 57.3 41.8 27.6 6.7

100～299人 240 118 41 195 19 25 156 204 132 119 52 68 129 144 89 61 15
100.0 49.2 17.1 81.3 7.9 10.4 65.0 85.0 55.0 49.6 21.7 28.3 53.8 60.0 37.1 25.4 6.3

300～499人 76 30 9 69 10 7 48 64 43 38 23 27 46 49 27 19 2
100.0 39.5 11.8 90.8 13.2 9.2 63.2 84.2 56.6 50.0 30.3 35.5 60.5 64.5 35.5 25.0 2.6

500～999人 55 23 8 44 4 4 37 45 21 20 12 12 30 32 11 10 2
100.0 41.8 14.5 80.0 7.3 7.3 67.3 81.8 38.2 36.4 21.8 21.8 54.5 58.2 20.0 18.2 3.6

1,000人以上 46 19 5 44 3 2 38 42 25 19 10 14 31 25 11 10 -
100.0 41.3 10.9 95.7 6.5 4.3 82.6 91.3 54.3 41.3 21.7 30.4 67.4 54.3 23.9 21.7 -

300人以上（計） 177 72 22 157 17 13 123 151 89 77 45 53 107 106 49 39 4
100.0 40.7 12.4 88.7 9.6 7.3 69.5 85.3 50.3 43.5 25.4 29.9 60.5 59.9 27.7 22.0 2.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 21 10 47 5 3 29 47 34 35 14 21 29 25 16 11 6
100.0 32.3 15.4 72.3 7.7 4.6 44.6 72.3 52.3 53.8 21.5 32.3 44.6 38.5 24.6 16.9 9.2

東北 105 57 23 82 12 14 64 88 65 53 25 29 50 56 35 26 8
100.0 54.3 21.9 78.1 11.4 13.3 61.0 83.8 61.9 50.5 23.8 27.6 47.6 53.3 33.3 24.8 7.6

南関東 257 128 43 217 18 21 161 197 119 110 63 59 126 135 78 50 18
100.0 49.8 16.7 84.4 7.0 8.2 62.6 76.7 46.3 42.8 24.5 23.0 49.0 52.5 30.4 19.5 7.0

北関東・甲信 81 42 21 74 10 17 52 69 51 45 19 18 50 52 40 29 4
100.0 51.9 25.9 91.4 12.3 21.0 64.2 85.2 63.0 55.6 23.5 22.2 61.7 64.2 49.4 35.8 4.9

北陸 63 34 21 51 4 9 37 55 38 27 10 17 30 34 24 14 2
100.0 54.0 33.3 81.0 6.3 14.3 58.7 87.3 60.3 42.9 15.9 27.0 47.6 54.0 38.1 22.2 3.2

東海 150 78 29 113 14 19 91 122 86 74 32 39 68 65 43 33 11
100.0 52.0 19.3 75.3 9.3 12.7 60.7 81.3 57.3 49.3 21.3 26.0 45.3 43.3 28.7 22.0 7.3

近畿 179 93 30 140 12 16 110 148 93 76 44 50 81 89 56 37 11
100.0 52.0 16.8 78.2 6.7 8.9 61.5 82.7 52.0 42.5 24.6 27.9 45.3 49.7 31.3 20.7 6.1

中国 68 37 11 58 5 7 41 54 40 37 15 21 36 36 29 21 2
100.0 54.4 16.2 85.3 7.4 10.3 60.3 79.4 58.8 54.4 22.1 30.9 52.9 52.9 42.6 30.9 2.9

四国 39 16 5 27 1 1 17 32 22 21 8 8 15 22 13 9 1
100.0 41.0 12.8 69.2 2.6 2.6 43.6 82.1 56.4 53.8 20.5 20.5 38.5 56.4 33.3 23.1 2.6

九州 160 91 32 123 16 16 82 133 95 96 44 49 71 93 59 41 10
100.0 56.9 20.0 76.9 10.0 10.0 51.3 83.1 59.4 60.0 27.5 30.6 44.4 58.1 36.9 25.6 6.3

三大都市圏 526 266 90 425 40 48 326 418 264 235 126 129 249 263 162 106 37
100.0 50.6 17.1 80.8 7.6 9.1 62.0 79.5 50.2 44.7 24.0 24.5 47.3 50.0 30.8 20.2 7.0

それ以外 641 331 135 507 57 75 358 527 379 339 148 182 307 344 231 165 36
100.0 51.6 21.1 79.1 8.9 11.7 55.9 82.2 59.1 52.9 23.1 28.4 47.9 53.7 36.0 25.7 5.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 597 225 932 97 123 684 945 643 574 274 311 556 607 393 271 73
100.0 51.2 19.3 79.9 8.3 10.5 58.6 81.0 55.1 49.2 23.5 26.6 47.6 52.0 33.7 23.2 6.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 597 225 932 97 123 684 945 643 574 274 311 556 607 393 271 73
100.0 51.2 19.3 79.9 8.3 10.5 58.6 81.0 55.1 49.2 23.5 26.6 47.6 52.0 33.7 23.2 6.3

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 54,791 20,173 86,160 8,697 11,487 62,086 87,899 59,328 53,442 24,955 28,944 50,510 54,215 34,665 24,010 7,635
100.0 49.6 18.3 78.1 7.9 10.4 56.2 79.6 53.7 48.4 22.6 26.2 45.8 49.1 31.4 21.8 6.9
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基本賃金以外に支給・適用されるもの（該当すべてに〇）

【正社員】

問
8
で
フ
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タ
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ム
あ
る
い
は
パ
ー

ト

タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら

か
の
形
で
無
期
転
換
で
き
る
機
会

を
設
け
て
い
る
企
業
等

賞
与
・
一
時
金

退
職
金
・
退
職
手
当

通
勤
手
当
（

交
通
費
）

住
宅
手
当
や
社
宅

家
族
手
当

厚
生
年
金
・
健
康
保
険

雇
用
保
険

慶
弔
時
の
有
給
休
暇

病
気
時
の
有
給
休
暇

上
記
以
外
の
法
定
を
上
回
る

有
給
休
暇

法
定
外
の
健
康
診
断
項
目

福
利
厚
生

（

施
設
利
用
や
共
済
等
）

職
場
内
教
育
訓
練

職
場
外
教
育
訓
練

自
己
啓
発
支
援

　
無
回
答

全体計 1,413 1,136 986 1,136 619 766 1,162 1,162 1,096 920 489 501 853 866 808 538 218
100.0 80.4 69.8 80.4 43.8 54.2 82.2 82.2 77.6 65.1 34.6 35.5 60.4 61.3 57.2 38.1 15.4

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - 1 1 1 1 1 -
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -

建設業 78 46 44 44 23 27 49 51 47 42 18 27 38 33 34 25 25
100.0 59.0 56.4 56.4 29.5 34.6 62.8 65.4 60.3 53.8 23.1 34.6 48.7 42.3 43.6 32.1 32.1

製造業 243 194 174 196 105 154 197 196 185 153 91 87 154 151 139 88 42
100.0 79.8 71.6 80.7 43.2 63.4 81.1 80.7 76.1 63.0 37.4 35.8 63.4 62.1 57.2 36.2 17.3

電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 4 4 4 4 4 4 4 3 4 3 3 4 4 4 1
100.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 60.0 80.0 60.0 60.0 80.0 80.0 80.0 20.0

情報通信業 47 41 33 43 24 26 43 43 42 36 23 16 39 26 28 17 4
100.0 87.2 70.2 91.5 51.1 55.3 91.5 91.5 89.4 76.6 48.9 34.0 83.0 55.3 59.6 36.2 8.5

運輸業、郵便業 60 40 34 37 11 19 45 44 38 35 15 20 27 34 25 15 13
100.0 66.7 56.7 61.7 18.3 31.7 75.0 73.3 63.3 58.3 25.0 33.3 45.0 56.7 41.7 25.0 21.7

卸売業、小売業 167 124 107 119 61 90 126 127 119 97 50 66 85 86 71 51 32
100.0 74.3 64.1 71.3 36.5 53.9 75.4 76.0 71.3 58.1 29.9 39.5 50.9 51.5 42.5 30.5 19.2

金融業、保険業 31 29 27 29 19 24 29 29 28 27 19 11 21 24 24 22 2
100.0 93.5 87.1 93.5 61.3 77.4 93.5 93.5 90.3 87.1 61.3 35.5 67.7 77.4 77.4 71.0 6.5

不動産業、物品賃貸業 32 28 21 28 16 22 29 29 27 25 14 17 25 23 19 13 3
100.0 87.5 65.6 87.5 50.0 68.8 90.6 90.6 84.4 78.1 43.8 53.1 78.1 71.9 59.4 40.6 9.4

学術研究、専門・技術サービス業 40 31 27 32 17 21 32 32 30 18 15 19 24 23 25 21 7
100.0 77.5 67.5 80.0 42.5 52.5 80.0 80.0 75.0 45.0 37.5 47.5 60.0 57.5 62.5 52.5 17.5

宿泊業、飲食サービス業 33 25 17 27 10 13 28 26 23 18 5 10 18 13 10 7 5
100.0 75.8 51.5 81.8 30.3 39.4 84.8 78.8 69.7 54.5 15.2 30.3 54.5 39.4 30.3 21.2 15.2

生活関連サービス業、娯楽業 36 21 20 28 14 14 27 26 24 20 11 9 19 20 19 14 7
100.0 58.3 55.6 77.8 38.9 38.9 75.0 72.2 66.7 55.6 30.6 25.0 52.8 55.6 52.8 38.9 19.4

教育、学習支援業 94 83 80 83 57 56 81 82 79 77 38 28 63 56 55 25 11
100.0 88.3 85.1 88.3 60.6 59.6 86.2 87.2 84.0 81.9 40.4 29.8 67.0 59.6 58.5 26.6 11.7

医療、福祉 399 344 294 340 194 213 345 346 331 273 140 131 246 280 274 181 49
100.0 86.2 73.7 85.2 48.6 53.4 86.5 86.7 83.0 68.4 35.1 32.8 61.7 70.2 68.7 45.4 12.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 20 20 13 19 20 20 20 19 9 11 15 19 17 11 3
100.0 87.0 87.0 87.0 56.5 82.6 87.0 87.0 87.0 82.6 39.1 47.8 65.2 82.6 73.9 47.8 13.0

サービス業（他に分類されないもの） 119 102 80 102 49 62 103 104 95 74 37 45 72 72 62 43 12
100.0 85.7 67.2 85.7 41.2 52.1 86.6 87.4 79.8 62.2 31.1 37.8 60.5 60.5 52.1 36.1 10.1

その他 5 3 3 3 1 1 3 2 3 2 - - 3 1 1 - 2
100.0 60.0 60.0 60.0 20.0 20.0 60.0 40.0 60.0 40.0 - - 60.0 20.0 20.0 - 40.0

サービス業（計） 251 199 164 209 103 129 210 208 192 149 77 94 148 147 133 96 34
100.0 79.3 65.3 83.3 41.0 51.4 83.7 82.9 76.5 59.4 30.7 37.5 59.0 58.6 53.0 38.2 13.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 22 22 22 22 21 22 22 21 21 15 6 20 19 16 10 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 95.7 95.7 95.7 95.7 91.3 95.7 95.7 91.3 91.3 65.2 26.1 87.0 82.6 69.6 43.5 4.3
付問④：「人材派遣会社」や 57 50 33 51 18 19 50 51 45 35 11 17 35 38 29 20 4
「業務請負会社」である 100.0 87.7 57.9 89.5 31.6 33.3 87.7 89.5 78.9 61.4 19.3 29.8 61.4 66.7 50.9 35.1 7.0
雇用者の規模

29人以下 452 308 238 299 117 161 321 323 290 254 109 124 202 173 166 91 112
100.0 68.1 52.7 66.2 25.9 35.6 71.0 71.5 64.2 56.2 24.1 27.4 44.7 38.3 36.7 20.1 24.8

30～49人 242 203 181 206 108 125 206 205 198 164 88 95 146 158 145 91 31
100.0 83.9 74.8 85.1 44.6 51.7 85.1 84.7 81.8 67.8 36.4 39.3 60.3 65.3 59.9 37.6 12.8

50～99人 263 228 195 230 113 160 230 230 219 188 108 102 167 181 177 114 27
100.0 86.7 74.1 87.5 43.0 60.8 87.5 87.5 83.3 71.5 41.1 38.8 63.5 68.8 67.3 43.3 10.3

100～299人 261 218 203 221 145 176 224 224 218 178 91 92 178 192 176 129 35
100.0 83.5 77.8 84.7 55.6 67.4 85.8 85.8 83.5 68.2 34.9 35.2 68.2 73.6 67.4 49.4 13.4

300～499人 85 75 70 76 58 64 76 76 73 62 42 38 66 69 67 46 8
100.0 88.2 82.4 89.4 68.2 75.3 89.4 89.4 85.9 72.9 49.4 44.7 77.6 81.2 78.8 54.1 9.4

500～999人 58 57 55 56 40 42 57 56 52 39 27 28 47 49 42 33 1
100.0 98.3 94.8 96.6 69.0 72.4 98.3 96.6 89.7 67.2 46.6 48.3 81.0 84.5 72.4 56.9 1.7

1,000人以上 52 47 44 48 38 38 48 48 46 35 24 22 47 44 35 34 4
100.0 90.4 84.6 92.3 73.1 73.1 92.3 92.3 88.5 67.3 46.2 42.3 90.4 84.6 67.3 65.4 7.7

300人以上（計） 195 179 169 180 136 144 181 180 171 136 93 88 160 162 144 113 13
100.0 91.8 86.7 92.3 69.7 73.8 92.8 92.3 87.7 69.7 47.7 45.1 82.1 83.1 73.8 57.9 6.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 70 66 71 48 52 75 75 72 57 34 34 56 47 51 27 16
100.0 75.3 71.0 76.3 51.6 55.9 80.6 80.6 77.4 61.3 36.6 36.6 60.2 50.5 54.8 29.0 17.2

東北 130 105 95 103 60 77 109 108 102 83 43 43 71 74 65 47 21
100.0 80.8 73.1 79.2 46.2 59.2 83.8 83.1 78.5 63.8 33.1 33.1 54.6 56.9 50.0 36.2 16.2

南関東 315 249 213 252 149 158 255 251 235 195 125 111 201 203 180 121 51
100.0 79.0 67.6 80.0 47.3 50.2 81.0 79.7 74.6 61.9 39.7 35.2 63.8 64.4 57.1 38.4 16.2

北関東・甲信 94 71 63 72 33 50 73 72 69 59 23 25 58 62 60 38 20
100.0 75.5 67.0 76.6 35.1 53.2 77.7 76.6 73.4 62.8 24.5 26.6 61.7 66.0 63.8 40.4 21.3

北陸 73 62 57 62 23 45 64 65 61 50 24 28 45 49 44 32 8
100.0 84.9 78.1 84.9 31.5 61.6 87.7 89.0 83.6 68.5 32.9 38.4 61.6 67.1 60.3 43.8 11.0

東海 173 135 125 139 72 105 142 144 133 108 55 60 103 95 92 61 27
100.0 78.0 72.3 80.3 41.6 60.7 82.1 83.2 76.9 62.4 31.8 34.7 59.5 54.9 53.2 35.3 15.6

近畿 217 177 147 171 92 114 180 179 164 132 77 78 130 136 125 86 33
100.0 81.6 67.7 78.8 42.4 52.5 82.9 82.5 75.6 60.8 35.5 35.9 59.9 62.7 57.6 39.6 15.2

中国 78 66 53 64 32 38 66 65 63 60 27 30 49 49 44 35 10
100.0 84.6 67.9 82.1 41.0 48.7 84.6 83.3 80.8 76.9 34.6 38.5 62.8 62.8 56.4 44.9 12.8

四国 44 40 34 41 18 23 38 40 36 35 12 14 23 29 27 19 2
100.0 90.9 77.3 93.2 40.9 52.3 86.4 90.9 81.8 79.5 27.3 31.8 52.3 65.9 61.4 43.2 4.5

九州 196 161 133 161 92 104 160 163 161 141 69 78 117 122 120 72 30
100.0 82.1 67.9 82.1 46.9 53.1 81.6 83.2 82.1 71.9 35.2 39.8 59.7 62.2 61.2 36.7 15.3

三大都市圏 639 505 435 509 289 340 522 517 477 396 233 223 396 399 365 239 104
100.0 79.0 68.1 79.7 45.2 53.2 81.7 80.9 74.6 62.0 36.5 34.9 62.0 62.4 57.1 37.4 16.3

それ以外 774 631 551 627 330 426 640 645 619 524 256 278 457 467 443 299 114
100.0 81.5 71.2 81.0 42.6 55.0 82.7 83.3 80.0 67.7 33.1 35.9 59.0 60.3 57.2 38.6 14.7

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 1,136 986 1,136 619 766 1,162 1,162 1,096 920 489 501 853 866 808 538 218
100.0 80.4 69.8 80.4 43.8 54.2 82.2 82.2 77.6 65.1 34.6 35.5 60.4 61.3 57.2 38.1 15.4

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 1,136 986 1,136 619 766 1,162 1,162 1,096 920 489 501 853 866 808 538 218
100.0 80.4 69.8 80.4 43.8 54.2 82.2 82.2 77.6 65.1 34.6 35.5 60.4 61.3 57.2 38.1 15.4

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 105,202 89,908 105,330 54,438 69,687 108,475 108,519 101,476 85,086 44,413 47,470 77,880 77,369 71,302 47,175 22,345
100.0 78.2 66.8 78.3 40.5 51.8 80.6 80.7 75.4 63.3 33.0 35.3 57.9 57.5 53.0 35.1 16.6
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定年の定め（それぞれ１つに〇・数値も記入）

有期労働契約時

【フルタイム】

問
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タ
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の
有
期
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者
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、
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会
を
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る
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有 無 　
無
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問
1
4
付
問
で
定
年
の
定
め
が

あ
る
企
業
等

6
0
歳

6
1
～

6
4
歳

6
5
歳

6
6
～

6
9
歳

7
0
歳

7
1
歳
以
上

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

歳
）

中
央
値
（

歳
）

全体計 1,177 724 328 125 724 472 14 196 12 17 6 7 717 61.9 60.0
100.0 61.5 27.9 10.6 100.0 65.2 1.9 27.1 1.7 2.3 0.8 1.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - 1 - 1 - - - - - 1 61.0 61.0
100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - -

建設業 62 33 22 7 33 23 - 9 1 - - - 33 61.6 60.0
100.0 53.2 35.5 11.3 100.0 69.7 - 27.3 3.0 - - -

製造業 205 142 40 23 142 110 1 23 2 4 2 - 142 61.4 60.0
100.0 69.3 19.5 11.2 100.0 77.5 0.7 16.2 1.4 2.8 1.4 -

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 1 - - 1 - - - - 1 65.0 65.0
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - 100.0 - - - -

情報通信業 45 29 12 4 29 25 - 3 - - - 1 28 60.5 60.0
100.0 64.4 26.7 8.9 100.0 86.2 - 10.3 - - - 3.4

運輸業、郵便業 53 31 19 3 31 14 2 13 1 1 - - 31 62.8 63.0
100.0 58.5 35.8 5.7 100.0 45.2 6.5 41.9 3.2 3.2 - -

卸売業、小売業 128 74 37 17 74 47 - 23 1 1 - 2 72 61.8 60.0
100.0 57.8 28.9 13.3 100.0 63.5 - 31.1 1.4 1.4 - 2.7

金融業、保険業 27 13 13 1 13 7 1 5 - - - - 13 62.2 60.0
100.0 48.1 48.1 3.7 100.0 53.8 7.7 38.5 - - - -

不動産業、物品賃貸業 25 16 5 4 16 12 - 4 - - - - 16 61.3 60.0
100.0 64.0 20.0 16.0 100.0 75.0 - 25.0 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 33 15 16 2 15 10 - 5 - - - - 15 61.7 60.0
100.0 45.5 48.5 6.1 100.0 66.7 - 33.3 - - - -

宿泊業、飲食サービス業 27 14 10 3 14 11 - 2 - - - 1 13 60.8 60.0
100.0 51.9 37.0 11.1 100.0 78.6 - 14.3 - - - 7.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 18 9 2 18 16 - 1 - 1 - - 18 60.8 60.0
100.0 62.1 31.0 6.9 100.0 88.9 - 5.6 - 5.6 - -

教育、学習支援業 77 50 19 8 50 28 3 18 - 1 - - 50 62.1 60.0
100.0 64.9 24.7 10.4 100.0 56.0 6.0 36.0 - 2.0 - -

医療、福祉 334 212 84 38 212 125 4 64 7 6 3 3 209 62.3 60.0
100.0 63.5 25.1 11.4 100.0 59.0 1.9 30.2 3.3 2.8 1.4 1.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 9 13 - 9 6 1 2 - - - - 9 61.4 60.0
100.0 40.9 59.1 - 100.0 66.7 11.1 22.2 - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 102 63 27 12 63 37 1 21 - 3 1 - 63 62.4 60.0
100.0 61.8 26.5 11.8 100.0 58.7 1.6 33.3 - 4.8 1.6 -

その他 4 3 - 1 3 1 - 2 - - - - 3 63.3 65.0
100.0 75.0 - 25.0 100.0 33.3 - 66.7 - - - -

サービス業（計） 213 119 75 19 119 80 2 31 - 4 1 1 118 61.8 60.0
100.0 55.9 35.2 8.9 100.0 67.2 1.7 26.1 - 3.4 0.8 0.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 15 6 - 15 7 1 7 - - - - 15 62.5 63.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 71.4 28.6 - 100.0 46.7 6.7 46.7 - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 51 31 15 5 31 19 - 11 - 1 - - 31 62.1 60.0
「業務請負会社」である 100.0 60.8 29.4 9.8 100.0 61.3 - 35.5 - 3.2 - -
雇用者の規模

29人以下 336 193 89 54 193 118 2 61 4 4 1 3 190 62.0 60.0
100.0 57.4 26.5 16.1 100.0 61.1 1.0 31.6 2.1 2.1 0.5 1.6

30～49人 189 126 48 15 126 82 1 34 3 3 2 1 125 62.0 60.0
100.0 66.7 25.4 7.9 100.0 65.1 0.8 27.0 2.4 2.4 1.6 0.8

50～99人 231 148 59 24 148 98 3 41 2 3 - 1 147 61.8 60.0
100.0 64.1 25.5 10.4 100.0 66.2 2.0 27.7 1.4 2.0 - 0.7

100～299人 239 153 61 25 153 106 6 32 2 4 2 1 152 61.7 60.0
100.0 64.0 25.5 10.5 100.0 69.3 3.9 20.9 1.3 2.6 1.3 0.7

300～499人 80 48 27 5 48 33 1 12 - 1 - 1 47 61.6 60.0
100.0 60.0 33.8 6.3 100.0 68.8 2.1 25.0 - 2.1 - 2.1

500～999人 54 30 23 1 30 21 - 7 - 2 - - 30 61.8 60.0
100.0 55.6 42.6 1.9 100.0 70.0 - 23.3 - 6.7 - -

1,000人以上 48 26 21 1 26 14 1 9 1 - 1 - 26 62.7 60.0
100.0 54.2 43.8 2.1 100.0 53.8 3.8 34.6 3.8 - 3.8 -

300人以上（計） 182 104 71 7 104 68 2 28 1 3 1 1 103 61.9 60.0
100.0 57.1 39.0 3.8 100.0 65.4 1.9 26.9 1.0 2.9 1.0 1.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 46 25 11 46 35 - 8 - 3 - - 46 61.5 60.0
100.0 56.1 30.5 13.4 100.0 76.1 - 17.4 - 6.5 - -

東北 109 72 27 10 72 53 1 13 1 2 - 2 70 61.3 60.0
100.0 66.1 24.8 9.2 100.0 73.6 1.4 18.1 1.4 2.8 - 2.8

南関東 256 143 85 28 143 88 2 45 2 4 1 1 142 62.1 60.0
100.0 55.9 33.2 10.9 100.0 61.5 1.4 31.5 1.4 2.8 0.7 0.7

北関東・甲信 74 44 20 10 44 30 - 11 - 2 - 1 43 61.7 60.0
100.0 59.5 27.0 13.5 100.0 68.2 - 25.0 - 4.5 - 2.3

北陸 59 35 18 6 35 19 1 13 - 1 - 1 34 62.3 60.0
100.0 59.3 30.5 10.2 100.0 54.3 2.9 37.1 - 2.9 - 2.9

東海 144 96 33 15 96 64 3 23 2 1 2 1 95 61.9 60.0
100.0 66.7 22.9 10.4 100.0 66.7 3.1 24.0 2.1 1.0 2.1 1.0

近畿 188 118 50 20 118 71 2 35 4 3 2 1 117 62.3 60.0
100.0 62.8 26.6 10.6 100.0 60.2 1.7 29.7 3.4 2.5 1.7 0.8

中国 62 41 14 7 41 28 1 12 - - - - 41 61.5 60.0
100.0 66.1 22.6 11.3 100.0 68.3 2.4 29.3 - - - -

四国 33 21 8 4 21 15 - 4 2 - - - 21 61.5 60.0
100.0 63.6 24.2 12.1 100.0 71.4 - 19.0 9.5 - - -

九州 170 108 48 14 108 69 4 32 1 1 1 - 108 61.8 60.0
100.0 63.5 28.2 8.2 100.0 63.9 3.7 29.6 0.9 0.9 0.9 -

三大都市圏 531 318 154 59 318 196 6 95 8 7 4 2 316 62.1 60.0
100.0 59.9 29.0 11.1 100.0 61.6 1.9 29.9 2.5 2.2 1.3 0.6

それ以外 646 406 174 66 406 276 8 101 4 10 2 5 401 61.7 60.0
100.0 62.8 26.9 10.2 100.0 68.0 2.0 24.9 1.0 2.5 0.5 1.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 724 328 125 724 472 14 196 12 17 6 7 717 61.9 60.0
100.0 61.5 27.9 10.6 100.0 65.2 1.9 27.1 1.7 2.3 0.8 1.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 724 328 125 724 472 14 196 12 17 6 7 717 61.9 60.0
100.0 61.5 27.9 10.6 100.0 65.2 1.9 27.1 1.7 2.3 0.8 1.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 67,119 30,711 12,592 67,119 44,744 963 17,526 991 1,591 514 791 66,328 61.8 60.0
100.0 60.8 27.8 11.4 100.0 66.7 1.4 26.1 1.5 2.4 0.8 1.2
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定年の定め（それぞれ１つに〇・数値も記入）

無期転換後

【フルタイム】
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全体計 1,177 893 201 83 893 587 19 230 15 26 6 10 883 61.9 60.0
100.0 75.9 17.1 7.1 100.0 65.7 2.1 25.8 1.7 2.9 0.7 1.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

建設業 62 39 17 6 39 27 - 10 1 1 - - 39 61.7 60.0
100.0 62.9 27.4 9.7 100.0 69.2 - 25.6 2.6 2.6 - -

製造業 205 166 24 15 166 123 2 30 3 5 2 1 165 61.6 60.0
100.0 81.0 11.7 7.3 100.0 74.1 1.2 18.1 1.8 3.0 1.2 0.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - 2 1 - 1 - - - - 2 62.5 62.5
100.0 66.7 33.3 - 100.0 50.0 - 50.0 - - - -

情報通信業 45 37 5 3 37 29 - 7 - 1 - - 37 61.2 60.0
100.0 82.2 11.1 6.7 100.0 78.4 - 18.9 - 2.7 - -

運輸業、郵便業 53 40 10 3 40 20 3 15 1 1 - - 40 62.5 61.0
100.0 75.5 18.9 5.7 100.0 50.0 7.5 37.5 2.5 2.5 - -

卸売業、小売業 128 89 25 14 89 57 1 26 1 2 - 2 87 61.8 60.0
100.0 69.5 19.5 10.9 100.0 64.0 1.1 29.2 1.1 2.2 - 2.2

金融業、保険業 27 24 3 - 24 17 1 6 - - - - 24 61.4 60.0
100.0 88.9 11.1 - 100.0 70.8 4.2 25.0 - - - -

不動産業、物品賃貸業 25 21 1 3 21 15 - 6 - - - - 21 61.4 60.0
100.0 84.0 4.0 12.0 100.0 71.4 - 28.6 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 33 25 7 1 25 17 - 6 - 2 - - 25 62.0 60.0
100.0 75.8 21.2 3.0 100.0 68.0 - 24.0 - 8.0 - -

宿泊業、飲食サービス業 27 16 8 3 16 13 - 2 - - - 1 15 60.7 60.0
100.0 59.3 29.6 11.1 100.0 81.3 - 12.5 - - - 6.3

生活関連サービス業、娯楽業 29 21 6 2 21 17 - 2 - 1 - 1 20 61.0 60.0
100.0 72.4 20.7 6.9 100.0 81.0 - 9.5 - 4.8 - 4.8

教育、学習支援業 77 66 8 3 66 40 5 20 - 1 - - 66 61.8 60.0
100.0 85.7 10.4 3.9 100.0 60.6 7.6 30.3 - 1.5 - -

医療、福祉 334 250 59 25 250 148 4 76 7 8 3 4 246 62.3 60.0
100.0 74.9 17.7 7.5 100.0 59.2 1.6 30.4 2.8 3.2 1.2 1.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 13 9 - 13 9 1 2 - - - 1 12 61.1 60.0
100.0 59.1 40.9 - 100.0 69.2 7.7 15.4 - - - 7.7

サービス業（他に分類されないもの） 102 81 17 4 81 53 2 20 2 3 1 - 81 62.0 60.0
100.0 79.4 16.7 3.9 100.0 65.4 2.5 24.7 2.5 3.7 1.2 -

その他 4 3 - 1 3 1 - 1 - 1 - - 3 65.0 65.0
100.0 75.0 - 25.0 100.0 33.3 - 33.3 - 33.3 - -

サービス業（計） 213 156 47 10 156 109 3 32 2 6 1 3 153 61.7 60.0
100.0 73.2 22.1 4.7 100.0 69.9 1.9 20.5 1.3 3.8 0.6 1.9

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 20 1 - 20 10 2 8 - - - - 20 62.3 61.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 95.2 4.8 - 100.0 50.0 10.0 40.0 - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 51 40 10 1 40 27 - 9 2 2 - - 40 62.0 60.0
「業務請負会社」である 100.0 78.4 19.6 2.0 100.0 67.5 - 22.5 5.0 5.0 - -
雇用者の規模

29人以下 336 222 77 37 222 137 1 67 4 8 1 4 218 62.1 60.0
100.0 66.1 22.9 11.0 100.0 61.7 0.5 30.2 1.8 3.6 0.5 1.8

30～49人 189 150 30 9 150 97 1 41 4 4 2 1 149 62.0 60.0
100.0 79.4 15.9 4.8 100.0 64.7 0.7 27.3 2.7 2.7 1.3 0.7

50～99人 231 184 33 14 184 118 5 52 3 5 - 1 183 61.9 60.0
100.0 79.7 14.3 6.1 100.0 64.1 2.7 28.3 1.6 2.7 - 0.5

100～299人 239 182 39 18 182 127 10 36 2 5 2 - 182 61.6 60.0
100.0 76.2 16.3 7.5 100.0 69.8 5.5 19.8 1.1 2.7 1.1 -

300～499人 80 65 12 3 65 44 1 15 1 - - 4 61 61.4 60.0
100.0 81.3 15.0 3.8 100.0 67.7 1.5 23.1 1.5 - - 6.2

500～999人 54 46 7 1 46 34 - 9 - 3 - - 46 61.6 60.0
100.0 85.2 13.0 1.9 100.0 73.9 - 19.6 - 6.5 - -

1,000人以上 48 44 3 1 44 30 1 10 1 1 1 - 44 61.9 60.0
100.0 91.7 6.3 2.1 100.0 68.2 2.3 22.7 2.3 2.3 2.3 -

300人以上（計） 182 155 22 5 155 108 2 34 2 4 1 4 151 61.6 60.0
100.0 85.2 12.1 2.7 100.0 69.7 1.3 21.9 1.3 2.6 0.6 2.6

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 58 17 7 58 44 - 12 - 2 - - 58 61.4 60.0
100.0 70.7 20.7 8.5 100.0 75.9 - 20.7 - 3.4 - -

東北 109 86 20 3 86 60 2 18 1 3 - 2 84 61.6 60.0
100.0 78.9 18.3 2.8 100.0 69.8 2.3 20.9 1.2 3.5 - 2.3

南関東 256 196 41 19 196 131 2 52 3 7 1 - 196 61.9 60.0
100.0 76.6 16.0 7.4 100.0 66.8 1.0 26.5 1.5 3.6 0.5 -

北関東・甲信 74 48 17 9 48 29 - 14 - 2 - 3 45 62.0 60.0
100.0 64.9 23.0 12.2 100.0 60.4 - 29.2 - 4.2 - 6.3

北陸 59 48 6 5 48 27 1 17 1 1 - 1 47 62.3 60.0
100.0 81.4 10.2 8.5 100.0 56.3 2.1 35.4 2.1 2.1 - 2.1

東海 144 109 26 9 109 74 3 23 3 2 2 2 107 61.8 60.0
100.0 75.7 18.1 6.3 100.0 67.9 2.8 21.1 2.8 1.8 1.8 1.8

近畿 188 147 30 11 147 92 4 38 4 6 2 1 146 62.2 60.0
100.0 78.2 16.0 5.9 100.0 62.6 2.7 25.9 2.7 4.1 1.4 0.7

中国 62 48 11 3 48 31 2 14 - 1 - - 48 61.8 60.0
100.0 77.4 17.7 4.8 100.0 64.6 4.2 29.2 - 2.1 - -

四国 33 23 6 4 23 15 - 6 2 - - - 23 61.8 60.0
100.0 69.7 18.2 12.1 100.0 65.2 - 26.1 8.7 - - -

九州 170 130 27 13 130 84 5 36 1 2 1 1 129 61.8 60.0
100.0 76.5 15.9 7.6 100.0 64.6 3.8 27.7 0.8 1.5 0.8 0.8

三大都市圏 531 404 90 37 404 262 7 105 10 14 4 2 402 62.0 60.0
100.0 76.1 16.9 7.0 100.0 64.9 1.7 26.0 2.5 3.5 1.0 0.5

それ以外 646 489 111 46 489 325 12 125 5 12 2 8 481 61.7 60.0
100.0 75.7 17.2 7.1 100.0 66.5 2.5 25.6 1.0 2.5 0.4 1.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 893 201 83 893 587 19 230 15 26 6 10 883 61.9 60.0
100.0 75.9 17.1 7.1 100.0 65.7 2.1 25.8 1.7 2.9 0.7 1.1

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 893 201 83 893 587 19 230 15 26 6 10 883 61.9 60.0
100.0 75.9 17.1 7.1 100.0 65.7 2.1 25.8 1.7 2.9 0.7 1.1

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 67,119 30,711 12,592 67,119 44,744 963 17,526 991 1,591 514 791 66,328 61.8 60.0
100.0 60.8 27.8 11.4 100.0 66.7 1.4 26.1 1.5 2.4 0.8 1.2
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定年の定め（それぞれ１つに〇・数値も記入）

有期労働契約時
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全体計 1,167 647 433 87 647 394 12 188 6 31 8 8 639 62.3 60.0
100.0 55.4 37.1 7.5 100.0 60.9 1.9 29.1 0.9 4.8 1.2 1.2

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

建設業 42 21 19 2 21 10 - 9 - 1 - 1 20 62.8 62.5
100.0 50.0 45.2 4.8 100.0 47.6 - 42.9 - 4.8 - 4.8

製造業 199 128 51 20 128 94 1 21 1 7 2 2 126 61.7 60.0
100.0 64.3 25.6 10.1 100.0 73.4 0.8 16.4 0.8 5.5 1.6 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 1 1 - - - - - - 1 60.0 60.0
100.0 33.3 66.7 - 100.0 100.0 - - - - - -

情報通信業 29 14 13 2 14 12 - 2 - - - - 14 60.7 60.0
100.0 48.3 44.8 6.9 100.0 85.7 - 14.3 - - - -

運輸業、郵便業 48 16 29 3 16 8 1 5 - 2 - - 16 62.9 61.0
100.0 33.3 60.4 6.3 100.0 50.0 6.3 31.3 - 12.5 - -

卸売業、小売業 147 80 49 18 80 52 1 20 1 5 - 1 79 62.0 60.0
100.0 54.4 33.3 12.2 100.0 65.0 1.3 25.0 1.3 6.3 - 1.3

金融業、保険業 22 7 14 1 7 5 1 1 - - - - 7 61.1 60.0
100.0 31.8 63.6 4.5 100.0 71.4 14.3 14.3 - - - -

不動産業、物品賃貸業 25 19 5 1 19 11 - 6 - 1 1 - 19 62.9 60.0
100.0 76.0 20.0 4.0 100.0 57.9 - 31.6 - 5.3 5.3 -

学術研究、専門・技術サービス業 25 12 11 2 12 9 - 3 - - - - 12 61.3 60.0
100.0 48.0 44.0 8.0 100.0 75.0 - 25.0 - - - -

宿泊業、飲食サービス業 31 16 13 2 16 10 - 5 - - - 1 15 61.7 60.0
100.0 51.6 41.9 6.5 100.0 62.5 - 31.3 - - - 6.3

生活関連サービス業、娯楽業 31 16 14 1 16 11 - 5 - - - - 16 61.6 60.0
100.0 51.6 45.2 3.2 100.0 68.8 - 31.3 - - - -

教育、学習支援業 85 45 34 6 45 22 2 19 - 2 - - 45 62.7 62.0
100.0 52.9 40.0 7.1 100.0 48.9 4.4 42.2 - 4.4 - -

医療、福祉 363 211 127 25 211 116 4 68 4 12 4 3 208 62.7 60.0
100.0 58.1 35.0 6.9 100.0 55.0 1.9 32.2 1.9 5.7 1.9 1.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 6 11 1 6 4 - 2 - - - - 6 61.7 60.0
100.0 33.3 61.1 5.6 100.0 66.7 - 33.3 - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 94 53 38 3 53 28 2 21 - 1 1 - 53 62.5 60.0
100.0 56.4 40.4 3.2 100.0 52.8 3.8 39.6 - 1.9 1.9 -

その他 4 2 2 - 2 1 - 1 - - - - 2 62.5 62.5
100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 - 50.0 - - - -

サービス業（計） 199 103 87 9 103 62 2 36 - 1 1 1 102 62.0 60.0
100.0 51.8 43.7 4.5 100.0 60.2 1.9 35.0 - 1.0 1.0 1.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 14 7 1 14 6 1 6 - 1 - - 14 63.1 64.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 63.6 31.8 4.5 100.0 42.9 7.1 42.9 - 7.1 - -
付問④：「人材派遣会社」や 46 25 18 3 25 15 1 8 - 1 - - 25 62.1 60.0
「業務請負会社」である 100.0 54.3 39.1 6.5 100.0 60.0 4.0 32.0 - 4.0 - -
雇用者の規模

29人以下 337 170 131 36 170 95 2 58 1 9 2 3 167 62.5 60.0
100.0 50.4 38.9 10.7 100.0 55.9 1.2 34.1 0.6 5.3 1.2 1.8

30～49人 188 99 74 15 99 63 1 29 - 3 2 1 98 62.1 60.0
100.0 52.7 39.4 8.0 100.0 63.6 1.0 29.3 - 3.0 2.0 1.0

50～99人 225 133 76 16 133 83 3 38 2 4 - 3 130 62.0 60.0
100.0 59.1 33.8 7.1 100.0 62.4 2.3 28.6 1.5 3.0 - 2.3

100～299人 240 141 83 16 141 93 4 31 2 7 4 - 141 62.2 60.0
100.0 58.8 34.6 6.7 100.0 66.0 2.8 22.0 1.4 5.0 2.8 -

300～499人 76 47 27 2 47 30 1 14 - 1 - 1 46 61.8 60.0
100.0 61.8 35.5 2.6 100.0 63.8 2.1 29.8 - 2.1 - 2.1

500～999人 55 29 24 2 29 16 - 11 - 2 - - 29 62.6 60.0
100.0 52.7 43.6 3.6 100.0 55.2 - 37.9 - 6.9 - -

1,000人以上 46 28 18 - 28 14 1 7 1 5 - - 28 63.4 61.5
100.0 60.9 39.1 - 100.0 50.0 3.6 25.0 3.6 17.9 - -

300人以上（計） 177 104 69 4 104 60 2 32 1 8 - 1 103 62.5 60.0
100.0 58.8 39.0 2.3 100.0 57.7 1.9 30.8 1.0 7.7 - 1.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 30 27 8 30 23 1 2 - 3 - 1 29 61.5 60.0
100.0 46.2 41.5 12.3 100.0 76.7 3.3 6.7 - 10.0 - 3.3

東北 105 67 29 9 67 44 - 16 - 5 - 2 65 62.0 60.0
100.0 63.8 27.6 8.6 100.0 65.7 - 23.9 - 7.5 - 3.0

南関東 257 130 107 20 130 72 2 43 - 11 2 - 130 62.8 60.0
100.0 50.6 41.6 7.8 100.0 55.4 1.5 33.1 - 8.5 1.5 -

北関東・甲信 81 46 30 5 46 30 - 14 - 2 - - 46 62.0 60.0
100.0 56.8 37.0 6.2 100.0 65.2 - 30.4 - 4.3 - -

北陸 63 34 26 3 34 21 1 10 - 1 - 1 33 61.9 60.0
100.0 54.0 41.3 4.8 100.0 61.8 2.9 29.4 - 2.9 - 2.9

東海 150 84 54 12 84 55 2 20 1 2 2 2 82 62.0 60.0
100.0 56.0 36.0 8.0 100.0 65.5 2.4 23.8 1.2 2.4 2.4 2.4

近畿 179 107 60 12 107 60 2 35 3 3 2 2 105 62.5 60.0
100.0 59.8 33.5 6.7 100.0 56.1 1.9 32.7 2.8 2.8 1.9 1.9

中国 68 37 26 5 37 27 1 9 - - - - 37 61.3 60.0
100.0 54.4 38.2 7.4 100.0 73.0 2.7 24.3 - - - -

四国 39 21 15 3 21 13 1 6 1 - - - 21 61.8 60.0
100.0 53.8 38.5 7.7 100.0 61.9 4.8 28.6 4.8 - - -

九州 160 91 59 10 91 49 2 33 1 4 2 - 91 62.7 60.0
100.0 56.9 36.9 6.3 100.0 53.8 2.2 36.3 1.1 4.4 2.2 -

三大都市圏 526 282 202 42 282 161 5 88 4 15 5 4 278 62.5 60.0
100.0 53.6 38.4 8.0 100.0 57.1 1.8 31.2 1.4 5.3 1.8 1.4

それ以外 641 365 231 45 365 233 7 100 2 16 3 4 361 62.0 60.0
100.0 56.9 36.0 7.0 100.0 63.8 1.9 27.4 0.5 4.4 0.8 1.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 647 433 87 647 394 12 188 6 31 8 8 639 62.3 60.0
100.0 55.4 37.1 7.5 100.0 60.9 1.9 29.1 0.9 4.8 1.2 1.2

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 647 433 87 647 394 12 188 6 31 8 8 639 62.3 60.0
100.0 55.4 37.1 7.5 100.0 60.9 1.9 29.1 0.9 4.8 1.2 1.2

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 60,309 41,025 9,051 60,309 37,481 978 17,045 463 2,811 701 830 59,479 62.2 60.0
100.0 54.6 37.2 8.2 100.0 62.1 1.6 28.3 0.8 4.7 1.2 1.4
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定年の定め（それぞれ１つに〇・数値も記入）

無期転換後

【パートタイム】

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

有 無 　
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値
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歳
）

中
央
値
（

歳
）

全体計 1,167 776 314 77 776 482 16 212 9 40 9 8 768 62.2 60.0
100.0 66.5 26.9 6.6 100.0 62.1 2.1 27.3 1.2 5.2 1.2 1.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

建設業 42 25 15 2 25 13 1 9 - 1 - 1 24 62.4 60.0
100.0 59.5 35.7 4.8 100.0 52.0 4.0 36.0 - 4.0 - 4.0

製造業 199 145 38 16 145 107 2 23 2 7 3 1 144 61.7 60.0
100.0 72.9 19.1 8.0 100.0 73.8 1.4 15.9 1.4 4.8 2.1 0.7

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - 2 1 - 1 - - - - 2 62.5 62.5
100.0 66.7 33.3 - 100.0 50.0 - 50.0 - - - -

情報通信業 29 20 7 2 20 14 - 5 - 1 - - 20 61.8 60.0
100.0 69.0 24.1 6.9 100.0 70.0 - 25.0 - 5.0 - -

運輸業、郵便業 48 21 24 3 21 12 1 6 - 2 - - 21 62.5 60.0
100.0 43.8 50.0 6.3 100.0 57.1 4.8 28.6 - 9.5 - -

卸売業、小売業 147 92 39 16 92 58 1 23 2 7 - 1 91 62.2 60.0
100.0 62.6 26.5 10.9 100.0 63.0 1.1 25.0 2.2 7.6 - 1.1

金融業、保険業 22 19 3 - 19 15 1 3 - - - - 19 61.0 60.0
100.0 86.4 13.6 - 100.0 78.9 5.3 15.8 - - - -

不動産業、物品賃貸業 25 21 3 1 21 13 - 6 - 1 1 - 21 62.6 60.0
100.0 84.0 12.0 4.0 100.0 61.9 - 28.6 - 4.8 4.8 -

学術研究、専門・技術サービス業 25 18 5 2 18 14 - 3 - 1 - - 18 61.4 60.0
100.0 72.0 20.0 8.0 100.0 77.8 - 16.7 - 5.6 - -

宿泊業、飲食サービス業 31 18 11 2 18 12 - 5 - - - 1 17 61.5 60.0
100.0 58.1 35.5 6.5 100.0 66.7 - 27.8 - - - 5.6

生活関連サービス業、娯楽業 31 19 11 1 19 12 - 6 - - - 1 18 61.7 60.0
100.0 61.3 35.5 3.2 100.0 63.2 - 31.6 - - - 5.3

教育、学習支援業 85 54 25 6 54 28 3 21 - 2 - - 54 62.5 60.0
100.0 63.5 29.4 7.1 100.0 51.9 5.6 38.9 - 3.7 - -

医療、福祉 363 246 94 23 246 137 4 80 4 14 4 3 243 62.6 60.0
100.0 67.8 25.9 6.3 100.0 55.7 1.6 32.5 1.6 5.7 1.6 1.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 9 8 1 9 7 - 2 - - - - 9 61.1 60.0
100.0 50.0 44.4 5.6 100.0 77.8 - 22.2 - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 94 65 27 2 65 38 3 19 1 3 1 - 65 62.3 60.0
100.0 69.1 28.7 2.1 100.0 58.5 4.6 29.2 1.5 4.6 1.5 -

その他 4 2 2 - 2 1 - - - 1 - - 2 65.0 65.0
100.0 50.0 50.0 - 100.0 50.0 - - - 50.0 - -

サービス業（計） 199 129 62 8 129 83 3 35 1 4 1 2 127 61.9 60.0
100.0 64.8 31.2 4.0 100.0 64.3 2.3 27.1 0.8 3.1 0.8 1.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 19 3 - 19 9 2 7 - 1 - - 19 62.6 62.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 86.4 13.6 - 100.0 47.4 10.5 36.8 - 5.3 - -
付問④：「人材派遣会社」や 46 30 14 2 30 19 1 6 1 3 - - 30 62.4 60.0
「業務請負会社」である 100.0 65.2 30.4 4.3 100.0 63.3 3.3 20.0 3.3 10.0 - -
雇用者の規模

29人以下 337 193 115 29 193 112 3 57 1 15 2 3 190 62.5 60.0
100.0 57.3 34.1 8.6 100.0 58.0 1.6 29.5 0.5 7.8 1.0 1.6

30～49人 188 115 60 13 115 70 1 37 - 4 2 1 114 62.2 60.0
100.0 61.2 31.9 6.9 100.0 60.9 0.9 32.2 - 3.5 1.7 0.9

50～99人 225 156 53 16 156 97 3 47 3 5 - 1 155 62.0 60.0
100.0 69.3 23.6 7.1 100.0 62.2 1.9 30.1 1.9 3.2 - 0.6

100～299人 240 168 57 15 168 114 7 34 2 7 4 - 168 62.0 60.0
100.0 70.0 23.8 6.3 100.0 67.9 4.2 20.2 1.2 4.2 2.4 -

300～499人 76 59 15 2 59 37 1 16 1 1 - 3 56 61.8 60.0
100.0 77.6 19.7 2.6 100.0 62.7 1.7 27.1 1.7 1.7 - 5.1

500～999人 55 42 11 2 42 25 - 14 - 3 - - 42 62.4 60.0
100.0 76.4 20.0 3.6 100.0 59.5 - 33.3 - 7.1 - -

1,000人以上 46 43 3 - 43 27 1 7 2 5 1 - 43 62.7 60.0
100.0 93.5 6.5 - 100.0 62.8 2.3 16.3 4.7 11.6 2.3 -

300人以上（計） 177 144 29 4 144 89 2 37 3 9 1 3 141 62.3 60.0
100.0 81.4 16.4 2.3 100.0 61.8 1.4 25.7 2.1 6.3 0.7 2.1

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 35 22 8 35 29 1 2 - 3 - - 35 61.2 60.0
100.0 53.8 33.8 12.3 100.0 82.9 2.9 5.7 - 8.6 - -

東北 105 74 24 7 74 49 - 18 - 5 - 2 72 61.9 60.0
100.0 70.5 22.9 6.7 100.0 66.2 - 24.3 - 6.8 - 2.7

南関東 257 164 77 16 164 99 1 49 - 13 2 - 164 62.5 60.0
100.0 63.8 30.0 6.2 100.0 60.4 0.6 29.9 - 7.9 1.2 -

北関東・甲信 81 51 25 5 51 31 - 17 - 2 - 1 50 62.1 60.0
100.0 63.0 30.9 6.2 100.0 60.8 - 33.3 - 3.9 - 2.0

北陸 63 47 13 3 47 29 2 13 1 1 - 1 46 61.9 60.0
100.0 74.6 20.6 4.8 100.0 61.7 4.3 27.7 2.1 2.1 - 2.1

東海 150 99 41 10 99 64 3 21 3 3 3 2 97 62.2 60.0
100.0 66.0 27.3 6.7 100.0 64.6 3.0 21.2 3.0 3.0 3.0 2.0

近畿 179 127 41 11 127 71 4 39 3 7 2 1 126 62.6 60.0
100.0 70.9 22.9 6.1 100.0 55.9 3.1 30.7 2.4 5.5 1.6 0.8

中国 68 44 20 4 44 31 2 10 - 1 - - 44 61.5 60.0
100.0 64.7 29.4 5.9 100.0 70.5 4.5 22.7 - 2.3 - -

四国 39 27 10 2 27 16 1 9 1 - - - 27 62.0 60.0
100.0 69.2 25.6 5.1 100.0 59.3 3.7 33.3 3.7 - - -

九州 160 108 41 11 108 63 2 34 1 5 2 1 107 62.4 60.0
100.0 67.5 25.6 6.9 100.0 58.3 1.9 31.5 0.9 4.6 1.9 0.9

三大都市圏 526 344 147 35 344 203 6 99 5 22 6 3 341 62.5 60.0
100.0 65.4 27.9 6.7 100.0 59.0 1.7 28.8 1.5 6.4 1.7 0.9

それ以外 641 432 167 42 432 279 10 113 4 18 3 5 427 62.0 60.0
100.0 67.4 26.1 6.6 100.0 64.6 2.3 26.2 0.9 4.2 0.7 1.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 776 314 77 776 482 16 212 9 40 9 8 768 62.2 60.0
100.0 66.5 26.9 6.6 100.0 62.1 2.1 27.3 1.2 5.2 1.2 1.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 776 314 77 776 482 16 212 9 40 9 8 768 62.2 60.0
100.0 66.5 26.9 6.6 100.0 62.1 2.1 27.3 1.2 5.2 1.2 1.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 71,542 30,910 7,932 71,542 45,303 1,318 19,029 702 3,609 778 803 70,739 62.1 60.0
100.0 64.8 28.0 7.2 100.0 63.3 1.8 26.6 1.0 5.0 1.1 1.1

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－192－

定年の定め（それぞれ１つに〇・数値も記入）

【正社員】
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歳
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中
央
値
（

歳
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全体計 1,413 1,131 74 208 1,131 842 30 226 10 12 2 9 1,122 61.3 60.0
100.0 80.0 5.2 14.7 100.0 74.4 2.7 20.0 0.9 1.1 0.2 0.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - 1 1 - - - - - - 1 60.0 60.0
100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - - - - - -

建設業 78 45 8 25 45 32 1 9 1 1 - 1 44 61.5 60.0
100.0 57.7 10.3 32.1 100.0 71.1 2.2 20.0 2.2 2.2 - 2.2

製造業 243 197 5 41 197 161 3 28 2 1 1 1 196 60.9 60.0
100.0 81.1 2.1 16.9 100.0 81.7 1.5 14.2 1.0 0.5 0.5 0.5

電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 1 1 3 2 - 1 - - - - 3 61.7 60.0
100.0 60.0 20.0 20.0 100.0 66.7 - 33.3 - - - -

情報通信業 47 41 3 3 41 35 - 5 - 1 - - 41 60.9 60.0
100.0 87.2 6.4 6.4 100.0 85.4 - 12.2 - 2.4 - -

運輸業、郵便業 60 48 1 11 48 33 3 12 - - - - 48 61.4 60.0
100.0 80.0 1.7 18.3 100.0 68.8 6.3 25.0 - - - -

卸売業、小売業 167 124 11 32 124 94 5 18 - 5 - 2 122 61.3 60.0
100.0 74.3 6.6 19.2 100.0 75.8 4.0 14.5 - 4.0 - 1.6

金融業、保険業 31 30 - 1 30 26 1 3 - - - - 30 60.6 60.0
100.0 96.8 - 3.2 100.0 86.7 3.3 10.0 - - - -

不動産業、物品賃貸業 32 29 - 3 29 26 - 3 - - - - 29 60.5 60.0
100.0 90.6 - 9.4 100.0 89.7 - 10.3 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 40 31 2 7 31 25 1 5 - - - - 31 60.9 60.0
100.0 77.5 5.0 17.5 100.0 80.6 3.2 16.1 - - - -

宿泊業、飲食サービス業 33 20 9 4 20 16 - 4 - - - - 20 61.0 60.0
100.0 60.6 27.3 12.1 100.0 80.0 - 20.0 - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 36 24 4 8 24 20 1 2 - - - 1 23 60.6 60.0
100.0 66.7 11.1 22.2 100.0 83.3 4.2 8.3 - - - 4.2

教育、学習支援業 94 81 3 10 81 58 5 18 - - - - 81 61.3 60.0
100.0 86.2 3.2 10.6 100.0 71.6 6.2 22.2 - - - -

医療、福祉 399 326 23 50 326 213 6 94 6 2 1 4 322 61.7 60.0
100.0 81.7 5.8 12.5 100.0 65.3 1.8 28.8 1.8 0.6 0.3 1.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 - 3 20 19 1 - - - - - 20 60.2 60.0
100.0 87.0 - 13.0 100.0 95.0 5.0 - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 119 106 4 9 106 77 3 23 1 2 - - 106 61.4 60.0
100.0 89.1 3.4 7.6 100.0 72.6 2.8 21.7 0.9 1.9 - -

その他 5 5 - - 5 4 - 1 - - - - 5 61.0 60.0
100.0 100.0 - - 100.0 80.0 - 20.0 - - - -

サービス業（計） 251 201 19 31 201 157 6 34 1 2 - 1 200 61.1 60.0
100.0 80.1 7.6 12.4 100.0 78.1 3.0 16.9 0.5 1.0 - 0.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 22 - 1 22 14 2 6 - - - - 22 61.6 60.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 95.7 - 4.3 100.0 63.6 9.1 27.3 - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 57 51 2 4 51 34 1 14 1 1 - - 51 61.8 60.0
「業務請負会社」である 100.0 89.5 3.5 7.0 100.0 66.7 2.0 27.5 2.0 2.0 - -
雇用者の規模

29人以下 452 295 53 104 295 203 4 74 3 6 - 5 290 61.6 60.0
100.0 65.3 11.7 23.0 100.0 68.8 1.4 25.1 1.0 2.0 - 1.7

30～49人 242 206 7 29 206 142 2 53 4 3 1 1 205 61.7 60.0
100.0 85.1 2.9 12.0 100.0 68.9 1.0 25.7 1.9 1.5 0.5 0.5

50～99人 263 226 7 30 226 165 7 49 2 3 - - 226 61.4 60.0
100.0 85.9 2.7 11.4 100.0 73.0 3.1 21.7 0.9 1.3 - -

100～299人 261 224 4 33 224 182 13 27 1 - 1 - 224 60.8 60.0
100.0 85.8 1.5 12.6 100.0 81.3 5.8 12.1 0.4 - 0.4 -

300～499人 85 76 1 8 76 65 1 7 - - - 3 73 60.5 60.0
100.0 89.4 1.2 9.4 100.0 85.5 1.3 9.2 - - - 3.9

500～999人 58 54 2 2 54 45 - 9 - - - - 54 60.8 60.0
100.0 93.1 3.4 3.4 100.0 83.3 - 16.7 - - - -

1,000人以上 52 50 - 2 50 40 3 7 - - - - 50 60.9 60.0
100.0 96.2 - 3.8 100.0 80.0 6.0 14.0 - - - -

300人以上（計） 195 180 3 12 180 150 4 23 - - - 3 177 60.7 60.0
100.0 92.3 1.5 6.2 100.0 83.3 2.2 12.8 - - - 1.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 70 7 16 70 61 1 8 - - - - 70 60.6 60.0
100.0 75.3 7.5 17.2 100.0 87.1 1.4 11.4 - - - -

東北 130 108 6 16 108 85 1 18 1 1 - 2 106 61.0 60.0
100.0 83.1 4.6 12.3 100.0 78.7 0.9 16.7 0.9 0.9 - 1.9

南関東 315 245 22 48 245 191 5 43 3 3 - - 245 61.1 60.0
100.0 77.8 7.0 15.2 100.0 78.0 2.0 17.6 1.2 1.2 - -

北関東・甲信 94 71 2 21 71 55 - 13 - 2 - 1 70 61.2 60.0
100.0 75.5 2.1 22.3 100.0 77.5 - 18.3 - 2.8 - 1.4

北陸 73 64 1 8 64 44 3 16 - 1 - - 64 61.5 60.0
100.0 87.7 1.4 11.0 100.0 68.8 4.7 25.0 - 1.6 - -

東海 173 139 7 27 139 103 5 25 1 1 1 3 136 61.2 60.0
100.0 80.3 4.0 15.6 100.0 74.1 3.6 18.0 0.7 0.7 0.7 2.2

近畿 217 175 10 32 175 117 7 43 3 3 - 2 173 61.6 60.0
100.0 80.6 4.6 14.7 100.0 66.9 4.0 24.6 1.7 1.7 - 1.1

中国 78 63 4 11 63 47 2 14 - - - - 63 61.2 60.0
100.0 80.8 5.1 14.1 100.0 74.6 3.2 22.2 - - - -

四国 44 39 3 2 39 30 1 6 2 - - - 39 61.1 60.0
100.0 88.6 6.8 4.5 100.0 76.9 2.6 15.4 5.1 - - -

九州 196 157 12 27 157 109 5 40 - 1 1 1 156 61.5 60.0
100.0 80.1 6.1 13.8 100.0 69.4 3.2 25.5 - 0.6 0.6 0.6

三大都市圏 639 503 35 101 503 367 15 104 7 6 - 4 499 61.3 60.0
100.0 78.7 5.5 15.8 100.0 73.0 3.0 20.7 1.4 1.2 - 0.8

それ以外 774 628 39 107 628 475 15 122 3 6 2 5 623 61.2 60.0
100.0 81.1 5.0 13.8 100.0 75.6 2.4 19.4 0.5 1.0 0.3 0.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 1,131 74 208 1,131 842 30 226 10 12 2 9 1,122 61.3 60.0
100.0 80.0 5.2 14.7 100.0 74.4 2.7 20.0 0.9 1.1 0.2 0.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 1,131 74 208 1,131 842 30 226 10 12 2 9 1,122 61.3 60.0
100.0 80.0 5.2 14.7 100.0 74.4 2.7 20.0 0.9 1.1 0.2 0.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 104,705 8,316 21,489 104,705 78,695 2,715 20,064 816 1,398 160 857 103,849 61.2 60.0
100.0 77.8 6.2 16.0 100.0 75.2 2.6 19.2 0.8 1.3 0.2 0.8
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再雇用の有無（それぞれ１つに〇・数値も記入）

有期労働契約時

【フルタイム】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

有 無 　
無
回
答

問
1
4
付
問
で
再
雇
用
が
あ
る

企
業
等

6
0
歳

6
1
～

6
4
歳

6
5
歳

6
6
～

6
9
歳

7
0
歳

7
1
歳
以
上

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

歳
）

中
央
値
（

歳
）

全体計 1,177 640 373 164 640 2 3 356 12 85 21 161 479 66.4 65.0
100.0 54.4 31.7 13.9 100.0 0.3 0.5 55.6 1.9 13.3 3.3 25.2

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

建設業 62 34 18 10 34 - - 17 - 4 - 13 21 66.0 65.0
100.0 54.8 29.0 16.1 100.0 - - 50.0 - 11.8 - 38.2

製造業 205 123 53 29 123 - 2 84 - 10 5 22 101 66.0 65.0
100.0 60.0 25.9 14.1 100.0 - 1.6 68.3 - 8.1 4.1 17.9

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 1 - - - - 1 - - 1 70.0 70.0
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - - - 100.0 - -

情報通信業 45 25 16 4 25 - - 17 - 2 - 6 19 65.5 65.0
100.0 55.6 35.6 8.9 100.0 - - 68.0 - 8.0 - 24.0

運輸業、郵便業 53 34 16 3 34 - - 15 1 8 3 7 27 67.6 65.0
100.0 64.2 30.2 5.7 100.0 - - 44.1 2.9 23.5 8.8 20.6

卸売業、小売業 128 60 46 22 60 1 - 31 4 9 2 13 47 66.6 65.0
100.0 46.9 35.9 17.2 100.0 1.7 - 51.7 6.7 15.0 3.3 21.7

金融業、保険業 27 10 17 - 10 - - 7 - 1 - 2 8 65.6 65.0
100.0 37.0 63.0 - 100.0 - - 70.0 - 10.0 - 20.0

不動産業、物品賃貸業 25 13 7 5 13 - - 9 1 1 - 2 11 65.6 65.0
100.0 52.0 28.0 20.0 100.0 - - 69.2 7.7 7.7 - 15.4

学術研究、専門・技術サービス業 33 11 18 4 11 1 - 6 - 1 - 3 8 65.0 65.0
100.0 33.3 54.5 12.1 100.0 9.1 - 54.5 - 9.1 - 27.3

宿泊業、飲食サービス業 27 12 11 4 12 - - 7 - - 1 4 8 66.3 65.0
100.0 44.4 40.7 14.8 100.0 - - 58.3 - - 8.3 33.3

生活関連サービス業、娯楽業 29 18 9 2 18 - - 10 - - - 8 10 65.0 65.0
100.0 62.1 31.0 6.9 100.0 - - 55.6 - - - 44.4

教育、学習支援業 77 35 33 9 35 - - 23 - 5 - 7 28 65.9 65.0
100.0 45.5 42.9 11.7 100.0 - - 65.7 - 14.3 - 20.0

医療、福祉 334 194 84 56 194 - 1 93 4 32 7 57 137 66.7 65.0
100.0 58.1 25.1 16.8 100.0 - 0.5 47.9 2.1 16.5 3.6 29.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 11 9 2 11 - - 8 - - - 3 8 65.0 65.0
100.0 50.0 40.9 9.1 100.0 - - 72.7 - - - 27.3

サービス業（他に分類されないもの） 102 57 32 13 57 - - 28 2 10 3 14 43 67.0 65.0
100.0 55.9 31.4 12.7 100.0 - - 49.1 3.5 17.5 5.3 24.6

その他 4 2 1 1 2 - - 1 - 1 - - 2 67.5 67.5
100.0 50.0 25.0 25.0 100.0 - - 50.0 - 50.0 - -

サービス業（計） 213 109 79 25 109 1 - 59 2 11 4 32 77 66.2 65.0
100.0 51.2 37.1 11.7 100.0 0.9 - 54.1 1.8 10.1 3.7 29.4

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 5 16 - 5 - - 4 - - - 1 4 65.0 65.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 23.8 76.2 - 100.0 - - 80.0 - - - 20.0
付問④：「人材派遣会社」や 51 32 13 6 32 - - 16 1 7 1 7 25 66.8 65.0
「業務請負会社」である 100.0 62.7 25.5 11.8 100.0 - - 50.0 3.1 21.9 3.1 21.9
雇用者の規模

29人以下 336 168 100 68 168 2 - 80 2 33 7 44 124 66.9 65.0
100.0 50.0 29.8 20.2 100.0 1.2 - 47.6 1.2 19.6 4.2 26.2

30～49人 189 110 53 26 110 - 1 51 - 14 4 40 70 66.5 65.0
100.0 58.2 28.0 13.8 100.0 - 0.9 46.4 - 12.7 3.6 36.4

50～99人 231 134 71 26 134 - 1 73 4 19 5 32 102 66.5 65.0
100.0 58.0 30.7 11.3 100.0 - 0.7 54.5 3.0 14.2 3.7 23.9

100～299人 239 138 69 32 138 - 1 97 4 13 3 20 118 65.9 65.0
100.0 57.7 28.9 13.4 100.0 - 0.7 70.3 2.9 9.4 2.2 14.5

300～499人 80 42 32 6 42 - - 28 1 2 - 11 31 65.4 65.0
100.0 52.5 40.0 7.5 100.0 - - 66.7 2.4 4.8 - 26.2

500～999人 54 26 24 4 26 - - 15 - 1 1 9 17 65.9 65.0
100.0 48.1 44.4 7.4 100.0 - - 57.7 - 3.8 3.8 34.6

1,000人以上 48 22 24 2 22 - - 12 1 3 1 5 17 66.5 65.0
100.0 45.8 50.0 4.2 100.0 - - 54.5 4.5 13.6 4.5 22.7

300人以上（計） 182 90 80 12 90 - - 55 2 6 2 25 65 65.8 65.0
100.0 49.5 44.0 6.6 100.0 - - 61.1 2.2 6.7 2.2 27.8

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 47 20 15 47 - - 26 - 6 1 14 33 66.4 65.0
100.0 57.3 24.4 18.3 100.0 - - 55.3 - 12.8 2.1 29.8

東北 109 64 32 13 64 - - 46 2 5 1 10 54 65.7 65.0
100.0 58.7 29.4 11.9 100.0 - - 71.9 3.1 7.8 1.6 15.6

南関東 256 111 109 36 111 - 1 62 1 11 7 29 82 66.6 65.0
100.0 43.4 42.6 14.1 100.0 - 0.9 55.9 0.9 9.9 6.3 26.1

北関東・甲信 74 39 21 14 39 - - 22 - 4 1 12 27 66.1 65.0
100.0 52.7 28.4 18.9 100.0 - - 56.4 - 10.3 2.6 30.8

北陸 59 31 20 8 31 - - 13 - 10 1 7 24 67.5 65.0
100.0 52.5 33.9 13.6 100.0 - - 41.9 - 32.3 3.2 22.6

東海 144 88 37 19 88 - - 52 3 9 2 22 66 66.2 65.0
100.0 61.1 25.7 13.2 100.0 - - 59.1 3.4 10.2 2.3 25.0

近畿 188 107 57 24 107 1 1 57 3 17 3 25 82 66.3 65.0
100.0 56.9 30.3 12.8 100.0 0.9 0.9 53.3 2.8 15.9 2.8 23.4

中国 62 35 20 7 35 - - 14 - 4 1 16 19 66.5 65.0
100.0 56.5 32.3 11.3 100.0 - - 40.0 - 11.4 2.9 45.7

四国 33 22 5 6 22 - - 10 1 4 1 6 16 66.9 65.0
100.0 66.7 15.2 18.2 100.0 - - 45.5 4.5 18.2 4.5 27.3

九州 170 96 52 22 96 1 1 54 2 15 3 20 76 66.3 65.0
100.0 56.5 30.6 12.9 100.0 1.0 1.0 56.3 2.1 15.6 3.1 20.8

三大都市圏 531 269 189 73 269 1 2 149 5 33 10 69 200 66.3 65.0
100.0 50.7 35.6 13.7 100.0 0.4 0.7 55.4 1.9 12.3 3.7 25.7

それ以外 646 371 184 91 371 1 1 207 7 52 11 92 279 66.4 65.0
100.0 57.4 28.5 14.1 100.0 0.3 0.3 55.8 1.9 14.0 3.0 24.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 640 373 164 640 2 3 356 12 85 21 161 479 66.4 65.0
100.0 54.4 31.7 13.9 100.0 0.3 0.5 55.6 1.9 13.3 3.3 25.2

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 640 373 164 640 2 3 356 12 85 21 161 479 66.4 65.0
100.0 54.4 31.7 13.9 100.0 0.3 0.5 55.6 1.9 13.3 3.3 25.2

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 59,490 34,987 15,945 59,490 259 256 33,323 1,173 7,775 2,092 14,612 44,878 66.4 65.0
100.0 53.9 31.7 14.4 100.0 0.4 0.4 56.0 2.0 13.1 3.5 24.6
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再雇用の有無（それぞれ１つに〇・数値も記入）

無期転換後

【フルタイム】

問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

有 無 　
無
回
答

問
1
4
付
問
で
再
雇
用
が
あ
る

企
業
等

6
0
歳

6
1
～

6
4
歳

6
5
歳

6
6
～

6
9
歳

7
0
歳

7
1
歳
以
上

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

歳
）

中
央
値
（

歳
）

全体計 1,177 778 287 112 778 2 4 490 15 104 28 135 643 66.3 65.0
100.0 66.1 24.4 9.5 100.0 0.3 0.5 63.0 1.9 13.4 3.6 17.4

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

建設業 62 39 14 9 39 - - 24 - 4 1 10 29 66.1 65.0
100.0 62.9 22.6 14.5 100.0 - - 61.5 - 10.3 2.6 25.6

製造業 205 149 39 17 149 - 2 107 1 13 6 20 129 66.0 65.0
100.0 72.7 19.0 8.3 100.0 - 1.3 71.8 0.7 8.7 4.0 13.4

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 1 - - - - 1 - - 1 70.0 70.0
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - - - 100.0 - -

情報通信業 45 29 13 3 29 - - 25 - 2 - 2 27 65.4 65.0
100.0 64.4 28.9 6.7 100.0 - - 86.2 - 6.9 - 6.9

運輸業、郵便業 53 39 11 3 39 - - 20 2 6 3 8 31 67.1 65.0
100.0 73.6 20.8 5.7 100.0 - - 51.3 5.1 15.4 7.7 20.5

卸売業、小売業 128 74 38 16 74 1 - 40 4 14 3 12 62 66.7 65.0
100.0 57.8 29.7 12.5 100.0 1.4 - 54.1 5.4 18.9 4.1 16.2

金融業、保険業 27 19 8 - 19 - - 17 - 1 - 1 18 65.3 65.0
100.0 70.4 29.6 - 100.0 - - 89.5 - 5.3 - 5.3

不動産業、物品賃貸業 25 16 5 4 16 - - 14 1 1 - - 16 65.4 65.0
100.0 64.0 20.0 16.0 100.0 - - 87.5 6.3 6.3 - -

学術研究、専門・技術サービス業 33 20 11 2 20 1 - 12 - 3 1 3 17 67.1 65.0
100.0 60.6 33.3 6.1 100.0 5.0 - 60.0 - 15.0 5.0 15.0

宿泊業、飲食サービス業 27 13 10 4 13 - - 9 - - 1 3 10 66.0 65.0
100.0 48.1 37.0 14.8 100.0 - - 69.2 - - 7.7 23.1

生活関連サービス業、娯楽業 29 21 6 2 21 - - 13 - - - 8 13 65.0 65.0
100.0 72.4 20.7 6.9 100.0 - - 61.9 - - - 38.1

教育、学習支援業 77 48 25 4 48 - - 37 - 5 - 6 42 65.6 65.0
100.0 62.3 32.5 5.2 100.0 - - 77.1 - 10.4 - 12.5

医療、福祉 334 219 74 41 219 - 2 118 5 38 9 47 172 66.7 65.0
100.0 65.6 22.2 12.3 100.0 - 0.9 53.9 2.3 17.4 4.1 21.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 13 7 2 13 - - 11 - - - 2 11 65.0 65.0
100.0 59.1 31.8 9.1 100.0 - - 84.6 - - - 15.4

サービス業（他に分類されないもの） 102 76 22 4 76 - - 42 2 15 4 13 63 66.9 65.0
100.0 74.5 21.6 3.9 100.0 - - 55.3 2.6 19.7 5.3 17.1

その他 4 2 1 1 2 - - 1 - 1 - - 2 67.5 67.5
100.0 50.0 25.0 25.0 100.0 - - 50.0 - 50.0 - -

サービス業（計） 213 143 56 14 143 1 - 87 2 18 6 29 114 66.5 65.0
100.0 67.1 26.3 6.6 100.0 0.7 - 60.8 1.4 12.6 4.2 20.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 9 12 - 9 - - 9 - - - - 9 65.0 65.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 42.9 57.1 - 100.0 - - 100.0 - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 51 39 11 1 39 - - 21 1 8 2 7 32 67.0 65.0
「業務請負会社」である 100.0 76.5 21.6 2.0 100.0 - - 53.8 2.6 20.5 5.1 17.9
雇用者の規模

29人以下 336 199 91 46 199 2 - 110 3 40 8 36 163 66.8 65.0
100.0 59.2 27.1 13.7 100.0 1.0 - 55.3 1.5 20.1 4.0 18.1

30～49人 189 127 45 17 127 - 1 72 1 12 6 35 92 66.3 65.0
100.0 67.2 23.8 9.0 100.0 - 0.8 56.7 0.8 9.4 4.7 27.6

50～99人 231 161 54 16 161 - 1 98 5 26 6 25 136 66.5 65.0
100.0 69.7 23.4 6.9 100.0 - 0.6 60.9 3.1 16.1 3.7 15.5

100～299人 239 164 52 23 164 - 1 121 4 17 4 17 147 65.9 65.0
100.0 68.6 21.8 9.6 100.0 - 0.6 73.8 2.4 10.4 2.4 10.4

300～499人 80 54 21 5 54 - - 37 1 5 1 10 44 65.9 65.0
100.0 67.5 26.3 6.3 100.0 - - 68.5 1.9 9.3 1.9 18.5

500～999人 54 38 13 3 38 - 1 27 - 1 1 8 30 65.4 65.0
100.0 70.4 24.1 5.6 100.0 - 2.6 71.1 - 2.6 2.6 21.1

1,000人以上 48 35 11 2 35 - - 25 1 3 2 4 31 66.1 65.0
100.0 72.9 22.9 4.2 100.0 - - 71.4 2.9 8.6 5.7 11.4

300人以上（計） 182 127 45 10 127 - 1 89 2 9 4 22 105 65.8 65.0
100.0 69.8 24.7 5.5 100.0 - 0.8 70.1 1.6 7.1 3.1 17.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 58 15 9 58 - - 39 - 6 1 12 46 66.0 65.0
100.0 70.7 18.3 11.0 100.0 - - 67.2 - 10.3 1.7 20.7

東北 109 78 25 6 78 1 - 60 2 7 1 7 71 65.6 65.0
100.0 71.6 22.9 5.5 100.0 1.3 - 76.9 2.6 9.0 1.3 9.0

南関東 256 150 82 24 150 - 2 97 2 13 10 26 124 66.5 65.0
100.0 58.6 32.0 9.4 100.0 - 1.3 64.7 1.3 8.7 6.7 17.3

北関東・甲信 74 43 19 12 43 - - 24 - 6 1 12 31 66.3 65.0
100.0 58.1 25.7 16.2 100.0 - - 55.8 - 14.0 2.3 27.9

北陸 59 41 11 7 41 - - 20 - 13 2 6 35 67.4 65.0
100.0 69.5 18.6 11.9 100.0 - - 48.8 - 31.7 4.9 14.6

東海 144 98 33 13 98 - - 64 3 11 2 18 80 66.1 65.0
100.0 68.1 22.9 9.0 100.0 - - 65.3 3.1 11.2 2.0 18.4

近畿 188 130 44 14 130 1 1 76 3 19 6 24 106 66.5 65.0
100.0 69.1 23.4 7.4 100.0 0.8 0.8 58.5 2.3 14.6 4.6 18.5

中国 62 43 15 4 43 - - 26 - 6 1 10 33 66.2 65.0
100.0 69.4 24.2 6.5 100.0 - - 60.5 - 14.0 2.3 23.3

四国 33 23 5 5 23 - - 10 1 6 1 5 18 67.3 65.0
100.0 69.7 15.2 15.2 100.0 - - 43.5 4.3 26.1 4.3 21.7

九州 170 114 38 18 114 - 1 74 4 17 3 15 99 66.2 65.0
100.0 67.1 22.4 10.6 100.0 - 0.9 64.9 3.5 14.9 2.6 13.2

三大都市圏 531 333 150 48 333 1 3 208 6 36 16 63 270 66.4 65.0
100.0 62.7 28.2 9.0 100.0 0.3 0.9 62.5 1.8 10.8 4.8 18.9

それ以外 646 445 137 64 445 1 1 282 9 68 12 72 373 66.3 65.0
100.0 68.9 21.2 9.9 100.0 0.2 0.2 63.4 2.0 15.3 2.7 16.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 778 287 112 778 2 4 490 15 104 28 135 643 66.3 65.0
100.0 66.1 24.4 9.5 100.0 0.3 0.5 63.0 1.9 13.4 3.6 17.4

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 778 287 112 778 2 4 490 15 104 28 135 643 66.3 65.0
100.0 66.1 24.4 9.5 100.0 0.3 0.5 63.0 1.9 13.4 3.6 17.4

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 72,441 27,187 10,793 72,441 259 312 45,445 1,457 9,808 2,677 12,483 59,958 66.3 65.0
100.0 65.6 24.6 9.8 100.0 0.4 0.4 62.7 2.0 13.5 3.7 17.2
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再雇用の有無（それぞれ１つに〇・数値も記入）

有期労働契約時

【パートタイム】

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で

無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

有 無 　
無
回
答

問
1
4
付
問
で
再
雇
用
が
あ
る

企
業
等

6
0
歳

6
1
～

6
4
歳

6
5
歳

6
6
～

6
9
歳

7
0
歳

7
1
歳
以
上

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

歳
）

中
央
値
（

歳
）

全体計 1,167 593 442 132 593 4 1 321 9 97 24 137 456 66.6 65.0
100.0 50.8 37.9 11.3 100.0 0.7 0.2 54.1 1.5 16.4 4.0 23.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

建設業 42 21 17 4 21 - - 11 - 3 1 6 15 66.7 65.0
100.0 50.0 40.5 9.5 100.0 - - 52.4 - 14.3 4.8 28.6

製造業 199 115 60 24 115 - 1 85 - 10 4 15 100 65.9 65.0
100.0 57.8 30.2 12.1 100.0 - 0.9 73.9 - 8.7 3.5 13.0

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 - 1 - - 1 - - - - 1 65.0 65.0
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - 100.0 - - - -

情報通信業 29 14 14 1 14 - - 8 - 3 - 3 11 66.4 65.0
100.0 48.3 48.3 3.4 100.0 - - 57.1 - 21.4 - 21.4

運輸業、郵便業 48 24 19 5 24 - - 10 - 2 4 8 16 68.3 65.0
100.0 50.0 39.6 10.4 100.0 - - 41.7 - 8.3 16.7 33.3

卸売業、小売業 147 71 54 22 71 3 - 38 1 13 3 13 58 66.5 65.0
100.0 48.3 36.7 15.0 100.0 4.2 - 53.5 1.4 18.3 4.2 18.3

金融業、保険業 22 6 15 1 6 - - 5 - 1 - - 6 65.8 65.0
100.0 27.3 68.2 4.5 100.0 - - 83.3 - 16.7 - -

不動産業、物品賃貸業 25 10 13 2 10 - - 7 - 2 - 1 9 66.1 65.0
100.0 40.0 52.0 8.0 100.0 - - 70.0 - 20.0 - 10.0

学術研究、専門・技術サービス業 25 11 12 2 11 - - 6 - 2 - 3 8 66.3 65.0
100.0 44.0 48.0 8.0 100.0 - - 54.5 - 18.2 - 27.3

宿泊業、飲食サービス業 31 13 15 3 13 - - 5 - 3 1 4 9 67.8 65.0
100.0 41.9 48.4 9.7 100.0 - - 38.5 - 23.1 7.7 30.8

生活関連サービス業、娯楽業 31 19 11 1 19 - - 8 - 2 1 8 11 67.3 65.0
100.0 61.3 35.5 3.2 100.0 - - 42.1 - 10.5 5.3 42.1

教育、学習支援業 85 31 45 9 31 - - 18 - 4 - 9 22 65.9 65.0
100.0 36.5 52.9 10.6 100.0 - - 58.1 - 12.9 - 29.0

医療、福祉 363 198 114 51 198 - - 91 7 40 7 53 145 67.0 65.0
100.0 54.5 31.4 14.0 100.0 - - 46.0 3.5 20.2 3.5 26.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 6 9 3 6 - - 4 - - - 2 4 65.0 65.0
100.0 33.3 50.0 16.7 100.0 - - 66.7 - - - 33.3

サービス業（他に分類されないもの） 94 52 38 4 52 1 - 23 1 12 3 12 40 67.2 65.0
100.0 55.3 40.4 4.3 100.0 1.9 - 44.2 1.9 23.1 5.8 23.1

その他 4 1 3 - 1 - - 1 - - - - 1 65.0 65.0
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - - 100.0 - - - -

サービス業（計） 199 101 85 13 101 1 - 46 1 19 5 29 72 67.0 65.0
100.0 50.8 42.7 6.5 100.0 1.0 - 45.5 1.0 18.8 5.0 28.7

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 6 15 1 6 - - 5 - - - 1 5 65.0 65.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 27.3 68.2 4.5 100.0 - - 83.3 - - - 16.7
付問④：「人材派遣会社」や 46 28 15 3 28 - - 14 - 6 2 6 22 67.2 65.0
「業務請負会社」である 100.0 60.9 32.6 6.5 100.0 - - 50.0 - 21.4 7.1 21.4
雇用者の規模

29人以下 337 171 109 57 171 3 - 78 2 42 8 38 133 67.1 65.0
100.0 50.7 32.3 16.9 100.0 1.8 - 45.6 1.2 24.6 4.7 22.2

30～49人 188 88 77 23 88 - - 42 1 13 4 28 60 66.8 65.0
100.0 46.8 41.0 12.2 100.0 - - 47.7 1.1 14.8 4.5 31.8

50～99人 225 122 85 18 122 1 - 68 3 20 4 26 96 66.5 65.0
100.0 54.2 37.8 8.0 100.0 0.8 - 55.7 2.5 16.4 3.3 21.3

100～299人 240 123 94 23 123 - 1 80 3 13 5 21 102 66.3 65.0
100.0 51.3 39.2 9.6 100.0 - 0.8 65.0 2.4 10.6 4.1 17.1

300～499人 76 41 29 6 41 - - 26 - 6 - 9 32 65.9 65.0
100.0 53.9 38.2 7.9 100.0 - - 63.4 - 14.6 - 22.0

500～999人 55 25 26 4 25 - - 14 - 2 - 9 16 65.6 65.0
100.0 45.5 47.3 7.3 100.0 - - 56.0 - 8.0 - 36.0

1,000人以上 46 23 22 1 23 - - 13 - 1 3 6 17 66.8 65.0
100.0 50.0 47.8 2.2 100.0 - - 56.5 - 4.3 13.0 26.1

300人以上（計） 177 89 77 11 89 - - 53 - 9 3 24 65 66.1 65.0
100.0 50.3 43.5 6.2 100.0 - - 59.6 - 10.1 3.4 27.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 33 23 9 33 - - 19 - 5 1 8 25 66.6 65.0
100.0 50.8 35.4 13.8 100.0 - - 57.6 - 15.2 3.0 24.2

東北 105 58 35 12 58 1 - 43 2 4 1 7 51 65.5 65.0
100.0 55.2 33.3 11.4 100.0 1.7 - 74.1 3.4 6.9 1.7 12.1

南関東 257 102 130 25 102 1 1 53 1 11 7 28 74 66.8 65.0
100.0 39.7 50.6 9.7 100.0 1.0 1.0 52.0 1.0 10.8 6.9 27.5

北関東・甲信 81 43 28 10 43 - - 23 - 10 1 9 34 66.8 65.0
100.0 53.1 34.6 12.3 100.0 - - 53.5 - 23.3 2.3 20.9

北陸 63 33 22 8 33 - - 14 - 9 1 9 24 67.3 65.0
100.0 52.4 34.9 12.7 100.0 - - 42.4 - 27.3 3.0 27.3

東海 150 81 51 18 81 1 - 48 1 9 1 21 60 65.9 65.0
100.0 54.0 34.0 12.0 100.0 1.2 - 59.3 1.2 11.1 1.2 25.9

近畿 179 97 64 18 97 - - 47 2 20 6 22 75 67.2 65.0
100.0 54.2 35.8 10.1 100.0 - - 48.5 2.1 20.6 6.2 22.7

中国 68 37 25 6 37 - - 23 - 4 1 9 28 66.0 65.0
100.0 54.4 36.8 8.8 100.0 - - 62.2 - 10.8 2.7 24.3

四国 39 21 12 6 21 - - 8 - 6 1 6 15 67.5 65.0
100.0 53.8 30.8 15.4 100.0 - - 38.1 - 28.6 4.8 28.6

九州 160 88 52 20 88 1 - 43 3 19 4 18 70 66.9 65.0
100.0 55.0 32.5 12.5 100.0 1.1 - 48.9 3.4 21.6 4.5 20.5

三大都市圏 526 243 225 58 243 2 1 125 3 34 12 66 177 66.7 65.0
100.0 46.2 42.8 11.0 100.0 0.8 0.4 51.4 1.2 14.0 4.9 27.2

それ以外 641 350 217 74 350 2 - 196 6 63 12 71 279 66.6 65.0
100.0 54.6 33.9 11.5 100.0 0.6 - 56.0 1.7 18.0 3.4 20.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 593 442 132 593 4 1 321 9 97 24 137 456 66.6 65.0
100.0 50.8 37.9 11.3 100.0 0.7 0.2 54.1 1.5 16.4 4.0 23.1

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 593 442 132 593 4 1 321 9 97 24 137 456 66.6 65.0
100.0 50.8 37.9 11.3 100.0 0.7 0.2 54.1 1.5 16.4 4.0 23.1

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 56,036 41,480 12,868 56,036 571 96 30,229 730 9,451 2,390 12,570 43,467 66.6 65.0
100.0 50.8 37.6 11.7 100.0 1.0 0.2 53.9 1.3 16.9 4.3 22.4
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再雇用の有無（それぞれ１つに〇・数値も記入）

無期転換後

【パートタイム】
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全体計 1,167 667 375 125 667 2 2 388 8 109 27 131 536 66.6 65.0
100.0 57.2 32.1 10.7 100.0 0.3 0.3 58.2 1.2 16.3 4.0 19.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

建設業 42 23 15 4 23 - - 12 - 3 2 6 17 67.2 65.0
100.0 54.8 35.7 9.5 100.0 - - 52.2 - 13.0 8.7 26.1

製造業 199 130 47 22 130 - 1 97 - 13 4 15 115 65.9 65.0
100.0 65.3 23.6 11.1 100.0 - 0.8 74.6 - 10.0 3.1 11.5

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 3 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

情報通信業 29 15 13 1 15 - - 10 - 2 - 3 12 65.8 65.0
100.0 51.7 44.8 3.4 100.0 - - 66.7 - 13.3 - 20.0

運輸業、郵便業 48 27 16 5 27 - - 14 - 2 4 7 20 67.7 65.0
100.0 56.3 33.3 10.4 100.0 - - 51.9 - 7.4 14.8 25.9

卸売業、小売業 147 75 51 21 75 2 - 44 1 15 3 10 65 66.5 65.0
100.0 51.0 34.7 14.3 100.0 2.7 - 58.7 1.3 20.0 4.0 13.3

金融業、保険業 22 15 7 - 15 - - 14 - 1 - - 15 65.3 65.0
100.0 68.2 31.8 - 100.0 - - 93.3 - 6.7 - -

不動産業、物品賃貸業 25 12 11 2 12 - - 9 - 2 - 1 11 65.9 65.0
100.0 48.0 44.0 8.0 100.0 - - 75.0 - 16.7 - 8.3

学術研究、専門・技術サービス業 25 15 8 2 15 - - 9 - 3 - 3 12 66.3 65.0
100.0 60.0 32.0 8.0 100.0 - - 60.0 - 20.0 - 20.0

宿泊業、飲食サービス業 31 15 13 3 15 - - 7 - 3 1 4 11 67.3 65.0
100.0 48.4 41.9 9.7 100.0 - - 46.7 - 20.0 6.7 26.7

生活関連サービス業、娯楽業 31 19 11 1 19 - - 8 - 2 1 8 11 67.3 65.0
100.0 61.3 35.5 3.2 100.0 - - 42.1 - 10.5 5.3 42.1

教育、学習支援業 85 36 40 9 36 - - 23 - 5 - 8 28 65.9 65.0
100.0 42.4 47.1 10.6 100.0 - - 63.9 - 13.9 - 22.2

医療、福祉 363 217 97 49 217 - 1 105 6 44 9 52 165 67.0 65.0
100.0 59.8 26.7 13.5 100.0 - 0.5 48.4 2.8 20.3 4.1 24.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 18 8 7 3 8 - - 6 - - - 2 6 65.0 65.0
100.0 44.4 38.9 16.7 100.0 - - 75.0 - - - 25.0

サービス業（他に分類されないもの） 94 59 32 3 59 - - 29 1 14 3 12 47 67.2 65.0
100.0 62.8 34.0 3.2 100.0 - - 49.2 1.7 23.7 5.1 20.3

その他 4 1 3 - 1 - - 1 - - - - 1 65.0 65.0
100.0 25.0 75.0 - 100.0 - - 100.0 - - - -

サービス業（計） 199 116 71 12 116 - - 59 1 22 5 29 87 66.9 65.0
100.0 58.3 35.7 6.0 100.0 - - 50.9 0.9 19.0 4.3 25.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 8 14 - 8 - - 8 - - - - 8 65.0 65.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 36.4 63.6 - 100.0 - - 100.0 - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 46 30 14 2 30 - - 16 - 6 2 6 24 67.0 65.0
「業務請負会社」である 100.0 65.2 30.4 4.3 100.0 - - 53.3 - 20.0 6.7 20.0
雇用者の規模

29人以下 337 184 100 53 184 2 - 90 2 44 8 38 146 67.0 65.0
100.0 54.6 29.7 15.7 100.0 1.1 - 48.9 1.1 23.9 4.3 20.7

30～49人 188 94 73 21 94 - - 50 1 12 4 27 67 66.5 65.0
100.0 50.0 38.8 11.2 100.0 - - 53.2 1.1 12.8 4.3 28.7

50～99人 225 133 74 18 133 - 1 77 2 25 5 23 110 66.7 65.0
100.0 59.1 32.9 8.0 100.0 - 0.8 57.9 1.5 18.8 3.8 17.3

100～299人 240 144 74 22 144 - 1 99 3 16 5 20 124 66.2 65.0
100.0 60.0 30.8 9.2 100.0 - 0.7 68.8 2.1 11.1 3.5 13.9

300～499人 76 49 21 6 49 - - 30 - 8 2 9 40 66.7 65.0
100.0 64.5 27.6 7.9 100.0 - - 61.2 - 16.3 4.1 18.4

500～999人 55 31 20 4 31 - - 21 - 2 - 8 23 65.4 65.0
100.0 56.4 36.4 7.3 100.0 - - 67.7 - 6.5 - 25.8

1,000人以上 46 32 13 1 32 - - 21 - 2 3 6 26 66.4 65.0
100.0 69.6 28.3 2.2 100.0 - - 65.6 - 6.3 9.4 18.8

300人以上（計） 177 112 54 11 112 - - 72 - 12 5 23 89 66.3 65.0
100.0 63.3 30.5 6.2 100.0 - - 64.3 - 10.7 4.5 20.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 65 37 19 9 37 - - 22 - 6 1 8 29 66.6 65.0
100.0 56.9 29.2 13.8 100.0 - - 59.5 - 16.2 2.7 21.6

東北 105 62 32 11 62 1 - 47 2 4 1 7 55 65.5 65.0
100.0 59.0 30.5 10.5 100.0 1.6 - 75.8 3.2 6.5 1.6 11.3

南関東 257 125 111 21 125 - 1 72 1 14 10 27 98 67.0 65.0
100.0 48.6 43.2 8.2 100.0 - 0.8 57.6 0.8 11.2 8.0 21.6

北関東・甲信 81 46 25 10 46 - - 25 - 11 1 9 37 66.8 65.0
100.0 56.8 30.9 12.3 100.0 - - 54.3 - 23.9 2.2 19.6

北陸 63 41 14 8 41 - - 21 - 11 1 8 33 67.0 65.0
100.0 65.1 22.2 12.7 100.0 - - 51.2 - 26.8 2.4 19.5

東海 150 88 46 16 88 1 - 52 1 12 1 21 67 66.1 65.0
100.0 58.7 30.7 10.7 100.0 1.1 - 59.1 1.1 13.6 1.1 23.9

近畿 179 105 55 19 105 - - 56 2 20 6 21 84 67.0 65.0
100.0 58.7 30.7 10.6 100.0 - - 53.3 1.9 19.0 5.7 20.0

中国 68 42 21 5 42 - - 28 - 5 1 8 34 66.0 65.0
100.0 61.8 30.9 7.4 100.0 - - 66.7 - 11.9 2.4 19.0

四国 39 25 9 5 25 - - 11 - 8 1 5 20 67.4 65.0
100.0 64.1 23.1 12.8 100.0 - - 44.0 - 32.0 4.0 20.0

九州 160 96 43 21 96 - 1 54 2 18 4 17 79 66.7 65.0
100.0 60.0 26.9 13.1 100.0 - 1.0 56.3 2.1 18.8 4.2 17.7

三大都市圏 526 277 196 53 277 1 1 155 3 38 15 64 213 66.7 65.0
100.0 52.7 37.3 10.1 100.0 0.4 0.4 56.0 1.1 13.7 5.4 23.1

それ以外 641 390 179 72 390 1 1 233 5 71 12 67 323 66.5 65.0
100.0 60.8 27.9 11.2 100.0 0.3 0.3 59.7 1.3 18.2 3.1 17.2

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,167 667 375 125 667 2 2 388 8 109 27 131 536 66.6 65.0
100.0 57.2 32.1 10.7 100.0 0.3 0.3 58.2 1.2 16.3 4.0 19.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,167 667 375 125 667 2 2 388 8 109 27 131 536 66.6 65.0
100.0 57.2 32.1 10.7 100.0 0.3 0.3 58.2 1.2 16.3 4.0 19.6

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,385 62,721 35,510 12,154 62,721 319 160 36,434 665 10,583 2,589 11,970 50,751 66.6 65.0
100.0 56.8 32.2 11.0 100.0 0.5 0.3 58.1 1.1 16.9 4.1 19.1
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再雇用の有無（それぞれ１つに〇・数値も記入）

【正社員】
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全体計 1,413 1,026 143 244 1,026 4 7 714 21 121 27 132 894 66.0 65.0
100.0 72.6 10.1 17.3 100.0 0.4 0.7 69.6 2.0 11.8 2.6 12.9

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - 1 - 1 - - - - - 1 62.0 62.0
100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - -

建設業 78 43 7 28 43 - - 26 - 6 1 10 33 66.2 65.0
100.0 55.1 9.0 35.9 100.0 - - 60.5 - 14.0 2.3 23.3

製造業 243 186 13 44 186 - 2 144 2 16 5 17 169 65.8 65.0
100.0 76.5 5.3 18.1 100.0 - 1.1 77.4 1.1 8.6 2.7 9.1

電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 1 1 3 - - 2 - 1 - - 3 66.7 65.0
100.0 60.0 20.0 20.0 100.0 - - 66.7 - 33.3 - -

情報通信業 47 36 8 3 36 - - 30 - 3 - 3 33 65.5 65.0
100.0 76.6 17.0 6.4 100.0 - - 83.3 - 8.3 - 8.3

運輸業、郵便業 60 44 3 13 44 - - 27 - 7 3 7 37 66.7 65.0
100.0 73.3 5.0 21.7 100.0 - - 61.4 - 15.9 6.8 15.9

卸売業、小売業 167 111 22 34 111 1 - 77 7 11 3 12 99 66.0 65.0
100.0 66.5 13.2 20.4 100.0 0.9 - 69.4 6.3 9.9 2.7 10.8

金融業、保険業 31 26 4 1 26 - - 25 - - - 1 25 65.0 65.0
100.0 83.9 12.9 3.2 100.0 - - 96.2 - - - 3.8

不動産業、物品賃貸業 32 27 2 3 27 - - 23 1 2 - 1 26 65.4 65.0
100.0 84.4 6.3 9.4 100.0 - - 85.2 3.7 7.4 - 3.7

学術研究、専門・技術サービス業 40 27 5 8 27 1 - 19 1 4 - 2 25 65.7 65.0
100.0 67.5 12.5 20.0 100.0 3.7 - 70.4 3.7 14.8 - 7.4

宿泊業、飲食サービス業 33 20 8 5 20 - - 14 - 4 1 1 19 66.6 65.0
100.0 60.6 24.2 15.2 100.0 - - 70.0 - 20.0 5.0 5.0

生活関連サービス業、娯楽業 36 26 2 8 26 - - 17 - 1 1 7 19 66.1 65.0
100.0 72.2 5.6 22.2 100.0 - - 65.4 - 3.8 3.8 26.9

教育、学習支援業 94 65 13 16 65 1 - 53 - 5 - 6 59 65.3 65.0
100.0 69.1 13.8 17.0 100.0 1.5 - 81.5 - 7.7 - 9.2

医療、福祉 399 289 44 66 289 1 2 169 8 50 8 51 238 66.4 65.0
100.0 72.4 11.0 16.5 100.0 0.3 0.7 58.5 2.8 17.3 2.8 17.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 20 - 3 20 - 1 19 - - - - 20 64.9 65.0
100.0 87.0 - 13.0 100.0 - 5.0 95.0 - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 119 97 11 11 97 - 1 65 2 10 5 14 83 66.2 65.0
100.0 81.5 9.2 9.2 100.0 - 1.0 67.0 2.1 10.3 5.2 14.4

その他 5 5 - - 5 - - 4 - 1 - - 5 66.0 65.0
100.0 100.0 - - 100.0 - - 80.0 - 20.0 - -

サービス業（計） 251 190 26 35 190 1 2 134 3 19 7 24 166 66.0 65.0
100.0 75.7 10.4 13.9 100.0 0.5 1.1 70.5 1.6 10.0 3.7 12.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 16 6 1 16 - - 16 - - - - 16 65.0 65.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 69.6 26.1 4.3 100.0 - - 100.0 - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 57 46 6 5 46 - - 29 1 6 2 8 38 66.4 65.0
「業務請負会社」である 100.0 80.7 10.5 8.8 100.0 - - 63.0 2.2 13.0 4.3 17.4
雇用者の規模

29人以下 452 273 62 117 273 2 3 156 6 46 11 49 224 66.5 65.0
100.0 60.4 13.7 25.9 100.0 0.7 1.1 57.1 2.2 16.8 4.0 17.9

30～49人 242 175 28 39 175 1 1 113 3 22 4 31 144 66.1 65.0
100.0 72.3 11.6 16.1 100.0 0.6 0.6 64.6 1.7 12.6 2.3 17.7

50～99人 263 203 27 33 203 1 - 141 4 33 5 19 184 66.2 65.0
100.0 77.2 10.3 12.5 100.0 0.5 - 69.5 2.0 16.3 2.5 9.4

100～299人 261 207 17 37 207 - 2 170 4 13 4 14 193 65.6 65.0
100.0 79.3 6.5 14.2 100.0 - 1.0 82.1 1.9 6.3 1.9 6.8

300～499人 85 70 4 11 70 - - 60 - 3 - 7 63 65.2 65.0
100.0 82.4 4.7 12.9 100.0 - - 85.7 - 4.3 - 10.0

500～999人 58 52 3 3 52 - 1 40 1 1 1 8 44 65.3 65.0
100.0 89.7 5.2 5.2 100.0 - 1.9 76.9 1.9 1.9 1.9 15.4

1,000人以上 52 46 2 4 46 - - 34 3 3 2 4 42 65.9 65.0
100.0 88.5 3.8 7.7 100.0 - - 73.9 6.5 6.5 4.3 8.7

300人以上（計） 195 168 9 18 168 - 1 134 4 7 3 19 149 65.4 65.0
100.0 86.2 4.6 9.2 100.0 - 0.6 79.8 2.4 4.2 1.8 11.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 71 5 17 71 1 1 50 1 9 1 8 63 65.9 65.0
100.0 76.3 5.4 18.3 100.0 1.4 1.4 70.4 1.4 12.7 1.4 11.3

東北 130 102 11 17 102 1 1 82 3 9 - 6 96 65.5 65.0
100.0 78.5 8.5 13.1 100.0 1.0 1.0 80.4 2.9 8.8 - 5.9

南関東 315 214 48 53 214 - 2 160 2 15 8 27 187 65.9 65.0
100.0 67.9 15.2 16.8 100.0 - 0.9 74.8 0.9 7.0 3.7 12.6

北関東・甲信 94 67 4 23 67 - - 46 1 9 1 10 57 66.0 65.0
100.0 71.3 4.3 24.5 100.0 - - 68.7 1.5 13.4 1.5 14.9

北陸 73 59 5 9 59 - - 39 1 11 2 6 53 66.4 65.0
100.0 80.8 6.8 12.3 100.0 - - 66.1 1.7 18.6 3.4 10.2

東海 173 127 13 33 127 - 1 88 5 13 3 17 110 66.0 65.0
100.0 73.4 7.5 19.1 100.0 - 0.8 69.3 3.9 10.2 2.4 13.4

近畿 217 155 25 37 155 2 2 95 3 21 5 27 128 66.1 65.0
100.0 71.4 11.5 17.1 100.0 1.3 1.3 61.3 1.9 13.5 3.2 17.4

中国 78 56 9 13 56 - - 40 - 6 1 9 47 65.8 65.0
100.0 71.8 11.5 16.7 100.0 - - 71.4 - 10.7 1.8 16.1

四国 44 36 3 5 36 - - 20 - 8 2 6 30 66.9 65.0
100.0 81.8 6.8 11.4 100.0 - - 55.6 - 22.2 5.6 16.7

九州 196 139 20 37 139 - - 94 5 20 4 16 123 66.2 65.0
100.0 70.9 10.2 18.9 100.0 - - 67.6 3.6 14.4 2.9 11.5

三大都市圏 639 445 79 115 445 2 5 307 8 43 14 66 379 65.9 65.0
100.0 69.6 12.4 18.0 100.0 0.4 1.1 69.0 1.8 9.7 3.1 14.8

それ以外 774 581 64 129 581 2 2 407 13 78 13 66 515 66.0 65.0
100.0 75.1 8.3 16.7 100.0 0.3 0.3 70.1 2.2 13.4 2.2 11.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 1,026 143 244 1,026 4 7 714 21 121 27 132 894 66.0 65.0
100.0 72.6 10.1 17.3 100.0 0.4 0.7 69.6 2.0 11.8 2.6 12.9

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 1,026 143 244 1,026 4 7 714 21 121 27 132 894 66.0 65.0
100.0 72.6 10.1 17.3 100.0 0.4 0.7 69.6 2.0 11.8 2.6 12.9

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 95,648 14,312 24,551 95,648 399 538 66,252 2,012 11,344 2,725 12,378 83,269 66.0 65.0
100.0 71.1 10.6 18.3 100.0 0.4 0.6 69.3 2.1 11.9 2.8 12.9
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問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
あ
る
い
は

パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約
労
働
者

に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形
で
無
期
転
換

で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る
企
業
等

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

　
無
回
答

問
1
5
付
問
①
で
高
齢
（

6
0
歳

以
上
）

の
有
期
契
約
労
働
者
を

雇
用
し
て
い
る
企
業
等

無
期
労
働
契
約
へ
の
移
行
者

（

無
期
転
換
者
）

は
一
切
、

出
さ

な
い
（

全
員
の
契
約
を
終
了
す
る
）

一
般
的
な
有
期
契
約
労
働
者
よ
り
は

少
な
い
が
、

無
期
労
働
契
約
へ
の

移
行
者
（

無
期
転
換
者
）

を
出
す

一
般
的
な
有
期
契
約
労
働
者
と
全
く

同
様
に
、

無
期
労
働
契
約
へ
の

移
行
者
（

無
期
転
換
者
）

を
出
す

方
針
は
未
定
・
分
か
ら
な
い

　
無
回
答

全体計 1,413 849 526 38 849 175 97 260 291 26
100.0 60.1 37.2 2.7 100.0 20.6 11.4 30.6 34.3 3.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - 1 - - - 1 -
100.0 100.0 - - 100.0 - - - 100.0 -

建設業 78 41 35 2 41 8 6 13 14 -
100.0 52.6 44.9 2.6 100.0 19.5 14.6 31.7 34.1 -

製造業 243 131 105 7 131 29 15 31 50 6
100.0 53.9 43.2 2.9 100.0 22.1 11.5 23.7 38.2 4.6

電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 1 - 4 - 1 1 1 1
100.0 80.0 20.0 - 100.0 - 25.0 25.0 25.0 25.0

情報通信業 47 19 28 - 19 5 2 2 10 -
100.0 40.4 59.6 - 100.0 26.3 10.5 10.5 52.6 -

運輸業、郵便業 60 42 17 1 42 10 5 12 15 -
100.0 70.0 28.3 1.7 100.0 23.8 11.9 28.6 35.7 -

卸売業、小売業 167 89 68 10 89 23 8 27 30 1
100.0 53.3 40.7 6.0 100.0 25.8 9.0 30.3 33.7 1.1

金融業、保険業 31 19 12 - 19 6 5 5 3 -
100.0 61.3 38.7 - 100.0 31.6 26.3 26.3 15.8 -

不動産業、物品賃貸業 32 15 14 3 15 4 - 6 5 -
100.0 46.9 43.8 9.4 100.0 26.7 - 40.0 33.3 -

学術研究、専門・技術サービス業 40 18 22 - 18 4 - 8 6 -
100.0 45.0 55.0 - 100.0 22.2 - 44.4 33.3 -

宿泊業、飲食サービス業 33 18 14 1 18 2 - 6 9 1
100.0 54.5 42.4 3.0 100.0 11.1 - 33.3 50.0 5.6

生活関連サービス業、娯楽業 36 20 13 3 20 5 3 7 4 1
100.0 55.6 36.1 8.3 100.0 25.0 15.0 35.0 20.0 5.0

教育、学習支援業 94 59 33 2 59 17 12 15 15 -
100.0 62.8 35.1 2.1 100.0 28.8 20.3 25.4 25.4 -

医療、福祉 399 277 114 8 277 42 25 88 107 15
100.0 69.4 28.6 2.0 100.0 15.2 9.0 31.8 38.6 5.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 16 6 1 16 2 2 8 3 1
100.0 69.6 26.1 4.3 100.0 12.5 12.5 50.0 18.8 6.3

サービス業（他に分類されないもの） 119 77 42 - 77 17 13 30 17 -
100.0 64.7 35.3 - 100.0 22.1 16.9 39.0 22.1 -

その他 5 3 2 - 3 1 - 1 1 -
100.0 60.0 40.0 - 100.0 33.3 - 33.3 33.3 -

サービス業（計） 251 149 97 5 149 30 18 59 39 3
100.0 59.4 38.6 2.0 100.0 20.1 12.1 39.6 26.2 2.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 19 4 - 19 6 3 9 1 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 82.6 17.4 - 100.0 31.6 15.8 47.4 5.3 -
付問④：「人材派遣会社」や 57 41 16 - 41 7 10 13 11 -
「業務請負会社」である 100.0 71.9 28.1 - 100.0 17.1 24.4 31.7 26.8 -
雇用者の規模

29人以下 452 196 233 23 196 31 25 52 82 6
100.0 43.4 51.5 5.1 100.0 15.8 12.8 26.5 41.8 3.1

30～49人 242 129 110 3 129 21 11 34 57 6
100.0 53.3 45.5 1.2 100.0 16.3 8.5 26.4 44.2 4.7

50～99人 263 177 81 5 177 38 20 51 62 6
100.0 67.3 30.8 1.9 100.0 21.5 11.3 28.8 35.0 3.4

100～299人 261 187 68 6 187 44 20 59 59 5
100.0 71.6 26.1 2.3 100.0 23.5 10.7 31.6 31.6 2.7

300～499人 85 69 16 - 69 18 9 26 15 1
100.0 81.2 18.8 - 100.0 26.1 13.0 37.7 21.7 1.4

500～999人 58 47 10 1 47 10 7 20 9 1
100.0 81.0 17.2 1.7 100.0 21.3 14.9 42.6 19.1 2.1

1,000人以上 52 44 8 - 44 13 5 18 7 1
100.0 84.6 15.4 - 100.0 29.5 11.4 40.9 15.9 2.3

300人以上（計） 195 160 34 1 160 41 21 64 31 3
100.0 82.1 17.4 0.5 100.0 25.6 13.1 40.0 19.4 1.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 56 34 3 56 9 5 14 28 -
100.0 60.2 36.6 3.2 100.0 16.1 8.9 25.0 50.0 -

東北 130 61 67 2 61 14 11 15 19 2
100.0 46.9 51.5 1.5 100.0 23.0 18.0 24.6 31.1 3.3

南関東 315 197 112 6 197 48 18 66 58 7
100.0 62.5 35.6 1.9 100.0 24.4 9.1 33.5 29.4 3.6

北関東・甲信 94 52 39 3 52 10 8 14 19 1
100.0 55.3 41.5 3.2 100.0 19.2 15.4 26.9 36.5 1.9

北陸 73 52 20 1 52 10 3 19 18 2
100.0 71.2 27.4 1.4 100.0 19.2 5.8 36.5 34.6 3.8

東海 173 103 61 9 103 24 10 31 35 3
100.0 59.5 35.3 5.2 100.0 23.3 9.7 30.1 34.0 2.9

近畿 217 133 80 4 133 25 13 44 47 4
100.0 61.3 36.9 1.8 100.0 18.8 9.8 33.1 35.3 3.0

中国 78 43 31 4 43 7 8 8 17 3
100.0 55.1 39.7 5.1 100.0 16.3 18.6 18.6 39.5 7.0

四国 44 25 18 1 25 2 2 10 11 -
100.0 56.8 40.9 2.3 100.0 8.0 8.0 40.0 44.0 -

九州 196 127 64 5 127 26 19 39 39 4
100.0 64.8 32.7 2.6 100.0 20.5 15.0 30.7 30.7 3.1

三大都市圏 639 391 231 17 391 88 37 128 126 12
100.0 61.2 36.2 2.7 100.0 22.5 9.5 32.7 32.2 3.1

それ以外 774 458 295 21 458 87 60 132 165 14
100.0 59.2 38.1 2.7 100.0 19.0 13.1 28.8 36.0 3.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 849 526 38 849 175 97 260 291 26
100.0 60.1 37.2 2.7 100.0 20.6 11.4 30.6 34.3 3.1

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 849 526 38 849 175 97 260 291 26
100.0 60.1 37.2 2.7 100.0 20.6 11.4 30.6 34.3 3.1

雇用していない - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 76,752 53,549 4,209 76,752 16,011 8,578 22,794 27,237 2,132
100.0 57.1 39.8 3.1 100.0 20.9 11.2 29.7 35.5 2.8

問１５付問①：定年後再雇用者以外の、
高齢（60歳以上）の有期契約労働者を
雇用していますか。

問１５付問②：高齢（60歳以上）の有期契約労働者
については、無期転換ルールにどう対応しますか。

問１５：貴社で正社員として働いていた定年後再雇用者以外の、高齢（60歳以上）の有期契約労働者の雇用状況や、
無期転換ルールへの対応状況等についてお伺いします（それぞれ１つに〇）。
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問１５付問④：無期転換後の定年を複数、設けていますか。設けている場合、合計でいくつですか（数値も記入）。

問
1
5
付
問
①
で
高
齢
（

6
0
歳

以
上
）

の
有
期
契
約
労
働
者
を

雇
用
し
て
い
る
企
業
等

設
け
て
い
る

設
け
て
い
な
い

　
無
回
答

問
1
5
付
問
③
で
無
期
転
換
後
の

定
年
を
設
け
て
い
る
企
業
等

（

定
年
を
複
数
）

設
け
て
い
る

設
け
て
い
な
い

　
無
回
答

問
1
5
付
問
④
で
無
期
転
換
後
の

定
年
を
複
数
、

設
け
て
い
る
企
業
等

２
つ

３
つ

４
つ
以
上

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

つ
）

中
央
値
（

つ
）

全体計 849 335 477 37 335 100 230 5 100 51 17 17 15 85 2.8 2.0
100.0 39.5 56.2 4.4 100.0 29.9 68.7 1.5 100.0 51.0 17.0 17.0 15.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - -

建設業 41 12 27 2 12 4 8 - 4 2 1 1 - 4 3.3 2.5
100.0 29.3 65.9 4.9 100.0 33.3 66.7 - 100.0 50.0 25.0 25.0 -

製造業 131 46 82 3 46 13 31 2 13 7 2 1 3 10 2.4 2.0
100.0 35.1 62.6 2.3 100.0 28.3 67.4 4.3 100.0 53.8 15.4 7.7 23.1

電気・ガス・熱供給・水道業 4 1 2 1 1 - 1 - - - - - - - - -
100.0 25.0 50.0 25.0 100.0 - 100.0 - - - - - -

情報通信業 19 8 11 - 8 4 4 - 4 4 - - - 4 2.0 2.0
100.0 42.1 57.9 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - -

運輸業、郵便業 42 22 20 - 22 5 17 - 5 3 1 - 1 4 2.3 2.0
100.0 52.4 47.6 - 100.0 22.7 77.3 - 100.0 60.0 20.0 - 20.0

卸売業、小売業 89 32 50 7 32 10 22 - 10 4 3 1 2 8 2.6 2.5
100.0 36.0 56.2 7.9 100.0 31.3 68.8 - 100.0 40.0 30.0 10.0 20.0

金融業、保険業 19 9 10 - 9 1 8 - 1 - - 1 - 1 7.0 7.0
100.0 47.4 52.6 - 100.0 11.1 88.9 - 100.0 - - 100.0 -

不動産業、物品賃貸業 15 7 7 1 7 3 4 - 3 2 1 - - 3 2.3 2.0
100.0 46.7 46.7 6.7 100.0 42.9 57.1 - 100.0 66.7 33.3 - -

学術研究、専門・技術サービス業 18 6 12 - 6 1 5 - 1 1 - - - 1 2.0 2.0
100.0 33.3 66.7 - 100.0 16.7 83.3 - 100.0 100.0 - - -

宿泊業、飲食サービス業 18 6 10 2 6 3 3 - 3 1 - 2 - 3 3.7 4.0
100.0 33.3 55.6 11.1 100.0 50.0 50.0 - 100.0 33.3 - 66.7 -

生活関連サービス業、娯楽業 20 6 13 1 6 2 4 - 2 1 - 1 - 2 3.0 3.0
100.0 30.0 65.0 5.0 100.0 33.3 66.7 - 100.0 50.0 - 50.0 -

教育、学習支援業 59 27 30 2 27 10 17 - 10 5 - 3 2 8 3.3 2.0
100.0 45.8 50.8 3.4 100.0 37.0 63.0 - 100.0 50.0 - 30.0 20.0

医療、福祉 277 101 162 14 101 26 74 1 26 14 4 3 5 21 2.7 2.0
100.0 36.5 58.5 5.1 100.0 25.7 73.3 1.0 100.0 53.8 15.4 11.5 19.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 16 10 5 1 10 7 3 - 7 3 2 2 - 7 3.3 3.0
100.0 62.5 31.3 6.3 100.0 70.0 30.0 - 100.0 42.9 28.6 28.6 -

サービス業（他に分類されないもの） 77 41 34 2 41 10 29 2 10 4 3 2 1 9 3.0 3.0
100.0 53.2 44.2 2.6 100.0 24.4 70.7 4.9 100.0 40.0 30.0 20.0 10.0

その他 3 1 1 1 1 1 - - 1 - - - 1 - - -
100.0 33.3 33.3 33.3 100.0 100.0 - - 100.0 - - - 100.0

サービス業（計） 149 69 74 6 69 23 44 2 23 10 5 7 1 22 3.1 3.0
100.0 46.3 49.7 4.0 100.0 33.3 63.8 2.9 100.0 43.5 21.7 30.4 4.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 19 13 6 - 13 4 9 - 4 3 - 1 - 4 3.0 2.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 68.4 31.6 - 100.0 30.8 69.2 - 100.0 75.0 - 25.0 -
付問④：「人材派遣会社」や 41 16 24 1 16 5 10 1 5 1 2 2 - 5 3.6 3.0
「業務請負会社」である 100.0 39.0 58.5 2.4 100.0 31.3 62.5 6.3 100.0 20.0 40.0 40.0 -
雇用者の規模

29人以下 196 55 132 9 55 15 39 1 15 7 2 2 4 11 2.9 2.0
100.0 28.1 67.3 4.6 100.0 27.3 70.9 1.8 100.0 46.7 13.3 13.3 26.7

30～49人 129 39 84 6 39 10 27 2 10 4 4 1 1 9 2.8 3.0
100.0 30.2 65.1 4.7 100.0 25.6 69.2 5.1 100.0 40.0 40.0 10.0 10.0

50～99人 177 68 102 7 68 18 50 - 18 9 2 4 3 15 2.8 2.0
100.0 38.4 57.6 4.0 100.0 26.5 73.5 - 100.0 50.0 11.1 22.2 16.7

100～299人 187 82 97 8 82 29 51 2 29 16 5 4 4 25 2.7 2.0
100.0 43.9 51.9 4.3 100.0 35.4 62.2 2.4 100.0 55.2 17.2 13.8 13.8

300～499人 69 38 29 2 38 10 28 - 10 7 - 3 - 10 2.9 2.0
100.0 55.1 42.0 2.9 100.0 26.3 73.7 - 100.0 70.0 - 30.0 -

500～999人 47 30 16 1 30 8 22 - 8 2 2 2 2 6 3.5 3.0
100.0 63.8 34.0 2.1 100.0 26.7 73.3 - 100.0 25.0 25.0 25.0 25.0

1,000人以上 44 23 17 4 23 10 13 - 10 6 2 1 1 9 2.6 2.0
100.0 52.3 38.6 9.1 100.0 43.5 56.5 - 100.0 60.0 20.0 10.0 10.0

300人以上（計） 160 91 62 7 91 28 63 - 28 15 4 6 3 25 2.9 2.0
100.0 56.9 38.8 4.4 100.0 30.8 69.2 - 100.0 53.6 14.3 21.4 10.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 56 18 35 3 18 3 14 1 3 1 - - 2 1 2.0 2.0
100.0 32.1 62.5 5.4 100.0 16.7 77.8 5.6 100.0 33.3 - - 66.7

東北 61 24 35 2 24 2 22 - 2 1 - - 1 1 2.0 2.0
100.0 39.3 57.4 3.3 100.0 8.3 91.7 - 100.0 50.0 - - 50.0

南関東 197 78 107 12 78 29 48 1 29 15 4 6 4 25 2.9 2.0
100.0 39.6 54.3 6.1 100.0 37.2 61.5 1.3 100.0 51.7 13.8 20.7 13.8

北関東・甲信 52 17 33 2 17 6 10 1 6 - 3 1 2 4 3.5 3.0
100.0 32.7 63.5 3.8 100.0 35.3 58.8 5.9 100.0 - 50.0 16.7 33.3

北陸 52 24 26 2 24 10 14 - 10 5 2 3 - 10 3.2 2.5
100.0 46.2 50.0 3.8 100.0 41.7 58.3 - 100.0 50.0 20.0 30.0 -

東海 103 41 59 3 41 6 35 - 6 3 - 2 1 5 3.2 2.0
100.0 39.8 57.3 2.9 100.0 14.6 85.4 - 100.0 50.0 - 33.3 16.7

近畿 133 58 72 3 58 20 36 2 20 9 5 3 3 17 2.8 2.0
100.0 43.6 54.1 2.3 100.0 34.5 62.1 3.4 100.0 45.0 25.0 15.0 15.0

中国 43 16 23 4 16 6 10 - 6 5 1 - - 6 2.2 2.0
100.0 37.2 53.5 9.3 100.0 37.5 62.5 - 100.0 83.3 16.7 - -

四国 25 11 14 - 11 4 7 - 4 3 - 1 - 4 3.3 2.0
100.0 44.0 56.0 - 100.0 36.4 63.6 - 100.0 75.0 - 25.0 -

九州 127 48 73 6 48 14 34 - 14 9 2 1 2 12 2.3 2.0
100.0 37.8 57.5 4.7 100.0 29.2 70.8 - 100.0 64.3 14.3 7.1 14.3

三大都市圏 391 157 218 16 157 50 104 3 50 24 8 10 8 42 2.9 2.0
100.0 40.2 55.8 4.1 100.0 31.8 66.2 1.9 100.0 48.0 16.0 20.0 16.0

それ以外 458 178 259 21 178 50 126 2 50 27 9 7 7 43 2.7 2.0
100.0 38.9 56.6 4.6 100.0 28.1 70.8 1.1 100.0 54.0 18.0 14.0 14.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 849 335 477 37 335 100 230 5 100 51 17 17 15 85 2.8 2.0
100.0 39.5 56.2 4.4 100.0 29.9 68.7 1.5 100.0 51.0 17.0 17.0 15.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 849 335 477 37 335 100 230 5 100 51 17 17 15 85 2.8 2.0
100.0 39.5 56.2 4.4 100.0 29.9 68.7 1.5 100.0 51.0 17.0 17.0 15.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 76,752 29,153 44,263 3,337 29,153 8,641 19,997 515 8,641 4,419 1,501 1,441 1,280 7,361 2.8 2.0
100.0 38.0 57.7 4.3 100.0 29.6 68.6 1.8 100.0 51.1 17.4 16.7 14.8

問１５付問③：高齢（60歳以上）の有期契約労働者から、無期労働契約への移行者（無期転換者）を出さない
ため、あるいは無期転換している期間をできるだけ短くするために、無期転換後の定年を設けていますか。
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【フルタイム】 【パートタイム】
問
8
で
フ
ル
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

い
な
い
（

0
％
）

0
％
超
1
0
％
未
満

1
0
％
以
上
3
0
％
未
満

3
0
％
以
上
5
0
％
未
満

5
0
％
以
上
8
0
％
未
満

8
0
％
以
上
1
0
0
％
未
満

全
員
（

1
0
0
％
）

分
か
ら
な
い

　
無
回
答

問
8
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
形

で
無
期
転
換
で
き
る
機
会
を
設
け
て

い
る
企
業
等

い
な
い
（

0
％
）

0
％
超
1
0
％
未
満

1
0
％
以
上
3
0
％
未
満

3
0
％
以
上
5
0
％
未
満

5
0
％
以
上
8
0
％
未
満

8
0
％
以
上
1
0
0
％
未
満

全
員
（

1
0
0
％
）

分
か
ら
な
い

　
無
回
答

全体計 1,177 123 140 87 97 107 135 112 338 38 1,167 180 144 111 68 81 94 67 393 29
100.0 10.5 11.9 7.4 8.2 9.1 11.5 9.5 28.7 3.2 100.0 15.4 12.3 9.5 5.8 6.9 8.1 5.7 33.7 2.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - 1 - 1 - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 - - - - - - - 100.0 -

建設業 62 7 8 2 2 6 6 4 22 5 42 7 5 1 1 1 4 3 17 3
100.0 11.3 12.9 3.2 3.2 9.7 9.7 6.5 35.5 8.1 100.0 16.7 11.9 2.4 2.4 2.4 9.5 7.1 40.5 7.1

製造業 205 19 18 7 15 27 26 25 63 5 199 34 18 15 12 20 20 12 66 2
100.0 9.3 8.8 3.4 7.3 13.2 12.7 12.2 30.7 2.4 100.0 17.1 9.0 7.5 6.0 10.1 10.1 6.0 33.2 1.0

電気・ガス・熱供給・水道業 3 - - - - - - 1 2 - 3 - 1 - - - - 1 1 -
100.0 - - - - - - 33.3 66.7 - 100.0 - 33.3 - - - - 33.3 33.3 -

情報通信業 45 5 2 6 1 5 6 4 14 2 29 2 5 4 1 1 1 1 13 1
100.0 11.1 4.4 13.3 2.2 11.1 13.3 8.9 31.1 4.4 100.0 6.9 17.2 13.8 3.4 3.4 3.4 3.4 44.8 3.4

運輸業、郵便業 53 6 3 3 5 1 8 7 19 1 48 9 3 4 3 1 5 4 19 -
100.0 11.3 5.7 5.7 9.4 1.9 15.1 13.2 35.8 1.9 100.0 18.8 6.3 8.3 6.3 2.1 10.4 8.3 39.6 -

卸売業、小売業 128 14 16 10 13 11 7 13 36 8 147 12 19 13 8 15 11 12 49 8
100.0 10.9 12.5 7.8 10.2 8.6 5.5 10.2 28.1 6.3 100.0 8.2 12.9 8.8 5.4 10.2 7.5 8.2 33.3 5.4

金融業、保険業 27 2 3 2 1 - 6 - 12 1 22 5 1 2 1 1 2 1 9 -
100.0 7.4 11.1 7.4 3.7 - 22.2 - 44.4 3.7 100.0 22.7 4.5 9.1 4.5 4.5 9.1 4.5 40.9 -

不動産業、物品賃貸業 25 2 2 - 3 3 2 6 5 2 25 5 4 1 2 2 2 1 6 2
100.0 8.0 8.0 - 12.0 12.0 8.0 24.0 20.0 8.0 100.0 20.0 16.0 4.0 8.0 8.0 8.0 4.0 24.0 8.0

学術研究、専門・技術サービス業 33 3 4 3 3 3 2 4 11 - 25 5 2 1 1 1 1 1 13 -
100.0 9.1 12.1 9.1 9.1 9.1 6.1 12.1 33.3 - 100.0 20.0 8.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 52.0 -

宿泊業、飲食サービス業 27 3 3 2 2 2 5 1 7 2 31 5 3 3 1 - 3 1 13 2
100.0 11.1 11.1 7.4 7.4 7.4 18.5 3.7 25.9 7.4 100.0 16.1 9.7 9.7 3.2 - 9.7 3.2 41.9 6.5

生活関連サービス業、娯楽業 29 5 5 1 1 2 4 1 9 1 31 8 4 3 1 - 2 1 12 -
100.0 17.2 17.2 3.4 3.4 6.9 13.8 3.4 31.0 3.4 100.0 25.8 12.9 9.7 3.2 - 6.5 3.2 38.7 -

教育、学習支援業 77 16 12 5 4 8 6 4 18 4 85 17 15 12 2 4 4 1 25 5
100.0 20.8 15.6 6.5 5.2 10.4 7.8 5.2 23.4 5.2 100.0 20.0 17.6 14.1 2.4 4.7 4.7 1.2 29.4 5.9

医療、福祉 334 29 48 32 28 29 42 33 87 6 363 53 47 37 29 25 31 23 114 4
100.0 8.7 14.4 9.6 8.4 8.7 12.6 9.9 26.0 1.8 100.0 14.6 12.9 10.2 8.0 6.9 8.5 6.3 31.4 1.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 22 2 2 5 2 2 1 - 8 - 18 3 2 3 1 1 1 - 6 1
100.0 9.1 9.1 22.7 9.1 9.1 4.5 - 36.4 - 100.0 16.7 11.1 16.7 5.6 5.6 5.6 - 33.3 5.6

サービス業（他に分類されないもの） 102 9 13 9 17 7 14 9 23 1 94 13 14 11 5 9 7 5 29 1
100.0 8.8 12.7 8.8 16.7 6.9 13.7 8.8 22.5 1.0 100.0 13.8 14.9 11.7 5.3 9.6 7.4 5.3 30.9 1.1

その他 4 1 1 - - 1 - - 1 - 4 2 1 1 - - - - - -
100.0 25.0 25.0 - - 25.0 - - 25.0 - 100.0 50.0 25.0 25.0 - - - - - -

サービス業（計） 213 22 27 20 25 16 26 15 58 4 199 34 25 21 9 11 14 8 73 4
100.0 10.3 12.7 9.4 11.7 7.5 12.2 7.0 27.2 1.9 100.0 17.1 12.6 10.6 4.5 5.5 7.0 4.0 36.7 2.0

付問③付問：「学術・研究機関」か 21 1 5 3 1 2 4 - 5 - 22 1 5 7 - - 2 - 7 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 4.8 23.8 14.3 4.8 9.5 19.0 - 23.8 - 100.0 4.5 22.7 31.8 - - 9.1 - 31.8 -
付問④：「人材派遣会社」や 51 6 7 4 12 3 3 4 12 - 46 8 8 6 3 3 3 3 12 -
「業務請負会社」である 100.0 11.8 13.7 7.8 23.5 5.9 5.9 7.8 23.5 - 100.0 17.4 17.4 13.0 6.5 6.5 6.5 6.5 26.1 -
雇用者の規模

29人以下 336 34 31 14 23 31 31 40 113 19 337 53 29 25 18 24 22 19 132 15
100.0 10.1 9.2 4.2 6.8 9.2 9.2 11.9 33.6 5.7 100.0 15.7 8.6 7.4 5.3 7.1 6.5 5.6 39.2 4.5

30～49人 189 26 17 14 14 13 17 28 55 5 188 30 15 15 11 10 17 15 69 6
100.0 13.8 9.0 7.4 7.4 6.9 9.0 14.8 29.1 2.6 100.0 16.0 8.0 8.0 5.9 5.3 9.0 8.0 36.7 3.2

50～99人 231 29 29 17 17 29 30 20 56 4 225 42 31 22 9 17 16 18 67 3
100.0 12.6 12.6 7.4 7.4 12.6 13.0 8.7 24.2 1.7 100.0 18.7 13.8 9.8 4.0 7.6 7.1 8.0 29.8 1.3

100～299人 239 25 35 22 21 21 27 15 66 7 240 44 38 26 13 13 21 8 74 3
100.0 10.5 14.6 9.2 8.8 8.8 11.3 6.3 27.6 2.9 100.0 18.3 15.8 10.8 5.4 5.4 8.8 3.3 30.8 1.3

300～499人 80 6 14 9 7 6 11 4 23 - 76 9 11 9 7 7 9 1 23 -
100.0 7.5 17.5 11.3 8.8 7.5 13.8 5.0 28.8 - 100.0 11.8 14.5 11.8 9.2 9.2 11.8 1.3 30.3 -

500～999人 54 1 6 7 7 4 11 3 13 2 55 - 13 8 4 6 5 3 15 1
100.0 1.9 11.1 13.0 13.0 7.4 20.4 5.6 24.1 3.7 100.0 - 23.6 14.5 7.3 10.9 9.1 5.5 27.3 1.8

1,000人以上 48 2 8 4 8 3 8 2 12 1 46 2 7 6 6 4 4 3 13 1
100.0 4.2 16.7 8.3 16.7 6.3 16.7 4.2 25.0 2.1 100.0 4.3 15.2 13.0 13.0 8.7 8.7 6.5 28.3 2.2

300人以上（計） 182 9 28 20 22 13 30 9 48 3 177 11 31 23 17 17 18 7 51 2
100.0 4.9 15.4 11.0 12.1 7.1 16.5 4.9 26.4 1.6 100.0 6.2 17.5 13.0 9.6 9.6 10.2 4.0 28.8 1.1

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 82 8 11 11 7 5 10 5 23 2 65 13 10 8 3 3 4 5 19 -
100.0 9.8 13.4 13.4 8.5 6.1 12.2 6.1 28.0 2.4 100.0 20.0 15.4 12.3 4.6 4.6 6.2 7.7 29.2 -

東北 109 15 11 8 2 9 18 12 33 1 105 20 9 5 4 12 8 4 40 3
100.0 13.8 10.1 7.3 1.8 8.3 16.5 11.0 30.3 0.9 100.0 19.0 8.6 4.8 3.8 11.4 7.6 3.8 38.1 2.9

南関東 256 24 36 17 24 25 26 21 73 10 257 36 39 22 14 20 23 15 83 5
100.0 9.4 14.1 6.6 9.4 9.8 10.2 8.2 28.5 3.9 100.0 14.0 15.2 8.6 5.4 7.8 8.9 5.8 32.3 1.9

北関東・甲信 74 7 10 4 4 6 7 8 26 2 81 14 10 11 4 3 4 4 29 2
100.0 9.5 13.5 5.4 5.4 8.1 9.5 10.8 35.1 2.7 100.0 17.3 12.3 13.6 4.9 3.7 4.9 4.9 35.8 2.5

北陸 59 5 9 3 7 4 4 8 18 1 63 9 7 5 5 2 2 5 26 2
100.0 8.5 15.3 5.1 11.9 6.8 6.8 13.6 30.5 1.7 100.0 14.3 11.1 7.9 7.9 3.2 3.2 7.9 41.3 3.2

東海 144 14 16 12 15 13 14 13 42 5 150 22 18 18 10 12 10 7 49 4
100.0 9.7 11.1 8.3 10.4 9.0 9.7 9.0 29.2 3.5 100.0 14.7 12.0 12.0 6.7 8.0 6.7 4.7 32.7 2.7

近畿 188 18 14 12 18 22 26 25 49 4 179 26 15 20 17 12 16 14 56 3
100.0 9.6 7.4 6.4 9.6 11.7 13.8 13.3 26.1 2.1 100.0 14.5 8.4 11.2 9.5 6.7 8.9 7.8 31.3 1.7

中国 62 7 5 4 3 4 7 6 23 3 68 8 7 3 1 2 7 3 34 3
100.0 11.3 8.1 6.5 4.8 6.5 11.3 9.7 37.1 4.8 100.0 11.8 10.3 4.4 1.5 2.9 10.3 4.4 50.0 4.4

四国 33 2 6 3 2 4 3 2 10 1 39 6 11 2 2 2 3 2 11 -
100.0 6.1 18.2 9.1 6.1 12.1 9.1 6.1 30.3 3.0 100.0 15.4 28.2 5.1 5.1 5.1 7.7 5.1 28.2 -

九州 170 23 22 13 15 15 20 12 41 9 160 26 18 17 8 13 17 8 46 7
100.0 13.5 12.9 7.6 8.8 8.8 11.8 7.1 24.1 5.3 100.0 16.3 11.3 10.6 5.0 8.1 10.6 5.0 28.8 4.4

三大都市圏 531 49 61 35 45 60 63 51 151 16 526 71 63 52 36 42 46 31 174 11
100.0 9.2 11.5 6.6 8.5 11.3 11.9 9.6 28.4 3.0 100.0 13.5 12.0 9.9 6.8 8.0 8.7 5.9 33.1 2.1

それ以外 646 74 79 52 52 47 72 61 187 22 641 109 81 59 32 39 48 36 219 18
100.0 11.5 12.2 8.0 8.0 7.3 11.1 9.4 28.9 3.4 100.0 17.0 12.6 9.2 5.0 6.1 7.5 5.6 34.2 2.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,177 123 140 87 97 107 135 112 338 38 1,167 180 144 111 68 81 94 67 393 29
100.0 10.5 11.9 7.4 8.2 9.1 11.5 9.5 28.7 3.2 100.0 15.4 12.3 9.5 5.8 6.9 8.1 5.7 33.7 2.5

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,177 123 140 87 97 107 135 112 338 38 1,167 180 144 111 68 81 94 67 393 29
100.0 10.5 11.9 7.4 8.2 9.1 11.5 9.5 28.7 3.2 100.0 15.4 12.3 9.5 5.8 6.9 8.1 5.7 33.7 2.5

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 110,422 11,988 12,614 7,644 8,867 10,103 12,317 11,118 31,600 4,170 110,385 17,002 12,851 10,151 6,173 7,822 8,756 6,488 37,926 3,214
100.0 10.9 11.4 6.9 8.0 9.1 11.2 10.1 28.6 3.8 100.0 15.4 11.6 9.2 5.6 7.1 7.9 5.9 34.4 2.9

問１６：採用した有期契約労働者のうち、結果として無期転換に至る割合はどの程度と見込んでいますか（１つに〇）調査シリーズNo.202
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全体計 1,413 379 930 104 1,413 687 492 234 1,413 257 842 314
100.0 26.8 65.8 7.4 100.0 48.6 34.8 16.6 100.0 18.2 59.6 22.2

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - 1 - 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

建設業 78 20 52 6 78 23 39 16 78 13 39 26
100.0 25.6 66.7 7.7 100.0 29.5 50.0 20.5 100.0 16.7 50.0 33.3

製造業 243 73 155 15 243 107 98 38 243 44 147 52
100.0 30.0 63.8 6.2 100.0 44.0 40.3 15.6 100.0 18.1 60.5 21.4

電気・ガス・熱供給・水道業 5 - 4 1 5 2 2 1 5 1 3 1
100.0 - 80.0 20.0 100.0 40.0 40.0 20.0 100.0 20.0 60.0 20.0

情報通信業 47 18 25 4 47 25 16 6 47 12 27 8
100.0 38.3 53.2 8.5 100.0 53.2 34.0 12.8 100.0 25.5 57.4 17.0

運輸業、郵便業 60 12 41 7 60 23 23 14 60 9 33 18
100.0 20.0 68.3 11.7 100.0 38.3 38.3 23.3 100.0 15.0 55.0 30.0

卸売業、小売業 167 42 109 16 167 85 59 23 167 24 114 29
100.0 25.1 65.3 9.6 100.0 50.9 35.3 13.8 100.0 14.4 68.3 17.4

金融業、保険業 31 6 25 - 31 19 10 2 31 - 27 4
100.0 19.4 80.6 - 100.0 61.3 32.3 6.5 100.0 - 87.1 12.9

不動産業、物品賃貸業 32 8 19 5 32 13 14 5 32 2 23 7
100.0 25.0 59.4 15.6 100.0 40.6 43.8 15.6 100.0 6.3 71.9 21.9

学術研究、専門・技術サービス業 40 6 32 2 40 19 14 7 40 8 24 8
100.0 15.0 80.0 5.0 100.0 47.5 35.0 17.5 100.0 20.0 60.0 20.0

宿泊業、飲食サービス業 33 10 20 3 33 13 10 10 33 8 13 12
100.0 30.3 60.6 9.1 100.0 39.4 30.3 30.3 100.0 24.2 39.4 36.4

生活関連サービス業、娯楽業 36 12 20 4 36 16 11 9 36 11 15 10
100.0 33.3 55.6 11.1 100.0 44.4 30.6 25.0 100.0 30.6 41.7 27.8

教育、学習支援業 94 22 65 7 94 55 24 15 94 21 51 22
100.0 23.4 69.1 7.4 100.0 58.5 25.5 16.0 100.0 22.3 54.3 23.4

医療、福祉 399 109 264 26 399 202 124 73 399 75 233 91
100.0 27.3 66.2 6.5 100.0 50.6 31.1 18.3 100.0 18.8 58.4 22.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 23 1 22 - 23 19 3 1 23 4 15 4
100.0 4.3 95.7 - 100.0 82.6 13.0 4.3 100.0 17.4 65.2 17.4

サービス業（他に分類されないもの） 119 40 72 7 119 63 44 12 119 24 75 20
100.0 33.6 60.5 5.9 100.0 52.9 37.0 10.1 100.0 20.2 63.0 16.8

その他 5 - 4 1 5 3 - 2 5 1 2 2
100.0 - 80.0 20.0 100.0 60.0 - 40.0 100.0 20.0 40.0 40.0

サービス業（計） 251 69 166 16 251 130 82 39 251 55 142 54
100.0 27.5 66.1 6.4 100.0 51.8 32.7 15.5 100.0 21.9 56.6 21.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 23 7 16 - 23 22 1 - 23 3 20 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 30.4 69.6 - 100.0 95.7 4.3 - 100.0 13.0 87.0 -
付問④：「人材派遣会社」や 57 22 33 2 57 36 18 3 57 13 39 5
「業務請負会社」である 100.0 38.6 57.9 3.5 100.0 63.2 31.6 5.3 100.0 22.8 68.4 8.8
雇用者の規模

29人以下 452 92 314 46 452 150 204 98 452 77 248 127
100.0 20.4 69.5 10.2 100.0 33.2 45.1 21.7 100.0 17.0 54.9 28.1

30～49人 242 62 162 18 242 98 109 35 242 47 134 61
100.0 25.6 66.9 7.4 100.0 40.5 45.0 14.5 100.0 19.4 55.4 25.2

50～99人 263 76 171 16 263 130 87 46 263 54 151 58
100.0 28.9 65.0 6.1 100.0 49.4 33.1 17.5 100.0 20.5 57.4 22.1

100～299人 261 78 169 14 261 159 65 37 261 51 164 46
100.0 29.9 64.8 5.4 100.0 60.9 24.9 14.2 100.0 19.5 62.8 17.6

300～499人 85 22 57 6 85 62 13 10 85 8 63 14
100.0 25.9 67.1 7.1 100.0 72.9 15.3 11.8 100.0 9.4 74.1 16.5

500～999人 58 25 32 1 58 48 9 1 58 14 42 2
100.0 43.1 55.2 1.7 100.0 82.8 15.5 1.7 100.0 24.1 72.4 3.4

1,000人以上 52 24 25 3 52 40 5 7 52 6 40 6
100.0 46.2 48.1 5.8 100.0 76.9 9.6 13.5 100.0 11.5 76.9 11.5

300人以上（計） 195 71 114 10 195 150 27 18 195 28 145 22
100.0 36.4 58.5 5.1 100.0 76.9 13.8 9.2 100.0 14.4 74.4 11.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 93 32 55 6 93 45 30 18 93 17 57 19
100.0 34.4 59.1 6.5 100.0 48.4 32.3 19.4 100.0 18.3 61.3 20.4

東北 130 23 97 10 130 60 46 24 130 26 77 27
100.0 17.7 74.6 7.7 100.0 46.2 35.4 18.5 100.0 20.0 59.2 20.8

南関東 315 93 201 21 315 145 125 45 315 65 193 57
100.0 29.5 63.8 6.7 100.0 46.0 39.7 14.3 100.0 20.6 61.3 18.1

北関東・甲信 94 30 57 7 94 50 29 15 94 15 54 25
100.0 31.9 60.6 7.4 100.0 53.2 30.9 16.0 100.0 16.0 57.4 26.6

北陸 73 22 49 2 73 39 23 11 73 9 49 15
100.0 30.1 67.1 2.7 100.0 53.4 31.5 15.1 100.0 12.3 67.1 20.5

東海 173 48 117 8 173 82 67 24 173 30 106 37
100.0 27.7 67.6 4.6 100.0 47.4 38.7 13.9 100.0 17.3 61.3 21.4

近畿 217 61 138 18 217 111 67 39 217 38 126 53
100.0 28.1 63.6 8.3 100.0 51.2 30.9 18.0 100.0 17.5 58.1 24.4

中国 78 19 49 10 78 31 29 18 78 14 40 24
100.0 24.4 62.8 12.8 100.0 39.7 37.2 23.1 100.0 17.9 51.3 30.8

四国 44 4 37 3 44 21 17 6 44 8 26 10
100.0 9.1 84.1 6.8 100.0 47.7 38.6 13.6 100.0 18.2 59.1 22.7

九州 196 47 130 19 196 103 59 34 196 35 114 47
100.0 24.0 66.3 9.7 100.0 52.6 30.1 17.3 100.0 17.9 58.2 24.0

三大都市圏 639 187 409 43 639 300 240 99 639 125 383 131
100.0 29.3 64.0 6.7 100.0 46.9 37.6 15.5 100.0 19.6 59.9 20.5

それ以外 774 192 521 61 774 387 252 135 774 132 459 183
100.0 24.8 67.3 7.9 100.0 50.0 32.6 17.4 100.0 17.1 59.3 23.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,413 379 930 104 1,413 687 492 234 1,413 257 842 314
100.0 26.8 65.8 7.4 100.0 48.6 34.8 16.6 100.0 18.2 59.6 22.2

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,413 379 930 104 1,413 687 492 234 1,413 257 842 314
100.0 26.8 65.8 7.4 100.0 48.6 34.8 16.6 100.0 18.2 59.6 22.2

雇用していない - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 134,510 35,938 87,990 10,582 134,510 62,060 49,246 23,204 134,510 24,667 79,000 30,844
100.0 26.7 65.4 7.9 100.0 46.1 36.6 17.3 100.0 18.3 58.7 22.9

問１７：無期転換ルールの施行以降、
2017年度中（2018年3月末）までに、
有期契約労働者から無期転換した人は
いましたか（１つに〇）。

問１７付問①：2018年度中
（2019年3月末まで）に、
無期転換を申込む権利が
与えられる人はいますか
（１つに○）。

問１７付問②：無期転換ルールの
施行前（2013年3月以前）から雇用
してきた有期契約労働者について、
優先的に無期労働契約へ移行（無期
転換）させる「優遇措置」を行い
ましたか（１つに〇）。

調査シリーズNo.202
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全体計 379 63 136 60 47 34 11 1 1 4 3 19 360 6.1 2.0
100.0 16.6 35.9 15.8 12.4 9.0 2.9 0.3 0.3 1.1 0.8 5.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

建設業 20 3 9 4 2 - - - - - - 2 18 2.4 2.0
100.0 15.0 45.0 20.0 10.0 - - - - - - 10.0

製造業 73 6 25 12 15 8 2 1 - - - 4 69 5.3 3.0
100.0 8.2 34.2 16.4 20.5 11.0 2.7 1.4 - - - 5.5

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

情報通信業 18 1 9 1 3 2 1 - - - - 1 17 5.4 2.0
100.0 5.6 50.0 5.6 16.7 11.1 5.6 - - - - 5.6

運輸業、郵便業 12 - 3 3 2 4 - - - - - - 12 6.7 5.5
100.0 - 25.0 25.0 16.7 33.3 - - - - - -

卸売業、小売業 42 8 14 7 6 3 - - - - 1 3 39 7.3 2.0
100.0 19.0 33.3 16.7 14.3 7.1 - - - - 2.4 7.1

金融業、保険業 6 1 1 - 4 - - - - - - - 6 4.3 5.0
100.0 16.7 16.7 - 66.7 - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 8 1 3 2 - 1 1 - - - - - 8 5.6 2.5
100.0 12.5 37.5 25.0 - 12.5 12.5 - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 6 - 3 1 - 2 - - - - - - 6 7.0 2.5
100.0 - 50.0 16.7 - 33.3 - - - - - -

宿泊業、飲食サービス業 10 5 2 1 1 1 - - - - - - 10 2.5 0.5
100.0 50.0 20.0 10.0 10.0 10.0 - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 12 4 1 1 1 2 - - - - - 3 9 3.8 1.0
100.0 33.3 8.3 8.3 8.3 16.7 - - - - - 25.0

教育、学習支援業 22 6 6 2 3 2 1 - 1 - - 1 21 6.3 2.0
100.0 27.3 27.3 9.1 13.6 9.1 4.5 - 4.5 - - 4.5

医療、福祉 109 24 43 21 7 6 3 - - 1 - 4 105 3.8 2.0
100.0 22.0 39.4 19.3 6.4 5.5 2.8 - - 0.9 - 3.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 1 - - 1 - - - - - - - - 1 3.0 3.0
100.0 - - 100.0 - - - - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 40 4 17 4 3 3 3 - - 3 2 1 39 15.6 2.0
100.0 10.0 42.5 10.0 7.5 7.5 7.5 - - 7.5 5.0 2.5

その他 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 69 13 23 8 5 8 3 - - 3 2 4 65 11.0 2.0
100.0 18.8 33.3 11.6 7.2 11.6 4.3 - - 4.3 2.9 5.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 7 2 1 - 1 1 - - 1 - - 1 6 12.0 3.5
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 28.6 14.3 - 14.3 14.3 - - 14.3 - - 14.3
付問④：「人材派遣会社」や 22 2 9 2 1 1 2 - - 3 1 1 21 19.6 2.0
「業務請負会社」である 100.0 9.1 40.9 9.1 4.5 4.5 9.1 - - 13.6 4.5 4.5
雇用者の規模

29人以下 92 17 49 8 9 5 - - - - - 4 88 2.3 1.0
100.0 18.5 53.3 8.7 9.8 5.4 - - - - - 4.3

30～49人 62 13 27 16 3 1 1 - - - - 1 61 2.4 1.0
100.0 21.0 43.5 25.8 4.8 1.6 1.6 - - - - 1.6

50～99人 76 14 29 12 15 4 1 - - - - 1 75 3.4 2.0
100.0 18.4 38.2 15.8 19.7 5.3 1.3 - - - - 1.3

100～299人 78 12 24 16 8 11 3 - - - - 4 74 4.8 3.0
100.0 15.4 30.8 20.5 10.3 14.1 3.8 - - - - 5.1

300～499人 22 2 5 2 4 2 3 - - 1 - 3 19 10.5 5.0
100.0 9.1 22.7 9.1 18.2 9.1 13.6 - - 4.5 - 13.6

500～999人 25 2 1 3 3 6 1 - - 3 3 3 22 35.2 12.0
100.0 8.0 4.0 12.0 12.0 24.0 4.0 - - 12.0 12.0 12.0

1,000人以上 24 3 1 3 5 5 2 1 1 - - 3 21 11.7 8.0
100.0 12.5 4.2 12.5 20.8 20.8 8.3 4.2 4.2 - - 12.5

300人以上（計） 71 7 7 8 12 13 6 1 1 4 3 9 62 19.7 8.5
100.0 9.9 9.9 11.3 16.9 18.3 8.5 1.4 1.4 5.6 4.2 12.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 32 4 12 5 1 4 1 - - - 1 4 28 9.9 2.0
100.0 12.5 37.5 15.6 3.1 12.5 3.1 - - - 3.1 12.5

東北 23 1 10 3 4 4 - - - - - 1 22 4.9 3.0
100.0 4.3 43.5 13.0 17.4 17.4 - - - - - 4.3

南関東 93 21 31 13 11 8 2 - - 3 1 3 90 7.3 2.0
100.0 22.6 33.3 14.0 11.8 8.6 2.2 - - 3.2 1.1 3.2

北関東・甲信 30 5 9 2 5 4 1 - - - - 4 26 5.3 2.0
100.0 16.7 30.0 6.7 16.7 13.3 3.3 - - - - 13.3

北陸 22 5 10 4 2 1 - - - - - - 22 2.5 2.0
100.0 22.7 45.5 18.2 9.1 4.5 - - - - - -

東海 48 9 10 11 5 6 3 1 - 1 - 2 46 7.1 3.0
100.0 18.8 20.8 22.9 10.4 12.5 6.3 2.1 - 2.1 - 4.2

近畿 61 6 26 13 10 2 1 - 1 - - 2 59 4.2 2.0
100.0 9.8 42.6 21.3 16.4 3.3 1.6 - 1.6 - - 3.3

中国 19 4 9 2 2 1 - - - - - 1 18 2.4 1.0
100.0 21.1 47.4 10.5 10.5 5.3 - - - - - 5.3

四国 4 1 1 - 1 1 - - - - - - 4 4.8 4.0
100.0 25.0 25.0 - 25.0 25.0 - - - - - -

九州 47 7 18 7 6 3 3 - - - 1 2 45 7.0 2.0
100.0 14.9 38.3 14.9 12.8 6.4 6.4 - - - 2.1 4.3

三大都市圏 187 33 63 33 24 15 6 1 1 3 1 7 180 6.3 2.0
100.0 17.6 33.7 17.6 12.8 8.0 3.2 0.5 0.5 1.6 0.5 3.7

それ以外 192 30 73 27 23 19 5 - - 1 2 12 180 5.9 2.0
100.0 15.6 38.0 14.1 12.0 9.9 2.6 - - 0.5 1.0 6.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 379 63 136 60 47 34 11 1 1 4 3 19 360 6.1 2.0
100.0 16.6 35.9 15.8 12.4 9.0 2.9 0.3 0.3 1.1 0.8 5.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 379 63 136 60 47 34 11 1 1 4 3 19 360 6.1 2.0
100.0 16.6 35.9 15.8 12.4 9.0 2.9 0.3 0.3 1.1 0.8 5.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 35,938 6,045 13,278 5,445 4,436 3,296 930 77 46 248 241 1,895 34,043 5.5 2.0
100.0 16.8 36.9 15.2 12.3 9.2 2.6 0.2 0.1 0.7 0.7 5.3

問１７付問：具体的にはどのような形態へ、何人が移行（無期転換）しましたか（数値を記入）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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全体計 379 219 78 21 21 10 3 3 2 1 2 19 360 10.4 0.0
100.0 57.8 20.6 5.5 5.5 2.6 0.8 0.8 0.5 0.3 0.5 5.0

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

建設業 20 13 4 1 - - - - - - - 2 18 0.6 0.0
100.0 65.0 20.0 5.0 - - - - - - - 10.0

製造業 73 49 7 4 6 2 - - - 1 - 4 69 2.6 0.0
100.0 67.1 9.6 5.5 8.2 2.7 - - - 1.4 - 5.5

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

情報通信業 18 16 1 - - - - - - - - 1 17 0.1 0.0
100.0 88.9 5.6 - - - - - - - - 5.6

運輸業、郵便業 12 9 2 1 - - - - - - - - 12 0.5 0.0
100.0 75.0 16.7 8.3 - - - - - - - -

卸売業、小売業 42 24 6 5 - 2 1 - - - 1 3 39 75.3 0.0
100.0 57.1 14.3 11.9 - 4.8 2.4 - - - 2.4 7.1

金融業、保険業 6 5 1 - - - - - - - - - 6 0.3 0.0
100.0 83.3 16.7 - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 8 4 3 1 - - - - - - - - 8 0.9 0.5
100.0 50.0 37.5 12.5 - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 6 5 1 - - - - - - - - - 6 0.2 0.0
100.0 83.3 16.7 - - - - - - - - -

宿泊業、飲食サービス業 10 3 5 1 - 1 - - - - - - 10 2.3 1.0
100.0 30.0 50.0 10.0 - 10.0 - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 12 3 4 1 1 - - - - - - 3 9 1.3 1.0
100.0 25.0 33.3 8.3 8.3 - - - - - - 25.0

教育、学習支援業 22 11 5 3 1 - 1 - - - - 1 21 2.1 0.0
100.0 50.0 22.7 13.6 4.5 - 4.5 - - - - 4.5

医療、福祉 109 46 36 4 13 2 1 1 2 - - 4 105 3.0 1.0
100.0 42.2 33.0 3.7 11.9 1.8 0.9 0.9 1.8 - - 3.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 1 1 - - - - - - - - - - 1 0.0 0.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 40 30 3 - - 3 - 2 - - 1 1 39 5.8 0.0
100.0 75.0 7.5 - - 7.5 - 5.0 - - 2.5 2.5

その他 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

サービス業（計） 69 42 13 2 1 4 - 2 - - 1 4 65 4.0 0.0
100.0 60.9 18.8 2.9 1.4 5.8 - 2.9 - - 1.4 5.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 7 2 2 1 - - 1 - - - - 1 6 4.7 1.5
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 28.6 28.6 14.3 - - 14.3 - - - - 14.3
付問④：「人材派遣会社」や 22 17 2 - - - 2 - - - 1 21 3.0 0.0
「業務請負会社」である 100.0 77.3 9.1 - - - - 9.1 - - - 4.5
雇用者の規模

29人以下 92 57 21 8 1 1 - - - - - 4 88 0.7 0.0
100.0 62.0 22.8 8.7 1.1 1.1 - - - - - 4.3

30～49人 62 37 15 2 5 2 - - - - - 1 61 1.4 0.0
100.0 59.7 24.2 3.2 8.1 3.2 - - - - - 1.6

50～99人 76 49 17 2 5 2 - - - - - 1 75 1.2 0.0
100.0 64.5 22.4 2.6 6.6 2.6 - - - - - 1.3

100～299人 78 43 15 4 8 2 - - 1 1 - 4 74 3.4 0.0
100.0 55.1 19.2 5.1 10.3 2.6 - - 1.3 1.3 - 5.1

300～499人 22 10 5 2 - 1 1 - - - - 3 19 2.3 0.0
100.0 45.5 22.7 9.1 - 4.5 4.5 - - - - 13.6

500～999人 25 10 4 2 2 1 - 2 - - 1 3 22 9.8 1.0
100.0 40.0 16.0 8.0 8.0 4.0 - 8.0 - - 4.0 12.0

1,000人以上 24 13 1 1 - 1 2 1 1 - 1 3 21 143.1 0.0
100.0 54.2 4.2 4.2 - 4.2 8.3 4.2 4.2 - 4.2 12.5

300人以上（計） 71 33 10 5 2 3 3 3 1 - 2 9 62 52.7 0.0
100.0 46.5 14.1 7.0 2.8 4.2 4.2 4.2 1.4 - 2.8 12.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 32 20 5 2 - 1 - - - - - 4 28 1.0 0.0
100.0 62.5 15.6 6.3 - 3.1 - - - - - 12.5

東北 23 18 1 1 1 - - - - - 1 1 22 130.8 0.0
100.0 78.3 4.3 4.3 4.3 - - - - - 4.3 4.3

南関東 93 56 16 5 6 4 - 2 1 - - 3 90 2.6 0.0
100.0 60.2 17.2 5.4 6.5 4.3 - 2.2 1.1 - - 3.2

北関東・甲信 30 13 9 2 - - - 1 - 1 - 4 26 5.5 0.5
100.0 43.3 30.0 6.7 - - - 3.3 - 3.3 - 13.3

北陸 22 10 7 - 3 1 - - 1 - - - 22 4.0 1.0
100.0 45.5 31.8 - 13.6 4.5 - - 4.5 - - -

東海 48 24 12 3 3 2 2 - - - - 2 46 2.4 0.0
100.0 50.0 25.0 6.3 6.3 4.2 4.2 - - - - 4.2

近畿 61 38 11 4 4 1 1 - - - - 2 59 1.5 0.0
100.0 62.3 18.0 6.6 6.6 1.6 1.6 - - - - 3.3

中国 19 10 4 1 3 - - - - - - 1 18 1.5 0.0
100.0 52.6 21.1 5.3 15.8 - - - - - - 5.3

四国 4 1 2 1 - - - - - - - - 4 1.5 1.5
100.0 25.0 50.0 25.0 - - - - - - - -

九州 47 29 11 2 1 1 - - - - 1 2 45 3.4 0.0
100.0 61.7 23.4 4.3 2.1 2.1 - - - - 2.1 4.3

三大都市圏 187 109 36 10 13 7 2 2 1 - - 7 180 2.3 0.0
100.0 58.3 19.3 5.3 7.0 3.7 1.1 1.1 0.5 - - 3.7

それ以外 192 110 42 11 8 3 1 1 1 1 2 12 180 18.6 0.0
100.0 57.3 21.9 5.7 4.2 1.6 0.5 0.5 0.5 0.5 1.0 6.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 379 219 78 21 21 10 3 3 2 1 2 19 360 10.4 0.0
100.0 57.8 20.6 5.5 5.5 2.6 0.8 0.8 0.5 0.3 0.5 5.0

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 379 219 78 21 21 10 3 3 2 1 2 19 360 10.4 0.0
100.0 57.8 20.6 5.5 5.5 2.6 0.8 0.8 0.5 0.3 0.5 5.0

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 35,938 21,126 7,290 2,211 1,665 996 181 194 142 96 143 1,895 34,043 8.8 0.0
100.0 58.8 20.3 6.2 4.6 2.8 0.5 0.5 0.4 0.3 0.4 5.3

問１７付問：具体的にはどのような形態へ、何人が移行（無期転換）しましたか（数値を記入）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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全体計 687 174 196 91 78 55 16 19 11 11 11 25 662 15.1 2.0
100.0 25.3 28.5 13.2 11.4 8.0 2.3 2.8 1.6 1.6 1.6 3.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

建設業 23 6 11 2 1 2 - - - 1 - - 23 6.0 1.0
100.0 26.1 47.8 8.7 4.3 8.7 - - - 4.3 - -

製造業 107 31 27 16 12 8 2 3 3 - 2 3 104 7.8 2.0
100.0 29.0 25.2 15.0 11.2 7.5 1.9 2.8 2.8 - 1.9 2.8

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - - - - - - - - - 2 0.5 0.5
100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - -

情報通信業 25 5 11 5 2 - - - - - - 2 23 2.0 1.0
100.0 20.0 44.0 20.0 8.0 - - - - - - 8.0

運輸業、郵便業 23 3 5 4 6 2 1 1 1 - - - 23 7.4 4.0
100.0 13.0 21.7 17.4 26.1 8.7 4.3 4.3 4.3 - - -

卸売業、小売業 85 28 16 14 6 7 1 2 1 3 1 6 79 30.4 2.0
100.0 32.9 18.8 16.5 7.1 8.2 1.2 2.4 1.2 3.5 1.2 7.1

金融業、保険業 19 2 7 3 1 1 1 1 1 - 2 - 19 154.6 3.0
100.0 10.5 36.8 15.8 5.3 5.3 5.3 5.3 5.3 - 10.5 -

不動産業、物品賃貸業 13 4 5 1 1 1 - - - - - 1 12 3.3 1.5
100.0 30.8 38.5 7.7 7.7 7.7 - - - - - 7.7

学術研究、専門・技術サービス業 19 2 10 2 1 1 3 - - - - - 19 5.7 2.0
100.0 10.5 52.6 10.5 5.3 5.3 15.8 - - - - -

宿泊業、飲食サービス業 13 3 5 2 - - - 2 1 - - - 13 8.9 1.0
100.0 23.1 38.5 15.4 - - - 15.4 7.7 - - -

生活関連サービス業、娯楽業 16 4 7 2 - - - - 1 - - 2 14 4.5 1.0
100.0 25.0 43.8 12.5 - - - - 6.3 - - 12.5

教育、学習支援業 55 16 17 2 7 6 1 1 1 1 - 3 52 6.8 1.0
100.0 29.1 30.9 3.6 12.7 10.9 1.8 1.8 1.8 1.8 - 5.5

医療、福祉 202 58 60 26 31 14 2 1 1 2 1 6 196 4.8 2.0
100.0 28.7 29.7 12.9 15.3 6.9 1.0 0.5 0.5 1.0 0.5 3.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 19 - 2 1 2 2 1 5 - 3 3 - 19 52.8 36.0
100.0 - 10.5 5.3 10.5 10.5 5.3 26.3 - 15.8 15.8 -

サービス業（他に分類されないもの） 63 11 11 10 7 11 4 3 1 1 2 2 61 13.8 4.0
100.0 17.5 17.5 15.9 11.1 17.5 6.3 4.8 1.6 1.6 3.2 3.2

その他 3 - 1 1 1 - - - - - - - 3 3.3 3.0
100.0 - 33.3 33.3 33.3 - - - - - - -

サービス業（計） 130 20 35 17 10 14 8 10 3 4 5 4 126 16.9 4.0
100.0 15.4 26.9 13.1 7.7 10.8 6.2 7.7 2.3 3.1 3.8 3.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 4 3 - 3 5 1 1 1 1 - 3 19 14.7 6.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 18.2 13.6 - 13.6 22.7 4.5 4.5 4.5 4.5 - 13.6
付問④：「人材派遣会社」や 36 8 7 4 3 5 1 3 - 1 2 2 34 17.8 3.5
「業務請負会社」である 100.0 22.2 19.4 11.1 8.3 13.9 2.8 8.3 - 2.8 5.6 5.6
雇用者の規模

29人以下 150 60 65 16 6 1 - 1 - - - 1 149 1.5 1.0
100.0 40.0 43.3 10.7 4.0 0.7 - 0.7 - - - 0.7

30～49人 98 34 30 19 12 2 - - - - - 1 97 2.2 1.0
100.0 34.7 30.6 19.4 12.2 2.0 - - - - - 1.0

50～99人 130 26 46 25 20 9 - 1 1 - - 2 128 3.6 2.0
100.0 20.0 35.4 19.2 15.4 6.9 - 0.8 0.8 - - 1.5

100～299人 159 35 40 18 25 22 5 3 1 1 - 9 150 6.0 2.5
100.0 22.0 25.2 11.3 15.7 13.8 3.1 1.9 0.6 0.6 - 5.7

300～499人 62 11 6 5 10 10 4 6 3 2 2 3 59 16.6 7.0
100.0 17.7 9.7 8.1 16.1 16.1 6.5 9.7 4.8 3.2 3.2 4.8

500～999人 48 5 5 7 3 5 4 3 5 3 3 5 43 27.2 12.0
100.0 10.4 10.4 14.6 6.3 10.4 8.3 6.3 10.4 6.3 6.3 10.4

1,000人以上 40 3 4 1 2 6 3 5 1 5 6 4 36 167.4 23.5
100.0 7.5 10.0 2.5 5.0 15.0 7.5 12.5 2.5 12.5 15.0 10.0

300人以上（計） 150 19 15 13 15 21 11 14 9 10 11 12 138 59.2 11.5
100.0 12.7 10.0 8.7 10.0 14.0 7.3 9.3 6.0 6.7 7.3 8.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 45 8 14 6 9 3 - 2 2 - - 1 44 6.9 2.5
100.0 17.8 31.1 13.3 20.0 6.7 - 4.4 4.4 - - 2.2

東北 60 12 17 9 9 6 2 1 1 - 1 2 58 7.8 2.5
100.0 20.0 28.3 15.0 15.0 10.0 3.3 1.7 1.7 - 1.7 3.3

南関東 145 36 39 20 16 13 2 6 2 - 3 8 137 26.1 2.0
100.0 24.8 26.9 13.8 11.0 9.0 1.4 4.1 1.4 - 2.1 5.5

北関東・甲信 50 10 17 9 7 2 1 - - 1 - 3 47 4.5 2.0
100.0 20.0 34.0 18.0 14.0 4.0 2.0 - - 2.0 - 6.0

北陸 39 9 10 4 3 7 1 1 - 2 1 1 38 11.4 2.5
100.0 23.1 25.6 10.3 7.7 17.9 2.6 2.6 - 5.1 2.6 2.6

東海 82 27 18 9 7 5 1 2 3 5 3 2 80 16.6 2.0
100.0 32.9 22.0 11.0 8.5 6.1 1.2 2.4 3.7 6.1 3.7 2.4

近畿 111 29 34 17 14 7 3 1 - 2 1 3 108 22.8 2.0
100.0 26.1 30.6 15.3 12.6 6.3 2.7 0.9 - 1.8 0.9 2.7

中国 31 10 9 5 1 4 - 1 - - - 1 30 4.1 2.0
100.0 32.3 29.0 16.1 3.2 12.9 - 3.2 - - - 3.2

四国 21 5 7 - 3 1 2 - 1 - - 2 19 7.5 2.0
100.0 23.8 33.3 - 14.3 4.8 9.5 - 4.8 - - 9.5

九州 103 28 31 12 9 7 4 5 2 1 2 2 101 9.4 1.0
100.0 27.2 30.1 11.7 8.7 6.8 3.9 4.9 1.9 1.0 1.9 1.9

三大都市圏 300 82 79 41 33 23 5 8 5 7 5 12 288 23.9 2.0
100.0 27.3 26.3 13.7 11.0 7.7 1.7 2.7 1.7 2.3 1.7 4.0

それ以外 387 92 117 50 45 32 11 11 6 4 6 13 374 8.3 2.0
100.0 23.8 30.2 12.9 11.6 8.3 2.8 2.8 1.6 1.0 1.6 3.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 687 174 196 91 78 55 16 19 11 11 11 25 662 15.1 2.0
100.0 25.3 28.5 13.2 11.4 8.0 2.3 2.8 1.6 1.6 1.6 3.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 687 174 196 91 78 55 16 19 11 11 11 25 662 15.1 2.0
100.0 25.3 28.5 13.2 11.4 8.0 2.3 2.8 1.6 1.6 1.6 3.6

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 62,060 16,801 18,412 8,781 6,478 4,528 1,349 1,373 832 812 586 2,106 59,953 10.8 2.0
100.0 27.1 29.7 14.1 10.4 7.3 2.2 2.2 1.3 1.3 0.9 3.4

問１７付問①：2018年度中（2019年3月末まで）に、無期転換を申込む権利が与えられる人はいますか。
いる場合、（最大）人数も合わせて教えてください（１つに〇・数値も記入）。
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【パートタイム】

問
1
7
付
問
①
で
、

フ
ル
タ
イ
ム

あ
る
い
は
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
有
期
契
約

労
働
者
に
つ
い
て
、

2
0
1
8
年
度
中

（

2
0
1
9
年
3
月
末
ま
で
）

に
、

無
期
転
換
を
申
込
む
権
利
が
与
え

ら
れ
る
人
が
い
る
企
業
等

0
人

1
～

2
人

3
～

4
人

5
～

9
人

1
0
～

1
9
人

2
0
～

2
9
人

3
0
～

3
9
人

4
0
～

4
9
人

5
0
～

9
9
人

1
0
0
人
以
上

　
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
企
業
等

平
均
値
（

人
）

中
央
値
（

人
）

全体計 687 193 166 60 91 53 30 10 14 25 20 25 662 26.3 2.0
100.0 28.1 24.2 8.7 13.2 7.7 4.4 1.5 2.0 3.6 2.9 3.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

建設業 23 11 8 2 1 - - - - 1 - - 23 4.8 1.0
100.0 47.8 34.8 8.7 4.3 - - - - 4.3 - -

製造業 107 40 31 7 13 6 1 2 - - 4 3 104 18.3 1.0
100.0 37.4 29.0 6.5 12.1 5.6 0.9 1.9 - - 3.7 2.8

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - - - - - - - - - 2 1.0 1.0
100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - -

情報通信業 25 14 7 1 - 1 - - - - - 2 23 1.1 0.0
100.0 56.0 28.0 4.0 - 4.0 - - - - - 8.0

運輸業、郵便業 23 7 5 3 1 2 2 - 1 1 1 - 23 99.1 1.0
100.0 30.4 21.7 13.0 4.3 8.7 8.7 - 4.3 4.3 4.3 -

卸売業、小売業 85 20 21 9 11 6 5 - 3 1 3 6 79 80.9 2.0
100.0 23.5 24.7 10.6 12.9 7.1 5.9 - 3.5 1.2 3.5 7.1

金融業、保険業 19 6 5 - 4 1 - - - 1 2 - 19 22.9 2.0
100.0 31.6 26.3 - 21.1 5.3 - - - 5.3 10.5 -

不動産業、物品賃貸業 13 3 2 1 3 - - 1 1 1 - 1 12 15.4 5.0
100.0 23.1 15.4 7.7 23.1 - - 7.7 7.7 7.7 - 7.7

学術研究、専門・技術サービス業 19 11 4 3 1 - - - - - - - 19 1.4 0.0
100.0 57.9 21.1 15.8 5.3 - - - - - - -

宿泊業、飲食サービス業 13 2 3 - 3 - 2 - - 2 1 - 13 79.1 7.0
100.0 15.4 23.1 - 23.1 - 15.4 - - 15.4 7.7 -

生活関連サービス業、娯楽業 16 4 2 2 3 - 1 - - 1 1 2 14 19.9 3.5
100.0 25.0 12.5 12.5 18.8 - 6.3 - - 6.3 6.3 12.5

教育、学習支援業 55 10 14 4 6 6 2 2 1 4 3 3 52 20.5 3.0
100.0 18.2 25.5 7.3 10.9 10.9 3.6 3.6 1.8 7.3 5.5 5.5

医療、福祉 202 32 53 23 40 18 12 5 4 7 2 6 196 11.6 4.0
100.0 15.8 26.2 11.4 19.8 8.9 5.9 2.5 2.0 3.5 1.0 3.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 19 6 2 1 1 2 1 - 3 3 - - 19 21.2 9.0
100.0 31.6 10.5 5.3 5.3 10.5 5.3 - 15.8 15.8 - -

サービス業（他に分類されないもの） 63 25 7 4 3 11 4 - 1 3 3 2 61 15.8 2.0
100.0 39.7 11.1 6.3 4.8 17.5 6.3 - 1.6 4.8 4.8 3.2

その他 3 1 1 - 1 - - - - - - - 3 3.0 1.0
100.0 33.3 33.3 - 33.3 - - - - - - -

サービス業（計） 130 48 18 10 11 13 8 - 4 9 5 4 126 21.4 2.0
100.0 36.9 13.8 7.7 8.5 10.0 6.2 - 3.1 6.9 3.8 3.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 22 1 4 - - 4 2 2 1 2 3 3 19 43.8 23.0
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 4.5 18.2 - - 18.2 9.1 9.1 4.5 9.1 13.6 13.6
付問④：「人材派遣会社」や 36 16 3 3 2 6 1 - 1 2 2 34 14.1 1.0
「業務請負会社」である 100.0 44.4 8.3 8.3 5.6 16.7 2.8 - - 2.8 5.6 5.6
雇用者の規模

29人以下 150 50 58 16 20 4 - - - 1 - 1 149 2.6 1.0
100.0 33.3 38.7 10.7 13.3 2.7 - - - 0.7 - 0.7

30～49人 98 34 29 10 15 6 3 - - - - 1 97 3.4 1.0
100.0 34.7 29.6 10.2 15.3 6.1 3.1 - - - - 1.0

50～99人 130 55 28 12 20 7 2 2 2 - - 2 128 3.9 1.0
100.0 42.3 21.5 9.2 15.4 5.4 1.5 1.5 1.5 - - 1.5

100～299人 159 33 37 12 23 17 11 6 6 4 1 9 150 10.8 3.0
100.0 20.8 23.3 7.5 14.5 10.7 6.9 3.8 3.8 2.5 0.6 5.7

300～499人 62 11 10 5 5 13 6 - 2 4 3 3 59 18.3 7.0
100.0 17.7 16.1 8.1 8.1 21.0 9.7 - 3.2 6.5 4.8 4.8

500～999人 48 8 3 3 6 2 5 - 4 9 3 5 43 48.4 18.0
100.0 16.7 6.3 6.3 12.5 4.2 10.4 - 8.3 18.8 6.3 10.4

1,000人以上 40 2 1 2 2 4 3 2 - 7 13 4 36 316.3 62.0
100.0 5.0 2.5 5.0 5.0 10.0 7.5 5.0 - 17.5 32.5 10.0

300人以上（計） 150 21 14 10 13 19 14 2 6 20 19 12 138 105.4 15.0
100.0 14.0 9.3 6.7 8.7 12.7 9.3 1.3 4.0 13.3 12.7 8.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 45 18 8 10 4 3 - - 1 - - 1 44 3.4 1.0
100.0 40.0 17.8 22.2 8.9 6.7 - - 2.2 - - 2.2

東北 60 16 17 8 5 3 3 2 1 3 - 2 58 8.5 2.0
100.0 26.7 28.3 13.3 8.3 5.0 5.0 3.3 1.7 5.0 - 3.3

南関東 145 35 32 9 26 12 2 3 4 8 6 8 137 42.1 3.0
100.0 24.1 22.1 6.2 17.9 8.3 1.4 2.1 2.8 5.5 4.1 5.5

北関東・甲信 50 13 9 4 4 9 4 2 - 2 - 3 47 10.5 4.0
100.0 26.0 18.0 8.0 8.0 18.0 8.0 4.0 - 4.0 - 6.0

北陸 39 10 10 1 7 3 2 - 2 1 2 1 38 14.6 2.0
100.0 25.6 25.6 2.6 17.9 7.7 5.1 - 5.1 2.6 5.1 2.6

東海 82 24 18 8 9 5 8 - 1 2 5 2 80 21.7 2.0
100.0 29.3 22.0 9.8 11.0 6.1 9.8 - 1.2 2.4 6.1 2.4

近畿 111 29 29 6 14 11 5 3 3 4 4 3 108 52.4 2.0
100.0 26.1 26.1 5.4 12.6 9.9 4.5 2.7 2.7 3.6 3.6 2.7

中国 31 13 9 2 3 3 - - - - - 1 30 2.9 1.0
100.0 41.9 29.0 6.5 9.7 9.7 - - - - - 3.2

四国 21 5 6 3 4 - - - - 1 - 2 19 6.0 2.0
100.0 23.8 28.6 14.3 19.0 - - - - 4.8 - 9.5

九州 103 30 28 9 15 4 6 - 2 4 3 2 101 23.2 2.0
100.0 29.1 27.2 8.7 14.6 3.9 5.8 - 1.9 3.9 2.9 1.9

三大都市圏 300 78 72 15 44 24 15 5 8 13 14 12 288 44.5 2.0
100.0 26.0 24.0 5.0 14.7 8.0 5.0 1.7 2.7 4.3 4.7 4.0

それ以外 387 115 94 45 47 29 15 5 6 12 6 13 374 12.2 2.0
100.0 29.7 24.3 11.6 12.1 7.5 3.9 1.3 1.6 3.1 1.6 3.4

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 687 193 166 60 91 53 30 10 14 25 20 25 662 26.3 2.0
100.0 28.1 24.2 8.7 13.2 7.7 4.4 1.5 2.0 3.6 2.9 3.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 687 193 166 60 91 53 30 10 14 25 20 25 662 26.3 2.0
100.0 28.1 24.2 8.7 13.2 7.7 4.4 1.5 2.0 3.6 2.9 3.6

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 62,060 18,577 15,878 5,645 7,956 4,317 2,506 773 1,155 1,791 1,355 2,106 59,953 22.6 2.0
100.0 29.9 25.6 9.1 12.8 7.0 4.0 1.2 1.9 2.9 2.2 3.4

問１７付問①：2018年度中（2019年3月末まで）に、無期転換を申込む権利が与えられる人はいますか。
いる場合、（最大）人数も合わせて教えてください（１つに〇・数値も記入）。
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全体計 1,858 6 148 108 857 620 119 154 43 49 5 9 71 25 6 18 5 3 -

100.0 0.3 8.0 5.8 46.1 33.4 6.4 100.0 27.9 31.8 3.2 5.8 46.1 16.2 3.9 11.7 3.2 1.9 -

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - - - 2 - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

建設業 118 - 4 4 54 48 8 4 3 - - 1 1 1 - - - - -

100.0 - 3.4 3.4 45.8 40.7 6.8 100.0 75.0 - - 25.0 25.0 25.0 - - - - -

製造業 321 3 27 18 141 111 21 30 9 10 1 1 12 7 2 6 1 1 -

100.0 0.9 8.4 5.6 43.9 34.6 6.5 100.0 30.0 33.3 3.3 3.3 40.0 23.3 6.7 20.0 3.3 3.3 -

電気・ガス・熱供給・水道業 9 - 2 1 4 2 - 2 - 1 - - 1 - 1 - 1 - -

100.0 - 22.2 11.1 44.4 22.2 - 100.0 - 50.0 - - 50.0 - 50.0 - 50.0 - -

情報通信業 57 - 8 7 22 17 3 8 3 2 - - 4 3 - 1 - - -

100.0 - 14.0 12.3 38.6 29.8 5.3 100.0 37.5 25.0 - - 50.0 37.5 - 12.5 - - -

運輸業、郵便業 85 1 5 2 33 36 8 6 - 1 - 1 4 2 1 - 1 - -

100.0 1.2 5.9 2.4 38.8 42.4 9.4 100.0 - 16.7 - 16.7 66.7 33.3 16.7 - 16.7 - -

卸売業、小売業 242 - 14 9 122 79 18 14 4 7 - - 5 1 1 - - - -

100.0 - 5.8 3.7 50.4 32.6 7.4 100.0 28.6 50.0 - - 35.7 7.1 7.1 - - - -

金融業、保険業 36 - 5 - 19 12 - 5 2 2 - - 3 - - 1 - - -

100.0 - 13.9 - 52.8 33.3 - 100.0 40.0 40.0 - - 60.0 - - 20.0 - - -

不動産業、物品賃貸業 43 - 4 3 15 17 4 4 - 3 - - 1 1 - - 1 - -

100.0 - 9.3 7.0 34.9 39.5 9.3 100.0 - 75.0 - - 25.0 25.0 - - 25.0 - -

学術研究、専門・技術サービス業 47 - 2 4 23 16 2 2 1 - - - 1 - - 1 - - -

100.0 - 4.3 8.5 48.9 34.0 4.3 100.0 50.0 - - - 50.0 - - 50.0 - - -

宿泊業、飲食サービス業 47 - 1 1 27 15 3 1 1 - - - - - - - - - -

100.0 - 2.1 2.1 57.4 31.9 6.4 100.0 100.0 - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 53 1 4 4 24 15 5 5 2 2 - 1 2 1 - 2 - - -

100.0 1.9 7.5 7.5 45.3 28.3 9.4 100.0 40.0 40.0 - 20.0 40.0 20.0 - 40.0 - - -

教育、学習支援業 118 - 21 10 40 39 8 21 7 4 2 2 8 4 1 6 1 - -

100.0 - 17.8 8.5 33.9 33.1 6.8 100.0 33.3 19.0 9.5 9.5 38.1 19.0 4.8 28.6 4.8 - -

医療、福祉 503 - 34 32 247 160 30 34 7 9 2 3 22 4 - 1 - - -

100.0 - 6.8 6.4 49.1 31.8 6.0 100.0 20.6 26.5 5.9 8.8 64.7 11.8 - 2.9 - - -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 - 3 1 15 8 1 3 - 1 - - 2 - - - - - -

100.0 - 10.7 3.6 53.6 28.6 3.6 100.0 - 33.3 - - 66.7 - - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 143 1 13 12 69 41 7 14 3 6 - - 5 1 - - - 2 -

100.0 0.7 9.1 8.4 48.3 28.7 4.9 100.0 21.4 42.9 - - 35.7 7.1 - - - 14.3 -

その他 6 - 1 - 2 2 1 1 1 1 - - - - - - - - -

100.0 - 16.7 - 33.3 33.3 16.7 100.0 100.0 100.0 - - - - - - - - -

サービス業（計） 318 2 23 22 158 95 18 25 7 9 - 1 10 2 - 3 - 2 -

100.0 0.6 7.2 6.9 49.7 29.9 5.7 100.0 28.0 36.0 - 4.0 40.0 8.0 - 12.0 - 8.0 -

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 - 11 3 7 5 - 11 4 3 1 2 4 2 1 4 1 - -

「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - 42.3 11.5 26.9 19.2 - 100.0 36.4 27.3 9.1 18.2 36.4 18.2 9.1 36.4 9.1 - -

付問④：「人材派遣会社」や 65 - 7 7 33 17 1 7 2 4 - - 4 - - - - - -

「業務請負会社」である 100.0 - 10.8 10.8 50.8 26.2 1.5 100.0 28.6 57.1 - - 57.1 - - - - - -

雇用者の規模

29人以下 665 3 41 37 288 238 58 44 14 12 3 1 22 7 1 3 - 1 -

100.0 0.5 6.2 5.6 43.3 35.8 8.7 100.0 31.8 27.3 6.8 2.3 50.0 15.9 2.3 6.8 - 2.3 -

30～49人 337 - 25 18 152 121 21 25 6 5 - 4 14 3 2 2 1 - -

100.0 - 7.4 5.3 45.1 35.9 6.2 100.0 24.0 20.0 - 16.0 56.0 12.0 8.0 8.0 4.0 - -

50～99人 332 1 16 23 167 107 18 17 2 6 - 1 7 5 1 3 2 - -

100.0 0.3 4.8 6.9 50.3 32.2 5.4 100.0 11.8 35.3 - 5.9 41.2 29.4 5.9 17.6 11.8 - -

100～299人 311 - 20 19 154 103 15 20 3 7 - - 8 4 - 1 - 2 -

100.0 - 6.4 6.1 49.5 33.1 4.8 100.0 15.0 35.0 - - 40.0 20.0 - 5.0 - 10.0 -

300～499人 93 1 13 5 47 20 7 14 7 5 - - 3 - - 3 - - -

100.0 1.1 14.0 5.4 50.5 21.5 7.5 100.0 50.0 35.7 - - 21.4 - - 21.4 - - -

500～999人 64 - 11 5 28 20 - 11 4 4 2 - 5 3 2 1 2 - -

100.0 - 17.2 7.8 43.8 31.3 - 100.0 36.4 36.4 18.2 - 45.5 27.3 18.2 9.1 18.2 - -

1,000人以上 56 1 22 1 21 11 - 23 7 10 - 3 12 3 - 5 - - -

100.0 1.8 39.3 1.8 37.5 19.6 - 100.0 30.4 43.5 - 13.0 52.2 13.0 - 21.7 - - -

300人以上（計） 213 2 46 11 96 51 7 48 18 19 2 3 20 6 2 9 2 - -

100.0 0.9 21.6 5.2 45.1 23.9 3.3 100.0 37.5 39.6 4.2 6.3 41.7 12.5 4.2 18.8 4.2 - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 - 4 3 63 43 6 4 2 1 - - 1 1 - - - - -

100.0 - 3.4 2.5 52.9 36.1 5.0 100.0 50.0 25.0 - - 25.0 25.0 - - - - -

東北 166 - 17 12 78 50 9 17 2 9 - 1 6 3 - 1 - - -

100.0 - 10.2 7.2 47.0 30.1 5.4 100.0 11.8 52.9 - 5.9 35.3 17.6 - 5.9 - - -

南関東 405 2 32 23 182 144 22 34 15 15 1 4 14 4 3 5 3 - -

100.0 0.5 7.9 5.7 44.9 35.6 5.4 100.0 44.1 44.1 2.9 11.8 41.2 11.8 8.8 14.7 8.8 - -

北関東・甲信 134 - 9 8 62 44 11 9 1 1 - 1 6 2 - 1 - 1 -

100.0 - 6.7 6.0 46.3 32.8 8.2 100.0 11.1 11.1 - 11.1 66.7 22.2 - 11.1 - 11.1 -

北陸 107 1 8 11 55 28 4 9 3 2 - - 3 2 2 1 1 - -

100.0 0.9 7.5 10.3 51.4 26.2 3.7 100.0 33.3 22.2 - - 33.3 22.2 22.2 11.1 11.1 - -

東海 231 1 22 15 105 77 11 23 6 6 - 1 13 3 - 5 - - -

100.0 0.4 9.5 6.5 45.5 33.3 4.8 100.0 26.1 26.1 - 4.3 56.5 13.0 - 21.7 - - -

近畿 285 1 25 16 120 102 21 26 3 6 1 1 13 5 - 4 - 1 -

100.0 0.4 8.8 5.6 42.1 35.8 7.4 100.0 11.5 23.1 3.8 3.8 50.0 19.2 - 15.4 - 3.8 -

中国 109 - 7 4 51 39 8 7 3 1 - - 5 - - - - - -

100.0 - 6.4 3.7 46.8 35.8 7.3 100.0 42.9 14.3 - - 71.4 - - - - - -

四国 56 - 3 1 34 14 4 3 1 1 1 - 2 - - - - - -

100.0 - 5.4 1.8 60.7 25.0 7.1 100.0 33.3 33.3 33.3 - 66.7 - - - - - -

九州 246 1 21 15 107 79 23 22 7 7 2 1 8 5 1 1 1 1 -

100.0 0.4 8.5 6.1 43.5 32.1 9.3 100.0 31.8 31.8 9.1 4.5 36.4 22.7 4.5 4.5 4.5 4.5 -

三大都市圏 834 3 73 47 371 292 48 76 22 25 1 5 37 12 3 13 3 1 -

100.0 0.4 8.8 5.6 44.5 35.0 5.8 100.0 28.9 32.9 1.3 6.6 48.7 15.8 3.9 17.1 3.9 1.3 -

それ以外 1,024 3 75 61 486 328 71 78 21 24 4 4 34 13 3 5 2 2 -

100.0 0.3 7.3 6.0 47.5 32.0 6.9 100.0 26.9 30.8 5.1 5.1 43.6 16.7 3.8 6.4 2.6 2.6 -

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 6 148 108 857 620 119 154 43 49 5 9 71 25 6 18 5 3 -

100.0 0.3 8.0 5.8 46.1 33.4 6.4 100.0 27.9 31.8 3.2 5.8 46.1 16.2 3.9 11.7 3.2 1.9 -

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 6 148 108 857 620 119 154 43 49 5 9 71 25 6 18 5 3 -

100.0 0.3 8.0 5.8 46.1 33.4 6.4 100.0 27.9 31.8 3.2 5.8 46.1 16.2 3.9 11.7 3.2 1.9 -

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 630 12,904 10,174 83,580 60,907 12,352 13,534 3,878 4,191 402 711 5,940 2,348 502 1,498 361 345 -

100.0 0.3 7.1 5.6 46.3 33.7 6.8 100.0 28.7 31.0 3.0 5.3 43.9 17.3 3.7 11.1 2.7 2.5 -

※｢その他｣については、「無期＝フルタイムの雇用形態しかないが、希望しなかったため」「無期転換ルールを作ることが
出来なかったため」との自由記述があった。

問１８：無期転換ルールの施行以降、貴社の都合
で有期労働契約を終了（雇止め）することは
ありましたか（１つに〇）。

問１８付問①：有期労働契約を終了（雇止め）した理由は、
何でしたか（該当すべてに〇）。
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問
1
8
で
無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行

以
降
、

貴
社
の
都
合
で
有
期
労
働

契
約
を
終
了
（

雇
止
め
）

す
る

こ
と
が
「

あ
っ

た
」

企
業
等

行
っ

た

行
っ

て
い
な
い

　
無
回
答

問
1
8
で
無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行

以
降
、

貴
社
の
都
合
で
有
期
労
働
契
約

を
終
了
（

雇
止
め
）

す
る
こ
と
が
「

あ
っ

た
」

あ
る
い
は
「

今
後
は
あ
る
（

あ
り
得

る
）
」
「

今
後
は
分
か
ら
な
い
」

企
業
等

契
約
の
更
新
回
数
や
通
算
勤
続
年
数

の
上
限
を
設
定
す
る

（

回
数
上
限
等
は
設
定
せ
ず
）

契
約
の
更
新
等
に
際
し
て
「

更
新

し
な
い
」

旨
を
伝
え
る

契
約
期
間
を
一
定
の
業
務
終
了

ま
で
な
ど
一
括
で
設
定
し
、

更
新
は
原
則
、

行
わ
な
い

採
用
時
に
無
期
転
換
を
希
望
し
な
い

人
や
配
偶
者
の
転
勤
が
あ
る
人
、

学
生
等
を
選
別
す
る

そ
の
他

　
無
回
答

全体計 154 19 120 15 882 136 567 61 24 19 120
100.0 12.3 77.9 9.7 100.0 15.4 64.3 6.9 2.7 2.2 13.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - 2 - 1 1 - - -
- - - - 100.0 - 50.0 50.0 - - -

建設業 4 - 3 1 56 7 36 7 1 1 8
100.0 - 75.0 25.0 100.0 12.5 64.3 12.5 1.8 1.8 14.3

製造業 30 3 25 2 159 22 108 14 3 2 15
100.0 10.0 83.3 6.7 100.0 13.8 67.9 8.8 1.9 1.3 9.4

電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 1 1 5 3 3 1 - - -
100.0 - 50.0 50.0 100.0 60.0 60.0 20.0 - - -

情報通信業 8 1 6 1 32 5 21 1 1 - 5
100.0 12.5 75.0 12.5 100.0 15.6 65.6 3.1 3.1 - 15.6

運輸業、郵便業 6 1 2 3 44 13 32 1 - - 1
100.0 16.7 33.3 50.0 100.0 29.5 72.7 2.3 - - 2.3

卸売業、小売業 14 2 11 1 102 9 65 5 5 2 20
100.0 14.3 78.6 7.1 100.0 8.8 63.7 4.9 4.9 2.0 19.6

金融業、保険業 5 1 3 1 17 5 9 1 - 1 2
100.0 20.0 60.0 20.0 100.0 29.4 52.9 5.9 - 5.9 11.8

不動産業、物品賃貸業 4 1 3 - 24 8 14 - 1 - 4
100.0 25.0 75.0 - 100.0 33.3 58.3 - 4.2 - 16.7

学術研究、専門・技術サービス業 2 - 1 1 22 6 6 3 2 - 5
100.0 - 50.0 50.0 100.0 27.3 27.3 13.6 9.1 - 22.7

宿泊業、飲食サービス業 1 - 1 - 17 3 8 3 1 1 3
100.0 - 100.0 - 100.0 17.6 47.1 17.6 5.9 5.9 17.6

生活関連サービス業、娯楽業 5 1 4 - 24 3 15 3 - - 3
100.0 20.0 80.0 - 100.0 12.5 62.5 12.5 - - 12.5

教育、学習支援業 21 4 17 - 70 21 44 6 2 3 4
100.0 19.0 81.0 - 100.0 30.0 62.9 8.6 2.9 4.3 5.7

医療、福祉 34 1 29 4 226 17 154 10 5 5 40
100.0 2.9 85.3 11.8 100.0 7.5 68.1 4.4 2.2 2.2 17.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 3 - 3 - 12 2 10 1 - - 1
100.0 - 100.0 - 100.0 16.7 83.3 8.3 - - 8.3

サービス業（他に分類されないもの） 14 3 11 - 67 11 39 4 3 4 9
100.0 21.4 78.6 - 100.0 16.4 58.2 6.0 4.5 6.0 13.4

その他 1 1 - - 3 1 2 - - - -
100.0 100.0 - - 100.0 33.3 66.7 - - - -

サービス業（計） 25 4 20 1 142 25 78 14 6 5 21
100.0 16.0 80.0 4.0 100.0 17.6 54.9 9.9 4.2 3.5 14.8

付問③付問：「学術・研究機関」か 11 2 9 - 19 16 9 4 - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 18.2 81.8 - 100.0 84.2 47.4 21.1 - - -
付問④：「人材派遣会社」や 7 - 7 - 31 2 22 1 3 - 4
「業務請負会社」である 100.0 - 100.0 - 100.0 6.5 71.0 3.2 9.7 - 12.9
雇用者の規模

29人以下 44 5 34 5 319 48 175 25 12 12 54
100.0 11.4 77.3 11.4 100.0 15.0 54.9 7.8 3.8 3.8 16.9

30～49人 25 2 20 3 164 15 112 11 4 2 25
100.0 8.0 80.0 12.0 100.0 9.1 68.3 6.7 2.4 1.2 15.2

50～99人 17 4 12 1 147 21 92 12 5 3 21
100.0 23.5 70.6 5.9 100.0 14.3 62.6 8.2 3.4 2.0 14.3

100～299人 20 3 15 2 142 19 110 7 2 2 14
100.0 15.0 75.0 10.0 100.0 13.4 77.5 4.9 1.4 1.4 9.9

300～499人 14 2 11 1 39 11 28 3 - - 2
100.0 14.3 78.6 7.1 100.0 28.2 71.8 7.7 - - 5.1

500～999人 11 3 8 - 36 10 27 1 - - 2
100.0 27.3 72.7 - 100.0 27.8 75.0 2.8 - - 5.6

1,000人以上 23 - 20 3 35 12 23 2 1 - 2
100.0 - 87.0 13.0 100.0 34.3 65.7 5.7 2.9 - 5.7

300人以上（計） 48 5 39 4 110 33 78 6 1 - 6
100.0 10.4 81.3 8.3 100.0 30.0 70.9 5.5 0.9 - 5.5

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 4 - 4 - 50 4 36 3 4 2 4
100.0 - 100.0 - 100.0 8.0 72.0 6.0 8.0 4.0 8.0

東北 17 1 16 - 79 13 47 5 2 1 12
100.0 5.9 94.1 - 100.0 16.5 59.5 6.3 2.5 1.3 15.2

南関東 34 6 25 3 201 38 128 11 8 4 28
100.0 17.6 73.5 8.8 100.0 18.9 63.7 5.5 4.0 2.0 13.9

北関東・甲信 9 - 9 - 61 6 34 4 3 2 13
100.0 - 100.0 - 100.0 9.8 55.7 6.6 4.9 3.3 21.3

北陸 9 3 4 2 48 7 30 7 1 2 4
100.0 33.3 44.4 22.2 100.0 14.6 62.5 14.6 2.1 4.2 8.3

東海 23 3 17 3 115 18 75 10 1 1 13
100.0 13.0 73.9 13.0 100.0 15.7 65.2 8.7 0.9 0.9 11.3

近畿 26 2 22 2 144 26 102 7 - 1 17
100.0 7.7 84.6 7.7 100.0 18.1 70.8 4.9 - 0.7 11.8

中国 7 1 6 - 50 8 29 6 - - 9
100.0 14.3 85.7 - 100.0 16.0 58.0 12.0 - - 18.0

四国 3 1 1 1 18 1 10 3 - 1 3
100.0 33.3 33.3 33.3 100.0 5.6 55.6 16.7 - 5.6 16.7

九州 22 2 16 4 116 15 76 5 5 5 17
100.0 9.1 72.7 18.2 100.0 12.9 65.5 4.3 4.3 4.3 14.7

三大都市圏 76 11 58 7 415 75 272 24 9 5 53
100.0 14.5 76.3 9.2 100.0 18.1 65.5 5.8 2.2 1.2 12.8

それ以外 78 8 62 8 467 61 295 37 15 14 67
100.0 10.3 79.5 10.3 100.0 13.1 63.2 7.9 3.2 3.0 14.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 154 19 120 15 882 136 567 61 24 19 120
100.0 12.3 77.9 9.7 100.0 15.4 64.3 6.9 2.7 2.2 13.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 154 19 120 15 882 136 567 61 24 19 120
100.0 12.3 77.9 9.7 100.0 15.4 64.3 6.9 2.7 2.2 13.6

雇用していない - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 13,534 1,668 10,531 1,335 84,615 12,411 53,238 5,932 2,555 2,037 12,183 26,578
100.0 12.3 77.8 9.9 100.0 14.7 62.9 7.0 3.0 2.4 14.4

問１８付問②：無期転換を申込む権利を
持つ人が出ないようにするため、あるいは
その人数を減らすため、2018年3月末迄に、
有期労働契約の終了（雇止め）を行い
ましたか（１つに〇）。

問１９：有期労働契約の終了（雇止め）
に当たっては、どのような方法をとって
いますか（該当すべてに○）。
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問
1
8
で
無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行

以
降
、

貴
社
の
都
合
で
有
期
労
働
契
約

を
終
了
（

雇
止
め
）

す
る
こ
と
が
「

あ
っ

た
」

あ
る
い
は
「

今
後
は
あ
る
（

あ
り
得
る
）
」

「

今
後
は
分
か
ら
な
い
」

企
業
等

行
っ

て
い
る
（

行
う
）

行
っ

て
い
な
い
（

行
わ
な
い
）

　
無
回
答

問
1
9
付
問
で
「

ク
ー

リ
ン
グ
」

を

行
っ

て
い
る
企
業
等

6
ヶ

月
未
満

6
ヶ

月

6
ヶ

月
超
1
年
以
内

1
年
超

　
無
回
答

問
1
9
付
問
で
「

ク
ー

リ
ン
グ
」

を

行
っ

て
い
る
企
業
等

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
施
行
に
伴
い
、

新
た
に
導
入
し
た

ク
ー

リ
ン
グ
自
体
は
以
前
か
ら

行
っ

て
い
る
が
、

期
間
の
長
さ
等

を
変
更
し
た

ク
ー

リ
ン
グ
自
体
、

以
前
か
ら
行
っ

て

お
り
、

何
も
変
更
し
て
い
な
い

　
無
回
答

問
1
9
付
問
で
「

ク
ー

リ
ン
グ
」

を

行
っ

て
い
る
企
業
等

約
束
し
て
い
る

約
束
し
て
い
な
い

未
定
・
分
か
ら
な
い

　
無
回
答

全体計 882 55 793 34 55 18 21 10 4 2 55 21 1 28 5 55 8 24 22 1
100.0 6.2 89.9 3.9 100.0 32.7 38.2 18.2 7.3 3.6 100.0 38.2 1.8 50.9 9.1 100.0 14.5 43.6 40.0 1.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 2 - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 56 6 46 4 6 2 2 2 - - 6 1 - 5 - 6 1 2 3 -
100.0 10.7 82.1 7.1 100.0 33.3 33.3 33.3 - - 100.0 16.7 - 83.3 - 100.0 16.7 33.3 50.0 -

製造業 159 8 147 4 8 4 1 2 1 - 8 2 - 5 1 8 2 1 5 -
100.0 5.0 92.5 2.5 100.0 50.0 12.5 25.0 12.5 - 100.0 25.0 - 62.5 12.5 100.0 25.0 12.5 62.5 -

電気・ガス・熱供給・水道業 5 - 5 - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 32 3 29 - 3 - 2 - 1 - 3 2 - - 1 3 - 1 2 -
100.0 9.4 90.6 - 100.0 - 66.7 - 33.3 - 100.0 66.7 - - 33.3 100.0 - 33.3 66.7 -

運輸業、郵便業 44 2 40 2 2 1 1 - - - 2 1 - 1 - 2 - 1 1 -
100.0 4.5 90.9 4.5 100.0 50.0 50.0 - - - 100.0 50.0 - 50.0 - 100.0 - 50.0 50.0 -

卸売業、小売業 102 3 93 6 3 2 - 1 - - 3 1 - 2 - 3 1 1 1 -
100.0 2.9 91.2 5.9 100.0 66.7 - 33.3 - - 100.0 33.3 - 66.7 - 100.0 33.3 33.3 33.3 -

金融業、保険業 17 2 15 - 2 - 2 - - - 2 1 - 1 - 2 1 1 - -
100.0 11.8 88.2 - 100.0 - 100.0 - - - 100.0 50.0 - 50.0 - 100.0 50.0 50.0 - -

不動産業、物品賃貸業 24 - 23 1 - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 95.8 4.2 - - - - - - - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 22 3 17 2 3 1 2 - - - 3 1 - 2 - 3 - 2 1 -
100.0 13.6 77.3 9.1 100.0 33.3 66.7 - - - 100.0 33.3 - 66.7 - 100.0 - 66.7 33.3 -

宿泊業、飲食サービス業 17 1 16 - 1 - - 1 - - 1 1 - - - 1 - 1 - -
100.0 5.9 94.1 - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - 100.0 - -

生活関連サービス業、娯楽業 24 2 21 1 2 2 - - - - 2 - - 2 - 2 - 1 1 -
100.0 8.3 87.5 4.2 100.0 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - 100.0 - 50.0 50.0 -

教育、学習支援業 70 7 60 3 7 - 6 - 1 - 7 3 - 4 - 7 1 5 1 -
100.0 10.0 85.7 4.3 100.0 - 85.7 - 14.3 - 100.0 42.9 - 57.1 - 100.0 14.3 71.4 14.3 -

医療、福祉 226 10 205 11 10 4 1 3 1 1 10 5 - 4 1 10 2 4 4 -
100.0 4.4 90.7 4.9 100.0 40.0 10.0 30.0 10.0 10.0 100.0 50.0 - 40.0 10.0 100.0 20.0 40.0 40.0 -

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 12 2 10 - 2 1 - - - 1 2 - - - 2 2 - - 1 1
100.0 16.7 83.3 - 100.0 50.0 - - - 50.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - 50.0 50.0

サービス業（他に分類されないもの） 67 4 63 - 4 1 2 1 - - 4 1 1 2 - 4 - 3 1 -
100.0 6.0 94.0 - 100.0 25.0 50.0 25.0 - - 100.0 25.0 25.0 50.0 - 100.0 - 75.0 25.0 -

その他 3 2 1 - 2 - 2 - - - 2 2 - - - 2 - 1 1 -
100.0 66.7 33.3 - 100.0 - 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - 50.0 50.0 -

サービス業（計） 142 12 127 3 12 5 4 2 - 1 12 3 1 6 2 12 - 7 4 1
100.0 8.5 89.4 2.1 100.0 41.7 33.3 16.7 - 8.3 100.0 25.0 8.3 50.0 16.7 100.0 - 58.3 33.3 8.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 19 6 13 - 6 - 6 - - - 6 4 - 2 - 6 1 5 - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 31.6 68.4 - 100.0 - 100.0 - - - 100.0 66.7 - 33.3 - 100.0 16.7 83.3 - -
付問④：「人材派遣会社」や 31 3 28 - 3 1 1 1 - - 3 - 1 2 - 3 - 2 1 -
「業務請負会社」である 100.0 9.7 90.3 - 100.0 33.3 33.3 33.3 - - 100.0 - 33.3 66.7 - 100.0 - 66.7 33.3 -
雇用者の規模

29人以下 319 18 285 16 18 12 4 1 1 - 18 3 - 13 2 18 5 6 7 -
100.0 5.6 89.3 5.0 100.0 66.7 22.2 5.6 5.6 - 100.0 16.7 - 72.2 11.1 100.0 27.8 33.3 38.9 -

30～49人 164 8 150 6 8 - 2 3 2 1 8 4 - 3 1 8 - 2 6 -
100.0 4.9 91.5 3.7 100.0 - 25.0 37.5 25.0 12.5 100.0 50.0 - 37.5 12.5 100.0 - 25.0 75.0 -

50～99人 147 8 133 6 8 2 3 3 - - 8 5 - 3 - 8 - 4 4 -
100.0 5.4 90.5 4.1 100.0 25.0 37.5 37.5 - - 100.0 62.5 - 37.5 - 100.0 - 50.0 50.0 -

100～299人 142 10 128 4 10 2 4 3 - 1 10 4 - 4 2 10 - 5 4 1
100.0 7.0 90.1 2.8 100.0 20.0 40.0 30.0 - 10.0 100.0 40.0 - 40.0 20.0 100.0 - 50.0 40.0 10.0

300～499人 39 4 34 1 4 - 4 - - - 4 3 - 1 - 4 1 3 - -
100.0 10.3 87.2 2.6 100.0 - 100.0 - - - 100.0 75.0 - 25.0 - 100.0 25.0 75.0 - -

500～999人 36 3 32 1 3 1 1 - 1 - 3 1 1 1 - 3 1 1 1 -
100.0 8.3 88.9 2.8 100.0 33.3 33.3 - 33.3 - 100.0 33.3 33.3 33.3 - 100.0 33.3 33.3 33.3 -

1,000人以上 35 4 31 - 4 1 3 - - - 4 1 - 3 - 4 1 3 - -
100.0 11.4 88.6 - 100.0 25.0 75.0 - - - 100.0 25.0 - 75.0 - 100.0 25.0 75.0 - -

300人以上（計） 110 11 97 2 11 2 8 - 1 - 11 5 1 5 - 11 3 7 1 -
100.0 10.0 88.2 1.8 100.0 18.2 72.7 - 9.1 - 100.0 45.5 9.1 45.5 - 100.0 27.3 63.6 9.1 -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 50 5 43 2 5 2 2 1 - - 5 3 - 2 - 5 - 2 3 -
100.0 10.0 86.0 4.0 100.0 40.0 40.0 20.0 - - 100.0 60.0 - 40.0 - 100.0 - 40.0 60.0 -

東北 79 1 74 4 1 - - - 1 - 1 1 - - - 1 1 - - -
100.0 1.3 93.7 5.1 100.0 - - - 100.0 - 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - -

南関東 201 13 174 14 13 3 6 2 2 - 13 3 - 8 2 13 - 7 6 -
100.0 6.5 86.6 7.0 100.0 23.1 46.2 15.4 15.4 - 100.0 23.1 - 61.5 15.4 100.0 - 53.8 46.2 -

北関東・甲信 61 5 54 2 5 3 2 - - - 5 - - 5 - 5 2 2 1 -
100.0 8.2 88.5 3.3 100.0 60.0 40.0 - - - 100.0 - - 100.0 - 100.0 40.0 40.0 20.0 -

北陸 48 5 41 2 5 1 2 2 - - 5 1 - 4 - 5 1 4 - -
100.0 10.4 85.4 4.2 100.0 20.0 40.0 40.0 - - 100.0 20.0 - 80.0 - 100.0 20.0 80.0 - -

東海 115 8 105 2 8 5 2 1 - - 8 2 1 4 1 8 3 2 3 -
100.0 7.0 91.3 1.7 100.0 62.5 25.0 12.5 - - 100.0 25.0 12.5 50.0 12.5 100.0 37.5 25.0 37.5 -

近畿 144 7 132 5 7 1 3 2 1 - 7 5 - 2 - 7 - 3 4 -
100.0 4.9 91.7 3.5 100.0 14.3 42.9 28.6 14.3 - 100.0 71.4 - 28.6 - 100.0 - 42.9 57.1 -

中国 50 1 49 - 1 - 1 - - - 1 1 - - - 1 - 1 - -
100.0 2.0 98.0 - 100.0 - 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - 100.0 - -

四国 18 1 17 - 1 - - 1 - - 1 - - - 1 1 - - 1 -
100.0 5.6 94.4 - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - - 100.0 100.0 - - 100.0 -

九州 116 9 104 3 9 3 3 1 - 2 9 5 - 3 1 9 1 3 4 1
100.0 7.8 89.7 2.6 100.0 33.3 33.3 11.1 - 22.2 100.0 55.6 - 33.3 11.1 100.0 11.1 33.3 44.4 11.1

三大都市圏 415 25 370 20 25 7 10 5 3 - 25 9 - 13 3 25 2 10 13 -
100.0 6.0 89.2 4.8 100.0 28.0 40.0 20.0 12.0 - 100.0 36.0 - 52.0 12.0 100.0 8.0 40.0 52.0 -

それ以外 467 30 423 14 30 11 11 5 1 2 30 12 1 15 2 30 6 14 9 1
100.0 6.4 90.6 3.0 100.0 36.7 36.7 16.7 3.3 6.7 100.0 40.0 3.3 50.0 6.7 100.0 20.0 46.7 30.0 3.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 882 55 793 34 55 18 21 10 4 2 55 21 1 28 5 55 8 24 22 1
100.0 6.2 89.9 3.9 100.0 32.7 38.2 18.2 7.3 3.6 100.0 38.2 1.8 50.9 9.1 100.0 14.5 43.6 40.0 1.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 882 55 793 34 55 18 21 10 4 2 55 21 1 28 5 55 8 24 22 1
100.0 6.2 89.9 3.9 100.0 32.7 38.2 18.2 7.3 3.6 100.0 38.2 1.8 50.9 9.1 100.0 14.5 43.6 40.0 1.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 84,615 4,762 76,458 3,394 4,762 1,828 1,516 989 332 98 4,762 1,638 64 2,722 338 4,762 747 2,038 1,944 34
100.0 5.6 90.4 4.0 100.0 38.4 31.8 20.8 7.0 2.1 100.0 34.4 1.3 57.2 7.1 100.0 15.7 42.8 40.8 0.7

問１９付問：同じ有期契約労働者を再び
雇用する際、前回の契約終了から今回の
契約開始までに、一定の空白期間を設ける
「クーリング」を行っていますか
（１つに〇）。

問１９付問①：空白期間の
長さはどれくらい
ですか（１つに〇）。

問１９付問②：クーリング
の仕組みは、無期転換
ルールの施行に伴い導入
したものですか（１つに〇）。

付問③：クーリング
後の再雇用を約束
していますか
（１つに〇）。
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金
）

の
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間
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場
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る
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や
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働
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教
育
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練
機
会
の
充
実

再
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職
先
の
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介
や
、

再
就
職
先

を
探
す
た
め
の
支
援

（

有
給
休
暇
の
付
与
等
）

そ
の
他

実
施
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い
る
も
の
は
な
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無
回
答
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で
契
約
終
了
手
当
（

契
約

満
了
金
）

や
退
職
手
当
（

退
職
金
）

の
支
給
を
行
っ

て
い
る
企
業
等

1
／
2
ヶ

月
分
未
満

1
／
2
ヶ

月
分
以
上

1
ヶ

月
分
未
満

1
ヶ

月
分
以
上

2
ヶ

月
分
未
満

2
ヶ

月
分
以
上

3
ヶ

月
分
未
満

3
ヶ

月
分
以
上

　
無
回
答

全体計 1,858 48 58 37 44 12 1,430 267 48 13 6 9 5 12 3
100.0 2.6 3.1 2.0 2.4 0.6 77.0 14.4 100.0 27.1 12.5 18.8 10.4 25.0 6.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - - - - 2 - - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - -

建設業 118 5 9 7 6 - 84 15 5 1 1 - 1 2 -
100.0 4.2 7.6 5.9 5.1 - 71.2 12.7 100.0 20.0 20.0 - 20.0 40.0 -

製造業 321 11 5 2 5 2 255 43 11 4 2 2 1 2 -
100.0 3.4 1.6 0.6 1.6 0.6 79.4 13.4 100.0 36.4 18.2 18.2 9.1 18.2 -

電気・ガス・熱供給・水道業 9 2 - - 1 - 6 - 2 - - - - 2 -
100.0 22.2 - - 11.1 - 66.7 - 100.0 - - - - 100.0 -

情報通信業 57 - 5 1 3 - 40 9 - - - - - - -
100.0 - 8.8 1.8 5.3 - 70.2 15.8 - - - - - - -

運輸業、郵便業 85 - 2 1 2 1 64 16 - - - - - - -
100.0 - 2.4 1.2 2.4 1.2 75.3 18.8 - - - - - - -

卸売業、小売業 242 3 7 3 3 1 193 34 3 - - 1 - 1 1
100.0 1.2 2.9 1.2 1.2 0.4 79.8 14.0 100.0 - - 33.3 - 33.3 33.3

金融業、保険業 36 - - 1 - - 32 3 - - - - - - -
100.0 - - 2.8 - - 88.9 8.3 - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 43 1 1 - - - 34 8 1 - 1 - - - -
100.0 2.3 2.3 - - - 79.1 18.6 100.0 - 100.0 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 47 1 - 1 2 - 33 10 1 - - - 1 - -
100.0 2.1 - 2.1 4.3 - 70.2 21.3 100.0 - - - 100.0 - -

宿泊業、飲食サービス業 47 1 4 1 - - 38 4 1 1 - - - - -
100.0 2.1 8.5 2.1 - - 80.9 8.5 100.0 100.0 - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 53 2 1 - 1 1 37 11 2 - - - - 1 1
100.0 3.8 1.9 - 1.9 1.9 69.8 20.8 100.0 - - - - 50.0 50.0

教育、学習支援業 118 4 2 1 2 1 92 19 4 1 - 2 1 - -
100.0 3.4 1.7 0.8 1.7 0.8 78.0 16.1 100.0 25.0 - 50.0 25.0 - -

医療、福祉 503 15 19 17 9 6 379 74 15 5 1 4 1 3 1
100.0 3.0 3.8 3.4 1.8 1.2 75.3 14.7 100.0 33.3 6.7 26.7 6.7 20.0 6.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 1 1 - - - 23 3 1 1 - - - - -
100.0 3.6 3.6 - - - 82.1 10.7 100.0 100.0 - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） 143 2 2 2 10 - 113 17 2 - 1 - - 1 -
100.0 1.4 1.4 1.4 7.0 - 79.0 11.9 100.0 - 50.0 - - 50.0 -

その他 6 - - - - - 5 1 - - - - - - -
100.0 - - - - - 83.3 16.7 - - - - - - -

サービス業（計） 318 7 8 4 13 1 244 45 7 2 1 - 1 2 1
100.0 2.2 2.5 1.3 4.1 0.3 76.7 14.2 100.0 28.6 14.3 - 14.3 28.6 14.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 - - - 2 - 23 1 - - - - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 - - - 7.7 - 88.5 3.8 - - - - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 65 1 1 1 7 - 50 7 1 - 1 - - - -
「業務請負会社」である 100.0 1.5 1.5 1.5 10.8 - 76.9 10.8 100.0 - 100.0 - - - -
雇用者の規模

29人以下 665 32 30 16 24 5 467 111 32 10 4 5 2 10 1
100.0 4.8 4.5 2.4 3.6 0.8 70.2 16.7 100.0 31.3 12.5 15.6 6.3 31.3 3.1

30～49人 337 7 11 8 5 3 260 48 7 2 1 - 3 1 -
100.0 2.1 3.3 2.4 1.5 0.9 77.2 14.2 100.0 28.6 14.3 - 42.9 14.3 -

50～99人 332 3 8 8 10 4 262 46 3 1 - 1 - 1 -
100.0 0.9 2.4 2.4 3.0 1.2 78.9 13.9 100.0 33.3 - 33.3 - 33.3 -

100～299人 311 6 5 5 2 - 257 40 6 - 1 3 - - 2
100.0 1.9 1.6 1.6 0.6 - 82.6 12.9 100.0 - 16.7 50.0 - - 33.3

300～499人 93 - 2 - 2 - 73 16 - - - - - - -
100.0 - 2.2 - 2.2 - 78.5 17.2 - - - - - - -

500～999人 64 - 2 - - - 58 4 - - - - - - -
100.0 - 3.1 - - - 90.6 6.3 - - - - - - -

1,000人以上 56 - - - 1 - 53 2 - - - - - - -
100.0 - - - 1.8 - 94.6 3.6 - - - - - - -

300人以上（計） 213 - 4 - 3 - 184 22 - - - - - - -
100.0 - 1.9 - 1.4 - 86.4 10.3 - - - - - - -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 3 6 2 3 2 94 11 3 - 1 - - - 2
100.0 2.5 5.0 1.7 2.5 1.7 79.0 9.2 100.0 - 33.3 - - - 66.7

東北 166 5 3 3 7 - 129 22 5 2 - 1 1 1 -
100.0 3.0 1.8 1.8 4.2 - 77.7 13.3 100.0 40.0 - 20.0 20.0 20.0 -

南関東 405 5 11 11 8 2 321 54 5 - 1 1 - 3 -
100.0 1.2 2.7 2.7 2.0 0.5 79.3 13.3 100.0 - 20.0 20.0 - 60.0 -

北関東・甲信 134 5 5 3 4 1 96 22 5 1 1 1 2 - -
100.0 3.7 3.7 2.2 3.0 0.7 71.6 16.4 100.0 20.0 20.0 20.0 40.0 - -

北陸 107 - 1 - - - 92 14 - - - - - - -
100.0 - 0.9 - - - 86.0 13.1 - - - - - - -

東海 231 9 9 3 3 1 175 37 9 4 1 1 1 2 -
100.0 3.9 3.9 1.3 1.3 0.4 75.8 16.0 100.0 44.4 11.1 11.1 11.1 22.2 -

近畿 285 7 9 8 5 1 221 42 7 2 1 - - 3 1
100.0 2.5 3.2 2.8 1.8 0.4 77.5 14.7 100.0 28.6 14.3 - - 42.9 14.3

中国 109 4 1 1 1 - 83 20 4 1 - 2 1 - -
100.0 3.7 0.9 0.9 0.9 - 76.1 18.3 100.0 25.0 - 50.0 25.0 - -

四国 56 - 2 2 3 - 42 8 - - - - - - -
100.0 - 3.6 3.6 5.4 - 75.0 14.3 - - - - - - -

九州 246 10 11 4 10 5 177 37 10 3 1 3 - 3 -
100.0 4.1 4.5 1.6 4.1 2.0 72.0 15.0 100.0 30.0 10.0 30.0 - 30.0 -

三大都市圏 834 17 26 20 15 4 648 121 17 3 2 2 1 8 1
100.0 2.0 3.1 2.4 1.8 0.5 77.7 14.5 100.0 17.6 11.8 11.8 5.9 47.1 5.9

それ以外 1,024 31 32 17 29 8 782 146 31 10 4 7 4 4 2
100.0 3.0 3.1 1.7 2.8 0.8 76.4 14.3 100.0 32.3 12.9 22.6 12.9 12.9 6.5

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 48 58 37 44 12 1,430 267 48 13 6 9 5 12 3
100.0 2.6 3.1 2.0 2.4 0.6 77.0 14.4 100.0 27.1 12.5 18.8 10.4 25.0 6.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 48 58 37 44 12 1,430 267 48 13 6 9 5 12 3
100.0 2.6 3.1 2.0 2.4 0.6 77.0 14.4 100.0 27.1 12.5 18.8 10.4 25.0 6.3

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 4,649 5,993 3,438 4,392 1,122 137,983 26,578 4,649 1,284 613 851 431 1,074 396
100.0 2.6 3.3 1.9 2.4 0.6 76.4 14.7 100.0 27.6 13.2 18.3 9.3 23.1 8.5

問２０：無期労働契約への移行機会を付与しない
（無期転換させない）代償として、実施しているもの
はありますか（該当すべてに○）。

問２０付問：平均的な支給水準は、
月給に換算してどれくらいですか
（１つに〇）。
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全体計 1,858 625 1,100 133 625 2 4 1 18 9 27 3 21 554 11
100.0 33.6 59.2 7.2 100.0 0.3 0.6 0.2 2.9 1.4 4.3 0.5 3.4 88.6 1.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 2 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - -

建設業 118 22 83 13 22 - - - 1 1 - - - 18 2
100.0 18.6 70.3 11.0 100.0 - - - 4.5 4.5 - - - 81.8 9.1

製造業 321 104 195 22 104 - 1 - 3 1 2 - 5 94 3
100.0 32.4 60.7 6.9 100.0 - 1.0 - 2.9 1.0 1.9 - 4.8 90.4 2.9

電気・ガス・熱供給・水道業 9 1 7 1 1 - - - - - - - - 1 -
100.0 11.1 77.8 11.1 100.0 - - - - - - - - 100.0 -

情報通信業 57 20 34 3 20 - 1 - - - - - - 19 -
100.0 35.1 59.6 5.3 100.0 - 5.0 - - - - - - 95.0 -

運輸業、郵便業 85 22 56 7 22 - 1 - 1 - 2 - 1 19 -
100.0 25.9 65.9 8.2 100.0 - 4.5 - 4.5 - 9.1 - 4.5 86.4 -

卸売業、小売業 242 76 146 20 76 - - - 2 - 5 - 3 68 2
100.0 31.4 60.3 8.3 100.0 - - - 2.6 - 6.6 - 3.9 89.5 2.6

金融業、保険業 36 17 18 1 17 - - - 2 1 3 - 1 13 -
100.0 47.2 50.0 2.8 100.0 - - - 11.8 5.9 17.6 - 5.9 76.5 -

不動産業、物品賃貸業 43 14 26 3 14 - - - - - - - 2 12 -
100.0 32.6 60.5 7.0 100.0 - - - - - - - 14.3 85.7 -

学術研究、専門・技術サービス業 47 12 35 - 12 - - - - - - - - 12 -
100.0 25.5 74.5 - 100.0 - - - - - - - - 100.0 -

宿泊業、飲食サービス業 47 19 25 3 19 - - - 2 - 2 - 1 17 -
100.0 40.4 53.2 6.4 100.0 - - - 10.5 - 10.5 - 5.3 89.5 -

生活関連サービス業、娯楽業 53 15 33 5 15 1 - - 1 - 1 - - 13 -
100.0 28.3 62.3 9.4 100.0 6.7 - - 6.7 - 6.7 - - 86.7 -

教育、学習支援業 118 43 67 8 43 1 - - 3 1 2 - 4 36 -
100.0 36.4 56.8 6.8 100.0 2.3 - - 7.0 2.3 4.7 - 9.3 83.7 -

医療、福祉 503 200 267 36 200 - 1 - 3 4 9 2 4 175 4
100.0 39.8 53.1 7.2 100.0 - 0.5 - 1.5 2.0 4.5 1.0 2.0 87.5 2.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 12 13 3 12 - - 1 - - - - - 11 -
100.0 42.9 46.4 10.7 100.0 - - 8.3 - - - - - 91.7 -

サービス業（他に分類されないもの） 143 46 89 8 46 - - - - 1 1 1 - 44 -
100.0 32.2 62.2 5.6 100.0 - - - - 2.2 2.2 2.2 - 95.7 -

その他 6 2 4 - 2 - - - - - - - - 2 -
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - - - - - - - 100.0 -

サービス業（計） 318 104 195 19 104 1 - 1 3 1 4 1 1 97 -
100.0 32.7 61.3 6.0 100.0 1.0 - 1.0 2.9 1.0 3.8 1.0 1.0 93.3 -

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 8 17 1 8 - - - - - - - - 8 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 30.8 65.4 3.8 100.0 - - - - - - - - 100.0 -
付問④：「人材派遣会社」や 65 19 41 5 19 - - - - 1 - 1 - 18 -
「業務請負会社」である 100.0 29.2 63.1 7.7 100.0 - - - - 5.3 - 5.3 - 94.7 -
雇用者の規模

29人以下 665 132 461 72 132 1 1 - - 1 4 1 3 121 1
100.0 19.8 69.3 10.8 100.0 0.8 0.8 - - 0.8 3.0 0.8 2.3 91.7 0.8

30～49人 337 119 199 19 119 1 - - 5 2 6 1 4 105 1
100.0 35.3 59.1 5.6 100.0 0.8 - - 4.2 1.7 5.0 0.8 3.4 88.2 0.8

50～99人 332 118 193 21 118 - 1 1 5 2 5 1 6 101 3
100.0 35.5 58.1 6.3 100.0 - 0.8 0.8 4.2 1.7 4.2 0.8 5.1 85.6 2.5

100～299人 311 150 144 17 150 - - - 6 2 9 - 3 133 5
100.0 48.2 46.3 5.5 100.0 - - - 4.0 1.3 6.0 - 2.0 88.7 3.3

300～499人 93 46 46 1 46 - 1 - 1 2 1 - 2 40 1
100.0 49.5 49.5 1.1 100.0 - 2.2 - 2.2 4.3 2.2 - 4.3 87.0 2.2

500～999人 64 34 28 2 34 - 1 - 1 - 1 - 2 29 -
100.0 53.1 43.8 3.1 100.0 - 2.9 - 2.9 - 2.9 - 5.9 85.3 -

1,000人以上 56 26 29 1 26 - - - - - 1 - 1 25 -
100.0 46.4 51.8 1.8 100.0 - - - - - 3.8 - 3.8 96.2 -

300人以上（計） 213 106 103 4 106 - 2 - 2 2 3 - 5 94 1
100.0 49.8 48.4 1.9 100.0 - 1.9 - 1.9 1.9 2.8 - 4.7 88.7 0.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 34 75 10 34 - - - 1 1 1 - 1 30 1
100.0 28.6 63.0 8.4 100.0 - - - 2.9 2.9 2.9 - 2.9 88.2 2.9

東北 166 52 104 10 52 - - - 4 - 2 - 1 46 1
100.0 31.3 62.7 6.0 100.0 - - - 7.7 - 3.8 - 1.9 88.5 1.9

南関東 405 146 235 24 146 1 1 - 3 2 7 1 7 129 1
100.0 36.0 58.0 5.9 100.0 0.7 0.7 - 2.1 1.4 4.8 0.7 4.8 88.4 0.7

北関東・甲信 134 45 75 14 45 - - - 2 1 2 - 1 41 -
100.0 33.6 56.0 10.4 100.0 - - - 4.4 2.2 4.4 - 2.2 91.1 -

北陸 107 29 66 12 29 - - - 1 - 1 - - 26 1
100.0 27.1 61.7 11.2 100.0 - - - 3.4 - 3.4 - - 89.7 3.4

東海 231 85 130 16 85 - 1 - 3 - 6 - 6 75 1
100.0 36.8 56.3 6.9 100.0 - 1.2 - 3.5 - 7.1 - 7.1 88.2 1.2

近畿 285 94 176 15 94 - - 1 2 3 4 - 2 81 3
100.0 33.0 61.8 5.3 100.0 - - 1.1 2.1 3.2 4.3 - 2.1 86.2 3.2

中国 109 37 63 9 37 - - - 1 - - - - 35 1
100.0 33.9 57.8 8.3 100.0 - - - 2.7 - - - - 94.6 2.7

四国 56 13 36 7 13 1 - - - 2 - - - 10 -
100.0 23.2 64.3 12.5 100.0 7.7 - - - 15.4 - - - 76.9 -

九州 246 90 140 16 90 - 2 - 1 - 4 2 3 81 2
100.0 36.6 56.9 6.5 100.0 - 2.2 - 1.1 - 4.4 2.2 3.3 90.0 2.2

三大都市圏 834 297 491 46 297 1 2 1 7 5 15 1 12 261 5
100.0 35.6 58.9 5.5 100.0 0.3 0.7 0.3 2.4 1.7 5.1 0.3 4.0 87.9 1.7

それ以外 1,024 328 609 87 328 1 2 - 11 4 12 2 9 293 6
100.0 32.0 59.5 8.5 100.0 0.3 0.6 - 3.4 1.2 3.7 0.6 2.7 89.3 1.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 625 1,100 133 625 2 4 1 18 9 27 3 21 554 11
100.0 33.6 59.2 7.2 100.0 0.3 0.6 0.2 2.9 1.4 4.3 0.5 3.4 88.6 1.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 625 1,100 133 625 2 4 1 18 9 27 3 21 554 11
100.0 33.6 59.2 7.2 100.0 0.3 0.6 0.2 2.9 1.4 4.3 0.5 3.4 88.6 1.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 57,372 109,418 13,758 57,372 196 359 28 1,765 698 2,683 240 1,998 50,952 1,039
100.0 31.8 60.6 7.6 100.0 0.3 0.6 - 3.1 1.2 4.7 0.4 3.5 88.8 1.8

問２１：無期転換ルールの施行前
（2013年3月以前）に、有期契約労働者
から「正社員」（限定正社員は含め
ません）に転換する制度はありましたか
（１つに〇）。

問２１付問：無期転換ルールの施行に伴い、正社員
への転換制度について次のような影響はありましたか
 （該当すべてに〇）。
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全体計 1,858 404 143 191 184 219 489 329 277 169 367 51 15 345 214 58 68 58 45 19 504 173
100.0 21.7 7.7 10.3 9.9 11.8 26.3 17.7 14.9 9.1 19.8 2.7 0.8 18.6 11.5 3.1 3.7 3.1 2.4 1.0 27.1 9.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - - - - - - - - 1 1 - - - - - - - - 1 -
100.0 50.0 - - - - - - - - 50.0 50.0 - - - - - - - - 50.0 -

建設業 118 26 6 7 6 12 31 26 22 9 25 5 3 24 11 2 1 2 8 - 23 15
100.0 22.0 5.1 5.9 5.1 10.2 26.3 22.0 18.6 7.6 21.2 4.2 2.5 20.3 9.3 1.7 0.8 1.7 6.8 - 19.5 12.7

製造業 321 76 18 35 28 33 78 52 36 33 56 12 2 50 44 5 17 12 12 3 90 28
100.0 23.7 5.6 10.9 8.7 10.3 24.3 16.2 11.2 10.3 17.4 3.7 0.6 15.6 13.7 1.6 5.3 3.7 3.7 0.9 28.0 8.7

電気・ガス・熱供給・水道業 9 3 1 - 1 - 3 3 1 - 3 1 - 4 - 1 1 - - 1 2 -
100.0 33.3 11.1 - 11.1 - 33.3 33.3 11.1 - 33.3 11.1 - 44.4 - 11.1 11.1 - - 11.1 22.2 -

情報通信業 57 8 - 7 4 7 25 13 3 3 7 - 1 10 8 - 4 - - 1 14 5
100.0 14.0 - 12.3 7.0 12.3 43.9 22.8 5.3 5.3 12.3 - 1.8 17.5 14.0 - 7.0 - - 1.8 24.6 8.8

運輸業、郵便業 85 20 7 8 5 8 19 14 19 15 18 2 - 16 7 4 5 1 1 2 23 8
100.0 23.5 8.2 9.4 5.9 9.4 22.4 16.5 22.4 17.6 21.2 2.4 - 18.8 8.2 4.7 5.9 1.2 1.2 2.4 27.1 9.4

卸売業、小売業 242 48 19 24 19 24 49 30 28 15 44 2 - 34 26 7 3 11 8 3 78 30
100.0 19.8 7.9 9.9 7.9 9.9 20.2 12.4 11.6 6.2 18.2 0.8 - 14.0 10.7 2.9 1.2 4.5 3.3 1.2 32.2 12.4

金融業、保険業 36 5 2 4 2 8 10 6 2 2 7 2 1 9 1 2 3 2 - - 14 1
100.0 13.9 5.6 11.1 5.6 22.2 27.8 16.7 5.6 5.6 19.4 5.6 2.8 25.0 2.8 5.6 8.3 5.6 - - 38.9 2.8

不動産業、物品賃貸業 43 8 4 1 3 8 6 7 9 3 4 - - 7 3 1 5 1 - - 12 4
100.0 18.6 9.3 2.3 7.0 18.6 14.0 16.3 20.9 7.0 9.3 - - 16.3 7.0 2.3 11.6 2.3 - - 27.9 9.3

学術研究、専門・技術サービス業 47 9 5 6 4 5 14 14 8 4 9 3 2 8 7 - 3 1 - 1 14 2
100.0 19.1 10.6 12.8 8.5 10.6 29.8 29.8 17.0 8.5 19.1 6.4 4.3 17.0 14.9 - 6.4 2.1 - 2.1 29.8 4.3

宿泊業、飲食サービス業 47 9 3 7 6 4 10 5 8 5 6 - - 10 2 1 - 1 - - 18 7
100.0 19.1 6.4 14.9 12.8 8.5 21.3 10.6 17.0 10.6 12.8 - - 21.3 4.3 2.1 - 2.1 - - 38.3 14.9

生活関連サービス業、娯楽業 53 11 8 5 3 8 12 9 12 4 11 1 1 11 6 6 - 1 1 1 13 6
100.0 20.8 15.1 9.4 5.7 15.1 22.6 17.0 22.6 7.5 20.8 1.9 1.9 20.8 11.3 11.3 - 1.9 1.9 1.9 24.5 11.3

教育、学習支援業 118 31 15 9 23 19 29 23 14 7 22 3 - 23 20 7 4 4 2 - 30 8
100.0 26.3 12.7 7.6 19.5 16.1 24.6 19.5 11.9 5.9 18.6 2.5 - 19.5 16.9 5.9 3.4 3.4 1.7 - 25.4 6.8

医療、福祉 503 111 34 55 66 58 149 94 83 54 110 13 3 111 58 16 11 17 11 5 123 47
100.0 22.1 6.8 10.9 13.1 11.5 29.6 18.7 16.5 10.7 21.9 2.6 0.6 22.1 11.5 3.2 2.2 3.4 2.2 1.0 24.5 9.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 6 6 5 4 6 8 6 10 5 11 1 - 6 5 - - 3 - - 5 3
100.0 21.4 21.4 17.9 14.3 21.4 28.6 21.4 35.7 17.9 39.3 3.6 - 21.4 17.9 - - 10.7 - - 17.9 10.7

サービス業（他に分類されないもの） 143 29 12 17 8 18 45 26 21 10 30 4 2 22 14 6 11 2 2 2 43 9
100.0 20.3 8.4 11.9 5.6 12.6 31.5 18.2 14.7 7.0 21.0 2.8 1.4 15.4 9.8 4.2 7.7 1.4 1.4 1.4 30.1 6.3

その他 6 3 3 1 2 1 1 1 1 - 3 1 - - 2 - - - - - 1 -
100.0 50.0 50.0 16.7 33.3 16.7 16.7 16.7 16.7 - 50.0 16.7 - - 33.3 - - - - - 16.7 -

サービス業（計） 318 64 34 40 25 41 89 60 59 28 67 9 5 57 34 13 14 8 3 4 93 27
100.0 20.1 10.7 12.6 7.9 12.9 28.0 18.9 18.6 8.8 21.1 2.8 1.6 17.9 10.7 4.1 4.4 2.5 0.9 1.3 29.2 8.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 4 7 2 6 4 11 11 3 1 5 1 1 7 8 3 1 1 1 - 3 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 15.4 26.9 7.7 23.1 15.4 42.3 42.3 11.5 3.8 19.2 3.8 3.8 26.9 30.8 11.5 3.8 3.8 3.8 - 11.5 3.8
付問④：「人材派遣会社」や 65 17 7 7 4 6 14 15 9 5 10 1 - 13 7 5 10 1 2 2 20 5
「業務請負会社」である 100.0 26.2 10.8 10.8 6.2 9.2 21.5 23.1 13.8 7.7 15.4 1.5 - 20.0 10.8 7.7 15.4 1.5 3.1 3.1 30.8 7.7
雇用者の規模

29人以下 665 146 38 50 66 53 129 79 72 49 103 19 7 121 57 18 15 7 8 10 211 97
100.0 22.0 5.7 7.5 9.9 8.0 19.4 11.9 10.8 7.4 15.5 2.9 1.1 18.2 8.6 2.7 2.3 1.1 1.2 1.5 31.7 14.6

30～49人 337 77 28 34 26 31 103 56 41 26 63 13 5 66 33 10 15 4 6 2 89 27
100.0 22.8 8.3 10.1 7.7 9.2 30.6 16.6 12.2 7.7 18.7 3.9 1.5 19.6 9.8 3.0 4.5 1.2 1.8 0.6 26.4 8.0

50～99人 332 75 23 42 40 44 101 62 64 37 73 9 1 71 49 10 11 11 13 3 80 25
100.0 22.6 6.9 12.7 12.0 13.3 30.4 18.7 19.3 11.1 22.0 2.7 0.3 21.4 14.8 3.0 3.3 3.3 3.9 0.9 24.1 7.5

100～299人 311 67 26 37 33 49 84 62 65 43 80 6 - 55 40 7 20 17 10 1 78 20
100.0 21.5 8.4 11.9 10.6 15.8 27.0 19.9 20.9 13.8 25.7 1.9 - 17.7 12.9 2.3 6.4 5.5 3.2 0.3 25.1 6.4

300～499人 93 20 10 10 7 21 32 29 19 6 23 - 1 12 18 1 - 8 1 1 17 2
100.0 21.5 10.8 10.8 7.5 22.6 34.4 31.2 20.4 6.5 24.7 - 1.1 12.9 19.4 1.1 - 8.6 1.1 1.1 18.3 2.2

500～999人 64 7 7 10 6 10 13 17 8 5 12 3 - 11 7 2 4 4 3 1 17 1
100.0 10.9 10.9 15.6 9.4 15.6 20.3 26.6 12.5 7.8 18.8 4.7 - 17.2 10.9 3.1 6.3 6.3 4.7 1.6 26.6 1.6

1,000人以上 56 12 11 8 6 11 27 24 8 3 13 1 1 9 10 10 3 7 4 1 12 1
100.0 21.4 19.6 14.3 10.7 19.6 48.2 42.9 14.3 5.4 23.2 1.8 1.8 16.1 17.9 17.9 5.4 12.5 7.1 1.8 21.4 1.8

300人以上（計） 213 39 28 28 19 42 72 70 35 14 48 4 2 32 35 13 7 19 8 3 46 4
100.0 18.3 13.1 13.1 8.9 19.7 33.8 32.9 16.4 6.6 22.5 1.9 0.9 15.0 16.4 6.1 3.3 8.9 3.8 1.4 21.6 1.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 25 13 13 8 9 29 20 20 16 19 3 - 24 5 1 2 4 1 - 40 14
100.0 21.0 10.9 10.9 6.7 7.6 24.4 16.8 16.8 13.4 16.0 2.5 - 20.2 4.2 0.8 1.7 3.4 0.8 - 33.6 11.8

東北 166 37 9 18 19 20 41 23 21 14 27 4 2 42 17 1 3 8 1 5 49 14
100.0 22.3 5.4 10.8 11.4 12.0 24.7 13.9 12.7 8.4 16.3 2.4 1.2 25.3 10.2 0.6 1.8 4.8 0.6 3.0 29.5 8.4

南関東 405 88 33 41 33 54 101 70 62 37 76 6 2 74 47 21 22 17 15 5 110 38
100.0 21.7 8.1 10.1 8.1 13.3 24.9 17.3 15.3 9.1 18.8 1.5 0.5 18.3 11.6 5.2 5.4 4.2 3.7 1.2 27.2 9.4

北関東・甲信 134 26 8 16 13 24 38 22 21 12 32 3 2 25 19 7 6 2 4 - 34 12
100.0 19.4 6.0 11.9 9.7 17.9 28.4 16.4 15.7 9.0 23.9 2.2 1.5 18.7 14.2 5.2 4.5 1.5 3.0 - 25.4 9.0

北陸 107 28 4 10 10 13 31 21 17 8 20 1 1 14 17 2 4 4 4 - 21 15
100.0 26.2 3.7 9.3 9.3 12.1 29.0 19.6 15.9 7.5 18.7 0.9 0.9 13.1 15.9 1.9 3.7 3.7 3.7 - 19.6 14.0

東海 231 53 17 21 23 20 53 48 39 25 49 7 1 34 26 7 5 7 9 2 60 23
100.0 22.9 7.4 9.1 10.0 8.7 22.9 20.8 16.9 10.8 21.2 3.0 0.4 14.7 11.3 3.0 2.2 3.0 3.9 0.9 26.0 10.0

近畿 285 62 29 28 27 31 76 45 45 24 48 15 3 53 32 7 18 4 4 4 77 19
100.0 21.8 10.2 9.8 9.5 10.9 26.7 15.8 15.8 8.4 16.8 5.3 1.1 18.6 11.2 2.5 6.3 1.4 1.4 1.4 27.0 6.7

中国 109 25 5 5 7 10 29 13 10 8 18 1 1 20 7 - - 3 - - 35 8
100.0 22.9 4.6 4.6 6.4 9.2 26.6 11.9 9.2 7.3 16.5 0.9 0.9 18.3 6.4 - - 2.8 - - 32.1 7.3

四国 56 8 4 8 7 7 16 10 7 4 12 - - 8 5 1 1 1 1 - 15 9
100.0 14.3 7.1 14.3 12.5 12.5 28.6 17.9 12.5 7.1 21.4 - - 14.3 8.9 1.8 1.8 1.8 1.8 - 26.8 16.1

九州 246 52 21 31 37 31 75 57 35 21 66 11 3 51 39 11 7 8 6 3 63 21
100.0 21.1 8.5 12.6 15.0 12.6 30.5 23.2 14.2 8.5 26.8 4.5 1.2 20.7 15.9 4.5 2.8 3.3 2.4 1.2 25.6 8.5

三大都市圏 834 178 72 86 78 99 212 148 135 80 156 26 6 150 97 34 40 27 27 9 221 70
100.0 21.3 8.6 10.3 9.4 11.9 25.4 17.7 16.2 9.6 18.7 3.1 0.7 18.0 11.6 4.1 4.8 3.2 3.2 1.1 26.5 8.4

それ以外 1,024 226 71 105 106 120 277 181 142 89 211 25 9 195 117 24 28 31 18 10 283 103
100.0 22.1 6.9 10.3 10.4 11.7 27.1 17.7 13.9 8.7 20.6 2.4 0.9 19.0 11.4 2.3 2.7 3.0 1.8 1.0 27.6 10.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 404 143 191 184 219 489 329 277 169 367 51 15 345 214 58 68 58 45 19 504 173
100.0 21.7 7.7 10.3 9.9 11.8 26.3 17.7 14.9 9.1 19.8 2.7 0.8 18.6 11.5 3.1 3.7 3.1 2.4 1.0 27.1 9.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 404 143 191 184 219 489 329 277 169 367 51 15 345 214 58 68 58 45 19 504 173
100.0 21.7 7.7 10.3 9.9 11.8 26.3 17.7 14.9 9.1 19.8 2.7 0.8 18.6 11.5 3.1 3.7 3.1 2.4 1.0 27.1 9.3

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 38,747 13,140 18,277 17,061 19,915 44,713 29,672 25,803 16,082 33,900 4,521 1,414 32,645 19,821 5,281 6,497 5,004 4,224 1,879 51,024 18,522
100.0 21.5 7.3 10.1 9.4 11.0 24.8 16.4 14.3 8.9 18.8 2.5 0.8 18.1 11.0 2.9 3.6 2.8 2.3 1.0 28.3 10.3

問２２：無期転換ルールに対応する上で、課題になっていることはありますか（該当すべてに〇）。調査シリーズNo.202
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者
等
）

へ
の
周
知
・
浸
透

（

定
年
後
再
雇
用
者
以
外
の
）

高
齢
者
の
取
扱
い

定
年
後
再
雇
用
者
（

特
例
活
用
）

と
そ
れ

以
外
の
高
齢
者
の
取
扱
い
の
違
い
に
係
る

不
公
平
感
（

無
期
転
換
機
会
等
）

定
年
の
あ
り
方

（

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
回
避
等
に
よ
る
）

人
手
不
足
の
深
刻
化
や
優
秀
な
人
材
の
流
出

（

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
回
避
等
に

よ
る
）

企
業
イ
メ
ー

ジ
の
悪
化

人
件
費
の
増
加
と
そ
れ
に
見
合
う

生
産
性
の
向
上

有
期
契
約
労
働
者
の
活
用
の
あ
り
方
・
考
え
方

の
見
直
し
（

人
事
制
度
改
定
を
含
む
）

訴
訟
リ
ス
ク
の
高
ま
り
（

有
期
契
約

労
働
者
と
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

の
強
化
を
含
む
）

派
遣
労
働
者
の
取
扱
い

障
が
い
を
も
つ
労
働
者
の
取
扱
い

外
国
人
労
働
者
の
取
扱
い

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

　
無
回
答

全体計 1,858 404 143 191 184 219 489 329 277 169 367 51 15 345 214 58 68 58 45 19 504 173
100.0 21.7 7.7 10.3 9.9 11.8 26.3 17.7 14.9 9.1 19.8 2.7 0.8 18.6 11.5 3.1 3.7 3.1 2.4 1.0 27.1 9.3

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - - - - - - - - 1 1 - - - - - - - - 1 -
100.0 50.0 - - - - - - - - 50.0 50.0 - - - - - - - - 50.0 -

建設業 118 26 6 7 6 12 31 26 22 9 25 5 3 24 11 2 1 2 8 - 23 15
100.0 22.0 5.1 5.9 5.1 10.2 26.3 22.0 18.6 7.6 21.2 4.2 2.5 20.3 9.3 1.7 0.8 1.7 6.8 - 19.5 12.7

製造業 321 76 18 35 28 33 78 52 36 33 56 12 2 50 44 5 17 12 12 3 90 28
100.0 23.7 5.6 10.9 8.7 10.3 24.3 16.2 11.2 10.3 17.4 3.7 0.6 15.6 13.7 1.6 5.3 3.7 3.7 0.9 28.0 8.7

電気・ガス・熱供給・水道業 9 3 1 - 1 - 3 3 1 - 3 1 - 4 - 1 1 - - 1 2 -
100.0 33.3 11.1 - 11.1 - 33.3 33.3 11.1 - 33.3 11.1 - 44.4 - 11.1 11.1 - - 11.1 22.2 -

情報通信業 57 8 - 7 4 7 25 13 3 3 7 - 1 10 8 - 4 - - 1 14 5
100.0 14.0 - 12.3 7.0 12.3 43.9 22.8 5.3 5.3 12.3 - 1.8 17.5 14.0 - 7.0 - - 1.8 24.6 8.8

運輸業、郵便業 85 20 7 8 5 8 19 14 19 15 18 2 - 16 7 4 5 1 1 2 23 8
100.0 23.5 8.2 9.4 5.9 9.4 22.4 16.5 22.4 17.6 21.2 2.4 - 18.8 8.2 4.7 5.9 1.2 1.2 2.4 27.1 9.4

卸売業、小売業 242 48 19 24 19 24 49 30 28 15 44 2 - 34 26 7 3 11 8 3 78 30
100.0 19.8 7.9 9.9 7.9 9.9 20.2 12.4 11.6 6.2 18.2 0.8 - 14.0 10.7 2.9 1.2 4.5 3.3 1.2 32.2 12.4

金融業、保険業 36 5 2 4 2 8 10 6 2 2 7 2 1 9 1 2 3 2 - - 14 1
100.0 13.9 5.6 11.1 5.6 22.2 27.8 16.7 5.6 5.6 19.4 5.6 2.8 25.0 2.8 5.6 8.3 5.6 - - 38.9 2.8

不動産業、物品賃貸業 43 8 4 1 3 8 6 7 9 3 4 - - 7 3 1 5 1 - - 12 4
100.0 18.6 9.3 2.3 7.0 18.6 14.0 16.3 20.9 7.0 9.3 - - 16.3 7.0 2.3 11.6 2.3 - - 27.9 9.3

学術研究、専門・技術サービス業 47 9 5 6 4 5 14 14 8 4 9 3 2 8 7 - 3 1 - 1 14 2
100.0 19.1 10.6 12.8 8.5 10.6 29.8 29.8 17.0 8.5 19.1 6.4 4.3 17.0 14.9 - 6.4 2.1 - 2.1 29.8 4.3

宿泊業、飲食サービス業 47 9 3 7 6 4 10 5 8 5 6 - - 10 2 1 - 1 - - 18 7
100.0 19.1 6.4 14.9 12.8 8.5 21.3 10.6 17.0 10.6 12.8 - - 21.3 4.3 2.1 - 2.1 - - 38.3 14.9

生活関連サービス業、娯楽業 53 11 8 5 3 8 12 9 12 4 11 1 1 11 6 6 - 1 1 1 13 6
100.0 20.8 15.1 9.4 5.7 15.1 22.6 17.0 22.6 7.5 20.8 1.9 1.9 20.8 11.3 11.3 - 1.9 1.9 1.9 24.5 11.3

教育、学習支援業 118 31 15 9 23 19 29 23 14 7 22 3 - 23 20 7 4 4 2 - 30 8
100.0 26.3 12.7 7.6 19.5 16.1 24.6 19.5 11.9 5.9 18.6 2.5 - 19.5 16.9 5.9 3.4 3.4 1.7 - 25.4 6.8

医療、福祉 503 111 34 55 66 58 149 94 83 54 110 13 3 111 58 16 11 17 11 5 123 47
100.0 22.1 6.8 10.9 13.1 11.5 29.6 18.7 16.5 10.7 21.9 2.6 0.6 22.1 11.5 3.2 2.2 3.4 2.2 1.0 24.5 9.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 6 6 5 4 6 8 6 10 5 11 1 - 6 5 - - 3 - - 5 3
100.0 21.4 21.4 17.9 14.3 21.4 28.6 21.4 35.7 17.9 39.3 3.6 - 21.4 17.9 - - 10.7 - - 17.9 10.7

サービス業（他に分類されないもの） 143 29 12 17 8 18 45 26 21 10 30 4 2 22 14 6 11 2 2 2 43 9
100.0 20.3 8.4 11.9 5.6 12.6 31.5 18.2 14.7 7.0 21.0 2.8 1.4 15.4 9.8 4.2 7.7 1.4 1.4 1.4 30.1 6.3

その他 6 3 3 1 2 1 1 1 1 - 3 1 - - 2 - - - - - 1 -
100.0 50.0 50.0 16.7 33.3 16.7 16.7 16.7 16.7 - 50.0 16.7 - - 33.3 - - - - - 16.7 -

サービス業（計） 318 64 34 40 25 41 89 60 59 28 67 9 5 57 34 13 14 8 3 4 93 27
100.0 20.1 10.7 12.6 7.9 12.9 28.0 18.9 18.6 8.8 21.1 2.8 1.6 17.9 10.7 4.1 4.4 2.5 0.9 1.3 29.2 8.5

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 4 7 2 6 4 11 11 3 1 5 1 1 7 8 3 1 1 1 - 3 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 15.4 26.9 7.7 23.1 15.4 42.3 42.3 11.5 3.8 19.2 3.8 3.8 26.9 30.8 11.5 3.8 3.8 3.8 - 11.5 3.8
付問④：「人材派遣会社」や 65 17 7 7 4 6 14 15 9 5 10 1 - 13 7 5 10 1 2 2 20 5
「業務請負会社」である 100.0 26.2 10.8 10.8 6.2 9.2 21.5 23.1 13.8 7.7 15.4 1.5 - 20.0 10.8 7.7 15.4 1.5 3.1 3.1 30.8 7.7
雇用者の規模

29人以下 665 146 38 50 66 53 129 79 72 49 103 19 7 121 57 18 15 7 8 10 211 97
100.0 22.0 5.7 7.5 9.9 8.0 19.4 11.9 10.8 7.4 15.5 2.9 1.1 18.2 8.6 2.7 2.3 1.1 1.2 1.5 31.7 14.6

30～49人 337 77 28 34 26 31 103 56 41 26 63 13 5 66 33 10 15 4 6 2 89 27
100.0 22.8 8.3 10.1 7.7 9.2 30.6 16.6 12.2 7.7 18.7 3.9 1.5 19.6 9.8 3.0 4.5 1.2 1.8 0.6 26.4 8.0

50～99人 332 75 23 42 40 44 101 62 64 37 73 9 1 71 49 10 11 11 13 3 80 25
100.0 22.6 6.9 12.7 12.0 13.3 30.4 18.7 19.3 11.1 22.0 2.7 0.3 21.4 14.8 3.0 3.3 3.3 3.9 0.9 24.1 7.5

100～299人 311 67 26 37 33 49 84 62 65 43 80 6 - 55 40 7 20 17 10 1 78 20
100.0 21.5 8.4 11.9 10.6 15.8 27.0 19.9 20.9 13.8 25.7 1.9 - 17.7 12.9 2.3 6.4 5.5 3.2 0.3 25.1 6.4

300～499人 93 20 10 10 7 21 32 29 19 6 23 - 1 12 18 1 - 8 1 1 17 2
100.0 21.5 10.8 10.8 7.5 22.6 34.4 31.2 20.4 6.5 24.7 - 1.1 12.9 19.4 1.1 - 8.6 1.1 1.1 18.3 2.2

500～999人 64 7 7 10 6 10 13 17 8 5 12 3 - 11 7 2 4 4 3 1 17 1
100.0 10.9 10.9 15.6 9.4 15.6 20.3 26.6 12.5 7.8 18.8 4.7 - 17.2 10.9 3.1 6.3 6.3 4.7 1.6 26.6 1.6

1,000人以上 56 12 11 8 6 11 27 24 8 3 13 1 1 9 10 10 3 7 4 1 12 1
100.0 21.4 19.6 14.3 10.7 19.6 48.2 42.9 14.3 5.4 23.2 1.8 1.8 16.1 17.9 17.9 5.4 12.5 7.1 1.8 21.4 1.8

300人以上（計） 213 39 28 28 19 42 72 70 35 14 48 4 2 32 35 13 7 19 8 3 46 4
100.0 18.3 13.1 13.1 8.9 19.7 33.8 32.9 16.4 6.6 22.5 1.9 0.9 15.0 16.4 6.1 3.3 8.9 3.8 1.4 21.6 1.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 25 13 13 8 9 29 20 20 16 19 3 - 24 5 1 2 4 1 - 40 14
100.0 21.0 10.9 10.9 6.7 7.6 24.4 16.8 16.8 13.4 16.0 2.5 - 20.2 4.2 0.8 1.7 3.4 0.8 - 33.6 11.8

東北 166 37 9 18 19 20 41 23 21 14 27 4 2 42 17 1 3 8 1 5 49 14
100.0 22.3 5.4 10.8 11.4 12.0 24.7 13.9 12.7 8.4 16.3 2.4 1.2 25.3 10.2 0.6 1.8 4.8 0.6 3.0 29.5 8.4

南関東 405 88 33 41 33 54 101 70 62 37 76 6 2 74 47 21 22 17 15 5 110 38
100.0 21.7 8.1 10.1 8.1 13.3 24.9 17.3 15.3 9.1 18.8 1.5 0.5 18.3 11.6 5.2 5.4 4.2 3.7 1.2 27.2 9.4

北関東・甲信 134 26 8 16 13 24 38 22 21 12 32 3 2 25 19 7 6 2 4 - 34 12
100.0 19.4 6.0 11.9 9.7 17.9 28.4 16.4 15.7 9.0 23.9 2.2 1.5 18.7 14.2 5.2 4.5 1.5 3.0 - 25.4 9.0

北陸 107 28 4 10 10 13 31 21 17 8 20 1 1 14 17 2 4 4 4 - 21 15
100.0 26.2 3.7 9.3 9.3 12.1 29.0 19.6 15.9 7.5 18.7 0.9 0.9 13.1 15.9 1.9 3.7 3.7 3.7 - 19.6 14.0

東海 231 53 17 21 23 20 53 48 39 25 49 7 1 34 26 7 5 7 9 2 60 23
100.0 22.9 7.4 9.1 10.0 8.7 22.9 20.8 16.9 10.8 21.2 3.0 0.4 14.7 11.3 3.0 2.2 3.0 3.9 0.9 26.0 10.0

近畿 285 62 29 28 27 31 76 45 45 24 48 15 3 53 32 7 18 4 4 4 77 19
100.0 21.8 10.2 9.8 9.5 10.9 26.7 15.8 15.8 8.4 16.8 5.3 1.1 18.6 11.2 2.5 6.3 1.4 1.4 1.4 27.0 6.7

中国 109 25 5 5 7 10 29 13 10 8 18 1 1 20 7 - - 3 - - 35 8
100.0 22.9 4.6 4.6 6.4 9.2 26.6 11.9 9.2 7.3 16.5 0.9 0.9 18.3 6.4 - - 2.8 - - 32.1 7.3

四国 56 8 4 8 7 7 16 10 7 4 12 - - 8 5 1 1 1 1 - 15 9
100.0 14.3 7.1 14.3 12.5 12.5 28.6 17.9 12.5 7.1 21.4 - - 14.3 8.9 1.8 1.8 1.8 1.8 - 26.8 16.1

九州 246 52 21 31 37 31 75 57 35 21 66 11 3 51 39 11 7 8 6 3 63 21
100.0 21.1 8.5 12.6 15.0 12.6 30.5 23.2 14.2 8.5 26.8 4.5 1.2 20.7 15.9 4.5 2.8 3.3 2.4 1.2 25.6 8.5

三大都市圏 834 178 72 86 78 99 212 148 135 80 156 26 6 150 97 34 40 27 27 9 221 70
100.0 21.3 8.6 10.3 9.4 11.9 25.4 17.7 16.2 9.6 18.7 3.1 0.7 18.0 11.6 4.1 4.8 3.2 3.2 1.1 26.5 8.4

それ以外 1,024 226 71 105 106 120 277 181 142 89 211 25 9 195 117 24 28 31 18 10 283 103
100.0 22.1 6.9 10.3 10.4 11.7 27.1 17.7 13.9 8.7 20.6 2.4 0.9 19.0 11.4 2.3 2.7 3.0 1.8 1.0 27.6 10.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 404 143 191 184 219 489 329 277 169 367 51 15 345 214 58 68 58 45 19 504 173
100.0 21.7 7.7 10.3 9.9 11.8 26.3 17.7 14.9 9.1 19.8 2.7 0.8 18.6 11.5 3.1 3.7 3.1 2.4 1.0 27.1 9.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 404 143 191 184 219 489 329 277 169 367 51 15 345 214 58 68 58 45 19 504 173
100.0 21.7 7.7 10.3 9.9 11.8 26.3 17.7 14.9 9.1 19.8 2.7 0.8 18.6 11.5 3.1 3.7 3.1 2.4 1.0 27.1 9.3

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 38,747 13,140 18,277 17,061 19,915 44,713 29,672 25,803 16,082 33,900 4,521 1,414 32,645 19,821 5,281 6,497 5,004 4,224 1,879 51,024 18,522
100.0 21.5 7.3 10.1 9.4 11.0 24.8 16.4 14.3 8.9 18.8 2.5 0.8 18.1 11.0 2.9 3.6 2.8 2.3 1.0 28.3 10.3

問２２：無期転換ルールに対応する上で、課題になっていることはありますか（該当すべてに〇）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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問
4
で
定
年
後
の
再
雇
用
者

以
外
の
有
期
契
約
労
働
者
を

雇
用
し
て
い
る
企
業
等

ほ
と
ん
ど
説
明
で
き
る
と
思
う

説
明
で
き
る
も
の
と
出
来
な
い

も
の
が
あ
る
と
思
う

ほ
と
ん
ど
説
明
で
き
な
い
と
思
う

分
か
ら
な
い
・

考
え
た
こ
と
が
な
い

　
無
回
答

全体計 1,858 659 624 79 244 252
100.0 35.5 33.6 4.3 13.1 13.6

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 2 - - - -
100.0 100.0 - - - -

建設業 118 35 40 6 15 22
100.0 29.7 33.9 5.1 12.7 18.6

製造業 321 115 118 13 36 39
100.0 35.8 36.8 4.0 11.2 12.1

電気・ガス・熱供給・水道業 9 5 2 2 - -
100.0 55.6 22.2 22.2 - -

情報通信業 57 24 15 3 6 9
100.0 42.1 26.3 5.3 10.5 15.8

運輸業、郵便業 85 31 33 2 5 14
100.0 36.5 38.8 2.4 5.9 16.5

卸売業、小売業 242 83 64 8 45 42
100.0 34.3 26.4 3.3 18.6 17.4

金融業、保険業 36 16 10 2 4 4
100.0 44.4 27.8 5.6 11.1 11.1

不動産業、物品賃貸業 43 13 17 1 7 5
100.0 30.2 39.5 2.3 16.3 11.6

学術研究、専門・技術サービス業 47 20 17 2 6 2
100.0 42.6 36.2 4.3 12.8 4.3

宿泊業、飲食サービス業 47 16 7 5 11 8
100.0 34.0 14.9 10.6 23.4 17.0

生活関連サービス業、娯楽業 53 16 17 2 10 8
100.0 30.2 32.1 3.8 18.9 15.1

教育、学習支援業 118 38 46 4 15 15
100.0 32.2 39.0 3.4 12.7 12.7

医療、福祉 503 188 165 20 67 63
100.0 37.4 32.8 4.0 13.3 12.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 7 13 2 1 5
100.0 25.0 46.4 7.1 3.6 17.9

サービス業（他に分類されないもの） 143 49 56 6 16 16
100.0 34.3 39.2 4.2 11.2 11.2

その他 6 1 4 1 - -
100.0 16.7 66.7 16.7 - -

サービス業（計） 318 108 110 17 44 39
100.0 34.0 34.6 5.3 13.8 12.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 11 14 - - 1
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 42.3 53.8 - - 3.8
付問④：「人材派遣会社」や 65 27 21 5 5 7
「業務請負会社」である 100.0 41.5 32.3 7.7 7.7 10.8
雇用者の規模

29人以下 665 194 192 31 121 127
100.0 29.2 28.9 4.7 18.2 19.1

30～49人 337 120 115 12 47 43
100.0 35.6 34.1 3.6 13.9 12.8

50～99人 332 124 123 14 33 38
100.0 37.3 37.0 4.2 9.9 11.4

100～299人 311 120 110 13 31 37
100.0 38.6 35.4 4.2 10.0 11.9

300～499人 93 36 43 5 6 3
100.0 38.7 46.2 5.4 6.5 3.2

500～999人 64 32 24 2 4 2
100.0 50.0 37.5 3.1 6.3 3.1

1,000人以上 56 33 17 2 2 2
100.0 58.9 30.4 3.6 3.6 3.6

300人以上（計） 213 101 84 9 12 7
100.0 47.4 39.4 4.2 5.6 3.3

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 40 30 4 19 26
100.0 33.6 25.2 3.4 16.0 21.8

東北 166 59 51 7 24 25
100.0 35.5 30.7 4.2 14.5 15.1

南関東 405 159 130 19 49 48
100.0 39.3 32.1 4.7 12.1 11.9

北関東・甲信 134 49 44 6 18 17
100.0 36.6 32.8 4.5 13.4 12.7

北陸 107 37 32 9 14 15
100.0 34.6 29.9 8.4 13.1 14.0

東海 231 68 90 11 28 34
100.0 29.4 39.0 4.8 12.1 14.7

近畿 285 91 110 8 39 37
100.0 31.9 38.6 2.8 13.7 13.0

中国 109 28 39 2 25 15
100.0 25.7 35.8 1.8 22.9 13.8

四国 56 17 17 4 6 12
100.0 30.4 30.4 7.1 10.7 21.4

九州 246 111 81 9 22 23
100.0 45.1 32.9 3.7 8.9 9.3

三大都市圏 834 294 299 37 104 100
100.0 35.3 35.9 4.4 12.5 12.0

それ以外 1,024 365 325 42 140 152
100.0 35.6 31.7 4.1 13.7 14.8

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 659 624 79 244 252
100.0 35.5 33.6 4.3 13.1 13.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 659 624 79 244 252
100.0 35.5 33.6 4.3 13.1 13.6

雇用していない - - - - - -
- - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 62,515 58,242 7,460 25,906 26,424
100.0 34.6 32.3 4.1 14.3 14.6

付問：無期労働契約と有期労働契約の間、フルタイム
とパートタイムの間の待遇差やその理由について、
合理的に説明することは出来ますか （１つに〇）。

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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問
4
で
定
年
後
の
再
雇
用
者

以
外
の
有
期
契
約
労
働
者
を

雇
用
し
て
い
る
企
業
等

見
直
す
予
定
が
あ
る

予
定
は
な
い
が
、

今
後
の
検
討
余
地
は
あ
る

見
直
し
の
予
定
・

検
討
余
地
は
な
い

分
か
ら
な
い

　
無
回
答

問
2
3
で
無
期
転
換
ル
ー

ル
へ
の
対
応

方
針
を
「

見
直
す
予
定
が
あ
る
」

あ
る
い
は
「

今
後
の
検
討
余
地
は

あ
る
」

企
業
等

無
期
労
働
契
約
へ
の
移
行
状
況

（

無
期
転
換
者
の
増
加
状
況
）

有
期
契
約
労
働
者
の
希
望
状
況

（

労
働
組
合
の
要
求
等
状
況
を
含
む
）

無
期
転
換
の
効
果
の
検
証

（

働
き
ぶ
り
や
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
等
）

無
期
転
換
に
対
す
る
職
場
の
評
価

人
件
費
の
増
加
状
況

労
働
力
需
給
（

人
手
不
足
）

の
状
況

企
業
業
績
や
景
気
の
動
向

事
業
の
改
廃
・
見
直
し
状
況

機
械
化
・
自
動
化
の
進
展
状
況

他
社
の
対
応
動
向

同
一
労
働
同
一
賃
金
へ
の
対
応
動
向

定
年
の
見
直
し
や
定
年
後
再
雇
用
者

の
増
加
状
況

そ
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全体計 1,858 108 414 391 797 148 522 109 147 164 57 183 146 152 44 28 43 150 130 4 13 25
100.0 5.8 22.3 21.0 42.9 8.0 100.0 20.9 28.2 31.4 10.9 35.1 28.0 29.1 8.4 5.4 8.2 28.7 24.9 0.8 2.5 4.8

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - - 2 - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

建設業 118 4 26 22 54 12 30 6 6 5 3 7 11 8 1 - 3 6 12 - 1 3
100.0 3.4 22.0 18.6 45.8 10.2 100.0 20.0 20.0 16.7 10.0 23.3 36.7 26.7 3.3 - 10.0 20.0 40.0 - 3.3 10.0

製造業 321 15 77 73 133 23 92 19 20 31 11 28 26 32 4 11 8 29 20 1 2 6
100.0 4.7 24.0 22.7 41.4 7.2 100.0 20.7 21.7 33.7 12.0 30.4 28.3 34.8 4.3 12.0 8.7 31.5 21.7 1.1 2.2 6.5

電気・ガス・熱供給・水道業 9 1 1 1 6 - 2 - - 1 - 1 1 - - - - - 1 - - -
100.0 11.1 11.1 11.1 66.7 - 100.0 - - 50.0 - 50.0 50.0 - - - - - 50.0 - - -

情報通信業 57 2 15 13 23 4 17 4 6 9 3 6 2 6 2 1 2 6 5 - 1 -
100.0 3.5 26.3 22.8 40.4 7.0 100.0 23.5 35.3 52.9 17.6 35.3 11.8 35.3 11.8 5.9 11.8 35.3 29.4 - 5.9 -

運輸業、郵便業 85 3 24 18 32 8 27 3 7 4 1 8 9 10 7 2 4 7 11 - 1 3
100.0 3.5 28.2 21.2 37.6 9.4 100.0 11.1 25.9 14.8 3.7 29.6 33.3 37.0 25.9 7.4 14.8 25.9 40.7 - 3.7 11.1

卸売業、小売業 242 12 53 45 106 26 65 10 23 20 9 29 18 26 5 7 4 22 15 - 2 -
100.0 5.0 21.9 18.6 43.8 10.7 100.0 15.4 35.4 30.8 13.8 44.6 27.7 40.0 7.7 10.8 6.2 33.8 23.1 - 3.1 -

金融業、保険業 36 3 3 10 19 1 6 2 3 2 1 2 2 - 1 1 - 3 3 - - -
100.0 8.3 8.3 27.8 52.8 2.8 100.0 33.3 50.0 33.3 16.7 33.3 33.3 - 16.7 16.7 - 50.0 50.0 - - -

不動産業、物品賃貸業 43 1 10 6 22 4 11 2 5 2 1 3 4 1 - 1 1 4 4 1 - -
100.0 2.3 23.3 14.0 51.2 9.3 100.0 18.2 45.5 18.2 9.1 27.3 36.4 9.1 - 9.1 9.1 36.4 36.4 9.1 - -

学術研究、専門・技術サービス業 47 3 12 11 21 - 15 - 5 4 2 5 3 7 3 1 - 7 3 - - 2
100.0 6.4 25.5 23.4 44.7 - 100.0 - 33.3 26.7 13.3 33.3 20.0 46.7 20.0 6.7 - 46.7 20.0 - - 13.3

宿泊業、飲食サービス業 47 1 9 9 23 5 10 4 4 5 - 5 3 1 2 1 3 3 2 - 1 -
100.0 2.1 19.1 19.1 48.9 10.6 100.0 40.0 40.0 50.0 - 50.0 30.0 10.0 20.0 10.0 30.0 30.0 20.0 - 10.0 -

生活関連サービス業、娯楽業 53 1 11 11 24 6 12 1 1 6 2 5 4 3 2 - 1 4 3 - - -
100.0 1.9 20.8 20.8 45.3 11.3 100.0 8.3 8.3 50.0 16.7 41.7 33.3 25.0 16.7 - 8.3 33.3 25.0 - - -

教育、学習支援業 118 9 29 20 50 10 38 16 10 16 6 23 13 11 3 1 3 7 7 1 1 -
100.0 7.6 24.6 16.9 42.4 8.5 100.0 42.1 26.3 42.1 15.8 60.5 34.2 28.9 7.9 2.6 7.9 18.4 18.4 2.6 2.6 -

医療、福祉 503 40 111 108 208 36 151 32 41 47 15 47 33 31 8 2 8 37 30 1 4 9
100.0 8.0 22.1 21.5 41.4 7.2 100.0 21.2 27.2 31.1 9.9 31.1 21.9 20.5 5.3 1.3 5.3 24.5 19.9 0.7 2.6 6.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 28 2 4 10 9 3 6 3 2 2 - 2 2 2 1 - 1 3 2 - - -
100.0 7.1 14.3 35.7 32.1 10.7 100.0 50.0 33.3 33.3 - 33.3 33.3 33.3 16.7 - 16.7 50.0 33.3 - - -

サービス業（他に分類されないもの） 143 10 28 31 64 10 38 7 13 8 3 11 15 14 4 - 4 12 12 - - 2
100.0 7.0 19.6 21.7 44.8 7.0 100.0 18.4 34.2 21.1 7.9 28.9 39.5 36.8 10.5 - 10.5 31.6 31.6 - - 5.3

その他 6 1 1 3 1 - 2 - 1 2 - 1 - - 1 - 1 - - - - -
100.0 16.7 16.7 50.0 16.7 - 100.0 - 50.0 100.0 - 50.0 - - 50.0 - 50.0 - - - - -

サービス業（計） 318 17 64 72 141 24 81 15 25 25 7 28 27 27 12 2 9 29 22 - 1 4
100.0 5.3 20.1 22.6 44.3 7.5 100.0 18.5 30.9 30.9 8.6 34.6 33.3 33.3 14.8 2.5 11.1 35.8 27.2 - 1.2 4.9

付問③付問：「学術・研究機関」か 26 4 5 6 10 1 9 3 2 3 1 3 1 - - - 3 3 - - - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 15.4 19.2 23.1 38.5 3.8 100.0 33.3 22.2 33.3 11.1 33.3 11.1 - - - 33.3 33.3 - - - -
付問④：「人材派遣会社」や 65 3 16 14 27 5 19 3 7 3 - 6 8 7 3 - 3 6 5 - - -
「業務請負会社」である 100.0 4.6 24.6 21.5 41.5 7.7 100.0 15.8 36.8 15.8 - 31.6 42.1 36.8 15.8 - 15.8 31.6 26.3 - - -
雇用者の規模

29人以下 665 36 135 105 311 78 171 28 47 54 14 68 57 62 18 9 13 28 36 1 7 7
100.0 5.4 20.3 15.8 46.8 11.7 100.0 16.4 27.5 31.6 8.2 39.8 33.3 36.3 10.5 5.3 7.6 16.4 21.1 0.6 4.1 4.1

30～49人 337 26 68 59 157 27 94 14 25 23 11 30 25 25 6 5 3 23 17 2 2 6
100.0 7.7 20.2 17.5 46.6 8.0 100.0 14.9 26.6 24.5 11.7 31.9 26.6 26.6 6.4 5.3 3.2 24.5 18.1 2.1 2.1 6.4

50～99人 332 22 88 70 132 20 110 29 39 34 13 42 32 29 9 6 6 27 29 - 1 6
100.0 6.6 26.5 21.1 39.8 6.0 100.0 26.4 35.5 30.9 11.8 38.2 29.1 26.4 8.2 5.5 5.5 24.5 26.4 - 0.9 5.5

100～299人 311 13 75 84 117 22 88 21 25 33 13 27 20 22 5 4 10 40 31 1 2 6
100.0 4.2 24.1 27.0 37.6 7.1 100.0 23.9 28.4 37.5 14.8 30.7 22.7 25.0 5.7 4.5 11.4 45.5 35.2 1.1 2.3 6.8

300～499人 93 5 18 27 42 1 23 4 4 6 4 5 6 7 2 - 3 10 10 - 1 -
100.0 5.4 19.4 29.0 45.2 1.1 100.0 17.4 17.4 26.1 17.4 21.7 26.1 30.4 8.7 - 13.0 43.5 43.5 - 4.3 -

500～999人 64 2 19 21 22 - 21 5 5 5 1 6 3 2 1 3 4 15 5 - - -
100.0 3.1 29.7 32.8 34.4 - 100.0 23.8 23.8 23.8 4.8 28.6 14.3 9.5 4.8 14.3 19.0 71.4 23.8 - - -

1,000人以上 56 4 11 25 16 - 15 8 2 9 1 5 3 5 3 1 4 7 2 - - -
100.0 7.1 19.6 44.6 28.6 - 100.0 53.3 13.3 60.0 6.7 33.3 20.0 33.3 20.0 6.7 26.7 46.7 13.3 - - -

300人以上（計） 213 11 48 73 80 1 59 17 11 20 6 16 12 14 6 4 11 32 17 - 1 -
100.0 5.2 22.5 34.3 37.6 0.5 100.0 28.8 18.6 33.9 10.2 27.1 20.3 23.7 10.2 6.8 18.6 54.2 28.8 - 1.7 -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 119 4 24 32 49 10 28 6 6 7 1 11 9 6 1 2 3 8 10 - 1 1
100.0 3.4 20.2 26.9 41.2 8.4 100.0 21.4 21.4 25.0 3.6 39.3 32.1 21.4 3.6 7.1 10.7 28.6 35.7 - 3.6 3.6

東北 166 11 49 27 67 12 60 11 16 20 10 24 17 21 6 5 7 17 17 - 1 4
100.0 6.6 29.5 16.3 40.4 7.2 100.0 18.3 26.7 33.3 16.7 40.0 28.3 35.0 10.0 8.3 11.7 28.3 28.3 - 1.7 6.7

南関東 405 22 88 93 172 30 110 27 30 33 6 42 27 28 6 - 10 29 28 1 4 9
100.0 5.4 21.7 23.0 42.5 7.4 100.0 24.5 27.3 30.0 5.5 38.2 24.5 25.5 5.5 - 9.1 26.4 25.5 0.9 3.6 8.2

北関東・甲信 134 11 37 19 55 12 48 9 15 18 5 16 9 12 2 3 2 13 6 - 2 4
100.0 8.2 27.6 14.2 41.0 9.0 100.0 18.8 31.3 37.5 10.4 33.3 18.8 25.0 4.2 6.3 4.2 27.1 12.5 - 4.2 8.3

北陸 107 5 25 20 42 15 30 13 10 14 4 6 6 7 2 - 3 6 6 - - -
100.0 4.7 23.4 18.7 39.3 14.0 100.0 43.3 33.3 46.7 13.3 20.0 20.0 23.3 6.7 - 10.0 20.0 20.0 - - -

東海 231 9 41 49 112 20 50 13 11 16 3 16 19 20 4 5 10 14 16 - - 1
100.0 3.9 17.7 21.2 48.5 8.7 100.0 26.0 22.0 32.0 6.0 32.0 38.0 40.0 8.0 10.0 20.0 28.0 32.0 - - 2.0

近畿 285 19 63 71 116 16 82 15 28 17 11 31 27 27 12 7 3 30 21 2 2 1
100.0 6.7 22.1 24.9 40.7 5.6 100.0 18.3 34.1 20.7 13.4 37.8 32.9 32.9 14.6 8.5 3.7 36.6 25.6 2.4 2.4 1.2

中国 109 5 20 20 55 9 25 1 5 8 2 9 11 4 3 2 - 6 6 1 - -
100.0 4.6 18.3 18.3 50.5 8.3 100.0 4.0 20.0 32.0 8.0 36.0 44.0 16.0 12.0 8.0 - 24.0 24.0 4.0 - -

四国 56 2 13 11 24 6 15 3 6 3 3 6 5 5 1 1 2 3 4 - - 1
100.0 3.6 23.2 19.6 42.9 10.7 100.0 20.0 40.0 20.0 20.0 40.0 33.3 33.3 6.7 6.7 13.3 20.0 26.7 - - 6.7

九州 246 20 54 49 105 18 74 11 20 28 12 22 16 22 7 3 3 24 16 - 3 4
100.0 8.1 22.0 19.9 42.7 7.3 100.0 14.9 27.0 37.8 16.2 29.7 21.6 29.7 9.5 4.1 4.1 32.4 21.6 - 4.1 5.4

三大都市圏 834 48 173 194 362 57 221 52 68 62 18 81 63 65 17 11 17 66 58 3 6 10
100.0 5.8 20.7 23.3 43.4 6.8 100.0 23.5 30.8 28.1 8.1 36.7 28.5 29.4 7.7 5.0 7.7 29.9 26.2 1.4 2.7 4.5

それ以外 1,024 60 241 197 435 91 301 57 79 102 39 102 83 87 27 17 26 84 72 1 7 15
100.0 5.9 23.5 19.2 42.5 8.9 100.0 18.9 26.2 33.9 13.0 33.9 27.6 28.9 9.0 5.6 8.6 27.9 23.9 0.3 2.3 5.0

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 1,858 108 414 391 797 148 522 109 147 164 57 183 146 152 44 28 43 150 130 4 13 25
100.0 5.8 22.3 21.0 42.9 8.0 100.0 20.9 28.2 31.4 10.9 35.1 28.0 29.1 8.4 5.4 8.2 28.7 24.9 0.8 2.5 4.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 108 414 391 797 148 522 109 147 164 57 183 146 152 44 28 43 150 130 4 13 25
100.0 5.8 22.3 21.0 42.9 8.0 100.0 20.9 28.2 31.4 10.9 35.1 28.0 29.1 8.4 5.4 8.2 28.7 24.9 0.8 2.5 4.8

雇用していない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（ウェートバック集計） 180,547 9,638 40,334 36,114 78,534 15,927 49,972 9,930 14,363 15,416 5,339 18,066 14,638 15,578 4,367 3,023 4,049 14,208 12,459 353 1,325 2,221
100.0 5.3 22.3 20.0 43.5 8.8 100.0 19.9 28.7 30.9 10.7 36.2 29.3 31.2 8.7 6.0 8.1 28.4 24.9 0.7 2.7 4.4

問２３：無期転換ルールへの対応方針の見直し
を行う予定は、ありますか（１つに〇）。

付問：見直しを行う場合、対応方針のあり方に影響する要素は
何だと思いますか（該当すべてに〇）。
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勤務地（配置転換や

職種や職務、職域 事業所間異動の範囲） つける役職や役割の範囲 労働時間の長さ その他何らかの働き方
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全体計 4,685 825 3,793 67 4,685 428 4,190 67 4,685 519 4,099 67 4,685 693 3,925 67 4,685 155 4,463 67
100.0 17.6 81.0 1.4 100.0 9.1 89.4 1.4 100.0 11.1 87.5 1.4 100.0 14.8 83.8 1.4 100.0 3.3 95.3 1.4

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 11 - 11 - 11 - 11 - 11 - 11 - 11 1 10 - 11 1 10 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 9.1 90.9 - 100.0 9.1 90.9 -

建設業 580 83 492 5 580 29 546 5 580 42 533 5 580 48 527 5 580 9 566 5
100.0 14.3 84.8 0.9 100.0 5.0 94.1 0.9 100.0 7.2 91.9 0.9 100.0 8.3 90.9 0.9 100.0 1.6 97.6 0.9

製造業 877 111 755 11 877 75 791 11 877 71 795 11 877 98 768 11 877 26 840 11
100.0 12.7 86.1 1.3 100.0 8.6 90.2 1.3 100.0 8.1 90.6 1.3 100.0 11.2 87.6 1.3 100.0 3.0 95.8 1.3

電気・ガス・熱供給・水道業 32 5 24 3 32 3 26 3 32 3 26 3 32 3 26 3 32 1 28 3
100.0 15.6 75.0 9.4 100.0 9.4 81.3 9.4 100.0 9.4 81.3 9.4 100.0 9.4 81.3 9.4 100.0 3.1 87.5 9.4

情報通信業 127 21 105 1 127 12 114 1 127 11 115 1 127 29 97 1 127 4 122 1
100.0 16.5 82.7 0.8 100.0 9.4 89.8 0.8 100.0 8.7 90.6 0.8 100.0 22.8 76.4 0.8 100.0 3.1 96.1 0.8

運輸業、郵便業 271 55 211 5 271 25 241 5 271 34 232 5 271 31 235 5 271 10 256 5
100.0 20.3 77.9 1.8 100.0 9.2 88.9 1.8 100.0 12.5 85.6 1.8 100.0 11.4 86.7 1.8 100.0 3.7 94.5 1.8

卸売業、小売業 669 119 544 6 669 84 579 6 669 75 588 6 669 117 546 6 669 15 648 6
100.0 17.8 81.3 0.9 100.0 12.6 86.5 0.9 100.0 11.2 87.9 0.9 100.0 17.5 81.6 0.9 100.0 2.2 96.9 0.9

金融業、保険業 54 17 36 1 54 14 39 1 54 14 39 1 54 13 40 1 54 4 49 1
100.0 31.5 66.7 1.9 100.0 25.9 72.2 1.9 100.0 25.9 72.2 1.9 100.0 24.1 74.1 1.9 100.0 7.4 90.7 1.9

不動産業、物品賃貸業 91 15 72 4 91 8 79 4 91 10 77 4 91 11 76 4 91 5 82 4
100.0 16.5 79.1 4.4 100.0 8.8 86.8 4.4 100.0 11.0 84.6 4.4 100.0 12.1 83.5 4.4 100.0 5.5 90.1 4.4

学術研究、専門・技術サービス業 143 21 119 3 143 10 130 3 143 13 127 3 143 26 114 3 143 3 137 3
100.0 14.7 83.2 2.1 100.0 7.0 90.9 2.1 100.0 9.1 88.8 2.1 100.0 18.2 79.7 2.1 100.0 2.1 95.8 2.1

宿泊業、飲食サービス業 199 29 167 3 199 20 176 3 199 20 176 3 199 22 174 3 199 6 190 3
100.0 14.6 83.9 1.5 100.0 10.1 88.4 1.5 100.0 10.1 88.4 1.5 100.0 11.1 87.4 1.5 100.0 3.0 95.5 1.5

生活関連サービス業、娯楽業 156 20 133 3 156 14 139 3 156 11 142 3 156 24 129 3 156 6 147 3
100.0 12.8 85.3 1.9 100.0 9.0 89.1 1.9 100.0 7.1 91.0 1.9 100.0 15.4 82.7 1.9 100.0 3.8 94.2 1.9

教育、学習支援業 169 46 120 3 169 14 152 3 169 32 134 3 169 33 133 3 169 7 159 3
100.0 27.2 71.0 1.8 100.0 8.3 89.9 1.8 100.0 18.9 79.3 1.8 100.0 19.5 78.7 1.8 100.0 4.1 94.1 1.8

医療、福祉 935 230 689 16 935 90 829 16 935 146 773 16 935 192 727 16 935 50 869 16
100.0 24.6 73.7 1.7 100.0 9.6 88.7 1.7 100.0 15.6 82.7 1.7 100.0 20.5 77.8 1.7 100.0 5.3 92.9 1.7

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 36 7 28 1 36 2 33 1 36 7 28 1 36 6 29 1 36 - 35 1
100.0 19.4 77.8 2.8 100.0 5.6 91.7 2.8 100.0 19.4 77.8 2.8 100.0 16.7 80.6 2.8 100.0 - 97.2 2.8

サービス業（他に分類されないもの） 321 43 276 2 321 27 292 2 321 28 291 2 321 38 281 2 321 8 311 2
100.0 13.4 86.0 0.6 100.0 8.4 91.0 0.6 100.0 8.7 90.7 0.6 100.0 11.8 87.5 0.6 100.0 2.5 96.9 0.6

その他 14 3 11 - 14 1 13 - 14 2 12 - 14 1 13 - 14 - 14 -
100.0 21.4 78.6 - 100.0 7.1 92.9 - 100.0 14.3 85.7 - 100.0 7.1 92.9 - 100.0 - 100.0 -

サービス業（計） 855 120 723 12 855 73 770 12 855 79 764 12 855 116 727 12 855 23 820 12
100.0 14.0 84.6 1.4 100.0 8.5 90.1 1.4 100.0 9.2 89.4 1.4 100.0 13.6 85.0 1.4 100.0 2.7 95.9 1.4

付問③付問：「学術・研究機関」か 27 8 19 - 27 4 23 - 27 4 23 - 27 6 21 - 27 - 27 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 29.6 70.4 - 100.0 14.8 85.2 - 100.0 14.8 85.2 - 100.0 22.2 77.8 - 100.0 - 100.0 -
付問④：「人材派遣会社」や 114 18 96 - 114 12 102 - 114 10 104 - 114 11 103 - 114 4 110 -
「業務請負会社」である 100.0 15.8 84.2 - 100.0 10.5 89.5 - 100.0 8.8 91.2 - 100.0 9.6 90.4 - 100.0 3.5 96.5 -
雇用者の規模

29人以下 2,620 438 2,137 45 2,620 181 2,394 45 2,620 267 2,308 45 2,620 302 2,273 45 2,620 72 2,503 45
100.0 16.7 81.6 1.7 100.0 6.9 91.4 1.7 100.0 10.2 88.1 1.7 100.0 11.5 86.8 1.7 100.0 2.7 95.5 1.7

30～49人 796 120 668 8 796 54 734 8 796 86 702 8 796 127 661 8 796 24 764 8
100.0 15.1 83.9 1.0 100.0 6.8 92.2 1.0 100.0 10.8 88.2 1.0 100.0 16.0 83.0 1.0 100.0 3.0 96.0 1.0

50～99人 619 113 503 3 619 69 547 3 619 66 550 3 619 110 506 3 619 26 590 3
100.0 18.3 81.3 0.5 100.0 11.1 88.4 0.5 100.0 10.7 88.9 0.5 100.0 17.8 81.7 0.5 100.0 4.2 95.3 0.5

100～299人 410 89 310 11 410 60 339 11 410 55 344 11 410 95 304 11 410 23 376 11
100.0 21.7 75.6 2.7 100.0 14.6 82.7 2.7 100.0 13.4 83.9 2.7 100.0 23.2 74.1 2.7 100.0 5.6 91.7 2.7

300～499人 110 21 89 - 110 18 92 - 110 13 97 - 110 23 87 - 110 6 104 -
100.0 19.1 80.9 - 100.0 16.4 83.6 - 100.0 11.8 88.2 - 100.0 20.9 79.1 - 100.0 5.5 94.5 -

500～999人 72 20 52 - 72 19 53 - 72 14 58 - 72 17 55 - 72 - 72 -
100.0 27.8 72.2 - 100.0 26.4 73.6 - 100.0 19.4 80.6 - 100.0 23.6 76.4 - 100.0 - 100.0 -

1,000人以上 58 24 34 - 58 27 31 - 58 18 40 - 58 19 39 - 58 4 54 -
100.0 41.4 58.6 - 100.0 46.6 53.4 - 100.0 31.0 69.0 - 100.0 32.8 67.2 - 100.0 6.9 93.1 -

300人以上（計） 240 65 175 - 240 64 176 - 240 45 195 - 240 59 181 - 240 10 230 -
100.0 27.1 72.9 - 100.0 26.7 73.3 - 100.0 18.8 81.3 - 100.0 24.6 75.4 - 100.0 4.2 95.8 -

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 245 43 201 1 245 20 224 1 245 28 216 1 245 26 218 1 245 8 236 1
100.0 17.6 82.0 0.4 100.0 8.2 91.4 0.4 100.0 11.4 88.2 0.4 100.0 10.6 89.0 0.4 100.0 3.3 96.3 0.4

東北 438 70 361 7 438 34 397 7 438 44 387 7 438 58 373 7 438 15 416 7
100.0 16.0 82.4 1.6 100.0 7.8 90.6 1.6 100.0 10.0 88.4 1.6 100.0 13.2 85.2 1.6 100.0 3.4 95.0 1.6

南関東 988 185 791 12 988 102 874 12 988 116 860 12 988 167 809 12 988 35 941 12
100.0 18.7 80.1 1.2 100.0 10.3 88.5 1.2 100.0 11.7 87.0 1.2 100.0 16.9 81.9 1.2 100.0 3.5 95.2 1.2

北関東・甲信 362 70 288 4 362 38 320 4 362 48 310 4 362 52 306 4 362 20 338 4
100.0 19.3 79.6 1.1 100.0 10.5 88.4 1.1 100.0 13.3 85.6 1.1 100.0 14.4 84.5 1.1 100.0 5.5 93.4 1.1

北陸 282 50 226 6 282 21 255 6 282 25 251 6 282 51 225 6 282 6 270 6
100.0 17.7 80.1 2.1 100.0 7.4 90.4 2.1 100.0 8.9 89.0 2.1 100.0 18.1 79.8 2.1 100.0 2.1 95.7 2.1

東海 620 115 497 8 620 62 550 8 620 65 547 8 620 95 517 8 620 21 591 8
100.0 18.5 80.2 1.3 100.0 10.0 88.7 1.3 100.0 10.5 88.2 1.3 100.0 15.3 83.4 1.3 100.0 3.4 95.3 1.3

近畿 658 115 532 11 658 64 583 11 658 71 576 11 658 89 558 11 658 19 628 11
100.0 17.5 80.9 1.7 100.0 9.7 88.6 1.7 100.0 10.8 87.5 1.7 100.0 13.5 84.8 1.7 100.0 2.9 95.4 1.7

中国 318 59 253 6 318 30 282 6 318 38 274 6 318 49 263 6 318 9 303 6
100.0 18.6 79.6 1.9 100.0 9.4 88.7 1.9 100.0 11.9 86.2 1.9 100.0 15.4 82.7 1.9 100.0 2.8 95.3 1.9

四国 175 20 153 2 175 10 163 2 175 13 160 2 175 19 154 2 175 4 169 2
100.0 11.4 87.4 1.1 100.0 5.7 93.1 1.1 100.0 7.4 91.4 1.1 100.0 10.9 88.0 1.1 100.0 2.3 96.6 1.1

九州 599 98 491 10 599 47 542 10 599 71 518 10 599 87 502 10 599 18 571 10
100.0 16.4 82.0 1.7 100.0 7.8 90.5 1.7 100.0 11.9 86.5 1.7 100.0 14.5 83.8 1.7 100.0 3.0 95.3 1.7

三大都市圏 2,040 375 1,641 24 2,040 213 1,803 24 2,040 236 1,780 24 2,040 326 1,690 24 2,040 71 1,945 24
100.0 18.4 80.4 1.2 100.0 10.4 88.4 1.2 100.0 11.6 87.3 1.2 100.0 16.0 82.8 1.2 100.0 3.5 95.3 1.2

それ以外 2,645 450 2,152 43 2,645 215 2,387 43 2,645 283 2,319 43 2,645 367 2,235 43 2,645 84 2,518 43
100.0 17.0 81.4 1.6 100.0 8.1 90.2 1.6 100.0 10.7 87.7 1.6 100.0 13.9 84.5 1.6 100.0 3.2 95.2 1.6

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 2,496 475 1,981 40 2,496 287 2,169 40 2,496 328 2,128 40 2,496 419 2,037 40 2,496 117 2,339 40
100.0 19.0 79.4 1.6 100.0 11.5 86.9 1.6 100.0 13.1 85.3 1.6 100.0 16.8 81.6 1.6 100.0 4.7 93.7 1.6

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 1,858 366 1,464 28 1,858 227 1,603 28 1,858 251 1,579 28 1,858 316 1,514 28 1,858 100 1,730 28
100.0 19.7 78.8 1.5 100.0 12.2 86.3 1.5 100.0 13.5 85.0 1.5 100.0 17.0 81.5 1.5 100.0 5.4 93.1 1.5

雇用していない 2,189 350 1,812 27 2,189 141 2,021 27 2,189 191 1,971 27 2,189 274 1,888 27 2,189 38 2,124 27
100.0 16.0 82.8 1.2 100.0 6.4 92.3 1.2 100.0 8.7 90.0 1.2 100.0 12.5 86.2 1.2 100.0 1.7 97.0 1.2

参考計（ウェートバック集計） 497,803 83,857 407,072 6,874 497,803 44,319 446,610 6,874 497,803 52,574 438,355 6,874 497,803 70,146 420,784 6,874 70,146 43,959 25,355 833
100.0 16.8 81.8 1.4 100.0 8.9 89.7 1.4 100.0 10.6 88.1 1.4 100.0 14.1 84.5 1.4 100.0 62.7 36.1 1.2

問２４：正社員を「直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規の職員として処遇されている者」と定義する時、
正社員の中に次のような区分は、ありますか（それぞれ1～2のいずれかに〇）。
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全体計 693 453 233 7 1,342 676 238 85 42 28 35 133 105 1,104 6 73 538 25 13 415 34
100.0 65.4 33.6 1.0 100.0 50.4 17.7 6.3 3.1 2.1 2.6 9.9 7.8 100.0 0.5 6.6 48.7 2.3 1.2 37.6 3.1

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - 1 1 - - - - - - - 1 - - 1 - - - -
100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

建設業 48 34 14 - 127 69 25 4 1 - 3 13 12 102 - 1 55 1 5 33 7
100.0 70.8 29.2 - 100.0 54.3 19.7 3.1 0.8 - 2.4 10.2 9.4 100.0 - 1.0 53.9 1.0 4.9 32.4 6.9

製造業 98 62 34 2 192 107 28 10 4 4 3 22 14 156 - 5 67 8 2 73 1
100.0 63.3 34.7 2.0 100.0 55.7 14.6 5.2 2.1 2.1 1.6 11.5 7.3 100.0 - 3.2 42.9 5.1 1.3 46.8 0.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 - 7 4 3 - - - - - - 7 - - 4 - - 3 -
100.0 66.7 33.3 - 100.0 57.1 42.9 - - - - - - 100.0 - - 57.1 - - 42.9 -

情報通信業 29 22 7 - 46 31 7 1 - - 1 4 2 40 - 1 17 - - 20 2
100.0 75.9 24.1 - 100.0 67.4 15.2 2.2 - - 2.2 8.7 4.3 100.0 - 2.5 42.5 - - 50.0 5.0

運輸業、郵便業 31 18 12 1 74 36 9 6 1 4 5 11 2 61 1 9 28 - - 21 2
100.0 58.1 38.7 3.2 100.0 48.6 12.2 8.1 1.4 5.4 6.8 14.9 2.7 100.0 1.6 14.8 45.9 - - 34.4 3.3

卸売業、小売業 117 69 47 1 206 95 38 21 8 5 6 19 14 173 2 18 85 2 - 62 4
100.0 59.0 40.2 0.9 100.0 46.1 18.4 10.2 3.9 2.4 2.9 9.2 6.8 100.0 1.2 10.4 49.1 1.2 - 35.8 2.3

金融業、保険業 13 12 1 - 28 13 7 6 - - - 1 1 26 - 1 15 1 - 9 -
100.0 92.3 7.7 - 100.0 46.4 25.0 21.4 - - - 3.6 3.6 100.0 - 3.8 57.7 3.8 - 34.6 -

不動産業、物品賃貸業 11 10 1 - 22 10 5 2 2 - - 3 - 19 - 1 9 - - 9 -
100.0 90.9 9.1 - 100.0 45.5 22.7 9.1 9.1 - - 13.6 - 100.0 - 5.3 47.4 - - 47.4 -

学術研究、専門・技術サービス業 26 19 7 - 41 19 12 1 - - - 5 4 32 - 4 14 1 - 12 1
100.0 73.1 26.9 - 100.0 46.3 29.3 2.4 - - - 12.2 9.8 100.0 - 12.5 43.8 3.1 - 37.5 3.1

宿泊業、飲食サービス業 22 8 13 1 42 26 5 3 1 1 - 2 4 36 1 4 10 - - 20 1
100.0 36.4 59.1 4.5 100.0 61.9 11.9 7.1 2.4 2.4 - 4.8 9.5 100.0 2.8 11.1 27.8 - - 55.6 2.8

生活関連サービス業、娯楽業 24 13 10 1 37 19 7 1 - 1 - 5 4 28 - 2 11 1 - 13 1
100.0 54.2 41.7 4.2 100.0 51.4 18.9 2.7 - 2.7 - 13.5 10.8 100.0 - 7.1 39.3 3.6 - 46.4 3.6

教育、学習支援業 33 26 7 - 64 30 9 2 2 3 2 10 6 48 - 4 25 2 1 15 1
100.0 78.8 21.2 - 100.0 46.9 14.1 3.1 3.1 4.7 3.1 15.6 9.4 100.0 - 8.3 52.1 4.2 2.1 31.3 2.1

医療、福祉 192 126 65 1 356 164 71 19 18 8 13 32 31 293 1 18 158 6 3 94 13
100.0 65.6 33.9 0.5 100.0 46.1 19.9 5.3 5.1 2.2 3.7 9.0 8.7 100.0 0.3 6.1 53.9 2.0 1.0 32.1 4.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 6 5 1 - 13 4 2 - 1 1 - 1 4 8 - - 5 - - 3 -
100.0 83.3 16.7 - 100.0 30.8 15.4 - 7.7 7.7 - 7.7 30.8 100.0 - - 62.5 - - 37.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 38 25 13 - 82 45 10 9 3 1 2 5 7 70 1 5 32 3 2 26 1
100.0 65.8 34.2 - 100.0 54.9 12.2 11.0 3.7 1.2 2.4 6.1 8.5 100.0 1.4 7.1 45.7 4.3 2.9 37.1 1.4

その他 1 1 - - 4 3 - - 1 - - - - 4 - - 2 - - 2 -
100.0 100.0 - - 100.0 75.0 - - 25.0 - - - - 100.0 - - 50.0 - - 50.0 -

サービス業（計） 116 70 44 2 215 113 36 14 5 4 2 18 23 174 2 15 72 5 2 74 4
100.0 60.3 37.9 1.7 100.0 52.6 16.7 6.5 2.3 1.9 0.9 8.4 10.7 100.0 1.1 8.6 41.4 2.9 1.1 42.5 2.3

付問③付問：「学術・研究機関」か 6 5 1 - 11 5 - - - - 1 3 2 6 - 1 2 1 - 2 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 83.3 16.7 - 100.0 45.5 - - - - 9.1 27.3 18.2 100.0 - 16.7 33.3 16.7 - 33.3 -
付問④：「人材派遣会社」や 11 7 4 - 29 13 6 5 1 - 1 2 1 26 - 2 12 1 2 8 1
「業務請負会社」である 100.0 63.6 36.4 - 100.0 44.8 20.7 17.2 3.4 - 3.4 6.9 3.4 100.0 - 7.7 46.2 3.8 7.7 30.8 3.8
雇用者の規模

29人以下 302 168 130 4 651 287 132 39 25 14 18 80 56 515 3 35 252 12 9 183 21
100.0 55.6 43.0 1.3 100.0 44.1 20.3 6.0 3.8 2.2 2.8 12.3 8.6 100.0 0.6 6.8 48.9 2.3 1.7 35.5 4.1

30～49人 127 91 35 1 227 122 37 13 3 8 5 23 16 188 - 8 92 3 3 76 6
100.0 71.7 27.6 0.8 100.0 53.7 16.3 5.7 1.3 3.5 2.2 10.1 7.0 100.0 - 4.3 48.9 1.6 1.6 40.4 3.2

50～99人 110 78 32 - 197 117 25 9 6 3 4 13 20 164 1 13 79 2 - 65 4
100.0 70.9 29.1 - 100.0 59.4 12.7 4.6 3.0 1.5 2.0 6.6 10.2 100.0 0.6 7.9 48.2 1.2 - 39.6 2.4

100～299人 95 73 21 1 153 88 24 12 4 1 7 10 7 136 2 5 64 4 1 59 1
100.0 76.8 22.1 1.1 100.0 57.5 15.7 7.8 2.6 0.7 4.6 6.5 4.6 100.0 1.5 3.7 47.1 2.9 0.7 43.4 0.7

300～499人 23 19 3 1 42 24 6 5 1 - - 2 4 36 - 3 21 1 - 9 2
100.0 82.6 13.0 4.3 100.0 57.1 14.3 11.9 2.4 - - 4.8 9.5 100.0 - 8.3 58.3 2.8 - 25.0 5.6

500～999人 17 13 4 - 34 18 5 4 1 2 - 3 1 30 - 3 17 1 - 9 -
100.0 76.5 23.5 - 100.0 52.9 14.7 11.8 2.9 5.9 - 8.8 2.9 100.0 - 10.0 56.7 3.3 - 30.0 -

1,000人以上 19 11 8 - 38 20 9 3 2 - 1 2 1 35 - 6 13 2 - 14 -
100.0 57.9 42.1 - 100.0 52.6 23.7 7.9 5.3 - 2.6 5.3 2.6 100.0 - 17.1 37.1 5.7 - 40.0 -

300人以上（計） 59 43 15 1 114 62 20 12 4 2 1 7 6 101 - 12 51 4 - 32 2
100.0 72.9 25.4 1.7 100.0 54.4 17.5 10.5 3.5 1.8 0.9 6.1 5.3 100.0 - 11.9 50.5 4.0 - 31.7 2.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 26 17 9 - 66 35 10 6 4 1 - 6 4 56 - 3 27 1 - 21 4
100.0 65.4 34.6 - 100.0 53.0 15.2 9.1 6.1 1.5 - 9.1 6.1 100.0 - 5.4 48.2 1.8 - 37.5 7.1

東北 58 37 20 1 119 57 21 7 1 6 2 14 11 94 - 7 57 - - 27 3
100.0 63.8 34.5 1.7 100.0 47.9 17.6 5.9 0.8 5.0 1.7 11.8 9.2 100.0 - 7.4 60.6 - - 28.7 3.2

南関東 167 115 52 - 298 147 60 21 3 5 9 28 25 245 4 16 120 7 2 89 7
100.0 68.9 31.1 - 100.0 49.3 20.1 7.0 1.0 1.7 3.0 9.4 8.4 100.0 1.6 6.5 49.0 2.9 0.8 36.3 2.9

北関東・甲信 52 36 16 - 107 48 22 7 3 - 2 15 10 82 - 6 37 2 1 33 3
100.0 69.2 30.8 - 100.0 44.9 20.6 6.5 2.8 - 1.9 14.0 9.3 100.0 - 7.3 45.1 2.4 1.2 40.2 3.7

北陸 51 33 17 1 88 45 16 8 3 1 1 8 6 74 - 4 40 1 2 23 4
100.0 64.7 33.3 2.0 100.0 51.1 18.2 9.1 3.4 1.1 1.1 9.1 6.8 100.0 - 5.4 54.1 1.4 2.7 31.1 5.4

東海 95 61 33 1 176 104 26 10 6 3 1 12 14 150 1 12 63 4 3 67 -
100.0 64.2 34.7 1.1 100.0 59.1 14.8 5.7 3.4 1.7 0.6 6.8 8.0 100.0 0.7 8.0 42.0 2.7 2.0 44.7 -

近畿 89 61 25 3 184 88 36 8 9 - 10 19 14 151 1 5 68 4 3 68 2
100.0 68.5 28.1 3.4 100.0 47.8 19.6 4.3 4.9 - 5.4 10.3 7.6 100.0 0.7 3.3 45.0 2.6 2.0 45.0 1.3

中国 49 28 21 - 97 49 15 6 4 2 2 13 6 78 - 7 35 2 - 29 5
100.0 57.1 42.9 - 100.0 50.5 15.5 6.2 4.1 2.1 2.1 13.4 6.2 100.0 - 9.0 44.9 2.6 - 37.2 6.4

四国 19 12 6 1 33 14 7 2 - 2 2 4 2 27 - - 14 1 1 10 1
100.0 63.2 31.6 5.3 100.0 42.4 21.2 6.1 - 6.1 6.1 12.1 6.1 100.0 - - 51.9 3.7 3.7 37.0 3.7

九州 87 53 34 - 174 89 25 10 9 8 6 14 13 147 - 13 77 3 1 48 5
100.0 60.9 39.1 - 100.0 51.1 14.4 5.7 5.2 4.6 3.4 8.0 7.5 100.0 - 8.8 52.4 2.0 0.7 32.7 3.4

三大都市圏 326 220 102 4 601 307 112 34 17 8 20 55 48 498 6 31 227 14 7 204 9
100.0 67.5 31.3 1.2 100.0 51.1 18.6 5.7 2.8 1.3 3.3 9.2 8.0 100.0 1.2 6.2 45.6 2.8 1.4 41.0 1.8

それ以外 367 233 131 3 741 369 126 51 25 20 15 78 57 606 - 42 311 11 6 211 25
100.0 63.5 35.7 0.8 100.0 49.8 17.0 6.9 3.4 2.7 2.0 10.5 7.7 100.0 - 6.9 51.3 1.8 1.0 34.8 4.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 419 288 131 - 813 431 145 52 26 16 22 62 59 692 2 40 341 15 6 269 19
100.0 68.7 31.3 - 100.0 53.0 17.8 6.4 3.2 2.0 2.7 7.6 7.3 100.0 0.3 5.8 49.3 2.2 0.9 38.9 2.7

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 316 228 88 - 632 345 111 44 20 13 18 42 39 551 2 32 271 11 6 212 17
100.0 72.2 27.8 - 100.0 54.6 17.6 7.0 3.2 2.1 2.8 6.6 6.2 100.0 0.4 5.8 49.2 2.0 1.1 38.5 3.1

雇用していない 274 165 102 7 529 245 93 33 16 12 13 71 46 412 4 33 197 10 7 146 15
100.0 60.2 37.2 2.6 100.0 46.3 17.6 6.2 3.0 2.3 2.5 13.4 8.7 100.0 1.0 8.0 47.8 2.4 1.7 35.4 3.6

参考計（ウェートバック集計） 70,146 43,959 25,355 833 136,003 68,127 23,950 8,987 4,033 2,880 3,529 13,913 10,583 111,506 767 7,896 53,292 2,441 1,269 42,424 3,419
100.0 62.7 36.1 1.2 100.0 50.1 17.6 6.6 3.0 2.1 2.6 10.2 7.8 100.0 0.7 7.1 47.8 2.2 1.1 38.0 3.1

問２５：正社員全体のうち、働き方
に何らかの限定がある人（問２４の
「ある」に該当する人）の人数割合
は、どれくらいですか （１つに〇）。

問２４付問：育児・介護休業法への
対応のみを理由として、設けている
区分ですか（１つに〇）。

問２５付問：働き方に何らか
の限定がある人の人数割合に
ついて、今後の増減方針を
教えてください（１つに〇）。
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全体計 1,104 197 230 385 232 60 427 51 13 321 27 15
100.0 17.8 20.8 34.9 21.0 5.4 100.0 11.9 3.0 75.2 6.3 3.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - 1 - - 1 - -
100.0 - 100.0 - - - 100.0 - - 100.0 - -

建設業 102 9 18 39 29 7 27 5 1 17 3 1
100.0 8.8 17.6 38.2 28.4 6.9 100.0 18.5 3.7 63.0 11.1 3.7

製造業 156 30 32 63 25 6 62 8 3 44 5 2
100.0 19.2 20.5 40.4 16.0 3.8 100.0 12.9 4.8 71.0 8.1 3.2

電気・ガス・熱供給・水道業 7 - 1 4 1 1 1 - - 1 - -
100.0 - 14.3 57.1 14.3 14.3 100.0 - - 100.0 - -

情報通信業 40 13 8 10 7 2 21 3 1 16 1 -
100.0 32.5 20.0 25.0 17.5 5.0 100.0 14.3 4.8 76.2 4.8 -

運輸業、郵便業 61 4 15 14 20 8 19 7 - 11 - 1
100.0 6.6 24.6 23.0 32.8 13.1 100.0 36.8 - 57.9 - 5.3

卸売業、小売業 173 31 37 62 33 10 68 8 2 51 4 3
100.0 17.9 21.4 35.8 19.1 5.8 100.0 11.8 2.9 75.0 5.9 4.4

金融業、保険業 26 12 2 10 2 - 14 4 - 9 1 -
100.0 46.2 7.7 38.5 7.7 - 100.0 28.6 - 64.3 7.1 -

不動産業、物品賃貸業 19 1 4 8 5 1 5 - - 5 - -
100.0 5.3 21.1 42.1 26.3 5.3 100.0 - - 100.0 - -

学術研究、専門・技術サービス業 32 4 11 7 8 2 15 2 - 13 - -
100.0 12.5 34.4 21.9 25.0 6.3 100.0 13.3 - 86.7 - -

宿泊業、飲食サービス業 36 5 13 8 8 2 18 2 - 15 - 1
100.0 13.9 36.1 22.2 22.2 5.6 100.0 11.1 - 83.3 - 5.6

生活関連サービス業、娯楽業 28 7 5 11 4 1 12 1 - 9 1 1
100.0 25.0 17.9 39.3 14.3 3.6 100.0 8.3 - 75.0 8.3 8.3

教育、学習支援業 48 6 12 20 8 2 18 2 1 15 - -
100.0 12.5 25.0 41.7 16.7 4.2 100.0 11.1 5.6 83.3 - -

医療、福祉 293 51 59 105 63 15 110 8 2 84 11 5
100.0 17.4 20.1 35.8 21.5 5.1 100.0 7.3 1.8 76.4 10.0 4.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 8 5 - 2 - 1 5 - - 5 - -
100.0 62.5 - 25.0 - 12.5 100.0 - - 100.0 - -

サービス業（他に分類されないもの） 70 19 12 20 17 2 31 1 3 25 1 1
100.0 27.1 17.1 28.6 24.3 2.9 100.0 3.2 9.7 80.6 3.2 3.2

その他 4 - - 2 2 - - - - - - -
100.0 - - 50.0 50.0 - - - - - - -

サービス業（計） 174 40 41 48 37 8 81 6 3 67 2 3
100.0 23.0 23.6 27.6 21.3 4.6 100.0 7.4 3.7 82.7 2.5 3.7

付問③付問：「学術・研究機関」か 6 2 2 1 1 - 4 1 - 3 - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 33.3 33.3 16.7 16.7 - 100.0 25.0 - 75.0 - -
付問④：「人材派遣会社」や 26 5 8 7 6 - 13 1 2 9 1 -
「業務請負会社」である 100.0 19.2 30.8 26.9 23.1 - 100.0 7.7 15.4 69.2 7.7 -
雇用者の規模

29人以下 515 47 101 201 134 32 148 13 4 111 14 6
100.0 9.1 19.6 39.0 26.0 6.2 100.0 8.8 2.7 75.0 9.5 4.1

30～49人 188 29 44 66 34 15 73 9 3 47 7 7
100.0 15.4 23.4 35.1 18.1 8.0 100.0 12.3 4.1 64.4 9.6 9.6

50～99人 164 30 40 55 33 6 70 9 2 58 1 -
100.0 18.3 24.4 33.5 20.1 3.7 100.0 12.9 2.9 82.9 1.4 -

100～299人 136 37 25 44 24 6 62 9 1 49 3 -
100.0 27.2 18.4 32.4 17.6 4.4 100.0 14.5 1.6 79.0 4.8 -

300～499人 36 18 5 8 5 - 23 2 - 21 - -
100.0 50.0 13.9 22.2 13.9 - 100.0 8.7 - 91.3 - -

500～999人 30 14 8 6 2 - 22 2 2 15 2 1
100.0 46.7 26.7 20.0 6.7 - 100.0 9.1 9.1 68.2 9.1 4.5

1,000人以上 35 22 7 5 - 1 29 7 1 20 - 1
100.0 62.9 20.0 14.3 - 2.9 100.0 24.1 3.4 69.0 - 3.4

300人以上（計） 101 54 20 19 7 1 74 11 3 56 2 2
100.0 53.5 19.8 18.8 6.9 1.0 100.0 14.9 4.1 75.7 2.7 2.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 56 10 11 20 13 2 21 4 - 17 - -
100.0 17.9 19.6 35.7 23.2 3.6 100.0 19.0 - 81.0 - -

東北 94 7 25 38 18 6 32 5 2 19 4 2
100.0 7.4 26.6 40.4 19.1 6.4 100.0 15.6 6.3 59.4 12.5 6.3

南関東 245 52 58 73 46 16 110 15 3 77 8 7
100.0 21.2 23.7 29.8 18.8 6.5 100.0 13.6 2.7 70.0 7.3 6.4

北関東・甲信 82 12 15 28 16 11 27 2 - 22 3 -
100.0 14.6 18.3 34.1 19.5 13.4 100.0 7.4 - 81.5 11.1 -

北陸 74 11 14 31 16 2 25 2 - 22 1 -
100.0 14.9 18.9 41.9 21.6 2.7 100.0 8.0 - 88.0 4.0 -

東海 150 30 35 43 40 2 65 5 2 55 2 1
100.0 20.0 23.3 28.7 26.7 1.3 100.0 7.7 3.1 84.6 3.1 1.5

近畿 151 33 23 62 27 6 56 6 3 44 3 -
100.0 21.9 15.2 41.1 17.9 4.0 100.0 10.7 5.4 78.6 5.4 -

中国 78 11 17 29 18 3 28 6 - 19 2 1
100.0 14.1 21.8 37.2 23.1 3.8 100.0 21.4 - 67.9 7.1 3.6

四国 27 7 9 7 3 1 16 1 1 13 - 1
100.0 25.9 33.3 25.9 11.1 3.7 100.0 6.3 6.3 81.3 - 6.3

九州 147 24 23 54 35 11 47 5 2 33 4 3
100.0 16.3 15.6 36.7 23.8 7.5 100.0 10.6 4.3 70.2 8.5 6.4

三大都市圏 498 109 105 160 100 24 214 26 7 160 13 8
100.0 21.9 21.1 32.1 20.1 4.8 100.0 12.1 3.3 74.8 6.1 3.7

それ以外 606 88 125 225 132 36 213 25 6 161 14 7
100.0 14.5 20.6 37.1 21.8 5.9 100.0 11.7 2.8 75.6 6.6 3.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 692 148 134 240 141 29 282 35 11 211 17 8
100.0 21.4 19.4 34.7 20.4 4.2 100.0 12.4 3.9 74.8 6.0 2.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 551 134 101 185 112 19 235 32 8 176 12 7
100.0 24.3 18.3 33.6 20.3 3.4 100.0 13.6 3.4 74.9 5.1 3.0

雇用していない 412 49 96 145 91 31 145 16 2 110 10 7
100.0 11.9 23.3 35.2 22.1 7.5 100.0 11.0 1.4 75.9 6.9 4.8

参考計（ウェートバック集計） 111,506 18,061 24,040 38,927 24,300 6,179 42,101 5,045 1,274 31,727 2,559 1,497
100.0 16.2 21.6 34.9 21.8 5.5 100.0 12.0 3.0 75.4 6.1 3.6

問２６付問：移行できる方向性についても、
教えてください  （１つに〇）

問２６：働き方に何らかの限定がある区分から、
そうした限定のない区分へ移行できる制度や、
慣行（実際の移行実績）はありますか
（１つに〇）。
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問
2
4
及
び
問
2
5
で
多
様
な

正
社
員
の
区
分
が
あ
る

（

全
員
を
除
く
）

企
業
等

制
度
が
あ
る

制
度
は
な
い
が
、

慣
行
が
あ
る

制
度
も
慣
行
も
な
い

分
か
ら
な
い

　
無
回
答

問
2
6
で
多
様
な
正
社
員
区
分
と

限
定
の
な
い
区
分
の
間
で
、

移
行

で
き
る
制
度
や
慣
行
が
あ
る
企
業
等

限
定
あ
り
区
分
↓

限
定
な
し
区
分

の
み
移
行
可
能

限
定
な
し
区
分
↓

限
定
あ
り
区
分

の
み
移
行
可
能

相
互
に
移
行
可
能

分
か
ら
な
い

　
無
回
答

全体計 1,104 197 230 385 232 60 427 51 13 321 27 15
100.0 17.8 20.8 34.9 21.0 5.4 100.0 11.9 3.0 75.2 6.3 3.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - - - 1 - - 1 - -
100.0 - 100.0 - - - 100.0 - - 100.0 - -

建設業 102 9 18 39 29 7 27 5 1 17 3 1
100.0 8.8 17.6 38.2 28.4 6.9 100.0 18.5 3.7 63.0 11.1 3.7

製造業 156 30 32 63 25 6 62 8 3 44 5 2
100.0 19.2 20.5 40.4 16.0 3.8 100.0 12.9 4.8 71.0 8.1 3.2

電気・ガス・熱供給・水道業 7 - 1 4 1 1 1 - - 1 - -
100.0 - 14.3 57.1 14.3 14.3 100.0 - - 100.0 - -

情報通信業 40 13 8 10 7 2 21 3 1 16 1 -
100.0 32.5 20.0 25.0 17.5 5.0 100.0 14.3 4.8 76.2 4.8 -

運輸業、郵便業 61 4 15 14 20 8 19 7 - 11 - 1
100.0 6.6 24.6 23.0 32.8 13.1 100.0 36.8 - 57.9 - 5.3

卸売業、小売業 173 31 37 62 33 10 68 8 2 51 4 3
100.0 17.9 21.4 35.8 19.1 5.8 100.0 11.8 2.9 75.0 5.9 4.4

金融業、保険業 26 12 2 10 2 - 14 4 - 9 1 -
100.0 46.2 7.7 38.5 7.7 - 100.0 28.6 - 64.3 7.1 -

不動産業、物品賃貸業 19 1 4 8 5 1 5 - - 5 - -
100.0 5.3 21.1 42.1 26.3 5.3 100.0 - - 100.0 - -

学術研究、専門・技術サービス業 32 4 11 7 8 2 15 2 - 13 - -
100.0 12.5 34.4 21.9 25.0 6.3 100.0 13.3 - 86.7 - -

宿泊業、飲食サービス業 36 5 13 8 8 2 18 2 - 15 - 1
100.0 13.9 36.1 22.2 22.2 5.6 100.0 11.1 - 83.3 - 5.6

生活関連サービス業、娯楽業 28 7 5 11 4 1 12 1 - 9 1 1
100.0 25.0 17.9 39.3 14.3 3.6 100.0 8.3 - 75.0 8.3 8.3

教育、学習支援業 48 6 12 20 8 2 18 2 1 15 - -
100.0 12.5 25.0 41.7 16.7 4.2 100.0 11.1 5.6 83.3 - -

医療、福祉 293 51 59 105 63 15 110 8 2 84 11 5
100.0 17.4 20.1 35.8 21.5 5.1 100.0 7.3 1.8 76.4 10.0 4.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 8 5 - 2 - 1 5 - - 5 - -
100.0 62.5 - 25.0 - 12.5 100.0 - - 100.0 - -

サービス業（他に分類されないもの） 70 19 12 20 17 2 31 1 3 25 1 1
100.0 27.1 17.1 28.6 24.3 2.9 100.0 3.2 9.7 80.6 3.2 3.2

その他 4 - - 2 2 - - - - - - -
100.0 - - 50.0 50.0 - - - - - - -

サービス業（計） 174 40 41 48 37 8 81 6 3 67 2 3
100.0 23.0 23.6 27.6 21.3 4.6 100.0 7.4 3.7 82.7 2.5 3.7

付問③付問：「学術・研究機関」か 6 2 2 1 1 - 4 1 - 3 - -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 33.3 33.3 16.7 16.7 - 100.0 25.0 - 75.0 - -
付問④：「人材派遣会社」や 26 5 8 7 6 - 13 1 2 9 1 -
「業務請負会社」である 100.0 19.2 30.8 26.9 23.1 - 100.0 7.7 15.4 69.2 7.7 -
雇用者の規模

29人以下 515 47 101 201 134 32 148 13 4 111 14 6
100.0 9.1 19.6 39.0 26.0 6.2 100.0 8.8 2.7 75.0 9.5 4.1

30～49人 188 29 44 66 34 15 73 9 3 47 7 7
100.0 15.4 23.4 35.1 18.1 8.0 100.0 12.3 4.1 64.4 9.6 9.6

50～99人 164 30 40 55 33 6 70 9 2 58 1 -
100.0 18.3 24.4 33.5 20.1 3.7 100.0 12.9 2.9 82.9 1.4 -

100～299人 136 37 25 44 24 6 62 9 1 49 3 -
100.0 27.2 18.4 32.4 17.6 4.4 100.0 14.5 1.6 79.0 4.8 -

300～499人 36 18 5 8 5 - 23 2 - 21 - -
100.0 50.0 13.9 22.2 13.9 - 100.0 8.7 - 91.3 - -

500～999人 30 14 8 6 2 - 22 2 2 15 2 1
100.0 46.7 26.7 20.0 6.7 - 100.0 9.1 9.1 68.2 9.1 4.5

1,000人以上 35 22 7 5 - 1 29 7 1 20 - 1
100.0 62.9 20.0 14.3 - 2.9 100.0 24.1 3.4 69.0 - 3.4

300人以上（計） 101 54 20 19 7 1 74 11 3 56 2 2
100.0 53.5 19.8 18.8 6.9 1.0 100.0 14.9 4.1 75.7 2.7 2.7

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 56 10 11 20 13 2 21 4 - 17 - -
100.0 17.9 19.6 35.7 23.2 3.6 100.0 19.0 - 81.0 - -

東北 94 7 25 38 18 6 32 5 2 19 4 2
100.0 7.4 26.6 40.4 19.1 6.4 100.0 15.6 6.3 59.4 12.5 6.3

南関東 245 52 58 73 46 16 110 15 3 77 8 7
100.0 21.2 23.7 29.8 18.8 6.5 100.0 13.6 2.7 70.0 7.3 6.4

北関東・甲信 82 12 15 28 16 11 27 2 - 22 3 -
100.0 14.6 18.3 34.1 19.5 13.4 100.0 7.4 - 81.5 11.1 -

北陸 74 11 14 31 16 2 25 2 - 22 1 -
100.0 14.9 18.9 41.9 21.6 2.7 100.0 8.0 - 88.0 4.0 -

東海 150 30 35 43 40 2 65 5 2 55 2 1
100.0 20.0 23.3 28.7 26.7 1.3 100.0 7.7 3.1 84.6 3.1 1.5

近畿 151 33 23 62 27 6 56 6 3 44 3 -
100.0 21.9 15.2 41.1 17.9 4.0 100.0 10.7 5.4 78.6 5.4 -

中国 78 11 17 29 18 3 28 6 - 19 2 1
100.0 14.1 21.8 37.2 23.1 3.8 100.0 21.4 - 67.9 7.1 3.6

四国 27 7 9 7 3 1 16 1 1 13 - 1
100.0 25.9 33.3 25.9 11.1 3.7 100.0 6.3 6.3 81.3 - 6.3

九州 147 24 23 54 35 11 47 5 2 33 4 3
100.0 16.3 15.6 36.7 23.8 7.5 100.0 10.6 4.3 70.2 8.5 6.4

三大都市圏 498 109 105 160 100 24 214 26 7 160 13 8
100.0 21.9 21.1 32.1 20.1 4.8 100.0 12.1 3.3 74.8 6.1 3.7

それ以外 606 88 125 225 132 36 213 25 6 161 14 7
100.0 14.5 20.6 37.1 21.8 5.9 100.0 11.7 2.8 75.6 6.6 3.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 692 148 134 240 141 29 282 35 11 211 17 8
100.0 21.4 19.4 34.7 20.4 4.2 100.0 12.4 3.9 74.8 6.0 2.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 551 134 101 185 112 19 235 32 8 176 12 7
100.0 24.3 18.3 33.6 20.3 3.4 100.0 13.6 3.4 74.9 5.1 3.0

雇用していない 412 49 96 145 91 31 145 16 2 110 10 7
100.0 11.9 23.3 35.2 22.1 7.5 100.0 11.0 1.4 75.9 6.9 4.8

参考計（ウェートバック集計） 111,506 18,061 24,040 38,927 24,300 6,179 42,101 5,045 1,274 31,727 2,559 1,497
100.0 16.2 21.6 34.9 21.8 5.5 100.0 12.0 3.0 75.4 6.1 3.6

問２６付問：移行できる方向性についても、
教えてください  （１つに〇）

問２６：働き方に何らかの限定がある区分から、
そうした限定のない区分へ移行できる制度や、
慣行（実際の移行実績）はありますか
（１つに〇）。

問
2
4
及
び
問
2
5
で
多
様
な

正
社
員
の
区
分
が
あ
る

（

全
員
を
除
く
）

企
業
等

規
定
し
て
い
る

今
後
の
規
定
を
予
定

規
定
し
て
お
ら
ず
、

今
後
の
予
定
も
な
い

　
無
回
答

全体計 1,104 145 149 738 72
100.0 13.1 13.5 66.8 6.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -
100.0 - 100.0 - -

建設業 102 9 15 71 7
100.0 8.8 14.7 69.6 6.9

製造業 156 24 21 101 10
100.0 15.4 13.5 64.7 6.4

電気・ガス・熱供給・水道業 7 1 1 4 1
100.0 14.3 14.3 57.1 14.3

情報通信業 40 1 6 32 1
100.0 2.5 15.0 80.0 2.5

運輸業、郵便業 61 7 5 39 10
100.0 11.5 8.2 63.9 16.4

卸売業、小売業 173 22 26 112 13
100.0 12.7 15.0 64.7 7.5

金融業、保険業 26 4 - 21 1
100.0 15.4 - 80.8 3.8

不動産業、物品賃貸業 19 2 1 15 1
100.0 10.5 5.3 78.9 5.3

学術研究、専門・技術サービス業 32 2 6 21 3
100.0 6.3 18.8 65.6 9.4

宿泊業、飲食サービス業 36 2 7 25 2
100.0 5.6 19.4 69.4 5.6

生活関連サービス業、娯楽業 28 5 - 21 2
100.0 17.9 - 75.0 7.1

教育、学習支援業 48 10 5 30 3
100.0 20.8 10.4 62.5 6.3

医療、福祉 293 44 43 189 17
100.0 15.0 14.7 64.5 5.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 8 1 - 7 -
100.0 12.5 - 87.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 70 11 12 46 1
100.0 15.7 17.1 65.7 1.4

その他 4 - - 4 -
100.0 - - 100.0 -

サービス業（計） 174 21 25 120 8
100.0 12.1 14.4 69.0 4.6

付問③付問：「学術・研究機関」か 6 2 - 4 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 33.3 - 66.7 -
付問④：「人材派遣会社」や 26 6 4 16 -
「業務請負会社」である 100.0 23.1 15.4 61.5 -
雇用者の規模

29人以下 515 49 76 351 39
100.0 9.5 14.8 68.2 7.6

30～49人 188 23 24 125 16
100.0 12.2 12.8 66.5 8.5

50～99人 164 22 22 114 6
100.0 13.4 13.4 69.5 3.7

100～299人 136 28 17 82 9
100.0 20.6 12.5 60.3 6.6

300～499人 36 4 6 25 1
100.0 11.1 16.7 69.4 2.8

500～999人 30 11 1 18 -
100.0 36.7 3.3 60.0 -

1,000人以上 35 8 3 23 1
100.0 22.9 8.6 65.7 2.9

300人以上（計） 101 23 10 66 2
100.0 22.8 9.9 65.3 2.0

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 56 6 9 40 1
100.0 10.7 16.1 71.4 1.8

東北 94 12 11 65 6
100.0 12.8 11.7 69.1 6.4

南関東 245 29 34 157 25
100.0 11.8 13.9 64.1 10.2

北関東・甲信 82 15 11 49 7
100.0 18.3 13.4 59.8 8.5

北陸 74 7 9 53 5
100.0 9.5 12.2 71.6 6.8

東海 150 19 16 113 2
100.0 12.7 10.7 75.3 1.3

近畿 151 23 20 101 7
100.0 15.2 13.2 66.9 4.6

中国 78 8 9 57 4
100.0 10.3 11.5 73.1 5.1

四国 27 7 2 17 1
100.0 25.9 7.4 63.0 3.7

九州 147 19 28 86 14
100.0 12.9 19.0 58.5 9.5

三大都市圏 498 68 63 333 34
100.0 13.7 12.7 66.9 6.8

それ以外 606 77 86 405 38
100.0 12.7 14.2 66.8 6.3

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 692 103 98 461 30
100.0 14.9 14.2 66.6 4.3

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 551 84 82 365 20
100.0 15.2 14.9 66.2 3.6

雇用していない 412 42 51 277 42
100.0 10.2 12.4 67.2 10.2

参考計（ウェートバック集計） 111,506 13,879 15,348 74,635 7,644
100.0 12.4 13.8 66.9 6.9

問２７：事業所の閉鎖や事業の縮小等に直面した場合、
働き方に何らかの限定がある区分の雇用上の取扱いに
ついて、就業規則や内規等であらかじめ規定して
いますか（１つに〇）。
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問
2
4
及
び
問
2
5
で
多
様
な

正
社
員
の
区
分
が
あ
る

（

全
員
を
除
く
）

企
業
等

労
務
管
理
が
煩
雑
・
複
雑
に
な
る

店
舗
の
新
設
等
、

事
業
展
開
に
必
要
な

異
動
が
硬
直
的
に
な
る
（

制
限
さ
れ
る
）

人
材
育
成
・
キ
ャ

リ
ア
形
成
の
た
め
の

異
動
が
硬
直
的
に
な
る
（

制
限
さ
れ
る
）

昇
進
・
昇
格
や
役
職
に
つ
く
機
会
・
範
囲
が

限
定
さ
れ
、

モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
の
維
持
が
難
し
い

区
分
間
の
仕
事
や
責
任
、

賃
金
・
労
働
条
件

等
の
バ
ラ
ン
ス
と
納
得
感
の
醸
成
が
難
し
い

固
定
的
な
要
員
層
が
厚
く
な
り
、

人
件
費
負
担
が
重
く
な
る

事
業
所
の
閉
鎖
や
事
業
縮
小
に
当
た
っ

て

の
雇
用
維
持
・
調
整
が
難
し
い

正
社
員
と
そ
れ
以
外
の
違
い
が

分
か
り
に
く
く
な
る

従
来
か
ら
の
正
社
員
を
希
望
す
る
人
が

い
な
く
な
っ

て
し
ま
う

働
き
方
に
何
ら
か
の
限
定
が
あ
る
区
分
に

対
す
る
、

労
働
者
ニ
ー

ズ
が
見
極
め
に
く
い

働
き
方
に
限
定
が
な
い
は
ず
の
区
分
の
ま
ま
、

育
児
や
介
護
、

病
気
等
の
事
情
で
、

一
定
期
間
、

仕
事
や
勤
務
地
、

労
働
時
間
等
が
実
質
的
に
限
定

さ
れ
る
人
と
、

そ
も
そ
も
働
き
方
に
限
定
が
あ
る

区
分
で
働
い
て
い
る
人
の
間
で
、

不
公
平
感
が
あ
る

働
き
方
に
限
定
が
あ
る
区
分
の
利
用
が
、

女
性
に
偏
重
す
る

働
き
方
に
限
定
が
な
い
人
と
あ
る
人
の
間
の

人
間
関
係
等
、

職
場
の
雰
囲
気
が
悪
化
す
る

労
働
組
合
や
労
働
者
代
表
等
と
の
調
整
が
難
し
い

そ
の
他

特
に
課
題
は
無
い

　
無
回
答

全体計 1,104 302 72 122 148 300 107 105 162 50 73 154 124 142 15 13 246 215
100.0 27.4 6.5 11.1 13.4 27.2 9.7 9.5 14.7 4.5 6.6 13.9 11.2 12.9 1.4 1.2 22.3 19.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

建設業 102 19 4 10 9 19 7 4 12 3 5 10 12 14 - - 27 26
100.0 18.6 3.9 9.8 8.8 18.6 6.9 3.9 11.8 2.9 4.9 9.8 11.8 13.7 - - 26.5 25.5

製造業 156 41 4 12 26 45 19 12 22 3 13 17 17 16 4 2 31 30
100.0 26.3 2.6 7.7 16.7 28.8 12.2 7.7 14.1 1.9 8.3 10.9 10.9 10.3 2.6 1.3 19.9 19.2

電気・ガス・熱供給・水道業 7 - - - 1 2 - - 1 - 1 1 - 1 - - 1 3
100.0 - - - 14.3 28.6 - - 14.3 - 14.3 14.3 - 14.3 - - 14.3 42.9

情報通信業 40 16 1 5 7 10 2 2 11 2 1 2 3 4 1 1 9 7
100.0 40.0 2.5 12.5 17.5 25.0 5.0 5.0 27.5 5.0 2.5 5.0 7.5 10.0 2.5 2.5 22.5 17.5

運輸業、郵便業 61 14 2 4 8 16 4 4 5 4 1 6 5 4 1 - 6 21
100.0 23.0 3.3 6.6 13.1 26.2 6.6 6.6 8.2 6.6 1.6 9.8 8.2 6.6 1.6 - 9.8 34.4

卸売業、小売業 173 45 22 23 27 48 15 24 26 5 10 35 28 24 3 1 35 34
100.0 26.0 12.7 13.3 15.6 27.7 8.7 13.9 15.0 2.9 5.8 20.2 16.2 13.9 1.7 0.6 20.2 19.7

金融業、保険業 26 10 7 7 3 7 1 6 4 2 2 7 6 6 1 - 5 4
100.0 38.5 26.9 26.9 11.5 26.9 3.8 23.1 15.4 7.7 7.7 26.9 23.1 23.1 3.8 - 19.2 15.4

不動産業、物品賃貸業 19 7 - 1 3 5 - - - - - 1 2 - - - 3 4
100.0 36.8 - 5.3 15.8 26.3 - - - - - 5.3 10.5 - - - 15.8 21.1

学術研究、専門・技術サービス業 32 7 2 4 6 13 4 2 6 2 4 7 6 5 1 - 8 4
100.0 21.9 6.3 12.5 18.8 40.6 12.5 6.3 18.8 6.3 12.5 21.9 18.8 15.6 3.1 - 25.0 12.5

宿泊業、飲食サービス業 36 11 2 2 3 8 3 3 5 - 2 1 4 3 - 1 9 9
100.0 30.6 5.6 5.6 8.3 22.2 8.3 8.3 13.9 - 5.6 2.8 11.1 8.3 - 2.8 25.0 25.0

生活関連サービス業、娯楽業 28 5 4 4 1 6 4 3 4 3 4 3 1 4 1 1 8 4
100.0 17.9 14.3 14.3 3.6 21.4 14.3 10.7 14.3 10.7 14.3 10.7 3.6 14.3 3.6 3.6 28.6 14.3

教育、学習支援業 48 11 2 4 6 11 2 7 7 3 2 5 2 9 2 - 16 5
100.0 22.9 4.2 8.3 12.5 22.9 4.2 14.6 14.6 6.3 4.2 10.4 4.2 18.8 4.2 - 33.3 10.4

医療、福祉 293 92 15 31 35 82 38 27 49 20 22 49 25 48 1 7 68 51
100.0 31.4 5.1 10.6 11.9 28.0 13.0 9.2 16.7 6.8 7.5 16.7 8.5 16.4 0.3 2.4 23.2 17.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 8 2 2 3 3 5 - 1 2 1 1 - 2 - - - 3 -
100.0 25.0 25.0 37.5 37.5 62.5 - 12.5 25.0 12.5 12.5 - 25.0 - - - 37.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 70 22 5 12 10 23 7 9 7 2 5 10 11 4 - - 16 11
100.0 31.4 7.1 17.1 14.3 32.9 10.0 12.9 10.0 2.9 7.1 14.3 15.7 5.7 - - 22.9 15.7

その他 4 - - - - - 1 1 1 - - - - - - - - 2
100.0 - - - - - 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - 50.0

サービス業（計） 174 47 15 25 23 55 18 18 24 8 16 21 24 16 2 2 44 28
100.0 27.0 8.6 14.4 13.2 31.6 10.3 10.3 13.8 4.6 9.2 12.1 13.8 9.2 1.1 1.1 25.3 16.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 6 1 1 - - 1 - 2 1 - - - - - 2 - 3 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 16.7 16.7 - - 16.7 - 33.3 16.7 - - - - - 33.3 - 50.0 -
付問④：「人材派遣会社」や 26 6 1 6 3 9 5 5 4 1 3 3 5 1 - - 5 4
「業務請負会社」である 100.0 23.1 3.8 23.1 11.5 34.6 19.2 19.2 15.4 3.8 11.5 11.5 19.2 3.8 - - 19.2 15.4
雇用者の規模

29人以下 515 108 21 34 42 113 56 45 63 15 24 50 44 59 2 6 146 115
100.0 21.0 4.1 6.6 8.2 21.9 10.9 8.7 12.2 2.9 4.7 9.7 8.5 11.5 0.4 1.2 28.3 22.3

30～49人 188 51 10 19 30 56 15 17 28 11 10 36 25 28 2 2 24 45
100.0 27.1 5.3 10.1 16.0 29.8 8.0 9.0 14.9 5.9 5.3 19.1 13.3 14.9 1.1 1.1 12.8 23.9

50～99人 164 60 14 22 24 48 22 13 31 12 19 28 20 27 3 3 30 27
100.0 36.6 8.5 13.4 14.6 29.3 13.4 7.9 18.9 7.3 11.6 17.1 12.2 16.5 1.8 1.8 18.3 16.5

100～299人 136 48 9 25 30 45 8 12 27 8 13 25 16 19 4 1 29 18
100.0 35.3 6.6 18.4 22.1 33.1 5.9 8.8 19.9 5.9 9.6 18.4 11.8 14.0 2.9 0.7 21.3 13.2

300～499人 36 16 5 6 8 16 2 3 4 2 4 8 7 5 1 - 6 4
100.0 44.4 13.9 16.7 22.2 44.4 5.6 8.3 11.1 5.6 11.1 22.2 19.4 13.9 2.8 - 16.7 11.1

500～999人 30 8 2 5 8 7 2 5 3 - 2 4 3 1 - 1 5 3
100.0 26.7 6.7 16.7 26.7 23.3 6.7 16.7 10.0 - 6.7 13.3 10.0 3.3 - 3.3 16.7 10.0

1,000人以上 35 11 11 11 6 15 2 10 6 2 1 3 9 3 3 - 6 3
100.0 31.4 31.4 31.4 17.1 42.9 5.7 28.6 17.1 5.7 2.9 8.6 25.7 8.6 8.6 - 17.1 8.6

300人以上（計） 101 35 18 22 22 38 6 18 13 4 7 15 19 9 4 1 17 10
100.0 34.7 17.8 21.8 21.8 37.6 5.9 17.8 12.9 4.0 6.9 14.9 18.8 8.9 4.0 1.0 16.8 9.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 56 15 6 9 8 11 9 3 10 2 5 8 5 4 1 1 15 9
100.0 26.8 10.7 16.1 14.3 19.6 16.1 5.4 17.9 3.6 8.9 14.3 8.9 7.1 1.8 1.8 26.8 16.1

東北 94 25 10 7 10 34 10 14 12 1 7 14 10 15 1 1 20 14
100.0 26.6 10.6 7.4 10.6 36.2 10.6 14.9 12.8 1.1 7.4 14.9 10.6 16.0 1.1 1.1 21.3 14.9

南関東 245 70 17 34 33 56 23 26 33 16 16 37 31 26 5 2 52 49
100.0 28.6 6.9 13.9 13.5 22.9 9.4 10.6 13.5 6.5 6.5 15.1 12.7 10.6 2.0 0.8 21.2 20.0

北関東・甲信 82 21 7 13 11 21 7 5 8 5 9 12 12 12 - 1 20 17
100.0 25.6 8.5 15.9 13.4 25.6 8.5 6.1 9.8 6.1 11.0 14.6 14.6 14.6 - 1.2 24.4 20.7

北陸 74 21 8 7 9 25 8 6 9 4 3 6 7 12 - 1 12 21
100.0 28.4 10.8 9.5 12.2 33.8 10.8 8.1 12.2 5.4 4.1 8.1 9.5 16.2 - 1.4 16.2 28.4

東海 150 46 6 18 23 45 15 12 28 5 10 21 19 20 3 1 32 28
100.0 30.7 4.0 12.0 15.3 30.0 10.0 8.0 18.7 3.3 6.7 14.0 12.7 13.3 2.0 0.7 21.3 18.7

近畿 151 37 5 7 18 34 6 11 20 1 6 19 15 15 3 3 40 28
100.0 24.5 3.3 4.6 11.9 22.5 4.0 7.3 13.2 0.7 4.0 12.6 9.9 9.9 2.0 2.0 26.5 18.5

中国 78 23 4 7 6 19 7 10 15 7 7 6 6 9 - 1 15 18
100.0 29.5 5.1 9.0 7.7 24.4 9.0 12.8 19.2 9.0 9.0 7.7 7.7 11.5 - 1.3 19.2 23.1

四国 27 5 - 4 4 9 5 2 5 1 1 5 3 3 - 2 5 5
100.0 18.5 - 14.8 14.8 33.3 18.5 7.4 18.5 3.7 3.7 18.5 11.1 11.1 - 7.4 18.5 18.5

九州 147 39 9 16 26 46 17 16 22 8 9 26 16 26 2 - 35 26
100.0 26.5 6.1 10.9 17.7 31.3 11.6 10.9 15.0 5.4 6.1 17.7 10.9 17.7 1.4 - 23.8 17.7

三大都市圏 498 139 27 57 70 119 39 47 70 22 30 72 59 54 11 6 108 99
100.0 27.9 5.4 11.4 14.1 23.9 7.8 9.4 14.1 4.4 6.0 14.5 11.8 10.8 2.2 1.2 21.7 19.9

それ以外 606 163 45 65 78 181 68 58 92 28 43 82 65 88 4 7 138 116
100.0 26.9 7.4 10.7 12.9 29.9 11.2 9.6 15.2 4.6 7.1 13.5 10.7 14.5 0.7 1.2 22.8 19.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 692 215 53 97 112 212 63 70 116 33 50 103 78 88 11 10 134 116
100.0 31.1 7.7 14.0 16.2 30.6 9.1 10.1 16.8 4.8 7.2 14.9 11.3 12.7 1.6 1.4 19.4 16.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 551 189 48 78 90 177 50 58 101 30 39 92 63 74 11 4 98 90
100.0 34.3 8.7 14.2 16.3 32.1 9.1 10.5 18.3 5.4 7.1 16.7 11.4 13.4 2.0 0.7 17.8 16.3

雇用していない 412 87 19 25 36 88 44 35 46 17 23 51 46 54 4 3 112 99
100.0 21.1 4.6 6.1 8.7 21.4 10.7 8.5 11.2 4.1 5.6 12.4 11.2 13.1 1.0 0.7 27.2 24.0

参考計（ウェートバック集計） 111,506 30,058 6,926 11,413 14,557 29,811 10,745 10,350 15,987 4,450 6,972 15,086 12,626 13,776 1,429 1,309 25,171 22,167
100.0 27.0 6.2 10.2 13.1 26.7 9.6 9.3 14.3 4.0 6.3 13.5 11.3 12.4 1.3 1.2 22.6 19.9

問２７付問：働き方に何らかの限定がある区分を、活用する上での課題はありますか（該当すべてに〇）。調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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全体計 1,104 302 72 122 148 300 107 105 162 50 73 154 124 142 15 13 246 215
100.0 27.4 6.5 11.1 13.4 27.2 9.7 9.5 14.7 4.5 6.6 13.9 11.2 12.9 1.4 1.2 22.3 19.5

問１：業種

鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

建設業 102 19 4 10 9 19 7 4 12 3 5 10 12 14 - - 27 26
100.0 18.6 3.9 9.8 8.8 18.6 6.9 3.9 11.8 2.9 4.9 9.8 11.8 13.7 - - 26.5 25.5

製造業 156 41 4 12 26 45 19 12 22 3 13 17 17 16 4 2 31 30
100.0 26.3 2.6 7.7 16.7 28.8 12.2 7.7 14.1 1.9 8.3 10.9 10.9 10.3 2.6 1.3 19.9 19.2

電気・ガス・熱供給・水道業 7 - - - 1 2 - - 1 - 1 1 - 1 - - 1 3
100.0 - - - 14.3 28.6 - - 14.3 - 14.3 14.3 - 14.3 - - 14.3 42.9

情報通信業 40 16 1 5 7 10 2 2 11 2 1 2 3 4 1 1 9 7
100.0 40.0 2.5 12.5 17.5 25.0 5.0 5.0 27.5 5.0 2.5 5.0 7.5 10.0 2.5 2.5 22.5 17.5

運輸業、郵便業 61 14 2 4 8 16 4 4 5 4 1 6 5 4 1 - 6 21
100.0 23.0 3.3 6.6 13.1 26.2 6.6 6.6 8.2 6.6 1.6 9.8 8.2 6.6 1.6 - 9.8 34.4

卸売業、小売業 173 45 22 23 27 48 15 24 26 5 10 35 28 24 3 1 35 34
100.0 26.0 12.7 13.3 15.6 27.7 8.7 13.9 15.0 2.9 5.8 20.2 16.2 13.9 1.7 0.6 20.2 19.7

金融業、保険業 26 10 7 7 3 7 1 6 4 2 2 7 6 6 1 - 5 4
100.0 38.5 26.9 26.9 11.5 26.9 3.8 23.1 15.4 7.7 7.7 26.9 23.1 23.1 3.8 - 19.2 15.4

不動産業、物品賃貸業 19 7 - 1 3 5 - - - - - 1 2 - - - 3 4
100.0 36.8 - 5.3 15.8 26.3 - - - - - 5.3 10.5 - - - 15.8 21.1

学術研究、専門・技術サービス業 32 7 2 4 6 13 4 2 6 2 4 7 6 5 1 - 8 4
100.0 21.9 6.3 12.5 18.8 40.6 12.5 6.3 18.8 6.3 12.5 21.9 18.8 15.6 3.1 - 25.0 12.5

宿泊業、飲食サービス業 36 11 2 2 3 8 3 3 5 - 2 1 4 3 - 1 9 9
100.0 30.6 5.6 5.6 8.3 22.2 8.3 8.3 13.9 - 5.6 2.8 11.1 8.3 - 2.8 25.0 25.0

生活関連サービス業、娯楽業 28 5 4 4 1 6 4 3 4 3 4 3 1 4 1 1 8 4
100.0 17.9 14.3 14.3 3.6 21.4 14.3 10.7 14.3 10.7 14.3 10.7 3.6 14.3 3.6 3.6 28.6 14.3

教育、学習支援業 48 11 2 4 6 11 2 7 7 3 2 5 2 9 2 - 16 5
100.0 22.9 4.2 8.3 12.5 22.9 4.2 14.6 14.6 6.3 4.2 10.4 4.2 18.8 4.2 - 33.3 10.4

医療、福祉 293 92 15 31 35 82 38 27 49 20 22 49 25 48 1 7 68 51
100.0 31.4 5.1 10.6 11.9 28.0 13.0 9.2 16.7 6.8 7.5 16.7 8.5 16.4 0.3 2.4 23.2 17.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合など） 8 2 2 3 3 5 - 1 2 1 1 - 2 - - - 3 -
100.0 25.0 25.0 37.5 37.5 62.5 - 12.5 25.0 12.5 12.5 - 25.0 - - - 37.5 -

サービス業（他に分類されないもの） 70 22 5 12 10 23 7 9 7 2 5 10 11 4 - - 16 11
100.0 31.4 7.1 17.1 14.3 32.9 10.0 12.9 10.0 2.9 7.1 14.3 15.7 5.7 - - 22.9 15.7

その他 4 - - - - - 1 1 1 - - - - - - - - 2
100.0 - - - - - 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - 50.0

サービス業（計） 174 47 15 25 23 55 18 18 24 8 16 21 24 16 2 2 44 28
100.0 27.0 8.6 14.4 13.2 31.6 10.3 10.3 13.8 4.6 9.2 12.1 13.8 9.2 1.1 1.1 25.3 16.1

付問③付問：「学術・研究機関」か 6 1 1 - - 1 - 2 1 - - - - - 2 - 3 -
「学校教育」で大学が含まれている 100.0 16.7 16.7 - - 16.7 - 33.3 16.7 - - - - - 33.3 - 50.0 -
付問④：「人材派遣会社」や 26 6 1 6 3 9 5 5 4 1 3 3 5 1 - - 5 4
「業務請負会社」である 100.0 23.1 3.8 23.1 11.5 34.6 19.2 19.2 15.4 3.8 11.5 11.5 19.2 3.8 - - 19.2 15.4
雇用者の規模

29人以下 515 108 21 34 42 113 56 45 63 15 24 50 44 59 2 6 146 115
100.0 21.0 4.1 6.6 8.2 21.9 10.9 8.7 12.2 2.9 4.7 9.7 8.5 11.5 0.4 1.2 28.3 22.3

30～49人 188 51 10 19 30 56 15 17 28 11 10 36 25 28 2 2 24 45
100.0 27.1 5.3 10.1 16.0 29.8 8.0 9.0 14.9 5.9 5.3 19.1 13.3 14.9 1.1 1.1 12.8 23.9

50～99人 164 60 14 22 24 48 22 13 31 12 19 28 20 27 3 3 30 27
100.0 36.6 8.5 13.4 14.6 29.3 13.4 7.9 18.9 7.3 11.6 17.1 12.2 16.5 1.8 1.8 18.3 16.5

100～299人 136 48 9 25 30 45 8 12 27 8 13 25 16 19 4 1 29 18
100.0 35.3 6.6 18.4 22.1 33.1 5.9 8.8 19.9 5.9 9.6 18.4 11.8 14.0 2.9 0.7 21.3 13.2

300～499人 36 16 5 6 8 16 2 3 4 2 4 8 7 5 1 - 6 4
100.0 44.4 13.9 16.7 22.2 44.4 5.6 8.3 11.1 5.6 11.1 22.2 19.4 13.9 2.8 - 16.7 11.1

500～999人 30 8 2 5 8 7 2 5 3 - 2 4 3 1 - 1 5 3
100.0 26.7 6.7 16.7 26.7 23.3 6.7 16.7 10.0 - 6.7 13.3 10.0 3.3 - 3.3 16.7 10.0

1,000人以上 35 11 11 11 6 15 2 10 6 2 1 3 9 3 3 - 6 3
100.0 31.4 31.4 31.4 17.1 42.9 5.7 28.6 17.1 5.7 2.9 8.6 25.7 8.6 8.6 - 17.1 8.6

300人以上（計） 101 35 18 22 22 38 6 18 13 4 7 15 19 9 4 1 17 10
100.0 34.7 17.8 21.8 21.8 37.6 5.9 17.8 12.9 4.0 6.9 14.9 18.8 8.9 4.0 1.0 16.8 9.9

本社の所在地（地域ブロック）

北海道 56 15 6 9 8 11 9 3 10 2 5 8 5 4 1 1 15 9
100.0 26.8 10.7 16.1 14.3 19.6 16.1 5.4 17.9 3.6 8.9 14.3 8.9 7.1 1.8 1.8 26.8 16.1

東北 94 25 10 7 10 34 10 14 12 1 7 14 10 15 1 1 20 14
100.0 26.6 10.6 7.4 10.6 36.2 10.6 14.9 12.8 1.1 7.4 14.9 10.6 16.0 1.1 1.1 21.3 14.9

南関東 245 70 17 34 33 56 23 26 33 16 16 37 31 26 5 2 52 49
100.0 28.6 6.9 13.9 13.5 22.9 9.4 10.6 13.5 6.5 6.5 15.1 12.7 10.6 2.0 0.8 21.2 20.0

北関東・甲信 82 21 7 13 11 21 7 5 8 5 9 12 12 12 - 1 20 17
100.0 25.6 8.5 15.9 13.4 25.6 8.5 6.1 9.8 6.1 11.0 14.6 14.6 14.6 - 1.2 24.4 20.7

北陸 74 21 8 7 9 25 8 6 9 4 3 6 7 12 - 1 12 21
100.0 28.4 10.8 9.5 12.2 33.8 10.8 8.1 12.2 5.4 4.1 8.1 9.5 16.2 - 1.4 16.2 28.4

東海 150 46 6 18 23 45 15 12 28 5 10 21 19 20 3 1 32 28
100.0 30.7 4.0 12.0 15.3 30.0 10.0 8.0 18.7 3.3 6.7 14.0 12.7 13.3 2.0 0.7 21.3 18.7

近畿 151 37 5 7 18 34 6 11 20 1 6 19 15 15 3 3 40 28
100.0 24.5 3.3 4.6 11.9 22.5 4.0 7.3 13.2 0.7 4.0 12.6 9.9 9.9 2.0 2.0 26.5 18.5

中国 78 23 4 7 6 19 7 10 15 7 7 6 6 9 - 1 15 18
100.0 29.5 5.1 9.0 7.7 24.4 9.0 12.8 19.2 9.0 9.0 7.7 7.7 11.5 - 1.3 19.2 23.1

四国 27 5 - 4 4 9 5 2 5 1 1 5 3 3 - 2 5 5
100.0 18.5 - 14.8 14.8 33.3 18.5 7.4 18.5 3.7 3.7 18.5 11.1 11.1 - 7.4 18.5 18.5

九州 147 39 9 16 26 46 17 16 22 8 9 26 16 26 2 - 35 26
100.0 26.5 6.1 10.9 17.7 31.3 11.6 10.9 15.0 5.4 6.1 17.7 10.9 17.7 1.4 - 23.8 17.7

三大都市圏 498 139 27 57 70 119 39 47 70 22 30 72 59 54 11 6 108 99
100.0 27.9 5.4 11.4 14.1 23.9 7.8 9.4 14.1 4.4 6.0 14.5 11.8 10.8 2.2 1.2 21.7 19.9

それ以外 606 163 45 65 78 181 68 58 92 28 43 82 65 88 4 7 138 116
100.0 26.9 7.4 10.7 12.9 29.9 11.2 9.6 15.2 4.6 7.1 13.5 10.7 14.5 0.7 1.2 22.8 19.1

問３：「有期契約労働者」の雇用状況

雇用している 692 215 53 97 112 212 63 70 116 33 50 103 78 88 11 10 134 116
100.0 31.1 7.7 14.0 16.2 30.6 9.1 10.1 16.8 4.8 7.2 14.9 11.3 12.7 1.6 1.4 19.4 16.8

　うち、｢定年後の再雇用者｣のみを除く 551 189 48 78 90 177 50 58 101 30 39 92 63 74 11 4 98 90
100.0 34.3 8.7 14.2 16.3 32.1 9.1 10.5 18.3 5.4 7.1 16.7 11.4 13.4 2.0 0.7 17.8 16.3

雇用していない 412 87 19 25 36 88 44 35 46 17 23 51 46 54 4 3 112 99
100.0 21.1 4.6 6.1 8.7 21.4 10.7 8.5 11.2 4.1 5.6 12.4 11.2 13.1 1.0 0.7 27.2 24.0

参考計（ウェートバック集計） 111,506 30,058 6,926 11,413 14,557 29,811 10,745 10,350 15,987 4,450 6,972 15,086 12,626 13,776 1,429 1,309 25,171 22,167
100.0 27.0 6.2 10.2 13.1 26.7 9.6 9.3 14.3 4.0 6.3 13.5 11.3 12.4 1.3 1.2 22.6 19.9

問２７付問：働き方に何らかの限定がある区分を、活用する上での課題はありますか（該当すべてに〇）。

有期契約労働者等に対する調査結果

調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 144 214 176 315 1,244 191 369 167 174 29 417 103 76 83 20 493
100.0 3.4 5.1 4.2 7.5 29.5 4.5 8.8 4.0 4.1 0.7 9.9 2.4 1.8 2.0 0.5 11.7

問22：性別

男性 1,469 112 28 48 176 208 94 67 58 67 28 224 93 64 25 6 171
100.0 7.6 1.9 3.3 12.0 14.2 6.4 4.6 3.9 4.6 1.9 15.2 6.3 4.4 1.7 0.4 11.6

女性 2,677 29 185 124 134 1,024 93 298 105 105 1 183 9 10 56 14 307
100.0 1.1 6.9 4.6 5.0 38.3 3.5 11.1 3.9 3.9 - 6.8 0.3 0.4 2.1 0.5 11.5

問22：年齢層

満29歳以下 320 1 15 28 30 94 21 14 27 13 1 34 2 5 1 1 33
100.0 0.3 4.7 8.8 9.4 29.4 6.6 4.4 8.4 4.1 0.3 10.6 0.6 1.6 0.3 0.3 10.3

満30歳台 703 7 47 40 45 233 33 65 31 26 1 75 7 15 7 4 67
100.0 1.0 6.7 5.7 6.4 33.1 4.7 9.2 4.4 3.7 0.1 10.7 1.0 2.1 1.0 0.6 9.5

満40歳台 1,085 23 58 43 66 403 44 105 45 41 1 95 16 15 17 3 110
100.0 2.1 5.3 4.0 6.1 37.1 4.1 9.7 4.1 3.8 0.1 8.8 1.5 1.4 1.6 0.3 10.1

満50歳台 916 35 42 31 58 266 29 102 35 42 2 96 14 14 32 6 112
100.0 3.8 4.6 3.4 6.3 29.0 3.2 11.1 3.8 4.6 0.2 10.5 1.5 1.5 3.5 0.7 12.2

満60歳以上 1,020 70 49 25 103 200 59 74 18 47 23 98 62 25 20 5 142
100.0 6.9 4.8 2.5 10.1 19.6 5.8 7.3 1.8 4.6 2.3 9.6 6.1 2.5 2.0 0.5 13.9

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 4 4 16 29 35 16 13 21 10 2 46 5 12 1 1 19
×満34歳以下 100.0 1.7 1.7 6.8 12.4 15.0 6.8 5.6 9.0 4.3 0.9 19.7 2.1 5.1 0.4 0.4 8.1

男性 235 12 4 6 20 32 14 18 16 13 1 45 8 11 3 - 32
×満35歳以上44歳以下 100.0 5.1 1.7 2.6 8.5 13.6 6.0 7.7 6.8 5.5 0.4 19.1 3.4 4.7 1.3 - 13.6

男性 320 32 11 9 36 33 16 23 10 9 1 57 19 17 12 2 33
×満45歳以上59歳以下 100.0 10.0 3.4 2.8 11.3 10.3 5.0 7.2 3.1 2.8 0.3 17.8 5.9 5.3 3.8 0.6 10.3

男性 642 62 9 13 86 103 48 13 9 32 23 69 60 23 8 3 81
×満60歳以上 100.0 9.7 1.4 2.0 13.4 16.0 7.5 2.0 1.4 5.0 3.6 10.7 9.3 3.6 1.2 0.5 12.6

女性 382 - 28 31 22 149 18 29 20 16 - 19 1 2 - 3 44
×満34歳以下 100.0 - 7.3 8.1 5.8 39.0 4.7 7.6 5.2 4.2 - 5.0 0.3 0.5 - 0.8 11.5

女性 692 5 57 35 43 299 25 67 23 17 - 42 2 1 11 2 63
×満35歳以上44歳以下 100.0 0.7 8.2 5.1 6.2 43.2 3.6 9.7 3.3 2.5 - 6.1 0.3 0.1 1.6 0.3 9.1

女性 1,160 13 58 45 49 447 38 136 48 57 1 91 4 6 30 6 131
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.1 5.0 3.9 4.2 38.5 3.3 11.7 4.1 4.9 0.1 7.8 0.3 0.5 2.6 0.5 11.3

女性 377 8 40 12 17 97 11 61 9 15 - 29 2 1 12 2 61
×満60歳以上 100.0 2.1 10.6 3.2 4.5 25.7 2.9 16.2 2.4 4.0 - 7.7 0.5 0.3 3.2 0.5 16.2

問１：職種

管理的な仕事 144 144 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 - 214 - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 - - 176 - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（その他） 315 - - - 315 - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -

事務の仕事 1,244 - - - - 1,244 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

販売の仕事（営業を含む） 191 - - - - - 191 - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 369 - - - - - - 369 - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 - - - - - - - 167 - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - - - - -

サービスの仕事（その他） 174 - - - - - - - - 174 - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - -

警備・保安の仕事 29 - - - - - - - - - 29 - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - -

製造・生産工程の仕事 417 - - - - - - - - - - 417 - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - - - - -

輸送・運転の仕事 103 - - - - - - - - - - - 103 - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

建設・採掘の仕事 76 - - - - - - - - - - - - 76 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -

清掃など労務の仕事 83 - - - - - - - - - - - - - 83 - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 - -

その他 20 - - - - - - - - - - - - - - 20 -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 - 214 176 315 - - - - - - - - - - - -
100.0 - 30.4 25.0 44.7 - - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（計） 710 - - - - - - 369 167 174 - - - - - - -
100.0 - - - - - - 52.0 23.5 24.5 - - - - - - -

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 6 13 15 23 114 15 14 7 6 1 49 4 2 5 1 45
100.0 1.9 4.1 4.7 7.2 35.6 4.7 4.4 2.2 1.9 0.3 15.3 1.3 0.6 1.6 0.3 14.1

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 19 55 41 85 316 46 101 33 38 9 158 19 19 23 3 111
100.0 1.8 5.1 3.8 7.9 29.4 4.3 9.4 3.1 3.5 0.8 14.7 1.8 1.8 2.1 0.3 10.3

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 120 157 135 228 917 143 265 130 133 19 250 80 55 58 17 367
100.0 3.9 5.1 4.4 7.4 29.8 4.7 8.6 4.2 4.3 0.6 8.1 2.6 1.8 1.9 0.6 11.9

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 12 9 7 5 17 3 10 3 8 2 16 9 10 1 - 11
100.0 9.8 7.3 5.7 4.1 13.8 2.4 8.1 2.4 6.5 1.6 13.0 7.3 8.1 0.8 - 8.9

2013年4月1日以降（計） 931 7 44 34 79 297 43 86 28 29 6 140 9 9 22 3 95
100.0 0.8 4.7 3.7 8.5 31.9 4.6 9.2 3.0 3.1 0.6 15.0 1.0 1.0 2.4 0.3 10.2

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 137 178 162 296 1,124 172 344 146 170 26 379 95 76 78 18 443
100.0 3.6 4.6 4.2 7.7 29.2 4.5 8.9 3.8 4.4 0.7 9.9 2.5 2.0 2.0 0.5 11.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 67 47 39 91 197 61 74 58 46 4 87 39 54 16 3 98
100.0 6.8 4.8 4.0 9.3 20.1 6.2 7.5 5.9 4.7 0.4 8.9 4.0 5.5 1.6 0.3 10.0

30～49人 539 22 19 34 47 134 18 51 19 20 2 54 25 8 14 - 72
100.0 4.1 3.5 6.3 8.7 24.9 3.3 9.5 3.5 3.7 0.4 10.0 4.6 1.5 2.6 - 13.4

50～99人 521 22 8 23 41 150 25 56 21 25 5 58 7 3 8 2 67
100.0 4.2 1.5 4.4 7.9 28.8 4.8 10.7 4.0 4.8 1.0 11.1 1.3 0.6 1.5 0.4 12.9

100～299人 775 13 31 38 57 217 19 115 13 35 10 84 14 5 13 8 103
100.0 1.7 4.0 4.9 7.4 28.0 2.5 14.8 1.7 4.5 1.3 10.8 1.8 0.6 1.7 1.0 13.3

300～499人 458 7 22 9 30 167 18 29 20 21 4 55 5 5 13 1 52
100.0 1.5 4.8 2.0 6.6 36.5 3.9 6.3 4.4 4.6 0.9 12.0 1.1 1.1 2.8 0.2 11.4

500～999人 305 6 39 9 12 100 28 19 9 13 1 25 5 1 7 4 27
100.0 2.0 12.8 3.0 3.9 32.8 9.2 6.2 3.0 4.3 0.3 8.2 1.6 0.3 2.3 1.3 8.9

1,000人以上 265 - 12 10 18 159 3 - 6 10 - 16 - - 7 - 24
100.0 - 4.5 3.8 6.8 60.0 1.1 - 2.3 3.8 - 6.0 - - 2.6 - 9.1

300人以上（計） 1,028 13 73 28 60 426 49 48 35 44 5 96 10 6 27 5 103
100.0 1.3 7.1 2.7 5.8 41.4 4.8 4.7 3.4 4.3 0.5 9.3 1.0 0.6 2.6 0.5 10.0

問１：職種は何ですか（主なもの１つに〇）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－222－

全
有
効
回
答
労
働
者
計

同
じ
内
容
の
業
務
を
行
い
、

責
任
の
重
さ
も
同
じ
正
社
員
が
い
る

同
じ
内
容
の
業
務
を
行
っ

て
い
る
が
、

責
任
の
重
さ
は
異
な
る
正
社
員
が
い
る

同
じ
内
容
の
業
務
を

行
っ

て
い
る

正
社
員
は
い
な
い

分
か
ら
な
い

 
無
回
答

全
有
効
回
答
労
働
者
計

つ
い
て
い
る

つ
い
て
い
な
い

 
無
回
答

役
職
に
つ
い
て
い
る
労
働
者

管
理
職

そ
れ
以
外
の
役
職

 
無
回
答

全体計 4,215 1,178 1,196 1,434 299 108 4,215 517 3,553 145 517 354 154 9
100.0 27.9 28.4 34.0 7.1 2.6 100.0 12.3 84.3 3.4 100.0 68.5 29.8 1.7

問22：性別

男性 1,469 475 394 457 99 44 1,469 330 1,089 50 330 251 76 3
100.0 32.3 26.8 31.1 6.7 3.0 100.0 22.5 74.1 3.4 100.0 76.1 23.0 0.9

女性 2,677 693 785 948 192 59 2,677 174 2,418 85 174 92 76 6
100.0 25.9 29.3 35.4 7.2 2.2 100.0 6.5 90.3 3.2 100.0 52.9 43.7 3.4

問22：年齢層

満29歳以下 320 116 96 68 33 7 320 13 302 5 13 6 6 1
100.0 36.3 30.0 21.3 10.3 2.2 100.0 4.1 94.4 1.6 100.0 46.2 46.2 7.7

満30歳台 703 240 192 203 56 12 703 54 634 15 54 21 31 2
100.0 34.1 27.3 28.9 8.0 1.7 100.0 7.7 90.2 2.1 100.0 38.9 57.4 3.7

満40歳台 1,085 283 333 385 69 15 1,085 117 947 21 117 68 48 1
100.0 26.1 30.7 35.5 6.4 1.4 100.0 10.8 87.3 1.9 100.0 58.1 41.0 0.9

満50歳台 916 214 276 347 54 25 916 102 775 39 102 74 27 1
100.0 23.4 30.1 37.9 5.9 2.7 100.0 11.1 84.6 4.3 100.0 72.5 26.5 1.0

満60歳以上 1,020 292 257 371 62 38 1,020 203 767 50 203 163 37 3
100.0 28.6 25.2 36.4 6.1 3.7 100.0 19.9 75.2 4.9 100.0 80.3 18.2 1.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 97 64 46 21 6 234 18 213 3 18 12 5 1
×満34歳以下 100.0 41.5 27.4 19.7 9.0 2.6 100.0 7.7 91.0 1.3 100.0 66.7 27.8 5.6

男性 235 77 74 66 16 2 235 47 180 8 47 29 18 -
×満35歳以上44歳以下 100.0 32.8 31.5 28.1 6.8 0.9 100.0 20.0 76.6 3.4 100.0 61.7 38.3 -

男性 320 96 87 111 19 7 320 98 214 8 98 75 23 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 30.0 27.2 34.7 5.9 2.2 100.0 30.6 66.9 2.5 100.0 76.5 23.5 -

男性 642 197 160 224 38 23 642 158 455 29 158 129 28 1
×満60歳以上 100.0 30.7 24.9 34.9 5.9 3.6 100.0 24.6 70.9 4.5 100.0 81.6 17.7 0.6

女性 382 131 107 104 34 6 382 17 359 6 17 3 14 -
×満34歳以下 100.0 34.3 28.0 27.2 8.9 1.6 100.0 4.5 94.0 1.6 100.0 17.6 82.4 -

女性 692 187 211 230 50 14 692 41 638 13 41 14 24 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 27.0 30.5 33.2 7.2 2.0 100.0 5.9 92.2 1.9 100.0 34.1 58.5 7.3

女性 1,160 265 353 446 72 24 1,160 65 1,053 42 65 36 28 1
×満45歳以上59歳以下 100.0 22.8 30.4 38.4 6.2 2.1 100.0 5.6 90.8 3.6 100.0 55.4 43.1 1.5

女性 377 95 96 147 24 15 377 45 311 21 45 34 9 2
×満60歳以上 100.0 25.2 25.5 39.0 6.4 4.0 100.0 11.9 82.5 5.6 100.0 75.6 20.0 4.4

問１：職種

管理的な仕事 144 36 28 75 1 4 144 123 - 21 123 107 16 -
100.0 25.0 19.4 52.1 0.7 2.8 100.0 85.4 - 14.6 100.0 87.0 13.0 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 90 53 59 7 5 214 21 184 9 21 14 7 -
100.0 42.1 24.8 27.6 3.3 2.3 100.0 9.8 86.0 4.2 100.0 66.7 33.3 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 59 55 50 9 3 176 16 158 2 16 6 8 2
100.0 33.5 31.3 28.4 5.1 1.7 100.0 9.1 89.8 1.1 100.0 37.5 50.0 12.5

専門的・技術的な仕事（その他） 315 93 96 92 25 9 315 39 268 8 39 26 13 -
100.0 29.5 30.5 29.2 7.9 2.9 100.0 12.4 85.1 2.5 100.0 66.7 33.3 -

事務の仕事 1,244 287 333 525 81 18 1,244 83 1,141 20 83 42 38 3
100.0 23.1 26.8 42.2 6.5 1.4 100.0 6.7 91.7 1.6 100.0 50.6 45.8 3.6

販売の仕事（営業を含む） 191 43 67 59 17 5 191 26 161 4 26 15 10 1
100.0 22.5 35.1 30.9 8.9 2.6 100.0 13.6 84.3 2.1 100.0 57.7 38.5 3.8

サービスの仕事（介護関係） 369 126 125 85 21 12 369 38 317 14 38 23 15 -
100.0 34.1 33.9 23.0 5.7 3.3 100.0 10.3 85.9 3.8 100.0 60.5 39.5 -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 41 68 44 11 3 167 27 132 8 27 15 12 -
100.0 24.6 40.7 26.3 6.6 1.8 100.0 16.2 79.0 4.8 100.0 55.6 44.4 -

サービスの仕事（その他） 174 48 39 63 18 6 174 19 150 5 19 15 4 -
100.0 27.6 22.4 36.2 10.3 3.4 100.0 10.9 86.2 2.9 100.0 78.9 21.1 -

警備・保安の仕事 29 7 8 11 3 - 29 2 26 1 2 2 - -
100.0 24.1 27.6 37.9 10.3 - 100.0 6.9 89.7 3.4 100.0 100.0 - -

製造・生産工程の仕事 417 140 131 106 34 6 417 27 380 10 27 20 7 -
100.0 33.6 31.4 25.4 8.2 1.4 100.0 6.5 91.1 2.4 100.0 74.1 25.9 -

輸送・運転の仕事 103 41 19 29 10 4 103 13 85 5 13 11 2 -
100.0 39.8 18.4 28.2 9.7 3.9 100.0 12.6 82.5 4.9 100.0 84.6 15.4 -

建設・採掘の仕事 76 31 20 16 8 1 76 12 62 2 12 8 4 -
100.0 40.8 26.3 21.1 10.5 1.3 100.0 15.8 81.6 2.6 100.0 66.7 33.3 -

清掃など労務の仕事 83 10 10 48 13 2 83 1 79 3 1 1 - -
100.0 12.0 12.0 57.8 15.7 2.4 100.0 1.2 95.2 3.6 100.0 100.0 - -

その他 20 3 2 9 6 - 20 - 19 1 - - - -
100.0 15.0 10.0 45.0 30.0 - 100.0 - 95.0 5.0 - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 705 242 204 201 41 17 705 76 610 19 76 46 28 2
100.0 34.3 28.9 28.5 5.8 2.4 100.0 10.8 86.5 2.7 100.0 60.5 36.8 2.6

サービスの仕事（計） 710 215 232 192 50 21 710 84 599 27 84 53 31 -
100.0 30.3 32.7 27.0 7.0 3.0 100.0 11.8 84.4 3.8 100.0 63.1 36.9 -

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 95 92 110 20 3 320 22 289 9 22 13 8 1
100.0 29.7 28.8 34.4 6.3 0.9 100.0 6.9 90.3 2.8 100.0 59.1 36.4 4.5

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 393 286 315 63 19 1,076 100 947 29 100 65 33 2
100.0 36.5 26.6 29.3 5.9 1.8 100.0 9.3 88.0 2.7 100.0 65.0 33.0 2.0

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 769 898 1,096 232 79 3,074 400 2,567 107 400 274 120 6
100.0 25.0 29.2 35.7 7.5 2.6 100.0 13.0 83.5 3.5 100.0 68.5 30.0 1.5

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 47 30 41 5 - 123 43 78 2 43 35 7 1
100.0 38.2 24.4 33.3 4.1 - 100.0 35.0 63.4 1.6 100.0 81.4 16.3 2.3

2013年4月1日以降（計） 931 337 252 268 57 17 931 53 855 23 53 29 23 1
100.0 36.2 27.1 28.8 6.1 1.8 100.0 5.7 91.8 2.5 100.0 54.7 43.4 1.9

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 1,054 1,090 1,326 272 102 3,844 483 3,230 131 483 338 136 9
100.0 27.4 28.4 34.5 7.1 2.7 100.0 12.6 84.0 3.4 100.0 70.0 28.2 1.9

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 238 234 411 60 38 981 251 693 37 251 179 67 5
100.0 24.3 23.9 41.9 6.1 3.9 100.0 25.6 70.6 3.8 100.0 71.3 26.7 2.0

30～49人 539 141 148 196 40 14 539 85 433 21 85 61 23 1
100.0 26.2 27.5 36.4 7.4 2.6 100.0 15.8 80.3 3.9 100.0 71.8 27.1 1.2

50～99人 521 138 156 170 43 14 521 59 440 22 59 44 15 -
100.0 26.5 29.9 32.6 8.3 2.7 100.0 11.3 84.5 4.2 100.0 74.6 25.4 -

100～299人 775 223 263 226 51 12 775 54 704 17 54 32 21 1
100.0 28.8 33.9 29.2 6.6 1.5 100.0 7.0 90.8 2.2 100.0 59.3 38.9 1.9

300～499人 458 150 127 130 32 19 458 15 422 21 15 10 5 -
100.0 32.8 27.7 28.4 7.0 4.1 100.0 3.3 92.1 4.6 100.0 66.7 33.3 -

500～999人 305 97 81 93 29 5 305 14 279 12 14 9 4 1
100.0 31.8 26.6 30.5 9.5 1.6 100.0 4.6 91.5 3.9 100.0 64.3 28.6 7.1

1,000人以上 265 67 81 100 17 - 265 5 259 1 5 3 1 1
100.0 25.3 30.6 37.7 6.4 - 100.0 1.9 97.7 0.4 100.0 60.0 20.0 20.0

300人以上（計） 1,028 314 289 323 78 24 1,028 34 960 34 34 22 10 2
100.0 30.5 28.1 31.4 7.6 2.3 100.0 3.3 93.4 3.3 100.0 64.7 29.4 5.9

問１付問①：あなたの仕事と、業務の内容や責任の重さ
が同じ正社員はいますか（１つに〇）。

問１付問：職位
は何ですか
（１つに〇）。

問１付問②：役職に
ついていますか
（１つに〇）。
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全体計 4,215 12 297 756 47 120 165 401 181 42 101 115 76 325 965 87 421 30 22 52 426 130 272 24
100.0 0.3 7.0 17.9 1.1 2.8 3.9 9.5 4.3 1.0 2.4 2.7 1.8 7.7 22.9 2.1 10.0 0.7 0.5 1.2 100.0 30.5 63.8 5.6

問22：性別

男性 1,469 10 167 357 19 61 98 147 26 16 40 46 23 87 148 26 169 7 6 16 127 36 87 4
100.0 0.7 11.4 24.3 1.3 4.2 6.7 10.0 1.8 1.1 2.7 3.1 1.6 5.9 10.1 1.8 11.5 0.5 0.4 1.1 100.0 28.3 68.5 3.1

女性 2,677 2 124 382 28 56 64 248 154 26 61 67 51 231 806 60 245 22 14 36 292 90 182 20
100.0 0.1 4.6 14.3 1.0 2.1 2.4 9.3 5.8 1.0 2.3 2.5 1.9 8.6 30.1 2.2 9.2 0.8 0.5 1.3 100.0 30.8 62.3 6.8

問22：年齢層

満29歳以下 320 - 20 55 2 15 5 39 4 4 12 13 6 55 48 1 33 2 2 4 67 22 42 3
100.0 - 6.3 17.2 0.6 4.7 1.6 12.2 1.3 1.3 3.8 4.1 1.9 17.2 15.0 0.3 10.3 0.6 0.6 1.3 100.0 32.8 62.7 4.5

満30歳台 703 1 40 126 5 22 18 61 25 6 19 21 16 73 192 14 47 5 5 7 92 28 62 2
100.0 0.1 5.7 17.9 0.7 3.1 2.6 8.7 3.6 0.9 2.7 3.0 2.3 10.4 27.3 2.0 6.7 0.7 0.7 1.0 100.0 30.4 67.4 2.2

満40歳台 1,085 1 73 181 14 24 30 95 67 14 29 32 13 91 282 18 100 7 6 8 120 37 75 8
100.0 0.1 6.7 16.7 1.3 2.2 2.8 8.8 6.2 1.3 2.7 2.9 1.2 8.4 26.0 1.7 9.2 0.6 0.6 0.7 100.0 30.8 62.5 6.7

満50歳台 916 2 48 160 8 25 37 85 54 8 18 23 19 51 227 28 95 9 4 15 69 24 39 6
100.0 0.2 5.2 17.5 0.9 2.7 4.0 9.3 5.9 0.9 2.0 2.5 2.1 5.6 24.8 3.1 10.4 1.0 0.4 1.6 100.0 34.8 56.5 8.7

満60歳以上 1,020 7 106 196 16 29 69 103 26 10 22 21 19 40 183 23 129 3 2 16 62 14 44 4
100.0 0.7 10.4 19.2 1.6 2.8 6.8 10.1 2.5 1.0 2.2 2.1 1.9 3.9 17.9 2.3 12.6 0.3 0.2 1.6 100.0 22.6 71.0 6.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 - 21 57 1 12 6 24 2 1 9 10 4 31 21 2 28 1 1 3 40 14 24 2
×満34歳以下 100.0 - 9.0 24.4 0.4 5.1 2.6 10.3 0.9 0.4 3.8 4.3 1.7 13.2 9.0 0.9 12.0 0.4 0.4 1.3 100.0 35.0 60.0 5.0

男性 235 1 21 65 - 10 11 21 5 - 8 13 4 16 33 1 23 1 2 - 24 7 16 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 0.4 8.9 27.7 - 4.3 4.7 8.9 2.1 - 3.4 5.5 1.7 6.8 14.0 0.4 9.8 0.4 0.9 - 100.0 29.2 66.7 4.2

男性 320 2 37 82 4 14 21 33 - 6 7 10 6 14 46 5 27 1 2 3 21 6 15 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 0.6 11.6 25.6 1.3 4.4 6.6 10.3 - 1.9 2.2 3.1 1.9 4.4 14.4 1.6 8.4 0.3 0.6 0.9 100.0 28.6 71.4 -

男性 642 6 87 142 12 24 58 67 19 9 16 11 9 20 46 18 86 3 1 8 36 9 26 1
×満60歳以上 100.0 0.9 13.6 22.1 1.9 3.7 9.0 10.4 3.0 1.4 2.5 1.7 1.4 3.1 7.2 2.8 13.4 0.5 0.2 1.2 100.0 25.0 72.2 2.8

女性 382 - 18 49 2 11 7 38 13 3 12 16 11 62 100 4 24 5 3 4 74 26 47 1
×満34歳以下 100.0 - 4.7 12.8 0.5 2.9 1.8 9.9 3.4 0.8 3.1 4.2 2.9 16.2 26.2 1.0 6.3 1.3 0.8 1.0 100.0 35.1 63.5 1.4

女性 692 - 33 100 10 20 14 61 38 10 14 8 9 63 230 14 50 4 5 9 77 22 52 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 4.8 14.5 1.4 2.9 2.0 8.8 5.5 1.4 2.0 1.2 1.3 9.1 33.2 2.0 7.2 0.6 0.7 1.3 100.0 28.6 67.5 3.9

女性 1,160 1 51 169 12 19 31 103 92 12 28 32 20 84 318 35 123 11 4 15 112 36 64 12
×満45歳以上59歳以下 100.0 0.1 4.4 14.6 1.0 1.6 2.7 8.9 7.9 1.0 2.4 2.8 1.7 7.2 27.4 3.0 10.6 0.9 0.3 1.3 100.0 32.1 57.1 10.7

女性 377 1 18 54 4 5 11 36 7 1 6 10 10 20 137 5 43 - 1 8 26 5 18 3
×満60歳以上 100.0 0.3 4.8 14.3 1.1 1.3 2.9 9.5 1.9 0.3 1.6 2.7 2.7 5.3 36.3 1.3 11.4 - 0.3 2.1 100.0 19.2 69.2 11.5

問１：職種

管理的な仕事 144 - 23 23 3 5 8 13 3 4 - 4 3 8 30 1 15 1 - - 8 1 7 -
100.0 - 16.0 16.0 2.1 3.5 5.6 9.0 2.1 2.8 - 2.8 2.1 5.6 20.8 0.7 10.4 0.7 - - 100.0 12.5 87.5 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 - 1 6 - - - 4 1 - 2 - - 8 191 - - - - 1 10 5 4 1
100.0 - 0.5 2.8 - - - 1.9 0.5 - 0.9 - - 3.7 89.3 - - - - 0.5 100.0 50.0 40.0 10.0

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 - - - - - - 1 - - 9 - 1 136 27 1 1 - - - 145 27 115 3
100.0 - - - - - - 0.6 - - 5.1 - 0.6 77.3 15.3 0.6 0.6 - - - 100.0 18.6 79.3 2.1

専門的・技術的な仕事（その他） 315 - 40 44 9 40 4 8 4 1 41 2 2 6 52 2 49 4 1 6 47 3 39 5
100.0 - 12.7 14.0 2.9 12.7 1.3 2.5 1.3 0.3 13.0 0.6 0.6 1.9 16.5 0.6 15.6 1.3 0.3 1.9 100.0 6.4 83.0 10.6

事務の仕事 1,244 4 105 181 18 52 45 133 137 24 33 10 14 117 155 67 120 11 8 10 150 77 63 10
100.0 0.3 8.4 14.5 1.4 4.2 3.6 10.7 11.0 1.9 2.7 0.8 1.1 9.4 12.5 5.4 9.6 0.9 0.6 0.8 100.0 51.3 42.0 6.7

販売の仕事（営業を含む） 191 - 9 9 3 6 1 117 7 5 2 2 2 2 3 - 18 - - 5 4 1 3 -
100.0 - 4.7 4.7 1.6 3.1 0.5 61.3 3.7 2.6 1.0 1.0 1.0 1.0 1.6 - 9.4 - - 2.6 100.0 25.0 75.0 -

サービスの仕事（介護関係） 369 - - - - - - - - 1 - - 1 3 341 - 17 - 2 4 3 - - 3
100.0 - - - - - - - - 0.3 - - 0.3 0.8 92.4 - 4.6 - 0.5 1.1 100.0 - - 100.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 - - 4 - - - 33 3 1 - 69 11 1 8 1 33 - 1 2 1 - 1 -
100.0 - - 2.4 - - - 19.8 1.8 0.6 - 41.3 6.6 0.6 4.8 0.6 19.8 - 0.6 1.2 100.0 - 100.0 -

サービスの仕事（その他） 174 - 2 2 3 5 2 11 4 - 6 4 30 6 21 4 71 2 - 1 12 1 11 -
100.0 - 1.1 1.1 1.7 2.9 1.1 6.3 2.3 - 3.4 2.3 17.2 3.4 12.1 2.3 40.8 1.1 - 0.6 100.0 8.3 91.7 -

警備・保安の仕事 29 - 2 2 1 - - 1 - 2 - - 1 2 3 - 15 - - - 2 - 1 1
100.0 - 6.9 6.9 3.4 - - 3.4 - 6.9 - - 3.4 6.9 10.3 - 51.7 - - - 100.0 - 50.0 50.0

製造・生産工程の仕事 417 2 5 386 1 1 2 14 - - - - 1 - - - 3 - - 2 - - - -
100.0 0.5 1.2 92.6 0.2 0.2 0.5 3.4 - - - - 0.2 - - - 0.7 - - 0.5 - - - -

輸送・運転の仕事 103 1 1 8 - 2 70 5 - - - - 1 4 4 - 4 2 - 1 4 1 3 -
100.0 1.0 1.0 7.8 - 1.9 68.0 4.9 - - - - 1.0 3.9 3.9 - 3.9 1.9 - 1.0 100.0 25.0 75.0 -

建設・採掘の仕事 76 5 69 1 - - 1 - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 6.6 90.8 1.3 - - 1.3 - - - - - - - - - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 83 - 3 11 2 - 9 8 - 1 - 3 2 1 6 3 26 3 4 1 1 - 1 -
100.0 - 3.6 13.3 2.4 - 10.8 9.6 - 1.2 - 3.6 2.4 1.2 7.2 3.6 31.3 3.6 4.8 1.2 100.0 - 100.0 -

その他 20 - - 1 - - - 2 1 - - - 1 - 4 1 1 6 1 2 - - - -
100.0 - - 5.0 - - - 10.0 5.0 - - - 5.0 - 20.0 5.0 5.0 30.0 5.0 10.0 - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 705 - 41 50 9 40 4 13 5 1 52 2 3 150 270 3 50 4 1 7 202 35 158 9
100.0 - 5.8 7.1 1.3 5.7 0.6 1.8 0.7 0.1 7.4 0.3 0.4 21.3 38.3 0.4 7.1 0.6 0.1 1.0 100.0 17.3 78.2 4.5

サービスの仕事（計） 710 - 2 6 3 5 2 44 7 2 6 73 42 10 370 5 121 2 3 7 16 1 12 3
100.0 - 0.3 0.8 0.4 0.7 0.3 6.2 1.0 0.3 0.8 10.3 5.9 1.4 52.1 0.7 17.0 0.3 0.4 1.0 100.0 6.3 75.0 18.8

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 - 15 86 5 12 10 22 24 5 15 4 6 34 43 8 25 2 2 2 49 21 27 1
100.0 - 4.7 26.9 1.6 3.8 3.1 6.9 7.5 1.6 4.7 1.3 1.9 10.6 13.4 2.5 7.8 0.6 0.6 0.6 100.0 42.9 55.1 2.0

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 3 65 230 14 28 31 93 63 11 23 25 12 65 269 12 109 6 4 13 88 19 65 4
100.0 0.3 6.0 21.4 1.3 2.6 2.9 8.6 5.9 1.0 2.1 2.3 1.1 6.0 25.0 1.1 10.1 0.6 0.4 1.2 100.0 21.6 73.9 4.5

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 9 223 511 32 90 130 301 118 31 77 87 63 257 690 75 304 23 17 36 334 111 205 18
100.0 0.3 7.3 16.6 1.0 2.9 4.2 9.8 3.8 1.0 2.5 2.8 2.0 8.4 22.4 2.4 9.9 0.7 0.6 1.2 100.0 33.2 61.4 5.4

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 2 13 25 - 1 8 4 2 1 1 5 5 8 29 3 15 - - 1 9 - 9 -
100.0 1.6 10.6 20.3 - 0.8 6.5 3.3 1.6 0.8 0.8 4.1 4.1 6.5 23.6 2.4 12.2 - - 0.8 100.0 - 100.0 -

2013年4月1日以降（計） 931 1 50 202 13 27 22 89 60 10 22 20 6 57 233 9 90 6 4 10 79 19 56 4
100.0 0.1 5.4 21.7 1.4 2.9 2.4 9.6 6.4 1.1 2.4 2.1 0.6 6.1 25.0 1.0 9.7 0.6 0.4 1.1 100.0 24.1 70.9 5.1

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 10 290 680 45 117 141 367 156 36 91 107 72 302 876 83 378 26 21 46 393 110 259 24
100.0 0.3 7.5 17.7 1.2 3.0 3.7 9.5 4.1 0.9 2.4 2.8 1.9 7.9 22.8 2.2 9.8 0.7 0.5 1.2 100.0 28.0 65.9 6.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 3 132 167 12 18 41 141 5 8 18 48 21 53 202 14 77 6 1 14 71 - 66 5
100.0 0.3 13.5 17.0 1.2 1.8 4.2 14.4 0.5 0.8 1.8 4.9 2.1 5.4 20.6 1.4 7.8 0.6 0.1 1.4 100.0 - 93.0 7.0

30～49人 539 3 49 108 2 10 30 50 8 5 16 10 7 42 132 4 56 3 - 4 58 1 52 5
100.0 0.6 9.1 20.0 0.4 1.9 5.6 9.3 1.5 0.9 3.0 1.9 1.3 7.8 24.5 0.7 10.4 0.6 - 0.7 100.0 1.7 89.7 8.6

50～99人 521 2 34 97 5 16 17 37 6 10 7 21 19 37 123 4 70 3 7 6 44 - 40 4
100.0 0.4 6.5 18.6 1.0 3.1 3.3 7.1 1.2 1.9 1.3 4.0 3.6 7.1 23.6 0.8 13.4 0.6 1.3 1.2 100.0 - 90.9 9.1

100～299人 775 - 29 143 6 27 25 54 48 7 10 12 13 51 235 23 72 7 6 7 61 18 43 -
100.0 - 3.7 18.5 0.8 3.5 3.2 7.0 6.2 0.9 1.3 1.5 1.7 6.6 30.3 3.0 9.3 0.9 0.8 0.9 100.0 29.5 70.5 -

300～499人 458 2 28 84 10 11 10 27 34 3 18 9 9 37 85 26 55 1 2 7 55 33 19 3
100.0 0.4 6.1 18.3 2.2 2.4 2.2 5.9 7.4 0.7 3.9 2.0 2.0 8.1 18.6 5.7 12.0 0.2 0.4 1.5 100.0 60.0 34.5 5.5

500～999人 305 - 2 34 7 15 13 41 10 3 6 2 2 47 83 1 24 5 3 7 53 31 20 2
100.0 - 0.7 11.1 2.3 4.9 4.3 13.4 3.3 1.0 2.0 0.7 0.7 15.4 27.2 0.3 7.9 1.6 1.0 2.3 100.0 58.5 37.7 3.8

1,000人以上 265 - 16 47 3 20 5 17 45 - 16 5 1 35 16 11 24 1 2 1 51 27 19 5
100.0 - 6.0 17.7 1.1 7.5 1.9 6.4 17.0 - 6.0 1.9 0.4 13.2 6.0 4.2 9.1 0.4 0.8 0.4 100.0 52.9 37.3 9.8

300人以上（計） 1,028 2 46 165 20 46 28 85 89 6 40 16 12 119 184 38 103 7 7 15 159 91 58 10
100.0 0.2 4.5 16.1 1.9 4.5 2.7 8.3 8.7 0.6 3.9 1.6 1.2 11.6 17.9 3.7 10.0 0.7 0.7 1.5 100.0 57.2 36.5 6.3

問２付問：勤務先
は「大学」ですか
（１つに〇）。

問２：勤務先の業種は、何ですか（複数ある場合でも主なもの１つに〇）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－224－

全
有
効
回
答
労
働
者
計

2
9
人
以
下

3
0
～

4
9
人

5
0
～

9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

3
0
0
～

4
9
9
人

5
0
0
～

9
9
9
人

1
,
0
0
0
人
以
上

分
か
ら
な
い

 
無
回
答

全
有
効
回
答
労
働
者
計

事
業
所
は
１
つ
（

本
社
の
み
）

事
業
所
は
2
つ
以
上

分
か
ら
な
い

 
無
回
答

全体計 4,215 1,076 492 676 820 395 249 277 179 51 4,215 1,307 2,688 179 41
100.0 25.5 11.7 16.0 19.5 9.4 5.9 6.6 4.2 1.2 100.0 31.0 63.8 4.2 1.0

問22：性別

男性 1,469 478 189 236 266 112 68 72 31 17 1,469 533 870 50 16
100.0 32.5 12.9 16.1 18.1 7.6 4.6 4.9 2.1 1.2 100.0 36.3 59.2 3.4 1.1

女性 2,677 568 298 425 543 282 179 203 146 33 2,677 747 1,779 128 23
100.0 21.2 11.1 15.9 20.3 10.5 6.7 7.6 5.5 1.2 100.0 27.9 66.5 4.8 0.9

問22：年齢層

満29歳以下 320 73 44 42 55 25 26 35 18 2 320 92 197 30 1
100.0 22.8 13.8 13.1 17.2 7.8 8.1 10.9 5.6 0.6 100.0 28.8 61.6 9.4 0.3

満30歳台 703 167 58 116 139 66 58 46 46 7 703 181 477 44 1
100.0 23.8 8.3 16.5 19.8 9.4 8.3 6.5 6.5 1.0 100.0 25.7 67.9 6.3 0.1

満40歳台 1,085 254 122 164 207 137 55 78 57 11 1,085 325 701 49 10
100.0 23.4 11.2 15.1 19.1 12.6 5.1 7.2 5.3 1.0 100.0 30.0 64.6 4.5 0.9

満50歳台 916 216 99 136 209 73 55 78 37 13 916 272 598 34 12
100.0 23.6 10.8 14.8 22.8 8.0 6.0 8.5 4.0 1.4 100.0 29.7 65.3 3.7 1.3

満60歳以上 1,020 304 145 193 185 85 50 29 15 14 1,020 370 626 13 11
100.0 29.8 14.2 18.9 18.1 8.3 4.9 2.8 1.5 1.4 100.0 36.3 61.4 1.3 1.1

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 57 24 36 45 20 19 22 9 2 234 78 135 21 -
×満34歳以下 100.0 24.4 10.3 15.4 19.2 8.5 8.1 9.4 3.8 0.9 100.0 33.3 57.7 9.0 -

男性 235 78 35 38 23 21 19 13 7 1 235 78 145 11 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 33.2 14.9 16.2 9.8 8.9 8.1 5.5 3.0 0.4 100.0 33.2 61.7 4.7 0.4

男性 320 129 36 35 65 22 4 17 7 5 320 121 181 12 6
×満45歳以上59歳以下 100.0 40.3 11.3 10.9 20.3 6.9 1.3 5.3 2.2 1.6 100.0 37.8 56.6 3.8 1.9

男性 642 200 86 123 128 48 25 18 7 7 642 238 391 6 7
×満60歳以上 100.0 31.2 13.4 19.2 19.9 7.5 3.9 2.8 1.1 1.1 100.0 37.1 60.9 0.9 1.1

女性 382 79 40 54 78 33 29 32 35 2 382 94 260 27 1
×満34歳以下 100.0 20.7 10.5 14.1 20.4 8.6 7.6 8.4 9.2 0.5 100.0 24.6 68.1 7.1 0.3

女性 692 161 68 111 138 77 38 53 38 8 692 190 463 33 6
×満35歳以上44歳以下 100.0 23.3 9.8 16.0 19.9 11.1 5.5 7.7 5.5 1.2 100.0 27.5 66.9 4.8 0.9

女性 1,160 206 120 184 261 128 85 99 62 15 1,160 309 788 53 10
×満45歳以上59歳以下 100.0 17.8 10.3 15.9 22.5 11.0 7.3 8.5 5.3 1.3 100.0 26.6 67.9 4.6 0.9

女性 377 104 58 70 57 37 25 11 8 7 377 131 235 7 4
×満60歳以上 100.0 27.6 15.4 18.6 15.1 9.8 6.6 2.9 2.1 1.9 100.0 34.7 62.3 1.9 1.1

問１：職種

管理的な仕事 144 65 22 24 16 9 5 2 1 - 144 66 77 - 1
100.0 45.1 15.3 16.7 11.1 6.3 3.5 1.4 0.7 - 100.0 45.8 53.5 - 0.7

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 50 15 19 34 23 26 26 18 3 214 82 115 15 2
100.0 23.4 7.0 8.9 15.9 10.7 12.1 12.1 8.4 1.4 100.0 38.3 53.7 7.0 0.9

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 49 38 30 37 4 7 4 6 1 176 89 75 11 1
100.0 27.8 21.6 17.0 21.0 2.3 4.0 2.3 3.4 0.6 100.0 50.6 42.6 6.3 0.6

専門的・技術的な仕事（その他） 315 98 44 54 49 28 10 22 6 4 315 101 207 7 -
100.0 31.1 14.0 17.1 15.6 8.9 3.2 7.0 1.9 1.3 100.0 32.1 65.7 2.2 -

事務の仕事 1,244 212 126 188 267 153 98 141 52 7 1,244 314 893 29 8
100.0 17.0 10.1 15.1 21.5 12.3 7.9 11.3 4.2 0.6 100.0 25.2 71.8 2.3 0.6

販売の仕事（営業を含む） 191 65 16 33 16 19 17 9 15 1 191 52 124 13 2
100.0 34.0 8.4 17.3 8.4 9.9 8.9 4.7 7.9 0.5 100.0 27.2 64.9 6.8 1.0

サービスの仕事（介護関係） 369 86 46 76 97 18 11 2 22 11 369 78 269 19 3
100.0 23.3 12.5 20.6 26.3 4.9 3.0 0.5 6.0 3.0 100.0 21.1 72.9 5.1 0.8

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 66 16 25 20 17 7 5 7 4 167 58 94 13 2
100.0 39.5 9.6 15.0 12.0 10.2 4.2 3.0 4.2 2.4 100.0 34.7 56.3 7.8 1.2

サービスの仕事（その他） 174 57 20 31 35 13 3 7 8 - 174 48 116 8 2
100.0 32.8 11.5 17.8 20.1 7.5 1.7 4.0 4.6 - 100.0 27.6 66.7 4.6 1.1

警備・保安の仕事 29 4 2 6 8 2 2 - 5 - 29 9 17 3 -
100.0 13.8 6.9 20.7 27.6 6.9 6.9 - 17.2 - 100.0 31.0 58.6 10.3 -

製造・生産工程の仕事 417 91 43 78 90 47 24 25 15 4 417 144 239 30 4
100.0 21.8 10.3 18.7 21.6 11.3 5.8 6.0 3.6 1.0 100.0 34.5 57.3 7.2 1.0

輸送・運転の仕事 103 38 27 7 15 6 3 3 1 3 103 49 49 2 3
100.0 36.9 26.2 6.8 14.6 5.8 2.9 2.9 1.0 2.9 100.0 47.6 47.6 1.9 2.9

建設・採掘の仕事 76 56 7 2 5 4 1 - - 1 76 54 18 3 1
100.0 73.7 9.2 2.6 6.6 5.3 1.3 - - 1.3 100.0 71.1 23.7 3.9 1.3

清掃など労務の仕事 83 19 11 11 11 11 10 2 7 1 83 26 48 7 2
100.0 22.9 13.3 13.3 13.3 13.3 12.0 2.4 8.4 1.2 100.0 31.3 57.8 8.4 2.4

その他 20 3 2 2 6 3 1 2 1 - 20 4 12 4 -
100.0 15.0 10.0 10.0 30.0 15.0 5.0 10.0 5.0 - 100.0 20.0 60.0 20.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 197 97 103 120 55 43 52 30 8 705 272 397 33 3
100.0 27.9 13.8 14.6 17.0 7.8 6.1 7.4 4.3 1.1 100.0 38.6 56.3 4.7 0.4

サービスの仕事（計） 710 209 82 132 152 48 21 14 37 15 710 184 479 40 7
100.0 29.4 11.5 18.6 21.4 6.8 3.0 2.0 5.2 2.1 100.0 25.9 67.5 5.6 1.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 44 25 50 79 40 24 38 16 4 320 72 229 15 4
100.0 13.8 7.8 15.6 24.7 12.5 7.5 11.9 5.0 1.3 100.0 22.5 71.6 4.7 1.3

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 228 113 155 208 132 90 91 46 13 1,076 283 742 42 9
100.0 21.2 10.5 14.4 19.3 12.3 8.4 8.5 4.3 1.2 100.0 26.3 69.0 3.9 0.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 817 370 514 602 260 159 185 131 36 3,074 993 1,916 137 28
100.0 26.6 12.0 16.7 19.6 8.5 5.2 6.0 4.3 1.2 100.0 32.3 62.3 4.5 0.9

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 71 14 15 11 6 1 3 - 2 123 62 58 1 2
100.0 57.7 11.4 12.2 8.9 4.9 0.8 2.4 - 1.6 100.0 50.4 47.2 0.8 1.6

2013年4月1日以降（計） 931 151 93 138 196 123 88 88 45 9 931 214 670 40 7
100.0 16.2 10.0 14.8 21.1 13.2 9.5 9.5 4.8 1.0 100.0 23.0 72.0 4.3 0.8

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 1,044 472 614 753 353 192 225 147 44 3,844 1,256 2,402 149 37
100.0 27.2 12.3 16.0 19.6 9.2 5.0 5.9 3.8 1.1 100.0 32.7 62.5 3.9 1.0

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 911 34 10 10 - 1 1 5 9 981 634 322 11 14
100.0 92.9 3.5 1.0 1.0 - 0.1 0.1 0.5 0.9 100.0 64.6 32.8 1.1 1.4

30～49人 539 65 378 83 8 - - - 2 3 539 253 267 17 2
100.0 12.1 70.1 15.4 1.5 - - - 0.4 0.6 100.0 46.9 49.5 3.2 0.4

50～99人 521 22 37 403 33 3 - 3 15 5 521 134 368 14 5
100.0 4.2 7.1 77.4 6.3 0.6 - 0.6 2.9 1.0 100.0 25.7 70.6 2.7 1.0

100～299人 775 25 12 69 578 40 16 1 20 14 775 116 629 25 5
100.0 3.2 1.5 8.9 74.6 5.2 2.1 0.1 2.6 1.8 100.0 15.0 81.2 3.2 0.6

300～499人 458 11 3 20 84 264 26 10 33 7 458 67 356 28 7
100.0 2.4 0.7 4.4 18.3 57.6 5.7 2.2 7.2 1.5 100.0 14.6 77.7 6.1 1.5

500～999人 305 7 6 17 27 41 128 24 52 3 305 42 220 40 3
100.0 2.3 2.0 5.6 8.9 13.4 42.0 7.9 17.0 1.0 100.0 13.8 72.1 13.1 1.0

1,000人以上 265 3 2 12 13 5 21 186 20 3 265 10 240 14 1
100.0 1.1 0.8 4.5 4.9 1.9 7.9 70.2 7.5 1.1 100.0 3.8 90.6 5.3 0.4

300人以上（計） 1,028 21 11 49 124 310 175 220 105 13 1,028 119 816 82 11
100.0 2.0 1.1 4.8 12.1 30.2 17.0 21.4 10.2 1.3 100.0 11.6 79.4 8.0 1.1

問２付問①：勤務先の（会社）全体の従業員規模はどれくらいですか（１つに〇）。 問２付問②：本社を含めて、
事業所はいくつありますか
（１つに〇）。
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全体計 4,215 2,475 920 259 389 172 4,215 1,776 1,487 586 366 4,215 1,799 1,463 852 101
100.0 58.7 21.8 6.1 9.2 4.1 100.0 42.1 35.3 13.9 8.7 100.0 42.7 34.7 20.2 2.4

問22：性別

男性 1,469 874 257 124 138 76 1,469 592 547 193 137 1,469 680 498 260 31
100.0 59.5 17.5 8.4 9.4 5.2 100.0 40.3 37.2 13.1 9.3 100.0 46.3 33.9 17.7 2.1

女性 2,677 1,555 652 134 246 90 2,677 1,168 908 387 214 2,677 1,101 929 584 63
100.0 58.1 24.4 5.0 9.2 3.4 100.0 43.6 33.9 14.5 8.0 100.0 41.1 34.7 21.8 2.4

問22：年齢層

満29歳以下 320 188 58 19 51 4 320 136 96 70 18 320 134 83 102 1
100.0 58.8 18.1 5.9 15.9 1.3 100.0 42.5 30.0 21.9 5.6 100.0 41.9 25.9 31.9 0.3

満30歳台 703 366 167 56 95 19 703 324 206 119 54 703 319 198 173 13
100.0 52.1 23.8 8.0 13.5 2.7 100.0 46.1 29.3 16.9 7.7 100.0 45.4 28.2 24.6 1.8

満40歳台 1,085 645 264 58 97 21 1,085 488 330 171 96 1,085 478 363 224 20
100.0 59.4 24.3 5.3 8.9 1.9 100.0 45.0 30.4 15.8 8.8 100.0 44.1 33.5 20.6 1.8

満50歳台 916 544 216 48 77 31 916 391 337 110 78 916 366 347 182 21
100.0 59.4 23.6 5.2 8.4 3.4 100.0 42.7 36.8 12.0 8.5 100.0 40.0 37.9 19.9 2.3

満60歳以上 1,020 621 188 75 54 82 1,020 385 452 93 90 1,020 448 396 141 35
100.0 60.9 18.4 7.4 5.3 8.0 100.0 37.7 44.3 9.1 8.8 100.0 43.9 38.8 13.8 3.4

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 125 39 21 40 9 234 109 60 47 18 234 111 51 72 -
×満34歳以下 100.0 53.4 16.7 9.0 17.1 3.8 100.0 46.6 25.6 20.1 7.7 100.0 47.4 21.8 30.8 -

男性 235 141 49 18 25 2 235 107 69 36 23 235 110 68 54 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 60.0 20.9 7.7 10.6 0.9 100.0 45.5 29.4 15.3 9.8 100.0 46.8 28.9 23.0 1.3

男性 320 195 49 24 35 17 320 109 130 42 39 320 137 122 56 5
×満45歳以上59歳以下 100.0 60.9 15.3 7.5 10.9 5.3 100.0 34.1 40.6 13.1 12.2 100.0 42.8 38.1 17.5 1.6

男性 642 391 114 60 34 43 642 253 274 64 51 642 307 242 72 21
×満60歳以上 100.0 60.9 17.8 9.3 5.3 6.7 100.0 39.4 42.7 10.0 7.9 100.0 47.8 37.7 11.2 3.3

女性 382 211 87 24 55 5 382 173 114 73 22 382 170 100 109 3
×満34歳以下 100.0 55.2 22.8 6.3 14.4 1.3 100.0 45.3 29.8 19.1 5.8 100.0 44.5 26.2 28.5 0.8

女性 692 393 169 44 73 13 692 320 210 113 49 692 288 224 163 17
×満35歳以上44歳以下 100.0 56.8 24.4 6.4 10.5 1.9 100.0 46.2 30.3 16.3 7.1 100.0 41.6 32.4 23.6 2.5

女性 1,160 678 311 50 92 29 1,160 520 386 159 95 1,160 481 426 226 27
×満45歳以上59歳以下 100.0 58.4 26.8 4.3 7.9 2.5 100.0 44.8 33.3 13.7 8.2 100.0 41.5 36.7 19.5 2.3

女性 377 229 74 15 20 39 377 132 177 29 39 377 140 154 69 14
×満60歳以上 100.0 60.7 19.6 4.0 5.3 10.3 100.0 35.0 46.9 7.7 10.3 100.0 37.1 40.8 18.3 3.7

問１：職種

管理的な仕事 144 86 31 13 5 9 144 65 56 10 13 144 63 73 6 2
100.0 59.7 21.5 9.0 3.5 6.3 100.0 45.1 38.9 6.9 9.0 100.0 43.8 50.7 4.2 1.4

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 140 42 6 17 9 214 93 84 24 13 214 97 79 31 7
100.0 65.4 19.6 2.8 7.9 4.2 100.0 43.5 39.3 11.2 6.1 100.0 45.3 36.9 14.5 3.3

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 123 30 4 13 6 176 71 72 20 13 176 91 47 35 3
100.0 69.9 17.0 2.3 7.4 3.4 100.0 40.3 40.9 11.4 7.4 100.0 51.7 26.7 19.9 1.7

専門的・技術的な仕事（その他） 315 195 47 32 30 11 315 114 126 51 24 315 160 94 50 11
100.0 61.9 14.9 10.2 9.5 3.5 100.0 36.2 40.0 16.2 7.6 100.0 50.8 29.8 15.9 3.5

事務の仕事 1,244 698 307 85 118 36 1,244 562 409 197 76 1,244 526 443 257 18
100.0 56.1 24.7 6.8 9.5 2.9 100.0 45.2 32.9 15.8 6.1 100.0 42.3 35.6 20.7 1.4

販売の仕事（営業を含む） 191 120 27 20 14 10 191 63 80 26 22 191 68 84 34 5
100.0 62.8 14.1 10.5 7.3 5.2 100.0 33.0 41.9 13.6 11.5 100.0 35.6 44.0 17.8 2.6

サービスの仕事（介護関係） 369 163 154 11 28 13 369 193 96 35 45 369 173 104 80 12
100.0 44.2 41.7 3.0 7.6 3.5 100.0 52.3 26.0 9.5 12.2 100.0 46.9 28.2 21.7 3.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 98 43 4 14 8 167 57 75 19 16 167 61 58 46 2
100.0 58.7 25.7 2.4 8.4 4.8 100.0 34.1 44.9 11.4 9.6 100.0 36.5 34.7 27.5 1.2

サービスの仕事（その他） 174 110 34 15 9 6 174 72 71 19 12 174 63 76 33 2
100.0 63.2 19.5 8.6 5.2 3.4 100.0 41.4 40.8 10.9 6.9 100.0 36.2 43.7 19.0 1.1

警備・保安の仕事 29 18 3 1 5 2 29 5 13 7 4 29 7 16 6 -
100.0 62.1 10.3 3.4 17.2 6.9 100.0 17.2 44.8 24.1 13.8 100.0 24.1 55.2 20.7 -

製造・生産工程の仕事 417 278 50 24 52 13 417 198 118 70 31 417 181 107 119 10
100.0 66.7 12.0 5.8 12.5 3.1 100.0 47.5 28.3 16.8 7.4 100.0 43.4 25.7 28.5 2.4

輸送・運転の仕事 103 73 12 3 8 7 103 33 47 13 10 103 44 39 17 3
100.0 70.9 11.7 2.9 7.8 6.8 100.0 32.0 45.6 12.6 9.7 100.0 42.7 37.9 16.5 2.9

建設・採掘の仕事 76 62 2 3 7 2 76 12 42 9 13 76 44 18 11 3
100.0 81.6 2.6 3.9 9.2 2.6 100.0 15.8 55.3 11.8 17.1 100.0 57.9 23.7 14.5 3.9

清掃など労務の仕事 83 51 11 3 14 4 83 19 36 18 10 83 18 37 25 3
100.0 61.4 13.3 3.6 16.9 4.8 100.0 22.9 43.4 21.7 12.0 100.0 21.7 44.6 30.1 3.6

その他 20 10 3 1 6 - 20 6 7 5 2 20 5 7 8 -
100.0 50.0 15.0 5.0 30.0 - 100.0 30.0 35.0 25.0 10.0 100.0 25.0 35.0 40.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 458 119 42 60 26 705 278 282 95 50 705 348 220 116 21
100.0 65.0 16.9 6.0 8.5 3.7 100.0 39.4 40.0 13.5 7.1 100.0 49.4 31.2 16.5 3.0

サービスの仕事（計） 710 371 231 30 51 27 710 322 242 73 73 710 297 238 159 16
100.0 52.3 32.5 4.2 7.2 3.8 100.0 45.4 34.1 10.3 10.3 100.0 41.8 33.5 22.4 2.3

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 182 75 24 32 7 320 158 76 68 18 320 146 105 66 3
100.0 56.9 23.4 7.5 10.0 2.2 100.0 49.4 23.8 21.3 5.6 100.0 45.6 32.8 20.6 0.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 582 272 86 107 29 1,076 555 295 142 84 1,076 542 299 222 13
100.0 54.1 25.3 8.0 9.9 2.7 100.0 51.6 27.4 13.2 7.8 100.0 50.4 27.8 20.6 1.2

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 1,847 642 171 279 135 3,074 1,205 1,166 442 261 3,074 1,235 1,138 625 76
100.0 60.1 20.9 5.6 9.1 4.4 100.0 39.2 37.9 14.4 8.5 100.0 40.2 37.0 20.3 2.5

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 87 22 4 5 5 123 48 49 10 16 123 62 43 16 2
100.0 70.7 17.9 3.3 4.1 4.1 100.0 39.0 39.8 8.1 13.0 100.0 50.4 35.0 13.0 1.6

2013年4月1日以降（計） 931 483 246 81 97 24 931 502 240 126 63 931 472 247 201 11
100.0 51.9 26.4 8.7 10.4 2.6 100.0 53.9 25.8 13.5 6.8 100.0 50.7 26.5 21.6 1.2

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 2,304 826 215 333 166 3,844 1,584 1,406 517 337 3,844 1,645 1,358 744 97
100.0 59.9 21.5 5.6 8.7 4.3 100.0 41.2 36.6 13.4 8.8 100.0 42.8 35.3 19.4 2.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 781 86 11 36 67 981 198 574 93 116 981 353 456 124 48
100.0 79.6 8.8 1.1 3.7 6.8 100.0 20.2 58.5 9.5 11.8 100.0 36.0 46.5 12.6 4.9

30～49人 539 378 88 8 42 23 539 192 233 64 50 539 244 195 84 16
100.0 70.1 16.3 1.5 7.8 4.3 100.0 35.6 43.2 11.9 9.3 100.0 45.3 36.2 15.6 3.0

50～99人 521 308 126 22 35 30 521 238 167 79 37 521 270 146 99 6
100.0 59.1 24.2 4.2 6.7 5.8 100.0 45.7 32.1 15.2 7.1 100.0 51.8 28.0 19.0 1.2

100～299人 775 349 252 67 88 19 775 409 189 114 63 775 355 241 168 11
100.0 45.0 32.5 8.6 11.4 2.5 100.0 52.8 24.4 14.7 8.1 100.0 45.8 31.1 21.7 1.4

300～499人 458 191 136 70 47 14 458 262 91 70 35 458 202 133 114 9
100.0 41.7 29.7 15.3 10.3 3.1 100.0 57.2 19.9 15.3 7.6 100.0 44.1 29.0 24.9 2.0

500～999人 305 169 62 11 51 12 305 149 84 53 19 305 121 86 94 4
100.0 55.4 20.3 3.6 16.7 3.9 100.0 48.9 27.5 17.4 6.2 100.0 39.7 28.2 30.8 1.3

1,000人以上 265 128 76 26 34 1 265 136 68 44 17 265 100 101 61 3
100.0 48.3 28.7 9.8 12.8 0.4 100.0 51.3 25.7 16.6 6.4 100.0 37.7 38.1 23.0 1.1

300人以上（計） 1,028 488 274 107 132 27 1,028 547 243 167 71 1,028 423 320 269 16
100.0 47.5 26.7 10.4 12.8 2.6 100.0 53.2 23.6 16.2 6.9 100.0 41.1 31.1 26.2 1.6

問２付問③：勤務場所について、「事業所間の異動（転勤）」や「事業所内の異動
（配置転換）」の有無は、どのように決められていますか（それぞれ１つに〇）。

問２付問④：勤務地の範囲（「事
業所間の異動（転勤）」と「事業
所内の異動（配置転換）」の両方
とも）が、あなたと同じ正社員は
いますか（１つに〇）。
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全体計 4,215 79 266 618 1,616 1,303 187 146 4,215 77 288 666 1,500 1,359 203 72 50
100.0 1.9 6.3 14.7 38.3 30.9 4.4 3.5 100.0 1.8 6.8 15.8 35.6 32.2 4.8 1.7 1.2

問22：性別

男性 1,469 39 58 94 536 625 56 61 1,469 34 58 110 461 609 128 49 20
100.0 2.7 3.9 6.4 36.5 42.5 3.8 4.2 100.0 2.3 3.9 7.5 31.4 41.5 8.7 3.3 1.4

女性 2,677 38 205 510 1,056 663 124 81 2,677 39 225 540 1,017 734 74 22 26
100.0 1.4 7.7 19.1 39.4 24.8 4.6 3.0 100.0 1.5 8.4 20.2 38.0 27.4 2.8 0.8 1.0

問22：年齢層

満29歳以下 320 6 16 13 114 134 31 6 320 6 16 19 103 136 27 9 4
100.0 1.9 5.0 4.1 35.6 41.9 9.7 1.9 100.0 1.9 5.0 5.9 32.2 42.5 8.4 2.8 1.3

満30歳台 703 9 34 96 278 230 33 23 703 10 40 109 246 243 38 16 1
100.0 1.3 4.8 13.7 39.5 32.7 4.7 3.3 100.0 1.4 5.7 15.5 35.0 34.6 5.4 2.3 0.1

満40歳台 1,085 13 68 177 440 303 58 26 1,085 14 75 188 391 349 49 16 3
100.0 1.2 6.3 16.3 40.6 27.9 5.3 2.4 100.0 1.3 6.9 17.3 36.0 32.2 4.5 1.5 0.3

満50歳台 916 17 61 177 343 264 23 31 916 12 61 181 323 272 37 19 11
100.0 1.9 6.7 19.3 37.4 28.8 2.5 3.4 100.0 1.3 6.7 19.8 35.3 29.7 4.0 2.1 1.2

満60歳以上 1,020 27 80 133 378 321 29 52 1,020 26 86 145 373 312 44 10 24
100.0 2.6 7.8 13.0 37.1 31.5 2.8 5.1 100.0 2.5 8.4 14.2 36.6 30.6 4.3 1.0 2.4

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 6 10 4 82 111 13 8 234 5 10 5 62 108 30 12 2
×満34歳以下 100.0 2.6 4.3 1.7 35.0 47.4 5.6 3.4 100.0 2.1 4.3 2.1 26.5 46.2 12.8 5.1 0.9

男性 235 4 5 7 98 102 13 6 235 5 1 12 66 119 24 8 -
×満35歳以上44歳以下 100.0 1.7 2.1 3.0 41.7 43.4 5.5 2.6 100.0 2.1 0.4 5.1 28.1 50.6 10.2 3.4 -

男性 320 10 6 21 103 159 9 12 320 8 6 19 89 136 37 19 6
×満45歳以上59歳以下 100.0 3.1 1.9 6.6 32.2 49.7 2.8 3.8 100.0 2.5 1.9 5.9 27.8 42.5 11.6 5.9 1.9

男性 642 17 35 59 241 238 20 32 642 15 39 71 228 234 35 9 11
×満60歳以上 100.0 2.6 5.5 9.2 37.5 37.1 3.1 5.0 100.0 2.3 6.1 11.1 35.5 36.4 5.5 1.4 1.7

女性 382 4 16 52 138 135 27 10 382 3 20 60 135 143 11 8 2
×満34歳以下 100.0 1.0 4.2 13.6 36.1 35.3 7.1 2.6 100.0 0.8 5.2 15.7 35.3 37.4 2.9 2.1 0.5

女性 692 7 53 127 288 153 44 20 692 10 63 141 272 179 21 5 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 1.0 7.7 18.4 41.6 22.1 6.4 2.9 100.0 1.4 9.1 20.4 39.3 25.9 3.0 0.7 0.1

女性 1,160 14 89 251 466 271 39 30 1,160 11 92 259 439 315 28 8 8
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.2 7.7 21.6 40.2 23.4 3.4 2.6 100.0 0.9 7.9 22.3 37.8 27.2 2.4 0.7 0.7

女性 377 10 45 74 137 82 9 20 377 11 47 74 145 77 9 1 13
×満60歳以上 100.0 2.7 11.9 19.6 36.3 21.8 2.4 5.3 100.0 2.9 12.5 19.6 38.5 20.4 2.4 0.3 3.4

問１：職種

管理的な仕事 144 1 4 4 49 83 1 2 144 1 3 4 43 64 18 10 1
100.0 0.7 2.8 2.8 34.0 57.6 0.7 1.4 100.0 0.7 2.1 2.8 29.9 44.4 12.5 6.9 0.7

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 1 24 40 66 66 10 7 214 1 26 42 68 61 8 5 3
100.0 0.5 11.2 18.7 30.8 30.8 4.7 3.3 100.0 0.5 12.1 19.6 31.8 28.5 3.7 2.3 1.4

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 9 13 27 52 61 8 6 176 7 13 29 45 52 13 13 4
100.0 5.1 7.4 15.3 29.5 34.7 4.5 3.4 100.0 4.0 7.4 16.5 25.6 29.5 7.4 7.4 2.3

専門的・技術的な仕事（その他） 315 8 6 30 125 128 8 10 315 7 6 27 118 134 18 3 2
100.0 2.5 1.9 9.5 39.7 40.6 2.5 3.2 100.0 2.2 1.9 8.6 37.5 42.5 5.7 1.0 0.6

事務の仕事 1,244 13 64 189 594 316 31 37 1,244 16 71 203 554 352 32 11 5
100.0 1.0 5.1 15.2 47.7 25.4 2.5 3.0 100.0 1.3 5.7 16.3 44.5 28.3 2.6 0.9 0.4

販売の仕事（営業を含む） 191 3 13 24 67 63 13 8 191 3 16 26 66 64 11 2 3
100.0 1.6 6.8 12.6 35.1 33.0 6.8 4.2 100.0 1.6 8.4 13.6 34.6 33.5 5.8 1.0 1.6

サービスの仕事（介護関係） 369 6 31 85 111 94 27 15 369 7 37 94 115 106 4 1 5
100.0 1.6 8.4 23.0 30.1 25.5 7.3 4.1 100.0 1.9 10.0 25.5 31.2 28.7 1.1 0.3 1.4

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 4 23 26 45 42 17 10 167 5 24 26 50 46 12 3 1
100.0 2.4 13.8 15.6 26.9 25.1 10.2 6.0 100.0 3.0 14.4 15.6 29.9 27.5 7.2 1.8 0.6

サービスの仕事（その他） 174 4 16 27 66 45 9 7 174 4 16 31 58 50 13 1 1
100.0 2.3 9.2 15.5 37.9 25.9 5.2 4.0 100.0 2.3 9.2 17.8 33.3 28.7 7.5 0.6 0.6

警備・保安の仕事 29 2 4 4 8 10 1 - 29 1 5 4 8 10 1 - -
100.0 6.9 13.8 13.8 27.6 34.5 3.4 - 100.0 3.4 17.2 13.8 27.6 34.5 3.4 - -

製造・生産工程の仕事 417 5 19 49 169 145 19 11 417 5 18 55 134 160 32 5 8
100.0 1.2 4.6 11.8 40.5 34.8 4.6 2.6 100.0 1.2 4.3 13.2 32.1 38.4 7.7 1.2 1.9

輸送・運転の仕事 103 2 5 12 35 36 8 5 103 2 7 13 30 31 8 6 6
100.0 1.9 4.9 11.7 34.0 35.0 7.8 4.9 100.0 1.9 6.8 12.6 29.1 30.1 7.8 5.8 5.8

建設・採掘の仕事 76 - 2 2 27 38 3 4 76 1 1 2 25 38 7 2 -
100.0 - 2.6 2.6 35.5 50.0 3.9 5.3 100.0 1.3 1.3 2.6 32.9 50.0 9.2 2.6 -

清掃など労務の仕事 83 - 10 25 23 13 9 3 83 - 12 29 26 10 2 2 2
100.0 - 12.0 30.1 27.7 15.7 10.8 3.6 100.0 - 14.5 34.9 31.3 12.0 2.4 2.4 2.4

その他 20 1 1 5 6 4 1 2 20 1 1 6 7 3 2 - -
100.0 5.0 5.0 25.0 30.0 20.0 5.0 10.0 100.0 5.0 5.0 30.0 35.0 15.0 10.0 - -

専門的・技術的な仕事（計） 705 18 43 97 243 255 26 23 705 15 45 98 231 247 39 21 9
100.0 2.6 6.1 13.8 34.5 36.2 3.7 3.3 100.0 2.1 6.4 13.9 32.8 35.0 5.5 3.0 1.3

サービスの仕事（計） 710 14 70 138 222 181 53 32 710 16 77 151 223 202 29 5 7
100.0 2.0 9.9 19.4 31.3 25.5 7.5 4.5 100.0 2.3 10.8 21.3 31.4 28.5 4.1 0.7 1.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 5 5 18 147 118 13 14 320 3 5 16 133 134 18 8 3
100.0 1.6 1.6 5.6 45.9 36.9 4.1 4.4 100.0 0.9 1.6 5.0 41.6 41.9 5.6 2.5 0.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 10 45 121 441 369 53 37 1,076 8 48 132 381 405 72 25 5
100.0 0.9 4.2 11.2 41.0 34.3 4.9 3.4 100.0 0.7 4.5 12.3 35.4 37.6 6.7 2.3 0.5

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 67 218 490 1,147 919 130 103 3,074 66 237 529 1,093 937 130 46 36
100.0 2.2 7.1 15.9 37.3 29.9 4.2 3.4 100.0 2.1 7.7 17.2 35.6 30.5 4.2 1.5 1.2

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 1 3 10 42 54 8 5 123 - 3 11 37 55 12 4 1
100.0 0.8 2.4 8.1 34.1 43.9 6.5 4.1 100.0 - 2.4 8.9 30.1 44.7 9.8 3.3 0.8

2013年4月1日以降（計） 931 8 41 107 391 311 43 30 931 8 44 116 339 342 57 21 4
100.0 0.9 4.4 11.5 42.0 33.4 4.6 3.2 100.0 0.9 4.7 12.5 36.4 36.7 6.1 2.3 0.4

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 72 235 564 1,479 1,200 157 137 3,844 68 258 610 1,366 1,250 183 66 43
100.0 1.9 6.1 14.7 38.5 31.2 4.1 3.6 100.0 1.8 6.7 15.9 35.5 32.5 4.8 1.7 1.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 26 63 132 328 360 37 35 981 28 67 137 318 347 47 19 18
100.0 2.7 6.4 13.5 33.4 36.7 3.8 3.6 100.0 2.9 6.8 14.0 32.4 35.4 4.8 1.9 1.8

30～49人 539 9 38 77 194 180 24 17 539 11 43 87 193 161 26 13 5
100.0 1.7 7.1 14.3 36.0 33.4 4.5 3.2 100.0 2.0 8.0 16.1 35.8 29.9 4.8 2.4 0.9

50～99人 521 11 40 73 193 175 18 11 521 10 37 86 171 177 27 9 4
100.0 2.1 7.7 14.0 37.0 33.6 3.5 2.1 100.0 1.9 7.1 16.5 32.8 34.0 5.2 1.7 0.8

100～299人 775 17 34 130 309 223 33 29 775 11 43 134 290 239 40 14 4
100.0 2.2 4.4 16.8 39.9 28.8 4.3 3.7 100.0 1.4 5.5 17.3 37.4 30.8 5.2 1.8 0.5

300～499人 458 4 24 49 200 130 24 27 458 3 30 54 177 157 30 2 5
100.0 0.9 5.2 10.7 43.7 28.4 5.2 5.9 100.0 0.7 6.6 11.8 38.6 34.3 6.6 0.4 1.1

500～999人 305 1 20 56 114 90 12 12 305 1 24 61 103 98 8 6 4
100.0 0.3 6.6 18.4 37.4 29.5 3.9 3.9 100.0 0.3 7.9 20.0 33.8 32.1 2.6 2.0 1.3

1,000人以上 265 4 16 47 141 42 9 6 265 4 14 51 114 71 5 3 3
100.0 1.5 6.0 17.7 53.2 15.8 3.4 2.3 100.0 1.5 5.3 19.2 43.0 26.8 1.9 1.1 1.1

300人以上（計） 1,028 9 60 152 455 262 45 45 1,028 8 68 166 394 326 43 11 12
100.0 0.9 5.8 14.8 44.3 25.5 4.4 4.4 100.0 0.8 6.6 16.1 38.3 31.7 4.2 1.1 1.2

問３付問①：１週間当たりで、実際に勤務
している労働時間（休憩時間は除く。残業
時間を含む）は、平均的にどれくらいですか
（１つに〇）。

問３：１週間当たりの、所定労働時間（休憩時間は除く）は
どのように決められていますか（１つに〇）。
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全体計 4,215 1,281 438 25 130 46 2,192 103 4,215 1,918 260 1,903 90 44
100.0 30.4 10.4 0.6 3.1 1.1 52.0 2.4 100.0 45.5 6.2 45.1 2.1 1.0

問22：性別

男性 1,469 368 196 8 50 29 785 33 1,469 349 135 905 59 21
100.0 25.1 13.3 0.5 3.4 2.0 53.4 2.2 100.0 23.8 9.2 61.6 4.0 1.4

女性 2,677 897 236 15 80 16 1,370 63 2,677 1,544 122 965 28 18
100.0 33.5 8.8 0.6 3.0 0.6 51.2 2.4 100.0 57.7 4.6 36.0 1.0 0.7

問22：年齢層

満29歳以下 320 130 30 2 9 1 140 8 320 116 18 181 4 1
100.0 40.6 9.4 0.6 2.8 0.3 43.8 2.5 100.0 36.3 5.6 56.6 1.3 0.3

満30歳台 703 274 68 3 17 10 319 12 703 291 35 367 3 7
100.0 39.0 9.7 0.4 2.4 1.4 45.4 1.7 100.0 41.4 5.0 52.2 0.4 1.0

満40歳台 1,085 344 96 8 33 8 576 20 1,085 550 53 459 18 5
100.0 31.7 8.8 0.7 3.0 0.7 53.1 1.8 100.0 50.7 4.9 42.3 1.7 0.5

満50歳台 916 261 88 5 30 10 501 21 916 526 59 306 17 8
100.0 28.5 9.6 0.5 3.3 1.1 54.7 2.3 100.0 57.4 6.4 33.4 1.9 0.9

満60歳以上 1,020 220 142 5 38 15 569 31 1,020 367 83 510 44 16
100.0 21.6 13.9 0.5 3.7 1.5 55.8 3.0 100.0 36.0 8.1 50.0 4.3 1.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 101 24 - 7 2 97 3 234 58 20 154 2 -
×満34歳以下 100.0 43.2 10.3 - 3.0 0.9 41.5 1.3 100.0 24.8 8.5 65.8 0.9 -

男性 235 91 31 2 9 6 92 4 235 54 15 160 3 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 38.7 13.2 0.9 3.8 2.6 39.1 1.7 100.0 23.0 6.4 68.1 1.3 1.3

男性 320 75 43 2 6 8 180 6 320 75 31 193 15 6
×満45歳以上59歳以下 100.0 23.4 13.4 0.6 1.9 2.5 56.3 1.9 100.0 23.4 9.7 60.3 4.7 1.9

男性 642 93 93 4 27 12 395 18 642 153 65 376 38 10
×満60歳以上 100.0 14.5 14.5 0.6 4.2 1.9 61.5 2.8 100.0 23.8 10.1 58.6 5.9 1.6

女性 382 159 31 3 10 2 169 8 382 178 14 187 2 1
×満34歳以下 100.0 41.6 8.1 0.8 2.6 0.5 44.2 2.1 100.0 46.6 3.7 49.0 0.5 0.3

女性 692 224 57 5 19 3 370 14 692 388 25 267 7 5
×満35歳以上44歳以下 100.0 32.4 8.2 0.7 2.7 0.4 53.5 2.0 100.0 56.1 3.6 38.6 1.0 0.7

女性 1,160 358 96 6 38 8 628 26 1,160 729 60 352 13 6
×満45歳以上59歳以下 100.0 30.9 8.3 0.5 3.3 0.7 54.1 2.2 100.0 62.8 5.2 30.3 1.1 0.5

女性 377 127 49 1 11 3 173 13 377 214 17 134 6 6
×満60歳以上 100.0 33.7 13.0 0.3 2.9 0.8 45.9 3.4 100.0 56.8 4.5 35.5 1.6 1.6

問１：職種

管理的な仕事 144 28 22 2 3 4 84 1 144 8 3 121 8 4
100.0 19.4 15.3 1.4 2.1 2.8 58.3 0.7 100.0 5.6 2.1 84.0 5.6 2.8

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 108 19 - 6 3 74 4 214 106 12 92 3 1
100.0 50.5 8.9 - 2.8 1.4 34.6 1.9 100.0 49.5 5.6 43.0 1.4 0.5

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 60 23 - 1 4 84 4 176 67 7 93 9 -
100.0 34.1 13.1 - 0.6 2.3 47.7 2.3 100.0 38.1 4.0 52.8 5.1 -

専門的・技術的な仕事（その他） 315 49 32 4 26 3 194 7 315 85 21 193 13 3
100.0 15.6 10.2 1.3 8.3 1.0 61.6 2.2 100.0 27.0 6.7 61.3 4.1 1.0

事務の仕事 1,244 203 96 5 43 8 865 24 1,244 602 59 554 20 9
100.0 16.3 7.7 0.4 3.5 0.6 69.5 1.9 100.0 48.4 4.7 44.5 1.6 0.7

販売の仕事（営業を含む） 191 91 16 4 5 3 69 3 191 84 2 97 6 2
100.0 47.6 8.4 2.1 2.6 1.6 36.1 1.6 100.0 44.0 1.0 50.8 3.1 1.0

サービスの仕事（介護関係） 369 235 34 2 4 4 85 5 369 226 11 128 2 2
100.0 63.7 9.2 0.5 1.1 1.1 23.0 1.4 100.0 61.2 3.0 34.7 0.5 0.5

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 119 16 1 1 3 27 - 167 92 7 66 2 -
100.0 71.3 9.6 0.6 0.6 1.8 16.2 - 100.0 55.1 4.2 39.5 1.2 -

サービスの仕事（その他） 174 65 23 2 7 3 70 4 174 85 5 79 4 1
100.0 37.4 13.2 1.1 4.0 1.7 40.2 2.3 100.0 48.9 2.9 45.4 2.3 0.6

警備・保安の仕事 29 14 3 - 2 1 8 1 29 12 8 9 - -
100.0 48.3 10.3 - 6.9 3.4 27.6 3.4 100.0 41.4 27.6 31.0 - -

製造・生産工程の仕事 417 96 46 3 11 1 241 19 417 231 29 148 2 7
100.0 23.0 11.0 0.7 2.6 0.2 57.8 4.6 100.0 55.4 7.0 35.5 0.5 1.7

輸送・運転の仕事 103 22 27 - 1 2 46 5 103 30 22 40 7 4
100.0 21.4 26.2 - 1.0 1.9 44.7 4.9 100.0 29.1 21.4 38.8 6.8 3.9

建設・採掘の仕事 76 3 22 - - 2 46 3 76 2 33 41 - -
100.0 3.9 28.9 - - 2.6 60.5 3.9 100.0 2.6 43.4 53.9 - -

清掃など労務の仕事 83 21 8 - - - 50 4 83 60 7 13 1 2
100.0 25.3 9.6 - - - 60.2 4.8 100.0 72.3 8.4 15.7 1.2 2.4

その他 20 10 1 - 1 - 7 1 20 12 1 5 1 1
100.0 50.0 5.0 - 5.0 - 35.0 5.0 100.0 60.0 5.0 25.0 5.0 5.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 217 74 4 33 10 352 15 705 258 40 378 25 4
100.0 30.8 10.5 0.6 4.7 1.4 49.9 2.1 100.0 36.6 5.7 53.6 3.5 0.6

サービスの仕事（計） 710 419 73 5 12 10 182 9 710 403 23 273 8 3
100.0 59.0 10.3 0.7 1.7 1.4 25.6 1.3 100.0 56.8 3.2 38.5 1.1 0.4

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 84 25 3 16 3 186 3 320 125 23 161 8 3
100.0 26.3 7.8 0.9 5.0 0.9 58.1 0.9 100.0 39.1 7.2 50.3 2.5 0.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 372 96 5 44 11 521 27 1,076 404 61 591 11 9
100.0 34.6 8.9 0.5 4.1 1.0 48.4 2.5 100.0 37.5 5.7 54.9 1.0 0.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 896 333 16 85 34 1,644 66 3,074 1,499 193 1,278 76 28
100.0 29.1 10.8 0.5 2.8 1.1 53.5 2.1 100.0 48.8 6.3 41.6 2.5 0.9

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 42 23 - 5 1 50 2 123 30 12 77 2 2
100.0 34.1 18.7 - 4.1 0.8 40.7 1.6 100.0 24.4 9.8 62.6 1.6 1.6

2013年4月1日以降（計） 931 322 72 5 37 10 462 23 931 368 47 501 9 6
100.0 34.6 7.7 0.5 4.0 1.1 49.6 2.5 100.0 39.5 5.0 53.8 1.0 0.6

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 1,155 408 22 121 42 2,004 92 3,844 1,726 243 1,756 83 36
100.0 30.0 10.6 0.6 3.1 1.1 52.1 2.4 100.0 44.9 6.3 45.7 2.2 0.9

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 256 154 5 21 23 497 25 981 315 77 555 21 13
100.0 26.1 15.7 0.5 2.1 2.3 50.7 2.5 100.0 32.1 7.8 56.6 2.1 1.3

30～49人 539 143 78 4 6 6 288 14 539 222 38 262 14 3
100.0 26.5 14.5 0.7 1.1 1.1 53.4 2.6 100.0 41.2 7.1 48.6 2.6 0.6

50～99人 521 156 56 5 12 6 274 12 521 237 30 229 17 8
100.0 29.9 10.7 1.0 2.3 1.2 52.6 2.3 100.0 45.5 5.8 44.0 3.3 1.5

100～299人 775 256 69 6 22 5 400 17 775 407 35 318 11 4
100.0 33.0 8.9 0.8 2.8 0.6 51.6 2.2 100.0 52.5 4.5 41.0 1.4 0.5

300～499人 458 147 23 1 24 1 248 14 458 215 37 189 12 5
100.0 32.1 5.0 0.2 5.2 0.2 54.1 3.1 100.0 46.9 8.1 41.3 2.6 1.1

500～999人 305 138 16 1 10 - 136 4 305 169 14 115 4 3
100.0 45.2 5.2 0.3 3.3 - 44.6 1.3 100.0 55.4 4.6 37.7 1.3 1.0

1,000人以上 265 59 12 - 26 1 161 6 265 161 12 88 4 -
100.0 22.3 4.5 - 9.8 0.4 60.8 2.3 100.0 60.8 4.5 33.2 1.5 -

300人以上（計） 1,028 344 51 2 60 2 545 24 1,028 545 63 392 20 8
100.0 33.5 5.0 0.2 5.8 0.2 53.0 2.3 100.0 53.0 6.1 38.1 1.9 0.8

問４付問①：基本的な賃金は、
どのように決められていますか
（主なもの１つに〇・数値も記入）。

問３付問②：あなたに、下記のような勤務制度は適用されて
いますか（１つに〇）。

問４：賃金・労働条件について
教えてください。
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円
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全体計 1,918 132 562 495 208 131 62 38 37 27 16 21 28 161 1,757 1,037.7 950.0
100.0 6.9 29.3 25.8 10.8 6.8 3.2 2.0 1.9 1.4 0.8 1.1 1.5 8.4

問22：性別

男性 349 22 76 88 32 29 22 9 8 5 6 2 12 38 311 1,124.7 1,000.0
100.0 6.3 21.8 25.2 9.2 8.3 6.3 2.6 2.3 1.4 1.7 0.6 3.4 10.9

女性 1,544 109 478 404 176 102 39 29 29 22 10 19 16 111 1,433 1,019.9 950.0
100.0 7.1 31.0 26.2 11.4 6.6 2.5 1.9 1.9 1.4 0.6 1.2 1.0 7.2

問22：年齢層

満29歳以下 116 6 39 33 7 12 5 1 2 3 - 1 - 7 109 1,006.1 950.0
100.0 5.2 33.6 28.4 6.0 10.3 4.3 0.9 1.7 2.6 - 0.9 - 6.0

満30歳台 291 21 84 73 40 23 8 4 4 4 1 5 2 22 269 1,024.7 950.0
100.0 7.2 28.9 25.1 13.7 7.9 2.7 1.4 1.4 1.4 0.3 1.7 0.7 7.6

満40歳台 550 31 161 143 65 39 16 17 13 4 5 8 8 40 510 1,030.9 950.0
100.0 5.6 29.3 26.0 11.8 7.1 2.9 3.1 2.4 0.7 0.9 1.5 1.5 7.3

満50歳台 526 35 173 145 57 31 11 7 7 7 4 4 9 36 490 1,024.5 940.0
100.0 6.7 32.9 27.6 10.8 5.9 2.1 1.3 1.3 1.3 0.8 0.8 1.7 6.8

満60歳以上 367 34 86 90 33 23 20 9 10 9 6 3 9 35 332 1,099.6 992.5
100.0 9.3 23.4 24.5 9.0 6.3 5.4 2.5 2.7 2.5 1.6 0.8 2.5 9.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 58 3 15 19 6 6 4 - - - - - - 5 53 996.6 980.0
×満34歳以下 100.0 5.2 25.9 32.8 10.3 10.3 6.9 - - - - - - 8.6

男性 54 2 10 16 4 7 4 1 1 - - 1 3 5 49 1,106.4 1,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 3.7 18.5 29.6 7.4 13.0 7.4 1.9 1.9 - - 1.9 5.6 9.3

男性 75 7 19 13 8 6 3 5 1 1 2 - 3 7 68 1,155.6 1,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 9.3 25.3 17.3 10.7 8.0 4.0 6.7 1.3 1.3 2.7 - 4.0 9.3

男性 153 9 32 38 13 10 10 3 5 4 4 1 6 18 135 1,168.2 1,000.0
×満60歳以上 100.0 5.9 20.9 24.8 8.5 6.5 6.5 2.0 3.3 2.6 2.6 0.7 3.9 11.8

女性 178 10 55 46 21 17 4 2 4 4 1 1 1 12 166 1,033.6 950.0
×満34歳以下 100.0 5.6 30.9 25.8 11.8 9.6 2.2 1.1 2.2 2.2 0.6 0.6 0.6 6.7

女性 388 24 125 93 43 27 11 10 10 5 1 8 2 29 359 1,016.8 945.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 6.2 32.2 24.0 11.1 7.0 2.8 2.6 2.6 1.3 0.3 2.1 0.5 7.5

女性 729 47 232 207 87 42 14 11 10 8 6 8 10 47 682 1,011.7 940.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 6.4 31.8 28.4 11.9 5.8 1.9 1.5 1.4 1.1 0.8 1.1 1.4 6.4

女性 214 25 54 52 20 13 10 6 5 5 2 2 3 17 197 1,052.5 960.0
×満60歳以上 100.0 11.7 25.2 24.3 9.3 6.1 4.7 2.8 2.3 2.3 0.9 0.9 1.4 7.9

問１：職種

管理的な仕事 8 1 4 1 - - - - - - - - - 2 6 861.7 855.0
100.0 12.5 50.0 12.5 - - - - - - - - - 25.0

専門的・技術的な仕事（医療関係） 106 2 16 9 9 13 4 7 10 12 5 5 8 6 100 1,332.3 1,250.0
100.0 1.9 15.1 8.5 8.5 12.3 3.8 6.6 9.4 11.3 4.7 4.7 7.5 5.7

専門的・技術的な仕事（教育関係） 67 1 8 18 8 12 3 3 - - - - 6 8 59 1,568.0 1,100.0
100.0 1.5 11.9 26.9 11.9 17.9 4.5 4.5 - - - - 9.0 11.9

専門的・技術的な仕事（その他） 85 1 17 27 7 7 3 - 1 5 3 3 4 7 78 1,155.2 1,000.0
100.0 1.2 20.0 31.8 8.2 8.2 3.5 - 1.2 5.9 3.5 3.5 4.7 8.2

事務の仕事 602 30 181 159 71 42 22 10 8 7 5 9 1 57 545 1,012.6 950.0
100.0 5.0 30.1 26.4 11.8 7.0 3.7 1.7 1.3 1.2 0.8 1.5 0.2 9.5

販売の仕事（営業を含む） 84 10 41 15 8 2 - - - - - - - 8 76 907.4 887.5
100.0 11.9 48.8 17.9 9.5 2.4 - - - - - - - 9.5

サービスの仕事（介護関係） 226 20 65 60 30 12 9 7 6 1 - - 1 15 211 989.0 945.0
100.0 8.8 28.8 26.5 13.3 5.3 4.0 3.1 2.7 0.4 - - 0.4 6.6

サービスの仕事（接客、飲食関係） 92 4 37 29 9 5 1 - 1 - - - - 6 86 947.7 915.0
100.0 4.3 40.2 31.5 9.8 5.4 1.1 - 1.1 - - - - 6.5

サービスの仕事（その他） 85 5 29 25 10 5 2 1 1 1 - - - 6 79 966.9 920.0
100.0 5.9 34.1 29.4 11.8 5.9 2.4 1.2 1.2 1.2 - - - 7.1

警備・保安の仕事 12 1 5 5 - - - - - - - - - 1 11 907.7 900.0
100.0 8.3 41.7 41.7 - - - - - - - - - 8.3

製造・生産工程の仕事 231 26 60 64 27 14 12 5 5 - 2 - 1 15 216 989.6 950.0
100.0 11.3 26.0 27.7 11.7 6.1 5.2 2.2 2.2 - 0.9 - 0.4 6.5

輸送・運転の仕事 30 3 10 3 1 5 1 2 - - - - 1 4 26 1,037.2 925.0
100.0 10.0 33.3 10.0 3.3 16.7 3.3 6.7 - - - - 3.3 13.3

建設・採掘の仕事 2 - - - - 1 - - - - 1 - - - 2 1,412.5 1,412.5
100.0 - - - - 50.0 - - - - 50.0 - - -

清掃など労務の仕事 60 12 29 15 1 - - - 2 - - - - 1 59 898.0 850.0
100.0 20.0 48.3 25.0 1.7 - - - 3.3 - - - - 1.7

その他 12 1 5 2 2 1 - 1 - - - - - - 12 972.7 912.5
100.0 8.3 41.7 16.7 16.7 8.3 - 8.3 - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 258 4 41 54 24 32 10 10 11 17 8 8 18 21 237 1,332.7 1,100.0
100.0 1.6 15.9 20.9 9.3 12.4 3.9 3.9 4.3 6.6 3.1 3.1 7.0 8.1

サービスの仕事（計） 403 29 131 114 49 22 12 8 8 2 - - 1 27 376 974.9 932.5
100.0 7.2 32.5 28.3 12.2 5.5 3.0 2.0 2.0 0.5 - - 0.2 6.7

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 125 6 29 37 10 15 3 2 6 1 3 - 4 9 116 1,137.8 985.0
100.0 4.8 23.2 29.6 8.0 12.0 2.4 1.6 4.8 0.8 2.4 - 3.2 7.2

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 404 26 97 121 61 32 10 9 6 8 2 2 5 25 379 1,041.5 970.0
100.0 6.4 24.0 30.0 15.1 7.9 2.5 2.2 1.5 2.0 0.5 0.5 1.2 6.2

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 1,499 103 461 368 147 98 52 29 30 19 14 19 23 136 1,363 1,037.6 950.0
100.0 6.9 30.8 24.5 9.8 6.5 3.5 1.9 2.0 1.3 0.9 1.3 1.5 9.1

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 30 2 6 6 4 2 - 2 1 1 - - - 6 24 1,049.1 970.0
100.0 6.7 20.0 20.0 13.3 6.7 - 6.7 3.3 3.3 - - - 20.0

2013年4月1日以降（計） 368 24 86 114 57 30 10 7 5 7 2 2 5 19 349 1,044.2 979.0
100.0 6.5 23.4 31.0 15.5 8.2 2.7 1.9 1.4 1.9 0.5 0.5 1.4 5.2

参考計（労使のマッチング集計） 1,726 124 510 438 184 114 58 38 35 20 14 20 26 145 1,581 1,037.3 950.0
100.0 7.2 29.5 25.4 10.7 6.6 3.4 2.2 2.0 1.2 0.8 1.2 1.5 8.4

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 315 31 99 70 32 13 10 2 11 3 5 5 7 27 288 1,034.6 950.0
100.0 9.8 31.4 22.2 10.2 4.1 3.2 0.6 3.5 1.0 1.6 1.6 2.2 8.6

30～49人 222 16 60 61 20 15 14 7 5 - 1 1 5 17 205 1,029.7 960.0
100.0 7.2 27.0 27.5 9.0 6.8 6.3 3.2 2.3 - 0.5 0.5 2.3 7.7

50～99人 237 17 65 68 24 12 9 5 5 - - 7 2 23 214 1,015.4 950.0
100.0 7.2 27.4 28.7 10.1 5.1 3.8 2.1 2.1 - - 3.0 0.8 9.7

100～299人 407 32 117 104 49 20 14 16 4 4 3 3 2 39 368 1,004.2 950.0
100.0 7.9 28.7 25.6 12.0 4.9 3.4 3.9 1.0 1.0 0.7 0.7 0.5 9.6

300～499人 215 9 67 51 26 17 6 6 5 6 3 1 1 17 198 1,041.3 977.5
100.0 4.2 31.2 23.7 12.1 7.9 2.8 2.8 2.3 2.8 1.4 0.5 0.5 7.9

500～999人 169 14 48 45 18 11 3 1 3 3 1 2 3 17 152 1,014.5 939.5
100.0 8.3 28.4 26.6 10.7 6.5 1.8 0.6 1.8 1.8 0.6 1.2 1.8 10.1

1,000人以上 161 5 54 39 15 26 2 1 2 4 1 1 6 5 156 1,177.1 940.0
100.0 3.1 33.5 24.2 9.3 16.1 1.2 0.6 1.2 2.5 0.6 0.6 3.7 3.1

300人以上（計） 545 28 169 135 59 54 11 8 10 13 5 4 10 39 506 1,075.1 940.0
100.0 5.1 31.0 24.8 10.8 9.9 2.0 1.5 1.8 2.4 0.9 0.7 1.8 7.2

問４付問①：基本的な賃金は、どのように決められていますか（主なもの１つに〇・数値も記入）。 調査シリーズNo.202
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全体計 260 62 55 29 32 12 11 10 3 6 12 28 232 9,178.4 8,000.0
100.0 23.8 21.2 11.2 12.3 4.6 4.2 3.8 1.2 2.3 4.6 10.8

問22：性別

男性 135 18 23 18 26 10 8 9 2 4 8 9 126 9,951.7 9,500.0
100.0 13.3 17.0 13.3 19.3 7.4 5.9 6.7 1.5 3.0 5.9 6.7

女性 122 44 31 10 6 2 3 1 1 1 4 19 103 8,189.0 7,200.0
100.0 36.1 25.4 8.2 4.9 1.6 2.5 0.8 0.8 0.8 3.3 15.6

問22：年齢層

満29歳以下 18 4 4 2 2 2 - 1 - 1 - 2 16 9,001.9 8,300.0
100.0 22.2 22.2 11.1 11.1 11.1 - 5.6 - 5.6 - 11.1

満30歳台 35 9 6 3 5 5 - 2 - - 2 3 32 9,311.3 8,671.0
100.0 25.7 17.1 8.6 14.3 14.3 - 5.7 - - 5.7 8.6

満40歳台 53 15 12 5 7 1 4 3 - 1 2 3 50 8,910.4 8,000.0
100.0 28.3 22.6 9.4 13.2 1.9 7.5 5.7 - 1.9 3.8 5.7

満50歳台 59 18 13 7 5 1 3 2 - 1 3 6 53 8,820.8 7,960.0
100.0 30.5 22.0 11.9 8.5 1.7 5.1 3.4 - 1.7 5.1 10.2

満60歳以上 83 13 17 12 12 3 4 2 3 2 4 11 72 9,563.9 9,000.0
100.0 15.7 20.5 14.5 14.5 3.6 4.8 2.4 3.6 2.4 4.8 13.3

問22：性別×問22：年齢層

男性 20 3 2 3 3 5 - 1 - 1 1 1 19 9,785.3 9,500.0
×満34歳以下 100.0 15.0 10.0 15.0 15.0 25.0 - 5.0 - 5.0 5.0 5.0

男性 15 - 2 3 4 1 1 3 - - - 1 14 10,231.6 9,750.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 13.3 20.0 26.7 6.7 6.7 20.0 - - - 6.7

男性 31 5 3 3 7 1 3 4 - 1 3 1 30 10,405.0 10,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 16.1 9.7 9.7 22.6 3.2 9.7 12.9 - 3.2 9.7 3.2

男性 65 10 14 9 11 3 4 1 2 2 3 6 59 9,649.7 9,000.0
×満60歳以上 100.0 15.4 21.5 13.8 16.9 4.6 6.2 1.5 3.1 3.1 4.6 9.2

女性 14 6 4 - 2 - - - - - - 2 12 7,612.5 7,500.0
×満34歳以下 100.0 42.9 28.6 - 14.3 - - - - - - 14.3

女性 25 11 7 2 - 1 - - - - 1 3 22 7,962.7 7,050.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 44.0 28.0 8.0 - 4.0 - - - - 4.0 12.0

女性 60 21 17 6 3 1 3 - - 1 2 6 54 8,280.9 7,380.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 35.0 28.3 10.0 5.0 1.7 5.0 - - 1.7 3.3 10.0

女性 17 3 3 2 1 - - 1 1 - 1 5 12 9,189.0 8,500.0
×満60歳以上 100.0 17.6 17.6 11.8 5.9 - - 5.9 5.9 - 5.9 29.4

問１：職種

管理的な仕事 3 1 1 - - - - - - - - 1 2 7,500.0 7,500.0
100.0 33.3 33.3 - - - - - - - - 33.3

専門的・技術的な仕事（医療関係） 12 1 1 - 1 - 2 1 1 1 4 - 12 13,937.3 13,289.0
100.0 8.3 8.3 - 8.3 - 16.7 8.3 8.3 8.3 33.3 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 7 4 2 - - - - - - - 1 - 7 8,098.6 6,840.0
100.0 57.1 28.6 - - - - - - - 14.3 -

専門的・技術的な仕事（その他） 21 4 8 - 4 - - 2 - 2 - 1 20 9,228.5 8,000.0
100.0 19.0 38.1 - 19.0 - - 9.5 - 9.5 - 4.8

事務の仕事 59 21 13 5 4 5 - - 1 1 1 8 51 8,246.3 7,960.0
100.0 35.6 22.0 8.5 6.8 8.5 - - 1.7 1.7 1.7 13.6

販売の仕事（営業を含む） 2 - - - 1 - 1 - - - - - 2 10,750.0 10,750.0
100.0 - - - 50.0 - 50.0 - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 11 6 3 1 - - - - - - - 1 10 7,151.0 7,000.0
100.0 54.5 27.3 9.1 - - - - - - - 9.1

サービスの仕事（接客、飲食関係） 7 4 1 1 1 - - - - - - - 7 7,178.6 6,800.0
100.0 57.1 14.3 14.3 14.3 - - - - - - -

サービスの仕事（その他） 5 1 - 1 1 - - 1 - - - 1 4 9,700.0 9,500.0
100.0 20.0 - 20.0 20.0 - - 20.0 - - - 20.0

警備・保安の仕事 8 1 2 2 2 - - - - - - 1 7 8,400.0 8,500.0
100.0 12.5 25.0 25.0 25.0 - - - - - - 12.5

製造・生産工程の仕事 29 3 9 5 5 2 - - - - - 5 24 8,462.6 8,371.0
100.0 10.3 31.0 17.2 17.2 6.9 - - - - - 17.2

輸送・運転の仕事 22 6 3 5 5 2 - - - - - 1 21 8,461.9 8,500.0
100.0 27.3 13.6 22.7 22.7 9.1 - - - - - 4.5

建設・採掘の仕事 33 1 3 3 2 2 7 4 1 2 4 4 29 11,775.9 12,000.0
100.0 3.0 9.1 9.1 6.1 6.1 21.2 12.1 3.0 6.1 12.1 12.1

清掃など労務の仕事 7 3 - - 1 - 1 1 - - - 1 6 8,878.3 8,095.0
100.0 42.9 - - 14.3 - 14.3 14.3 - - - 14.3

その他 1 1 - - - - - - - - - - 1 6,300.0 6,300.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 40 9 11 - 5 - 2 3 1 3 5 1 39 10,474.6 8,000.0
100.0 22.5 27.5 - 12.5 - 5.0 7.5 2.5 7.5 12.5 2.5

サービスの仕事（計） 23 11 4 3 2 - - 1 - - - 2 21 7,645.7 7,000.0
100.0 47.8 17.4 13.0 8.7 - - 4.3 - - - 8.7

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 23 3 8 2 2 1 - - - - 2 5 18 9,114.0 7,980.0
100.0 13.0 34.8 8.7 8.7 4.3 - - - - 8.7 21.7

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 61 15 12 8 8 2 1 - 1 1 4 9 52 9,156.8 8,000.0
100.0 24.6 19.7 13.1 13.1 3.3 1.6 - 1.6 1.6 6.6 14.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者計） 193 46 41 21 24 9 10 9 2 4 8 19 174 9,146.2 8,100.0
100.0 23.8 21.2 10.9 12.4 4.7 5.2 4.7 1.0 2.1 4.1 9.8

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 12 2 - 2 1 1 - - 1 1 1 3 9 10,977.8 10,000.0
100.0 16.7 - 16.7 8.3 8.3 - - 8.3 8.3 8.3 25.0

2013年4月1日以降（計） 47 12 12 6 7 1 1 - - - 2 6 41 8,559.8 8,000.0
100.0 25.5 25.5 12.8 14.9 2.1 2.1 - - - 4.3 12.8

参考計（労使のマッチング集計） 243 59 47 29 31 12 11 10 3 6 11 24 219 9,190.4 8,450.0
100.0 24.3 19.3 11.9 12.8 4.9 4.5 4.1 1.2 2.5 4.5 9.9

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 77 15 15 3 11 3 8 6 1 4 4 7 70 9,901.0 9,500.0
100.0 19.5 19.5 3.9 14.3 3.9 10.4 7.8 1.3 5.2 5.2 9.1

30～49人 38 6 7 8 5 4 1 1 - - 2 4 34 9,105.9 9,000.0
100.0 15.8 18.4 21.1 13.2 10.5 2.6 2.6 - - 5.3 10.5

50～99人 30 7 8 6 5 - - 2 - - 1 1 29 8,924.1 8,000.0
100.0 23.3 26.7 20.0 16.7 - - 6.7 - - 3.3 3.3

100～299人 35 12 8 2 4 2 - 1 1 - - 5 30 8,093.0 7,720.0
100.0 34.3 22.9 5.7 11.4 5.7 - 2.9 2.9 - - 14.3

300～499人 37 12 5 3 5 2 1 - 1 1 1 6 31 8,805.5 7,960.0
100.0 32.4 13.5 8.1 13.5 5.4 2.7 - 2.7 2.7 2.7 16.2

500～999人 14 3 2 4 1 - 1 - - 1 2 - 14 9,885.0 8,500.0
100.0 21.4 14.3 28.6 7.1 - 7.1 - - 7.1 14.3 -

1,000人以上 12 4 2 3 - 1 - - - - 1 1 11 8,824.6 8,000.0
100.0 33.3 16.7 25.0 - 8.3 - - - - 8.3 8.3

300人以上（計） 63 19 9 10 6 3 2 - 1 2 4 7 56 9,079.1 8,100.0
100.0 30.2 14.3 15.9 9.5 4.8 3.2 - 1.6 3.2 6.3 11.1

問４付問①：基本的な賃金は、どのように決められていますか（主なもの１つに〇・数値も記入）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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「３．月給」
問
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～
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円
超
～
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下
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超
～

1
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超
～
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超
～

2
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下

2
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円
超
～

2
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以
下

2
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円
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～

2
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円
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下

2
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円
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～

2
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円
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下
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～

2
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～

2
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万
円
以
下
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3
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3
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～

3
5
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円
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円
超
～

4
0
万
円
以
下

4
0
万
円
超
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有
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答
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っ

た
労
働
者

平
均
値
（

円
）

中
央
値
（

円
）

全体計 1,903 195 105 118 117 76 201 71 65 51 57 116 214 89 54 42 332 1,571 225,989.0 200,000.0
100.0 10.2 5.5 6.2 6.1 4.0 10.6 3.7 3.4 2.7 3.0 6.1 11.2 4.7 2.8 2.2 17.4

問22：性別

男性 905 48 21 35 43 37 79 30 25 28 26 75 146 73 41 31 167 738 254,437.5 240,000.0
100.0 5.3 2.3 3.9 4.8 4.1 8.7 3.3 2.8 3.1 2.9 8.3 16.1 8.1 4.5 3.4 18.5

女性 965 144 84 82 74 38 121 40 38 22 30 38 61 15 12 10 156 809 199,425.0 186,000.0
100.0 14.9 8.7 8.5 7.7 3.9 12.5 4.1 3.9 2.3 3.1 3.9 6.3 1.6 1.2 1.0 16.2

問22：年齢層

満29歳以下 181 26 12 15 19 14 32 8 6 6 7 6 6 1 1 - 22 159 190,924.7 190,000.0
100.0 14.4 6.6 8.3 10.5 7.7 17.7 4.4 3.3 3.3 3.9 3.3 3.3 0.6 0.6 - 12.2

満30歳台 367 38 20 32 27 14 52 20 13 12 15 22 38 11 10 3 40 327 216,497.9 200,000.0
100.0 10.4 5.4 8.7 7.4 3.8 14.2 5.4 3.5 3.3 4.1 6.0 10.4 3.0 2.7 0.8 10.9

満40歳台 459 55 30 25 32 13 47 19 18 11 13 25 51 13 15 13 79 380 224,524.6 200,000.0
100.0 12.0 6.5 5.4 7.0 2.8 10.2 4.1 3.9 2.4 2.8 5.4 11.1 2.8 3.3 2.8 17.2

満50歳台 306 39 16 20 21 10 21 10 10 6 6 14 30 18 14 18 53 253 238,923.6 200,000.0
100.0 12.7 5.2 6.5 6.9 3.3 6.9 3.3 3.3 2.0 2.0 4.6 9.8 5.9 4.6 5.9 17.3

満60歳以上 510 31 24 19 15 22 43 12 15 15 15 44 79 45 13 6 112 398 241,312.6 233,350.0
100.0 6.1 4.7 3.7 2.9 4.3 8.4 2.4 2.9 2.9 2.9 8.6 15.5 8.8 2.5 1.2 22.0

問22：性別×問22：年齢層

男性 154 16 5 14 10 10 23 8 8 6 5 11 14 5 3 1 15 139 213,809.4 200,000.0
×満34歳以下 100.0 10.4 3.2 9.1 6.5 6.5 14.9 5.2 5.2 3.9 3.2 7.1 9.1 3.2 1.9 0.6 9.7

男性 160 4 1 6 16 3 16 8 2 5 4 18 30 7 10 3 27 133 253,353.9 245,600.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 2.5 0.6 3.8 10.0 1.9 10.0 5.0 1.3 3.1 2.5 11.3 18.8 4.4 6.3 1.9 16.9

男性 193 11 4 2 5 6 9 4 4 5 4 9 37 21 16 20 36 157 297,008.9 295,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 5.7 2.1 1.0 2.6 3.1 4.7 2.1 2.1 2.6 2.1 4.7 19.2 10.9 8.3 10.4 18.7

男性 376 16 10 11 11 16 30 9 11 12 13 36 63 40 12 6 80 296 252,606.4 250,000.0
×満60歳以上 100.0 4.3 2.7 2.9 2.9 4.3 8.0 2.4 2.9 3.2 3.5 9.6 16.8 10.6 3.2 1.6 21.3

女性 187 25 17 18 19 12 33 11 8 6 6 2 6 - 1 1 22 165 190,728.1 184,400.0
×満34歳以下 100.0 13.4 9.1 9.6 10.2 6.4 17.6 5.9 4.3 3.2 3.2 1.1 3.2 - 0.5 0.5 11.8

女性 267 43 22 20 16 11 38 10 6 6 15 11 19 5 5 2 38 229 201,592.5 195,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 16.1 8.2 7.5 6.0 4.1 14.2 3.7 2.2 2.2 5.6 4.1 7.1 1.9 1.9 0.7 14.2

女性 352 59 29 32 33 9 33 16 19 7 7 16 19 5 5 7 56 296 200,128.6 180,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 16.8 8.2 9.1 9.4 2.6 9.4 4.5 5.4 2.0 2.0 4.5 5.4 1.4 1.4 2.0 15.9

女性 134 15 14 8 4 6 13 3 4 3 2 8 16 5 1 - 32 102 208,538.6 200,000.0
×満60歳以上 100.0 11.2 10.4 6.0 3.0 4.5 9.7 2.2 3.0 2.2 1.5 6.0 11.9 3.7 0.7 - 23.9

問１：職種

管理的な仕事 121 1 2 2 1 - 3 1 2 3 2 9 24 14 10 14 33 88 326,527.6 300,000.0
100.0 0.8 1.7 1.7 0.8 - 2.5 0.8 1.7 2.5 1.7 7.4 19.8 11.6 8.3 11.6 27.3

専門的・技術的な仕事（医療関係） 92 4 3 4 4 2 9 5 3 - 3 6 14 4 4 3 24 68 264,360.3 230,000.0
100.0 4.3 3.3 4.3 4.3 2.2 9.8 5.4 3.3 - 3.3 6.5 15.2 4.3 4.3 3.3 26.1

専門的・技術的な仕事（教育関係） 93 12 7 4 7 3 10 2 2 1 3 7 13 1 4 2 15 78 222,211.3 200,000.0
100.0 12.9 7.5 4.3 7.5 3.2 10.8 2.2 2.2 1.1 3.2 7.5 14.0 1.1 4.3 2.2 16.1

専門的・技術的な仕事（その他） 193 8 8 10 9 11 25 12 6 5 6 17 20 12 10 7 27 166 242,740.8 215,000.0
100.0 4.1 4.1 5.2 4.7 5.7 13.0 6.2 3.1 2.6 3.1 8.8 10.4 6.2 5.2 3.6 14.0

事務の仕事 554 80 30 43 41 29 66 19 27 18 25 30 39 16 4 3 84 470 202,264.8 199,250.0
100.0 14.4 5.4 7.8 7.4 5.2 11.9 3.4 4.9 3.2 4.5 5.4 7.0 2.9 0.7 0.5 15.2

販売の仕事（営業を含む） 97 10 2 6 5 1 8 4 2 2 2 6 11 12 3 1 22 75 237,473.0 220,000.0
100.0 10.3 2.1 6.2 5.2 1.0 8.2 4.1 2.1 2.1 2.1 6.2 11.3 12.4 3.1 1.0 22.7

サービスの仕事（介護関係） 128 26 17 13 12 5 11 6 2 1 3 4 10 1 - 1 16 112 186,338.0 171,450.0
100.0 20.3 13.3 10.2 9.4 3.9 8.6 4.7 1.6 0.8 2.3 3.1 7.8 0.8 - 0.8 12.5

サービスの仕事（接客、飲食関係） 66 4 4 4 8 2 8 1 - 3 1 7 8 - 1 3 12 54 225,924.1 200,000.0
100.0 6.1 6.1 6.1 12.1 3.0 12.1 1.5 - 4.5 1.5 10.6 12.1 - 1.5 4.5 18.2

サービスの仕事（その他） 79 10 7 3 8 4 10 2 2 3 1 6 13 1 3 - 6 73 213,530.2 200,000.0
100.0 12.7 8.9 3.8 10.1 5.1 12.7 2.5 2.5 3.8 1.3 7.6 16.5 1.3 3.8 - 7.6

警備・保安の仕事 9 1 1 - 1 1 3 - - - - 1 1 - - - - 9 197,000.0 200,000.0
100.0 11.1 11.1 - 11.1 11.1 33.3 - - - - 11.1 11.1 - - - -

製造・生産工程の仕事 148 9 8 9 6 5 21 9 12 7 5 4 20 7 3 1 22 126 224,296.3 210,000.0
100.0 6.1 5.4 6.1 4.1 3.4 14.2 6.1 8.1 4.7 3.4 2.7 13.5 4.7 2.0 0.7 14.9

輸送・運転の仕事 40 1 - 4 1 2 2 - - 3 - 2 5 6 4 1 9 31 278,000.0 260,000.0
100.0 2.5 - 10.0 2.5 5.0 5.0 - - 7.5 - 5.0 12.5 15.0 10.0 2.5 22.5

建設・採掘の仕事 41 - 2 1 - 1 2 2 - 1 1 5 11 3 3 3 6 35 289,942.9 270,000.0
100.0 - 4.9 2.4 - 2.4 4.9 4.9 - 2.4 2.4 12.2 26.8 7.3 7.3 7.3 14.6

清掃など労務の仕事 13 4 1 1 - - 2 - - - - 1 2 - - - 2 11 183,585.4 168,000.0
100.0 30.8 7.7 7.7 - - 15.4 - - - - 7.7 15.4 - - - 15.4

その他 5 2 - 1 - - - 1 - - - 1 - - - - - 5 172,000.0 170,000.0
100.0 40.0 - 20.0 - - - 20.0 - - - 20.0 - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 378 24 18 18 20 16 44 19 11 6 12 30 47 17 18 12 66 312 242,320.3 210,000.0
100.0 6.3 4.8 4.8 5.3 4.2 11.6 5.0 2.9 1.6 3.2 7.9 12.4 4.5 4.8 3.2 17.5

サービスの仕事（計） 273 40 28 20 28 11 29 9 4 7 5 17 31 2 4 4 34 239 203,587.7 190,000.0
100.0 14.7 10.3 7.3 10.3 4.0 10.6 3.3 1.5 2.6 1.8 6.2 11.4 0.7 1.5 1.5 12.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 161 24 10 11 19 11 19 3 7 2 6 7 12 7 3 2 18 143 207,077.8 190,000.0
100.0 14.9 6.2 6.8 11.8 6.8 11.8 1.9 4.3 1.2 3.7 4.3 7.5 4.3 1.9 1.2 11.2

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 591 66 39 46 43 25 81 28 21 22 18 30 64 14 11 10 73 518 214,338.9 200,000.0
100.0 11.2 6.6 7.8 7.3 4.2 13.7 4.7 3.6 3.7 3.0 5.1 10.8 2.4 1.9 1.7 12.4

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 1,278 127 64 71 74 51 118 42 41 29 38 82 144 73 41 32 251 1,027 231,321.2 205,000.0
100.0 9.9 5.0 5.6 5.8 4.0 9.2 3.3 3.2 2.3 3.0 6.4 11.3 5.7 3.2 2.5 19.6

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 77 3 5 1 2 1 4 2 3 3 1 7 12 6 5 7 15 62 278,095.0 250,000.0
100.0 3.9 6.5 1.3 2.6 1.3 5.2 2.6 3.9 3.9 1.3 9.1 15.6 7.8 6.5 9.1 19.5

2013年4月1日以降（計） 501 62 34 44 39 24 77 25 17 18 17 23 50 8 6 3 54 447 205,567.4 200,000.0
100.0 12.4 6.8 8.8 7.8 4.8 15.4 5.0 3.4 3.6 3.4 4.6 10.0 1.6 1.2 0.6 10.8

参考計（労使のマッチング集計） 1,756 181 101 107 111 71 175 63 61 46 51 110 197 86 49 39 308 1,448 226,032.7 200,000.0
100.0 10.3 5.8 6.1 6.3 4.0 10.0 3.6 3.5 2.6 2.9 6.3 11.2 4.9 2.8 2.2 17.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 555 47 30 23 22 16 50 18 11 13 13 41 83 39 18 20 111 444 244,861.6 230,000.0
100.0 8.5 5.4 4.1 4.0 2.9 9.0 3.2 2.0 2.3 2.3 7.4 15.0 7.0 3.2 3.6 20.0

30～49人 262 25 11 14 23 10 25 12 7 6 7 11 20 18 13 6 54 208 233,269.9 200,000.0
100.0 9.5 4.2 5.3 8.8 3.8 9.5 4.6 2.7 2.3 2.7 4.2 7.6 6.9 5.0 2.3 20.6

50～99人 229 27 16 11 17 13 20 7 9 1 4 14 32 12 7 2 37 192 219,804.9 200,000.0
100.0 11.8 7.0 4.8 7.4 5.7 8.7 3.1 3.9 0.4 1.7 6.1 14.0 5.2 3.1 0.9 16.2

100～299人 318 44 27 23 18 12 32 8 16 12 10 14 30 6 6 5 55 263 209,140.3 200,000.0
100.0 13.8 8.5 7.2 5.7 3.8 10.1 2.5 5.0 3.8 3.1 4.4 9.4 1.9 1.9 1.6 17.3

300～499人 189 28 10 25 23 9 12 5 8 6 7 15 13 6 1 - 21 168 199,580.5 180,000.0
100.0 14.8 5.3 13.2 12.2 4.8 6.3 2.6 4.2 3.2 3.7 7.9 6.9 3.2 0.5 - 11.1

500～999人 115 8 2 4 4 3 21 11 8 3 5 9 14 2 1 2 18 97 224,918.3 210,000.0
100.0 7.0 1.7 3.5 3.5 2.6 18.3 9.6 7.0 2.6 4.3 7.8 12.2 1.7 0.9 1.7 15.7

1,000人以上 88 2 5 7 4 8 15 2 2 5 5 6 5 3 3 4 12 76 230,310.8 200,000.0
100.0 2.3 5.7 8.0 4.5 9.1 17.0 2.3 2.3 5.7 5.7 6.8 5.7 3.4 3.4 4.5 13.6

300人以上（計） 392 38 17 36 31 20 48 18 18 14 17 30 32 11 5 6 51 341 213,637.0 200,000.0
100.0 9.7 4.3 9.2 7.9 5.1 12.2 4.6 4.6 3.6 4.3 7.7 8.2 2.8 1.3 1.5 13.0

問４付問①：基本的な賃金は、どのように決められていますか（主なもの１つに〇・数値も記入）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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（

円
）

中
央
値
（

円
）

全体計 90 5 1 3 3 2 4 3 3 2 1 5 9 7 5 14 23 67 332,445.7 260,000.0
100.0 5.6 1.1 3.3 3.3 2.2 4.4 3.3 3.3 2.2 1.1 5.6 10.0 7.8 5.6 15.6 25.6

問22：性別

男性 59 - - 3 2 - 2 2 1 2 1 5 6 2 3 11 19 40 377,158.3 265,000.0
100.0 - - 5.1 3.4 - 3.4 3.4 1.7 3.4 1.7 8.5 10.2 3.4 5.1 18.6 32.2

女性 28 5 1 - 1 2 2 1 2 - - - 3 4 2 2 3 25 253,501.0 220,000.0
100.0 17.9 3.6 - 3.6 7.1 7.1 3.6 7.1 - - - 10.7 14.3 7.1 7.1 10.7

問22：年齢層

満29歳以下 4 1 - - - - - 1 1 - - - - - - - 1 3 193,333.3 210,000.0
100.0 25.0 - - - - - 25.0 25.0 - - - - - - - 25.0

満30歳台 3 - - - - 1 - - - - - - 2 - - - - 3 263,333.3 300,000.0
100.0 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 - - - -

満40歳台 18 1 - - 1 - 1 1 1 - 1 - 1 2 1 3 5 13 358,463.5 300,000.0
100.0 5.6 - - 5.6 - 5.6 5.6 5.6 - 5.6 - 5.6 11.1 5.6 16.7 27.8

満50歳台 17 1 - 1 - 1 1 - 1 - - - 1 - 1 4 6 11 436,090.9 300,000.0
100.0 5.9 - 5.9 - 5.9 5.9 - 5.9 - - - 5.9 - 5.9 23.5 35.3

満60歳以上 44 2 1 2 2 - 2 1 - 2 - 5 5 4 3 6 9 35 302,766.7 258,000.0
100.0 4.5 2.3 4.5 4.5 - 4.5 2.3 - 4.5 - 11.4 11.4 9.1 6.8 13.6 20.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 2 - - - - - - 1 1 - - - - - - - - 2 215,000.0 215,000.0
×満34歳以下 100.0 - - - - - - 50.0 50.0 - - - - - - - -

男性 3 - - - - - - - - - - - 1 - - - 2 1 300,000.0 300,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - 33.3 - - - 66.7

男性 15 - - 1 - - - - - - 1 - - - - 5 8 7 684,571.4 687,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - - 6.7 - - - - - - 6.7 - - - - 33.3 53.3

男性 38 - - 2 2 - 2 1 - 2 - 5 5 2 3 6 8 30 318,811.1 259,000.0
×満60歳以上 100.0 - - 5.3 5.3 - 5.3 2.6 - 5.3 - 13.2 13.2 5.3 7.9 15.8 21.1

女性 2 1 - - - - - - - - - - - - - - 1 1 150,000.0 150,000.0
×満34歳以下 100.0 50.0 - - - - - - - - - - - - - - 50.0

女性 7 - - - 1 1 - 1 - - - - 1 1 - 1 1 6 282,504.3 252,513.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - 14.3 14.3 - 14.3 - - - - 14.3 14.3 - 14.3 14.3

女性 13 2 - - - 1 2 - 2 - - - 2 1 2 1 - 13 266,153.9 220,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 15.4 - - - 7.7 15.4 - 15.4 - - - 15.4 7.7 15.4 7.7 -

女性 6 2 1 - - - - - - - - - - 2 - - 1 5 206,500.0 160,000.0
×満60歳以上 100.0 33.3 16.7 - - - - - - - - - - 33.3 - - 16.7

問１：職種

管理的な仕事 8 - - - - - - 1 - - - - - - - 4 3 5 537,666.6 500,000.0
100.0 - - - - - - 12.5 - - - - - - - 50.0 37.5

専門的・技術的な仕事（医療関係） 3 - - - - - - - - - - - - - - 2 1 2 1,100,000.0 1,100,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 66.7 33.3

専門的・技術的な仕事（教育関係） 9 1 - - 1 - - - - - 1 - 2 1 2 - 1 8 290,000.0 300,000.0
100.0 11.1 - - 11.1 - - - - - 11.1 - 22.2 11.1 22.2 - 11.1

専門的・技術的な仕事（その他） 13 - 1 - - - 1 2 - 1 - 1 2 3 - 1 1 12 277,918.8 260,000.0
100.0 - 7.7 - - - 7.7 15.4 - 7.7 - 7.7 15.4 23.1 - 7.7 7.7

事務の仕事 20 2 - - 1 1 2 - 1 - - 2 2 2 1 2 4 16 265,968.8 250,000.0
100.0 10.0 - - 5.0 5.0 10.0 - 5.0 - - 10.0 10.0 10.0 5.0 10.0 20.0

販売の仕事（営業を含む） 6 - - - - - - - - 1 - - 2 - - 2 1 5 391,400.0 280,000.0
100.0 - - - - - - - - 16.7 - - 33.3 - - 33.3 16.7

サービスの仕事（介護関係） 2 1 - - - - - - - - - - - - - - 1 1 120,000.0 120,000.0
100.0 50.0 - - - - - - - - - - - - - - 50.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 2 - - - - - - - 1 - - - - - - - 1 1 220,000.0 220,000.0
100.0 - - - - - - - 50.0 - - - - - - - 50.0

サービスの仕事（その他） 4 - - - - 1 1 - 1 - - - - - - - 1 3 203,333.3 200,000.0
100.0 - - - - 25.0 25.0 - 25.0 - - - - - - - 25.0

警備・保安の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 2 - - - - - - - - - - - - 1 - - 1 1 340,000.0 340,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - 50.0 - - 50.0

輸送・運転の仕事 7 - - 2 1 - - - - - - 2 - - - - 2 5 203,000.0 180,000.0
100.0 - - 28.6 14.3 - - - - - - 28.6 - - - - 28.6

建設・採掘の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

その他 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

専門的・技術的な仕事（計） 25 1 1 - 1 - 1 2 - 1 1 1 4 4 2 3 3 22 357,046.6 300,000.0
100.0 4.0 4.0 - 4.0 - 4.0 8.0 - 4.0 4.0 4.0 16.0 16.0 8.0 12.0 12.0

サービスの仕事（計） 8 1 - - - 1 1 - 2 - - - - - - - 3 5 190,000.0 200,000.0
100.0 12.5 - - - 12.5 12.5 - 25.0 - - - - - - - 37.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 8 - - - 1 1 1 1 - - - - 1 2 1 - - 8 268,753.3 252,513.0
100.0 - - - 12.5 12.5 12.5 12.5 - - - - 12.5 25.0 12.5 - -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 11 1 - 2 - - - - - - - - 3 1 - 2 2 9 379,444.4 300,000.0
100.0 9.1 - 18.2 - - - - - - - - 27.3 9.1 - 18.2 18.2

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 76 4 1 1 3 2 4 3 3 2 1 5 6 6 5 11 19 57 313,313.3 250,000.0
100.0 5.3 1.3 1.3 3.9 2.6 5.3 3.9 3.9 2.6 1.3 6.6 7.9 7.9 6.6 14.5 25.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 2 - - 2 - - - - - - - - - - - - - 2 167,500.0 167,500.0
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） 9 1 - - - - - - - - - - 3 1 - 2 2 7 440,000.0 300,000.0
100.0 11.1 - - - - - - - - - - 33.3 11.1 - 22.2 22.2

参考計（労使のマッチング集計） 83 5 1 2 3 2 4 3 2 2 1 5 9 7 4 11 22 61 299,817.4 258,000.0
100.0 6.0 1.2 2.4 3.6 2.4 4.8 3.6 2.4 2.4 1.2 6.0 10.8 8.4 4.8 13.3 26.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 21 2 - 1 - 1 1 - - - - 1 1 - - 3 11 10 265,500.0 225,000.0
100.0 9.5 - 4.8 - 4.8 4.8 - - - - 4.8 4.8 - - 14.3 52.4

30～49人 14 1 - 1 1 - 1 - - - - 2 1 - 2 2 3 11 364,272.7 250,000.0
100.0 7.1 - 7.1 7.1 - 7.1 - - - - 14.3 7.1 - 14.3 14.3 21.4

50～99人 17 1 - - 1 1 - 1 - 1 - - 1 4 1 4 2 15 320,401.7 333,000.0
100.0 5.9 - - 5.9 5.9 - 5.9 - 5.9 - - 5.9 23.5 5.9 23.5 11.8

100～299人 11 - - - 1 - 1 2 - - - - 3 - - 1 3 8 262,666.6 234,000.0
100.0 - - - 9.1 - 9.1 18.2 - - - - 27.3 - - 9.1 27.3

300～499人 12 1 1 - - - 1 - 1 - - 1 1 3 1 1 1 11 291,772.7 300,000.0
100.0 8.3 8.3 - - - 8.3 - 8.3 - - 8.3 8.3 25.0 8.3 8.3 8.3

500～999人 4 - - - - - - - 1 - - - 2 - - - 1 3 263,333.3 270,000.0
100.0 - - - - - - - 25.0 - - - 50.0 - - - 25.0

1,000人以上 4 - - - - - - - - 1 1 1 - - - - 1 3 240,000.0 240,000.0
100.0 - - - - - - - - 25.0 25.0 25.0 - - - - 25.0

300人以上（計） 20 1 1 - - - 1 - 2 1 1 2 3 3 1 1 3 17 277,617.7 250,000.0
100.0 5.0 5.0 - - - 5.0 - 10.0 5.0 5.0 10.0 15.0 15.0 5.0 5.0 15.0

問４付問①：基本的な賃金は、どのように決められていますか（主なもの１つに〇・数値も記入）。 調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 841 743 607 1,303 690 31 4,215 1,204 1,293 751 481 422 64
100.0 20.0 17.6 14.4 30.9 16.4 0.7 100.0 28.6 30.7 17.8 11.4 10.0 1.5

問22：性別

男性 1,469 220 272 245 512 207 13 1,469 441 464 246 139 158 21
100.0 15.0 18.5 16.7 34.9 14.1 0.9 100.0 30.0 31.6 16.7 9.5 10.8 1.4

女性 2,677 607 459 351 770 475 15 2,677 740 813 496 338 253 37
100.0 22.7 17.1 13.1 28.8 17.7 0.6 100.0 27.6 30.4 18.5 12.6 9.5 1.4

問22：年齢層

満29歳以下 320 68 56 59 48 88 1 320 99 92 60 31 36 2
100.0 21.3 17.5 18.4 15.0 27.5 0.3 100.0 30.9 28.8 18.8 9.7 11.3 0.6

満30歳台 703 170 125 145 123 138 2 703 201 229 133 73 63 4
100.0 24.2 17.8 20.6 17.5 19.6 0.3 100.0 28.6 32.6 18.9 10.4 9.0 0.6

満40歳台 1,085 240 208 188 266 180 3 1,085 291 342 198 140 103 11
100.0 22.1 19.2 17.3 24.5 16.6 0.3 100.0 26.8 31.5 18.2 12.9 9.5 1.0

満50歳台 916 220 173 107 274 136 6 916 233 272 181 125 88 17
100.0 24.0 18.9 11.7 29.9 14.8 0.7 100.0 25.4 29.7 19.8 13.6 9.6 1.9

満60歳以上 1,020 110 149 82 546 119 14 1,020 333 314 151 102 103 17
100.0 10.8 14.6 8.0 53.5 11.7 1.4 100.0 32.6 30.8 14.8 10.0 10.1 1.7

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 45 49 62 27 51 - 234 67 69 50 24 23 1
×満34歳以下 100.0 19.2 20.9 26.5 11.5 21.8 - 100.0 28.6 29.5 21.4 10.3 9.8 0.4

男性 235 53 52 56 35 37 2 235 61 80 36 22 32 4
×満35歳以上44歳以下 100.0 22.6 22.1 23.8 14.9 15.7 0.9 100.0 26.0 34.0 15.3 9.4 13.6 1.7

男性 320 65 71 67 78 37 2 320 89 103 60 33 31 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 20.3 22.2 20.9 24.4 11.6 0.6 100.0 27.8 32.2 18.8 10.3 9.7 1.3

男性 642 51 91 54 362 76 8 642 212 203 94 59 65 9
×満60歳以上 100.0 7.9 14.2 8.4 56.4 11.8 1.2 100.0 33.0 31.6 14.6 9.2 10.1 1.4

女性 382 91 54 64 78 94 1 382 121 108 72 34 45 2
×満34歳以下 100.0 23.8 14.1 16.8 20.4 24.6 0.3 100.0 31.7 28.3 18.8 8.9 11.8 0.5

女性 692 170 112 114 155 139 2 692 191 240 114 90 51 6
×満35歳以上44歳以下 100.0 24.6 16.2 16.5 22.4 20.1 0.3 100.0 27.6 34.7 16.5 13.0 7.4 0.9

女性 1,160 274 224 136 337 184 5 1,160 295 335 239 166 108 17
×満45歳以上59歳以下 100.0 23.6 19.3 11.7 29.1 15.9 0.4 100.0 25.4 28.9 20.6 14.3 9.3 1.5

女性 377 59 58 28 184 42 6 377 120 111 57 43 38 8
×満60歳以上 100.0 15.6 15.4 7.4 48.8 11.1 1.6 100.0 31.8 29.4 15.1 11.4 10.1 2.1

問１：職種

管理的な仕事 144 27 28 30 44 13 2 144 62 41 19 7 12 3
100.0 18.8 19.4 20.8 30.6 9.0 1.4 100.0 43.1 28.5 13.2 4.9 8.3 2.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 64 16 22 78 33 1 214 62 71 39 20 19 3
100.0 29.9 7.5 10.3 36.4 15.4 0.5 100.0 29.0 33.2 18.2 9.3 8.9 1.4

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 71 9 23 50 22 1 176 52 40 37 32 13 2
100.0 40.3 5.1 13.1 28.4 12.5 0.6 100.0 29.5 22.7 21.0 18.2 7.4 1.1

専門的・技術的な仕事（その他） 315 57 61 52 97 45 3 315 92 106 52 31 32 2
100.0 18.1 19.4 16.5 30.8 14.3 1.0 100.0 29.2 33.7 16.5 9.8 10.2 0.6

事務の仕事 1,244 250 190 163 418 217 6 1,244 354 362 219 168 125 16
100.0 20.1 15.3 13.1 33.6 17.4 0.5 100.0 28.5 29.1 17.6 13.5 10.0 1.3

販売の仕事（営業を含む） 191 24 51 31 52 31 2 191 62 49 33 26 20 1
100.0 12.6 26.7 16.2 27.2 16.2 1.0 100.0 32.5 25.7 17.3 13.6 10.5 0.5

サービスの仕事（介護関係） 369 108 58 46 91 63 3 369 93 124 70 39 38 5
100.0 29.3 15.7 12.5 24.7 17.1 0.8 100.0 25.2 33.6 19.0 10.6 10.3 1.4

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 31 55 28 31 22 - 167 51 45 33 13 23 2
100.0 18.6 32.9 16.8 18.6 13.2 - 100.0 30.5 26.9 19.8 7.8 13.8 1.2

サービスの仕事（その他） 174 27 33 29 50 35 - 174 58 44 34 17 16 5
100.0 15.5 19.0 16.7 28.7 20.1 - 100.0 33.3 25.3 19.5 9.8 9.2 2.9

警備・保安の仕事 29 1 5 1 20 2 - 29 10 7 3 3 6 -
100.0 3.4 17.2 3.4 69.0 6.9 - 100.0 34.5 24.1 10.3 10.3 20.7 -

製造・生産工程の仕事 417 57 97 73 119 67 4 417 106 140 82 47 36 6
100.0 13.7 23.3 17.5 28.5 16.1 1.0 100.0 25.4 33.6 19.7 11.3 8.6 1.4

輸送・運転の仕事 103 11 18 13 46 13 2 103 32 34 18 8 9 2
100.0 10.7 17.5 12.6 44.7 12.6 1.9 100.0 31.1 33.0 17.5 7.8 8.7 1.9

建設・採掘の仕事 76 7 21 20 14 13 1 76 29 32 7 1 5 2
100.0 9.2 27.6 26.3 18.4 17.1 1.3 100.0 38.2 42.1 9.2 1.3 6.6 2.6

清掃など労務の仕事 83 8 10 5 34 24 2 83 21 29 12 9 9 3
100.0 9.6 12.0 6.0 41.0 28.9 2.4 100.0 25.3 34.9 14.5 10.8 10.8 3.6

その他 20 5 2 1 8 4 - 20 5 7 4 3 1 -
100.0 25.0 10.0 5.0 40.0 20.0 - 100.0 25.0 35.0 20.0 15.0 5.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 192 86 97 225 100 5 705 206 217 128 83 64 7
100.0 27.2 12.2 13.8 31.9 14.2 0.7 100.0 29.2 30.8 18.2 11.8 9.1 1.0

サービスの仕事（計） 710 166 146 103 172 120 3 710 202 213 137 69 77 12
100.0 23.4 20.6 14.5 24.2 16.9 0.4 100.0 28.5 30.0 19.3 9.7 10.8 1.7

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 76 58 33 103 50 - 320 31 86 81 94 28 -
100.0 23.8 18.1 10.3 32.2 15.6 - 100.0 9.7 26.9 25.3 29.4 8.8 -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 246 231 221 216 156 6 1,076 277 333 217 142 98 9
100.0 22.9 21.5 20.5 20.1 14.5 0.6 100.0 25.7 30.9 20.2 13.2 9.1 0.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 587 501 372 1,068 529 17 3,074 908 946 521 335 318 46
100.0 19.1 16.3 12.1 34.7 17.2 0.6 100.0 29.5 30.8 16.9 10.9 10.3 1.5

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 35 26 24 26 11 1 123 45 36 21 13 7 1
100.0 28.5 21.1 19.5 21.1 8.9 0.8 100.0 36.6 29.3 17.1 10.6 5.7 0.8

2013年4月1日以降（計） 931 208 200 194 184 140 5 931 224 289 193 127 90 8
100.0 22.3 21.5 20.8 19.8 15.0 0.5 100.0 24.1 31.0 20.7 13.6 9.7 0.9

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 766 689 540 1,197 622 30 3,844 1,118 1,183 661 433 392 57
100.0 19.9 17.9 14.0 31.1 16.2 0.8 100.0 29.1 30.8 17.2 11.3 10.2 1.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 184 233 163 234 154 13 981 400 291 101 49 122 18
100.0 18.8 23.8 16.6 23.9 15.7 1.3 100.0 40.8 29.7 10.3 5.0 12.4 1.8

30～49人 539 120 86 80 171 80 2 539 186 170 90 38 45 10
100.0 22.3 16.0 14.8 31.7 14.8 0.4 100.0 34.5 31.5 16.7 7.1 8.3 1.9

50～99人 521 111 74 72 155 106 3 521 139 169 83 58 62 10
100.0 21.3 14.2 13.8 29.8 20.3 0.6 100.0 26.7 32.4 15.9 11.1 11.9 1.9

100～299人 775 157 90 104 291 128 5 775 193 233 161 108 74 6
100.0 20.3 11.6 13.4 37.5 16.5 0.6 100.0 24.9 30.1 20.8 13.9 9.5 0.8

300～499人 458 95 76 60 159 64 4 458 80 136 111 88 37 6
100.0 20.7 16.6 13.1 34.7 14.0 0.9 100.0 17.5 29.7 24.2 19.2 8.1 1.3

500～999人 305 48 72 36 97 49 3 305 60 108 67 34 34 2
100.0 15.7 23.6 11.8 31.8 16.1 1.0 100.0 19.7 35.4 22.0 11.1 11.1 0.7

1,000人以上 265 51 58 25 90 41 - 265 60 76 48 58 18 5
100.0 19.2 21.9 9.4 34.0 15.5 - 100.0 22.6 28.7 18.1 21.9 6.8 1.9

300人以上（計） 1,028 194 206 121 346 154 7 1,028 200 320 226 180 89 13
100.0 18.9 20.0 11.8 33.7 15.0 0.7 100.0 19.5 31.1 22.0 17.5 8.7 1.3

問４付問②：勤続年数等に伴う定期的な昇給や、
評価等に応じた個別の昇給はありますか（１つに〇）。

付問⑤：現在の賃金や労働条件に、
納得していますか（１つに〇）。

調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 2,540 1,088 3,268 426 504 856 2,948 3,036 611 657 964 612 288 1,220 96 78
100.0 60.3 25.8 77.5 10.1 12.0 20.3 69.9 72.0 14.5 15.6 22.9 14.5 6.8 28.9 2.3 1.9

問22：性別

男性 1,469 949 472 1,136 231 332 413 1,137 1,031 239 246 363 278 129 454 39 30
100.0 64.6 32.1 77.3 15.7 22.6 28.1 77.4 70.2 16.3 16.7 24.7 18.9 8.8 30.9 2.7 2.0

女性 2,677 1,557 601 2,094 187 162 431 1,769 1,971 370 405 595 329 154 753 50 41
100.0 58.2 22.5 78.2 7.0 6.1 16.1 66.1 73.6 13.8 15.1 22.2 12.3 5.8 28.1 1.9 1.5

問22：年齢層

満29歳以下 320 172 90 257 47 36 83 242 235 34 30 76 50 17 111 8 6
100.0 53.8 28.1 80.3 14.7 11.3 25.9 75.6 73.4 10.6 9.4 23.8 15.6 5.3 34.7 2.5 1.9

満30歳台 703 469 221 579 96 93 143 526 537 93 111 182 118 63 248 7 8
100.0 66.7 31.4 82.4 13.7 13.2 20.3 74.8 76.4 13.2 15.8 25.9 16.8 9.0 35.3 1.0 1.1

満40歳台 1,085 660 300 846 98 126 221 752 820 148 178 236 155 73 328 22 8
100.0 60.8 27.6 78.0 9.0 11.6 20.4 69.3 75.6 13.6 16.4 21.8 14.3 6.7 30.2 2.0 0.7

満50歳台 916 530 222 716 58 82 157 615 698 136 128 198 116 58 222 16 17
100.0 57.9 24.2 78.2 6.3 9.0 17.1 67.1 76.2 14.8 14.0 21.6 12.7 6.3 24.2 1.7 1.9

満60歳以上 1,020 616 208 752 103 132 206 698 642 185 188 244 151 64 265 35 25
100.0 60.4 20.4 73.7 10.1 12.9 20.2 68.4 62.9 18.1 18.4 23.9 14.8 6.3 26.0 3.4 2.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 149 87 185 46 42 77 186 172 32 31 71 56 16 89 7 3
×満34歳以下 100.0 63.7 37.2 79.1 19.7 17.9 32.9 79.5 73.5 13.7 13.2 30.3 23.9 6.8 38.0 3.0 1.3

男性 235 169 102 190 44 74 84 202 191 30 35 66 54 28 82 3 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 71.9 43.4 80.9 18.7 31.5 35.7 86.0 81.3 12.8 14.9 28.1 23.0 11.9 34.9 1.3 0.9

男性 320 215 129 249 55 90 91 257 248 45 45 69 60 32 91 6 5
×満45歳以上59歳以下 100.0 67.2 40.3 77.8 17.2 28.1 28.4 80.3 77.5 14.1 14.1 21.6 18.8 10.0 28.4 1.9 1.6

男性 642 398 141 485 77 110 145 470 400 130 132 147 98 50 180 22 15
×満60歳以上 100.0 62.0 22.0 75.5 12.0 17.1 22.6 73.2 62.3 20.2 20.6 22.9 15.3 7.8 28.0 3.4 2.3

女性 382 215 92 312 49 34 68 281 288 43 44 88 44 26 128 5 5
×満34歳以下 100.0 56.3 24.1 81.7 12.8 8.9 17.8 73.6 75.4 11.3 11.5 23.0 11.5 6.8 33.5 1.3 1.3

女性 692 418 174 567 55 42 109 462 509 91 117 156 93 45 240 11 8
×満35歳以上44歳以下 100.0 60.4 25.1 81.9 7.9 6.1 15.8 66.8 73.6 13.2 16.9 22.5 13.4 6.5 34.7 1.6 1.2

女性 1,160 665 249 894 50 55 175 747 882 170 175 242 132 64 278 21 16
×満45歳以上59歳以下 100.0 57.3 21.5 77.1 4.3 4.7 15.1 64.4 76.0 14.7 15.1 20.9 11.4 5.5 24.0 1.8 1.4

女性 377 218 67 266 26 22 61 227 242 55 56 97 53 14 85 13 10
×満60歳以上 100.0 57.8 17.8 70.6 6.9 5.8 16.2 60.2 64.2 14.6 14.9 25.7 14.1 3.7 22.5 3.4 2.7

問１：職種

管理的な仕事 144 108 74 118 36 43 47 121 108 23 16 39 35 16 54 3 3
100.0 75.0 51.4 81.9 25.0 29.9 32.6 84.0 75.0 16.0 11.1 27.1 24.3 11.1 37.5 2.1 2.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 139 64 175 28 18 34 135 136 26 32 72 55 16 64 - 2
100.0 65.0 29.9 81.8 13.1 8.4 15.9 63.1 63.6 12.1 15.0 33.6 25.7 7.5 29.9 - 0.9

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 105 68 137 28 21 49 116 123 17 17 34 25 7 60 6 3
100.0 59.7 38.6 77.8 15.9 11.9 27.8 65.9 69.9 9.7 9.7 19.3 14.2 4.0 34.1 3.4 1.7

専門的・技術的な仕事（その他） 315 193 95 266 49 53 77 250 228 57 52 90 70 41 116 3 3
100.0 61.3 30.2 84.4 15.6 16.8 24.4 79.4 72.4 18.1 16.5 28.6 22.2 13.0 36.8 1.0 1.0

事務の仕事 1,244 743 270 1,023 103 108 184 897 970 191 194 213 115 86 392 19 14
100.0 59.7 21.7 82.2 8.3 8.7 14.8 72.1 78.0 15.4 15.6 17.1 9.2 6.9 31.5 1.5 1.1

販売の仕事（営業を含む） 191 97 32 139 15 26 36 134 137 22 26 36 16 13 43 5 5
100.0 50.8 16.8 72.8 7.9 13.6 18.8 70.2 71.7 11.5 13.6 18.8 8.4 6.8 22.5 2.6 2.6

サービスの仕事（介護関係） 369 249 99 293 20 17 81 218 257 57 62 117 73 22 111 2 6
100.0 67.5 26.8 79.4 5.4 4.6 22.0 59.1 69.6 15.4 16.8 31.7 19.8 6.0 30.1 0.5 1.6

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 77 35 107 7 11 39 105 109 11 20 32 16 4 32 8 3
100.0 46.1 21.0 64.1 4.2 6.6 23.4 62.9 65.3 6.6 12.0 19.2 9.6 2.4 19.2 4.8 1.8

サービスの仕事（その他） 174 90 41 128 16 17 40 122 130 37 39 48 26 15 52 6 4
100.0 51.7 23.6 73.6 9.2 9.8 23.0 70.1 74.7 21.3 22.4 27.6 14.9 8.6 29.9 3.4 2.3

警備・保安の仕事 29 9 3 21 1 1 6 12 13 2 4 8 8 1 4 2 1
100.0 31.0 10.3 72.4 3.4 3.4 20.7 41.4 44.8 6.9 13.8 27.6 27.6 3.4 13.8 6.9 3.4

製造・生産工程の仕事 417 264 116 337 40 75 95 306 298 70 75 97 54 23 89 14 13
100.0 63.3 27.8 80.8 9.6 18.0 22.8 73.4 71.5 16.8 18.0 23.3 12.9 5.5 21.3 3.4 3.1

輸送・運転の仕事 103 67 24 62 8 21 34 72 68 9 18 24 11 6 24 3 3
100.0 65.0 23.3 60.2 7.8 20.4 33.0 69.9 66.0 8.7 17.5 23.3 10.7 5.8 23.3 2.9 2.9

建設・採掘の仕事 76 55 42 37 9 19 26 65 59 10 16 17 26 4 18 3 1
100.0 72.4 55.3 48.7 11.8 25.0 34.2 85.5 77.6 13.2 21.1 22.4 34.2 5.3 23.7 3.9 1.3

清掃など労務の仕事 83 38 6 50 2 3 10 42 55 11 11 13 7 - 17 3 3
100.0 45.8 7.2 60.2 2.4 3.6 12.0 50.6 66.3 13.3 13.3 15.7 8.4 - 20.5 3.6 3.6

その他 20 12 4 15 1 2 3 11 14 4 3 4 2 1 5 - 1
100.0 60.0 20.0 75.0 5.0 10.0 15.0 55.0 70.0 20.0 15.0 20.0 10.0 5.0 25.0 - 5.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 437 227 578 105 92 160 501 487 100 101 196 150 64 240 9 8
100.0 62.0 32.2 82.0 14.9 13.0 22.7 71.1 69.1 14.2 14.3 27.8 21.3 9.1 34.0 1.3 1.1

サービスの仕事（計） 710 416 175 528 43 45 160 445 496 105 121 197 115 41 195 16 13
100.0 58.6 24.6 74.4 6.1 6.3 22.5 62.7 69.9 14.8 17.0 27.7 16.2 5.8 27.5 2.3 1.8

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 193 84 266 30 26 59 275 264 47 50 68 43 22 98 4 3
100.0 60.3 26.3 83.1 9.4 8.1 18.4 85.9 82.5 14.7 15.6 21.3 13.4 6.9 30.6 1.3 0.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 751 430 877 174 181 230 832 840 173 189 296 207 96 373 14 9
100.0 69.8 40.0 81.5 16.2 16.8 21.4 77.3 78.1 16.1 17.6 27.5 19.2 8.9 34.7 1.3 0.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 1,752 636 2,346 245 310 609 2,077 2,156 433 457 660 396 192 836 80 61
100.0 57.0 20.7 76.3 8.0 10.1 19.8 67.6 70.1 14.1 14.9 21.5 12.9 6.2 27.2 2.6 2.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 87 57 91 22 32 35 101 96 16 19 36 29 7 38 1 1
100.0 70.7 46.3 74.0 17.9 26.0 28.5 82.1 78.0 13.0 15.4 29.3 23.6 5.7 30.9 0.8 0.8

2013年4月1日以降（計） 931 648 368 775 152 148 191 716 731 156 168 255 175 89 329 13 8
100.0 69.6 39.5 83.2 16.3 15.9 20.5 76.9 78.5 16.8 18.0 27.4 18.8 9.6 35.3 1.4 0.9

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 2,306 981 2,979 402 466 786 2,696 2,800 566 609 896 576 262 1,092 85 70
100.0 60.0 25.5 77.5 10.5 12.1 20.4 70.1 72.8 14.7 15.8 23.3 15.0 6.8 28.4 2.2 1.8

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 643 322 700 111 171 269 690 687 106 153 187 166 49 241 29 15
100.0 65.5 32.8 71.4 11.3 17.4 27.4 70.3 70.0 10.8 15.6 19.1 16.9 5.0 24.6 3.0 1.5

30～49人 539 328 166 383 52 75 120 368 404 71 84 123 91 37 151 15 13
100.0 60.9 30.8 71.1 9.6 13.9 22.3 68.3 75.0 13.2 15.6 22.8 16.9 6.9 28.0 2.8 2.4

50～99人 521 327 141 409 57 61 120 350 370 77 88 114 88 41 150 10 13
100.0 62.8 27.1 78.5 10.9 11.7 23.0 67.2 71.0 14.8 16.9 21.9 16.9 7.9 28.8 1.9 2.5

100～299人 775 457 172 628 91 75 128 539 555 118 113 213 106 53 213 17 13
100.0 59.0 22.2 81.0 11.7 9.7 16.5 69.5 71.6 15.2 14.6 27.5 13.7 6.8 27.5 2.2 1.7

300～499人 458 250 88 381 46 46 71 338 343 80 67 119 54 31 138 6 10
100.0 54.6 19.2 83.2 10.0 10.0 15.5 73.8 74.9 17.5 14.6 26.0 11.8 6.8 30.1 1.3 2.2

500～999人 305 162 56 248 23 20 48 213 233 62 53 87 46 31 101 4 4
100.0 53.1 18.4 81.3 7.5 6.6 15.7 69.8 76.4 20.3 17.4 28.5 15.1 10.2 33.1 1.3 1.3

1,000人以上 265 139 36 230 22 18 30 198 208 52 51 53 25 20 98 4 2
100.0 52.5 13.6 86.8 8.3 6.8 11.3 74.7 78.5 19.6 19.2 20.0 9.4 7.5 37.0 1.5 0.8

300人以上（計） 1,028 551 180 859 91 84 149 749 784 194 171 259 125 82 337 14 16
100.0 53.6 17.5 83.6 8.9 8.2 14.5 72.9 76.3 18.9 16.6 25.2 12.2 8.0 32.8 1.4 1.6

問４付問③：その他の労働条件として、下記の中に支給・適用されているものはありますか（該当すべてに○）。調査シリーズNo.202
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未
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1
,
0
0
0
万
円
以
上

昨
年
は
現
在
の
会
社
で
働
い
て
い
な
い

 
無
回
答

全体計 4,215 105 296 181 368 221 399 686 676 638 178 65 17 25 257 103
100.0 2.5 7.0 4.3 8.7 5.2 9.5 16.3 16.0 15.1 4.2 1.5 0.4 0.6 6.1 2.4

問22：性別

男性 1,469 24 30 11 39 37 73 211 296 407 137 55 13 24 83 29
100.0 1.6 2.0 0.7 2.7 2.5 5.0 14.4 20.1 27.7 9.3 3.7 0.9 1.6 5.7 2.0

女性 2,677 80 260 163 320 183 324 469 372 219 35 8 4 1 174 65
100.0 3.0 9.7 6.1 12.0 6.8 12.1 17.5 13.9 8.2 1.3 0.3 0.1 - 6.5 2.4

問22：年齢層

満29歳以下 320 14 17 3 17 15 32 53 54 40 2 - - - 67 6
100.0 4.4 5.3 0.9 5.3 4.7 10.0 16.6 16.9 12.5 0.6 - - - 20.9 1.9

満30歳台 703 27 49 28 53 33 51 101 136 113 28 - 1 1 65 17
100.0 3.8 7.0 4.0 7.5 4.7 7.3 14.4 19.3 16.1 4.0 - 0.1 0.1 9.2 2.4

満40歳台 1,085 24 90 59 116 60 113 180 167 147 41 9 2 4 54 19
100.0 2.2 8.3 5.4 10.7 5.5 10.4 16.6 15.4 13.5 3.8 0.8 0.2 0.4 5.0 1.8

満50歳台 916 14 69 52 111 63 108 166 111 87 38 23 2 10 37 25
100.0 1.5 7.5 5.7 12.1 6.9 11.8 18.1 12.1 9.5 4.1 2.5 0.2 1.1 4.0 2.7

満60歳以上 1,020 22 59 28 60 39 81 168 182 227 60 29 11 10 23 21
100.0 2.2 5.8 2.7 5.9 3.8 7.9 16.5 17.8 22.3 5.9 2.8 1.1 1.0 2.3 2.1

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 10 7 2 5 7 10 35 47 60 10 - 1 - 38 2
×満34歳以下 100.0 4.3 3.0 0.9 2.1 3.0 4.3 15.0 20.1 25.6 4.3 - 0.4 - 16.2 0.9

男性 235 2 3 1 4 3 12 26 65 76 25 3 - 1 10 4
×満35歳以上44歳以下 100.0 0.9 1.3 0.4 1.7 1.3 5.1 11.1 27.7 32.3 10.6 1.3 - 0.4 4.3 1.7

男性 320 2 2 1 7 8 14 41 53 86 47 24 2 13 13 7
×満45歳以上59歳以下 100.0 0.6 0.6 0.3 2.2 2.5 4.4 12.8 16.6 26.9 14.7 7.5 0.6 4.1 4.1 2.2

男性 642 10 17 6 23 17 35 105 124 178 53 26 9 10 16 13
×満60歳以上 100.0 1.6 2.6 0.9 3.6 2.6 5.5 16.4 19.3 27.7 8.3 4.0 1.4 1.6 2.5 2.0

女性 382 19 30 11 31 20 39 63 63 29 2 - - - 64 11
×満34歳以下 100.0 5.0 7.9 2.9 8.1 5.2 10.2 16.5 16.5 7.6 0.5 - - - 16.8 2.9

女性 692 27 69 40 92 53 69 103 100 58 12 1 - - 50 18
×満35歳以上44歳以下 100.0 3.9 10.0 5.8 13.3 7.7 10.0 14.9 14.5 8.4 1.7 0.1 - - 7.2 2.6

女性 1,160 19 114 87 157 80 160 232 140 78 13 4 2 1 48 25
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.6 9.8 7.5 13.5 6.9 13.8 20.0 12.1 6.7 1.1 0.3 0.2 0.1 4.1 2.2

女性 377 12 42 22 37 22 46 62 58 49 7 3 2 - 7 8
×満60歳以上 100.0 3.2 11.1 5.8 9.8 5.8 12.2 16.4 15.4 13.0 1.9 0.8 0.5 - 1.9 2.1

問１：職種

管理的な仕事 144 1 3 1 1 - 3 4 8 59 24 25 8 2 1 4
100.0 0.7 2.1 0.7 0.7 - 2.1 2.8 5.6 41.0 16.7 17.4 5.6 1.4 0.7 2.8

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 5 17 4 19 12 10 27 37 40 6 3 2 10 15 7
100.0 2.3 7.9 1.9 8.9 5.6 4.7 12.6 17.3 18.7 2.8 1.4 0.9 4.7 7.0 3.3

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 7 14 7 13 8 25 19 19 29 10 2 - - 16 7
100.0 4.0 8.0 4.0 7.4 4.5 14.2 10.8 10.8 16.5 5.7 1.1 - - 9.1 4.0

専門的・技術的な仕事（その他） 315 10 9 4 11 5 23 53 61 72 31 6 2 1 20 7
100.0 3.2 2.9 1.3 3.5 1.6 7.3 16.8 19.4 22.9 9.8 1.9 0.6 0.3 6.3 2.2

事務の仕事 1,244 28 90 67 107 74 147 244 194 131 30 10 1 3 95 23
100.0 2.3 7.2 5.4 8.6 5.9 11.8 19.6 15.6 10.5 2.4 0.8 0.1 0.2 7.6 1.8

販売の仕事（営業を含む） 191 4 17 8 14 14 16 21 30 38 15 4 - 1 6 3
100.0 2.1 8.9 4.2 7.3 7.3 8.4 11.0 15.7 19.9 7.9 2.1 - 0.5 3.1 1.6

サービスの仕事（介護関係） 369 8 37 22 69 27 34 60 65 20 1 - - - 19 7
100.0 2.2 10.0 6.0 18.7 7.3 9.2 16.3 17.6 5.4 0.3 - - - 5.1 1.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 7 21 7 18 16 12 21 30 15 4 2 - - 8 6
100.0 4.2 12.6 4.2 10.8 9.6 7.2 12.6 18.0 9.0 2.4 1.2 - - 4.8 3.6

サービスの仕事（その他） 174 9 13 10 16 7 15 35 30 25 2 - - - 7 5
100.0 5.2 7.5 5.7 9.2 4.0 8.6 20.1 17.2 14.4 1.1 - - - 4.0 2.9

警備・保安の仕事 29 1 3 1 5 2 3 6 8 - - - - - - -
100.0 3.4 10.3 3.4 17.2 6.9 10.3 20.7 27.6 - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 417 7 23 19 30 20 47 77 64 80 15 2 - 1 18 14
100.0 1.7 5.5 4.6 7.2 4.8 11.3 18.5 15.3 19.2 3.6 0.5 - 0.2 4.3 3.4

輸送・運転の仕事 103 - 4 1 3 2 5 25 23 26 6 1 1 1 5 -
100.0 - 3.9 1.0 2.9 1.9 4.9 24.3 22.3 25.2 5.8 1.0 1.0 1.0 4.9 -

建設・採掘の仕事 76 1 - - 1 - 1 9 19 31 11 2 - - 1 -
100.0 1.3 - - 1.3 - 1.3 11.8 25.0 40.8 14.5 2.6 - - 1.3 -

清掃など労務の仕事 83 6 12 7 15 5 13 6 8 2 1 - 1 - 5 2
100.0 7.2 14.5 8.4 18.1 6.0 15.7 7.2 9.6 2.4 1.2 - 1.2 - 6.0 2.4

その他 20 1 2 2 2 1 2 4 3 1 - - - - 2 -
100.0 5.0 10.0 10.0 10.0 5.0 10.0 20.0 15.0 5.0 - - - - 10.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 22 40 15 43 25 58 99 117 141 47 11 4 11 51 21
100.0 3.1 5.7 2.1 6.1 3.5 8.2 14.0 16.6 20.0 6.7 1.6 0.6 1.6 7.2 3.0

サービスの仕事（計） 710 24 71 39 103 50 61 116 125 60 7 2 - - 34 18
100.0 3.4 10.0 5.5 14.5 7.0 8.6 16.3 17.6 8.5 1.0 0.3 - - 4.8 2.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 3 8 3 18 12 53 74 63 47 7 - 1 - 25 6
100.0 0.9 2.5 0.9 5.6 3.8 16.6 23.1 19.7 14.7 2.2 - 0.3 - 7.8 1.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 14 51 41 81 55 110 214 213 187 46 8 2 3 30 21
100.0 1.3 4.7 3.8 7.5 5.1 10.2 19.9 19.8 17.4 4.3 0.7 0.2 0.3 2.8 2.0

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 91 242 138 284 164 285 466 450 437 127 57 14 19 227 73
100.0 3.0 7.9 4.5 9.2 5.3 9.3 15.2 14.6 14.2 4.1 1.9 0.5 0.6 7.4 2.4

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 - 5 1 6 4 6 23 19 33 17 5 1 - 1 2
100.0 - 4.1 0.8 4.9 3.3 4.9 18.7 15.4 26.8 13.8 4.1 0.8 - 0.8 1.6

2013年4月1日以降（計） 931 14 46 39 71 49 101 190 186 152 29 3 1 3 28 19
100.0 1.5 4.9 4.2 7.6 5.3 10.8 20.4 20.0 16.3 3.1 0.3 0.1 0.3 3.0 2.0

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 96 272 163 333 200 356 623 617 607 170 60 16 20 221 90
100.0 2.5 7.1 4.2 8.7 5.2 9.3 16.2 16.1 15.8 4.4 1.6 0.4 0.5 5.7 2.3

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 20 58 32 69 32 62 126 172 223 62 27 8 7 51 32
100.0 2.0 5.9 3.3 7.0 3.3 6.3 12.8 17.5 22.7 6.3 2.8 0.8 0.7 5.2 3.3

30～49人 539 19 36 28 44 28 44 85 85 83 29 6 3 5 31 13
100.0 3.5 6.7 5.2 8.2 5.2 8.2 15.8 15.8 15.4 5.4 1.1 0.6 0.9 5.8 2.4

50～99人 521 10 44 13 55 26 54 84 90 74 16 10 1 4 31 9
100.0 1.9 8.4 2.5 10.6 5.0 10.4 16.1 17.3 14.2 3.1 1.9 0.2 0.8 6.0 1.7

100～299人 775 21 55 36 78 57 90 153 109 72 35 11 2 3 39 14
100.0 2.7 7.1 4.6 10.1 7.4 11.6 19.7 14.1 9.3 4.5 1.4 0.3 0.4 5.0 1.8

300～499人 458 11 29 19 40 21 46 100 79 55 13 4 - - 27 14
100.0 2.4 6.3 4.1 8.7 4.6 10.0 21.8 17.2 12.0 2.8 0.9 - - 5.9 3.1

500～999人 305 8 35 14 23 17 21 34 44 63 8 - 2 1 30 5
100.0 2.6 11.5 4.6 7.5 5.6 6.9 11.1 14.4 20.7 2.6 - 0.7 0.3 9.8 1.6

1,000人以上 265 7 15 21 24 19 39 41 38 37 7 2 - - 12 3
100.0 2.6 5.7 7.9 9.1 7.2 14.7 15.5 14.3 14.0 2.6 0.8 - - 4.5 1.1

300人以上（計） 1,028 26 79 54 87 57 106 175 161 155 28 6 2 1 69 22
100.0 2.5 7.7 5.3 8.5 5.5 10.3 17.0 15.7 15.1 2.7 0.6 0.2 0.1 6.7 2.1

問４付問④：現在の会社からの、昨年（2017年1月1日～12月31日）の税込み年収はどれくらいでしたか（１つに〇）。調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 980 1,086 1,516 414 234 1,879 822 878 242 922 387 1,174 320 104 592 424 112 393 124 74 55
100.0 23.3 25.8 36.0 9.8 5.6 44.6 19.5 20.8 5.7 21.9 9.2 27.9 7.6 2.5 14.0 10.1 2.7 9.3 2.9 1.8 1.3

問22：性別

男性 1,469 190 302 363 142 91 477 322 306 109 375 131 361 107 46 427 127 50 121 51 23 21
100.0 12.9 20.6 24.7 9.7 6.2 32.5 21.9 20.8 7.4 25.5 8.9 24.6 7.3 3.1 29.1 8.6 3.4 8.2 3.5 1.6 1.4

女性 2,677 772 763 1,133 268 139 1,374 493 562 129 536 246 801 211 58 158 292 55 269 68 49 27
100.0 28.8 28.5 42.3 10.0 5.2 51.3 18.4 21.0 4.8 20.0 9.2 29.9 7.9 2.2 5.9 10.9 2.1 10.0 2.5 1.8 1.0

問22：年齢層

満29歳以下 320 40 84 104 43 22 122 52 104 16 67 22 102 39 26 - 31 2 37 11 10 3
100.0 12.5 26.3 32.5 13.4 6.9 38.1 16.3 32.5 5.0 20.9 6.9 31.9 12.2 8.1 - 9.7 0.6 11.6 3.4 3.1 0.9

満30歳台 703 213 223 317 97 67 318 133 184 52 144 64 221 56 34 - 75 16 48 20 7 4
100.0 30.3 31.7 45.1 13.8 9.5 45.2 18.9 26.2 7.4 20.5 9.1 31.4 8.0 4.8 - 10.7 2.3 6.8 2.8 1.0 0.6

満40歳台 1,085 308 299 428 117 53 554 208 240 76 208 102 341 99 29 - 128 29 127 30 17 2
100.0 28.4 27.6 39.4 10.8 4.9 51.1 19.2 22.1 7.0 19.2 9.4 31.4 9.1 2.7 - 11.8 2.7 11.7 2.8 1.6 0.2

満50歳台 916 202 218 312 80 40 450 188 171 44 176 94 236 92 12 5 107 29 110 29 20 19
100.0 22.1 23.8 34.1 8.7 4.4 49.1 20.5 18.7 4.8 19.2 10.3 25.8 10.0 1.3 0.5 11.7 3.2 12.0 3.2 2.2 2.1

満60歳以上 1,020 184 213 309 69 39 366 213 143 42 298 87 242 28 2 560 72 26 61 22 15 16
100.0 18.0 20.9 30.3 6.8 3.8 35.9 20.9 14.0 4.1 29.2 8.5 23.7 2.7 0.2 54.9 7.1 2.5 6.0 2.2 1.5 1.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 30 52 68 29 18 91 37 63 17 40 19 74 25 24 - 23 3 21 11 8 2
×満34歳以下 100.0 12.8 22.2 29.1 12.4 7.7 38.9 15.8 26.9 7.3 17.1 8.1 31.6 10.7 10.3 - 9.8 1.3 9.0 4.7 3.4 0.9

男性 235 36 59 66 38 28 84 59 64 28 49 21 68 24 10 - 27 7 20 11 4 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 15.3 25.1 28.1 16.2 11.9 35.7 25.1 27.2 11.9 20.9 8.9 28.9 10.2 4.3 - 11.5 3.0 8.5 4.7 1.7 0.9

男性 320 27 56 51 29 14 109 75 89 34 86 27 80 40 9 2 34 20 38 14 4 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 8.4 17.5 15.9 9.1 4.4 34.1 23.4 27.8 10.6 26.9 8.4 25.0 12.5 2.8 0.6 10.6 6.3 11.9 4.4 1.3 1.3

男性 642 92 128 173 44 28 184 143 80 26 194 61 132 17 2 412 42 18 39 14 5 10
×満60歳以上 100.0 14.3 19.9 26.9 6.9 4.4 28.7 22.3 12.5 4.0 30.2 9.5 20.6 2.6 0.3 64.2 6.5 2.8 6.1 2.2 0.8 1.6

女性 382 90 139 168 53 39 170 65 119 20 86 35 127 42 23 - 38 6 38 9 4 2
×満34歳以下 100.0 23.6 36.4 44.0 13.9 10.2 44.5 17.0 31.2 5.2 22.5 9.2 33.2 11.0 6.0 - 9.9 1.6 9.9 2.4 1.0 0.5

女性 692 250 202 342 76 37 355 121 155 35 139 56 228 44 17 - 79 14 57 18 9 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 36.1 29.2 49.4 11.0 5.3 51.3 17.5 22.4 5.1 20.1 8.1 32.9 6.4 2.5 - 11.4 2.0 8.2 2.6 1.3 0.3

女性 1,160 329 315 466 112 46 634 224 209 54 195 123 323 111 18 3 140 26 148 27 25 16
×満45歳以上59歳以下 100.0 28.4 27.2 40.2 9.7 4.0 54.7 19.3 18.0 4.7 16.8 10.6 27.8 9.6 1.6 0.3 12.1 2.2 12.8 2.3 2.2 1.4

女性 377 92 85 136 25 11 181 70 63 16 104 25 109 11 - 147 30 8 21 8 10 6
×満60歳以上 100.0 24.4 22.5 36.1 6.6 2.9 48.0 18.6 16.7 4.2 27.6 6.6 28.9 2.9 - 39.0 8.0 2.1 5.6 2.1 2.7 1.6

問１：職種

管理的な仕事 144 8 18 18 17 11 35 26 31 19 34 5 26 6 4 51 7 19 18 5 - 2
100.0 5.6 12.5 12.5 11.8 7.6 24.3 18.1 21.5 13.2 23.6 3.5 18.1 4.2 2.8 35.4 4.9 13.2 12.5 3.5 - 1.4

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 79 68 88 35 14 109 31 60 9 108 16 55 13 1 21 32 4 10 1 5 1
100.0 36.9 31.8 41.1 16.4 6.5 50.9 14.5 28.0 4.2 50.5 7.5 25.7 6.1 0.5 9.8 15.0 1.9 4.7 0.5 2.3 0.5

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 44 40 52 11 6 63 26 84 11 97 8 56 15 7 11 23 1 13 2 2 1
100.0 25.0 22.7 29.5 6.3 3.4 35.8 14.8 47.7 6.3 55.1 4.5 31.8 8.5 4.0 6.3 13.1 0.6 7.4 1.1 1.1 0.6

専門的・技術的な仕事（その他） 315 56 64 94 35 23 99 60 114 24 144 21 99 23 7 72 41 - 25 6 5 1
100.0 17.8 20.3 29.8 11.1 7.3 31.4 19.0 36.2 7.6 45.7 6.7 31.4 7.3 2.2 22.9 13.0 - 7.9 1.9 1.6 0.3

事務の仕事 1,244 322 418 543 116 79 564 245 184 53 129 142 350 114 36 141 129 25 145 46 19 11
100.0 25.9 33.6 43.6 9.3 6.4 45.3 19.7 14.8 4.3 10.4 11.4 28.1 9.2 2.9 11.3 10.4 2.0 11.7 3.7 1.5 0.9

販売の仕事（営業を含む） 191 37 39 63 15 8 77 34 38 16 21 15 56 15 5 36 13 6 14 6 4 5
100.0 19.4 20.4 33.0 7.9 4.2 40.3 17.8 19.9 8.4 11.0 7.9 29.3 7.9 2.6 18.8 6.8 3.1 7.3 3.1 2.1 2.6

サービスの仕事（介護関係） 369 111 101 144 34 12 191 76 101 23 128 34 125 14 7 25 45 3 24 5 12 2
100.0 30.1 27.4 39.0 9.2 3.3 51.8 20.6 27.4 6.2 34.7 9.2 33.9 3.8 1.9 6.8 12.2 0.8 6.5 1.4 3.3 0.5

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 34 29 53 7 7 91 29 42 18 17 9 50 7 4 6 15 7 16 8 2 2
100.0 20.4 17.4 31.7 4.2 4.2 54.5 17.4 25.1 10.8 10.2 5.4 29.9 4.2 2.4 3.6 9.0 4.2 9.6 4.8 1.2 1.2

サービスの仕事（その他） 174 38 43 54 18 17 77 37 45 21 31 22 41 6 5 23 14 7 11 8 4 3
100.0 21.8 24.7 31.0 10.3 9.8 44.3 21.3 25.9 12.1 17.8 12.6 23.6 3.4 2.9 13.2 8.0 4.0 6.3 4.6 2.3 1.7

警備・保安の仕事 29 9 4 8 4 2 7 10 1 1 6 5 9 1 - 11 3 1 2 1 1 -
100.0 31.0 13.8 27.6 13.8 6.9 24.1 34.5 3.4 3.4 20.7 17.2 31.0 3.4 - 37.9 10.3 3.4 6.9 3.4 3.4 -

製造・生産工程の仕事 417 76 65 146 56 24 209 83 65 15 38 38 111 49 14 57 30 12 51 13 6 8
100.0 18.2 15.6 35.0 13.4 5.8 50.1 19.9 15.6 3.6 9.1 9.1 26.6 11.8 3.4 13.7 7.2 2.9 12.2 3.1 1.4 1.9

輸送・運転の仕事 103 18 21 26 5 7 48 35 9 1 26 18 24 4 1 32 11 3 8 6 1 1
100.0 17.5 20.4 25.2 4.9 6.8 46.6 34.0 8.7 1.0 25.2 17.5 23.3 3.9 1.0 31.1 10.7 2.9 7.8 5.8 1.0 1.0

建設・採掘の仕事 76 4 13 16 14 7 31 20 13 4 27 7 25 2 1 15 10 6 3 - - 1
100.0 5.3 17.1 21.1 18.4 9.2 40.8 26.3 17.1 5.3 35.5 9.2 32.9 2.6 1.3 19.7 13.2 7.9 3.9 - - 1.3

清掃など労務の仕事 83 30 31 38 8 - 35 24 3 3 2 14 22 5 - 6 3 1 7 5 3 3
100.0 36.1 37.3 45.8 9.6 - 42.2 28.9 3.6 3.6 2.4 16.9 26.5 6.0 - 7.2 3.6 1.2 8.4 6.0 3.6 3.6

その他 20 6 5 8 3 1 10 2 5 1 1 3 6 1 - 1 2 - 1 1 1 -
100.0 30.0 25.0 40.0 15.0 5.0 50.0 10.0 25.0 5.0 5.0 15.0 30.0 5.0 - 5.0 10.0 - 5.0 5.0 5.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 179 172 234 81 43 271 117 258 44 349 45 210 51 15 104 96 5 48 9 12 3
100.0 25.4 24.4 33.2 11.5 6.1 38.4 16.6 36.6 6.2 49.5 6.4 29.8 7.2 2.1 14.8 13.6 0.7 6.8 1.3 1.7 0.4

サービスの仕事（計） 710 183 173 251 59 36 359 142 188 62 176 65 216 27 16 54 74 17 51 21 18 7
100.0 25.8 24.4 35.4 8.3 5.1 50.6 20.0 26.5 8.7 24.8 9.2 30.4 3.8 2.3 7.6 10.4 2.4 7.2 3.0 2.5 1.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 36 77 101 27 16 127 69 59 12 49 36 72 320 19 14 28 - 111 - 8 -
100.0 11.3 24.1 31.6 8.4 5.0 39.7 21.6 18.4 3.8 15.3 11.3 22.5 100.0 5.9 4.4 8.8 - 34.7 - 2.5 -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 196 263 406 129 77 508 214 253 74 208 100 346 105 30 24 111 13 139 35 13 8
100.0 18.2 24.4 37.7 12.0 7.2 47.2 19.9 23.5 6.9 19.3 9.3 32.2 9.8 2.8 2.2 10.3 1.2 12.9 3.3 1.2 0.7

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 775 806 1,087 280 151 1,346 599 614 163 708 285 814 215 74 565 308 94 253 87 59 39
100.0 25.2 26.2 35.4 9.1 4.9 43.8 19.5 20.0 5.3 23.0 9.3 26.5 7.0 2.4 18.4 10.0 3.1 8.2 2.8 1.9 1.3

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 21 21 34 12 10 52 39 33 17 36 8 43 7 1 6 12 7 11 3 2 -
100.0 17.1 17.1 27.6 9.8 8.1 42.3 31.7 26.8 13.8 29.3 6.5 35.0 5.7 0.8 4.9 9.8 5.7 8.9 2.4 1.6 -

2013年4月1日以降（計） 931 171 238 366 116 65 443 171 217 57 169 91 297 97 27 16 96 5 126 32 11 8
100.0 18.4 25.6 39.3 12.5 7.0 47.6 18.4 23.3 6.1 18.2 9.8 31.9 10.4 2.9 1.7 10.3 0.5 13.5 3.4 1.2 0.9

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 884 986 1,372 372 213 1,695 766 809 227 852 358 1,066 295 92 562 385 111 344 109 67 49
100.0 23.0 25.7 35.7 9.7 5.5 44.1 19.9 21.0 5.9 22.2 9.3 27.7 7.7 2.4 14.6 10.0 2.9 8.9 2.8 1.7 1.3

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 187 251 322 107 63 412 225 247 104 259 91 313 31 17 133 89 93 46 30 8 14
100.0 19.1 25.6 32.8 10.9 6.4 42.0 22.9 25.2 10.6 26.4 9.3 31.9 3.2 1.7 13.6 9.1 9.5 4.7 3.1 0.8 1.4

30～49人 539 143 126 192 41 30 250 123 109 26 131 46 143 38 9 87 76 11 50 12 12 9
100.0 26.5 23.4 35.6 7.6 5.6 46.4 22.8 20.2 4.8 24.3 8.5 26.5 7.1 1.7 16.1 14.1 2.0 9.3 2.2 2.2 1.7

50～99人 521 135 145 185 42 22 241 111 104 28 124 38 139 35 13 115 49 7 46 13 6 9
100.0 25.9 27.8 35.5 8.1 4.2 46.3 21.3 20.0 5.4 23.8 7.3 26.7 6.7 2.5 22.1 9.4 1.3 8.8 2.5 1.2 1.7

100～299人 775 183 190 281 65 35 361 124 158 29 177 86 213 69 18 124 67 - 73 22 15 4
100.0 23.6 24.5 36.3 8.4 4.5 46.6 16.0 20.4 3.7 22.8 11.1 27.5 8.9 2.3 16.0 8.6 - 9.4 2.8 1.9 0.5

300～499人 458 91 87 163 48 29 177 65 76 13 78 37 111 55 16 65 51 - 66 19 17 5
100.0 19.9 19.0 35.6 10.5 6.3 38.6 14.2 16.6 2.8 17.0 8.1 24.2 12.0 3.5 14.2 11.1 - 14.4 4.1 3.7 1.1

500～999人 305 82 94 122 48 23 152 72 64 13 48 30 76 29 13 23 26 - 24 6 5 4
100.0 26.9 30.8 40.0 15.7 7.5 49.8 23.6 21.0 4.3 15.7 9.8 24.9 9.5 4.3 7.5 8.5 - 7.9 2.0 1.6 1.3

1,000人以上 265 63 93 107 21 11 102 46 51 14 35 30 71 38 6 15 27 - 39 7 4 4
100.0 23.8 35.1 40.4 7.9 4.2 38.5 17.4 19.2 5.3 13.2 11.3 26.8 14.3 2.3 5.7 10.2 - 14.7 2.6 1.5 1.5

300人以上（計） 1,028 236 274 392 117 63 431 183 191 40 161 97 258 122 35 103 104 - 129 32 26 13
100.0 23.0 26.7 38.1 11.4 6.1 41.9 17.8 18.6 3.9 15.7 9.4 25.1 11.9 3.4 10.0 10.1 - 12.5 3.1 2.5 1.3

問５：現在の会社で、働いている理由は何ですか（該当すべてに〇）。 調査シリーズNo.202
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全体計 3,074 604 2,333 137 604 123 356 97 166 29 3 61 10
100.0 19.6 75.9 4.5 100.0 20.4 58.9 16.1 27.5 4.8 0.5 10.1 1.7

問22：性別

男性 1,123 188 889 46 188 46 90 38 32 17 1 22 6
100.0 16.7 79.2 4.1 100.0 24.5 47.9 20.2 17.0 9.0 0.5 11.7 3.2

女性 1,902 403 1,419 80 403 72 256 53 129 11 1 37 4
100.0 21.2 74.6 4.2 100.0 17.9 63.5 13.2 32.0 2.7 0.2 9.2 1.0

問22：年齢層

満29歳以下 230 41 182 7 41 11 24 8 10 6 - 6 -
100.0 17.8 79.1 3.0 100.0 26.8 58.5 19.5 24.4 14.6 - 14.6 -

満30歳台 478 88 379 11 88 20 48 12 31 2 - 12 -
100.0 18.4 79.3 2.3 100.0 22.7 54.5 13.6 35.2 2.3 - 13.6 -

満40歳台 719 142 553 24 142 25 82 21 49 8 - 12 2
100.0 19.7 76.9 3.3 100.0 17.6 57.7 14.8 34.5 5.6 - 8.5 1.4

満50歳台 608 115 466 27 115 19 67 23 53 4 - 10 -
100.0 18.9 76.6 4.4 100.0 16.5 58.3 20.0 46.1 3.5 - 8.7 -

満60歳以上 920 192 677 51 192 39 121 24 15 8 2 18 6
100.0 20.9 73.6 5.5 100.0 20.3 63.0 12.5 7.8 4.2 1.0 9.4 3.1

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 21 130 2 21 9 8 4 4 2 - 4 -
×満34歳以下 100.0 13.7 85.0 1.3 100.0 42.9 38.1 19.0 19.0 9.5 - 19.0 -

男性 140 24 110 6 24 9 5 6 9 6 - 2 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 17.1 78.6 4.3 100.0 37.5 20.8 25.0 37.5 25.0 - 8.3 4.2

男性 216 26 179 11 26 4 9 8 12 2 - 5 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 12.0 82.9 5.1 100.0 15.4 34.6 30.8 46.2 7.7 - 19.2 -

男性 592 113 454 25 113 24 66 18 7 7 1 11 4
×満60歳以上 100.0 19.1 76.7 4.2 100.0 21.2 58.4 15.9 6.2 6.2 0.9 9.7 3.5

女性 279 49 221 9 49 11 30 12 11 4 - 8 -
×満34歳以下 100.0 17.6 79.2 3.2 100.0 22.4 61.2 24.5 22.4 8.2 - 16.3 -

女性 495 114 371 10 114 16 73 11 41 2 - 11 -
×満35歳以上44歳以下 100.0 23.0 74.9 2.0 100.0 14.0 64.0 9.6 36.0 1.8 - 9.6 -

女性 752 152 569 31 152 26 96 23 66 4 - 10 1
×満45歳以上59歳以下 100.0 20.2 75.7 4.1 100.0 17.1 63.2 15.1 43.4 2.6 - 6.6 0.7

女性 327 78 223 26 78 15 54 6 8 1 1 7 2
×満60歳以上 100.0 23.9 68.2 8.0 100.0 19.2 69.2 7.7 10.3 1.3 1.3 9.0 2.6

問１：職種

管理的な仕事 120 8 101 11 8 3 5 1 1 - - 1 -
100.0 6.7 84.2 9.2 100.0 37.5 62.5 12.5 12.5 - - 12.5 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 37 114 6 37 8 21 5 5 1 - 6 -
100.0 23.6 72.6 3.8 100.0 21.6 56.8 13.5 13.5 2.7 - 16.2 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 30 101 4 30 7 19 2 10 1 - 4 -
100.0 22.2 74.8 3.0 100.0 23.3 63.3 6.7 33.3 3.3 - 13.3 -

専門的・技術的な仕事（その他） 228 55 167 6 55 11 24 12 24 5 - 6 1
100.0 24.1 73.2 2.6 100.0 20.0 43.6 21.8 43.6 9.1 - 10.9 1.8

事務の仕事 917 169 718 30 169 31 98 19 48 8 - 22 3
100.0 18.4 78.3 3.3 100.0 18.3 58.0 11.2 28.4 4.7 - 13.0 1.8

販売の仕事（営業を含む） 143 22 113 8 22 7 14 2 5 1 - 1 -
100.0 15.4 79.0 5.6 100.0 31.8 63.6 9.1 22.7 4.5 - 4.5 -

サービスの仕事（介護関係） 265 79 176 10 79 7 52 10 26 2 - 7 2
100.0 29.8 66.4 3.8 100.0 8.9 65.8 12.7 32.9 2.5 - 8.9 2.5

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 15 107 8 15 5 9 2 4 - 1 1 -
100.0 11.5 82.3 6.2 100.0 33.3 60.0 13.3 26.7 - 6.7 6.7 -

サービスの仕事（その他） 133 23 103 7 23 10 14 1 3 2 1 1 -
100.0 17.3 77.4 5.3 100.0 43.5 60.9 4.3 13.0 8.7 4.3 4.3 -

警備・保安の仕事 19 4 14 1 4 1 4 1 - - - - -
100.0 21.1 73.7 5.3 100.0 25.0 100.0 25.0 - - - - -

製造・生産工程の仕事 250 54 187 9 54 19 33 20 16 4 - 1 1
100.0 21.6 74.8 3.6 100.0 35.2 61.1 37.0 29.6 7.4 - 1.9 1.9

輸送・運転の仕事 80 11 63 6 11 - 7 2 3 - - 1 -
100.0 13.8 78.8 7.5 100.0 - 63.6 18.2 27.3 - - 9.1 -

建設・採掘の仕事 55 11 43 1 11 2 6 3 - 2 - 1 -
100.0 20.0 78.2 1.8 100.0 18.2 54.5 27.3 - 18.2 - 9.1 -

清掃など労務の仕事 58 16 38 4 16 2 12 1 3 - - 2 -
100.0 27.6 65.5 6.9 100.0 12.5 75.0 6.3 18.8 - - 12.5 -

その他 17 4 12 1 4 1 2 3 1 1 - - -
100.0 23.5 70.6 5.9 100.0 25.0 50.0 75.0 25.0 25.0 - - -

専門的・技術的な仕事（計） 520 122 382 16 122 26 64 19 39 7 - 16 1
100.0 23.5 73.5 3.1 100.0 21.3 52.5 15.6 32.0 5.7 - 13.1 0.8

サービスの仕事（計） 528 117 386 25 117 22 75 13 33 4 2 9 2
100.0 22.2 73.1 4.7 100.0 18.8 64.1 11.1 28.2 3.4 1.7 7.7 1.7

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 23 187 5 23 6 14 9 10 - - 2 1
100.0 10.7 87.0 2.3 100.0 26.1 60.9 39.1 43.5 - - 8.7 4.3

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 604 2,333 137 604 123 356 97 166 29 3 61 10
100.0 19.6 75.9 4.5 100.0 20.4 58.9 16.1 27.5 4.8 0.5 10.1 1.7

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 564 2,146 121 564 114 332 87 153 23 2 59 8
100.0 19.9 75.8 4.3 100.0 20.2 58.9 15.4 27.1 4.1 0.4 10.5 1.4

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 132 572 47 132 33 76 32 22 8 1 10 -
100.0 17.6 76.2 6.3 100.0 25.0 57.6 24.2 16.7 6.1 0.8 7.6 -

30～49人 409 91 299 19 91 17 57 11 23 5 - 10 1
100.0 22.2 73.1 4.6 100.0 18.7 62.6 12.1 25.3 5.5 - 11.0 1.1

50～99人 399 86 296 17 86 16 55 6 25 3 1 8 1
100.0 21.6 74.2 4.3 100.0 18.6 64.0 7.0 29.1 3.5 1.2 9.3 1.2

100～299人 579 133 429 17 133 23 80 24 44 4 - 19 2
100.0 23.0 74.1 2.9 100.0 17.3 60.2 18.0 33.1 3.0 - 14.3 1.5

300～499人 325 65 248 12 65 11 34 9 27 2 - 3 2
100.0 20.0 76.3 3.7 100.0 16.9 52.3 13.8 41.5 3.1 - 4.6 3.1

500～999人 196 30 160 6 30 9 19 2 2 1 - 4 -
100.0 15.3 81.6 3.1 100.0 30.0 63.3 6.7 6.7 3.3 - 13.3 -

1,000人以上 172 27 142 3 27 5 11 3 10 - - 5 2
100.0 15.7 82.6 1.7 100.0 18.5 40.7 11.1 37.0 - - 18.5 7.4

300人以上（計） 693 122 550 21 122 25 64 14 39 3 - 12 4
100.0 17.6 79.4 3.0 100.0 20.5 52.5 11.5 32.0 2.5 - 9.8 3.3

問６：期間の定めのある「有期労働契約」で働く
ことを、あえて選択しましたか（１つに〇）。

問６付問：あえて「有期労働契約」を選択した理由は、
何ですか（該当すべてに〇）。
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全体計 3,074 469 682 586 496 363 110 368
100.0 15.3 22.2 19.1 16.1 11.8 3.6 12.0

問22：性別

男性 1,123 209 273 214 147 84 47 149
100.0 18.6 24.3 19.1 13.1 7.5 4.2 13.3

女性 1,902 256 401 362 346 276 59 202
100.0 13.5 21.1 19.0 18.2 14.5 3.1 10.6

問22：年齢層

満29歳以下 230 88 79 43 6 - - 14
100.0 38.3 34.3 18.7 2.6 - - 6.1

満30歳台 478 79 137 113 67 35 - 47
100.0 16.5 28.7 23.6 14.0 7.3 - 9.8

満40歳台 719 89 127 133 153 96 18 103
100.0 12.4 17.7 18.5 21.3 13.4 2.5 14.3

満50歳台 608 61 68 92 108 144 41 94
100.0 10.0 11.2 15.1 17.8 23.7 6.7 15.5

満60歳以上 920 135 247 184 149 79 45 81
100.0 14.7 26.8 20.0 16.2 8.6 4.9 8.8

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 49 49 31 6 1 - 17
×満34歳以下 100.0 32.0 32.0 20.3 3.9 0.7 - 11.1

男性 140 27 22 26 15 20 3 27
×満35歳以上44歳以下 100.0 19.3 15.7 18.6 10.7 14.3 2.1 19.3

男性 216 24 25 29 24 33 20 61
×満45歳以上59歳以下 100.0 11.1 11.6 13.4 11.1 15.3 9.3 28.2

男性 592 102 174 125 101 29 23 38
×満60歳以上 100.0 17.2 29.4 21.1 17.1 4.9 3.9 6.4

女性 279 78 92 66 19 5 - 19
×満34歳以下 100.0 28.0 33.0 23.7 6.8 1.8 - 6.8

女性 495 65 112 103 106 58 5 46
×満35歳以上44歳以下 100.0 13.1 22.6 20.8 21.4 11.7 1.0 9.3

女性 752 74 111 126 164 158 31 88
×満45歳以上59歳以下 100.0 9.8 14.8 16.8 21.8 21.0 4.1 11.7

女性 327 33 72 59 48 50 22 43
×満60歳以上 100.0 10.1 22.0 18.0 14.7 15.3 6.7 13.1

問１：職種

管理的な仕事 120 18 16 15 9 8 18 36
100.0 15.0 13.3 12.5 7.5 6.7 15.0 30.0

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 18 42 27 34 17 5 14
100.0 11.5 26.8 17.2 21.7 10.8 3.2 8.9

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 21 33 28 19 18 8 8
100.0 15.6 24.4 20.7 14.1 13.3 5.9 5.9

専門的・技術的な仕事（その他） 228 43 47 51 40 24 7 16
100.0 18.9 20.6 22.4 17.5 10.5 3.1 7.0

事務の仕事 917 157 213 167 150 119 28 83
100.0 17.1 23.2 18.2 16.4 13.0 3.1 9.1

販売の仕事（営業を含む） 143 22 31 23 22 19 7 19
100.0 15.4 21.7 16.1 15.4 13.3 4.9 13.3

サービスの仕事（介護関係） 265 22 54 68 72 25 2 22
100.0 8.3 20.4 25.7 27.2 9.4 0.8 8.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 14 24 24 14 21 3 30
100.0 10.8 18.5 18.5 10.8 16.2 2.3 23.1

サービスの仕事（その他） 133 20 23 23 21 16 5 25
100.0 15.0 17.3 17.3 15.8 12.0 3.8 18.8

警備・保安の仕事 19 - 5 4 6 2 - 2
100.0 - 26.3 21.1 31.6 10.5 - 10.5

製造・生産工程の仕事 250 37 72 46 39 22 11 23
100.0 14.8 28.8 18.4 15.6 8.8 4.4 9.2

輸送・運転の仕事 80 15 23 12 6 5 6 13
100.0 18.8 28.8 15.0 7.5 6.3 7.5 16.3

建設・採掘の仕事 55 3 9 16 7 9 3 8
100.0 5.5 16.4 29.1 12.7 16.4 5.5 14.5

清掃など労務の仕事 58 11 8 13 7 8 1 10
100.0 19.0 13.8 22.4 12.1 13.8 1.7 17.2

その他 17 2 3 3 2 5 - 2
100.0 11.8 17.6 17.6 11.8 29.4 - 11.8

専門的・技術的な仕事（計） 520 82 122 106 93 59 20 38
100.0 15.8 23.5 20.4 17.9 11.3 3.8 7.3

サービスの仕事（計） 528 56 101 115 107 62 10 77
100.0 10.6 19.1 21.8 20.3 11.7 1.9 14.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 33 60 28 34 42 6 12
100.0 15.3 27.9 13.0 15.8 19.5 2.8 5.6

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - -
- - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 469 682 586 496 363 110 368
100.0 15.3 22.2 19.1 16.1 11.8 3.6 12.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - -
- - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - -
- - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 424 642 536 465 326 99 339
100.0 15.0 22.7 18.9 16.4 11.5 3.5 12.0

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 102 112 130 103 79 47 178
100.0 13.6 14.9 17.3 13.7 10.5 6.3 23.7

30～49人 409 52 110 66 70 35 15 61
100.0 12.7 26.9 16.1 17.1 8.6 3.7 14.9

50～99人 399 51 93 89 77 40 10 39
100.0 12.8 23.3 22.3 19.3 10.0 2.5 9.8

100～299人 579 103 136 125 101 73 10 31
100.0 17.8 23.5 21.6 17.4 12.6 1.7 5.4

300～499人 325 50 94 64 57 36 8 16
100.0 15.4 28.9 19.7 17.5 11.1 2.5 4.9

500～999人 196 41 55 33 38 18 2 9
100.0 20.9 28.1 16.8 19.4 9.2 1.0 4.6

1,000人以上 172 25 42 29 19 45 7 5
100.0 14.5 24.4 16.9 11.0 26.2 4.1 2.9

300人以上（計） 693 116 191 126 114 99 17 30
100.0 16.7 27.6 18.2 16.5 14.3 2.5 4.3

問７：現在の会社で、有期労働契約で働き始めてから、どれくらいになりますか（１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 1,076 3,074 65 3,074 550 2,447 77 2,447 54 2,351 42
100.0 25.5 72.9 1.5 100.0 17.9 79.6 2.5 100.0 2.2 96.1 1.7

問22：性別

男性 1,469 320 1,123 26 1,123 386 707 30 707 18 679 10
100.0 21.8 76.4 1.8 100.0 34.4 63.0 2.7 100.0 2.5 96.0 1.4

女性 2,677 750 1,902 25 1,902 157 1,709 36 1,709 36 1,642 31
100.0 28.0 71.0 0.9 100.0 8.3 89.9 1.9 100.0 2.1 96.1 1.8

問22：年齢層

満29歳以下 320 88 230 2 230 - 230 - 230 14 212 4
100.0 27.5 71.9 0.6 100.0 - 100.0 - 100.0 6.1 92.2 1.7

満30歳台 703 220 478 5 478 - 477 1 477 8 462 7
100.0 31.3 68.0 0.7 100.0 - 99.8 0.2 100.0 1.7 96.9 1.5

満40歳台 1,085 358 719 8 719 - 719 - 719 18 685 16
100.0 33.0 66.3 0.7 100.0 - 100.0 - 100.0 2.5 95.3 2.2

満50歳台 916 294 608 14 608 1 607 - 607 9 587 11
100.0 32.1 66.4 1.5 100.0 0.2 99.8 - 100.0 1.5 96.7 1.8

満60歳以上 1,020 85 920 15 920 531 332 57 332 5 324 3
100.0 8.3 90.2 1.5 100.0 57.7 36.1 6.2 100.0 1.5 97.6 0.9

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 80 153 1 153 - 153 - 153 6 145 2
×満34歳以下 100.0 34.2 65.4 0.4 100.0 - 100.0 - 100.0 3.9 94.8 1.3

男性 235 90 140 5 140 - 140 - 140 6 133 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 38.3 59.6 2.1 100.0 - 100.0 - 100.0 4.3 95.0 0.7

男性 320 96 216 8 216 - 216 - 216 4 205 7
×満45歳以上59歳以下 100.0 30.0 67.5 2.5 100.0 - 100.0 - 100.0 1.9 94.9 3.2

男性 642 42 592 8 592 379 186 27 186 2 184 -
×満60歳以上 100.0 6.5 92.2 1.2 100.0 64.0 31.4 4.6 100.0 1.1 98.9 -

女性 382 100 279 3 279 - 278 1 278 10 263 5
×満34歳以下 100.0 26.2 73.0 0.8 100.0 - 99.6 0.4 100.0 3.6 94.6 1.8

女性 692 193 495 4 495 - 495 - 495 11 478 6
×満35歳以上44歳以下 100.0 27.9 71.5 0.6 100.0 - 100.0 - 100.0 2.2 96.6 1.2

女性 1,160 400 752 8 752 1 751 - 751 12 722 17
×満45歳以上59歳以下 100.0 34.5 64.8 0.7 100.0 0.1 99.9 - 100.0 1.6 96.1 2.3

女性 377 43 327 7 327 152 145 30 145 3 139 3
×満60歳以上 100.0 11.4 86.7 1.9 100.0 46.5 44.3 9.2 100.0 2.1 95.9 2.1

問１：職種

管理的な仕事 144 19 120 5 120 40 73 7 73 - 73 -
100.0 13.2 83.3 3.5 100.0 33.3 60.8 5.8 100.0 - 100.0 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 55 157 2 157 21 133 3 133 2 129 2
100.0 25.7 73.4 0.9 100.0 13.4 84.7 1.9 100.0 1.5 97.0 1.5

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 41 135 - 135 6 126 3 126 - 120 6
100.0 23.3 76.7 - 100.0 4.4 93.3 2.2 100.0 - 95.2 4.8

専門的・技術的な仕事（その他） 315 85 228 2 228 71 151 6 151 3 145 3
100.0 27.0 72.4 0.6 100.0 31.1 66.2 2.6 100.0 2.0 96.0 2.0

事務の仕事 1,244 316 917 11 917 131 775 11 775 19 741 15
100.0 25.4 73.7 0.9 100.0 14.3 84.5 1.2 100.0 2.5 95.6 1.9

販売の仕事（営業を含む） 191 46 143 2 143 33 103 7 103 1 101 1
100.0 24.1 74.9 1.0 100.0 23.1 72.0 4.9 100.0 1.0 98.1 1.0

サービスの仕事（介護関係） 369 101 265 3 265 23 236 6 236 - 233 3
100.0 27.4 71.8 0.8 100.0 8.7 89.1 2.3 100.0 - 98.7 1.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 33 130 4 130 4 118 8 118 2 115 1
100.0 19.8 77.8 2.4 100.0 3.1 90.8 6.2 100.0 1.7 97.5 0.8

サービスの仕事（その他） 174 38 133 3 133 26 101 6 101 1 99 1
100.0 21.8 76.4 1.7 100.0 19.5 75.9 4.5 100.0 1.0 98.0 1.0

警備・保安の仕事 29 9 19 1 19 5 13 1 13 1 12 -
100.0 31.0 65.5 3.4 100.0 26.3 68.4 5.3 100.0 7.7 92.3 -

製造・生産工程の仕事 417 158 250 9 250 61 187 2 187 10 174 3
100.0 37.9 60.0 2.2 100.0 24.4 74.8 0.8 100.0 5.3 93.0 1.6

輸送・運転の仕事 103 19 80 4 80 26 51 3 51 1 49 1
100.0 18.4 77.7 3.9 100.0 32.5 63.8 3.8 100.0 2.0 96.1 2.0

建設・採掘の仕事 76 19 55 2 55 17 37 1 37 - 37 -
100.0 25.0 72.4 2.6 100.0 30.9 67.3 1.8 100.0 - 100.0 -

清掃など労務の仕事 83 23 58 2 58 5 53 - 53 - 52 1
100.0 27.7 69.9 2.4 100.0 8.6 91.4 - 100.0 - 98.1 1.9

その他 20 3 17 - 17 1 16 - 16 1 15 -
100.0 15.0 85.0 - 100.0 5.9 94.1 - 100.0 6.3 93.8 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 181 520 4 520 98 410 12 410 5 394 11
100.0 25.7 73.8 0.6 100.0 18.8 78.8 2.3 100.0 1.2 96.1 2.7

サービスの仕事（計） 710 172 528 10 528 53 455 20 455 3 447 5
100.0 24.2 74.4 1.4 100.0 10.0 86.2 3.8 100.0 0.7 98.2 1.1

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 105 215 - 215 10 203 2 203 9 193 1
100.0 32.8 67.2 - 100.0 4.7 94.4 0.9 100.0 4.4 95.1 0.5

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 1,076 - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 - 3,074 - 3,074 550 2,447 77 2,447 54 2,351 42
100.0 - 100.0 - 100.0 17.9 79.6 2.5 100.0 2.2 96.1 1.7

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 123 - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） 931 931 - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 959 2,831 54 2,831 528 2,236 67 2,236 47 2,152 37
100.0 24.9 73.6 1.4 100.0 18.7 79.0 2.4 100.0 2.1 96.2 1.7

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 198 751 32 751 140 582 29 582 8 565 9
100.0 20.2 76.6 3.3 100.0 18.6 77.5 3.9 100.0 1.4 97.1 1.5

30～49人 539 121 409 9 409 84 311 14 311 4 301 6
100.0 22.4 75.9 1.7 100.0 20.5 76.0 3.4 100.0 1.3 96.8 1.9

50～99人 521 120 399 2 399 102 287 10 287 8 272 7
100.0 23.0 76.6 0.4 100.0 25.6 71.9 2.5 100.0 2.8 94.8 2.4

100～299人 775 191 579 5 579 112 462 5 462 16 435 11
100.0 24.6 74.7 0.6 100.0 19.3 79.8 0.9 100.0 3.5 94.2 2.4

300～499人 458 128 325 5 325 54 269 2 269 6 260 3
100.0 27.9 71.0 1.1 100.0 16.6 82.8 0.6 100.0 2.2 96.7 1.1

500～999人 305 109 196 - 196 21 169 6 169 3 166 -
100.0 35.7 64.3 - 100.0 10.7 86.2 3.1 100.0 1.8 98.2 -

1,000人以上 265 92 172 1 172 15 156 1 156 2 153 1
100.0 34.7 64.9 0.4 100.0 8.7 90.7 0.6 100.0 1.3 98.1 0.6

300人以上（計） 1,028 329 693 6 693 90 594 9 594 11 579 4
100.0 32.0 67.4 0.6 100.0 13.0 85.7 1.3 100.0 1.9 97.5 0.7

問８：あなたは有期労働契約から、期間の定めの
ない無期労働契約（正社員を含む）への移行者
（無期転換者）ですか（１つに○）。

問８付問①：あなたは、現在の
会社の正社員だった、定年後の
再雇用者ですか（１つに〇）。

問８付問②：あなたは、人材
派遣会社に雇用されている
「派遣労働者」ですか
（１つに〇）。

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－239－

有
期
契
約
労
働
者
計

3
ヶ

月
未
満

3
ヶ

月

3
ヶ

月
超
6
ヶ

月
未
満

6
ヶ

月

6
ヶ

月
超
1
年
未
満

1
年

1
年
超
3
年
未
満

3
年
以
上

分
か
ら
な
い

 
無
回
答

有
期
契
約
労
働
者
計

契
約
の
更
新
回
数
に
上
限
が
あ
る

通
算
の
勤
続
年
数
に
上
限
が
あ
る

勤
務
で
き
る
年
齢
に
上
限

（

定
年
）

が
あ
る

３
の
後
、

再
雇
用
さ
れ
た
場
合
の

最
終
定
年
が
あ
る

上
記
以
外
の
上
限
が
あ
る

上
限
は
設
け
ら
れ
て
い
な
い

分
か
ら
な
い

 
無
回
答

全体計 3,074 31 91 13 281 46 1,729 95 21 368 399 3,074 133 123 617 268 23 943 893 383
100.0 1.0 3.0 0.4 9.1 1.5 56.2 3.1 0.7 12.0 13.0 100.0 4.3 4.0 20.1 8.7 0.7 30.7 29.1 12.5

問22：性別

男性 1,123 15 29 5 96 15 618 31 7 154 153 1,123 70 39 237 125 9 374 267 143
100.0 1.3 2.6 0.4 8.5 1.3 55.0 2.8 0.6 13.7 13.6 100.0 6.2 3.5 21.1 11.1 0.8 33.3 23.8 12.7

女性 1,902 16 60 8 184 31 1,090 62 13 206 232 1,902 62 84 376 141 14 550 613 228
100.0 0.8 3.2 0.4 9.7 1.6 57.3 3.3 0.7 10.8 12.2 100.0 3.3 4.4 19.8 7.4 0.7 28.9 32.2 12.0

問22：年齢層

満29歳以下 230 5 14 2 37 4 111 8 3 33 13 230 19 26 21 10 - 55 100 13
100.0 2.2 6.1 0.9 16.1 1.7 48.3 3.5 1.3 14.3 5.7 100.0 8.3 11.3 9.1 4.3 - 23.9 43.5 5.7

満30歳台 478 9 24 - 46 8 245 12 4 59 71 478 20 28 46 19 3 133 193 68
100.0 1.9 5.0 - 9.6 1.7 51.3 2.5 0.8 12.3 14.9 100.0 4.2 5.9 9.6 4.0 0.6 27.8 40.4 14.2

満40歳台 719 9 22 4 72 15 375 21 4 82 115 719 19 28 122 34 5 211 230 112
100.0 1.3 3.1 0.6 10.0 2.1 52.2 2.9 0.6 11.4 16.0 100.0 2.6 3.9 17.0 4.7 0.7 29.3 32.0 15.6

満50歳台 608 5 18 4 42 10 329 19 4 72 105 608 12 15 148 66 3 173 162 98
100.0 0.8 3.0 0.7 6.9 1.6 54.1 3.1 0.7 11.8 17.3 100.0 2.0 2.5 24.3 10.9 0.5 28.5 26.6 16.1

満60歳以上 920 3 10 2 73 9 613 30 5 105 70 920 59 23 266 135 12 334 170 67
100.0 0.3 1.1 0.2 7.9 1.0 66.6 3.3 0.5 11.4 7.6 100.0 6.4 2.5 28.9 14.7 1.3 36.3 18.5 7.3

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 9 11 1 19 - 63 3 1 24 22 153 10 11 10 5 - 41 63 20
×満34歳以下 100.0 5.9 7.2 0.7 12.4 - 41.2 2.0 0.7 15.7 14.4 100.0 6.5 7.2 6.5 3.3 - 26.8 41.2 13.1

男性 140 4 7 1 21 4 44 2 2 23 32 140 3 5 10 6 1 40 49 32
×満35歳以上44歳以下 100.0 2.9 5.0 0.7 15.0 2.9 31.4 1.4 1.4 16.4 22.9 100.0 2.1 3.6 7.1 4.3 0.7 28.6 35.0 22.9

男性 216 1 7 1 12 6 77 5 2 44 61 216 4 5 26 12 1 69 58 53
×満45歳以上59歳以下 100.0 0.5 3.2 0.5 5.6 2.8 35.6 2.3 0.9 20.4 28.2 100.0 1.9 2.3 12.0 5.6 0.5 31.9 26.9 24.5

男性 592 1 3 1 44 5 423 20 2 61 32 592 50 17 188 101 7 219 92 31
×満60歳以上 100.0 0.2 0.5 0.2 7.4 0.8 71.5 3.4 0.3 10.3 5.4 100.0 8.4 2.9 31.8 17.1 1.2 37.0 15.5 5.2

女性 279 2 14 1 33 8 144 10 4 42 21 279 18 29 30 12 3 62 123 22
×満34歳以下 100.0 0.7 5.0 0.4 11.8 2.9 51.6 3.6 1.4 15.1 7.5 100.0 6.5 10.4 10.8 4.3 1.1 22.2 44.1 7.9

女性 495 3 21 3 39 8 295 16 2 49 59 495 15 23 65 24 3 155 187 56
×満35歳以上44歳以下 100.0 0.6 4.2 0.6 7.9 1.6 59.6 3.2 0.4 9.9 11.9 100.0 3.0 4.6 13.1 4.8 0.6 31.3 37.8 11.3

女性 752 9 18 3 73 11 437 24 4 64 109 752 20 24 196 70 3 205 205 108
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.2 2.4 0.4 9.7 1.5 58.1 3.2 0.5 8.5 14.5 100.0 2.7 3.2 26.1 9.3 0.4 27.3 27.3 14.4

女性 327 2 6 1 29 4 190 10 3 44 38 327 9 6 78 34 5 114 78 36
×満60歳以上 100.0 0.6 1.8 0.3 8.9 1.2 58.1 3.1 0.9 13.5 11.6 100.0 2.8 1.8 23.9 10.4 1.5 34.9 23.9 11.0

問１：職種

管理的な仕事 120 - 1 - 3 2 52 3 - 26 33 120 8 2 27 11 1 38 15 32
100.0 - 0.8 - 2.5 1.7 43.3 2.5 - 21.7 27.5 100.0 6.7 1.7 22.5 9.2 0.8 31.7 12.5 26.7

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 - 3 1 6 1 94 8 4 23 17 157 4 5 29 10 1 43 55 21
100.0 - 1.9 0.6 3.8 0.6 59.9 5.1 2.5 14.6 10.8 100.0 2.5 3.2 18.5 6.4 0.6 27.4 35.0 13.4

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 - - 1 1 1 95 8 8 11 10 135 10 6 27 8 2 42 42 10
100.0 - - 0.7 0.7 0.7 70.4 5.9 5.9 8.1 7.4 100.0 7.4 4.4 20.0 5.9 1.5 31.1 31.1 7.4

専門的・技術的な仕事（その他） 228 - 10 2 14 4 155 7 3 14 19 228 9 10 44 21 3 82 68 17
100.0 - 4.4 0.9 6.1 1.8 68.0 3.1 1.3 6.1 8.3 100.0 3.9 4.4 19.3 9.2 1.3 36.0 29.8 7.5

事務の仕事 917 8 29 4 96 15 555 28 - 89 93 917 56 69 204 89 9 254 259 87
100.0 0.9 3.2 0.4 10.5 1.6 60.5 3.1 - 9.7 10.1 100.0 6.1 7.5 22.2 9.7 1.0 27.7 28.2 9.5

販売の仕事（営業を含む） 143 1 1 - 23 2 70 4 - 19 23 143 4 - 31 15 - 50 35 23
100.0 0.7 0.7 - 16.1 1.4 49.0 2.8 - 13.3 16.1 100.0 2.8 - 21.7 10.5 - 35.0 24.5 16.1

サービスの仕事（介護関係） 265 1 5 1 17 4 175 6 - 25 31 265 2 1 50 15 - 91 94 27
100.0 0.4 1.9 0.4 6.4 1.5 66.0 2.3 - 9.4 11.7 100.0 0.8 0.4 18.9 5.7 - 34.3 35.5 10.2

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 4 4 - 12 1 49 3 - 30 27 130 - 1 15 5 - 32 55 27
100.0 3.1 3.1 - 9.2 0.8 37.7 2.3 - 23.1 20.8 100.0 - 0.8 11.5 3.8 - 24.6 42.3 20.8

サービスの仕事（その他） 133 2 5 - 12 2 63 4 - 20 25 133 9 1 19 9 - 40 37 28
100.0 1.5 3.8 - 9.0 1.5 47.4 3.0 - 15.0 18.8 100.0 6.8 0.8 14.3 6.8 - 30.1 27.8 21.1

警備・保安の仕事 19 - - - 3 - 12 - - 2 2 19 - 1 6 3 - 5 5 1
100.0 - - - 15.8 - 63.2 - - 10.5 10.5 100.0 - 5.3 31.6 15.8 - 26.3 26.3 5.3

製造・生産工程の仕事 250 8 24 1 45 2 106 4 - 30 30 250 5 7 55 31 1 78 69 29
100.0 3.2 9.6 0.4 18.0 0.8 42.4 1.6 - 12.0 12.0 100.0 2.0 2.8 22.0 12.4 0.4 31.2 27.6 11.6

輸送・運転の仕事 80 1 1 - 7 - 39 3 - 15 14 80 1 1 24 11 - 21 18 14
100.0 1.3 1.3 - 8.8 - 48.8 3.8 - 18.8 17.5 100.0 1.3 1.3 30.0 13.8 - 26.3 22.5 17.5

建設・採掘の仕事 55 - 2 - 1 7 22 2 - 15 6 55 4 - 3 - 1 29 11 7
100.0 - 3.6 - 1.8 12.7 40.0 3.6 - 27.3 10.9 100.0 7.3 - 5.5 - 1.8 52.7 20.0 12.7

清掃など労務の仕事 58 - 2 - 7 - 31 - - 11 7 58 2 1 8 5 - 24 17 6
100.0 - 3.4 - 12.1 - 53.4 - - 19.0 12.1 100.0 3.4 1.7 13.8 8.6 - 41.4 29.3 10.3

その他 17 - - - 1 - 10 1 - 4 1 17 1 2 4 1 - 5 7 -
100.0 - - - 5.9 - 58.8 5.9 - 23.5 5.9 100.0 5.9 11.8 23.5 5.9 - 29.4 41.2 -

専門的・技術的な仕事（計） 520 - 13 4 21 6 344 23 15 48 46 520 23 21 100 39 6 167 165 48
100.0 - 2.5 0.8 4.0 1.2 66.2 4.4 2.9 9.2 8.8 100.0 4.4 4.0 19.2 7.5 1.2 32.1 31.7 9.2

サービスの仕事（計） 528 7 14 1 41 7 287 13 - 75 83 528 11 3 84 29 - 163 186 82
100.0 1.3 2.7 0.2 7.8 1.3 54.4 2.5 - 14.2 15.7 100.0 2.1 0.6 15.9 5.5 - 30.9 35.2 15.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 3 14 1 28 7 126 5 1 15 15 215 16 21 59 20 2 47 64 17
100.0 1.4 6.5 0.5 13.0 3.3 58.6 2.3 0.5 7.0 7.0 100.0 7.4 9.8 27.4 9.3 0.9 21.9 29.8 7.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 31 91 13 281 46 1,729 95 21 368 399 3,074 133 123 617 268 23 943 893 383
100.0 1.0 3.0 0.4 9.1 1.5 56.2 3.1 0.7 12.0 13.0 100.0 4.3 4.0 20.1 8.7 0.7 30.7 29.1 12.5

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 28 81 13 252 41 1,605 87 19 342 363 2,831 123 108 566 246 22 882 816 349
100.0 1.0 2.9 0.5 8.9 1.4 56.7 3.1 0.7 12.1 12.8 100.0 4.3 3.8 20.0 8.7 0.8 31.2 28.8 12.3

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 7 19 5 27 15 283 32 5 164 194 751 14 12 93 47 5 261 182 178
100.0 0.9 2.5 0.7 3.6 2.0 37.7 4.3 0.7 21.8 25.8 100.0 1.9 1.6 12.4 6.3 0.7 34.8 24.2 23.7

30～49人 409 4 14 3 28 9 240 9 3 38 61 409 8 5 60 20 2 159 119 54
100.0 1.0 3.4 0.7 6.8 2.2 58.7 2.2 0.7 9.3 14.9 100.0 2.0 1.2 14.7 4.9 0.5 38.9 29.1 13.2

50～99人 399 3 18 - 30 2 257 9 1 47 32 399 25 15 75 39 5 143 109 35
100.0 0.8 4.5 - 7.5 0.5 64.4 2.3 0.3 11.8 8.0 100.0 6.3 3.8 18.8 9.8 1.3 35.8 27.3 8.8

100～299人 579 10 11 1 89 5 364 10 5 44 40 579 21 17 138 66 3 175 188 42
100.0 1.7 1.9 0.2 15.4 0.9 62.9 1.7 0.9 7.6 6.9 100.0 3.6 2.9 23.8 11.4 0.5 30.2 32.5 7.3

300～499人 325 4 12 1 36 1 222 8 - 25 16 325 26 15 95 35 4 71 106 15
100.0 1.2 3.7 0.3 11.1 0.3 68.3 2.5 - 7.7 4.9 100.0 8.0 4.6 29.2 10.8 1.2 21.8 32.6 4.6

500～999人 196 - 4 1 31 2 110 16 4 17 11 196 13 22 45 17 - 42 69 13
100.0 - 2.0 0.5 15.8 1.0 56.1 8.2 2.0 8.7 5.6 100.0 6.6 11.2 23.0 8.7 - 21.4 35.2 6.6

1,000人以上 172 - 3 2 11 7 129 3 1 7 9 172 16 22 60 22 3 31 43 12
100.0 - 1.7 1.2 6.4 4.1 75.0 1.7 0.6 4.1 5.2 100.0 9.3 12.8 34.9 12.8 1.7 18.0 25.0 7.0

300人以上（計） 693 4 19 4 78 10 461 27 5 49 36 693 55 59 200 74 7 144 218 40
100.0 0.6 2.7 0.6 11.3 1.4 66.5 3.9 0.7 7.1 5.2 100.0 7.9 8.5 28.9 10.7 1.0 20.8 31.5 5.8

問９：１回当たりの契約期間の長さは、どれくらいですか（１つに〇） 問９付問：契約の更新回数や通算の
勤続年数等に、上限は設けられて
いますか（該当すべてに○）。
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「１．契約の更新回数に上限がある」 「２．通算の勤続年数に上限がある」
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全体計 133 6 10 14 41 55 3 4 129 4.1 4.0 123 - 2 28 - 89 - 4 119 4.4 5.0
100.0 4.5 7.5 10.5 30.8 41.4 2.3 3.0 100.0 - 1.6 22.8 - 72.4 - 3.3

問22：性別

男性 70 3 4 8 16 38 - 1 69 4.2 5.0 39 - 1 6 - 31 - 1 38 4.5 5.0
100.0 4.3 5.7 11.4 22.9 54.3 - 1.4 100.0 - 2.6 15.4 - 79.5 - 2.6

女性 62 3 6 6 25 16 3 3 59 4.1 4.0 84 - 1 22 - 58 - 3 81 4.4 5.0
100.0 4.8 9.7 9.7 40.3 25.8 4.8 4.8 100.0 - 1.2 26.2 - 69.0 - 3.6

問22：年齢層

満29歳以下 19 - 1 1 10 5 - 2 17 4.1 4.0 26 - 7 18 1 25 4.4 5.0
100.0 - 5.3 5.3 52.6 26.3 - 10.5 100.0 - - 26.9 - 69.2 - 3.8

満30歳台 20 - 3 2 8 7 - - 20 4.0 4.0 28 - 7 20 1 27 4.5 5.0
100.0 - 15.0 10.0 40.0 35.0 - - 100.0 - - 25.0 - 71.4 - 3.6

満40歳台 19 - 2 3 11 2 1 - 19 4.0 4.0 28 1 9 18 - 28 4.1 5.0
100.0 - 10.5 15.8 57.9 10.5 5.3 - 100.0 - 3.6 32.1 - 64.3 - -

満50歳台 12 3 2 2 2 2 - 1 11 2.8 3.0 15 - 3 11 1 14 4.6 5.0
100.0 25.0 16.7 16.7 16.7 16.7 - 8.3 100.0 - - 20.0 - 73.3 - 6.7

満60歳以上 59 3 2 6 9 36 2 1 58 4.5 5.0 23 1 1 20 1 22 4.7 5.0
100.0 5.1 3.4 10.2 15.3 61.0 3.4 1.7 100.0 - 4.3 4.3 - 87.0 - 4.3

問22：性別×問22：年齢層

男性 10 - 2 - 5 3 - - 10 3.9 4.0 11 - - 4 - 7 - - 11 4.3 5.0
×満34歳以下 100.0 - 20.0 - 50.0 30.0 - - 100.0 - - 36.4 - 63.6 - -

男性 3 - - - 2 1 - - 3 4.3 4.0 5 - - - - 4 - 1 4 5.0 5.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - 66.7 33.3 - - 100.0 - - - - 80.0 - 20.0

男性 4 1 - 2 1 - - - 4 2.8 3.0 5 - 1 1 - 3 - - 5 3.8 5.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 25.0 - 50.0 25.0 - - - 100.0 - 20.0 20.0 - 60.0 - -

男性 50 2 2 6 7 32 - 1 49 4.3 5.0 17 - - 1 - 16 - - 17 4.8 5.0
×満60歳以上 100.0 4.0 4.0 12.0 14.0 64.0 - 2.0 100.0 - - 5.9 - 94.1 - -

女性 18 - 1 2 8 5 - 2 16 4.1 4.0 29 - - 7 - 21 - 1 28 4.4 5.0
×満34歳以下 100.0 - 5.6 11.1 44.4 27.8 - 11.1 100.0 - - 24.1 - 72.4 - 3.4

女性 15 - 2 2 8 3 - - 15 3.8 4.0 23 - - 7 - 16 - - 23 4.3 5.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 13.3 13.3 53.3 20.0 - - 100.0 - - 30.4 - 69.6 - -

女性 20 2 3 2 7 4 1 1 19 3.7 4.0 24 - - 7 - 16 - 1 23 4.4 5.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 10.0 15.0 10.0 35.0 20.0 5.0 5.0 100.0 - - 29.2 - 66.7 - 4.2

女性 9 1 - - 2 4 2 - 9 5.2 5.0 6 - 1 - - 4 - 1 5 4.2 5.0
×満60歳以上 100.0 11.1 - - 22.2 44.4 22.2 - 100.0 - 16.7 - - 66.7 - 16.7

問１：職種

管理的な仕事 8 - - - 2 6 - - 8 4.8 5.0 2 - - - - 2 - - 2 5.0 5.0
100.0 - - - 25.0 75.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 4 1 1 - 1 1 - - 4 3.0 3.0 5 - 1 - - 4 - - 5 4.2 5.0
100.0 25.0 25.0 - 25.0 25.0 - - 100.0 - 20.0 - - 80.0 - -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 10 - 1 2 2 3 - 2 8 3.9 4.0 6 - - 2 - 4 - - 6 4.2 5.0
100.0 - 10.0 20.0 20.0 30.0 - 20.0 100.0 - - 33.3 - 66.7 - -

専門的・技術的な仕事（その他） 9 1 2 - 3 3 - - 9 3.6 4.0 10 - - 1 - 9 - - 10 4.7 5.0
100.0 11.1 22.2 - 33.3 33.3 - - 100.0 - - 10.0 - 90.0 - -

事務の仕事 56 1 4 6 29 16 - - 56 4.0 4.0 69 - - 17 - 50 - 2 67 4.5 5.0
100.0 1.8 7.1 10.7 51.8 28.6 - - 100.0 - - 24.6 - 72.5 - 2.9

販売の仕事（営業を含む） 4 - - 1 - 3 - - 4 4.5 5.0 - - - - - - - - - - -
100.0 - - 25.0 - 75.0 - - - - - - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 2 1 - - - 1 - - 2 3.0 3.0 1 - - - - - - 1 - - -
100.0 50.0 - - - 50.0 - - 100.0 - - - - - - 100.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 1 3.0 3.0
- - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

サービスの仕事（その他） 9 - - 2 - 7 - - 9 4.6 5.0 1 - - - - 1 - - 1 5.0 5.0
100.0 - - 22.2 - 77.8 - - 100.0 - - - - 100.0 - -

警備・保安の仕事 - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - 1 5.0 5.0
- - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

製造・生産工程の仕事 5 - - - 1 4 - - 5 4.8 5.0 7 - 1 2 - 4 - - 7 3.8 4.9
100.0 - - - 20.0 80.0 - - 100.0 - 14.3 28.6 - 57.1 - -

輸送・運転の仕事 1 1 - - - - - - 1 1.0 1.0 1 - - - - 1 - - 1 5.0 5.0
100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

建設・採掘の仕事 4 - - - - 4 - - 4 5.0 5.0 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 2 1 - - - - 1 - 2 5.5 5.5 1 - - - - 1 - - 1 5.0 5.0
100.0 50.0 - - - - 50.0 - 100.0 - - - - 100.0 - -

その他 1 - 1 - - - - - 1 2.0 2.0 2 - - 2 - - - - 2 3.0 3.0
100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 23 2 4 2 6 7 - 2 21 3.6 4.0 21 - 1 3 - 17 - - 21 4.4 5.0
100.0 8.7 17.4 8.7 26.1 30.4 - 8.7 100.0 - 4.8 14.3 - 81.0 - -

サービスの仕事（計） 11 1 - 2 - 8 - - 11 4.3 5.0 3 - - 1 - 1 - 1 2 4.0 4.0
100.0 9.1 - 18.2 - 72.7 - - 100.0 - - 33.3 - 33.3 - 33.3

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 16 - 1 1 9 5 - - 16 4.1 4.0 21 - - 4 - 17 - - 21 4.6 5.0
100.0 - 6.3 6.3 56.3 31.3 - - 100.0 - - 19.0 - 81.0 - -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 133 6 10 14 41 55 3 4 129 4.1 4.0 123 - 2 28 - 89 - 4 119 4.4 5.0
100.0 4.5 7.5 10.5 30.8 41.4 2.3 3.0 100.0 - 1.6 22.8 - 72.4 - 3.3

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 123 6 10 13 39 49 3 3 120 4.1 4.0 108 - 2 25 - 77 - 4 104 4.4 5.0
100.0 4.9 8.1 10.6 31.7 39.8 2.4 2.4 100.0 - 1.9 23.1 - 71.3 - 3.7

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 14 1 2 2 - 9 - - 14 4.0 5.0 12 - 1 4 - 7 - - 12 4.0 5.0
100.0 7.1 14.3 14.3 - 64.3 - - 100.0 - 8.3 33.3 - 58.3 - -

30～49人 8 - 1 2 2 3 - - 8 3.9 4.0 5 - - 3 - 2 - - 5 3.4 3.0
100.0 - 12.5 25.0 25.0 37.5 - - 100.0 - - 60.0 - 40.0 - -

50～99人 25 2 1 3 4 12 2 1 24 4.5 5.0 15 - - 4 - 9 - 2 13 4.3 5.0
100.0 8.0 4.0 12.0 16.0 48.0 8.0 4.0 100.0 - - 26.7 - 60.0 - 13.3

100～299人 21 1 1 1 6 10 1 1 20 4.5 5.0 17 - 1 2 - 13 - 1 16 4.5 5.0
100.0 4.8 4.8 4.8 28.6 47.6 4.8 4.8 100.0 - 5.9 11.8 - 76.5 - 5.9

300～499人 26 1 1 3 14 7 - - 26 4.0 4.0 15 - - 2 - 12 - 1 14 4.7 5.0
100.0 3.8 3.8 11.5 53.8 26.9 - - 100.0 - - 13.3 - 80.0 - 6.7

500～999人 13 1 3 1 2 6 - - 13 3.7 4.0 22 - - 10 - 12 - - 22 4.0 5.0
100.0 7.7 23.1 7.7 15.4 46.2 - - 100.0 - - 45.5 - 54.5 - -

1,000人以上 16 - 1 1 11 2 - 1 15 3.9 4.0 22 - - - - 22 - - 22 5.0 5.0
100.0 - 6.3 6.3 68.8 12.5 - 6.3 100.0 - - - - 100.0 - -

300人以上（計） 55 2 5 5 27 15 - 1 54 3.9 4.0 59 - - 12 - 46 - 1 58 4.6 5.0
100.0 3.6 9.1 9.1 49.1 27.3 - 1.8 100.0 - - 20.3 - 78.0 - 1.7

問９付問：上限がある場合は、その内容も教えてください（数値を記入）。 調査シリーズNo.202
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「３．勤務できる年齢に上限（定年）がある」
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6
6
～

6
9
歳

7
0
歳

7
1
歳
以
上

 
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
労
働
者

平
均
値
（

歳
）

中
央
値
（

歳
）

問
9
で

｢

再
雇
用
さ
れ
た
場
合
の

最
終
定
年
が
あ
る

｣

労
働
者

6
0
歳

6
1
～

6
4
歳

6
5
歳

6
6
～

6
9
歳

7
0
歳

7
1
歳
以
上

 
無
回
答

有
効
回
答
が
あ
っ

た
労
働
者

平
均
値
（

歳
）

中
央
値
（

歳
）

全体計 617 7 253 13 253 2 47 9 33 584 63.2 65.0 268 1 4 179 11 47 9 17 251 66.3 65.0
100.0 1.1 41.0 2.1 41.0 0.3 7.6 1.5 5.3 100.0 0.4 1.5 66.8 4.1 17.5 3.4 6.3

問22：性別

男性 237 - 74 4 117 2 24 5 11 226 64.1 65.0 125 1 2 84 4 23 8 3 122 66.5 65.0
100.0 - 31.2 1.7 49.4 0.8 10.1 2.1 4.6 100.0 0.8 1.6 67.2 3.2 18.4 6.4 2.4

女性 376 7 179 9 132 - 23 4 22 354 62.6 60.0 141 - 2 94 7 23 1 14 127 66.1 65.0
100.0 1.9 47.6 2.4 35.1 - 6.1 1.1 5.9 100.0 - 1.4 66.7 5.0 16.3 0.7 9.9

問22：年齢層

満29歳以下 21 1 13 - 7 - - - - 21 61.2 60.0 10 - - 6 - 2 1 1 9 67.1 65.0
100.0 4.8 61.9 - 33.3 - - - - 100.0 - - 60.0 - 20.0 10.0 10.0

満30歳台 46 1 25 - 16 - - - 4 42 61.8 60.0 19 - - 12 - 2 - 5 14 65.7 65.0
100.0 2.2 54.3 - 34.8 - - - 8.7 100.0 - - 63.2 - 10.5 - 26.3

満40歳台 122 4 62 2 41 - 4 3 6 116 62.4 60.0 34 - 1 19 1 7 1 5 29 66.5 65.0
100.0 3.3 50.8 1.6 33.6 - 3.3 2.5 4.9 100.0 - 2.9 55.9 2.9 20.6 2.9 14.7

満50歳台 148 1 75 7 45 - 10 1 9 139 62.5 60.0 66 - 1 51 3 8 - 3 63 65.7 65.0
100.0 0.7 50.7 4.7 30.4 - 6.8 0.7 6.1 100.0 - 1.5 77.3 4.5 12.1 - 4.5

満60歳以上 266 - 74 4 136 2 32 5 13 253 64.3 65.0 135 1 2 90 7 26 7 2 133 66.5 65.0
100.0 - 27.8 1.5 51.1 0.8 12.0 1.9 4.9 100.0 0.7 1.5 66.7 5.2 19.3 5.2 1.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 10 - 7 - 3 - - - - 10 61.5 60.0 5 - - 3 - 1 1 - 5 67.8 65.0
×満34歳以下 100.0 - 70.0 - 30.0 - - - - 100.0 - - 60.0 - 20.0 20.0 -

男性 10 - 4 - 5 - - - 1 9 62.8 65.0 6 - - 4 - 1 - 1 5 66.0 65.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 40.0 - 50.0 - - - 10.0 100.0 - - 66.7 - 16.7 - 16.7

男性 26 - 11 1 12 - - - 2 24 62.5 63.0 12 - - 11 - 1 - - 12 65.4 65.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - 42.3 3.8 46.2 - - - 7.7 100.0 - - 91.7 - 8.3 - -

男性 188 - 50 3 97 2 23 5 8 180 64.5 65.0 101 1 2 66 4 20 7 1 100 66.6 65.0
×満60歳以上 100.0 - 26.6 1.6 51.6 1.1 12.2 2.7 4.3 100.0 1.0 2.0 65.3 4.0 19.8 6.9 1.0

女性 30 1 14 - 14 - - - 1 29 62.1 60.0 12 - - 6 - 2 - 4 8 66.3 65.0
×満34歳以下 100.0 3.3 46.7 - 46.7 - - - 3.3 100.0 - - 50.0 - 16.7 - 33.3

女性 65 4 37 - 18 - - 2 4 61 61.7 60.0 24 - 1 13 - 7 - 3 21 66.6 65.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 6.2 56.9 - 27.7 - - 3.1 6.2 100.0 - 4.2 54.2 - 29.2 - 12.5

女性 196 2 102 8 57 - 14 2 11 185 62.5 60.0 70 - 1 51 4 7 1 6 64 65.8 65.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.0 52.0 4.1 29.1 - 7.1 1.0 5.6 100.0 - 1.4 72.9 5.7 10.0 1.4 8.6

女性 78 - 24 1 39 - 9 - 5 73 63.9 65.0 34 - - 24 3 6 - 1 33 66.2 65.0
×満60歳以上 100.0 - 30.8 1.3 50.0 - 11.5 - 6.4 100.0 - - 70.6 8.8 17.6 - 2.9

問１：職種

管理的な仕事 27 - 8 1 15 - 3 - - 27 64.0 65.0 11 - - 9 - 1 1 - 11 66.2 65.0
100.0 - 29.6 3.7 55.6 - 11.1 - - 100.0 - - 81.8 - 9.1 9.1 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 29 - 15 - 13 - 1 - - 29 62.6 60.0 10 - - 8 - - - 2 8 65.0 65.0
100.0 - 51.7 - 44.8 - 3.4 - - 100.0 - - 80.0 - - - 20.0

専門的・技術的な仕事（教育関係） 27 - 12 1 12 - 1 - 1 26 62.8 63.5 8 - - 8 - - - - 8 65.0 65.0
100.0 - 44.4 3.7 44.4 - 3.7 - 3.7 100.0 - - 100.0 - - - -

専門的・技術的な仕事（その他） 44 - 15 1 23 - 1 1 3 41 63.5 65.0 21 - 1 13 1 6 - - 21 66.3 65.0
100.0 - 34.1 2.3 52.3 - 2.3 2.3 6.8 100.0 - 4.8 61.9 4.8 28.6 - -

事務の仕事 204 3 105 6 68 1 9 4 8 196 62.5 60.0 89 - 2 71 4 7 1 4 85 65.6 65.0
100.0 1.5 51.5 2.9 33.3 0.5 4.4 2.0 3.9 100.0 - 2.2 79.8 4.5 7.9 1.1 4.5

販売の仕事（営業を含む） 31 1 14 - 14 - 1 - 1 30 62.5 62.5 15 - - 12 1 2 - - 15 65.7 65.0
100.0 3.2 45.2 - 45.2 - 3.2 - 3.2 100.0 - - 80.0 6.7 13.3 - -

サービスの仕事（介護関係） 50 1 13 1 21 - 8 - 6 44 64.2 65.0 15 - - 8 1 3 - 3 12 66.6 65.0
100.0 2.0 26.0 2.0 42.0 - 16.0 - 12.0 100.0 - - 53.3 6.7 20.0 - 20.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 15 1 3 1 7 - 1 - 2 13 63.2 65.0 5 - - 3 - - - 2 3 65.0 65.0
100.0 6.7 20.0 6.7 46.7 - 6.7 - 13.3 100.0 - - 60.0 - - - 40.0

サービスの仕事（その他） 19 1 11 - 4 - 1 - 2 17 61.5 60.0 9 - - 5 - 3 1 - 9 67.7 65.0
100.0 5.3 57.9 - 21.1 - 5.3 - 10.5 100.0 - - 55.6 - 33.3 11.1 -

警備・保安の仕事 6 - - - 2 - 2 2 - 6 70.0 70.0 3 1 - - - 1 1 - 3 68.3 70.0
100.0 - - - 33.3 - 33.3 33.3 - 100.0 33.3 - - - 33.3 33.3 -

製造・生産工程の仕事 55 - 23 2 21 - 7 1 1 54 63.6 65.0 31 - - 15 1 10 2 3 28 67.5 65.0
100.0 - 41.8 3.6 38.2 - 12.7 1.8 1.8 100.0 - - 48.4 3.2 32.3 6.5 9.7

輸送・運転の仕事 24 - 4 - 14 1 3 1 1 23 65.2 65.0 11 - - 4 1 4 2 - 11 68.7 70.0
100.0 - 16.7 - 58.3 4.2 12.5 4.2 4.2 100.0 - - 36.4 9.1 36.4 18.2 -

建設・採掘の仕事 3 - - - 2 - 1 - - 3 66.7 65.0 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 8 - 5 - 2 - 1 - - 8 62.5 60.0 5 - 1 3 - - - 1 4 64.5 65.0
100.0 - 62.5 - 25.0 - 12.5 - - 100.0 - 20.0 60.0 - - - 20.0

その他 4 - - - 3 - - - 1 3 65.0 65.0 1 - - 1 - - - - 1 65.0 65.0
100.0 - - - 75.0 - - - 25.0 100.0 - - 100.0 - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 100 - 42 2 48 - 3 1 4 96 63.0 65.0 39 - 1 29 1 6 - 2 37 65.8 65.0
100.0 - 42.0 2.0 48.0 - 3.0 1.0 4.0 100.0 - 2.6 74.4 2.6 15.4 - 5.1

サービスの仕事（計） 84 3 27 2 32 - 10 - 10 74 63.4 65.0 29 - - 16 1 6 1 5 24 66.8 65.0
100.0 3.6 32.1 2.4 38.1 - 11.9 - 11.9 100.0 - - 55.2 3.4 20.7 3.4 17.2

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 59 3 27 5 19 - 1 1 3 56 62.1 60.0 20 - - 18 2 - - - 20 65.3 65.0
100.0 5.1 45.8 8.5 32.2 - 1.7 1.7 5.1 100.0 - - 90.0 10.0 - - -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 617 7 253 13 253 2 47 9 33 584 63.2 65.0 268 1 4 179 11 47 9 17 251 66.3 65.0
100.0 1.1 41.0 2.1 41.0 0.3 7.6 1.5 5.3 100.0 0.4 1.5 66.8 4.1 17.5 3.4 6.3

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 566 6 233 11 233 2 45 9 27 539 63.3 65.0 246 1 4 167 9 43 8 14 232 66.3 65.0
100.0 1.1 41.2 1.9 41.2 0.4 8.0 1.6 4.8 100.0 0.4 1.6 67.9 3.7 17.5 3.3 5.7

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 93 1 32 1 47 1 6 1 4 89 63.5 65.0 47 1 - 30 1 7 4 4 43 66.6 65.0
100.0 1.1 34.4 1.1 50.5 1.1 6.5 1.1 4.3 100.0 2.1 - 63.8 2.1 14.9 8.5 8.5

30～49人 60 - 24 - 28 - 5 1 2 58 63.5 65.0 20 - 1 12 1 5 - 1 19 66.3 65.0
100.0 - 40.0 - 46.7 - 8.3 1.7 3.3 100.0 - 5.0 60.0 5.0 25.0 - 5.0

50～99人 75 1 34 1 27 1 8 1 2 73 63.2 65.0 39 - - 24 2 9 1 3 36 66.6 65.0
100.0 1.3 45.3 1.3 36.0 1.3 10.7 1.3 2.7 100.0 - - 61.5 5.1 23.1 2.6 7.7

100～299人 138 1 62 9 46 - 12 1 7 131 62.9 62.0 66 - 1 48 3 11 2 1 65 66.3 65.0
100.0 0.7 44.9 6.5 33.3 - 8.7 0.7 5.1 100.0 - 1.5 72.7 4.5 16.7 3.0 1.5

300～499人 95 1 34 - 50 - 4 2 4 91 63.4 65.0 35 - 1 25 - 6 - 3 32 65.9 65.0
100.0 1.1 35.8 - 52.6 - 4.2 2.1 4.2 100.0 - 2.9 71.4 - 17.1 - 8.6

500～999人 45 - 15 - 22 - 4 - 4 41 63.7 65.0 17 - 1 13 1 2 - - 17 65.5 65.0
100.0 - 33.3 - 48.9 - 8.9 - 8.9 100.0 - 5.9 76.5 5.9 11.8 - -

1,000人以上 60 2 32 - 13 - 6 3 4 56 62.8 60.0 22 - - 15 1 3 1 2 20 66.3 65.0
100.0 3.3 53.3 - 21.7 - 10.0 5.0 6.7 100.0 - - 68.2 4.5 13.6 4.5 9.1

300人以上（計） 200 3 81 - 85 - 14 5 12 188 63.3 65.0 74 - 2 53 2 11 1 5 69 65.9 65.0
100.0 1.5 40.5 - 42.5 - 7.0 2.5 6.0 100.0 - 2.7 71.6 2.7 14.9 1.4 6.8

問９付問：上限がある場合は、その内容も教えてください（数値を記入）。 調査シリーズNo.202
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ら
な
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・
聞
い
た
こ
と
が
な
い

 
無
回
答
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期
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ル
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具
体
的
に
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い
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派
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社
を
含
む
）

新
聞
報
道
や
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、
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家
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労
働
組
合

そ
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※

 
無
回
答

全体計 3,074 810 474 275 170 555 518 984 482 1,090 122 24 492 453 45 52 149 21 29 30
100.0 26.4 15.4 8.9 5.5 18.1 16.9 32.0 15.7 100.0 11.2 2.2 45.1 41.6 4.1 4.8 13.7 1.9 2.7 2.8

問22：性別

男性 1,123 334 189 128 89 214 195 335 184 409 62 4 158 193 29 36 49 9 17 15
100.0 29.7 16.8 11.4 7.9 19.1 17.4 29.8 16.4 100.0 15.2 1.0 38.6 47.2 7.1 8.8 12.0 2.2 4.2 3.7

女性 1,902 467 281 143 80 336 316 639 279 668 58 19 331 257 16 15 100 11 10 12
100.0 24.6 14.8 7.5 4.2 17.7 16.6 33.6 14.7 100.0 8.7 2.8 49.6 38.5 2.4 2.2 15.0 1.6 1.5 1.8

問22：年齢層

満29歳以下 230 61 35 21 11 34 43 93 22 72 11 4 37 23 2 - 13 3 1 1
100.0 26.5 15.2 9.1 4.8 14.8 18.7 40.4 9.6 100.0 15.3 5.6 51.4 31.9 2.8 - 18.1 4.2 1.4 1.4

満30歳台 478 123 79 51 31 87 72 172 66 168 23 6 71 70 5 3 32 4 3 3
100.0 25.7 16.5 10.7 6.5 18.2 15.1 36.0 13.8 100.0 13.7 3.6 42.3 41.7 3.0 1.8 19.0 2.4 1.8 1.8

満40歳台 719 187 117 57 35 145 128 238 83 270 26 7 129 117 8 8 36 2 4 7
100.0 26.0 16.3 7.9 4.9 20.2 17.8 33.1 11.5 100.0 9.6 2.6 47.8 43.3 3.0 3.0 13.3 0.7 1.5 2.6

満50歳台 608 160 90 43 25 116 105 168 110 225 18 4 119 88 3 9 33 4 5 1
100.0 26.3 14.8 7.1 4.1 19.1 17.3 27.6 18.1 100.0 8.0 1.8 52.9 39.1 1.3 4.0 14.7 1.8 2.2 0.4

満60歳以上 920 255 136 94 66 153 147 289 165 319 38 - 124 143 26 29 34 6 13 14
100.0 27.7 14.8 10.2 7.2 16.6 16.0 31.4 17.9 100.0 11.9 - 38.9 44.8 8.2 9.1 10.7 1.9 4.1 4.4

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 43 26 14 8 26 24 58 19 52 10 1 23 15 2 1 15 4 2 1
×満34歳以下 100.0 28.1 17.0 9.2 5.2 17.0 15.7 37.9 12.4 100.0 19.2 1.9 44.2 28.8 3.8 1.9 28.8 7.7 3.8 1.9

男性 140 46 27 19 12 30 27 39 20 54 11 2 22 25 4 4 5 - 1 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 32.9 19.3 13.6 8.6 21.4 19.3 27.9 14.3 100.0 20.4 3.7 40.7 46.3 7.4 7.4 9.3 - 1.9 1.9

男性 216 53 30 16 14 38 51 53 43 69 9 1 25 38 2 6 7 1 2 3
×満45歳以上59歳以下 100.0 24.5 13.9 7.4 6.5 17.6 23.6 24.5 19.9 100.0 13.0 1.4 36.2 55.1 2.9 8.7 10.1 1.4 2.9 4.3

男性 592 186 101 76 54 117 88 180 97 227 31 - 86 111 20 23 22 4 11 10
×満60歳以上 100.0 31.4 17.1 12.8 9.1 19.8 14.9 30.4 16.4 100.0 13.7 - 37.9 48.9 8.8 10.1 9.7 1.8 4.8 4.4

女性 279 64 36 22 12 43 44 114 36 85 9 6 41 34 - 1 12 3 - 2
×満34歳以下 100.0 22.9 12.9 7.9 4.3 15.4 15.8 40.9 12.9 100.0 10.6 7.1 48.2 40.0 - 1.2 14.1 3.5 - 2.4

女性 495 133 87 49 29 96 83 162 56 194 24 4 90 80 8 3 30 - 4 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 26.9 17.6 9.9 5.9 19.4 16.8 32.7 11.3 100.0 12.4 2.1 46.4 41.2 4.1 1.5 15.5 - 2.1 1.5

女性 752 192 115 52 27 149 119 245 107 281 15 7 155 106 2 5 45 5 4 2
×満45歳以上59歳以下 100.0 25.5 15.3 6.9 3.6 19.8 15.8 32.6 14.2 100.0 5.3 2.5 55.2 37.7 0.7 1.8 16.0 1.8 1.4 0.7

女性 327 69 35 18 12 36 59 108 68 92 7 - 38 32 6 6 12 2 2 4
×満60歳以上 100.0 21.1 10.7 5.5 3.7 11.0 18.0 33.0 20.8 100.0 7.6 - 41.3 34.8 6.5 6.5 13.0 2.2 2.2 4.3

問１：職種

管理的な仕事 120 51 28 18 12 33 20 26 11 63 10 - 20 30 9 13 7 1 3 1
100.0 42.5 23.3 15.0 10.0 27.5 16.7 21.7 9.2 100.0 15.9 - 31.7 47.6 14.3 20.6 11.1 1.6 4.8 1.6

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 23 13 5 - 19 23 77 24 33 4 - 10 14 - - 5 1 - 1
100.0 14.6 8.3 3.2 - 12.1 14.6 49.0 15.3 100.0 12.1 - 30.3 42.4 - - 15.2 3.0 - 3.0

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 30 21 10 3 27 19 56 16 44 3 - 11 22 1 2 7 4 3 2
100.0 22.2 15.6 7.4 2.2 20.0 14.1 41.5 11.9 100.0 6.8 - 25.0 50.0 2.3 4.5 15.9 9.1 6.8 4.5

専門的・技術的な仕事（その他） 228 61 37 24 20 46 41 69 35 83 9 - 42 35 1 1 10 2 1 1
100.0 26.8 16.2 10.5 8.8 20.2 18.0 30.3 15.4 100.0 10.8 - 50.6 42.2 1.2 1.2 12.0 2.4 1.2 1.2

事務の仕事 917 338 217 130 84 246 161 213 90 453 63 10 214 190 19 19 66 6 9 8
100.0 36.9 23.7 14.2 9.2 26.8 17.6 23.2 9.8 100.0 13.9 2.2 47.2 41.9 4.2 4.2 14.6 1.3 2.0 1.8

販売の仕事（営業を含む） 143 31 13 4 4 25 21 51 29 42 1 2 21 18 - 1 3 - 1 4
100.0 21.7 9.1 2.8 2.8 17.5 14.7 35.7 20.3 100.0 2.4 4.8 50.0 42.9 - 2.4 7.1 - 2.4 9.5

サービスの仕事（介護関係） 265 44 17 12 4 20 49 102 55 59 4 2 31 21 4 4 12 1 1 -
100.0 16.6 6.4 4.5 1.5 7.5 18.5 38.5 20.8 100.0 6.8 3.4 52.5 35.6 6.8 6.8 20.3 1.7 1.7 -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 23 11 6 3 18 18 55 26 31 1 1 14 10 2 1 5 - 1 -
100.0 17.7 8.5 4.6 2.3 13.8 13.8 42.3 20.0 100.0 3.2 3.2 45.2 32.3 6.5 3.2 16.1 - 3.2 -

サービスの仕事（その他） 133 22 17 6 2 15 28 46 25 34 3 - 14 16 - 1 3 1 1 2
100.0 16.5 12.8 4.5 1.5 11.3 21.1 34.6 18.8 100.0 8.8 - 41.2 47.1 - 2.9 8.8 2.9 2.9 5.9

警備・保安の仕事 19 5 - 1 - 1 1 8 4 6 - - 2 4 - - - - - -
100.0 26.3 - 5.3 - 5.3 5.3 42.1 21.1 100.0 - - 33.3 66.7 - - - - - -

製造・生産工程の仕事 250 57 24 17 11 30 46 92 41 71 6 2 36 24 2 1 9 2 5 2
100.0 22.8 9.6 6.8 4.4 12.0 18.4 36.8 16.4 100.0 8.5 2.8 50.7 33.8 2.8 1.4 12.7 2.8 7.0 2.8

輸送・運転の仕事 80 17 5 4 4 10 19 28 8 25 1 - 8 10 1 - 5 - 1 3
100.0 21.3 6.3 5.0 5.0 12.5 23.8 35.0 10.0 100.0 4.0 - 32.0 40.0 4.0 - 20.0 - 4.0 12.0

建設・採掘の仕事 55 8 2 - - 1 8 27 10 10 - - - 6 - - 1 - - 3
100.0 14.5 3.6 - - 1.8 14.5 49.1 18.2 100.0 - - - 60.0 - - 10.0 - - 30.0

清掃など労務の仕事 58 11 7 3 1 9 9 18 13 18 1 2 10 6 1 1 2 - - -
100.0 19.0 12.1 5.2 1.7 15.5 15.5 31.0 22.4 100.0 5.6 11.1 55.6 33.3 5.6 5.6 11.1 - - -

その他 17 7 3 - 2 5 2 5 1 9 - - 6 3 - - 2 1 - -
100.0 41.2 17.6 - 11.8 29.4 11.8 29.4 5.9 100.0 - - 66.7 33.3 - - 22.2 11.1 - -

専門的・技術的な仕事（計） 520 114 71 39 23 92 83 202 75 160 16 - 63 71 2 3 22 7 4 4
100.0 21.9 13.7 7.5 4.4 17.7 16.0 38.8 14.4 100.0 10.0 - 39.4 44.4 1.3 1.9 13.8 4.4 2.5 2.5

サービスの仕事（計） 528 89 45 24 9 53 95 203 106 124 8 3 59 47 6 6 20 2 3 2
100.0 16.9 8.5 4.5 1.7 10.0 18.0 38.4 20.1 100.0 6.5 2.4 47.6 37.9 4.8 4.8 16.1 1.6 2.4 1.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 70 51 26 21 58 38 52 22 103 17 6 49 43 2 5 15 2 2 3
100.0 32.6 23.7 12.1 9.8 27.0 17.7 24.2 10.2 100.0 16.5 5.8 47.6 41.7 1.9 4.9 14.6 1.9 1.9 2.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 810 474 275 170 555 518 984 482 1,090 122 24 492 453 45 52 149 21 29 30
100.0 26.4 15.4 8.9 5.5 18.1 16.9 32.0 15.7 100.0 11.2 2.2 45.1 41.6 4.1 4.8 13.7 1.9 2.7 2.8

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 758 436 248 160 514 488 887 443 1,013 112 22 470 418 43 47 136 19 26 28
100.0 26.8 15.4 8.8 5.7 18.2 17.2 31.3 15.6 100.0 11.1 2.2 46.4 41.3 4.2 4.6 13.4 1.9 2.6 2.8

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 170 70 47 26 78 138 278 130 205 20 3 57 101 12 12 17 4 12 11
100.0 22.6 9.3 6.3 3.5 10.4 18.4 37.0 17.3 100.0 9.8 1.5 27.8 49.3 5.9 5.9 8.3 2.0 5.9 5.4

30～49人 409 94 48 27 17 55 72 145 74 118 13 3 55 37 5 9 18 2 1 3
100.0 23.0 11.7 6.6 4.2 13.4 17.6 35.5 18.1 100.0 11.0 2.5 46.6 31.4 4.2 7.6 15.3 1.7 0.8 2.5

50～99人 399 114 60 32 21 77 58 114 76 151 19 1 66 70 8 13 25 1 4 1
100.0 28.6 15.0 8.0 5.3 19.3 14.5 28.6 19.0 100.0 12.6 0.7 43.7 46.4 5.3 8.6 16.6 0.7 2.6 0.7

100～299人 579 160 97 52 35 120 108 163 83 225 27 8 115 84 9 9 33 4 6 6
100.0 27.6 16.8 9.0 6.0 20.7 18.7 28.2 14.3 100.0 12.0 3.6 51.1 37.3 4.0 4.0 14.7 1.8 2.7 2.7

300～499人 325 92 67 38 26 81 49 97 41 138 12 6 75 61 3 2 14 6 1 5
100.0 28.3 20.6 11.7 8.0 24.9 15.1 29.8 12.6 100.0 8.7 4.3 54.3 44.2 2.2 1.4 10.1 4.3 0.7 3.6

500～999人 196 59 41 22 15 54 32 60 24 80 13 - 43 24 3 2 14 2 - 1
100.0 30.1 20.9 11.2 7.7 27.6 16.3 30.6 12.2 100.0 16.3 - 53.8 30.0 3.8 2.5 17.5 2.5 - 1.3

1,000人以上 172 69 53 30 20 49 31 30 15 96 8 1 59 41 3 - 15 - 2 1
100.0 40.1 30.8 17.4 11.6 28.5 18.0 17.4 8.7 100.0 8.3 1.0 61.5 42.7 3.1 - 15.6 - 2.1 1.0

300人以上（計） 693 220 161 90 61 184 112 187 80 314 33 7 177 126 9 4 43 8 3 7
100.0 31.7 23.2 13.0 8.8 26.6 16.2 27.0 11.5 100.0 10.5 2.2 56.4 40.1 2.9 1.3 13.7 2.5 1.0 2.2

※「その他」については、「ハローワーク」「調査票で」「仕事上で」等の自由記述が
あった。

問１０：「無期転換ルール」について、下記の中で知っていることは
ありますか（該当すべてに○）。

問１０付問：どのようなルートで、情報
を入手しましたか（該当すべてに○）。
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全体計 3,074 818 1,018 1,063 175 818 685 326 223 132 7 108 27 22 12
100.0 26.6 33.1 34.6 5.7 100.0 83.7 39.9 27.3 16.1 0.9 13.2 3.3 2.7 1.5

問22：性別

男性 1,123 256 384 415 68 256 205 106 72 42 1 47 13 5 4
100.0 22.8 34.2 37.0 6.1 100.0 80.1 41.4 28.1 16.4 0.4 18.4 5.1 2.0 1.6

女性 1,902 555 621 634 92 555 473 219 148 89 6 61 14 17 8
100.0 29.2 32.6 33.3 4.8 100.0 85.2 39.5 26.7 16.0 1.1 11.0 2.5 3.1 1.4

問22：年齢層

満29歳以下 230 82 57 82 9 82 67 41 26 9 - 12 4 1 1
100.0 35.7 24.8 35.7 3.9 100.0 81.7 50.0 31.7 11.0 - 14.6 4.9 1.2 1.2

満30歳台 478 151 121 173 33 151 122 75 47 19 2 29 8 5 3
100.0 31.6 25.3 36.2 6.9 100.0 80.8 49.7 31.1 12.6 1.3 19.2 5.3 3.3 2.0

満40歳台 719 224 202 256 37 224 185 95 68 32 1 30 8 4 3
100.0 31.2 28.1 35.6 5.1 100.0 82.6 42.4 30.4 14.3 0.4 13.4 3.6 1.8 1.3

満50歳台 608 179 189 207 33 179 157 47 46 37 3 20 5 5 4
100.0 29.4 31.1 34.0 5.4 100.0 87.7 26.3 25.7 20.7 1.7 11.2 2.8 2.8 2.2

満60歳以上 920 159 422 295 44 159 132 61 29 30 - 15 1 5 1
100.0 17.3 45.9 32.1 4.8 100.0 83.0 38.4 18.2 18.9 - 9.4 0.6 3.1 0.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 59 31 54 9 59 49 28 25 11 - 16 5 - 1
×満34歳以下 100.0 38.6 20.3 35.3 5.9 100.0 83.1 47.5 42.4 18.6 - 27.1 8.5 - 1.7

男性 140 47 23 59 11 47 33 24 13 5 1 13 4 1 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 33.6 16.4 42.1 7.9 100.0 70.2 51.1 27.7 10.6 2.1 27.7 8.5 2.1 2.1

男性 216 50 53 92 21 50 43 14 18 12 - 8 3 1 1
×満45歳以上59歳以下 100.0 23.1 24.5 42.6 9.7 100.0 86.0 28.0 36.0 24.0 - 16.0 6.0 2.0 2.0

男性 592 98 270 199 25 98 78 40 16 14 - 10 1 3 1
×満60歳以上 100.0 16.6 45.6 33.6 4.2 100.0 79.6 40.8 16.3 14.3 - 10.2 1.0 3.1 1.0

女性 279 84 70 108 17 84 68 47 23 8 - 10 1 3 2
×満34歳以下 100.0 30.1 25.1 38.7 6.1 100.0 81.0 56.0 27.4 9.5 - 11.9 1.2 3.6 2.4

女性 495 157 158 162 18 157 132 68 44 15 2 20 6 3 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 31.7 31.9 32.7 3.6 100.0 84.1 43.3 28.0 9.6 1.3 12.7 3.8 1.9 1.3

女性 752 239 234 243 36 239 206 77 64 46 3 24 6 7 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 31.8 31.1 32.3 4.8 100.0 86.2 32.2 26.8 19.2 1.3 10.0 2.5 2.9 1.7

女性 327 61 151 96 19 61 54 21 13 16 - 5 - 2 -
×満60歳以上 100.0 18.7 46.2 29.4 5.8 100.0 88.5 34.4 21.3 26.2 - 8.2 - 3.3 -

問１：職種

管理的な仕事 120 17 47 46 10 17 10 11 3 3 - 1 1 2 -
100.0 14.2 39.2 38.3 8.3 100.0 58.8 64.7 17.6 17.6 - 5.9 5.9 11.8 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 44 57 49 7 44 34 26 15 8 1 4 - 4 -
100.0 28.0 36.3 31.2 4.5 100.0 77.3 59.1 34.1 18.2 2.3 9.1 - 9.1 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 52 38 40 5 52 43 26 22 11 - 12 3 - 1
100.0 38.5 28.1 29.6 3.7 100.0 82.7 50.0 42.3 21.2 - 23.1 5.8 - 1.9

専門的・技術的な仕事（その他） 228 67 86 61 14 67 54 33 16 14 1 4 1 2 2
100.0 29.4 37.7 26.8 6.1 100.0 80.6 49.3 23.9 20.9 1.5 6.0 1.5 3.0 3.0

事務の仕事 917 281 312 284 40 281 244 103 69 45 3 32 9 7 3
100.0 30.6 34.0 31.0 4.4 100.0 86.8 36.7 24.6 16.0 1.1 11.4 3.2 2.5 1.1

販売の仕事（営業を含む） 143 23 44 66 10 23 17 6 3 2 - 3 - 1 2
100.0 16.1 30.8 46.2 7.0 100.0 73.9 26.1 13.0 8.7 - 13.0 - 4.3 8.7

サービスの仕事（介護関係） 265 59 110 84 12 59 49 25 16 10 - 7 2 - -
100.0 22.3 41.5 31.7 4.5 100.0 83.1 42.4 27.1 16.9 - 11.9 3.4 - -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 25 31 70 4 25 19 12 10 3 - 5 - - -
100.0 19.2 23.8 53.8 3.1 100.0 76.0 48.0 40.0 12.0 - 20.0 - - -

サービスの仕事（その他） 133 26 42 51 14 26 21 6 4 3 - 5 1 2 1
100.0 19.5 31.6 38.3 10.5 100.0 80.8 23.1 15.4 11.5 - 19.2 3.8 7.7 3.8

警備・保安の仕事 19 6 8 5 - 6 6 3 2 - - - - - -
100.0 31.6 42.1 26.3 - 100.0 100.0 50.0 33.3 - - - - - -

製造・生産工程の仕事 250 75 73 88 14 75 66 21 20 10 1 12 4 - -
100.0 30.0 29.2 35.2 5.6 100.0 88.0 28.0 26.7 13.3 1.3 16.0 5.3 - -

輸送・運転の仕事 80 17 19 33 11 17 14 4 3 5 - 4 1 - -
100.0 21.3 23.8 41.3 13.8 100.0 82.4 23.5 17.6 29.4 - 23.5 5.9 - -

建設・採掘の仕事 55 11 17 26 1 11 9 6 3 1 - 2 2 - 1
100.0 20.0 30.9 47.3 1.8 100.0 81.8 54.5 27.3 9.1 - 18.2 18.2 - 9.1

清掃など労務の仕事 58 8 20 27 3 8 8 3 3 - - 1 - - -
100.0 13.8 34.5 46.6 5.2 100.0 100.0 37.5 37.5 - - 12.5 - - -

その他 17 5 7 5 - 5 4 2 2 - 1 1 - 1 -
100.0 29.4 41.2 29.4 - 100.0 80.0 40.0 40.0 - 20.0 20.0 - 20.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 520 163 181 150 26 163 131 85 53 33 2 20 4 6 3
100.0 31.3 34.8 28.8 5.0 100.0 80.4 52.1 32.5 20.2 1.2 12.3 2.5 3.7 1.8

サービスの仕事（計） 528 110 183 205 30 110 89 43 30 16 - 17 3 2 1
100.0 20.8 34.7 38.8 5.7 100.0 80.9 39.1 27.3 14.5 - 15.5 2.7 1.8 0.9

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 85 57 62 11 85 76 32 28 21 - 16 4 3 3
100.0 39.5 26.5 28.8 5.1 100.0 89.4 37.6 32.9 24.7 - 18.8 4.7 3.5 3.5

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 818 1,018 1,063 175 818 685 326 223 132 7 108 27 22 12
100.0 26.6 33.1 34.6 5.7 100.0 83.7 39.9 27.3 16.1 0.9 13.2 3.3 2.7 1.5

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 736 938 996 161 736 617 286 189 117 7 91 24 20 10
100.0 26.0 33.1 35.2 5.7 100.0 83.8 38.9 25.7 15.9 1.0 12.4 3.3 2.7 1.4

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 144 226 330 51 144 120 50 35 20 1 12 5 2 2
100.0 19.2 30.1 43.9 6.8 100.0 83.3 34.7 24.3 13.9 0.7 8.3 3.5 1.4 1.4

30～49人 409 93 138 151 27 93 75 39 24 18 - 13 3 - 1
100.0 22.7 33.7 36.9 6.6 100.0 80.6 41.9 25.8 19.4 - 14.0 3.2 - 1.1

50～99人 399 93 129 151 26 93 73 39 25 17 1 9 2 4 -
100.0 23.3 32.3 37.8 6.5 100.0 78.5 41.9 26.9 18.3 1.1 9.7 2.2 4.3 -

100～299人 579 155 221 167 36 155 134 55 44 21 1 20 6 1 5
100.0 26.8 38.2 28.8 6.2 100.0 86.5 35.5 28.4 13.5 0.6 12.9 3.9 0.6 3.2

300～499人 325 108 107 101 9 108 93 41 32 16 1 17 4 4 -
100.0 33.2 32.9 31.1 2.8 100.0 86.1 38.0 29.6 14.8 0.9 15.7 3.7 3.7 -

500～999人 196 70 62 58 6 70 63 32 11 8 3 9 2 2 2
100.0 35.7 31.6 29.6 3.1 100.0 90.0 45.7 15.7 11.4 4.3 12.9 2.9 2.9 2.9

1,000人以上 172 73 55 38 6 73 59 30 18 17 - 11 2 7 -
100.0 42.4 32.0 22.1 3.5 100.0 80.8 41.1 24.7 23.3 - 15.1 2.7 9.6 -

300人以上（計） 693 251 224 197 21 251 215 103 61 41 4 37 8 13 2
100.0 36.2 32.3 28.4 3.0 100.0 85.7 41.0 24.3 16.3 1.6 14.7 3.2 5.2 0.8

※「その他」については、「定年を延長出来るから」「更新の手続きをしなくていいから」「正社員への移行を
期待して」等の自由記述があった。

問１１付問：「希望する」理由は何ですか
（該当すべてに○）。

問１１：「無期転換ルール」とは、更新等により有期労働契約が通算５年
を超えた場合には、労働者自身の申込みにより、無期労働契約へ移行
（無期転換）されるというものです。そうした無期転換ルールに基づいて、
（現在の会社にかかわらず）「無期労働契約（期間の定めのない契約）」
へ転換することを希望しますか（ただし、法定では原則、現行の働き方や
賃金・労働条件のまま、契約期間の定めだけが無くなります）(１つに〇)。
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全体計 1,018 280 204 206 291 23 70 41 67 8 323 9 16 258 33 16
100.0 27.5 20.0 20.2 28.6 2.3 6.9 4.0 6.6 0.8 31.7 0.9 1.6 25.3 3.2 1.6

問22：性別

男性 384 79 51 66 96 7 17 9 15 6 208 - 8 87 9 8
100.0 20.6 13.3 17.2 25.0 1.8 4.4 2.3 3.9 1.6 54.2 - 2.1 22.7 2.3 2.1

女性 621 197 149 135 191 16 53 32 52 2 110 9 8 169 24 8
100.0 31.7 24.0 21.7 30.8 2.6 8.5 5.2 8.4 0.3 17.7 1.4 1.3 27.2 3.9 1.3

問22：年齢層

満29歳以下 57 19 20 22 9 - 6 2 17 7 - 1 - 9 2 -
100.0 33.3 35.1 38.6 15.8 - 10.5 3.5 29.8 12.3 - 1.8 - 15.8 3.5 -

満30歳台 121 45 35 40 42 3 8 7 19 - - 5 4 21 5 3
100.0 37.2 28.9 33.1 34.7 2.5 6.6 5.8 15.7 - - 4.1 3.3 17.4 4.1 2.5

満40歳台 202 84 48 36 61 5 18 12 22 1 1 3 3 62 12 6
100.0 41.6 23.8 17.8 30.2 2.5 8.9 5.9 10.9 0.5 0.5 1.5 1.5 30.7 5.9 3.0

満50歳台 189 65 47 33 58 9 20 9 7 - 16 - 4 63 9 3
100.0 34.4 24.9 17.5 30.7 4.8 10.6 4.8 3.7 - 8.5 - 2.1 33.3 4.8 1.6

満60歳以上 422 59 47 67 115 6 18 11 1 - 298 - 5 97 5 3
100.0 14.0 11.1 15.9 27.3 1.4 4.3 2.6 0.2 - 70.6 - 1.2 23.0 1.2 0.7

問22：性別×問22：年齢層

男性 31 11 6 7 3 - 1 - 11 5 - - - 3 3 -
×満34歳以下 100.0 35.5 19.4 22.6 9.7 - 3.2 - 35.5 16.1 - - - 9.7 9.7 -

男性 23 6 4 7 4 - - 1 - - - - 3 5 2 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 26.1 17.4 30.4 17.4 - - 4.3 - - - - 13.0 21.7 8.7 8.7

男性 53 20 9 9 14 3 4 4 3 1 7 - 3 17 2 2
×満45歳以上59歳以下 100.0 37.7 17.0 17.0 26.4 5.7 7.5 7.5 5.7 1.9 13.2 - 5.7 32.1 3.8 3.8

男性 270 40 31 42 74 4 12 4 - - 197 - 2 62 2 3
×満60歳以上 100.0 14.8 11.5 15.6 27.4 1.5 4.4 1.5 - - 73.0 - 0.7 23.0 0.7 1.1

女性 70 19 27 29 19 - 9 4 15 2 - 3 - 14 2 -
×満34歳以下 100.0 27.1 38.6 41.4 27.1 - 12.9 5.7 21.4 2.9 - 4.3 - 20.0 2.9 -

女性 158 66 43 39 59 5 12 12 22 - 1 5 2 46 6 4
×満35歳以上44歳以下 100.0 41.8 27.2 24.7 37.3 3.2 7.6 7.6 13.9 - 0.6 3.2 1.3 29.1 3.8 2.5

女性 234 91 61 40 71 9 26 9 14 - 9 1 3 70 13 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 38.9 26.1 17.1 30.3 3.8 11.1 3.8 6.0 - 3.8 0.4 1.3 29.9 5.6 1.7

女性 151 19 16 24 41 2 6 7 1 - 100 - 3 35 3 -
×満60歳以上 100.0 12.6 10.6 15.9 27.2 1.3 4.0 4.6 0.7 - 66.2 - 2.0 23.2 2.0 -

問１：職種

管理的な仕事 47 9 2 12 9 3 3 5 - - 33 - 1 11 2 1
100.0 19.1 4.3 25.5 19.1 6.4 6.4 10.6 - - 70.2 - 2.1 23.4 4.3 2.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 57 14 12 16 14 - 5 5 6 - 10 2 1 16 4 -
100.0 24.6 21.1 28.1 24.6 - 8.8 8.8 10.5 - 17.5 3.5 1.8 28.1 7.0 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 38 10 8 11 14 - 4 1 4 - 6 1 1 10 3 1
100.0 26.3 21.1 28.9 36.8 - 10.5 2.6 10.5 - 15.8 2.6 2.6 26.3 7.9 2.6

専門的・技術的な仕事（その他） 86 22 8 15 26 2 2 1 6 2 40 1 - 20 1 -
100.0 25.6 9.3 17.4 30.2 2.3 2.3 1.2 7.0 2.3 46.5 1.2 - 23.3 1.2 -

事務の仕事 312 106 60 59 79 13 24 15 30 - 90 2 1 72 11 2
100.0 34.0 19.2 18.9 25.3 4.2 7.7 4.8 9.6 - 28.8 0.6 0.3 23.1 3.5 0.6

販売の仕事（営業を含む） 44 15 8 8 13 - 4 2 2 2 16 - 1 8 1 -
100.0 34.1 18.2 18.2 29.5 - 9.1 4.5 4.5 4.5 36.4 - 2.3 18.2 2.3 -

サービスの仕事（介護関係） 110 30 33 24 42 1 7 7 4 - 21 2 2 35 3 2
100.0 27.3 30.0 21.8 38.2 0.9 6.4 6.4 3.6 - 19.1 1.8 1.8 31.8 2.7 1.8

サービスの仕事（接客、飲食関係） 31 10 11 13 7 1 2 - - 1 4 - - 10 1 -
100.0 32.3 35.5 41.9 22.6 3.2 6.5 - - 3.2 12.9 - - 32.3 3.2 -

サービスの仕事（その他） 42 11 8 6 12 1 4 - - 1 11 - 3 15 1 2
100.0 26.2 19.0 14.3 28.6 2.4 9.5 - - 2.4 26.2 - 7.1 35.7 2.4 4.8

警備・保安の仕事 8 - - 1 1 - - - - 1 6 - - 4 - -
100.0 - - 12.5 12.5 - - - - 12.5 75.0 - - 50.0 - -

製造・生産工程の仕事 73 21 19 10 24 - 7 2 6 1 21 - 1 13 2 4
100.0 28.8 26.0 13.7 32.9 - 9.6 2.7 8.2 1.4 28.8 - 1.4 17.8 2.7 5.5

輸送・運転の仕事 19 6 6 5 6 - - - - - 10 - 1 6 - -
100.0 31.6 31.6 26.3 31.6 - - - - - 52.6 - 5.3 31.6 - -

建設・採掘の仕事 17 3 1 3 4 - - - - - 8 - 2 7 - -
100.0 17.6 5.9 17.6 23.5 - - - - - 47.1 - 11.8 41.2 - -

清掃など労務の仕事 20 5 1 3 4 - 2 - 2 - 8 - - 8 - 2
100.0 25.0 5.0 15.0 20.0 - 10.0 - 10.0 - 40.0 - - 40.0 - 10.0

その他 7 1 2 - 3 1 - - - - 2 - - 2 - -
100.0 14.3 28.6 - 42.9 14.3 - - - - 28.6 - - 28.6 - -

専門的・技術的な仕事（計） 181 46 28 42 54 2 11 7 16 2 56 4 2 46 8 1
100.0 25.4 15.5 23.2 29.8 1.1 6.1 3.9 8.8 1.1 30.9 2.2 1.1 25.4 4.4 0.6

サービスの仕事（計） 183 51 52 43 61 3 13 7 4 2 36 2 5 60 5 4
100.0 27.9 28.4 23.5 33.3 1.6 7.1 3.8 2.2 1.1 19.7 1.1 2.7 32.8 2.7 2.2

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 57 36 7 12 9 3 11 2 18 - 12 - - 2 - 1
100.0 63.2 12.3 21.1 15.8 5.3 19.3 3.5 31.6 - 21.1 - - 3.5 - 1.8

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 1,018 280 204 206 291 23 70 41 67 8 323 9 16 258 33 16
100.0 27.5 20.0 20.2 28.6 2.3 6.9 4.0 6.6 0.8 31.7 0.9 1.6 25.3 3.2 1.6

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 938 257 186 191 271 21 61 33 56 8 301 7 15 241 30 15
100.0 27.4 19.8 20.4 28.9 2.2 6.5 3.5 6.0 0.9 32.1 0.7 1.6 25.7 3.2 1.6

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 226 42 39 45 79 4 6 7 3 3 80 1 10 82 9 6
100.0 18.6 17.3 19.9 35.0 1.8 2.7 3.1 1.3 1.3 35.4 0.4 4.4 36.3 4.0 2.7

30～49人 138 33 29 36 46 1 7 5 7 2 44 1 - 34 6 2
100.0 23.9 21.0 26.1 33.3 0.7 5.1 3.6 5.1 1.4 31.9 0.7 - 24.6 4.3 1.4

50～99人 129 34 23 24 38 3 5 5 9 1 44 1 2 38 3 2
100.0 26.4 17.8 18.6 29.5 2.3 3.9 3.9 7.0 0.8 34.1 0.8 1.6 29.5 2.3 1.6

100～299人 221 65 46 37 56 3 17 6 15 - 71 3 1 52 4 4
100.0 29.4 20.8 16.7 25.3 1.4 7.7 2.7 6.8 - 32.1 1.4 0.5 23.5 1.8 1.8

300～499人 107 39 20 21 23 6 15 5 10 - 34 1 - 21 5 1
100.0 36.4 18.7 19.6 21.5 5.6 14.0 4.7 9.3 - 31.8 0.9 - 19.6 4.7 0.9

500～999人 62 19 14 17 18 2 6 2 9 2 14 - 1 11 2 -
100.0 30.6 22.6 27.4 29.0 3.2 9.7 3.2 14.5 3.2 22.6 - 1.6 17.7 3.2 -

1,000人以上 55 25 15 11 11 2 5 3 3 - 14 - 1 3 1 -
100.0 45.5 27.3 20.0 20.0 3.6 9.1 5.5 5.5 - 25.5 - 1.8 5.5 1.8 -

300人以上（計） 224 83 49 49 52 10 26 10 22 2 62 1 2 35 8 1
100.0 37.1 21.9 21.9 23.2 4.5 11.6 4.5 9.8 0.9 27.7 0.4 0.9 15.6 3.6 0.4

※「その他」については、「賃金が変わらないから」「賃金が上がらなくなるから」「退職金が無くなるから」「労働条件が改善しにくくなると思うから」「契約社員の方が収入が良いから」「高齢者が
長く勤めていると、職場の活性化にならないから」「健康上の問題」「転居の予定」等の自由記述があった。

問１１付問：「希望しない」理由は何ですか（該当すべてに○）。 調査シリーズNo.202
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全体計 3,074 96 455 966 1,355 202 455 64 194 157 40 2,776 512 759 1,226 279
100.0 3.1 14.8 31.4 44.1 6.6 100.0 14.1 42.6 34.5 8.8 100.0 18.4 27.3 44.2 10.1

問22：性別

男性 1,123 22 112 387 517 85 112 17 63 28 4 1,016 177 308 438 93
100.0 2.0 10.0 34.5 46.0 7.6 100.0 15.2 56.3 25.0 3.6 100.0 17.4 30.3 43.1 9.2

女性 1,902 73 339 570 815 105 339 47 129 127 36 1,724 332 436 774 182
100.0 3.8 17.8 30.0 42.8 5.5 100.0 13.9 38.1 37.5 10.6 100.0 19.3 25.3 44.9 10.6

問22：年齢層

満29歳以下 230 5 5 115 95 10 5 1 1 3 - 215 52 42 92 29
100.0 2.2 2.2 50.0 41.3 4.3 100.0 20.0 20.0 60.0 - 100.0 24.2 19.5 42.8 13.5

満30歳台 478 18 62 182 187 29 62 7 20 25 10 431 101 80 200 50
100.0 3.8 13.0 38.1 39.1 6.1 100.0 11.3 32.3 40.3 16.1 100.0 23.4 18.6 46.4 11.6

満40歳台 719 13 136 213 309 48 136 25 35 65 11 658 138 124 328 68
100.0 1.8 18.9 29.6 43.0 6.7 100.0 18.4 25.7 47.8 8.1 100.0 21.0 18.8 49.8 10.3

満50歳台 608 30 119 149 262 48 119 19 50 38 12 530 105 130 245 50
100.0 4.9 19.6 24.5 43.1 7.9 100.0 16.0 42.0 31.9 10.1 100.0 19.8 24.5 46.2 9.4

満60歳以上 920 24 125 282 441 48 125 12 85 21 7 848 107 360 311 70
100.0 2.6 13.6 30.7 47.9 5.2 100.0 9.6 68.0 16.8 5.6 100.0 12.6 42.5 36.7 8.3

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 4 7 72 58 12 7 1 2 4 - 137 41 24 57 15
×満34歳以下 100.0 2.6 4.6 47.1 37.9 7.8 100.0 14.3 28.6 57.1 - 100.0 29.9 17.5 41.6 10.9

男性 140 6 18 43 59 14 18 6 5 6 1 120 29 17 59 15
×満35歳以上44歳以下 100.0 4.3 12.9 30.7 42.1 10.0 100.0 33.3 27.8 33.3 5.6 100.0 24.2 14.2 49.2 12.5

男性 216 4 16 53 111 32 16 3 7 6 - 180 31 36 98 15
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.9 7.4 24.5 51.4 14.8 100.0 18.8 43.8 37.5 - 100.0 17.2 20.0 54.4 8.3

男性 592 7 71 214 276 24 71 7 49 12 3 561 76 227 214 44
×満60歳以上 100.0 1.2 12.0 36.1 46.6 4.1 100.0 9.9 69.0 16.9 4.2 100.0 13.5 40.5 38.1 7.8

女性 279 6 15 126 119 13 15 - 6 7 2 260 52 50 124 34
×満34歳以下 100.0 2.2 5.4 45.2 42.7 4.7 100.0 - 40.0 46.7 13.3 100.0 20.0 19.2 47.7 13.1

女性 495 13 96 171 196 19 96 14 25 46 11 463 95 94 225 49
×満35歳以上44歳以下 100.0 2.6 19.4 34.5 39.6 3.8 100.0 14.6 26.0 47.9 11.5 100.0 20.5 20.3 48.6 10.6

女性 752 33 170 194 310 45 170 28 61 62 19 674 148 155 302 69
×満45歳以上59歳以下 100.0 4.4 22.6 25.8 41.2 6.0 100.0 16.5 35.9 36.5 11.2 100.0 22.0 23.0 44.8 10.2

女性 327 17 54 68 164 24 54 5 36 9 4 286 31 132 97 26
×満60歳以上 100.0 5.2 16.5 20.8 50.2 7.3 100.0 9.3 66.7 16.7 7.4 100.0 10.8 46.2 33.9 9.1

問１：職種

管理的な仕事 120 4 10 38 51 17 10 1 7 2 - 99 11 35 43 10
100.0 3.3 8.3 31.7 42.5 14.2 100.0 10.0 70.0 20.0 - 100.0 11.1 35.4 43.4 10.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 5 27 45 71 9 27 4 11 8 4 143 31 45 54 13
100.0 3.2 17.2 28.7 45.2 5.7 100.0 14.8 40.7 29.6 14.8 100.0 21.7 31.5 37.8 9.1

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 8 25 37 58 7 25 3 8 9 5 120 32 22 51 15
100.0 5.9 18.5 27.4 43.0 5.2 100.0 12.0 32.0 36.0 20.0 100.0 26.7 18.3 42.5 12.5

専門的・技術的な仕事（その他） 228 8 32 86 89 13 32 3 15 13 1 207 44 65 79 19
100.0 3.5 14.0 37.7 39.0 5.7 100.0 9.4 46.9 40.6 3.1 100.0 21.3 31.4 38.2 9.2

事務の仕事 917 32 179 358 299 49 179 29 64 69 17 836 174 204 363 95
100.0 3.5 19.5 39.0 32.6 5.3 100.0 16.2 35.8 38.5 9.5 100.0 20.8 24.4 43.4 11.4

販売の仕事（営業を含む） 143 1 26 44 58 14 26 2 15 9 - 128 17 37 62 12
100.0 0.7 18.2 30.8 40.6 9.8 100.0 7.7 57.7 34.6 - 100.0 13.3 28.9 48.4 9.4

サービスの仕事（介護関係） 265 9 37 65 139 15 37 3 19 10 5 241 33 88 100 20
100.0 3.4 14.0 24.5 52.5 5.7 100.0 8.1 51.4 27.0 13.5 100.0 13.7 36.5 41.5 8.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 3 14 23 82 8 14 1 8 4 1 119 13 28 70 8
100.0 2.3 10.8 17.7 63.1 6.2 100.0 7.1 57.1 28.6 7.1 100.0 10.9 23.5 58.8 6.7

サービスの仕事（その他） 133 1 18 30 68 16 18 3 7 7 1 116 17 32 55 12
100.0 0.8 13.5 22.6 51.1 12.0 100.0 16.7 38.9 38.9 5.6 100.0 14.7 27.6 47.4 10.3

警備・保安の仕事 19 1 1 8 9 - 1 1 - - - 18 4 7 6 1
100.0 5.3 5.3 42.1 47.4 - 100.0 100.0 - - - 100.0 22.2 38.9 33.3 5.6

製造・生産工程の仕事 250 8 29 80 118 15 29 5 13 9 2 227 40 46 117 24
100.0 3.2 11.6 32.0 47.2 6.0 100.0 17.2 44.8 31.0 6.9 100.0 17.6 20.3 51.5 10.6

輸送・運転の仕事 80 1 6 23 40 10 6 2 2 2 - 69 14 19 30 6
100.0 1.3 7.5 28.8 50.0 12.5 100.0 33.3 33.3 33.3 - 100.0 20.3 27.5 43.5 8.7

建設・採掘の仕事 55 - 4 14 34 3 4 - 3 1 - 52 6 15 27 4
100.0 - 7.3 25.5 61.8 5.5 100.0 - 75.0 25.0 - 100.0 11.5 28.8 51.9 7.7

清掃など労務の仕事 58 3 5 14 35 1 5 - 5 - - 54 3 20 30 1
100.0 5.2 8.6 24.1 60.3 1.7 100.0 - 100.0 - - 100.0 5.6 37.0 55.6 1.9

その他 17 2 3 2 10 - 3 - 1 2 - 15 4 3 7 1
100.0 11.8 17.6 11.8 58.8 - 100.0 - 33.3 66.7 - 100.0 26.7 20.0 46.7 6.7

専門的・技術的な仕事（計） 520 21 84 168 218 29 84 10 34 30 10 470 107 132 184 47
100.0 4.0 16.2 32.3 41.9 5.6 100.0 11.9 40.5 35.7 11.9 100.0 22.8 28.1 39.1 10.0

サービスの仕事（計） 528 13 69 118 289 39 69 7 34 21 7 476 63 148 225 40
100.0 2.5 13.1 22.3 54.7 7.4 100.0 10.1 49.3 30.4 10.1 100.0 13.2 31.1 47.3 8.4

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 9 37 93 69 7 37 8 11 11 7 199 59 42 70 28
100.0 4.2 17.2 43.3 32.1 3.3 100.0 21.6 29.7 29.7 18.9 100.0 29.6 21.1 35.2 14.1

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 96 455 966 1,355 202 455 64 194 157 40 2,776 512 759 1,226 279
100.0 3.1 14.8 31.4 44.1 6.6 100.0 14.1 42.6 34.5 8.8 100.0 18.4 27.3 44.2 10.1

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 88 424 891 1,239 189 424 62 178 147 37 2,554 461 695 1,130 268
100.0 3.1 15.0 31.5 43.8 6.7 100.0 14.6 42.0 34.7 8.7 100.0 18.1 27.2 44.2 10.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 15 87 180 389 80 87 4 45 29 9 656 68 183 342 63
100.0 2.0 11.6 24.0 51.8 10.7 100.0 4.6 51.7 33.3 10.3 100.0 10.4 27.9 52.1 9.6

30～49人 409 6 54 117 201 31 54 7 24 21 2 372 50 98 178 46
100.0 1.5 13.2 28.6 49.1 7.6 100.0 13.0 44.4 38.9 3.7 100.0 13.4 26.3 47.8 12.4

50～99人 399 15 69 118 171 26 69 10 23 28 8 358 57 101 159 41
100.0 3.8 17.3 29.6 42.9 6.5 100.0 14.5 33.3 40.6 11.6 100.0 15.9 28.2 44.4 11.5

100～299人 579 20 94 199 232 34 94 15 38 31 10 525 105 153 215 52
100.0 3.5 16.2 34.4 40.1 5.9 100.0 16.0 40.4 33.0 10.6 100.0 20.0 29.1 41.0 9.9

300～499人 325 8 58 121 128 10 58 13 18 23 4 307 76 82 122 27
100.0 2.5 17.8 37.2 39.4 3.1 100.0 22.4 31.0 39.7 6.9 100.0 24.8 26.7 39.7 8.8

500～999人 196 12 23 82 73 6 23 5 15 3 - 178 51 50 58 19
100.0 6.1 11.7 41.8 37.2 3.1 100.0 21.7 65.2 13.0 - 100.0 28.7 28.1 32.6 10.7

1,000人以上 172 12 39 74 45 2 39 8 15 12 4 158 54 28 56 20
100.0 7.0 22.7 43.0 26.2 1.2 100.0 20.5 38.5 30.8 10.3 100.0 34.2 17.7 35.4 12.7

300人以上（計） 693 32 120 277 246 18 120 26 48 38 8 643 181 160 236 66
100.0 4.6 17.3 40.0 35.5 2.6 100.0 21.7 40.0 31.7 6.7 100.0 28.1 24.9 36.7 10.3

問１２付問：今後、移行
の申込みを行う予定は
ありますか（１つに〇）。

問１２：「無期転換ルール」では、2013年4月1日以降に締結・
更新された有期労働契約がカウント対象になります。現在の
会社で、無期労働契約（正社員を含む）への移行（無期転換）
を申込む権利について、あなたは現在、どのような状態に
ありますか（１つに〇）。

問１２付問：現在の会社で、
無期労働契約へ移行（無期
転換）することを希望します
か（１つに〇）。

調査シリーズNo.202
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全体計 3,074 687 509 1,695 183
100.0 22.3 16.6 55.1 6.0

問22：性別

男性 1,123 241 217 593 72
100.0 21.5 19.3 52.8 6.4

女性 1,902 435 290 1,078 99
100.0 22.9 15.2 56.7 5.2

問22：年齢層

満29歳以下 230 49 29 139 13
100.0 21.3 12.6 60.4 5.7

満30歳台 478 109 58 282 29
100.0 22.8 12.1 59.0 6.1

満40歳台 719 179 103 399 38
100.0 24.9 14.3 55.5 5.3

満50歳台 608 151 106 311 40
100.0 24.8 17.4 51.2 6.6

満60歳以上 920 169 204 500 47
100.0 18.4 22.2 54.3 5.1

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 39 12 88 14
×満34歳以下 100.0 25.5 7.8 57.5 9.2

男性 140 41 19 70 10
×満35歳以上44歳以下 100.0 29.3 13.6 50.0 7.1

男性 216 40 38 115 23
×満45歳以上59歳以下 100.0 18.5 17.6 53.2 10.6

男性 592 115 145 309 23
×満60歳以上 100.0 19.4 24.5 52.2 3.9

女性 279 43 38 185 13
×満34歳以下 100.0 15.4 13.6 66.3 4.7

女性 495 128 69 277 21
×満35歳以上44歳以下 100.0 25.9 13.9 56.0 4.2

女性 752 197 120 396 39
×満45歳以上59歳以下 100.0 26.2 16.0 52.7 5.2

女性 327 54 59 190 24
×満60歳以上 100.0 16.5 18.0 58.1 7.3

問１：職種

管理的な仕事 120 24 36 50 10
100.0 20.0 30.0 41.7 8.3

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 21 21 106 9
100.0 13.4 13.4 67.5 5.7

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 29 24 75 7
100.0 21.5 17.8 55.6 5.2

専門的・技術的な仕事（その他） 228 55 43 118 12
100.0 24.1 18.9 51.8 5.3

事務の仕事 917 256 181 444 36
100.0 27.9 19.7 48.4 3.9

販売の仕事（営業を含む） 143 30 24 75 14
100.0 21.0 16.8 52.4 9.8

サービスの仕事（介護関係） 265 46 29 176 14
100.0 17.4 10.9 66.4 5.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 15 14 92 9
100.0 11.5 10.8 70.8 6.9

サービスの仕事（その他） 133 31 22 68 12
100.0 23.3 16.5 51.1 9.0

警備・保安の仕事 19 2 4 13 -
100.0 10.5 21.1 68.4 -

製造・生産工程の仕事 250 65 31 136 18
100.0 26.0 12.4 54.4 7.2

輸送・運転の仕事 80 6 12 54 8
100.0 7.5 15.0 67.5 10.0

建設・採掘の仕事 55 7 6 40 2
100.0 12.7 10.9 72.7 3.6

清掃など労務の仕事 58 14 7 35 2
100.0 24.1 12.1 60.3 3.4

その他 17 4 3 10 -
100.0 23.5 17.6 58.8 -

専門的・技術的な仕事（計） 520 105 88 299 28
100.0 20.2 16.9 57.5 5.4

サービスの仕事（計） 528 92 65 336 35
100.0 17.4 12.3 63.6 6.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 62 46 103 4
100.0 28.8 21.4 47.9 1.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - -
- - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 687 509 1,695 183
100.0 22.3 16.6 55.1 6.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - -
- - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - -
- - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 642 472 1,546 171
100.0 22.7 16.7 54.6 6.0

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 111 145 424 71
100.0 14.8 19.3 56.5 9.5

30～49人 409 60 81 245 23
100.0 14.7 19.8 59.9 5.6

50～99人 399 98 52 230 19
100.0 24.6 13.0 57.6 4.8

100～299人 579 165 81 292 41
100.0 28.5 14.0 50.4 7.1

300～499人 325 87 57 174 7
100.0 26.8 17.5 53.5 2.2

500～999人 196 60 26 103 7
100.0 30.6 13.3 52.6 3.6

1,000人以上 172 61 30 78 3
100.0 35.5 17.4 45.3 1.7

300人以上（計） 693 208 113 355 17
100.0 30.0 16.3 51.2 2.5

問１３：現在の会社に5年超（あるいはそれより短い期間）の
勤続年数のみを満たせば、有期労働契約時の働き方のまま、
無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会（制度や
実績）はありますか（１つに〇）。
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全体計 3,074 679 420 1,772 203 679 457 45 122 8 33 14
100.0 22.1 13.7 57.6 6.6 100.0 67.3 6.6 18.0 1.2 4.9 2.1

問22：性別

男性 1,123 244 197 597 85 244 168 15 47 3 6 5
100.0 21.7 17.5 53.2 7.6 100.0 68.9 6.1 19.3 1.2 2.5 2.0

女性 1,902 428 218 1,152 104 428 285 28 74 5 27 9
100.0 22.5 11.5 60.6 5.5 100.0 66.6 6.5 17.3 1.2 6.3 2.1

問22：年齢層

満29歳以下 230 71 19 130 10 71 54 2 11 - 2 2
100.0 30.9 8.3 56.5 4.3 100.0 76.1 2.8 15.5 - 2.8 2.8

満30歳台 478 134 39 279 26 134 94 9 17 2 10 2
100.0 28.0 8.2 58.4 5.4 100.0 70.1 6.7 12.7 1.5 7.5 1.5

満40歳台 719 176 70 435 38 176 118 10 28 5 10 5
100.0 24.5 9.7 60.5 5.3 100.0 67.0 5.7 15.9 2.8 5.7 2.8

満50歳台 608 126 86 352 44 126 80 7 33 - 6 -
100.0 20.7 14.1 57.9 7.2 100.0 63.5 5.6 26.2 - 4.8 -

満60歳以上 920 151 192 513 64 151 97 15 29 1 5 4
100.0 16.4 20.9 55.8 7.0 100.0 64.2 9.9 19.2 0.7 3.3 2.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 47 13 81 12 47 34 2 8 - 2 1
×満34歳以下 100.0 30.7 8.5 52.9 7.8 100.0 72.3 4.3 17.0 - 4.3 2.1

男性 140 41 13 77 9 41 31 1 6 1 1 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 29.3 9.3 55.0 6.4 100.0 75.6 2.4 14.6 2.4 2.4 2.4

男性 216 48 24 118 26 48 31 3 12 1 1 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 22.2 11.1 54.6 12.0 100.0 64.6 6.3 25.0 2.1 2.1 -

男性 592 103 146 308 35 103 69 9 19 1 2 3
×満60歳以上 100.0 17.4 24.7 52.0 5.9 100.0 67.0 8.7 18.4 1.0 1.9 2.9

女性 279 72 20 176 11 72 52 6 8 - 5 1
×満34歳以下 100.0 25.8 7.2 63.1 3.9 100.0 72.2 8.3 11.1 - 6.9 1.4

女性 495 147 40 291 17 147 101 6 22 2 12 4
×満35歳以上44歳以下 100.0 29.7 8.1 58.8 3.4 100.0 68.7 4.1 15.0 1.4 8.2 2.7

女性 752 152 104 453 43 152 97 10 33 3 7 2
×満45歳以上59歳以下 100.0 20.2 13.8 60.2 5.7 100.0 63.8 6.6 21.7 2.0 4.6 1.3

女性 327 48 46 204 29 48 28 6 10 - 3 1
×満60歳以上 100.0 14.7 14.1 62.4 8.9 100.0 58.3 12.5 20.8 - 6.3 2.1

問１：職種

管理的な仕事 120 22 35 48 15 22 18 1 2 - - 1
100.0 18.3 29.2 40.0 12.5 100.0 81.8 4.5 9.1 - - 4.5

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 28 13 105 11 28 18 4 4 - 2 -
100.0 17.8 8.3 66.9 7.0 100.0 64.3 14.3 14.3 - 7.1 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 34 16 76 9 34 25 2 6 - 1 -
100.0 25.2 11.9 56.3 6.7 100.0 73.5 5.9 17.6 - 2.9 -

専門的・技術的な仕事（その他） 228 51 33 127 17 51 30 4 13 - 1 3
100.0 22.4 14.5 55.7 7.5 100.0 58.8 7.8 25.5 - 2.0 5.9

事務の仕事 917 231 143 505 38 231 149 15 45 5 13 4
100.0 25.2 15.6 55.1 4.1 100.0 64.5 6.5 19.5 2.2 5.6 1.7

販売の仕事（営業を含む） 143 26 27 76 14 26 16 1 7 - - 2
100.0 18.2 18.9 53.1 9.8 100.0 61.5 3.8 26.9 - - 7.7

サービスの仕事（介護関係） 265 63 15 176 11 63 45 3 11 1 3 -
100.0 23.8 5.7 66.4 4.2 100.0 71.4 4.8 17.5 1.6 4.8 -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 29 9 85 7 29 20 4 4 - 1 -
100.0 22.3 6.9 65.4 5.4 100.0 69.0 13.8 13.8 - 3.4 -

サービスの仕事（その他） 133 30 25 61 17 30 23 1 1 1 2 2
100.0 22.6 18.8 45.9 12.8 100.0 76.7 3.3 3.3 3.3 6.7 6.7

警備・保安の仕事 19 2 5 12 - 2 - - 2 - - -
100.0 10.5 26.3 63.2 - 100.0 - - 100.0 - - -

製造・生産工程の仕事 250 61 28 144 17 61 44 4 8 1 3 1
100.0 24.4 11.2 57.6 6.8 100.0 72.1 6.6 13.1 1.6 4.9 1.6

輸送・運転の仕事 80 7 9 58 6 7 2 1 4 - - -
100.0 8.8 11.3 72.5 7.5 100.0 28.6 14.3 57.1 - - -

建設・採掘の仕事 55 8 6 35 6 8 4 2 1 - 1 -
100.0 14.5 10.9 63.6 10.9 100.0 50.0 25.0 12.5 - 12.5 -

清掃など労務の仕事 58 6 5 45 2 6 3 - 2 - 1 -
100.0 10.3 8.6 77.6 3.4 100.0 50.0 - 33.3 - 16.7 -

その他 17 3 5 9 - 3 1 - 1 - 1 -
100.0 17.6 29.4 52.9 - 100.0 33.3 - 33.3 - 33.3 -

専門的・技術的な仕事（計） 520 113 62 308 37 113 73 10 23 - 4 3
100.0 21.7 11.9 59.2 7.1 100.0 64.6 8.8 20.4 - 3.5 2.7

サービスの仕事（計） 528 122 49 322 35 122 88 8 16 2 6 2
100.0 23.1 9.3 61.0 6.6 100.0 72.1 6.6 13.1 1.6 4.9 1.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 56 36 116 7 56 36 4 12 1 3 -
100.0 26.0 16.7 54.0 3.3 100.0 64.3 7.1 21.4 1.8 5.4 -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 679 420 1,772 203 679 457 45 122 8 33 14
100.0 22.1 13.7 57.6 6.6 100.0 67.3 6.6 18.0 1.2 4.9 2.1

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 615 396 1,629 191 615 405 42 115 8 32 13
100.0 21.7 14.0 57.5 6.7 100.0 65.9 6.8 18.7 1.3 5.2 2.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 123 119 433 76 123 80 9 23 3 5 3
100.0 16.4 15.8 57.7 10.1 100.0 65.0 7.3 18.7 2.4 4.1 2.4

30～49人 409 79 57 245 28 79 61 4 12 - 2 -
100.0 19.3 13.9 59.9 6.8 100.0 77.2 5.1 15.2 - 2.5 -

50～99人 399 97 61 217 24 97 72 4 13 1 1 6
100.0 24.3 15.3 54.4 6.0 100.0 74.2 4.1 13.4 1.0 1.0 6.2

100～299人 579 152 67 323 37 152 87 9 36 2 15 3
100.0 26.3 11.6 55.8 6.4 100.0 57.2 5.9 23.7 1.3 9.9 2.0

300～499人 325 87 42 180 16 87 58 6 18 2 3 -
100.0 26.8 12.9 55.4 4.9 100.0 66.7 6.9 20.7 2.3 3.4 -

500～999人 196 38 28 125 5 38 26 3 6 - 2 1
100.0 19.4 14.3 63.8 2.6 100.0 68.4 7.9 15.8 - 5.3 2.6

1,000人以上 172 39 22 106 5 39 21 7 7 - 4 -
100.0 22.7 12.8 61.6 2.9 100.0 53.8 17.9 17.9 - 10.3 -

300人以上（計） 693 164 92 411 26 164 105 16 31 2 9 1
100.0 23.7 13.3 59.3 3.8 100.0 64.0 9.8 18.9 1.2 5.5 0.6

問１４：現在の会社に、問１３とは異なる要件で、
無期労働契約（正社員を含む）へ移行できる機会
（制度や実績）はありますか（１つに〇）。

問１４付問①：移行後の雇用形態は、
どのようなものですか（１つに〇）。
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全体計 679 42 110 140 69 233 85 679 228 215 199 170 70 129 253 15 61 96
100.0 6.2 16.2 20.6 10.2 34.3 12.5 100.0 33.6 31.7 29.3 25.0 10.3 19.0 37.3 2.2 9.0 14.1

問22：性別

男性 244 17 54 41 17 81 34 244 113 87 72 50 25 44 62 3 17 36
100.0 7.0 22.1 16.8 7.0 33.2 13.9 100.0 46.3 35.7 29.5 20.5 10.2 18.0 25.4 1.2 7.0 14.8

女性 428 25 56 99 52 147 49 428 112 127 127 119 44 85 189 12 44 58
100.0 5.8 13.1 23.1 12.1 34.3 11.4 100.0 26.2 29.7 29.7 27.8 10.3 19.9 44.2 2.8 10.3 13.6

問22：年齢層

満29歳以下 71 1 13 18 8 25 6 71 27 26 31 26 4 10 19 1 7 8
100.0 1.4 18.3 25.4 11.3 35.2 8.5 100.0 38.0 36.6 43.7 36.6 5.6 14.1 26.8 1.4 9.9 11.3

満30歳台 134 6 19 30 19 47 13 134 46 48 46 43 8 19 49 3 11 21
100.0 4.5 14.2 22.4 14.2 35.1 9.7 100.0 34.3 35.8 34.3 32.1 6.0 14.2 36.6 2.2 8.2 15.7

満40歳台 176 14 20 42 18 57 25 176 51 56 53 41 19 35 82 5 16 21
100.0 8.0 11.4 23.9 10.2 32.4 14.2 100.0 29.0 31.8 30.1 23.3 10.8 19.9 46.6 2.8 9.1 11.9

満50歳台 126 8 21 22 16 45 14 126 33 34 28 36 13 28 47 3 18 25
100.0 6.3 16.7 17.5 12.7 35.7 11.1 100.0 26.2 27.0 22.2 28.6 10.3 22.2 37.3 2.4 14.3 19.8

満60歳以上 151 12 34 27 8 46 24 151 63 48 37 22 23 35 51 3 8 15
100.0 7.9 22.5 17.9 5.3 30.5 15.9 100.0 41.7 31.8 24.5 14.6 15.2 23.2 33.8 2.0 5.3 9.9

問22：性別×問22：年齢層

男性 47 - 8 9 5 22 3 47 20 17 17 16 3 5 9 2 7 5
×満34歳以下 100.0 - 17.0 19.1 10.6 46.8 6.4 100.0 42.6 36.2 36.2 34.0 6.4 10.6 19.1 4.3 14.9 10.6

男性 41 3 8 5 4 17 4 41 18 15 14 7 3 5 12 - - 10
×満35歳以上44歳以下 100.0 7.3 19.5 12.2 9.8 41.5 9.8 100.0 43.9 36.6 34.1 17.1 7.3 12.2 29.3 - - 24.4

男性 48 4 14 6 3 11 10 48 18 15 10 12 3 11 11 1 4 11
×満45歳以上59歳以下 100.0 8.3 29.2 12.5 6.3 22.9 20.8 100.0 37.5 31.3 20.8 25.0 6.3 22.9 22.9 2.1 8.3 22.9

男性 103 9 23 20 5 29 17 103 55 39 31 15 15 23 29 - 6 7
×満60歳以上 100.0 8.7 22.3 19.4 4.9 28.2 16.5 100.0 53.4 37.9 30.1 14.6 14.6 22.3 28.2 - 5.8 6.8

女性 72 2 10 20 9 23 8 72 25 28 33 28 2 11 24 - 6 9
×満34歳以下 100.0 2.8 13.9 27.8 12.5 31.9 11.1 100.0 34.7 38.9 45.8 38.9 2.8 15.3 33.3 - 8.3 12.5

女性 147 12 19 43 15 42 16 147 44 48 49 36 12 25 72 4 14 18
×満35歳以上44歳以下 100.0 8.2 12.9 29.3 10.2 28.6 10.9 100.0 29.9 32.7 33.3 24.5 8.2 17.0 49.0 2.7 9.5 12.2

女性 152 8 14 29 25 59 17 152 32 41 35 47 21 35 69 5 21 22
×満45歳以上59歳以下 100.0 5.3 9.2 19.1 16.4 38.8 11.2 100.0 21.1 27.0 23.0 30.9 13.8 23.0 45.4 3.3 13.8 14.5

女性 48 3 11 7 3 17 7 48 8 9 6 7 8 12 22 3 2 8
×満60歳以上 100.0 6.3 22.9 14.6 6.3 35.4 14.6 100.0 16.7 18.8 12.5 14.6 16.7 25.0 45.8 6.3 4.2 16.7

問１：職種

管理的な仕事 22 2 4 4 2 3 7 22 11 9 7 6 2 3 6 - 1 3
100.0 9.1 18.2 18.2 9.1 13.6 31.8 100.0 50.0 40.9 31.8 27.3 9.1 13.6 27.3 - 4.5 13.6

専門的・技術的な仕事（医療関係） 28 2 3 5 4 10 4 28 6 5 4 1 1 5 13 1 3 5
100.0 7.1 10.7 17.9 14.3 35.7 14.3 100.0 21.4 17.9 14.3 3.6 3.6 17.9 46.4 3.6 10.7 17.9

専門的・技術的な仕事（教育関係） 34 2 7 2 7 11 5 34 15 11 8 8 1 7 12 1 2 2
100.0 5.9 20.6 5.9 20.6 32.4 14.7 100.0 44.1 32.4 23.5 23.5 2.9 20.6 35.3 2.9 5.9 5.9

専門的・技術的な仕事（その他） 51 5 12 6 3 18 7 51 14 15 15 12 3 6 13 - 2 16
100.0 9.8 23.5 11.8 5.9 35.3 13.7 100.0 27.5 29.4 29.4 23.5 5.9 11.8 25.5 - 3.9 31.4

事務の仕事 231 12 30 58 26 84 21 231 72 80 75 78 34 40 93 6 32 18
100.0 5.2 13.0 25.1 11.3 36.4 9.1 100.0 31.2 34.6 32.5 33.8 14.7 17.3 40.3 2.6 13.9 7.8

販売の仕事（営業を含む） 26 - 10 2 2 8 4 26 5 5 8 7 2 2 8 - 6 7
100.0 - 38.5 7.7 7.7 30.8 15.4 100.0 19.2 19.2 30.8 26.9 7.7 7.7 30.8 - 23.1 26.9

サービスの仕事（介護関係） 63 6 14 11 5 22 5 63 19 18 18 13 5 19 30 2 2 9
100.0 9.5 22.2 17.5 7.9 34.9 7.9 100.0 30.2 28.6 28.6 20.6 7.9 30.2 47.6 3.2 3.2 14.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 29 3 6 4 4 10 2 29 14 10 11 9 3 2 12 2 2 3
100.0 10.3 20.7 13.8 13.8 34.5 6.9 100.0 48.3 34.5 37.9 31.0 10.3 6.9 41.4 6.9 6.9 10.3

サービスの仕事（その他） 30 2 2 8 1 11 6 30 15 13 9 7 4 4 8 1 - 4
100.0 6.7 6.7 26.7 3.3 36.7 20.0 100.0 50.0 43.3 30.0 23.3 13.3 13.3 26.7 3.3 - 13.3

警備・保安の仕事 2 1 - 1 - - - 2 1 1 - - - - 1 - - -
100.0 50.0 - 50.0 - - - 100.0 50.0 50.0 - - - - 50.0 - - -

製造・生産工程の仕事 61 2 15 16 8 13 7 61 29 19 17 8 9 12 26 1 4 7
100.0 3.3 24.6 26.2 13.1 21.3 11.5 100.0 47.5 31.1 27.9 13.1 14.8 19.7 42.6 1.6 6.6 11.5

輸送・運転の仕事 7 1 1 - - 4 1 7 4 3 1 - - 1 1 - 1 1
100.0 14.3 14.3 - - 57.1 14.3 100.0 57.1 42.9 14.3 - - 14.3 14.3 - 14.3 14.3

建設・採掘の仕事 8 2 - 1 - 2 3 8 3 2 2 - - 3 2 - - -
100.0 25.0 - 12.5 - 25.0 37.5 100.0 37.5 25.0 25.0 - - 37.5 25.0 - - -

清掃など労務の仕事 6 - 1 1 - 4 - 6 2 2 1 3 1 1 2 - - -
100.0 - 16.7 16.7 - 66.7 - 100.0 33.3 33.3 16.7 50.0 16.7 16.7 33.3 - - -

その他 3 - - - - 2 1 3 - - - - - - 1 - 1 1
100.0 - - - - 66.7 33.3 100.0 - - - - - - 33.3 - 33.3 33.3

専門的・技術的な仕事（計） 113 9 22 13 14 39 16 113 35 31 27 21 5 18 38 2 7 23
100.0 8.0 19.5 11.5 12.4 34.5 14.2 100.0 31.0 27.4 23.9 18.6 4.4 15.9 33.6 1.8 6.2 20.4

サービスの仕事（計） 122 11 22 23 10 43 13 122 48 41 38 29 12 25 50 5 4 16
100.0 9.0 18.0 18.9 8.2 35.2 10.7 100.0 39.3 33.6 31.1 23.8 9.8 20.5 41.0 4.1 3.3 13.1

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 56 - 4 16 13 14 9 56 17 19 22 25 6 9 20 1 9 5
100.0 - 7.1 28.6 23.2 25.0 16.1 100.0 30.4 33.9 39.3 44.6 10.7 16.1 35.7 1.8 16.1 8.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 679 42 110 140 69 233 85 679 228 215 199 170 70 129 253 15 61 96
100.0 6.2 16.2 20.6 10.2 34.3 12.5 100.0 33.6 31.7 29.3 25.0 10.3 19.0 37.3 2.2 9.0 14.1

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 615 39 105 123 60 209 79 615 203 192 174 145 57 116 230 12 55 89
100.0 6.3 17.1 20.0 9.8 34.0 12.8 100.0 33.0 31.2 28.3 23.6 9.3 18.9 37.4 2.0 8.9 14.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 123 18 26 14 3 43 19 123 45 30 21 17 8 33 40 1 9 21
100.0 14.6 21.1 11.4 2.4 35.0 15.4 100.0 36.6 24.4 17.1 13.8 6.5 26.8 32.5 0.8 7.3 17.1

30～49人 79 8 11 15 7 26 12 79 21 23 20 13 6 9 35 1 7 13
100.0 10.1 13.9 19.0 8.9 32.9 15.2 100.0 26.6 29.1 25.3 16.5 7.6 11.4 44.3 1.3 8.9 16.5

50～99人 97 4 22 18 3 32 18 97 35 33 25 14 10 15 43 3 7 10
100.0 4.1 22.7 18.6 3.1 33.0 18.6 100.0 36.1 34.0 25.8 14.4 10.3 15.5 44.3 3.1 7.2 10.3

100～299人 152 6 30 34 14 53 15 152 50 47 51 41 12 25 59 2 7 27
100.0 3.9 19.7 22.4 9.2 34.9 9.9 100.0 32.9 30.9 33.6 27.0 7.9 16.4 38.8 1.3 4.6 17.8

300～499人 87 1 9 19 18 31 9 87 23 27 26 35 12 19 27 5 14 10
100.0 1.1 10.3 21.8 20.7 35.6 10.3 100.0 26.4 31.0 29.9 40.2 13.8 21.8 31.0 5.7 16.1 11.5

500～999人 38 1 3 11 9 11 3 38 11 16 17 9 1 6 13 - 6 3
100.0 2.6 7.9 28.9 23.7 28.9 7.9 100.0 28.9 42.1 44.7 23.7 2.6 15.8 34.2 - 15.8 7.9

1,000人以上 39 1 4 12 6 13 3 39 18 16 14 16 8 9 13 - 5 5
100.0 2.6 10.3 30.8 15.4 33.3 7.7 100.0 46.2 41.0 35.9 41.0 20.5 23.1 33.3 - 12.8 12.8

300人以上（計） 164 3 16 42 33 55 15 164 52 59 57 60 21 34 53 5 25 18
100.0 1.8 9.8 25.6 20.1 33.5 9.1 100.0 31.7 36.0 34.8 36.6 12.8 20.7 32.3 3.0 15.2 11.0

問１４付問②：要件の難易度について、どのように感じて
いますか（１つに〇）。

問１４付問ａ：どのような要件が求められていますか
（該当すべてに○）。
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全体計 2,192 278 253 209 285 472 298 472 14 822 227
100.0 12.7 11.5 9.5 13.0 21.5 13.6 21.5 0.6 37.5 10.4

問22：性別

男性 794 104 89 79 76 191 103 107 7 333 61
100.0 13.1 11.2 9.9 9.6 24.1 13.0 13.5 0.9 41.9 7.7

女性 1,370 172 163 128 209 279 193 361 7 474 160
100.0 12.6 11.9 9.3 15.3 20.4 14.1 26.4 0.5 34.6 11.7

問22：年齢層

満29歳以下 149 17 18 25 27 11 29 32 1 48 17
100.0 11.4 12.1 16.8 18.1 7.4 19.5 21.5 0.7 32.2 11.4

満30歳台 318 41 41 44 68 49 56 82 1 110 33
100.0 12.9 12.9 13.8 21.4 15.4 17.6 25.8 0.3 34.6 10.4

満40歳台 505 75 51 41 67 113 52 133 3 187 50
100.0 14.9 10.1 8.1 13.3 22.4 10.3 26.3 0.6 37.0 9.9

満50歳台 438 49 46 34 67 101 67 100 3 158 50
100.0 11.2 10.5 7.8 15.3 23.1 15.3 22.8 0.7 36.1 11.4

満60歳以上 705 84 87 58 53 191 85 114 5 284 64
100.0 11.9 12.3 8.2 7.5 27.1 12.1 16.2 0.7 40.3 9.1

問22：性別×問22：年齢層

男性 94 17 14 18 18 8 20 11 2 30 10
×満34歳以下 100.0 18.1 14.9 19.1 19.1 8.5 21.3 11.7 2.1 31.9 10.6

男性 90 17 8 11 10 13 12 13 - 38 10
×満35歳以上44歳以下 100.0 18.9 8.9 12.2 11.1 14.4 13.3 14.4 - 42.2 11.1

男性 142 17 13 11 16 31 19 14 1 69 15
×満45歳以上59歳以下 100.0 12.0 9.2 7.7 11.3 21.8 13.4 9.9 0.7 48.6 10.6

男性 454 50 54 38 31 139 51 69 3 188 25
×満60歳以上 100.0 11.0 11.9 8.4 6.8 30.6 11.2 15.2 0.7 41.4 5.5

女性 196 18 25 28 42 18 32 56 - 65 23
×満34歳以下 100.0 9.2 12.8 14.3 21.4 9.2 16.3 28.6 - 33.2 11.7

女性 331 48 39 34 60 73 44 102 1 110 32
×満35歳以上44歳以下 100.0 14.5 11.8 10.3 18.1 22.1 13.3 30.8 0.3 33.2 9.7

女性 557 65 57 42 83 131 77 151 4 191 60
×満45歳以上59歳以下 100.0 11.7 10.2 7.5 14.9 23.5 13.8 27.1 0.7 34.3 10.8

女性 250 34 33 20 22 51 34 45 2 96 39
×満60歳以上 100.0 13.6 13.2 8.0 8.8 20.4 13.6 18.0 0.8 38.4 15.6

問１：職種

管理的な仕事 83 13 14 9 5 19 17 19 2 29 7
100.0 15.7 16.9 10.8 6.0 22.9 20.5 22.9 2.4 34.9 8.4

専門的・技術的な仕事（医療関係） 118 13 11 8 13 22 7 38 1 42 9
100.0 11.0 9.3 6.8 11.0 18.6 5.9 32.2 0.8 35.6 7.6

専門的・技術的な仕事（教育関係） 92 7 9 6 13 15 14 19 - 36 10
100.0 7.6 9.8 6.5 14.1 16.3 15.2 20.7 - 39.1 10.9

専門的・技術的な仕事（その他） 160 16 16 14 19 45 17 34 1 61 14
100.0 10.0 10.0 8.8 11.9 28.1 10.6 21.3 0.6 38.1 8.8

事務の仕事 648 90 89 80 126 180 119 170 4 193 64
100.0 13.9 13.7 12.3 19.4 27.8 18.4 26.2 0.6 29.8 9.9

販売の仕事（営業を含む） 103 8 11 12 13 16 11 18 - 45 10
100.0 7.8 10.7 11.7 12.6 15.5 10.7 17.5 - 43.7 9.7

サービスの仕事（介護関係） 191 25 23 11 23 24 27 46 1 83 17
100.0 13.1 12.0 5.8 12.0 12.6 14.1 24.1 0.5 43.5 8.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 94 17 9 10 9 13 11 13 2 37 16
100.0 18.1 9.6 10.6 9.6 13.8 11.7 13.8 2.1 39.4 17.0

サービスの仕事（その他） 86 11 8 7 8 11 10 14 2 36 10
100.0 12.8 9.3 8.1 9.3 12.8 11.6 16.3 2.3 41.9 11.6

警備・保安の仕事 17 2 2 2 1 5 2 2 - 5 2
100.0 11.8 11.8 11.8 5.9 29.4 11.8 11.8 - 29.4 11.8

製造・生産工程の仕事 172 25 18 14 16 33 16 21 1 72 19
100.0 14.5 10.5 8.1 9.3 19.2 9.3 12.2 0.6 41.9 11.0

輸送・運転の仕事 67 8 4 5 5 23 8 8 - 31 6
100.0 11.9 6.0 7.5 7.5 34.3 11.9 11.9 - 46.3 9.0

建設・採掘の仕事 41 5 1 2 3 8 5 4 - 19 2
100.0 12.2 2.4 4.9 7.3 19.5 12.2 9.8 - 46.3 4.9

清掃など労務の仕事 50 3 5 4 4 9 2 6 - 24 8
100.0 6.0 10.0 8.0 8.0 18.0 4.0 12.0 - 48.0 16.0

その他 14 - 2 1 3 3 1 4 - 7 1
100.0 - 14.3 7.1 21.4 21.4 7.1 28.6 - 50.0 7.1

専門的・技術的な仕事（計） 370 36 36 28 45 82 38 91 2 139 33
100.0 9.7 9.7 7.6 12.2 22.2 10.3 24.6 0.5 37.6 8.9

サービスの仕事（計） 371 53 40 28 40 48 48 73 5 156 43
100.0 14.3 10.8 7.5 10.8 12.9 12.9 19.7 1.3 42.0 11.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 152 20 21 20 36 51 29 38 2 35 15
100.0 13.2 13.8 13.2 23.7 33.6 19.1 25.0 1.3 23.0 9.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 2,192 278 253 209 285 472 298 472 14 822 227
100.0 12.7 11.5 9.5 13.0 21.5 13.6 21.5 0.6 37.5 10.4

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 2,025 256 233 192 259 436 280 435 13 765 209
100.0 12.6 11.5 9.5 12.8 21.5 13.8 21.5 0.6 37.8 10.3

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 552 76 55 38 38 92 54 77 6 254 60
100.0 13.8 10.0 6.9 6.9 16.7 9.8 13.9 1.1 46.0 10.9

30～49人 302 40 34 22 28 54 51 46 2 128 35
100.0 13.2 11.3 7.3 9.3 17.9 16.9 15.2 0.7 42.4 11.6

50～99人 278 39 36 27 34 63 34 66 1 101 33
100.0 14.0 12.9 9.7 12.2 22.7 12.2 23.7 0.4 36.3 11.9

100～299人 390 40 48 35 53 89 55 104 2 137 33
100.0 10.3 12.3 9.0 13.6 22.8 14.1 26.7 0.5 35.1 8.5

300～499人 222 31 35 34 52 63 30 56 - 62 26
100.0 14.0 15.8 15.3 23.4 28.4 13.5 25.2 - 27.9 11.7

500～999人 153 14 13 16 25 32 26 48 - 61 10
100.0 9.2 8.5 10.5 16.3 20.9 17.0 31.4 - 39.9 6.5

1,000人以上 128 16 12 20 29 43 30 38 2 22 12
100.0 12.5 9.4 15.6 22.7 33.6 23.4 29.7 1.6 17.2 9.4

300人以上（計） 503 61 60 70 106 138 86 142 2 145 48
100.0 12.1 11.9 13.9 21.1 27.4 17.1 28.2 0.4 28.8 9.5

問１４付問ａ：仮にそうした機会があるとして、どのような要件が求められると、
移行は難しいと思いますか（該当すべてに○）。
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全体計 253 178 66 140 125 102 8 2 472 281 123 243 195 93 8 5
100.0 70.4 26.1 55.3 49.4 40.3 3.2 0.8 100.0 59.5 26.1 51.5 41.3 19.7 1.7 1.1

問22：性別

男性 62 41 15 31 28 27 - 1 107 47 22 59 40 21 2 -
100.0 66.1 24.2 50.0 45.2 43.5 - 1.6 100.0 43.9 20.6 55.1 37.4 19.6 1.9 -

女性 189 136 50 108 96 75 8 1 361 233 100 184 154 71 5 5
100.0 72.0 26.5 57.1 50.8 39.7 4.2 0.5 100.0 64.5 27.7 51.0 42.7 19.7 1.4 1.4

問22：年齢層

満29歳以下 19 15 5 12 10 11 - - 32 18 5 22 15 10 - -
100.0 78.9 26.3 63.2 52.6 57.9 - - 100.0 56.3 15.6 68.8 46.9 31.3 - -

満30歳台 49 35 14 32 27 24 1 - 82 55 26 38 36 18 - 1
100.0 71.4 28.6 65.3 55.1 49.0 2.0 - 100.0 67.1 31.7 46.3 43.9 22.0 - 1.2

満40歳台 82 60 19 45 40 30 2 1 133 88 37 67 54 28 1 2
100.0 73.2 23.2 54.9 48.8 36.6 2.4 1.2 100.0 66.2 27.8 50.4 40.6 21.1 0.8 1.5

満50歳台 47 33 16 23 24 16 3 1 100 58 23 56 51 21 1 -
100.0 70.2 34.0 48.9 51.1 34.0 6.4 2.1 100.0 58.0 23.0 56.0 51.0 21.0 1.0 -

満60歳以上 51 34 11 26 23 19 2 - 114 58 29 56 34 14 5 2
100.0 66.7 21.6 51.0 45.1 37.3 3.9 - 100.0 50.9 25.4 49.1 29.8 12.3 4.4 1.8

問22：性別×問22：年齢層

男性 9 5 2 4 5 2 - - 11 4 3 4 8 3 - -
×満34歳以下 100.0 55.6 22.2 44.4 55.6 22.2 - - 100.0 36.4 27.3 36.4 72.7 27.3 - -

男性 12 8 2 7 5 8 - - 13 6 2 10 6 7 - -
×満35歳以上44歳以下 100.0 66.7 16.7 58.3 41.7 66.7 - - 100.0 46.2 15.4 76.9 46.2 53.8 - -

男性 11 6 5 6 4 3 - 1 14 3 4 7 7 2 - -
×満45歳以上59歳以下 100.0 54.5 45.5 54.5 36.4 27.3 - 9.1 100.0 21.4 28.6 50.0 50.0 14.3 - -

男性 29 22 6 14 14 13 - - 69 34 13 38 19 9 2 -
×満60歳以上 100.0 75.9 20.7 48.3 48.3 44.8 - - 100.0 49.3 18.8 55.1 27.5 13.0 2.9 -

女性 24 19 8 15 15 16 - - 56 42 14 31 22 17 - -
×満34歳以下 100.0 79.2 33.3 62.5 62.5 66.7 - - 100.0 75.0 25.0 55.4 39.3 30.4 - -

女性 72 57 16 41 36 30 2 - 102 69 31 46 40 14 - 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 79.2 22.2 56.9 50.0 41.7 2.8 - 100.0 67.6 30.4 45.1 39.2 13.7 - 2.0

女性 69 48 21 39 36 22 4 1 151 95 37 85 73 34 2 1
×満45歳以上59歳以下 100.0 69.6 30.4 56.5 52.2 31.9 5.8 1.4 100.0 62.9 24.5 56.3 48.3 22.5 1.3 0.7

女性 22 12 5 12 9 6 2 - 45 24 16 18 15 5 3 2
×満60歳以上 100.0 54.5 22.7 54.5 40.9 27.3 9.1 - 100.0 53.3 35.6 40.0 33.3 11.1 6.7 4.4

問１：職種

管理的な仕事 6 4 1 3 1 6 - - 19 11 2 12 7 6 - 1
100.0 66.7 16.7 50.0 16.7 100.0 - - 100.0 57.9 10.5 63.2 36.8 31.6 - 5.3

専門的・技術的な仕事（医療関係） 13 11 6 5 3 3 - - 38 29 16 11 16 6 2 1
100.0 84.6 46.2 38.5 23.1 23.1 - - 100.0 76.3 42.1 28.9 42.1 15.8 5.3 2.6

専門的・技術的な仕事（教育関係） 12 10 5 5 2 6 - - 19 9 7 7 5 3 - 1
100.0 83.3 41.7 41.7 16.7 50.0 - - 100.0 47.4 36.8 36.8 26.3 15.8 - 5.3

専門的・技術的な仕事（その他） 13 9 - 8 6 6 1 - 34 18 7 16 13 10 1 -
100.0 69.2 - 61.5 46.2 46.2 7.7 - 100.0 52.9 20.6 47.1 38.2 29.4 2.9 -

事務の仕事 93 69 12 61 54 30 2 1 170 107 34 90 83 34 3 2
100.0 74.2 12.9 65.6 58.1 32.3 2.2 1.1 100.0 62.9 20.0 52.9 48.8 20.0 1.8 1.2

販売の仕事（営業を含む） 8 7 3 5 5 8 - - 18 9 5 12 9 2 - -
100.0 87.5 37.5 62.5 62.5 100.0 - - 100.0 50.0 27.8 66.7 50.0 11.1 - -

サービスの仕事（介護関係） 30 17 18 17 15 13 2 - 46 26 17 26 19 8 - -
100.0 56.7 60.0 56.7 50.0 43.3 6.7 - 100.0 56.5 37.0 56.5 41.3 17.4 - -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 12 7 6 6 5 6 1 - 13 10 5 6 4 3 1 -
100.0 58.3 50.0 50.0 41.7 50.0 8.3 - 100.0 76.9 38.5 46.2 30.8 23.1 7.7 -

サービスの仕事（その他） 8 4 2 4 3 3 - - 14 9 2 10 8 5 1 -
100.0 50.0 25.0 50.0 37.5 37.5 - - 100.0 64.3 14.3 71.4 57.1 35.7 7.1 -

警備・保安の仕事 1 1 1 - 1 - - - 2 - 1 1 - - - -
100.0 100.0 100.0 - 100.0 - - - 100.0 - 50.0 50.0 - - - -

製造・生産工程の仕事 26 18 4 13 13 12 - - 21 14 4 11 3 2 - -
100.0 69.2 15.4 50.0 50.0 46.2 - - 100.0 66.7 19.0 52.4 14.3 9.5 - -

輸送・運転の仕事 1 - - - 1 - - - 8 3 3 5 2 2 - -
100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 37.5 37.5 62.5 25.0 25.0 - -

建設・採掘の仕事 2 2 - - - - - - 4 2 - 2 1 - - -
100.0 100.0 - - - - - - 100.0 50.0 - 50.0 25.0 - - -

清掃など労務の仕事 2 1 1 1 2 1 - - 6 1 1 5 3 - - -
100.0 50.0 50.0 50.0 100.0 50.0 - - 100.0 16.7 16.7 83.3 50.0 - - -

その他 1 - - 1 - - - - 4 1 2 2 1 - - -
100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 25.0 50.0 50.0 25.0 - - -

専門的・技術的な仕事（計） 38 30 11 18 11 15 1 - 91 56 30 34 34 19 3 2
100.0 78.9 28.9 47.4 28.9 39.5 2.6 - 100.0 61.5 33.0 37.4 37.4 20.9 3.3 2.2

サービスの仕事（計） 50 28 26 27 23 22 3 - 73 45 24 42 31 16 2 -
100.0 56.0 52.0 54.0 46.0 44.0 6.0 - 100.0 61.6 32.9 57.5 42.5 21.9 2.7 -

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 20 13 3 17 12 9 1 - 38 18 6 28 19 8 1 -
100.0 65.0 15.0 85.0 60.0 45.0 5.0 - 100.0 47.4 15.8 73.7 50.0 21.1 2.6 -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 253 178 66 140 125 102 8 2 472 281 123 243 195 93 8 5
100.0 70.4 26.1 55.3 49.4 40.3 3.2 0.8 100.0 59.5 26.1 51.5 41.3 19.7 1.7 1.1

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

2013年4月1日以降（計） - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 230 162 59 121 110 94 8 2 435 257 111 224 180 84 7 5
100.0 70.4 25.7 52.6 47.8 40.9 3.5 0.9 100.0 59.1 25.5 51.5 41.4 19.3 1.6 1.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 40 26 11 12 6 15 2 - 77 48 19 28 12 7 4 -
100.0 65.0 27.5 30.0 15.0 37.5 5.0 - 100.0 62.3 24.7 36.4 15.6 9.1 5.2 -

30～49人 35 32 8 17 11 13 1 1 46 31 9 24 9 8 - 1
100.0 91.4 22.9 48.6 31.4 37.1 2.9 2.9 100.0 67.4 19.6 52.2 19.6 17.4 - 2.2

50～99人 43 29 8 22 17 20 - - 66 38 16 34 28 11 1 1
100.0 67.4 18.6 51.2 39.5 46.5 - - 100.0 57.6 24.2 51.5 42.4 16.7 1.5 1.5

100～299人 59 41 17 31 35 24 2 - 104 54 33 61 50 18 - 1
100.0 69.5 28.8 52.5 59.3 40.7 3.4 - 100.0 51.9 31.7 58.7 48.1 17.3 - 1.0

300～499人 27 18 8 20 22 10 - - 56 35 13 33 29 14 - 1
100.0 66.7 29.6 74.1 81.5 37.0 - - 100.0 62.5 23.2 58.9 51.8 25.0 - 1.8

500～999人 13 5 5 8 7 6 1 1 48 29 16 27 23 13 2 1
100.0 38.5 38.5 61.5 53.8 46.2 7.7 7.7 100.0 60.4 33.3 56.3 47.9 27.1 4.2 2.1

1,000人以上 13 11 2 11 12 6 2 - 38 22 5 17 29 13 - -
100.0 84.6 15.4 84.6 92.3 46.2 15.4 - 100.0 57.9 13.2 44.7 76.3 34.2 - -

300人以上（計） 53 34 15 39 41 22 3 1 142 86 34 77 81 40 2 2
100.0 64.2 28.3 73.6 77.4 41.5 5.7 1.9 100.0 60.6 23.9 54.2 57.0 28.2 1.4 1.4

問１４付問ｂ：働き方の内容も教えてください（該当すべてに○）。 調査シリーズNo.202
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全体計 1,076 123 37 40 74 102 171 507 22 1,076 127 109 187 124 283 193 35 18
100.0 11.4 3.4 3.7 6.9 9.5 15.9 47.1 2.0 100.0 11.8 10.1 17.4 11.5 26.3 17.9 3.3 1.7

問22：性別

男性 320 69 12 21 33 37 51 91 6 320 48 35 72 51 67 26 15 6
100.0 21.6 3.8 6.6 10.3 11.6 15.9 28.4 1.9 100.0 15.0 10.9 22.5 15.9 20.9 8.1 4.7 1.9

女性 750 54 25 19 40 65 119 412 16 750 78 74 113 71 215 167 20 12
100.0 7.2 3.3 2.5 5.3 8.7 15.9 54.9 2.1 100.0 10.4 9.9 15.1 9.5 28.7 22.3 2.7 1.6

問22：年齢層

満29歳以下 88 4 1 10 7 13 13 39 1 88 20 17 24 18 9 - - -
100.0 4.5 1.1 11.4 8.0 14.8 14.8 44.3 1.1 100.0 22.7 19.3 27.3 20.5 10.2 - - -

満30歳台 220 17 14 10 20 32 52 69 6 220 39 29 64 31 37 17 - 3
100.0 7.7 6.4 4.5 9.1 14.5 23.6 31.4 2.7 100.0 17.7 13.2 29.1 14.1 16.8 7.7 - 1.4

満40歳台 358 32 14 7 30 34 55 183 3 358 42 34 51 42 120 63 2 4
100.0 8.9 3.9 2.0 8.4 9.5 15.4 51.1 0.8 100.0 11.7 9.5 14.2 11.7 33.5 17.6 0.6 1.1

満50歳台 294 42 6 6 10 12 36 173 9 294 18 18 31 26 84 90 20 7
100.0 14.3 2.0 2.0 3.4 4.1 12.2 58.8 3.1 100.0 6.1 6.1 10.5 8.8 28.6 30.6 6.8 2.4

満60歳以上 85 21 2 6 5 8 9 32 2 85 2 7 13 6 23 21 10 3
100.0 24.7 2.4 7.1 5.9 9.4 10.6 37.6 2.4 100.0 2.4 8.2 15.3 7.1 27.1 24.7 11.8 3.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 7 4 8 11 12 15 21 2 80 19 16 17 18 9 - - 1
×満34歳以下 100.0 8.8 5.0 10.0 13.8 15.0 18.8 26.3 2.5 100.0 23.8 20.0 21.3 22.5 11.3 - - 1.3

男性 90 12 4 4 14 12 13 30 1 90 14 9 27 14 14 9 1 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 13.3 4.4 4.4 15.6 13.3 14.4 33.3 1.1 100.0 15.6 10.0 30.0 15.6 15.6 10.0 1.1 2.2

男性 96 32 3 5 4 7 16 29 - 96 10 5 20 15 28 11 6 1
×満45歳以上59歳以下 100.0 33.3 3.1 5.2 4.2 7.3 16.7 30.2 - 100.0 10.4 5.2 20.8 15.6 29.2 11.5 6.3 1.0

男性 42 14 1 4 4 5 4 8 2 42 2 3 7 4 13 6 6 1
×満60歳以上 100.0 33.3 2.4 9.5 9.5 11.9 9.5 19.0 4.8 100.0 4.8 7.1 16.7 9.5 31.0 14.3 14.3 2.4

女性 100 5 4 10 3 15 22 40 1 100 16 17 36 14 14 3 - -
×満34歳以下 100.0 5.0 4.0 10.0 3.0 15.0 22.0 40.0 1.0 100.0 16.0 17.0 36.0 14.0 14.0 3.0 - -

女性 193 10 10 1 14 21 37 97 3 193 28 21 28 24 61 28 1 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 5.2 5.2 0.5 7.3 10.9 19.2 50.3 1.6 100.0 14.5 10.9 14.5 12.4 31.6 14.5 0.5 1.0

女性 400 29 10 5 21 24 53 246 12 400 32 30 42 31 124 119 14 8
×満45歳以上59歳以下 100.0 7.3 2.5 1.3 5.3 6.0 13.3 61.5 3.0 100.0 8.0 7.5 10.5 7.8 31.0 29.8 3.5 2.0

女性 43 7 1 2 1 3 5 24 - 43 - 4 6 2 10 15 4 2
×満60歳以上 100.0 16.3 2.3 4.7 2.3 7.0 11.6 55.8 - 100.0 - 9.3 14.0 4.7 23.3 34.9 9.3 4.7

問１：職種

管理的な仕事 19 12 - 1 1 - 2 3 - 19 3 1 1 4 4 6 - -
100.0 63.2 - 5.3 5.3 - 10.5 15.8 - 100.0 15.8 5.3 5.3 21.1 21.1 31.6 - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 9 4 4 2 2 6 26 2 55 10 7 11 4 19 4 - -
100.0 16.4 7.3 7.3 3.6 3.6 10.9 47.3 3.6 100.0 18.2 12.7 20.0 7.3 34.5 7.3 - -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 7 1 1 1 5 4 22 - 41 2 5 9 8 8 6 3 -
100.0 17.1 2.4 2.4 2.4 12.2 9.8 53.7 - 100.0 4.9 12.2 22.0 19.5 19.5 14.6 7.3 -

専門的・技術的な仕事（その他） 85 5 2 3 7 10 19 38 1 85 12 10 18 11 20 10 4 -
100.0 5.9 2.4 3.5 8.2 11.8 22.4 44.7 1.2 100.0 14.1 11.8 21.2 12.9 23.5 11.8 4.7 -

事務の仕事 316 17 11 12 23 34 48 169 2 316 39 31 43 44 80 68 8 3
100.0 5.4 3.5 3.8 7.3 10.8 15.2 53.5 0.6 100.0 12.3 9.8 13.6 13.9 25.3 21.5 2.5 0.9

販売の仕事（営業を含む） 46 3 2 3 1 5 8 24 - 46 8 5 10 1 9 11 1 1
100.0 6.5 4.3 6.5 2.2 10.9 17.4 52.2 - 100.0 17.4 10.9 21.7 2.2 19.6 23.9 2.2 2.2

サービスの仕事（介護関係） 101 10 4 2 6 12 21 41 5 101 12 17 22 8 25 11 - 6
100.0 9.9 4.0 2.0 5.9 11.9 20.8 40.6 5.0 100.0 11.9 16.8 21.8 7.9 24.8 10.9 - 5.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 3 1 2 7 2 6 10 2 33 5 2 5 5 7 7 2 -
100.0 9.1 3.0 6.1 21.2 6.1 18.2 30.3 6.1 100.0 15.2 6.1 15.2 15.2 21.2 21.2 6.1 -

サービスの仕事（その他） 38 8 - - - 5 10 14 1 38 5 4 6 4 7 9 2 1
100.0 21.1 - - - 13.2 26.3 36.8 2.6 100.0 13.2 10.5 15.8 10.5 18.4 23.7 5.3 2.6

警備・保安の仕事 9 2 - 1 1 - 1 3 1 9 1 2 3 - 1 1 - 1
100.0 22.2 - 11.1 11.1 - 11.1 33.3 11.1 100.0 11.1 22.2 33.3 - 11.1 11.1 - 11.1

製造・生産工程の仕事 158 16 7 7 20 13 19 74 2 158 11 10 31 22 45 33 6 -
100.0 10.1 4.4 4.4 12.7 8.2 12.0 46.8 1.3 100.0 7.0 6.3 19.6 13.9 28.5 20.9 3.8 -

輸送・運転の仕事 19 9 - - - 3 2 4 1 19 1 2 4 1 7 1 3 -
100.0 47.4 - - - 15.8 10.5 21.1 5.3 100.0 5.3 10.5 21.1 5.3 36.8 5.3 15.8 -

建設・採掘の仕事 19 10 1 1 1 2 2 2 - 19 5 3 2 1 5 1 2 -
100.0 52.6 5.3 5.3 5.3 10.5 10.5 10.5 - 100.0 26.3 15.8 10.5 5.3 26.3 5.3 10.5 -

清掃など労務の仕事 23 1 - - - 2 5 15 - 23 2 - 5 2 10 4 - -
100.0 4.3 - - - 8.7 21.7 65.2 - 100.0 8.7 - 21.7 8.7 43.5 17.4 - -

その他 3 - - - - - 1 2 - 3 - - 1 - 2 - - -
100.0 - - - - - 33.3 66.7 - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - - -

専門的・技術的な仕事（計） 181 21 7 8 10 17 29 86 3 181 24 22 38 23 47 20 7 -
100.0 11.6 3.9 4.4 5.5 9.4 16.0 47.5 1.7 100.0 13.3 12.2 21.0 12.7 26.0 11.0 3.9 -

サービスの仕事（計） 172 21 5 4 13 19 37 65 8 172 22 23 33 17 39 27 4 7
100.0 12.2 2.9 2.3 7.6 11.0 21.5 37.8 4.7 100.0 12.8 13.4 19.2 9.9 22.7 15.7 2.3 4.1

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 7 5 2 6 7 24 53 1 105 13 9 16 13 29 25 - -
100.0 6.7 4.8 1.9 5.7 6.7 22.9 50.5 1.0 100.0 12.4 8.6 15.2 12.4 27.6 23.8 - -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 123 37 40 74 102 171 507 22 1,076 127 109 187 124 283 193 35 18
100.0 11.4 3.4 3.7 6.9 9.5 15.9 47.1 2.0 100.0 11.8 10.1 17.4 11.5 26.3 17.9 3.3 1.7

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 123 - - - - - - - 123 23 10 12 7 34 22 12 3
100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 18.7 8.1 9.8 5.7 27.6 17.9 9.8 2.4

2013年4月1日以降（計） 931 - 37 40 74 102 171 507 - 931 103 98 172 112 248 169 23 6
100.0 - 4.0 4.3 7.9 11.0 18.4 54.5 - 100.0 11.1 10.5 18.5 12.0 26.6 18.2 2.5 0.6

参考計（労使のマッチング集計） 959 115 33 39 68 97 150 437 20 959 119 95 169 114 251 164 33 14
100.0 12.0 3.4 4.1 7.1 10.1 15.6 45.6 2.1 100.0 12.4 9.9 17.6 11.9 26.2 17.1 3.4 1.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 68 9 10 13 24 33 36 5 198 42 24 35 18 39 22 12 6
100.0 34.3 4.5 5.1 6.6 12.1 16.7 18.2 2.5 100.0 21.2 12.1 17.7 9.1 19.7 11.1 6.1 3.0

30～49人 121 15 8 2 11 9 16 55 5 121 19 13 23 15 26 21 2 2
100.0 12.4 6.6 1.7 9.1 7.4 13.2 45.5 4.1 100.0 15.7 10.7 19.0 12.4 21.5 17.4 1.7 1.7

50～99人 120 15 2 4 7 18 21 50 3 120 21 17 18 18 25 16 2 3
100.0 12.5 1.7 3.3 5.8 15.0 17.5 41.7 2.5 100.0 17.5 14.2 15.0 15.0 20.8 13.3 1.7 2.5

100～299人 191 7 2 8 8 15 41 107 3 191 18 10 31 22 64 37 8 1
100.0 3.7 1.0 4.2 4.2 7.9 21.5 56.0 1.6 100.0 9.4 5.2 16.2 11.5 33.5 19.4 4.2 0.5

300～499人 128 7 3 3 15 16 18 64 2 128 6 8 32 14 33 30 3 2
100.0 5.5 2.3 2.3 11.7 12.5 14.1 50.0 1.6 100.0 4.7 6.3 25.0 10.9 25.8 23.4 2.3 1.6

500～999人 109 1 6 7 13 7 13 61 1 109 5 13 20 13 36 19 3 -
100.0 0.9 5.5 6.4 11.9 6.4 11.9 56.0 0.9 100.0 4.6 11.9 18.3 11.9 33.0 17.4 2.8 -

1,000人以上 92 2 3 5 1 8 8 64 1 92 8 10 10 14 28 19 3 -
100.0 2.2 3.3 5.4 1.1 8.7 8.7 69.6 1.1 100.0 8.7 10.9 10.9 15.2 30.4 20.7 3.3 -

300人以上（計） 329 10 12 15 29 31 39 189 4 329 19 31 62 41 97 68 9 2
100.0 3.0 3.6 4.6 8.8 9.4 11.9 57.4 1.2 100.0 5.8 9.4 18.8 12.5 29.5 20.7 2.7 0.6

問１５：有期労働契約から、無期労働契約（正社員を含む）へ
転換したのはいつですか（１つに〇）。

問１５付問①：無期転換時点で、
現在の会社での、有期労働契約として
の勤続年数はどれくらいでしたか
（１つに〇）。
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全体計 1,076 487 45 456 25 52 11 1,076 62 190 87 14 66 39 22 73 76 37 3 699 19
100.0 45.3 4.2 42.4 2.3 4.8 1.0 100.0 5.8 17.7 8.1 1.3 6.1 3.6 2.0 6.8 7.1 3.4 0.3 65.0 1.8

問22：性別

男性 320 211 17 72 3 14 3 320 22 87 48 9 27 15 14 18 32 9 - 174 5
100.0 65.9 5.3 22.5 0.9 4.4 0.9 100.0 6.9 27.2 15.0 2.8 8.4 4.7 4.4 5.6 10.0 2.8 - 54.4 1.6

女性 750 272 27 383 22 38 8 750 39 103 39 5 38 24 8 55 44 27 3 521 14
100.0 36.3 3.6 51.1 2.9 5.1 1.1 100.0 5.2 13.7 5.2 0.7 5.1 3.2 1.1 7.3 5.9 3.6 0.4 69.5 1.9

問22：年齢層

満29歳以下 88 71 2 13 - 2 - 88 1 27 14 3 9 6 2 8 11 3 - 46 -
100.0 80.7 2.3 14.8 - 2.3 - 100.0 1.1 30.7 15.9 3.4 10.2 6.8 2.3 9.1 12.5 3.4 - 52.3 -

満30歳台 220 147 10 51 4 7 1 220 6 61 36 3 22 12 8 14 25 10 - 122 2
100.0 66.8 4.5 23.2 1.8 3.2 0.5 100.0 2.7 27.7 16.4 1.4 10.0 5.5 3.6 6.4 11.4 4.5 - 55.5 0.9

満40歳台 358 148 16 165 10 16 3 358 25 67 27 7 21 12 6 36 25 11 3 225 6
100.0 41.3 4.5 46.1 2.8 4.5 0.8 100.0 7.0 18.7 7.5 2.0 5.9 3.4 1.7 10.1 7.0 3.1 0.8 62.8 1.7

満50歳台 294 78 7 181 7 17 4 294 16 29 6 - 9 8 4 11 12 10 - 228 5
100.0 26.5 2.4 61.6 2.4 5.8 1.4 100.0 5.4 9.9 2.0 - 3.1 2.7 1.4 3.7 4.1 3.4 - 77.6 1.7

満60歳以上 85 25 8 38 4 8 2 85 8 4 2 - 3 1 2 3 2 2 - 58 5
100.0 29.4 9.4 44.7 4.7 9.4 2.4 100.0 9.4 4.7 2.4 - 3.5 1.2 2.4 3.5 2.4 2.4 - 68.2 5.9

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 70 2 5 - 3 - 80 1 34 19 4 13 7 4 6 15 2 - 39 1
×満34歳以下 100.0 87.5 2.5 6.3 - 3.8 - 100.0 1.3 42.5 23.8 5.0 16.3 8.8 5.0 7.5 18.8 2.5 - 48.8 1.3

男性 90 58 3 21 1 5 2 90 6 28 16 3 8 3 3 6 7 3 - 42 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 64.4 3.3 23.3 1.1 5.6 2.2 100.0 6.7 31.1 17.8 3.3 8.9 3.3 3.3 6.7 7.8 3.3 - 46.7 1.1

男性 96 61 5 28 - 2 - 96 8 24 9 2 3 5 5 3 9 3 - 59 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 63.5 5.2 29.2 - 2.1 - 100.0 8.3 25.0 9.4 2.1 3.1 5.2 5.2 3.1 9.4 3.1 - 61.5 -

男性 42 18 5 14 2 2 1 42 5 - 2 - 3 - 2 3 1 1 - 26 3
×満60歳以上 100.0 42.9 11.9 33.3 4.8 4.8 2.4 100.0 11.9 - 4.8 - 7.1 - 4.8 7.1 2.4 2.4 - 61.9 7.1

女性 100 72 5 21 - 2 - 100 3 23 14 2 7 6 1 6 13 4 - 56 -
×満34歳以下 100.0 72.0 5.0 21.0 - 2.0 - 100.0 3.0 23.0 14.0 2.0 7.0 6.0 1.0 6.0 13.0 4.0 - 56.0 -

女性 193 82 11 82 9 8 1 193 8 33 14 - 10 8 4 20 15 10 - 128 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 42.5 5.7 42.5 4.7 4.1 0.5 100.0 4.1 17.1 7.3 - 5.2 4.1 2.1 10.4 7.8 5.2 - 66.3 1.0

女性 400 101 8 253 11 22 5 400 22 42 11 2 20 9 3 28 14 12 3 296 9
×満45歳以上59歳以下 100.0 25.3 2.0 63.3 2.8 5.5 1.3 100.0 5.5 10.5 2.8 0.5 5.0 2.3 0.8 7.0 3.5 3.0 0.8 74.0 2.3

女性 43 7 3 24 2 6 1 43 3 4 - - - 1 - - 1 1 - 32 2
×満60歳以上 100.0 16.3 7.0 55.8 4.7 14.0 2.3 100.0 7.0 9.3 - - - 2.3 - - 2.3 2.3 - 74.4 4.7

問１：職種

管理的な仕事 19 15 1 - - 3 - 19 3 6 4 1 1 1 1 - 2 1 - 11 -
100.0 78.9 5.3 - - 15.8 - 100.0 15.8 31.6 21.1 5.3 5.3 5.3 5.3 - 10.5 5.3 - 57.9 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 27 1 20 4 3 - 55 2 5 3 - 4 2 1 6 3 5 - 39 1
100.0 49.1 1.8 36.4 7.3 5.5 - 100.0 3.6 9.1 5.5 - 7.3 3.6 1.8 10.9 5.5 9.1 - 70.9 1.8

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 23 - 17 1 - - 41 2 9 4 - - 1 - 1 5 2 - 26 1
100.0 56.1 - 41.5 2.4 - - 100.0 4.9 22.0 9.8 - - 2.4 - 2.4 12.2 4.9 - 63.4 2.4

専門的・技術的な仕事（その他） 85 41 5 32 1 4 2 85 4 19 10 3 6 8 5 3 6 4 - 53 -
100.0 48.2 5.9 37.6 1.2 4.7 2.4 100.0 4.7 22.4 11.8 3.5 7.1 9.4 5.9 3.5 7.1 4.7 - 62.4 -

事務の仕事 316 128 14 154 8 8 4 316 4 41 22 3 18 4 3 22 24 6 2 231 6
100.0 40.5 4.4 48.7 2.5 2.5 1.3 100.0 1.3 13.0 7.0 0.9 5.7 1.3 0.9 7.0 7.6 1.9 0.6 73.1 1.9

販売の仕事（営業を含む） 46 22 1 18 3 2 - 46 3 11 2 - 5 - 4 3 5 1 - 28 -
100.0 47.8 2.2 39.1 6.5 4.3 - 100.0 6.5 23.9 4.3 - 10.9 - 8.7 6.5 10.9 2.2 - 60.9 -

サービスの仕事（介護関係） 101 50 6 36 - 6 3 101 4 22 10 2 8 8 1 13 5 8 - 53 4
100.0 49.5 5.9 35.6 - 5.9 3.0 100.0 4.0 21.8 9.9 2.0 7.9 7.9 1.0 12.9 5.0 7.9 - 52.5 4.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 16 3 13 - 1 - 33 1 6 3 - 1 1 1 4 1 2 - 20 1
100.0 48.5 9.1 39.4 - 3.0 - 100.0 3.0 18.2 9.1 - 3.0 3.0 3.0 12.1 3.0 6.1 - 60.6 3.0

サービスの仕事（その他） 38 15 3 16 1 3 - 38 3 6 4 1 - 1 1 4 4 1 - 26 -
100.0 39.5 7.9 42.1 2.6 7.9 - 100.0 7.9 15.8 10.5 2.6 - 2.6 2.6 10.5 10.5 2.6 - 68.4 -

警備・保安の仕事 9 4 - 3 1 1 - 9 - - - - - - - - - - - 7 2
100.0 44.4 - 33.3 11.1 11.1 - 100.0 - - - - - - - - - - - 77.8 22.2

製造・生産工程の仕事 158 75 7 69 - 7 - 158 5 48 15 3 18 7 3 7 14 - 1 94 -
100.0 47.5 4.4 43.7 - 4.4 - 100.0 3.2 30.4 9.5 1.9 11.4 4.4 1.9 4.4 8.9 - 0.6 59.5 -

輸送・運転の仕事 19 7 1 8 - 3 - 19 1 1 1 - 1 2 1 2 - - - 14 1
100.0 36.8 5.3 42.1 - 15.8 - 100.0 5.3 5.3 5.3 - 5.3 10.5 5.3 10.5 - - - 73.7 5.3

建設・採掘の仕事 19 18 - 1 - - - 19 2 6 4 - 1 - - 1 2 1 - 10 -
100.0 94.7 - 5.3 - - - 100.0 10.5 31.6 21.1 - 5.3 - - 5.3 10.5 5.3 - 52.6 -

清掃など労務の仕事 23 2 - 20 - 1 - 23 1 - - - - - - - - - - 22 -
100.0 8.7 - 87.0 - 4.3 - 100.0 4.3 - - - - - - - - - - 95.7 -

その他 3 1 - 1 1 - - 3 - - 1 - - - - - - - - 2 -
100.0 33.3 - 33.3 33.3 - - 100.0 - - 33.3 - - - - - - - - 66.7 -

専門的・技術的な仕事（計） 181 91 6 69 6 7 2 181 8 33 17 3 10 11 6 10 14 11 - 118 2
100.0 50.3 3.3 38.1 3.3 3.9 1.1 100.0 4.4 18.2 9.4 1.7 5.5 6.1 3.3 5.5 7.7 6.1 - 65.2 1.1

サービスの仕事（計） 172 81 12 65 1 10 3 172 8 34 17 3 9 10 3 21 10 11 - 99 5
100.0 47.1 7.0 37.8 0.6 5.8 1.7 100.0 4.7 19.8 9.9 1.7 5.2 5.8 1.7 12.2 5.8 6.4 - 57.6 2.9

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 44 4 53 - 4 - 105 7 22 7 1 7 5 2 12 11 4 2 61 2
100.0 41.9 3.8 50.5 - 3.8 - 100.0 6.7 21.0 6.7 1.0 6.7 4.8 1.9 11.4 10.5 3.8 1.9 58.1 1.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 487 45 456 25 52 11 1,076 62 190 87 14 66 39 22 73 76 37 3 699 19
100.0 45.3 4.2 42.4 2.3 4.8 1.0 100.0 5.8 17.7 8.1 1.3 6.1 3.6 2.0 6.8 7.1 3.4 0.3 65.0 1.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 87 3 18 2 11 2 123 16 30 18 2 6 3 1 9 5 8 1 66 3
100.0 70.7 2.4 14.6 1.6 8.9 1.6 100.0 13.0 24.4 14.6 1.6 4.9 2.4 0.8 7.3 4.1 6.5 0.8 53.7 2.4

2013年4月1日以降（計） 931 394 41 432 23 37 4 931 44 158 69 12 60 36 21 63 71 28 2 624 9
100.0 42.3 4.4 46.4 2.5 4.0 0.4 100.0 4.7 17.0 7.4 1.3 6.4 3.9 2.3 6.8 7.6 3.0 0.2 67.0 1.0

参考計（労使のマッチング集計） 959 452 38 399 18 41 11 959 59 173 81 13 60 32 17 66 65 33 2 615 18
100.0 47.1 4.0 41.6 1.9 4.3 1.1 100.0 6.2 18.0 8.4 1.4 6.3 3.3 1.8 6.9 6.8 3.4 0.2 64.1 1.9

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 134 13 34 4 8 5 198 15 37 21 2 5 - 1 20 12 9 - 119 4
100.0 67.7 6.6 17.2 2.0 4.0 2.5 100.0 7.6 18.7 10.6 1.0 2.5 - 0.5 10.1 6.1 4.5 - 60.1 2.0

30～49人 121 70 1 44 1 3 2 121 16 27 10 3 8 4 1 13 7 5 1 68 2
100.0 57.9 0.8 36.4 0.8 2.5 1.7 100.0 13.2 22.3 8.3 2.5 6.6 3.3 0.8 10.7 5.8 4.1 0.8 56.2 1.7

50～99人 120 71 4 35 2 6 2 120 7 31 12 - 5 5 4 11 13 9 - 66 1
100.0 59.2 3.3 29.2 1.7 5.0 1.7 100.0 5.8 25.8 10.0 - 4.2 4.2 3.3 9.2 10.8 7.5 - 55.0 0.8

100～299人 191 73 5 104 3 6 - 191 11 31 13 1 12 9 4 9 12 2 - 130 4
100.0 38.2 2.6 54.5 1.6 3.1 - 100.0 5.8 16.2 6.8 0.5 6.3 4.7 2.1 4.7 6.3 1.0 - 68.1 2.1

300～499人 128 51 5 59 3 9 1 128 6 17 13 6 11 6 4 9 11 4 - 83 5
100.0 39.8 3.9 46.1 2.3 7.0 0.8 100.0 4.7 13.3 10.2 4.7 8.6 4.7 3.1 7.0 8.6 3.1 - 64.8 3.9

500～999人 109 31 3 67 1 6 1 109 3 19 7 1 8 1 - 3 6 4 - 82 1
100.0 28.4 2.8 61.5 0.9 5.5 0.9 100.0 2.8 17.4 6.4 0.9 7.3 0.9 - 2.8 5.5 3.7 - 75.2 0.9

1,000人以上 92 22 7 56 4 3 - 92 1 11 5 - 11 7 3 1 4 - 1 67 1
100.0 23.9 7.6 60.9 4.3 3.3 - 100.0 1.1 12.0 5.4 - 12.0 7.6 3.3 1.1 4.3 - 1.1 72.8 1.1

300人以上（計） 329 104 15 182 8 18 2 329 10 47 25 7 30 14 7 13 21 8 1 232 7
100.0 31.6 4.6 55.3 2.4 5.5 0.6 100.0 3.0 14.3 7.6 2.1 9.1 4.3 2.1 4.0 6.4 2.4 0.3 70.5 2.1

問１５付問②：無期転換後の現在の雇用形態は、
どのようなものですか（１つに〇）。

問１６：無期転換後、働き方や賃金・労働条件が
どのように変化したか教えてください。

問１６付問①：無期転換後の働き方（契約内容）に、
次のような変化はありましたか（該当すべてに〇）。
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全体計 62 9 5 2 4 15 1 6 3 6 - 6 3 - 1 - 1
100.0 14.5 8.1 3.2 6.5 24.2 1.6 9.7 4.8 9.7 - 9.7 4.8 - 1.6 - 1.6

問22：性別

男性 22 8 1 - 1 - 1 - - 5 - 3 3 - - - -
100.0 36.4 4.5 - 4.5 - 4.5 - - 22.7 - 13.6 13.6 - - - -

女性 39 1 4 2 3 14 - 6 3 1 - 3 - - 1 - 1
100.0 2.6 10.3 5.1 7.7 35.9 - 15.4 7.7 2.6 - 7.7 - - 2.6 - 2.6

問22：年齢層

満29歳以下 1 - - - - - - 1 - - - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - -

満30歳台 6 - - - 1 3 - - 1 - - 1 - -
100.0 - - - 16.7 50.0 - - 16.7 - - - 16.7 - - - -

満40歳台 25 4 2 1 2 5 1 4 - 2 3 1 - -
100.0 16.0 8.0 4.0 8.0 20.0 4.0 16.0 - 8.0 - 12.0 4.0 - - - -

満50歳台 16 4 2 1 - 3 - 1 - - 3 1 1 -
100.0 25.0 12.5 6.3 - 18.8 - 6.3 - - - 18.8 6.3 - 6.3 - -

満60歳以上 8 1 - - 1 1 - - 1 3 - - - 1
100.0 12.5 - - 12.5 12.5 - - 12.5 37.5 - - - - - - 12.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 1 - - - - - - - - - - - 1 - - - -
×満34歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

男性 6 2 - - - - 1 - - 1 - 1 1 - - - -
×満35歳以上44歳以下 100.0 33.3 - - - - 16.7 - - 16.7 - 16.7 16.7 - - - -

男性 8 5 - - - - - - - - - 2 1 - - - -
×満45歳以上59歳以下 100.0 62.5 - - - - - - - - - 25.0 12.5 - - - -

男性 5 1 - - 1 - - - - 3 - - - - - - -
×満60歳以上 100.0 20.0 - - 20.0 - - - - 60.0 - - - - - - -

女性 3 - - - - 2 - 1 - - - - - - - - -
×満34歳以下 100.0 - - - - 66.7 - 33.3 - - - - - - - - -

女性 8 - 2 - 1 1 - 2 1 - - 1 - - - - -
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 25.0 - 12.5 12.5 - 25.0 12.5 - - 12.5 - - - - -

女性 22 1 2 2 2 8 - 3 - 1 - 2 - - 1 - -
×満45歳以上59歳以下 100.0 4.5 9.1 9.1 9.1 36.4 - 13.6 - 4.5 - 9.1 - - 4.5 - -

女性 3 - - - - 1 - - 1 - - - - - - - 1
×満60歳以上 100.0 - - - - 33.3 - - 33.3 - - - - - - - 33.3

問１：職種

管理的な仕事 3 - 1 - - - - 1 - - - - 1 - - - -
100.0 - 33.3 - - - - 33.3 - - - - 33.3 - - - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 2 - - - - 2 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 2 - - - - 2 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（その他） 4 - - - - - - 1 - 3 - - - - - - -
100.0 - - - - - - 25.0 - 75.0 - - - - - - -

事務の仕事 4 2 - - - - - - 1 - - 1 - - - - -
100.0 50.0 - - - - - - 25.0 - - 25.0 - - - - -

販売の仕事（営業を含む） 3 - - - - 3 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 4 2 - - 1 - - - - - - - - - - - 1
100.0 50.0 - - 25.0 - - - - - - - - - - - 25.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 1 - - - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（その他） 3 1 - - 1 - - 1 - - - - - - - - -
100.0 33.3 - - 33.3 - - 33.3 - - - - - - - - -

警備・保安の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 5 2 - - - 2 - - - - - - 1 - - - -
100.0 40.0 - - - 40.0 - - - - - - 20.0 - - - -

輸送・運転の仕事 1 - - - - - - - - 1 - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - -

建設・採掘の仕事 2 - - - - 2 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 1 - - - - - - - - 1 - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 8 - - - - 4 - 1 - 3 - - - - - - -
100.0 - - - - 50.0 - 12.5 - 37.5 - - - - - - -

サービスの仕事（計） 8 3 - - 3 - - 1 - - - - - - - - 1
100.0 37.5 - - 37.5 - - 12.5 - - - - - - - - 12.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 7 1 1 1 - 2 - - - - - 1 1 - - - -
100.0 14.3 14.3 14.3 - 28.6 - - - - - 14.3 14.3 - - - -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 62 9 5 2 4 15 1 6 3 6 - 6 3 - 1 - 1
100.0 14.5 8.1 3.2 6.5 24.2 1.6 9.7 4.8 9.7 - 9.7 4.8 - 1.6 - 1.6

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 16 6 1 - - 5 - 1 1 - - 1 - - - - 1
100.0 37.5 6.3 - - 31.3 - 6.3 6.3 - - 6.3 - - - - 6.3

2013年4月1日以降（計） 44 3 4 2 4 10 1 4 2 5 - 5 3 - 1 - -
100.0 6.8 9.1 4.5 9.1 22.7 2.3 9.1 4.5 11.4 - 11.4 6.8 - 2.3 - -

参考計（労使のマッチング集計） 59 9 4 1 4 15 1 6 3 6 - 5 3 - 1 - 1
100.0 15.3 6.8 1.7 6.8 25.4 1.7 10.2 5.1 10.2 - 8.5 5.1 - 1.7 - 1.7

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 15 4 1 - 1 7 1 - - 1 - - - - - - -
100.0 26.7 6.7 - 6.7 46.7 6.7 - - 6.7 - - - - - - -

30～49人 16 1 1 1 - 3 - 2 1 2 - 3 2 - - - -
100.0 6.3 6.3 6.3 - 18.8 - 12.5 6.3 12.5 - 18.8 12.5 - - - -

50～99人 7 1 - - 1 2 - - 1 - - - 1 - - - 1
100.0 14.3 - - 14.3 28.6 - - 14.3 - - - 14.3 - - - 14.3

100～299人 11 2 - - - 1 - 4 - 2 - 2 - - - - -
100.0 18.2 - - - 9.1 - 36.4 - 18.2 - 18.2 - - - - -

300～499人 6 1 2 - 1 - - - - 1 - - - - 1 - -
100.0 16.7 33.3 - 16.7 - - - - 16.7 - - - - 16.7 - -

500～999人 3 - - - - 2 - - 1 - - - - - - - -
100.0 - - - - 66.7 - - 33.3 - - - - - - - -

1,000人以上 1 - - - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -

300人以上（計） 10 1 2 - 2 2 - - 1 1 - - - - 1 - -
100.0 10.0 20.0 - 20.0 20.0 - - 10.0 10.0 - - - - 10.0 - -

問１６付問ａ：有期労働契約当時の職種は、何でしたか（主なもの１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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全体計 1,076 35 72 167 408 319 36 10 29 1,076 584 73 368 11 40
100.0 3.3 6.7 15.5 37.9 29.6 3.3 0.9 2.7 100.0 54.3 6.8 34.2 1.0 3.7

問22：性別

男性 320 14 13 19 107 125 19 9 14 320 115 25 158 6 16
100.0 4.4 4.1 5.9 33.4 39.1 5.9 2.8 4.4 100.0 35.9 7.8 49.4 1.9 5.0

女性 750 21 59 147 298 193 17 1 14 750 468 47 206 5 24
100.0 2.8 7.9 19.6 39.7 25.7 2.3 0.1 1.9 100.0 62.4 6.3 27.5 0.7 3.2

問22：年齢層

満29歳以下 88 4 3 8 30 35 5 2 1 88 42 7 37 1 1
100.0 4.5 3.4 9.1 34.1 39.8 5.7 2.3 1.1 100.0 47.7 8.0 42.0 1.1 1.1

満30歳台 220 6 11 26 75 84 10 4 4 220 96 16 99 2 7
100.0 2.7 5.0 11.8 34.1 38.2 4.5 1.8 1.8 100.0 43.6 7.3 45.0 0.9 3.2

満40歳台 358 9 22 60 146 101 11 1 8 358 215 13 116 4 10
100.0 2.5 6.1 16.8 40.8 28.2 3.1 0.3 2.2 100.0 60.1 3.6 32.4 1.1 2.8

満50歳台 294 10 23 63 109 69 7 3 10 294 180 20 78 3 13
100.0 3.4 7.8 21.4 37.1 23.5 2.4 1.0 3.4 100.0 61.2 6.8 26.5 1.0 4.4

満60歳以上 85 4 10 10 33 21 3 - 4 85 39 10 30 1 5
100.0 4.7 11.8 11.8 38.8 24.7 3.5 - 4.7 100.0 45.9 11.8 35.3 1.2 5.9

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 4 2 6 25 33 3 5 2 80 35 6 37 - 2
×満34歳以下 100.0 5.0 2.5 7.5 31.3 41.3 3.8 6.3 2.5 100.0 43.8 7.5 46.3 - 2.5

男性 90 2 3 8 30 33 8 1 5 90 34 1 49 1 5
×満35歳以上44歳以下 100.0 2.2 3.3 8.9 33.3 36.7 8.9 1.1 5.6 100.0 37.8 1.1 54.4 1.1 5.6

男性 96 6 2 2 29 45 5 3 4 96 27 10 51 4 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 6.3 2.1 2.1 30.2 46.9 5.2 3.1 4.2 100.0 28.1 10.4 53.1 4.2 4.2

男性 42 2 4 3 15 12 3 - 3 42 15 5 18 1 3
×満60歳以上 100.0 4.8 9.5 7.1 35.7 28.6 7.1 - 7.1 100.0 35.7 11.9 42.9 2.4 7.1

女性 100 1 2 12 37 42 6 - - 100 45 9 45 1 -
×満34歳以下 100.0 1.0 2.0 12.0 37.0 42.0 6.0 - - 100.0 45.0 9.0 45.0 1.0 -

女性 193 7 17 31 79 52 4 - 3 193 118 11 55 1 8
×満35歳以上44歳以下 100.0 3.6 8.8 16.1 40.9 26.9 2.1 - 1.6 100.0 61.1 5.7 28.5 0.5 4.1

女性 400 9 33 97 160 84 7 1 9 400 273 19 93 3 12
×満45歳以上59歳以下 100.0 2.3 8.3 24.3 40.0 21.0 1.8 0.3 2.3 100.0 68.3 4.8 23.3 0.8 3.0

女性 43 2 6 7 18 9 - - 1 43 24 5 12 - 2
×満60歳以上 100.0 4.7 14.0 16.3 41.9 20.9 - - 2.3 100.0 55.8 11.6 27.9 - 4.7

問１：職種

管理的な仕事 19 1 3 - 6 8 - 1 - 19 2 - 16 - 1
100.0 5.3 15.8 - 31.6 42.1 - 5.3 - 100.0 10.5 - 84.2 - 5.3

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 - 9 10 21 12 1 - 2 55 29 5 18 1 2
100.0 - 16.4 18.2 38.2 21.8 1.8 - 3.6 100.0 52.7 9.1 32.7 1.8 3.6

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 3 1 6 5 19 2 4 1 41 10 5 21 4 1
100.0 7.3 2.4 14.6 12.2 46.3 4.9 9.8 2.4 100.0 24.4 12.2 51.2 9.8 2.4

専門的・技術的な仕事（その他） 85 6 5 9 27 31 4 1 2 85 32 5 42 3 3
100.0 7.1 5.9 10.6 31.8 36.5 4.7 1.2 2.4 100.0 37.6 5.9 49.4 3.5 3.5

事務の仕事 316 7 16 39 147 93 6 1 7 316 176 17 115 - 8
100.0 2.2 5.1 12.3 46.5 29.4 1.9 0.3 2.2 100.0 55.7 5.4 36.4 - 2.5

販売の仕事（営業を含む） 46 1 4 6 20 10 2 1 2 46 28 - 16 - 2
100.0 2.2 8.7 13.0 43.5 21.7 4.3 2.2 4.3 100.0 60.9 - 34.8 - 4.3

サービスの仕事（介護関係） 101 5 5 25 45 14 4 - 3 101 58 3 33 1 6
100.0 5.0 5.0 24.8 44.6 13.9 4.0 - 3.0 100.0 57.4 3.0 32.7 1.0 5.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 3 3 9 11 6 - - 1 33 21 1 9 - 2
100.0 9.1 9.1 27.3 33.3 18.2 - - 3.0 100.0 63.6 3.0 27.3 - 6.1

サービスの仕事（その他） 38 1 4 7 12 11 2 1 - 38 18 1 16 - 3
100.0 2.6 10.5 18.4 31.6 28.9 5.3 2.6 - 100.0 47.4 2.6 42.1 - 7.9

警備・保安の仕事 9 - 1 - 5 - 1 - 2 9 3 3 1 - 2
100.0 - 11.1 - 55.6 - 11.1 - 22.2 100.0 33.3 33.3 11.1 - 22.2

製造・生産工程の仕事 158 4 8 20 48 70 7 - 1 158 120 7 29 - 2
100.0 2.5 5.1 12.7 30.4 44.3 4.4 - 0.6 100.0 75.9 4.4 18.4 - 1.3

輸送・運転の仕事 19 - 2 3 7 5 2 - - 19 11 - 5 2 1
100.0 - 10.5 15.8 36.8 26.3 10.5 - - 100.0 57.9 - 26.3 10.5 5.3

建設・採掘の仕事 19 - - 3 7 6 - 1 2 19 2 7 9 - 1
100.0 - - 15.8 36.8 31.6 - 5.3 10.5 100.0 10.5 36.8 47.4 - 5.3

清掃など労務の仕事 23 1 - 13 7 - 1 - 1 23 17 4 2 - -
100.0 4.3 - 56.5 30.4 - 4.3 - 4.3 100.0 73.9 17.4 8.7 - -

その他 3 - - 1 1 1 - - - 3 3 - - - -
100.0 - - 33.3 33.3 33.3 - - - 100.0 100.0 - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 181 9 15 25 53 62 7 5 5 181 71 15 81 8 6
100.0 5.0 8.3 13.8 29.3 34.3 3.9 2.8 2.8 100.0 39.2 8.3 44.8 4.4 3.3

サービスの仕事（計） 172 9 12 41 68 31 6 1 4 172 97 5 58 1 11
100.0 5.2 7.0 23.8 39.5 18.0 3.5 0.6 2.3 100.0 56.4 2.9 33.7 0.6 6.4

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 4 7 10 42 34 3 1 4 105 52 13 36 1 3
100.0 3.8 6.7 9.5 40.0 32.4 2.9 1.0 3.8 100.0 49.5 12.4 34.3 1.0 2.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 35 72 167 408 319 36 10 29 1,076 584 73 368 11 40
100.0 3.3 6.7 15.5 37.9 29.6 3.3 0.9 2.7 100.0 54.3 6.8 34.2 1.0 3.7

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 5 9 14 47 33 7 2 6 123 46 15 51 2 9
100.0 4.1 7.3 11.4 38.2 26.8 5.7 1.6 4.9 100.0 37.4 12.2 41.5 1.6 7.3

2013年4月1日以降（計） 931 29 59 150 356 282 28 8 19 931 532 57 309 9 24
100.0 3.1 6.3 16.1 38.2 30.3 3.0 0.9 2.0 100.0 57.1 6.1 33.2 1.0 2.6

参考計（労使のマッチング集計） 959 32 61 152 361 287 30 9 27 959 516 66 335 9 33
100.0 3.3 6.4 15.8 37.6 29.9 3.1 0.9 2.8 100.0 53.8 6.9 34.9 0.9 3.4

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 10 14 25 79 57 5 1 7 198 74 21 89 3 11
100.0 5.1 7.1 12.6 39.9 28.8 2.5 0.5 3.5 100.0 37.4 10.6 44.9 1.5 5.6

30～49人 121 2 6 28 39 38 4 2 2 121 65 6 44 1 5
100.0 1.7 5.0 23.1 32.2 31.4 3.3 1.7 1.7 100.0 53.7 5.0 36.4 0.8 4.1

50～99人 120 1 10 12 48 41 4 2 2 120 65 12 39 1 3
100.0 0.8 8.3 10.0 40.0 34.2 3.3 1.7 1.7 100.0 54.2 10.0 32.5 0.8 2.5

100～299人 191 10 15 32 61 58 7 2 6 191 111 12 60 3 5
100.0 5.2 7.9 16.8 31.9 30.4 3.7 1.0 3.1 100.0 58.1 6.3 31.4 1.6 2.6

300～499人 128 4 5 19 51 40 5 - 4 128 66 6 52 - 4
100.0 3.1 3.9 14.8 39.8 31.3 3.9 - 3.1 100.0 51.6 4.7 40.6 - 3.1

500～999人 109 2 7 16 38 39 1 2 4 109 70 2 34 1 2
100.0 1.8 6.4 14.7 34.9 35.8 0.9 1.8 3.7 100.0 64.2 1.8 31.2 0.9 1.8

1,000人以上 92 3 4 20 45 14 4 - 2 92 65 7 17 - 3
100.0 3.3 4.3 21.7 48.9 15.2 4.3 - 2.2 100.0 70.7 7.6 18.5 - 3.3

300人以上（計） 329 9 16 55 134 93 10 2 10 329 201 15 103 1 9
100.0 2.7 4.9 16.7 40.7 28.3 3.0 0.6 3.0 100.0 61.1 4.6 31.3 0.3 2.7

問１６付問②：有期労働契約当時、1週間当たりで実際に勤務していた労働時間
（休憩時間は除く。残業時間を含む）は、平均的にどれくらいでしたか（１つに〇）。

問１６付問④：有期労働契約
当時、基本的な賃金はどのよう
に決められていましたか（主な
もの１つに〇・数値も記入）。

問１６：無期転換後、働き方や賃金・労働条件がどのように変化したか
教えてください。
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全体計 1,076 192 269 107 154 129 197 248 179 122 59 112 75 47 50 21 492 41
100.0 17.8 25.0 9.9 14.3 12.0 18.3 23.0 16.6 11.3 5.5 10.4 7.0 4.4 4.6 2.0 45.7 3.8

問22：性別

男性 320 58 97 44 61 52 75 95 61 37 18 41 22 23 24 7 115 14
100.0 18.1 30.3 13.8 19.1 16.3 23.4 29.7 19.1 11.6 5.6 12.8 6.9 7.2 7.5 2.2 35.9 4.4

女性 750 133 170 63 91 77 121 150 114 84 39 71 53 24 26 14 375 27
100.0 17.7 22.7 8.4 12.1 10.3 16.1 20.0 15.2 11.2 5.2 9.5 7.1 3.2 3.5 1.9 50.0 3.6

問22：年齢層

満29歳以下 88 33 35 13 22 22 26 37 19 12 8 18 4 5 6 4 15 1
100.0 37.5 39.8 14.8 25.0 25.0 29.5 42.0 21.6 13.6 9.1 20.5 4.5 5.7 6.8 4.5 17.0 1.1

満30歳台 220 65 88 36 60 50 64 87 61 32 24 35 15 17 16 1 66 4
100.0 29.5 40.0 16.4 27.3 22.7 29.1 39.5 27.7 14.5 10.9 15.9 6.8 7.7 7.3 0.5 30.0 1.8

満40歳台 358 58 79 36 51 39 64 76 65 38 18 31 33 15 17 5 170 10
100.0 16.2 22.1 10.1 14.2 10.9 17.9 21.2 18.2 10.6 5.0 8.7 9.2 4.2 4.7 1.4 47.5 2.8

満50歳台 294 25 46 20 15 16 27 33 23 26 6 22 16 7 6 7 182 15
100.0 8.5 15.6 6.8 5.1 5.4 9.2 11.2 7.8 8.8 2.0 7.5 5.4 2.4 2.0 2.4 61.9 5.1

満60歳以上 85 4 13 - 2 1 8 7 2 9 - 4 5 1 5 4 47 9
100.0 4.7 15.3 - 2.4 1.2 9.4 8.2 2.4 10.6 - 4.7 5.9 1.2 5.9 4.7 55.3 10.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 31 38 14 27 25 25 39 23 15 11 20 7 12 10 2 12 1
×満34歳以下 100.0 38.8 47.5 17.5 33.8 31.3 31.3 48.8 28.8 18.8 13.8 25.0 8.8 15.0 12.5 2.5 15.0 1.3

男性 90 16 27 19 19 19 24 30 20 4 5 9 3 4 5 2 31 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 17.8 30.0 21.1 21.1 21.1 26.7 33.3 22.2 4.4 5.6 10.0 3.3 4.4 5.6 2.2 34.4 3.3

男性 96 10 24 11 13 8 19 22 17 12 2 9 8 5 6 - 45 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 10.4 25.0 11.5 13.5 8.3 19.8 22.9 17.7 12.5 2.1 9.4 8.3 5.2 6.3 - 46.9 4.2

男性 42 1 7 - 2 - 5 4 1 5 - 2 3 1 3 3 19 5
×満60歳以上 100.0 2.4 16.7 - 4.8 - 11.9 9.5 2.4 11.9 - 4.8 7.1 2.4 7.1 7.1 45.2 11.9

女性 100 32 38 12 26 17 31 42 23 11 10 17 4 2 4 2 27 1
×満34歳以下 100.0 32.0 38.0 12.0 26.0 17.0 31.0 42.0 23.0 11.0 10.0 17.0 4.0 2.0 4.0 2.0 27.0 1.0

女性 193 47 55 25 31 30 35 43 43 29 16 22 17 10 10 2 82 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 24.4 28.5 13.0 16.1 15.5 18.1 22.3 22.3 15.0 8.3 11.4 8.8 5.2 5.2 1.0 42.5 1.6

女性 400 45 66 24 32 28 47 57 42 37 12 29 29 11 10 9 235 18
×満45歳以上59歳以下 100.0 11.3 16.5 6.0 8.0 7.0 11.8 14.3 10.5 9.3 3.0 7.3 7.3 2.8 2.5 2.3 58.8 4.5

女性 43 3 6 - - 1 3 3 1 4 - 2 2 - 2 1 28 4
×満60歳以上 100.0 7.0 14.0 - - 2.3 7.0 7.0 2.3 9.3 - 4.7 4.7 - 4.7 2.3 65.1 9.3

問１：職種

管理的な仕事 19 1 8 7 2 2 4 3 3 - - - - 1 - 1 5 -
100.0 5.3 42.1 36.8 10.5 10.5 21.1 15.8 15.8 - - - - 5.3 - 5.3 26.3 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 9 13 2 11 3 11 7 7 3 - 5 3 3 2 1 30 2
100.0 16.4 23.6 3.6 20.0 5.5 20.0 12.7 12.7 5.5 - 9.1 5.5 5.5 3.6 1.8 54.5 3.6

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 5 9 1 7 1 12 10 5 3 2 5 3 1 1 1 19 1
100.0 12.2 22.0 2.4 17.1 2.4 29.3 24.4 12.2 7.3 4.9 12.2 7.3 2.4 2.4 2.4 46.3 2.4

専門的・技術的な仕事（その他） 85 13 25 9 18 13 15 17 20 13 6 11 2 5 3 - 33 5
100.0 15.3 29.4 10.6 21.2 15.3 17.6 20.0 23.5 15.3 7.1 12.9 2.4 5.9 3.5 - 38.8 5.9

事務の仕事 316 53 81 35 53 40 52 79 59 24 18 28 21 10 10 3 158 12
100.0 16.8 25.6 11.1 16.8 12.7 16.5 25.0 18.7 7.6 5.7 8.9 6.6 3.2 3.2 0.9 50.0 3.8

販売の仕事（営業を含む） 46 7 5 5 6 4 10 11 6 4 2 5 5 - 1 1 20 4
100.0 15.2 10.9 10.9 13.0 8.7 21.7 23.9 13.0 8.7 4.3 10.9 10.9 - 2.2 2.2 43.5 8.7

サービスの仕事（介護関係） 101 17 25 4 14 6 23 26 17 20 6 9 15 5 8 1 38 5
100.0 16.8 24.8 4.0 13.9 5.9 22.8 25.7 16.8 19.8 5.9 8.9 14.9 5.0 7.9 1.0 37.6 5.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 7 6 2 2 4 5 6 2 6 - 1 3 3 4 4 12 1
100.0 21.2 18.2 6.1 6.1 12.1 15.2 18.2 6.1 18.2 - 3.0 9.1 9.1 12.1 12.1 36.4 3.0

サービスの仕事（その他） 38 7 6 4 3 3 5 6 3 5 3 - 2 - - 1 22 -
100.0 18.4 15.8 10.5 7.9 7.9 13.2 15.8 7.9 13.2 7.9 - 5.3 - - 2.6 57.9 -

警備・保安の仕事 9 - 3 - - - 1 1 - - - 1 - 1 - - 3 2
100.0 - 33.3 - - - 11.1 11.1 - - - 11.1 - 11.1 - - 33.3 22.2

製造・生産工程の仕事 158 48 55 28 26 42 30 47 35 18 16 31 8 13 14 2 64 4
100.0 30.4 34.8 17.7 16.5 26.6 19.0 29.7 22.2 11.4 10.1 19.6 5.1 8.2 8.9 1.3 40.5 2.5

輸送・運転の仕事 19 2 3 1 3 2 1 3 1 3 2 1 3 - 2 - 13 1
100.0 10.5 15.8 5.3 15.8 10.5 5.3 15.8 5.3 15.8 10.5 5.3 15.8 - 10.5 - 68.4 5.3

建設・採掘の仕事 19 4 7 1 3 2 5 8 3 3 - 3 3 2 3 1 5 -
100.0 21.1 36.8 5.3 15.8 10.5 26.3 42.1 15.8 15.8 - 15.8 15.8 10.5 15.8 5.3 26.3 -

清掃など労務の仕事 23 1 5 1 1 1 3 1 1 5 - 4 2 - - - 17 -
100.0 4.3 21.7 4.3 4.3 4.3 13.0 4.3 4.3 21.7 - 17.4 8.7 - - - 73.9 -

その他 3 1 1 - - - 1 1 1 1 - 1 - - - - 2 -
100.0 33.3 33.3 - - - 33.3 33.3 33.3 33.3 - 33.3 - - - - 66.7 -

専門的・技術的な仕事（計） 181 27 47 12 36 17 38 34 32 19 8 21 8 9 6 2 82 8
100.0 14.9 26.0 6.6 19.9 9.4 21.0 18.8 17.7 10.5 4.4 11.6 4.4 5.0 3.3 1.1 45.3 4.4

サービスの仕事（計） 172 31 37 10 19 13 33 38 22 31 9 10 20 8 12 6 72 6
100.0 18.0 21.5 5.8 11.0 7.6 19.2 22.1 12.8 18.0 5.2 5.8 11.6 4.7 7.0 3.5 41.9 3.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 19 28 8 18 11 19 22 17 10 5 15 6 3 3 1 43 4
100.0 18.1 26.7 7.6 17.1 10.5 18.1 21.0 16.2 9.5 4.8 14.3 5.7 2.9 2.9 1.0 41.0 3.8

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 192 269 107 154 129 197 248 179 122 59 112 75 47 50 21 492 41
100.0 17.8 25.0 9.9 14.3 12.0 18.3 23.0 16.6 11.3 5.5 10.4 7.0 4.4 4.6 2.0 45.7 3.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 20 38 10 22 14 27 29 21 27 5 13 15 8 10 3 44 8
100.0 16.3 30.9 8.1 17.9 11.4 22.0 23.6 17.1 22.0 4.1 10.6 12.2 6.5 8.1 2.4 35.8 6.5

2013年4月1日以降（計） 931 171 228 96 131 113 166 218 157 93 54 95 58 38 40 18 440 27
100.0 18.4 24.5 10.3 14.1 12.1 17.8 23.4 16.9 10.0 5.8 10.2 6.2 4.1 4.3 1.9 47.3 2.9

参考計（労使のマッチング集計） 959 174 240 94 140 117 186 226 162 109 54 103 64 43 45 16 427 37
100.0 18.1 25.0 9.8 14.6 12.2 19.4 23.6 16.9 11.4 5.6 10.7 6.7 4.5 4.7 1.7 44.5 3.9

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 41 64 9 31 20 37 43 23 40 2 21 17 11 10 2 65 9
100.0 20.7 32.3 4.5 15.7 10.1 18.7 21.7 11.6 20.2 1.0 10.6 8.6 5.6 5.1 1.0 32.8 4.5

30～49人 121 24 34 6 16 14 27 22 20 20 6 7 12 6 6 3 48 5
100.0 19.8 28.1 5.0 13.2 11.6 22.3 18.2 16.5 16.5 5.0 5.8 9.9 5.0 5.0 2.5 39.7 4.1

50～99人 120 29 38 13 18 18 40 42 22 17 10 17 11 4 11 2 34 2
100.0 24.2 31.7 10.8 15.0 15.0 33.3 35.0 18.3 14.2 8.3 14.2 9.2 3.3 9.2 1.7 28.3 1.7

100～299人 191 31 42 24 31 19 26 47 41 17 14 19 8 6 4 2 101 10
100.0 16.2 22.0 12.6 16.2 9.9 13.6 24.6 21.5 8.9 7.3 9.9 4.2 3.1 2.1 1.0 52.9 5.2

300～499人 128 12 27 22 16 20 27 35 30 9 10 10 8 8 6 4 58 5
100.0 9.4 21.1 17.2 12.5 15.6 21.1 27.3 23.4 7.0 7.8 7.8 6.3 6.3 4.7 3.1 45.3 3.9

500～999人 109 22 20 11 20 16 17 24 13 3 8 19 4 7 7 1 67 3
100.0 20.2 18.3 10.1 18.3 14.7 15.6 22.0 11.9 2.8 7.3 17.4 3.7 6.4 6.4 0.9 61.5 2.8

1,000人以上 92 15 15 9 8 10 12 13 13 3 4 10 4 1 1 2 54 3
100.0 16.3 16.3 9.8 8.7 10.9 13.0 14.1 14.1 3.3 4.3 10.9 4.3 1.1 1.1 2.2 58.7 3.3

300人以上（計） 329 49 62 42 44 46 56 72 56 15 22 39 16 16 14 7 179 11
100.0 14.9 18.8 12.8 13.4 14.0 17.0 21.9 17.0 4.6 6.7 11.9 4.9 4.9 4.3 2.1 54.4 3.3

※「その他」については、「産前産後休暇、育児休業、介護休業制度の対象となった」「賞与が無くなり、年収が減った」「年齢制限（７０歳）の適用がなくなった」等の自由記述があった。

問１６付問③：無期転換後の賃金や労働条件（契約内容）に、次のような変化はありましたか（該当すべてに〇）。調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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無
回
答

全体計 197 67 59 44 30 12 10 65 41 16 1 11 7 -
100.0 34.0 29.9 22.3 15.2 6.1 5.1 33.0 20.8 8.1 0.5 5.6 3.6 -

問22：性別

男性 75 26 29 19 13 7 3 20 18 10 - 8 2 -
100.0 34.7 38.7 25.3 17.3 9.3 4.0 26.7 24.0 13.3 - 10.7 2.7 -

女性 121 41 30 25 16 5 7 45 23 6 1 3 5 -
100.0 33.9 24.8 20.7 13.2 4.1 5.8 37.2 19.0 5.0 0.8 2.5 4.1 -

問22：年齢層

満29歳以下 26 6 5 7 4 2 1 6 8 2 - 1 - -
100.0 23.1 19.2 26.9 15.4 7.7 3.8 23.1 30.8 7.7 - 3.8 - -

満30歳台 64 29 26 15 12 2 4 18 14 8 1 5 2 -
100.0 45.3 40.6 23.4 18.8 3.1 6.3 28.1 21.9 12.5 1.6 7.8 3.1 -

満40歳台 64 19 17 12 8 7 4 25 10 3 - 4 2 -
100.0 29.7 26.6 18.8 12.5 10.9 6.3 39.1 15.6 4.7 - 6.3 3.1 -

満50歳台 27 6 8 7 3 1 - 10 5 1 - 1 2 -
100.0 22.2 29.6 25.9 11.1 3.7 - 37.0 18.5 3.7 - 3.7 7.4 -

満60歳以上 8 4 2 1 2 - 1 4 2 1 - - 1 -
100.0 50.0 25.0 12.5 25.0 - 12.5 50.0 25.0 12.5 - - 12.5 -

問22：性別×問22：年齢層

男性 25 10 9 7 6 2 - 5 9 4 - 4 1 -
×満34歳以下 100.0 40.0 36.0 28.0 24.0 8.0 - 20.0 36.0 16.0 - 16.0 4.0 -

男性 24 11 11 4 2 2 2 8 5 5 - 1 - -
×満35歳以上44歳以下 100.0 45.8 45.8 16.7 8.3 8.3 8.3 33.3 20.8 20.8 - 4.2 - -

男性 19 3 8 6 4 3 - 3 2 - - 3 - -
×満45歳以上59歳以下 100.0 15.8 42.1 31.6 21.1 15.8 - 15.8 10.5 - - 15.8 - -

男性 5 2 1 1 1 - 1 3 2 1 - - 1 -
×満60歳以上 100.0 40.0 20.0 20.0 20.0 - 20.0 60.0 40.0 20.0 - - 20.0 -

女性 31 11 9 6 7 - 2 8 6 2 - - 1 -
×満34歳以下 100.0 35.5 29.0 19.4 22.6 - 6.5 25.8 19.4 6.5 - - 3.2 -

女性 35 10 7 10 4 2 2 15 6 1 1 1 1 -
×満35歳以上44歳以下 100.0 28.6 20.0 28.6 11.4 5.7 5.7 42.9 17.1 2.9 2.9 2.9 2.9 -

女性 47 15 12 8 4 3 3 20 9 2 - 2 3 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 31.9 25.5 17.0 8.5 6.4 6.4 42.6 19.1 4.3 - 4.3 6.4 -

女性 3 2 1 - 1 - - 1 - - - - - -
×満60歳以上 100.0 66.7 33.3 - 33.3 - - 33.3 - - - - - -

問１：職種

管理的な仕事 4 1 1 - - - - 3 - - - - 1 -
100.0 25.0 25.0 - - - - 75.0 - - - - 25.0 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 11 1 1 3 2 - - 8 1 - - - 2 -
100.0 9.1 9.1 27.3 18.2 - - 72.7 9.1 - - - 18.2 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 12 6 4 1 - - 1 5 2 1 - - - -
100.0 50.0 33.3 8.3 - - 8.3 41.7 16.7 8.3 - - - -

専門的・技術的な仕事（その他） 15 6 9 5 1 - 2 5 2 1 - 1 1 -
100.0 40.0 60.0 33.3 6.7 - 13.3 33.3 13.3 6.7 - 6.7 6.7 -

事務の仕事 52 24 16 11 12 4 4 11 6 1 - - 1 -
100.0 46.2 30.8 21.2 23.1 7.7 7.7 21.2 11.5 1.9 - - 1.9 -

販売の仕事（営業を含む） 10 4 2 2 - - - 2 4 - - - - -
100.0 40.0 20.0 20.0 - - - 20.0 40.0 - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 23 8 5 1 1 1 - 14 7 3 - 2 1 -
100.0 34.8 21.7 4.3 4.3 4.3 - 60.9 30.4 13.0 - 8.7 4.3 -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 5 1 - - 1 1 - 2 3 1 - - - -
100.0 20.0 - - 20.0 20.0 - 40.0 60.0 20.0 - - - -

サービスの仕事（その他） 5 - 1 2 1 - 1 2 1 - - - - -
100.0 - 20.0 40.0 20.0 - 20.0 40.0 20.0 - - - - -

警備・保安の仕事 1 - - - - - - 1 1 1 - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 100.0 100.0 - - - -

製造・生産工程の仕事 30 9 13 9 7 5 - 6 10 7 - 8 - -
100.0 30.0 43.3 30.0 23.3 16.7 - 20.0 33.3 23.3 - 26.7 - -

輸送・運転の仕事 1 - - - 1 - - - 1 - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - -

建設・採掘の仕事 5 1 3 3 1 - - 2 2 - - - 1 -
100.0 20.0 60.0 60.0 20.0 - - 40.0 40.0 - - - 20.0 -

清掃など労務の仕事 3 - - 3 1 - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 33.3 - - - - - - - - -

その他 1 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 38 13 14 9 3 - 3 18 5 2 - 1 3 -
100.0 34.2 36.8 23.7 7.9 - 7.9 47.4 13.2 5.3 - 2.6 7.9 -

サービスの仕事（計） 33 9 6 3 3 2 1 18 11 4 - 2 1 -
100.0 27.3 18.2 9.1 9.1 6.1 3.0 54.5 33.3 12.1 - 6.1 3.0 -

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 19 6 5 3 4 2 2 4 7 1 - - 1 -
100.0 31.6 26.3 15.8 21.1 10.5 10.5 21.1 36.8 5.3 - - 5.3 -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 197 67 59 44 30 12 10 65 41 16 1 11 7 -
100.0 34.0 29.9 22.3 15.2 6.1 5.1 33.0 20.8 8.1 0.5 5.6 3.6 -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 27 5 9 9 7 2 1 16 6 4 - 1 3 -
100.0 18.5 33.3 33.3 25.9 7.4 3.7 59.3 22.2 14.8 - 3.7 11.1 -

2013年4月1日以降（計） 166 62 50 34 22 9 9 46 34 12 1 10 4 -
100.0 37.3 30.1 20.5 13.3 5.4 5.4 27.7 20.5 7.2 0.6 6.0 2.4 -

参考計（労使のマッチング集計） 186 64 57 39 30 12 8 60 40 16 1 11 7 -
100.0 34.4 30.6 21.0 16.1 6.5 4.3 32.3 21.5 8.6 0.5 5.9 3.8 -

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 37 6 11 11 7 2 1 15 7 4 - 1 2 -
100.0 16.2 29.7 29.7 18.9 5.4 2.7 40.5 18.9 10.8 - 2.7 5.4 -

30～49人 27 8 8 4 5 1 1 8 9 2 - - 2 -
100.0 29.6 29.6 14.8 18.5 3.7 3.7 29.6 33.3 7.4 - - 7.4 -

50～99人 40 13 9 2 11 4 1 15 9 5 - 1 3 -
100.0 32.5 22.5 5.0 27.5 10.0 2.5 37.5 22.5 12.5 - 2.5 7.5 -

100～299人 26 11 8 6 1 2 1 10 5 1 - - - -
100.0 42.3 30.8 23.1 3.8 7.7 3.8 38.5 19.2 3.8 - - - -

300～499人 27 11 8 10 2 1 4 6 5 2 1 3 - -
100.0 40.7 29.6 37.0 7.4 3.7 14.8 22.2 18.5 7.4 3.7 11.1 - -

500～999人 17 6 9 4 3 - - 4 4 1 - 3 - -
100.0 35.3 52.9 23.5 17.6 - - 23.5 23.5 5.9 - 17.6 - -

1,000人以上 12 9 4 2 1 2 - 2 1 1 - 3 - -
100.0 75.0 33.3 16.7 8.3 16.7 - 16.7 8.3 8.3 - 25.0 - -

300人以上（計） 56 26 21 16 6 3 4 12 10 4 1 9 - -
100.0 46.4 37.5 28.6 10.7 5.4 7.1 21.4 17.9 7.1 1.8 16.1 - -

※「その他」については、「職務手当」「評価加算」「処遇改善手当」等の自由記述があった。

問１６付問ｂ：変化があったのは、どのような手当ですか（該当すべてに〇）。 調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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全体計 584 57 152 138 60 55 20 13 12 8 4 3 5 57 527 1,030.0 950.0
100.0 9.8 26.0 23.6 10.3 9.4 3.4 2.2 2.1 1.4 0.7 0.5 0.9 9.8

問22：性別

男性 115 12 18 22 16 21 5 5 1 1 - - 4 10 105 1,168.4 1,025.0
100.0 10.4 15.7 19.1 13.9 18.3 4.3 4.3 0.9 0.9 - - 3.5 8.7

女性 468 45 133 116 44 34 15 8 11 7 4 3 1 47 421 996.0 940.0
100.0 9.6 28.4 24.8 9.4 7.3 3.2 1.7 2.4 1.5 0.9 0.6 0.2 10.0

問22：年齢層

満29歳以下 42 4 12 4 6 6 5 1 1 - - - - 3 39 1,034.7 1,000.0
100.0 9.5 28.6 9.5 14.3 14.3 11.9 2.4 2.4 - - - - 7.1

満30歳台 96 8 22 21 8 16 4 3 2 1 1 - - 10 86 1,033.7 1,000.0
100.0 8.3 22.9 21.9 8.3 16.7 4.2 3.1 2.1 1.0 1.0 - - 10.4

満40歳台 215 17 58 54 19 17 6 6 7 3 3 2 2 21 194 1,024.3 950.0
100.0 7.9 27.0 25.1 8.8 7.9 2.8 2.8 3.3 1.4 1.4 0.9 0.9 9.8

満50歳台 180 24 49 49 19 14 4 1 1 3 - 1 2 13 167 1,008.7 940.0
100.0 13.3 27.2 27.2 10.6 7.8 2.2 0.6 0.6 1.7 - 0.6 1.1 7.2

満60歳以上 39 3 10 9 6 1 1 1 1 1 - - 1 5 34 1,152.1 977.5
100.0 7.7 25.6 23.1 15.4 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 - - 2.6 12.8

問22：性別×問22：年齢層

男性 35 4 6 5 7 7 2 1 1 - - - - 2 33 1,053.2 1,050.0
×満34歳以下 100.0 11.4 17.1 14.3 20.0 20.0 5.7 2.9 2.9 - - - - 5.7

男性 34 3 6 6 5 8 3 - - - - - 1 2 32 1,075.8 1,100.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 8.8 17.6 17.6 14.7 23.5 8.8 - - - - - 2.9 5.9

男性 27 4 3 5 3 5 - 2 - - - - 2 3 24 1,312.5 1,050.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 14.8 11.1 18.5 11.1 18.5 - 7.4 - - - - 7.4 11.1

男性 15 - 3 5 1 1 - 1 - 1 - - 1 2 13 1,455.8 970.0
×満60歳以上 100.0 - 20.0 33.3 6.7 6.7 - 6.7 - 6.7 - - 6.7 13.3

女性 45 3 11 6 3 7 4 1 2 - 1 - - 7 38 1,058.8 1,000.0
×満34歳以下 100.0 6.7 24.4 13.3 6.7 15.6 8.9 2.2 4.4 - 2.2 - - 15.6

女性 118 8 35 32 7 8 4 6 2 3 2 1 - 10 108 1,024.6 947.5
×満35歳以上44歳以下 100.0 6.8 29.7 27.1 5.9 6.8 3.4 5.1 1.7 2.5 1.7 0.8 - 8.5

女性 273 31 79 74 27 18 6 1 6 4 1 2 1 23 250 975.9 930.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 11.4 28.9 27.1 9.9 6.6 2.2 0.4 2.2 1.5 0.4 0.7 0.4 8.4

女性 24 3 7 4 5 - 1 - 1 - - - - 3 21 964.1 985.0
×満60歳以上 100.0 12.5 29.2 16.7 20.8 - 4.2 - 4.2 - - - - 12.5

問１：職種

管理的な仕事 2 - 1 - 1 - - - - - - - - - 2 995.0 995.0
100.0 - 50.0 - 50.0 - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 29 2 4 2 2 3 1 2 5 5 2 1 - - 29 1,282.6 1,400.0
100.0 6.9 13.8 6.9 6.9 10.3 3.4 6.9 17.2 17.2 6.9 3.4 - -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 10 - 1 4 1 2 - - - - - - 2 - 10 2,063.0 1,050.0
100.0 - 10.0 40.0 10.0 20.0 - - - - - - 20.0 -

専門的・技術的な仕事（その他） 32 2 7 8 2 3 3 1 1 1 1 - 1 2 30 1,123.5 1,000.0
100.0 6.3 21.9 25.0 6.3 9.4 9.4 3.1 3.1 3.1 3.1 - 3.1 6.3

事務の仕事 176 13 40 43 25 15 6 3 3 1 - 1 1 25 151 1,002.6 970.0
100.0 7.4 22.7 24.4 14.2 8.5 3.4 1.7 1.7 0.6 - 0.6 0.6 14.2

販売の仕事（営業を含む） 28 3 8 7 4 1 - 1 - - - - - 4 24 950.1 950.0
100.0 10.7 28.6 25.0 14.3 3.6 - 3.6 - - - - - 14.3

サービスの仕事（介護関係） 58 5 12 18 4 3 4 1 1 - - 1 - 9 49 996.2 945.0
100.0 8.6 20.7 31.0 6.9 5.2 6.9 1.7 1.7 - - 1.7 - 15.5

サービスの仕事（接客、飲食関係） 21 1 7 8 - 3 - - - - - - - 2 19 959.0 950.0
100.0 4.8 33.3 38.1 - 14.3 - - - - - - - 9.5

サービスの仕事（その他） 18 1 6 5 3 2 1 - - - - - - - 18 974.6 930.0
100.0 5.6 33.3 27.8 16.7 11.1 5.6 - - - - - - -

警備・保安の仕事 3 1 1 1 - - - - - - - - - - 3 852.3 835.0
100.0 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 120 15 36 26 11 20 2 2 1 1 - - - 6 114 984.8 945.0
100.0 12.5 30.0 21.7 9.2 16.7 1.7 1.7 0.8 0.8 - - - 5.0

輸送・運転の仕事 11 1 2 1 - 1 1 2 - - - - - 3 8 1,080.0 1,090.0
100.0 9.1 18.2 9.1 - 9.1 9.1 18.2 - - - - - 27.3

建設・採掘の仕事 2 1 - - 1 - - - - - - - - - 2 950.0 950.0
100.0 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 17 6 9 2 - - - - - - - - - - 17 833.7 835.0
100.0 35.3 52.9 11.8 - - - - - - - - - -

その他 3 - 1 1 - - - - - - - - - 1 2 935.0 935.0
100.0 - 33.3 33.3 - - - - - - - - - 33.3

専門的・技術的な仕事（計） 71 4 12 14 5 8 4 3 6 6 3 1 3 2 69 1,326.5 1,100.0
100.0 5.6 16.9 19.7 7.0 11.3 5.6 4.2 8.5 8.5 4.2 1.4 4.2 2.8

サービスの仕事（計） 97 7 25 31 7 8 5 1 1 - - 1 - 11 86 983.5 942.5
100.0 7.2 25.8 32.0 7.2 8.2 5.2 1.0 1.0 - - 1.0 - 11.3

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 52 5 11 11 4 11 4 - 1 - - - 2 3 49 1,138.6 1,000.0
100.0 9.6 21.2 21.2 7.7 21.2 7.7 - 1.9 - - - 3.8 5.8

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 584 57 152 138 60 55 20 13 12 8 4 3 5 57 527 1,030.0 950.0
100.0 9.8 26.0 23.6 10.3 9.4 3.4 2.2 2.1 1.4 0.7 0.5 0.9 9.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

参考計（労使のマッチング集計） 516 51 134 120 52 51 18 13 11 6 3 3 5 49 467 1,035.0 950.0
100.0 9.9 26.0 23.3 10.1 9.9 3.5 2.5 2.1 1.2 0.6 0.6 1.0 9.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 74 12 21 15 6 2 3 3 1 1 - 1 - 9 65 988.5 900.0
100.0 16.2 28.4 20.3 8.1 2.7 4.1 4.1 1.4 1.4 - 1.4 - 12.2

30～49人 65 7 20 15 4 3 1 1 4 - - - - 10 55 973.6 930.0
100.0 10.8 30.8 23.1 6.2 4.6 1.5 1.5 6.2 - - - - 15.4

50～99人 65 9 21 16 4 8 1 - 1 - - 1 1 3 62 991.2 907.5
100.0 13.8 32.3 24.6 6.2 12.3 1.5 - 1.5 - - 1.5 1.5 4.6

100～299人 111 9 23 35 13 9 4 3 1 - 1 - - 13 98 991.1 950.0
100.0 8.1 20.7 31.5 11.7 8.1 3.6 2.7 0.9 - 0.9 - - 11.7

300～499人 66 3 17 19 5 6 3 4 - 1 1 - - 7 59 1,021.5 980.0
100.0 4.5 25.8 28.8 7.6 9.1 4.5 6.1 - 1.5 1.5 - - 10.6

500～999人 70 6 22 7 5 13 3 1 4 2 1 - 1 5 65 1,072.6 985.0
100.0 8.6 31.4 10.0 7.1 18.6 4.3 1.4 5.7 2.9 1.4 - 1.4 7.1

1,000人以上 65 5 10 13 15 10 3 1 - 2 - 1 3 2 63 1,221.8 1,030.0
100.0 7.7 15.4 20.0 23.1 15.4 4.6 1.5 - 3.1 - 1.5 4.6 3.1

300人以上（計） 201 14 49 39 25 29 9 6 4 5 2 1 4 14 187 1,106.8 1,000.0
100.0 7.0 24.4 19.4 12.4 14.4 4.5 3.0 2.0 2.5 1.0 0.5 2.0 7.0

問１６付問④：有期労働契約当時、基本的な賃金はどのように決められていましたか
（主なもの１つに〇・数値も記入）。
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全体計 73 27 16 8 4 - 2 - - 1 3 12 61 8,261.8 7,200.0
100.0 37.0 21.9 11.0 5.5 - 2.7 - - 1.4 4.1 16.4

問22：性別

男性 25 5 8 2 2 - 1 - - 1 1 5 20 8,731.1 7,750.0
100.0 20.0 32.0 8.0 8.0 - 4.0 - - 4.0 4.0 20.0

女性 47 21 8 6 2 - 1 - - - 2 7 40 8,058.7 7,000.0
100.0 44.7 17.0 12.8 4.3 - 2.1 - - - 4.3 14.9

問22：年齢層

満29歳以下 7 4 - - - - - - 3 4 6,985.0 7,000.0
100.0 57.1 - - - - - - - - - 42.9

満30歳台 16 7 4 2 - - - 1 2 14 8,389.0 7,150.0
100.0 43.8 25.0 12.5 - - - - - - 6.3 12.5

満40歳台 13 4 4 - 1 1 - 1 2 11 8,574.5 7,700.0
100.0 30.8 30.8 - 7.7 - 7.7 - - - 7.7 15.4

満50歳台 20 7 5 3 2 - - - 3 17 7,591.2 7,300.0
100.0 35.0 25.0 15.0 10.0 - - - - - - 15.0

満60歳以上 10 3 2 2 1 1 - - 1 9 8,082.2 7,200.0
100.0 30.0 20.0 20.0 10.0 - 10.0 - - - - 10.0

問22：性別×問22：年齢層

男性 6 3 - 1 - - - - - - - 2 4 6,687.5 7,000.0
×満34歳以下 100.0 50.0 - 16.7 - - - - - - - 33.3

男性 1 - 1 - - - - - - - - - 1 8,000.0 8,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

男性 10 2 4 1 1 - - - - - - 2 8 7,900.0 7,750.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 20.0 40.0 10.0 10.0 - - - - - - 20.0

男性 5 - 2 - 1 - 1 - - - - 1 4 9,100.0 8,600.0
×満60歳以上 100.0 - 40.0 - 20.0 - 20.0 - - - - 20.0

女性 9 5 1 1 - - - - - - - 2 7 7,308.6 7,000.0
×満34歳以下 100.0 55.6 11.1 11.1 - - - - - - - 22.2

女性 11 5 3 - - - - - - - 1 2 9 8,638.4 6,250.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 45.5 27.3 - - - - - - - 9.1 18.2

女性 19 7 4 2 2 - 1 - - - 1 2 17 8,347.1 7,700.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 36.8 21.1 10.5 10.5 - 5.3 - - - 5.3 10.5

女性 5 3 - 2 - - - - - - - - 5 7,268.0 6,300.0
×満60歳以上 100.0 60.0 - 40.0 - - - - - - - -

問１：職種

管理的な仕事 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 5 - - - 1 - 1 - - - 2 1 4 16,105.0 14,175.0
100.0 - - - 20.0 - 20.0 - - - 40.0 20.0

専門的・技術的な仕事（教育関係） 5 2 - - - - - - - - 1 2 3 10,446.7 6,940.0
100.0 40.0 - - - - - - - - 20.0 40.0

専門的・技術的な仕事（その他） 5 2 2 - - - - - - - - 1 4 7,255.0 7,150.0
100.0 40.0 40.0 - - - - - - - - 20.0

事務の仕事 17 8 5 1 - - - - - - - 3 14 6,897.9 7,000.0
100.0 47.1 29.4 5.9 - - - - - - - 17.6

販売の仕事（営業を含む） - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 3 2 - 1 - - - - - - - - 3 7,333.3 7,000.0
100.0 66.7 - 33.3 - - - - - - - -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 1 1 - - - - - - - - - - 1 4,250.0 4,250.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

サービスの仕事（その他） 1 1 - - - - - - - - - - 1 6,720.0 6,720.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

警備・保安の仕事 3 - 3 - - - - - - - - - 3 7,200.0 7,200.0
100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 7 1 3 1 - - 1 - - - - 1 6 8,375.0 8,000.0
100.0 14.3 42.9 14.3 - - 14.3 - - - - 14.3

輸送・運転の仕事 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

建設・採掘の仕事 7 3 - 1 1 - - - - - - 2 5 7,900.0 7,000.0
100.0 42.9 - 14.3 14.3 - - - - - - 28.6

清掃など労務の仕事 4 3 - - - - - - - - - 1 3 6,090.0 6,040.0
100.0 75.0 - - - - - - - - - 25.0

その他 - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 15 4 2 - 1 - 1 - - - 3 4 11 11,343.6 7,720.0
100.0 26.7 13.3 - 6.7 - 6.7 - - - 20.0 26.7

サービスの仕事（計） 5 4 - 1 - - - - - - - - 5 6,594.0 6,720.0
100.0 80.0 - 20.0 - - - - - - - -

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 13 4 6 2 - - - - - - - 1 12 7,377.7 7,286.0
100.0 30.8 46.2 15.4 - - - - - - - 7.7

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 73 27 16 8 4 - 2 - - 1 3 12 61 8,261.8 7,200.0
100.0 37.0 21.9 11.0 5.5 - 2.7 - - 1.4 4.1 16.4

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 15 6 2 2 1 - - - - - 1 3 12 8,261.7 7,100.0
100.0 40.0 13.3 13.3 6.7 - - - - - 6.7 20.0

2013年4月1日以降（計） 57 21 14 6 3 - 2 - - - 2 9 48 8,121.4 7,236.0
100.0 36.8 24.6 10.5 5.3 - 3.5 - - - 3.5 15.8

参考計（労使のマッチング集計） 66 25 13 8 4 - 2 - - 1 2 11 55 8,056.3 7,200.0
100.0 37.9 19.7 12.1 6.1 - 3.0 - - 1.5 3.0 16.7

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 21 9 3 2 2 - - - - - 1 4 17 8,016.4 7,000.0
100.0 42.9 14.3 9.5 9.5 - - - - - 4.8 19.0

30～49人 6 6 - - - - - - - - - - 6 6,251.7 6,250.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

50～99人 12 4 4 1 - - - - - - - 3 9 7,211.1 7,200.0
100.0 33.3 33.3 8.3 - - - - - - - 25.0

100～299人 12 1 4 4 1 - 1 - - - - 1 11 8,658.2 8,500.0
100.0 8.3 33.3 33.3 8.3 - 8.3 - - - - 8.3

300～499人 6 - 1 1 1 - - - - 1 - 2 4 10,325.0 9,300.0
100.0 - 16.7 16.7 16.7 - - - - 16.7 - 33.3

500～999人 2 - - - - - 1 - - - 1 - 2 14,175.0 14,175.0
100.0 - - - - - 50.0 - - - 50.0 -

1,000人以上 7 5 1 - - - - - - - - 1 6 6,586.7 6,220.0
100.0 71.4 14.3 - - - - - - - - 14.3

300人以上（計） 15 5 2 1 1 - 1 - - 1 1 3 12 9,097.5 7,850.0
100.0 33.3 13.3 6.7 6.7 - 6.7 - - 6.7 6.7 20.0

問１６付問④：有期労働契約当時、基本的な賃金はどのように決められていましたか
（主なもの１つに〇・数値も記入）。
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全体計 368 72 27 27 27 18 44 15 10 9 8 15 27 9 4 6 50 318 201,983.3 187,300.0
100.0 19.6 7.3 7.3 7.3 4.9 12.0 4.1 2.7 2.4 2.2 4.1 7.3 2.4 1.1 1.6 13.6

問22：性別

男性 158 22 5 11 11 7 16 - 4 6 7 11 22 8 2 5 21 137 229,380.1 200,000.0
100.0 13.9 3.2 7.0 7.0 4.4 10.1 - 2.5 3.8 4.4 7.0 13.9 5.1 1.3 3.2 13.3

女性 206 50 22 16 16 9 28 14 6 2 1 4 5 1 2 1 29 177 180,743.6 172,000.0
100.0 24.3 10.7 7.8 7.8 4.4 13.6 6.8 2.9 1.0 0.5 1.9 2.4 0.5 1.0 0.5 14.1

問22：年齢層

満29歳以下 37 8 1 6 2 2 6 1 - 1 1 1 1 - - - 7 30 180,710.0 175,000.0
100.0 21.6 2.7 16.2 5.4 5.4 16.2 2.7 - 2.7 2.7 2.7 2.7 - - - 18.9

満30歳台 99 17 11 11 5 4 14 3 4 1 2 5 6 4 - - 12 87 194,620.2 180,000.0
100.0 17.2 11.1 11.1 5.1 4.0 14.1 3.0 4.0 1.0 2.0 5.1 6.1 4.0 - - 12.1

満40歳台 116 22 7 7 13 5 9 7 4 4 4 3 8 2 1 4 16 100 210,907.3 187,500.0
100.0 19.0 6.0 6.0 11.2 4.3 7.8 6.0 3.4 3.4 3.4 2.6 6.9 1.7 0.9 3.4 13.8

満50歳台 78 16 4 3 5 2 13 2 2 1 - 4 10 2 3 2 9 69 212,645.2 200,000.0
100.0 20.5 5.1 3.8 6.4 2.6 16.7 2.6 2.6 1.3 - 5.1 12.8 2.6 3.8 2.6 11.5

満60歳以上 30 7 4 - 1 3 2 1 - 1 1 2 2 1 - - 5 25 194,783.4 187,000.0
100.0 23.3 13.3 - 3.3 10.0 6.7 3.3 - 3.3 3.3 6.7 6.7 3.3 - - 16.7

問22：性別×問22：年齢層

男性 37 4 2 3 3 2 7 - 3 1 2 2 4 1 - - 3 34 206,135.3 200,000.0
×満34歳以下 100.0 10.8 5.4 8.1 8.1 5.4 18.9 - 8.1 2.7 5.4 5.4 10.8 2.7 - - 8.1

男性 49 6 2 7 4 3 3 - 1 2 4 4 3 3 - - 7 42 207,056.5 190,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 12.2 4.1 14.3 8.2 6.1 6.1 - 2.0 4.1 8.2 8.2 6.1 6.1 - - 14.3

男性 51 6 1 1 2 1 4 - - 2 - 4 13 4 2 5 6 45 282,011.1 270,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 11.8 2.0 2.0 3.9 2.0 7.8 - - 3.9 - 7.8 25.5 7.8 3.9 9.8 11.8

男性 18 5 - - 1 1 2 - - 1 1 1 2 - - - 4 14 196,214.3 193,500.0
×満60歳以上 100.0 27.8 - - 5.6 5.6 11.1 - - 5.6 5.6 5.6 11.1 - - - 22.2

女性 45 11 3 6 2 1 8 4 - - - 1 1 - - - 8 37 176,878.4 170,000.0
×満34歳以下 100.0 24.4 6.7 13.3 4.4 2.2 17.8 8.9 - - - 2.2 2.2 - - - 17.8

女性 55 12 9 5 3 4 6 - 2 1 1 - 1 - 1 - 10 45 178,355.6 170,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 21.8 16.4 9.1 5.5 7.3 10.9 - 3.6 1.8 1.8 - 1.8 - 1.8 - 18.2

女性 93 24 6 5 11 2 14 9 4 1 - 2 3 - 1 1 10 83 182,536.5 180,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 25.8 6.5 5.4 11.8 2.2 15.1 9.7 4.3 1.1 - 2.2 3.2 - 1.1 1.1 10.8

女性 12 2 4 - - 2 - 1 - - - 1 - 1 - - 1 11 192,962.2 160,000.0
×満60歳以上 100.0 16.7 33.3 - - 16.7 - 8.3 - - - 8.3 - 8.3 - - 8.3

問１：職種

管理的な仕事 16 3 - - - - 2 1 1 - - 2 4 - 1 1 1 15 255,066.7 250,000.0
100.0 18.8 - - - - 12.5 6.3 6.3 - - 12.5 25.0 - 6.3 6.3 6.3

専門的・技術的な仕事（医療関係） 18 2 1 1 1 - 4 - - - - - 2 - - 1 6 12 253,266.7 200,000.0
100.0 11.1 5.6 5.6 5.6 - 22.2 - - - - - 11.1 - - 5.6 33.3

専門的・技術的な仕事（教育関係） 21 3 3 1 2 - 3 1 1 2 1 1 1 1 - - 1 20 199,905.0 196,000.0
100.0 14.3 14.3 4.8 9.5 - 14.3 4.8 4.8 9.5 4.8 4.8 4.8 4.8 - - 4.8

専門的・技術的な仕事（その他） 42 6 3 2 3 1 7 1 - 2 - 4 6 1 - 2 4 38 218,774.3 197,950.0
100.0 14.3 7.1 4.8 7.1 2.4 16.7 2.4 - 4.8 - 9.5 14.3 2.4 - 4.8 9.5

事務の仕事 115 23 10 11 12 9 12 8 4 3 1 1 - 1 - - 20 95 178,098.6 180,000.0
100.0 20.0 8.7 9.6 10.4 7.8 10.4 7.0 3.5 2.6 0.9 0.9 - 0.9 - - 17.4

販売の仕事（営業を含む） 16 1 1 1 2 - 2 - 1 - - 1 1 3 - - 3 13 230,458.8 200,000.0
100.0 6.3 6.3 6.3 12.5 - 12.5 - 6.3 - - 6.3 6.3 18.8 - - 18.8

サービスの仕事（介護関係） 33 10 4 3 2 1 3 1 1 - 3 - 2 1 - - 2 31 180,412.9 165,000.0
100.0 30.3 12.1 9.1 6.1 3.0 9.1 3.0 3.0 - 9.1 - 6.1 3.0 - - 6.1

サービスの仕事（接客、飲食関係） 9 2 1 1 - - 1 - 1 - 1 - - - - - 2 7 179,571.4 170,000.0
100.0 22.2 11.1 11.1 - - 11.1 - 11.1 - 11.1 - - - - - 22.2

サービスの仕事（その他） 16 6 1 - 1 - 2 2 - - - - 1 1 2 - - 16 210,355.3 187,500.0
100.0 37.5 6.3 - 6.3 - 12.5 12.5 - - - - 6.3 6.3 12.5 - -

警備・保安の仕事 1 - - - - - 1 - - - - - - - - - - 1 200,000.0 200,000.0
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 29 5 1 4 4 2 2 - 1 - 1 1 3 - 1 - 4 25 200,020.0 180,000.0
100.0 17.2 3.4 13.8 13.8 6.9 6.9 - 3.4 - 3.4 3.4 10.3 - 3.4 - 13.8

輸送・運転の仕事 5 1 - 1 - 1 - - - - - - 1 1 - - - 5 231,400.0 187,000.0
100.0 20.0 - 20.0 - 20.0 - - - - - - 20.0 20.0 - - -

建設・採掘の仕事 9 1 - - - - - - - 1 - 3 3 - - 1 - 9 272,611.1 250,000.0
100.0 11.1 - - - - - - - 11.1 - 33.3 33.3 - - 11.1 -

清掃など労務の仕事 2 1 - - - - 1 - - - - - - - - - - 2 174,000.0 174,000.0
100.0 50.0 - - - - 50.0 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 81 11 7 4 6 1 14 2 1 4 1 5 9 2 - 3 11 70 219,296.1 200,000.0
100.0 13.6 8.6 4.9 7.4 1.2 17.3 2.5 1.2 4.9 1.2 6.2 11.1 2.5 - 3.7 13.6

サービスの仕事（計） 58 18 6 4 3 1 6 3 2 - 4 - 3 2 2 - 4 54 189,175.6 170,000.0
100.0 31.0 10.3 6.9 5.2 1.7 10.3 5.2 3.4 - 6.9 - 5.2 3.4 3.4 - 6.9

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 36 10 1 3 6 5 2 2 - - - 1 4 - - - 2 34 183,486.6 180,000.0
100.0 27.8 2.8 8.3 16.7 13.9 5.6 5.6 - - - 2.8 11.1 - - - 5.6

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 368 72 27 27 27 18 44 15 10 9 8 15 27 9 4 6 50 318 201,983.3 187,300.0
100.0 19.6 7.3 7.3 7.3 4.9 12.0 4.1 2.7 2.4 2.2 4.1 7.3 2.4 1.1 1.6 13.6

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 51 5 3 - 3 1 7 1 1 1 1 5 7 2 2 3 9 42 249,238.1 225,000.0
100.0 9.8 5.9 - 5.9 2.0 13.7 2.0 2.0 2.0 2.0 9.8 13.7 3.9 3.9 5.9 17.6

2013年4月1日以降（計） 309 64 23 27 24 17 37 13 9 8 7 10 19 7 2 3 39 270 195,361.8 180,000.0
100.0 20.7 7.4 8.7 7.8 5.5 12.0 4.2 2.9 2.6 2.3 3.2 6.1 2.3 0.6 1.0 12.6

参考計（労使のマッチング集計） 335 63 25 26 25 17 44 14 9 8 8 14 23 9 4 5 41 294 201,091.0 189,500.0
100.0 18.8 7.5 7.8 7.5 5.1 13.1 4.2 2.7 2.4 2.4 4.2 6.9 2.7 1.2 1.5 12.2

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 89 11 6 2 6 2 14 2 - 4 2 8 9 2 2 2 17 72 220,672.2 200,000.0
100.0 12.4 6.7 2.2 6.7 2.2 15.7 2.2 - 4.5 2.2 9.0 10.1 2.2 2.2 2.2 19.1

30～49人 44 9 2 3 4 2 5 2 2 1 1 1 1 4 1 - 6 38 203,817.9 186,000.0
100.0 20.5 4.5 6.8 9.1 4.5 11.4 4.5 4.5 2.3 2.3 2.3 2.3 9.1 2.3 - 13.6

50～99人 39 10 6 3 2 2 3 - 1 1 2 1 5 1 - - 2 37 193,048.7 170,000.0
100.0 25.6 15.4 7.7 5.1 5.1 7.7 - 2.6 2.6 5.1 2.6 12.8 2.6 - - 5.1

100～299人 60 18 4 4 6 5 5 - 1 2 1 - 4 2 1 2 5 55 196,960.9 180,000.0
100.0 30.0 6.7 6.7 10.0 8.3 8.3 - 1.7 3.3 1.7 - 6.7 3.3 1.7 3.3 8.3

300～499人 52 10 4 11 6 2 3 2 2 - 1 3 2 - - - 6 46 181,224.9 170,000.0
100.0 19.2 7.7 21.2 11.5 3.8 5.8 3.8 3.8 - 1.9 5.8 3.8 - - - 11.5

500～999人 34 5 3 - 1 3 7 5 2 - 1 1 2 - - 1 3 31 201,760.8 200,000.0
100.0 14.7 8.8 - 2.9 8.8 20.6 14.7 5.9 - 2.9 2.9 5.9 - - 2.9 8.8

1,000人以上 17 - - 3 - 1 7 3 1 - - - - - - - 2 15 194,713.3 200,000.0
100.0 - - 17.6 - 5.9 41.2 17.6 5.9 - - - - - - - 11.8

300人以上（計） 103 15 7 14 7 6 17 10 5 - 2 4 4 - - 1 11 92 190,343.8 190,000.0
100.0 14.6 6.8 13.6 6.8 5.8 16.5 9.7 4.9 - 1.9 3.9 3.9 - - 1.0 10.7

問１６付問④：有期労働契約当時、基本的な賃金はどのように決められていましたか
（主なもの１つに〇・数値も記入）。
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全体計 11 1 - 1 - - - - - - - - 2 1 - 2 4 7 420,714.3 300,000.0
100.0 9.1 - 9.1 - - - - - - - - 18.2 9.1 - 18.2 36.4

問22：性別

男性 6 - - 1 - - - - - - - - 1 - - 1 3 3 555,000.0 300,000.0
100.0 - - 16.7 - - - - - - - - 16.7 - - 16.7 50.0

女性 5 1 - - - - - - - - - - 1 1 - 1 1 4 320,000.0 315,000.0
100.0 20.0 - - - - - - - - - - 20.0 20.0 - 20.0 20.0

問22：年齢層

満29歳以下 1 1 - - - - - 1 150,000.0 150,000.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

満30歳台 2 - - 2 - - - 2 300,000.0 300,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

満40歳台 4 - - - 1 1 2 2 765,000.0 765,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - 25.0 - 25.0 50.0

満50歳台 3 - 1 - - 1 1 2 332,500.0 332,500.0
100.0 - - 33.3 - - - - - - - - - - - 33.3 33.3

満60歳以上 1 - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

問22：性別×問22：年齢層

男性 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
×満34歳以下 - - - - - - - - - - - - - - - - -

男性 1 - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 300,000.0 300,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

男性 4 - - 1 - - - - - - - - - - - 1 2 2 682,500.0 682,500.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - - 25.0 - - - - - - - - - - - 25.0 50.0

男性 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
×満60歳以上 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

女性 1 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 150,000.0 150,000.0
×満34歳以下 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

女性 1 - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 300,000.0 300,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

女性 3 - - - - - - - - - - - - 1 - 1 1 2 415,000.0 415,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - - 33.3 - 33.3 33.3

女性 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
×満60歳以上 - - - - - - - - - - - - - - - - -

問１：職種

管理的な仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 1 - - - - - - - - - - - - - - 1 - 1 1,200,000.0 1,200,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 4 1 - - - - - - - - - - 1 - - - 2 2 225,000.0 225,000.0
100.0 25.0 - - - - - - - - - - 25.0 - - - 50.0

専門的・技術的な仕事（その他） 3 - - - - - - - - - - - 1 1 - 1 - 3 376,666.7 330,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - 33.3 33.3 - 33.3 -

事務の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

販売の仕事（営業を含む） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（その他） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

警備・保安の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

輸送・運転の仕事 2 - - 1 - - - - - - - - - - - - 1 1 165,000.0 165,000.0
100.0 - - 50.0 - - - - - - - - - - - - 50.0

建設・採掘の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 8 1 - - - - - - - - - - 2 1 - 2 2 6 463,333.3 315,000.0
100.0 12.5 - - - - - - - - - - 25.0 12.5 - 25.0 25.0

サービスの仕事（計） 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - 1 330,000.0 330,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 11 1 - 1 - - - - - - - - 2 1 - 2 4 7 420,714.3 300,000.0
100.0 9.1 - 9.1 - - - - - - - - 18.2 9.1 - 18.2 36.4

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 2 - - 1 - - - - - - - - - - - - 1 1 165,000.0 165,000.0
100.0 - - 50.0 - - - - - - - - - - - - 50.0

2013年4月1日以降（計） 9 1 - - - - - - - - - - 2 1 - 2 3 6 463,333.3 315,000.0
100.0 11.1 - - - - - - - - - - 22.2 11.1 - 22.2 33.3

参考計（労使のマッチング集計） 9 1 - - - - - - - - - - 2 1 - 1 4 5 316,000.0 300,000.0
100.0 11.1 - - - - - - - - - - 22.2 11.1 - 11.1 44.4

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 3 - - - - - - - - - - - - - - 1 2 1 500,000.0 500,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 33.3 66.7

30～49人 1 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 150,000.0 150,000.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

50～99人 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - 1 330,000.0 330,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -

100～299人 3 - - - - - - - - - - - 2 - - - 1 2 300,000.0 300,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - 66.7 - - - 33.3

300～499人 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

500～999人 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

1,000人以上 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

300人以上（計） 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

問１６付問④：有期労働契約当時、基本的な賃金はどのように決められていましたか
（主なもの１つに〇・数値も記入）。
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全体計 11 1 - 1 - - - - - - - - 2 1 - 2 4 7 420,714.3 300,000.0
100.0 9.1 - 9.1 - - - - - - - - 18.2 9.1 - 18.2 36.4

問22：性別

男性 6 - - 1 - - - - - - - - 1 - - 1 3 3 555,000.0 300,000.0
100.0 - - 16.7 - - - - - - - - 16.7 - - 16.7 50.0

女性 5 1 - - - - - - - - - - 1 1 - 1 1 4 320,000.0 315,000.0
100.0 20.0 - - - - - - - - - - 20.0 20.0 - 20.0 20.0

問22：年齢層

満29歳以下 1 1 - - - - - 1 150,000.0 150,000.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

満30歳台 2 - - 2 - - - 2 300,000.0 300,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

満40歳台 4 - - - 1 1 2 2 765,000.0 765,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - 25.0 - 25.0 50.0

満50歳台 3 - 1 - - 1 1 2 332,500.0 332,500.0
100.0 - - 33.3 - - - - - - - - - - - 33.3 33.3

満60歳以上 1 - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

問22：性別×問22：年齢層

男性 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
×満34歳以下 - - - - - - - - - - - - - - - - -

男性 1 - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 300,000.0 300,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

男性 4 - - 1 - - - - - - - - - - - 1 2 2 682,500.0 682,500.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - - 25.0 - - - - - - - - - - - 25.0 50.0

男性 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
×満60歳以上 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

女性 1 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 150,000.0 150,000.0
×満34歳以下 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

女性 1 - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 300,000.0 300,000.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -

女性 3 - - - - - - - - - - - - 1 - 1 1 2 415,000.0 415,000.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - - - - - - - - - - - - 33.3 - 33.3 33.3

女性 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
×満60歳以上 - - - - - - - - - - - - - - - - -

問１：職種

管理的な仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 1 - - - - - - - - - - - - - - 1 - 1 1,200,000.0 1,200,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 4 1 - - - - - - - - - - 1 - - - 2 2 225,000.0 225,000.0
100.0 25.0 - - - - - - - - - - 25.0 - - - 50.0

専門的・技術的な仕事（その他） 3 - - - - - - - - - - - 1 1 - 1 - 3 376,666.7 330,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - 33.3 33.3 - 33.3 -

事務の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

販売の仕事（営業を含む） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（介護関係） 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

サービスの仕事（その他） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

警備・保安の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

輸送・運転の仕事 2 - - 1 - - - - - - - - - - - - 1 1 165,000.0 165,000.0
100.0 - - 50.0 - - - - - - - - - - - - 50.0

建設・採掘の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

清掃など労務の仕事 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 8 1 - - - - - - - - - - 2 1 - 2 2 6 463,333.3 315,000.0
100.0 12.5 - - - - - - - - - - 25.0 12.5 - 25.0 25.0

サービスの仕事（計） 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - 1 330,000.0 330,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 11 1 - 1 - - - - - - - - 2 1 - 2 4 7 420,714.3 300,000.0
100.0 9.1 - 9.1 - - - - - - - - 18.2 9.1 - 18.2 36.4

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 2 - - 1 - - - - - - - - - - - - 1 1 165,000.0 165,000.0
100.0 - - 50.0 - - - - - - - - - - - - 50.0

2013年4月1日以降（計） 9 1 - - - - - - - - - - 2 1 - 2 3 6 463,333.3 315,000.0
100.0 11.1 - - - - - - - - - - 22.2 11.1 - 22.2 33.3

参考計（労使のマッチング集計） 9 1 - - - - - - - - - - 2 1 - 1 4 5 316,000.0 300,000.0
100.0 11.1 - - - - - - - - - - 22.2 11.1 - 11.1 44.4

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 3 - - - - - - - - - - - - - - 1 2 1 500,000.0 500,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 33.3 66.7

30～49人 1 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 150,000.0 150,000.0
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

50～99人 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - 1 330,000.0 330,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -

100～299人 3 - - - - - - - - - - - 2 - - - 1 2 300,000.0 300,000.0
100.0 - - - - - - - - - - - 66.7 - - - 33.3

300～499人 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

500～999人 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

1,000人以上 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - -

300人以上（計） 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0

問１６付問④：有期労働契約当時、基本的な賃金はどのように決められていましたか
（主なもの１つに〇・数値も記入）。
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1
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未
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1
,
0
0
0
万
円
以
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無
回
答

全体計 1,076 19 74 53 96 64 135 239 178 116 20 2 1 2 77
100.0 1.8 6.9 4.9 8.9 5.9 12.5 22.2 16.5 10.8 1.9 0.2 0.1 0.2 7.2

問22：性別

男性 320 9 4 3 11 7 24 73 73 74 16 2 - 2 22
100.0 2.8 1.3 0.9 3.4 2.2 7.5 22.8 22.8 23.1 5.0 0.6 - 0.6 6.9

女性 750 10 70 50 84 57 111 166 102 42 4 - 1 - 53
100.0 1.3 9.3 6.7 11.2 7.6 14.8 22.1 13.6 5.6 0.5 - 0.1 - 7.1

問22：年齢層

満29歳以下 88 3 2 1 5 5 7 28 20 10 - - - - 7
100.0 3.4 2.3 1.1 5.7 5.7 8.0 31.8 22.7 11.4 - - - - 8.0

満30歳台 220 3 12 6 11 6 24 50 49 32 2 - - - 25
100.0 1.4 5.5 2.7 5.0 2.7 10.9 22.7 22.3 14.5 0.9 - - - 11.4

満40歳台 358 4 31 20 40 21 48 73 55 39 6 - - 2 19
100.0 1.1 8.7 5.6 11.2 5.9 13.4 20.4 15.4 10.9 1.7 - - 0.6 5.3

満50歳台 294 4 24 21 31 24 44 62 36 21 9 1 1 - 16
100.0 1.4 8.2 7.1 10.5 8.2 15.0 21.1 12.2 7.1 3.1 0.3 0.3 - 5.4

満60歳以上 85 5 4 4 7 5 10 19 10 12 2 1 - - 6
100.0 5.9 4.7 4.7 8.2 5.9 11.8 22.4 11.8 14.1 2.4 1.2 - - 7.1

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 2 2 1 2 1 3 22 20 17 2 - - - 8
×満34歳以下 100.0 2.5 2.5 1.3 2.5 1.3 3.8 27.5 25.0 21.3 2.5 - - - 10.0

男性 90 3 - 1 2 1 6 21 24 25 - - - - 7
×満35歳以上44歳以下 100.0 3.3 - 1.1 2.2 1.1 6.7 23.3 26.7 27.8 - - - - 7.8

男性 96 1 2 - 1 2 11 18 19 24 11 1 - 2 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.0 2.1 - 1.0 2.1 11.5 18.8 19.8 25.0 11.5 1.0 - 2.1 4.2

男性 42 3 - - 4 2 3 10 7 7 2 1 - - 3
×満60歳以上 100.0 7.1 - - 9.5 4.8 7.1 23.8 16.7 16.7 4.8 2.4 - - 7.1

女性 100 2 5 1 6 5 14 29 19 8 - - - - 11
×満34歳以下 100.0 2.0 5.0 1.0 6.0 5.0 14.0 29.0 19.0 8.0 - - - - 11.0

女性 193 1 20 10 22 14 34 37 25 15 1 - - - 14
×満35歳以上44歳以下 100.0 0.5 10.4 5.2 11.4 7.3 17.6 19.2 13.0 7.8 0.5 - - - 7.3

女性 400 5 40 35 53 33 55 86 53 13 3 - 1 - 23
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.3 10.0 8.8 13.3 8.3 13.8 21.5 13.3 3.3 0.8 - 0.3 - 5.8

女性 43 2 4 4 3 3 7 9 3 5 - - - - 3
×満60歳以上 100.0 4.7 9.3 9.3 7.0 7.0 16.3 20.9 7.0 11.6 - - - - 7.0

問１：職種

管理的な仕事 19 - 1 - - - - 3 1 6 7 - - - 1
100.0 - 5.3 - - - - 15.8 5.3 31.6 36.8 - - - 5.3

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 1 3 2 6 3 5 11 12 3 1 1 - 2 5
100.0 1.8 5.5 3.6 10.9 5.5 9.1 20.0 21.8 5.5 1.8 1.8 - 3.6 9.1

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 3 1 1 3 4 1 7 10 6 1 - - - 4
100.0 7.3 2.4 2.4 7.3 9.8 2.4 17.1 24.4 14.6 2.4 - - - 9.8

専門的・技術的な仕事（その他） 85 2 3 3 4 4 3 20 22 17 3 - - - 4
100.0 2.4 3.5 3.5 4.7 4.7 3.5 23.5 25.9 20.0 3.5 - - - 4.7

事務の仕事 316 3 22 16 25 22 61 75 44 26 - - - - 22
100.0 0.9 7.0 5.1 7.9 7.0 19.3 23.7 13.9 8.2 - - - - 7.0

販売の仕事（営業を含む） 46 3 4 - 6 3 6 9 4 7 1 - - - 3
100.0 6.5 8.7 - 13.0 6.5 13.0 19.6 8.7 15.2 2.2 - - - 6.5

サービスの仕事（介護関係） 101 3 10 5 18 5 8 21 15 6 - - - - 10
100.0 3.0 9.9 5.0 17.8 5.0 7.9 20.8 14.9 5.9 - - - - 9.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 1 3 - 3 6 2 8 6 1 - - - - 3
100.0 3.0 9.1 - 9.1 18.2 6.1 24.2 18.2 3.0 - - - - 9.1

サービスの仕事（その他） 38 2 4 2 2 2 3 12 4 5 - - - - 2
100.0 5.3 10.5 5.3 5.3 5.3 7.9 31.6 10.5 13.2 - - - - 5.3

警備・保安の仕事 9 - - - 1 1 1 3 1 - - - - - 2
100.0 - - - 11.1 11.1 11.1 33.3 11.1 - - - - - 22.2

製造・生産工程の仕事 158 1 5 10 15 6 24 34 36 19 2 - - - 6
100.0 0.6 3.2 6.3 9.5 3.8 15.2 21.5 22.8 12.0 1.3 - - - 3.8

輸送・運転の仕事 19 - 3 - - 1 2 5 2 3 1 - - - 2
100.0 - 15.8 - - 5.3 10.5 26.3 10.5 15.8 5.3 - - - 10.5

建設・採掘の仕事 19 - 1 1 - 1 - 4 5 2 3 - - - 2
100.0 - 5.3 5.3 - 5.3 - 21.1 26.3 10.5 15.8 - - - 10.5

清掃など労務の仕事 23 - 3 6 3 1 7 1 - 1 - - - - 1
100.0 - 13.0 26.1 13.0 4.3 30.4 4.3 - 4.3 - - - - 4.3

その他 3 - 1 - - - - 1 - - - - - - 1
100.0 - 33.3 - - - - 33.3 - - - - - - 33.3

専門的・技術的な仕事（計） 181 6 7 6 13 11 9 38 44 26 5 1 - 2 13
100.0 3.3 3.9 3.3 7.2 6.1 5.0 21.0 24.3 14.4 2.8 0.6 - 1.1 7.2

サービスの仕事（計） 172 6 17 7 23 13 13 41 25 12 - - - - 15
100.0 3.5 9.9 4.1 13.4 7.6 7.6 23.8 14.5 7.0 - - - - 8.7

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 2 2 2 6 7 14 31 19 14 - - - - 8
100.0 1.9 1.9 1.9 5.7 6.7 13.3 29.5 18.1 13.3 - - - - 7.6

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 19 74 53 96 64 135 239 178 116 20 2 1 2 77
100.0 1.8 6.9 4.9 8.9 5.9 12.5 22.2 16.5 10.8 1.9 0.2 0.1 0.2 7.2

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 5 11 1 10 5 11 28 18 18 10 - - - 6
100.0 4.1 8.9 0.8 8.1 4.1 8.9 22.8 14.6 14.6 8.1 - - - 4.9

2013年4月1日以降（計） 931 14 63 50 79 58 123 211 157 98 10 2 1 2 63
100.0 1.5 6.8 5.4 8.5 6.2 13.2 22.7 16.9 10.5 1.1 0.2 0.1 0.2 6.8

参考計（労使のマッチング集計） 959 16 66 47 84 56 116 212 169 105 19 2 - - 67
100.0 1.7 6.9 4.9 8.8 5.8 12.1 22.1 17.6 10.9 2.0 0.2 - - 7.0

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 5 12 8 16 12 15 48 30 24 5 1 - - 22
100.0 2.5 6.1 4.0 8.1 6.1 7.6 24.2 15.2 12.1 2.5 0.5 - - 11.1

30～49人 121 3 9 8 12 8 11 27 24 9 2 - - - 8
100.0 2.5 7.4 6.6 9.9 6.6 9.1 22.3 19.8 7.4 1.7 - - - 6.6

50～99人 120 4 10 3 9 6 16 27 17 18 3 - - - 7
100.0 3.3 8.3 2.5 7.5 5.0 13.3 22.5 14.2 15.0 2.5 - - - 5.8

100～299人 191 2 11 6 20 11 37 52 21 14 5 1 - - 11
100.0 1.0 5.8 3.1 10.5 5.8 19.4 27.2 11.0 7.3 2.6 0.5 - - 5.8

300～499人 128 - 4 9 15 4 14 28 33 12 2 - - - 7
100.0 - 3.1 7.0 11.7 3.1 10.9 21.9 25.8 9.4 1.6 - - - 5.5

500～999人 109 1 13 6 5 6 10 14 27 18 2 - - - 7
100.0 0.9 11.9 5.5 4.6 5.5 9.2 12.8 24.8 16.5 1.8 - - - 6.4

1,000人以上 92 1 7 7 7 9 13 16 17 10 - - - - 5
100.0 1.1 7.6 7.6 7.6 9.8 14.1 17.4 18.5 10.9 - - - - 5.4

300人以上（計） 329 2 24 22 27 19 37 58 77 40 4 - - - 19
100.0 0.6 7.3 6.7 8.2 5.8 11.2 17.6 23.4 12.2 1.2 - - - 5.8

問１６付問⑤：有期労働契約当時の税込み年収は、どれくらいでしたか（１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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全体計 1,076 301 299 199 123 121 33 1,076 202 340 103 185 215 31
100.0 28.0 27.8 18.5 11.4 11.2 3.1 100.0 18.8 31.6 9.6 17.2 20.0 2.9

問22：性別

男性 320 90 86 53 31 45 15 320 78 122 21 33 53 13
100.0 28.1 26.9 16.6 9.7 14.1 4.7 100.0 24.4 38.1 6.6 10.3 16.6 4.1

女性 750 208 212 145 91 76 18 750 123 215 81 151 162 18
100.0 27.7 28.3 19.3 12.1 10.1 2.4 100.0 16.4 28.7 10.8 20.1 21.6 2.4

問22：年齢層

満29歳以下 88 30 31 10 5 12 - 88 20 41 4 6 15 2
100.0 34.1 35.2 11.4 5.7 13.6 - 100.0 22.7 46.6 4.5 6.8 17.0 2.3

満30歳台 220 71 64 41 21 20 3 220 65 84 13 28 28 2
100.0 32.3 29.1 18.6 9.5 9.1 1.4 100.0 29.5 38.2 5.9 12.7 12.7 0.9

満40歳台 358 90 101 76 42 37 12 358 65 101 43 68 71 10
100.0 25.1 28.2 21.2 11.7 10.3 3.4 100.0 18.2 28.2 12.0 19.0 19.8 2.8

満50歳台 294 76 74 58 42 38 6 294 33 74 32 72 76 7
100.0 25.9 25.2 19.7 14.3 12.9 2.0 100.0 11.2 25.2 10.9 24.5 25.9 2.4

満60歳以上 85 23 19 11 10 12 10 85 12 26 9 8 22 8
100.0 27.1 22.4 12.9 11.8 14.1 11.8 100.0 14.1 30.6 10.6 9.4 25.9 9.4

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 22 29 11 10 8 - 80 24 39 - 8 8 1
×満34歳以下 100.0 27.5 36.3 13.8 12.5 10.0 - 100.0 30.0 48.8 - 10.0 10.0 1.3

男性 90 20 25 16 8 17 4 90 27 37 7 9 7 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 22.2 27.8 17.8 8.9 18.9 4.4 100.0 30.0 41.1 7.8 10.0 7.8 3.3

男性 96 28 21 20 9 14 4 96 20 27 10 12 23 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 29.2 21.9 20.8 9.4 14.6 4.2 100.0 20.8 28.1 10.4 12.5 24.0 4.2

男性 42 12 9 6 3 5 7 42 5 12 4 3 14 4
×満60歳以上 100.0 28.6 21.4 14.3 7.1 11.9 16.7 100.0 11.9 28.6 9.5 7.1 33.3 9.5

女性 100 41 32 14 3 9 1 100 24 34 10 10 21 1
×満34歳以下 100.0 41.0 32.0 14.0 3.0 9.0 1.0 100.0 24.0 34.0 10.0 10.0 21.0 1.0

女性 193 55 58 37 23 16 4 193 36 64 18 33 39 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 28.5 30.1 19.2 11.9 8.3 2.1 100.0 18.7 33.2 9.3 17.1 20.2 1.6

女性 400 101 105 87 56 43 8 400 52 99 46 102 92 9
×満45歳以上59歳以下 100.0 25.3 26.3 21.8 14.0 10.8 2.0 100.0 13.0 24.8 11.5 25.5 23.0 2.3

女性 43 11 10 5 7 7 3 43 7 14 5 5 8 4
×満60歳以上 100.0 25.6 23.3 11.6 16.3 16.3 7.0 100.0 16.3 32.6 11.6 11.6 18.6 9.3

問１：職種

管理的な仕事 19 12 3 1 1 2 - 19 9 3 3 1 3 -
100.0 63.2 15.8 5.3 5.3 10.5 - 100.0 47.4 15.8 15.8 5.3 15.8 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 21 15 5 6 5 3 55 13 14 5 7 15 1
100.0 38.2 27.3 9.1 10.9 9.1 5.5 100.0 23.6 25.5 9.1 12.7 27.3 1.8

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 12 11 9 2 6 1 41 9 19 3 3 7 -
100.0 29.3 26.8 22.0 4.9 14.6 2.4 100.0 22.0 46.3 7.3 7.3 17.1 -

専門的・技術的な仕事（その他） 85 28 22 11 7 15 2 85 21 29 11 8 14 2
100.0 32.9 25.9 12.9 8.2 17.6 2.4 100.0 24.7 34.1 12.9 9.4 16.5 2.4

事務の仕事 316 82 89 71 41 26 7 316 52 92 30 73 61 8
100.0 25.9 28.2 22.5 13.0 8.2 2.2 100.0 16.5 29.1 9.5 23.1 19.3 2.5

販売の仕事（営業を含む） 46 13 15 9 4 4 1 46 10 16 2 6 10 2
100.0 28.3 32.6 19.6 8.7 8.7 2.2 100.0 21.7 34.8 4.3 13.0 21.7 4.3

サービスの仕事（介護関係） 101 24 33 16 10 15 3 101 22 32 10 11 24 2
100.0 23.8 32.7 15.8 9.9 14.9 3.0 100.0 21.8 31.7 9.9 10.9 23.8 2.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 4 9 6 6 6 2 33 4 13 2 9 4 1
100.0 12.1 27.3 18.2 18.2 18.2 6.1 100.0 12.1 39.4 6.1 27.3 12.1 3.0

サービスの仕事（その他） 38 13 5 8 5 6 1 38 5 12 4 8 8 1
100.0 34.2 13.2 21.1 13.2 15.8 2.6 100.0 13.2 31.6 10.5 21.1 21.1 2.6

警備・保安の仕事 9 3 1 2 - 1 2 9 - 4 - - 3 2
100.0 33.3 11.1 22.2 - 11.1 22.2 100.0 - 44.4 - - 33.3 22.2

製造・生産工程の仕事 158 39 44 35 22 14 4 158 29 53 11 30 33 2
100.0 24.7 27.8 22.2 13.9 8.9 2.5 100.0 18.4 33.5 7.0 19.0 20.9 1.3

輸送・運転の仕事 19 4 6 4 2 3 - 19 2 3 4 3 7 -
100.0 21.1 31.6 21.1 10.5 15.8 - 100.0 10.5 15.8 21.1 15.8 36.8 -

建設・採掘の仕事 19 10 6 1 1 - 1 19 3 13 - - 2 1
100.0 52.6 31.6 5.3 5.3 - 5.3 100.0 15.8 68.4 - - 10.5 5.3

清掃など労務の仕事 23 6 8 6 2 1 - 23 4 7 1 6 4 1
100.0 26.1 34.8 26.1 8.7 4.3 - 100.0 17.4 30.4 4.3 26.1 17.4 4.3

その他 3 1 1 - 1 - - 3 - - 2 - 1 -
100.0 33.3 33.3 - 33.3 - - 100.0 - - 66.7 - 33.3 -

専門的・技術的な仕事（計） 181 61 48 25 15 26 6 181 43 62 19 18 36 3
100.0 33.7 26.5 13.8 8.3 14.4 3.3 100.0 23.8 34.3 10.5 9.9 19.9 1.7

サービスの仕事（計） 172 41 47 30 21 27 6 172 31 57 16 28 36 4
100.0 23.8 27.3 17.4 12.2 15.7 3.5 100.0 18.0 33.1 9.3 16.3 20.9 2.3

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 11 27 28 27 10 2 105 15 25 6 36 21 2
100.0 10.5 25.7 26.7 25.7 9.5 1.9 100.0 14.3 23.8 5.7 34.3 20.0 1.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 301 299 199 123 121 33 1,076 202 340 103 185 215 31
100.0 28.0 27.8 18.5 11.4 11.2 3.1 100.0 18.8 31.6 9.6 17.2 20.0 2.9

問８：「いいえ」（有期契約労働計） - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 42 30 17 8 16 10 123 31 42 10 4 27 9
100.0 34.1 24.4 13.8 6.5 13.0 8.1 100.0 25.2 34.1 8.1 3.3 22.0 7.3

2013年4月1日以降（計） 931 255 261 178 113 102 22 931 168 289 90 179 184 21
100.0 27.4 28.0 19.1 12.1 11.0 2.4 100.0 18.0 31.0 9.7 19.2 19.8 2.3

参考計（労使のマッチング集計） 959 270 265 172 114 107 31 959 187 307 91 165 180 29
100.0 28.2 27.6 17.9 11.9 11.2 3.2 100.0 19.5 32.0 9.5 17.2 18.8 3.0

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 92 47 16 6 26 11 198 54 76 13 7 36 12
100.0 46.5 23.7 8.1 3.0 13.1 5.6 100.0 27.3 38.4 6.6 3.5 18.2 6.1

30～49人 121 36 38 16 11 17 3 121 27 37 9 24 20 4
100.0 29.8 31.4 13.2 9.1 14.0 2.5 100.0 22.3 30.6 7.4 19.8 16.5 3.3

50～99人 120 41 32 19 10 14 4 120 33 52 6 10 17 2
100.0 34.2 26.7 15.8 8.3 11.7 3.3 100.0 27.5 43.3 5.0 8.3 14.2 1.7

100～299人 191 41 51 44 30 19 6 191 23 57 22 45 41 3
100.0 21.5 26.7 23.0 15.7 9.9 3.1 100.0 12.0 29.8 11.5 23.6 21.5 1.6

300～499人 128 25 35 30 20 14 4 128 22 31 14 32 24 5
100.0 19.5 27.3 23.4 15.6 10.9 3.1 100.0 17.2 24.2 10.9 25.0 18.8 3.9

500～999人 109 20 36 24 17 11 1 109 18 24 14 19 33 1
100.0 18.3 33.0 22.0 15.6 10.1 0.9 100.0 16.5 22.0 12.8 17.4 30.3 0.9

1,000人以上 92 15 26 23 20 6 2 92 10 30 13 28 9 2
100.0 16.3 28.3 25.0 21.7 6.5 2.2 100.0 10.9 32.6 14.1 30.4 9.8 2.2

300人以上（計） 329 60 97 77 57 31 7 329 50 85 41 79 66 8
100.0 18.2 29.5 23.4 17.3 9.4 2.1 100.0 15.2 25.8 12.5 24.0 20.1 2.4

問１６付問⑥：有期労働契約当時の賃金や労働条件に、
納得していましたか（１つに〇）。

問１７：無期転換後、あなたの心境に
次のような変化はありましたか
（それぞれ１つに〇）。

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－263－

無
期
転
換
者
計

当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

当
て
は
ま
ら
な
い

当
て
は
ま
ら
な
い

何
と
も
言
え
な
い

 
無
回
答

無
期
転
換
者
計

当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

当
て
は
ま
ら
な
い

当
て
は
ま
ら
な
い

何
と
も
言
え
な
い

 
無
回
答

無
期
転
換
者
計

当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

当
て
は
ま
る

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

当
て
は
ま
ら
な
い

当
て
は
ま
ら
な
い

何
と
も
言
え
な
い

 
無
回
答

全体計 1,076 137 290 150 253 212 34 1,076 152 317 136 196 238 37 1,076 231 355 118 146 191 35
100.0 12.7 27.0 13.9 23.5 19.7 3.2 100.0 14.1 29.5 12.6 18.2 22.1 3.4 100.0 21.5 33.0 11.0 13.6 17.8 3.3

問22：性別

男性 320 49 109 45 45 58 14 320 60 118 34 34 60 14 320 79 111 37 30 52 11
100.0 15.3 34.1 14.1 14.1 18.1 4.4 100.0 18.8 36.9 10.6 10.6 18.8 4.4 100.0 24.7 34.7 11.6 9.4 16.3 3.4

女性 750 88 179 102 207 154 20 750 91 197 100 161 178 23 750 151 241 79 116 139 24
100.0 11.7 23.9 13.6 27.6 20.5 2.7 100.0 12.1 26.3 13.3 21.5 23.7 3.1 100.0 20.1 32.1 10.5 15.5 18.5 3.2

問22：年齢層

満29歳以下 88 15 33 10 8 20 2 88 15 36 12 5 19 1 88 22 36 11 4 15 -
100.0 17.0 37.5 11.4 9.1 22.7 2.3 100.0 17.0 40.9 13.6 5.7 21.6 1.1 100.0 25.0 40.9 12.5 4.5 17.0 -

満30歳台 220 49 74 32 33 30 2 220 52 77 25 29 35 2 220 64 84 21 20 28 3
100.0 22.3 33.6 14.5 15.0 13.6 0.9 100.0 23.6 35.0 11.4 13.2 15.9 0.9 100.0 29.1 38.2 9.5 9.1 12.7 1.4

満40歳台 358 39 97 45 99 67 11 358 42 108 50 76 71 11 358 83 103 41 56 63 12
100.0 10.9 27.1 12.6 27.7 18.7 3.1 100.0 11.7 30.2 14.0 21.2 19.8 3.1 100.0 23.2 28.8 11.5 15.6 17.6 3.4

満50歳台 294 21 53 45 93 73 9 294 24 61 35 74 87 13 294 35 97 32 56 64 10
100.0 7.1 18.0 15.3 31.6 24.8 3.1 100.0 8.2 20.7 11.9 25.2 29.6 4.4 100.0 11.9 33.0 10.9 19.0 21.8 3.4

満60歳以上 85 8 20 14 15 20 8 85 11 23 10 9 24 8 85 16 24 8 9 19 9
100.0 9.4 23.5 16.5 17.6 23.5 9.4 100.0 12.9 27.1 11.8 10.6 28.2 9.4 100.0 18.8 28.2 9.4 10.6 22.4 10.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 12 33 10 11 13 1 80 14 39 7 7 11 2 80 23 36 8 6 7 -
×満34歳以下 100.0 15.0 41.3 12.5 13.8 16.3 1.3 100.0 17.5 48.8 8.8 8.8 13.8 2.5 100.0 28.8 45.0 10.0 7.5 8.8 -

男性 90 16 34 15 10 12 3 90 19 38 10 12 8 3 90 28 32 8 9 10 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 17.8 37.8 16.7 11.1 13.3 3.3 100.0 21.1 42.2 11.1 13.3 8.9 3.3 100.0 31.1 35.6 8.9 10.0 11.1 3.3

男性 96 15 25 15 16 20 5 96 17 27 12 12 24 4 96 18 26 15 9 24 4
×満45歳以上59歳以下 100.0 15.6 26.0 15.6 16.7 20.8 5.2 100.0 17.7 28.1 12.5 12.5 25.0 4.2 100.0 18.8 27.1 15.6 9.4 25.0 4.2

男性 42 4 9 5 7 13 4 42 6 9 4 2 17 4 42 6 12 5 5 10 4
×満60歳以上 100.0 9.5 21.4 11.9 16.7 31.0 9.5 100.0 14.3 21.4 9.5 4.8 40.5 9.5 100.0 14.3 28.6 11.9 11.9 23.8 9.5

女性 100 23 33 12 13 18 1 100 19 29 17 10 25 - 100 25 36 10 8 20 1
×満34歳以下 100.0 23.0 33.0 12.0 13.0 18.0 1.0 100.0 19.0 29.0 17.0 10.0 25.0 - 100.0 25.0 36.0 10.0 8.0 20.0 1.0

女性 193 24 50 26 49 40 4 193 28 55 26 38 43 3 193 39 67 23 26 34 4
×満35歳以上44歳以下 100.0 12.4 25.9 13.5 25.4 20.7 2.1 100.0 14.5 28.5 13.5 19.7 22.3 1.6 100.0 20.2 34.7 11.9 13.5 17.6 2.1

女性 400 34 82 53 134 87 10 400 36 94 49 105 101 15 400 71 123 40 78 75 13
×満45歳以上59歳以下 100.0 8.5 20.5 13.3 33.5 21.8 2.5 100.0 9.0 23.5 12.3 26.3 25.3 3.8 100.0 17.8 30.8 10.0 19.5 18.8 3.3

女性 43 4 11 9 8 7 4 43 5 14 6 7 7 4 43 10 12 3 4 9 5
×満60歳以上 100.0 9.3 25.6 20.9 18.6 16.3 9.3 100.0 11.6 32.6 14.0 16.3 16.3 9.3 100.0 23.3 27.9 7.0 9.3 20.9 11.6

問１：職種

管理的な仕事 19 8 2 2 3 4 - 19 8 3 1 3 4 - 19 5 3 2 3 6 -
100.0 42.1 10.5 10.5 15.8 21.1 - 100.0 42.1 15.8 5.3 15.8 21.1 - 100.0 26.3 15.8 10.5 15.8 31.6 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 7 14 7 10 16 1 55 10 14 8 9 12 2 55 13 16 7 6 12 1
100.0 12.7 25.5 12.7 18.2 29.1 1.8 100.0 18.2 25.5 14.5 16.4 21.8 3.6 100.0 23.6 29.1 12.7 10.9 21.8 1.8

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 7 10 7 10 7 - 41 6 17 5 4 8 1 41 8 19 2 7 5 -
100.0 17.1 24.4 17.1 24.4 17.1 - 100.0 14.6 41.5 12.2 9.8 19.5 2.4 100.0 19.5 46.3 4.9 17.1 12.2 -

専門的・技術的な仕事（その他） 85 15 26 14 13 14 3 85 16 32 10 11 14 2 85 23 33 6 7 13 3
100.0 17.6 30.6 16.5 15.3 16.5 3.5 100.0 18.8 37.6 11.8 12.9 16.5 2.4 100.0 27.1 38.8 7.1 8.2 15.3 3.5

事務の仕事 316 40 76 45 87 59 9 316 42 83 44 74 64 9 316 74 91 43 46 54 8
100.0 12.7 24.1 14.2 27.5 18.7 2.8 100.0 13.3 26.3 13.9 23.4 20.3 2.8 100.0 23.4 28.8 13.6 14.6 17.1 2.5

販売の仕事（営業を含む） 46 3 16 8 8 9 2 46 8 15 5 4 11 3 46 16 13 8 2 6 1
100.0 6.5 34.8 17.4 17.4 19.6 4.3 100.0 17.4 32.6 10.9 8.7 23.9 6.5 100.0 34.8 28.3 17.4 4.3 13.0 2.2

サービスの仕事（介護関係） 101 14 35 8 21 21 2 101 14 35 9 13 28 2 101 19 35 12 11 21 3
100.0 13.9 34.7 7.9 20.8 20.8 2.0 100.0 13.9 34.7 8.9 12.9 27.7 2.0 100.0 18.8 34.7 11.9 10.9 20.8 3.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 3 9 4 11 5 1 33 2 15 4 8 3 1 33 3 14 4 7 3 2
100.0 9.1 27.3 12.1 33.3 15.2 3.0 100.0 6.1 45.5 12.1 24.2 9.1 3.0 100.0 9.1 42.4 12.1 21.2 9.1 6.1

サービスの仕事（その他） 38 4 11 4 12 6 1 38 4 12 3 7 11 1 38 7 11 4 8 7 1
100.0 10.5 28.9 10.5 31.6 15.8 2.6 100.0 10.5 31.6 7.9 18.4 28.9 2.6 100.0 18.4 28.9 10.5 21.1 18.4 2.6

警備・保安の仕事 9 1 2 - 1 3 2 9 1 1 - - 5 2 9 - 5 1 - 1 2
100.0 11.1 22.2 - 11.1 33.3 22.2 100.0 11.1 11.1 - - 55.6 22.2 100.0 - 55.6 11.1 - 11.1 22.2

製造・生産工程の仕事 158 20 48 17 36 34 3 158 23 45 17 29 39 5 158 29 59 10 23 32 5
100.0 12.7 30.4 10.8 22.8 21.5 1.9 100.0 14.6 28.5 10.8 18.4 24.7 3.2 100.0 18.4 37.3 6.3 14.6 20.3 3.2

輸送・運転の仕事 19 1 3 3 5 7 - 19 1 4 3 4 7 - 19 2 2 4 2 9 -
100.0 5.3 15.8 15.8 26.3 36.8 - 100.0 5.3 21.1 15.8 21.1 36.8 - 100.0 10.5 10.5 21.1 10.5 47.4 -

建設・採掘の仕事 19 3 9 2 1 3 1 19 2 10 1 - 5 1 19 4 11 1 - 2 1
100.0 15.8 47.4 10.5 5.3 15.8 5.3 100.0 10.5 52.6 5.3 - 26.3 5.3 100.0 21.1 57.9 5.3 - 10.5 5.3

清掃など労務の仕事 23 - 6 6 6 4 1 23 1 9 2 6 5 - 23 3 11 1 4 4 -
100.0 - 26.1 26.1 26.1 17.4 4.3 100.0 4.3 39.1 8.7 26.1 21.7 - 100.0 13.0 47.8 4.3 17.4 17.4 -

その他 3 - 2 - 1 - - 3 - - 2 - 1 - 3 - 1 2 - - -
100.0 - 66.7 - 33.3 - - 100.0 - - 66.7 - 33.3 - 100.0 - 33.3 66.7 - - -

専門的・技術的な仕事（計） 181 29 50 28 33 37 4 181 32 63 23 24 34 5 181 44 68 15 20 30 4
100.0 16.0 27.6 15.5 18.2 20.4 2.2 100.0 17.7 34.8 12.7 13.3 18.8 2.8 100.0 24.3 37.6 8.3 11.0 16.6 2.2

サービスの仕事（計） 172 21 55 16 44 32 4 172 20 62 16 28 42 4 172 29 60 20 26 31 6
100.0 12.2 32.0 9.3 25.6 18.6 2.3 100.0 11.6 36.0 9.3 16.3 24.4 2.3 100.0 16.9 34.9 11.6 15.1 18.0 3.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 16 17 12 44 14 2 105 15 21 14 34 18 3 105 25 31 12 24 11 2
100.0 15.2 16.2 11.4 41.9 13.3 1.9 100.0 14.3 20.0 13.3 32.4 17.1 2.9 100.0 23.8 29.5 11.4 22.9 10.5 1.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 137 290 150 253 212 34 1,076 152 317 136 196 238 37 1,076 231 355 118 146 191 35
100.0 12.7 27.0 13.9 23.5 19.7 3.2 100.0 14.1 29.5 12.6 18.2 22.1 3.4 100.0 21.5 33.0 11.0 13.6 17.8 3.3

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 28 35 13 10 28 9 123 25 38 14 6 29 11 123 30 34 11 7 32 9
100.0 22.8 28.5 10.6 8.1 22.8 7.3 100.0 20.3 30.9 11.4 4.9 23.6 8.9 100.0 24.4 27.6 8.9 5.7 26.0 7.3

2013年4月1日以降（計） 931 106 249 133 241 178 24 931 124 270 120 189 204 24 931 197 311 104 139 157 23
100.0 11.4 26.7 14.3 25.9 19.1 2.6 100.0 13.3 29.0 12.9 20.3 21.9 2.6 100.0 21.2 33.4 11.2 14.9 16.9 2.5

参考計（労使のマッチング集計） 959 128 255 139 223 182 32 959 138 293 121 174 202 31 959 206 325 110 125 163 30
100.0 13.3 26.6 14.5 23.3 19.0 3.3 100.0 14.4 30.6 12.6 18.1 21.1 3.2 100.0 21.5 33.9 11.5 13.0 17.0 3.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 39 63 29 15 39 13 198 38 79 17 8 45 11 198 55 60 21 9 40 13
100.0 19.7 31.8 14.6 7.6 19.7 6.6 100.0 19.2 39.9 8.6 4.0 22.7 5.6 100.0 27.8 30.3 10.6 4.5 20.2 6.6

30～49人 121 18 28 16 28 27 4 121 21 37 11 24 24 4 121 26 38 15 20 17 5
100.0 14.9 23.1 13.2 23.1 22.3 3.3 100.0 17.4 30.6 9.1 19.8 19.8 3.3 100.0 21.5 31.4 12.4 16.5 14.0 4.1

50～99人 120 23 43 17 17 18 2 120 23 50 9 12 22 4 120 29 51 12 9 17 2
100.0 19.2 35.8 14.2 14.2 15.0 1.7 100.0 19.2 41.7 7.5 10.0 18.3 3.3 100.0 24.2 42.5 10.0 7.5 14.2 1.7

100～299人 191 15 48 31 59 34 4 191 13 51 31 50 42 4 191 26 75 18 37 30 5
100.0 7.9 25.1 16.2 30.9 17.8 2.1 100.0 6.8 26.7 16.2 26.2 22.0 2.1 100.0 13.6 39.3 9.4 19.4 15.7 2.6

300～499人 128 16 28 18 39 21 6 128 23 27 19 29 25 5 128 32 34 14 21 23 4
100.0 12.5 21.9 14.1 30.5 16.4 4.7 100.0 18.0 21.1 14.8 22.7 19.5 3.9 100.0 25.0 26.6 10.9 16.4 18.0 3.1

500～999人 109 12 24 11 32 29 1 109 14 22 15 25 32 1 109 24 33 16 14 21 1
100.0 11.0 22.0 10.1 29.4 26.6 0.9 100.0 12.8 20.2 13.8 22.9 29.4 0.9 100.0 22.0 30.3 14.7 12.8 19.3 0.9

1,000人以上 92 5 21 17 33 14 2 92 6 27 19 26 12 2 92 14 34 14 15 15 -
100.0 5.4 22.8 18.5 35.9 15.2 2.2 100.0 6.5 29.3 20.7 28.3 13.0 2.2 100.0 15.2 37.0 15.2 16.3 16.3 -

300人以上（計） 329 33 73 46 104 64 9 329 43 76 53 80 69 8 329 70 101 44 50 59 5
100.0 10.0 22.2 14.0 31.6 19.5 2.7 100.0 13.1 23.1 16.1 24.3 21.0 2.4 100.0 21.3 30.7 13.4 15.2 17.9 1.5

【賃金・労働条件に対する
  満足感が高まった】

【会社への帰属・貢献意識が
　高まった】

問１７：無期転換後、あなたの心境に次のような変化はありましたか（それぞれ１つに〇）。

【雇用不安が減り、定着を
考えるようになった】

調査シリーズNo.202
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【有給休暇が取りやすくなった】
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全体計 1,076 109 208 176 307 229 47 1,076 95 208 213 288 233 39 1,076 123 280 171 236 226 40
100.0 10.1 19.3 16.4 28.5 21.3 4.4 100.0 8.8 19.3 19.8 26.8 21.7 3.6 100.0 11.4 26.0 15.9 21.9 21.0 3.7

問22：性別

男性 320 40 70 57 67 69 17 320 33 74 74 51 73 15 320 45 108 47 46 59 15
100.0 12.5 21.9 17.8 20.9 21.6 5.3 100.0 10.3 23.1 23.1 15.9 22.8 4.7 100.0 14.1 33.8 14.7 14.4 18.4 4.7

女性 750 69 136 117 238 160 30 750 62 132 137 235 160 24 750 78 169 122 189 167 25
100.0 9.2 18.1 15.6 31.7 21.3 4.0 100.0 8.3 17.6 18.3 31.3 21.3 3.2 100.0 10.4 22.5 16.3 25.2 22.3 3.3

問22：年齢層

満29歳以下 88 17 22 12 12 21 4 88 11 23 19 13 21 1 88 18 31 11 7 20 1
100.0 19.3 25.0 13.6 13.6 23.9 4.5 100.0 12.5 26.1 21.6 14.8 23.9 1.1 100.0 20.5 35.2 12.5 8.0 22.7 1.1

満30歳台 220 25 59 44 59 29 4 220 32 43 53 41 46 5 220 43 76 38 28 31 4
100.0 11.4 26.8 20.0 26.8 13.2 1.8 100.0 14.5 19.5 24.1 18.6 20.9 2.3 100.0 19.5 34.5 17.3 12.7 14.1 1.8

満40歳台 358 35 55 69 111 74 14 358 31 73 73 100 69 12 358 39 87 59 87 74 12
100.0 9.8 15.4 19.3 31.0 20.7 3.9 100.0 8.7 20.4 20.4 27.9 19.3 3.4 100.0 10.9 24.3 16.5 24.3 20.7 3.4

満50歳台 294 17 45 36 102 80 14 294 12 43 48 104 76 11 294 14 54 45 92 76 13
100.0 5.8 15.3 12.2 34.7 27.2 4.8 100.0 4.1 14.6 16.3 35.4 25.9 3.7 100.0 4.8 18.4 15.3 31.3 25.9 4.4

満60歳以上 85 9 17 11 16 23 9 85 5 15 14 23 20 8 85 6 19 12 18 22 8
100.0 10.6 20.0 12.9 18.8 27.1 10.6 100.0 5.9 17.6 16.5 27.1 23.5 9.4 100.0 7.1 22.4 14.1 21.2 25.9 9.4

問22：性別×問22：年齢層

男性 80 12 20 11 18 15 4 80 12 23 16 10 17 2 80 13 38 6 8 13 2
×満34歳以下 100.0 15.0 25.0 13.8 22.5 18.8 5.0 100.0 15.0 28.8 20.0 12.5 21.3 2.5 100.0 16.3 47.5 7.5 10.0 16.3 2.5

男性 90 6 29 24 18 10 3 90 8 25 25 11 18 3 90 15 34 15 12 11 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 6.7 32.2 26.7 20.0 11.1 3.3 100.0 8.9 27.8 27.8 12.2 20.0 3.3 100.0 16.7 37.8 16.7 13.3 12.2 3.3

男性 96 11 8 19 23 30 5 96 8 14 23 21 25 5 96 12 20 20 18 21 5
×満45歳以上59歳以下 100.0 11.5 8.3 19.8 24.0 31.3 5.2 100.0 8.3 14.6 24.0 21.9 26.0 5.2 100.0 12.5 20.8 20.8 18.8 21.9 5.2

男性 42 8 9 2 6 13 4 42 3 6 8 8 13 4 42 3 11 5 7 12 4
×満60歳以上 100.0 19.0 21.4 4.8 14.3 31.0 9.5 100.0 7.1 14.3 19.0 19.0 31.0 9.5 100.0 7.1 26.2 11.9 16.7 28.6 9.5

女性 100 20 27 17 17 18 1 100 14 19 23 23 20 1 100 23 28 19 11 19 -
×満34歳以下 100.0 20.0 27.0 17.0 17.0 18.0 1.0 100.0 14.0 19.0 23.0 23.0 20.0 1.0 100.0 23.0 28.0 19.0 11.0 19.0 -

女性 193 18 35 32 61 42 5 193 19 33 39 49 48 5 193 24 52 34 38 40 5
×満35歳以上44歳以下 100.0 9.3 18.1 16.6 31.6 21.8 2.6 100.0 9.8 17.1 20.2 25.4 24.9 2.6 100.0 12.4 26.9 17.6 19.7 20.7 2.6

女性 400 27 62 57 147 89 18 400 25 68 66 144 84 13 400 27 76 58 127 97 15
×満45歳以上59歳以下 100.0 6.8 15.5 14.3 36.8 22.3 4.5 100.0 6.3 17.0 16.5 36.0 21.0 3.3 100.0 6.8 19.0 14.5 31.8 24.3 3.8

女性 43 1 8 9 10 10 5 43 2 9 6 15 7 4 43 3 8 7 11 10 4
×満60歳以上 100.0 2.3 18.6 20.9 23.3 23.3 11.6 100.0 4.7 20.9 14.0 34.9 16.3 9.3 100.0 7.0 18.6 16.3 25.6 23.3 9.3

問１：職種

管理的な仕事 19 1 3 2 4 9 - 19 3 - 4 7 5 - 19 2 2 4 6 5 -
100.0 5.3 15.8 10.5 21.1 47.4 - 100.0 15.8 - 21.1 36.8 26.3 - 100.0 10.5 10.5 21.1 31.6 26.3 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 55 6 11 8 17 12 1 55 3 8 12 20 11 1 55 10 10 9 11 13 2
100.0 10.9 20.0 14.5 30.9 21.8 1.8 100.0 5.5 14.5 21.8 36.4 20.0 1.8 100.0 18.2 18.2 16.4 20.0 23.6 3.6

専門的・技術的な仕事（教育関係） 41 5 5 6 16 7 2 41 3 6 15 10 7 - 41 8 14 6 7 6 -
100.0 12.2 12.2 14.6 39.0 17.1 4.9 100.0 7.3 14.6 36.6 24.4 17.1 - 100.0 19.5 34.1 14.6 17.1 14.6 -

専門的・技術的な仕事（その他） 85 18 20 13 19 13 2 85 13 19 21 16 13 3 85 16 30 12 9 14 4
100.0 21.2 23.5 15.3 22.4 15.3 2.4 100.0 15.3 22.4 24.7 18.8 15.3 3.5 100.0 18.8 35.3 14.1 10.6 16.5 4.7

事務の仕事 316 29 40 60 107 68 12 316 27 55 53 98 71 12 316 27 83 52 80 64 10
100.0 9.2 12.7 19.0 33.9 21.5 3.8 100.0 8.5 17.4 16.8 31.0 22.5 3.8 100.0 8.5 26.3 16.5 25.3 20.3 3.2

販売の仕事（営業を含む） 46 6 8 7 13 9 3 46 6 7 11 13 7 2 46 5 13 8 10 8 2
100.0 13.0 17.4 15.2 28.3 19.6 6.5 100.0 13.0 15.2 23.9 28.3 15.2 4.3 100.0 10.9 28.3 17.4 21.7 17.4 4.3

サービスの仕事（介護関係） 101 10 28 16 20 25 2 101 10 27 14 22 26 2 101 14 30 11 17 27 2
100.0 9.9 27.7 15.8 19.8 24.8 2.0 100.0 9.9 26.7 13.9 21.8 25.7 2.0 100.0 13.9 29.7 10.9 16.8 26.7 2.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 33 2 8 5 11 5 2 33 2 9 8 10 3 1 33 2 8 10 8 4 1
100.0 6.1 24.2 15.2 33.3 15.2 6.1 100.0 6.1 27.3 24.2 30.3 9.1 3.0 100.0 6.1 24.2 30.3 24.2 12.1 3.0

サービスの仕事（その他） 38 - 10 7 15 5 1 38 - 9 8 14 6 1 38 6 8 4 12 7 1
100.0 - 26.3 18.4 39.5 13.2 2.6 100.0 - 23.7 21.1 36.8 15.8 2.6 100.0 15.8 21.1 10.5 31.6 18.4 2.6

警備・保安の仕事 9 1 2 1 1 2 2 9 1 - 1 1 4 2 9 - 2 - 1 4 2
100.0 11.1 22.2 11.1 11.1 22.2 22.2 100.0 11.1 - 11.1 11.1 44.4 22.2 100.0 - 22.2 - 11.1 44.4 22.2

製造・生産工程の仕事 158 11 40 25 38 37 7 158 12 34 28 37 43 4 158 15 45 17 40 37 4
100.0 7.0 25.3 15.8 24.1 23.4 4.4 100.0 7.6 21.5 17.7 23.4 27.2 2.5 100.0 9.5 28.5 10.8 25.3 23.4 2.5

輸送・運転の仕事 19 1 3 4 5 6 - 19 2 2 6 3 6 - 19 2 3 4 5 5 -
100.0 5.3 15.8 21.1 26.3 31.6 - 100.0 10.5 10.5 31.6 15.8 31.6 - 100.0 10.5 15.8 21.1 26.3 26.3 -

建設・採掘の仕事 19 2 6 4 - 6 1 19 2 7 3 2 4 1 19 1 11 2 - 4 1
100.0 10.5 31.6 21.1 - 31.6 5.3 100.0 10.5 36.8 15.8 10.5 21.1 5.3 100.0 5.3 57.9 10.5 - 21.1 5.3

清掃など労務の仕事 23 1 8 2 7 4 1 23 - 6 6 5 5 1 23 1 2 7 6 6 1
100.0 4.3 34.8 8.7 30.4 17.4 4.3 100.0 - 26.1 26.1 21.7 21.7 4.3 100.0 4.3 8.7 30.4 26.1 26.1 4.3

その他 3 1 1 - 1 - - 3 - - 2 - 1 - 3 1 - 2 - - -
100.0 33.3 33.3 - 33.3 - - 100.0 - - 66.7 - 33.3 - 100.0 33.3 - 66.7 - - -

専門的・技術的な仕事（計） 181 29 36 27 52 32 5 181 19 33 48 46 31 4 181 34 54 27 27 33 6
100.0 16.0 19.9 14.9 28.7 17.7 2.8 100.0 10.5 18.2 26.5 25.4 17.1 2.2 100.0 18.8 29.8 14.9 14.9 18.2 3.3

サービスの仕事（計） 172 12 46 28 46 35 5 172 12 45 30 46 35 4 172 22 46 25 37 38 4
100.0 7.0 26.7 16.3 26.7 20.3 2.9 100.0 7.0 26.2 17.4 26.7 20.3 2.3 100.0 12.8 26.7 14.5 21.5 22.1 2.3

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 105 15 11 9 53 13 4 105 14 12 13 48 15 3 105 11 22 15 42 10 5
100.0 14.3 10.5 8.6 50.5 12.4 3.8 100.0 13.3 11.4 12.4 45.7 14.3 2.9 100.0 10.5 21.0 14.3 40.0 9.5 4.8

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 109 208 176 307 229 47 1,076 95 208 213 288 233 39 1,076 123 280 171 236 226 40
100.0 10.1 19.3 16.4 28.5 21.3 4.4 100.0 8.8 19.3 19.8 26.8 21.7 3.6 100.0 11.4 26.0 15.9 21.9 21.0 3.7

問８：「いいえ」（有期契約労働者） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 17 30 17 17 31 11 123 16 27 26 13 31 10 123 20 36 21 12 24 10
100.0 13.8 24.4 13.8 13.8 25.2 8.9 100.0 13.0 22.0 21.1 10.6 25.2 8.1 100.0 16.3 29.3 17.1 9.8 19.5 8.1

2013年4月1日以降（計） 931 87 172 155 288 195 34 931 77 173 184 271 199 27 931 101 241 144 223 195 27
100.0 9.3 18.5 16.6 30.9 20.9 3.7 100.0 8.3 18.6 19.8 29.1 21.4 2.9 100.0 10.8 25.9 15.5 24.0 20.9 2.9

参考計（労使のマッチング集計） 959 101 185 167 265 200 41 959 85 192 189 252 207 34 959 108 258 160 204 194 35
100.0 10.5 19.3 17.4 27.6 20.9 4.3 100.0 8.9 20.0 19.7 26.3 21.6 3.5 100.0 11.3 26.9 16.7 21.3 20.2 3.6

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 198 30 47 29 26 48 18 198 22 50 36 32 43 15 198 32 66 24 17 44 15
100.0 15.2 23.7 14.6 13.1 24.2 9.1 100.0 11.1 25.3 18.2 16.2 21.7 7.6 100.0 16.2 33.3 12.1 8.6 22.2 7.6

30～49人 121 19 19 13 42 24 4 121 13 21 14 40 29 4 121 15 30 15 31 26 4
100.0 15.7 15.7 10.7 34.7 19.8 3.3 100.0 10.7 17.4 11.6 33.1 24.0 3.3 100.0 12.4 24.8 12.4 25.6 21.5 3.3

50～99人 120 13 36 23 22 23 3 120 17 26 25 23 26 3 120 15 44 14 20 25 2
100.0 10.8 30.0 19.2 18.3 19.2 2.5 100.0 14.2 21.7 20.8 19.2 21.7 2.5 100.0 12.5 36.7 11.7 16.7 20.8 1.7

100～299人 191 12 32 35 69 39 4 191 10 42 36 54 45 4 191 18 41 42 47 38 5
100.0 6.3 16.8 18.3 36.1 20.4 2.1 100.0 5.2 22.0 18.8 28.3 23.6 2.1 100.0 9.4 21.5 22.0 24.6 19.9 2.6

300～499人 128 15 17 26 44 21 5 128 11 21 28 40 22 6 128 15 27 23 34 23 6
100.0 11.7 13.3 20.3 34.4 16.4 3.9 100.0 8.6 16.4 21.9 31.3 17.2 4.7 100.0 11.7 21.1 18.0 26.6 18.0 4.7

500～999人 109 7 21 17 36 26 2 109 6 15 24 36 27 1 109 8 26 17 30 27 1
100.0 6.4 19.3 15.6 33.0 23.9 1.8 100.0 5.5 13.8 22.0 33.0 24.8 0.9 100.0 7.3 23.9 15.6 27.5 24.8 0.9

1,000人以上 92 5 13 24 26 19 5 92 6 17 26 27 15 1 92 5 24 25 25 11 2
100.0 5.4 14.1 26.1 28.3 20.7 5.4 100.0 6.5 18.5 28.3 29.3 16.3 1.1 100.0 5.4 26.1 27.2 27.2 12.0 2.2

300人以上（計） 329 27 51 67 106 66 12 329 23 53 78 103 64 8 329 28 77 65 89 61 9
100.0 8.2 15.5 20.4 32.2 20.1 3.6 100.0 7.0 16.1 23.7 31.3 19.5 2.4 100.0 8.5 23.4 19.8 27.1 18.5 2.7

【不本意な雇用形態や賃金・労
働条件で働かされている

問１７：無期転換後、あなたの心境に次のような変化はありましたか（それぞれ１つに〇）。

【長期的なキャリア形成の
　見通しや、将来の生活設計
　が描けるようになった】
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全体計 4,215 86 27 38 29 37 389 153 202 31 101 403 2,575 563
100.0 2.0 0.6 0.9 0.7 0.9 9.2 3.6 4.8 0.7 2.4 9.6 61.1 13.4

問22：性別

男性 1,469 37 13 7 8 15 118 39 68 11 37 144 922 192
100.0 2.5 0.9 0.5 0.5 1.0 8.0 2.7 4.6 0.7 2.5 9.8 62.8 13.1

女性 2,677 49 14 31 21 22 270 114 134 20 63 259 1,634 323
100.0 1.8 0.5 1.2 0.8 0.8 10.1 4.3 5.0 0.7 2.4 9.7 61.0 12.1

問22：年齢層

満29歳以下 320 9 3 4 2 3 27 8 16 5 11 23 213 27
100.0 2.8 0.9 1.3 0.6 0.9 8.4 2.5 5.0 1.6 3.4 7.2 66.6 8.4

満30歳台 703 14 5 9 5 8 65 38 50 9 22 59 449 59
100.0 2.0 0.7 1.3 0.7 1.1 9.2 5.4 7.1 1.3 3.1 8.4 63.9 8.4

満40歳台 1,085 19 6 8 10 11 114 47 60 8 27 87 693 111
100.0 1.8 0.6 0.7 0.9 1.0 10.5 4.3 5.5 0.7 2.5 8.0 63.9 10.2

満50歳台 916 14 10 8 7 6 91 30 55 3 19 84 532 137
100.0 1.5 1.1 0.9 0.8 0.7 9.9 3.3 6.0 0.3 2.1 9.2 58.1 15.0

満60歳以上 1,020 27 3 9 5 7 79 27 18 6 20 139 614 160
100.0 2.6 0.3 0.9 0.5 0.7 7.7 2.6 1.8 0.6 2.0 13.6 60.2 15.7

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 8 3 1 1 3 24 5 15 4 8 17 152 20
×満34歳以下 100.0 3.4 1.3 0.4 0.4 1.3 10.3 2.1 6.4 1.7 3.4 7.3 65.0 8.5

男性 235 4 2 1 4 1 27 12 20 3 13 13 147 25
×満35歳以上44歳以下 100.0 1.7 0.9 0.4 1.7 0.4 11.5 5.1 8.5 1.3 5.5 5.5 62.6 10.6

男性 320 6 6 2 1 4 20 8 19 - 6 22 199 50
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.9 1.9 0.6 0.3 1.3 6.3 2.5 5.9 - 1.9 6.9 62.2 15.6

男性 642 17 2 3 2 6 43 12 13 4 10 87 401 91
×満60歳以上 100.0 2.6 0.3 0.5 0.3 0.9 6.7 1.9 2.0 0.6 1.6 13.6 62.5 14.2

女性 382 6 2 6 3 5 32 19 19 4 14 34 251 30
×満34歳以下 100.0 1.6 0.5 1.6 0.8 1.3 8.4 5.0 5.0 1.0 3.7 8.9 65.7 7.9

女性 692 14 3 8 6 7 67 30 43 9 13 61 441 65
×満35歳以上44歳以下 100.0 2.0 0.4 1.2 0.9 1.0 9.7 4.3 6.2 1.3 1.9 8.8 63.7 9.4

女性 1,160 18 8 11 9 8 127 49 65 5 25 106 696 144
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.6 0.7 0.9 0.8 0.7 10.9 4.2 5.6 0.4 2.2 9.1 60.0 12.4

女性 377 10 1 6 3 1 36 15 5 2 10 52 212 69
×満60歳以上 100.0 2.7 0.3 1.6 0.8 0.3 9.5 4.0 1.3 0.5 2.7 13.8 56.2 18.3

問１：職種

管理的な仕事 144 1 - - 1 1 8 9 4 1 3 14 90 23
100.0 0.7 - - 0.7 0.7 5.6 6.3 2.8 0.7 2.1 9.7 62.5 16.0

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 3 1 1 - 1 7 6 5 - 4 18 147 26
100.0 1.4 0.5 0.5 - 0.5 3.3 2.8 2.3 - 1.9 8.4 68.7 12.1

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 9 1 - - 3 14 3 6 3 6 14 116 17
100.0 5.1 0.6 - - 1.7 8.0 1.7 3.4 1.7 3.4 8.0 65.9 9.7

専門的・技術的な仕事（その他） 315 11 5 5 2 3 30 7 21 2 5 29 187 36
100.0 3.5 1.6 1.6 0.6 1.0 9.5 2.2 6.7 0.6 1.6 9.2 59.4 11.4

事務の仕事 1,244 26 11 17 12 16 101 55 62 12 27 121 801 116
100.0 2.1 0.9 1.4 1.0 1.3 8.1 4.4 5.0 1.0 2.2 9.7 64.4 9.3

販売の仕事（営業を含む） 191 1 - 2 2 1 13 10 4 1 5 17 128 22
100.0 0.5 - 1.0 1.0 0.5 6.8 5.2 2.1 0.5 2.6 8.9 67.0 11.5

サービスの仕事（介護関係） 369 3 1 - 1 - 57 19 28 3 14 42 203 48
100.0 0.8 0.3 - 0.3 - 15.4 5.1 7.6 0.8 3.8 11.4 55.0 13.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 2 - - 1 1 27 6 7 2 5 13 92 30
100.0 1.2 - - 0.6 0.6 16.2 3.6 4.2 1.2 3.0 7.8 55.1 18.0

サービスの仕事（その他） 174 3 - 2 - 1 21 7 13 1 4 22 102 25
100.0 1.7 - 1.1 - 0.6 12.1 4.0 7.5 0.6 2.3 12.6 58.6 14.4

警備・保安の仕事 29 - - - - - 3 - 1 - 1 4 18 4
100.0 - - - - - 10.3 - 3.4 - 3.4 13.8 62.1 13.8

製造・生産工程の仕事 417 12 6 3 4 7 51 14 24 5 14 33 235 64
100.0 2.9 1.4 0.7 1.0 1.7 12.2 3.4 5.8 1.2 3.4 7.9 56.4 15.3

輸送・運転の仕事 103 2 1 1 1 - 8 4 7 - 4 12 63 15
100.0 1.9 1.0 1.0 1.0 - 7.8 3.9 6.8 - 3.9 11.7 61.2 14.6

建設・採掘の仕事 76 1 - - 1 - 8 2 2 1 1 10 43 15
100.0 1.3 - - 1.3 - 10.5 2.6 2.6 1.3 1.3 13.2 56.6 19.7

清掃など労務の仕事 83 2 - 1 1 - 8 1 2 - - 10 51 12
100.0 2.4 - 1.2 1.2 - 9.6 1.2 2.4 - - 12.0 61.4 14.5

その他 20 - - - - - 2 - 1 - - - 14 4
100.0 - - - - - 10.0 - 5.0 - - - 70.0 20.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 23 7 6 2 7 51 16 32 5 15 61 450 79
100.0 3.3 1.0 0.9 0.3 1.0 7.2 2.3 4.5 0.7 2.1 8.7 63.8 11.2

サービスの仕事（計） 710 8 1 2 2 2 105 32 48 6 23 77 397 103
100.0 1.1 0.1 0.3 0.3 0.3 14.8 4.5 6.8 0.8 3.2 10.8 55.9 14.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 9 6 11 5 6 22 12 15 7 12 29 198 33
100.0 2.8 1.9 3.4 1.6 1.9 6.9 3.8 4.7 2.2 3.8 9.1 61.9 10.3

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 17 15 9 8 9 107 59 83 9 36 88 624 129
100.0 1.6 1.4 0.8 0.7 0.8 9.9 5.5 7.7 0.8 3.3 8.2 58.0 12.0

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 69 12 29 21 28 282 94 119 22 65 314 1,950 371
100.0 2.2 0.4 0.9 0.7 0.9 9.2 3.1 3.9 0.7 2.1 10.2 63.4 12.1

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 1 - - 1 1 11 14 7 1 6 7 73 15
100.0 0.8 - - 0.8 0.8 8.9 11.4 5.7 0.8 4.9 5.7 59.3 12.2

2013年4月1日以降（計） 931 16 15 9 7 8 92 43 74 8 30 80 540 110
100.0 1.7 1.6 1.0 0.8 0.9 9.9 4.6 7.9 0.9 3.2 8.6 58.0 11.8

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 72 25 33 26 34 357 141 187 24 89 365 2,353 508
100.0 1.9 0.7 0.9 0.7 0.9 9.3 3.7 4.9 0.6 2.3 9.5 61.2 13.2

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 11 1 3 5 5 75 15 31 1 28 70 634 165
100.0 1.1 0.1 0.3 0.5 0.5 7.6 1.5 3.2 0.1 2.9 7.1 64.6 16.8

30～49人 539 7 3 4 2 4 58 20 25 2 9 62 326 69
100.0 1.3 0.6 0.7 0.4 0.7 10.8 3.7 4.6 0.4 1.7 11.5 60.5 12.8

50～99人 521 9 2 3 2 6 39 19 25 3 12 49 317 70
100.0 1.7 0.4 0.6 0.4 1.2 7.5 3.6 4.8 0.6 2.3 9.4 60.8 13.4

100～299人 775 12 4 6 4 5 88 32 55 6 20 89 449 96
100.0 1.5 0.5 0.8 0.5 0.6 11.4 4.1 7.1 0.8 2.6 11.5 57.9 12.4

300～499人 458 18 8 10 8 8 40 24 25 10 9 39 264 57
100.0 3.9 1.7 2.2 1.7 1.7 8.7 5.2 5.5 2.2 2.0 8.5 57.6 12.4

500～999人 305 4 3 2 1 2 27 15 14 1 6 31 199 30
100.0 1.3 1.0 0.7 0.3 0.7 8.9 4.9 4.6 0.3 2.0 10.2 65.2 9.8

1,000人以上 265 11 4 5 4 4 30 16 12 1 5 25 164 21
100.0 4.2 1.5 1.9 1.5 1.5 11.3 6.0 4.5 0.4 1.9 9.4 61.9 7.9

300人以上（計） 1,028 33 15 17 13 14 97 55 51 12 20 95 627 108
100.0 3.2 1.5 1.7 1.3 1.4 9.4 5.4 5.0 1.2 1.9 9.2 61.0 10.5

問１８：無期転換ルールが施行された2013年4月1日以降、これまでに次のような経験はありますか
（経験があることすべてに○）。

調査シリーズNo.202

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－266－

有
期
契
約
労
働
者
計

感
じ
て
い
る

感
じ
て
い
な
い

何
と
も
言
え
な
い

 
無
回
答

全
有
効
回
答
労
働
者
計

働
い
て
い
た

働
い
て
い
な
い

 
無
回
答

全体計 3,074 368 1,554 954 198 4,215 1,276 2,617 322
100.0 12.0 50.6 31.0 6.4 100.0 30.3 62.1 7.6

問22：性別

男性 1,123 113 576 359 75 1,469 322 1,030 117
100.0 10.1 51.3 32.0 6.7 100.0 21.9 70.1 8.0

女性 1,902 255 964 584 99 2,677 946 1,569 162
100.0 13.4 50.7 30.7 5.2 100.0 35.3 58.6 6.1

問22：年齢層

満29歳以下 230 37 119 68 6 320 13 292 15
100.0 16.1 51.7 29.6 2.6 100.0 4.1 91.3 4.7

満30歳台 478 70 267 124 17 703 173 498 32
100.0 14.6 55.9 25.9 3.6 100.0 24.6 70.8 4.6

満40歳台 719 91 337 254 37 1,085 400 618 67
100.0 12.7 46.9 35.3 5.1 100.0 36.9 57.0 6.2

満50歳台 608 76 305 186 41 916 390 451 75
100.0 12.5 50.2 30.6 6.7 100.0 42.6 49.2 8.2

満60歳以上 920 86 486 284 64 1,020 269 676 75
100.0 9.3 52.8 30.9 7.0 100.0 26.4 66.3 7.4

問22：性別×問22：年齢層

男性 153 23 78 46 6 234 30 190 14
×満34歳以下 100.0 15.0 51.0 30.1 3.9 100.0 12.8 81.2 6.0

男性 140 17 68 47 8 235 70 145 20
×満35歳以上44歳以下 100.0 12.1 48.6 33.6 5.7 100.0 29.8 61.7 8.5

男性 216 21 103 70 22 320 89 201 30
×満45歳以上59歳以下 100.0 9.7 47.7 32.4 10.2 100.0 27.8 62.8 9.4

男性 592 49 318 189 36 642 125 471 46
×満60歳以上 100.0 8.3 53.7 31.9 6.1 100.0 19.5 73.4 7.2

女性 279 42 156 75 6 382 43 328 11
×満34歳以下 100.0 15.1 55.9 26.9 2.2 100.0 11.3 85.9 2.9

女性 495 68 249 160 18 692 238 422 32
×満35歳以上44歳以下 100.0 13.7 50.3 32.3 3.6 100.0 34.4 61.0 4.6

女性 752 103 374 234 41 1,160 505 573 82
×満45歳以上59歳以下 100.0 13.7 49.7 31.1 5.5 100.0 43.5 49.4 7.1

女性 327 37 167 95 28 377 144 204 29
×満60歳以上 100.0 11.3 51.1 29.1 8.6 100.0 38.2 54.1 7.7

問１：職種

管理的な仕事 120 5 61 42 12 144 20 108 16
100.0 4.2 50.8 35.0 10.0 100.0 13.9 75.0 11.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 157 21 82 49 5 214 61 145 8
100.0 13.4 52.2 31.2 3.2 100.0 28.5 67.8 3.7

専門的・技術的な仕事（教育関係） 135 23 72 34 6 176 53 112 11
100.0 17.0 53.3 25.2 4.4 100.0 30.1 63.6 6.3

専門的・技術的な仕事（その他） 228 27 127 63 11 315 90 206 19
100.0 11.8 55.7 27.6 4.8 100.0 28.6 65.4 6.0

事務の仕事 917 155 411 312 39 1,244 424 760 60
100.0 16.9 44.8 34.0 4.3 100.0 34.1 61.1 4.8

販売の仕事（営業を含む） 143 10 82 44 7 191 51 131 9
100.0 7.0 57.3 30.8 4.9 100.0 26.7 68.6 4.7

サービスの仕事（介護関係） 265 19 167 61 18 369 105 234 30
100.0 7.2 63.0 23.0 6.8 100.0 28.5 63.4 8.1

サービスの仕事（接客、飲食関係） 130 7 65 46 12 167 53 94 20
100.0 5.4 50.0 35.4 9.2 100.0 31.7 56.3 12.0

サービスの仕事（その他） 133 12 72 38 11 174 46 117 11
100.0 9.0 54.1 28.6 8.3 100.0 26.4 67.2 6.3

警備・保安の仕事 19 3 12 4 - 29 11 17 1
100.0 15.8 63.2 21.1 - 100.0 37.9 58.6 3.4

製造・生産工程の仕事 250 29 118 84 19 417 134 241 42
100.0 11.6 47.2 33.6 7.6 100.0 32.1 57.8 10.1

輸送・運転の仕事 80 4 41 29 6 103 24 69 10
100.0 5.0 51.3 36.3 7.5 100.0 23.3 67.0 9.7

建設・採掘の仕事 55 1 35 13 6 76 21 44 11
100.0 1.8 63.6 23.6 10.9 100.0 27.6 57.9 14.5

清掃など労務の仕事 58 5 29 20 4 83 29 46 8
100.0 8.6 50.0 34.5 6.9 100.0 34.9 55.4 9.6

その他 17 1 8 8 - 20 9 11 -
100.0 5.9 47.1 47.1 - 100.0 45.0 55.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 520 71 281 146 22 705 204 463 38
100.0 13.7 54.0 28.1 4.2 100.0 28.9 65.7 5.4

サービスの仕事（計） 528 38 304 145 41 710 204 445 61
100.0 7.2 57.6 27.5 7.8 100.0 28.7 62.7 8.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 215 63 70 72 10 320 138 168 14
100.0 29.3 32.6 33.5 4.7 100.0 43.1 52.5 4.4

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） - - - - - 1,076 436 567 73
- - - - - 100.0 40.5 52.7 6.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 368 1,554 954 198 3,074 840 2,047 187
100.0 12.0 50.6 31.0 6.4 100.0 27.3 66.6 6.1

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 - - - - - 123 46 69 8
- - - - - 100.0 37.4 56.1 6.5

2013年4月1日以降（計） - - - - - 931 385 482 64
- - - - - 100.0 41.4 51.8 6.9

参考計（労使のマッチング集計） 2,831 325 1,446 871 189 3,844 1,158 2,391 295
100.0 11.5 51.1 30.8 6.7 100.0 30.1 62.2 7.7

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 751 28 406 228 89 981 209 648 124
100.0 3.7 54.1 30.4 11.9 100.0 21.3 66.1 12.6

30～49人 409 31 228 127 23 539 152 347 40
100.0 7.6 55.7 31.1 5.6 100.0 28.2 64.4 7.4

50～99人 399 45 211 118 25 521 154 335 32
100.0 11.3 52.9 29.6 6.3 100.0 29.6 64.3 6.1

100～299人 579 78 301 170 30 775 254 476 45
100.0 13.5 52.0 29.4 5.2 100.0 32.8 61.4 5.8

300～499人 325 60 141 113 11 458 159 270 29
100.0 18.5 43.4 34.8 3.4 100.0 34.7 59.0 6.3

500～999人 196 40 88 60 8 305 110 179 16
100.0 20.4 44.9 30.6 4.1 100.0 36.1 58.7 5.2

1,000人以上 172 43 71 55 3 265 120 136 9
100.0 25.0 41.3 32.0 1.7 100.0 45.3 51.3 3.4

300人以上（計） 693 143 300 228 22 1,028 389 585 54
100.0 20.6 43.3 32.9 3.2 100.0 37.8 56.9 5.3

問１９：現在、有期労働契約が終了（雇止め）され
るかも知れないという、雇用不安を感じていますか
（１つに〇）。

付問①：リーマンショック（2008年秋）
当時に、有期契約労働者として働いて
いましたか（１つに〇）。
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全体計 4,215 42 3,845 328 4,215 355 14 26 3,394 426
100.0 1.0 91.2 7.8 100.0 8.4 0.3 0.6 80.5 10.1

問22：性別

男性 1,469 14 1,331 124 1,469 117 7 6 1,178 161
100.0 1.0 90.6 8.4 100.0 8.0 0.5 0.4 80.2 11.0

女性 2,677 28 2,485 164 2,677 235 7 20 2,195 220
100.0 1.0 92.8 6.1 100.0 8.8 0.3 0.7 82.0 8.2

問22：年齢層

満29歳以下 320 2 305 13 320 47 1 - 248 24
100.0 0.6 95.3 4.1 100.0 14.7 0.3 - 77.5 7.5

満30歳台 703 4 665 34 703 104 2 8 544 45
100.0 0.6 94.6 4.8 100.0 14.8 0.3 1.1 77.4 6.4

満40歳台 1,085 15 997 73 1,085 92 2 8 907 76
100.0 1.4 91.9 6.7 100.0 8.5 0.2 0.7 83.6 7.0

満50歳台 916 11 829 76 916 63 4 6 744 99
100.0 1.2 90.5 8.3 100.0 6.9 0.4 0.7 81.2 10.8

満60歳以上 1,020 9 933 78 1,020 36 5 4 855 120
100.0 0.9 91.5 7.6 100.0 3.5 0.5 0.4 83.8 11.8

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 - 220 14 234 43 2 1 167 21
×満34歳以下 100.0 - 94.0 6.0 100.0 18.4 0.9 0.4 71.4 9.0

男性 235 3 210 22 235 32 - 1 176 26
×満35歳以上44歳以下 100.0 1.3 89.4 9.4 100.0 13.6 - 0.4 74.9 11.1

男性 320 6 279 35 320 17 - 2 265 36
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.9 87.2 10.9 100.0 5.3 - 0.6 82.8 11.3

男性 642 4 591 47 642 23 5 2 541 71
×満60歳以上 100.0 0.6 92.1 7.3 100.0 3.6 0.8 0.3 84.3 11.1

女性 382 4 367 11 382 50 1 3 310 18
×満34歳以下 100.0 1.0 96.1 2.9 100.0 13.1 0.3 0.8 81.2 4.7

女性 692 6 654 32 692 72 2 6 573 39
×満35歳以上44歳以下 100.0 0.9 94.5 4.6 100.0 10.4 0.3 0.9 82.8 5.6

女性 1,160 13 1,065 82 1,160 92 4 9 951 104
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.1 91.8 7.1 100.0 7.9 0.3 0.8 82.0 9.0

女性 377 5 341 31 377 13 - 2 313 49
×満60歳以上 100.0 1.3 90.5 8.2 100.0 3.4 - 0.5 83.0 13.0

問１：職種

管理的な仕事 144 1 125 18 144 6 - - 120 18
100.0 0.7 86.8 12.5 100.0 4.2 - - 83.3 12.5

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 2 205 7 214 18 - 1 183 12
100.0 0.9 95.8 3.3 100.0 8.4 - 0.5 85.5 5.6

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 2 163 11 176 16 - - 145 15
100.0 1.1 92.6 6.3 100.0 9.1 - - 82.4 8.5

専門的・技術的な仕事（その他） 315 - 294 21 315 14 1 3 272 25
100.0 - 93.3 6.7 100.0 4.4 0.3 1.0 86.3 7.9

事務の仕事 1,244 18 1,162 64 1,244 120 4 10 1,022 88
100.0 1.4 93.4 5.1 100.0 9.6 0.3 0.8 82.2 7.1

販売の仕事（営業を含む） 191 3 179 9 191 19 1 2 152 17
100.0 1.6 93.7 4.7 100.0 9.9 0.5 1.0 79.6 8.9

サービスの仕事（介護関係） 369 4 334 31 369 29 2 2 292 44
100.0 1.1 90.5 8.4 100.0 7.9 0.5 0.5 79.1 11.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 - 150 17 167 12 - 1 131 23
100.0 - 89.8 10.2 100.0 7.2 - 0.6 78.4 13.8

サービスの仕事（その他） 174 1 158 15 174 14 2 2 139 17
100.0 0.6 90.8 8.6 100.0 8.0 1.1 1.1 79.9 9.8

警備・保安の仕事 29 - 28 1 29 1 - - 24 4
100.0 - 96.6 3.4 100.0 3.4 - - 82.8 13.8

製造・生産工程の仕事 417 5 370 42 417 53 1 3 312 48
100.0 1.2 88.7 10.1 100.0 12.7 0.2 0.7 74.8 11.5

輸送・運転の仕事 103 - 93 10 103 8 1 - 81 13
100.0 - 90.3 9.7 100.0 7.8 1.0 - 78.6 12.6

建設・採掘の仕事 76 1 64 11 76 2 1 - 60 13
100.0 1.3 84.2 14.5 100.0 2.6 1.3 - 78.9 17.1

清掃など労務の仕事 83 1 74 8 83 2 - - 69 12
100.0 1.2 89.2 9.6 100.0 2.4 - - 83.1 14.5

その他 20 - 20 - 20 3 - - 14 3
100.0 - 100.0 - 100.0 15.0 - - 70.0 15.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 4 662 39 705 48 1 4 600 52
100.0 0.6 93.9 5.5 100.0 6.8 0.1 0.6 85.1 7.4

サービスの仕事（計） 710 5 642 63 710 55 4 5 562 84
100.0 0.7 90.4 8.9 100.0 7.7 0.6 0.7 79.2 11.8

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 8 296 16 320 30 2 5 260 23
100.0 2.5 92.5 5.0 100.0 9.4 0.6 1.6 81.3 7.2

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 19 983 74 1,076 142 2 7 834 91
100.0 1.8 91.4 6.9 100.0 13.2 0.2 0.7 77.5 8.5

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 23 2,859 192 3,074 213 12 19 2,559 271
100.0 0.7 93.0 6.2 100.0 6.9 0.4 0.6 83.2 8.8

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 2 114 7 123 6 1 1 106 9
100.0 1.6 92.7 5.7 100.0 4.9 0.8 0.8 86.2 7.3

2013年4月1日以降（計） 931 17 848 66 931 134 1 6 709 81
100.0 1.8 91.1 7.1 100.0 14.4 0.1 0.6 76.2 8.7

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 38 3,505 301 3,844 319 14 25 3,100 386
100.0 1.0 91.2 7.8 100.0 8.3 0.4 0.7 80.6 10.0

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 6 846 129 981 33 8 5 783 152
100.0 0.6 86.2 13.1 100.0 3.4 0.8 0.5 79.8 15.5

30～49人 539 3 495 41 539 34 - 2 445 58
100.0 0.6 91.8 7.6 100.0 6.3 - 0.4 82.6 10.8

50～99人 521 6 485 30 521 33 2 4 434 48
100.0 1.2 93.1 5.8 100.0 6.3 0.4 0.8 83.3 9.2

100～299人 775 5 720 50 775 68 2 4 632 69
100.0 0.6 92.9 6.5 100.0 8.8 0.3 0.5 81.5 8.9

300～499人 458 7 424 27 458 51 1 6 370 30
100.0 1.5 92.6 5.9 100.0 11.1 0.2 1.3 80.8 6.6

500～999人 305 9 282 14 305 59 - 2 225 19
100.0 3.0 92.5 4.6 100.0 19.3 - 0.7 73.8 6.2

1,000人以上 265 2 253 10 265 41 1 2 211 10
100.0 0.8 95.5 3.8 100.0 15.5 0.4 0.8 79.6 3.8

300人以上（計） 1,028 18 959 51 1,028 151 2 10 806 59
100.0 1.8 93.3 5.0 100.0 14.7 0.2 1.0 78.4 5.7

問１９付問③：労働組合に加入していますか
（１つに〇）。

問１９付問②：有期契約労働者として働く中で、
都道府県労働局の「総合労働相談コーナー」等
の行政窓口に、相談した経験はありますか
（１つに〇）。
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全体計 4,215 655 1,830 1,371 359 655 262 177 209 7
100.0 15.5 43.4 32.5 8.5 100.0 40.0 27.0 31.9 1.1

問22：性別

男性 1,469 140 694 507 128 140 59 43 36 2
100.0 9.5 47.2 34.5 8.7 100.0 42.1 30.7 25.7 1.4

女性 2,677 514 1,122 851 190 514 202 134 173 5
100.0 19.2 41.9 31.8 7.1 100.0 39.3 26.1 33.7 1.0

問22：年齢層

満29歳以下 320 45 161 98 16 45 13 19 13 -
100.0 14.1 50.3 30.6 5.0 100.0 28.9 42.2 28.9 -

満30歳台 703 119 326 220 38 119 49 30 40 -
100.0 16.9 46.4 31.3 5.4 100.0 41.2 25.2 33.6 -

満40歳台 1,085 212 438 364 71 212 73 60 77 2
100.0 19.5 40.4 33.5 6.5 100.0 34.4 28.3 36.3 0.9

満50歳台 916 158 364 307 87 158 69 33 52 4
100.0 17.2 39.7 33.5 9.5 100.0 43.7 20.9 32.9 2.5

満60歳以上 1,020 107 489 334 90 107 47 35 25 -
100.0 10.5 47.9 32.7 8.8 100.0 43.9 32.7 23.4 -

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 34 115 68 17 34 12 13 9 -
×満34歳以下 100.0 14.5 49.1 29.1 7.3 100.0 35.3 38.2 26.5 -

男性 235 23 104 84 24 23 11 6 6 -
×満35歳以上44歳以下 100.0 9.8 44.3 35.7 10.2 100.0 47.8 26.1 26.1 -

男性 320 24 136 130 30 24 12 4 7 1
×満45歳以上59歳以下 100.0 7.5 42.5 40.6 9.4 100.0 50.0 16.7 29.2 4.2

男性 642 55 323 213 51 55 22 20 13 -
×満60歳以上 100.0 8.6 50.3 33.2 7.9 100.0 40.0 36.4 23.6 -

女性 382 53 197 120 12 53 17 16 20 -
×満34歳以下 100.0 13.9 51.6 31.4 3.1 100.0 32.1 30.2 37.7 -

女性 692 151 283 225 33 151 57 42 52 -
×満35歳以上44歳以下 100.0 21.8 40.9 32.5 4.8 100.0 37.7 27.8 34.4 -

女性 1,160 249 454 361 96 249 95 61 88 5
×満45歳以上59歳以下 100.0 21.5 39.1 31.1 8.3 100.0 38.2 24.5 35.3 2.0

女性 377 52 166 120 39 52 25 15 12 -
×満60歳以上 100.0 13.8 44.0 31.8 10.3 100.0 48.1 28.8 23.1 -

問１：職種

管理的な仕事 144 10 66 50 18 10 6 3 1 -
100.0 6.9 45.8 34.7 12.5 100.0 60.0 30.0 10.0 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 44 90 70 10 44 20 12 12 -
100.0 20.6 42.1 32.7 4.7 100.0 45.5 27.3 27.3 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 39 68 59 10 39 21 5 13 -
100.0 22.2 38.6 33.5 5.7 100.0 53.8 12.8 33.3 -

専門的・技術的な仕事（その他） 315 51 149 94 21 51 22 13 14 2
100.0 16.2 47.3 29.8 6.7 100.0 43.1 25.5 27.5 3.9

事務の仕事 1,244 253 519 398 74 253 99 62 90 2
100.0 20.3 41.7 32.0 5.9 100.0 39.1 24.5 35.6 0.8

販売の仕事（営業を含む） 191 23 99 58 11 23 8 10 5 -
100.0 12.0 51.8 30.4 5.8 100.0 34.8 43.5 21.7 -

サービスの仕事（介護関係） 369 66 157 110 36 66 24 21 19 2
100.0 17.9 42.5 29.8 9.8 100.0 36.4 31.8 28.8 3.0

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 16 82 51 18 16 5 6 5 -
100.0 9.6 49.1 30.5 10.8 100.0 31.3 37.5 31.3 -

サービスの仕事（その他） 174 17 75 69 13 17 4 6 7 -
100.0 9.8 43.1 39.7 7.5 100.0 23.5 35.3 41.2 -

警備・保安の仕事 29 3 15 8 3 3 1 1 1 -
100.0 10.3 51.7 27.6 10.3 100.0 33.3 33.3 33.3 -

製造・生産工程の仕事 417 45 178 148 46 45 16 16 13 -
100.0 10.8 42.7 35.5 11.0 100.0 35.6 35.6 28.9 -

輸送・運転の仕事 103 5 50 35 13 5 1 4 - -
100.0 4.9 48.5 34.0 12.6 100.0 20.0 80.0 - -

建設・採掘の仕事 76 4 41 20 11 4 2 - 2 -
100.0 5.3 53.9 26.3 14.5 100.0 50.0 - 50.0 -

清掃など労務の仕事 83 6 29 40 8 6 2 2 1 1
100.0 7.2 34.9 48.2 9.6 100.0 33.3 33.3 16.7 16.7

その他 20 - 11 7 2 - - - - -
100.0 - 55.0 35.0 10.0 - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 705 134 307 223 41 134 63 30 39 2
100.0 19.0 43.5 31.6 5.8 100.0 47.0 22.4 29.1 1.5

サービスの仕事（計） 710 99 314 230 67 99 33 33 31 2
100.0 13.9 44.2 32.4 9.4 100.0 33.3 33.3 31.3 2.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 92 99 114 15 92 37 27 26 2
100.0 28.8 30.9 35.6 4.7 100.0 40.2 29.3 28.3 2.2

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 179 466 346 85 179 69 50 57 3
100.0 16.6 43.3 32.2 7.9 100.0 38.5 27.9 31.8 1.7

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 476 1,364 1,023 211 476 193 127 152 4
100.0 15.5 44.4 33.3 6.9 100.0 40.5 26.7 31.9 0.8

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 9 60 45 9 9 4 3 2 -
100.0 7.3 48.8 36.6 7.3 100.0 44.4 33.3 22.2 -

2013年4月1日以降（計） 931 165 396 295 75 165 62 47 53 3
100.0 17.7 42.5 31.7 8.1 100.0 37.6 28.5 32.1 1.8

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 586 1,667 1,264 327 586 232 155 193 6
100.0 15.2 43.4 32.9 8.5 100.0 39.6 26.5 32.9 1.0

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 57 475 317 132 57 20 16 20 1
100.0 5.8 48.4 32.3 13.5 100.0 35.1 28.1 35.1 1.8

30～49人 539 55 264 174 46 55 26 19 10 -
100.0 10.2 49.0 32.3 8.5 100.0 47.3 34.5 18.2 -

50～99人 521 85 208 192 36 85 35 20 29 1
100.0 16.3 39.9 36.9 6.9 100.0 41.2 23.5 34.1 1.2

100～299人 775 156 316 251 52 156 63 34 56 3
100.0 20.1 40.8 32.4 6.7 100.0 40.4 21.8 35.9 1.9

300～499人 458 111 165 156 26 111 43 29 39 -
100.0 24.2 36.0 34.1 5.7 100.0 38.7 26.1 35.1 -

500～999人 305 55 132 99 19 55 20 16 19 -
100.0 18.0 43.3 32.5 6.2 100.0 36.4 29.1 34.5 -

1,000人以上 265 67 107 75 16 67 25 21 20 1
100.0 25.3 40.4 28.3 6.0 100.0 37.3 31.3 29.9 1.5

300人以上（計） 1,028 233 404 330 61 233 88 66 78 1
100.0 22.7 39.3 32.1 5.9 100.0 37.8 28.3 33.5 0.4

問１９付問④：無期労働契約と有期労働契約の間、
あるいはフルタイムとパートタイムの間の処遇差
について、不合理だと感じたことはありますか
（１つに〇）。

問１９付問：処遇差の理由について、
会社に説明を求めたいと思いますか
（１つに〇）。
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全体計 4,215 430 1,011 125 30 2,293 326 4,215 941 940 120 38 1,860 316
100.0 10.2 24.0 3.0 0.7 54.4 7.7 100.0 22.3 22.3 2.8 0.9 44.1 7.5

問22：性別

男性 1,469 179 320 62 17 776 115 1,469 327 312 57 18 642 113
100.0 12.2 21.8 4.2 1.2 52.8 7.8 100.0 22.3 21.2 3.9 1.2 43.7 7.7

女性 2,677 250 687 63 13 1,493 171 2,677 609 624 63 20 1,196 165
100.0 9.3 25.7 2.4 0.5 55.8 6.4 100.0 22.7 23.3 2.4 0.7 44.7 6.2

問22：年齢層

満29歳以下 320 31 76 6 - 193 14 320 86 69 3 - 148 14
100.0 9.7 23.8 1.9 - 60.3 4.4 100.0 26.9 21.6 0.9 - 46.3 4.4

満30歳台 703 84 164 28 3 392 32 703 175 162 19 7 308 32
100.0 11.9 23.3 4.0 0.4 55.8 4.6 100.0 24.9 23.0 2.7 1.0 43.8 4.6

満40歳台 1,085 108 285 29 9 592 62 1,085 252 271 28 13 459 62
100.0 10.0 26.3 2.7 0.8 54.6 5.7 100.0 23.2 25.0 2.6 1.2 42.3 5.7

満50歳台 916 82 228 28 6 495 77 916 197 198 34 6 405 76
100.0 9.0 24.9 3.1 0.7 54.0 8.4 100.0 21.5 21.6 3.7 0.7 44.2 8.3

満60歳以上 1,020 113 236 31 10 545 85 1,020 208 217 33 11 472 79
100.0 11.1 23.1 3.0 1.0 53.4 8.3 100.0 20.4 21.3 3.2 1.1 46.3 7.7

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 32 46 8 1 132 15 234 75 47 6 - 91 15
×満34歳以下 100.0 13.7 19.7 3.4 0.4 56.4 6.4 100.0 32.1 20.1 2.6 - 38.9 6.4

男性 235 28 55 8 2 123 19 235 52 48 9 5 101 20
×満35歳以上44歳以下 100.0 11.9 23.4 3.4 0.9 52.3 8.1 100.0 22.1 20.4 3.8 2.1 43.0 8.5

男性 320 29 70 22 4 169 26 320 55 68 16 5 151 25
×満45歳以上59歳以下 100.0 9.1 21.9 6.9 1.3 52.8 8.1 100.0 17.2 21.3 5.0 1.6 47.2 7.8

男性 642 85 143 23 9 333 49 642 139 141 25 8 282 47
×満60歳以上 100.0 13.2 22.3 3.6 1.4 51.9 7.6 100.0 21.7 22.0 3.9 1.2 43.9 7.3

女性 382 29 90 12 - 239 12 382 93 91 4 2 180 12
×満34歳以下 100.0 7.6 23.6 3.1 - 62.6 3.1 100.0 24.3 23.8 1.0 0.5 47.1 3.1

女性 692 76 180 17 5 385 29 692 163 175 18 8 300 28
×満35歳以上44歳以下 100.0 11.0 26.0 2.5 0.7 55.6 4.2 100.0 23.6 25.3 2.6 1.2 43.4 4.0

女性 1,160 111 312 24 6 623 84 1,160 272 270 31 6 497 84
×満45歳以上59歳以下 100.0 9.6 26.9 2.1 0.5 53.7 7.2 100.0 23.4 23.3 2.7 0.5 42.8 7.2

女性 377 28 93 8 1 211 36 377 69 76 8 3 189 32
×満60歳以上 100.0 7.4 24.7 2.1 0.3 56.0 9.5 100.0 18.3 20.2 2.1 0.8 50.1 8.5

問１：職種

管理的な仕事 144 14 32 4 3 74 17 144 23 23 8 4 72 14
100.0 9.7 22.2 2.8 2.1 51.4 11.8 100.0 16.0 16.0 5.6 2.8 50.0 9.7

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 23 61 5 1 115 9 214 48 64 5 3 83 11
100.0 10.7 28.5 2.3 0.5 53.7 4.2 100.0 22.4 29.9 2.3 1.4 38.8 5.1

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 15 51 5 2 91 12 176 53 33 3 2 74 11
100.0 8.5 29.0 2.8 1.1 51.7 6.8 100.0 30.1 18.8 1.7 1.1 42.0 6.3

専門的・技術的な仕事（その他） 315 38 64 11 2 183 17 315 84 65 8 2 139 17
100.0 12.1 20.3 3.5 0.6 58.1 5.4 100.0 26.7 20.6 2.5 0.6 44.1 5.4

事務の仕事 1,244 147 351 23 9 652 62 1,244 305 319 35 11 511 63
100.0 11.8 28.2 1.8 0.7 52.4 5.0 100.0 24.5 25.6 2.8 0.9 41.1 5.1

販売の仕事（営業を含む） 191 13 42 9 - 116 11 191 32 43 5 - 100 11
100.0 6.8 22.0 4.7 - 60.7 5.8 100.0 16.8 22.5 2.6 - 52.4 5.8

サービスの仕事（介護関係） 369 32 89 11 1 207 29 369 75 87 13 2 163 29
100.0 8.7 24.1 3.0 0.3 56.1 7.9 100.0 20.3 23.6 3.5 0.5 44.2 7.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 15 34 5 1 94 18 167 32 31 6 2 78 18
100.0 9.0 20.4 3.0 0.6 56.3 10.8 100.0 19.2 18.6 3.6 1.2 46.7 10.8

サービスの仕事（その他） 174 11 42 8 4 97 12 174 32 27 3 5 93 14
100.0 6.3 24.1 4.6 2.3 55.7 6.9 100.0 18.4 15.5 1.7 2.9 53.4 8.0

警備・保安の仕事 29 4 5 3 - 16 1 29 9 6 2 1 10 1
100.0 13.8 17.2 10.3 - 55.2 3.4 100.0 31.0 20.7 6.9 3.4 34.5 3.4

製造・生産工程の仕事 417 36 77 16 2 242 44 417 83 80 8 2 200 44
100.0 8.6 18.5 3.8 0.5 58.0 10.6 100.0 19.9 19.2 1.9 0.5 48.0 10.6

輸送・運転の仕事 103 15 21 7 1 49 10 103 18 30 5 - 41 9
100.0 14.6 20.4 6.8 1.0 47.6 9.7 100.0 17.5 29.1 4.9 - 39.8 8.7

建設・採掘の仕事 76 5 11 - - 50 10 76 6 13 3 1 43 10
100.0 6.6 14.5 - - 65.8 13.2 100.0 7.9 17.1 3.9 1.3 56.6 13.2

清掃など労務の仕事 83 1 21 - - 54 7 83 12 20 1 - 43 7
100.0 1.2 25.3 - - 65.1 8.4 100.0 14.5 24.1 1.2 - 51.8 8.4

その他 20 4 - - - 15 1 20 5 2 - 2 10 1
100.0 20.0 - - - 75.0 5.0 100.0 25.0 10.0 - 10.0 50.0 5.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 76 176 21 5 389 38 705 185 162 16 7 296 39
100.0 10.8 25.0 3.0 0.7 55.2 5.4 100.0 26.2 23.0 2.3 1.0 42.0 5.5

サービスの仕事（計） 710 58 165 24 6 398 59 710 139 145 22 9 334 61
100.0 8.2 23.2 3.4 0.8 56.1 8.3 100.0 19.6 20.4 3.1 1.3 47.0 8.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 39 96 11 1 159 14 320 103 79 15 4 102 17
100.0 12.2 30.0 3.4 0.3 49.7 4.4 100.0 32.2 24.7 4.7 1.3 31.9 5.3

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 127 277 36 4 559 73 1,076 245 266 43 11 439 72
100.0 11.8 25.7 3.3 0.4 52.0 6.8 100.0 22.8 24.7 4.0 1.0 40.8 6.7

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 303 734 89 26 1,732 190 3,074 695 674 77 27 1,420 181
100.0 9.9 23.9 2.9 0.8 56.3 6.2 100.0 22.6 21.9 2.5 0.9 46.2 5.9

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 4 28 7 - 76 8 123 13 30 9 2 63 6
100.0 3.3 22.8 5.7 - 61.8 6.5 100.0 10.6 24.4 7.3 1.6 51.2 4.9

2013年4月1日以降（計） 931 120 240 28 4 475 64 931 230 229 32 9 366 65
100.0 12.9 25.8 3.0 0.4 51.0 6.9 100.0 24.7 24.6 3.4 1.0 39.3 7.0

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 382 914 110 25 2,117 296 3,844 834 848 106 36 1,730 290
100.0 9.9 23.8 2.9 0.7 55.1 7.7 100.0 21.7 22.1 2.8 0.9 45.0 7.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 71 173 31 8 579 119 981 130 175 22 16 527 111
100.0 7.2 17.6 3.2 0.8 59.0 12.1 100.0 13.3 17.8 2.2 1.6 53.7 11.3

30～49人 539 47 120 9 5 315 43 539 117 112 14 2 251 43
100.0 8.7 22.3 1.7 0.9 58.4 8.0 100.0 21.7 20.8 2.6 0.4 46.6 8.0

50～99人 521 54 134 18 3 281 31 521 112 128 22 2 225 32
100.0 10.4 25.7 3.5 0.6 53.9 6.0 100.0 21.5 24.6 4.2 0.4 43.2 6.1

100～299人 775 92 187 29 4 410 53 775 198 172 21 6 324 54
100.0 11.9 24.1 3.7 0.5 52.9 6.8 100.0 25.5 22.2 2.7 0.8 41.8 7.0

300～499人 458 53 137 11 2 231 24 458 122 112 11 5 186 22
100.0 11.6 29.9 2.4 0.4 50.4 5.2 100.0 26.6 24.5 2.4 1.1 40.6 4.8

500～999人 305 32 75 8 1 172 17 305 82 73 9 2 123 16
100.0 10.5 24.6 2.6 0.3 56.4 5.6 100.0 26.9 23.9 3.0 0.7 40.3 5.2

1,000人以上 265 33 88 4 2 129 9 265 73 76 7 3 94 12
100.0 12.5 33.2 1.5 0.8 48.7 3.4 100.0 27.5 28.7 2.6 1.1 35.5 4.5

300人以上（計） 1,028 118 300 23 5 532 50 1,028 277 261 27 10 403 50
100.0 11.5 29.2 2.2 0.5 51.8 4.9 100.0 26.9 25.4 2.6 1.0 39.2 4.9

問２０：有期労働契約が濫用（乱用）されるのを防止するため、諸外国では
会社が労働者と有期労働契約を締結できる場合を限定しています。（例えば
「業務上の一時的な必要性がある場合」「育児休暇中等の代替要員を確保
する場合」「労働者自身が希望している場合」等）。そうした法制度の
あり方について、あなたはどう思いますか（１つに〇）。

問２０付問：諸外国では、有期労働契約の
終了（雇止め）に当たり、契約終了手当の
支払いを義務づけています。そうした法制度
のあり方については、どう思いますか
（１つに〇）。
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全体計 4,215 333 1,244 485 85 1,772 296 570 71 377 113 247 130 119 117 97 31 2
100.0 7.9 29.5 11.5 2.0 42.0 7.0 100.0 12.5 66.1 19.8 43.3 22.8 20.9 20.5 17.0 5.4 0.4

問22：性別

男性 1,469 134 392 147 40 644 112 187 34 100 41 103 37 43 36 36 10 1
100.0 9.1 26.7 10.0 2.7 43.8 7.6 100.0 18.2 53.5 21.9 55.1 19.8 23.0 19.3 19.3 5.3 0.5

女性 2,677 199 846 334 45 1,109 144 379 37 274 72 142 92 76 81 60 20 1
100.0 7.4 31.6 12.5 1.7 41.4 5.4 100.0 9.8 72.3 19.0 37.5 24.3 20.1 21.4 15.8 5.3 0.3

問22：年齢層

満29歳以下 320 19 93 42 3 149 14 45 1 33 5 20 11 13 8 9 2 -
100.0 5.9 29.1 13.1 0.9 46.6 4.4 100.0 2.2 73.3 11.1 44.4 24.4 28.9 17.8 20.0 4.4 -

満30歳台 703 59 213 98 21 285 27 119 11 78 13 50 35 31 24 21 8 1
100.0 8.4 30.3 13.9 3.0 40.5 3.8 100.0 9.2 65.5 10.9 42.0 29.4 26.1 20.2 17.6 6.7 0.8

満40歳台 1,085 77 337 153 19 445 54 172 18 122 38 69 35 29 41 30 13 -
100.0 7.1 31.1 14.1 1.8 41.0 5.0 100.0 10.5 70.9 22.1 40.1 20.3 16.9 23.8 17.4 7.6 -

満50歳台 916 74 281 99 22 371 69 121 14 85 24 45 27 29 23 22 3 -
100.0 8.1 30.7 10.8 2.4 40.5 7.5 100.0 11.6 70.2 19.8 37.2 22.3 24.0 19.0 18.2 2.5 -

満60歳以上 1,020 87 294 81 19 461 78 100 24 54 31 55 18 14 19 12 4 1
100.0 8.5 28.8 7.9 1.9 45.2 7.6 100.0 24.0 54.0 31.0 55.0 18.0 14.0 19.0 12.0 4.0 1.0

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 19 60 31 4 105 15 35 3 24 2 17 6 8 7 9 1 -
×満34歳以下 100.0 8.1 25.6 13.2 1.7 44.9 6.4 100.0 8.6 68.6 5.7 48.6 17.1 22.9 20.0 25.7 2.9 -

男性 235 19 68 24 8 98 18 32 3 17 3 20 6 12 7 9 4 -
×満35歳以上44歳以下 100.0 8.1 28.9 10.2 3.4 41.7 7.7 100.0 9.4 53.1 9.4 62.5 18.8 37.5 21.9 28.1 12.5 -

男性 320 30 76 27 9 152 26 36 5 17 11 19 11 12 10 10 1 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 9.4 23.8 8.4 2.8 47.5 8.1 100.0 13.9 47.2 30.6 52.8 30.6 33.3 27.8 27.8 2.8 -

男性 642 59 184 60 18 274 47 78 20 41 24 42 12 9 11 6 4 1
×満60歳以上 100.0 9.2 28.7 9.3 2.8 42.7 7.3 100.0 25.6 52.6 30.8 53.8 15.4 11.5 14.1 7.7 5.1 1.3

女性 382 22 124 52 4 170 10 56 2 43 9 23 17 12 8 7 1 -
×満34歳以下 100.0 5.8 32.5 13.6 1.0 44.5 2.6 100.0 3.6 76.8 16.1 41.1 30.4 21.4 14.3 12.5 1.8 -

女性 692 47 220 108 17 277 23 125 12 90 23 46 33 28 29 20 12 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 6.8 31.8 15.6 2.5 40.0 3.3 100.0 9.6 72.0 18.4 36.8 26.4 22.4 23.2 16.0 9.6 0.8

女性 1,160 92 376 150 23 447 72 173 19 127 32 59 35 30 35 27 7 -
×満45歳以上59歳以下 100.0 7.9 32.4 12.9 2.0 38.5 6.2 100.0 11.0 73.4 18.5 34.1 20.2 17.3 20.2 15.6 4.0 -

女性 377 28 110 21 1 186 31 22 4 13 7 13 6 5 8 6 - -
×満60歳以上 100.0 7.4 29.2 5.6 0.3 49.3 8.2 100.0 18.2 59.1 31.8 59.1 27.3 22.7 36.4 27.3 - -

問１：職種

管理的な仕事 144 12 36 11 1 71 13 12 3 5 2 8 2 - 1 2 1 -
100.0 8.3 25.0 7.6 0.7 49.3 9.0 100.0 25.0 41.7 16.7 66.7 16.7 - 8.3 16.7 8.3 -

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 21 82 20 2 81 8 22 2 17 2 8 4 5 3 2 1 -
100.0 9.8 38.3 9.3 0.9 37.9 3.7 100.0 9.1 77.3 9.1 36.4 18.2 22.7 13.6 9.1 4.5 -

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 21 42 22 6 76 9 28 2 17 3 16 7 6 3 9 3 -
100.0 11.9 23.9 12.5 3.4 43.2 5.1 100.0 7.1 60.7 10.7 57.1 25.0 21.4 10.7 32.1 10.7 -

専門的・技術的な仕事（その他） 315 31 92 37 12 125 18 49 6 30 13 24 12 13 11 13 4 -
100.0 9.8 29.2 11.7 3.8 39.7 5.7 100.0 12.2 61.2 26.5 49.0 24.5 26.5 22.4 26.5 8.2 -

事務の仕事 1,244 96 419 206 29 439 55 235 22 162 34 109 53 59 55 42 12 2
100.0 7.7 33.7 16.6 2.3 35.3 4.4 100.0 9.4 68.9 14.5 46.4 22.6 25.1 23.4 17.9 5.1 0.9

販売の仕事（営業を含む） 191 12 54 20 3 90 12 23 - 12 7 7 4 1 5 2 1 -
100.0 6.3 28.3 10.5 1.6 47.1 6.3 100.0 - 52.2 30.4 30.4 17.4 4.3 21.7 8.7 4.3 -

サービスの仕事（介護関係） 369 24 118 40 3 156 28 43 8 26 14 13 5 5 6 7 3 -
100.0 6.5 32.0 10.8 0.8 42.3 7.6 100.0 18.6 60.5 32.6 30.2 11.6 11.6 14.0 16.3 7.0 -

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 11 34 17 3 86 16 20 3 11 2 9 7 2 5 5 - -
100.0 6.6 20.4 10.2 1.8 51.5 9.6 100.0 15.0 55.0 10.0 45.0 35.0 10.0 25.0 25.0 - -

サービスの仕事（その他） 174 9 45 18 2 88 12 20 2 10 7 3 4 5 5 3 - -
100.0 5.2 25.9 10.3 1.1 50.6 6.9 100.0 10.0 50.0 35.0 15.0 20.0 25.0 25.0 15.0 - -

警備・保安の仕事 29 4 12 1 - 11 1 1 1 1 - - - - - - - -
100.0 13.8 41.4 3.4 - 37.9 3.4 100.0 100.0 100.0 - - - - - - - -

製造・生産工程の仕事 417 33 102 33 10 199 40 43 8 32 14 14 13 7 7 5 3 -
100.0 7.9 24.5 7.9 2.4 47.7 9.6 100.0 18.6 74.4 32.6 32.6 30.2 16.3 16.3 11.6 7.0 -

輸送・運転の仕事 103 9 29 3 3 50 9 6 1 3 2 2 - - - - 1 -
100.0 8.7 28.2 2.9 2.9 48.5 8.7 100.0 16.7 50.0 33.3 33.3 - - - - 16.7 -

建設・採掘の仕事 76 3 21 6 - 36 10 6 3 3 2 3 1 1 1 1 - -
100.0 3.9 27.6 7.9 - 47.4 13.2 100.0 50.0 50.0 33.3 50.0 16.7 16.7 16.7 16.7 - -

清掃など労務の仕事 83 3 23 5 1 45 6 6 3 5 1 3 2 2 2 1 - -
100.0 3.6 27.7 6.0 1.2 54.2 7.2 100.0 50.0 83.3 16.7 50.0 33.3 33.3 33.3 16.7 - -

その他 20 3 5 - 2 10 - 2 - - - 2 1 - - 1 - -
100.0 15.0 25.0 - 10.0 50.0 - 100.0 - - - 100.0 50.0 - - 50.0 - -

専門的・技術的な仕事（計） 705 73 216 79 20 282 35 99 10 64 18 48 23 24 17 24 8 -
100.0 10.4 30.6 11.2 2.8 40.0 5.0 100.0 10.1 64.6 18.2 48.5 23.2 24.2 17.2 24.2 8.1 -

サービスの仕事（計） 710 44 197 75 8 330 56 83 13 47 23 25 16 12 16 15 3 -
100.0 6.2 27.7 10.6 1.1 46.5 7.9 100.0 15.7 56.6 27.7 30.1 19.3 14.5 19.3 18.1 3.6 -

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 33 80 80 21 95 11 101 7 79 13 39 26 29 30 23 10 1
100.0 10.3 25.0 25.0 6.6 29.7 3.4 100.0 6.9 78.2 12.9 38.6 25.7 28.7 29.7 22.8 9.9 1.0

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 120 365 117 20 390 64 137 14 96 23 53 18 26 27 28 11 -
100.0 11.2 33.9 10.9 1.9 36.2 5.9 100.0 10.2 70.1 16.8 38.7 13.1 19.0 19.7 20.4 8.0 -

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 213 879 367 65 1,381 169 432 57 280 90 194 111 93 90 69 20 2
100.0 6.9 28.6 11.9 2.1 44.9 5.5 100.0 13.2 64.8 20.8 44.9 25.7 21.5 20.8 16.0 4.6 0.5

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 8 37 7 - 64 7 7 1 1 - 5 1 2 1 3 - -
100.0 6.5 30.1 5.7 - 52.0 5.7 100.0 14.3 14.3 - 71.4 14.3 28.6 14.3 42.9 - -

2013年4月1日以降（計） 931 109 319 108 20 319 56 128 13 93 23 48 17 24 26 25 11 -
100.0 11.7 34.3 11.6 2.1 34.3 6.0 100.0 10.2 72.7 18.0 37.5 13.3 18.8 20.3 19.5 8.6 -

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 294 1,114 445 74 1,647 270 519 67 343 103 223 113 105 99 89 26 2
100.0 7.6 29.0 11.6 1.9 42.8 7.0 100.0 12.9 66.1 19.8 43.0 21.8 20.2 19.1 17.1 5.0 0.4

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 50 251 67 12 497 104 79 17 43 20 37 15 9 13 10 4 -
100.0 5.1 25.6 6.8 1.2 50.7 10.6 100.0 21.5 54.4 25.3 46.8 19.0 11.4 16.5 12.7 5.1 -

30～49人 539 23 148 60 11 256 41 71 11 44 15 32 18 18 15 16 3 -
100.0 4.3 27.5 11.1 2.0 47.5 7.6 100.0 15.5 62.0 21.1 45.1 25.4 25.4 21.1 22.5 4.2 -

50～99人 521 49 145 53 12 228 34 65 14 42 18 28 13 12 8 7 2 -
100.0 9.4 27.8 10.2 2.3 43.8 6.5 100.0 21.5 64.6 27.7 43.1 20.0 18.5 12.3 10.8 3.1 -

100～299人 775 73 246 100 16 291 49 116 10 78 27 49 25 20 20 23 7 1
100.0 9.4 31.7 12.9 2.1 37.5 6.3 100.0 8.6 67.2 23.3 42.2 21.6 17.2 17.2 19.8 6.0 0.9

300～499人 458 44 142 69 11 173 19 80 5 53 11 29 17 21 16 18 3 -
100.0 9.6 31.0 15.1 2.4 37.8 4.1 100.0 6.3 66.3 13.8 36.3 21.3 26.3 20.0 22.5 3.8 -

500～999人 305 31 97 41 6 116 14 47 3 36 7 17 13 10 10 7 4 1
100.0 10.2 31.8 13.4 2.0 38.0 4.6 100.0 6.4 76.6 14.9 36.2 27.7 21.3 21.3 14.9 8.5 2.1

1,000人以上 265 24 85 55 6 86 9 61 7 47 5 31 12 15 17 8 3 -
100.0 9.1 32.1 20.8 2.3 32.5 3.4 100.0 11.5 77.0 8.2 50.8 19.7 24.6 27.9 13.1 4.9 -

300人以上（計） 1,028 99 324 165 23 375 42 188 15 136 23 77 42 46 43 33 10 1
100.0 9.6 31.5 16.1 2.2 36.5 4.1 100.0 8.0 72.3 12.2 41.0 22.3 24.5 22.9 17.6 5.3 0.5

※「その他」については、「労動条件が向上しないなら、モチベーションが上がらないし（労動者）、無期雇用にする意味もない（企業）」｢そもそも有期雇
用契約制度に問題がある」「施行後の年数からのカウントのため、それ以前に１０年以上勤務していたにもかかわらず、転換の申入れが出来なかった」「移
行できることで安定にはつながるが、正社員になれる道を作らないと意欲や、収入格差に苦しむ（賃金の上昇がない）」「雇用の継続がグレーで、安定した
将来の計画が立てられない」「５時間のパート勤務でよいと思っている人は、転職を余儀なくされる」「契約内容の見直しの機会が減り、低い賃金、悪い労
働条件のまま放置される可能性がある」「雇用される側の立ち場で考えられていないルールだから」「無期転換できても、契約内容が保証されるわけではな
いから（契約時間、給料は保証されない）」「正社員と契約社員では昇進出来る範囲や退職金等に大きな差がある。この制度は、企業側が都合の良い条件で
雇用しやすくなっただけではないかと思う」「働き方の自由を制限する結果となり得るから」「どれだけ長く雇用されていたかではなく能力で評価され、そ
れが無期契約へとつながるべきだと思う」「仕事へのモチベーションがすごく低い人にやめてもらうことが出来なくなる。他の人のやる気がダウンして、職
場に悪影響を来す」等の自由記述があった。

問２１：無期転換ルールは、有期契約労働者の雇用の
安定化にどの程度、有効だと思いますか（１つに〇）。

問２１付問：有効ではないと思う理由は、何ですか
（該当すべてに○）。
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性別 婚姻状況
全
有
効
回
答
労
働
者
計

男
性

女
性

 
無
回
答

全
有
効
回
答
労
働
者
計

現
在
、

結
婚
し
て
い
る

離
婚
・
死
別
後
、

独
身

未
婚
で
独
身

 
無
回
答

全体計 4,215 1,469 2,677 69 4,215 2,817 493 819 86
100.0 34.9 63.5 1.6 100.0 66.8 11.7 19.4 2.0

問22：性別

男性 1,469 1,469 - - 1,469 975 116 371 7
100.0 100.0 - - 100.0 66.4 7.9 25.3 0.5

女性 2,677 - 2,677 - 2,677 1,840 377 447 13
100.0 - 100.0 - 100.0 68.7 14.1 16.7 0.5

問22：年齢層

満29歳以下 320 126 194 - 320 57 9 254 -
100.0 39.4 60.6 - 100.0 17.8 2.8 79.4 -

満30歳台 703 226 477 - 703 399 67 233 4
100.0 32.1 67.9 - 100.0 56.8 9.5 33.1 0.6

満40歳台 1,085 222 862 1 1,085 778 133 171 3
100.0 20.5 79.4 0.1 100.0 71.7 12.3 15.8 0.3

満50歳台 916 215 701 - 916 700 131 83 2
100.0 23.5 76.5 - 100.0 76.4 14.3 9.1 0.2

満60歳以上 1,020 642 377 1 1,020 819 140 56 5
100.0 62.9 37.0 0.1 100.0 80.3 13.7 5.5 0.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 234 - - 234 60 6 168 -
×満34歳以下 100.0 100.0 - - 100.0 25.6 2.6 71.8 -

男性 235 235 - - 235 113 23 97 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 100.0 - - 100.0 48.1 9.8 41.3 0.9

男性 320 320 - - 320 221 31 67 1
×満45歳以上59歳以下 100.0 100.0 - - 100.0 69.1 9.7 20.9 0.3

男性 642 642 - - 642 553 54 32 3
×満60歳以上 100.0 100.0 - - 100.0 86.1 8.4 5.0 0.5

女性 382 - 382 - 382 149 22 210 1
×満34歳以下 100.0 - 100.0 - 100.0 39.0 5.8 55.0 0.3

女性 692 - 692 - 692 504 76 110 2
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 100.0 - 100.0 72.8 11.0 15.9 0.3

女性 1,160 - 1,160 - 1,160 886 182 89 3
×満45歳以上59歳以下 100.0 - 100.0 - 100.0 76.4 15.7 7.7 0.3

女性 377 - 377 - 377 265 86 24 2
×満60歳以上 100.0 - 100.0 - 100.0 70.3 22.8 6.4 0.5

問１：職種

管理的な仕事 144 112 29 3 144 112 17 12 3
100.0 77.8 20.1 2.1 100.0 77.8 11.8 8.3 2.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 28 185 1 214 160 24 28 2
100.0 13.1 86.4 0.5 100.0 74.8 11.2 13.1 0.9

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 48 124 4 176 114 14 44 4
100.0 27.3 70.5 2.3 100.0 64.8 8.0 25.0 2.3

専門的・技術的な仕事（その他） 315 176 134 5 315 204 24 80 7
100.0 55.9 42.5 1.6 100.0 64.8 7.6 25.4 2.2

事務の仕事 1,244 208 1,024 12 1,244 845 127 256 16
100.0 16.7 82.3 1.0 100.0 67.9 10.2 20.6 1.3

販売の仕事（営業を含む） 191 94 93 4 191 121 22 44 4
100.0 49.2 48.7 2.1 100.0 63.4 11.5 23.0 2.1

サービスの仕事（介護関係） 369 67 298 4 369 255 61 46 7
100.0 18.2 80.8 1.1 100.0 69.1 16.5 12.5 1.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 58 105 4 167 89 26 48 4
100.0 34.7 62.9 2.4 100.0 53.3 15.6 28.7 2.4

サービスの仕事（その他） 174 67 105 2 174 120 22 29 3
100.0 38.5 60.3 1.1 100.0 69.0 12.6 16.7 1.7

警備・保安の仕事 29 28 1 - 29 18 7 3 1
100.0 96.6 3.4 - 100.0 62.1 24.1 10.3 3.4

製造・生産工程の仕事 417 224 183 10 417 264 40 101 12
100.0 53.7 43.9 2.4 100.0 63.3 9.6 24.2 2.9

輸送・運転の仕事 103 93 9 1 103 75 15 12 1
100.0 90.3 8.7 1.0 100.0 72.8 14.6 11.7 1.0

建設・採掘の仕事 76 64 10 2 76 48 9 17 2
100.0 84.2 13.2 2.6 100.0 63.2 11.8 22.4 2.6

清掃など労務の仕事 83 25 56 2 83 56 13 11 3
100.0 30.1 67.5 2.4 100.0 67.5 15.7 13.3 3.6

その他 20 6 14 - 20 15 2 3 -
100.0 30.0 70.0 - 100.0 75.0 10.0 15.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 252 443 10 705 478 62 152 13
100.0 35.7 62.8 1.4 100.0 67.8 8.8 21.6 1.8

サービスの仕事（計） 710 192 508 10 710 464 109 123 14
100.0 27.0 71.5 1.4 100.0 65.4 15.4 17.3 2.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 107 211 2 320 147 47 122 4
100.0 33.4 65.9 0.6 100.0 45.9 14.7 38.1 1.3

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 320 750 6 1,076 679 142 246 9
100.0 29.7 69.7 0.6 100.0 63.1 13.2 22.9 0.8

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 1,123 1,902 49 3,074 2,101 343 568 62
100.0 36.5 61.9 1.6 100.0 68.3 11.2 18.5 2.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 69 54 - 123 86 16 20 1
100.0 56.1 43.9 - 100.0 69.9 13.0 16.3 0.8

2013年4月1日以降（計） 931 245 680 6 931 576 123 224 8
100.0 26.3 73.0 0.6 100.0 61.9 13.2 24.1 0.9

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 1,378 2,401 65 3,844 2,572 456 733 83
100.0 35.8 62.5 1.7 100.0 66.9 11.9 19.1 2.2

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 461 491 29 981 667 112 165 37
100.0 47.0 50.1 3.0 100.0 68.0 11.4 16.8 3.8

30～49人 539 197 335 7 539 362 62 107 8
100.0 36.5 62.2 1.3 100.0 67.2 11.5 19.9 1.5

50～99人 521 202 309 10 521 363 59 86 13
100.0 38.8 59.3 1.9 100.0 69.7 11.3 16.5 2.5

100～299人 775 256 506 13 775 528 87 143 17
100.0 33.0 65.3 1.7 100.0 68.1 11.2 18.5 2.2

300～499人 458 135 320 3 458 285 67 102 4
100.0 29.5 69.9 0.7 100.0 62.2 14.6 22.3 0.9

500～999人 305 70 234 1 305 196 40 66 3
100.0 23.0 76.7 0.3 100.0 64.3 13.1 21.6 1.0

1,000人以上 265 57 206 2 265 171 29 64 1
100.0 21.5 77.7 0.8 100.0 64.5 10.9 24.2 0.4

300人以上（計） 1,028 262 760 6 1,028 652 136 232 8
100.0 25.5 73.9 0.6 100.0 63.4 13.2 22.6 0.8

問２２：あなたの属性について、教えてください（指定が無い限り、原則１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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（
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全体計 4,215 6 314 296 407 521 564 500 416 575 445 171 4,044 48.6 49.0
100.0 0.1 7.4 7.0 9.7 12.4 13.4 11.9 9.9 13.6 10.6 4.1

問22：性別

男性 1,469 4 122 108 118 117 105 96 119 351 291 38 1,431 51.8 57.0
100.0 0.3 8.3 7.4 8.0 8.0 7.1 6.5 8.1 23.9 19.8 2.6

女性 2,677 2 192 188 289 403 459 404 297 224 153 66 2,611 46.8 47.0
100.0 0.1 7.2 7.0 10.8 15.1 17.1 15.1 11.1 8.4 5.7 2.5

問22：年齢層

満29歳以下 320 6 314 - - - - - - - - - 320 25.2 26.0
100.0 1.9 98.1 - - - - - - - - -

満30歳台 703 - - 296 407 - - - - - - - 703 35.0 35.0
100.0 - - 42.1 57.9 - - - - - - -

満40歳台 1,085 - - - - 521 564 - - - - - 1,085 44.5 45.0
100.0 - - - - 48.0 52.0 - - - - -

満50歳台 916 - - - - - - 500 416 - - - 916 54.1 54.0
100.0 - - - - - - 54.6 45.4 - - -

満60歳以上 1,020 - - - - - - - - 575 445 - 1,020 64.6 64.0
100.0 - - - - - - - - 56.4 43.6 -

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 4 122 108 - - - - - - - - 234 28.3 29.0
×満34歳以下 100.0 1.7 52.1 46.2 - - - - - - - -

男性 235 - - - 118 117 - - - - - - 235 39.2 39.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - 50.2 49.8 - - - - - -

男性 320 - - - - - 105 96 119 - - - 320 52.2 52.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - - - - - 32.8 30.0 37.2 - - -

男性 642 - - - - - - - - 351 291 - 642 64.8 64.0
×満60歳以上 100.0 - - - - - - - - 54.7 45.3 -

女性 382 2 192 188 - - - - - - - - 382 28.7 29.0
×満34歳以下 100.0 0.5 50.3 49.2 - - - - - - - -

女性 692 - - - 289 403 - - - - - - 692 39.9 40.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - - - 41.8 58.2 - - - - - -

女性 1,160 - - - - - 459 404 297 - - - 1,160 51.2 51.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 - - - - - 39.6 34.8 25.6 - - -

女性 377 - - - - - - - - 224 153 - 377 64.3 63.0
×満60歳以上 100.0 - - - - - - - - 59.4 40.6 -

問１：職種

管理的な仕事 144 - 1 3 4 13 10 15 20 50 20 8 136 56.5 60.0
100.0 - 0.7 2.1 2.8 9.0 6.9 10.4 13.9 34.7 13.9 5.6

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 - 15 17 30 31 27 19 23 25 24 3 211 47.7 46.0
100.0 - 7.0 7.9 14.0 14.5 12.6 8.9 10.7 11.7 11.2 1.4

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 - 28 19 21 20 23 18 13 15 10 9 167 43.8 43.0
100.0 - 15.9 10.8 11.9 11.4 13.1 10.2 7.4 8.5 5.7 5.1

専門的・技術的な仕事（その他） 315 1 29 21 24 39 27 28 30 53 50 13 302 49.8 50.5
100.0 0.3 9.2 6.7 7.6 12.4 8.6 8.9 9.5 16.8 15.9 4.1

事務の仕事 1,244 1 93 90 143 189 214 150 116 141 59 48 1,196 46.5 46.0
100.0 0.1 7.5 7.2 11.5 15.2 17.2 12.1 9.3 11.3 4.7 3.9

販売の仕事（営業を含む） 191 2 19 13 20 19 25 17 12 38 21 5 186 48.2 48.5
100.0 1.0 9.9 6.8 10.5 9.9 13.1 8.9 6.3 19.9 11.0 2.6

サービスの仕事（介護関係） 369 - 14 28 37 48 57 60 42 41 33 9 360 48.9 49.0
100.0 - 3.8 7.6 10.0 13.0 15.4 16.3 11.4 11.1 8.9 2.4

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 - 27 14 17 22 23 17 18 6 12 11 156 43.8 44.0
100.0 - 16.2 8.4 10.2 13.2 13.8 10.2 10.8 3.6 7.2 6.6

サービスの仕事（その他） 174 - 13 13 13 17 24 25 17 18 29 5 169 49.8 50.0
100.0 - 7.5 7.5 7.5 9.8 13.8 14.4 9.8 10.3 16.7 2.9

警備・保安の仕事 29 - 1 1 - 1 - 1 1 6 17 1 28 61.9 66.0
100.0 - 3.4 3.4 - 3.4 - 3.4 3.4 20.7 58.6 3.4

製造・生産工程の仕事 417 - 34 31 44 43 52 57 39 55 43 19 398 48.5 49.0
100.0 - 8.2 7.4 10.6 10.3 12.5 13.7 9.4 13.2 10.3 4.6

輸送・運転の仕事 103 - 2 4 3 7 9 8 6 34 28 2 101 57.1 61.0
100.0 - 1.9 3.9 2.9 6.8 8.7 7.8 5.8 33.0 27.2 1.9

建設・採掘の仕事 76 - 5 9 6 6 9 9 5 10 15 2 74 49.9 50.0
100.0 - 6.6 11.8 7.9 7.9 11.8 11.8 6.6 13.2 19.7 2.6

清掃など労務の仕事 83 - 1 - 7 7 10 19 13 6 14 6 77 53.2 52.0
100.0 - 1.2 - 8.4 8.4 12.0 22.9 15.7 7.2 16.9 7.2

その他 20 - 1 3 1 1 2 1 5 2 3 1 19 50.5 55.0
100.0 - 5.0 15.0 5.0 5.0 10.0 5.0 25.0 10.0 15.0 5.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 1 72 57 75 90 77 65 66 93 84 25 680 47.7 47.5
100.0 0.1 10.2 8.1 10.6 12.8 10.9 9.2 9.4 13.2 11.9 3.5

サービスの仕事（計） 710 - 54 55 67 87 104 102 77 65 74 25 685 47.9 48.0
100.0 - 7.6 7.7 9.4 12.3 14.6 14.4 10.8 9.2 10.4 3.5

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 - 39 28 28 40 59 45 47 24 4 6 314 45.0 46.0
100.0 - 12.2 8.8 8.8 12.5 18.4 14.1 14.7 7.5 1.3 1.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 - 88 92 128 156 202 176 118 56 29 31 1,045 45.2 46.0
100.0 - 8.2 8.6 11.9 14.5 18.8 16.4 11.0 5.2 2.7 2.9

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 6 224 202 276 359 360 317 291 510 410 119 2,955 49.7 50.0
100.0 0.2 7.3 6.6 9.0 11.7 11.7 10.3 9.5 16.6 13.3 3.9

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 - 4 8 9 13 19 30 12 12 9 7 116 49.4 50.0
100.0 - 3.3 6.5 7.3 10.6 15.4 24.4 9.8 9.8 7.3 5.7

2013年4月1日以降（計） 931 - 83 82 115 143 180 144 99 44 18 23 908 44.6 45.0
100.0 - 8.9 8.8 12.4 15.4 19.3 15.5 10.6 4.7 1.9 2.5

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 5 283 269 373 472 503 445 378 546 413 157 3,687 48.7 49.0
100.0 0.1 7.4 7.0 9.7 12.3 13.1 11.6 9.8 14.2 10.7 4.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 1 63 59 87 117 107 105 97 142 144 59 922 50.2 50.0
100.0 0.1 6.4 6.0 8.9 11.9 10.9 10.7 9.9 14.5 14.7 6.0

30～49人 539 2 47 28 48 68 68 55 46 87 68 22 517 49.0 49.0
100.0 0.4 8.7 5.2 8.9 12.6 12.6 10.2 8.5 16.1 12.6 4.1

50～99人 521 - 36 34 55 59 54 56 44 84 76 23 498 49.9 50.0
100.0 - 6.9 6.5 10.6 11.3 10.4 10.7 8.4 16.1 14.6 4.4

100～299人 775 2 45 60 79 90 97 106 84 109 77 26 749 48.9 50.0
100.0 0.3 5.8 7.7 10.2 11.6 12.5 13.7 10.8 14.1 9.9 3.4

300～499人 458 - 39 27 46 66 82 51 44 70 21 12 446 47.3 47.0
100.0 - 8.5 5.9 10.0 14.4 17.9 11.1 9.6 15.3 4.6 2.6

500～999人 305 - 26 39 37 31 52 29 33 28 22 8 297 45.8 46.0
100.0 - 8.5 12.8 12.1 10.2 17.0 9.5 10.8 9.2 7.2 2.6

1,000人以上 265 - 27 22 21 41 43 43 30 26 5 7 258 45.8 46.0
100.0 - 10.2 8.3 7.9 15.5 16.2 16.2 11.3 9.8 1.9 2.6

300人以上（計） 1,028 - 92 88 104 138 177 123 107 124 48 27 1,001 46.4 47.0
100.0 - 8.9 8.6 10.1 13.4 17.2 12.0 10.4 12.1 4.7 2.6

問２２：あなたの属性について、教えてください（指定が無い限り、原則１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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答
労
働
者
計

世
帯
主
本
人

世
帯
主
の
配
偶
者

世
帯
主
の
父
母

世
帯
主
の
子
ど
も

そ
の
他

分
か
ら
な
い

 
無
回
答

全
有
効
回
答
労
働
者
計

い
る

い
な
い

 
無
回
答

全体計 4,215 1,726 1,762 92 462 69 7 97 4,215 1,907 2,166 142
100.0 40.9 41.8 2.2 11.0 1.6 0.2 2.3 100.0 45.2 51.4 3.4

問22：性別

男性 1,469 1,196 19 35 191 17 5 6 1,469 533 909 27
100.0 81.4 1.3 2.4 13.0 1.2 0.3 0.4 100.0 36.3 61.9 1.8

女性 2,677 529 1,742 57 271 52 2 24 2,677 1,372 1,257 48
100.0 19.8 65.1 2.1 10.1 1.9 0.1 0.9 100.0 51.3 47.0 1.8

問22：年齢層

満29歳以下 320 81 41 13 169 9 2 5 320 35 283 2
100.0 25.3 12.8 4.1 52.8 2.8 0.6 1.6 100.0 10.9 88.4 0.6

満30歳台 703 234 296 31 119 15 3 5 703 371 322 10
100.0 33.3 42.1 4.4 16.9 2.1 0.4 0.7 100.0 52.8 45.8 1.4

満40歳台 1,085 323 619 18 99 23 - 3 1,085 709 365 11
100.0 29.8 57.1 1.7 9.1 2.1 - 0.3 100.0 65.3 33.6 1.0

満50歳台 916 311 522 15 45 16 2 5 916 437 459 20
100.0 34.0 57.0 1.6 4.9 1.7 0.2 0.5 100.0 47.7 50.1 2.2

満60歳以上 1,020 727 251 12 21 3 - 6 1,020 318 677 25
100.0 71.3 24.6 1.2 2.1 0.3 - 0.6 100.0 31.2 66.4 2.5

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 109 5 13 94 7 3 3 234 40 190 4
×満34歳以下 100.0 46.6 2.1 5.6 40.2 3.0 1.3 1.3 100.0 17.1 81.2 1.7

男性 235 162 4 8 54 4 1 2 235 101 131 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 68.9 1.7 3.4 23.0 1.7 0.4 0.9 100.0 43.0 55.7 1.3

男性 320 270 7 8 31 3 1 - 320 164 151 5
×満45歳以上59歳以下 100.0 84.4 2.2 2.5 9.7 0.9 0.3 - 100.0 51.3 47.2 1.6

男性 642 623 2 5 10 2 - - 642 216 413 13
×満60歳以上 100.0 97.0 0.3 0.8 1.6 0.3 - - 100.0 33.6 64.3 2.0

女性 382 78 142 18 131 8 1 4 382 129 250 3
×満34歳以下 100.0 20.4 37.2 4.7 34.3 2.1 0.3 1.0 100.0 33.8 65.4 0.8

女性 692 116 476 13 67 17 - 3 692 470 212 10
×満35歳以上44歳以下 100.0 16.8 68.8 1.9 9.7 2.5 - 0.4 100.0 67.9 30.6 1.4

女性 1,160 214 843 17 55 24 1 6 1,160 647 495 18
×満45歳以上59歳以下 100.0 18.4 72.7 1.5 4.7 2.1 0.1 0.5 100.0 55.8 42.7 1.6

女性 377 103 249 7 11 1 - 6 377 101 264 12
×満60歳以上 100.0 27.3 66.0 1.9 2.9 0.3 - 1.6 100.0 26.8 70.0 3.2

問１：職種

管理的な仕事 144 112 17 1 10 1 - 3 144 61 77 6
100.0 77.8 11.8 0.7 6.9 0.7 - 2.1 100.0 42.4 53.5 4.2

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 65 130 4 10 3 - 2 214 116 94 4
100.0 30.4 60.7 1.9 4.7 1.4 - 0.9 100.0 54.2 43.9 1.9

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 60 81 3 25 2 - 5 176 91 79 6
100.0 34.1 46.0 1.7 14.2 1.1 - 2.8 100.0 51.7 44.9 3.4

専門的・技術的な仕事（その他） 315 177 78 7 39 6 - 8 315 114 191 10
100.0 56.2 24.8 2.2 12.4 1.9 - 2.5 100.0 36.2 60.6 3.2

事務の仕事 1,244 338 676 28 158 24 2 18 1,244 595 629 20
100.0 27.2 54.3 2.3 12.7 1.9 0.2 1.4 100.0 47.8 50.6 1.6

販売の仕事（営業を含む） 191 101 51 2 27 1 - 9 191 74 110 7
100.0 52.9 26.7 1.0 14.1 0.5 - 4.7 100.0 38.7 57.6 3.7

サービスの仕事（介護関係） 369 111 210 8 29 3 - 8 369 204 153 12
100.0 30.1 56.9 2.2 7.9 0.8 - 2.2 100.0 55.3 41.5 3.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 56 64 7 30 4 1 5 167 71 86 10
100.0 33.5 38.3 4.2 18.0 2.4 0.6 3.0 100.0 42.5 51.5 6.0

サービスの仕事（その他） 174 81 66 3 16 4 - 4 174 77 90 7
100.0 46.6 37.9 1.7 9.2 2.3 - 2.3 100.0 44.3 51.7 4.0

警備・保安の仕事 29 26 1 - 2 - - - 29 5 24 -
100.0 89.7 3.4 - 6.9 - - - 100.0 17.2 82.8 -

製造・生産工程の仕事 417 201 121 11 56 15 2 11 417 168 226 23
100.0 48.2 29.0 2.6 13.4 3.6 0.5 2.6 100.0 40.3 54.2 5.5

輸送・運転の仕事 103 86 8 1 7 - - 1 103 37 63 3
100.0 83.5 7.8 1.0 6.8 - - 1.0 100.0 35.9 61.2 2.9

建設・採掘の仕事 76 56 8 3 6 1 - 2 76 24 49 3
100.0 73.7 10.5 3.9 7.9 1.3 - 2.6 100.0 31.6 64.5 3.9

清掃など労務の仕事 83 29 42 2 8 - - 2 83 39 40 4
100.0 34.9 50.6 2.4 9.6 - - 2.4 100.0 47.0 48.2 4.8

その他 20 7 9 - 3 1 - - 20 12 8 -
100.0 35.0 45.0 - 15.0 5.0 - - 100.0 60.0 40.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 302 289 14 74 11 - 15 705 321 364 20
100.0 42.8 41.0 2.0 10.5 1.6 - 2.1 100.0 45.5 51.6 2.8

サービスの仕事（計） 710 248 340 18 75 11 1 17 710 352 329 29
100.0 34.9 47.9 2.5 10.6 1.5 0.1 2.4 100.0 49.6 46.3 4.1

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 130 97 14 67 6 3 3 320 113 201 6
100.0 40.6 30.3 4.4 20.9 1.9 0.9 0.9 100.0 35.3 62.8 1.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 405 478 23 133 24 - 13 1,076 513 543 20
100.0 37.6 44.4 2.1 12.4 2.2 - 1.2 100.0 47.7 50.5 1.9

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 1,294 1,267 67 325 44 7 70 3,074 1,376 1,597 101
100.0 42.1 41.2 2.2 10.6 1.4 0.2 2.3 100.0 44.8 52.0 3.3

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 71 36 3 12 - - 1 123 55 67 1
100.0 57.7 29.3 2.4 9.8 - - 0.8 100.0 44.7 54.5 0.8

2013年4月1日以降（計） 931 326 429 20 120 24 - 12 931 449 464 18
100.0 35.0 46.1 2.1 12.9 2.6 - 1.3 100.0 48.2 49.8 1.9

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 1,607 1,575 87 417 62 6 90 3,844 1,747 1,973 124
100.0 41.8 41.0 2.3 10.8 1.6 0.2 2.3 100.0 45.4 51.3 3.2

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 504 320 21 86 12 2 36 981 431 504 46
100.0 51.4 32.6 2.1 8.8 1.2 0.2 3.7 100.0 43.9 51.4 4.7

30～49人 539 224 222 12 69 3 - 9 539 238 287 14
100.0 41.6 41.2 2.2 12.8 0.6 - 1.7 100.0 44.2 53.2 2.6

50～99人 521 232 204 7 51 10 - 17 521 245 255 21
100.0 44.5 39.2 1.3 9.8 1.9 - 3.3 100.0 47.0 48.9 4.0

100～299人 775 289 350 20 82 16 2 16 775 379 372 24
100.0 37.3 45.2 2.6 10.6 2.1 0.3 2.1 100.0 48.9 48.0 3.1

300～499人 458 182 186 13 58 9 1 9 458 213 239 6
100.0 39.7 40.6 2.8 12.7 2.0 0.2 2.0 100.0 46.5 52.2 1.3

500～999人 305 93 157 8 40 5 - 2 305 136 161 8
100.0 30.5 51.5 2.6 13.1 1.6 - 0.7 100.0 44.6 52.8 2.6

1,000人以上 265 83 136 6 31 7 1 1 265 105 155 5
100.0 31.3 51.3 2.3 11.7 2.6 0.4 0.4 100.0 39.6 58.5 1.9

300人以上（計） 1,028 358 479 27 129 21 2 12 1,028 454 555 19
100.0 34.8 46.6 2.6 12.5 2.0 0.2 1.2 100.0 44.2 54.0 1.8

問２２：あなたの属性について、教えてください（指定が無い限り、原則１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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最終学歴 住居の種類
全
有
効
回
答
労
働
者
計

中
学
校

高
校

短
大
・
高
専
、

専
門
学
校

大
学
・
大
学
院

そ
の
他

 
無
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答

全
有
効
回
答
労
働
者
計

自
身
や
家
族
の
持
ち
家

社
宅
・
寮

2
以
外
の
借
家
等

 
無
回
答

全体計 4,215 116 1,804 1,223 946 36 90 4,215 3,099 65 899 152
100.0 2.8 42.8 29.0 22.4 0.9 2.1 100.0 73.5 1.5 21.3 3.6

問22：性別

男性 1,469 65 674 186 518 18 8 1,469 1,094 29 319 27
100.0 4.4 45.9 12.7 35.3 1.2 0.5 100.0 74.5 2.0 21.7 1.8

女性 2,677 51 1,130 1,036 427 18 15 2,677 2,003 36 580 58
100.0 1.9 42.2 38.7 16.0 0.7 0.6 100.0 74.8 1.3 21.7 2.2

問22：年齢層

満29歳以下 320 7 130 86 94 3 - 320 177 13 123 7
100.0 2.2 40.6 26.9 29.4 0.9 - 100.0 55.3 4.1 38.4 2.2

満30歳台 703 17 221 241 216 6 2 703 447 17 230 9
100.0 2.4 31.4 34.3 30.7 0.9 0.3 100.0 63.6 2.4 32.7 1.3

満40歳台 1,085 21 430 396 230 5 3 1,085 817 18 235 15
100.0 1.9 39.6 36.5 21.2 0.5 0.3 100.0 75.3 1.7 21.7 1.4

満50歳台 916 18 462 295 127 10 4 916 719 12 166 19
100.0 2.0 50.4 32.2 13.9 1.1 0.4 100.0 78.5 1.3 18.1 2.1

満60歳以上 1,020 50 524 178 254 9 5 1,020 872 5 121 22
100.0 4.9 51.4 17.5 24.9 0.9 0.5 100.0 85.5 0.5 11.9 2.2

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 10 88 46 87 3 - 234 133 11 88 2
×満34歳以下 100.0 4.3 37.6 19.7 37.2 1.3 - 100.0 56.8 4.7 37.6 0.9

男性 235 11 89 54 80 1 - 235 148 5 79 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 4.7 37.9 23.0 34.0 0.4 - 100.0 63.0 2.1 33.6 1.3

男性 320 10 155 34 110 8 3 320 228 11 72 9
×満45歳以上59歳以下 100.0 3.1 48.4 10.6 34.4 2.5 0.9 100.0 71.3 3.4 22.5 2.8

男性 642 32 328 48 226 5 3 642 557 2 73 10
×満60歳以上 100.0 5.0 51.1 7.5 35.2 0.8 0.5 100.0 86.8 0.3 11.4 1.6

女性 382 4 122 138 114 3 1 382 220 13 141 8
×満34歳以下 100.0 1.0 31.9 36.1 29.8 0.8 0.3 100.0 57.6 3.4 36.9 2.1

女性 692 11 234 293 147 5 2 692 511 7 165 9
×満35歳以上44歳以下 100.0 1.6 33.8 42.3 21.2 0.7 0.3 100.0 73.8 1.0 23.8 1.3

女性 1,160 17 555 452 129 4 3 1,160 919 13 209 19
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.5 47.8 39.0 11.1 0.3 0.3 100.0 79.2 1.1 18.0 1.6

女性 377 18 196 130 27 4 2 377 314 3 48 12
×満60歳以上 100.0 4.8 52.0 34.5 7.2 1.1 0.5 100.0 83.3 0.8 12.7 3.2

問１：職種

管理的な仕事 144 4 41 27 64 4 4 144 121 1 17 5
100.0 2.8 28.5 18.8 44.4 2.8 2.8 100.0 84.0 0.7 11.8 3.5

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 - 25 128 60 - 1 214 164 5 41 4
100.0 - 11.7 59.8 28.0 - 0.5 100.0 76.6 2.3 19.2 1.9

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 - 5 90 76 1 4 176 132 4 33 7
100.0 - 2.8 51.1 43.2 0.6 2.3 100.0 75.0 2.3 18.8 4.0

専門的・技術的な仕事（その他） 315 6 106 85 111 - 7 315 225 3 75 12
100.0 1.9 33.7 27.0 35.2 - 2.2 100.0 71.4 1.0 23.8 3.8

事務の仕事 1,244 9 510 396 307 4 18 1,244 943 14 250 37
100.0 0.7 41.0 31.8 24.7 0.3 1.4 100.0 75.8 1.1 20.1 3.0

販売の仕事（営業を含む） 191 2 94 39 51 1 4 191 133 1 49 8
100.0 1.0 49.2 20.4 26.7 0.5 2.1 100.0 69.6 0.5 25.7 4.2

サービスの仕事（介護関係） 369 13 176 124 46 4 6 369 272 4 83 10
100.0 3.5 47.7 33.6 12.5 1.1 1.6 100.0 73.7 1.1 22.5 2.7

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 6 81 49 22 2 7 167 107 3 51 6
100.0 3.6 48.5 29.3 13.2 1.2 4.2 100.0 64.1 1.8 30.5 3.6

サービスの仕事（その他） 174 7 90 40 31 3 3 174 121 1 44 8
100.0 4.0 51.7 23.0 17.8 1.7 1.7 100.0 69.5 0.6 25.3 4.6

警備・保安の仕事 29 2 22 2 3 - - 29 21 - 8 -
100.0 6.9 75.9 6.9 10.3 - - 100.0 72.4 - 27.6 -

製造・生産工程の仕事 417 26 245 77 50 6 13 417 291 12 96 18
100.0 6.2 58.8 18.5 12.0 1.4 3.1 100.0 69.8 2.9 23.0 4.3

輸送・運転の仕事 103 5 78 9 7 1 3 103 76 1 20 6
100.0 4.9 75.7 8.7 6.8 1.0 2.9 100.0 73.8 1.0 19.4 5.8

建設・採掘の仕事 76 13 45 5 9 2 2 76 49 4 19 4
100.0 17.1 59.2 6.6 11.8 2.6 2.6 100.0 64.5 5.3 25.0 5.3

清掃など労務の仕事 83 4 56 14 5 2 2 83 61 2 16 4
100.0 4.8 67.5 16.9 6.0 2.4 2.4 100.0 73.5 2.4 19.3 4.8

その他 20 1 14 1 4 - - 20 16 - 4 -
100.0 5.0 70.0 5.0 20.0 - - 100.0 80.0 - 20.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 6 136 303 247 1 12 705 521 12 149 23
100.0 0.9 19.3 43.0 35.0 0.1 1.7 100.0 73.9 1.7 21.1 3.3

サービスの仕事（計） 710 26 347 213 99 9 16 710 500 8 178 24
100.0 3.7 48.9 30.0 13.9 1.3 2.3 100.0 70.4 1.1 25.1 3.4

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 6 128 92 89 3 2 320 226 2 87 5
100.0 1.9 40.0 28.8 27.8 0.9 0.6 100.0 70.6 0.6 27.2 1.6

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 30 475 350 204 9 8 1,076 768 17 265 26
100.0 2.8 44.1 32.5 19.0 0.8 0.7 100.0 71.4 1.6 24.6 2.4

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 85 1,300 867 734 25 63 3,074 2,293 47 626 108
100.0 2.8 42.3 28.2 23.9 0.8 2.0 100.0 74.6 1.5 20.4 3.5

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 3 69 31 18 2 - 123 92 3 26 2
100.0 2.4 56.1 25.2 14.6 1.6 - 100.0 74.8 2.4 21.1 1.6

2013年4月1日以降（計） 931 26 394 312 184 7 8 931 660 13 236 22
100.0 2.8 42.3 33.5 19.8 0.8 0.9 100.0 70.9 1.4 25.3 2.4

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 108 1,655 1,101 867 32 81 3,844 2,834 57 812 141
100.0 2.8 43.1 28.6 22.6 0.8 2.1 100.0 73.7 1.5 21.1 3.7

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 36 437 246 214 16 32 981 731 17 183 50
100.0 3.7 44.5 25.1 21.8 1.6 3.3 100.0 74.5 1.7 18.7 5.1

30～49人 539 19 236 175 96 3 10 539 407 11 102 19
100.0 3.5 43.8 32.5 17.8 0.6 1.9 100.0 75.5 2.0 18.9 3.5

50～99人 521 17 210 140 133 7 14 521 384 4 112 21
100.0 3.3 40.3 26.9 25.5 1.3 2.7 100.0 73.7 0.8 21.5 4.0

100～299人 775 24 344 236 154 2 15 775 586 9 160 20
100.0 3.1 44.4 30.5 19.9 0.3 1.9 100.0 75.6 1.2 20.6 2.6

300～499人 458 8 211 123 110 2 4 458 323 6 116 13
100.0 1.7 46.1 26.9 24.0 0.4 0.9 100.0 70.5 1.3 25.3 2.8

500～999人 305 4 119 94 84 1 3 305 215 6 79 5
100.0 1.3 39.0 30.8 27.5 0.3 1.0 100.0 70.5 2.0 25.9 1.6

1,000人以上 265 - 98 87 76 1 3 265 188 4 60 13
100.0 - 37.0 32.8 28.7 0.4 1.1 100.0 70.9 1.5 22.6 4.9

300人以上（計） 1,028 12 428 304 270 4 10 1,028 726 16 255 31
100.0 1.2 41.6 29.6 26.3 0.4 1.0 100.0 70.6 1.6 24.8 3.0

問２２：あなたの属性について、教えてください（指定が無い限り、原則１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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居住地（地域ブロック）
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圏
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全体計 4,215 233 383 828 321 285 521 575 263 124 516 166 1,721 2,328
100.0 5.5 9.1 19.6 7.6 6.8 12.4 13.6 6.2 2.9 12.2 3.9 40.8 55.2

問22：性別

男性 1,469 79 148 295 99 108 161 237 104 53 144 41 638 790
100.0 5.4 10.1 20.1 6.7 7.4 11.0 16.1 7.1 3.6 9.8 2.8 43.4 53.8

女性 2,677 154 235 533 221 176 360 338 159 71 372 58 1,083 1,536
100.0 5.8 8.8 19.9 8.3 6.6 13.4 12.6 5.9 2.7 13.9 2.2 40.5 57.4

問22：年齢層

満29歳以下 320 19 28 71 23 15 46 42 19 13 37 7 148 165
100.0 5.9 8.8 22.2 7.2 4.7 14.4 13.1 5.9 4.1 11.6 2.2 46.3 51.6

満30歳台 703 46 66 119 63 45 87 116 30 19 103 9 297 397
100.0 6.5 9.4 16.9 9.0 6.4 12.4 16.5 4.3 2.7 14.7 1.3 42.2 56.5

満40歳台 1,085 63 99 211 88 68 135 159 69 27 146 20 451 614
100.0 5.8 9.1 19.4 8.1 6.3 12.4 14.7 6.4 2.5 13.5 1.8 41.6 56.6

満50歳台 916 53 81 187 79 62 130 108 59 29 112 16 370 530
100.0 5.8 8.8 20.4 8.6 6.8 14.2 11.8 6.4 3.2 12.2 1.7 40.4 57.9

満60歳以上 1,020 48 97 223 65 92 115 137 81 35 108 19 419 582
100.0 4.7 9.5 21.9 6.4 9.0 11.3 13.4 7.9 3.4 10.6 1.9 41.1 57.1

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 10 20 43 16 15 25 49 12 11 26 7 112 115
×満34歳以下 100.0 4.3 8.5 18.4 6.8 6.4 10.7 20.9 5.1 4.7 11.1 3.0 47.9 49.1

男性 235 17 27 37 16 18 21 37 19 4 33 6 89 140
×満35歳以上44歳以下 100.0 7.2 11.5 15.7 6.8 7.7 8.9 15.7 8.1 1.7 14.0 2.6 37.9 59.6

男性 320 14 40 72 29 11 39 42 17 16 31 9 140 171
×満45歳以上59歳以下 100.0 4.4 12.5 22.5 9.1 3.4 12.2 13.1 5.3 5.0 9.7 2.8 43.8 53.4

男性 642 36 56 135 37 64 72 104 54 22 52 10 280 352
×満60歳以上 100.0 5.6 8.7 21.0 5.8 10.0 11.2 16.2 8.4 3.4 8.1 1.6 43.6 54.8

女性 382 24 32 82 26 19 61 48 20 12 55 3 172 207
×満34歳以下 100.0 6.3 8.4 21.5 6.8 5.0 16.0 12.6 5.2 3.1 14.4 0.8 45.0 54.2

女性 692 50 62 129 67 47 89 92 25 18 101 12 274 406
×満35歳以上44歳以下 100.0 7.2 9.0 18.6 9.7 6.8 12.9 13.3 3.6 2.6 14.6 1.7 39.6 58.7

女性 1,160 66 93 225 98 80 163 157 84 27 152 15 479 666
×満45歳以上59歳以下 100.0 5.7 8.0 19.4 8.4 6.9 14.1 13.5 7.2 2.3 13.1 1.3 41.3 57.4

女性 377 12 41 88 28 27 43 33 27 13 56 9 139 229
×満60歳以上 100.0 3.2 10.9 23.3 7.4 7.2 11.4 8.8 7.2 3.4 14.9 2.4 36.9 60.7

問１：職種

管理的な仕事 144 7 16 32 13 5 15 19 9 7 14 7 62 75
100.0 4.9 11.1 22.2 9.0 3.5 10.4 13.2 6.3 4.9 9.7 4.9 43.1 52.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 9 7 54 26 9 20 29 11 9 37 3 92 119
100.0 4.2 3.3 25.2 12.1 4.2 9.3 13.6 5.1 4.2 17.3 1.4 43.0 55.6

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 2 11 41 11 13 15 21 8 4 41 9 74 93
100.0 1.1 6.3 23.3 6.3 7.4 8.5 11.9 4.5 2.3 23.3 5.1 42.0 52.8

専門的・技術的な仕事（その他） 315 18 31 76 14 22 24 39 27 11 38 15 126 174
100.0 5.7 9.8 24.1 4.4 7.0 7.6 12.4 8.6 3.5 12.1 4.8 40.0 55.2

事務の仕事 1,244 66 99 290 98 72 174 145 73 29 159 39 549 656
100.0 5.3 8.0 23.3 7.9 5.8 14.0 11.7 5.9 2.3 12.8 3.1 44.1 52.7

販売の仕事（営業を含む） 191 18 29 29 14 14 21 28 13 1 18 6 65 120
100.0 9.4 15.2 15.2 7.3 7.3 11.0 14.7 6.8 0.5 9.4 3.1 34.0 62.8

サービスの仕事（介護関係） 369 35 30 48 21 23 46 67 20 15 54 10 139 220
100.0 9.5 8.1 13.0 5.7 6.2 12.5 18.2 5.4 4.1 14.6 2.7 37.7 59.6

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 9 15 33 14 14 24 19 12 1 18 8 72 87
100.0 5.4 9.0 19.8 8.4 8.4 14.4 11.4 7.2 0.6 10.8 4.8 43.1 52.1

サービスの仕事（その他） 174 10 14 38 14 9 18 26 12 3 23 7 72 95
100.0 5.7 8.0 21.8 8.0 5.2 10.3 14.9 6.9 1.7 13.2 4.0 41.4 54.6

警備・保安の仕事 29 4 1 5 - 3 3 8 4 - 1 - 12 17
100.0 13.8 3.4 17.2 - 10.3 10.3 27.6 13.8 - 3.4 - 41.4 58.6

製造・生産工程の仕事 417 9 44 46 39 42 78 80 22 13 22 22 169 226
100.0 2.2 10.6 11.0 9.4 10.1 18.7 19.2 5.3 3.1 5.3 5.3 40.5 54.2

輸送・運転の仕事 103 3 15 13 10 8 7 14 11 8 9 5 29 69
100.0 2.9 14.6 12.6 9.7 7.8 6.8 13.6 10.7 7.8 8.7 4.9 28.2 67.0

建設・採掘の仕事 76 12 8 11 4 6 4 7 4 6 9 5 20 51
100.0 15.8 10.5 14.5 5.3 7.9 5.3 9.2 5.3 7.9 11.8 6.6 26.3 67.1

清掃など労務の仕事 83 5 13 12 8 11 7 8 2 3 9 5 27 51
100.0 6.0 15.7 14.5 9.6 13.3 8.4 9.6 2.4 3.6 10.8 6.0 32.5 61.4

その他 20 2 3 2 2 - 2 4 2 1 2 - 7 13
100.0 10.0 15.0 10.0 10.0 - 10.0 20.0 10.0 5.0 10.0 - 35.0 65.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 29 49 171 51 44 59 89 46 24 116 27 292 386
100.0 4.1 7.0 24.3 7.2 6.2 8.4 12.6 6.5 3.4 16.5 3.8 41.4 54.8

サービスの仕事（計） 710 54 59 119 49 46 88 112 44 19 95 25 283 402
100.0 7.6 8.3 16.8 6.9 6.5 12.4 15.8 6.2 2.7 13.4 3.5 39.9 56.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 19 36 69 20 24 49 43 11 10 35 4 141 175
100.0 5.9 11.3 21.6 6.3 7.5 15.3 13.4 3.4 3.1 10.9 1.3 44.1 54.7

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 67 93 225 62 58 149 166 67 20 143 26 484 566
100.0 6.2 8.6 20.9 5.8 5.4 13.8 15.4 6.2 1.9 13.3 2.4 45.0 52.6

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 166 285 595 254 225 364 405 194 100 366 120 1,220 1,734
100.0 5.4 9.3 19.4 8.3 7.3 11.8 13.2 6.3 3.3 11.9 3.9 39.7 56.4

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 7 19 19 9 5 13 19 9 2 19 2 49 72
100.0 5.7 15.4 15.4 7.3 4.1 10.6 15.4 7.3 1.6 15.4 1.6 39.8 58.5

2013年4月1日以降（計） 931 58 72 205 52 52 132 143 56 18 121 22 427 482
100.0 6.2 7.7 22.0 5.6 5.6 14.2 15.4 6.0 1.9 13.0 2.4 45.9 51.8

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 215 357 738 295 279 446 535 223 118 489 149 1,550 2,145
100.0 5.6 9.3 19.2 7.7 7.3 11.6 13.9 5.8 3.1 12.7 3.9 40.3 55.8

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 54 110 181 67 58 111 116 66 36 126 56 368 557
100.0 5.5 11.2 18.5 6.8 5.9 11.3 11.8 6.7 3.7 12.8 5.7 37.5 56.8

30～49人 539 31 47 82 49 37 53 80 51 17 75 17 189 333
100.0 5.8 8.7 15.2 9.1 6.9 9.8 14.8 9.5 3.2 13.9 3.2 35.1 61.8

50～99人 521 33 49 112 27 33 75 76 42 11 42 21 242 258
100.0 6.3 9.4 21.5 5.2 6.3 14.4 14.6 8.1 2.1 8.1 4.0 46.4 49.5

100～299人 775 42 77 137 69 82 64 116 32 34 95 27 272 476
100.0 5.4 9.9 17.7 8.9 10.6 8.3 15.0 4.1 4.4 12.3 3.5 35.1 61.4

300～499人 458 41 35 60 33 44 67 41 25 5 98 9 149 300
100.0 9.0 7.6 13.1 7.2 9.6 14.6 9.0 5.5 1.1 21.4 2.0 32.5 65.5

500～999人 305 14 24 97 18 15 15 62 4 14 35 7 165 133
100.0 4.6 7.9 31.8 5.9 4.9 4.9 20.3 1.3 4.6 11.5 2.3 54.1 43.6

1,000人以上 265 - 15 69 32 10 61 44 3 1 18 12 165 88
100.0 - 5.7 26.0 12.1 3.8 23.0 16.6 1.1 0.4 6.8 4.5 62.3 33.2

300人以上（計） 1,028 55 74 226 83 69 143 147 32 20 151 28 479 521
100.0 5.4 7.2 22.0 8.1 6.7 13.9 14.3 3.1 1.9 14.7 2.7 46.6 50.7

問２２：あなたの属性について、教えてください（指定が無い限り、原則１つに〇）。 調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 698 3,070 307 140 698 62 565 71
100.0 16.6 72.8 7.3 3.3 100.0 8.9 80.9 10.2

問22：性別

男性 1,469 229 1,093 106 41 229 16 186 27
100.0 15.6 74.4 7.2 2.8 100.0 7.0 81.2 11.8

女性 2,677 468 1,960 200 49 468 46 378 44
100.0 17.5 73.2 7.5 1.8 100.0 9.8 80.8 9.4

問22：年齢層

満29歳以下 320 126 140 49 5 126 17 102 7
100.0 39.4 43.8 15.3 1.6 100.0 13.5 81.0 5.6

満30歳台 703 156 491 53 3 156 12 136 8
100.0 22.2 69.8 7.5 0.4 100.0 7.7 87.2 5.1

満40歳台 1,085 173 829 70 13 173 30 126 17
100.0 15.9 76.4 6.5 1.2 100.0 17.3 72.8 9.8

満50歳台 916 101 732 66 17 101 1 79 21
100.0 11.0 79.9 7.2 1.9 100.0 1.0 78.2 20.8

満60歳以上 1,020 123 795 57 45 123 - 105 18
100.0 12.1 77.9 5.6 4.4 100.0 - 85.4 14.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 71 127 32 4 71 5 63 3
×満34歳以下 100.0 30.3 54.3 13.7 1.7 100.0 7.0 88.7 4.2

男性 235 42 174 17 2 42 9 30 3
×満35歳以上44歳以下 100.0 17.9 74.0 7.2 0.9 100.0 21.4 71.4 7.1

男性 320 34 254 24 8 34 2 24 8
×満45歳以上59歳以下 100.0 10.6 79.4 7.5 2.5 100.0 5.9 70.6 23.5

男性 642 75 511 32 24 75 - 62 13
×満60歳以上 100.0 11.7 79.6 5.0 3.7 100.0 - 82.7 17.3

女性 382 125 210 44 3 125 13 104 8
×満34歳以下 100.0 32.7 55.0 11.5 0.8 100.0 10.4 83.2 6.4

女性 692 129 511 45 7 129 22 98 9
×満35歳以上44歳以下 100.0 18.6 73.8 6.5 1.0 100.0 17.1 76.0 7.0

女性 1,160 155 915 76 14 155 9 124 22
×満45歳以上59歳以下 100.0 13.4 78.9 6.6 1.2 100.0 5.8 80.0 14.2

女性 377 48 283 25 21 48 - 43 5
×満60歳以上 100.0 12.7 75.1 6.6 5.6 100.0 - 89.6 10.4

問１：職種

管理的な仕事 144 18 112 8 6 18 3 13 2
100.0 12.5 77.8 5.6 4.2 100.0 16.7 72.2 11.1

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 32 162 16 4 32 2 26 4
100.0 15.0 75.7 7.5 1.9 100.0 6.3 81.3 12.5

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 60 106 6 4 60 2 52 6
100.0 34.1 60.2 3.4 2.3 100.0 3.3 86.7 10.0

専門的・技術的な仕事（その他） 315 61 226 16 12 61 7 50 4
100.0 19.4 71.7 5.1 3.8 100.0 11.5 82.0 6.6

事務の仕事 1,244 222 945 55 22 222 21 187 14
100.0 17.8 76.0 4.4 1.8 100.0 9.5 84.2 6.3

販売の仕事（営業を含む） 191 25 137 22 7 25 2 21 2
100.0 13.1 71.7 11.5 3.7 100.0 8.0 84.0 8.0

サービスの仕事（介護関係） 369 53 270 31 15 53 3 47 3
100.0 14.4 73.2 8.4 4.1 100.0 5.7 88.7 5.7

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 23 99 33 12 23 3 18 2
100.0 13.8 59.3 19.8 7.2 100.0 13.0 78.3 8.7

サービスの仕事（その他） 174 31 122 19 2 31 2 24 5
100.0 17.8 70.1 10.9 1.1 100.0 6.5 77.4 16.1

警備・保安の仕事 29 4 21 3 1 4 - 4 -
100.0 13.8 72.4 10.3 3.4 100.0 - 100.0 -

製造・生産工程の仕事 417 58 309 35 15 58 11 42 5
100.0 13.9 74.1 8.4 3.6 100.0 19.0 72.4 8.6

輸送・運転の仕事 103 13 71 12 7 13 1 11 1
100.0 12.6 68.9 11.7 6.8 100.0 7.7 84.6 7.7

建設・採掘の仕事 76 13 55 6 2 13 - 11 2
100.0 17.1 72.4 7.9 2.6 100.0 - 84.6 15.4

清掃など労務の仕事 83 8 65 7 3 8 - 5 3
100.0 9.6 78.3 8.4 3.6 100.0 - 62.5 37.5

その他 20 3 13 3 1 3 - 2 1
100.0 15.0 65.0 15.0 5.0 100.0 - 66.7 33.3

専門的・技術的な仕事（計） 705 153 494 38 20 153 11 128 14
100.0 21.7 70.1 5.4 2.8 100.0 7.2 83.7 9.2

サービスの仕事（計） 710 107 491 83 29 107 8 89 10
100.0 15.1 69.2 11.7 4.1 100.0 7.5 83.2 9.3

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 69 227 19 5 69 8 58 3
100.0 21.6 70.9 5.9 1.6 100.0 11.6 84.1 4.3

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 191 796 69 20 191 19 156 16
100.0 17.8 74.0 6.4 1.9 100.0 9.9 81.7 8.4

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 503 2,235 235 101 503 42 406 55
100.0 16.4 72.7 7.6 3.3 100.0 8.3 80.7 10.9

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 20 82 19 2 20 2 16 2
100.0 16.3 66.7 15.4 1.6 100.0 10.0 80.0 10.0

2013年4月1日以降（計） 931 168 702 44 17 168 17 138 13
100.0 18.0 75.4 4.7 1.8 100.0 10.1 82.1 7.7

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 632 2,790 288 134 632 59 505 68
100.0 16.4 72.6 7.5 3.5 100.0 9.3 79.9 10.8

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 136 678 116 51 136 12 107 17
100.0 13.9 69.1 11.8 5.2 100.0 8.8 78.7 12.5

30～49人 539 86 382 50 21 86 11 65 10
100.0 16.0 70.9 9.3 3.9 100.0 12.8 75.6 11.6

50～99人 521 91 379 28 23 91 8 70 13
100.0 17.5 72.7 5.4 4.4 100.0 8.8 76.9 14.3

100～299人 775 134 576 45 20 134 10 113 11
100.0 17.3 74.3 5.8 2.6 100.0 7.5 84.3 8.2

300～499人 458 85 348 16 9 85 8 70 7
100.0 18.6 76.0 3.5 2.0 100.0 9.4 82.4 8.2

500～999人 305 52 225 23 5 52 5 43 4
100.0 17.0 73.8 7.5 1.6 100.0 9.6 82.7 7.7

1,000人以上 265 48 202 10 5 48 5 37 6
100.0 18.1 76.2 3.8 1.9 100.0 10.4 77.1 12.5

300人以上（計） 1,028 185 775 49 19 185 18 150 17
100.0 18.0 75.4 4.8 1.8 100.0 9.7 81.1 9.2

問２２付問①：学校を卒業して、初めてついた
仕事は有期労働契約でしたか（１つに〇）。

問２２付問：「派遣労働者」
でしたか（１つに〇）。

調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 3,296 792 127 3,296 717 748 784 365 254 198 230 3,066 2.9 3.0
100.0 78.2 18.8 3.0 100.0 21.8 22.7 23.8 11.1 7.7 6.0 7.0

問22：性別

男性 1,469 1,088 348 33 1,088 310 259 256 93 54 63 53 1,035 2.6 2.0
100.0 74.1 23.7 2.2 100.0 28.5 23.8 23.5 8.5 5.0 5.8 4.9

女性 2,677 2,194 441 42 2,194 404 487 526 271 200 135 171 2,023 3.0 3.0
100.0 82.0 16.5 1.6 100.0 18.4 22.2 24.0 12.4 9.1 6.2 7.8

問22：年齢層

満29歳以下 320 185 133 2 185 87 45 29 9 7 1 7 178 1.9 2.0
100.0 57.8 41.6 0.6 100.0 47.0 24.3 15.7 4.9 3.8 0.5 3.8

満30歳台 703 572 120 11 572 147 151 135 59 39 23 18 554 2.6 2.0
100.0 81.4 17.1 1.6 100.0 25.7 26.4 23.6 10.3 6.8 4.0 3.1

満40歳台 1,085 938 132 15 938 171 199 231 124 80 74 59 879 3.1 3.0
100.0 86.5 12.2 1.4 100.0 18.2 21.2 24.6 13.2 8.5 7.9 6.3

満50歳台 916 786 114 16 786 119 163 221 91 75 58 59 727 3.1 3.0
100.0 85.8 12.4 1.7 100.0 15.1 20.7 28.1 11.6 9.5 7.4 7.5

満60歳以上 1,020 724 276 20 724 171 177 151 73 49 38 65 659 2.8 2.0
100.0 71.0 27.1 2.0 100.0 23.6 24.4 20.9 10.1 6.8 5.2 9.0

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 162 68 4 162 73 38 31 10 6 1 3 159 2.0 2.0
×満34歳以下 100.0 69.2 29.1 1.7 100.0 45.1 23.5 19.1 6.2 3.7 0.6 1.9

男性 235 195 36 4 195 44 45 47 23 10 16 10 185 2.9 3.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 83.0 15.3 1.7 100.0 22.6 23.1 24.1 11.8 5.1 8.2 5.1

男性 320 274 37 9 274 60 62 89 19 16 21 7 267 2.8 3.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 85.6 11.6 2.8 100.0 21.9 22.6 32.5 6.9 5.8 7.7 2.6

男性 642 430 201 11 430 125 111 85 38 22 23 26 404 2.6 2.0
×満60歳以上 100.0 67.0 31.3 1.7 100.0 29.1 25.8 19.8 8.8 5.1 5.3 6.0

女性 382 270 108 4 270 100 76 49 20 14 3 8 262 2.2 2.0
×満34歳以下 100.0 70.7 28.3 1.0 100.0 37.0 28.1 18.1 7.4 5.2 1.1 3.0

女性 692 578 104 10 578 102 139 151 77 48 34 27 551 3.0 3.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 83.5 15.0 1.4 100.0 17.6 24.0 26.1 13.3 8.3 5.9 4.7

女性 1,160 1,001 146 13 1,001 145 197 249 134 107 81 88 913 3.2 3.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 86.3 12.6 1.1 100.0 14.5 19.7 24.9 13.4 10.7 8.1 8.8

女性 377 293 75 9 293 46 66 65 35 27 15 39 254 3.0 3.0
×満60歳以上 100.0 77.7 19.9 2.4 100.0 15.7 22.5 22.2 11.9 9.2 5.1 13.3

問１：職種

管理的な仕事 144 107 32 5 107 38 25 23 9 4 3 5 102 2.3 2.0
100.0 74.3 22.2 3.5 100.0 35.5 23.4 21.5 8.4 3.7 2.8 4.7

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 163 49 2 163 30 25 44 23 16 13 12 151 3.1 3.0
100.0 76.2 22.9 0.9 100.0 18.4 15.3 27.0 14.1 9.8 8.0 7.4

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 117 53 6 117 32 34 24 8 5 5 9 108 2.5 2.0
100.0 66.5 30.1 3.4 100.0 27.4 29.1 20.5 6.8 4.3 4.3 7.7

専門的・技術的な仕事（その他） 315 223 84 8 223 65 58 45 22 11 15 7 216 2.6 2.0
100.0 70.8 26.7 2.5 100.0 29.1 26.0 20.2 9.9 4.9 6.7 3.1

事務の仕事 1,244 979 237 28 979 223 242 207 109 77 51 70 909 2.8 2.0
100.0 78.7 19.1 2.3 100.0 22.8 24.7 21.1 11.1 7.9 5.2 7.2

販売の仕事（営業を含む） 191 139 47 5 139 39 31 35 16 9 5 4 135 2.6 2.0
100.0 72.8 24.6 2.6 100.0 28.1 22.3 25.2 11.5 6.5 3.6 2.9

サービスの仕事（介護関係） 369 326 35 8 326 48 55 90 49 35 19 30 296 3.2 3.0
100.0 88.3 9.5 2.2 100.0 14.7 16.9 27.6 15.0 10.7 5.8 9.2

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 125 33 9 125 24 32 28 14 12 8 7 118 2.9 3.0
100.0 74.9 19.8 5.4 100.0 19.2 25.6 22.4 11.2 9.6 6.4 5.6

サービスの仕事（その他） 174 143 28 3 143 27 31 32 16 9 9 19 124 3.0 3.0
100.0 82.2 16.1 1.7 100.0 18.9 21.7 22.4 11.2 6.3 6.3 13.3

警備・保安の仕事 29 20 8 1 20 2 6 4 3 2 2 1 19 3.3 3.0
100.0 69.0 27.6 3.4 100.0 10.0 30.0 20.0 15.0 10.0 10.0 5.0

製造・生産工程の仕事 417 343 59 15 343 64 70 91 37 28 33 20 323 3.1 3.0
100.0 82.3 14.1 3.6 100.0 18.7 20.4 26.5 10.8 8.2 9.6 5.8

輸送・運転の仕事 103 83 15 5 83 25 15 23 5 3 4 8 75 2.5 2.0
100.0 80.6 14.6 4.9 100.0 30.1 18.1 27.7 6.0 3.6 4.8 9.6

建設・採掘の仕事 76 60 13 3 60 15 10 19 2 4 5 5 55 2.8 3.0
100.0 78.9 17.1 3.9 100.0 25.0 16.7 31.7 3.3 6.7 8.3 8.3

清掃など労務の仕事 83 69 10 4 69 7 16 18 10 8 3 7 62 3.1 3.0
100.0 83.1 12.0 4.8 100.0 10.1 23.2 26.1 14.5 11.6 4.3 10.1

その他 20 14 5 1 14 6 1 3 2 - - 2 12 2.1 1.5
100.0 70.0 25.0 5.0 100.0 42.9 7.1 21.4 14.3 - - 14.3

専門的・技術的な仕事（計） 705 503 186 16 503 127 117 113 53 32 33 28 475 2.8 2.0
100.0 71.3 26.4 2.3 100.0 25.2 23.3 22.5 10.5 6.4 6.6 5.6

サービスの仕事（計） 710 594 96 20 594 99 118 150 79 56 36 56 538 3.1 3.0
100.0 83.7 13.5 2.8 100.0 16.7 19.9 25.3 13.3 9.4 6.1 9.4

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 274 42 4 274 52 46 65 33 26 40 12 262 3.5 3.0
100.0 85.6 13.1 1.3 100.0 19.0 16.8 23.7 12.0 9.5 14.6 4.4

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 891 168 17 891 183 200 237 97 69 49 56 835 2.9 3.0
100.0 82.8 15.6 1.6 100.0 20.5 22.4 26.6 10.9 7.7 5.5 6.3

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 2,372 613 89 2,372 526 546 537 264 181 148 170 2,202 2.9 3.0
100.0 77.2 19.9 2.9 100.0 22.2 23.0 22.6 11.1 7.6 6.2 7.2

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 98 25 - 98 26 22 27 10 7 2 4 94 2.5 2.0
100.0 79.7 20.3 - 100.0 26.5 22.4 27.6 10.2 7.1 2.0 4.1

2013年4月1日以降（計） 931 776 140 15 776 154 176 205 85 60 46 50 726 2.9 3.0
100.0 83.4 15.0 1.6 100.0 19.8 22.7 26.4 11.0 7.7 5.9 6.4

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 3,001 726 117 3,001 647 686 710 335 230 179 214 2,787 2.9 3.0
100.0 78.1 18.9 3.0 100.0 21.6 22.9 23.7 11.2 7.7 6.0 7.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 715 217 49 715 173 180 173 64 40 35 50 665 2.7 2.0
100.0 72.9 22.1 5.0 100.0 24.2 25.2 24.2 9.0 5.6 4.9 7.0

30～49人 539 442 78 19 442 91 104 110 53 33 20 31 411 2.8 3.0
100.0 82.0 14.5 3.5 100.0 20.6 23.5 24.9 12.0 7.5 4.5 7.0

50～99人 521 423 82 16 423 74 91 109 49 41 24 35 388 3.0 3.0
100.0 81.2 15.7 3.1 100.0 17.5 21.5 25.8 11.6 9.7 5.7 8.3

100～299人 775 604 153 18 604 109 142 147 69 50 41 46 558 3.0 3.0
100.0 77.9 19.7 2.3 100.0 18.0 23.5 24.3 11.4 8.3 6.8 7.6

300～499人 458 363 87 8 363 80 76 71 47 35 30 24 339 3.1 3.0
100.0 79.3 19.0 1.7 100.0 22.0 20.9 19.6 12.9 9.6 8.3 6.6

500～999人 305 249 52 4 249 62 45 56 32 18 21 15 234 3.0 3.0
100.0 81.6 17.0 1.3 100.0 24.9 18.1 22.5 12.9 7.2 8.4 6.0

1,000人以上 265 205 57 3 205 58 48 44 21 13 8 13 192 2.6 2.0
100.0 77.4 21.5 1.1 100.0 28.3 23.4 21.5 10.2 6.3 3.9 6.3

300人以上（計） 1,028 817 196 15 817 200 169 171 100 66 59 52 765 2.9 3.0
100.0 79.5 19.1 1.5 100.0 24.5 20.7 20.9 12.2 8.1 7.2 6.4

問２２付問②：これまでに転職した経験はありますか（１つに〇・数値も記入）。 調査シリーズNo.202
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　全　体 3,296 16 19 267 379 968 817 414 416 2,880 12.0 10.0
100.0 0.5 0.6 8.1 11.5 29.4 24.8 12.6 12.6

問22：性別

男性 1,088 13 6 87 106 203 254 254 165 923 15.4 12.0
100.0 1.2 0.6 8.0 9.7 18.7 23.3 23.3 15.2

女性 2,194 3 13 179 273 764 560 157 245 1,949 10.4 9.0
100.0 0.1 0.6 8.2 12.4 34.8 25.5 7.2 11.2

問22：年齢層

満29歳以下 185 7 10 81 54 12 - - 21 164 3.0 3.0
100.0 3.8 5.4 43.8 29.2 6.5 - - 11.4

満30歳台 572 3 5 84 136 225 58 - 61 511 6.4 5.7
100.0 0.5 0.9 14.7 23.8 39.3 10.1 - 10.7

満40歳台 938 5 1 56 118 395 240 21 102 836 9.3 8.5
100.0 0.5 0.1 6.0 12.6 42.1 25.6 2.2 10.9

満50歳台 786 - 2 24 45 223 310 90 92 694 13.0 11.9
100.0 - 0.3 3.1 5.7 28.4 39.4 11.5 11.7

満60歳以上 724 1 1 14 22 91 197 291 107 617 21.5 20.0
100.0 0.1 0.1 1.9 3.0 12.6 27.2 40.2 14.8

問22：性別×問22：年齢層

男性 162 7 5 47 41 39 5 - 18 144 4.3 3.8
×満34歳以下 100.0 4.3 3.1 29.0 25.3 24.1 3.1 - 11.1

男性 195 2 - 15 35 71 41 2 29 166 8.4 7.7
×満35歳以上44歳以下 100.0 1.0 - 7.7 17.9 36.4 21.0 1.0 14.9

男性 274 3 - 13 17 53 101 48 39 235 14.3 12.5
×満45歳以上59歳以下 100.0 1.1 - 4.7 6.2 19.3 36.9 17.5 14.2

男性 430 1 1 9 12 36 106 195 70 360 23.6 23.0
×満60歳以上 100.0 0.2 0.2 2.1 2.8 8.4 24.7 45.3 16.3

女性 270 2 9 85 79 58 7 - 30 240 4.4 4.0
×満34歳以下 100.0 0.7 3.3 31.5 29.3 21.5 2.6 - 11.1

女性 578 - 1 43 101 265 105 3 60 518 7.9 7.0
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 0.2 7.4 17.5 45.8 18.2 0.5 10.4

女性 1,001 1 3 41 80 369 349 58 100 901 11.1 10.0
×満45歳以上59歳以下 100.0 0.1 0.3 4.1 8.0 36.9 34.9 5.8 10.0

女性 293 - - 5 10 55 91 95 37 256 18.6 16.5
×満60歳以上 100.0 - - 1.7 3.4 18.8 31.1 32.4 12.6

問１：職種

管理的な仕事 107 - - 6 8 21 22 27 23 84 16.7 13.8
100.0 - - 5.6 7.5 19.6 20.6 25.2 21.5

専門的・技術的な仕事（医療関係） 163 - 2 12 19 61 37 17 15 148 10.9 8.5
100.0 - 1.2 7.4 11.7 37.4 22.7 10.4 9.2

専門的・技術的な仕事（教育関係） 117 - 1 14 14 47 22 15 4 113 10.5 8.0
100.0 - 0.9 12.0 12.0 40.2 18.8 12.8 3.4

専門的・技術的な仕事（その他） 223 - 2 22 24 55 49 47 24 199 14.2 10.0
100.0 - 0.9 9.9 10.8 24.7 22.0 21.1 10.8

事務の仕事 979 4 4 83 134 310 239 91 114 865 11.0 9.0
100.0 0.4 0.4 8.5 13.7 31.7 24.4 9.3 11.6

販売の仕事（営業を含む） 139 1 1 9 10 37 42 25 14 125 14.4 11.3
100.0 0.7 0.7 6.5 7.2 26.6 30.2 18.0 10.1

サービスの仕事（介護関係） 326 - 1 27 35 125 92 17 29 297 10.1 9.0
100.0 - 0.3 8.3 10.7 38.3 28.2 5.2 8.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 125 2 - 13 16 36 36 11 11 114 10.5 9.3
100.0 1.6 - 10.4 12.8 28.8 28.8 8.8 8.8

サービスの仕事（その他） 143 1 2 10 17 33 33 18 29 114 12.5 10.0
100.0 0.7 1.4 7.0 11.9 23.1 23.1 12.6 20.3

警備・保安の仕事 20 - - 2 1 4 3 8 2 18 19.4 13.0
100.0 - - 10.0 5.0 20.0 15.0 40.0 10.0

製造・生産工程の仕事 343 3 2 22 51 95 84 45 41 302 11.7 9.7
100.0 0.9 0.6 6.4 14.9 27.7 24.5 13.1 12.0

輸送・運転の仕事 83 2 1 3 5 7 23 26 16 67 17.4 16.0
100.0 2.4 1.2 3.6 6.0 8.4 27.7 31.3 19.3

建設・採掘の仕事 60 - - 4 1 11 21 11 12 48 15.9 15.5
100.0 - - 6.7 1.7 18.3 35.0 18.3 20.0

清掃など労務の仕事 69 2 - 3 6 22 19 5 12 57 11.4 10.0
100.0 2.9 - 4.3 8.7 31.9 27.5 7.2 17.4

その他 14 - - 1 - 5 2 2 4 10 14.6 10.0
100.0 - - 7.1 - 35.7 14.3 14.3 28.6

専門的・技術的な仕事（計） 503 - 5 48 57 163 108 79 43 460 12.2 9.0
100.0 - 1.0 9.5 11.3 32.4 21.5 15.7 8.5

サービスの仕事（計） 594 3 3 50 68 194 161 46 69 525 10.7 9.5
100.0 0.5 0.5 8.4 11.4 32.7 27.1 7.7 11.6

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 274 1 2 31 36 78 80 19 27 247 10.2 9.3
100.0 0.4 0.7 11.3 13.1 28.5 29.2 6.9 9.9

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 891 7 7 63 114 301 246 51 102 789 9.9 9.0
100.0 0.8 0.8 7.1 12.8 33.8 27.6 5.7 11.4

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 2,372 9 12 200 263 663 567 357 301 2,071 12.8 10.0
100.0 0.4 0.5 8.4 11.1 28.0 23.9 15.1 12.7

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 98 1 1 6 9 24 26 12 19 79 12.1 10.0
100.0 1.0 1.0 6.1 9.2 24.5 26.5 12.2 19.4

2013年4月1日以降（計） 776 6 6 55 104 270 217 37 81 695 9.7 8.8
100.0 0.8 0.8 7.1 13.4 34.8 28.0 4.8 10.4

参考計（労使のマッチング集計） 3,001 15 17 239 349 873 736 386 386 2,615 12.1 10.0
100.0 0.5 0.6 8.0 11.6 29.1 24.5 12.9 12.9

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 715 2 5 51 77 167 172 127 114 601 13.9 10.0
100.0 0.3 0.7 7.1 10.8 23.4 24.1 17.8 15.9

30～49人 442 5 - 34 41 133 112 66 51 391 12.8 10.0
100.0 1.1 - 7.7 9.3 30.1 25.3 14.9 11.5

50～99人 423 1 2 35 65 122 97 58 43 380 11.7 9.2
100.0 0.2 0.5 8.3 15.4 28.8 22.9 13.7 10.2

100～299人 604 3 2 50 65 176 161 63 84 520 11.8 10.0
100.0 0.5 0.3 8.3 10.8 29.1 26.7 10.4 13.9

300～499人 363 2 2 29 42 121 86 37 44 319 11.5 9.1
100.0 0.6 0.6 8.0 11.6 33.3 23.7 10.2 12.1

500～999人 249 - 2 24 34 87 53 26 23 226 10.9 8.0
100.0 - 0.8 9.6 13.7 34.9 21.3 10.4 9.2

1,000人以上 205 2 4 16 25 67 55 9 27 178 9.7 9.0
100.0 1.0 2.0 7.8 12.2 32.7 26.8 4.4 13.2

300人以上（計） 817 4 8 69 101 275 194 72 94 723 10.8 9.0
100.0 0.5 1.0 8.4 12.4 33.7 23.7 8.8 11.5

問２２付問②：これまでに転職した経験はありますか（１つに〇・数値も記入）。
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全体計 4,215 692 3,346 177 4,215 231 3,890 94
100.0 16.4 79.4 4.2 100.0 5.5 92.3 2.2

問22：性別

男性 1,469 140 1,285 44 1,469 93 1,359 17
100.0 9.5 87.5 3.0 100.0 6.3 92.5 1.2

女性 2,677 547 2,049 81 2,677 137 2,511 29
100.0 20.4 76.5 3.0 100.0 5.1 93.8 1.1

問22：年齢層

満29歳以下 320 40 267 13 320 11 307 2
100.0 12.5 83.4 4.1 100.0 3.4 95.9 0.6

満30歳台 703 130 565 8 703 34 666 3
100.0 18.5 80.4 1.1 100.0 4.8 94.7 0.4

満40歳台 1,085 204 851 30 1,085 68 1,009 8
100.0 18.8 78.4 2.8 100.0 6.3 93.0 0.7

満50歳台 916 166 715 35 916 57 846 13
100.0 18.1 78.1 3.8 100.0 6.2 92.4 1.4

満60歳以上 1,020 137 853 30 1,020 57 946 17
100.0 13.4 83.6 2.9 100.0 5.6 92.7 1.7

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 24 204 6 234 9 224 1
×満34歳以下 100.0 10.3 87.2 2.6 100.0 3.8 95.7 0.4

男性 235 18 216 1 235 21 213 1
×満35歳以上44歳以下 100.0 7.7 91.9 0.4 100.0 8.9 90.6 0.4

男性 320 24 278 18 320 24 290 6
×満45歳以上59歳以下 100.0 7.5 86.9 5.6 100.0 7.5 90.6 1.9

男性 642 72 555 15 642 36 598 8
×満60歳以上 100.0 11.2 86.4 2.3 100.0 5.6 93.1 1.2

女性 382 73 299 10 382 16 363 3
×満34歳以下 100.0 19.1 78.3 2.6 100.0 4.2 95.0 0.8

女性 692 154 519 19 692 34 652 6
×満35歳以上44歳以下 100.0 22.3 75.0 2.7 100.0 4.9 94.2 0.9

女性 1,160 246 882 32 1,160 66 1,085 9
×満45歳以上59歳以下 100.0 21.2 76.0 2.8 100.0 5.7 93.5 0.8

女性 377 65 297 15 377 21 347 9
×満60歳以上 100.0 17.2 78.8 4.0 100.0 5.6 92.0 2.4

問１：職種

管理的な仕事 144 11 126 7 144 6 134 4
100.0 7.6 87.5 4.9 100.0 4.2 93.1 2.8

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 50 161 3 214 15 196 3
100.0 23.4 75.2 1.4 100.0 7.0 91.6 1.4

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 30 139 7 176 16 156 4
100.0 17.0 79.0 4.0 100.0 9.1 88.6 2.3

専門的・技術的な仕事（その他） 315 26 276 13 315 20 287 8
100.0 8.3 87.6 4.1 100.0 6.3 91.1 2.5

事務の仕事 1,244 216 985 43 1,244 52 1,173 19
100.0 17.4 79.2 3.5 100.0 4.2 94.3 1.5

販売の仕事（営業を含む） 191 27 157 7 191 11 177 3
100.0 14.1 82.2 3.7 100.0 5.8 92.7 1.6

サービスの仕事（介護関係） 369 89 267 13 369 28 334 7
100.0 24.1 72.4 3.5 100.0 7.6 90.5 1.9

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 36 122 9 167 9 152 6
100.0 21.6 73.1 5.4 100.0 5.4 91.0 3.6

サービスの仕事（その他） 174 35 130 9 174 13 157 4
100.0 20.1 74.7 5.2 100.0 7.5 90.2 2.3

警備・保安の仕事 29 3 24 2 29 3 25 1
100.0 10.3 82.8 6.9 100.0 10.3 86.2 3.4

製造・生産工程の仕事 417 57 342 18 417 19 389 9
100.0 13.7 82.0 4.3 100.0 4.6 93.3 2.2

輸送・運転の仕事 103 10 89 4 103 4 97 2
100.0 9.7 86.4 3.9 100.0 3.9 94.2 1.9

建設・採掘の仕事 76 6 66 4 76 3 71 2
100.0 7.9 86.8 5.3 100.0 3.9 93.4 2.6

清掃など労務の仕事 83 19 59 5 83 4 77 2
100.0 22.9 71.1 6.0 100.0 4.8 92.8 2.4

その他 20 3 17 - 20 - 20 -
100.0 15.0 85.0 - 100.0 - 100.0 -

専門的・技術的な仕事（計） 705 106 576 23 705 51 639 15
100.0 15.0 81.7 3.3 100.0 7.2 90.6 2.1

サービスの仕事（計） 710 160 519 31 710 50 643 17
100.0 22.5 73.1 4.4 100.0 7.0 90.6 2.4

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 23 285 12 320 19 299 2
100.0 7.2 89.1 3.8 100.0 5.9 93.4 0.6

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 139 901 36 1,076 37 1,023 16
100.0 12.9 83.7 3.3 100.0 3.4 95.1 1.5

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 549 2,410 115 3,074 192 2,820 62
100.0 17.9 78.4 3.7 100.0 6.2 91.7 2.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 16 103 4 123 4 118 1
100.0 13.0 83.7 3.3 100.0 3.3 95.9 0.8

2013年4月1日以降（計） 931 119 781 31 931 32 884 15
100.0 12.8 83.9 3.3 100.0 3.4 95.0 1.6

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 640 3,038 166 3,844 199 3,555 90
100.0 16.6 79.0 4.3 100.0 5.2 92.5 2.3

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 155 766 60 981 55 894 32
100.0 15.8 78.1 6.1 100.0 5.6 91.1 3.3

30～49人 539 94 425 20 539 31 496 12
100.0 17.4 78.8 3.7 100.0 5.8 92.0 2.2

50～99人 521 78 416 27 521 22 480 19
100.0 15.0 79.8 5.2 100.0 4.2 92.1 3.6

100～299人 775 136 607 32 775 38 718 19
100.0 17.5 78.3 4.1 100.0 4.9 92.6 2.5

300～499人 458 75 369 14 458 28 425 5
100.0 16.4 80.6 3.1 100.0 6.1 92.8 1.1

500～999人 305 59 240 6 305 9 295 1
100.0 19.3 78.7 2.0 100.0 3.0 96.7 0.3

1,000人以上 265 43 215 7 265 16 247 2
100.0 16.2 81.1 2.6 100.0 6.0 93.2 0.8

300人以上（計） 1,028 177 824 27 1,028 53 967 8
100.0 17.2 80.2 2.6 100.0 5.2 94.1 0.8

問２２付問③：社会保険への加入回避や税金の
抑制、また、手当や年金の受給等を目的とした
「就業調整」（労働時間の長さや年収水準の
調整）を行っていますか（１つに〇）。

問２２付問④：現在の会社での仕事以外に、
他の会社でも働いたり、本業・副業を持つなど
仕事を掛け持ちしていますか（１つに〇）。
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全体計 231 8 13 5 13 5 16 23 19 32 8 7 2 6 16 58
100.0 3.5 5.6 2.2 5.6 2.2 6.9 10.0 8.2 13.9 3.5 3.0 0.9 2.6 6.9 25.1

問22：性別

男性 93 1 5 1 - - 3 6 11 15 7 6 2 6 5 25
100.0 1.1 5.4 1.1 - - 3.2 6.5 11.8 16.1 7.5 6.5 2.2 6.5 5.4 26.9

女性 137 7 8 4 13 5 13 17 8 17 1 1 - - 11 32
100.0 5.1 5.8 2.9 9.5 3.6 9.5 12.4 5.8 12.4 0.7 0.7 - - 8.0 23.4

問22：年齢層

満29歳以下 11 1 2 - - - - - 1 1 - - - - 1 5
100.0 9.1 18.2 - - - - - 9.1 9.1 - - - - 9.1 45.5

満30歳台 34 - 1 1 2 2 3 2 5 4 2 1 - 1 3 7
100.0 - 2.9 2.9 5.9 5.9 8.8 5.9 14.7 11.8 5.9 2.9 - 2.9 8.8 20.6

満40歳台 68 3 5 1 5 1 6 6 4 11 - 2 1 2 6 15
100.0 4.4 7.4 1.5 7.4 1.5 8.8 8.8 5.9 16.2 - 2.9 1.5 2.9 8.8 22.1

満50歳台 57 1 3 1 5 1 4 6 2 8 4 - - 3 5 14
100.0 1.8 5.3 1.8 8.8 1.8 7.0 10.5 3.5 14.0 7.0 - - 5.3 8.8 24.6

満60歳以上 57 3 2 2 1 1 3 9 7 8 2 3 1 - 1 14
100.0 5.3 3.5 3.5 1.8 1.8 5.3 15.8 12.3 14.0 3.5 5.3 1.8 - 1.8 24.6

問22：性別×問22：年齢層

男性 9 - 1 - - - - - 1 2 2 - - - 1 2
×満34歳以下 100.0 - 11.1 - - - - - 11.1 22.2 22.2 - - - 11.1 22.2

男性 21 - 1 - - - 1 2 3 6 - 1 - 1 1 5
×満35歳以上44歳以下 100.0 - 4.8 - - - 4.8 9.5 14.3 28.6 - 4.8 - 4.8 4.8 23.8

男性 24 - 2 - - - - - 1 3 3 1 1 5 2 6
×満45歳以上59歳以下 100.0 - 8.3 - - - - - 4.2 12.5 12.5 4.2 4.2 20.8 8.3 25.0

男性 36 1 1 1 - - 2 4 6 4 2 3 1 - 1 10
×満60歳以上 100.0 2.8 2.8 2.8 - - 5.6 11.1 16.7 11.1 5.6 8.3 2.8 - 2.8 27.8

女性 16 1 1 - 2 1 1 - 1 1 - 1 - - 3 4
×満34歳以下 100.0 6.3 6.3 - 12.5 6.3 6.3 - 6.3 6.3 - 6.3 - - 18.8 25.0

女性 34 2 3 2 3 2 4 3 3 3 - - - - 1 8
×満35歳以上44歳以下 100.0 5.9 8.8 5.9 8.8 5.9 11.8 8.8 8.8 8.8 - - - - 2.9 23.5

女性 66 2 3 1 7 1 7 9 3 9 1 - - - 7 16
×満45歳以上59歳以下 100.0 3.0 4.5 1.5 10.6 1.5 10.6 13.6 4.5 13.6 1.5 - - - 10.6 24.2

女性 21 2 1 1 1 1 1 5 1 4 - - - - - 4
×満60歳以上 100.0 9.5 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 23.8 4.8 19.0 - - - - - 19.0

問１：職種

管理的な仕事 6 - - - - - - - - 1 - - 1 - 1 3
100.0 - - - - - - - - 16.7 - - 16.7 - 16.7 50.0

専門的・技術的な仕事（医療関係） 15 - 1 - 2 - - 1 - 3 1 - 1 4 1 1
100.0 - 6.7 - 13.3 - - 6.7 - 20.0 6.7 - 6.7 26.7 6.7 6.7

専門的・技術的な仕事（教育関係） 16 1 1 - - - 1 - 1 4 2 2 - - - 4
100.0 6.3 6.3 - - - 6.3 - 6.3 25.0 12.5 12.5 - - - 25.0

専門的・技術的な仕事（その他） 20 1 1 1 2 - - 4 1 3 1 - - - - 6
100.0 5.0 5.0 5.0 10.0 - - 20.0 5.0 15.0 5.0 - - - - 30.0

事務の仕事 52 2 2 1 2 1 6 7 8 5 1 - - - 8 9
100.0 3.8 3.8 1.9 3.8 1.9 11.5 13.5 15.4 9.6 1.9 - - - 15.4 17.3

販売の仕事（営業を含む） 11 - - - - 1 1 - - 1 1 1 - - - 6
100.0 - - - - 9.1 9.1 - - 9.1 9.1 9.1 - - - 54.5

サービスの仕事（介護関係） 28 - - - 4 1 2 6 1 2 1 - - - - 11
100.0 - - - 14.3 3.6 7.1 21.4 3.6 7.1 3.6 - - - - 39.3

サービスの仕事（接客、飲食関係） 9 1 2 1 - - 1 - - 1 - - - - - 3
100.0 11.1 22.2 11.1 - - 11.1 - - 11.1 - - - - - 33.3

サービスの仕事（その他） 13 - 1 1 - 1 - - 1 2 1 1 - - 1 4
100.0 - 7.7 7.7 - 7.7 - - 7.7 15.4 7.7 7.7 - - 7.7 30.8

警備・保安の仕事 3 - 1 - - - - 1 - - - - - - - 1
100.0 - 33.3 - - - - 33.3 - - - - - - - 33.3

製造・生産工程の仕事 19 - 1 - - - 2 1 4 3 - 3 - - 2 3
100.0 - 5.3 - - - 10.5 5.3 21.1 15.8 - 15.8 - - 10.5 15.8

輸送・運転の仕事 4 - - - - - - 1 - 2 - - - - 1 -
100.0 - - - - - - 25.0 - 50.0 - - - - 25.0 -

建設・採掘の仕事 3 - - - - - 1 - 1 1 - - - - - -
100.0 - - - - - 33.3 - 33.3 33.3 - - - - - -

清掃など労務の仕事 4 1 2 - 1 - - - - - - - - - - -
100.0 25.0 50.0 - 25.0 - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

専門的・技術的な仕事（計） 51 2 3 1 4 - 1 5 2 10 4 2 1 4 1 11
100.0 3.9 5.9 2.0 7.8 - 2.0 9.8 3.9 19.6 7.8 3.9 2.0 7.8 2.0 21.6

サービスの仕事（計） 50 1 3 2 4 2 3 6 2 5 2 1 - - 1 18
100.0 2.0 6.0 4.0 8.0 4.0 6.0 12.0 4.0 10.0 4.0 2.0 - - 2.0 36.0

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 19 2 - - - - 1 2 4 2 1 - - - 1 6
100.0 10.5 - - - - 5.3 10.5 21.1 10.5 5.3 - - - 5.3 31.6

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 37 1 - - 4 1 3 2 2 9 - 2 - 2 2 9
100.0 2.7 - - 10.8 2.7 8.1 5.4 5.4 24.3 - 5.4 - 5.4 5.4 24.3

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 192 7 13 5 9 4 13 21 17 22 8 5 2 4 14 48
100.0 3.6 6.8 2.6 4.7 2.1 6.8 10.9 8.9 11.5 4.2 2.6 1.0 2.1 7.3 25.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 4 - - - - - 1 - - - - 1 - - 1 1
100.0 - - - - - 25.0 - - - - 25.0 - - 25.0 25.0

2013年4月1日以降（計） 32 1 - - 4 1 2 2 2 9 - 1 - 2 1 7
100.0 3.1 - - 12.5 3.1 6.3 6.3 6.3 28.1 - 3.1 - 6.3 3.1 21.9

参考計（労使のマッチング集計） 199 8 12 4 12 4 14 22 14 27 6 7 1 3 13 52
100.0 4.0 6.0 2.0 6.0 2.0 7.0 11.1 7.0 13.6 3.0 3.5 0.5 1.5 6.5 26.1

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 55 2 6 2 1 2 4 1 5 9 1 2 - 1 4 15
100.0 3.6 10.9 3.6 1.8 3.6 7.3 1.8 9.1 16.4 1.8 3.6 - 1.8 7.3 27.3

30～49人 31 2 2 - 4 - 1 6 2 1 - - - 2 1 10
100.0 6.5 6.5 - 12.9 - 3.2 19.4 6.5 3.2 - - - 6.5 3.2 32.3

50～99人 22 - - - - - 1 2 2 3 1 3 - - 2 8
100.0 - - - - - 4.5 9.1 9.1 13.6 4.5 13.6 - - 9.1 36.4

100～299人 38 2 - 2 5 2 3 4 2 2 2 1 1 - 3 9
100.0 5.3 - 5.3 13.2 5.3 7.9 10.5 5.3 5.3 5.3 2.6 2.6 - 7.9 23.7

300～499人 28 1 1 - - - 2 5 3 5 2 - - - 3 6
100.0 3.6 3.6 - - - 7.1 17.9 10.7 17.9 7.1 - - - 10.7 21.4

500～999人 9 - 1 - 1 - 1 2 - 2 - - - - - 2
100.0 - 11.1 - 11.1 - 11.1 22.2 - 22.2 - - - - - 22.2

1,000人以上 16 1 2 - 1 - 2 2 - 5 - 1 - - - 2
100.0 6.3 12.5 - 6.3 - 12.5 12.5 - 31.3 - 6.3 - - - 12.5

300人以上（計） 53 2 4 - 2 - 5 9 3 12 2 1 - - 3 10
100.0 3.8 7.5 - 3.8 - 9.4 17.0 5.7 22.6 3.8 1.9 - - 5.7 18.9

問２２付問：掛け持ち分も含めた、昨年（2017年1月1日～12月31日）の税込み年収はどれくらいでしたか。調査シリーズNo.202
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全体計 4,215 1,809 551 924 197 334 400
100.0 42.9 13.1 21.9 4.7 7.9 9.5

問22：性別

男性 1,469 735 100 265 78 165 126
100.0 50.0 6.8 18.0 5.3 11.2 8.6

女性 2,677 1,072 449 658 118 165 215
100.0 40.0 16.8 24.6 4.4 6.2 8.0

問22：年齢層

満29歳以下 320 135 37 77 20 36 15
100.0 42.2 11.6 24.1 6.3 11.3 4.7

満30歳台 703 360 107 124 21 43 48
100.0 51.2 15.2 17.6 3.0 6.1 6.8

満40歳台 1,085 530 199 196 19 58 83
100.0 48.8 18.3 18.1 1.8 5.3 7.6

満50歳台 916 413 136 200 30 55 82
100.0 45.1 14.8 21.8 3.3 6.0 9.0

満60歳以上 1,020 327 63 309 100 125 96
100.0 32.1 6.2 30.3 9.8 12.3 9.4

問22：性別×問22：年齢層

男性 234 136 17 35 13 20 13
×満34歳以下 100.0 58.1 7.3 15.0 5.6 8.5 5.6

男性 235 161 17 13 5 22 17
×満35歳以上44歳以下 100.0 68.5 7.2 5.5 2.1 9.4 7.2

男性 320 207 21 20 4 27 41
×満45歳以上59歳以下 100.0 64.7 6.6 6.3 1.3 8.4 12.8

男性 642 218 42 192 51 89 50
×満60歳以上 100.0 34.0 6.5 29.9 7.9 13.9 7.8

女性 382 150 67 97 12 35 21
×満34歳以下 100.0 39.3 17.5 25.4 3.1 9.2 5.5

女性 692 299 135 154 21 30 53
×満35歳以上44歳以下 100.0 43.2 19.5 22.3 3.0 4.3 7.7

女性 1,160 485 221 278 35 58 83
×満45歳以上59歳以下 100.0 41.8 19.1 24.0 3.0 5.0 7.2

女性 377 109 20 117 49 36 46
×満60歳以上 100.0 28.9 5.3 31.0 13.0 9.5 12.2

問１：職種

管理的な仕事 144 64 11 21 9 18 21
100.0 44.4 7.6 14.6 6.3 12.5 14.6

専門的・技術的な仕事（医療関係） 214 76 48 50 15 10 15
100.0 35.5 22.4 23.4 7.0 4.7 7.0

専門的・技術的な仕事（教育関係） 176 78 30 41 10 7 10
100.0 44.3 17.0 23.3 5.7 4.0 5.7

専門的・技術的な仕事（その他） 315 130 33 67 14 42 29
100.0 41.3 10.5 21.3 4.4 13.3 9.2

事務の仕事 1,244 514 191 321 48 83 87
100.0 41.3 15.4 25.8 3.9 6.7 7.0

販売の仕事（営業を含む） 191 102 16 34 9 15 15
100.0 53.4 8.4 17.8 4.7 7.9 7.9

サービスの仕事（介護関係） 369 161 51 91 12 24 30
100.0 43.6 13.8 24.7 3.3 6.5 8.1

サービスの仕事（接客、飲食関係） 167 71 22 31 13 11 19
100.0 42.5 13.2 18.6 7.8 6.6 11.4

サービスの仕事（その他） 174 70 19 36 15 14 20
100.0 40.2 10.9 20.7 8.6 8.0 11.5

警備・保安の仕事 29 9 - 8 6 3 3
100.0 31.0 - 27.6 20.7 10.3 10.3

製造・生産工程の仕事 417 203 41 77 17 34 45
100.0 48.7 9.8 18.5 4.1 8.2 10.8

輸送・運転の仕事 103 47 5 22 3 10 16
100.0 45.6 4.9 21.4 2.9 9.7 15.5

建設・採掘の仕事 76 35 5 8 4 12 12
100.0 46.1 6.6 10.5 5.3 15.8 15.8

清掃など労務の仕事 83 29 15 17 4 10 8
100.0 34.9 18.1 20.5 4.8 12.0 9.6

その他 20 7 2 6 1 2 2
100.0 35.0 10.0 30.0 5.0 10.0 10.0

専門的・技術的な仕事（計） 705 284 111 158 39 59 54
100.0 40.3 15.7 22.4 5.5 8.4 7.7

サービスの仕事（計） 710 302 92 158 40 49 69
100.0 42.5 13.0 22.3 5.6 6.9 9.7

問５：現在の会社で、働いている理由

正社員としての働き口が見つからなかったから 320 198 41 41 6 14 20
100.0 61.9 12.8 12.8 1.9 4.4 6.3

問８：分類

問８：「はい」（無期転換者） 1,076 548 144 193 30 73 88
100.0 50.9 13.4 17.9 2.8 6.8 8.2

問８：「いいえ」（有期契約労働者） 3,074 1,250 399 725 164 258 278
100.0 40.7 13.0 23.6 5.3 8.4 9.0

問15：有期労働契約から無期労働契約へ転換した時期

2013年3月31日以前 123 67 14 14 5 13 10
100.0 54.5 11.4 11.4 4.1 10.6 8.1

2013年4月1日以降（計） 931 472 126 175 24 58 76
100.0 50.7 13.5 18.8 2.6 6.2 8.2

参考計（労使のマッチング集計） 3,844 1,647 503 839 180 308 367
100.0 42.8 13.1 21.8 4.7 8.0 9.5

【企業等調査】雇用者の規模

29人以下 981 394 94 185 65 106 137
100.0 40.2 9.6 18.9 6.6 10.8 14.0

30～49人 539 219 59 131 38 45 47
100.0 40.6 10.9 24.3 7.1 8.3 8.7

50～99人 521 213 72 114 21 50 51
100.0 40.9 13.8 21.9 4.0 9.6 9.8

100～299人 775 333 118 171 22 60 71
100.0 43.0 15.2 22.1 2.8 7.7 9.2

300～499人 458 238 72 89 10 21 28
100.0 52.0 15.7 19.4 2.2 4.6 6.1

500～999人 305 133 46 80 15 14 17
100.0 43.6 15.1 26.2 4.9 4.6 5.6

1,000人以上 265 117 42 69 9 12 16
100.0 44.2 15.8 26.0 3.4 4.5 6.0

300人以上（計） 1,028 488 160 238 34 47 61
100.0 47.5 15.6 23.2 3.3 4.6 5.9

問２２付問⑤：掛け持ちしている仕事も含めて、あなたが働くのを辞めると、
家計はどうなりますか（主なもの１つに〇）。
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